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第１節 序 
 
 大臣 ministre と呼ばれる執行権者の責任 responsabilité は、憲法および公法の学究にとって伝統的に重要
な主題である。近現代民主主義国家においては、権力行使は何らかの責任の契機との紐帯を失わない限りにお
いて正統性を有する以上、これは道理である。エスマンは、その『綱要』の比較的早い版次において、「政治
的自由にとって、執行権の責任こそ、本質的条件である」と明快に断言していた1。本研究は、大革命以来の
フランスの政治制度を、それを生成した政治動態および政治的思惟との連関において検討し、主権者の自覚的
意思によって民主政（制）を形成してきた政治社会において、この自明の道理が具体的に如何なる現象形態と
して結実し、斯かる現象生成過程において如何なる問題性を帯びるか、という問題に関して検討するものある。
そして、本稿は、大臣の責任を巡る「制度 institution」と「非－制度 pratique」との相剋を観察するという
方法を以て、大臣の責任を構成する主たる責任原理である「政治責任 responsabilité politique」原理が如何な
る形象を構成してきたかという問いについて、大臣責任にとって他方のあり得る一極としての刑事責任原理と
の交錯・分離という恒常的視座の下で検討する。 
「体制の選択という点で、民主的正当性の優越は、何よりも歴史的過程によって実証されてきた2。」と述
べる小林直樹は、次いで「絶対君主制が共和制にとってかわられた場合だけでなく、制限君主制なかんずく立
憲君主制に移行した場合でも、その実質的正当性の根拠として、神に代わって国民が援用されるにおよぶと、
両体制のこの面での優劣の落差はきわめて明瞭なものとなる3。」と敷衍している。民主政を、神権に依拠す
る専制と、議会制民主主義への対抗原理として自任する近現代の独裁とから区別する標識こそ、被治者の代表
としての執行権者の責任 responsabilité des gouvernants である。そしてかかる責任は、執行権者の営為とし
ての「政治・政策 politique」に対する責任、すなわち「政治責任 responsabilité politique」に他ならない。
「政治責任は近代立憲主義の主要な成果の一つである。政治責任と云う手続によって、最早被治者の信任を得
ていない一人の人物あるいは集団によって政治権力が行使される状況に終止符が打たれた。政治責任と云う手
続は独裁と民主政との間に真正の断絶を生じさせる4。」と、フランスの代表的な憲法学辞典は説明する。 
本研究の問題意識の展開にあたっては、大臣という執行機関における「権力 pouvoir」と「責任 responsabilité」
の連関構造を解明した上で、大臣の「責任」概念それ自体の構造解明に至る研究が必要である。責任概念が権
力概念にひたすら回収され、権力正当化の口実に利用される政治動態が存在する一方で、他方では、責任と権
力がともに衰微する政治動態が存在するが故に困難は存在する。権力保持者は、自らに権力行使に伴う責任が
                                                     
1 Adhémar Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 3e éd., 1903, p.99. 
2 小林直樹『憲法の構成原理』（東京大学出版会、１９６１年）１８５頁。 
3 同上。 
4 Olivier Duhamel et Yves Mény, Dictionnaire de droit constitutionnel, PUF, 1990, p.19. 
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ある（べき）との言説を以て権力の正当化・強化を指向する。反面、自身乃至他者の権限が限定的なものであ
ることが遍く認識されれば、責任者不在の状況が招来する。これは権力と責任との関係を巡る、極度に単純化
された両極端であるが、この両極端を二つながらに経験したのが近現代フランス政治生活であった。この両極
端の中でのディレンマこそが近現代フランス議会政の一般的問題であった。そこに、大臣責任制、および大臣
責任の原理としての政治責任原理に着目する本研究が研究の素材をフランス憲政史に求める所以がある。フラ
ンスは、大革命期におけるジャコバンによる革命独裁から両ナポレオンの反動的独裁という一方の極を体験し
ながら、弱体な執行府による第三・第四共和制の混迷というもう一方の極を体験した。そこでの支配的な政治
的思惟は、おおむね「執行権への強烈・執拗な不信感」と「議会による一般意思の表明或いは議会意思の一般
意思との事実上の同視」にあったといえよう5。しかし、責任と権力が本来不可分一体なものであることから、
責任―権威―権力が有名無実となってしまう状況は、無答責性が時として独裁を齎すことと全く同様に、２０
世紀半ばの「強い執行権」のイデオローグ、ルネ・カピタンによって、強く批判されていた6。そして、現行
第五共和制はフランスに権力と責任の強力な結合を打ち建てるべく登場した。しかし、斯かる強力な結合を体
現すべき執行権者として期待された「国家元首」は、実際にはドゴールその人のことに他ならず、ドゴール退
陣後の「結合」を担うべき存在は首相以下「大臣」に求めざるを得なかった。しかし、彼ら大臣は期待外れな
存在に留まり、責任不在の政治生活を現出させる。１９８０年代の薬害エイズ禍「汚染血液事件 affaire sang 
contaminé」を契機として、この国の行政に与る諸大臣の無責任体質が糾弾され、首相以下３名の元大臣が歴
とした刑法犯として法廷に立たされるに至った。この様なスペクタクルは公法学における議論を喚起するにも
十分なものだった7。「大臣」およびその責任原理としての政治責任を検討対象とする本研究は、このような
フランス第五共和制の今日的問題状況から着想を得た。つまり、執行権担当者としての大臣の負うべき責任の
本質とは何か、何を理由として問われ、如何に追及されるのか。本研究は大革命以来のフランス憲政がこれら
の問いかけに対して採ってきた長年来の思想的・制度的・習律的な蓄積を分析する。 
本研究は、近現代フランスの政治生活という歴史的文脈によって規定される存在を研究対象として、現代の
視座から検討を加えるものである。かような性格を有する本研究において、現代フランス政治生活および現代
フランス公法学への有効な批判的枠組みを提示するためには、大臣責任の概念の生成過程に対する網羅的な検
討が不可欠である。また、政治責任として構成される大臣責任の生成過程を検討することは、議院内閣制の生
成に関する基礎的研究としてもその意義は少なくないと思われる。そこで、本研究は、大臣責任という視点か
ら大革命以降のフランス政治史を時系列的・網羅的に検討することで、大臣責任という形で組織される執行権
者の責任論に裨益すべき基礎研究を構成する。その上で本研究は、革命以来二百有余年の歴史の上に立つフラ
ンス大臣責任の現状について歴史的に位置づけることを試みる。 
 本研究は、先ず序論において以下の問題を論じる。序論の目的は、検討対象と検討方法・領域の設定に在る。 
第一に、フランスにおける責任 responsabilité 概念を、法的見地より論じたうえで、大臣責任 responsabilité 
ministérielle 概念を、政治責任 responsabilité politique の側面、刑事責任 reponsabilité pénale の側面、そ
して両者の競合する側面の３側面からそれぞれ定義づけを行い、大臣責任概念を綜合する。本研究が研究を行
                                                     
5 杉原泰雄「現代議院内閣制―イギリスの場合とフランスの場合―」『公法研究』（第２３号、１９６２年）
３６頁。 
6 高橋信行「ルネ・カピタン―共和国の崩壊と再生」『日仏法学』（第２７号、２０１３年）２１頁。 
7 同事件がフランス公法学及びそこでの執行権責任論に与えたインパクトを強調するものとして、オリヴィ
エ・ボー（村田尚紀訳）「第５共和制における執行権者の責任－憲法の運用および学説からの検討―」『立命
館法学』（２９１号、２００３年）１５２２～１５３８頁。 
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うにあたって採用する概念定式をここにおいて措定する。フランス語における「責任」概念はすぐれて曖昧な
ものであり、検討対象である「大臣責任 responsabilité ministérielle」概念を、全ての行論に先立って規定し
ておく必要がある。本研究における大臣責任は、基本的には「大臣の政治責任」と「大臣の刑事責任」の二側
面から構成される。大臣責任概念の前提は、大臣の、大臣としての職務遂行上の行為に関する処理方法たると
ころにあり、したがって、大臣たる者が私人としての資格において行った行為に関する刑事責任は「大臣の刑
事責任」の領域からは除外される。また、大臣の民事責任 responsabilité civile des ministres8も、本研究に
おける「大臣責任」領域から除外される。政治体制内における権力と責任との連関構造を解明することを目的
とする本研究にとって、民事責任の性格は政治責任および刑事責任の性格とは異なり、本質的に政治的・公法
学的な軌道から外れると考えられるからである。そして、大臣責任の本来あるべき態様・原理は、政治責任の
側面において把握される限りのものである9。本研究では、大臣の政治責任と刑事責任とが原理上区別され得
るという立場を基底に置く。これは本論において見る処の事柄に属するが、基本的にはフランスの大臣責任制
は刑事的性質から政治的性質への発展史として捉えられるものである。これはフランスにおける議院内閣制の
発展と機軸を一とする。刑事責任原理は「刑事手続及び刑法の基本原理、すなわち、適法性、不遡及性、公開
性、防禦権の尊重、対審構造」などを要請する責任原理であり、政治責任原理の軌道からは大きく外れる1011。
尤も、規範論がかかるものであるとして、しかし、刑事責任が機能的に政治責任として現象する状況の存在を
本研究は否定しない。かかる事情に関しては本論において見る処の事柄に属する。 
なお、大臣の政治責任に関しては、議院内閣制における狭義のものと、広く民主政一般において存在する広
義のものがあるが、真正のものは前者である12。但し、後者に関しても、国家元首との関係における大臣責任
の存否を問う限りにおいて、議論の枠組みとして使用する。責任概念を権力との連関の中において問う限り、
責任は権力のカウンターパートである。このことから、序論においては、大臣責任の存立条件を確定する。そ
れは以下の三つである。第一、国家元首無答責。第二、大臣による副署。第三、大臣による政治的決定権の留
保。第三の条件の与件として、大臣集団たる内閣の同質性或いは均質性と連帯性が要請される。本論において
見る処の事柄であるが、第三の条件は、近現代フランス政治史において最も実現困難な条件として存在する。
第三の条件を欠く場合、「似非責任情況」＝「従属情況」が大臣と他の権力主体の間に現象する13。かかる情
                                                     
8 大臣の民事責任は、大臣によって個人（＝民法典旧第１３８２条・現第１２４０条における責任）あるいは
国家（≒公金支払命令官の筆頭としての大臣が、予算或いは財政に関する不正について負う責任）に対して為
された損害への、金銭による賠償義務のことである。大臣の民事責任に関しては、１７９１年４月２７日－５
月２５日法律第３１条以来、特別の制度的保障を受けてきたものであるが、本報告において詳論を割愛する。 
9 Olivier Beaud, Le traitement constitutionnel de l’affaire sang contaminé. Réflexions critiques sur la 
criminalisation de la responsabilité des ministres et sur la criminalisation du droit constitutionnel, RDP. 
1997. p.1004 
10 R. Badinter, Préface, in Association française pour l’histoire de la justice, Les ministres devant la 
justice, Actes Sud, 1997, p.12. 
11 全く同様の見解が、我が国の憲法学壇においても、ロッキード事件の生起という騒然たる時局に対峙する形
で、示されている。杉原泰雄「政治責任の論理と刑事責任の論理」『世界』（３６９号）２８～３８頁である
（そして、同氏の『国民代表の政治責任』（岩波新書、1977 年））。但し、我が国の憲法学においては、政
治責任の論理と刑事責任の論理が混濁する領域に関して自覚的に、纏まった形で議論が展開されている訳では
ないし、この問題野が憲法学のディシプリンの上で確立した論点になっているとも言い難い。これは偏に弾劾
裁判の型式が極めて限定的な形でしか制度化されていないという制度上の問題に拠ろう。 
12 Philippe Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité politique ?, RDP, 1999, pp. 1599-1623. 三上佳佑「憲法学
における「政治責任」概念－フィリップ・セギュールの所論を素材として」『早稲田法学会誌』（６４巻１号、
２０１３年）２１１頁。 
13 「責任」の概念が、他の機関との関係における一定の従属性と同時に、相対的自立性を帰結することに関し
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況は執政政府期における執政と大臣の間の権力関係にその典型を見る。本研究では、かかる情況における大臣
の「従属」を大臣の「責任」とはいちおう別のものとして考え、これを「relation de pouvoir hiérarchique
階層的権力関係14」として分類する。 
第二に検討領域と検討方法の設定であるが、本研究は大革命から第五共和制の今日に至るまでのフランス政
治を検討領域と設定し、方法としては時系列的な歴史的検討を採る。従って、本稿ではアンシャン・レジーム
下での国務評定官の責任に関する検討は除外される15。時系列的な史論を行う所以は、大臣責任が理論的生成
物たるよりも歴史的生成物としての性格を色濃く有しているからである16。従って、大革命以来のフランス政
治における大臣責任を、その時々の政治生活状況一般、そしてその時々の種々の情況依存的諸要素から検討し
なければならない。しかし、本研究は種々の個別事象を網羅的に総合することを以て、一定の客観性へ到達し
ようという試みである。そして、公法学学説に対する理論的検討は、ある一定の歴史的文脈に不即不離のもの
と診て、基本的には歴史的検討の枠内においてこれを行うものとする。但し、第五共和制以降のフランス公法
学の議論情況に関しては、本研究自身これに大きく規定されるものであるから、特定の－大臣責任論に関して
の、今日の学界の水準を構成する－諸論者を採り上げる形で検討を行うこととする。 
 
第２節、「責任」の概念－法的なるもの、政治的なるもの－ 
 
本研究において先ず意識しなければならないのは言葉の問題である。「責任」という概念を表現するために
英語が三つの異なる語―すなわち responsibility， accountability， liability－を用意しているのに対して、
フランス語の語彙は唯一つの語―responsabilité－しか用意しない17。フランス語が responsabilité という語に
種々の形容詞を添えて遣い回しを行わなければならないのに対して、豊富な語彙を用意している英語ではその
ような事情は無い。例えば、Liability と云う語は法的にも社会的にも「責任」を表現するために極めて一般的
に用いられているが、とりわけ不法行為法の領域などで用いられる語である18。Responsibility と云う語につ
いては、それがすぐれて政治的な文脈の上に定位されているのを見出すことが出来る。この語は正反対のベク
トルから捉えられた二つの相対応する概念に分節化される。第一にこの語は control というもの、すなわち政
府が決定を成すとき、人民あるいは人民の代表者からの圧力に服するという命題を包含するという19。第二に、
control の客体である政府が control の主体に対して「弁明」しなければならないという命題、すなわち
accountability の含意である。政府は自らの作為あるいは不作為に関して説明し、自己正当化し、報告をしな
                                                                                                                                                                                  
ては、樋口陽一『憲法』（第三版、創文社、２００７年）３８６頁。 
14 Michel Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernementale, in Olivier Beaud et Jean-Michel 
Blanquer (dir. ), La responsabilité des gouvernants, Descartes et Cie, 1999, p. 50. 
15 このことはアンシャン・レジーム下に大臣責任の現象形態として注目すべきものが絶無であることを意味す
る訳ではない。かかる紹介として、例えば、佐藤立夫「フランスの弾劾制度」『比較法学』（第２２巻第２号、
１９８９年）４９～５３頁。 
16 大臣責任に関する特に重要な制度枠組みである議院内閣制に関する研究が、研究対象が「主に慣行の上で生
成し確立する制度であるだけに、その生成・発展・変容の過程に即してそれを歴史的に研究することが重要で
あることはいうまでもない」ことが指摘されている。井端正幸「フランス七月王政下の議院内閣制と官吏議員
―いわゆる『オルレアン型議院内閣制の一側面』－」『龍谷法学』（第１４巻第２号、１９８１年）９３頁。 
17 この点に関して、La responsablité-Archives de philosophie du droit, Sirey, 1977, p.54. 
18 例えば、高柳賢三、末延三次編『英米法辞典』（有斐閣、１９５２年）２７３頁は、「責任」に当たる語と
してこの Liabity を挙げる。 
19 C.Turpin and A.Tomkins, British government and the Constitution, 6eéd., Cambridge University Press, 
2007, pp.565-566. 
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ければならず、それがサンクションの生起に繋がり得る、という命題である20。してみれば、これら別様の「責
任」については、そのサンクションも別様であるのが道理である。ministerial responsibility は辞職によって
サンクションされ、ministerial accountability は政策への弁明、批判、そして修正によってサンクションされ
る。フランス語の語彙の乏しさは責任の概念の理解を容易ならざるものとするだけでなく、とりわけ法的・政
治的文脈においては、責任概念が不正確に運用されることで、議論に混乱が生じよう21。 
 法的責任は、非―法的責任、すなわち道義的責任あるいはまた社会的責任といったものとは区別されなけれ
ばならない。法的責任は法秩序への侵犯に対する応報として、適法性の基準を以て、理解される。フィリップ・
セギュールは正しくも「法的な意味における責任が存在するためには、規範が客観的な側面を獲得して居る必
要がある。法的サンクションの発生は、したがって、倫理から法への歩みを示すものである。22」と指摘する。 
 法的責任は民事責任、刑事責任、あるいはまた行政責任といった各分枝から構成されている。それでは大臣
の政治責任は責任の所謂法的カテゴリーと如何なる関係に立つのか。法的責任と政治責任とは謂わば対義語の
如きもの、という発想は一見尤もらしくあり、今日においては一般の確信を得ていると言える。例えば、樋口
陽一は議院内閣制下の内閣の対議会責任の性質について「ここでいう「責任」は、いずれにしても、普通、「政
治責任」のことだと説明されている。その際、「政治」責任とは、民刑事の責任に対してそういう23」と説い
ており、民刑事の如き典型的な法的責任と政治責任は思考上の対立物であると見るのが「普通」の理解である
とされている。しかし、直ぐに続けて「民刑事の責任に対してそういうのであって、憲「法」上の責任である
ことに注意すべき」と指摘され、イギリスにおける弾劾制度と大臣責任制との相違を念頭に置いた上で「裁判
的強制ができないからといって、国家機関にとって遵守すべき法規範でなくなるわけではない。」とされてい
る点は示唆的である24。大臣乃至その統一的集合体としての内閣の責任に関して思惟する際に「法上の責任」
と「政治上の責任」とを対立させる素朴な二分法は、清宮四郎においても採用されている25。清宮は、内閣の
責任について「いま、それが、憲法の定める責任という意味で、法上の責任であることは、問題外とする。」
としながらも「しかし、議院内閣制のもとでは、内閣の責任は、最後には、総辞職にまで到達する。内閣が、
みずから責任を感じ、進んで辞職する場合は、これを政治上の責任とみなすとしても、憲法第六九条の規定に
より、衆議院の内閣不信任決議が可決されたとき、内閣が、解散か、総辞職かの二者択一を余儀なくされ、遂
に、引責辞職という、憲法の規定する結果を、やむをえず引き受ける場合は、いわゆる法的責任の色彩が、か
なり濃厚になる。」と述べており、また示唆的である。従って、法的責任と政治責任との彼我の関係性は、必
ずしも尋常一様の二項対立図式で切り分けられる訳ではなさそうである。 
翻ってフランス憲政史における消息を見てみると、例えば１９世紀前半における立憲君主制は、内閣の政治
責任について記した何等の法的文書も（無論憲法も含めて）有していなかった。従って、かかる責任は専ら道
義的責任として考えられていたと見なければならない。本論で見るように、七月王政から第二帝政の終わりま
で、「道義的責任 responsabilité morale」あるいは「一般的責任 responsabilité générale」という表現が幾人
                                                     
20 Loc cit. 
21「責任」という言葉しか用いることの出来ない状況下では、「説明責任」を念頭に置く話者も、「辞職によ
ってサンクションされるべき議会に対する政治責任」を念頭に置く話者も、等しく「責任」という語を用いる
ことになるが、話者が自身の置かれた特定の政治的諸条件の下で、自覚的且つ任意に責任概念を使い分けるこ
とによって、少なからぬ混乱が生じよう。 
22 Ph. Ségur, La responsabilité politique, PUF, 1998, p.10. 
23 樋口・前掲『憲法』２１８頁。 
24 同上。 
25 清宮四郎『憲法Ⅰ』（第三版、有斐閣、１９７９年）３３１頁。 
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からの政治アクターによって、両院に対する大臣の政治責任を指し示すために用いられた。ここでも分水嶺は
裁判的統制への服従可能性の有無であった。ミシェル・トロペールは「一般的責任 responsabilité générale
は、多数派が敵対的であれば、権力の座から去る義務のことを意味する。この責任は法から生じるものではな
い。何故なら、、、一般的責任は法を必要としないからである。26」と強調している。政治責任と法的責任と
の関係に関する樋口や清宮の繊細微妙な言説は、したがって、この段階ではいまだ前提条件を欠いている。画
期は第三共和制に訪れたと言える。第三共和制は閣僚の政治責任に関して法的規律を設けたからである。１８
７５年２月２６日憲法的法律第６条は、大臣の政治責任の、謂わば憲法編入を行ったのであり、それまで専ら
事実の領域に存在した現象が法的思考法の中で捉えられる可能性を提供する枠組となったのである。しかし、
それは飽くまでも「可能性」である。かかる責任は確かに「法的なものである。何故ならこの責任は慣習に組
み込まれ或いは法文に組み込まれており、そしてとりわけ、その実施が法秩序の中に影響をもたらすからであ
る」。しかし、同様に、「政治的なものである。何故ならかかる責任の端緒は政治的コンテクストと結びつい
ており、この点では制憲者が如何に幻想を抱いていたとしても、制憲者の考える状況には帰着せず、前もって
定められている手続には帰着しないものだからである。」27と指摘されるように、大臣の責任の両義性こそが
認識されなければならなくなったのである。特に、大臣責任を、理論的完成物として捉えることはもとより、
むしろ、具体的な政治的諸条件、政治動態との関係において動揺する、一定の政治的合目的性を帯びた現実的
存在として理解することを重視する視座が重要であることに鑑みれば、統治機構論を主戦場としてきたフラン
ス公法学において－実定法次元における人権保障の問題を「公的自由 libertés publiques」として行政法領域
に放逐してきたフランス憲法論において28－大臣責任制が特に重要な主題であったこと、そして「公法学にお
いて、なんらかの形で政治的な事象から切り離された、純粋に技術的な側面というものは存在」せず「すべて
は政治的なるもの（le politique）と結びついている」ことが認識されなければならないといえよう29。 
 また、責任と云う概念は、責任主体の行為が、別の主体から「任された」行為であること、すなわち「任務」
であるという事実と不可分に結びついている。そのとき責任と云う語は権限の保持と結びついている。「責任」
という概念は何らかの「義務」という概念を包摂しているが、しかし、その内包と外縁は異なる。後の行論を
考慮して述べておくのであれば、「責任」は「代表者」の任務に、対して「義務」は「代理者」の任務に、そ
れぞれ不可分の形で結合する概念であると、ここで確認しておくこととする。責任と云う概念は「権限の保持
それ自体を意味する。かかる権限の保持は事後の報告の義務を包含している。尤も、或る者が何事かに責任を
負う、という謂いは、その事柄を良き状態へと至らせる権限を意味する。そのとき責任と云う語は、、、権限
と云う概念を指向する。30」この定義ふうの説明によって、取り敢えず法的な次元において想起されている責
任概念の政治的側面が立ち上がってくる。この問題については、以下の「大臣の責任」に関する行論において
検討しなければならない。 
 
第３節、検討の対象としての「大臣の責任」 
 
                                                     
26 M.Troper, La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle française, LGDJ, 1973, p.98. 
27 Ph.Lauvaux, Le parlementarisme, 1re éd., PUF, 1997, p.29. 
28 この点につき、上村貞美『現代フランス人権論』（成文堂、２００５年）４～７頁。 
29 ドゥニ・バランジェ（石川裕一郎訳）「フランス憲法学の脱政治化？」『慶應法学』（第 24 号、2012 年）
238 頁。 
30 Littré, 2006. 
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 大臣としての地位に在る人間が大臣としての行為について大臣として負うべき責任は、幾つかの用語法によ
って把握される。 
 先ず「大臣責任 responsabilité ministérielle」と云う語に如何なる概念を包含させるか、ということが問題
である。大臣責任と云った場合に、それが如何なる責任を指し示すのか、という問題である。この概念には広
狭二義が成り立ち得る。第一に広義の用法。これは「大臣責任」という一語を以て大臣に関係する全ての責任
の型が前提されることを排除しない用法であり、文脈に応じて種々の責任の類型を指し示す用語法である。第
二に狭義の用法。専ら政治的次元における責任を指し示す用法である。大臣責任と云うときに、専ら政治的次
元のものとして語り、通常司法の秩序との関わりを自覚しない用語法は比較的古典的なものに属し、オーリウ
によって採用されるところである31。本研究においては広義の用法を採る。 
 第二に、閣僚集団が議会に対して連帯して負うところの責任原理が重要である。ドニ・バランジェは「政治
責任は、、、執行府がその統治の任務から去るという方式のみに向けられているのであれば、gouvernementale
なものである。政治責任は、、、政府の政策のあらゆる側面に関係する。32」近現代の議院内閣制下において
は、それによって大臣の政治責任の個人的現象が否認される訳ではないものの、特定大臣個人に関わる責任問
題が政府の連帯責任として現象するに至ることが少なくない。それ故、政治責任の連帯的性質は、刑事責任の
個人的性質との対比においても、認識しておく意義が少なくない。 
更にバランジェは「『議会的な parlementaire』類型の責任は、信任の概念に基礎を置いている。信任とは、
議会と内閣 cabinet との間での協働の実際的関係であり、法律の提出と採択という共通の必要性を基礎として
有している。33」と述べている。本研究もこれに倣い、議院内閣制における大臣責任の基本的な形態が、対議
会的な方向を指向して、連帯的に発現するものと見る。大臣の責任の中核にある政治性がこれらの要素によっ
て構成されるが故に、議院内閣制における大臣責任は概ね「政府の gouvernementale・議会に対する
parlementaire」なものと形容されることとなる。 
フランス憲政史において大臣責任がとりわけポレミックなものであり、理論上の関心とその構造解明とが常
に欲されて果たされなかった理由は、大臣責任における理論的分枝としての刑事責任原理と政治責任原理とを
巡る構造上の問題に原因が在った。そこで本研究は、専ら大臣の政治責任と刑事責任とを検討対象とする。概
念定式が制度上欠落してきたという憲政史上一貫する事情により、大臣の政治責任と云う概念の定式化につい
ては、史論および理論両面からする予備的考察に一定の行論を要する（Ａ）。大臣に対して問題となる刑事責
任に関して定式化することも、本研究における必要的前提である（Ｂ）。かかる二つの予備的考察は、定式化
を指向する点で行論における思考上の前提条件たると同時に、その後に控える行論への論争提起的な役割を担
う（Ｃ）。 
 
 
  第１款、大臣の「政治責任」の定義 
 
                                                     
31 「議院による信任の必要性は、大臣責任として表現される。大臣責任、そこではそのサンクションは権力の
喪失であり、つまり、議院の表決によって当該閣僚への信任の喪失が表明されれば、彼閣僚が辞任しなければ
ならない責任のことである。」M.Hauriou, Précis de droit constitutionnel, 2éd., Sirey, 1929, p.365. 
32 D. Baranger, Responsabilité politique, in D. Alland et S. Rials (dir.), Dictionnaire de la culture 
juridique, 1re éd., PUF, coll. Lamy, 2003, p.1358. 
33 Ibid. 
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 執行権の責任は既にエスマン『綱要』第３版において「鵺 chimère」と形容され34、大臣をはじめとする政
治アクターに関してとりわけ政治責任原理を中心に把握されてきたものの、その核心領域における不明瞭性こ
そが、時代を通底する特徴として認識されてきた。このことは、現代における政治責任のドクトリネール、フ
ィリップ・セギュールによる「政治責任は、憲法学においては、使用される頻繁さが、その定義に関する不明
確さの他に匹敵するものがない。35」という指摘からも明らかであろう。また、しばしば用いられている割に
は人はその本質について無頓着であること、或いは、その多様が却って本質を見えにくくさせているというこ
と、この様な点に関する含蓄のあるセギュールの指摘は、大臣の政治責任が置かれ続けてきた状況とその問題
性を剔抉している。 
とはいえ、「政治責任」という語から理解されるべき概念が何であるのか出来得る限り明確に定義しておく
ことは本研究の予備的段階において不可欠な作業であろう。 
最初に、最も基本的な視角を設定することとしたい。すなわち、政治責任は国家権力に与えられた政治権力
のカウンターパート contrepartie として定義づけることが可能であるし、そうでなくてはならない、という視
角である。政治責任は「権力の民主的身代金 la rançon démocratique du pouvoir36」である、という格言から、
この最も基本的な視角は次のように敷衍出来る。第一に、政治権力が不可避的に存在する以上、カウンターパ
ート、すなわち抑制の原理として政治責任原理が要請「されなければならない」ということ。カウンターパー
トを「秤の平衡に必要な錘」と捉える見方である。第二に、政治責任が「身代金」として政治権力側に取られ
ている情況の認識、すなわち、責任主体＝政治権力主体の政治権力正当化および強化に奉仕する局面の認識で
ある。第三に、第二の視角のコロラリーとして、政治責任の不在は政治権力の弱体化と平仄を合わせることと
なるが、或る政治体において政治権力の存在が不可避である以上、かかる情況は具体的な文脈に応じて、政治
的退嬰主義として重大な問題を招来する、という認識である。本研究はかかる理論上の認識を、大革命以来の
フランス憲政史の上に確認しようとする。政治責任が民主政の枠内において欠くべからざる役割を不可避的に
果たしている以上、その必要不可欠な性質と危険な性質とを二つながらに認識しつつ、如何なる条件の下にお
いて、大臣は真に責任ある権力を行使し得るのかを見極めることが重要である。政治責任に関する「広義」の
概念を本研究は採用すること、すなわち、本研究の検討の対象としては、閣僚たる大臣の議会に対する政治責
任に必ずしも限定しない、という点を確認し（１）、権力の真正のカウンターパートとして理解されているか
かる責任が、二つの権力主体間における三つの異なる権力作用の結合を前提とするということ、すなわち、統
制主体が不信任の表明権と事実上の罷免権を享受しなければならないこと、また、被統制主体（＝大臣）は政
治権力を享受することを確認する（２）。そして、以上のような定式化の上に立つ政治責任の現象のためには、
特定の諸要素が存在し、結合していることが必要である、と云う命題に関して敷衍する（３）。以上の定義、
そしてかかる定義が前提的に要請する諸要素に照らして、とりわけ議院内閣制が大臣の政治責任の存立にとっ
て卓越して適合的である（４）。 
 
 １、本研究における政治責任の広義における定義 
 
                                                     
34 A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel, op. cit., 3e éd., p.99. 
35 Ph. Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité politique?, op. cit., p.1600. 
36 M. Paillet, Responsabilité administrative et responsabilité politique, in J.-J. Sueur (dir.), Juger les 
politiques. Nouvelles réflexions sur la responsabilité des dirigeants publics, Journée d’etudes du 10 déc. 
1999, organisée par le Centre d’Etudes et de Recherches sur les Contentieux, L’Harmattan, 2001, p.123. 
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 フランス公法の諸学説に鑑みれば、政治責任に関する定義には広狭二種が存在することが明らかである。狭
義における政治責任とは、議会が政府に対して辞職を強制し得る可能性として定義できる。学説はこの定義に
おける政治責任の枠組みとして議院内閣制を前提とし、責任概念それ自体については、政治責任は議会に対す
る政府の責任と同一のものである、とする。かような見方は、例えばエスマン37、オーリウ38、デュギ39らの古
典的学説において顕著である。今日の代表的な公法学説においても分析枠組として議院内閣制のみに依拠する
有力な論者の存在は重要である40。 
 他方、今日の公法学説においては、広義における政治責任概念が特に力を有しており、国家作用の担当者が、
自身がそれに対して応答すべきところの権威からの信任を失った際の、事実上の辞職義務として捉えられてい
る。この観点からすれば、政治的アクターが負う責任のあらゆる型が、政治責任の定義として当たると考えら
れることとなる。ジャン＝マルク・フェヴリエが強調しているように「スキャンダルにおいてであろうと選挙
においてであろうと、政治責任は、敵意あるいは不信任のあらゆる表明に対して負われるものなのである。41」
したがって、広義の定義は所謂議院内閣制における政治責任に限定されないと云うこととなる。オリヴィエ・
ボーは「政治責任は、大統領制やスイスの会議政体といった、議院内閣制以外の制度の中においてもまた等し
く存在するものである。しかし、それらの制度における政治責任は、厳密に議院内閣制的な方式とは異なった
方式に従って存在しているのである。42」と指摘する。今日、学説の大勢は広義の定義を指向していると言え
                                                     
37 「政治責任 La responsabilité politique は、議院内閣制 gouvernemant parlementaire に特徴的なものであ
り、それは偏に、辞職する道義上の責任においてなされる権力の喪失に本質を持つ。閣僚は議会における多数
派の信任を失った際にかかる立場に追い込まれる。」A.Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et 
comparé, 8e éd., avant-propos de D. Chagnollaud, LGDJ, éditions Panthéon-Assas, p.811. 
38 「政治責任 La responsabilité politique は、、、二つの型の下に顕現する。すなわち、第一に、刑事的な型
である forme criminelle、、、第二に、議会制的な型であり forme parlementaire、議会がかかる責任を議会
政のルートにおいて付託され、唯一のサンクションとして権力の喪失が存する場合である。」M.Hauriou, 
Précis de droit constitutionnel, op. cit., p.414. 
39 「かかる連帯的、政治的な責任は、議院内閣制の本質的要素であると繰り返したい。何故ならば、かかる責
任は議会と政府との常なる協働を保障するものだからである。」Léon Duguit, Traité de droit constitutionnel, 
t.IV, 2e éd., Albert Fontemoing, 1924, p.846. 
40 「合衆国において見られるような厳格な分立制に特有な機関の独立とは異なって、現代の議院内閣制を特徴
づけるのは政府と議会多数派との相互の連帯で」あり、「、、、内閣が議会の信任を失った際に辞職すること
を保障する sanctionner ところの政治的合意が、そこでは問題となっている」P.Avril et J.Gicquel, Droit 
parlementaire, 3e éd., Montchrestien, série Domat public, 2004, p.253 ; 「、、、政治責任 la responsabilité 
politique とは、純粋に政治的な手続によって負われるところの責任である。すなわち、政治責任が生じさせ
るのは唯単に、一院 une assemblée における表決に過ぎない。そこでのサンクションもまさに政治的なサン
クションなのであり、辞職する義務のことである。したがって、政治責任は、議会に対して与えられた、或る
閣僚に対して辞職を強制する権力 pouvoir のことを意味するのであり、換言すれば、罷免権 pouvoir de 
révocation のことを意味するのである。」F. Hamon et M. Troper, Droit constitutionnel, 31e éd., 
LGDJ-Lextenso, 2009, p.101. ; 「政治責任とは、政府の行為に対して価値付与を行う法的メカニズム
mécanisme juridique d’affectation de valeur à une conduite gouvernemantale である。憲法の規定する特別
の手続に従って、自らが職務遂行上為した行為につき、議会に対して応答する政府にとって義務を、政治責任
と云う概念は含んでいる。かかる手続は、信任と云う形で表現される積極的サンクションに至ることもあれば、
不信任と云う形で表明される消極的サンクションに至ることもある。後者は政治権力の喪失へと結びつく。」
Ph.Ségur, La responsabilité politique, op. cit., pp.17-18. この他に、政治責任を議院内閣制研究の枠内での
み検討しているものとして、以下も参照のこと。D. Turpin, Droit constitutionnel, 1re éd., PUF, 2003, 
pp.257-258. 
41 J.-M. Février, L’axiologie de la responsabilité politique, in Ph.Ségur (dir.), Gouvernants : quelle 
responsabilité?, L’Harmattan, 2000., p.223.  
42 Olivier Beaud, La responsabilité politique face à la concurrence d’autres formes de responsabilité des 
gouvernements, Pouvoirs, 2000, no92, p.22. 
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そうである43。 
尤も、最も基本的な認識枠組みに対する諸学説の動向がそうあったとしても、広義のものとして理解された
政治責任の射程に関して、議論は複雑に分裂している。多数の論者が、選挙によって統治権者の政治責任はサ
ンクションされ、追及・実施されると考えている44。政治責任は任期の満了時、解散或いはレファレンダムに
引き続いて追及され得る、という見方である。しかし、学説の中には、選挙における責任を政治責任と同一視
することに対して、強く疑問を呈するものもある45。更に、少数の有力な論者によって、刑事責任の追及の中
                                                     
43 「議院内閣制では無い統治体制においても、閣僚は政治責任を負っているが、しかし、そこでの閣僚の政治
責任は、当該閣僚の行為を是認できない場合に、罷免することが出来る国家元首に対してのみ、負われている。」
J. Lafferière, Manuel de droit constitutionnel, 2e éd., Montchrestien, 1947, p.775. ; 「政治責任は何か一つ
の特定の政体にのみ固有のものではなくして、別の政体においても存在する。」D.Baranger, Le droit 
constitutionnel, 1re éd., PUF, 2002, p.90. ; 「民主制においては、政治責任は統治者 gouvenants の人民に対
する依拠 dépendance を示すものであり、それは選挙の際に直接的な形で示されることもあるし、或いは議院
内閣制の中で代表者に対して示されることもあるのである。」D.-G. Lavroff, Le droit constitutionnel de la Ve 
république, 3e éd., Dalloz, 1999, p.652.「原則的には、政治責任は、極めてロジカルに、統治者 gouvenants
の職務遂行において為された行為に対してしか関係しない。政治責任は市民によって直接追及されることもあ
り得るし、或いは、別の統治者によって、その政体の類型に従って、様々な仕方において追求されることもあ
るのである。引選出者が自らの行為について被治者に対して直接に応答する義務は、分けてもその任期の終わ
る際に問われるものである。」M.-A. Cohendet, Droit constitutionnel, 3e éd., Montchrestien, 2006, p.344. ; 
「我々は、所謂議院内閣制と呼ばれる政体においてしか政治責任が存在しない、と云う風な誤った考えに陥ら
ないように、、、すべきである。実際には、あらゆる代表制には最低限は、政治責任の「効果 effets」と云う
べきもの、すなわち、その正統性を試験に掛けることによって、代表者の統治する資格を再問題化する、或い
は強化すると云った試みに値すると云えるものが組み入れられているのである。」D.Baranger, 
Responsabilité politique, in D. Alland et S. Rials (dir.), Dictionnaire de la culture juridique, op. cit., 
p.1358. 
44 この様な見方を採るものとして、E.Zoller, Droit constitutionnel, 2e éd., PUF, 1999, p.448. ; D.Baranger, 
Responsabilité politique, in D. Alland et S. Rials (dir.), Dictionnaire de la culture juridique, op. cit., 
p.1358. ;M.-A. Cohendet, op.cit., p.344.； Olivier Beaud, La responsabilité politique face à la concurrence 
d’autres formes de responsabilité des gouvernements, op. cit, p.22. ; M.Bélanger, Contribution à l’etude de 
la responsabilité politique du Chef de l’Etat, RDP. 1979. p.1276. 
45 フランス公法学における責任論の代表的な理論家であるセギュールが代表的論客である。「手続の始動は（自
発で在る筈がないが）、しかし、引き起こされるのである。より正確を期して言えば、その手続の開始は、他
律的なもの、すなわち、責任を負っている当人以外の他者の決定権限 instance によって調整されるものでな
くてはならない。手続の開始がそこで責任を負っている当人に専ら依存してしまえば、あらゆる意義を失わな
い訳にはいかなくなってしまうのである。この様な性質によって、政治責任の領域からは、その手続に服する
ものとされている主体の自由裁量に拠っているものが全て排除されることになる。（取り分け）、、、国家元
首の選挙における責任がそれである、、、」と。そして、セギュールは次の様に付言している。「卓越的であ
るのは、統治権者の罷免ではなくして、統治権者の罷免可能性 revocabilité である。統治権者の罷免可能性が
含意しているのは、消極的サンクションは信任の撤回 révocatoire であるべきこと、すなわち、不信任の表明
は『義務的に辞職をもたらす』ということである。この様な条件によって、選挙における責任なる全ての概念
は拒絶し得るものとなる。」 
Ph. Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité politique?, op. cit., pp.1619-1620. その他、政治責任のサンクショ
ンを選挙手続に見出す見方を否定するものとして、以下のものがある。例えば「この類の政治責任は、したが
って、選挙における責任とは全く別物である。何故ならば、選挙における責任は諸機関相互の関係に係わるも
のだからである。」とする Ph. Lauvaux, Les grandes démocraties contemporaines, 3e refondue, PUF, 2004, 
pp.186-187. があり、「、、、これら選挙人の行為は、政治責任の追及に相当するものではなく、より客観的
に見れば、諸勢力の均衡における断絶、あるいは非連続性に相当するということになる。」とする P. Pactet, 
L’évolution contemporaine de la responsabilité gouvernementale dans les démocraties pluralistes, Le 
Pouvoir, Mélanges offerts à  G. Burdeau, LGDJ, 1977, pp.208-209. がある。また、Pierre Auvret, La 
responsabilité du Chef de l’Etat sous la Ve République, RDP. 1988. p.91.は、「選挙による選出は新たな任期
を開始するものであり、法的には、それは職務に関する過去の行いへの判断ということを意味しないのである。」
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に政治責任―その広狭については論者の立場を問わない―が現象すると認められている。つまり、責任原理を
そのサンクションの態様から遡上して検討するという方法によって、一部の論者においては、大臣の刑事責任
は、大臣の政治責任の内の一つのサブカテゴリーに過ぎないと云うことになる46。 
 以上のような学説状況の布置の中で、本研究は次のような立場を設定する。第一に、大臣の政治責任に関し
ては議論の枠組としては広義の定式化を採用しつつ、狭義の定式化こそを、核心的・本質的なものと位置付け
る。表見的には矛盾対立しかねないこの様な立場の選択が、事実認識と価値判断の交錯する場では必要である。
大臣の政治責任をあり得る現象可能性の如何なるものも排除しない広いパースペクティブの中で検討し、議会
以外の他の権力主体、とりわけ国家元首に対する関係の中で検討するためには、議院内閣制という枠組みの卓
越性を認めつつも、しかし、この枠組みに収まらない現象を一律に検討対象から除外する訳にもゆかない。第
二に、大臣の政治責任は、刑事責任という現象形態を取るところまではその射程を及ぼさないものとする。本
研究は政治責任と刑事責任とを区別する立場を採る。この点については後述されよう。 
 
 ２、大臣の政治責任における本質としての、権力のカウンターパートとしての性格 
 
 フランス公法学説において、諸論者は、政治責任を同定する為に種々の基準を用いている。それら諸基準は、
概ね次のように分けられる。第一に、責任現象の実態的内容に着目した基準がある。第二に形式的基準と呼び
うるものがある。この基準はとりわけ責任原理が作動し、現象する際の手続に着目している。第三に、責任に
対するサンクションの態様に着目して基準を定立する見解が存在する。 
第一の基準、すなわち実体的基準を用いて考える場合、政治責任は、治者と被治者、或いは被治者の代表者と
の間における信任の断絶を理由とする職務の中断として定義づけられる。この様な基準を満たす責任原理とし
て大臣の政治責任を把握する理解は、フランス公法学において多くの支持を得ている47。しかし、この基準は、
政治責任原理を、執行権の過剰な行動を統制する原理として把握する理解に過剰に傾斜している。規範命題と
してであれば格別、事実命題としては、政治責任は斯様に一面的なものとしては現象していない。ひとたび政
治責任のメカニズムが作動し始めれば、責任の消極的側面、すなわち、統治権者の辞職あるいは罷免に結び付
くことも、責任の積極的側面、すなわち、統治権者に対する被治者或いは被治者の代表者による信任の更新に
よって、権力の保全へと結びつくことも等しく現象する。従って、政治責任原理はその責任主体にとって、消
                                                                                                                                                                                  
と指摘している。 
46 オーリウ「政治責任 La responsabilité politique は、、、二つの型の下に顕現する。すなわち、第一に、刑
事的な型である forme criminelle、、、第二に、議会制的な型であり forme parlementaire、議会がかかる責
任を議会政のルートにおいて付託され、唯一のサンクションとして権力の喪失が存する場合である。」
M.Hauriou, Précis de droit constitutionnel, op. cit., p.414. これよりやや控えめな言説として、次の様に考
察するドニ・バランジェを引くことが出来よう。すなわち「政治責任は、政治―刑事的性質 nature 
politico-criminelle な性質のものかもしれない、、、。政治責任は、政府が重大な犯罪 infraction grave、例え
ば１８７５年以来のフランス諸憲法の規定する大統領の国家反逆罪だの、アメリカの『弾劾』制度における『特
別の重罪及び軽罪 haute crimes et délits』だの、と云ったものを白日の下に晒す faire apparaitre ことを狙い
としている。しかしながら、それでも、そこで問題となっているのは政治責任である。と云うのも、制度の基
本原理に対する侵犯 la violation de principles fondamentaux du régime を鎮圧するところの罷免こそが主た
るサンクションであるべきであって、刑罰は付属的なものだからである。」D.Baranger, Droit constitutionnel, 
op. cit., pp.92-93. 
47 とりわけ以下の諸論者。M.Hauriou, Précis de droit constitutionnel, op. cit., p.365 ; A. Esmein, 8e éd., op. 
cit., p.811. ; M. Duverger, Le système politique français, 21e éd., PUF. 1996, p.373. ; J. Cadart, Institution 
politiques et droit constitutionnel, 3e éd., Economica, 1990, t. II, p.666. ; P. Avril et J. Gicquel, op. cit., 
p.253. ; Ph. Ardant, Institution politiques et droit constitutionnel, 18e éd., LGDJ, 2006, p.226. 
12 
 
極的－抑制的な原理として作用することもあれば、積極的－正当化原理として作用することもある。 
第二の基準、すなわち形式的・手続的基準とは、政治責任は政治的手続に従って実施される、との謂いであ
る48。例えば、フランシス・アモンとミシェル・トロペールは「政治責任は、純粋に政治的な手続に従って追
求される。すなわち、政治責任が生起させるのは偏に、議会における表決のみである。49」と説く。第一の基
準と比べれば、政治責任の二面的作用を排除せず、価値中立的である点においてすぐれている。しかし、政治
責任の存在を合議体による表決の必要性と結び付け、議会政との関連においてしか検討しえない基準となって
いる。 
第三の基準に従って、すなわちサンクションの態様に基づいて政治責任の定義づける見解が、第一・第二の
基準に従う理解の仕方より適当である。セギュールによれば、「サンクション」とは「行為或いは事物に対す
る法的価値付与 L’affectation d’une valeur juridique à un fait ou à un événement」として定義づけられ、そ
こでの価値は積極的或いは消極的なものである50。この意味では、政治責任の実行は公的職務の中断に結び付
くこともあり得るし、逆に、統治権者を権力に留まらせることもあり得る。したがって、「重要なのは統治権
者が罷免され得る可能性なのであって、統治権者が罷免されることなのではない51」。この基準に従うことに
よって、生じ得る多くの事象を網羅的に検討領域に含ませることが可能となる。フランス公法学では、古典的
な時代から、多くの論者によってこの基準が採用されてきた経緯がある52。但し、「説明責任」に重点を置い
て政治責任を理解する議論が存在する点に注目しておくことは重要である。学説においては、「サンクション」
とは何らかの価値付与を行う行為主体による「一回性の行為」として捉えられている。これに対して、有力な
異説は、最終的には政治責任が辞職或いは罷免という帰結に収斂するにしても、この責任原理は、統治権者が
主権者に対して、自らの行為について釈明を行うというところにこそ、本義を有すると強調する53。例えば、
オリヴィエ・ボーも、政府に対する質問と調査委員会が政治責任に関する完全な現象であると推し量っている
が、そこでの議論も、アカウンタビリティとしての責任の捉え方を基礎に置いているものと言えよう54。一回
性の行為として捉えられるサンクションによる統制に従って政治責任原理を認識するよりも、アカウンタビリ
ティという視座から、責任主体による弁明と追及主体による討議を責任現象の生理として政治責任原理を認識
していくべきだとする視点からすれば、サンクションによる基準は、それが議会に割り当てられた統制作用の
                                                     
48 F. Hamon et M. Troper, op. cit., p.101. 
49 Ibid. 
50 Ph. Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité politique?, op. cit.,p.1617. 
51 Ibid,, p.1620. 
52 Joseph-Barthélemy et P. Duez, Traité de droit constitutionnel, Editions Panthéon-Assas, 2004, 
pp.706-707.；L. Duguit, op. cit., t. IV, p.852 ; Ph. Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité politique?, op. cit., 
p.1617 ; F. Hamon et M. Troper, op. cit., p.101. 
53「、、、政治責任、それは何よりもまず、被治者に対する説明に在る。すなわち、政治責任は必ずしも辞職
に結び付く様な統制のメカニズムでは無い。しかし、権力の行使に対して、付与された信任の名の下に、人民
に対する報告を保証するメカニズムではあるのである。」M.-Cl. Ponthoreau, Pour une réforme de la 
responsabilité politique du Président de la République française, in O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), op. 
cit., p.319. ; 「直接的なサンクションに関する唯一の問題に集中することが避けられるにしても、政府構成員
の日々の政治責任は罷免のリスクにその本質を持つと云うよりも、寧ろ、報告をする義務、すなわち、自らの
行為に就いて公に説明するということにその本質を持つ、ということがらが確認できるのである」A. Le 
Divellec, La responsabilité politique dans le parlementarisme majoritaire : quelque remarques autour du 
cas allemande, in O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), op. cit., p.197.また、辞職を責任現象の「一つの表れ」
に過ぎず、寧ろその本体は引責主体における「過去の事象への説明」にあるとするものとして、E. Zoller, op. 
cit, pp. 446-447. 
54 Olivier Beaud, Le contribution de l’irresponsabilité présidentielle au développement de 
l’irresponsabilité politique sous la Ve République, RDP. 1998. p.1560. 
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一部を否定する点で、有効な分析枠組みとはならないということになる55。これに対して、サンクションを一
回性の行為と捉えることの利点は、政治責任が実施・追及されたことが明確に認識可能な現象として把握され
るという点にある。説明責任が完遂したことのメルクマールが何処にも存在しないことを想起すれば、これは
明らかである56。尤も、かかる一回性の行為が実効的に作動するためには、議会活動における準備作業が必要
であり、その過程でアカウンタビリティは不可欠な働きを演じることもまた否定しがたい。この種の責任原理
に対しては、本研究も補完的な形で目配りを行うであろう。 
 或る政治的現象を、大臣の「政治責任」のそれであると同定するための具体的基準を定立することが重要な
作業である。つまり、如何なる条件がその場に出揃っていれば、大臣の政治責任が現在していると言えるのか、
かかる問いに答えるための条件を規定しておく必要がある。 
政治責任が現象する際に要求される前提条件は多い。フランス憲政史上、大臣の政治責任が如何に機能し難
かったかが、本論において詳論されるであろう。責任を自己正当化の具とする独裁を排除することが現代民主
制において肝要であると同時に、果断な政治的決定が要請される場での政治的退嬰主義を回避することもまた
肝要であることをフランス憲政史は証明する。民主政が統治者の責任を前提とする営為である以上、責任概念
それ自体の中に、権力概念との固有の形での結合を読み込む必要があるという発想こそが、フランスの現行体
制が成立するにあたって、思想的背景として存在した。したがって、本研究において提起され、選択される閣
僚の政治責任の定義は、権力と責任と間に成立する強力な紐帯の帰結であると考えられる。閣僚の政治責任を
権力の真正のカウンターパートとして考える最も基本的な思想基盤の上で、政治責任原理の存立の為には、二
つの権力主体と三つの権力作用が必要である。被統制主体としての大臣と、統制者とが等しく権力主体である
必要がある。換言すれば、一方が他方に従属する情況においては政治責任は現象しようがない。そして、かか
る二つの主体を政治責任の場における権力主体たらしめるのが「三つの権力作用」である。すなわち、統制主
体の側に不信任を明確に表示し、そして被統制主体たる大臣を罷免、すなわち辞職を強制することで窮極的な
意味で統制を実現する権力が与えられていなければならない。対して、被統制主体たる大臣の側は、政治権力、
すなわち政策決定における主体性・自律性が与えられていなければならない。これら諸条件に関して、以下で
少しく検討してみたい。統制主体の大臣に対する不信任の表明権も、信任を喪失した大臣を辞職に追い込む罷
免権も、何れも、精確にこれを観察すれば権限ではなく権力として性格付けられる。何れも法制度による厳密
な形での規定・規律は－それがあるのであれば極めて有用ではあるけれども－必要ではないからである。統制
主体の側からの協力がなければ大臣は身動きが取れず、統治の作用を行使しえないという客観的状況が形成さ
れるよう、秩序全体が按配されていることが重要である。この点に関してエスマンは「自らの信任を与えるの
を拒むことによって、議院多数派は閣僚を『間接的に indirectement』罷免する。そこで問題となっているの
は『法的な juridique』罷免では無い。それは、一方では閣僚に、他方では国家元首に対して与えられる、単
なる示唆 indication に過ぎないのである。しかしこの示唆は命令を構成する mais en fait cette indication est 
un ordre。57」と示唆している。閣僚は唯自らの意思にのみ従って辞職するのではない。閣僚が応答する義務
                                                     
55「（サンクションによる統制は）国民の意思に対して、政府の行為を追認あるいは非難する投票によって、
自らの一体性を確認或いは再発見することを可能にする。」Ph. Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité 
politique?, op. cit., p.1617. ; 「言葉の本来の意味において言えば、統制と云うものは、サンクションする性格
un caractère sanctionner を示している。すなわち、統制は、政府の責任を問い、政府を倒壊させることを可
能にする手続に従って発露する。」F. Hamon et M. Troper, op. cit., p.716. 
56 フランス公法学の政治責任理論におけるアカウンタビリティ概念批判に関しては、拙稿・前掲「憲法学にお
ける「政治責任」概念」197～200 頁。 
57 A. Esmein, 8e éd., op. cit., p.155. 
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を持つところの権力からの信任なくしては統治権の行使が不可能である以上、そこには強制の要素が在るので
ある58。他方で、被統制主体である大臣に「政治権力 pouvoir politique」を付与されていなくては、そこに政
治責任の現象を同定することは出来ない。フランスにおいて公法学が成立して以来、権力と責任が直線的な、
強固な紐帯によって連関すべきであるという命題は、常に意識され、自国に確立されるべき政治生活の格率と
して強調されてきた。エスマンが「執行権の責任という問題に関して、この責任を国王から大臣へと転嫁する
ことによって、イギリス人は問題を解決した。責任を転嫁したのと同様に、そこでは決定権もまた、国王から
大臣へと移転されることになる。何故ならば『決定の自由のないところに責任が存在することは出来ないから
である』。59」と説き、ピエール・アヴリルが「（責任の）原理は立憲民主主義 constitutionnalisme démocratique
に固有の形で結び付いており、立憲民主主義型の政治機構の要請から必然的に生じるものである。すなわち、
或る機関の権力は、必ず係る機関の責任を包含するものである。60」と確認するとき、フランス公法学におけ
る教説の一貫性が認識される。大臣は、政治権力を享受していなければ責任主体であるとは言えない。大臣が
従僕として議会に従属している状況下では、大臣は決定権を持たない執行吏に過ぎず、自身の決定に対して責
任を負う、という前提条件を欠く61。 
 政府が政治権力を持たない状況下で、一人あるいは複数人の閣僚に対する議会による罷免が現象する事例は
多く観察されているが、この様な状況に対して大臣責任の語を用いるのは不正確な用語法である。大臣が他の
権力主体に従属する使用人に過ぎない場合、斯かる大臣の辞職或いは罷免は政治責任の現象とは異なるものと
して分析されなければならない。本研究では、この様な場合における辞職或いは罷免は「階層的な権力 pouvoir 
hiérarchique」関係の発露として分析し、政治責任の発露とは明確に区別する。「階層的権力」は、優越的な
階層―この場合においては、国家元首或いは議会がそれに当たるだろう―から、それに従属する官吏 agent―
この場合においては閣僚である―に対して行使される、一方向的な統制のことである62。「階層的権力」と云
                                                     
58 「閣僚にとっての辞職の義務はフォートから生じるものではなく、唯単に閣僚と議会との間での不合意から
生じるものであって、閣僚が採ってきた政策について、或いは唯単に、閣僚が示したプログラムについて、発
露するものなのである。」R. Capitant, La coutume constitutionnelle, RDP. 1979. p.965. ; 「政治責任は次
の様に分析される s’analyse、、、議会が有する、閣僚に辞職を強いる権力として、換言すれば、罷免権とし
て。」F. Hamon et M.Troper, op. cit., p.101. ; 「信任は、議会と内閣との間における協働の現実における関
係性であり、法案を提出し採択すると云う共通の必要を基礎においている。」。ドニ・バランジェは議会に対
する責任 responsabilité parlementaire の存在に必要な二つの段階を分節化してみせる。すなわち、第一には、
議会が信任の撤回を表明すること、第二には、「議会によって協働が拒絶されたが故に、内閣が最早統治権の
行使が出来なくなっていることを認め、このことが集団的辞職 démission collective につながることである。」
D. Baranger, Responsabilité politique, in D. Alland et S. Rials (dir.), op. cit., p.1359. 
59 A. Esmein, 8e éd, op. cit., p.139. 強調は引用者。 
60 P. Avril, Pouvoir et responsabilité, in Le pouvoir. Mélanges offerts à G. Burdeau, LGDJ, 1977, p.14. 
61 事実、ドニ・バランジェは次の様に論証している。すなわち「権力と責任は密接に繋がっており、この二つ
が別個のものに留まっているにしてもしかし真に密接な関係に在るのであり、可分のものではないのである。
観念及び用語的な問題からすれば、この二つは夫婦 couple であり、一方が他方に至るものである。事実にお
いて、一方の提起は他方の一側面の提示なのである。」そしてバランジェはこの様な関係性は二つの仕方で描
写され得るのだと結論付けている。すなわち、第一に「責任に映し出された影としての権力 pouvoir comme 
ombre portée de la responsabilité」、第二に、「あらゆる権力の画された顔としての責任」。D. Baranger, 
Parlementarisme des origines. Essai sur les conditions de formation d’un exécutif responsable en 
Angleterre ( des années 1740 au début de l’âge victorien ), thèse Science-Politique Paris II, 1996, pp.25-26. 
62 「この（階層的な）権力の存在は、行政を形成する種種の役務のピラミッド型の構造を前提としている。階
層と名付けられた何れのピラミッド型構造も、その頂点に最高の長 Chef suprême を、次いで中間的段階にお
いて、『役務の長 chefs de service』を、最後に、下へと下へと続く等級 échelons 
Inferieurs succesifs として、様々な『執行吏 agents d’ éxecution』を含まなくてはならない。この様な重層
構造は、ある特定の等級に所属する官吏の、直ぐ上の等級に所属する者への従属を含意しており、末端が階層
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う表現はそもそも、革命暦３年憲法によって執政政府と諸大臣との権力関係を指し示す為に、ミシェル・トロ
ペールによって用いられたものである。大臣が政治権力を完全に奪われ、執政 directeur の拘束の下に置かれ
ている限りでは、執政政府による大臣の罷免は、大臣の政治責任の現象化ではない。実際には、主人の使用人
に対する階層的な権力が発現しているに過ぎない。ミシェル・トロペールが診ている通りである。「執政政府
が閣僚を罷免することが出来たにしても、それは今日の政府が或る知事を罷免するのと同様に、そこでは政治
責任が問われているのではなくして、階層的権力の表明が現象しているのである。63」階層的権力関係と政治
責任との区別は、後述するように、会議政体と議院内閣制との区別に対応する。 
 
 ３、大臣の政治責任原理の存立に際して要請される諸条件 
 
大臣の政治責任が、如何なる条件の下に存立し、現象するのかを、明確な形で規定するための作業が必要で
ある。換言すれば、そこでの政治現象が大臣に関する政治責任の発露であると推定するための客観的諸条件と
して如何なるものが考えられるか明確な形で定式化しなくてはならない。理論的、史論的検討から、以下の要
素が同定される。（ａ）第一に、国家元首無答責原則が採用され、実効性が保障されていること。（ｂ）第二
に、制定法において大臣副署制度が規定されていること。大革命以来のフランスの諸政体が例外なく国家元首
を戴いてきた点に鑑みて、（a）と（ｂ）の要素が有機的連関性を以て存立し、作用することが政治責任原理
として大臣責任制の存立に必要であることは半ば自明であり、最低限の要件であった。かかる二要件はいわば
大臣の政治責任の生成にあたって不可欠であり、その確立なくして政治的責任主体としての大臣の登場は意識
されることすらなかった筈である。かかる消息に関する検討・確認および論証は本研究の本論に属する。フラ
ンス憲政の第一の段階において要請された国家元首に対する関係での大臣責任の存立要件に加えて、大革命以
降のフランス政治生活に於いて間断ありつつもほぼ一貫して、他の国家権力機関に対して覇権的な権力主体で
あり半ば全知全能の存在として覇を唱えてきた立法府との関係において、大臣の政治責任存立のためには、加
えて第三の条件が保障されるべきことが強く意識されて来った。（ｃ）閣僚間の一体性及び均質性 ’unité et 
d’homogénéité に適合し、また助長促進する内閣 Cabinet ministériel なる組織が是非とも存し、内閣構成員
たる大臣が閣僚としてのアイデンティティに基づき連帯的性格を表明すること。議会制に基づく共和制がフラ
ンスに根付いた第三共和制以来、政治的アクターであると政治的著述家であると問わず、責任ある政治権力の
フランスにおける樹立を目指して希求されてきたのがこの制度であった。 
 
 ａ、国家元首の無答責 
 
 大臣責任およびその集合的現象としての政府責任の存立には、国家元首の「無答責 irresponsabilité」ある
いは「不可侵 inviolable」性が必要である。 
概念および用語法の問題として、「不可侵性」は「無答責性」とは全く別個のものであり、前者は後者より
もより遥かに広い意味で理解されている64。フランスにおける大臣責任の最初期の理論家であるバンジャマ
                                                                                                                                                                                  
性構造の別の等級に従属すると云うことを含意しているのであって、最高の権力機関 autorité suprême は常
に自らの意思を優越させることが出来るのである。」P. di Malta, Essai sur la notion de pouvoir hiérarchique, 
LGDJ, 1961, p.1. 
63 M. Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernementale, op. cit., p.50. 
64 「不可侵性」と「無答責性」との間における区別は、これらの概念が国会議員に関して用いられている場合
16 
 
ン・コンスタンは、言うまでもなく大臣責任の理論を立憲君主制という枠組みの中で説いたが、彼は、不可侵
性を「立憲君主制の第一の原理」の地位に称揚している65。そしてコンスタンは次の様に説いている。すなわ
ち「不可侵性は、国王は悪を為し得ず、と云うことを前提としている。」と。これは言うまでもなく、彼が理
想の政治形態をそこに見出したイギリス君主政における The King can do no wrong の教義を指摘したものに
他ならない。彼は、責任ある大臣による立憲政治の展開のためには、斯様な「法的フィクション66」が必要だ
と述べた。国王の不可侵性は、刑事に関する「全面的な totale」免責を齎すものであり、そこで問題となる行
為は職務上のものであるか否かを問わない。尤も、コンスタンにおいては立憲君主制のドクトリネールとして
の歴史的宿命故に、不可侵性と無答責性は同一の心性の中で思念されており、その相違を自覚的に発展させる
契機には乏しかったが、しかし、その後の公法の教説は、意識的に両概念を分かつこととなった。すなわち、
国家元首の不可侵性とは全く異なり、国家元首の無答責性は、彼の行為が公務 fonctions étatiques の遂行上な
された場合に限って、そこから生じる帰結から国家元首を庇護するドグマに過ぎないものとなったのである。
ピエール＝オリヴィエ・カイユが説いている様に「無答責性の有する射程は限定的なものであり、ある機関に
特定の権限領域においてなされた行為が、その機関の「法的資格 qualité juridique」を表示している場合にの
み、適用される。つまり、無答責性は客観法としての制度である。これに対して不可侵性は『人的主観法 droit 
subjectif de la personne』である。67」とする。 
 神勅、伝統、血統といった非科学的要素においてその権威乃至権力の窮極的な正統性の契機を見出す君主が、
君主制という特定の文脈の中において原則として不可侵であると見做されるのは、近現代の君主制がほぼ例外
なく君主不可侵を規定している点からも、見易い論理である68。これに対して、執行府の長の無答責性は自明
のものとして通用する教説では、到底ない。事実、共和政が達成されて間もない頃のフランスにおいては、国
家元首無答責原則は、政体の共和制的形態と全く相容れないものとされていた。すなわち、フランスにおいて
は、唯一人「国王 Roi」という称号を持つ人格のみが無答責であると宣され得たのである。ネッケルは、統領
                                                                                                                                                                                  
においては、国家元首に関して用いられる場合とでは意味合いが些か異なる点には注意が必要である。国会議
員に関する場合、不可侵性と無答責性の区別は、或る行為が職務の遂行に「おいて dans」為されたか、それ
とも職務の「外で en dehors」なされたか、という違いに基礎を置いている。国会議員の「無答責性」は、国
民代表をして、演説、審議或いは表決と云った、その職務の遂行に「おいて」為した行為について提起される、
あらゆる法的訴追から免れさせしめる。この「無答責性」の例を挙げてみれば、例えば１９５８年憲法第２６
条第１項は「国会議員は、その職務の執行中に表明した意見もしくは表決に関して、訴追・捜索・逮捕・拘禁
または裁判されない」と規定している。国会議員の「不可侵性」については、この原則が目的としているのは、
職務とは何等の関係もない国会議員の訴追を、一時的に中断させることである。１９５８年憲法第２６条第３
項第２項は「国会議員は、その所属議院の理事部の許諾がなければ、重罪事件もしくは軽罪事件について、逮
捕あるいは自由を剥奪ないし制約するいかなる措置の対象にもならない。この許諾は、現行犯あるいは確定し
た有罪判決の場合には求められない。―国会議員の拘禁、自由を剥奪ないし制約する措置、または訴追は、そ
の所属議院の要求がある場合には、会期の期間中、停止される。」と規定している。１９５８年憲法法文の訳
語は、辻村みよ子・糠塚康江『フランス憲法入門』（２０１２年、三省堂）２５９頁に拠った。 
65 コンスタン理論における君主＝「中立権」の「消極的側面」を構成する原理としての不可侵性に関しては、
深瀬忠一「バンジャマン・コンスタンの中立権の理論」『北海道大学法学会論集』（合併１０号、１９６０年）
１４５～１４８頁。 
66 B. Constant, De la responsabilité des ministres, H. Nicolle, 1815, in Oeuvres complètes, vol. 9 : 
Principes de politique et autres écrits (juin 1814-juillet 1815), volume dirigé par O. Devaux et K. Klooke, 
établissement des textes, notes et notices par A. Cabanis, O, Davaux et L. Jaume, Max Niemeyer Verlag, 
2001, t. IX, p.478. 
67 P.-O. Caille, L’inviolabilité pénale du Chef de l’Etat sous la Ve République. Contribution à l’ étude des 
immunités en droit constitutionnel, thèse dactyl. Lille II, 2002, p.86. 
68 佐藤功『君主制の研究 比較憲法的考察』（日本評論新社、１９５７年）３０４頁。 
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政府期に出版された書物の中で「至高の地位に在る人間が、束の間の、人工的な存在に過ぎない様な国におい
ては、至高の地位に在る人間はその至高性から何事も引き出すことが出来ない。至高の地位に在る人間が普通
法の埒外に出るような理由は何処にもなく、長の責任を下位の人間へと転移させる理由もない。69」と述べて
いる。共和制と国家元首無答責原則の原理的背反の心性が示されている。国王の不可侵性の原理を共和制の統
治体制の中に移し替えることを拒絶する教説は、１８４８年になって改めて自覚的に示されることとなった。
トクヴィルが主張している様に「執行権の長が有責であるのが、共和制の精髄である70」。当時の政治的アク
ターは、国家元首の無答責性を認めることになれば、国家元首をヨリ一層権力に満ち溢れたものにすることで
あろうと信じていた。つまり、この歴史的段階においては、責任と云う概念は正確には理解されていなかった。
無答責性は強力な元首の強力さを保証する鎧であるとしか考えられていなかった。これに対して当時、国家元
首の責任性 responsabilité は、政治的場面における国家元首の弱体化を不可避的に招来するものであると考え
られていた。この歴史的段階においては、後生のフランス憲政史における「責任」概念一般の展開は予期され
ていなかった。つまり、彼らは責任と権力とが必然的紐帯を以て相互に強化しあう関係にあることをまだ知ら
なかった。国民議会においてブロイ公が「立憲君主制においては、国家元首は不可侵である。彼の政府が為し
た行為についての責任が、彼にまで遡って問われる様なことは決して無いのである。」逆に「共和制国家によ
って、選挙によって選ばれる元首は有責である。これは共和主義の原理それ自体の故にそうなるのである。71」
と強調したのは、責任と権力の斯かる相互作用について未だ知悉していなかった当代の開明人士による、やや
ナイーブな発想であった。第二帝政の瓦解と１８７５年の憲法的法律の採択との間の時期においては、国家元
首有責性の原理が維持されており、この原理は国家元首の弱体化よりも権威強化に繫がっていた。斯かる国家
元首が２０世紀のドゴール将軍にも匹敵すべき強力なパーソナリティ、ティエールだったこともあり、徐々に、
当時の政治的アクターは、有責な国家元首が自身の有責性を盾に必然的に強権化することの不都合を経験的に
理解し始めた。この感覚が確信に変わったのは第三共和制憲法的諸法律成立前夜のことであった。 
 有責な国家元首が存在する限りにおいては、閣僚の政治責任は出る幕が無い。仮に国家元首の有責性と閣僚
の有責性が制定法の次元で同居することになったとしても、国家元首の政治責任によって大臣のそれは回収さ
れてしまう。閣僚という形で集合体の中に帰属する大臣よりも、独任制故の強い象徴作用を持つ国家元首の政
治責任は端的な形で人に知覚され易い。この経験的な確信を、定義ふうにエスマンが強調している。「議院内
閣制における責任 responsabilité parlementaire は、執行権の名義人 titulaire du pouvoir exécutif とその閣
僚とに同時に宿ることは出来ない。現実には、一方が他方を排するのである。72」と。 
 フランスにおいては、大臣の政治責任も国家元首の無答責と同様に段階的に、しかし互いに逆の方向へと、
発展してきた。第二共和制の開始から１８７５年憲法の採択に至る迄、国家元首は有責とされた。元首単独の
責任、元首と大臣の二重の責任、この二種のシステムの何れもが採用されている点で、１９世紀半ばのフラン
ス政治生活は、執行権の責任に関する実験的－習作時代と位置付けられ得る。前者のシステムは、第二帝政に
                                                     
69 J. Necker, Dernières vues de politique et de finances, offertes à la nation française, 1802, in Oeuvres 
complètes, t. XI, pp.71-72, cité par A. Laquièze, Le modèle anglais et la responsabilité ministérielle selon 
le groupe de Coppet, in L. Jaume (dir.), Coppet, creuset de l’esprit libéral. Des idées politiques et 
constitutionnelles du groupe de Madame Staël, Economica, PUAM, 2000, p.170. 
70 A. de Tocqueville, Souvenirs, Gallimard, 1999, chap. XI, p.240. トクヴィルは１８４８年憲法起草時の
ことを記憶しており、制憲者たちは「執行権の長は有責である、何故なら彼は国王ではないのだから」と宣言
した、と説明する。A. de Tocqueville, Oeuvres complètes, t. III, vol. III, La pensée politique de Tocqueville 
sous la Seconde République, Gallimard, 1990, p.213. 強調は引用者。 
71 Ass. nat., JORF 22 févr. 1873, no52, séance du 21 févr. 1873, p.1286. 
72 A. Esmein,8e éd, op. cit., p.614. 
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おいて見出される。１８５２年憲法は、実際、国家元首のフランス人民 peuple français に対する責任の原則
を認めており、その責任は他の如何なる政府責任からも独立して単独で存在している73。この様なシステムは、
ティエールが共和国の執行権の長としての職務を「国民議会の権威の下で74」行使すると規定した１８７１年
２月１７日の決議 la résolution du 17 février 1871 においても同定される。後者のシステムに関しては、１８
４８年１１月４日憲法75のみならず、１８５２年憲法の修正を行う１８７０年５月２１日元老院決議（セナト
ゥス・コンシュルト）76、更には１８７１年８月３１日のリヴェ法 loi Rivet77において見出される。 
 以上の「実験」の結果は単純明快なものであった。どちらのシステムにおいても、国家元首が有責な存在と
して在る以上は、政府構成員は唯単に国家元首の吏員でしかなく、国家元首はその有責性を武器に、統制困難
な政治権力を行使するのである。そうして第三共和制前夜、国家元首有責性は体制の共和的枠組みにも拘らず、
不吉で危険なものであると感じ取った人物が現れる。プレヴォ＝パラドルである78。「大統領的共和制
république présidentielle の下でのあの様な危険な悪だくみを挫く唯一の方策は、大統領の責任を明確な形で
厳格に制限することであり、内閣がその権力に保証を持てる様にするべく一般政策に関する責任を挙げて内閣
に委ねることを以て、大統領の責任を大統領権限から直接に生じる諸義務に限定することである。79」と彼は
警告する。彼は国家元首有責原則が共和政体にとって原則として適合的であることを認めつつ、しかし、その
採用が却って体制を動揺させる不吉なものであると強く警告するのである。従って、大臣の政治責任は国家元
首に対して、無答責と特筆大書された肩書きが付与されるに至って、初めて真正な形で生起するのである80。 
 さて、無答責である以上、国家元首は政治権力を享受しないこととなる。大臣の政治責任は、従って、国家
元首に対する関係においては存在しないこととなる。しかし現実においては、それでもやはり、国家の頂きに
在る人物が、重要な特権を享受しながら、それでいて無答責であるということは現象し得る。この様な現象は
極めて例外的ではあるが、第五共和制は正にこの例外的状況の中で始まった。第五共和制における共和国大統
                                                     
73 １８５２年憲法第３章第５条；「共和国大統領はフランス人民に責任を負い、人民に訴える権利を常に有す
る。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２４０頁に拠った。 
74 1871 年２月１７日決議からの抜粋；「ティエール氏がフランス共和国の執行権の長として指名される。氏
は、その職務を、国民議会の権威の下で、氏が指名し、主宰する présider 諸閣僚の協力を伴って、行使する。」
Cité par J. Laferrière, op. cit., p.240. 
75 １８４８年憲法第６８条第１項；「共和国大統領、大臣、公権力の受託者は、各々自己に関わることにつき、
政府および行政の行為すべてについて責任を負う。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２３８頁に拠った。 
76 １８５２年憲法規定の皇帝のプレビシットに係る責任の原則を再確認して、１８７０年５月２１日元老院決
議第１３条は次の様に規定する。；「皇帝はフランス人民に責任を負い、人民に訴える権利を常に有する。」
しかし、同元老院決議第１９条はまた、次の様にも規定している。；「皇帝は大臣を指名し罷免する。―閣僚
は皇帝の主宰する閣議 Conseil において合議する。―彼ら Ils は責任を負う。」 
77 １８７１年８月３１日法律第１条；「執行権の長はフランス共和国大統領の地位を有し、国民議会の権威の
下で、国民議会がその職務を終わらせない限り、１８７１年２月１７日のデクレによって委任された職務を継
続する。」 第３条；「共和国大統領は国民議会に対して責任を負う。」第２条末文；「、、、（共和国大統
領は）閣僚を指名し罷免する。内閣総理 Le Conseil des ministres と閣僚は国民議会に対して責任を負う。共
和国大統領の全ての行為は閣僚によって副署されなければならない。」Loi délibérée à Versailles le 31 août 
1871, JORF  3 sept. 1871, no245, p.3161. また、M. Duverger, Constitutions et documents politiques, 14e 
éd. PUF, 1996, pp.169-170. 
78 プレヴォ＝パラドルの憲法思想に関しては、宮沢俊義「プレヴォ・パラドルの議会思想」『憲法と政治制度』
（岩波書店、１９６８年）１５１～１６６頁。 
79 L.-A. Prévost-Paradol, La France nouvelle, Lévy, 1868, p.122. 
80 この様な情況が初めて整ったのが１８７５年の憲法的法律であり、フランスにおける共和政体の憲法として
初めて、国家元首無答責原則を規定したのであった。公権力の組織に関する１８７５年２月２５日の憲法的法
律第６条第２項；「共和国大統領は、国家反逆罪以外は責任を負わない。」この原則が第４・第５共和制の憲
法法文においても維持されていることは周知の通りである。訳文は辻村・糠塚・前掲書２４３頁に拠った。 
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領は、コアビタシオンの期間を除いては重要な政治権力を享受しているが、今日、その権力に対して共和国大
統領は責任を負わないものとされている。国家元首に対する大臣の政治責任は確かに観測されているが、憲法
典自体が規定していない点、大臣が責任を負う対象が無答責とされている点で民主政の枠組みの中で論理が一
貫しない点、この二点において、この様な責任機制には問題がある。 
 
 ｂ、大臣による副署 
 
 大臣による「副署 contreseing ministériel」は二つの異なった機能を備え得る81。一方では、副署は形式的
あるいは法的な機能を果たし、国家元首による署名の真正性を認証する。この様な機能は既にアンシャン・レ
ジーム下において見出される。つまり、国家元首の署名が真正のものであることを確認するこの手続きの後で、
国家元首の行為は初めて法的に有効 valide なものとなるとされてきた。他方では、副署は実体的あるいは政
治的な機能を果たし、有責な副署者の署名によって、無答責な署名者の責任を裏書きする。大臣の政治責任の
動因となるのはこちらである。かかる実体的機能は、国家元首が無答責で不可侵であると宣されている場合に
のみ意義を持つ。つまり、何らかの政治的権能を持ちながらも無答責性である人物が存在するという与件の下
で、副署の実体的機能は、署名者の責任を副署者の責任へと転移するところに本質を持つ。副署の実体的ある
いは政治的機能は、議院内閣制に特有のものである82。以上を総括するように、佐藤功は、「神聖不可侵性の
規定はむしろそれと不可分の大臣責任制の規定を導き出すという意味しかないといってよいだろう。－大臣責
任制はまた大臣副署制と不可分である。そして大臣の副署が国王の行為の効力要件であることを明記している
ものが多いことも注意すべきである83。」と述べている。 
 尤も、副署が、署名者の責任を副署者へと転移させるとき、責任は必然的に権力と紐帯を有しているという
原則が存在する以上、政策の決定権も責任に伴う形で転移する。責任の転移に伴って、副署は、大臣の力を強
める形で国家元首の力を弱体化させる。したがって、政治責任が政府の実権の存立を可能にする限りでは、大
臣による副署は大臣の国家元首と議会とに対する政治責任の存立にとって必要欠くべからざる要素である。副
署と云う手段によって、大臣は自らの意思を貫徹させ、執行府の政策に対する責任を保証することとなる。ジ
ョゼフ＝バルテルミイは「したがって大臣たちは、副署を拒むことによって国王の行為を無効とする権利を掌
中に収めたのである。彼ら閣僚が唯単に適時性 opportunité を理由として副署を拒むことが出来る以上、法的
には彼ら閣僚こそが統治の真の指揮者なのである。したがって、彼ら閣僚は、議院内閣制の国家においては、
かかる統治に関して政治責任を正当化する道義的責任を有することとなる、、、」と結論付けている84。そし
て今日、フランス公法学説は「フランス憲法の発展の中で、副署は責任の概念の変化にとっては原動機の様な
役割を果たしていたことが分かる。責任に関する概念が刑事的なものから政治的なものへと移行した要因が、
とりわけ副署に存在したのである。85」として、大臣副署制度が大臣責任制発展過程において占めるべき位置
づけを明確なものとしている。 
                                                     
81 J. Laferrière, op. cit., p.172 ; J.-P. Timbal, Le contreseing ministériel, thèse Université des sciences 
sociales de Toulouse, 1975, p.2 ; S. Rials, Révolution et contre-Révolution au XIXe siècle, coédition 
DUC/Albatros, 1987, pp.146-147 ; J.-M. Blanquer, Les mutations du contreseing, in O. Beaud et J.-M. 
Blanquer (dir.), op. cit., p.235 ; B. Branchet, Contreseing, in D. Alland et S. Rials (dir.), op. cit., p.285. 
82 B. Branchet, Ibid. 
83 佐藤功・前掲書３０４頁。 
84 Joseph-Barthélemy, Les théories royalists dans la doctrine allemande contemporaine. Sur les rapports 
du Roi et des Chambres dans les monarchies particuliéres de l’Empire, RDP. 1905. p.752.  
85 J.-M. Blanquer, Les mutations du contreseing, in O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), op. cit., p.236. 
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ｃ、一体性と同質性の原理に適合的な政府形態としての内閣 
 
 閣僚と閣外大臣 secrétaires d’Etat を結集する合議体である内閣 Cabinet ministérielle は、国政の首脳部と
して、一体的で同質的な、自律的機関でなくてはならない。尤も、フランスでかような「内閣」の生成は大い
に遅れた86。 
 一体性 unité の原理は諸閣僚が組織だった閣僚グループを構築しなければならないということを意味する。
この様な連携は主として、内閣総理 président du Conseil、或いは首相 Premier ministre と呼ばれる政府の
長が制度化されているところから生じる。長がその権威を閣僚グループに対して強制することが、彼らの統一
行動には不可欠であるからである。フランスにおける内閣総理の職務は、ブルボン復古王政期には間歇的に現
れていたが、少しく規則正しい形で現れたのは７月王政期である。その後の歩みは順調ではなく、第三共和制
下においても憲法編入は果たされなかった。政府の長は如何なる特定かつ固有の地位も享受しておらず、内閣
総理は同輩中の首席にすぎなかった。更に、内閣総理という嚮導者が存在することそれ自体によって、内閣が
諸閣僚による統一的な決定に基づいて統一的に行動するという状況が論理必然に齎されるわけではない点に
も注意が必要である。内閣制度萌芽期の復古王政の制限君主制下にあっては、「内閣総理の存在は国王に対す
る政府の自律性を保証することに奉仕したのみならず、これとは逆に、国王によって為される決定を容易なら
しめることにも奉仕したのである。首相との国王の会見は何事か措置を取る都度に行われ、その措置に関して
他の大臣に諮ることはなかったのである。従って、内閣総理が存在するからと云って決定の合議制がそこから
自動的に出て来る様なものではないということが云えるのである。87」したがって、議院内閣制という視座か
らすれば、内閣総理は、議会多数派の長でなくてはならないし、内閣官房の機能に便宜を図るべく、内閣総理
は、その上、自らの行動を図り自らの支配力を閣僚全体に対して及ぼすべく、常設の官僚制的機構を必要とす
る88。ラジオ放送された１９３４年９月２４日の演説の中で、ドゥーメルグ首相は内閣総理の地位を制度化す
ることの必要性を強調した。すなわち、内閣総理は「役務と、常任の選ばれた人員、特に、少数の、大きな公
行政から切り離された人員を与えられるべきである。これらの役務によって、首相は注意深く各省庁の活動に
目を配ることが出来るようになり、ある閣僚が他の閣僚に迷惑をかけない様に気を配ることが出来る様になり、
閣僚の自主的行動、職務、そして努力が、一般的善の見地から協働するべく気を配ることが出来るようになる。
89」と。この様な条件が揃えば、内閣構成員に対する真の権威を付与された政府の長が存在すれば、「（その
とき）内閣は、内閣総理が閣僚を選任し、彼らに指示を与え、彼らの間に、ある種の間省庁的な
interministérielle 決定の為の紐帯と協働とを保証し、内閣総理自身が省庁を超越した決定を下し、如何なる
                                                     
86 モーリス・デュヴェルジェ（時本義昭訳）『フランス憲法史』（みすず書房、１９９５年）２３頁。 
87 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France(1814-1848), PUF, 2002, p.259. 
88 この様なパースペクティブにおいて、R. Bonnard は次の様に明確に示している。「（第三共和制下におい
ては）それは、如何に単純に物質的な作用であったとしても quoique simple opération matérielle、内閣総理
に対して安定したフォルムを与えるのに貢献したのであった。すなわちそれ（内閣官房）が自分専用のものと
して使える事務所の中に設置されたことであり、内閣総理はある省庁の建物の中に「招かれら」状態から、自
らの家を持つに至ったのである。それがかつてオーストリア＝ハンガリー帝国大使館であったマティニョン館
である。この館が内閣総理に割り当てられ、それからすぐ、内閣総理の仕事の為に使われることになったので
ある。或る省庁舎から別の省庁舎への放浪生活を已め、自分で家具を買いそろえた家に住むことで、内閣総理
は自分自身の生活を持った制度の型を持つこととなり、最早簒奪され難い plus difficile à subtiliser ものとな
ったのである。」R. Bonnard,La présidence du Conseil, RDP. 1935, p.35. 
89 Cité, Ibid., pp.74-75. 
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省庁にも帰属し得ない或る種の一般的役務を指揮するが故に、同質的 homogèneであると云えるのである。90」 
 そして、内閣とは、諸大臣の纏まりであって、その纏まりには当然に同質性が前提とされる91。同質性の原
理が機能している状態とは、「ある種の見解の共通性が、内閣の構成要素を為す全閣僚の方針決定に関する合
意を保証している92」状態を指す。この様な情況が実現されるか否かは、組織政党の存否にかかっている。政
府構成員がコアリションの出身である場合、政府の同質性は極めて脆弱となる。コアリションは、選挙対策の
ための諸党派の合従連衡にすぎないから、実際に獲得された政治権力が行使される段に忽ち分裂的・自壊的傾
向を示す9394。フランス政治生活において組織政党が登場するのは２０世紀の初め、１９１０年から１９３２
年にかけての議院規則の改革を俟たなくてはならない9596。ピエール・アヴリルが看取する様に、「政党と云
う言葉がしばしば使われたこともあったし、政党の組織に関して、実行にまでは至らない漠然とした意思が現
実の陰に、挿話的な形で時々映ることもあった。しかし、１９世紀の全期間を通じてフランスの政治生活には
政党と云う存在が欠けていた。……普通選挙が１８４８年に復活し、議会制共和主義 la République 
parlementaire が１８７５年に打ち立てられたにもかかわらず、政党の出現が遅れたということは問題を生じ
させたのであった、、、97」従って、第三共和制の中盤に至るまで、安定した議院内閣制の運営は望むべくも
なかった。 
 以上を小括すれば、大臣の政治責任およびその集合化としての政府責任にとって、「内閣」の存在は不可欠
である。そして、そこでの「内閣」とは、第一に議会多数派の代表としての内閣総理によって嚮導され、第二
に全閣僚の同質性が担保されている、人的集合体である。第一の要件は国家元首との関係で、第二の要件は議
会との関係で、政府の自律性＝責任を確立させる。そして、近現代フランス憲政史は、これらの要件、とりわ
け後者の要件のハードルの高さを証拠立ててきた。閣僚の「連帯性 solidarité」は、このハードルが達成され
たときに付随的に生じる結果である。連帯性が達せられることによって、決定は政府全体によって選び取られ
たものと見做され、統一的方針への政府外からの疑義に対しては集合的辞職 démissioner collectivement が、
政府内、すなわち内閣構成員からの疑義に対しては、当該閣僚の更迭が対応する98。 
                                                     
90 Ibid., p.76. 
91 モーリス・デュヴェルジェ（時本訳）・前掲書２６頁は、前近代の王室顧問会議と近代の内閣との分水嶺と
して、宰相を取り巻く「同質」の集団の存在を見て取る。 
92 Yves Gouet, De l’unité du cabinet parlementaire, thèse Université de Rennes, Dalloz, 1930, p.80. 
93 デュヴェルジェは診ている。「権力を行使するために同盟するよりも、ポストを得るために同盟することの
方が容易に達成される、ということだ、、、同盟者間での政治方針上・政治傾向上の相違、彼らが拠って立つ
ところの社会的基盤の相違、彼らが護ろうとする利益の相違は、あっという間に表面化する。三党体制が成っ
た１９４５年、ユーモアにあふれた或る人物によって、国家は常に馬車のイメージに重ねあわされる、と云わ
れたのだった。或る馬車が複数頭の馬に引かれている、一頭目は右に引き、二頭目は左に引き、三頭目は真ん
中まっ直ぐに引いていく。」M. Duverger, Les partis politiques, 6e éd., Armand Colin, 1967, p.368. 
94 この様な消息が最も端的に表れたのは戦間期の第三共和制、すなわち右派ブロックと左派カルテルにおける
政権運営が為された時期である。なかでも急進党の政治的左派－経済自由主義という二重性格が財政問題を巡
ってコアリション崩壊の引き金となっていた消息が際立っていた。これに関しては、辻村・糠塚前掲書７７頁。 
95 P. Bréchon, Les partis politiques, Montchrestien, 1999, p.27. 
96 ２０世紀前半における議院規則の改正と政党の発展に関して、野村敬造「フランス憲法と政党」『公法研究』
（第３０号、１９６８年）６５～７３頁。 
97 P. Avril, Essais sur les partis, LGDJ, 1986, p.169. 
98 Ph. Lauvaux は次の様に説明する。「諸決定は、政府の総体による決定として受け止められなくてはなら
ない。従って、選び取られた決定を支持しない閣僚は、意見を違えようとせずに―それは討議の秘密を侵すこ
とである―、決定に加わった他の閣僚と連帯することを受け入れなくてはならない。閣僚の連帯性の原則は、
閣僚が彼らの決定について漏えいした場合、構成員に留まる事を許さないのである。」Ph. Lauvaux, Le 
parlementarisme, op. cit., p.73. 
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但し、政治責任は連帯的なものでも、個人的なものでもあり得る。大臣の連帯的責任（＝政府責任）は、問
題となっている決定が内閣によって決定されたものであり、然るものとして、内閣の全ての閣僚に対して科さ
れているという命題を説明するに過ぎず、逆に、大臣の個人的な政治責任は、問題となっている決定が内閣か
ら出てきたものではないという事情を説明するに過ぎない99。「ある閣僚によって、彼の省庁の中で犯された
行為を理由として、或いはその省庁の長によって犯された行為を理由として負われる責任は、しかもこれらの
領域の外、その閣僚の同僚、内閣構成員らが関与せず、承認もしていない場合、理論上、個人的なものである。
100」 
 
 ４、議院内閣制という枠組みの卓越性 
 
 以上に見た諸要素に鑑みると、閣僚の政治責任にとって必要とされる諸条件は、議院内閣制の枠の中でとり
わけ顕著に結合されているように思われるが、尤も議院内閣制が歴史的形成物である以上、その定義づけは容
易な問題ではなく101、議院内閣制を会議政体 régime d’Assemblée と区別することが問題となる。会議政体と
云う概念の性質と範囲の明確化は繊細微妙な事柄に属する102。基本的には、議院内閣制、無論大統領制とは異
なり、会議政体は立法議会の一元的優位と執行府による相対的自律―独立の放棄によって性格付けられる103。 
 この両政体の弁別が困難であることは、何よりも両者の相違が法上のものというよりもすぐれて事実上のも
のであることに拠っており、この事柄は、自ら議院内閣制であることを標榜していながら、その実態は会議政
体に他ならない政体が存在したことからも明らかである。第三・第四共和制がそれである。公法学説は、１８
７５年、そして１９４６年における憲法の法文において議院内閣制が置かれたということを否定しないが、し
かし、そこで意味されているのは、大臣の議会に対する政治責任が「法上は」存在し、その限りでは、議院内
閣制が「法上は」存在するということに過ぎない。議会に対する大臣の政治責任が会議政体においては真正の
形では存在しないことは、後者が前者に対して従属位に置かれていることから明らかである。学説の中には、
会議政体一般を国民公会制から切り離したうえで、前者については、大臣責任制の現象を見出す議論が存在す
るが104、しかし、そもそも政治責任と云う概念のすぐれて独自の意義は、自律的執行権の確立と統制という相
対立する二つの規範的要請を、一元的に表徴する点にあり、この点に鑑みると、政治責任は、第三共和制、第
四共和制下においては、大臣が寧ろ議会の意思に従属している以上、機能しない。法上で規定されているとし
                                                     
99 「問題となっている行為がある特定の省庁にしか関係していない場合、従ってその省庁の長が単独でその行
為を行ったか、或いは単独で国家元首に提案し副署した場合、これらの場合に在っては、責任は、、、単に個
人的な性格のものに留まる。」A. Esmein,8e éd, op. cit., p.155. 
100 Ch. Devos-Nicq, La responsabilité individuelle du ministre sous la Ve République, thèse dactyl. Lille II, 
1996, p.234. 
101 D. Turpin, op. cit., p.255. 
102 Ph. Lauvaux は「国民公会制 régime conventionnel」と「会議政体 régime d’Assemblée」とを区別する。
「前者が、一つの変形或いは劣化形態として、総裁制 régime directorial として分析されることがあるのと同
様に、後者も一つの変形或いは劣化形態として会議政体を打ち立てる。」Ph. Lauvaux, 
Les grandes démocraties contemporaines, op. cit., p.194. ; A. Le Pillouer, La notion de “régime 
d’Assemblée” et les origines de la classification des régimes politiques, RFDC 2004. p.308, note 19. 
103 この点に関し、宮沢俊義『憲法と政治制度』（岩波書店、1968 年）59～60 頁、芦部信喜『憲法と議会政』
（東京大学出版会、1971 年）514 頁、野村敬造『権力分立制の研究』（法律文化社、1976 年）279～280 頁、
樋口陽一・前掲『憲法』314、386～387 頁等。 
104 これに関しては横尾日出雄「議院内閣制と議会統治制（一）－フランス憲法と内閣の対議会責任性－」『比
較法雑誌』第２２巻第４号、１９８９年）５７～８３頁、及び同「（二）」『比較法雑誌』（第２３巻第１号、
１９８９年）２９～５５頁。また、Ph. Lauvaux, Les grandes démocraties contemporaines, op. cit., p.194. 
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ても、閣僚の政治責任は執行府に不利な形の権力の不均衡によって、現実には実効性があるように思われない
105。これが、１８７０年から１９５８年の間において、基本的に妥当する消息である。 
大臣に対して政治責任を追及しうる二つの機関は、国家元首と議会である。 
但し、国家元首は基本的には無答責の機関であるから、彼による大臣の政治責任の追及は民主的正統性の観
点から少しく倒錯的である。議院内閣制においては、議院は当然に大臣の政治責任を追及することが出来る。
しかし、議院の地位とそれに対する政府および大臣の責任の射程は、明確であるとは言えない。フランス憲政
史においては二院制が基本的枠組みとなるが、議会に対する責任が両院に対して体系的に存在するのか、或い
は専ら下院に対する関係でのみ存在するのかは、尋常一様ではない。議会に対する責任に関しては、両院の権
能は公権力の組織の在り方に対応して様々である。選出方式に基づいた上院と下院との性質の相違が存在する
のであれば、大臣の政治責任の追及方式に関しても相違は存在し得る。換言すれば、第二院の倒閣権を否定す
ることも道理である106。フランス第四共和制は第二院の倒閣権を否定した。対等な二院制の場合、すなわち第
二院が第一院と同様の特権を享受している枠組みが、立法機能に関しても、政府統制機能に関しても、憲法条
項が明文で各院に対して同様の権能を認めることによって存立する場合も在る。とは言え、制定法による組織
化の程度はまちまちであり、政府責任に関する上院の権能に関して憲法規定が沈黙していても不思議ではない。
更には、制度として上院の倒閣権が否認されていることと上院の倒閣「力」が存在するか否かの問題は、取り
敢えず別の事柄である。後者の場合、政府が、自らがその職務を継続していくためには第二院の信任なくして
は不可能であると考えることによって、第二院は倒閣権を－より正確に言えば倒閣力を－享受する。政府統制
の権力と立法権とは概念上別の権力作用であるが、現実においてはその距離は限りなく縮小している事情が、
本研究において確認されよう。この様な場合においては、政府は法律の採択を得るためには上院の支持なしで
済ます訳にはいかない。上院が内閣に対する不信任を示すことがあるならば、そのとき内閣は辞職を余儀なく
されるのである107。したがって大臣の政治責任はメイド・トゥ・メジャーの法的技術によって追及されると云
う訳ではないということになる。法律によって政府責任の追及を目的とするものとして規定された特別固有の
手段（例えば不信任動議）の存在は、政治責任と云う一個の機構についての、あからさまな起動ランプであろ
                                                     
105 ラフェリエールは「（政府が）執行権を行使するのは、議会の代理人 délégué としての資格においてであ
る。革命時の言い回しに倣って、それは代表者の権力 pouvoir représentatif なのではなく、単なる「官吏の
権力 pouvoir commis」或いは「役人 agent」なのであり、その役割は議会の決定に属する政策の実現を保証
することであり、それ故、自らの権限を自らの衝動 impulsion と指令に従って行使しなくてはならないのであ
る。」とする。J. Lafferière, op. cit., p.747.；「、、、会議政体を性格付けるものは、議会に有利な形での諸
権力の混同である。ユージェーヌ・ピエール Eugène Pierre が述べている様に、両院は政府それ自体なのであ
る。市民の名において議会は、係員或いは使用人の道具的な役割にまで切り下げられた政府を用いて、国家を
嚮導する。」J. Gicquel et J.-E. Gicquel, Droit constitutionnel et instituions politiques, 32e éd, 
LGDJ-Lextenso, 2018, p. 177.  
106 「貴族院は閣僚の政治責任を追及しない（追求することが出来ない）」のであり、更にエスマンは説明す
る。「何故かと云えば、そこには単純で底深い理由があるのである。すなわち、庶民院は自らの背後に、全て
の力、すなわち選挙民によって与えられた自らの選出という事実を有する。」A. Esmein,8e éd, op. cit., p.174. 
107 「両院が対等であるとき、政府は不可避的にこの両院に対して責任を負うことになる。これは避けること
が出来ない。何故ならば、この対等な両院は何れにあっても、政府が自らの政策プログラムを実施するべく要
求してくる立法を、それに対する拒絶を示すことによってマヒさせることが出来、斯様にして政府を倒すこと
が出来るからである。」J. Cadart, op. cit., t. II, p.666. ; オーリウも第三共和制下の元老院に関して同様に結
論付ける。「政府に対する統制権、そして倒閣権という点から診てみると、、、元老院は国民議会と等しい権
力をかちえている、、、これは、政府がこれこれの法律を成立させたいという欲求に対して与えられる、立法
に関する権限の対等性から引き出される帰結である。」M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, op. cit., 
p.477. 
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う。しかし、法律によって規定されていない手段（例えば政府によって提出された予算に対する両院の拒絶や、
更には政府提出法案の拒絶）も重要である。ある特定の責任原理がある特定の追及技法と一対一で対応する訳
ではない―斯様な筆法は、やや懐疑的・不可知論的な仕方で、大臣の政治責任原理と刑事責任原理との異同に
関するプロブレマーティクへと繫がり得る。 
 
  第２款、大臣の「刑事責任」の定義 
 
 大臣の刑事責任については次のような問題が在る。それが普通法上の刑事責任と変わらないものと見るか、
或いは逆に、特別の性質のものと定義づけなければならないか。仮に後者の見方を採るとすれば、大臣の刑事
責任を普通法上の刑事責任の軌道から外れさせ、特別な原理たらしめているところの基本的特性が何であるか
探求する必要が出てくる。普通法上の刑事責任を性格付ける諸要素について確認したうえで（１）、事柄がこ
と大臣に関係する際に特殊に必要とされる事項を考慮する必要がある（２）。 
 
 １、普通法上の刑事責任 
 
 刑事的類型における責任が目的とするのは社会秩序の保護である。すなわち、「犯罪者」はそこにおいて、
刑法典に規定された刑罰を受けることによって応答しなくてはならない108。基本的には、かかる型の責任は個
人的なものである。すなわち、かかる責任は行為者、共犯者、あるいは共謀者に対してしか問題とならない109。
普通法上の刑事責任は、特定の数個の要素の結合した行為、すなわち犯罪 infraction に対する責任として定義
される。 
 刑事法の論理は、刑事責任を生成する事実として、規範に対する不遵守の「行為 comportement」が存在す
ることを前提とする110。犯罪は三つの構成要素からなる111。すなわち、「法的 légal」要素、「実体的 matériel」
要素、「心的 moral」要素である。法的要素はフォートを伴う行為 comportement fautif が予め法律によって
規定されており、法律に従って罰せられなければならないという原理を示す。実体的要素とは、予め規定され
た犯罪の完遂或いは少なくともかかる犯罪の実現の意思に相当するものである112。注意すべきなのは「積極的
行為であれ消極的行為であれ（作為あるいは不作為）、一回性の行為であれ継続的な行為であれ、単独での行
                                                     
108 「（刑事）責任は、法律によって規定された条件の下、法律によって規定された枠に従って科される刑事
的サンクションに服することで、自らの違法行為に対して応じまたは説明する répondre ou de rendre compte
義務に対応する。」B. Pereira, Responsabilité pénal, Rép. pén. 2002. p.2 
109「民事責任が、損害を与えた他者の行為によって科されることがありうるのとは異なって、刑事責任は純粋
に個人的な責任なのである。原則として、犯罪の行為者 auteur でも共同者 coauteur でも共謀者 complice で
も無い者に対しては、如何なる刑事訴追も提起され得ない。」G. Stéfani, G. Levasseur et B. Bouloc, Droit 
pénal général, 16e éd., Dalloz, 1997, p.274. ; 「刑事責任は個人的責任である。」B. Pereira, op. cit.,., p.8 ; 「公
刑法 droit pénal public の歴史において、集団的 collective 責任は例外的なものである。」P. Fauconnet, La 
responsabilité. Etude de sociologie, Librairie Felix Alcan, 1920, p.70. また、J. Pradel, Traité de droit pénal 
et de science Criminelle comparé, t. I : Introduction générale, Droit pénal général, 12e éd., Cujas, 1999, 
p.422. 
110 「刑事責任を生成させる事実 fait は、刑法を侵害する行為 comportement であって、換言すれば、犯罪
infraction である。」F. Desportes et F. Le Gunehec, Droit pénal général, 10e éd., Economica, 2003, p.377 
111 G. Stéfani, G. Levasseur et B. Bouloc, op. cit., p.99. 
112 Ibid., p.199. 
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為であれ集団的な行為であれ、実体的要素は犯罪の存在を必要とする113」ということである。最後に、心的要
素、これは行為者の意思と結びついている114。これは「刑事上のフォート faute pénale と同視されており、
『違背 manquement』或いは『義務 devoir』として定義され得るものである。かかるフォートは実際、実体
的行為者が刑事的に責任を負っていると宣する為には、つまり『罪責 culpabilité』を打ち立てる為には必要欠
くべからざるものなのである。115」 
  
 ２、大臣の刑事責任；大臣の職務遂行上なされた行為と職務外にてなされた行為との区別 
 
 最も基本的な視座は、大臣の職務においてなされた行為と、職務外でなされた行為を区別して考える点に置
かれる。フランス憲政史上、ほぼ一貫して、大臣の刑事責任に関しては、職務遂行上のそれとそれ以外を分け、
前者を普通法外の特別裁判機関－多くの場合「高等院 Haute Cour」と呼ばれる－に管轄させるという方法が、
憲法上の制度として採用されてきたからである。 
大臣が公務外で犯した行為について問題とされ、自身の職務と何等の関係も無い行為であることが絶対的に
明白であると云う限りにおいては、大臣は如何なる市民とも同様に、自らの行為について刑事法が規定する仕
方に厳密に基づいて応答すべきであることに疑いはない。しかし、大臣の職務の外でなされた行為と、職務遂
行上為された行為との間での境界は明快に線引きできるとは限らないことから、困難が生じる。極めて広義の
ものとして観念された「大臣の刑事責任」という概念と「大臣の大臣としての刑事責任」と云う概念は、飽く
までも思惟の上で、理念型としてのみ、明確に分かれている。明確な基準線の定義は不在であるから、問題と
なっている行為が職遂行上為されたものであるか、それとも職務外において為されたものであるかを決定する
のは、取り敢えず裁判官の判断に委ねられることとなる。 
大臣の職務遂行上の責任に関する基本的性格の把握に関して、フランス公法学においては伝統的に二つの異
なる理解が存在してきた。すなわち、一つは刑事法テーゼ thèse pénaliste 或いは普通法テーゼ thèse du droit 
commun と呼ばれるもの、いま一つは憲法テーゼ thèse constitutionnaliste と呼ばれるものである。前者のテ
ーゼは、大臣の刑事責任は、それが大臣の職務と結びついていようとなかろうと、普通法上の刑事責任として
定義づけられると理解する116。政府構成員も市民であり、その責任を裁く裁判機関は、法律に抵触する行為に
関してしか提訴を受けないし、刑罰に関しても法律で規定されたものしか科さない。このテーゼは罪刑法定主
義の尊重を唱えて、飽くまでも普通法の軌道上を周回することに拘りを見せる。対して、憲法テーゼは、全く
異なった主張である。このテーゼの信奉者たちは、大臣の職務遂行上の刑事責任は、「刑事的性格を有する政
治責任 une responsabilité politique à caractère pénal」を本質とすると主張する117。従って、かかる責任は
一般刑法の軌道を外れている。それ故、この種の類型の公訴の提起を管轄する裁判機関は、「主権的権限 pouvoir 
                                                     
113 Ibid., p.200. 
114 「犯罪はその行為者の罪責に応じて評価を受けるのであり、したがって、行為者に行為を課し、その行為
の結果として生じる損害を行為者に受け入れさせた心理的な要素に応じて、犯罪は評価されるということであ
る。」Y. Mayaud, Droit pénale général, 2e éd., PUF, 2007, p.243. 
115 F. Desportes et F. Le Gunehec, op. cit., p.405. 
116 例えば、E. Chavegrin, Note sous arrêt de la Haute Cour du 6 août 1918, Sirey, 1920. II. pp.33-38 ; L. 
Duguit, op. cit., t. IV, p.491. ; P. Bastid, Cours de droit constitutionnel comparé, La justice politique, Les 
cours de droit, 1956-1957, pp.206-216. 
117 例えば、B. Constant, op. cit., p.460 ; P. Rossi, Cours de droit constitutionnel, Librairie Guillaumin et 
Cie, 1867, t. IV, p.385 ; M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, op. cit., p.414 et pp. 542-543 ; 
Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., pp.881-882 ; A. Esmein, 8e éd, op. cit., p.843. 
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souverain」を行使することが出来る。すなわち、かかる裁判機関は刑事法の厳密な規定に拘泥せず、罪刑法
定主義によって制約されることなく、犯罪事実の認定と刑の決定に関して、自由裁量的な権限を享受すること
になる。ジョゼフ＝バルテルミイが確認する様に、かかる裁判機関は「自らに係属した事実について自らその
罪質を決定し、その行為の重大さに応じた何らかの刑で罰する主権的権限を有する、、、118」。従って、憲法
テーゼは、職務遂行上の刑事責任は特別の裁判管轄に属し、普通法とは異なる何らかの高次の規範に従って追
及される、と考察するのである。加えて、職務遂行上の範囲における閣僚の刑事責任に関して、罪刑法定主義
の如き法治主義原則を想定することについて、憲法テーゼの主張者たちは不可能であると考え、或いは完全に
無意味であるとさえ考える119。 
 憲法テーゼは、職務遂行上の刑事責任を「刑事的サンクションの言葉に翻訳された政治責任の窮極の表現
l’expression ultime de la responsabilité politique traduite en termes de sanction pénale120」と見做す見解で
ある。「何故ならそこでは刑事的性格を持った政治責任が問題となっているのであり、かかる責任は例外的な
規範に従って政治的審級 instance politique によって裁かれるからである。121」刑事法テーゼはと云えば、「閣
僚の刑事責任の中に刑事手続及び刑法の基本原理に従って行使されるべきであり、行使され得る責任を見出し
ている。刑事手続及び刑法の基本原理、すなわち、適法性 légalite、不遡及性、公開性、防禦権の尊重、対審
構造、、、である。122」従って、両テーゼは明快に対立的な世界観である。フランス憲政史は恒常的にこの二
つの視座の間で揺れてきたのであり、フランス公法学成立以来、否より正確に言えばそれ以前から、この見解
の対立軸は、論壇を歴史的に通底する軸だったからである。歴史的大局観に立てば、職務遂行「上の dans」
閣僚の刑事責任は極めて頻繁に政治責任と同一視され、時おり普通法上の刑事責任と同一視されてきた、と言
える。１９９３年７月２７日の憲法改正は一個のパラダイム・シフトを構成するものとして注目される。同改
正においては、未だ不完全な形ではあるものの、すぐれて明確な形で、閣僚の刑事責任を普通法へと同調化さ
せる方向性の下、閣僚の刑事責任の特殊性が弱められている。 
  
 
  第３款、大臣の「政治責任」と「刑事責任」；曖昧な境界 
 
 大臣に関する政治責任と刑事責任の間での境界を厳密な形で引くことは容易ではなく、この二つの責任の性
質が同一のものに帰せられるか否かという点が、フランス公法学における長年の対立点を形成してきた。事柄
                                                     
118 Joseph-Barthélemy, La loi du 5 janv. 1918, sur la mise en accusation devant le Sénat du Président de 
la République et de ses ministres, 1re partie, RDP. 1918. p.615. 
119 この問題は極めて早い段階で認識されている。「刑の言い渡しと手続とを組織する法律の必要性を私は常
に認めてきた。議論を呼んでいる問題とは何かと云うと、責任を定義する法律の適切さであり、あるいはかか
る法律の可能性である。」「大臣責任法典 un code de la responsabilité ministérielle を作ることは可能であ
ろうか？大臣責任に関して重罪を定義することは可能であろうか？大臣に対して言ってみるが良い。『これが
貴方のしてはならない行為なのです。』と。政府に、想像できる限りの力、影響力、富をその掌中に収めてい
る内閣に対して言ってみるが良い。『これら特定の行為は貴方方がしてはならないものなのです。』と。しか
し、人は内閣に対して次の様に言うものではなかろうか。『貴方方はここでこの様にやるべきですし、或いは
別な風にやるべきでしょう。』と。と云うのも、正確な定義と云うものは唯単に別の手段を示す為の警告の様
にしか映らないからである。そこには定義は存在しない。そこでは定義を持つことは出来ない。」P. Rossi, op. 
cit., p.385. 
120 R. Badinter, op. cit., p.12. 
121 Ibid. 
122 Ibid. 
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の困難さは、偏に政治責任の生成要因が曖昧であることに起因する（１）。政治責任は何に関して問われるか、
政治的責任事由は何か、という定義づけの問題は、それに関する知的営為こそ存在したものの、制度的にはか
つて存在せず、現に存在していない。政治責任を法的に枠づけるのは不可能である（２）。 
 
 １、政治責任の生成要因 
 
 ここで云う生成要因 fait générateur とは、「特定の責任機制の適用を始動させる諸事実のこと」を指す123。 
オーリウは、政治責任の生成要因を「フォート faute」として性格付けている124。但し、「フォート」という
概念の内実は論者によって一定ではなく、この語の語感が持つ法的外被にも拘らず、「フォート」概念を被治
者との関係における統治者の信任の喪失に定位させる、すぐれて政治的な意味づけが論者によって為されてい
る。「政治責任は、、、『フォート』（『犯罪』とは区別しなければならない）を前提とする。、、、前もっ
て犯罪とサンクションとに関する定義が不在であっても、その性格は追及主体が主権者であることによって、
そして追及客体が政府であることによって性格付けられる。125」したがって、「フォート」という概念は、刑
事法の論理の枠内に留まってはおらず、論者は概念を普通法の領域から借用しつつも、普通法における適法性
légalité ではなく、すぐれて憲法的・政治法的発想としての適時性 opportunité へ定位している。普通法から
概念を借用しながら、その本質を骨抜きにしている－この様な見地からすれば、如上の憲法・政治法的用語法
は批判を免れない。「、、、この表現が生憎にも暗示してしまっているところとは反対に（そしてこの表現の
使用を止めるのは実に正しいことである、と云うのもこの語の現実不適合性 inadéquation は非常に大きなも
のであり欺瞞的であるからである）、政治責任は、責任を除いては、我々が望むところのものとほとんど同じ
ものである。少なくとも、この語が通常の意味で、つまりこの語が道徳哲学的な意味を帯びて、とりわけ法的
意味を帯びて使われる場合においては、その様に云えるのである。この政治責任と云う語と繋がれることによ
って、実際の所、政府は、自らの行為に関して裁判官 agent juridictionnel に対して、すなわち刑罰を科す権
限を持ち、不法行為に関する損害賠償を科す裁判官に対して、何等応えることがない訳である。倒された政府
は、如何なる意味においても法的な意味でサンクションされた政府では無い、政府が法的な意味でのサンクシ
ョンを受けたと言うためには、すなわち、政府の活動が何らかの法的な『基本的規範或いは基準』に従って評
価されたと言えなくてはならないのだから。従って、倒された政府は、その顔ぶれが議員たちにとって不都合
なものだった故の議員たちの気まぐれを被ったに過ぎないのであり、政治責任に関してはこの様な点が全てで
ある。126」と指摘される。政治責任を政治権力との連関性の中に定位させ、フランス公法学史の中でもとりわ
け先鋭的な問題意識を見せたルネ・カピタンも「大臣にとっての辞職義務はフォートから生じる訳ではなくし
て、大臣たちによって採られた政策に関してであれ、或いは単に彼ら閣僚が示したプログラムについてであれ、
両院と閣僚との間で示される不合意から生じるのである。127」としたうえで、「、、、今日、大臣の政治責任
                                                     
123 Ph. Ségur, Faute et responsabilité politique : Sur quelques distinctions élémentaires, in J.-J. Sueur, op. 
cit., p.109. 
124 オーリウが「政治的フォート故の政治責任」を喚起している。M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, 
op. cit., p.414 ; 「政治の事件において責任を負うと云うことは、政治的フォートの故に権力を喪失すると云う
ことである。」E. Zoller, op. cit., p.440. また、以下も参照、O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), op. cit., p.12 
125 O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), op. cit., p.12 
126 O. Cayla, La Constitution du constituionnaliste, Critique, no642 : Justice et phisophes, 2000, 
y. LVI, pp.964-965. 
127 R. Capitant, La coutume constituonnel, op. cit.,., p.965 
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と呼ばれているところのものは、これは専ら、自らの政策に関して両院における表決で多数派の支持を得られ
なくなった以上、当該大臣をして辞職せしめる義務のことである。、、、128」と結論付けている。政治責任の
生成要因をフォートと表現する言説は、以上のように批判を受けている。実際、多数の学説がこの用語法を忌
避している129。責任追及事由を理解する際にフォートという発想を手掛かりとはしないとなると、責任生成要
因の定式化の為に、考え得る責任原理すべての生成要因の内、民事および刑事の責任生成要因を除いた残余の
ものを以て政治責任の生成要因と見做す、一種の控除説の仕方が可能性として残る130。しかし、この様な発想
は、その根底において「政治責任をして例外的地位に格下げしてしまう」傾向を持つために131、適当ではない。 
従って、政治責任の生成要因を定式化する際に、普通法の領域から「フォート」概念を借用する発想に拘泥す
る意義はなく、政治責任の生成要因は追及主体と被追及主体である大臣との間における、単なる政策上の不一
                                                     
128 Ibid. 
129「大臣の政治責任は、事前に規定された刑事犯罪、そして民事責任という、これら二つの客観的に測定可能
な責任に基礎を置くのではなく、大臣が説明義務を負うところの機関との間での不合意に基礎を置くと云う点
で、刑事責任、民事責任とは異なっているのである。」G. Vedel, Manuel élémentaire de droit constitutionnel, 
réédition présentée par G. Carcasonne et O. Duhamel, Dalloz, 2002, p.459 ; 「、、、この領域における責任
は、その原因となる行為に関して理由に関しても際限の無い程広いものである。職務権限の行使に関して、或
いは職務権限の行使と結びついた事柄に関して大臣によって為されたこれこれのあらゆる行為を理由として、
閣僚によって採られたあらゆる態度を理由として、大臣による作為或いは不作為を理由として、閣僚によって
示された意図を理由として、かかる行為ないしはかかる態度が完全に適法なものであったとしても、大臣の振
る舞いはその適法性に関してではなく、全くその適切さに関して、その適時性と一般利益との調和性に関して、
議会が望ましいと考える態度との一致或いは不一致に関して、引き合いに出され得るのである。」J. Lafferrière, 
op. cit., p.774 ; 「政治責任は、完全にとは云わないが、それでもやはりフォートの概念とは折り合いが悪い。」
J.-J. Sueur, 
Responsabilité, droit et politique : une entrée en matière, in J.-J. Sueur, op. cit., p.15 ; 「（政治責任は）損
害もフォートも前提としない。議院内閣制においては、不信任を正当化する為には執行府と議会との間で単に
意図の不一致があればそれで十分である。更に言えば、政治責任の追及するための「正当な justiciables」事
由を、前もって法典化しておくことなどは不可能である。内閣は何もしていないのにも係わらず信任を失うこ
とがあり得るのである、、、逆に、重大な政治的フォートによって、罰せられるべき執行府が議会の信任によ
って完全に庇護されているということも、例えば、大臣の政策に取って替わるべき政策が如何なるものの存在
しないときなどにあっては、あり得るのである。」Denis Baranger, Responsabilité politique, in D. Alland et 
S. Rials (dir.), op. cit., p.1358 ; 「政治責任は、他の責任の類型との関係において、自律的且つ特殊の原理で
ある。実際、政治責任はフォートとも危険性 risque とも係わりが無く、更に言えば、これらの要素は時宜に
応じて見つけ出されるのである。」P. Avril, Pouvoir et reponsabilité, in Le Pouvoir. Mélanges offerts à G. 
Burdeau, op. cit., p.9 ; 「精確に言えば、政治責任はフォートに基づく責任ではない。政府が倒されたと言っ
ても、それは過誤 erreur 或いは失政 mauvaise politique へのサンクションというよりも不合意による支持の
取り下げなのである。フォートは政治的言説で用いられる道徳的な支えに依拠しているが、しかし、政治的言
説と云うのはそれほどお人好しのものでもない。政治責任は道義にではなく、不合意に基づいているのである。」 
P. Auvret, op. cit., pp.103-104 ; 「国民議会は閣僚たちを、彼らの最も些細なフォートさえ問うことなしに解
任することが出来る。、、、国民議会は、政府がフォートを犯したとの確信を持って政府を倒すことを完全な
形で断っているのも同然である。結局の所、政治責任は、人民から選ばれた代表の支持なくしては、フォート
があろうとなかろうと自らの如何なる政策も行うことが出来ない政府が、議会に対して従属している有様を表
現しているに過ぎないと云う訳である。」 
O. Cayla, op. cit.,., p.964. 
130 Nathalie Havas, La responsabilité ministérielle en France, Contribution à une approche historique des 
responsabilités politiques et pénale des ministres de la Révolution de 1789 à la Ve République, Dalloz, 
2011, pp.57-58 
131 「立憲主義の技術は、閣僚の、職務における責任のこの二類型の間で一つの均衡を得ることに成功した。
この均衡とは、二つの責任の対等の上に立つものではなく、政治責任が原則で刑事責任が例外であると云う発
想の上に立つものである。」O. Beaud, Le traitement constitutionnel de l’affaire sang contaminé..., op. cit., 
p.1004 
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致の存在それのみに求めるべきであり、用語法もそこに留まるべきである132。本研究は大臣の政治責任を大臣
および政府の政策形成と議会のそれとの不一致をサンクションすることを目的とし、かかる不一致を以て生成
要因と理解する。責任の主観的側面はそこでは問題とならない。そこで問題となる責任の性質は客観的なもの
である。「他者の行為による責任 responsabilité pour fait d’autrui133」としても特徴づけられる大臣の政治責
任は、個別的なものであれ連帯的なものであれ、問題となる事実が答責主体自身の行為であるか否かを、本質
的な関心事とせず、ただ単に「責任能力 imputabilité」のみが問題とされる、客観的原理である134。 
  
 ２、大臣責任の「政治性」；法的規律の困難性 
 
 大臣の政治責任と刑事責任を同一視するアプローチは学説と現実動態を総合的に考慮すれば、適切なもので
あるとは思われないが、しかし、政治責任と刑事責任との区別が制定法の次元で常に確立されてきた訳でもま
た、ない。復古王政期以来のフランス政治生活を各体制の憲法および議会法との関連で眺めて見れば、大臣の
政治責任を憲法に編入することは多くの蹉跌を経験してきた。政治責任という政治的な生理を法的な仕方で再
構成することの困難さは、経験的に感覚されてきた135。 
議会に対する大臣の政治責任が初めて憲法で規定されるに至ったのは、大臣の両院 chambres に対する集合
的・個人的な責任を規定した１８７５年２月２５日の憲法的法律第６条によってである。しかし、第三共和制
下の政治生活は、責任の追及方式に関する憲法の沈黙の下で進行せざるを得なかった。政治責任の法化、すな
わち、政治責任の道義的領域からの脱却は一応達成されたわけだが、その革命的な意義は実感に乏しかったに
違いない。政治責任が憲法的法律によって保障されることで、諸権力間の均衡が齎された訳では全くなかった
からである。何が政治責任であり、何を以てかかる責任原理が作動するかという点については、両院の表決そ
れ自体に意味があったというよりも、政府による自己流の解釈にこそ意味があった。たとえ曖昧な部分があっ
たとしても、両院の表決に関して、信任の撤回を示しているものと政府は解釈しがちであった136。第三共和制
下における「責任」の運用を経験した後で、第四共和制出発の時点におけるフランスは、再考の機会を得た。
国民に対しては三つの選択肢、すなわち「第三共和制への復帰」「公権力の組織に関する法律に依拠する制憲
議会の選出」「無制約な権限を有する主権的な制憲議会の選出」が提起された訳だが137、もとより第一の選択
肢はあり得ないものであった。時代精神は、戦間期における混迷と、対独敗北の記憶とを重ね合わせ戦前の体
制への無批判な逆戻りを忌避した。そこで、政府の不安定性を解消する為、政治責任追及の機制が発動する条
                                                     
132 「かかる責任は『政治的』と呼ばれている。何故ならばこの責任は如何なる犯罪も指し示すものではなく、
政府による如何なるフォートでさえも指し示さず、両院との間での単なる不合意を示すに過ぎないからであ
る。」Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.705. ; 更にセギュールは次の様に推察している。「政治責任
は政治的フォートと同一のものではない。閣僚或いは閣僚の協働者に帰せられるべきフォート（ないしは過誤）
が存在し、それ故に倒閣が正当化されることがあるにしても、しかし、かかるフォートは必要不可欠のもので
はない。そもそも現実においては、政治責任の追及は斯様なものとして動機づけられるのではない。法的に見
れば、政治責任追及の動機付けは蛇足なものであり、その内容はどうでもよいもの indifferent なのである。」
Ph. Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité politique?, op. cit., p.1608. 
133 D. Baranger, Parlementarisme des origines, op. cit., p.270. 
134 Ibid., pp.151-152 
135 Pierre Pactet, L’ évolutuon contemporaine de la responsabilité gouvernementale dans les 
démocaraties pluralistes, op. cit., p.202. 
136 P. Pactet et F. Melin-Soucramanien, Droit constitionnel, 37e éd., 2018, pp.314-315. ; 
Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.715. 
137 横尾・前掲論文「議院内閣制と議会統治制（二）」３８頁 
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件を制定法で厳しく統制することが不可欠であると考えられた。したがって、戦間期以来、フランス政治生活
においては「議会制の合理化」（ゲツェヴィッチ）への自覚的指向性こそ存在してはいたものの、第二次世界
大戦後において初めて、政治責任の法的規律の機縁が生じたことになる138。そうして、１９４６年憲法ではそ
の第４９条と第５０条で、それぞれ信任問題と不信任動議に関して、多くの暴発予防装置が仕掛けられた139。
それにもかかわらず、第四共和制が戦前の体制へと実質的に逆戻りしてしまったのは単に政府責任の法編入の
態様にのみある訳ではなく、寧ろ本質的には政党政治を巡る具体的政治状況と政治階層の心性とにあった。第
三共和制下と同様に、１９４６年に樹立された体制も両院内に同質的・一体的な多数派を持つことができなか
った140。コリヤールが結論付けている様に、第四共和制の制憲者たちは「議院内閣制における政府責任は政治
秩序 ordre politique であり、したがって、厳密な算術的方法で推し量れるものであるというよりも寧ろ状況
的・心理的事柄 affaire de climat et de psychologie であるという分別ある考慮を141」持たなかった。第四共
和制における大臣の政治責任の自覚的且つ体系的な法的規律への指向は画期的であるが、限界もまた厳然と存
在していたのである。 
 従って、大臣の政治責任及びその連帯的・真正的現象形態としての政府責任は、一定程度、何らかの法的次
元において規律可能であるにしても、しかし、法的統御が可能な現象ではないことが経験的に確認される。 
大臣責任という枠組みの中で政治責任原理と刑事責任原理との境界が問題となっている以上、政治責任が規律
されないなかで、同様に刑事責任も規律されないままであった。しかも刑事責任原理は、罪刑の法定と云う実
体法上の原則と、適正手続の保障という手続法上の原則をその必要的構成要素とする以上、事柄は深刻である。
大臣の刑事責任に関する法的基盤は常に存在こそしていたものの142、常に不十分であった143。斯様な消息が政
治責任原理及びその現象形態との間で有した関係を検討することは、本研究にとって一つの課題となる。 
 
                                                     
138 横尾日出雄「議会制における信任関係について―フランス第四共和制憲法における『内閣の安定化』の方
策―」『中央大学大学院研究年報』（第１５号Ⅰ―１、１９８６年）３８～３９頁。 
139 第４９条「信任問題は、閣議の後でなければ提出されえない。信任問題は、内閣総理によってのみ提出さ
れうる。信任問題に対する議決は、国民議会に提出された後、１日を空けなければ、行われない。信任は、国
民議会の議員の全体
マ マ
多数によってのみ内閣に対して拒否されうる。信任拒否は、内閣総辞職をもたらす。」：
第５０条「内閣不信任案の国民議会による議決は、内閣総辞職をもたらす。内閣不信任案の議決は、不信任案
提出後１日を空けなければ、行われない。この議決は、記名投票で行われる。内閣不信任案は、国民議会にお
いて議員の絶対多数によってのみ採択される。」訳文は、辻村・糠塚・前掲書２５１頁に拠った。 
140 G. Vedel, op. cit., pp.463-465 ; F. Hamon et M. Troper, op. cit., pp.447-448 ; P. Pactet et F. 
Melin-Soucramanien, op. cit., pp.332-333. 
141 Cl.-Al. Colliard, La pratique de la question de confiance sous la IVe République, RDP. 1948. P.221. 
142 閣僚の刑事責任を組織する一つの法律は、とりわけ１８１４年シャルト第５６条にて触れられている。「大
臣は、反逆罪または公金横領の事実を理由としなければ告発されない。個別の法律が、この種の罪を明記し、
その訴追について定める。」と。しかし、１８３０年シャルト第６９条においても「以下の事項については、
個別法律によってできるだけ早い時期に引き続き定めるものとする。 
１、出版犯罪および政治犯罪に対する陪審の適用、２、大臣及びその他の官吏の責任、３、、、、」と。更に
また、１８４８年憲法第６８条末尾を挙げることも出来る。「法律は、他の責任ある場合ならびに訴追の形式
と要件を定める。」と。１８７５年７月１６日の憲法的法律第１２条末尾は「訴追、予審、判決に関する手続
は、法律によって定める。」と。 
143 第三共和制下においては、結局、二つの法律－すなわち１８８９年４月１０日法律と１９１８年１月５日
法律である－が、高等院に関する手続法を明確に規定する目的で採択された。しかし、この二つの法律の規定
は不完全で不十分なものであることが露呈する。と云うのも、これらの法律は二つながら急場に採択されたも
のだからである。１８８９年法律はブーランジェ事件の文脈において、１９１８年法律はマルヴィ事件の文脈
において。 
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第４節、方法 
 
 本研究は、大革命から第五共和制に至るフランス憲政を編年的に俯瞰するが、その際、大臣の政治責任を大
臣の刑事責任と対置させ、この両原理間における視線の往復を通じて、大臣責任制とのかかわりにおいて、歴
史の各段階を性格付ける。この様なアプローチは、大臣責任の政治・刑事両原理が連関する際の態様に着目す
ることで、大臣の政治責任の司法化・刑事化指向と云う、今日における執拗な難題を顕在化するのに意義を持
とう。本研究は、史論を主、理論を従とするが、この方法は、検討対象が主として慣行の上で生成し、発展・
確立する制度である点に拠る144。政治制度を検討対象とするフランス公法の思惟において、歴史的方法はモン
テスキュー以来の正統であり、比較法（水平的比較）に加えて歴史的方法（垂直的比較）をエスマンの公法学
研究が採ったことは―本来彼が法制史を専門として講じていた点からすれば道理であるが145―よく知られて
いる146。また、フランス憲政史の全期間を通じて、公法学説を以て自認する思惟及び言説と、公法的実践たる
政治生活との距離は決して遠からざるものであった。エスマンにおけるフランス公法学説の確立に先立つシャ
トーブリアン、ブロイ公、プレヴォ・パラドル、ロワイエ＝コラールらは、公法学者というよりも寧ろ「政論
家」であった。してみれば、後者の枠組を論じる中で前者を挿話的に検討する方が、思考経済に適した方法で
あろうし、何よりも理論的言説をそれとしてよく理解することに資するであろう。 
ここでは、本論に入るに先立って、本研究の検討対象について規定する（Ａ）。加えて、基本的視角・方法
について若干敷衍する（Ｂ）。 
 
  第１款、検討対象 
 
 大臣責任の歴史の検討に当たって第一義的に参照すべき典拠は、憲法、議会制定法、院内規則、各種行政立
法、判例であり、更に、エスマン以来フランス公法学が自覚的に指向してきたように、これら実定法及び法現
象の生成される過程それ自体、換言すれば議会審議と、その当時の政治アクターの言行である147。本研究の検
討対象は、200 有余年の憲政史において漸う法廷領域に包摂されてきたものであるが、その政治性は現在にお
いてすら痕跡的と言うレヴェルをはるかに超えている。そもそもフランス憲法学の政治学的傾向はつとに指摘
されてきたところであるが148、法実証主義者のカレ・ド・マルベールの方法論においてすら指摘される立法事
実・法生成過程に対する事実に即した探求は、本研究にとって極めて重要である149。本論において指摘される
                                                     
144 議院内閣制に関してこの点を指摘するものとして、井端・前掲論文「フランス七月王政下の議院内閣制と
官吏議員－いわゆる『オルレアン型議院内閣制』の一側面－」９３頁。 
145 時本義昭『フランス近代憲法理論の形成－ロッシからエスマンへ－』（成文堂、２０１８年）１８５～１
８７頁。 
146 深瀬忠一「A・エスマンの憲法学－フランス現代憲法学の形成（一）－」『北大法学論集』（第１５巻第
２号、１９６０年）３１７～３２１頁。 
147 「憲法原則＝体制の精神」を理解するために、エスマンも「ひろく法学・政治学者の文献を引証するが、
むしろそれよりも政治家に注目し注意深く議会での審議のあとをたどり、内外の新聞に眼をとおして引用」し
たのであった。同上、３１９頁。 
148 樋口陽一「フランスにおける憲法学の政治学的傾向」『近代立憲主義と現代国家』（勁草書房、1973 年）
1～50 頁。また、「憲法学の法律学化」の時期を挟んだ今日におけるかかる傾向性の再来に関しては、特に、
山元一・只野雅人編訳『フランス憲政学の動向－法と政治の間』（慶應義塾大学出版会、2013 年）。 
149 樋口陽一・同上 35～36 頁。 
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ところに属するが、フランス大臣責任制における最大の特徴の一つが、制定法における欠缺－沈黙である。不
言の営為に対する意味付けはそれに先立つ実例から為されなければならない。したがって、アルシーヴ・パル
ルマンテール Archives parlementaires を綿密に読み込んでいくことは、フランスにおける最初の制憲者たち
の議論、あるいは制憲者に影響を与えたツァイトガイストを探求する上で、不可欠な作業である150。アルシー
ヴ・パルルマンテールの分析は、革命期、すなわち如何なる公法学説も存在しなかった時期151、この時期を問
題とする場合、特に重要である。モニトゥール・ユニヴェルセル Le Moniteur universel 誌あるいは、１７８
９年に初めて出版されたガゼット・ナシオナル La Gazette national 誌である（１８７０年以降はフランス共
和国官報 Le Journal official de la République française となった）152。 
 以上のような所謂「一次資料」に対する検討に加えて、各時代の何らかの「理論的な」言説について検討す
る必要があろう。とりわけ、エスマンにおいて大成されたと目される「フランス公法学」なるものが登場した
第三共和制以降の歴史的段階に対する検討において153、これらの言説に対する分析の比重が－例えば大革命下
の歴史的段階に対する検討に比べて－いや増すのは自然なことである。しかし、フランス憲政史において、理
論と政治動態が絶縁状態にあった時期は絶無と考えて良い。公法学が学問体系として自律性を確保した第三共
和制以降においても、そもそもかかる学問体系自体が共和制の護教の学として同定されていた事情が指摘され
る154。ましてや、それ以前の何らかの「理論的」言説を「理論」として聖別することは難しい。「学者が孤独
の書斎のうちに、いわば真理の女神にささやきかけるのにたいして、実践家は群衆のなかにたって、思想に支
えられつつも、まず社会的効果をねらって声高かにさけぶ。『モニトゥール』におさめられた革命議会におけ
る議員たちの発言を、思想家の作品を読み取るように読むことができぬことは、いうまでもない155。」１８１
４年から１８３０年に至る立憲君主制の時代を問題とする場合における各種出版物、パンフレットに対する検
討は重要な意義を有する。他方、時代と幾らかの距離を取ることが出来たドクトリネールの言説は、それが些
かでも時代を先取りするものであったが故に、憲政史において重要性を持つ。 
 
  第２款、フランス憲政史の時系列的・概念的検討 
                                                     
150 Archives parlementaires, Recueil complét des débats législatif et politiques des Chambres françaises, 
1re série(1789-1799), 2e série(1800-1860), publiées par J. Madival et E. Laurent, Lib 
rairies administrative Paul Dupont, 1875. 
151 ミシェル・ヴェルポーが説いている。「おそらく革命家たちは、全く新しい実践を理論化する機会を得る
ために、様々な事件に接していたのであろう。革命の時点で論じられていた憲法に関する様々なイデーを教え
てくれる唯一の要素は、憲法法文それ自体を措いては、かかる法文の採択に先立つ議論のみなのである。」
M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire. 1789-1799, thèse Université de Dijon, 1987, préf. M. 
Fromont, PUF, 1991, p.19. 
152 この雑誌は１７８９年１１月２４日から１８１０年１２月３１日まで、モニトゥール・ユニヴェルセル Le 
Moniteur universel 或いはガゼット・ナシオナル La Gazette nationale と云う題名が付され、１８１１年１
月１日から１８５２年１２月３１日まではモニトゥール・ユニヴェルセルと云う題名のみが付されている。そ
の後１８５３年１月１日から１８６８年１２月３１日まではモニトゥール・ユニヴェルセル或いはフランス帝
国官報 Le Journal official de l’Empire français と云う題名が付され、次いで１８６９年から１８７０年まで
の間はフランス帝国官報という題名のみが付されることとなった。１８７０年９月５日以降は、フランス共和
国官報 Journal official de la République française (JORF)となった。 
153 この段階とそれ以前の段階とを分かつものは、政治家と学者の合いの子的な「貴族趣味」の政論家の存在
と、常勤かつ専門の憲法学者の存在の異同である。時本・前掲『フランス近代憲法理論の形成』３頁。 
154 Guillaume Sacriste, Adhémar Esmein en son époque Un légiste au service de la République, in 
Stéphane Pinon et Pierre-Henri Prélot (dir.), Le droit constitutionnel d’Adéhmar Esmein, Montchrestien, 
2009, p.11. 
155 桑原武夫編、京都大学人文科学研究所報告『フランス革命の研究』（岩波書店、１９５９年）ii 頁。 
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 本研究における分析は、１７８９年の大革命から第五共和制に至る迄に生起した全ての政体を対象としてい
る。それらの政体はそれぞれの憲法典、あるいは統治機構の基本的な組織に関する法律を有している。本研究
にとって、クロノロジカルな方法は、重要である。「、、、憲法体制をそれに先行する諸体制から切り離すこ
とはできないし、それに先行する諸体制自体我が国の過去のあらゆる制度と結びついている。過去の諸体制や
諸制度を記述することは、非常に異質な諸伝統の交錯とその変遷を説き明かすためにかつてないほど必要であ
る156。」とのデュヴェルジェの省察は、理論的思惟による以上に政治動態の中で生成され、慣行化し、習律と
なってフランス憲政史上の伝統を形成するに至った大臣責任制の検討に際してとりわけ良く当て嵌まる。大臣
責任は、理論にしても制度にしても、過去との繋がりの中で、過去を意識して発展してきた。何らかの卓越し
た思惟と制度の飛躍が、過去との断絶を観察者に対して印象付けることがあるとしても、それをよく理解し、
適切に位置づけることは、先行する時代との対比を以てこそ為し得る。 
 検討の出発点は１７８９年に設定される。「この日付こそが、フランス公法における断絶点を構成している。
157」からである。１７８９年のフランス革命は実際、前例のない未曾有の創造的段階を創始した。大臣（彼が
いまだministreという肩書を得ず、国務諮問会議Conseil du Roiの閣僚としての国務評定官Conseiller du Roi
という肩書しか持たない存在であったにしても）に関して、彼の責任が議論される文脈がアンシャン・レジー
ム下に関して否定されるという訳ではない。実際、アンシャン・レジーム下において大臣が相当の権勢を誇示
していたことは、その権勢の濫用を糾弾するという形で、大革命下の請願陳情書 Cahier が証拠立てているこ
とであるし、幾つかの重大な事件は、今日のフランス公法学においても重要な先例として引き合いに出されて
いる158。しかし大臣たちは、大革命後とは異なり、その地位に関する如何なる法的・制度的基盤も欠き、その
地位は完全に只管、国王の御心次第であった。旧体制下における大臣の地位及び責任に関する検討は本研究の
検討領域からは除外される。 
 １７８９年のフランス革命以来、大臣は責任ある政治主体でなくてはならない、という発想が克明に記録さ
れるようになる。革命が急速に展開していく過程で、大臣は、程度の差こそあれ、通常刑法の適用除外を受け
る地位に置かれることとなり、この様な大臣の地位はフランス憲政史の全期間を通じて変わることがなかった。
憲法的思惟としては、政治責任は既に１８世紀の終わり頃には、イギリスをモデルとして思念されるようにな
っていた159。実際、革命家たちはモンテスキュー、シイエス、そしてド・ロルムらの著作を通じて、イギリス
                                                     
156 モーリス・デュヴェルジェ（時本訳）・前掲書１０頁。 
157 M. Verpeaux, op. cit., p.8. 
158 フーケ Fouquet 裁判がこの様な例と云えよう。ルイ１４世の財務卿であったニコラ・フーケは大逆罪、国
家に対する侵犯、公金横領の廉で告発された。コルベールの公然たるライヴァルであったフーケは、国王が政
敵によって唆された後、１６６１年９月、投獄された。コルベールは、フーケを裁判する任に当たる委員たち
を綿密に選んだ。コルベールは用い得るあらゆる手段を用いて訴訟を全面的に指揮したが、フーケに関して集
められた書類は入念に選別された。コルベールの望みには反して、フーケは追放刑にのみ処せられることとな
り、死刑は免れた。しかしこの追放刑も国王によって終身禁固に減刑され、この財務卿は罰されたのであった。
このエピソードに関しては、ダニエル・アンソンによって、「野望、嫉妬、特別法廷、一般法規範の適用峻拒」
といった「１７８９年から１９５８年に至るまでの政治責任、刑事責任を特徴づける多種の側面が見出される」
と評され、政治責任をめぐる公法学史上重要な素材と位置付けられているのである。Daniel Amson, La 
responsabilité politique et pénale des ministres de 1789 à 1958, Pouvoirs n.92, 2000, p,32. 
159 この点は、本研究において重要な要素であり、主として、次の様な二次資料に依拠する。A. Laquièze, Le 
modèle anglais et la responsabilité ministérielle selon le groupe de Coppet, L. Jaume (dir.), op. cit., 
pp.157-185 ; J.-P. Machelon, Les idées politiques de J.-L. de Lolme (1741-1806), PUF, 1969；G. Bacot, Les 
monarchiens et la Constitution anglaise, RRJ 1993, pp.709-737 ; F. Burdeau et M. Morabito, Les 
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の政治制度に接していた。当時の政治的アクターたちは、イギリスの政治制度が大臣を主たる政治的行動主体
とし、彼の責任のシステムを前提として構築されていたということを良く理解し、イギリス憲政に通暁してい
た。すなわち、国王が無答責であるという大原則が存在する以上は、かかる責任は誰か別の人間に対して転移
させる必要があること、その為には大臣たちの責任を実効的に運用していくこと、これこそが良き統治の秘訣
である、と理解した。とはいえ、恐らく大革命期におけるイギリス憲政の通暁者にして最良の理解者であった
ミラボーという顕著な例外を除いては、同時代の政治的アクターたちはイギリス・モデルをフランス憲法中に
公然と移植させることについて、或る者は敢然疑義を唱え、他の大多数の者は無言の抵抗を行った。大革命期
においてイギリス憲政への知見を介してフランスには既に大臣の政治責任と云う原理は輸入されていた。しか
し、それが思想の次元から制度的次元へと移されることは大革命期においては不可能であった。 
 本研究における分析は、大革命以来のフランス憲政における全ての政体を対象とするが、革命期に対する分
析は、特に重要である。何故ならば、革命期は、政治責任と刑事責任と云う二つの責任が同時に見出され、政
治責任と刑事責任とに、現代においてそれらの原理が有するところの基本的な性格が与えられたからである。
また、この時期において、大臣の刑事責任原理が政治責任に優越する、フランス大臣責任制の史的第一段階を
開始された点で、フランス大臣責任制における初期のパラダイムが設定されたと言える。大臣責任制における
政治責任と刑事責任と云うこの二つの責任原理の歴史的に形成してきた関係性の進化と発展とを追跡するた
めに、１７８９年以降フランスが経験したそれぞれの政体について検討することが、加えて、不可欠である。
これらの各政体が、大臣責任制の発展に関してそれぞれ固有の意義を有しており、それぞれ等しく十分な検討
に値するだけの資格を持つ。実際、概ね全ての政体に関して、大臣責任制の発展における固有の、独創的な意
義が認められるのである。とは言え、これら連続する諸政体に対する分析は、どれもが厳密に等しい比重が置
かれるべきということではなく、例えば極度の個人的・反動的独裁の時代は－たとえばヴィシー政権がそれで
ある－例外的期間として、他の時代と同等に扱われることはない。 
 ある政体とそこでの諸制度は、先行する諸体制及び諸制度を具体的諸前提条件として、それへの否定的・肯
定的契機を通じて形成されるのであるから、フランス憲政史の分析方法は時系列的なものでなくてはならない。
或る政体が大臣責任制の発展に如何なる貢献を為したかは、憲法及び議会制定法という制度的要素、法的・政
治的思想という理念的・概念的諸要素、そして政治生活それ自体の記録と云う動態的・現実的諸要素を総合し
て量られる。先行する政体における理念と現実をそれぞれ比較し、その矛盾を定量することによって、新たな
政体の創設者たちに選び取られた選択肢が如何なる意義を持ち、如何なる性格を有していたのか、認識・評価
可能になることは改めて強調するまでもない。大臣責任に関して決定的な役割を果たす其々の時代は、大臣の
政治責任、そして刑事責任の形成における各段階に構成し、それは恰も地層の如き相貌を呈する。革命期の層、
１９世紀前半における立憲君主制期の層、第三共和制及び第四共和制期の層、そして最後に、第五共和制期の
層である。更にこの様な地質年代は、革命期より第二帝政崩壊までの刑事責任卓越の時期、第三共和制以降の
政治責任卓越の時期として巨視的に分類される160。 
 
 
                                                                                                                                                                                  
experiences étrangères et la première Constitution française, Pouvoirs, 1989, no 5, pp.97-112.また、宮沢俊
義「大陸に於ける英国憲法研究の先駆」『憲法の思想』（岩波書店、１９６７年）１２１～２０４頁。 
160 とはいえ、この分類は、大臣責任が如何なる原理を建前として認識されていたかという点に基づく時代区
分であり、それぞれの時代における政治思惟の中で卓越していた責任原理が、現実の政治動態において全き機
能を果たしていたという点まで意味するものではない。 
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第５節、問題関心 
 
 議会に対する大臣責任は、第五共和制においては機能不全に陥っている。「政治責任なるものは、概念とし
ては称賛さるべきものである。民主主義によって受容されるものであるし、集団に関して問題となる場合であ
っても個人に関して問題となる場合であっても正当なものである。要するに、政治責任はあらゆる美徳を備え
ている。唯一つ、機能しないという点を除けば。161」極めて著名な唯一の例外的事例を除いて162、ギィ・カル
カソンヌの指摘に象徴的に示されているように、現代フランスにおいて大臣の政治責任は、それが原理として
理念的に受容され、その意味に限ってゆるぎない地位を占めているということ以上の何物も達成していない。
加えて、信任問題は政府が多数派によって支えられているときにしか提起されないのであるから、いわば憲法
的茶番劇である。コアビタシオンという特殊な文脈を除けば、議会に対する責任と云うものは講学上の理念に
留まるのであり、第五共和制のいわゆる多数派状況 fait majoritaire においては、現実的な重みを殆ど持たな
い。 
民主政の下において、憲法に規定されている政治責任原理が機能しないということは本来的には異常であり、
かかる異常が半ば常態化しているという点では慢性的病理である。政府の、共和国大統領に対する事実上の責
任が機能する余地が観察されるにしても、それは本研究において明らかにされるように不十分なものとして評
価される。憲法上、国家元首は本来的には仲裁者 arbitre なのであり、人民の代表者として選ばれている訳で
はないからである163。他方、第五共和制下においては大統領の職務と云うのは重大な政治的機能を構成するよ
うになったことは広く認められている。にもかかわらず、国家元首は憲法の建前上、無答責とされている。 
 本研究の歴史的検討は複眼的に、片方の目で過半来の大臣責任制の展開を追行しつつ、もう片一方の目で、
現代の問題状況を認識することで為される。かかる現代の問題意識とは、畢竟、現代フランスにおいて大臣は
如何なる意味において政治責任の主体たり得るのか、如何なる方法で大臣の政治責任は実現されるか、という
問いかけである。換言すれば、第五共和制憲法が組織した大臣責任原理の、同体制における限界と可能性とを
見極める、という関心である。それに対して本研究は歴史的方法によって検討を加えるが、その結果として、
フランス憲政史上における大臣責任制が極めて作動困難なものであったことが明らかとなろう。私見からする
と、既に定義づけたものとしての大臣の政治責任は、１７８９年のフランス革命から現代に至る迄生起した諸
政体の中には真正の形で殆ど存在し得なかった。かかる歴史において顕著な形で現象した政治責任は、とりわ
け国家元首のそれであり、しかも常に独裁の危険性と隣り合わせで現象していた。 
革命期から現代にまで至る様々な政体に対する分析は、大臣の政治責任と刑事責任との間におけるある種の
否定し難い紐帯・根強い癒着を暴露する。カピタンは「（政治責任は）刑事責任のある種の指小辞として考え
られている。と云うのも、この表現はフォートやサンクションといった概念を喚起し、恰も閣僚にとって権力
の喪失は初歩的且つ軽微な処罰で、それは次第に重くなり、違反 infraction が重大な場合には真正の刑事責任
の追及を呼び起こすかのような感覚を喚起するからである。164」逆に、オリヴィエ・ボーは、大臣の刑事責任
                                                     
161 G. Carcasonne, Rationaliser la responsabilité politique, in L’esprit des institutions, l’ équilibre des 
pouvoirs. mélanges en l’honneur de P. Pactet, Dalloz, 2003, p.543. 
162 第五共和制下においては、政府が議会によって倒されたのは唯一度しかない。国民議会がポンピドウ内閣
に対する不信任動議を可決した１９６２年の事例である。 
163 １９５８年憲法第５条；「共和国大統領は、憲法の尊重を監視する。共和国大統領は、その裁定によって、
公権力の適正な運営と国家の継続性を確保する。－共和国大統領は、国の独立、領土の一体性、条約の尊重の
保障者である。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２５５頁に拠った。 
164 R. Capitant, Régimes parlementaires, in Mélanges R. Carré de Malberg, Sirey, 1933, p.39. 
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に関する１９９３年７月２７日の憲法改正165は政治責任をサンクションすることを狙いとしているのだと推
測している166。結局、この二つの責任が異なるものであるか、あるいはこの二つの責任がそれぞれ異なる行為
をサンクションするものなのかは、必ずしも自明のものとは考えられてこなかった。実際、或る場合において
は、刑事責任が政治責任の窮極形態として理解され得る場合も存在していた。大臣責任の現象形態は、斯様に
して、普通法の中で刑事責任、民事責任、政治責任の間に存在する相違を完全な形で吸収し、この意味で全て
の大臣責任は－その職務遂行に際して問題となる場合においては明らかに－それが刑事的なものであろうと
も、現実には政治的な性質を持つかのごとき様相を呈する。対して、第五共和制下における大統領の責任は、
近年の改革も関わらず、如何なる型の追及であれ、殆ど不可能に近い167。しかし、法的建前を無視して、大臣
責任の現実態に対して解釈者が融通無碍に任意の価値付与を行うことを以て自明とするような視座－すなわ
ち大臣の刑事責任と政治責任を混同するテーゼ－は第五共和制における大臣責任制の動態における問題を解
決することに資さないであろう。 
 その地位に関しても、その民主的正統性に関しても、大臣は国家元首とは異質の存在として捉えられてきた。
したがって、大臣に関して国家元首と同様の責任制度は存在し得る素地が無い。つまり、国家元首無答責法理
に対して大臣有責法理が存在する。一般市民の普通法上の責任との同一性が常に問題とされ、否定される恒常
的傾向を持ちつつも、革命以来のフランス憲政史は一貫して大臣有責原則が存在し得る制度的「素地」を－制
度が「整備」されていたというところまでは含意しない－用意し続けてきた。本研究においては、閣僚の政治
責任と刑事責任との連関に関する、二つの異なった歴史的段階が存在する旨、強調されよう。先ず、刑事責任
が大臣責任のあらゆる側面・性質に浸透している状況が見られた。この第一段階の典型的な性格が規定された
のが大革命期であり、かかる情況は１８１４年と１８３０年のシャルトによる立憲君主制の時期においても良
く維持されていた。第二共和制・第二帝政における国家元首のプレゼンスの前景化を中継して、次いで、大臣
責任の二つの原理は明確に分離されるを見る。かかる第二段階が第三共和制、第四共和制、第五共和制の時期
である。しかし、この段階においても、責任の両原理は分離したものの、それぞれが実効性を発揮するように
なったわけではない。第三、第四共和制下においては、大臣の刑事責任は主流から外れて殆ど完全にサブ・カ
ルチャーと化し、極稀に発作的に現象するに留まり、大臣の政治責任こそが主流となった。これはフランスに
                                                     
165 １９５８年１０月４日憲法を改正し、新たな第８、９、１０、そして１８章を創設する１９９３年７月２
７日の憲法的法律第９３－９５２号である。JORF 28 juill. 1993, no 172, du p.10600. この改正によって、
憲法第６８－２条が廃止され、「政府構成員の刑事責任について」と題され、第６８－１，２，３条から構成
される新たな第１０章が挿入されることとなった。 
166 この点に関しては、O. Beaud, Le sang contaminé. Essai critique sur la criminalisation de la 
responsabilité des gouvernants, 1reéd., PUF, 1999.  
167 第五共和制下においては、国家元首の政治責任を追及し得る可能性は薄弱である。２００７年２月２３日
の憲法改正では、憲法第６８条で例外規定が置かれつつも、大統領無答責原則は維持されたのであった（憲法
第９章の修正に関する２００７年２月２３日の憲法的法律第２００７－２３８号、JORF 24 fév. 2007, no 47, 
p.3354.）。「国家反逆罪 haute trahison」という例外事由は、大統領権限の行使とは明白に相容れない諸義
務に対する違背が為された場合の「罷免 destitution」に取って代わられた。さて、かかる大統領の責任は非
常に追求し難いものであるように思われる。２００７年の憲法的法律は、罷免手続きの決定に関してのみなら
ず、罷免の表決に関してもまた、出席議員の３分の２の多数を要求しているのである（２００７年憲法改正に
よる憲法第６８条４項）。 
 ２００７年憲法改正については、とりわけ以下が参考とされるべきである。Dossier spécial : Statut pénal 
du chef de l’Etat, RDP. 2003. pp.53-110 ; O. Beaud et Ph. Lauvaux, Sur le soi-disant impeachement à la 
française. Réflexions sur le projet de loi constitutionnelle instaurant une responsabilité politique du 
Président de la République, D. 2003. pp.2646-2650 ; M. de Cazals, La Ve République. Retour sur la 
révision du titre IX de la Constitution du 4 octobre 1958, RFDC 2007. pp.451-470. 
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おける議会制の確立を証拠立てているが、しかし、その議会制が真正の議院内閣制と云うよりも会議政体に近
いものに変容したが故に、政治責任は上手く機能しなかった。第五共和制下においては、とりわけ１９９０年
代以降における制度改正の展開によって、積極的な展望を描くことが容易でないと認められた政治責任、政府
責任に関する改革を棚上げすることで、ひとまず刑事責任に関する問題が部分的ではあるが解決されるに至っ
た。 
  
 
第６節 本研究の構成 
 
第１章 大革命期における大臣責任 
 
 ここでは、大革命期の大臣責任の理論及び動態に関して、主として一次資料－議会資料に依拠して検討を行
っていく。ここでの検討領域である「大革命期」とは、１７８９年５月５日から共和暦８年ブリュメール１８
日（１７９９年１１月９日）までの１０年余りの期間を指す。フランス公法学一般の問題としてこの時期の格
別の性格が指摘されており168、本研究の問題関心にとっても事情は異ならない。 
 本研究の歴史的検討において、大革命期は次のような意義を持つ。 
 第一、大臣責任を構成する二側面、すなわち大臣の刑事責任と大臣の政治責任に基本的性格が与えられたこ
と。いわば二つの理想型が出現・共起した。フランスの政治動態がその後常にその間で振れ動いた両極が、大
革命期において用意された。 
 第二、大臣責任における刑事責任が政治責任に卓越するサイクルの始期が構成されたこと。すなわち、国民
代表による執行権の統制原理に関しては、１７８９年から概ね１８１４年までは刑事責任原理の卓越性が明認
される。この様な状況は基本的には１８３０年まで継続し、第一のサイクルが形成される。 
 大革命期の政治的思惟は議会資料そして請願陳情書において凝縮されているが、国家元首の下にあって日常
の執行権を司る大臣 ministre－conseiller に対する同時期の政治的アクターの眼差しは極めて警戒的である。
旧体制崩壊の原因たる「大臣の専制169」を防ぐために、大革命期における政治的思惟においては、大臣責任の
概念を如何にして構成するかが極めて重大な関心事であった170。その質量ともに膨大な請願陳情における大臣
責任の理解は多様であるが、国民代表からの信任の喪失に対して、辞職を以てサンクションする政治責任の概
念は殆ど顕在化していない171。請願陳情書を繙くことによって、同時代の政治的思惟が、旧体制下の君側の奸
を刑事裁判によって追及する構想に支配されていた状況を論証することが可能なのである172。この様な、やや
心情的・素朴な大臣責任の刑事的理解は、機関相互の独立を絶対的に保障するものとしての消極的な権力分立
理解によって、同時代においてより理論的な形で構成されている。大臣の議会に対する政治責任が否定される
                                                     
168 B. Mirkine-Guetzévitch, Les problème constitutionnelles de la Révolution française, Revue de 
Synthèse, févr.-déc. 1934, p.56. 
169 A. Desjardins, Les Cahiers des Etats Généraux en 1789 et la législation criminelle, Pedone-lauriel, 
1883, p.167. 
170 その証左として、請願陳情書を拾遺するアルシーヴ・パルルマンテールの最初の６編に含まれる殆どすべ
ての陳情において、大臣の責任が要求され、各身分の陳情者による大臣責任の把握が開陳されている。 
171 但し、国王無答責のカウンターパートとして大臣責任を把握している理解も少数ながら見受けられる。AP, 
1re série, t. VIII, séance du 7 sept. 1789, p.589. 尤も、かかる大臣責任が如何にサンクションされるかと言え
ば、刑事的方途しか構想されていない。 
172 この様な事情の端的な例として、AP, 1re série, t, I, p.19. 
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こととなる斯様な理論的構成は、ムーニエにおいて端的な形で表出されている173。なお、政治責任原理それ自
体は、議会における政治アクターにおいてはイギリスの国制 Constitution から、それを認識していた事情が
伺える。それ故、刑事責任原理卓越化と政治責任原理の排除という選択がすぐれて自覚的に為された消息が確
認できる。 
 革命期の政治動態においては政治責任の胚胎とも言うべき勅語奉答が生成しており、ネッケルの再任をはじ
めとして、国王を議会の意思に従わせ得た幾つかの成功例が数えられる。しかし、最終決定権が国王に握られ
ていたこともあり、政治責任の制度的基盤は極めて薄弱であった。寧ろ、議会の意思に従わない大臣に対して、
国家反逆罪で国家高等院に国民議会が刑事訴追し、大臣の起訴休職制度と呼応して、特定大臣を一時的にであ
れ、その座から退かせる方途が定着することとなる。つまり、大革命期においては、大臣弾劾制度が議院内閣
制における大臣責任制の代わりに用いられていたのであり、大臣責任は基本的に刑事的な原理として把握され
ていたが、機能論的には刑事責任は政治的に作用していたと診ることができるのである。しかも、この様な方
途は、同時期の権力分立理解とも両立的であった。 
 国民公会期と総裁政府期は、前者が革命的統治としての会議政体、後者が一定の反動と執行権の復権・諸権
力主体及び権力作用間の絶対的分立、という形で概ね対立的に見られるが、立法府の執拗な優位性と大臣にお
ける実権の欠如という点で共通性を有しており、本研究の問題関心からすれば、両期の共通性こそが、大臣と
他の権力主体間における似非責任関係の分析枠組み＝階層的権力関係の始期を構成するものとして重要視さ
れる。 
 大革命期においては「思惟」「制度」「実態」の三側面について次のような状況が指摘できる。「思惟」の
側面に関しては、革命の各段階における政治的アクターによって、大臣責任には刑事と政治の二つの原理が存
在し、この二つの原理は全く別のものであるという理解が共有されていた。しかし、責任の「サンクション」
については刑事的な形しか受容していない点が指摘されよう。「制度」に関しては、政治的責任事由としての
「国民代表からの信任喪失」が認められておらず、「国家反逆」や「憲法壊乱」といった刑事的「箇条 chef」
「違反行為 infraction」の規定への拘泥が見られる。しかし「実態」においては、融通無碍に解釈可能なこれ
らの箇条・違反行為が、起訴休職の制度と相まって、事実上の政治責任として機能していた事情が認められる。 
 
 
第２章 復古王政期における大臣責任の動態（１８１４－１８３０） 
 
 １８１４年から１８４８年にかけての３０年間、つまりブルボン復古王政とオルレアン七月王政という二つ
の体制は多くの点で共通点を有している。先ず第一に、何れも大革命に象徴される種々の価値、制度に対する
一定の反動的性格を有していること、第二に、フランス近代政治史上の位置づけとしては、何れの体制も、フ
ランスにおける議院内閣制にとって「真の習作時代174」として位置付けられること、である。しかし、本研究
の時系列順の検討においては、復古王政と七月王政は章を分けて論じる。大臣責任における政治責任原理と刑
事責任原理の二側面の顕在化の段階が、この二体制間では大きく異なる様に考えられるからである。本章にお
いては、ブルボン復古王政下の政治動態を検討する。 
 ブルボン復古王政の下では、大臣責任概念における刑事責任原理が法的 légale 責任として、そして政治責任
                                                     
173 AP, 1re série, t. VIII, séance du 4 sept. 1789, p.558. 
174 P. Rosanvallon, La Monarchie impossible. Les Chartes de 1814 et de 1830, Fayard, 1994, p.10. 
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原理が一般的 générale あるいは道義的 morale 責任として、前者は制定法上、後者は政治的思惟と政治動態に
おいて、それぞれ現象することとなった175。復古王政期におけるこの様な事情は、七月王政下における両責任
原理の分離の明確化と混交の忌避、用語法の洗練化といった形での発展の端緒を構成するものであるだけに、
重要な意義を有する。議会ないし国王に対する「政治責任」として制定法上に大臣責任を規定することをブル
ボン復古王政下の政治階層が自覚的に忌避していたことは一次資料から確認できる。かような政治階層の対応
は概ね二つの理由に立つものである。一つは、責任概念を従属概念と同一視する人士にあっては、大臣責任の
かような法化は、とりわけ議会との関係で大臣をして従属的地位に置くこととなり、ひいては大臣の主人たる
国王をして議会の影響力の下に従属せしめる状況を招来することになると懸念されたからである。彼らはかよ
うな状況を阻止することを望んだ。いま一つは、責任と権力の連関に対して不明瞭ながらも自覚的な一部の人
士にあっては、国王との関係において大臣の影響力が拡大することを懸念、阻止しようと考えたからである。
何れにせよ、政治責任という概念が当時の政治アクターによって自覚されていた事情は明らかであり、１８１
７年２月３日の議会において、当時の法相パスキエ男爵により、フランス憲政史上初めて「政治責任
responsabilité politique」の概念が、刑事責任ほかの責任原理との相違を意識して用いられるに至った176。畢
竟、政治責任原理を大臣責任として制定法上規定することへの忌避は根強かった。１８１４年憲章においては、
大臣責任としては弾劾制度の下で追及される刑事責任のみが明示され、政治責任原理については完全に黙殺さ
れていた。 
 しかし、確かに体制は議院内閣制への離陸を初めていた。憲章第５４条によって、大臣の上下両院における
議席保持権、出席権、発言権が認められており、議院内閣制の必要的構成要件としての大臣の政治責任が機能
する余地自体は見出し得る。また、議会の信任を喪失した内閣に対して勅語奉答が引導を渡した事例が知られ
ており、これを以て復古王政下に政治責任が現出していたと診る論者も存在する177。しかし、ロワイエ＝コラ
ールをはじめとする当時の政治アクターの大多数は、大臣の政治責任が確立していたイギリスの国制をフラン
スに移植することについては露骨な嫌悪感を示していた。勅語奉答に対する国王の自由意思の尊重、そして、
国王の単なる吏員としての大臣観とが二つながら存在しており、カウンターパートとして一定の自律的政治的
決定権を要する政治責任が大臣において成立していたと診るのは、思惟の上でも政治動態の上でも困難である。
この様な事情は、ルイ１８世以上に反動的なシャルル１０世の治世に至って、一層強化される。次の三つの状
況、すなわち、第一に、実権の総覧者としての国王像が思惟の上でも政治動態でも君臨していたこと、その帰
結として大臣に実権＝政治的決定権なし、という情況が現象していたこと、第二に、副署制度があるにしても、
無答責の国王の責任を大臣に転移させるものとしてではなく、単なる国王署名の認証形式としてしか存在して
いなかったこと、第三に、国王の気紛れで指名される大臣グループには内閣としての一体性が存在せず、した
がって、連帯性を要素とする政治責任原理が内閣および大臣に生じる機縁に乏しかったこと、これらの状況を
綜合するに、復古王政期は議院内閣制への離陸期にあくまでもとどまっており、大臣の政治責任に関しても、
                                                     
175 この様な消息は、例えばメーヌ・ド・ビラン Maine de Biranの代議院における演説 CD, AP, 2e série, t. XXII, 
séance du 26 janv. 1819, p.646；CD, AP, 2e série, t. XIV, Comité sécret du 9 déc., 1814, p.93 に端的に表れ
ているし、当代一流の「公法学者」と呼べるデュヴェルジエ・ド・オーランヌにおいても確認されている。J.-M. 
Duvergier de Hauranne, De l’ordre légal en France, et des abus d’autorité, Baudouin Frères, 1826, p.44 
176 CD, AP, 2e série, t. XVIII, séance du 3 févr. 1817, pp.486-492. ; P. Bastid, Les institutions politiques de 
la monarchie parlementaire française ( 1814-1848 ), Sirey, 1954, p.182. 
177 Joseph-Barthélemy, Ｌ’Introduction du régime parlementaire en France sous Louis XVIII et Charles 
X, V. Giard et E. Brire, 1904, pp. 283-285 . 今日では、M. Morabito, Hisoire constitutionnelle de la France 
(de 1789 à nos jours ), 15e éd., Montchrestien, 2018, pp.205-209. 
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同様の評価に留まるといえる。他方で、憲章上の大臣の刑事責任を組織するための法律が、法案の段階で悉く
挫折したことからも伺えるように、大臣の刑事責任を故意に曖昧な状況に留まらせることによって、裏口から
政治責任原理を導入しようという指向性が顕著である。 
  
第３章 七月王政期における大臣責任制の諸相 
 
 本章では、七月王政下における大臣責任の動態を検討することを通じて、復古王政期と第三共和制期との間
にあって、フランス議院内閣制の発展段階における離陸段階に位置づけられる七月王政が、大臣責任のプロブ
レマーティクに関しても同様の地位に位置づけられることを確認する。 
 七月王政下においては、フランス議院内閣制の中間的発展段階に対応した議院内閣制の一類型として、所謂
「オルレアン的」なそれが成立し、レジームシフトが生じる。この事実は重大であるが、大臣責任論のプロブ
レマーティクから診れば、政治責任として組織されるべき大臣責任の現出にとって必要な条件はいまだ出揃わ
ない。第一に、七月王政下におけるオルレアン的議院内閣制に固有の問題として、所謂「二元的」との形容に
もかかわらず、実際には、何れかと言えば国王のプレゼンスが卓越的であり、大臣は国王意思に階層的に従属
してしまっている。大臣の掌中に政策決定権が存在せず、責任の前提条件が欠落している。確かに、七月王政
においては、復古王政下の勅語奉答に代わって、議会による内閣不信任議決権の展開が見られた。じっさい、
１８３６年の第二次ブロイ内閣退陣178と１８４０年のスールト内閣退陣179は、議会による法案否決の後の内閣
の総辞職であり、議会に対する政治責任の実施と診る余地が大きい。しかし、幾度となく代議院において少数
派に転落している第二次モレ内閣が職務に留まったように、内閣総辞職の最終決定権を握っていたのが議会で
はなく国王であったということは重大である。従って、「二元的」な責任は、何れの関係においても実効的で
はないと結論しなければならない。 
 なお、七月王政期において登場した一大制度、大臣質問 interpellation と、信任問題 question de confiance
について検討しなければならない。何れも、特定大臣の信任および特定内閣のプログラムの続行について進退
をかける、議会にとっても執行権者にとっても切り札としての意味を持つ技法である。それ故、このフランス
議会制の特徴的制度が七月王政下の政治動態の中で大臣責任との間に如何なる関係を構築したか、検討する意
義は大きい。しかし、七月王政下の実態に関しては、以下の様な消極的結論が引き出されざるを得ない。第一
に、大臣質問と大臣責任との関係においては、前者が後者の実施に必ずしも結び付いていない。大臣は大臣質
問に対する回答を拒む自由があるものとされており、大臣質問には常に非実効性と時間の浪費という烙印がつ
いて回っていた180。第二に、信任問題と大臣責任との関係は、更に複雑である。先ず、１８３１年のラフィッ
ト内閣においては、信任問題の提起が首相のやや勇み足の判断で行われたことを考慮しなければならないが、
しかし、貴族院で多数の支持を得た同内閣が、首相と大臣のいがみ合い、更に首相の国王からの失寵もあって、
二日後に辞任するという事態に陥っている。従って、信任問題と大臣責任（＝政府責任）の平仄の合わない消
息を伝えている181。次いで、１８３１年のカジミール・ペリエ内閣、１８３４年のモルチエ内閣においては、
                                                     
178 これについては、M. Deslandres, Histoire constitutionnelle de la France, t. II , Armand Colin, 1932, 
p.273. ; CD, AP, 2e série, t. C, séance du 5 févr. 1836, p.233. 
179 これについては、M. Deslandres, op. cit., t. II, p.273. ; CD, Le Moniteur universel, 21 févr. 1840, no 52, 
séance du 20 févr. 1840, pp.339-342. 
180 CD, Le Moniteur universel, 6 mars 1834, no 65, séance du 5 mars 1834, p.494. 
181 ラフィット内閣総辞職の状況に関しては、M. Deslandres, op. cit., t. II, pp.165-167 ; CD, AP, 2e série, t. 
LXVII, séance du 11 mars 1831, pp.567-570 
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議院多数派の圧倒的支持を得られるタイミングで信任問題が用いられており、信任問題が大臣責任の方途とい
うよりも寧ろ単なる権力正当化の方途として用いられている182。従って、七月王政期は、議会制と大臣責任の
プロブレマーティクに関する革新的性格から十分な検討に値する時期であるけれども、未だ、大臣責任の実効
化にまでは至っていないということが確認されなくてはならない。 
 以上のような状況に加えて、七月王政期における政治的思惟において、政治責任と刑事責任の混同が解消さ
れたこと、用語法が一層の洗練の度を増したことが本章において重点を置いて論証される。また、ポリニャッ
ク以下シャルル１０世の元大臣の裁判が１８３０年に行われており、この裁判はフランス政治司法制度史にお
ける重大なリーディングケースとなった183。同事件は、政治責任と刑事責任との二つの原理が混交する、裁判
体の「主権的権限」という理論上の問題を提起していると同時に、先行する体制（＝復古王政）においては、
責任転移の制度として同定されていなかった大臣副署制を、遡って責任転移の制度と同定している点で、大臣
責任制における思惟の発展を跡付けるものとして、検討に値する。シャルル１０世の元大臣の裁判において露
呈した、フランス大臣責任制における刑事責任原理の法的欠缺に関しては、七月王政下において複数の法案が
提出され、刑事責任・政治責任・民事責任の各領域を明確に分節化しようとする試みがなされているが、大き
な反発を受けて何れも挫折している184。 
 
第４章 第二共和制・第二帝政：国家元首有責原理の前景化と大臣責任の疎外期（１８４８－１８７０） 
 
 本章では、第二共和制と第二帝政を一括して検討する。この二体制は、フランス近代政治史においては特異
な共通的性格を有している。それが「国家元首有責原則」であり、本章ではこの様な特異な、伝統破壊的制度
が成立した消息を検討しつつ、問題を大臣責任の主として政治的側面に関連付けて論じていく。全体としては、
かかる国家元首有責原則は、専ら大臣弱体化、国家元首の強大化という方向に作用し、しかもそこでの「プレ
ビシット的」責任は、責任という概念を専ら権力正当化の方便として、責任主体のイニシアチブに従って作動
させた点で、大臣責任にとっては疎外期を構成していたと言える。この様な状況の体制内在的な解決は１８７
０年５月２１日元老院決議によって、体制が議院内閣制の方向を決定的に指向するに至って実現するが、しか
し、周知のとおり、この体制には最早時間が残されていなかった。大臣責任の問題は、第三共和制に引き継が
れることとなったのである。 
 この時期において、国家元首無答責原則が成立した所以は、「無答責は君主制固有の要素である」「無答責
は共和政体と両立しない」という極めて強固な政治的思惟が存在したところにある185。執行権の頂上に在る人
格が有責とされている以上、大臣の連帯的責任としての政府責任が存する余地は極めて薄弱なものとなる。国
家元首の行為には大臣による副署が必要であるという原則が憲法上宣せられているにしても、副署によって生
起しうる大臣責任の類型は飽くまでも個人的・刑事的なものであるとの見方が学説では支配的である186。しか
も、権力の第一人者の独裁的体制においては、大臣の刑事責任原理すら機能しがたい。国家元首の寵を失った
                                                     
182 CD, AP, 2e série, t. LXVII, séance du 14 mars 1831, pp.598-684. ; CD, Le Moniteur universel, 7 déc. 
1834, no 341, séance du 6 déc. 1834, pp.2188-2192 
183 アルシーヴ・パルルマンテール第６５巻は丸々、この政治裁判の記録に宛てられている。例えば、AP, 2e 
série, t. LXV, Ann. p.39-116 ; CP, AP, 2e série, t. LXV, séance du 30 nov. au 21 déc. 1830, pp. 116-289. 
184 J. Laferrière, op. cit.,  p.207. 
185  O. Barrot, Mémoires posthumes de Odilon Barrot, avant – propos de P. Duvergier de Hauranne, 
Chapelier, 1875-1876, vol II, p.367. 
186 J. Laferrière, Le contreseing ministriel, Révue générale de l’administration, 1908, pp.12-13 ; D. Alland 
et S. Rials ( dir. ), op. cit., p.287. 
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大臣は、階層的権力関係の下で、自ら辞職を願い出ざるを得ないからである187。大臣責任が機能する余地のな
いこの様な「共和政体」は、そこでの独任制責任＝権力原理の下において、まさにその原理に内在的な原理と
ルイ＝ナポレオン・ボナパルトの人格的要素とが相俟って「帝政」へと転換した。後継する第三共和制が体制
の共和制的枠組みと執行権の長の無答責を結合させるという、前例がなく、且つ理論的にも無理があるとされ
ていた方法論を採用したのは、偏に１８４８年～１８７０年までの経験に基づく。 
 
  
第５章 第三共和制・第四共和制；確立・展開期共和制憲法における大臣責任の制度的諸相 
 
 本章及び次章は、第三共和制・第四共和制における大臣責任の検討にあてられる。この二体制において、フ
ランスにおける政体の共和制的枠組みが確固たるものとなったのであり、大臣責任論との関係では、体制の議
院内閣制的枠組みが確立したことが重要である。第三共和制において、フランス憲政史上初めて憲法中に大臣
および政府の対議会政治責任の原理が確立した点について、つまり、初めて大臣責任の全き態様が正面から制
度化された消息について、本章は焦点を合わせて行論する。 
 第三共和制の最初期（１８７０年～１８７５年）、つまり、憲法的法律の採択に至るまでの時期は、例外的
な時期であり、大臣責任論との関係では寧ろ、第二共和制・第二帝政の延長線上に位置づけられるべき性格を
有している。すなわち、体制の共和制的枠組みと国家元首無答責の原則とが両立不可能であるという信念が未
だ支配的な時期であり、ティエールという特殊のパーソナリティの存在とも相俟って、国家元首中心主義を基
調とする政体を構成していた。従って、大臣責任は後景に退いている。しかし、この時期は奇しくもティエー
ルによって国家元首の政治責任が実効的に作動させられた実例を提供しており、後世の第五共和制におけるド
ゴールの実例と比較すると興味深い。 
 第三共和制憲法における大臣責任制成立の所以は概ね二元論的に理解される。一つは情況的諸要素である。
すなわち、王政復古に望みを繋ごうとする王党派が、国家元首に君主類似の性格を持たせようとしていた。王
政復古までの時間稼ぎとしてのマクマオン元帥７年任期制の擁護策である。対して、いま一つは、経験論的・
理論的な諸要素である。ナポレオン三世（そして、ティエール）の実例から、国家元首という単一の人格に政
治的責任を科すことが不可避的に権力の人格化につながることを見抜いたプレヴォ＝パラドル188やブロイ公
189といった政論家の思惟が第三共和制憲法に於ける国家元首無答責－大臣責任制の採用に結びついた経緯が
確認される。 
 以上のような状況において前景化する政治責任原理に対して、刑事責任原理は後景化する。議院内閣制が確
立するに従って、従前の体制において刑事責任の法的欠缺を政治利用しようとする自覚的な態度が見られるの
とは反対に、無自覚な形で刑事責任原理は放置される様相を見せる。しかし、法制化の遅れの中で、突如、刑
事責任原理の政治利用という古の慣習が復活した事例と言えるのが、第一次世界大戦下の「マルヴィ事件」で
ある190。同事件において、漸う確立してきたフランス公法学は前例のない理論的対応を見せることとなった。
                                                     
187 D. Amson, La responsabilité politique et pénale des ministres de 1789 à 1958, op. cit., p.36. 
188 L.-A. Prévost-Paradol, op. cit., p.112.において、プレヴォ＝パラドルは、体制安定化の秘訣として、国家
元首の責任＝権力の連関を制定法で厳格に統御することと、実質的政治的決定権を挙げて内閣以下各大臣に帰
属させるべきことを主張している。 
189 V. de Broglie, Vues sur le Gouvernement de la France, publié A. de Broglie, 2e éd., Michel-Lévy frères, 
1872., pp.232-234. 
190 マルヴィ事件をめぐる公法学論争に関しては、椎名慎太郎「フランス第三共和制下の大臣責任制―マルヴ
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マルヴィ事件をめぐる公法学論争は今日の公法学者の間でも重要な理論的枠組みとして注目されており、それ
として検討する意義の大きなものである。 
  
 
第６章 第三共和制・第四共和制；大臣責任の非実効性とその諸要因 
 
 前章は、第三共和制、そして基本的同質性を有する第四共和制における憲法・政治諸制度を検討することに
より、フランス憲政史上に大臣責任制が定着した消息を検討し、その規範構造を解明することにあてられる。
対して、本章は、第三・第四共和制の政治制度と政治動態との相互作用を検討することにより、そこでの大臣・
政府の政治責任の変質と政治的退嬰主義将来の経緯を検討する。 
 ここでは、第三共和制下における事実上の会議政体下における大臣の政治的地位の弱体性の構造、そして第
三共和制下における内閣機能強化論とデクレ＝ロワ体制が検討の対象となる。議会優位制に適合的な政治制度、
政治動態、理論、政治的諸アクターの政治的思惟などを総合的に検討することで、従前のフランス政治体制に
おける国家元首―大臣間階層的権力関係を換骨奪胎する、議会－大臣間階層的権力関係が生起した事情が、大
臣責任制の観点から顕在化される。理論・学説的次元においては、責任概念が権力概念との連関性を強調する
形で認識されるようになり191、両大戦間の政治改革論、ひいては第五共和制の政治体制を用意する文脈へと繋
がっていくことが確認される。 
 対して、両大戦間の政治改革論という文脈がありながら、第四共和制が、その文脈を断絶させ、第三共和制
の基本構造を受け継いだ消息に関しても、本章における検討対象となる。本章では、第三共和制下における政
治的退嬰主義を解消する必要性が当時の政治的諸アクターによって共通認識となっていた消息を、顕在化させ
る。そのうえで、直前のヴィシー体制が国家元首中心主義を取った精神的外傷から、第三共和制下の基本的政
治構造を脱却できず、政府責任原則・大臣責任制の刷新強化を図れなかった消息を明らかにする。 
 
 
第７章 第五共和制；強い執行権像とその転落 
 
 本章では、「第五共和制」と「大臣責任」という、前章までの検討の一般的省察からすれば一見如何にも相
性の良くないものと想定される結合状態に関して検討を行う。合理化された議会制と大統領中心主義において
は、執行権における責任と権力は基本的に共和国大統領という国家元首に帰結するところ大であるから、執行
権内における従属位としての大臣は、基本的には責任－権力ともに薄弱化するのが道理である。 
 第五共和制は、フランスにおいて共和制が確立して爾来、初めて執行権の安定化に成功した体制である。オ
リヴィエ・ボーは、第五共和制フランス公法学にとっての執行権の「責任」論が「憲法学の文献上長い間無視
され」てきた「特殊なプリズム」である、と述べているが192、かかる謂いは偏に、第三共和制以来のフランス
                                                                                                                                                                                  
ィ事件をめぐる法律論争」『法律時報』（５４巻３号、１９８２年）１２８～１３１頁、三上佳佑「第三共和
制下高等院と「主権的権限」－フランスにおける責任追及の特殊政治的形態の観察と検討－」『早稲田法学会
誌』（６５巻１号、２０１４年）４６９～５２０頁。 
191 その代表例がカピタンである。René Capitant, « Régimes parlementaires », Mélanges Carre de Malberg, 
1933, in René Capitant, Ecrits constitutionnels, Editions du CNRS, 1982, p. 242. 
192 オリヴィエ・ボー、村田尚紀訳・前掲論文「第５共和制における執行権者の責任」『立命館法学』４４３
頁。 
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公法学が執行「権力」のための執行権の「責任」を追い求めてきた経緯があり、しかも、かかる追及対象を第
五共和制という体制がいちおう実現して見せた、斯様な消息が存在した故である。しかし、政治的下部構造（＝
政治権力の基盤的構造）における大衆の政見における大凡の二極分化の進展、その反映としての議会政におけ
る多数派状況、更に政治的上部構造（＝憲法および政治・国家諸制度）における大統領中心主義と合理化され
た議会制、これらの具体的諸条件は挙って執行権の強大化・安定化に奉仕するものであり、却って「政治責任」
原理の歪な展開へと帰結している。すなわち、自由決定と従属との両極の間での極めて繊細微妙な中間状態と
しての「責任」概念が、その原理的均衡を失し、政治権力強大化の正当化の作用に特化することになり、権力
掣肘の性格を大幅に形骸化させているのである。本章で検討するように、第五共和制における憲法習律は、議
会との間で憲法上規定された政府・大臣の政治責任とは別個独立に、国家元首たる共和国大統領との間で、大
臣副署制の原則を階梯として、真正の政治責任関係を成立させている。第五共和制における大臣副署制は大臣
をして一定以上の政治的実権者たらしめていることから、政治責任に関する真正の制度であることがそれとし
て論証することが可能であると思われる。しかし、従前の政体とは異なり、第五共和制における共和国大統領
は名実ともに実権者であり、副署制度において回収されない独自の権限領域を有していることから、大臣責任
原則において政治的無責任状態を完全にカヴァーできる訳ではない。してみると、無答責を（事実上ほぼ絶対
的な）基本原則としている共和国大統領の存在は、民主政の原理上重大な問題を提起している。また、国家元
首が権力の実を握るところでは、執行権における主任責任者は国家元首自身になることから、大臣による執行
権の行使の終局的責任が国家元首の側へと回収されていく傾向が存在する（＝これを以て概ね、大臣の対国家
元首政治責任と解してよい）ものの、当の国家元首自身が無答責とされている場合、何れにせよ、民主政にお
ける権力と責任の平仄が合わない事態が招来される。 
 フランス政治生活の永年の課題を漸く解決した第五共和制は、その解決それ自体において、新たな課題に直
面することとなった。その課題は－第三・第四共和制において、政治的退嬰主義のシノニムとして使われてい
た文脈とは寧ろ逆のベクトルであるが－先行する諸政体と同様、「政治的無責任」として形容されることとな
る。この様な具体的問題状況は、体制が想定する具体的人格、ドゴール将軍の引退の後に顕在化する。 
ドゴール将軍が執行権の長としての国家元首の権力－責任連関原則を（憲法上の規定する無答責原則にもか
かわらず）見事に連結させて引退した後、いわば「ドゴールの身の丈に合わせて作られた」第五共和制（の大
統領中心主義）は空転し始め、執行権行使の無責任状態が顕在化する。この様な状況において突発した１９８
０年代の薬害エイズ禍「汚染血液事件 L’affaire sang contaminé」はフランス厚生行政の構造的欠陥と無責任
体制を顕在化させることとなった。そして、同事件において古の眠りから覚めたのが大臣の「刑事」責任原理
である。元首相をはじめとする三人の元大臣が、歴とした刑法犯として、高等院に訴追されることとなったの
である。本章では、近年の政治動態・政治制度・学説という諸相において最も注目を受けている大臣責任の一
側面としての「刑事」的側面にも焦点を当てて検討を行う。 
 「大臣責任の刑事的側面」の「作動」に関しては、二つの理論上の問題が存在する。一つは「大臣の職務遂
行上の行為」の定義づけに関する制度上の問題であり、いま一つは、「大臣の職務遂行上の刑事責任」として
理解される（狭義・真正の）大臣の刑事責任を管轄する憲法上の裁判機関固有の問題である。 
前者の問題に関しては、従前の第五共和制の破毀院は、「大臣の職務遂行上の行為」概念を極めて緩やかに解
する立場を採っていたため、管轄権は挙って憲法上の裁判機関・高等院 Haute Cour de Justice に帰属してき
た。にもかかわらず、後者の問題として、高等院は古い弾劾制度特有の政治的性格を極めて濃厚に残したもの
であり、起訴の段階と裁判の段階で、政治的多数決原理が支配していたのである。結果として、第五共和制は、
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前章で究明した政治的無責任状態に加えて、刑事的無責任状態をも、大臣責任の問題において現象させていた
のである。汚染血液事件はその事件の重大性から高等院制度の作動が如何にか確保されたものの、その手続き
の政治性は明らかで、実刑判決を受けた大臣は皆無であった。 
 この様な状況下で、社会生活・政治生活はもとより、学説の次元においても、執行権行使を政治的性格のも
のと構成し、一般市民の行為とは全く異なる性格のものと診る理解を放棄し、執行権行使におけるフォートを
サンクションする原理として、刑事責任原理を原則とする見方が生成してくる。本研究においてはミシェル・
ドゴフをはじめとする論者を検討し、これと公法学のいわば正統的見解を代表するオリヴィエ・ボーをはじめ
とする論者を対置させて、本章において理論的検討を試みる。 
 現実政治の動態においても、１９９３年憲法改正における、云わば「政治司法改革」が現象する193。従前の
高等院に代わって、共和国法院 Cour de Justice de la République が誕生した。共和国法院制度の下では、起
訴の段階と予審の段階が完全に脱政治化され、裁判の段階における司法化も進んだ。確かに、一定の政治性も
残存しており、共和国法院制度の下でも、大臣責任を憲法の領域から完全に刑法の領域へと移す動向が現象し
ている訳ではないが、１９９３年改革以来、破毀院による「大臣の職務遂行上の行為」の緩やかな認定態様が
変化し、厳格なものとなってきている状況を踏まえると、第五共和制における大臣責任の体制が大きな変容を
被っている状況は明らかである194。 
 
 
終章 一般的結論 
 
 終章は、本研究を総括する結論部である。終章においては、本研究が如上行論してきた史的検討から導かれ
る一般的省察を行った後に、本研究の出発点たるフランス政治生活・学説情況の現況に立ち戻り、その性格づ
け・位置づけと展望について検討する。 
 史的検討から導出される一般的省察として、以下の事柄が確認される。 
 第一に、大臣責任という「概念」は、体制の如何に関わらず存在するということ。これは、請願陳情書にお
ける大臣責任の諸相に明らかである。しかし、史的検討を通じて省察される事柄として、大凡フランスにおい
ては、大臣責任の概念は先ず「制裁」「統制」的側面と結合しており、それとして「権力」的側面・契機と結
合している訳ではないということが、概ね指摘できる。 
第二に、大臣責任の作動は、議院内閣制が十全に機能している状況のメルクマールとして機能するという事柄
が確認されるということ。フランスにおいて大臣責任の十全な作動を阻害してきた要素は、国家元首有責原則
と会議政体・議会統治制の二つである。 
                                                     
193 フランスの政治司法（Justice politique）は、伝統的に高等院（Ｈａｕｔｅ Ｃｏｕｒ邦訳の仕方は様々に
存在する。滝沢正「翻訳の手法－フランス法律文献の場合－」『上智法学論集』（５４巻３・４号、２０１１
年）２５頁で翻訳の困難さの一例とされる程である。この点に関しては、北村一郎・東京大学名誉教授からも
同様の示唆を頂いた）と呼ばれる「憲法上の裁判機関」（中村義孝「フランスの裁判制度（１）」『立命館法
学』（３３５号、２０１１年）３頁）によって行使されてきた。特殊政治的な人物或いは特殊政治的な犯罪を
裁く、特殊政治的な性格を有する裁判機関によって為される営みである。そのいわば原型は、イギリスの弾劾
制度である。これに関する特に纏まった邦語研究として、山本桂一「フランスの司法高等法院 Haute Cour de 
Justice （一）～（四）」『国家学会雑誌』（７４巻３・４号～９・１０号、１９６１年）１１７～１５６、
２２３～２６８、３２５～３５２頁。 
194 この点に関しては、三上佳佑「共和国法院の創設とフランスにおける閣僚責任制の転換」『早稲田法学会
誌』（６７巻１号、２０１６年）４４７～５０１頁。 
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第三に、大臣責任が作動するための諸条件のうち、その不在が最も執拗であるのが、大臣に対する政治的決定
権の付与であるということ。そして、かかる条件の不在状況においても、いわば外見的責任状態が生じること。
すなわち、政治的決定権の無い主体が制裁を受ける際に「責任」の外皮が被せられることである。これは概ね
「階層的権力関係」の発露である。 
第四に、一切の責任原理が不在のままで充足する政体は存在せず、そのような場合、裏口から責任原理を導
入しようとする動向が時代と体制の如何を問わず必ず生起すること。かかる消息は、換言すれば、機能的政治
責任概念の現象である。刑事責任原理が自らのその原理の本質的諸要素を相対化させることでかかる役割を担
う実例が法則的に近現代フランス政治生活において看取される195。 
第五に、フランスの公法学説にとって、大臣責任、及び政治責任の概念の名において追及されてきたものは、
議院内閣制成立以前と以後では少なからず異なること。議院内閣制成立以前においては、かかる責任の言説に
おいては、何より独任制権力の掣肘による体制の保全が追及されていた196。対して、議院内閣制が成立し、体
制の根幹が変動する可能性が大きく減殺されると、責任の言説において追及されるのは体制内における執行権
の強化・安定化である。学説が「大臣責任」概念に寄せる関心は、フランス具体的諸条件の下において、かか
る両極の間で推移する。 
フランスの現状認識と将来の展望に関しては、現時点において概ね以下の様に結論される。 
大臣責任をめぐるフランスの現況は、正統たる政治責任原理の大幅な相対化の中で、傍流たる刑事責任原理
を強化させつつある。議院内閣制という制度枠組み中においては、かかる情況は病理であるが、フランス政治
史の一般的傾向の中においては、責任原理の両極の間における原理変遷の寧ろ生理である。斯様な事情から、
現状に対する評価は自ずから分かれることとなる。しかし、体制の安定化と自由の保障のためには独任制権力
の掣肘が肝要であるという立憲主義の態度から思考する以上、本研究は現状に対する動向に対しては批判的態
度を選択しなければならない。刑事的責任原理は個人的責任原理たることを中核にする以上、必然的に連帯
的・集合的な権力行使とは疎外的である。また、刑事責任原理は政治責任原理と同様、或いはそれ以上に作動
しにくい側面が史的検討から論証できるという与件が存在する以上、権力と平仄を合わせた責任追及が刑事責
任原理前景化の下で可能であるという見通しは必ずしも明らかではないのである。寧ろ、一見明快な単純性が
ポピュリズムとの親和性を有する刑事責任原理は、「対話と民主主義」という見地からも、肯定的評価に値す
るものではない。 
フランスの今後の展望は、政治動向においても、学説動向においても、不分明である。しかし、第三・第四
共和制の政治的退嬰主義の上に成り立っている第五共和制の特殊歴史性が採るべき方向は、当事者間において
は概ね規定的所与として存在しているといえよう。すなわち、如何にして政治的退嬰主義への逆戻りをするこ
となしで体制を再均衡化させるか、という関心である。従って、執行権の無責任的状況の改善のために強い議
                                                     
195 大体において、大臣の刑事責任に関する制定法の規律密度は低いことが、大革命以来のフランス大臣責任
制の伝統である。この様な事情は、成文憲法が君権を明確に定め、かくして君主の潜在的能力を限定すること
を指向してきた大革命以来のフランス憲政の伝統的経緯と対比を為す。参照、佐藤功・前掲書１３７頁。 
196 この点に関して、樋口陽一は、独任制機関による責任と権力の「求心化」傾向の裡に、主権者による「選
択」の実効性を高める点で「国民に対する政治責任のメカニズムとして機能しうる」という事柄と、「権力へ
の参加」が単なる体制統合として形骸化する事柄が、背後で手を取り合っていることを指摘する。樋口陽一「「議
会までの民主主義」と「行政権までの民主主義」」『現代民主主義の憲法思想－フランス憲法および憲法学を
素材として－』（創文社、１９７７年）２２５頁。ここにおいて、政治責任なる概念、責任における政治的な
るものの本質が存在する。その上で、両ナポレオンによる二度の権力人格化－独裁を経験した第三共和制フラ
ンスは、経験的選択として、自覚的に、独任制権力の強化に繫がりうる装置（人民投票、大統領公選制、解散
権の行使等）を、「憲法思想上のタブー」としたのである。同書１３頁。 
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会制を装置するという発想は、政治的思惟においても、学説においても、敬遠される傾向にある。しかし、第
五共和制は大統領中心主義の相対化に続いて合理化された議会制の相対化の動向を見せている。とりわけ、第
五共和制の政治構造の土台に在って上部構造を規定していた多数派状況を相対化させるべく、議院内少数派の
権利を確認する動向が現れている状況は、大臣責任の再活性化の観点からは建設的なものと評価できる。責任
概念が相互対話可能性においてこそ生起し、かかる可能性が十全に機能する条件下においてこそ、自由決定と
権力掣肘の均衡が実現されることに鑑みれば、第五共和制政治構造の再組織化が国家元首－大臣―議会という
権力主体間の相互対話可能性を強化していく方向を指向するか否かが、大臣責任実効化の帰趨を決すると言え
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
48 
 
 
 
第１章 大革命期における大臣責任 
 
「公法を研究している全ての者にとって、フランス革命期の憲法は、我が民法を研究している者にとっての
ローマ法に当たるものなのだということ。このことを私は確信している。全ての民法研究者はローマ法に依拠
する。近代人にとってのあらゆる政治的土台が、フランス革命の精神のテクストと、思惟から、引き出される
1。」と述べられている通り、フランス公法学において１７８９年という年号は、単なる象徴性以上の意義を
有している。政治的土台としての政治制度に対する歴史的研究を為そうとすれば、大革命期に立ち返った検討
は、他の歴史的段階に限って為される検討よりも、一層の基底的な意義を持つこととなろう。本稿が検討対象
とするフランス大臣責任制に関しても、その祖形は大革命期における制度及び各種現象形態に対する検討の中
から引き出され得よう。無論、大革命以前にあっても、大臣責任に関する重要事例は絶無ではない2。しかし、
「１７８９」という年号が「フランス公法の断絶点3」であり、筆者が断絶点の此方に在るからこそ、本稿は、
大革命期における大臣責任の推移を観察・検討することを以て、フランス大臣責任制歴史研究の祖形を探ろう
とするのである。 
 本章は１７８９年５月５日から共和暦８年ブリュメール１８日（１７９９年１１月９日）の約１０年の期間
を「大革命期」として、検討の対象とする。フランス公法学における共通了解として特権的地位を与えられて
いるこの１０年間は、本稿筆者にとっては、次の二つの理由から、フランス大臣責任制論における特権的地位
を有していると考えられるのであり、それ故、本章はこの１０年間における政治的思惟とその現象形態を検討
の主題として選択するのである。 
第一に、大革命期において、大臣の「刑事責任」と大臣の「政治責任」という、大臣責任の基本的二類型が
出現し、共起したという事実である。大革命の１０年間において、この二つの類型に基本的な性格が与えられ、
そして、この二類型が「理想型」に過ぎないことが示されたのである。その後のフランス大臣責任制は、この
両極の間で揺れ動くこととなる。 
第二に、大革命期において、大臣責任論において「刑事責任」が「政治責任」に卓越する第一のサイクルが
開始されたという事実である。フランスに議院内閣制が定着し、弾劾的手法によらない大臣への問責4が多か
                                                     
1 B. Mirkine-Guetzévitch, Les problème constitutionnelles de la Révolution française, Revue de Synthèse, 
févr.-déc. 1934, p.56. 
2 大臣責任の概念を、議院内閣制下におけるものとして狭く捉えないのであれば、ルイ１４世治下において、
背任、公金横領等の廉で長期にわたる刑事裁判に掛けられ、国外追放刑に処されたニコラ・フーケの一件がか
かる重要事例の典型である。同事件は、フランス憲政史における大臣責任論の射程の長大さを示すものとして、
夙に引用されるものである。Brandine Kriegel, Les ministres devant la justice, in Les Ministres devant la 
justice, Actes Sud, 1997, p.24 ; Paul Bastid, Droit constitutionnel comparé. La justice politique, cours 
rédigé d’après les notes et avec l’autorisation de M. Bastid, Paris V, Cours de Doctorat, 1956-57, p.433. ダ
ニエル・アンソンは、同事件を「野望、嫉妬、特別法廷、一般法規範の適用峻拒」といった「１７８９年から
１９５８年に至るまでの政治責任、刑事責任を特徴づける多種の側面が見出される」と評している。Daniel 
Amson, La responsabilité politique et pénale des ministres de 1789 à 1958, Pouvoirs, no 92, 2000, p.32. 
3 M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire. 1789-1799, thèse Université de Dijon, 1987, préf. 
M. Fromont, PUF, 1991, p.19 
4 例えば清宮四郎は、「多くの学者は、内閣の責任を説く場合、これを『法上の責任』と『政治上の責任』と
の二つに分かち、法上の責任とは、その行為に対して、法上の制裁が課されること、例えば、弾劾に服するこ
とを意味し、これに対して、政治上の責任とは、その行動について、批判を受け、不利益の結果を引き受ける
ことを意味するとなす。そうして、弾劾制度を認めない、わが憲法における内閣の責任は、法上の責任ではな
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れ少なかれ確立するのは、勅語奉答と大臣質問という手法が政治的マニューバとして頭角を現すに至った七月
王政期を俟たなくてはならない。この歴史的段階に至るまでのフランス政治生活においては、大臣責任の原理
的問題に関しては刑事責任に基づく把握の態度が支配的であったのであり、大革命期はこの歴史的サイクルの
始期であった。 
本章は、その方法として、フランス大臣責任論における第一サイクルの始期としての大革命期に注目し、そ
こでの大臣責任に関する政治的思惟とその現象形態とを検討することで、大臣責任の二類型が如何なる形で共
起し、如何なる形で一方の他方に対する優越が現象したのか、これらの消息について分析を行う。政治責任原
理の否認と刑事責任原理の肯定という制度的・表層的次元における政治アクターの自覚的な態度を、責任両原
理の機能的次元における交錯という動態的・原理的次元における問題を意識しながら検討することで、フラン
ス大臣責任の史的・理論的展開の中で普遍的に妥当すべき視座を得ることとしたい。 
 
第１節 大革命期の政治アクターによる刑事責任原理への偏重姿勢 
 
 １７８９年５月５日の三部会の招集に前後する時期の政治生活の重大問題が、その当時、国務評定官
conseiller du Roi と呼ばれていた大臣の責任 responsabilité の問題であった。大臣の責任を「刑事－法」的な
形での把握が可能なものと見るか、普通法上の軌道を外れた、何らかの政治的な仕方でしか把握され得ないも
のと見るかという選択に先立って、執行権者としての大臣の活動を、国民代表によって統制し、サンクション
する必要があるという問題意識が、その当時における議論の中心的論題を占めていた。このことは、後述する
通り、請願陳情書 cahier de doléance の多くの部分が大臣の責任に関する議論に宛てられている事実を以て証
明されている。 
 大革命期における数々の政治的アクターの発想は多様である。請願陳情書における大臣責任についての数々
の提言を見る限り、後世の議院内閣制における大臣責任制を先取りするかのような発想すら存在している。し
かし、敢えてこの時期の政治的アクターにおける思惟の基本的態様を大掴みに素描するのであれば、次のよう
な特徴を持つものと言えよう。 
 第一に、「大臣 ministre」と呼ばれる人物（この ministre という語は conseiller du Roi という語と多く互
換的に用いられている）に対する強烈な不信感である。この感情は極めて支配的なものであり、旧体制下の害
悪の全てを「大臣の専制」に帰するが如き言説が人口に膾炙していた5。国王個人の責任を問うという発想は
革命の主導権がジャコバン派によって掌握されてゆくのに従って先鋭化する傾向であり、少なくとも大革命期
初頭における基本的発想ではない6。寧ろ、旧体制とフランスの今日における諸悪の根源は大臣にある、とい
                                                                                                                                                                                  
く、政治上の責任であるという。」と述べている。弾劾制度において問われるところの「法上の責任」なるも
のが額面通り「法的」責任（例えばその典型が刑事責任である）であるか否かがそれとして一個の重大問題で
あり、本章の検討の俎上におけるフランス大臣責任制では「法上の責任の機能的な意味における政治的性格」
が顕在化している訳であるが、取り敢えず今日における最も形式的、通俗的な理解の仕方としては、弾劾制度
において問われる諸大臣の責任が刑事－法的責任であり、討議空間において問われ、何らかの不利益、とりわ
け辞職という形でサンクションされる諸大臣の責任が政治責任であると把握すれば足りる。参照、清宮四郎『憲
法』（第３版、有斐閣、１９７９年）３３１頁。 
5 A. Desjardins, Les Cahiers des Etats Généraux en 1789 et la législation criminelle, Pedone-lauriel, 1883, 
p.167. 
6 国王に対する敬慕と大臣への警戒は、アルシーヴ・パルルマンテールの冒頭において述べられている。「、、、
何れの地方も、力を以て力をはねのける用意が出来ている。何れの地方も、これまでと変わらぬ国王への愛慕
の情を以て国王の下に結集しているのである。しかも、大臣たちに対する憎悪と猜疑の念を以て結集している
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う、云わば「君側の奸」としての大臣像7こそが、政治的アクター一般の抱いていた執行権懐疑の発想であっ
た。「大臣の専制」に対する警戒感は、大革命期における通奏低音となり、基本的には、大臣の個人的行為に
対する懲罰の要求という形で思惟が形成され、また現象していくこととなった。 
 第二に、「権力分立 séparation des pouvoirs」に対する執着である。古典的な自由主義をよく表現している
「立法権と執行権は混同されてはならない、、、分離は自由の源泉である8。」という公式を聖別する眼差し
と、大臣への不信の眼差しが同一の政治的アクターから注がれたことによって、大臣責任の理解は、刑事的な
仕方で為される傾向が支配的となった。何故なら、大臣の政治責任と厳格な権力分立は緊張関係に入るからで
ある。権力分立に対するフェティッシュな執着は、その後の数十年間における度重なる憲法制定に際して、注
意深く大臣の政治責任を取り除き続けたのであった。 
 第三に、「権力分立」という標語の内実に対する歪な理解である。「分離は自由の源泉である」と宣言され
ながら、その実、この標語は立法権の利益のために吐かれたものであった。立法権によるポジション・トーキ
ングの体系化としての１７９１年憲法を評して、ミシェル・ヴェルポーは「根深い倒錯趣味が際立っている。
そこでは諸権力の間での真正の分立は組織されていない。諸規定の狙いは、ただ立法府にとって利益になるよ
うな仕方で、重大な権力の内の幾つかを挫くことにあったのである9。」と述べている。無論、抑々「権力分
立」が権力の「純粋な均衡」を意味するものとして当初より観念されていた訳ではないという事柄は、既にモ
ンテスキューにおいて確認されていることを留意しておくべきであろう10。 
 以上のような三通りの思惟から、大臣の特殊な地位が帰結される。 
 第一に、大臣が、実質的な政治的決定権を付与されないのにも関わらず「責任」のみを負わされる、という
情況の招来である。肥大化する執行権への統制原理として大臣の責任が強調される今日の文脈とは正反対に、
大臣権力に対する統制の必要性のみが語られることによって、このような状況が生成した。しかし、「権力と
責任は密接に繋がっており、この二つが別個のものに留まっているにしてもしかし真に密接な関係に在るので
あり、不可分である。観念及び用語的な問題からすれば、この二つは夫婦 couple であり、一方が他方に至る
ものである。事実において、一方の提起は他方の一側面の提示なのである11。」という見方に立つ限り、実権
不在の主体における責任の存在を措定することは不可能である。大臣が他の更に上級と目される権限主体－君
主ないしは民選議会－の使用人としての権力でしかない場合、政治責任は存立の前提条件を欠いている。この
ような場合において、大臣が自身の行為について上級権力からのサンクションに服する場合、そのような現象
を「責任の追及」ではなく「階層的権力 pouvoir hierarchique」の表出と呼ぶこととし12、「大臣の責任」の
                                                                                                                                                                                  
のである。」AP, 1re série, t. I, p.19. 
7 この事情について、フランシスク・ペランは、「全ての害悪についての責任があり、全ての重罪についての
責任があり、それ故、あらゆる災厄に対して捧げられる贖罪の山羊、それが大臣の権力であった。」と強調し
ている。F. Perrin, De la reponsabilité pénale du Chef de l’Etat et des ministres en France depuis la chute 
de l’Ancien régime jusqu’ à nos jours, thèse Grenoble, imprimerie Allier frères, 1900, p.5. 
8 AP, 1re série, t．VIII, séance du 7 sept. 1789, p.589. 
9 M. Verpeaux, 1791, première Constitution française?, RFDC 1993, p.17. 
10 「自由な国家においては、立法権力は執行権力を抑止する権利をもつべきではないにしても、自分が作った
法律がどのような仕方で執行されたかを審査する権能をもっているし、またもつべきである。」モンテスキュ
ー（野田良之他訳）『法の精神（上）』（岩波文庫、1989 年）301 頁。 
11 D. Baranger, Parlementarisme des origines. Essai sur les conditions de formation d’un exécutif 
responsable en Angleterre (des années de 1740 au début de l’âge victorien), thèse dactyl. Panthéon-Assas 
Paris II, 1996, pp.25-26. 
12 M. Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernementale, Olivier Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), 
La responsabilité des gouvernements, Descartes et Cie, 1999, p.50.この概念は、ミシェル・トロペールが執
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問題とは区別することとする。 
 如上の状況について論証すべく、先ず、第１款では、大革命期の政治アクターによって、大臣責任のプロブ
レマーティクに関して、自覚的に政治責任原理が排除され、必然的に刑事責任原理への著しい傾斜が見られた
消息を検討する。その上で、前者の排除と後者への傾斜が自覚的に為されていながら、後者の刑事責任原理の
内実には、政治アクターによる現実の運用において政治的コノテーションが読み込まれていたことを確認する。
これらの作業は、第２款における検討内容に対する予備的考察を構成する。 
 
 第１款 大革命期における政治的思惟の基本形としての刑事責任原理 
 
大革命期初頭において、政治的思惟の主題としての「大臣責任」について、その基本的発想は如何なるもの
であったのか。ここではこの問いに関して、同時代の政治的思惟の諸次元に徴して、確認、分析する。そこで
最も基底的な次元に位置するのが１７８９年８月の「人および市民の権利の宣言」であることは言うまでもな
い。 
「人および市民の権利宣言」が、その第１５条において「社会は、全ての官吏に対して、その行政について
報告を求める権利をもつ13」と規定していることは周知の事柄に属する。そしてバルナーヴが明言している通
り「大臣は公行政の吏員の一人である」から、権利宣言第１５条は大臣についても直接適用される14。第１５
条のこの規定は、文面においては「社会」すなわち「人および市民」の側の権利を宣言するという形を取って
いるが、権利宣言採択に先立ってシイエスによって公に宣言された処に鑑みれば、公権力の受託者の側の責任
を、その反対側面から言い表したものである15。人権宣言の起草過程においても大臣及び各種公務員の「責任」
を巡る議論は様々な局面において見出される。例えば、１７８９年８月２２日に「第六部会草案」第１４条（市
民に対する刑事訴追）に関する審議が持たれた際に、「恣意的な命令」に対する責任が「大臣」にまで及ぶか
「下級士官 subalternes」に限られるか、という議論が為されている16。しかし、成程、８月２４日の議論に
おいてル・シャプリエが「第六部会草案」第２０条（人と市民の権利保障のための公の実力）に関する議論の
中で「公務員（agents publics）の責任が十分な正確さをもって規定されておらず、また市民に対する公の質
力の濫用が不可能なように」規定されていないことが指摘されている様に、人権宣言起草過程において、公的
責任の議論は「混迷を極めて」いたと言える17。果たして、出来上がった人権宣言第１５条は「責任」の定義
も、追及方式に関しても、何ら語られるところがなく、その曖昧さを指摘される18。権利宣言第１５条の規定
が一般的内容に過ぎないことについて当時の政治的アクターは完全に自覚的であり、詳細に関しては１７９１
年憲法への宿題として取り置かれたのであった19。そこで、１７９１年憲法に至るまでの大革命初期の大臣責
                                                                                                                                                                                  
政政府期における執政と大臣との関係を性格規定するために用いた概念である。 
13 訳文は、辻村みよ子・糠塚康江『フランス憲法入門』（三省堂、２０１２年）１９５頁に拠った。 
14 AP, 1re série, t.XXIV, séance du 8 avr. 1791, p.656.  尤も、この当時の公務員、公行政概念が今日の行政
法と同程度に厳密詳細なものである訳ではないのは当然である。Marie-Anne Cohendet, Droit 
constitutionnel, 3e éd., Montchrestien, 2006, p.341. 
15 「公権力の全ての分野における公務員も、その行状、その横領の行為について責任を負うものである、、、」
AP, 1re série, t. VIII, Ann. la séance du 21 juill. 1789, p.261, art.31 
16 澤登文治『フランス人権宣言の精神』（成文堂、２００７年）３５３頁。 
17 この点につき、同上３６８頁。 
18 AP, 1re série, t. VIII, séance du 7 sept. 1789, p.589. 
19 「第六部会草案」第２３条（公務員の財務管理に関する会計報告）についての議論が「行政についての責任」
に関する議論へと連絡している様に、人権宣言起草過程で論じられた公的責任の議論は、それが権力の組織及
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任についての理念形態を具体的な形で把握するためには、より詳細なテクストである請願陳情書を繙く必要が
ある。請願陳情書を構成する諸々の請願が「人および市民の権利宣言」に結実していると見れば、より上位で
あるが故により曖昧な概念を理解するためにその検討は不可欠の意義を構成する。命令的委任制度の下、総数
６万あまりに及んだ請願陳情書を繙くことによって、「『全国三部会』が開催される直前の国民一般が、何を
『全国三部会』に期待していたのかを理解することが可能になる20」のである。 
 請願陳情書は近代フランスの始期における大臣責任論の祖形を知る上での最も豊富な資料であり、請願陳情
書を拾遺したアルシーヴ・パルルマンテールの最初の６巻は、殆どすべての請願陳情書が大臣の責任に関して
触れている点で、大臣責任論の資料的宝庫と呼べる。三部会の招集と大革命が、旧体制末期におけるフランス
王国の破滅的な財政事情に直接的に起因していた以上、財政運営に関する大臣責任の要求が目立つのは自然な
ことと言ってよいだろう。公金支出と会計報告に関して、大臣の議会に対する説明責任を要求する請願陳情書
は数限りない21。そして、「大臣は自身の行状 conduite に関して責任を負う」という主張22の大部分において、
「行状」と財政運営が結び付けられている。また、「職務の遂行23」「法律への違背24」「国家あるいは市民
への権利侵害25」について大臣は責任を負うものと主張されている。これらは責任の類型学上、個人的‐法的
な形で把握される一回性の行為として把握されるが、他方で、請願陳情書中には、国王無答責原則のカウンタ
                                                                                                                                                                                  
び分立一般の議論と不可避的に連関する限りにおいて、権利宣言よりも、寧ろ来たるべき憲法の所管するべき
領域に含まれるとの理解－例えばロベスピエールが指摘している－は道理とも言えよう。これらの点につき、
澤登・前掲書３７１～３７３頁、４０４頁。ボワジュラン Boisgelin 議員は、「全ての市民は報告を求める権
利を有している、と。それではかかる報告の責任は如何なる形式、如何なる手段によって追及されるというの
であろうか？これについては、今はまだ精査すべき論題ではないであろう。我々はかかる責任について憲法
constitution における問題として扱っているのだ。何よりもまず、原理原則を規定することである。」AP, 1re 
série, t.VIII, séance du 26 août 1789, p.488. 
20 澤登・前掲書１７２頁。 
21 これらの事項に関する大臣責任の要求としては、以下が挙げられる。「我々議員は、次のことを要求する。
三部会が、大臣および、公金の管理に関してその長として従事する或る一定の人物全て toute personnne 
quelconque が、毎年、国庫の状況に関して、そして、当該大臣及び人物に委ねられている公金支出に関して、
正確且つ詳細な報告をなすよう命じること。」（アジャンAgentのセネショセの貴族、AP, 1re série, t. I, p.681.）
同様の請願陳情書として、アングーモワ Angoumois のセネショセの第三階級、AP, 1re série, t. II, p.8.；オー
セール Auxerre のセネショセの聖職者、AP, 1re série, t. II, p.111.；ランス Reims のバイヤージュの貴族、AP, 
1re série, t.V, p.527, art. 41. 
22 「大臣はその行状に関して、会同する国民に対して個人的に責任を負い、説明する。」（アルブレ Albret
のセネショセの第三階級、AP, 1re série, t. I, p.705, art. 15）「大臣は今後、自らに委ねられた公金支出に関し
て三部会に報告する義務を負い、王国の法律に触れるあらゆる行状について三部会に対して責任を負い、かか
る行為は通常裁判所によって訴追され裁判され得る。」（アランソン Alençon のバイヤージュの貴族、AP, 1re 
série, t. I, p.714.）同様の請願陳情書として、モンタルジ Montargis のバイヤージュの貴族、AP, 1re série, t. IV, 
p.22, chap. VI, art.1；レンヌ Rennes のセネショセの第三階級、AP, 1re série, t. V, p.540, art. 31. 
23 「大臣は国王に対して自らの職務執行に関して責任を負い続ける。そして、かかる責任の形式、実施、そし
て効果について規定する、厳粛な法律が置かれることとなろうこと。」（アランソンのバイヤージュの第三階
級、AP,1re série, t. I, p.717, art9.）同様の請願陳情書として、アミアン Amiens のバイヤージュの貴族、ＡＰ, 
1re série, t. II, p.1, art. 4；アングーモワのセネショセの聖職者、AP, 1re série, t.II, p.1, art.4；ソーミュール
Saumur のセネショセの貴族、AP, 1re série,t.V, p.721. 
24 「法律は、、、国王の大臣によって違反され得ない。国王の大臣は法律に対する違反に関して、国王に対し
て責任を負う。」（バール＝ル＝デュク Bar-le-Duc のバイヤージュの第三階級、AP, 1re série, t.II, p.193, art.2, 
al.3.）同様の請願陳情書として、キャトル＝ヴァレー＝スー＝ギュイエンヌ Quatre-Vallées-sous-Guyenne
の第三階級、AP, 1re série, t.III, p.604. 
25 「大臣は、自らの過誤によって生じた全ての横領に関して、また同様に、国家のものであると私人のもので
あるとを問わず、これらの権利に対して及ぼされた、政府による全ての審判に対して責任を負うものと明確に
宣言される。」（オッシュ Auch のセネショセの貴族、AP, 1re srie, t.II, p.95, art.22） 
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ーパートとしての大臣責任の必要性を強調するもの26もあり、更には、副署という様式は大臣が無答責の親署
者たる国王の責任を裏書きするものであるという意見27も散見される。したがって、請願陳情書における大臣
責任理解の多様性と網羅性が注目される。請願陳情書中において展開される種々の大臣責任の性質は、その質
両両側面における豊富さ、多様性ゆえに、統一的把握は容易でない。上に見たような大臣責任理解の振幅の広
さは、「大臣、彼について請願陳情書が語るところは少ない。彼の責任については能弁であるにもかかわらず、
である。或る者はそこに刑事責任しか見出さない。しかし、他の或る者は政治責任について語っており、マル
セイユの貴族は、三部会に対する全ての大臣の責任を見出している。議会における議論を支配していたのは不
精確さであった28。」と指摘されている。しかし、全体として見れば何よりも支配的であったのは刑事責任と
しての大臣責任像であり、「大臣責任の理解が不明瞭、不精確であったこと」「必ずしも刑事的・個人的責任
理解に回収され得ない大臣責任像が提唱されていたこと」は認め得るにしても、大革命期劈頭における支配的
大臣責任理解が刑事責任としてのそれであったという事実を揺るがせにするものではない。 
 「被治者は治者に対してその統治に関する報告を求める権利を有する」ということ、つまり「その統治に関
して応答するのは治者の被治者に対する責任である」と云う、権利宣言の指導精神が存在し、かかる指導精神
が主として大臣の個人的―刑事的責任という、「法的な仕方で」把握される責任によって担保され、構成され
ていたこと。これが人および市民の権利宣言と請願陳情書を比較検討することで導き出される理解である。そ
して、権利宣言の指導概念と請願陳情書における大臣責任の刑事的構成とを結びつける思惟の上での大前提が、
厳格分離を建前としつつ立法権の側に重心が傾斜した権力分立理解であった。大革命初頭の政治的思惟におけ
る大臣責任の情況はかようなものであった。 
 そして、かように小括される革命劈頭の政治的思惟は憲法制定国民議会、そしてフランス最初の立憲君主制
下、１７９１年４月から９月にかけて、制度的形態として結実する。すなわち、それは時系列順に挙げれば、
「内閣の組織に関する１７９１年４月２７日－５月２５日のデクレ」「国家高等院 Haute Cour nationale の
形式に関する１７９１年５月１０日－５月１５日のデクレ」「１７９１年９月３日憲法」「１７９１年９月２
５日－１０月６日の刑法典」である。これらの立法は、大臣責任の運用に対して不完全な制度的基盤を提供し
たに過ぎないが、近代フランス憲政史上最初の大臣責任制の制度的基盤を構成したものである。そして、これ
ら一連の立法が拠って立つ大臣責任の認識枠組みは、明らかに刑事的なそれである。大臣責任の刑事的認識枠
組みは、既に１７８９年夏の段階で準備されていた。１７８９年７月６日に憲法制定国民議会内の制憲準備委
員会が発足しているが、同年７月２７日の議会において、制憲準備委員会のムーニエ Meunier は、憲法草案
を幾らか披瀝しており、草案第２章第７条においては「大臣、王国の権力に属するその他の官吏は、その位階
を問わず、法律に対して自身が犯したすべての違反行為 Infraction について責任を負う。彼らは、国民代表に
よる訴追に基づいて、かかる違反行為について処罰される29。」とされていた。ここでは「違反行為 infraction」
「処罰 punition」といった語が、その背後にある刑事的な認識枠組みの存在を強く示唆している。その後、同
                                                     
26 「国王は決して正からざるを望まず、決して正しからざるを命ずることなし。大臣は国民議会に対して、国
王によって為された違反行為 infraction の全てに関して責任を負う。」（アルトワ Artois のセネショセの貴
族、AP, 1re série, t..II, p.79, art.13） 
27 例えば「全ての拘禁令状 les lettres de cachet は国王によって署名され、不当に逮捕された市民に対して責
任を負う立場にある大臣によって副署される。」（カンブレ Cambrai のバイヤージュの第三階級、AP, 1re série, 
t.II, p.520, art.11.）とするものなどは、大臣副署制度の古い姿を今に伝えるものである。 
28 Maurice Deslandres, Histoire constitutionnelle de la France, t.I : De la fin de l’Ancien Régime à la 
chute de l’Empire (1789-1815), Armand Colin, 1932, p.39. 
29 AP, 1re série, t.VIII, séance du 27 juill. 1789, p.286. 
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年８月終わりに制憲準備委員会が提出した新たな憲法草案は、その第５条において「、、、国王の一身は不可
侵、神聖である。しかし、大臣とその他の官吏はその位階を問わず、法律に対して自らが犯した全ての違反行
為 infraction について責任を負う30。」という規定を示した。国王無答責原則は旧体制からの心性の連続面と
して、自然に受容される。「フランス人の王」に神聖不可侵・無答責性を認めることについて、国王への自然
な敬慕故に人々は何等疑いを持たなかった31。国家元首無答責原理と大臣有責原理が同一条文中に規定されて
いるところに鑑みれば、同条文が、責任を大臣に転移させる仕組みを規定していると解釈する余地は十分にあ
る。更に、上に見たところの請願陳情書の大臣責任理解に明らかなように、無答責の国王が負うべき責任を肩
代わりするものとしての大臣責任という理解自体は同時代において既に存在していた。しかし、「大臣とその
他の官吏は、、、法律に対して『自らが』犯した全ての違反行為について責任を負う。」とされている限り、
国家元首から大臣へと責任が「転移する」という政治的な機制が、何処まで明確に認識されていたかは、必ず
しも明らかではない。なお、後で検討する通り、国王との関係における大臣（の刑事）責任の政治的機能とい
う難題は、１７９１年９月３日憲法それ自体においては、例外的場合における国王無答責原則の放棄という形
で一応の解決を見ているのである。結局、１７９１年４月から９月の一連の立法群に至るまでの政治思潮は、
大臣責任を専ら刑事的機制の側面からのみ理解していた。 
 そして、１７９１年の一連の立法群の第一に挙げられるべき「内閣の組織に関する４月２７日－５月２５日
のデクレ32」は、その第２９条で次のように規定している。すなわち「大臣は、以下の場合有責である。第一。
王国の憲法と国家の安全に対して彼が犯した全ての軽罪に関して。第二。個人の自由と財産に対して犯した全
ての侵害に関して。第三。立法府のデクレなしで行われた公金の出損の全てに関して。そして、彼が行い、あ
るいは助長した、公金の浪費の全てに関して33。」と。同法律における大臣責任においては、政治的性格が認
識されていたことの痕跡は極めて希薄である。 
次いで、時系列の第二位に来る「国家高等院の形式に関する１７９１年５月１０日－５月１５日のデクレ34」
について見ることとしよう35。同法律の成立は、近代フランス黎明期の大臣責任制にとっては重大な出来事で
あった。何故なら－些か逆立した論理ではあるが－大革命期の政治的アクターの多くにとっては、「大臣の負
うべき責任とは何か－大臣の負うべき責任は何によって構成されているか－大臣は何に関して責任を負って
いるのか」という命題よりも、寧ろ、「大臣の責任は如何にして追及されるか－大臣の責任をサンクションす
る方式・機関は何か」という命題にこそ、関心の重点が置かれていたからである。国家高等院の形式に関する
１７９１年５月１０日－５月１５日のデクレが成立するに至る過程を見ればそれは明らかである。先ず、請願
陳情書の段において、大臣責任の追及方式・機関の態様如何に関しては、極めて具体的な問題関心の対象とな
っている。大臣の責任に関する認識枠組みが刑事的であるという大前提に立った上で、そこでの対立軸は「大
臣の責任を通常裁判所に係属させる36か、それとも何らかの特別の裁判機関を用意する37か」という所に引か
                                                     
30 AP, 1re série, t.VIII, séance du 31 août. 1789, p.523. 
31 野村敬造『フランス憲法・行政法概論』（有信堂、１９６２年）１７～１８頁。 
32 同デクレに関しては、東京大学社会科学研究所『１７９１年憲法の資料的研究』（東京大学社会科学研究所
資料第５集、１９７２年）１８０～１８４頁に収録されている。 
33 AP, 1re série, t. XXV, séance du 22 févr. 1792, p.9. 
34 同デクレに関しては、前掲書『１７９１年憲法の資料的研究』１８４～１８６頁に収録されている。 
35 １７９１年憲法体制における権力分立構造において、国家高等院制度を、「立法権の司法権への参画という
権力分立の例外」として位置づけるものとして、青山武憲「一七九一年フランス憲法に於ける権力分立」『日
本法学』（第３７巻第４号、１９７２年）８７～８８頁。 
36 この立場に立つ請願として、例えば以下の様なものを挙げることが出来る。「大臣は今後、自らに委ねられ
た公金支出に関して三部会に報告する義務を負い、王国の法律に触れるあらゆる行状について三部会に対して
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れていた。何れの立場も拮抗していたが、その後のフランスにおける立法者が常に選択する方針となったのは
後者である。そして、１７８９年１０月２１日のデクレ38によって、大革命後初めては国家反逆罪 crimes de 
lèse-nation を事物的管轄としてシャトレ・ド・パリに設置された。しかし、この特別法廷は短命であり、ロ
ベスピエールによる糾弾39もあって、早くも翌１７９０年１０月２５日の憲法制定国民議会によって廃止され
ると同時に、その役割は同日にオルレアンへの設置が決定された臨時特別法廷へと引き継がれた40。そして、
この臨時法廷は１７９１年５月１０日－５月１５日のデクレによって国家高等院の形態において本格的な組
織を受けることとなった41。５月１０日の立法は、１９ヶ条項によって、大革命初頭のこの段階にあって比較
的詳細な組織化を図っていた。同立法では、「国家高等院は立法府によって起訴された全ての重罪及び軽罪を
審理する」（第４条）とされており、「国家高等院は立法府が起訴のデクレを発したときに限って組織される。」
（第５条）とされていた42。裁判体に関しては、４人の高等判事 grands juges と２４人の高等陪審員 hautes 
jurés から構成されることが規定されており、高等判事は破毀裁判所 tribunal de cassation から抽選され、予
審の指揮、判決の言い渡しをその任務としていること、高等陪審員は立法府選挙の際に、選挙人団によって作
成される名簿の中から抽選されること、その任務は事実認定であることがそれぞれ規定されていた43。つまり、
国家高等院の裁判権行使の機制は、訴追と予審・裁判の段階とで、その主体を異とする。すなわち、前者の段
階にあっては立法権の専権領域、後者の段階にあっては司法権の専権領域とされた。そして、前者の段階にお
ける立法権の自律性は、「起訴を提起する立法府のデクレは、国王による裁可を必要としない。」（第７条）
という規定によって保障されていた44。しかし、以上に見る１７９１年５月１０日－１５日の国家高等院に関
するデクレは、それが国家高等院の「形式」に関する立法に過ぎなかった点において欠陥を抱えていた。同法
中においては、一個の特別法廷の成員構成とその行使すべき権能についてしか規定されておらず、そもそもか
かる特別法廷が裁くべき対象（人的、そして事項的な）については何等敷衍されていなかったのである45。起
                                                                                                                                                                                  
責任を負い、かかる行為は通常裁判所によって訴追され裁判され得る。」（アランソン Alençon のバイヤージ
ュの貴族、AP, 1re série, t. I, p.714.）同様の請願陳情書として、シャテルローChâtellerault のセネショセの聖
職者、AP, 1re série, t. II, p.690.；モンタルジのバイヤージュの貴族、AP, 1re série, t. IV, p.21. 
37 この立場に立つ請願としては、以下の例を挙げることが出来る。「違警罪 contravention の場合、大臣は自
身の行状に関して責任を負い、当該事案のために権限を付与された司法官によって告発され、当該事案の為に
設置された法廷に訴追される。」（グレイ Gray のバイヤージュの第三階級、AP, 1re série, t. I, p.778.）「（大
臣が）公金横領 malversation で告訴された場合、三部会によって指名され、組織される法廷によって裁判さ
れる。」（マン Mans のセネショセの聖職者、AP, 1re série, t. III, p.637.）「国王の大臣は公金の横領に関し
て国民に対して責任を負い、報告する義務を負うこと。また、国家に属するものであると私人に属するもので
あるとを問わず、諸権利に対して大臣が及ぼし得る全ての侵害行為に関しても、大臣は国民に対して責任を負
い、報告する義務を負うこと。そして、これらの犯罪 infractions の行為者は貴族院或いは三部会が選出する
然るべき法廷に訴追されること。」（リムーLimoux のセネショセの貴族、AP, 1re série, t.III, p.578.） 
38 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, décrets, ordonnances, règlements, avis du Conseil d’Etat, 
A. Guyot et Scribe, 1824, t.I, p.53. 
39 AP, 1re série, t.XX, séance du 25 oct. 1790, p.37. 
40 「国家反逆罪を裁くための臨時法廷の組織に関する政権準備委員会の報告」に関して、AP, 1re série, t. XXIII, 
séance du 5 mars 1791, pp.677-679. 
41 同立法過程に関しては以下を参照。AP, 1re série, t. XX, séance du 25 oct. 1790, pp.22-37. ;AP, 1re série, t. 
XXIII, séance du 8 févr. 1791, pp.45-50. ; AP, 1re série, t. XXIV, séance du 31 mars 1791, pp.480-482 ; AP, 
1re série, t. XXV, séance du 10 mai 1791,pp.714-715. 
42 AP, 1re série, t. XXV, séance du 10 mai 1791, p.714. 
43 これらに関しては、デクレ第１、２、１１～１３条が規定する。AP, 1re série, t. XXV, séance du 10 mai 1791, 
p.714. 
44 AP, 1re série, t. XXV, séance du 10 mai 1791, p.714. 
45 それ故、この段階においては、制度上の建前として、「国家高等院」すなわち「大臣責任の担保機関」とい
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訴に関する立法府の自由裁量性に対応して極めて国家高等院は広範な管轄権を手にしていたが、その管轄対象
に関して制度上の大きな欠缺を有していたことは、既にシャトレ・ド・パリの特別法廷廃止が決議された１７
８９年１０月２５日の憲法制定国民議会において、一議員から「この様な施設を設置するよりも先に我々が為
すべき仕事があるのであり、かかる仕事の最も基礎となるのが、国家反逆罪について明確な形で定義を為し、
国家反逆罪に対して科されるべき刑罰を規定するということである。 、、、これは明明白白なことではなか
ろうか46。」と指摘されている。この様な制定過程に鑑みると、制度上の欠缺は自覚的に選び取られたもので
あったと言える。 
時系列の第三位に位置する１７９１年９月３日の憲法は、第９６条において「大臣は、自らが犯した国家の
安全および憲法に対する一切の罪について責任を負う。大臣は、所有権および個人の自由に対する一切の侵害
について責任を負う。－大臣は、自身の省の支出に宛てられた費用のあらゆる浪費について責任を負う。」と
規定し、近代フランス史上初めて、大臣の有責原則を宣言した。そして、その具体的形態に関して、同憲法が
国家高等院の形式に関する１７９１年５月１０日－１５日の法律を受けていたことは明らかである。すなわち、
同憲法において二つの大臣責任の追及形態として、二つの形式が明確な形で規定されたのである。第一に、立
法府による（王権から独立した）完全な自由裁量としての刑事訴追、第二に、特別裁判所としての国家高等院
が、人的・事項的管轄の特殊性を有することの二つである。すなわち、第一の基本原則は、１７９１年９月３
日憲法第１２２条の「ただし、立法府は以下の事項に関する文書は法律として執行されるにあたって裁可を受
ける必要はない。－会議体としての立法府の構成に関する立法府の文書－立法府の内部警察および立法府が定
めた外部的範囲における警察－出席議員の権限の確認－（中略）－大臣の責任に関する文書 act も訴追の必要
性を記載するデクレも、同様に裁可を受ける必要はない。」との規定により確認されており、第二の基本原則
は、第一の基本原則とも競合しつつ、同憲法第１００条の「本憲法は、以下の権限と機能とを、立法府のみに
委任する。－（中略）－第１０。大臣および行政権に属する主要な官吏の責任について、国家高等院に訴追す
ること。国家の一般的安全または憲法に対する侵害の企図及び陰謀の廉で告訴された者を国家高等院に告発し
訴追すること。」という規定により、そして、同憲法第１７７条の「破毀裁判所の構成員および高等陪審員に
よって構成される国家高等院は、大臣と行政権に属する主要な官吏の軽罪および国家の一般的安全を侵害する
重罪について、立法府が起訴の決定をした場合に、裁判権を有する。－国家高等院は、立法府の召集に基づい
て、かつ立法者が議会を開催している場所から３万トワズの距離をおいていなければ、集会することができな
い。」という規定により確認されていた。先行するデクレを受けつつ、高等院 Haute Cour 制度を規定するこ
とで、１７９１年憲法は、フランス憲政の伝統としての政治司法 justice politique を創始した。斯かる制度は
無論司法系統には属さない憲法が特別に設けた裁判機関47であり、人的管轄と事項的管轄に関する二重の政治
性を帯びた営為として性格付けられる48。それは清宮四郎によれば、「『国事裁判』とか『憲法裁判』とかい
われる一種特別の裁判」であり、「そこには、モンテスキューの『規正権力』（puissance réglante）の思想
が首を出している」と評される49。 
                                                                                                                                                                                  
う関係が形成されていた訳ではない。 
46 AP, 1re série, t. XX, séance du 25 oct. 1790, p.27. 
47 特別裁判所概念に関しては、滝沢正「フランスの特別裁判所」『法の支配』（第 139 号、2005 年）21 頁を
参照。 
48 橋爪英輔「フランス政治司法の例外裁判所的側面の一考察－例外状況の理論および裁判の前の平等の観点か
ら－」『法学政治学論究』（第 115 号、2017 年）4 頁。 
49 清宮四郎『権力分立制の研究』（有斐閣、１９５０年、１９９９年復刊第１版）２３４～２３５頁、２４５
頁。なお、引用にあたって、旧仮名遣いは適宜現代仮名遣いに置き換えた。なお、清宮は同箇所において、「モ
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以上、「内閣の組織に関する１７９１年４月２７日－５月２５日の法律」「国家高等院の形式に関する１７
９１年５月１０日－１５日の法律」「１７９１年９月３日憲法」という、フランス大臣責任制が大革命におい
て最初に到達した諸制定法においては、大臣責任原理の政治的諸側面は殆ど等閑に付されている50。制定法の
文面それ自体から、大臣の政策形成責任を国民代表の討議を通じてサンクションする、という動態を想起する
ことは難しい。１７９１年におけるフランスは、大臣責任に関して、政治的性格ではなく刑事的性格を付する
という原理的選択を行った。 
 ところが、大臣責任に関する三つの法的基礎づけが成立した段においても、大臣責任はその不可欠の構成要
素をいまだ決定的な形で欠落させていた。すなわち、国家高等院における事項的管轄の不分明性である。国家
高等院に係属すべき軽罪および重罪とは如何なる内実を有するのか、という問いである。かかる問いに答える
役割を担ったのが、時系列の第四位に位置する、「１７９１年９月２５日－１０月６日の刑法典51」である。
同刑法典は明らかに「内閣の組織に関する１７９１年４月２７日－５月２５日の法律」とワン・セットであり
52、大臣が訴追を受けるべき刑事犯罪の罪刑の法定に関して詳述している。幾らかの具体例を挙げることとし
よう。先ず、極刑に処される罪として「フランスと他国との間での戦争の開始を企図して為された、フランス
と当該他国との間での条約の毀損、係る行為に対する署名もしくは副署53」「立法府のデクレなしで、法律に
関する文書 acte が公布された場合、この文書に対して為された副署」(これは当該文書が憲法適合的な外見を
有しているか否かは問わない)54「立法府のデクレなしで公布された、租税徴収、公債発行に関する文書 acte
について与えられた命令もしくは副署」（これは当該文書が憲法適合的な法的形式を有しているか否かは問わ
ない）55等が規定された。また、この他にも「執行権から発された文書もしくは命令によって、憲法が廃止し
た命令や裁判所その他の公的機関を復活させた場合、かかる文書もしくは命令に対して為された副署」（監禁
刑２０年）56「立法府による許可または要請なしで、立法府が会同する場所より３万トワズ内への軍隊の進駐
の命令、かかる命令への副署」（監禁刑２０年）57「第一次集会、選挙人団集会への軍隊による威圧の命令、
これに対する副署」（監禁刑１５年）58「執行権から発された、個人の自由を侵害する文書に対して為された
副署」（監禁刑１２年）59「その他個人の自由権侵害」（監禁刑６年から２年）60等が規定された。以上に見
                                                                                                                                                                                  
ンテスキューもフランス憲法も、一般の民事・刑事の裁判を「司法権」（pouvoir judiciaire）の固有の領域と
みて、この種の裁判や行政裁判はそのうちに数えていなかった」としており、かかる制度の存在を「ひろい意
味で、立法部の司法権への関与であることは疑いない」と見ている。ここでは権力の厳格分立との違背が読み
取られている。 
50 J. Collas, L’exercice du pouvoir exécutif dans la Constitution de 1791, thèse de Science politiques et 
économiques, Dijon, Imprimerie régionale, 1906, p.47 ; J. Laferrière, Manuel de droit constitutionnel, 2e 
éd., Montchrestien, 1947, p.81 ; J. Clos, Droit français de la responsabilité des ministres, thèse dactyl. 
paris, 1886, p.70. 
51 同刑法典に関しては、前掲書『１７９１年憲法の資料的研究』２０６～２０９頁に収録されている。 
52 内閣の組織に関する１７９１年４月２７日－５月２５日の法律第３０条；「大臣による軽罪、有罪となった
大臣に対して宣告され得る損害賠償と刑罰に関しては、刑法典によって規定される。」AP, 1re série, t.XXV, 
séance du 27 avr. 1791, p.360. 
53 刑法典第２部第１編第１節第２条。 
54 刑法典第２部第１編第２節第８条。 
55 刑法典第２部第１編第２節第１１条。刑法典第２部第１編第２節では、立法権の侵奪に関する規定が纏めら
れており、大臣に対するサンクションは極刑をはじめとして特に峻烈である。 
56 刑法典第２部第１編第２節第１３条。 
57 刑法典第２部第１編第２節第５条。 
58 刑法典第２部第１編第２節第３条。 
59 刑法典第２部第１編第２節第２０条。 
60 例えば刑法典第２部第１編第２節第１９条、第２２条、第２３条。 
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る規定を置く１７９１年９月２５日－１０月６日の刑法典の特異に政治的な性格は明らかであり、「法典中の
１５０の罪刑のうち、大半が政治的性格のものであった。そこで対象と目されていたのは、大臣と行政権に属
する主要な官吏である61。」と指摘されている。内憂外患62の当時の情勢に鑑みれば、同刑法典が新秩序の防
衛と反革命への闘争手段としての基本的性格を付与されていたことは格別驚くに値しない。 
 大革命初頭、憲法制定国民議会下に組織された近代フランス政治史上初めての大臣責任制の制度的基盤は、
以上の４つの制定法によって構成された。かかる制度的基盤には二つの際立った特徴があった。一つは、その
責任事由が何であれ、責任原理としては刑事的な形で把握されていたということである。請願陳情書然り、１
７９１年９月２５日－１０月６日の刑法典然り、大臣がその責任を追及されるべき事由は、法的に構成・把握
可能な違法行為から、憲法に対する侵害や反革命・国家反逆の性格を持ち限りなく政治性濃厚なものまで振幅
は広い。しかし、「法的な意味での過誤・法的な意味での悪」と「政治的過誤－失政・政治的な意味での悪」
とを峻別する見方は確立しておらず、その意味では刑事責任と政治責任との区別が確立していなかった。それ
故、大臣に関してその責任が追及される対象は「infraction」という概念において構成されているのである。
いま一つは、大臣の責任を刑事的枠組みで組織・整備していく道筋が選択されたにしても、しかし、かかる責
任の法的規律密度は必ずしも高くはない、ということである。１７９２年の時点において、エロー・ド・セシ
ェルは立法議会で「責任に関する満足な定義が何一つとして存在しない。憲法を一読してみると、この責任と
いう言葉はしばしば用いられている。しかし、この言葉についての説明が全く為されていないのである。成程、
責任、この概念が存在すること自体は疑う余地のないことだろう。しかし、この概念の本質とは何であろうか、
このように自問することになるのである63。」と発言していた。つまり、１７９１年における大臣責任の制度
化は、大臣責任と云う原理それ自体に対してはさほど重きをなしていないとされている。「内閣の組織に関す
る１７９１年４月２７日－５月２５日の法律」のためのデクレが審議される過程においても、大臣責任につい
ての法的（＝非・政治的）性格が確認されると同時に、委細を個別法に委任するという方法が採られていた64。
同デクレ案はデムーニエが憲法制定準備委員会の名義で議会に提出したものであるが、彼による「先送り」の
方法に対しては、「責任の諸原理、諸規定、追及方式と刑罰は、我々が今まさに取り組んでいる問題と密接に
関連している」のであり、大臣責任に関する特別法の採択が現下の課題であるとする意見が憲法制定国民議会
で語られていた65。しかし、デムーニエによって四月に提出された第二次デクレ案でも個別法への先送りとい
う方法は変わらず、大臣責任に関する根本的な修正は全く為されていない。 
 しかし、「刑事的・法的」責任原理として把握された大臣責任の規律化が不十分であるという現状について、
当時の政治的アクターの大勢においては、かかる現状を認めつつも、必ずしも批判的ではなかったという事実
を確認しておく必要がある。例えば、先のエロー・ド・セシェルは「私は、、、憲法、内閣の組織に関する法
律、そして刑法典が、全てを規定し定義づけたこと、これは明らかであると信じるに至った。これらの法が規
定するのとは別の行き方を想像したいという欲求は私にはすっかり無くなってしまった。」と述べ、懈怠など
の不作為犯を大臣責任制の中で規律すべきか否かと云う問題に関しては「敢えてこれらを列挙するのは無意味
                                                     
61 J.-M.Carbasse, Histoire du droit pénale et de la justice criminelle, 2e éd., PUF, 2006, p.322. 
62 １７９１年は、３月１０日のローマ教皇ピウス６世による聖職者民事基本法批判、８月２７日の神聖ローマ
帝国皇帝・プロイセン国王によるピルニッツ宣言が出された年であり、翌年４月の革命戦争に向けての対外的
緊張が飛躍的に高まった年であった。国内においても、４月２日にミラボーが死去したことに伴い国民議会と
国王の間での猜疑心が高まり、６月下旬のヴァレンヌ事件によって国内情勢は一層不安定なものとなっていた。 
63 AP, 1re série, t.XXXIX, séance du 22 févr. 1792, p.9. 
64 デムーニエによって報告されたデクレ案第２１条、AP, 1re série, t. XXIII, séance du 7 mars 1791, p.724. 
65 Ibid., p.725. 
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であり、不可能であり、果ては危険なことですらある。」と指摘しているのである66。国民公会議長も務めた
エロー・ド・セシェルの発言に鑑みると、大臣責任が刑事責任として持つべき規律密度を有するに至らなかっ
たのは、当時の政治的アクターの極めて自覚的な選択の結果であったと推定できる。また、「内閣の組織に関
する１７９１年４月２７日－５月２５日の法律」のための第二次デクレ案がデムーニエから国民議会に提出さ
れた際、大臣責任の定式化に対する不十分さが指摘されていたにもかかわらず、実質的な修正なしで、後継（す
るであろうところ）の個別の法律に委細を委ねるという方式が、大多数の賛成で採択されていた67。やはり、
大臣責任の不十分な組織化・定式化は、立法者意思による自覚的な選択の結果であると結論付けるべきである
68。 
 従って、当時の政治的アクターの思惟を総合してみると、次の様に小括出来よう。即ち、国民議会に集う政
治的アクターは、大臣職務を統制する手段として大臣責任制を位置づけ、その制度を刑事責任原理によって理
解した。そして、かかる刑事責任原理は大臣職務の統制という目的に合わせて調整された、と。無論、現代の
眼からすれば、大臣職務は公的人物による政治的性格の行為であり、その責任は政治責任の原理で把握され、
政治責任原理に内在する統制の原理－つまり質問・討議と辞職－に従ってサンクションされるべきである。し
かし、フランス最初の大臣責任制においては、「政治責任」という概念は未だ明確には自覚されていない。そ
の代わりに、罪刑の法定が網羅的でなく、あらゆる失政を「infraction」という単一概念の中に押し込める括
弧付きの刑事責任原理が「機能的に」政治責任を現象させていた。従って、いまだ「政治責任」原理を確立さ
せていなかった大革命初頭の政治アクターの大多数は、にもかかわらず、一般私人の純然たる infraction とは
明らかに異なる、特殊政治的階層としての諸大臣による infraction を統制するための責任原理が必要であると
いう感覚は有していた。それ故、規律密度の低い刑事責任制度を拵え、それを融通無碍に運用していくことで、
刑事責任を政治的に機能させるに至ったのである。「確かに１７９１年に確立された責任の性質が『刑事的
pénal』であると理解できない理由は全く存在しない。しかし、この様に責任の性質を見定めた結果として引
き出されるべき帰結と、大臣がかかる責任に服する結果として引き出される帰結とは、議会がこれらの問題に
ついてどの様に考えているかという事柄とは別の事柄であり、結局、議会はその様に考えられた帰結を受け容
れることは無かったであろう69。」とミシェル・トロペールは指摘している。そこでの刑事責任原理は、その
名にも関わらず、適法性の原理に従ったものではなく、寧ろ、大臣責任という概念の背丈に合わせて伸縮自在
に伸び縮みさせられるものであった。そのような限りでは、規律密度の低い刑事責任という些か原理的な矛盾
に満ちた制度（規律密度の低さ、という特徴は寧ろ政治責任原理にこそ親和的である筈である）は、政治責任
と云う固有の概念への確信に至らない段階では、自然に受容されたのである。立法者は「刑事責任を自らの政
治的目的のために利用するという遠大な構想を自由に企図できるように、彼ら立法者は刑事責任を修正したの
であった70。」 
 
 第２款 政治責任という概念に対する自覚的な排除 
                                                     
66 AP, 1re série, t.XXXIX, séance du 22 févr.1792, pp.9-10. 
67 AP, 1re série, t.XXV,séance du 27 avr.1791, pp.359-360. 
68 Pierre Desmottes, De la responsabilité pénale des ministres en régime parlementaire français, LGDJ, 
1968, p.96. ; M. Morabito, Histoire constitutionnelle de la France (1789 à nos jours ), 15e éd., 2018, 
pp.82-83. 
69 Michel Troper, La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle française, 2e éd., LGDJ, 1973, 
p.82. 
70 Jean Rosetto, L’introuvable faute des gouvenants, Revue Droits, 1987, p.110. 
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前款の行論に確認した通り、大革命期初頭における大臣責任制におけるライトモチーフは刑事責任原理とし
て自覚的に設定されていた。以下では、そのような経緯に対応するもう一つの動向として、政治責任原理に対
する政治アクターたちの、自覚的に消極的な動向が存在することを確認する。清宮四郎は１７９１年制憲過程
において、「国民議会は、大臣の対議会責任についてさかんに論議したが決定にいたらず、ついに法律問題で
はなくて実力の問題であるとして、問題の解決を放棄したのである71。」とレズローブを引きつつ述べている
が、本節においては、かかる動向が、大臣責任の本義が「政治責任ではない」ことに対する「消極的・自覚的
動向」として展開されたことを示したい。大革命の最初の到達点としての１７９１年憲法において、国王無答
責原則と責任ある大臣による執行権の行使と云うイギリス流の立憲君主制が規定されながら、政治責任原理を
中核とする大臣責任制が採用されるに至らなかった消息について検討したい。 
 よく知られているように、大臣における「政治責任」原理は、議会政が発展するなかで、イギリス大臣責任
制の構成要素として、１３世紀の大憲章以来、漸う発展してきた歴史的生成物である。フランスは、大革命を
通じ「国民代表」「国民主権」と云った「国家権力生成」のための重要な憲法原理を生成したが、生成された
国家権力の頂点における組織化の原理としての議会制度に関しては、カレー海峡の彼方からの輸入に多くを頼
っていた。フランスの憲政史において、評価の好悪は別として、常にリファーされてきた大臣の政治責任原理
も、イギリス憲政の歴史的産物に他ならない。大革命期のフランスの政治動態において、大臣責任に関する「イ
ギリス・モデル」が如何に受容され、如何に拒絶されていったか。かかる消息を検討するに先立って、以下に
少しく、弾劾的大臣責任観とその克服としての大臣責任制成立の消息に関して、イギリス憲政史を概観してお
くこととしよう727374。 
広く知られている通り、イギリスにおける大臣責任制は、１４世紀から１８世紀にかけての大臣弾劾制の上
に成立したものであり、政治責任原理は１８世紀～１９世紀に至って初めて成立した75。１３７６年のラティ
マー卿 Lord Latimar に対して為された例を嚆矢76として、イギリスにおけるインピーチメントは議会による
刑事手続として建前を取りながら、実体は紛れもない政治的な責任追及として機能していた。国家元首である
国王の政策を攻撃するための手法として、間接的に大臣を追及するという企図に出ていたという点において77、
                                                     
71 清宮・前掲書『権力分立制の研究』２４０～２４１頁。 
72 フランスにおけるイギリスの国制の受容に関する以下の行論に関しては、宮沢俊義「大陸に於ける英国憲法
研究の先駆」『憲法の思想』（岩波書店、１９６７年）とりわけ１２１～１２８頁に多く示唆を受けた。 
73 なお、以下のイギリス弾劾制に関する祖述に関しては、以下引用の各文献の他、S・B・クライムズ（河北
洋太郎・小松茂夫・杉原泰雄訳）『イギリス憲法史』（日本評論社、１９６５年）７８～１４６頁、とりわけ
１３８～１３９頁。加藤紘捷『概説 イギリス憲法－由来・展開そして改革－』（勁草書房、２００２年）１
２１～１２３頁。また、佐藤立夫「英国弾劾制度」『比較法学』（第２４巻第１号、１９９１年）１～１０２
頁。 
74 イギリス大臣責任制成立の前史に関しては、小栗実「イングランド革命と立憲主義の生成－大臣責任制の観
念の誕生」浦田賢治編『立憲主義・民主主義・平和主義』（三省堂、２００１年）１３０～１５５頁。また、
筒井信定「イギリスにおける弾劾制度の興亡－大臣責任制への発達過程」『経済理論』（１５～１８号、１９
５３年）３９５～４１０頁。 
75 樋口陽一『比較憲法』（青林書院、全訂第三版、１９９２年）１２１頁。 
76 H. Hallam, The constitutional history of England, from the accession of Henry VII to the death of 
George II, A.C. Armstrong and son, 1882, vol.I, p.350 ; A.Esmein, Eléments de droit constitutionnel 
français et comparé, 8e éd., avant—propos D. Chagnollaud, Editions Panthéon-Assas, 2001, p.847.  
77 ラティマー卿へのインピーチメントについて、デモットは、「ラティマーを叩き、ラティマーの行為を叩い
ている格好を見せながら、その実、叩かれんとしているのは国王なのだ、、、」と指摘している。Pierre Desmottes, 
op. cit., p.96.バスティドも「これは厳密な意味での告訴とは言えない。これはエドワード３世に対して宛てら
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そして訴追事由が不明確で事足れりとされていた点78において、インピーチメントは明らかに政治性を有して
いた。このような動態は大革命期フランスにおける大臣責任制の動態にも相似している。例えば大逆罪に関し
ては、１３５２年の法令にその姿を現すが、「将来において、現時点では誰も考えもせず、それ故それについ
て宣言することもないような、各種の事例が生じることであろう。すなわち、大逆罪に該当することが疑われ
るが、しかし、上に列挙した事例の中には見いだされない様な事例である。斯様な事例はそのとき裁判官の前
に初めて現出することになろうが、そのとき裁判官は、当該事例が国王の親臨する議会に提出され、大逆ある
いは重罪にあたるか否かの判断が為されるまでは裁判してはならない。」という条項79を置いていたように、
罪刑の規律密度が希薄であり、両院による融通無碍な大臣の告発が可能となっていた。「政治の次元における
効果を生み出すことを目的とする、刑法の武器庫から引き出された道具80」というドニ・バランジェの言葉が
示す通り、刑法という言葉しか知らない前近代のイギリス議会人は刑事責任を政治的責任追及手法として用い
た後、このような弾劾制のアプローチは、１６４１年のストラフォード卿に対する弾劾が法的有責性の立証に
失敗する形で頓挫・「私権剥奪法」制定による卿の処刑が為されたことでその限界性を決定的な形で露呈する
81。そして、１７４２年のウォルポールの辞職と１７８２年のノース卿内閣の総辞職を以て、憲政は大臣弾劾
制から政治責任原理の構成要素とする大臣責任制へとパラダイム転換を達成した。 
この事情に関しては、その要因を国王権力の形骸化と庶民院の優越に求める古典的なエスマンの見解82と、
政治の動態を刑法の言葉で理解することの限界を議会人が漸う悟るに至った点に重心を置くバランジェの見
解83が在る。エスマンの見る構図の通り、英語を解することも儘ならない国王の下では政策決定の実質的主導
権は大臣に属するようになり、その限りにおいて、政策決定の自律性に伴う責任も大臣に直接帰属しうる論理
的背景が成立していた。また、自身の優越性確立に伴って、庶民院は最早実際に大臣を断罪するまでもなく、
ただ断罪の脅しを以て臨むだけで、敵対的大臣の排除という所期の目的を達成することが出来るようになって
いた。国王からの信任を得ていたにもかかわらず、議会からのインピーチメントの脅しに膝を屈したウォルポ
ールの辞任劇は、ウォルポール個人の辞職に留まっていたが、１７８２年のノース卿内閣は、大臣連の罷免を
国王に求める奉答が議決されるに先立って総辞職した。エスマンの見る通り、国王から大臣連への、そして国
王から議会への、政治的主導性の移転が大臣の連帯的な政治責任原理およびその組織化としての大臣責任制の
成立に繫がったのである。 
しかし、ウォルポールおよびノース卿内閣の辞職が大臣弾劾制から大臣責任制への転換を刻んだ重要な出来
事であったとしても、大臣の罷免を求める議会は国王の同意を得なければならないというハードルが残されて
いた。バランジェは次のように述べている。「罷免権は未だ不確かなものであった。少なくとも、この権利を
                                                                                                                                                                                  
れた長々しい請願の対象の一つであった。」と指摘している。Paul Bastid, Les grands procès politique de 
l’histoire, Fayard, 1962, p.131. 
78 リチャード２世の大法官、サフォーク伯マイケル・ド・ラ・ポールに対して為された１３８６年のインピー
チメントは、イギリス議会政の歴史の中で著名な事例であるのみならず、インピーチメントの紛れもない政治
的性格を示す典型的な事例である。このインピーチメントは、度重なる外征による国家予算窮乏を重税を課す
ことで乗り切ろうとする専制君主と議会勢力（所謂「無情議会」）との抗争の中で生じた。N. B. Lewis, Article 
VII of the Impeachment of Michel de la Pole in 1386, The England historical review, 1927, vol. XLII, 
pp.402-407. 
79 同条文は、S. Rezneck, The early history of the parlemntary declaration of treason, The English 
historical review, 1927, vol. XLII, pp.497-513. に収録されている。 
80 D. Baranger, op. cit., p.424. 
81 小栗・前掲論文１３５頁。 
82 Adhémar Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 3e éd., 1903, p.108. 
83 D. Baranger, op. cit., p.271. 
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行使するとなれば、国王の自由裁量的な同意に服さなければならなかったのである。このことによって、１７
８３年から１７８４年にかけての危機という尋常ならざる時代の下でも、ただ国王が執拗に抵抗を示したとい
うことだけを以て、ピット内閣の大臣を得ようとする両院が押しとどめられている情況が目の当たりにされた
のであった84。」つまり、１８世紀後半のイギリス議会は、大臣に対する不信任議決権を享受していたものの、
国王の拒否権によって、実質上の罷免権までは享受していなかったのである。 
そして、大革命初頭のフランスの政治的アクターが横目に見ていたのは、以上のようなイギリス大臣責任制
の由緒来歴と、その現状としての１８世紀後半の大臣責任制の到達水準であった。 
大革命期のフランス政治人士が受容していた隣国の国制は、彼らにとっては正に「イギリス・モデル」と云
うべきものであった。この「モデル」がフランス人に与えた影響の強さは強調に値する。旧体制下において、
自らの国制の時代遅れの情況を嘆いた知識人士にとって、イギリスの国制は明らかに魅力的なオルタナティブ
と映っていた筈である。例えばモンテスキューが『法の精神』（１７４８年）の或る章を殆ど全て、イギリス
の国制を紹介するために宛てている85。モンテスキューに続いて、新たな制度を渇望していたフランス知識人
士への啓蒙者たる役回りを買って出たのが、ジャン＝ルイ・ド・ロルムである。彼の『イギリスの国制につい
て86』（１７７１年）は、国王無答責と大臣責任制とを中核とするイギリス憲政の生理について活写し、フラ
ンス知識人士の間にイギリス・モデルを広めるのに一役買った。フランスの知識階層は、これらの啓蒙家から
仄聞する形で知識を得ていただけではない。ブラックストンの『英法釈義 Commentaries on the laws of 
England87 』（１７６５～１７６５年）は早速フランス語に訳され、フランス知識人士は、イギリスの国制に
ついて、生の知識に接することが出来たのである88。自然、「教養ある人々はこぞって、イギリス史に親しん
でいた。彼らは、１７世紀のイギリス革命およびそこでの共和政の歴史に関して、その当時知られていたこと
に関して知悉していた89。」という状況が生まれたのである。以上のような知的状況の中で、丁度ネッケルが
イギリス大臣責任制についての正確な事実認識と共に同国の国制への強いシンパシーを隠さなかった様に90、
少なからぬ有力な政治アクターが公権力の組織化と運営における直接的な適用を指向した。そうして、イギリ
スの国制は大革命前後のフランス政治生活に直接的な影響を及ぼすこととなったのである。旧体制を脱した自
国の政治制度のモデルがイギリスに求められなくてはいけないという意識は、イギリス流の議会政に必ずしも
賛同していた訳ではないムーニエをしてさえ、「イギリスの君主政の諸原理に似せることなしに、些かなりと
も完全な形で君主政を組織することなど、叶わぬ願いである91。」と演説させている。イギリス・モデルが黎
                                                     
84 D. Baranger, op. cit., p.351. 
85 モンテスキュー（野田他訳）・前掲『法の精神（上）』２９１～３０８頁。 
86 J.-L. de Lolme, Constitution de l’Angleterre, ou état du gouvernement anglais comparé avec la forme 
républicaine et avec les autres monarchies de l’Europe, introduction et notes J.-F. Spitz, Dalloz, 2008. 
87 W. Blackstone, Commentaries on the laws of the England, 4 vol., with notes and addions by E. Chritian, 
Abington(Oxon), 1982. 
88 エスマンは「ブラックストンはモンテスキューの後継者であった。それ故、ブラックストンはフランス人に
も分かり易く自国の国制について解説していたと言える。その様ないきさつがあって、ブラックストンの著者
は忽ち広まり、フランス語にも直ぐに訳されることとなったのである。」と述べている。A. Esmein, op. cit., 8e 
éd, p.66. 
89 A. Aulard, Histoire politique de la Révolution française. Origines et développement de la démocratie et 
de la République (1789-1804), 2e éd., Armand Colin, 1903, p.19. 
90 「イギリスにおける統治は、秩序と自由とを二つながらに擁護し、保障する、唯一不可分な統治の在り様で
あると言える。」J. Necker, De la Révolution française, Chez Maret, 1797, t. II, 4e partie, p.30. 
91 「イギリスの国制の悪徳について、とりわけ庶民院における代表が不正なものであることについて、私は知
っている」にも拘らず、ムーニエはイギリスの国制の中に立憲君主制の範型を見出している。AP, 1re série, t. 
VIII, séance du 12 août 1789, p.417. 
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明期フランス立憲君主制・議会制に与えた影響の根強さ、顕著さは明らかなものであった92。それでは、以上
のようなフランスにおける文脈において、「イギリス・モデル」の大臣責任原理として把握された政治責任は、
具体的には如何なる構成要素から成るものとして理解されていたのであろうか。以下では、フランスにおける
立憲君主制の基本象が形成された正にその時期におけるイギリス憲政の継受の在り方が同定されなければな
らない。 
イギリス憲政史における大臣責任制は「国王不可侵原則」と「国王責任の、副署を介した大臣への転移」の
相互作用にその本質を持つとされている93。安定した立憲政治が保障されるためには、国王は実権を行使して
はならず、下院多数派に権力基盤を置く大臣衆によって実権が行使されなければならないという格率は、大革
命前後のフランス知識人士にも共有されていた。イギリス憲政の深い共感者として、同国の執行権とその責任
のシステムを高く評価してネッケルは言う。「彼ら大臣たちは有責である。しかし、国王はいかなる訴追にも、
いかなる侮辱にも、いかなる攻撃にもさらされることは無い。イギリス人たちは、不可分なる統治においては
王権が光り輝くものとして在るべきことが肝要であると気付いていたのであった、、、94」統治の安定性にと
って王権の安定性が持つ意義が確認されている。ネッケルにおける国王不可侵原則の意義の確認は、大臣責任
が庶民院の優越との関係において理解されなければならないという理解と関連付けられている。「イギリスに
おいては、大臣は殆ど何時も議会の構成員である。 、、、イギリスにおいては、たとえ紛議が生じていても、
立法府による決議が何故十分に良識あるもので在り得るのか。政府の長が引っ切り無しに議会に干渉するとい
うこともなく、何故これら決議が確実な仕方で採択されるのか。これらについてフランス人は知らないでいる
95。」「庶民院は、、、大臣が涜職の廉を以て罪有る者であるならば、告訴の布告を出すことが出来る。尤も、
庶民院は大臣に対する不満を表明するのに別の仕方を以てすることも可能である。すなわち、大臣が庶民院の
信任を失っている旨宣言するか、あるいはただ単に、議会における審議の折に、大臣の意見を敬遠するという
仕方で以て96。」更に、ネッケルの娘であったスタール夫人は、更に明瞭な形で大臣の政治責任原理を認識し
ていた。「イギリスにおいては、最早議会多数派の信任を得ていないとなれば、大臣はその座より去るもので
ある97。」と彼女は書いている。つまり、既に大革命の時点において、フランスの知識人士は立憲君主制の要
諦が国王無答責と大臣責任制にあること、しかも大臣責任制にあっては、弾劾的責任観による刑事責任原理に
留まらず、議会による信任付与およびその撤回を通じた辞職という、純然たる政治的形態のものが存在するこ
と、これらの知見をイギリス憲政への観察から得ていた。 
しかし、イギリス流の立憲君主制を指向する諸人士が大革命下に「王党派 monarchien」として糾合するこ
とになったにもかかわらず、大臣責任制のフランスへの導入は王党派の主流によって警戒され、結局拒絶され
ることとなった。１７９１年憲法において、イギリス流の大臣責任制は「等閑視」されたのではなく、飽くま
でも「自覚的に拒絶された」。その背景要因が明らかにされなければならない。 
第一の要因。イギリス憲政において弾劾的責任観を見出す視座が、影響力のある議論の存在と共に幾らかの
持続性を有した点が指摘できよう。出版されるや２年の裡に２０度も重版され、百科全書派からも絶賛された
『法の精神』において、モンテスキューが紹介している大臣責任原理は、飽くまでも弾劾的責任観のそれであ
                                                     
92 J.-P. Machelon, Les idées politiques de J.-L. de Lolme (1741-1806), PUF, 1969, p.121. 
93 D. Baranger, op. cit., p.57. 
94 J. Necker, De la Révolution française, op. cit., p.30. 
95 J. Necker, Du pouvoir exécutif dans les grands Etats, 1792, vol .I, pp.114-115. 
96 Ibid., p.120. 
97 G. de Staël, Des circonstances actuelles qui peuvent terminer la Révolution et des principes qui doivent 
fonder la République en France, éd., critique par L. Omacini, Librairie Droz, 1979.p.181. 
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る。「、、、立法府は執行する者の一身したがって行為を裁判する権力をもつべきではない。執行する者の一
身は神聖でなければならない。なぜなら、彼は立法府が専制的とならないために国家にとって必要であり、彼
が訴追あるいは裁判されると、たちまち自由はもはや存在しなくなるからである。 、、、しかし、人間とし
ては法律に好意を寄せても大臣としては法律を嫌う有害な顧問官たちがいなければ、執行する者が執行を誤る
ことはありえないのだから、これらの顧問官たちを捜索かつ処罰して差し支えない98。」その上で、行論は直
ぐに弾劾裁判の正当性へと続いている。したがって、モンテスキューにおいては国王無答責原理のカウンター
パートとして大臣責任制を把握する確固たる理解があったものの、そこで大臣が負う責任は、刑事責任原理と
して理解されていたのである。彼の行論における用語法に鑑みるに、後年の大臣責任制についての記述は為さ
れていないと見るほかない。尤も、１７４８年という出版年次に鑑みれば、ウォルポール及びノース卿の辞職
を遡る四半世紀であったのだから、『法の精神』の著書が大臣責任制について無知であったとしても道理であ
ろう。『法の精神』の出版から四半世紀後に、モンテスキューが理解した大臣責任原理のモデルは、その母国
において決定的に引導を突き付けられることとなったが、少なからぬフランス人がモンテスキューの行論を以
て最も開明された政治制度の描写と受け取ったとしても不思議ではない。 
第二の要因。大革命初期の時点におけるフランス知識人士において、イギリス・モデルへの熱が徐々に醒め
る傾向にあった。アラン・ラキエーズは次のように描写している。「革命時のフランス・エリートたちは、イ
ギリス憲政の発展における主たる諸側面について無知であった。率直に言って、彼らはイギリス・モデルから
受けた恩恵に対して以前よりも慎重な態度を取るようになっていた。アメリカ独立戦争以来、イギリス嫌いの
傾向が蔓延しつつあり、この様な傾向はイギリスと云う国への掛け値なしの反発感を惹起することとなった。
つまり、イギリス、大西洋の彼方における自由の圧迫者、と云った非難である。この様な感情の蔓延と時を同
じくして、イギリスの政治システムにおける不完全性が知られるようになってきた。例えば、代表政体はジョ
ージ３世の個人的政策によって脅かされており、そもそも重大な腐敗が代表政体も根元を蝕んでおり、上院に
は過大とも思われるような地位が付与されている、、、99」つまり、自分たちがこれまで先進的なモデルと仰
いでいたものが、実際は「抑圧者の体制」に過ぎず、その内実も過大に美化されてきたのではないか、という
幻滅感の広がりである。政党による政権交代が可能な先進的な政治形態とされたイギリス憲政の実態とは、国
民不在の貴族による寡頭政ではないか、という幻滅感である100。そもそもモンテスキュー、ブラックストン、
ド・ロルムと云った諸論者の論述は、イギリスの国制に関して過度に美化し、誇張するものだったのでないか、
という疑義は、エスマンが指摘するところであり、ド・ロルムに関しては、彼のイギリスの国制に関する描写
は「誇張された101」ものであったと評されている。じっさい、１８世紀末に成立したとされるイギリス大臣責
任制においても、その実情は議会主権の成立と云うには未だ心許なく、議会による大臣罷免は国王の必要的同
意という桎梏によって制限されていた。バランジェは「解職権 le pouvoir de démissioner はいまだ不確かな
ものであった。少なくとも、この権利を行使するとなると、国王の自由裁量的な同意に服さなければならなか
った。このことについて、１７８３年から１７８４年にかけての危機という尋常ではないアングルの下で見て
みても、ただ国王の執拗な抵抗によって、ピット内閣の退陣を得んとする両院が推しとどめられているのを目
                                                     
98 モンテスキュー（野田他訳）・前掲『法の精神』３０１頁。 
99 A. Laquièze, Le modèle anglais et la responsabilité ministérielle selon le group de Coppet, L. Jaume 
(dir.), Coppet, creuset de l’esprit libéral. Des idées politiques et constitutionnel du groupe de Madame de 
Staël, Economica, PUAM, 2000, p.166. 
100 野村敬造・前掲書８６頁。 
101 Esmein, op. cit., 8e éd, p.66. 
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の当たりにすることとなる102。」と指摘している。萌芽期のイギリス大臣責任制は、必ずしも弾劾制に取って
代わるだけの制度的安定性を享受してはいなかった。してみれば、フランス知識人士がイギリスにおける大臣
責任の最新水準をそのまま受容しなかったにしても、『法の精神』における弾劾的責任観の流布という事情と
相俟って、理解できることである。 
第三の要因として、フランス知識人士の中にも、当初からイギリス・モデルを継受することに懐疑心を持つ
人物が一定数存在したことが指摘できる。イギリス憲政を自国の範型と見るネッケルやミラボーと云った有力
者が「王党派」を形成するに至った一方、他方では、隣国の国制に懐疑的な知識人士が存在していたのである。
代表格がシイエスである。「１７８９年の『第三身分とは何か』で革命の口火を切り、１７９９年にはブリュ
メール１８日のクー・デタによって革命を終わらせ103」た彼の知的イニシアティヴは重大である。『第三階級
とは何か？』において、彼はイギリスの国制に対する疑念を隠さない。「イギリスの国制は、それ自体として
善か否か？この問いへの答えが是であったとして、しかし、フランスに適しているのか否か？ 、、、この傑
作は啓蒙の所産であるよりも寧ろ情況的な、偶然の産物ではないか、と。 、、、その国民代表を見てみるが
良い。かの国の悪習の様々な要素の中でも酷いものだ！」そして、シイエスは付言している。「私は、イギリ
スの国制が、それが出来た時点では驚くべきものであったと云うことを否定する訳ではない。しかし、、、私
はイギリスの国制において善き秩序の素直さを見出す代わりに、無秩序に対する予防策が脅威的な程積み重ね
られている様しか見出だすことが出来ない。104」かかる行論においては経験的に成立した偶然の産物に過ぎな
い制度を、しかも外国から借りてくるという形で採用する方法は否定されている。佐藤功は P. W. Bluck と
J. W. Masland の The Gouvernments of foreign Powers, 1950.を引きながら「根本的にいって、フランスの
憲法史とイギリスのそれとを対比して、フランスではフィロソフィーが政治的変革に先行し、イギリスではフ
ィロソフィーが政治的変化に追随するといわれる105」と述べるが、シイエスの言説は、このような対比を明快
に描き出している。 
第四、且つ原理的な次元における窮極的要因。１７９１年憲法制定過程においては、消極的な権力分立理解
が支配的であったこと、である。但し、そこでも権力分立論は、権力作用の分立に係る点と、機関相互の独立
に係る点を、全く区別して論じなければならない。先ず、大革命の同段階における権力分立理解の「消極」性
は、１７８９年９月４日の議会におけるムーニエ演説において端的な形で定式化されている。「諸権力の組織
を取り合わせるにあたっては、これら諸権力が決して同一の掌の中に結集 réunion されることのない様な仕方
ですべきである。諸権力の結集あるいは混同がみられる所では何処でも、専制が存在する。106」ムーニエの演
説は、ジロンド派の指導者107であったランジュイネ Lanjuinais によって、数日後に「分離は自由の原則108。」
として支持されている。じっさい、国王とのその廷臣としての大臣衆を議会から完全分離しなければ、議会が
再び「王室会議」に復し、「親臨法廷の儀」が再来する、と懸念されていたのである109。 
                                                     
102 D. Baranger, op. cit., p.351. 
103 浦田一郎『シエースの憲法思想』（勁草書房、１９８７年）２０３頁。 
104 シイエス（稲本洋之助他訳）『第三身分とは何か』（岩波文庫、2011 年）93～94 頁。 
105 佐藤功『君主政の研究 比較憲法的考察』（日本評論社、１９６２年）１３８頁。 
106 AP, 1re série, t. VIII, séance du 4 sept. 1789, p.558. 
107 桑原武夫編『フランス革命の研究』（岩波書店、１９５９年）６７２頁。 
108 「立法権と執行権が混同されてはならないことの理由は次の様なものであります。それは、分離が自由の
原理を為すから、ということであります。そしてそこから、これらの恒常的な障害物が、政治生活におけるこ
れら二つの吏員の間に、これら二つの吏員が共通の中心に収斂することのないように、置かれる必要があるの
であります。」AP, 1re série, t. VIII, séance du 7 sept. 1789, p.589. 
109 野村敬造・前掲書２０頁。 
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しかし、ムーニエによって代弁された王党派人士の「権力分立」観は、新体制安定の要として、立憲君主の
位置づけを確実なものとするべき、という自派の利害に規定されていた。それ故、１７９１年憲法制定を主導
した王党派によって追求された権力分割構想は、立法作用の議会による排他的行使を防ぐため、立法作用を議
会のみならず、部分的ではあるが、国王にも付与した。それ故国王は、彼が享受した停止的拒否権 droit de veto 
suspensif を介して110、立法作用の協働機関となった111。国王が立法権を排他的に行使できないのは自明であ
るが、執行権者としての国王に有利な形で裁可権を付与しようとする王党派の目論みは、制憲議会内部に火種
を持ち込んだ。シイエスは「私には、（拒否権）は、国民意思に対して、国民全体に対して投げかけられた玉
璽令状 lettre de cachet の様にしか見えません。112」と批判した。国王の停止的拒否権は、これを肯定するム
ーニエら王党派の立場と、これを拒絶するシイエスからロベスピエールに至る愛国派の立場とに、政治階層を
二分することになった113。結局、制憲者意思は前者の立場を受け入れ、国王の停止的拒否権は容れられた114。
したがって、ある国家作用の全体を一人で行使できる機関が何物も存在しなくなったと云う限りでは、１７９
１年憲法制憲過程における権力分立観の「消極性」は、作用の分立の観点から見れば相対的なものである。作
用の分立に関しては、相互干渉－相互抑制による権力の穏和化が目指されていたのである。斯様な方法は、大
革命における急進性を代表し得る立法権をトゲ抜きする限りにおいて、明らかに大革命の一段階における階級
的性格を代表しており、ブルジョワ階級の利益に奉仕した。 
他方、１７９１年の制憲者たち－１７８９年から１７９１年における支配的な階級利益は機関相互の独立に
関しては、それが厳密なものであることを要求した115。一方では国王に対する立法府解散権の付与が拒まれな
がら、他方では国王の一身は、憲法法文によって「不可侵かつ神聖」であると宣言された116。急進化する下層
                                                     
110 １７９１年憲法第３編第３条；「立法権は、人民によって任期を定めて自由に選挙された代表者により構
成される国民議会に委任され、以下に定める方式により、国王の裁可を得て、国民議会により行使される。」
国王の裁可の方式に関しては、１７９１年憲法第３編第３章第３節第１から第８条が規定している。訳文は、
辻村・糠塚・前掲書１９８頁に拠った。 
111 M. Morabito, op. cit., pp.80-81. また、pp.71-72 ; M. Troper, La constitution de 1791 aujourd’hui, RFDC , 
1992. p.6.  
112 シイエスの演説、F. Furet et R. Halévy, Les orateurs de la Révolution française, t.I ; Les Constituants, 
Gallimard, 1989, p.1022. 
113 Ph. Jourdan, Les idées constitutionnelles de jacque-Guillaume Thouret (1746-1794), thèse dactyl. 
Université de Caen, 2006, p.378. 
114 AP, 1re série, t.VIII, séance du 1re aux 11 sept. 1789, pp.519-612. この点に関しては、特に以下を参照。
L. Duguit, La séparation des pouvoirs et l’Assemblée nationale de 1789, Revue d’Economie politique, 1893, 
t. VII, pp.336-349 ; M. Troper, La constitution de 1791 aujourd’hui, op. cit., pp.23-35 ; J. Collas, op. cit., 
pp.17-27 ; P. Brunet, Vouloir pour la Nation. Le cocept de représentation dans la théorie de l’Etat, thèse 
remaniée Paris X, 1997, LGDJ/Bruyant, 2004, Publications – de l’Université de Rouen, 2004, pp.226-253 ; 
Ph. Jourdan, op. cit., pp.378-401. 
115 「国王が立法府によって告発され得る存在であるとしたら、やがて国王は依存の中に置かれるであろう。
そして、国王を圧迫する立法府は、結局国王の持つ諸権利を簒奪することになるであろう。立法権の不可侵が
公的自由にとって必要なものであるとしたら、国王の不可侵は執行権の活力を保障する唯一のものである。政
治的機構の枢要にして活動的な部分である、この二権力は、裁判所の管轄権に服することはないし、如何なる
訴追を受けることも無い。そしてこれらは法律と、彼らの為に為される憲法に対してしか、従属しないのであ
る。」Rapp. Muguet de Nanthou et projet de décret sur l’evasion du Roi, AP, 1re série, t. XXVIII, séance du 
13 juill. 1791, p.235. 
116 １７９１年憲法第３編第２章第１節第２条。立法府の構成員が不可侵かつ無答責である原則を享受する旨、
確認するものとして；「国民の代表者は不可侵である。代表者は、代表者としての職務執行に際して発言し、
記述し、または行った行為について、いかなる場合にも、捜索され、訴追を受け、裁判されない。」；「国民
の代表者は、犯罪事実を理由として、現行犯として、もしくは逮捕状により逮捕されうる。しかし直ちに立法
府に対して意見を述べ、立法府が訴追理由ありと裁定した後でなければ、訴追を続行されない。」１７９１年
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階級と王権との間で均衡を維持することに要諦を置く大革命初頭の階級的性格の、制度的現象形態に他ならな
い。機関相互の独立を確保するために、国王がその評定官衆を議会構成員の中から選ぶことは禁止された117。
「議会に大臣が出席することを拒否し、議員をして内閣に入らせることを拒否する態度は、或る種の懸念を表
すものである。すなわち、執行権が、自由を犠牲にする形で、立法権を腐敗させるのではないか、という懸念
が。国王への解散権付与の拒否は、国王が再び絶対的権力を回復するために解散権を用いはしまいかという懸
念を表明している。118」 
従って、１７９１年憲法における、議会に対する大臣の政治責任原理の不在は、見落としによるのではなく、
否定による帰結であった。制憲者たちによる自覚的な選択が、国家機関の間における相互独立の名の下に為さ
れたのである。議員たちは、自身は国務評定官の辞職を引き起こすだけの事実上の力を享受しつつ、機関相互
の独立を少なくとも表見的には保障することで、王権を自身の階級的利益に沿わせるように努めた。ジャン＝
ピエール・マシュロンが看取している様に「、、、内閣による統治に対して語ろうとする者はそれに何も望ん
ではいなかった。制憲者たちが打建てようとした諸権力間の障壁は大掛かりであり、内閣による統治について
議論しようとするにはあまりにも都合が悪かった。119」イギリスの統治制度に通暁していたムーニエが、躊躇
なく大臣の議会に対する政治責任を拒絶したのは、以上のような消息による。フランスに打ち建てられるべき
統治制度について、彼は次のように強調している。「諸権力の結集は挫かなくてはならない。国民議会は執行
権と立法権とを混同することがあってはならない。憲法を作るとなれば、そこでは諸権力の其々に対して限界
が設定されなければならない。国王陛下の大臣を選任にするにあたって、影響を与える権力を持つのは誰か。
国民の尊厳ではない。このことには注意すべきである。120」このようににして、機関相互の厳格分離において
特徴的な権力分立理解は、大臣および大臣衆の政治責任原理と原理的な背反関係を見るのであり、１７９１年
の制憲者においては、大臣の政治責任原理に至るまで隣国から継受する訳には行かなかったのである。（対議
会－政治責任原理に基づいて組織されるものとして）大臣責任制の否定は、清宮四郎も指摘するように121、一
院制否定論と平仄を合わせて、例えば「イギリスの模倣よりもフランスの独創へ」の指向、「イギリスの政治
組織に対する一般的不賛成」、「王室と気脈を通じてイギリス風を採用しようとしたミラボー（Mirabeau）
に対する特殊の反感」など、種々の要因から自覚的に行われたと言える。国民議会は「議会の解散に対応する
大臣責任の問題について……格別の解決を与えなかった122」というよりも、端的に斯かる仕組みを否定したの
である。 
弾劾制から大臣責任制まで達したイギリス憲政最新の水準をフランスの新体制は参考としたが、しかし、以
上のような間接的・背景的な事情のなかで、その継受にあたってイギリス・モデルは大幅な相対化を被ったの
である。しかし、真正の大臣責任制の実現を不可能にした「直接的」な要因は、大臣の政治責任が前提とする
                                                                                                                                                                                  
憲法第３編第１章第５節第７条・第８条。訳文は辻村・糠塚・前掲書２００頁に拠った。 
117 １７９１年憲法第３編第２章第４節第２条；「現在の国民議会議員および時期の立法議会議員、破毀裁判
所の構成員および大陪審で職務を果たす者は、大臣になることはできない。また、いかなる地位、贈与、年金、
俸給も受けることはできず、またその職務期間中およびその職務終了後２年間は行政権またその官吏の委任を
受けることもできない。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２０１頁に拠った。この条文がミラボーの野心を挫く為
に置かれたことはよく知られている。F. Furet et R. Halévi, La monarchie républicaine. la Constitution de 
1791, Fayard, 1996, p.168. 
118 H. Simonnet, Le gouvernement parlementaire et l’Assemblée constituante de 1789, L. Larose et Forcel, 
1899, p.124. 
119 J.-P. Machelon, op. cit., p.125. 
120 AP, 1re série, t.VIII, séance du 16 juill. 1789, p.243. 
121 清宮・前掲書『権力分立制の研究』２４６～２４７頁。 
122 同上２５３頁。 
68 
 
ところの大臣の政治的自律性という要件が成立していなかった点にあろう。 
そもそも１７９１年憲法が大臣責任に関して語るのは、大臣－国王間の文脈においてである。すなわち、「政
体は君主制である。執行権は国王に委任され、以下に定める方式により、『責任ある』大臣およびその他の官
吏によって国王の権限のもとで行使される123。」（同憲法第１４条）そして「大臣を選任し、罷免するのは国
王『のみに』属する権限である124。」（同憲法第９２条）と、同憲法は規定する。したがって、１７９１年立
憲君主体制における「公式的見解」としては、大臣責任は執行府内で完結する論理であり、そもそも大臣の対
議会・政治責任原理は埒外ということになる。機関相互の厳格分離を制度的に保障するものとしての１７９１
年憲法の基本方針が端的に示されている。このような責任の論理は実の無いものである。１７９１年段階での
階級的利益が王権の保全を欲した限りにおいて、執行権に関する責任追及を通じて、議会勢力が王権の独立性
を脅かす状況は回避しなければならない。そこで、１７９１年憲法は国王不可侵・無答責原則と大臣の副署制
度125との取り合わせという解答を出した。従って、かかる解決策として、責任が国王から評定官へと転移され
ることとなる126。副署の手続を通じて、大臣は君主によってなされたアクトに関する責任を斯様に裏書きする
127。デムーニエは「国王の一身は不可侵にして神聖である。 、、、しかし、政治制度を確固たる基盤の上に
確立しなくてはならないので、憲法的法律は次のことを確立しなければならない。すなわち、執行に関して、
執行権は、国王によって公になされた全てのアクトに対して責任を負う、大臣と呼ばれる多くの官吏を介在さ
せる形でのみ、行動する128。」と述べている。 
責任の転移によって、実質的な政治的決定権も転移するとすれば、大臣の政治責任について語ることが可能
となる。この点に関しては、責任の転移は執行作用に関してのみ生じ、国王の立法作用への参画に関しては埒
外とされていた129。そして、その当時、執行作用と云うものは、法律への現実への適用に過ぎないものとして、
制限的に解釈されていたことを確認しておかなければならない。ミシェル・トロペールが説いている。「執行
作用が狭く解されていたので、執行作用は、その保持者がこれこれの政策 politique を決定できると云う帰結
を導きださなかった。政策の決定は、法律の専権的な管轄の範囲内のことに属し、政策を決定しようと云う企
ては如何なるものであっても憲法に対する重罪を構成することとなり得たのである。 、、、罷免する余地な
どは、無かった。何故なら、執行府による政策など存在しなかったのだから、それ故、立法府と執行府との間
                                                     
123 同憲法第３篇第４条。強調は筆者。 
124 同憲法第３篇第２章第４節第１条。強調は筆者。 
125 「国王による署名を付され、大臣または省の公金支払命令官によって副署されていなければ、いかなる国
王の命令といえども執行され得ない。」（同憲法第９５条、第３篇第２章第４節第４条） 
126 M. Troper, La constitution de 1791 aujourd’hui, op. cit., p.6 
127 グレナールは指摘している。「大臣は、国王による全てのアクトに対して責任を負う訳ではない。その制
憲準備作業によって明らかにされているのであるが、１７９１年憲法の文言は、次の様に読まれる。「純粋に
執行的な purement exécutifs」と呼ばれるアクトに関してのみ、場合によっては副署者の責任が負われる場合
がある。「純粋に王権的な purement royaux」と呼ばれるアクトに関しては、それが大抵の場合副署に服す
るものであるにもかかわらず、副署に対する如何なる責任追及も禁じられる。この場合、副署者は唯単に国王
の署名を公証するためだけに参画しているに過ぎないのである。」G. Glénard, L’exécutif et la Constitution 
de 1791, thèse dactyl. Paris II, 1999, p.691. 
128 AP, 1re série, t. XXIII, séance du 7 mars 1791, p.716. 
129 １７９１年憲法は次の様に規定する。；「国王による署名、大臣或いはその省の公金支払命令官による副
署がなされていなければ、いかなる国王の命令いえども執行され得ない。」（第３編第２章第４節第４条）し
かしまた、以下の様にも規定されている。；「国王と立法府との連絡文書は常に、大臣による副署を受ける。」
（第３編第３章第４節第９条）。逆に、立法に関する国王の裁可への大臣による副署の形式は規定されていな
い。 
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での意見の相違なども存在しなかったのだから。130」従って、執行府内部のシステムにおいて大臣が負うこと
となる「責任」は、その前提として責任主体の自律的政策決定の大幅な余地を要請するほどの実のあるもので
はなかった。従って、大臣が負うところの「責任」は、飽くまでも括弧付きのものであり、真正の責任ではな
い。そこでの所謂「責任」の問題は、階層的権力関係の一側面として理解すべきであろう。立法作用－立法府
の優位の下に展開する憲法政治の中で、執行作用－執行府はそれに従属し、執行府内部では大臣は国王に従属
していた。国王に対しても議会に対しても自律性を発揮し得ない国務評定官衆は、執行権担当者としての大臣
ministre たるよりも寧ろ単なる官吏 agent であり、大臣責任の問われる余地はそこになかった。大臣衆が小
間使いである以上、そこに権威などないが、加えて彼らの間には首相が居らず、無組織で、常に不和が絶えず、
国王との間に信頼の紐帯はなかった。国王は大臣衆の外の私的顧問との間に強い紐帯を有していた131。 
そして、フランスで最初の立憲君主制下において、仮に政治責任の或る種の型が存在していたと見るのであ
れば、非常に逆説的であるが、大臣のそれではなく、国王のそれであった。事実、フランスにおける最初の制
憲者たちは、国王に対して、例外的な場合に問題となる政治責任を規定した132。君主の不可侵性が宣言された
にもかかわらず、１７９１年の憲法は、王位の喪失が惹起されうる一定の例外を、この原則に対して規定した
のである。国王が憲法に対する宣誓せず、あるいは宣誓を撤回したりしたら（第５条）、国王が軍隊の長とな
り、あるいは国王の名でなされるこの種の企てに反対しなかったら（第６条）、国王が出国し、立法府の呼び
かけの後、一定期間内に帰国しなかったら（第７条）、国王は退位したものとみなされるのである133。もしこ
れらの条件の内の一つでも充たされたのならば、国王は自動的に王権を失う。この場合、国王は単なる一市民
となり、訴追の対象ともなり得るのである。したがって、憲法上の機関としての国王には憲法尊重擁護義務が
課されていた。「国王悪を為し得ず The King can do no wrong」という標語は「一つは、もし国王が悪を為
したのであれば、彼は最早国王では無い（彼は信託 trust を失った）と云うこと。二つは、悪しき行為が為さ
れたとしても、その責を国王に帰することはできない、と云うこと。134」という二通りの読み方が可能だが、
正にこの前者の読み方こそが、１７９１年憲法が規定する執行権責任制度の思想的前提に在ったのである。尤
も、国王に関してそこで訴追の対象となるのは退位してから後の行為についてであるが135。従って、１７９１
                                                     
130 M. Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernementale, Olivier Beaud et J.-M. Blanquer 
(dir.), La responsabilité des gouvernements, Descartes et Cie, 1999, p.41. 
131 野村敬造・前掲書２３頁。 
132 フィリップ・セギュールによれば、「従って、１７９１年憲法は、元祖の originale 政治責任を打ち立てた
のである。」Ph. Ségur, op. cit., p.65.グレナールは「国王の、例外的な政治責任」を示唆する。Glénard, op. cit., 
p.663. ウーゼによれば「フランス公法における国家元首の責任の形式の基礎の萌芽期において、三つの重大
な例外が投げかけられた。」とされる。Ch. Euzet, Les fondaments doctorinaux de la protection des pouvoir 
constitués, Ph. Ségur (dir.), La protection des pouvoirs constitués : chef de l’Etat, ministres, 
parlementaires, juges, Bruylant, 2007, p.32.  
133 １７９１年憲法第３編第２章第１節第５条；「立法府の召集後１カ月以内に国王が（前条の）宣誓を行わ
なかったとき、または宣誓の後それを取り消したときは、国王は王位を放棄したものとみなされる。」第６条；
「国王が軍隊の長に就きその武力を国民に向けて行使したとき、または国王がその名において行使される国民
に対する侵害を正式の文書で禁止しないときは、王位を放棄したものとみなされる。」第７条；「国王が、王
国を離れ、立法府による招請後、声明で定められた最低２カ月内に戻らないときは、国王は王位を放棄したも
のとみなされる。－この期間は、立法府の声明が会議場で公表されら日から起算される。大臣は、その責任に
おいて、国王の不在期間中停止されている執行権のあらゆる行為を行わなければならない。」訳文は辻村・糠
塚・前掲書２０１頁に拠った。これらの条項に関する議会審議に関して、AP, 1re série, t. XXVIII, séance du 16 
juill. 1791, p.377. 
134 Ibid., p.57. 
135 １７９１年憲法第３編第２章第１節第８条；「国王が明示的もしくは法的な王位の放棄を表明した後は、
国王は市民の身分に属し、放棄後の行為については市民と同様に訴追され裁判されうるものとする。」訳文は
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年憲法の起草者は、国家元首の不可侵性の原則を定めたが、国王は廃位され得ず罷免され得ない、と云う風に
は考えてはいなかった。副署を介した大臣への責任転移のシステムとしての大臣責任制が、無答責ながらも権
威・権力を行使する政治主体の責任という難題への唯一効果的な解答として用意されてきたものである。して
みれば、執行府の主任者が窮極的には執行権者としての責任を引き受ける以上、大臣の責任に関して議論する
意義は些か縮減するのは道理である。確かに、神聖不可侵且つ無答責という地位が彼に与えられている以上、
退位＝辞職と云う形での国王の政治責任が現象するケースは例外的なものであるとは容易に想定し得る。とは
言え、そもそも斯かる神聖不可侵性自体が憲法によって保障されたものであり、なおかつ、当該憲法自身が、
自身への反逆を理由とする「神聖不可侵な」国家元首の例外的な政治責任－辞職義務を規定している点に鑑み
れば、例外的な国王有責原則の意義を過小評価するべきではない。 
 
 第３款 政治責任という政治マニューバの現実における胚胎とその限界 
 
 以上の通り、１７８９年から１７９１年に至る時期の支配的な政治的思惟においては、大臣責任は刑事責任
と云う原理の側面から専ら把握されており、政治責任の原理は、その存在が認知されていながら自覚的に拒絶
されていた。その要因として、「悪しき大臣」像に呼応した刑事責任原理の分かり易さという素朴な社会通念
的背景、権力分立に関するドグマという理論的背景、議会の支配的地位が他の責任主体の確立を阻害したとい
う政治動態的背景、王権と急進派との間での均衡にこそブルジョワジーが利益を見出したという階級（利益）
的背景、がそれぞれ作用している。 
 しかし、１７８９年から１７９１年にかけての大革命初頭の段階において既に、大臣の政治責任は政治動態
においてはその萌芽を見せていた。逆説的ながら、建前上は明確に拒絶されていた政治責任原理が、現実動態
においては現象していたのである。かかる現象は、議会から国王に対して為される勅語奉答 adresse を介して
生起した。そして、１７８９年７月におけるネッケルの再任、そして１７９０年１０月のブレスト騒擾事件と
いう二つの事件において、大臣の選定罷免権者たる国王は議会意思に従属せざるを得ない状況に追い込まれ、
議会意思による執行権の統制が現象した。政策形成を理由とする大臣の責任を議会が統御するという政治責任
の本質は、革命の初期段階においても或る程度は達成されていた。そして、１７９１年４月２７日－５月２５
日法律が成立することによって、勅語奉答は法的基盤を獲得する。本款では、以上の消息を、１７９１年４月
２７日－５月２５日法律を画期とする二つの段階に区分して検討し、思想的次元とは異なる政治動態に着目し
て、大革命初頭における大臣の政治責任原理が有していた射程と限界とについて計測したい。 
 先ず、１７９１年４月２７日－５月２５日法律成立以前の政治動態に関して。 
１７９１年３月７日の会議において、内閣の組織に関する法律案が提出された際、報告者は「大臣は、何時
であっても報告をせねばならず、立法府からの告訴に曝されなければならないし、全ての市民から為される損
害賠償の訴えにも曝されなければならない。任期が終わってからであっても捜索を受け得る。136」と述べた。
説明責任と、刑事・民事責任とを区別・並置することで、大臣に対する告訴を補完する手段を規定するべき旨
                                                                                                                                                                                  
辻村・糠塚・前掲書２０１頁に拠った。「この条項の文言は、国王は、彼が君臨して居る間においては、他の
市民とは異なった性質を有するものとして考えられるという帰結を一方では導き出し、他方では、国王が君臨
して居る間において彼が為した行為に就いては、その不可侵性によってカヴァーされ続けるという帰結を導き
出す。」P.-O. Caille, L’inviolabilité pénale du Chef de l’Etat sous la Ve République. Contribution à l’etude 
des immunités en droit constitutionnel, thèse dactyl. Lille II, 2002, p.88. 
136 AP, 1re série, t. XXIII, séance du 7 mars 1791, p.720. 
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が強調されている。国民議会は、国王の大臣選定罷免権に対して何らかの圧力を行使しようと企図し、勅語奉
答の技術、すなわち、国家元首に対して、彼の選定に係る或る大臣が国民の信任を失っていると宣言する技術
が出現した。勅語奉答は、一方では、国王に対して、解任された大臣の呼び戻しを強制するために用いられ、
ネッケルの再任という形で成功を収めた。他方では、或る大臣に対する議会の不信任を表明し、国王に対して
当該大臣の罷免を強制するために用いられ、ブレスト騒擾事件 événements de Brest の際に成功を収めた。 
 １７８９年７月１３日の会議において、ネッケル Neckerを含む四大臣の罷免が通知された137。ムーニエは、
罷免された大臣たちの復権を求める旨、また国王がその地位に指名したばかりの大臣に対して国民議会は全く
信を置いていない旨、国王への奉答を採択するよう提案した138。大臣の選定は国王の専権事項だが、しかし、
議会の事実上の影響力行使は禁じられていない、と述べるムーニエ提案の支持者があった139。ラリー＝トレン
ダルもまた、国王が自らの望むところに従ってその評定官を取り合わせるにしても、「我々は、悪しき人々を
遠ざけることによって、国王に対して善なる奉仕者を指し示すことができる。我々は国王に対して、慇懃で、
穏やかで、恭順な奉答を行うことができる。我々は国王に対して次の様に告げることができる。すなわち、情
況に照らして、国王の美徳というものはそれだけでは十分ではなく、その評定における他の美徳との協働を欲
していると。140」クレルモン＝トネールはじめ、ムーニエ提案への支持が相次いだ。国王唯一人が、国務評定
官選定罷免権を享受して居ると云うことは挙げて強調されている。しかし、特別な情況は国民議会が国王に対
して或る大臣が国民の信任を失っている旨宣言することを許す、との確信もそこには存在した141。殆ど全会一
致で、ムーニエ提案は可決された142。国王は沈黙を守っていたが、議会は決議によって、罷免された大臣に関
する声明を繰り返した143。そして結局、程なくして国王がネッケル復権を認めたという報せが入り、審議は直
ちに中断した144。７月１３日奉答に国王が屈する形で事は収められた訳である。 
 ネッケル罷免に伴う騒ぎで国王が議会意思に膝を屈して後、次の重大事例が１年余り後に生じる。「ブレス
ト事件 l’Affaire de Brest145」すなわち、ブレスト港における艦隊の不服従とそれに伴う騒擾に際して、１７９
０年１０月１９日、２０日の憲法制定国民議会において、政治責任の動態が新生面を示すこととなった。外務、
拓務、陸軍及び海軍の各委員会の名で、ムヌウ Menou は国民議会に対して報告を行い、その中で、同事件に
                                                     
137 AP, 1re série, t. VIII, séance du 13 juill. 1789, p.223. 
138 Ibid., p.224. 
139 「執行権はその大臣を指名する権限を有している。 、、、しかし、輿論は執行権を嚮導するべきである。 、、、
公の信任を得ている人物を、公の信任を得られ得ず、決して得られる筈も無い人物を以て置き換えることの悪、
これこそ執行権が自ら為していることなのである。この悪について、国王に対して決然と伝えようではないか。」
Ibid. 
140 AP, 1re série, t. VIII, séance du 13 juill. 1789, pp.225-226. 
141 「勿論国王はその大臣を代える権限を有している。しかし、軽率な大臣たちがフランス全体のことを放置
していることの危険性を国王に告げ知らせないとしたら、国民代表者たちは自らの義務の全てを果たしている
ことになるのであろうか？」Ibid., p.223. ;「国王は、その評定官の構成と解散とに関して支配者の地位にある。
国民は大臣を任命すべき地位にあらず、唯その証言によって信任或いは不信任を表明し得るのみである。」Ibid., 
p.227. 
142 Ibid., p.229. 
143 「国民の代弁者たる国民議会は、宣言する。ネッケル氏は、その他先だって罷免された大臣連と同様に、
その尊厳とその無念と共に去った。 、、、宣言する。陛下の現在の大臣と評定官たちは、彼らが如何なる位
階を有し、如何なる職務に就いていようとも、現に存し、またこれからもたらされるであろう悪の全てに関し
て個人的に責任を負っていると、、、」Ibid., pp.229-230. 
144 AP, 1re série, t. VIII, séance du 16 juill. 1789, p.245. 
145 この事件に関しては、とりわけ以下を参照、P. Duvergier de Hauranne, Histoire du gouvenement 
parlementaire en France (1814-1848), 2e éd., Michel Lévy frères, 1870, t. I, pp.96-102 ; G. Glénard, op. cit., 
pp.681-685. 
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就いて諸大臣が有責であると推した146。同議員は諸大臣に対して、国政の正常運営の為に必要な諸措置を講じ
ず、職務遂行において無能さを示したと糾弾した。同議員は諸大臣が国民の信任を失っている旨、奉答を提案
した147。奉答のデクレ案は、１７８９年７月のネッケル罷免の際に引き起こされたのと同様の議論を引き起こ
した。 
 １７９０年１０月１９日、２０日の会議において、権力分立に関する理解の在り方が主要論題となった。ム
ヌウ提案を支持する議員は、諸権力の或る程度の協働は必然であるとし、諸権力の絶対的分離を拒否した。対
して、ムヌウ提案に反対する議員は同提案が権力分立に違背し、それ故、憲法に違背すると指弾する。王党派
のカザレス議員曰く「立法府が大臣の指名権を簒奪したら、執行権は侵され、二つの権力は重畳し、我々は耐
えがたい圧政にあえぐことになるでしょう。148」と云った筆法である。アベ・ド・ジャクマール L’Abbé de 
Jacquemart 議員も「、、、諸君は国王に対して諸君の気に入らない大臣連の罷免を強制することで、国王を
して諸君の選んだ者しか大臣に任命できない情況に追い込ませることで、国王から皮をはぎとり、国王の権限
を侵さんとしている、、、149」ムヌウ提案の支持者たち、たとえばブレヴェ Brevet 議員は「諸権力に対して
如何なる接近も連絡も否定するのは、権力分立に関して無縁の考え方を採ることである。」と述べて反駁して
いる150。 
 奉答案に対する反対者たちは、告訴こそが、議会の信任を失った大臣に対する攻撃手段として議会に与えら
れている唯一の手段なのだ、と主張する151。つまり、反対者たちが権力分立の名の下に純粋かつ単純に斥けた
のが、政治責任原理であった。彼らにとって責任とは刑事的次元における責任に他ならず、唯単に立法府の意
欲のみによる大臣の罷免に繋がりかねない全ての手段に対して、原理的に反対するのである。２０日の会議に
おけるデュポン・ド・ヌムール Dupont de Nemours の演説は、この様な視座を全くよく示している。「議会
は彼らが罪を犯したときに彼らを『罰する faire punir』権限を留保する。しかし、彼らに対する如何なる正
式の告発も為されていないときに彼らを罷免する権限に就いては、そうではない。国民議会は彼らの『身柄
leurs têtes』を求めるのであって、彼らの『職務 leurs places』を求めるのではない。152」と。 
奉答案支持者たちは、逆に、国務評定官に対する立法府の監督義務を示唆して再反論する。アレクサンドル・
ド・ボーアルネ Alexandre de Beauharnais は明言する。「我々に付与された権限によって、我々は、憲法を
作り、諸権力を組織し、諸権力を分割し、諸権力に限界を与える権限を持っているのみならず、政府のこれこ
                                                     
146 AP, 1re série, t. XIX, séance du 19 oct. 1790, pp.714-715. 
147 「、、、国家の現状と、政府の実力の失墜を招きたる大臣に対する人民の不信任とに鑑みて、先の措置を
決定したる国民議会は、公の秩序の復旧に対して、法の執行と憲法の完成に対して大きな障害をなしている大
臣に対して人民が抱いている不信の念を陛下にお伝えする為、王の面前より議長が暇をする旨、布告する。」
Ibid., p.715. 
148 Ibid. 
149 「、、、諸君らの気に入らない大臣を罷免するよう国王に対して強制している以上、諸君らは国王の皮を
はき、国王の権限を侵奪している。諸君らは国王のかかる権限を、諸君らが選んだ大臣を任命するだけのもの
に単純化させている。」ibid., p.735. 
150 Ibid., p.732. 
151 「従って私は、非難されるべき大臣に対して攻撃を加える手段とは、彼に対して精確且つ正式の告訴を行
うことでしかない、と考える。」ibid., p.716. ; アベ・ド・ジャクマール曰く「もし諸君が大臣連を罪有るも
の coupables と信じるのであれば、諸君らの掌中には彼らの行きすぎを抑え、彼らの不正行為を罰するための
極めて精確な手段が有る。責任を後見する法 la loi tutélaire de la responsabilité を執行させ、彼らを裁かせ
る、これらに関する議論の余地のない権限を諸君は有している。 、、、しかし、曖昧な疑いに基づいて－も
しかしたらそこで疑いがかけられているというのは打算ずくでのことかもしれない－、国王に対して彼が諸君
らに与える義務のない満足を要求することまでは、あってはならない。」ibid., p.735. 
152 AP, 1re série, t. XIX, Ann. à la séance du 20 oct. 1790, p.738. 
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れの官吏を監督する権限も有している。153」２０日の会議において、バルナーヴは主張した。「国民の機関で
あり、国王の第一の評定官である我々は、人民の幸福にとって必要な事柄を君主に対して知らせなくてはなら
ないのだ。154」と。加えて彼は、勅語奉答こそ君主に対してその評定官についての注意をうながす為に議会に
認められた唯一の手段であり、刑事訴追と比べると勅語奉答には多くの利点があると強調する。刑事訴追には
時間がかかり、しかも立証のハードルも高い。「使うことのできる唯一の手段は正式の告訴である、と云う声
を耳にした。しかし、重大かつ現在の悪がそこに在ると云うのに、大臣が罪 crime を犯していないという結論
になったら、どうするのか。もし重罪 crime が犯されているとしても、その軽罪 dêlits が隠され、証拠が隠さ
れてしまったとしたら。もし証拠が正式のもので確かなものであったとしても、その時点において告発するこ
とが、国家の安寧を危険に巻き込む様な、それとして受け入れ難い権力の失墜を正当化することになってしま
ったら。この場合、刑事訴追の理屈に従えばそれは仕方がないのであろうが、大臣に対して一般的な不信を表
明するよりも寧ろ、国家 chose publique を崩壊するにまかせるべきだ、と云うことになるのか。155」この様
に、バルナーヴは、刑事責任原理の不十分さを強調し、その不都合を補完する別の技術を称揚するのである。
それ故、彼の刑事責任原理理解に関しては、政治責任原理への近接性が指摘される156。 
 ２０日の会議において一部の議員に関して奉答案から正式に除外すべきとの提案が出され157。この修正案は
圧倒的多数で採択された158。この評決は、この勅語奉答案の表決結果に対して影響を与えた。制憲議会議員た
ちは、僅差でムヌウ提案を否決した159。尤も、ムヌウによる勅語奉答案と云う出来事が何等の結果ももたらさ
なかったかという訳ではなかった。何故ならば、この出来事によって諸大臣は自らと立法府との関係が極めて
脆いものであることを理解したからである。この事実は国王宛ての大臣の書簡に示されている。「過日国民議
会において生じた経緯に鑑みるに、議会内の極めて多数の者の信任を最早得ていないと判断することには理由
があろう。 、、、議会がその判断において、ムヌウ氏が議会に付託したデクレ案を否決したとしても、、、
ムヌウ氏は、そこでの議論の残響から、議論において掻き立てられた不信の情の亡霊から、陛下の奉仕におけ
る善にとって好ましからざる印象を引き出すことができる。160」そして大臣連は、国王に対して、自分たちへ
の信任を明示し、保障するように要請したのである161。ルイ１６世は１７９０年１０月２２日付の文書によっ
て、大臣たちへの全般的な信任を新たに表明した162。これにもかかわらず、海相ラ・リュゼルヌは、翌日、辞
                                                     
153 AP, 1re série, t. XIX, séance du 20 oct. 1790, p.729. ムヌウは念を押している。「委員会は、大臣を任命
する権限が国王にのみ属するということを忘却している訳ではない。しかし、委員会は、真実を知らしめるこ
とが自らの義務であり、自らに付託された職務の中で最も神聖なものかもしれないということを知っているの
だ。」ibid., p.714. 
154 Ibid., p.733. バルナーヴに関してはとりわけ以下を参照、F. Furet, Barnave, F. Furet et M. Ozouf, 
Dictionnaire critique de la Révolutuon française, vol. II, Flammarion, 1992, pp.37-52 ; F. Furet et M. 
Ozouf (dir.), Terminer la Révolution, Mounier et Barnave dans la Révolution française, Colloque de Vizille, 
1988, Grenoble, PUG, 1990. 
155 AP, 1re série, t. XIX, séance du 20 oct. 1790, p.734. 
156 この意味におけるものとして、とりわけ以下を参照、H. Simonnet, op. cit., p.64. 
157 ル・シャプリエは以下のように修正を提起した。「モンモラン氏は、証言を受けて以来 il en a reçu le 
témoignage、公の信任を失っていない旨、国民議会は宣言する。」AP, 1re série, t. XIX, séance du 20 oct. 1790, 
pp.735-736. 
158 Ibid., p.737. 
159 「４委員会による提案は４０３対４４０の多数にて否決された。」ibid. 
160 AP, 1re série, t. XIX, Ann. à la séance du 22 oct. 1790, p.764. 
161 「、、、今となっては、我らは陛下に対して、国家の為として別の大臣を選ぶことが彼らを利することに
なってしまうのではないか、とお気づかい頂くよう哀願するしかない。」ibid. 
162 Ibid. 
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職を表明した163。国王が、この騒動で最も強く責任を問われていた大臣の辞職を受け入れたことで、事は収め
られたかに見えた164。しかし、事態は鎮静化せず、職務を返上しなかった大臣連が、パリのコンミューンから
槍玉に挙げられた165。ダントンは、法相シャンピヨン・ド・シセ、陸相ラ・トゥール＝ド＝パン、外相サン＝
プリエストに猛攻を加えた166。ダントンは、これら大臣が国民の信任を失っており、罷免されるべき旨、国王
に奉答するデクレを提案する167。制憲議会議員たちはパリのコンミューンから出された告発に対して応じなか
った。しかし、翌日には陸相が辞表を提出168、数日後には法相が169、数週間後に外相がこれに続いた170。正
式な形で奉答が議会によって採択されることはなかったものの、勅語奉答という技術は、従って、所期の効果
を間接的に齎した。窮地に追いやられた大臣は、圧力に屈し、辞表を提出したからである。つまりこの技術は、
議員主導での大臣の辞職を可能にしたのである。 
 とはいえ、ネッケルの一件とブレスト騒擾事件の一件に関して、この時点では勅語奉答は飽くまでも例外的
な局面で生じた例外的な政治的事件と捉えられていたに過ぎず、大臣問責「制度」として理解されていた訳で
はなかった。このときの奉答はまさに例外的・情況的なものと見られていた171。しかし、如何に例外的である
にせよ極めて印象的なこの事件は、大臣責任と問責制度としての勅語奉答とをシステマティックに結びつけよ
うという制度構想へと繋がってゆく。１７９１年４月２７日－５月２５日法律の採択がそれである。 
 そこで、以下に１７９１年４月２７日－５月２５日法律の意義と射程とに関して検討したい。同法律は第２
８条で「立法府は国王に対して国王がその大臣の行為が適切か否かを判断するために所感 observation を提示
することができる172。」と規定し、これによって初めて「大臣の政治責任」原理が実定法上に登場したのであ
る173。そして、議会は「刑事訴追にまで至らずとも、国王に大臣を罷免させることで、より一層の不信任権を
掌握するに至った174」と評される通り、刑事的ではない方途で大臣の責任を追及する制度上の基盤を手に入れ
た。以下では、同法律の制定過程を中心に検討することで、同法律が大革命期大臣責任制に対して有した意義
を確認する。 
内閣の組織に関する法律に就いて制憲準備委員会によって準備された最初の案を報告する中で、デムーニエ
は一方での「無能あるいは懈怠 l’impéritie ou la négligence」、他方での、厳密な意味での「責任 responsabilité」
                                                     
163 AP, 1re série, t. XIX, Ann. à la séance du 22 oct. 1790, pp.764-765. 
164 Ibid., p.765. 
165 L. Duguit, op. cit., p.364 ; A. Castaldo, Les méthodes de travail de la Constituante. Les techniques 
délibératives de l’Assemblée Nationale 1789-1791, PUF, 1989, p.367. 
166 AP, 1re série, t. XX, séance du 10 nov. 1790, pp.353-369. 
167 Ibid., p.354. 
168 ラ・トゥール＝ド＝パンは１７９０年１１月１１日に辞任した。この点に関して、B. Yvert (dir.), 
Dictionnaire des ministres (1789-1989), Librairie académique Perrin, 1990, pp.64-65. 
169 シャンピヨン・ド・シセは、１７９０年１１月２１日に辞任を表明した。A. Soboul, Histoire de la 
Révolution française, t. I : De la Bastille à la Gironde, Gallimard, 1962, p.203. 
170 サン＝プリエストは１７９０年１２月２６日に辞職を表明した。B. Yvert, op. cit., p.83. 
171デュギは、この勅語奉答について「議会は一般原則、憲法上の原理を打ち立てようとなどは少しも望んでお
らず、唯単に例外的な情況の中で一縷の望みを抱いたにすぎない。」と考察している。L. Duguit, op. 
cit.,.pp.358-359. ; デュヴェルジエ・ド・オーランヌは次のように説明している。「かかる決議を採択するこ
とで、例外的な情況において例外に訴えることができると信じ、宣戦布告に宣戦布告で応えた。」P. Duvergier 
de Hauranne, op. cit., t. I, p.93. また、H. Grange, Necker et Mounier devant le problème politique, 
Annales historiques de la Révolution française, oct.-dec. 1969, no 198, p.588. 
172 AP, 1re série, t. XXIII, séance du 7 mars 1791, p.724. 
173 P. Duvergier de Hauranne, op.cit., t. I, p.102. ; Ph. Lauvaux, Les grandes démocraties contemporaines, 
3e éd., PUF, 2004, pp.227-228. 
174 G. Sautel et J.-L. Harouel, Histoire des institutions publiques depuis la Révolution française, 8e éd., 
Dalloz, 1997, p.48. 
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を区別した175。前者の場合と後者の場合の相違点は、後者が刑事あるいは民事における訴追によって明確な責
任追及が生じるところにある。「無能あるいは懈怠」のケースにおいては、唯単に議会に対して、国王にその
大臣の行状を通報する可能性が開かれるにすぎない。デムーニエは、立法府は君主に対して「その大臣の『行
状 conduite』について判断するのに有用な、更には『罷免 renvoie』について判断するのに有用な奉答176」を
為すことができる、と述べている。ここからは政治責任概念の萌芽を読み取ることが出来なくはない。何故な
らば、この勅語奉答の手法は議会に対して、国王に或る大臣の罷免を求める機会を提供するからである。尤も、
そこでは国王の大臣選定罷免権に関わる「政治的圧力」と「法的義務」との峻別が前提となっている。 
 多数派議員が明確な態度を示さないなかで、バレール Barrère のみがデクレ案の第２８条を批判した。同議
員は、制定法の次元で斯かる特権を認めるのは危険だと主張する177。採決は延期された178。一ヶ月後、デムー
ニエは改めて、内閣の組織に関するデクレ案を提出した179。この４月６日の会議において、議会は最初の案に
おける第２８条を修正して採択した。そこでは「奉答 adresses」が「所感 observation」に置き換えられた上
で、当初の案での諸規定を修正して、国王に、国王の大臣たちが国民の信任を失っている旨議会が宣言するこ
とを可能としていた180。従って、採択された第２８条は議員たちの特権を拡大させたのだが、依然として、勅
語奉答の法的効果に関しては沈黙していた。 
１７９１年４月２７日－５月２５日法律第２８条の射程は後世の学説論争の主題となった。第一の立場から、
断定的な形ではないものの、大臣の政治責任が規定されたと主張される181。第二の立場からは、それら大臣の
政治責任は如何なるものも認められていない、と主張される182。第二の議論には、第２８条は、（諸）大臣の
                                                     
175 「責任と云う表現に関しては、或る種の不評が広まっている。この様な思い込みは、諸概念を混同した結
果である。 、、、無能あるいは懈怠、これは悪しき意図から生み出されるものではなく、あるいはそれが仮
に疑わしい、悪しき意図を伴ったものであったとしても、これは消極的な作用しか演じることはない。つまり、
大臣が無能あるいは懈怠を示したとしても、それはその大臣に対して公の不評を与えるだけであり、あるいは
国王に対してその大臣の無能あるいは悪しき意図について注意を促す立法府の請願を生起させるだけである。
責任とはこれとは全く異なる。責任は諸々の作為に対して問題とされる。責任は、憲法或いは法律に対して、
市民の自由と財産に対して、何らかの侵害をなす行為を可能とした全ての大臣をして、公金の浪費を可能とし、
あるいは助長した全ての大臣をして、刑罰に服せしめるものである。」AP, 1re série, t. XXIII, séance du 7 mars 
1791, p.724. 
176 Ibid., p.719. 
177 この「ゾッとする様な巨大な権限は、、、最も野蛮な時代において存在したものだ。この権限は最も暴力
的な専制時代において行使されたものであり、この権限は人間の心の中にのみ刻み込まれ、行使されたのであ
る。自由の支配する今の時代において、どうしてそれを法文の中に刻み込むと云うのか？」AP, 1re série, 
t.XXIII, séance du 7 mars 1791, p.726. 
178 Ibid., p.727 
179 この、制憲準備委員会による内閣の組織に関するデクレ案に関する審議に就いては、AP, 1re série, t. XXIV, 
séance du 6 avr. 1791, pp.602-612. 
180 第２８条；「立法府は国王に対して、国王がその大臣の行状に就いて判断するのを容易ならしめる為の所
感を提出し得、国王に対してその大臣が国民の信任を失っている旨宣言することもできる。」AP, 1re série, t. 
XXV, séance du 27 avr. 1791, p.360. 
181 「大臣の刑事責任と民事責任とに就いて入念な仕方で組織しつつ、デムーニエによって組織された制憲準
備委員会は政治責任についても考慮に入れていた、、、」P. Duvergier de Hauranne, op. cit., t. I, p.102. ; 「同
デクレの起草者においてかかる宣言の表決が国王に対して、宣言によって攻撃されている大臣の罷免を義務付
けることになると考えられていたのは極めて明白なことだと思われる。」M. Jallut, Histoire constitutionnelle 
de la France, Les éditions du scorpion, 1956, t.I, p.142.；「この条項の採択に際して国民議会で為された議論
の中で閣僚の政治責任について問題とされていたということは極めて明白な形で結論付けられる。」Ph. 
Lauvaux, op. cit., pp.227-228. 
182 L. Duguit, op. cit.,p.367 ; R. Carré de Malberg, Contribution à la théorie générale de l’Etat, rééd., 
Dalloz, 2004, t. II, p.837. ; H. Simonnet, op. cit., p.71 ; M. Deslandres, op. cit., p.119 ; J. Collas, op. cit., 
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行状に関する、国王への請願権にすぎないと考える論者もある183。デランドルは、同条項の規定するシステム
は大臣に対する圧力手段にすぎず、いかなる政治責任であっても規定されていないと強調する184。ミシェル・
トロペールは第２８条の制定過程における或る種の政治的思惑に着目し、第２８条の採択に好意的な議員たち
は国王特権への支持者であった、と指摘する。彼らは第２８条に関する審議に前向きであった、と云うのも、
彼らは同条が実効的でないと踏んでいたからである。第２８条の手続きよりもより一層の精密さを持っている
以上、刑事責任の射程が延伸されることになったら、第２８条が採択されるよりも寧ろ一層、大臣をして議会
に従属せしめる結果を招きかねないからである185。事実、デムーニエによって提出された最初のデクレ案に対
しては支持を表明しなかった王党派人士カザレスは、４月６日の会議においては一転して、第２８条の採択を
支持する様になった。「立法府が、、、国王に対して大臣たちは人民の信任を失っている旨宣言し、この点に
関する規範 loi を国王に対して示したならば、国王はかかる奉答に従うことを余儀なくされるであろう。何故
ならば、繰り返しになるが、人民の名において語られるとき、国王は常に従うことを義務付けられているから
である。186」ブリオワ＝ボーメッツも次のように観測している。「我々が代表制の運用を習得した暁には、国
民からの批判という烙印を押された大臣が最早長いこと職に留まると云うのは不可能であると、我々は知るこ
ととなるだろう。187」 
 トロペールは、それ故、第２８条によって「大臣を直接罷免する権限が議会に付与されたなどと議会は決し
て思いもしなかったのであるし、奉答権が存在するが故に大臣が政治責任に服し得るなどと考えた人は、当時、
誰もいなかったのである。188」第２８条の射程が実効的且つ長大なものであれば、制憲議会多数派は採択に出
なかったであろうから、尤も、第２８条の実際の射程が具体的に如何程かは不明瞭であり、ブレスト騒擾事件
に際において既にクレルモン＝トネールが、勅語奉答の結果として生じる曖昧性に関して問題提起を行ってい
た189。この条項からは二つの解釈が導き出されうる。国王は立法府の意見に対して従うことを強いられるか、
                                                                                                                                                                                  
p.45 ; M. Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernementale, op. cit., pp.73-74. 
183 「、、、委員会の考えにおいては、、、１７９１年４月２５日法律第２８条は国王に対して立法府が最早
信任を与えていない大臣の罷免を何等義務付けるものではなく、第２８条は立法府に対して単なる奉答権、請
願権を与えるものであり、これらは権限ではあるが、即時的にサンクションを伴うものではない。一言で言っ
てしまえば同条は政治責任に関しては何等規定することが無い。」L. Duguit, op. cit., p.368. ;「この法文は大
臣の議会に対する政治責任を規定している様にも見える。しかし、その採択に至る審議は実を云うと極めて混
乱したものであったが、その審議から次のことが帰結される。すなわち、制憲議会議員の考えにおいては、第
２８条は大臣に対する国王への奉答権しか立法府には与えておらず、その結果として、議会は国王に対して或
る大臣を罷免するよう義務付けることは得ない、ということである。」R. Carré de Malberg, op. cit., t. II, 
pp.39-40. 
184 「議会に認められた権限は極めて強力なものとも、極めて弱弱しいものとも映る。議会は常に政府を批判
出来、政府との間で紛争を引き起こすことも、大臣の権限を弱体化させることも出来た。しかし、議会は、無
能な大臣の確実に罷免できた訳ではなく、自らが惹起し得る罷免に責任を負っていた訳でもない。」M. 
Deslandres, op. cit., p.119. 
185 「左派は大臣を議会に従属させようとした。それ故、奉答権については等閑に付し、犯罪を構成し大臣の
告発に至り得る要件の数を増やそうとした。逆に、大臣選定権が国王専管に留まることを欲していた右派は、
告訴権の行使を容易ならしめるような規定に対しては如何なる手段を以てしても反対し、奉答権を支持した。
右派は、奉答権が実効性に乏しいことを理解していながら、この奉答権が議会にとって必要不可欠な特権を構
成するかの如く装っていたのである。」M. Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernementale, op. 
cit., pp.73-74. 
186 AP, 1re série, t. XXIV, séance du 6 avr. 1791, p.611. 
187 Ibid. 
188 M. Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernementale, op. cit., p.75. 
189 「諸君が国王に対して大臣たちは国民の信任を得ていない旨お伝えすることが望まれている。さて、提案
者が考えている様な、我々が考えている様な、この宣言が大臣たちを罷免する命令であるとすると、その時憲
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或いは、国王は奉答に係わる大臣の去就の決定者として留まるか。議会においては後者の解釈が優位を占めて
いた。制憲議会議員の多数派は、国王に対して大臣の罷免を強制出来るとは考えていなかったのである190。し
かし、奉答が「法的な」次元では何等の帰結をもたらさないものであったにしても、「政治的な」帰結は齎す
ものであることは、１７８９年７月と１７９０年１０月の奉答によって既に確認済であった。つまり、「１７
９１年以来、必ずしも刑事訴追にまで至らずとも、国王による大臣の罷免を望むことによって、議会は一層更
に一層の大臣への不信任権 le droit de censurer un ministre を自らのものとしてきた。大臣の政治責任は、少
なくとも幾らかの輪郭に関しては、この様にして予兆され、素描されてきたのである、、、191」 
尤も、更に一歩進んで、政府責任それ自体が問われていた訳ではない。飽くまでも、奉答権はかかる責任をほ
のめかしに過ぎない。国王に対する「事実上の圧力」を懸念して、勅語奉答の制度化は権力分立原則を侵害す
る恐れがあるとするカザレスは、諸権力間の或る種の均衡を回復させるために国王に解散権を付与する提案を
行っていた192。同輩の王党派人士から黙殺されたカザレスの発言は自身らの階級利益を損ないかねない極めて
不用意なものであった。勅語奉答は国王に対する法的拘束力は一切伴わず、それ故大臣連の「政治責任」なる
ものとは何の関係も持たない－大臣の政治責任における制度上の揺籃期は、飽くまでもかかる責任原理を建前
上は否定せざるを得なかった時期であったことが、銘記されるべきである。確かに、エロー・ド・セシェルが
第２８条について「賢明で有益な法律であり、、、それはともすれば国王の側に極めて有利な形で傾いている
バランスを正常化させるものであり、議会の掌中に世論の力のあらゆるものを置くことによって議会の力を或
る程度回復させるものである。193」と省察する通り、同条の規定する装置は、議会意思にとっての王権に対す
る武器ではあった。しかし、大臣の政治責任－失権によってサンクションされる－原理との、原理的な結びつ
きは無かった。したがって、１７９１年４月２７日－５月２５日法律第２８条に規定された奉答権は、国務評
定官に対する不信任表明権を議員の掌中に付与したが、しかし、それは罷免権ではなく、大臣の政治責任は思
わせぶりに連想の中に姿を現すだけであり、いまだそこには存在していない。 
大革命初期の段階における大臣の政治責任の地位は、勅語奉答の置かれた地位に平仄を合わせたものとなっ
ていることが分かる。ネッケル復権を求めて、フランス憲政史上最初の勅語奉答が採択された際、ムーニエと
ミラボーとの間で、勅語奉答の性格を巡る論争が生じた。両者の政治的思惟の対立の中にこそ、フランス憲政
萌芽期における、大臣責任と権力分立論との揺れ動く原像を見出すことが出来る。 
                                                                                                                                                                                  
法は変質し、諸権力は混同され、国民議会は専制者となる。この様な仮説が成り立つ。或いは別の仮説も成り
立つ。我々から如何なる奉答を受けようとも、国王は彼の大臣たちをして職務に留まらせる事ができる、と。
そうしたらそのとき我々は間違ったアプローチをとり、慎重さも尊厳も無く振る舞い、我々は自身が罷免出来
ないことを知りながら諸官吏に対する不信任を表明することで執行権からの命令に不服従を表明し、力無き怨
嗟と従われることも無い望みを表明したという誤りを一身に受ける、こう云うことになるのか。この様なジレ
ンマからは抜け出せそうにない」AP, 1re série, t. XIX, séance du 20 oct. 1790, p.730. 
190 制憲準備委員会によって提出された第２次デクレ案に第２８条を再度規定するよう主張した際、ブゾは、
奉答権は立法府に対して、国王の大臣の「罷免を要求する」ことを可能にするものだと述べていた。それ故、
そこで問題とされていたのは単純な請願であり、制憲議会議員はこの奉答権の行使の結果に関して、それ以上
のものを要求するところまでは進んでいなかったのである。 AP, 1re série, t. XXIV, séance du 6 avr. 1791, 
p.610. ; ブゾによる提案を支持して、グピル＝プレフェルンは、もし国王が奉答の対象となっている大臣を
罷免しなければ、続く会期における動揺の宣言によって、強制的に当該大臣の職務を中断させる、この様な規
定を置くことによって議会の権限を増大させることを望んだ。ibid., pp.610-611. この様なグピル＝プレフェ
ルンの提案は第２８条規定の権限には法的な帰結が用意されていなかったことを暴露している。この点に関し
ては、とりわけ、M. Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernementale, op. cit., p.74. 
191 G. Sautel et J.-L. Harouel, op. cit., p.48. 
192 Ibid. 
193 AP, 1re série, t. XXXIX, séance du 22 févr. 1792, p.11. 
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ムーニエによる勅語奉答案提出より数日後、国王側が沈黙を守り続ける中で、ミラボーも新大臣不信任の奉
答案を提出した194。この奉答は明らかに国務評定官の罷免を狙っていた195。ネッケル復権を唱えるミラボー提
案は大いに支持されたが、バルナーヴは、国民議会は国王に対して国民の信任しない大臣を辞めさせるよう要
請できるにしても、既に辞めさせられた大臣を呼び戻すよう要請する権利は持たないのではないか、と疑義を
呈する196。７月１３日には自身が奉答提案者となっていながら、ムーニエはミラボーによって提起された動議
に対しては指弾した。「国王によって指名された大臣に対して信任を拒絶すること、それは議会の側からして
みれば、間接的な形で国王に対してその大臣の罷免を義務付けることである。議会におけるかかる権限は、自
らの政敵を転ばせ、そしてその座に自らが就こうとする数多くの策動を生ぜしめよう。197」この発言から、ム
ーニエが勅語奉答の射程に関する明確な認識を有していたことが分かる。彼は、議会の信任を欠いた大臣を切
り捨てるよう国王に強いる政治的含意について明確に認識していた。ところが、ムーニエは政治責任の発想を
理解していながら、権力分立の原則への絶対的帰依を棄てない。そして、自身の演説から当然に引き出される
ような理解を、自身の理解ではないとして決定的に斥ける198。その発言から、勅語奉答の政治的問責機能は明
らかであるのにもかかわらず、発言者自身はかかる機能を頑として認めないのである。ミラボーは反論した。
権力分立の原理はかくも厳格な仕方で解されるべきものではない。三権力の協働を或る程度は認めた方が便宜
である、と199。イギリスの国制に心酔することで、彼は刑事責任を大臣の政治責任の発想から峻別するに至っ
ていた200。この雄弁家は、責任の不在と刑事訴追との間に、中間的段階が設定される必要があると見た。「陰
鬱な沈黙と血塗られた告発との間に、諸君は如何なる間隔 intervalle も認めておらぬ。黙っているか処罰する
か、従属するか殴るか、これが諸君の制度なのである。私はと云えば、告発する前に警告することとしよう。
卑しめる前に遠ざけるとしよう。彼らを重罪に問う前に無思慮あるいは無能の廉で辞職する様勧めるとしよう。
201」このようにして彼は、無責任と責任の過剰との間に、中間的な解決の方途を設定した。この方途とは、こ
れこれの大臣に関する議会の意見を国王に対して示すことである。１７８９年７月１６日の憲法制定国民議会
におけるミラボーの雄弁は、後世の理論家たちからその先進性を注目される。デュヴェルジエ・ド・オーラン
ヌは「同演説のこのパッセージにおいて、ミラボーは、稀に見る洞察力を以て、代表制 gouvernement 
représentatif の最も繊細な問題、しばしば無視されている二種の責任の間に存する深遠なる区別に触れてい
る。」と評価し、デュギは明快に「ミラボーは、政治責任を刑事責任から明確な形で区別していた。」と喝破
している。シモネに至っては、ミラボーは「我々が今日閣僚の政治責任と呼んでいるものが、閣僚の専ら刑事
的な責任よりも優越するということを示している」と結論付けており、大臣責任の原理から見た際のフランス
議院内閣制の祖形がミラボーに求められることを示唆している。尤も、ミラボーもまた、次の様に強調する。
かかるマニューバは国王の大臣選定罷免権への強制的拘束ではなく、選定罷免権行使のために情報提供に過ぎ
                                                     
194 AP, 1re série, t. VIII, séance du 16 juill. 1789, pp.240-242. 
195 「陛下は何時になったら陛下の評定官たちが陛下を引き入れようとしている破滅の道に思いを致されるの
か、、、」Ibid., p.242. 
196 Ibid. 
197 Ibid. 
198 「諸権力の結合を挫かなくてはならない。国民議会が執行権と立法権とを混同する様なことがあってはな
らない。」Ibid., p.243. 
199 Ibid. 
200 「ミラボーは、政治責任を刑事責任から明確な形で区別していた。」L. Duguit, op. cit., p.360. ; 「彼の言
説のこのパッセージにおいて、ミラボーは、稀に見る洞察力を以て、代表制 gouvernement représentatif の
最も繊細な問題、しばしば無視されている二種の責任の間に存する深遠なる区別に触れている。」P. Duvergier 
de Hauranne, op. cit., t. I, p.95.  
201 AP, 1re série, t. VIII, séance du 16 juill. 1789, p.243. 
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ない、と。「我々は我々のデクレによって大臣の去就について云々しようというのではない。唯単に、これこ
れの大臣についての我々の言及に表された意見を示しているだけである。202」と、ミラボーは念押ししている。
無論、デュギやデュヴェルジエ・ド・オーランヌの勇み足の断定203とは逆に、そこでは厳密な意味での政治責
任は問題となっておらず、飽くまでも政治責任の萌芽形態が、憲法制定国民議会構成議員全体の思念の上に薄
雲の如く広くかかっている状態のみが現存していた。しかし、奉答の目的が当該大臣の罷免を勝ち取ることで
あるのは明白である。国王への「強制」と「圧力」の距離－換言すれば、ミラボーは、議会による国務評定官
への罷免権についてではなく、不信任権に関して明確に強調したのであった。ここにムーニエとの相違があり、
ミラボーの先進性がある。 
しかし、次章以下に詳論するように、現実政治においては、ムーニエの理解がミラボーの理解に優越してい
く動態が大革命全期間を通じて確認されていく。当代の通説的権力分立理解を代表するムーニエの政治的思惟
は、時代の最先端を行くミラボーの権力分立論の薄雲を取り払う強風であった。１７９１年４月２７日－５月
２５日法律は結局、法的効果を付与されず、国王が勅語奉答（＝内閣不信任案）に従うか否かは偏に御意次第
であった。それ故、１７９２年以降の憲政の動態は、勅語奉答と云う政治的手法、すなわち憲政の議院内閣制
的運用の不安定性を露呈させた。政治責任原理は頼むに足らないとされ、刑事責任原理に取り換えられてゆく。
大臣の副署による責任の転移という、大臣責任制に好適の発想が受容されていながら、転移される責任の受け
皿として、大臣の政治責任原理が確立されていなかった。国王のアクトに対する副署によって大臣が引き受け
るべき「責任」は「刑事責任」と解される外なかったのである204。 
 
 小括 
 
 以上では、１７８９年の大革命勃発から１７９１年の最初の憲法成立に至る段階における大臣責任の動態を、
あらまし「請願陳情書」「イギリスの国制の影響」「勅語奉答の位置づけ」という三つの分析軸から検討した。
そこでは、大臣責任の原初形態としての刑事類型的把握と政治責任原理に対する自覚的な峻拒が為された。請
願陳情書は大臣責任に関する、当代の思惟の豊かな宝庫である。十分に整理されてはいないが、大臣責任に関
する考え得る限りの発想は、ほぼ全てが拾遺されている。従って、１７９１年のフランス最初の近代憲法が成
立する過程において既に、憲法制定国民議会に集う知識階層は、刑事責任と政治責任との区別、あるいは大臣
責任における「幅」ないし「色彩の違い」を明確に認識できる環境にあった。しかも政治責任原理に関しても、
国王無答責原則のカウンターパートとしての性格、およびかかる性格を担保する装置としての大臣副署制、そ
してサンクションの一過程としての説明責任性等、同原理における構成諸要素を明確に認識しており、大臣責
任の構造は理解されていた。しかし、大革命期初頭における刑事責任原理への偏重と云う、本章の支配的傾向
が成立した所以は、あらまし二点に在る。第一に政治アクターの無自覚な態度。惰性とも評すべきかかる精神
                                                     
202 Ibid. 
203 「実際の所、国王は、、、大臣連が議会の信任を得なくてはならないと云うことを認識していた。そして、
政治責任の原理は、それが認識され、理解されるに先立って、実施されたのである。」P. Duvergier de 
Haurannne, op. cit., t.I, p.96. ; 「早くも１７８９年７月には、議会の決議に基づいて、国王によってある内
閣が辞職させられ、新たな内閣が樹立された。これは閣僚の政治責任の実施なのである。」L. Duguit, op. cit., 
p.360. 
204 大臣による副署には、国王署名の認証という純然たる形式的・法的機能（＝国王アクトの法的効果発現要
件としての）と、国王アクトによる帰結に対する大臣による責任の裏書という実質的・政治的機能との二つが
あるという理解は、国民公会においても確認されている。AP, 1re série, t. XLIV, séance du 5 juin 1792, p.596. 
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態度は、新時代の入り口において旧体制への怨嗟を「情念」として表出させる。請願陳情書のそこかしこに見
られる「悪しき大臣への懲罰」の要請は、象徴的な言説である。統治機構に関する理論的検討も、隣国の国制
から国家統治の妙を学ぶといった賢慮も、そこには存在しない。第二に、政治アクターの自覚的な態度。創成
期の天地創造の逸話にも似て、新時代フランスを用意するありとあらゆる雑多な政治的思惟を溶け込ませた赤
熱のマグマが請願陳情書であるとすれば、１７９１年憲法は、憲法制定国民議会においてヘゲモニーを掌握し
ていったブルジョワ階級が、自身の階級的利益を自覚した上で作り上げた、人工の作品である。厳格に消極的
な原理としての権力分立理解は、国家権力の組織化に関する階級利益の基本的立場の表明であり、「分離は自
由の源泉である205」とは、階級利益の公式化に他ならず、かかる政治的教説を制度化した１７９１年憲法が、
その作者である支配的階級の利益に奉仕するものであるのは論を俟たない。大臣の政治責任の正面からの肯定
（＝議会に大臣不信任議決権のみならず直接的な大臣罷免権を付与する）は、その交換条件として国王の何ら
かの権限強化、例えば解散権の付与・停止的立法拒否権の付与を肯定することになりかねない206。選択への回
答としての１７９１年憲法は、大臣の政治責任を拒否する。ブルジョワ利益が選び取る王権の保存は、その逆
作用として、議会におけるブルジョワ利益が、執行府の構成にまで直接的に及ぼすべき影響力を阻害する。国
務諮問会議－「内閣」の dernier mot は、制度上王権に保持されている。してみれば、本章で扱われた政治的
現象形態は、如上第二の自覚的階級利益が、如上第一の無自覚な通俗的精神を嚮導する形で生成させた必然的
結論であり、政治的マニューバとして選び取られるべき必然的回答である。 
 
第２節 政治動態における刑事責任の卓越化 
 
前節に見た様な大革命初期の動態は、１７９２年以降の政治動態において、諸政治アクターによる刑事的手
法の一層自覚的な選択という形で発展させられてゆく。但し、そこで注目すべきは、諸政治アクターによる刑
事的手法の選択が、唯単に政治的手法の「否定」としてではなく、政治的手法の「代用」として選択されてい
た、ということである。１７９２年以降の段階においても、大臣が政策形成についての議会との不合意を責任
事由として、議会による討議と当該大臣の罷免・辞職という形でサンクションされる「政治責任」概念は、原
理的には否定され続けている。しかし、現実動態においては、「政治責任」のかかる要件に対して刑事的サン
クションが採用される。興味深いことに、１７９２年以降の段階において、フランスにおける「大臣の政治責
任」の－事実上の－「現象」は、謂わば裏口から導入される形で現出することとなる。つまり、１７９１年の
憲法においては「厳密な意味での議院内閣制の特徴の一つである議会に対する大臣のこのような政治責任は存
在しない。大臣の唯一の責任は刑事的なものである。そして大臣は君主のすべての行為に対して副署を付与し
たことを理由にこの責任を問われる」のにもかかわらず、「しかしこの点について、憲法の実際の適用は奇妙
な形でその文言から逸脱することになる」のである207。 
 憲法上の規定を欠いていたにもかかわらず、ある特定の大臣の罷免を得る目的のために勅語奉答に訴えるに
あたって、議員たちは躊躇しなかった。しかし、１７９１年の暮れ、ルイ１６世の海相であるベルトラン・ド・
モレヴィル Bertrand de Molleville に対して為された責任追及において、勅語奉答の弱点が顕在化することと
なった。実際、議会の圧力に屈すると云う如何なる法的な義務も、王権に対して科されなかったからである。
常に国王は、議会の意思に対して抵抗することが出来、奉答の対象となっている大臣を職務に留め置くことが
                                                     
205 AP, 1re série, t．VIII, séance du 7 sept. 1789, p.589. 
206 H. Simonnet, op. cit., p.124. 
207 モーリス・デュヴェルジェ（時本義昭訳）『フランス憲法史』（みすず書房、１９９５年）５８～５９頁。 
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出来た。換言すれば、国王は最終決定権を留保していたのである。従って、勅語奉答の技術は非実効性に喘ぐ
こととなる。大臣を政治的に追及しようと云う試みが、勅語奉答と云う手段においては挫折する限り、立法府
の信任を失った大臣を追放するために、憲法に規定された大臣の刑事責任に訴えると云う途がそこには残され
ている。立法議会はこのマニューバを、外相ワルデック・ドゥレサール Valdec Delessart に対して初めて使
用した。大臣の罷免を得るに至ったことで、議員たちは実効性に優れた武器を手に入れた208。 
 
 第１款 不信任権―例外的・非実効的なものとしての― 
 
１７９１年９月３日－１４日の憲法が発効した後、憲法の規定と１７９１年４月２７日－５月２５日法律第
２８条との両立可能性に関して議論が為された。第２８条は「立法府は国王に対して、国王が彼の大臣の行状
について判断するのを便宜ならしめる所感を提出することが出来、立法府は国王に対して国王の大臣は国民の
信任を失っている旨宣言することも出来る209」と規定する。大臣の進退を直接決する効果について同条は沈黙
しているけれども、同条の存在は重大である。同条の規定は、１７９１年憲法の中においては確認されず、同
憲法においては、評定官を指名し罷免する権限は、国王に対して排他的な形で管轄されている210。そうするこ
とで、１７９１年憲法は、自身が均衡と考えるところの均衡を実現させているのである。１７９１年９月１４
日以降の文脈において、当時の一定の政治アクターは１７９１年４月２７日－５月２５日法律第２８条の規定
は憲法とパラレルに、有効なまま留まっており、法的価値を保持していると考えた211。これとは逆に、１７９
１年の法律によって規定された国王に勅語奉答を行う権限は、憲法制定者がその規定を１７９１年憲法の法文
中に挿入しなかった限りにおいて、憲法制定者によって黙示的に廃止されたのだと推する者もある212。憲法制
定準備委員会による分析においては、如何なる疑いの余地も存在しない。制憲者たちは自覚的に第２８条を憲
法規定から遠ざけている213。しかし、第２８条の規定が憲法編入されていないにしても、その規定は法的効力
を保っていると理解すること自体は可能であり、制憲過程の議論とはパラレルに主張されている214。 
                                                     
208 以下の論述は、ド・モレヴィル海相、ドゥレサール外相の立法議会下における弾劾劇という具体的事件に
素材を求めて、フランス議会制萌芽期の政治動態における大臣責任制を検討するものであるが、より広く、同
時期における議院内閣制の形成過程を分析する論攷として、今井威「フランスにおける議院内閣制の成立前史」
『阪大法学』（第１７号、１９５６年）１～２８頁。 
209 AP, 1re série, t. XXV, séance du 27 avr. 1791, p.360. 
210 １７９１年憲法第３編第２章第４節第９２条。 
211 カトレメール＝カンシーQuatremère-Quincy は次の様に説いている。「憲法制定権力は立法法の掌中に二
つの恐るべき武器を置いた。立法府によって有せらるこの二つの武器とは、一つは憲法の規定によって立法府
をして告発者たらしめるものであり、いま一つは５月の法律によって、国王に対してその大臣が国民の信任を
失っている旨宣言するものである。」AP, 1re série, t. XXXVIII, séance du 1re févr. 1792, p.88. 立法府掌中
の大臣追及手段の有効性に関しては、モレヴィル海相の訴追においても、ブレモンチエ Brémontier 議員によ
って意識されている。AP, 1re série, t. XXXVIII, séance du 2 févr. 1792, p.94. 
212 AP, 1re série, t. XXXVII, séance du 13 janv. 1792, p.368.  
213 サン＝マルタン Saint-Martin 議員の演説。「私にはそれは憲法的アクトの中に置かれるだけの価値のある
規定である様には思われない。何故なら、デクレによって aux termes de décret、国王は立法府の宣言にもか
かわらず大臣たちを擁護することが出来るからである。」AP, 1re série, t. XXIX, séance du 14 août 1791, 
p.434. 
214 １７９１年憲法第７編第８条第５段は「憲法制定国民議会によって為されたデクレで、憲法的アクトに入
らないものについては、法律として執行される。そして憲法制定国民議会によって適用除外されなかった先法
は、何れも等しく、立法府によって廃止あるいは修正されなかったものとして考えられる。」と規定しており、
ラフェリエールは「、、、この条項（第２８条）が１７９１年憲法の中に置かれなかったからと云っても、に
もかかわらずそれは通常法 loi ordinaire の資格において有効である。同憲法の最後の条項は『憲法的アクトに
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 そのような中で、一つの事件が生じる。１７９１年の終わり、対オーストリー戦争を望む左翼と、ナルボン
ヌ伯Ｌe comte de Narbonne を除く大臣連全員を筆頭にする和平派が反目していた215。遂に海相ベルトラン・
ド・モレヴィルが、左翼によって「ブリソ派と左翼全てにとっての公然たる敵 l’ennemi juré de Brissot et de 
toute la gauche216」として糾弾されるに至った。奉答の中で槍玉に上げられたモレヴィル海相は、議会におい
て一身上の弁明を行ったが217、紛議は収まらない。海軍委員会 le comité de la marine の名で、カベリエ
Cavellier がモレヴィルを糾弾する報告を行い218、同議員は「海相の言説の中に在るのは、不誠実、矛盾、中
傷である。219」と結論付けた。同委員会は議会に対して、「国王に対して、海相が国民の信任を失っている旨
宣言するための220」デクレ案を付託し、対してモレヴィルは、反論のための証拠書類を提出した221。 
議員たちは国王に対する奉答か、或いは大臣の告発かで二分された。海相の失脚を狙う左翼は奉答を指向し
た。刑事訴追ならではのハードルの高さを理解して居たからである。じっさい、大臣に就いて糾弾されている
事柄の法的な性質決定が大前提だが、本件においては極めて微妙と思われた。逆に、海相の擁護者たちは刑事
訴追を指向する。適当な法的性質決定が無い以上、手続がデッドロックに行きつくという見通しがあったから
である。海相の擁護者たちは、勅語奉答は例外的・最終的な手段に過ぎないと考えた。従って、本事件におい
ては、純然たる政治的追及と刑事的責任追及との間での二者択一の問題が存在していたのである。 
先ず、一部議員たちは本件諸事実が立証可能であると考えたので、議会は国王に対して大臣の不信任を訴え
るよりも当該大臣に対して告訴をなすべきだと訴えた222。唯一人ヴェルニョーのみが、国王に対して海相が国
民の信任を失っている旨の奉答を行うべきだとの議論を展開するが、議論は粗雑だった223。海相への対応如何
に関する討議の中で興味深いのが、大臣の個人責任と集団・連帯責任とを区別するブーグノ Beugnot 議院の
議論である。彼は、「二つの権力が分離されている統治における精髄とは、執行権に属する主要な官吏の間に
おいて道義的な連帯が打建てられ、そうすることによって、世論の支持あるいは糾弾によって、彼ら全員が同
じくしてその座を保つか、あるいは、同時にその座を去るか、このように現象する。224」「大臣たちが国民の
信任を失っていると云う宣言は、内閣に波及するのであり、かかる宣言は、それが或る大臣個人に対する攻撃
である場合に在っても、その個人的、感情的な性格は失われるのである。225」いささか漠然としてはいるもの
の、そこには政治責任の発想を読み取ることが不可能ではない。そしてブーグノは、告発も、信任の撤回も、
                                                                                                                                                                                  
入らないものについては、法律として執行される』と規定しているではないか。」と推察している。J. Laferrière, 
op. cit., p.82. 
215 これについては特に以下を参照、E. Dard, Un confident de l’Empreur. le comte de Narbonne 1755-1813, 
Plon, 1943, p.98 ; A. Soboul, op. cit., t. I, , pp.277-281. 
216 H.-A. Goetz-Bernstein, La politique extérieure de Brissot et des Girondens, thèse Paris, Hachette, 
1912, p.140. 
217 この事件に関しては、以下を参照、AP, 1re série, t. XXXV, séance du 5 déc. 1791. pp.587-591,  AP, 1re 
série, t. XXXVI, séance du 16 déc. 1791, p.169, 4e annexe à la séance de l’Assemblée nationale législative 
du 17 déc. 1791, pp.200-203. 
218 AP, 1re série, t. XXXVI, séance du 29 déc. 1791, pp.637-638. 
219 Ibid., p.638. 
220 Ibid. 
221 AP, 1re série, t. XXXVII, séance du 2 janv. 1792, pp.10-15. 
222 Ibid., p.368. 
223 「私は強力で単純な三段論法しか示さない 、、、海相は現役であった士官に関する情況報告において国
民議会を欺いた、、、一度でも人を欺いた人間は如何なる意味でも信任には値しない。従って、明らかに国民
を欺いた海相は、国民の信任には値しない。」ibid., p.371. 
224 Ibid., p.365. 
225 Ibid. 
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適当な解決策ではないとして棚上げを主張し同調意見も出された226。 
 数日後、モレヴィルは改めて発言機会を要請した227。本件に関する審議は、国民議会において、１７９２年
２月１日の会議で行われた。カベリエは新たな報告を行い、その中で、海軍委員会は海相の責に帰せられるフ
ォートについて示した228。同委員会は不信任の奉答を行うという提案を繰り返した。しかし、同調する議員は
少ない229。議会内を支配する空気は刑事訴追に傾いていく230。モレヴィル寄り議員は手続のデッドロックを狙
って、刑事訴追に対する好意的態度を見せている。彼らは不信任の表明に対しては、それが「重大な局面、国
家の安寧」のための例外的手段でしかないと主張する231。攻撃対象が国王であることは明確に認識されていた
232。 
そして何よりも、勅語奉答を使った場合、その結末がどうなるか見通しが立たなかった。何故なら、国王は、
議員によってなされた宣言を考慮せずに、大臣たちを職務に留め置くことが可能だったからである233。先ずモ
レヴィルの告訴動議が投票に付され、否決された234。続いて議員たちは僅差で、海相に対する不信任の勅語奉
答を否決した235。しかし、左翼議員は、早くも翌日には今再びの勅語奉答案を提案する。１７９１年４月２７
日－５月２５日法律第２８条に基づき、国王に対して海相糾弾の所感を提出する為に、事実に関する詳細な報
告を立法委員会に対して要請するブレモンチエ Brémontier の動議が出される236。のみならず「立法府は、、、
大臣に対する不信任権 le droit de censure sur les ministres を有する。」と、勅語奉答の正当性をルブウル
Reboul 議員が演説する。同議員は、この権限は「執行府の拒否権との均衡を実現し得る錘なのであ」り237、
大臣に対する告発と大臣に対する不信任は明確に区別されるとして、「前者の場合、証拠から別々に告訴箇条
が創り出される必要がある。後者の場合は、大まかに検討された大臣の行動から、同大臣が国務諮問会議に居
ること自体が有害であると云う結論を導き出せばそれで足りる。238」と演説する。立法委員会と海軍委員会は
                                                     
226 ibid., p.368. 
227 AP, 1re série, t. XXXVII, séance du 19 janv. 1792, pp.507-510. 
228 「海軍委員会の報告を聴した後、国民議会は以下の様に考える。去る１１月１４日の文書において、自ら
の省内における如何なる士官もその持ち場を離れていないと偽って主張することで、海相は、国王を欺かんと
欲し、議会の信用を不当に手に入れ、それをして国民に押し付けんと欲した。また、国民議会は以下のように
考える。海相は、自身が糊塗せんとした事柄に関して何らかの罪責を負っている。また、国民議会は以下のよ
うに考える。公の安寧と憲法の保持のためには、かかる重大なフォートが罰されないままにはしておかないこ
とが重要である。以上より、国民議会は、以下、布告する。国王に対して、海相が国民の信任を失っている旨、
宣言する。」AP, 1re série, t. XXXVIII, séance du 1re févr. 1792, p.80. 
229 Ibid., pp.80-92. 
230 グレナールが強調している様に「最も敵対的な野党議員、ベルトラン・ド・モレヴィルの公然たる支持者
がこれであるが、彼らは、刑事手続が大臣責任の追及に関して唯一筋の通った方法であると唱えることに賛同
して居た。周知のことであるが、対立する二派閥の間での政治的目標は異なっていたのである。」G. Glénard, 
op. cit., p.725. 
231 AP, 1re série, t. XXXIX, 2e annexe à la séance du 8 mars 1792, p.485. 
232 「半世紀に唯一度だけ、イギリスの議会は、大臣が国民の信任を失えった旨宣言する権限を行使している。
何故なら、大臣連が、国民自身が自身の戦争であると認めない戦争に固執したからである。しかし、かかる奉
答において内閣の名において真に対象とされていたのは、国王であった。」AP, 1re série, t. XXXVIII, séance 
du 1re févr. 1792, p.89. 
233 AP, 1re série, t. XXXVIII, séance du 1re févr. 1792, p.92. 
234 Ibid. 
235 １９６対２０８であった。AP, 1re série, t. XXXVIII. séance du 1re févr. 1792, p.92. 
236 AP, 1re série, t. XXXVIII, séance du 2 févr. 1792, p.93. 
237 Ibid., p.94. 
238 Ibid., p.93. 
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モレヴィル海相の行状に就いての所感を為し、エロー・ド・セシェルによって議院に提出された239。両委員会
は海相がブレスト港の無統制状態に関して立法府に報告を行わなかったこと、如何なる海軍士官もその持ち場
を離れていないと断言する誤った文書を公にしたこと、等の廉で糾弾する。国民議会はこの法文を両委員会に
返送した。１７９２年３月８日の会議で、国民議会議員たちは新たな草案に賛同し、最終的に、この書簡を国
王に対して奉答することを決定した240。 
二日後、一部議員たちの予感が的中する。国王は海相を慰留したのである。「彼が責められなければならな
い様な法律への侵犯は何一つ存在しない。彼から朕の信任を撤回することは正義にもとることであると朕は信
じる。そのうえ、大臣たちは朕の信任を得る唯一の方法が、精力的かつ誠実に法律を執行することであると心
得ている。241」国王に対して、「議会のほぼ全体が憤激し、ジロンド派は激怒した242。」 
一週間後、国王は、海相に暇を与えた。しかし、これは議会の海相不信任を直接的理由とする訳では決して
なく、議会の勝利を意味しなかった。ちょうど時を同じくして、国務諮問会議の中で、ジロンド派に接近して
いた陸相ナルボンヌのスタンドプレーが、会議の調和を見出し、国王も悩ませていた243。対オーストリー主戦
論を張ったことで、ナルボンヌは国務諮問会議の中で孤立する244。ナルボンヌは、自身が閣僚評議会首班とな
るべく、内閣改造を望み、海相モレヴィルの更迭を狙って、自身の辞職を提起することまでしていた245。二日
後、１７９２年３月８日、三将軍より出された陸相の留任を懇請する文書が公にされる246。ナルボンヌはモレ
ヴィルに対する繰り返しの攻撃の中で暗々裏に彼の辞職を求めながら、自身は前言を翻し、結局その職に留ま
ることを宣言する247。しかし、このマニューバは失敗し、そのツケはナルボンヌ自身に跳ね返ってくることと
なる。事実、大臣連は結託し、一致してナルボンヌ罷免を求めたのである。この様な意見表明が議会に与える
影響との釣り合いをとるために、内相は陸相と同時の、海相の辞任を求めた248。陸相は罷免された249。同時に、
海相モレヴィルは辞職を願い出、国王は遺憾ながらにそれを容れたのである250。議会は海相の罷免を得たが、
それは自身らが支持する陸相の罷免と引き換えの形においてであった。寧ろ国王側からしてみれば、ジロンド
派議員たちの海相不信任を奇貨として、閣内の跳ね返り分子粛清に利用したのである。モレヴィルの一件は議
会にとっては敗北であり、勅語奉答と云う手段への抜きがたい不信が残されることとなった。 
  
 第２款 訴追権―基本的・実効的なものとしての― 
                                                     
239 AP, 1re série, t. XXXIX, séance du 5 mars 1792, pp.391-392. 
240 AP, 1re série, t. XXXIX, séance du 8 mars 1792, pp. 471-473. 
241 AP, 1re série, t. XXXIX, séance du 10 mars 1792, p.531. 
242 H.-A. Goetz-Bernstein, op. cit., p.146. 
243 E. Dard, op. cit., p.98 ; G. Lefebvre, Etude sur le ministère Narbonne, 4e partie, le renvoi de Narbonne, 
AHRF, 1947, t. XIX, pp.292-293. 
244 G. Lefebvre, op. cit.,., p.293 et p.314. 
245 Ibid., p.315. 
246 Ibid., pp.318-319 ; E. Dard, op. cit., p.109. 
247 G. Lefebvre, op. cit.,., p.319 ; E. Dard., op. cit., p.109. 
248 A.-F. Bertrand de Molleville, Histoire de la Révolution française, 2e partie : 1791, 1792 et 1793 jusqu’ à 
la mort de Louis XVI inclusivement, document électronique, 1995, t. VIII, pp.155-157. 
249 国王による所感は１７９２年３月１０日付であった。AP, 1re série, t. XXXIX, séance du 10 mars 1792, 
p.530. ; エティエンヌ・デュモンはこの事件を回想して記している。「、、、この人物がこれほどまでに国王
の不寵を買っていたことは驚かれたものであった。不寵の原因はといえば、彼のジロンド派人との付き合いで
あった。」E. Dumont, Souvenirs sur Mirabeau et les deux premières Assemblées législatives, Edward Bull, 
1832, pp.259-260. 
250 AP, 1re série, t. XL, séance du 17 mars 1792, p.59. 
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モレヴィルの一件の後、立法議会構成員たちは、１７９１年憲法法文中において唯一明文で規定された大臣
責任の形式、刑事責任に依拠するようになる。この様な事態が生じたのがワルデック・ドゥレサール外相に関
する一件である251。この事件は、平和を指向する執行府と、革命戦争を称揚するジロンド派議会の政治抗争劇
である。ジロンド派議会は訴追という方法で外相の厄介払いを国王に強いようとした。「この外相は刑事訴追
の対象とするのにお誂え向きの人物であった。彼こそは左翼の忌み嫌う全てを象徴している人物だったのであ
る。252」ドゥレサール外相に対する刑事訴追は明らかに政治的に動機付けられていた。 
１７９１年１２月３日の会議において、ジロンド派のフォシェ Fauchet 議員は外相を国家反逆罪の二つの
罪状で糾弾した。彼は、ドゥレサールが税配賦に関する法律案の提出を遅らせることで職務上の義務に違背し、
しかも国民議会を欺くことで国民を裏切りもしたのだと強調する。「傍聴席からの強烈な喝采を受け、議会多
数派からの憤激と不満の声に度々中断しながら、この冷静沈着な告発者は、ドゥレサール外相に対して、最も
馬鹿げた、そして最もおぞましい不平不満を並べ立てたのである。253」この糾弾に続いて、フォシェ議員は国
民議会に対して同大臣の告訴を提案する254。国民議会議員たちはフォシェ議員によって提案された動議を、同
案件についての報告を準備させるために立法委員会に送付することを決定する。委員会の数か月の沈黙に、フ
ォシェは国民議会に改めて告発動議を提出する255。この事件はその後１７９２年３月１日に再び問題化された。
訴追が上手く軌道に乗らないので、今度は外相を罷免するよう国王に対して「要求する exiger256」提案が出さ
れる。モレヴィルの一件で勅語奉答の被実効性が明らかになっていた以上、提案は否決され、弾劾が選ばれざ
るを得ない。 
 方式の刑事的性質にもかかわらず、その目的が政治的次元のものであることは論者によって指摘されている
が257、１７９２年３月１０日の会議において、ジロンド派領袖のブリソは、その目的を赤裸々に公言する258。
本件に関する客観証拠は指摘しがたい事実、しかし重要なのは、外相が区々の法律に違反したことではなく、
国家の利益を裏切り、等閑視したことなのである、と。このようにしてブリソは、ドゥレサール内相の行為
                                                     
251 ドゥレサール外相事件を巡る文脈に関しては、深瀬忠一「フランス革命における戦争と平和の一断面－バ
ルナーヴとロベスピエールの平和・反戦論の今日的意義－」小林直樹先生古希祝賀『憲法学の展望』（有斐閣、
１９９１年）３８８～３９１頁。 
252 G. Glénard, op. cit., p.734. 
253 M. Dumas, Souvenirs du lieutenat général Comte Mathieu Dumas de 1770 à 1836, publiés par son fils, 
Librairie de Charles Gosselin, 1839, t. II, p.79. 
254 AP, 1re série, t. XXXV, séance du 3 déc., 1791, pp.530-534. 
255 AP, 1re série, t. XXXVIII, séance du 17 fvr. 1792, pp. 592-595. 
256 「諸君は、つまり、自身を革命の高みに引き上げなくてはならない、諸君は諸君に相応しいこの堂々たる
態度を取らなくてはならない。そして、次のように国王に対して語る勇気を持たなくてはならない。この大臣
を我々は疑っている、我々はこの大臣が国家を裏切ったと信じている、我々は陛下に対して、即刻、この大臣
を追っ払うよう要求する、国家の安寧がかかっているのだ、、、」デュコ Ducos 議員がルイエによるこの罷
免要求に追従した。AP, 1re série, t. XXXIX, séance du 1re mars 1792, pp.255-256. 
257 学説は、これら外相の誹謗者たちによって追求されていた目的が政治的次元に属するものであると見るこ
とに同意しているようである。「この告訴の状況を見るに、デクレの起草者によって追求されていた政治的目
的に関しては殆ど疑いを容れる余地がない。」P. Desmottes, op. cit., p.94. ;「まさしく政治手目的のためだけ
のかかる刑事責任の利用に対して、ルイ１６世はドゥレサール辞任を容れたのであった。」M. Morabito, op. 
cit., p.83. ;「このような逸脱が可能になったのは、罪刑の法定 incrimination が不精確なものであったから、
そして訴追が立法府の権限であったからである。このような状況においては、結局、刑事責任は政治的なもの
となる。」M. Degoffe, La responsabilité du ministre, O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), La responsabilité 
des gouvernnants, Descartes et Cie, 1999, p.259. 
258 AP, 1re série, t. XXXIX, séance du 10 mars 1792, pp.528-529 et pp. 534-545. 
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act ではなく行状 conduite を攻撃する。作為ではなく、懈怠あるいは不作為を追及するのである。ドゥレサー
ル告訴のデクレは、次の点に注目していた。すなわち、外相ドゥレサールは、外患について注意を促す重要な
情報を国民議会に対して知らせていなかったこと、さらに、彼が、国民議会によって採択されたデクレに反し
て駐ウィーン・フランス大使であるド・ヌアイユ de Noaille 氏に文書を送ったこと、である259。明らかに政
治責任の追及以外であるにもかかわらず、刑事事件と云う土俵の設定に成功するのである。エティエンヌ・デ
ュモン Etienne Dumont 回想録は３月１０日の会議の直後にブリソと交わした会話を記録している。あまりに
も人工的な方法だと批判するデュモンに対して、「彼が控訴棄却になることくらい、勿論知っているさ、それ
はそうさ、我々は疑いをもっているだけで証拠など何一つ掴んではいないのだから。とはいっても、奴さんを
遠ざければ目的は達成される。 、、、ドゥレサールの内閣は我々に仇なす存在だ、何がなんでも遠ざけなく
てはならない。260261」とブリソは応えている。起訴状が問題としているのは基本的には、一方では外交に関す
る重要事項に関する連絡拒絶であったし、他方では議会によって決められたのとは逆行する外交上の政策追行
であったことに鑑みても、訴追の政治性は明白であった。 
ドゥレサール起訴のデクレにおいては、「反逆 trahison」こそが、基本的な罪質決定となっている262。過日、
渦中の人であったベルトラン・ド・モレヴィルは、起訴箇条のそれぞれに対する鋭い批判を行い、ドゥレサー
ルは潔白であろうと推測する263。後世の諸学説も同様に、ドゥレサールの潔白を認める264。これとは逆に、ト
                                                     
259 ブリソ提案になるドゥレサール告発デクレ；「国民議会は、外相が①神聖ローマ帝国皇帝と他国との間で、
フランスに敵対してなされた連携に関して告げ知らせる全ての書類に関して国民議会に情報を与えないこと
によって、②１１月１日から１月２１日にかけて、フランスの安全と主権とを破壊するこれらの条約と連携と
を放棄するようウィーンの宮廷に圧力をかけなかったことによって、③１月５日になすべきであった議会への
情報提示を怠ったことによって、④１月２１日の公文において力を込めて列国の連携に抗してかかる連携を已
めるよう要求せず、逆に、かかる連携を疑うかのような振りをしたことによって、⑤フランス国内の事柄に関
してオーストリーの大臣と連絡し、そうすることでフランスの状況に関する望ましくない結果を招く考えを生
じさせ、フランスにとっての致命的な運命を惹起させたことによって、⑥立憲君主制の創立に先行する時代に
ついての憲法不適合であり危険な理論を主張することによって、⑦下劣にも bassement 平和を要求したこと
によって、⑧またも下劣にも、フランスをひどく侮辱している王室との同盟の継続を求めたことによって、⑨
このような交渉を、今すぐにも打ち切るのが肝要であるというのに、長々と引き延ばすような仕方で行い、つ
まり、３月のフランスがちょうど１２月のフランスであるかのごとき仕方で行ったことによって、⑩自らがそ
れに従って行動すると語っておきながら、１月２５日における勧告の基本原理に従わずに行動し、逆の行動を
なしたことによって、⑪このような交渉において、自由な人民にはふさわしくない臆病さと薄弱さを以て臨ん
だことによって、⑫如上、諸列国とのあらゆる関係においてフランスの国益を等閑視し裏切ったことによって、
⑬国民議会のデクレに従うことを拒絶したことによって、自らの義務を等閑に付し、あるいは裏切り、国家の
安全と尊厳とを危機に曝したことに鑑み、外相に対する告訴には理由があるものと宣言する。」AP, 1re série, 
t. XXXIX, séance du 10 mars 1792, p.545. 
260 E. Dumont, op. cit., 1832, p.265. 
261 なお、このブリソ発言は、デュヴェルジェも引用している。モーリス・デュヴェルジェ（時本訳）・前掲
書５９頁。 
262 起訴のデクレは、同外相が自らの義務の懈怠あるいは違背を犯し、国家の安全と尊厳とを危険にさらした
と明示していた。同大臣が「国家反逆罪 haute trahison」に関して有罪であると推し量られている。AP, 1re série, 
t. XXXIX, séance du 10 mars 1792, p.546 et p.549. 
263 A.-F. Bertrand de Molleville, op. cit., t. VII, pp.173-176. 
264 「国家反逆罪でのドゥレサール外相の起訴は、憲法の文面からすれば大いに疑わしいものであると指摘さ
れなければならない。確かに同外相において議会への情報提供に欠けていたという不手際があり、否、弱みが
あったであろう。しかし、彼が国家反逆罪を犯した訳ではないということに関しては確かである。」J.-J. 
Chevalier, Histoire des institutions et des régimes politiques de la France moderne (1789-1958), 9e éd., 
Dalloz, 2001, p.63. ; 「大臣に帰せられている諸事実が正確なものであることを認めるにしても、しかし、こ
れらすべてのフォートは議会に対して為されたものであることに注意しておかなければならないだろう。さて、
これらフォートが大臣の訴追を可能とするのは、それらフォートが憲法に対して為されたものである場合のみ
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ロペールは、刑法典における意味での反逆罪は本件に対して適用されないが、しかし、そこでの法的性質決定
は、１７９２年３月１０日の国民議会における演説の中でブリソが述べた不作為による軽罪 délit négatif の定
義と照応すると見る265。結局、ドゥレサール訴追のために、刑事規定の不明瞭さが自覚的に利用されているの
は明らかである。じっさい、ブリソは外相に帰せられるべき責任を極めて広く定義づけており、かかる責任の
中に懈怠と不作為も組み入れていた。他の省庁と比べた場合の外務省の特異性が強調されている。すなわち、
「外務省ではない別の省庁にあっては、ただ法律のみが大臣たちを規律し、ただ法律のみが大臣の監督を規律
する。 、、、しかし、外務省にあっては、従われるべき法律というものは何ら存在しない。法律の外で守ら
れなくてはならないもの、それが国益 l’intérêt national である。外務省においては、大臣を規律するに際し
ても、大臣を告訴するに際しても、国益が規範としての役割を果たす。266」として、適法性よりも適時性を優
越させている。 
 従って、ブリソの政治的計略は、刑事的性質決定の適用される場合を前もって延伸しておき、そうしておい
て次には、国務評定官に帰せられる諸事実と結び合わせるという遣り方である。フランス憲政のこの段階にお
いては、政治責任と刑事責任の両原理が混同されており、ドゥレサールの一件はその端的な表出であった、と
する論者がいる267。しかし、「ドゥレサール氏の不幸には二つの事柄がそれぞれ関わっていた。すなわち、ナ
ルボンヌ氏への不寵と、ベルトラン氏についての陛下の文書である。これらは国民議会議員にとっては酷く気
に障るものであった。というのも、彼らによる追及が何の成果もあげなかった２か月後に、執行府の方で飽く
までも自発的に辞職がなされたからである。したがって彼らは、自らの不機嫌の前に差し出された最初の犠牲
者を捉えたのである。268」と記録される消息がある以上、ジロンド派は、両責任原理の区別を自覚した上で、
使い勝手が悪いと経験的に明らかになった手法を棄てて、用意されていた別の手法を転用したと見るべきであ
る。無論、かかる転用によって裏口からの政治責任が導入されたと評価することもそれとしては不可能ではあ
るまい。９１年憲法下の大臣責任の動態を評して、デュヴェルジェは「イギリスと同様、刑事責任は政治責任
と議院内閣制に途を開いたのである269。」と結論ふうに述べている。 
そして、大臣の刑事責任という形式を利用した大臣「罷免」を議会が実現できた背景には、一つの制度的前
提が存在していた。起訴休職制度である。議会が大臣の訴追を議決した場合、当該大臣は当該案件に関して国
家高等院が判決を下すまで、その職務を停止させられるのである。国家高等院の組織に関する１７９１年５月
１０日法律第８条の「立法府による訴追のデクレは、身柄拘束のデクレとしての効力を持つ。270」と規定して
いたが、同規定を受けて、１７９１年４月２７日―５月２５日法律第３３条は「大臣に対する起訴に理由あり
                                                                                                                                                                                  
であるというのは、他でもない憲法自身が規定しているところに属すのである。 、、、素直に憲法の法文を
読んでみる限り、同外相がかかる場合に該当していることは全くない。同外相起訴の理由は法的には存在せず、
自覚的であったかそうであったかは別として、自らの権限の射程を見誤ったのは議会なのである。」P. 
Desmottes, op. cit., pp.93-94. ；「我が国が何ら敵対的な意図を持っていないことを証明するために、レッサ
ールは残念な表現を用いてしまった。しかし、このことは如何なる反逆罪も構成するものではない。 、、、
レッサールは不手際をしたし薄弱なところもあったかもしれない。しかし彼は決して反逆してはいない。」
M. Degoffe, La responsabilité du ministre, op. cit., p.259. 
265 M. Troper, La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle française, op. cit., p.81. note 35. 
266 AP, 1re série, t. XXXIX, séance du 10 mars 1792, p.539. 
267 P. Desmottes, op. cit., p.96.  
268 Pièce no10, trouvée dans l’armoire de fer, écrite de la main de Sainte-Foy, AP, 1re série, t. LIV, séance 
du 7 déc. 1792, p.436. 
269 モーリス・デュヴェルジェ（時本訳）・前掲書５９頁。 
270 AP, 1re série, t. XXIII, séance du 8 févr. 1791, p.47. 
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と宣する立法府のデクレは、その大臣の職務を停止させる。271」と規定していたのである。大臣の起訴休職制
度は、１７９１年憲法（第三章第五章）第１０条が「何人も、司法警察官の前に引致されるためでなければ逮
捕されない。さらに何人も、司法警察官の令状、裁判所の逮捕命令、訴追命令を発することが立法府の権限で
ある場合には立法府の訴追命令、または軽罪拘禁を言い渡す判決によらなければ、抑留、拘禁されない。272」
と規定したことによって憲法編入された。立法府のみが国務評定官に対する刑事訴追を行うことが出来る以上
273、第１０条は、議会は国家高等院による判決が出されるまでの間における当該大臣の職務停止を得られる。
国家高等院の組織に関するデクレ第８条と内閣の組織に関する法律第３３条と同様に、１７９１年憲法第１０
条は国務諮問会議の構成に対して直接影響を与える目的のものとして採択されてはおらず、それ故、同条項は
当然、議会の大臣に対する事実上の罷免権を定めたものとして分析され得ない。しかし、第１０条は議員たち
によって自覚的な形で、外相更迭を得るための手段として用いられた。１７９２年３月１０日に議決されたド
ゥレサール起訴のデクレは、じっさい次のように述べている。「国民議会は、、、遅滞なく、身柄拘束をなす
のに必要な、そして当該大臣のすべての個人的な文書に封印をするのに必要な命令を与える執行権の任に就く
のである。274」と。したがって、それが目的ではなかったにしても、１７９１年憲法第１０条（第３編第５章）
は、議員に対して、彼らがこの条項を用いることによって、国務評定官に対する罷免権を与えているのである。
このような制度的前提を享受したことにより、議会は、大臣の刑事責任を政治的目的のために手段化すること
が出来たのであった。 
 
 小括 
 
大革命期において、執行権には疑惑の烙印が押されていた。１７９１年２月８日の会議において、ル・シャ
プリエは議会に対して強調している。「諸君も御存じの通り、執行権に属する官吏と公務員たちが越権し、そ
して市民に悪を為し、公的自由に対する攻撃を行うことになるのが、あり得ることであり、しばしばある。彼
らの権限は公的自由を守るためだけに彼らに付与されているにもかかわらず。275」と。したがって、厳格な権
力分立がドグマとなる。しかし、執行権に対する猜疑から生まれた権力分立の教条化の態度は、歪な形で現象
する。機関相互の厳格な分立と云う消極的権力分立観は「執行府は立法府とは別の主体であるが、立法府の意
思より外に出てはならない」というル・シャプリエ流の理解の強化、更には「法定立作用は法執行作用に優位
する」という理解への著しい指向を示した。議会は、議会意思から独立固有の執行府意思なるものを頑として
認めようとしなかった。 
この様な文脈の中では、大臣の infraction は、他でもない法定立作用の主体によって際限なく、融通無碍に拡
大解釈され、「反逆 trahison」という告訴箇条がその受け皿となった276。刑事訴追のデクレが国民議会で審議
された段階で大臣が辞職することも少ならず生じたので、斯様な現象は罪刑法定主義という刑事法の原則から
                                                     
271 AP, 1re série, t. XXV, séance du 27 avr. 1791, p.360. 
272 訳文は辻村・糠塚・前掲書２０６頁に拠った。 
273 １７９１年憲法第３編第５章第２３条；「破毀裁判所の構成員及び高等陪審員で構成される高等院は、大
臣と行政府の主要な官吏の軽罪および国家の全体的安全を侵害する重罪につき、立法府が起訴の決定をなした
場合に、裁判権を有する。－高等院は立法府の招集にもとづき、かつ立法府が議会を開催している場所より３
万トワズ離れていなければ、集会することが出来ない。」 
274 AP, 1re série, t. XXXIX, séance du 10 mars 1792, p.550. 
275 AP, 1re série, t. XXIII, séance du 8 févr. 1791, pp.45-50, pp.677-679. 
276 「犯罪 infraction の概念は斯くも定義に欠け、斯くも融通無碍であったが為に、如何なる大臣の如何なる
軽罪であれ、議会は常に告発するを得たのである。」Ph. Lauvaux, op. cit., 3e éd., PUF, 2004, p.236. 
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遥かに遠ざかり、限りなく政治責任に近づいている。しかし、かかる現象がその建前の上では、飽くまでも「法
的責任追及」という「法上」のものであると自己規定しているが故に、権力分立の論理と衝突することが回避
されるのである。それ故、「立法権の優位」「起訴事由の不確定性」「国民議会による訴追の自由裁量性」「起
訴休職制度」という四つの要素が出揃ったことによって、王制の廃止に至るまでジロンド派、モンタニャール
ら左派優位の議会勢力によって大臣問責手法として採用されることとなったのは、大臣の刑事責任となった。
対して、勅語奉答は敬遠された。その効果の発現が国王の自由意思に俟つ点で実効性が担保されておらず、そ
もそも当代の支配的な権力分立観との齟齬が抜き難く問題視されていたからである。 
 
第３節 国民公会期と総裁政府期の対照性・及び共通性 
 
 ある論者が１７９３年憲法をして革命が最も急進化した時期に成立した最も急進的な憲法と評し277、別の論
者が「１７９５年憲法は、本質的に反動的な文書である278。」と評するところを見るにつけても、大革命にお
ける国民公会期と総裁政府期は、極めて対照的な性格を持つものと考えられていることが分かる。じっさい、
国民公会期の政治動態及び１７９３年憲法が執行権に対して極めて警戒的であり279、革命的統治形態としての
会議政体 régime d’Assemblée が採られたこと、対して総裁政府期においては諸権力主体－諸権力作用間の絶
対的分立が企図され、以て執行権の一定程度における復権が企図されていたこととを考え合わせれば、統治の
組織化の点において両期の対照的性格は確かに存在していよう。 
 しかし、両期は、何れも立法府の執拗な優位性と、大臣連 ministres の実権欠如という点では程度の差こそ
あれ、本質的には同質であった。大臣が政治的決定権を享受せず、従って政治責任の主体となることなく、何
らかの「階層的権力」関係における従属位に置かれていたという点においては、両機は共通していたのである。
確かに、１７９３年の憲法体制と１７９５年の憲法体制を、それぞれの「人民優位」性という視角から分析す
る杉原泰雄は、かかる「人民優位性」が強まるとき、統治制度における権力分立は弱まり、逆に「人民優位性」
が弱まるとき、権力分立は強化されるとして、前者の場合を１７９３年憲法体制に、後者の場合を１７９５年
憲法体制に見出し、二分法を採っている280。前者の場合、権力機構は、主権者であり人民へとベクトルの収斂
する「ヒエラルキー」システムであり、主権者と委任者を取り結ぶ権力関係のベクトルは「従属」という言葉
で－杉原はここで「責任」という言葉を用いない－性格付けられる281。とはいえ、1795 年憲法体制下での「国
民主権」論は、「権力分立」を否定するものではない。主権の「単一不可分性」が原理的前提である以上、「一
体性」の保持のために、具体的な権力構造には「ヒエラルキー」のシステムが－1793 年の権力構造とは大き
な程度の差があるものの－当然に設けられる。従って、如何に「権力分立」が 1795 年憲法の性格的原理であ
ると言っても、それは諸権力の対等・均衡を意味するものではないのである282。その実態の詳細は後述の行論
に譲るが、しかし、体制の変転の中で、諸体制が基本的な体制原理の上で異なった性格を持ちつつも、執拗な
                                                     
277 辻村みよ子「「フランス革命における１７９３年憲法の研究」序説（一）」『一橋研究』（第１巻第３号）
９６頁。 
278 M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire, op. cit., p.283. 
279 大臣たちは「真正の権力と考えるべきではない」、執行評議会は「意欲するべきではない。」（コンドル
セ）Conv. nat., AP, 1re série, t. LXIII, séance du 15 févr. 1793, p.590. 
280 杉原泰雄『国民主権の研究－フランス革命における国民主権の成立と構造』（岩波書店、1971 年）278～
289 頁。 
281 同上、279 頁。 
282 同上、303 頁。 
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人的連続性が存在したが故に、その実態において共通性を有するに至ったことは見易い道理である283。本節で
は、両期の性格の相違性を前提的に認識しつつ、大臣責任の観点からする共通性を確認すべく、行論していく
こととしたい。 
１７９３年中に、二つの憲法的文書が相次いで生まれた。すなわち、一つは、４月に出されたジロンド派の
憲法草案284であり、そこで最も大きな影響力を持っていたのがコンドルセであった。今一つは６月２４日に出
されたモンタニャールの憲法である。ジロンド派憲法草案と革命暦１年モンタニャール憲法は、いずれも共通
点として、執行権に対するある種の猜疑心を露わにしているところがある285。立法議会期からの文脈の上にあ
って、１７９３年４月に出された憲法草案は、執行評議会の弾劾責任制－刑事責任の運用を通した、政治責任
の機能的発現－がかなり明確に狙われている。他方で、このような責任機制は、会議政体を明快に指向するモ
ンタニャール憲法は示唆していない。尤も、いずれにしても、この二つの憲法的文書は、実際に運用されるこ
とはなかった。結局、恐怖政治が革命的統治を実施させたのである286。革命的統治においては、臨時執行評議
会を構成していた大臣連は、国民公会の傀儡に過ぎなかった287。更に、１７９３年４月６日のデクレ288によっ
て創設された公安委員会が臨時執行評議会に代わって執行権を掌握した。国民公会による公安委員会構成員へ
の辞職強制を政治責任の現象例に数えることはできない。公安委員会は国民公会の「余光 émanation289」に
すぎず、革命的統治における会議政体＝権力分立否定の体制は、政治責任の存在を許容する枠組みではない。 
 ミシェル・ヴェルポーは「１７９５年憲法は、本質的に反動的な文書である。しかし、同時にそれは、過去
の挫折の経験からの帰結でもあるのである。290」と評しているが、しかし、執行権の責任という問題に関して
は、総裁政府期に確立された政治体制は、先行する政治体制からの継続性の中にあった。テルミドリアンは革
命暦３年フリュクティドール５日憲法を採択した。同憲法の中心的起草者はドヌーDaunou であり291、憲法草
                                                     
283 モーリス・デュヴェルジェ（時本訳）・前掲書５１頁。 
284 ジロンド派による憲法草案と採択された条項に関しては、La Révolution française, Revue d’histoire 
moderne et contemporaine, janv.-juin 1898, t. 34, p.503. において参照されている。 
285 A. Aulard, Le gouvernement révolutionnaire, La Révolution française, Revue d’histoire moderne et 
contemporaine, Société de l’histoire de la Révolution, 1899, p.485. 
286 国民公会は、革命暦 2 年ヴァンデミエール 19 日（1793 年 10 月 10 日）デクレで、平和が到来するまでの
「フランスにおける臨時の革命的統治 le gouvernement provisoire de la France révolutionnaire」を宣言し
た。Procès-verbal de la Constitution nationale, t. XXII, p.210 ; P. Mautouchet, Le Gouvernement 
révolutionnaire (10 août 1792-4 brumaire an IV), Edouard Cornély, 1912, p.201 
287 「執行権に関する案件であっても自ら決着をつけるという議会によって採られていた習慣と同様に、何か
決定をする際は議会に諮るという閣僚によって採られていた習慣も、法的に義務化する傾向が現れてい
た。 、、、ただ単に国民公会が閣僚の権限を侵奪していたというだけではなくて、国民公会は閣僚と議論を
することを拒絶しており、閣僚からの意見聴取さえ拒絶していたのである。一般的に閣僚は議会との間の意思
疎通は連絡文書によって行っていた。」P. Bastid, Les grands procès politique de l’histoire, op. cit., p. 156. 
288 P. Mautouchet ,op. cit., pp.173-174. 
289 この表現は議会構成員によって使われたものであるが、自分たち自身、議会と区別されることを望まなか
った公安委員会の構成員によっても使われたものである。このような事情を描写している例として、例えば、
国民公会においてカルノーCarnot が次のように説いている。「国民公会の構成要素の一部であり、国民公会
によって更迭されうるものとしての公安委員会は、総会 assembléée générale で議論され得ないような二次的
な重要性を持つ問題については全て、その任務の対象とする。」Conv. nat., AP, 1re série. t. LXXXVII, séance 
du 12 germinal an II, no 59, p.697. ; クートン Couthon も同様に表現している。「国民公会が放射するもの、
これは国民公会によって存在しているのであり、国民公会がなければ無同然である。」Conv. nat., AP, 1re série, 
t. XCI, séance du 24 prairial an II, p.545. 
290 M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire. op. cit., p.283. 
291 これに関してはとりわけ、M. Deslandres, op. cit., pp.292-293. ドヌーに関してはとりわけ、A. Dauteribes, 
Daunou et le modèle du régime représentatif, in G. Conac et J.-P. Machelon (dir.), La Constitution de l’an 
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案は国民公会に対して、ボワシー・ダングラ Boissy d’Anglas によって示された292。この憲法は諸権力間の断
絶を規定しており、これでは最初から立法権に対する執行権の政治責任を排斥しているのも同然である。 
 立法府の優位性は執拗であり、総裁は一定の政治権力を保持していたものの、立法府に対する自律性は不安
定であった。更に、本研究の主題である大臣責任に関してみれば、更に心許ないものであった。大臣衆は同質・
連帯的な閣僚グループを構成しておらず、彼らが総裁によって罷免されるとき、それは政治責任の現象という
よりも寧ろ、階層的権力 pouvoir hiérarchique の発露と見るべきものであった。 
 
    第１款 ジロンド派憲法草案、1791 年憲法、革命政府 
 
 ジロンダンもモンタニャールも、その憲法構想において、国家元首制度を否定していたから、この時期にお
ける大臣責任は立法府との関係においてしか問題とされない。この共通点に加えて、「これら二つの法文は、
不倶戴天の敵同時を戦わせているように思われているが、実のところ多くの共通点を有している。二番目の法
文は一番目の法文をより強く押し出しただけのもの、とさえ言うことができる。二つとも、一院制である議会
が有する至高性を称揚している。二つとも、執行府を従属的なものとして組織している293」とのバスティドの
省察を瞥見すれば、この時期における大臣責任の「責任」原理としての実体のなさも、諸政治アクターにおけ
る憲法構想の共通点として見ることができよう。 
１７９２年８月９日の夜から１０日にかけて、パリ民衆の反乱から王政の瓦解という状況に立ち至った。王
権の停止という状況に直面して、立法議会は臨時の執行評議会 un conseil exécutif provisoire を組織するデク
レを公布し、かかる評議会の構成員を指名した294。８月１５日に採択された第二次のデクレは、評議会の権限
に関して規定したが、その中で評議会の構成は６名の閣僚からなるものと議会によって定められた295。９月２
０日に、国民公会が立法議会にとって代わり、早くも翌日には王制の廃止ということになった。続いて１０月
１１日、国民公会議員たちは憲法起草の為の９人からなる委員会を選任した296。ジロンド派草案では、１５日
ごとに代わる代わる評議会を主宰する７人の大臣からなる執行評議会が組織されている297。7 人の大臣は、第
一次集会によって最終的に決定される、各県、各大臣ごとに提案される候補者名簿の中から、人民によって直
接選出されるものと規定されていたから298、その民主的正統性は強力である。他方で、コンドルセの提案にな
る執行府合議制は、権力の人格化を防止するための手立てとして用意されたものであった299。草案では、１７
                                                                                                                                                                                  
III. Boissy d’Anglas et la naissance du libéralisme constitutionnel, 1re éd., PUF, 1999, pp.111-138. 
292 「我々は我々自身の案について危惧を抱いたし、他の共和主義者の案すべてに対して危惧を抱いたし、自
らの革命的統治しか望んでいないモンタニャールの案にも、王政復古を狙っている連中の案にも危惧を抱いた。
一番最初の案、つまり我々の案は、当時議会内では殆ど力が持てないでいた。二番目の案、すなわちほかの共
和主義者たちの案が当時影響力を持っており、多くの人の心を捉えていた。ボワシ―・ダングラはこのような
分派情勢の中で大きな影響力を行使していた。」L.-M. de La Revellière -Lépeaux, Mémoires de la 
Revellière-Lépeaux, suivis de piéces justificatives et de correspondances inédites, Plon, 1895, t. I, p.235.  
293 P. Bastid, Le régime d’Assemblée, Editions Cujas, 1956, p.306. 
294  １７９２年８月１０日デクレについては、要録、P. Mautouchet, op. cit., p.141。 
295 Ibid., pp.144-145. 
296 制憲委員会の構成員は、殆どジロンド派人によって占められていた。A. Mathiez, La Constitution de 1793, 
AHRF, 1928, t. V, pp.497-498 ; P. Bastid, Le régime d’Assemblée, op. cit., p.307 ; J. Godechot, Les 
institutions de la France sous la Révolution et l’Empire, 3e éd., PUF, 1985, p.276. 
297 ジロンド派草案第５編第１節第１章；「共和国執行評議会は７名の閣僚と１名の書記官によって構成され
る。」第３６条；「評議会は閣僚によって代わる代わる主宰され、総理 président は１５日ごとに交代する。」 
298 ジロンド派草案第３編第２章『執行評議会の選出方式について』第１条から第２２条まで。 
299 Conv. nat., AP, 1re série, t. LVIII, séance du 15 févr. 1793, p.591.； J.-P. Duprat, Le ‘monstre acéphale’ 
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９１年憲法と同様に、立法府にその開始権限を付与された大臣の刑事責任の原則に関して規定が置かれており
300、執行評議会の行動に対する安全弁が立法府の手許に置かれている。草案第２４条によって、立法府は、大
臣に対する告訴をなす際に、「単なる罷免 simple destitution」か「涜職罪 forfaiture」かの何れかを選ぶを
ことができる301。後者の刑事的性質決定に関しては如何なる定義づけも為されていない。立法議会下のドゥレ
サール事件の先例が存在していた以上、刑事的性質決定の不在が意味するところ－刑事責任の政治的運用可能
性－にジロンダンは自覚的であったはずである302。また、大臣の「罷免 destitution303」を狙って訴追が為さ
れる場合、議会は、草案第２５条に従って、三日の期限のうちに「大臣不適格事由を陳述する書状 un acte 
énonciatif des faits qui ne pourront être qualifiés304」を作成することになっていた。そこでは適法性ではな
く政治的時宜適合性に基づいた訴追が問題となる。ジロンド派草案が、かかる罷免は「故障 incapacité」ある
いは「重大な懈怠 négligence grave」の場合にのみ宣告されうると規定している305とはいえ、これらの事由の
定義に関して草案は何も規定しておらず、大臣による如何なる行為－行状がかかる事由に該当するかの決定は、
国民陪審 jury national に委ねられている306。とはいえ、国民陪審の選任方式は立法府のそれと類似しており307、
国民陪審と立法府との間で、大幅に異なった態度が生じるとは考えにくいと指摘される308。尤も、国民陪審が
立法府の思惑通りに大臣責任の追及を行うか否かに関する不確定性が存在すること309、それ自体とは別次元で、
ジロンド派草案の規定する大臣弾劾制度は、立法府に対して事実上の大臣罷免権を保障していた。草案第２８
                                                                                                                                                                                  
dans la Constitution de 1793, in J. Bart, J.-J. Clère, Cl. Courvoisier et M. Verpeaux, La Constitution du 24 
juin 1793. L’utopie dans le droit public français ?, EUD Dijon,1997 , p.246. 
300 ジロンド派草案第５編第１節第１条「現職であると否とを問わず、如何なる大臣も、裁判を命じる立法府
のデクレが無ければ、その行政権の行使に関して刑事訴追を受けない。」第２２条「立法府は、一のあるいは
複数の執行評議会構成員に対して、この案件のためだけの会議において、裁判を行うよう命じる権限を有する。」
第２３条「諸事実に関して報告がなされ、嫌疑をかけられた執行評議会構成員に対する聴取が行われた後でな
ければ、裁判の開始に関する会議は開催されない。」 
301 ジロンド派草案第３編第１章第２４条；「立法府は、裁判の開始を宣言し、単なる罷免に問うか、涜職罪
に問うか、何れの理由があるか決定する。」 
302 このような点を指摘するものとして、M. Troper, Saint-Just et le problème du pouvoir exécutif dans le 
discours du 24 avril 1793, AHRF  janv.-mars. 1968, no 191, p.7. 実際、議会では大臣弾劾事由の不確定性が、
執行権の立法権に対する際限ない従属を招来することになってしまうのではないかと危惧する声も存在して
いた（Conv. nat., AP, 1re série, t. LXIII, 8e ann. la séance du 24 avr. 1793, p.282.）から、国民公会議員全体
が、憲法草案が規律密度の低い刑事責任のみを責任原理として採用する大臣責任制を採ったことの意味を自覚
していたはずである。 
303 ジロンド派草案第２４条（第５編第１節）。 
304 ジロンド派草案第５編第１章第２５条「単なる罷免として訴追しなければならないと立法府が考える場合、
立法府は３日の期限のうちに、職務不適格と判断されうる事由を陳述する書状を作成する。」 
305 ジロンド派草案第５編第１章第３１条「評議会構成員の罷免は故障あるいは重大な懈怠の場合になされる。」 
306 ジロンド派草案第５編第１章第２６条「国民陪審のみ un seul jury national が一週間以内に召喚される。
国民陪審員は次いで、罷免とするのに理由ありやなしや、不適格事由に関して宣言する。国民陪審員による宣
言の後、法廷は評議会構成員の罷免あるいは当該構成員の職務への復帰を宣言する。」 
307 ジロンド派草案第１０章第２節第２条「国民陪審 jury national の名簿は各県３名ずつの陪審員 juré と、
同数の補欠者によって構成される。」第３条「陪審員、補欠とも、選挙のために規定された方式に従って、各
県の第一次集会によって選出される。」 
308 M. Troper, Saint-Just et problème du pouvoir exécutif dans le discours du 24 avril 1793, op. cit.,., p.7. 
このような選出方式に関してのみならず、トロペールは次のような省察も加えている。「立法府が罷免しか要
求しない限りでは、そこには起訴陪審 jury d’accusation は存在しないのである。」ibid., p.8. この点に関して
は、第４条（第１０編第５節）が「国民陪審は起訴陪審と判決陪審とに分かれる。」と規定し、第５条が「共
和国執行評議会の構成員の単なる罷免について宣告することのみが問題となっている場合は、国民陪審 un 
seul jury nationale のみが組織される。」と規定している。 
309 M. Troper, La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle française, op. cit., pp.186-187. 
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条は「単なる罷免についてであれ、涜職罪についてであれ、如何なる場合であっても、執行評議会構成員に対
する裁判開始を命じるデクレ le décret de mise en jugement は、判決が宣告されるまでの当該構成員の職務
を停止する権限をもたらす、、、310」として、大臣の起訴休職制度を規定していたからである。この規定は、
内閣の組織に関する１７９１年４月２７日―５月２５日法律第３３条と、１７９１年９月憲法第１０条（第３
編第５章）と同じ大臣責任枠組みを「自覚的」－ドゥレサール事件との時間的近接性から、否定すべくもない
－設定しているのである。 
 ジロンド派憲法草案は、仮にそれが憲法として結実し、施行されることがあったとしても、しかし、政治責
任原理に基づく大臣責任制－議院内閣制を現象させることはなかったであろう。その最大の要因は、草案にお
いて明らかなように、そこでの政治制度が、執行評議会構成員たちを立法府の政治権力から独立した政治権力
として装置していないからである。そこでは、大臣衆は立法府の従属物として置かれているに過ぎない。草案
は、立法府の嚮導的地位を執行府が簒奪しないように、換言すれば、執行府を、立法府によって採られた政治
的決定を単に「執行する」に過ぎない地位に押し込めておくために、幾重にも規定を置いている311。は「立法
府によって為された法律およびデクレの全てを執行し、執行させる任に就く」（草案第４条・第５編第１節）
執行評議会は、「自らが迅速に執行すべきと思われる対象に関して考慮するよう、立法府に対して提案するこ
とができる。しかし、如何なる場合においても執行評議会は、立法府からの正式の要請がなされた後でなけれ
ば、法規定に関する自らの見解を表明することは出来ない」（第５編第３節第２条）のであり、「立法権の完
全かつ全面的な行使は立法府にのみ属する」（第７編第２節第１条）という原則を、草案の統治機構構想は、
手厚く保障しようと企図している。１７９３年２月１５日の会議においてコンドルセによって為された報告で
は、大臣たちを法律の適用の役割の中に押し込めておきたいという制憲者意思が明確に示されていた。そもそ
もコンドルセは、執行評議会は「真正の権力であると考えられるべきではない312」と述べている。世によく知
られることとなった言い回しで、コンドルセは説いている。「この評議会は意欲するべきではなく、寧ろ、配
慮をこそ、為すべきである。評議会は、ひとたび国民意思が示されたならば、それが精確に、秩序を以て、確
実に、執行されるようにしなくてはならない。313」そして、ジロンド派草案の作成において最も大きな影響力
を及ぼしたコンドルセは、次のように結論付けるのである。「これらの官吏は本質的に、立法権の保持者に対
して従属的であるべきである。さもなくば行動の統一性は損なわれるだろう。評議会は、立法権者が行動する
際の腕でなくてはならない。評議会は立法権者が自らのデクレの詳細について、そして自らのデクレが生み出
した結果について、観察しうるような眼でなくてはならない。 、、、しかし、評議会は、自身が創造者とな
ってはならないのである。314」ジロンド派憲法草案およびコンドルセによる報告に鑑みるに、大臣たちが立法
府の意思に従属していることを自覚していたのは明白である315。したがって、議院内閣制においてあるべき大
                                                     
310 ジロンド草案第２８条は更に次のようにも規定している。「予審の間、職務を停止された当該構成員の職
務に関しては、評議会内から籤引きで選ばれた補欠の者によって代行される。」第２９条においては次のよう
に定められている。「執行評議会構成員に対する裁判の開始を宣言することによって、立法府は、裁判官が適
当な者であるか、厳重に監視するよう命令することが出来る。」 
311 M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire, op. cit., p.156. 
312 Conv. nat., AP, 1re série, t. LXIII, séance du 15 févr. 1793, p.590. 
313 Ibid. 
314 Ibid., p.591. 
315「、、、議会とはいうものの、その肩書とは異なって、彼らの活動は立法に留まらなかった。議会は行政も
統治も為したのである。 、、、にもかかわらず、立法府に向かい合って、執行府が存在していた。 、、、
この評議会は一つの機関 un corps を構成していた。 、、、しかしこの機関は議会に従属していた。評議会
の任務は議会によって為されたすべての法律とデクレを執行し、執行させることであった。如何なる口実が設
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臣の政治責任原理は生成しようがなかった。 
 ジロンド派憲法草案に対する審議は 1793 年４月１７日に国民公会において開始され、権利宣言の中に規定
された条項が速やかに採択されたが、ロベスピエールやサン＝ジュストといったモンタニャールがジロンド派
憲法草案に激しい批判を加えたことによって４月２４日に審議は中断した316。モンタニャールによるジロンド
派憲法草案への批判は、とりわけそこでの執行評議会・大臣責任制に向けられており、モンタニャールは大臣
個人の責任と執行評議会としての連帯的責任の区別が明確ではないという点に－大臣は自身の行動に対して
執行評議会としての決定を援用して、執行評議会は自身の行動に対して大臣の個人的行動だと主張して、それ
ぞれ責任回避できるという点に－向けられていた317。尤も、モンタニャールの制憲構想自体がこれらの問題点
を克服するものであるとは必ずしも言えず、これらの批判は国民公会における政治的角逐として理解する方が
妥当であろう318。両派の間での対立は収拾がつかなくなり、結局、ジロンド派憲法草案は宙吊りとなった。そ
して、1793 年 5 月～6 月の各県の蜂起によって、ジロンド派は追放され、モンタニャールが実権を掌握する。 
 １７９３年５月末に公安委員会に組織された新たな制憲委員会はエロー・ド・セシェルやサン＝ジュストと
いったモンタニャール人士によって構成されており319、6 月 10 日には新憲法草案を公表320、6 月 24 日には早
くも新憲法として－革命における最も急進的な憲法321－採択されるに至った322。 
 同憲法のライトモティーフは執行権に対する猜疑である323。４月２４日の会議におけるその演説の中で、サ
ン＝ジュストは、それ以降彼の党派によって示されることとなる執行評議会に対する敵愾心を露わにしている。
モンタニャールによる権力掌握に先立ってサン＝ジュストは、ジロンド派の大臣公選制 élection populaire des 
ministres の構想を国民代表たる立法権と執行権を混同する企みであると批判していたし324、ボワシー・ダン
                                                                                                                                                                                  
けられたとしても、執行評議会がこれら法律およびデクレの規定に関して、修正したり、拡張したり、解釈し
たりするのは明確に禁止されていた。つまり、執行評議会は自律的な権力は何等有していなかったのである。」
P. Bastid, Le régime d’Assemblée, op. cit., pp.311-312. ラフェリエールによれば「ジロンド派の草案におい
ては、権力の分立というイデーは拒絶されている。 、、、執行機関は立法機関による決定の単なる執行吏に
過ぎない。」J. Laferrière, op. cit., p.88 ; ミシェル・トロペールは次のように考察する。「１７９１年当時と
同様に、彼らは立法府と執行府との間で生じる政治的不合意への問題意識を持ち得なかった。何故なら、執行
作用は本質的に立法作用に従属するからである。」M. Troper, Responsabilité politique et fonction 
gouvernementale, O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), op. cit., p.35. 
316 ロベスピエールの演説に関しては、Conv. nat., AP, 1re série, t. LXVIII, séance du 24 avr. 1793, pp. 
197-200 ; サン＝ジュストの演説に関しては、Conv. nat., AP, 1re série, t. LXIII, séance du 24 avr. 1793, 
pp.200-215. 
317 この点に関しては、M. Troper, Saint-Just et le problème du pouvoir exécutif dans le discours du 24 avril 
1793, op. cit.,., pp.6-7. 
318 A. Aulard, Histoire politique de la Révolution française., op. cit., p.292. 
319 A. Aulard, Histoire politique de la Révolution française., op. cit., p.297, note2. 
320 Conv. nat., AP, 1re série, t. LXVI, séance du 10 juin 1793, pp.256-264. 
321 1793 年憲法におけるかかる評価・同憲法に対する基本的性格規定と分析視角に関しては、辻村みよ子『フ
ランス革命の憲法原理－近代憲法とジャコバン主義』（日本評論社、1989 年）3～7 頁。 
322 なお、論者においては、１７９３年成立に先立つ人民主権の主要な統治制度構想の中では、ヴァルレが公
務員の有責性を強調する中で、責任事由を違法行為のみならず、「不適当な」行為にまで拡張していることに、
「公務員の政治責任」の示唆と「人民主権」の深化が読み取られている。杉原泰雄『人民主権の史的展開－民
衆の権力原理の成立と展開』（岩波書店、１９７８年）４５頁。 
323 「社会の悪は決して人民から生じることはなく、政府から生じる。」「あらゆる憲法の目的は、公的自由
と個人を、政府それ自体から擁護することにある。」（ロベスピエール）Conv. nat., AP, 1re série, t. LXIV, 
séance du 10 mai 1793, p.429. 
324 Conv. nat., AP, 1re série, t. LXIII, séance du 24 avr. 1793, p.203. 
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グラも大臣職の廃止を提案するところにまで至っていた325。従って、権利宣言における統治権者 Gouvernants
の解職可能性 révocabilité326、デサンシエール＝フェランディエールが強調する通り、1793 年モンタニャール
憲法の制憲者意思が、大臣衆の従属性を前提としていたことが明らかである以上、権力主体の一定の自律性を
前提とする「責任」性の顕れとして読み解くことは出来ない327。1793 年憲法第６８条では内閣 un cabinet 
minitériel の形成が明文で（「これらの官吏は何等評議会 conseil を形成しない。彼らは分離され、互いに直
接の関係を持たない。彼らは個人的権限 autorité personnelle を行使しない。」）禁止され、24 名の構成員か
らなる執行府は「完全に脱人格化されている328」。執行評議会は法律を執行するのみで、立法作用に何ら参画
しない329。大臣たちの議院出席権は立法府への単なる報告義務として理解されるだけであり、立法拒否権・解
散権を始めとする議会への行動手段など、大臣たちが持とう筈がない330。かようにしてモンタニャール憲法は
立法府の執行府に対する顕著な優位性を規定しているのである331。1793 年憲法は、第７１条において大臣弾
劾制度を採用し332、第７２条では「評議会は法律およびデクレの執行について責任を負い、自らが糾弾しなか
った濫用 abus について責任を負う。」として、弾劾制で問われる執行府の責任が不作為犯を含むことまで明
示する。副再版の規定はそこでの責任原理の政治的政策を聊か濃いものにしていると見ることも可能だが、し
かし、責任制度の枠組みが弾劾制であることが明示的に宣言されていることに加えて、執行府に政治的自律性
が存在していなかったことも併せて、この憲法における大臣責任原理が政治責任を中核とする大臣責任制から
極めて遠く隔たっているのは自明である333。ミシェル・トロペールは「立法府が法律の不執行の廉で評議会構
                                                     
325 同条は次のように続く。「しかし、かかる省庁の別は評議会の職務の秩序と準備を目的として、彼ら評議
会構成員の間に設けられることがありうる。かかる省庁の区別は、彼ら評議会構成員が適当と考える部門別の
編成を採るが、しかし、かかる部門別の編成が採られたとしても、評議会にはすべての案件に関して共同で審
議する権利が付与されており、常に多数決で議決され、書記官によって管掌される記録簿に記録される
consignés dans le registre qui sera tenu par le secrétaire アレテによって行動する権利が評議会に付与され
ている。」Conv. nat., AP, 1re série, t. LXII, 3e ann, à la séance du 17 avr. 1793, p.300. 
326 １７９３年憲法の前文である、人および市民の権利宣言は第２７条において次のように規定している。「主
権を簒奪するすべての個人は、自由な人々によって即座に死刑に処せられる。」第３０条；「公務は、本質的
に一時的なものである。それは、特典とも、褒賞ともみなされることはできず、義務とみなされる。」第３１
条；「人民の受任者およびその代理人の犯罪は、決して処罰されず放置されてはならない。いかなる市民も、
自己が他の市民よりも不可侵であると主張することはできない。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２１０頁に拠っ
た。 
327 「権力分立に代えて、（ジャコバンたちは）作用の階層性 hiérarchie des fonctions という創意工夫に富ん
だ概念を用いたのである。行政権に属する官吏は執行評議会に厳密に従属し、執行評議会は立法府に厳密に従
属する。立法府はと言えば、普通選挙に厳密に従属するという訳である。裁判官は法律に厳密に従属し、法律
を通じて自らを選出した人民に対して従属するという訳である。」A. Decencière-Ferrandière, La 
Constitution française de 1793, Mélanges à A. Decencière-Ferrandière, Pedone, 1940, p.56. 
328 Ibid., p.52. 
329 革命暦１年憲法第６５条；「執行評議会は、一般行政の指揮・監督の任務を負う。それは立法府の制定し
た法律およびデクレの執行についてのみ活動する。」第５３条；「立法府は、法律を提案し、命令（デクレ）
を発する。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２１２－２１３頁に拠った。 
330 革命暦１年憲法第７５条；「執行評議会は立法府の近隣に所在し、会議に出席し、議場に特別席を持つ。」
第７６条；「執行評議会は報告を行う度に毎回了解を得る。」第７７条；「立法府は、適当と判断する場合に
は、執行評議会の全員または一部について会議への出席を求める。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２１３頁に拠
った。 
331 P. Bastid, Le régime d’Assemblée, Editions Cujas, 1956, op. cit., p.317. 
332 革命暦１年憲法第７１条；「執行評議会の構成員は、職務怠慢の場合は、立法府によって弾劾される。」
訳文は辻村・糠塚・前掲書２１３頁に拠った。 
333 但し、憲法制度的次元とは位相を異とする政治的思惟の次元においては、大臣の政治責任原理は自覚的に
展開されていたようである。たとえば、ロベスピエールは、統治権者の責任を「道義的 morale」責任と「実
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成員を訴追しうる可能性を有している以上、立法府は立法議会期と同様に、制約なしの真正の罷免権を有して
いるということに334」なると指摘している。 
 ６月２４日における国民公会による採択と、１７９３年８月における人民投票による採択にもかかわらず、
モンタニャール憲法はついに施行されることはなく、同時点におけるフランスの置かれた客観的諸条件が要請
する、革命的統治－恐怖政治－が敷かれることとなった335。国民公会は１７９２年１０月２日デクレにより、
国民公会は政治警察である保安委員会 Comité de surêté générale を創設していたが336、１７９３年１月１日
のデクレによって、総防衛委員会 Comité de défense général を創設されている337。しかし、１７９３年 4 月
6 日のデクレによって、総防衛委員会は公安委員会 Comité de salut public に取って代わられた。公安委員会
は、臨時執行評議会と大臣たちの力を削ぐ格好で、執行作用を急速に掌握していった。 
１７９２年に生まれ、１７９３年に急速に「革命権力化」し、１７９５年まで続いた公安委員会下の政治体
制を巡って、本研究とのかかわりにおいて本質的に重要な問題は、公安委員会に政治権力の掌握過程と運用過
程を、一個の政治体制として如何に性格付けるか、という事柄である。すなわち、少なくとも表見的には公安
委員会が執行権力担当部門としてはそれ以前の大臣衆よりも強力な権限を行使していた点に着目して、公安委
員会を一種の内閣に見立て、そこに責任内閣制－議院内閣制が生成していたことを認めるか、或いは否か、と
いう点が公法学上の論点とされてきたのである。一般的に通説的見解はフランスにおける議院内閣制の導入時
期を復古王政から七月王政の時期に求めているが338、一部の少数ではあるが著名な学説が、国民公会体制下に
おける政治動態に、議院内閣制の存在を同定している。 
 国民公会期における責任内閣制－議院内閣制を同定する学説は、オーラールによって唱えられ339、ゲツェヴ
ィッチによって公法学説の中に取り込まれた340。オーラールは「公安委員会の創設（１７９３年４月）以来、
（執行評議会は）公安委員会に従属することとなり、公安委員会は監視という名目で、、、責任内閣としてふ
                                                                                                                                                                                  
体的 physique」責任に二分している。彼は前者を遠からぬ将来において定められる一時点 des époques 
déterminées et assez rapprochées における説明義務とし、後者は前者の責任の実効性を担保するための刑事
的被制裁義務としている。その上で彼は、後者の「実体的」責任こそが「自由の最も確実な庇護者」として性
格付け、制度的次元に取り込むのである。Conv. nat., AP, 1re série, t. LXVI, séance du 10 mai 1793, p.431. 
334 M. Troper, La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle française, op. cit., p.186. 
335 １７９３年８月に「パリは飢饉に喘ぎ、不安定な状態にあった。『恐怖政治 Terreur』という言葉が、一
つの臨時的なシステムとしての統治手法を指し示すために使われたのは、この時であった。」A. Aulard, Le 
gouvernement révolutionnaire, op. cit.,., p.513. 
336 Procès-verbal de la Convention nationale, t. I, p.143 ; P. Mautouchet, op. cit., p.145. ; J. Laferrière, op. 
cit., pp.99-100. 
337 総防衛委員会の設立に関する国民公会のデクレ；「陸軍、財政、拓務、海軍、外交、制憲、商務の各委員
会は各々その構成員の中から３名を選任する。選任されたメンバーは、特別の建物において、総防衛委員会の
名において集会する。総防衛委員会は、諸大臣とともに間断なく、遠からず来るべき軍事行動と現下の諸情勢
が要求する諸措置を執ることを任務とし、委員会がある事柄について報告する必要があるときは、委員長は発
言を拒むことは出来ない。」Procès-verbal de la Convention nationale, t. V, p.10 
338 G. Burdeau, Droit constitutionnel et institutions politiques, 18e éd., 1977, p.326. ; 宮沢俊義「議院内閣
制のイギリス型とフランス型」『憲法と政治制度』（岩波書店、１９６８年）６６～６７頁。 
339 A. Aulard, Le gouvernement révolutionnaire, op. cit.,., pp.482-492 et Histoire politique de la 
Révolution française, op. cit., pp.334-336. 
340 B. Mirkine-Guetzévitch, Les problème constitutionnels de la Révolution française, op. cit., pp.53-66 ; 
Le parlementarisme sous la Convention nationale, RDP. 1935, pp.671-700. 後者の論文に関しては、山本
浩三訳「国民公会の下における議院内閣制－１―」『同志社法学』（第 14 巻第 1 号、1962 年）96～102 頁、
「国民公会の下における議院内閣制－２－」『同志社法学』（第 14 巻第 2 号、1962 年）138～145 頁、「国
民公会の下における議院内閣制－３・完－」『同志社法学』（第 14 巻第 3 号、1962 年）119～125 頁として
邦訳されている。 
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るまうようになり、徐々に大臣をして自らの官吏のごとく取り扱うようになっていった341。」として、従前の
「大臣」はさておき、「公安委員会」構成員を後世の大臣に相当する存在として位置づけ、公安委員会を責任
内閣としてはっきりと性格付けている342。同様にミルキヌ＝ゲツェヴィッチも「革命政府は、一種独特の議院
内閣制の上に基礎を置いていた。そして、公安委員会は国民議会に対して責任を負う一種の『内閣 ministère』
だったのである。343」と見ている。ゲツェヴィッチは、国民公会期の全期間を通じてとまでは言わないまでも、
少なくとも１７９３年４月６日の公安委員会設立からロベスピエールが失脚した革命暦２年テルミドール９
日（１７９４年７月２７日）までは議院内閣制が生成・運用されていたと見ており344、この時期において「ダ
ントン内閣」と「ロベスピエール内閣」という二つの責任内閣および政権交代が生じていたと結論付けている
のである345。両「内閣」及び「政権交代」劇という政治的現象面を、ゲツェヴィッチは次のように読み解く。
すなわち、公安委員会が毎月改選の体を採っていた点を以て、議会からの定期的な信任投票を同定し、「公安
委員会は、統治し、そして政治責任を負っているのであり、最早単なる執行吏とは言えない。公安委員会は毎
月改選される機構であり、信任投票が行われるのが決まりであった。この時代の非常の状況の下で、公安委員
会への毎回の投票は、真正の信任投票を構成していたと言ってよいだろう346。」として、１７９３年７月１０
日のダントン失脚と、テルミドール９日のロベスピエール失脚は、信任を喪失した内閣の、政治責任の発現と
しての倒閣事例に数え入れるのである347。更に政治的思惟の面では、ダントンにおいて議院内閣制的発想を見
出している348。この時期、ダントンは、大臣職と議員職の兼任可能性を支持しており、執行府への実権付与を
国民公会議員たちに対して力説していた349。  
しかし、オーラールやゲツェヴィッチの見立てとは異なり、フランス公法学説は一般に、この時期の政治動
態の上に責任内閣の機能と議院内閣制の枠組みを見出してはいないし、両者の学説は事実の観察からしても必
ずしも至当ではないだろう。確かに、革命暦２年ヴァンデミエール１９日（１７９３年１０月１０日）デクレ
による「平和が到来するまでの」革命独裁の宣言、臨時革命政府を組織するための革命暦２年フリメール１４
日（１７９３年１１月１８日）デクレの採択350などの中で、臨時執行評議会の権限は弱体化し、公安委員会の
                                                     
341 A. Aulard, Le gouvernement révolutionnaire, op. cit., p.483. 
342 Ibid., p.490. 
343 B. Mirkine-Guetzévitch, Le parlementarisme sous la Convention nationale, RDP. 1935, p.680. 
344 「この革命的議院内閣制 Ce parlementarisme révolutionnaire は国民公会下、テルミドール９日まで機能
していた。そして、『議会の専制 dictature de l’Assemblée』なることを言えるのは、テルミドール９日の後、
すなわち、この特殊な議院内閣制が終わりを迎えてから後のことに限られるのである。」ibid., pp.692-693. 
345 「テルミドール９日までの公安委員会は、国民公会多数派に対して責任を負う内閣となっていた。第一期
公安委員会は、すなわち『ダントン内閣』であり、第二期公安委員会は『ロベスピエール内閣』であるという
訳である。公安委員会は統治した訳であるし、大いに権限を有していたが、しかし、同委員会は議会に対して
責任を負っていた。」B. Mirkine-Guetzévitch, Le parlementarisme sous la Convention nationale, op. cit., 
1935, p.685. 
346 Ibid., p.690. 
347「例えば、１７９３年におけるダントンの非―再選は、彼の外政における失敗を最早許容できなくなった議
会の側からする彼に対する真正の不信任であったということができる。」B. Mirkine-Gutzévitch, Le 
parlementarisme sous la Convention nationale, op. cit., p.690.テルミドール９日の劇的事件に関しても、「こ
の出来事に関して飽くまでも『憲法の技術 technique constitutionnelle』の視座のみから検討すれば、この出
来事の中に、国民公会による不信任議決を見出しうる。」ibid., p.685. なお、同旨、A. Aulard, Le gouvernement 
révolutionnaire, op. cit., p.491.  
348 Ibid. 
349 Conv. nat., AP, 1re série, t. LX, séance du 11 mars 1793, p.90 ; 「内閣の機能を損なうことには承知でき
ない。 、、、私は、諸君が大臣として権限を行使する必要性について語っているのだ。」ibid., p.91. 
350 J.-B. Duvergier, op. cit., t. VI, pp.391-397 
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権限が強化されていったことは事実であり351、学説もこれを認めている352。学説は、公安委員会の執行機関な
いしは統治機関としての地位を確かに認めているようである353。とはいえ、執行作用を行使しているにしても、
公安委員会が国民公会の権威に従属していたことには変わりはなかった。革命暦２年フリメール１４日デクレ
第１条（第２節）は「国民公会は統治の推進力の唯一の中心である。La Convention est le centre unique de 
l’impulsion du gouvernement354」として、会議政体の基本構造を大原則として確認しており、体制は飽くま
でも国民公会が、公安委員会を手段として利用し、かかる手段を介する形で、執行権を行使するという体が採
られていた。公安委員会は国民公会議員から選ばれており355、彼らは単に執行作用担当部局に「派遣された
délégué」役職者、派遣議員に過ぎないとする見方が有力である356。「出向者」が「本省」の意向に逆らうこ
となどできない。公安委員会構成員は「議会の単なる代理人 simples mandataires であり、議会に代わって、
議会の利益のために活動することがその任務であった」から「公安委員会が国民公会の政策とは異なった政策
を行うことなど、明らかにありそうもない話であった357」のである。 
更に、学説は一般に、ダントンとロベスピエールの失脚を全うな「政権交代劇」としては見ていないし、ま
してやそこに責任内閣制における政治責任の現象局面を見出してはいない。前者、すなわちダントンによる初
期公安委員会は確かに政治的な追及を受けた訳であるが358、ダントン、ドラクロワ、カンボンの三名のメンバ
ーが入れ替えられたにすぎず、公安委員会の総辞職が生じた訳ではない359。従って、この事象は単なる「パー
ジ épuration」としてしか理解され得ない360。ロベスピエールの失脚に関しても、対外的情勢の安定化を背景
として、恐怖政治に対する不満が高まる中で為された、保安委員会と公安委員会の権力闘争、ジャコバンに対
する政治的実力行使の結果に過ぎない361362。同時期の政治策動も、同時代人においては、やはり「パージ
                                                     
351革命暦２年ヴァンデミエール１９日のデクレ第２条；「臨時執行評議会、大臣、将軍、国家機関 corps 
constitués は公安委員会の監視の下に置かれる。公安委員会は国民公会に対して毎週報告を行う。」
Procés-verbal de la Convention national, t. XXII, p.210., P. Mautouchet, op. cit., p.201. 
352 P. Bastid, Le régime d’Assemblée, op. cit., p.190. 
353 例えば、M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire, op. cit., p.269. 
354 J.-B. Duvergier, op. cit., t. VI, p.391. 
355 公安委員会を設立する１７９３年４月６日の国民公会のデクレ第１条；「国民公会の９名の構成員によっ
て構成される公安委員会は点呼 appel nominal によって組織される。」P. Mautouchet, op. cit., p.173. 
356 「国民公会にとっては、国民公会は派遣議員としてのみ振る舞うというのは承知済みのことであった。何
故なら、政治の実際において実権を握っているのは国民公会だからである。」A. Laquièze, Les origines du 
régime parlementaire en France (1814-1848), PUF, 2002, p.27. 
「国民公会側から見れば、公安委員会というのは出先機関に過ぎなかった。」R. Villers, La Convention 
pratiqua-t-elle le gouvernemenat parlementaire ?, RDP, 1951, p.384.  
357 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France , op. cit., p.28. 
358 カミーユ・デムーランによる公安委員会批判に端を発する（Conv. nat., AP, 1re série, t. LXVIII, séance du 
10 juill, 1793, p.513.）ダントン失脚劇は、ジロンド派との政治闘争の手緩さを指摘するもので、責任事由そ
れ自体はすぐれて政治的なものであり、刑事的な責任追及の形をとっていた訳ではなかった。A. Mathiez, Les 
divisions de la Montagne, la chute de Danton, AHRF 1913, pp.230-231.  
359 Conv. nat. AP, 1re série, t. LXVIII, séance du 10 juill. 1793, p.521.この後、一部メンバーの辞職によって、
１７９４年７月２７日にロベスピエールが加わった。 
360 R. Villers, op. cit., p.386. : この点に関しては、A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en 
France, op. cit., p.29. 
361 テルミドール９日の事件に関しては、A.-Cl. Thibaudeau, Mémoires sur la Convention et le Directoire, 
1re éd., complète comportant les modifications et compléments apportés par l’auteur après 1830, 
Niort,1875, pp.103-128 ; M. Deslandres, op. cit., pp.246-247. 
362 国民公会におけるロベスピエールへの攻撃に関しては、Conv. nat., AP, 1re série, t. XCIII, séance du 8 
thermidor an II (26 juill. 1794), no 41, pp.530-535, p.542. 
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épuration363」の一語で性格付けられている。従って、それは責任内閣制の運用事例として分析され得る筈も
ない。公安委員会内の何人かのメンバーのパージが為される中、ダントン失脚時と同様に標的とされた人物以
外はその職に留まったのである364。ジッケルは「ただ単に、政治責任に訴えるということと、ギロチンに訴え
ることとの間には大きな違いがある365」と簡潔に指摘している。 
当代の政治的思惟の次元にあっても、サン＝ジュストが「人民にとって危険な敵とは、ただ一つである。そ
れは政府 gouvernement である。 、、、政府とは、過誤と侵犯の体系化である366」と述べていたように、時
代の指導精神として、執行権への猜疑心が支配していたことを前提に置かなくてはならない。革命暦２年ヴァ
ンデミエールとフリメールのデクレは公安委員会は強力な執行機関化したと見てよいが、しかし、「統治委員
会 comité de gouvernement367」なる名称を公安委員会に対して付する提案は拒絶されており、１７９３年８
月、既にダントンが公安委員会を「臨時政府 gouvernement provisoire」として位置づけようとする提案も368、
当事者たちによって明確に拒絶された369。公安委員会の構成員たちは内閣としての資格を拒絶したが、彼らは
責任を負うよりは寧ろ遥かに、自分らが国民公会の中から選ばれているという資格において免責が保持される
制度が続くことの方を望んだのである370。公安委員会を代表として、ダントン提案を斥けたエロー・ド・セシ
ェルはダントン提案に対して「大臣は委員会に完全に従属しており、自分たち自身では最早行動することがで
きないとでも言いたいのであろうか？しかし、そのとき（ダントンの提案がもし容れられることとなったら）、
人民の代表としての性格は歪められることとなる。371」と述べている。彼は、公安委員会構成員の公安委員会
構成員としての独自の資格および独自の責任は認めておらず、飽くまでも彼らは国民公会議員としての国民代
表の性格しか有していないとしており、彼らに大臣としての性格及び大臣であれば有することになる責任を否
定している372。しかも、強力な政府を要請するダントン自身、かつてのミラボーのように、政治責任の原理を
自覚的・詳細に敷衍している訳ではないのでおり、ダントンの考える強力政府・強力政治は、飽くまでも、平
和が到来するまでの臨時的・例外的なものとして位置づけられていた373。 
 以上のように、当代の政治的動態も、政治的思惟も、決して責任内閣制と親和性を持たなかった訳であるが、
果たして、今日の公法学説は、ゲツェヴィッチ流の公安委員会観を斥けている。何故なら、公安委員会は自律
的な政治的権力主体と必ずしも見ることは出来ない、という理解が、今日の多くの学説において共有されてい
るからである。公安委員会は、実際には国民公会から独立していなかった。というのも、公安委員会は前もっ
て国民公会によって決定されていた政策を遂行していたからである。ジュリアン・ブドンの指摘するように「公
                                                     
363 A.-Cl. Thibaudeau, op. cit., p.104. 
364「国民公会は公安委員会の欠員を補うため、タリアン、ブレアール Bréard、チュリオ、ラロワ Laloy、エ
シャセリュー・エネ Echassériaux aîné を充てる、、」A.-Cl. Thibaudeau, op. cit., p.122. 
365 J. Gicquel et J.-E. Gicquel, Droit constitutionnel et institutions politiques, 32e éd., LGDJ-Lextenso, 
2018, p.500. 
366 革命暦２年ヴァンデミエール１９日（１７９３年１０月１０日）の会議における、平和の到来に至るまで
フランスの臨時政府は革命的であると宣言する必要性に関しての、公安委員会の名におけるサン＝ジュストの
報告。P. Mautouchet, op. cit., p.197. 
367 Conv. nat., AP, 1re série, t. LXXX, séance du 9 frimaire an II (29 nov. 1793), p.360. 
368 Conv. nat., AP, 1re série, t. LXX, séance du 1re août 1793, p.105. 
369 Ibid., pp.104-107. 
370 従って、いまだ政治的文脈における責任原理と権力原理の呼応関係に関しては自覚されていない。 
371 Conv. nat., AP, 1re série, t. LXX, séance du 2 août 1793, pp.137-138. 
372 別の議員の発言にも、全く同様の思惟が表されている。「公安委員会の行動に対して責任を負わなくては
ならないのは、絶対的に立法府の側である。公安委員会が命じた命令に関する支払い命令 ordonanncer に関
して責任を負うのは諸大臣である。」ibid. 
373 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France, op. cit., p.28. 
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安委員会の優越性が認められたとしても、それは公安委員会と国民公会との間に相違がないという点に基礎を
置いていた。 、、、政府の正統性は公安委員会と国民公会が同一化・混同されることによって生み出されて
いたのであ」り、「公安委員会は国民公会と一体化しており、前者の政策は後者の意思の実現であった」と言
える374。国民公会が立法作用と執行作用を併呑していたことは、ほかならぬオーラールも含めて有力な学説が
認めているところであり375、この様な政体は、政治責任－責任内閣制に基礎を置く議院内閣制とは異なる政体
「会議政体（国民公会制）régime d’Assemblée」に分類される376。これについては本研究の導入部において
詳しく見ておいた通りであるが、この会議政体という概念は、一義的な定式化の対象とはならず、議院内閣制
と会議政体の区別は必ずしも容易でない－議院内閣制を自称する第三・第四共和制の実像を見よ－が377、国民
公会期の政治体制のみを会議政体の唯一確実な事例として分類するか否かは格別378、いかなる定義を採るにし
ても、国民公会期に実施された革命統治が会議政体のカテゴリーの中に含まれることそれ自体に関しては、学
説は見解の一致を見ている379。 
 テルミドール９日の出来事の後、革命暦３年フリュクティドール５日（１７９５年８月２２日）に採択され
た憲法が革命暦４年ブリュメール４日（１７９５年１１月２６日）に施行されるまで、革命統治は維持された
が380、その後、公安委員会は弱体化を辿り、対外的安全が確保されたとして、革命暦３年ヴァントーズ２９日
（１７９５年３月１９日）のデクレによって国民公会は革命独裁を廃止した381。 
 
    第２款 総裁政府 
                                                     
374 J. Boudon, Les Jacobins, Une traductions des idées de Jean-Jacques Rousseau, thèse Panthéon-Assas 
(Paris II), 2002, LGDJ, p.508. 
375 A. Aulard, Le gouvernement révolutionnaire, op. cit., p.485. ; P. Bastid, Le régime d’Assemblée, op. cit., 
p.311. 
376 呼称には揺れがある。「gouvernemnt d’Assemblée（会議政体・議会統治制）」「régime conventionnel
（国民公会制）」「régime directorial（総裁政府制）」など。A. Le Pillouer, La notion de ‘régime d’Assemblée’ 
et les origines de la classification des régimes politiques, RFDC 2004. p.308. 
377 議院内閣制と会議政体の相違の繊細微妙な問題は、フランス公法学説において強く認識されている。「そ
の時期はその国その国に応じて異なるが、１９世紀の終わりから２０世紀の頭にかけて、何れの国においても、
古典的議院内閣制から一般的に『一元的 moniste』と称される議院内閣制への移行が見られた。この一元的議
院内閣制なるものは、確かに、その国その国の伝統に応じて、極めて様々に運用がなされることとなったが、
とはいえ、共通の諸原則の上に基礎を置いている。その諸原則というのが、結局のところ、会議政体というも
のなのである。」B. Chantebout, Le régime parlementaire moniste, gouvernement d’Assemblée, Le pouvoir. 
Mélange offerts à G. Burdeau, LGDJ, 1977, p.43. 
378 「会議政体では全ての権限が選挙によって選ばれた議会に付与され、そして議会は付与された権限を自ら
から選出され、容易に罷免され得る委員会に委任する。」「真に確かな例と言えるのは国民公会制（１７９２
－１７９５）である、、、」P. Pactet et F. Mélin-Souscramanien, Droit constitutionnel, 37e éd., Sirey, 2018, 
p.140. 同旨、Cl. Leclerq, Droit constitutionnel et institutions politiques, 10e éd., Litec, 1999, pp.371-373. 
379 J. Laferrière, op. cit., p.98 ; 「国民公会は、確かにその権限を例えば総防衛委員会や、名高い公安委員会
といった諸委員会に委任していたが、しかしそれでも、あらゆる権限を有していた。 、、、これらの委員会
はいかに権勢を極めていたとしても、国民公会には従属していたのである。そして、これら諸委員会が従属す
るところの国民公会は、場合によっては、ブルータルな豹変を見せることもあり、例えばちょうど、革命暦２
年テルミドール９日にロベスピエールが取り除かれたような出来事が生じた訳である。」P. Pactet et 
F.Mélin-Soucramanien, op. cit., p.287. ; F. Hamon et M. Troper, Droit constitutionnel, 31e éd., 
LGDJ-Lextenso, 2009, p.98, ; D. Turpin, Droit constitutionnel, 1re éd., PUF, 2003, p.269. 
380 革命暦２年テルミドール９日から革命暦４年ブリュメール４日までの機関に関しては、A. Aulard, 
Histoire politique de la Révolution française, op. cit., pp.501-522 ; M. Deslandres, op. cit., pp.248-255 ; J. 
Godechot, op. cit., pp.301-302. 
381 Procés-verbal de la Convention, t. LVII, p.187 ; P. Mautouchet, op. cit., p.365. 
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 本款では、１７９５年（革命暦３年）８月の憲法が採択されてから１７９９年までの期間における政治制度
および政治動態を検討対象として382、そこでの執行権の責任の実態を分析する。同憲法はテルミドール反動の
下、１７９３年のそれとは主権原理を全く異にして、ブルジョワ利益に奉仕する階級的性格を濃厚に有する憲
法である383。人民主権原理から国民主権原理への転換は、統治権者の責任の問題野においては基本的に－無答
責性への指向とまでは言わないにせよ－責任の論理・強度を緩める方向へと作用しており、同時期の「反動」
性は、１７９３年憲法はおろか１７９１年憲法以上に権力の厳格分離への指向を徹底している384。権力の厳格
分離は、一つは立法府と執行府の相互干渉・相互掣肘よりも通交遮断を選択することによる消極的権力分立制
－言うなれば議院内閣制的構造からの遠心性－として現象し、いま一つは立法府にせよ執行府にせよ、その内
部構造として二元性を採用することによって－前者は五百人会と元老院の二院制、後者は総裁衆の合議体であ
る総裁政府と大臣衆－によって現象していた。それ故、本款における微妙且つ困難な問題は、執行府内の二元
性について如何に理解するか、とりわけ総裁政府を如何に位置づけるかという点にある。総裁衆に対して付与
された権限・地位は、概ね国家元首に留保されてきたそれらと近いものであり385、有力な学説は総裁政府を国
家元首として性格付けている386。他方で、総裁政府は独任制機関ではなく歴とした合議体であり387、無答責性
は制度上も388制度構想の段階でも389斥けられており、一般的・伝統的に国家元首に付与されてきた性格的特徴
が備わっておらず、例えばオーラールは、総裁政府の国家元首性を明確に否定して、執行評議会、すなわち内
閣として位置づけている390。後述するように、制度構想の段階では大臣衆は総裁衆に従属する官吏集団、執行
権の回で従属する行政権の主体として位置づけられており、後年の議院内閣制における内閣に類似した地位は、
総裁政府に対して認められるべきであるのが至当である。 
１７９５年憲法の策定過程において391、恐怖政治を生き抜いたテルミドリアンは、二つの独裁、すなわち一任
                                                     
382 総裁政府期における一次資料の貴重な拾遺として、M. Troper, Terminer la Révolution. La Constitution 
de 1795, Fayard, 2006, ann. 1 à 8, pp.227-745. 
383 長谷川正安「テルミドール反動と九五年憲法」『ブルジョア革命の研究〔戸沢鉄彦教授還暦記念論文集〕』
（日本評論社、１９５４年）２０５頁以下。 
384 同憲法の権力分立－分離指向の顕著性に関しては縷々指摘されているところである。M. Hauriou, Précis 
de droit constitutionnel, 2e éd., Sirey, 1929, p.301 ; R. Carré de Malberg, op. cit., 2004, t. II, pp.36-42 ; A. 
Esmein, op. cit., 8e éd, .146 ; J. Laferrière, op. cit., pp.115-116.；杉原泰雄・前掲書『人民主権の史的展開』
１３６頁。浦田一郎・前掲書２３１頁。辻村みよ子・糠塚康江・前掲書２７頁。 
385 例えば、彼らは「共和国の対外的・対内的安全に配慮する」（第１４４条）。軍総司令官の任命も彼らの
権限であるし（第１４６条）、「法律の執行の監督、確保」も行う（第１４７条）。大臣の任免権も有してい
る（第１４８条）。 
386 J. Laferrière, op. cit., p.114 ; M. Troper, La séparation des pouvoirs dans la Constitution de l’an III, in 
G. Conac et J.-P. Machelon (dir.), op. cit., p.53. 
387 総裁政府は「５人からなる」（第１３２条）組織であり、「３人以上の構成員が出席しなければ決議でき
ない」（第１４２条）合議体に他ならない。 
388 １７９５年憲法第２６５条「立法府の構成員に対してであれ、総裁政府の構成員に対してであれ、立法府
によって承認された訴追に対して裁判権を行使するのは高等院 Haute Cour de Justice である。」同憲法は総
裁の「基本的」無答責性についての規定をおいておらず、弾劾制に「例外的」な性格を明示している訳ではな
いから、後年のフランス憲法とは事情を異としている。 
389 総裁衆における集団的人格に対して国家元首性を認め、無答責性付与を検討すべきとの意見が存在してい
たが、しかし、「共和政体と統治権者の無答責性は両立しない；無答責の国家機関の存在は君主制固有の性格
的問題である」との思潮が支配的であり、実現しなかった。A.-Cl. Thibaudeau, op. cit., p.214. 
390 A. Aulard, Histoire politique de la Révolution française, op. cit., p.604. 
391 １７９５年憲法制定過程の経過に関しては、M. Deslandres, op. cit., t. I, pp.313-343. ; また、そこでの憲
法構想に関して、浦田一郎・前掲書２２２～２２４頁。 
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独裁による権力の人格化と一院制議会による全権掌握を回避することを至上命題とした。制憲過程をリードし
たボワシー・ダングラは「諸権力が結集されてしまっているところではどこでも、諸権力が混同されてしまっ
ているところではどこでも、自由は存在せず、最早専制以外には何物も存在しません392。」と強調している。
独裁に対する直近の恐怖体験が、二院制の原理を選択させた393。元老院 le Conseil des Anciens と５００人会
le Conseil des Cinq-Cents が設けられ394、何れの院も単独では立法権行使の要領を得ない、巧妙な仕組みが装
置された395。総裁政府＝執行府の合議制の原則は、立法府の独裁に対して、執行権の人格化を防止する仕組み
である396。総裁政府の組織に関して置かれた種々雑多な規定は397、公安委員会という恐怖体験の下で、テルミ
ドリアンたちが新たな総裁政府に、人格化された権力も安定な権力も望んでいなかったことをうかがわせる。  
 但し、立法府、執行府の何れの独裁も忌避されたからといって、テルミドール「反動」は、国民公会による
会議政体下での革命独裁に対する反動として組織された限りにおいて、執行権を些かなりとも強化することに
よる再均衡化は、自覚的に指向するところであった。ボワシー・ダングラは「諸君は執行権に対して力と、斟
酌と、輝きとを与えなければならない。諸君は執行権から、執行権に圧迫を加え、卑しめる全てのものを取り
除かなければならない。何故なら、執行権は、人民の力の相当の部分を保有する存在だからである398。」と強
調し、賛意が相次ぐ中399、国民公会は執行権の強化について大多数で賛同を示した。但し、ボワシー・ダング
ラに代表される制憲者意思は執行権強化を指向したとはいえ、それは飽くまでも再均衡化の手段でしかなく、
                                                     
392 Conv. nat., Gazette nationale ou Le Moniteur universel, 13 messidor an III (30 juin 1795), no 283, 
séance du 5 messidor an III (30 juin 1795), p.1140. 
393 この点に関しては、とりわけ、M. Bonnard, Les pratiques parlementaire sous le Directoire, RFDC, 1990, 
pp.214-219. 
394 １７９５年憲法第３章第４５条；「立法府は元老院と５００人会から構成される。」 
395 １７９５年憲法第５章第７６条；「法律の提案権は５００人会に専属する。」第８６条；「５００人会の
決議案を承認または否決する権限は元老院に属する。」ボワシー・ダングラの高名な言い回しによれば、「よ
り年若い構成員からなる５００人会は、有益と信じるデクレを提案する。すなわち、５００人会は、、、共和
国の想像力 imagination なのである。５００人会が共和国の想像力であるとすれば、元老院は共和国の良識
raison である。元老院は賢慮を以て、如何なる法律が採択されるべきもので、如何なる法律が拒絶されるべき
ものであるかを詮議すること以外は為さず、法律を提案することはないのである。」cité par M. Morabito, Le 
bicamérisme dans l’histoire constitutionnelle française, in Association française des constitutionnalistes, 
Le bicamérisme, PUAM, Ecomica, 1997, p.16. 憲法法文の訳文は、辻村・糠塚・前掲書２２０、２２１頁に
拠った。 
396 １７９５年憲法第６章第１３２条；「執行権は、選挙人会の任務を行う立法府により、国民の名において
選任される５人からなる総裁政府に委任される。」第１３３条；「５００人会は、秘密投票により、選任され
るべき総裁政府の構成員数の１０倍の名簿を作成し、元老院に提出する。元老院は、同様に秘密投票により、
この名簿の中から選任する。」訳文は、辻村・糠塚・前掲書２２２頁に拠った。 
397 １７９５年憲法第６章第１３４条；「総裁政府の構成員は、４０歳以上でなければならない。」第１３５
条；「総裁政府の構成員は、立法府の議員または大臣であった市民のなかからのみ選任される。本条の規定は
共和暦９年から適用される。」第１３８条；「任期満了になったものは、５年経過しなければ再選され得ない。」
訳文は、辻村・糠塚・同上に拠った。第１３８条；「任期満了になったものは、５年経過しなければ再選され
得ない。」第１３７条；「総裁政府は、毎年１名の新たな構成員の選挙により部分的に更新される。最初の４
年間は、１回目に選任された者の中から順次任期満了になる者を、抽選で決定する。」第１４１条；「総裁政
府の構成員は、順に３ヵ月間ごとに政府を主宰する。－主催者は、署名し公印を押す権限を有する。立法府の
法律および文書は、主宰者の名のもとに総裁政府に宛てられる。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２２２ページに
拠った。 
398 Conv. nat., Gazette nationale ou le Moniteur universel, 13 messidor an III (1re juill. 1795), no 283, 
séance du 5 messidor an III (23 juill. 1795), p.1140. 
399 Conv. nat., Gazette nationale ou le Moniteur universel, 11 thermidor an III (29 juill. 1795), no 311, 
séance du 5 thermidor an III (23 juill. 1795), p.1252. ; Conv. nat., Gazette nationale ou le Moniteur 
universel, 12 thermidor an III (30 juill. 1795), no 312, séance du 6 thermidor an III (23 juill. 1795), p.1258. 
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執行権強化は自ずから抑制的である。「（執行府は）、、、（立法府から）独立でなければならず、如何なる
圧迫も受けることがあってはならない。執行府は法律に従属しなければならない。何故ならば法律は人民の意
思が表現されたものとしての推定を受けるものなのであって、執行府は決して立法者になることがあってはな
らない400。」として、飽くまでも権力の「均衡」を自覚的目標に置いている401。 
 この様にして、１７９５年憲法の定める諸権力間の厳格分離と作用分化の消極的権力分立構造が生成した。
１７９１年憲法、そしてアメリカ合衆国憲法と並んで「厳格な権力分立を一貫した古典的三部作」である１７
９５年憲法の性格は先ず兼職禁止規定に顕れる402。相互通交の妨害403、解散権・停会および延会権・立法拒否
権の不規定ないし否定など、憲法が規定する制度を見る限り、これらの規定を見る限り、執行権と立法権の分
離・独立は厳格である。この様な権力の厳格分離は、執行府構成員の立法府に対する連帯的・政治責任原理に
基づく議院内閣制的権力構造の生成には疎遠な性格を有するものとして映るであろう。 
 但し、権力の消極的・相互不干渉の原理のみで組み立てられた統治構造は、国家権力の円滑の行使・運営を
決定的な形で損なう。緩やかな権力協働の理論は、１７９５年制憲過程においてはシイエスにおいて主張され、
その主張は容れられることがなかったとされるが404、しかし、果たして、１７９５年憲法の実際は、作用の相
手方に対してファキュルタティブな形での立法府－執行府間相互行動手段を規定していた。総裁政府は両院に
よる立法作用に対して、ある特定の事柄に関して考慮することを５００人会に対して文書で勧奨することが出
来、為されるべき立法に関して提案することができたのである405。５００人会・元老院の方でも、それぞれ、
総裁に対して報告を求めることが出来るし406、総裁政府は毎年、歳出および歳入に関する報告を両院に対して
為さなくてはならず、この点に関する濫用 abus があった場合は公表しなくてはならなかった407。総裁政府の
                                                     
400 Conv. nat., Gazette nationale ou le Moniteur universel, 13 thermidor an III (1re juill. 1795), no 283, 
séance du 6 thermidor an III (23 juill. 1795), p.1140. 
401 但し、再均衡化のためにさしあたって克服されなければならない問題状況が、強力な立法府によって執行
府が従属させられている状況に他ならないということが、認識されていた。Conv. nat., Gazette nationale ou 
le Moniteur universel, 12 thermidor an III (30 juill. 1795), no 312, séance du 6 thermidor an III (23 juill. 
1795), p.1258. 
402 高野真澄「フランス憲法における大臣と議員の兼職禁止－強力行政府の規範構造と議会制－」『神戸法学
雑誌』（第１９巻第１・２合併号、１９６９年）１４１頁。同憲法における大臣－議員の兼職禁止規定は、１
７９５年憲法第５章第４７条；「立法府の構成員とその他の公務の行使は兼職できない。ただし、共和国の記
録保管所職員の職務はこの限りではない。第６章第１３６条「共和暦５年の初日以降、立法府の議員は、議員
職にある間および任期満了後１年間は、総裁政府の構成員にも大臣にも選任され得ない。」訳文は辻村・糠塚・
前掲書２１９頁および２２３頁に拠った。 
403 １７９５年憲法第１６０条；「第１１９条及び第１２０条の場合を除いて、総裁政府の如何なる構成員も、
５００人会にも元老院にも召喚され得ない。」第１７０条；「総裁政府は４人の教書送付人を有し、この教書
送付人は総裁政府により指名され、罷免される。－教書送付人は総裁政府による発される文書及び報告書を両
院に送付する。この場合、教書送付人は立法院の会議に出席する。－教書送付人は二人の衛視によって先導さ
れる。」 
404 浦田一郎・前掲書２２３頁。 
405 １７９５年憲法第６章第１６３条；「いかなる場合でも、総裁政府は文書を以て、ある事柄に関して考慮
するよう５００人会に対して勧奨することができる。総裁政府は５００人会に対して措置を提案することがで
きるが、法律の形式によって起草された提案を為すことは出来ない。」 
406 １７９５年憲法第６章第１６２条；「各院より総裁政府に対して要求された報告及び説明は、文書によっ
てなされなくてはならない。」 
407 １７９５年憲法第６章第１６２条；「総裁政府は毎年、文書の形で、両院に対して、支出の概況、財政状
況、年金の現況 l’état des pensions existantes について報告する。」これは「１７９５年憲法第３０２条と第
３０３条は、例の財政単年度主義の原則を確立したものである。これはフランス財政法の分野においては最大
の革新的出来事であった。この原則を介して、両院は総裁政府の政策に対して馬力をかけることもブレーキを
かけることもできる訳である。総裁政府が議会多数派との間で軋轢を生じている期間においては、この原則は
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大臣指名権は、両院による大臣の人数及び権限の決定権によって大きく留保されていた408。これらの規定は、
諸権力の厳格分離という方向を相対化させるにせよ、諸権力の均衡という点を危うくするものとは必ずしも評
価されないであろう。しかし、問題は、立法府の執行に対する行動手段として、総裁指名権と弾劾権が付与さ
れたことにあり、このような制度設計は、総裁政府による５００人会解散権を規定しない１７９５年憲法体制
下における権力均衡を相当に危ういものとしている。前者の権限は第１３２条において「執行権は、『選挙人
会の任務を行う立法府により、国民の名において選任される』５人からなる総裁政府に委任される409」として
規定されていた。この様な規定が置かれることによって、立法府に対する執行府従属化が招来されるとの懸念
は制憲過程において自覚されており410、加えて、その後の総裁政府期の政治動態はかかる懸念の現実性を証明
した。財政状況及び軍事状況に関する報告要求を拒んだ総裁衆に対する対抗手段として、立法府は、１７９９
年６月５日、一年前に指名されていた総裁トレイラル Treilhard の選出を、１７９５年憲法第１３６条への違
反があったとして－トレイラルは、総裁府入りした時点において議員職終了から１年にあと４日足りなかった
－無効としたのである411412。後者の権限は、１７９５年憲法第２６５条が総裁に対する訴追権を立法府に付与
し、その裁判を高等院 une Haute Cour de Justice に管轄せしめる規定を置くことによって保障されている413。 
１７９５年憲法が執行権の責任原理に関して、政治責任原理に基づく制度モデルではなく、弾劾制のモデル
を採用した経緯はすぐれて自覚的である。モンタニャールの憲法に対する自覚的否定という形で経過した制憲
過程においては、制憲委員会の草案第２７条において「総裁は、法律の不執行および自身の公表しなかった濫
用 abus について責任を負う414。」との規定が提出されていた。これは１７９３年モンタニャール憲法第７２
条（「執行評議会が法律とデクレを執行しなかった場合、および〔第７４条所定の〕告発を行わない権限濫用
があった場合に執行評議会は〔立法府に対して〕責任を負う415」との規定に明らかに類似しており、執行府の
責任の中に「濫用 abus」という表現で不作為責任を規定している点で共通している。草案第２７条の規定は、
その後の制憲審議過程において制憲委員会側からの申し出もあり、国民公会によって斥けられることとなった
が、草案第２７条の規定における執行権責任原理の最大の欠点は、その不明確性にあるとされていた。総裁に
対して、「濫用 abus」というその定義が一見不明確な事柄について遺漏なく報告義務を課すのは、執行府に
                                                                                                                                                                                  
決定的な装置となる。」M. Bonnard, op. cit., p.222. 
408 １７９５年憲法第６章第１５０条；「立法府は、大臣の権限と人数を定める。この数は、６人以上８人以
下とする。」 
409 訳文は辻村・糠塚前掲書２２２頁、強調は引用者による。 
410 「、、、かくも大きな権限を与えるべきではない。何故なら、実際には、５００人会は執行権をその掌中
に収めようとし、執行権を自身が望む者に対して与えようとすることになるだろうから。」Conv. nat., Gazette 
nationale ou Le Moniteur universel, 13 thermidor an III (31 juill. 1795), no 313, séance du 7 thermidor an 
III ( 25 juill. 1795 ), pp.1261-1262. 
 
411 １７９５年憲法第６章第１３６条；「共和暦５年の初日以降、立法府の議員は、議員職にある間および任
期満了後１年間は、総裁政府の構成員にも大臣にも選任され得ない。訳文は辻村・糠塚・前掲書２２２頁に拠
った。 
412 この事件に関しては、とりわけ、M. Deslandres, op. cit., p.371 ; A. Meynier, Les coups d’Etat du 
Directoire, t. II, Le Vingt-deux floréal an VI ( 11 mai 1798 ) et le trente prairial an VII ( 18 juin 1799 ), 
PUF, 1928, pp.214-215. ; M. Bonnard, op. cit., pp.221-222. ; M. Morabito, op. cit., p.131. 
413 １７９５年憲法第８章第２６５条；「立法府の構成員に対してであれ、総裁政府の構成員に対してであれ、
立法府によって承認された訴追に対して裁判権を行使するのは高等院 Haute Cour de Justice である。」 
414 Conv. nat., Projet de Constitution pour la République française, préparé par le commission des Onze, 
Journal des Débats, 1795, suppl. au no 1002, cité par M. Troper, Terminer La Révolution. La Constitution 
de 1795, op. cit., p.259. 
415 訳文は辻村・糠塚前掲書２１３頁に拠る。 
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対して過大な負担をかけることになるという意見416が相次いだが、この過程では、ボワシー・ダングラのゴー
ストライターとされるほど、同時期における知的指導性を有していたドヌーDaunou によって417、法律の不執
行に関する責任が基本的には執行権責任ではなく行政権責任であること（つまり総裁の責任ではなく大臣の責
任であること）に加えて、執行権責任を、立法府構成員を含めてすべての公務員に課される「道義的 morale」
責任と、「法的 judiciaire」責任（＝刑事責任）に二分する議論が展開された。ドヌーは、「諸君が、思い違
い les erreurs de la pensée を重罪として処罰するのであれば、諸君は諸君の執行府の構成員への志願者を誰
一人見つけることが出来なくなるだろう418。」として、草案第２７条の削除を主張した。執行権責任の原理を
厳密に法的・刑事的な次元のそれに限定し、一般的・道義的な性格のそれを否定しようとするドヌーの見解の
中には、消極的・否定的な形ではあるが、政治責任の概念が認識されている痕跡を窺わせるものがあろう。以
上のような制憲委員会草案第２７条の否定（一般的・政治的責任原理の否定）は、弾劾責任制の自覚的採用と
表裏を為す。尤も、権力の厳格分離・独立という原則を強調する立場からは、政治責任制度と違って、原理上・
正面から権力の厳格分離に反する訳ではないものの、弾劾制度が果たす機能的側面に着目して、懸念を表明す
る声が有力議員から次々と表明されていた419。ドゥレサール事件という先例が存在していたところ、弾劾制度
が制度上の建前とする「個人的」「法的」な責任原理の「政治的」にして長大な延長に、テルミドール反動期
の政治人士が無自覚であったとは考えづらい以上、かかる懸念は道理である。執行府の一般的、ひいては政治
責任として解釈されかねない１７９５年制憲委員会草案第２７条の規定が斥けられたのは、権力分立観との原
理的衝突の回避という建前上の問題以上に、刑事責任原理に基づく弾劾制度が必要にして十分な実効性を有し
ていたからである旨、トロペールは指摘している420。ろくに使われたことも新手法よりも、既に実戦投入され
ている手法の方が信頼性において弥増さるのは道理であり、しかも新手法が体制の権力組織原理上の建前と衝
突する可能性があるというのであれば、猶更、旧来の手法の方に政治アクターの食指が動くのは見易い道理で
ある。結局、総裁政府期においても、事情は大革命初頭の憲法制定国民議会期以来の文脈と径庭がないのであ
る。 
以上のように、権力分立を原理原則上殊更に強調し、また、権力分立へのフェティッシュな執着を示した反
動的憲法として殊更に喧伝されるきらいのある１７９５年憲法が、実際には、制度上の次元において立法府に
優位性を与える形で権力均衡を損ないかねない余地を有していた訳であるが、しかし、だからといって、以上
の行論から直ちに、総裁政府期における執行権の劣位が結論されるという訳でもない。実際、公法学説は、１
                                                     
416 Conv. nat. Gazette national ou Le Moniteur universel, 14 messidor an III (1re août 1795 ), no 314, 
séance du 8 messidor an III ( 26 Juill. 1795 ), p.1265.また、P.-L. Roederer, Du gouvernement, Paris, 1795, 
p.7 
417 桑原武夫編・前掲書６４２～６４３頁。 
418 Conv. nat., Gazette nationale ou le Moniteur universel, 14 messidor an III ( 1re août 1795 ), no 314, 
séance du 8 messidor an III ( 26 juill. 1795 ), p.1265. 
419 例えばランジュイネは、執行権が立法提案権を持たない統治構造の中で、立法府に総裁弾劾権を与えるこ
とは、総裁側に何の対抗・防御手段もない以上、必然的に執行権の衰滅を導くとして懸念を表明している。同
様の意見が相次ぎ、中には政治的コノテーションを含むが故に立法過程で否定的に扱われた「罷免権」概念と
「弾劾・訴追権」概念を同視する意見まで提出されている。Conv. nat., Gazette national ou Le Moniteur 
universel, 13 messidor an III ( 31 juill. 1795 ), no 313, séance du 7 messidor an III ( 25 juill. 1795 ), p.1262.
また、「立法権に訴追権を付与するのは大変不都合である。 、、、立法府が執行権の宿敵であるというのは
事物の本性であり、立法府は執行権を転覆させるためならどんな手段でも使ってのける。」と指摘する声も見
られた。Conv. nat., Gazette nationale ou le Moniteur universel, 15 messidor an III ( 2 août 1795 ), no 315, 
séance du 9 messidor an III ( 27 juill. 1795 ), p.1269. 
420 M. Troper, La séparation des pouvoirs dans la Constitution de l’an III, op. cit.,., p.61, 
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７９５年憲法において大革命はようやく実体を伴った執行権の定着に到達したと見ており421、執行権が立法的
決定の単なる適用を超え、権力主体の意思、意欲の余地を含んだ執行的決定として現象したと見る。後述の通
り、総裁政府における実体的な執行作用の実現は、大臣衆を単なる管理・適用の作用に貶める階層的発想と表
裏一体のものであるが422、総裁政府を国家元首としてではなく執行評議会－内閣として見るのであれば、憲法
がこの「内閣」に与えた権能の重要さは明らかであり、後代の議院内閣制下の内閣が行使していたそれと比べ
ても見劣りするものではなく423、そこには幅広い自由裁量的性格を持った執行的決定としての統治の作用の存
在が示されている424。総裁政府に与えられた執行権のこの様な自由裁量的性格については、当代の有力なイデ
オローグにおいても共有されていたようである。ボワシ ・ーダングラは、執行権者を「嚮導の神聖なる倉庫、、、
一般的観点からの包括」として位置づけ、大臣衆を「行政の細部に関する寄託者」として位置づけているし425、
1795 年制憲構想段階において、諸権力の厳格分離たる「均衡制または平衡制権力分立構想」に対して諸権力
の緩やかな協働体制としての「協力制または有機的統一制権力分立論」を強調したシイエスも426、用語法のズ
レに注意が必要であるが、統治 gouvernement―総裁政府の権限－と、執行権 le pouvoir exécutif―すなわち
大臣衆の権限―とを、前者が「思考し活動すること」とし、後者は討議が禁止される受動的存在として位置づ
けている427。 
しかし、以上の事情は、後世の公法学説にせよ当代の憲法構想にせよ、何れも思惟の次元に留まる問題であ
り、総裁政府期における責任内閣制の現象可能性を担保する客観的与件の存否についての事実認識の問題とは
いちおう位相を異にする。果たして現実においては、総裁衆は責任内閣を構成するための必須の要件である連
帯性を有していなかった。総裁衆は同質的な集団ではなく、政見に一致が見られなかった。無論、当代におい
ては組織政党も不在であった428。また、制憲段階において、総裁の個人的責任に加えて、総裁衆が一体となっ
て負うところの連帯責任の現象可能性は、はっきりと否定されていたのである429。結局、総裁政府期において
総裁政府を内閣として見立て－したがって総裁政府期における大臣衆は ministres の名を有しながら、単なる
官吏集団として位置づけられるから、本研究の問題意識においては二次的な位置づけしか与えられず、全く後
景に退く－、責任内閣制と政治責任の現象の成立可能性を問う問いかけに対して、確言を以て回答することは
難しい。しかし、議院内閣制に適合的な客観的政治構造の不在や、憲法が立法府に対して攻撃性に富む執行府
攻撃手段を付与している点に着目して、公法学説は、総裁政府に「委任された délégué」（1795 年憲法第 132
                                                     
421 M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire, op. cit., p.295. 
422 J. Laferrière, op. cit., p.114. ; J.-P. Machelon, La Constitution du 5 fructidor an III ( 22 août 1795 ) : 
archaïsme ou modernité ? in G. Conac et J.-P. Machelon, op. cit., p.33. 
423 共和国の対内・対外的安全への配慮者（第１４４条）、法律の執行の監督・確保者（第１４７条）といっ
た地位に加えて、戦争状態の決定に関する必要的参画者（第３２６条）、緊急権者（３２８条）、戦争指揮権
者（第３２９条）、フランス共和国を代表する地位での、あらゆる対外的交渉権者（第３３１条）といった地
位が、総裁政府に与えられている。 
424 M. Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernmentale, op. cit., pp.36-40. 
425 Conv. nat., Gazette nationale ou Le Moniteur universel, 13 messidor an III ( 1re juill. 1795 ), no 283, 
séance du 5 messidor an III ( 23 juin 1795 ), p. 1140. 
426 浦田一郎・前掲書 231～232 頁。 
427 Conv. nat., Gazette nationale ou Le Moniteur universel, 7 thermidor an III ( 25 juill. 1795), no 307, 
séance du 2 thermidor an III ( 20 juill. 1795 ), p.1237. 
428 良く知られるように、大革命期における各種の「クラブ」は、隣国のホイッグやトーリといささか様相を
異として、政治的傾向の上での大まかな同質性以上の組織としての性格は曖昧である。この点に関して、柴田
三千雄『フランス革命』（岩波現代文庫、２００７年）１２２頁。 
429 Conv. nat., Gazette national ou Le Moniteur universel, 13 thermidor an III ( 31 juill. 1795 ), no 313, 
séance du 7 thermidor an III ( 25 juill. 1795 ), p. 1260. 
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条）権力に過ぎない執行権が立法権に対して従属的な権力作用に過ぎなかったことを指摘している430。そうし
て、結局のところ、オーリウは、「１７９５年の国民公会議員たちは、執行権に対する立法権の優越というド
グマを放棄せず、このことは彼らが執行権を組織する際に採用した方法の中に刻み込まれている。彼らは執行
権を立法権と対等な、あるいは立法権を優越するような、一つの国民代表であるとは考えず、立法府に従属す
る委任された権力 pouvoir commis と考えていたのである431。」と結論付け、憲法制定国民議会以来、幾度も
の体制転換にも拘らず、大革命期の権力構想における立法権優位の文脈の執拗さを、1795 年の憲法において
も確認しているのである。 
総裁政府の立法府に対する従属性を現象させていた制度的与件は、1795 年憲法が採用した弾劾制度－そこ
での責任事由の一般性・曖昧性と起訴休職制度－に求められる。憲法第１６５、１６６条によって、立法府は
自身の構成員と総裁政府の構成員とを訴追することが出来、彼らは高等院によって裁判される。憲法第２６７
から２７３条は高等院の組織について規定しており、高等院は５名の裁判官、破毀裁判所の中から指名される
検察官 accusateurs nationaux２名と、県の選挙人集会 les assemblées électorales départementales の中から
指名される高等陪審 hauts jurés から構成されている。憲法第１５８条の規定は、立法府構成員の刑事責任を
組織する規定がそのまま総裁政府構成員に対しても適用可能であると定めている。それゆえ、総裁政府構成員
の訴追手続きを提案するのは５００人会の権限に属し、その場合、訴追について布告するのは元老院の権限に
属する432。憲法第１１５条によって、総裁に対する訴追は「叛逆、横領、憲法の転覆の陰謀および共和国内の
安全に対する侵害の事実を理由として」提案され得る。これまでの憲政的文脈に忠実に、かかる構成要件は訴
追権者の自由で幅広い解釈の余地を残す表現を採用している433」を有しているのである。そこでの弾劾制は、
自身が拠って立つ法的責任原理の建前とは裏腹に、政治性を濃密に帯びているのは道理である。実際、当代に
おいては総裁政府が自身の政治方針を立法府のそれに優先して、後者の採択した法律の執行に疑義を唱えると
いうことは許容されていなかったから434、法律の執行という任務を遅らせ、懈怠し、更には拒絶しようという
総裁政府側の意欲は、何であれ、憲法第１１５条所定の「憲法の転覆の陰謀」にあたるものとして考えられて
いた435。従って、弾劾制の枠内で、立法府は執行府の仕事に対して、訴追手続きを介して不信任を表明するこ
とが出来た訳であるが、同様に、憲法第１２３条の起訴休職制度－この規定自体は立法府に関する規定である
が、憲法第１５８条によって、そのまま総裁政府構成員にも準用されることに注意しなくてはならない－によ
り436、立法府は総裁に対する事実上の罷免権を手にしていた。しかも、５人中２人以上の総裁に対する刑事訴
追を行えば、立法府は空席に対して自身の選好する者を就けることが出来る437。総裁政府期においては、かか
                                                     
430 M. Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernementale, op. cit., p.50. 
431 M. Hauriou, op. cit., p.301. 
432 １７９５年憲法第５章第１１３条；「立法府の議員は、現行犯の場合を除き、５００人会が裁判に付すこ
とを提案し、元老院が決定するまでは、警察官の前に引致されまたは勾留されない。」訳文は辻村・糠塚・前
掲書２２２ページに拠った。 
433 M. Troper, Terminer la Révolution. La Constitution de 1795, op. cit., p.137, et La séparation des 
pouvoirs dans la Constitution de l’an III, op. cit., p.60. 
434 M. Troper, La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle française, op. cit., pp.86-92 et 
Terminer La Révolution. La Constitution de 1795, op. cit., pp.136-139 ; M. Morabito, op. cit., pp.140-141. 
435 M. Troper, Terminer la Révolution. La Constitution de 1795, op. cit., p.137.；M. Morabito, op. cit., 
p.140. 
436 １７９５年憲法第１２３条「立法府議員に対して起訴が宣告された場合は、議員は停職とされる。司法高
等法院による無罪とされた議員は、復職する。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２２２頁に拠った。 
437 １７９５年憲法第６章第１５９条；「総裁政府構成員の２人以上が裁判に付された場合は、立法府は通常
の形式によって dans les formes ordinaires、裁判の期間、一時的な代理の者を就ける。」 
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るマニューバは立法議会期－ドゥレサール事件の先例－よりも更に実効性を強固なものとした。立法議会期の
ドゥレサール事件の先例に相当するレベリエール＝レポーの辞職劇によって438、訴追の単なる脅しに過ぎない
動きが、当該総裁の自発的辞職に結びつくことが示され、更に、レポーとともに辞職せざるを得なかったメル
ランの椅子も含めて、空いた二席の後任に立法府の意のままになる人物が就いたのである。つまり、総裁政府
期において、弾劾制度は政治責任原理への一層の接近を示すこととなったと言える。従って、諸権力の厳格分
離・消極的権力分立観という一般的イメージとは裏腹に、総裁政府と諸大臣は、実際には、立法府の権力に対
して従属しているのである。「執行権は極めて弱体であった。執行権は合法的な防衛手段を何も持っていなか
った。したがって、これは立法府が実際にしたことなのであるが、総裁政府が法的な形式では抵抗することが
できないままに、立法府は少しずつ憲法を掘り崩し、総裁政府を従わせ、あるいは弱体化させたのである。439」
とは、正しく当事者の弁である。 
相当程度に自律的な権力の主体として考えられていた総裁衆ですら、そこでの「責任」性が「従属」性によ
って相対化されていた以上のような事情が存在していた中で、総裁政府の執行的決定の詳細を忠実に実施する
だけの作用－主体と考えられていた行政権－大臣衆における「責任」の消息は、その実体性など殆ど議論にな
らないほど希薄なものであった。この時期において大臣責任の問題について自覚的に行論していた論者は少な
いが、その中で、シイエス同様、絶対的・消極的権力分立観に批判的だったスタール夫人の執行権強化論の中
で、若干、大臣責任に関して論じられている部分が存在する。彼女は執行府に対して、５００人会の解散権と
ともに、立法に関する停止的拒否権を付与することを要求していた440。「執行府は、自身の反対する法律の執
行を為すよう強制される権力であっては、決してならない441。」として、「１７９１年憲法において国王につ
いて規定されていたように、前もって規定を受けて居る叛逆罪の場合を除いて、総裁政府のために絶対的不可
侵権を確立することが必要である。諸大臣が明らかに立法府の信任を喪失した際に諸大臣の辞職を惹起すると
いう一種の慣行を諸大臣の為に確立するためには、その責任が必要である442。」つまり、ここでの統治機構構
想は、１７９１年憲法以来フランス知識人士に対して陰に陽に影響を与えてきたイギリスの国制としての議院
内閣制の影響が明らかであり、そこでは総裁政府が国家元首の地位に擬えられ、実際の権力行使が大臣衆によ
って行われるための権限－責任の下方移譲が意識されている。しかし、この様な理論・政治的思惟が現実政治
と制憲過程に影響を与えた痕跡は殆ど見られず443、１７９５年の制憲過程では大臣責任の問題は殆ど議論され
ていない。出来上がった憲法は、唯一第１５２条のみが「大臣は、法律の不執行および総裁政府の政令の不執
行について個別的に責任を負う。」と規定しているのみである。政治責任の中核的要素である連帯性は否定さ
れ、個人的責任の原理は法的性格の責任原理にこそ親和的であろう。しかも、そこでいう個人的責任は、議会
との関係では問題となる余地もない。何故なら大臣に対する「訴追を行う権限は、総裁政府にこそ帰属してい
                                                     
438 トレイラル追放後、立法府との対立を深めていた総裁衆の中で、レベリエール＝レポーは、実力発動も辞
さないという強硬な立場を採っていたが、十分な人望を勝ち得ることができなかった彼は、結局政治的敗北を
喫した。この事件に関しては、A. Meynier, op. cit., pp.111-230 ; M. Troper, La séparation des pouvoirs et 
l’histoire constitutionnelle française, op. cit., pp.89-91 ; M. Morabito, op. cit., p.147. 
彼のパーソナルに関しては、桑原武夫編・前掲書６７０頁。 
439 L.-M. de la Revellière-Lépeaux, op. cit., t. I, p.237. 
440 G. de Staël, Des circonstances actuelles qui peuvent terminer la Révolution et des principes que 
doivent fonder la République en France, op. cit., 1979, p.179 
441 Ibid., p.180. 
442 Ibid., p.186. 
443 H. Grange, Necker, Madame de Staël et la Constitution de l’an III, in Approches des Lumières, 
Mélanges offerts à J. Fabre, éd., Klincksieck, 1974, p.238. 
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る。これは全く道理である。何故なら、法律の執行は総裁政府に帰せられているからである（第１４７条）444。」
憲法第２６５条に「大臣 misnitres」という語は出て来ず、刑事責任原理によって政治責任を機能上生成させ
る余地、つまり弾劾制の運用による大臣の政治責任の裏口からの導入を、議会が行い得る余地は閉ざされてい
る445。大臣責任追及の問題に関して議会を締め出すこのような制度設計は制憲段階において自覚的に選び取ら
れたものであった446。憲法第１４８条は「総裁政府は、適当と判断するときは、総裁政府外から大臣を任命し、
大臣を罷免する。（以下略）」と規定している。大臣が責任を負うとすれば、第１４８条を根拠としてそれが
任免権者である総裁政府であることは自明であるが、しかし、ここでの責任は政治責任の実質を有するもので
はなく、第１４８条の本質は大臣の総裁政府に対する従属性を規定するところにあり、両者の階層的な関係を
規定するところにあった。総裁政府が大臣の罷免を宣言するとき、そのとき総裁政府が用いているのは、実際
には自らの官吏に対する階層的優位性を前提とした支配的力に過ぎない。「統治＝執行」と「行政」の二つの
全く異なったしかも優位－劣位の関係に立つ作用であったから447、執行権のこの二部門の間には、「真正の階
層性が存在していた448。」行政作用の行使において、大臣たちは総裁政府に対して全面的に隷属する立場に置
かれていた。憲法草案の段階では、当初、総裁衆の下に置かれる人的集団には「執行権に属する総合的な官吏
agents généraux d’exécution」という名称が提案されている449。最終的に採択された憲法法文では辛うじて「大
臣 ministre」という名を貰えたものの450、しかし、それでもやはり「、、、大臣は政府、すなわち総裁政府
の単なる執行吏であり、総裁政府による政策と合致した命令を出すことを任務としていた451。」それ故、「総
裁政府は大臣を罷免するが、だからといって今日の政府が知事を罷免する際のように、大臣の責任を問うてい
る訳ではなく、階層的権力の発露がなされているだけなのである452。」したがって、革命暦３年憲法において
は、大臣の政治責任は立法府に対しても総裁政府に対しても存在していなかった。 
 
 
 
  小括 
 
 革命期の全期間を通じて、立法府の執行府への優位が観察されるが、立法府と執行府との関係を規定し、前
者の後者に対する優位と支配を生成した「責任」をめぐる実態は、あらまし以下のようなものである。 
                                                     
444 M. Morabito, op. cit., p.140. 
445 １７９５年の憲法第２６５条；「立法府自身の構成員に対してであれ、総裁政府の構成員に対してであれ、
立法府によって承認された訴追に対して裁判を行うのは高等院である。」 
446 Conv. nat., Gazette nationale ou Le Moniteur universel, 26 fructidor an III ( 12 sept. 1795 ), no 356, 
séance du 23 fructidor an III ( 9 sept. 1795 ), p.1426. 
447 J.-P. Machelon, la Constitution du 5 fructidor an III ( 22 août 1795 ) : Archaïsme ou modernnité ?, in G. 
Conac et J.-P. Machelon, op. cit., p.33. 
448 M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire, op. cit., p.297.；全く同旨の主張を M. Troper, 
Responsabilité politique et fonction gouvernementale, op. cit.,p.50.が行っている。 
449「行政の細部に関しては、その（＝総裁政府の）命令に基づき総裁政府により指名され罷免される大臣に付
託されることになる。我々はこれら大臣について総合的官吏という名称を与え、その人数は６名としようと考
えている。」Conv. nat., Gazette nationale ou Le Moniteur universel, 26 fructidor an III ( 12 sept. 1795 ), no 
356, séance du 23 fructidor an III ( 9 sept. 1795 ), p.1426. 
450 Conv. nat., Gazette national ou Le Moniteur universel, 4 fructidor an III ( 21 août 1795 ), no 334, 
séance du 28 thermidor an III ( 15 août 1795 ), p. 1344. 
451 J. Laferrière, op. cit., p.114. 
452 M. Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernementale, op. cit., p.50. 
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当初、勅語奉答という純粋に政治的な手法によって大臣の責任を追及しようとする動きが見られたが、実効性
の観点から急速に用いられなくなる。そこで、弾劾制が解決策となった。大臣の刑事責任に対して訴追という
構えを採り、また実際に訴追することは、立法府にとっては大臣に対する不信任表明を構成するだけでなく、
大臣の起訴休職制度が一貫して採用されていたことによって、憲法が大臣に関して刑事責任を規定するだけで、
立法府の事実上の大臣罷免権が規定されているのと同じ効果が得られていた。従って、大革命期における大臣
責任制は、憲法制度が正面から認めていなかったにもかかわらず、法的－刑事責任とは全く異なる責任観－政
治責任－に基づく政治動態を示していた。しかし、大革命期、大臣たちは政治的権力を奪われた従属的な官吏
であると考えられていた。１７９５年に至るまで、大臣衆は議会意思に従属しており、１７９５年以降の総裁
政府下において大臣の名を取った人々は、一層従属的な官吏に過ぎなかった。総裁政府事態を内閣と同一視し
た場合、多分に政治権力－政治責任が実体化していたが、それでもやはり、立法府の優位性は執拗であった。 
革命期において、「権力分立」と「立法作用の始原的性格＝優位性」の観念は随意に混同されており、現実に
おける立法府の優越の理論的正統化背景となっていた。イギリスの国制の継受に好意的なミラボーや、立場は
違ってもロベスピエールなどによって、統治権者の責任が法的－刑事的－個人的な性格に回収されない政治的
－道義的－連帯的な性格の原理として把握され得るという事柄はある程度以上自覚されていた。しかし、権力
分立原理は大臣衆の議会に対する政治責任という原理を斥けると理解されていたし、責任機制の効果の大小と
いう現実問題においても、勅語奉答を介して機能する政治責任の不安定性に比べて、起訴休職制度を備えた弾
劾制は非常に安定であった。それ故、実効性の面でも、理論的整合性の面でも、刑事責任原理に基づく大臣弾
劾制が支配的となる経緯が監察されるのである。以上の消息は、その後長大な射程を持ち、１９世紀前半の立
憲君主制下においても執拗な支配的大臣責任観としての様相を見せよう。 
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第 2章 復古王政期における大臣責任の動態（１８１４－１８３０） 
 
第１節 １８１４年憲章における政治責任原理の自覚的否認とその文脈 
 第１款、諸憲法的文書に顕れた政治責任を巡る背景的文脈 
 第２款、憲章における政治責任原理の否認 
第２節 １８１４年体制における大臣責任の動態的把握：刑事責任「原理」の政治的「機能」 
 第１款、政治責任の概念の戦略的な利用 
 第２款、大臣責任の「原理的側面」と「機能的側面」の混交；法的責任の政治的歪曲 
第３節 政治責任の原理的不徹底の常態化 
第１款、実権のない大臣の存在と議院内閣制の胚胎 
 第２款、議会による大臣不信任権の要求－王権を損ないかねない制度的不均衡への危惧 
第３款、議会による大臣不信任権の要求―大臣に対して両院によって行使された圧力手段 
小括 
 
ジャン＝ピエール・マシュロンは「国民主権ないし人民主権に関する全てのイデーを拒絶して、その
法文は明らかに、先行する諸憲法の対蹠地に位置していた。何らの社会契約も謳わず、慈悲深き自己抑
制の行為の中に『王権の自発的かつ自由な行使』のみを認めていた。つまり、こう言って良いであろう。
すなわち、その前文を読む限り、この憲章は近代的意味における憲法には見えないのであり、寧ろ、古
きフランスの制度的、規範的な側面における延伸として、あるいは補完物として映るのである。」と指摘
している。確かに、君主主権と国王の統治権限の優位を回復した点で、１８１４年の憲章が革命の遺産
を大幅に白紙化する反動的な性格の文書であるのは明らかである1。反動的潮流の中に置かれたことによ
って、大臣の政治責任は１８１４年憲章の規定上、自覚的な形で拒絶された。後述する通り制憲過程で
は大臣の政治責任原理を憲法編入することに好意的な意見も散見されたものの、支配的な思惑は、如何
にして王権と王制の保存を確実なものとするか、という点にあり、その為の確実安全な方法としては、
諸権力の混同を回避することが企図された。１７８９年から１８１４年までの憲法的諸文書と同様に、
憲章の中には、ただ国務評定官の刑事責任のみが規定されていた。尤も、１８１４年憲法法文と実際の
運用の間にはズレが存在していた。現実における復古王政期の政治的文脈は、議会制を指向しており、
憲法に規定されていない大臣の連帯的な責任の現象例が散見されるに至った。 
 政治責任と刑事責任を原理的に区別する思惟は、復古王政期に至るとかなり幅広く受容されるように
なる。国王に対してのみならず、両院に対しても負われうるという政治責任の概念は、１８１７年以降、
明瞭な形でその存在の痕跡をフランス憲政史上に遺すようになる。１８１７年当時の法相、パスキエ男
爵 Le Baron de Pasquier によって、「政治責任 responsabilité politique」という表現はフランス憲政
史上初めて明示的に登場した2。尤も、思惟の次元でその存在が確実視される大臣の政治責任原理は、飽
くまでも「政治的なもの」、つまり「法的規律の対象とは凡そなり得ないもの」とされていたことも確認
されなければならない。政治的アクターの共通する関心事は王権と王制の保持であり、これを損なう可
能性のある政治責任原理の憲法編入は忌避されていた。 
                                                     
1 J.-P. Machelon, La place de la Charte de 1814 dans l’évolution constitutionnelle de la France moderne, 
Cahier de la nouvelle société des Etudes sur la Restauration,2003, no 2, p.19. 
2 CD, AP, 2e série, t. XVIII, séance du 3 févr. 1817, pp.486-492, とりわけ p.488.を参照。 
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 第１節 １８１４年憲章における政治責任原理の自覚的否認とその文脈 
 
 １８１４年から１８１５年にかけての２年間は、憲法的文書の宝庫である。１８１４年４月６日の元
老院による憲法、１８１５年４月２２日の帝国憲法附加法、代議院中央委員会 commission centrale de la 
Chambre des représentantsによって提出された１８１５年６月２９日の憲法案、そして１８１５年７月
５日に採択された権利宣言案、これら４つの文書が、安定的に施行されるに至った１８１４年６月４日
憲章の他に検討されるべき素材となる。第一の元老院による憲法はルイ１８世紀のサン＝トゥアン宣言
で否定され、第二の帝国憲法附加法は発効こそしたものの百日天下とともに儚く潰え、後二者は施行さ
れるに至らなかった。しかし、これらの憲法的文書には様々の異なった要素が含まれており、１８１４
年６月４日の憲章の中で規定されたものもあり、憲章起草者によって何が望まれ何が拒まれたのかを知
る上で、教えられるところ大である。つまり、これら儚い運命を辿った憲法的文書を分析することによ
り、１８１４年６月４日憲章の法文をなぞるだけでは認識し得ない、復古王政期の制憲者たちの企図の
全体像を把握することが可能になるのである。とりわけ、大臣の政治責任については、かかる比較を為
すことによって教えられるところ大である3。憲章以外のこれら諸憲法的文書の何れにあっても、明示的
に表れている責任原理は刑事責任のみである。しかし、これら文書の中には、政治的類型の責任を現象
させ得る余地が見出されるのであり、大臣責任という問題に関しては、憲章よりも遥かに多様であり、
先取的である。そうしてみると、１８１４年憲章の制憲者意思は、自覚的に、厳密に刑事的な次元に留
まることを選択していたと分析され得る（第１款）。 
 憲章は、大臣の政治責任原理をその文面上から遠ざけている。第５５条と第５６条に規定された大臣
の刑事責任に関しては、第５６条の規定において、訴追事由と起訴手続きの委細が後法に委ねられた。
しかし、予期された立法作業は悉く頓挫した。何故なら、その当時の政治的人物の多数が、かかる責任
を認めることによって王権が危殆化されることを危惧したからである。刑事責任の中には、何らかの政
治的実質が読み取られていた（第２款）。 
 
 第１款、諸憲法的文書に顕れた政治責任を巡る背景的文脈 
 
 １８１４年から１８１５年にかけての、元老院による憲法、帝国憲法附加法、そして代議院中央委員
会憲法草案は、何れも大臣による副署の原則と大臣の責任についての規定を持つ点で共通している。と
ころが、憲章は、大臣に関する規定の冷淡さが際立っている。憲章は大臣有責原則を置かず、副署につ
いても沈黙しているのである。つまり、１８１４年から１８１５年にかけての憲法思潮に定位させると
き、こと大臣責任という主題に関しては、憲章の特異な性格が際立っている。１８１５年７月５日に代
議院で評決された権利宣言については、少なからぬ公法学説によって、両院に対する大臣の政治責任の
                                                     
3 帝国憲法附加法について、ポール・バスティドは、その法文は「憲章と同じ思潮の中で書かれたもの」とみ
ている。P. Bastid, Les institutions politiques de la monrachie parlementaire française ( 1814-1848 ), Sirey, 
1954, p.11. ドラットルは次のように強調している。「いくつもの問題が帝国憲法によって実際に規定された
ままであったが、にもかかわらず、この附加法はかかる問題を全面的に先延ばしにしているのであり、この問
題を先行する法文と関連付けたいと真に欲するのであれば、憲章を参照することが必要である。」M.-L. 
Delattre, Projet d’acte constitutionnel présenté par la commission centrale de la Chambre des 
représentants le 29 juin 1815, Mémoire DES de science politique, 1961, p.30. 
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胚芽が確認されており、その先取性が際立っている。復古王政期初頭の政治的文脈において、大臣責任
についての豊かな思惟が存在していた。制憲者意思は大臣責任のプロブレマーティクに無自覚だったの
ではなく、自覚的に遠ざけたのである。 
 
 第１款の１、１８１４年４月６日の元老院による憲法 
 
 １８１４年１月、元老院は皇帝ナポレオンの廃位を宣言し、制憲準備作業に取り掛かった4。元老院は、
タレーラン主導の臨時政府を立てた。早くも４月５日には、この臨時政府はルイ１６世の兄弟であるプ
ロヴァンス伯ルイ＝スタニスラス＝クザヴィエ Le Comte de Provence, Louis-Stanislaw-Xavierを王位
に招請した。翌日、元老院は数名の議員によって起草された憲法を全会一致で議決し、同法文は立法院
Corps législatifによっても全会一致で承認された5。制憲者は、確かに世襲の君主制を再興したが、し
かし、国王特権を制限する一定の条項もまた規定した。つまり、「この君主制は打算的な結婚 mariage de 
raison であった。情熱からする結婚ではなかった6。」実際、元老院による憲法では、立法作用、とりわ
け法律の提案について、君主と両院の間に分配がなされている7。加えて、両院は当然の権利として集会
し、前もって国王による招集を必要としない8。元老院議員たちは「復活 restaurer」ではなく、あくま
でも「創始 instituer」を企図していた9。当代人士の思惟を支配していたのはイギリスの国制である。「１
８１４年、全てがイギリスの流儀であった。１８１４年ほど、イギリスの国制が斯様な影響力を持った
ことはフランス史の他の如何なる時期においてもないであろう10。」とバスティドは性格付けている。元
老院憲法は、それまでの立憲君主制、例えば１７９１年憲法による制限君主制とは全く異なった仕方で、
以下に見るようにイギリスの議院内閣制的君主制を構築しようとするのである11。 
 ２９カ条からなる１８１４年４月６日の元老院による憲法において、大臣責任に関する規定は第２１
条の一ヶ条に過ぎない。しかし、「国王の一身は神聖かつ不可侵である、すべての統治のアクト tous les 
actes du gouvernementaux は一人の大臣によって署名される sont signés par un ministre。法律、公
                                                     
4 元老院の行動根拠は「元老院は組織的元老院決議によって、、、憲法によって規定されていない全ての事柄
について、その運営にとって必要不可欠な全ての事柄について、規律する、、、」と規定された革命暦１０年
テルミドール１６日の組織的元老院決議第５４条である。しかし、ステファヌ・リアルスは「帝国元老院によ
る制憲作用の簒奪が」問題となっていると述べている。結局、「元老院は、制憲者としての権利を不当に簒奪
するために、死にゆく体制の下で自身に課されていた憲法上の権限を口実としたのである。」S. Rials, 
Constitution sénatoriale ( avril 1814), J. Tulard (dir.), Dictionnaire Napoléon, nouvelle édition revue et 
augmentée, Fayard, 1987, vol. I, p.530. 
5 １８１４年４月６日元老院憲法法文については、L. Duguit, H. Monnier, R. Bonnard et G. Berlia, Les 
Constitutions de la France et les principales lois depuis 1789, 7e éd., LGDJ, 1952, pp.164-167, 元老院憲法
に関しては、J. de Soto, La Constitution sénatoriale du 6 avril 1814, RIHPC 1953, pp.268-304. 
6「これは制憲者たちがブルボン家に対して為した愛ある行為ではない。何故なら、そこでの法文は厳密なも
のであり、踰越することは難しく、国王の行為は最良のものとはならないまでも、少なくとも最小の悪であり、
最も「割に合う」ものとなると思われたからである、、、」J. de Soto, ibid., p.287. 
7 元老院憲法第５条；「国王、元老院、および立法院は協働して立法する。法案は元老院にも立法院にも提出
されうる。 、、、国王も、自身が適当と考えた事柄について両院に検討するよう勧奨することができる。、、、」 
8 元老院憲法第１０条；「立法院は、毎年１０月１日に集会する。これは立法院の権利である。」 
9 S. Rials, op. cit., p.531. 
10 P. Bastid, op. cit., p.33. 
11 モーリス・デュヴェルジェ（時本義昭訳）『フランス憲法史』（みすず書房、１９９５年）８６頁。 
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的自由と個人、市民の諸権利を侵害するそのすべてのアクトに関して、大臣 ministresは責任を負う12。」
と規定する同条は、国王不可侵の原則、副署の義務、そして大臣責任という三つの要素を取り合わせて
いる。同規定に関して明らかな事柄と不明な事柄が、従って一点ずつ存在すると言えよう。前者として、
国王から大臣への責任の転移が規定されているという事柄。後者として、責任の転移が生じるとして、
果たしてそこでの責任の性質や如何、という事柄である13。 
 第２１条は「すべての統治のアクトは tous les actes du gouvernement」一人の大臣によって署名さ
れなければならない、と規定する。この統治のアクト actes gouvernementaux は、憲法第４条が国王の
みに執行権を付与していることから、国王の行為である14。国王は神聖不可侵であるから、何らかの別の
権限主体によって責任を裏書する必要が出る。第２１条はそれ故、実体的・政治的機能を大臣の副署に
割り当てることになる。とは言え、そこで大臣によって負われる責任の性質（政治的－刑事的）を見極
めるのは些か微妙な問題である。同条によって、大臣の責任は、彼が副署したアクトが「法律、公的自
由及び個人、市民の権利」を侵害するものであった場合、つまり自身の副署したアクトが適法でないと
判明した場合に責任追及されることは明らかである。ステファヌ・リアルスが「（元老院憲法は）刑事的
類型の責任をフォートに対して設けたが、しかし、純然たる政治責任、すなわち刑事責任に比べてより
一般的総合的で、単に時宜不適合な行為へのサンクションをも包含するような責任は設けなかった。議
会からすれば、内閣なるものは観念的存在 entité にすぎず、かような時宜不適合な行為の何らかのもの
に対するサンクションなど、ましてや言及されなかったのである15。」と指摘している通り、責任転移の
メカニズムの結果として大臣が負うところの責任の性質は刑事的性質のものと理解されるほかない、と
言えるであろう16。 
 
 第１款の２、帝国憲法附加法とその独自性 
 
 ナポレオン・ボナパルトはエルバ島脱出後、１８１５年３月にフランスに上陸し、ルイ１８世は外国
に逃亡した。パリに帰還するや、ナポレオンは両院を解散する旨、３月１３日のデクレによって布告し
た。百日天下の憲政におけるブレーンとなったのはバンジャマン・コンスタンである17。帝国憲法附加法
自体は１８１５年４月２２日に帝国憲法すなわち革命暦８年憲法と、革命暦１０年および１２年の組織
的元老院決議を補完し、修正したものに他ならず18、執行権に関するについては、旧帝国憲法の規定がそ
のまま踏襲されていた19。つまり、革命暦１２年フロレアル２８日の元老院決議第１条から、統治権は皇
                                                     
12 L. Duguit, H. Monnier, R. Bonnard,et G. Berlia, op. cit., p.166. 
13 J. de Soto, op. cit., p.298. 
14 元老院憲法第４条は「執行権は国王に属する。」と規定している。 
15 S. Rials, op. cit., p.531. 
16 「確かにこの憲法は国王の不可侵性と大臣の副署に関して言及しているが、しかし、これらの概念を議院内
閣制という方向において解釈してみるのは難しいと言わなければならない。 、、、大臣責任は不適法という
概念の類縁概念として形成された。つまり刑事責任である、、、」M. Morabito, Histoire constitutionnelle de 
la France ( 1789-1958 ), 15e éd., LGDJ-Lextenso, 2018, pp.184-185. 
17 モーリス・デュヴェルジェ（時本訳）・前掲書９０頁。 
18 帝国憲法附加法第１条；「帝国憲法、すなわち nommément、革命暦８年フリメール２２日憲法的アクト、
革命暦１０年テルミドール１４日―１６日の元老院決議、革命暦１２年フロレアル２８日の元老院決議は、以
下の規定によって修正される。これらの帝国憲法のその他全ての規定は、確認され、維持される。」 
19 D. de Bellescize, L’Acte additionnel aux Constitutions de l’Empire ( 22 avril 1815 ) : une Constitution 
mal nommée pour un régime sans nom, RDP, 1993, p.1059 
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帝に属している。逆に、立法府に関しては、1814 年元老院憲法に倣って、立法作用が皇帝と両院の間で
分掌されると規定していた20。二院制が維持され、一方では勅任の貴族院 Chambre des pairsを、他方で
は民選の代議院 Chambre des représentantsが置かれた21。但し、法律発案権は皇帝によって独占されて
おり、両院はある法律を提案するよう皇帝に「勧奨する inviter22」だけであり、憲章第１９条と同様で
ある23。皇帝は貴族院及び代議院の招集権も享受していたと言える24。憲章との大きな相違点は、皇帝が
如何なる立法裁可権も有しなかった点にあるが、しかし、皇帝は下院の解散権を享受している25。「帝国
憲法附加法は、皇帝に対して裁可権を与えていない限りにおいて、憲章と比べて顕著に後退しているよ
うにも見えるが、しかし、『執行権』に対して法律発案の権限を独占させ、如何なる修正も拒否し得る可
能性を与えたことで、『執行権』に対して、立法過程を事前に妨害する手段を付与していた26」との見方
が妥当であろう。 
 そして、元老院憲法とも憲章とも大きく異なる帝国憲法附加法の独自性がよく表れているのは、大臣
責任に関する規定においてである。執行権の行使に関して、皇帝は大臣連の輔弼を受けており、「大臣に
ついて Des ministres」そして「責任について de la responsabilité」と題された第４章は、１３の条
文を置いていた。第３８条では、全ての政府の行為 les actes gouverenemental について、大臣による
副署の義務が規定された27。次いで第３９条は、「大臣は、自身が署名したアクトについて、並びに、法
律の、その執行について責任を負う。」と規定していた。尤も、元老院憲法において確認されたのと同様
の困難が存在しており、大臣によって転移する責任の性質は不明瞭であった。大臣の刑事責任に関して
は、第４０条以下で明文で規定されている28。してみれば、第３８条と第３９条は、第４０条以下の刑事
責任規定から自律的であるか、或いは連動するかが問題である。 
 帝国憲法附加法体制は儚い運命を辿ったが、理論的には後世の論者からの好奇の的となった。「新しい
条文を帝政時代の先行諸法令と結び付けようとした」「全く言葉の遊戯にすぎ」ないもので「帝政時代の
諸憲法よりも１８１４年憲章にはるかに類似」した独自性の乏しい憲法であり、議会に対する大臣の責
                                                     
20 帝国憲法附加法第１章第２条；「立法権は皇帝と両院によって行使される。」 
21 帝国憲法附加法第１章第３条；「第一院は、貴族院と呼称される。貴族院は、世襲制である。」第４条；「皇
帝は貴族院の構成員を指名する。貴族院の構成員は罷免され得ず irrévocable、長子相続される。貴族の数は
無制限である、、、」第７条；「第二院は代議院と呼称される。その構成員は人民から選出される。」 
22 帝国憲法附加法第１章第２３条；「政府は法律を提案する、、、」第２４条；「両院は政府に対して、ある
特定の対象についての法律を提案するよう勧奨することができ、かかる法律に挿入することが適当であると両
院が考える規定を起草することができる。勧奨することができる。かかる要請は両院の各々が行うことができ
る。」 
23 １８１４年憲章第１９条；「両院は国王に対して、ある特定の対象について法律を提案するよう勧奨するこ
とができ、かかる法律に含まれることが適当であると両院が考える事柄を起草することができる。」 
24 S. Rials, Acte additionnel, in J. Tulard (dir.), op. cit., p.36. 
25 帝国憲法附加法第１章第２１条；「皇帝は代議院を延会させ、延期させ、解散することが出来る。代議院の
解散を告げる宣言は新たな選挙の為に選挙人 collèges électoraux を招集させ、遅くとも６か月以内には代議員
たちが集会することを示す。」 
26 S. Rials, Acte additionnel, in J. Tulard (dir.),op. cit., p.36. 
27 帝国憲法附加法第４章第３８条；「政府による全ての行為は関係する省庁の大臣によって副署されなければ
ならない。」 
28 帝国憲法附加法第４章第４０条；「大臣は代議院によって訴追され得、元老院によって裁判され得る。」こ
の条項において用いられている語彙は大臣によって負われている責任の性質が刑事的なものであることを示
していると言えよう。 
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任も明示されていないものと見る評価もあるが29、他方で、正に帝国憲法附加法こそが、両院に対する閣
僚の政治責任を暗々裏に認めたフランス最初の憲法法文であるとの有力な見解も見られる。例えば、オ
ーリウは同３８条、３９条が立法府に対する政府責任の原則を提起するものだと解釈している。「帝国憲
法附加法の第４章はただ２カ条しか置いていないが、しかし、そこからは政治責任が導出されるのであ
り、要するに、議院内閣制 régime parlementaireが導出されうるのである。すなわち、第３８条と第３
９条である30。」ジョゼフ＝バルテルミイも「帝国憲法附加法は、、、議院内閣制を指向して改良された憲
章にすぎない。しかし、同附加法において打ち立てられた大臣責任は刑事的形式における政治責任であ
った。かかる責任は、単なる慣行から憲法規範の次元へと移行した副署という様式によって負われるこ
ととなったのである31。」バルテルミイの言説は、つまり、そこで働く責任機制の「目的」に着目してす
ぐれて政治学的な分類法に従っていると言える。副署者である大臣によって引き受けられる責任は刑事
手続にしたがって追及されるが、しかし、目的の面から見てそれは政治責任である、と。この点につい
ては、ドラットルが「いまだひどく慎重なものではあるが、しかし、ここには政治責任が法化される胚
胎が見出されるのである。」と帝国憲法附加法における大臣責任制を評価している点も注目されるべきで
あろう32。 
しかし、帝国憲法附加法体制において大臣の政治責任原理が存在し得た、という主張は適当ではない。
この点に関する論証の為には、第一に革命暦８年憲法との比較検討、第二にバンジャマン・コンスタン
の憲法思惟を検討することが必要であろう。 
 先ず、附加法第３８条と第３９条の射程を決定するには、革命暦８年憲法と比較を為さなければなら
ない。革命暦８年憲法は、第５５条で「大臣による副署がなさなければ如何なる政府の行為も有効では
ない。33」としている。大臣の副署という様式には、国家元首による署名の真正性の認証作用と、無答責
の署名者から有責の副署者への責任の転移という二つの機制を有しうるが、副署の欠缺が必然的に当該
アクトを無効とするとされている以上、第５５条に規定された大臣の副署が有する機能というものは、
皇帝から発されたアクトの認証作用に他ならない34。また、附加法第 39条と革命暦８年憲法第７２条（「大
臣は、責任を負う。―法律の不執行について、公行政における命令について。―自らが与えた個別的命
令が憲法、法律、命令に違背した場合において。」）との間で視線を往復させてみれば、副署と大臣の責
任原則とが連関しているとの帰結が導出されよう。すなわち、国家元首によってなされたアクトの認証
という形式的かつ法的な機能、そして、副署者への責任の転移という実質的かつ政治的な機能である。
因みに、革命暦８年憲法における大臣責任の性質が刑事的であるか政治的であるかという問題に関して
は、同憲法第７３条により、刑事的性質のものであると結論して良いだろう。先行する第７２条を明示
                                                     
29 モーリス・デュヴェルジェ（時本訳）・前掲書９０～９１頁。 
30 M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, 2e éd., Sirey, 1929, p.313. 
31 Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France sous Louis XVIII et Charles X, 
V. Giard et E. Brière, 1904, p.54.  
32「大臣たちは、、、皇帝によって指名・罷免され、両院に対して刑事的に責任を負うが、しかし、かかる責
任は憲章に比べれば相当大きく拡張されている。つまり、憲章において規定されている二つのケースから、無
制限の数多くのケースまで、さまざまに考えることができるのである。、、、」M.-L. Delattre, op. cit., p.77. 
33 革命暦８年フリメール２２日（１７９９年１２月１３日）憲法第４章第５５条。 
34 F. Perrin, De la responsabilité pénale du Chef de l’Etat et des ministres en France depuis la chute de 
l’Ancien Régime jusqu’à nos jours, thèse Grenoble, imprimerie Allier frères, 1900, pp.15-16 ; D. Alland et 
S. Rials (dir.), Dictionnaire de la culture juridique, 1re éd., PUF, p.285 ; J.-P. Timbal, Le contreseing 
ministériel, thèse Sciences sociales de Toulouse, 1975, p.6. 
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的に参照しながら、第７３条は、大臣の訴追、高等院への起訴手続を規定しているのである35。そして、
数多くの論者が、帝国憲法附加法に規定された大臣責任の性質は刑事的なものと推し量っているのは、
かかる革命暦８年憲法からの類推による36。例えば、マルセル・モラビトは「元老院憲法あるいは憲章と
同様に、帝国憲法附加法もまた、政治責任を備え付けてはいない。なるほど確かに帝国憲法附加法は憲
章においては無視されていた副署制度を復活させた（第３８条）。しかし、この副署の革命暦８年憲法に
おける制度化（第５５条）が示しているように、このような制度に対して誰がそれを望もうとも、そこ
からは議院内閣制の実態が生じてくることはないのである37。」と指摘する。学説は、革命暦８年憲法が
大臣に対する刑事責任しか規定していないことから、帝国憲法附加法において規定された責任の性質が
刑事的であると類推している。 
 他方、帝国憲法附加法の主たる起草者であるバンジャマン・コンスタンが、大臣の刑事責任と並行し
て大臣の政治責任をも構想していたか否かについても、検討を要する問題であると言える38。自由主義を
奉じる政治的・著述家のコンスタンは、かなり初期の段階で既に39、大臣の責任は単なる刑事的な次元を
超越するものだと主張してきた。総裁政府の終わりから帝政の始まりごろにかけて書かれた作品の中で40、
コンスタンは調整権 pouvoir modérateurないし中立権 pouvoir neutre である41国家元首は解散権と執行
権者の罷免権とを享受すべき、と説いた。「執行権者の罷免は、並々ならぬものとみるべきだろう。何故
ならそれは全く真新しいものであるからだ。執行権の罷免という観念は、私が次のように付言したなら
                                                     
35 革命暦８年憲法第６章第７３条は以下のように規定する。「『前条の場合において』、護民院は、大臣の罷
免について合意あるいは要請した後、立法院によって通常の形式で審議されたアクトによって、大臣を罷免す
る。立法院のデクレによって「裁判に付された mis en jugement」大臣は高等院によって「裁判される jugé」。
控訴も破毀申し立ても認められない。高等院は「判事 juges」と「陪審 jurés」によって構成される。判事は破
毀裁判所によってその中から選出される。陪審は国民の中から dans  la liste nationale 選出される。その方
式についてはすべて法律が規定する。」（強調は引用者） 
36 帝国憲法附加法第３８条に関して、ステファヌ・リアルスは次のように述べている。「かような規定は既に
革命暦８年憲法第５５条において現れていたものであり、同条においては、必要とあればその性格は必然的に
非―議会的なものであると明言されていたのである。」S. Rials, Acte additionnel, in J. Tulard (dir.), op. cit., 
p.35. 
37 Ibid. 
38 バンジャマン・コンスタンの大臣責任論に関しては、De la responsabilité des ministres, H. Nicolle, 1815, 
in Oeuvres complètes, vol. 9 : Principes de politique et autres écrits (juin 1814-juiller 1815), volume dirigé 
par O. Devaux et K. Klooke, établissement des textes, notes et notices par A. Cabanis, O, Davaux et L. 
Jaume, Max Niemeyer Verlag, 2001, t. IX ;L. Jaume, Le concept de ‘responsabilité des ministres’ chez 
Benjamin Constant, RFDC 2000. pp. 227-243 ;中村英「大臣の「政治責任」とバンジャマン・コンスタンの
大臣責任論」『法学』（第 46 巻第 1 号、1982 年）43～74 頁。 
39 ミラボーにおいて責任の政治・刑事二原理が明確に確認されたことを以て（AP, 1re série, t. VIII, séance du 
16 juill. 1789, p.243.）大臣責任制・議院内閣制のフランス憲政思想上の最初の発現と見れば、コンスタンは
極めて早い段階で大臣責任制と議院内閣制を体系的に思惟するに至っていたと言って良いであろう。 
40「（これらの断章の）執筆は１２年あるいは１５年にわたってなされ、この時期はブリュメールのクーデタ
による決定的転回によって特徴づけられる時期である。」B. Constant, Fragments d’un ouvrage abandonné 
sur la possibilité d’une Constitution républicaine dans un grand pays, édition établie par H. Grange, 
Aubier, 1991, p.28. 
41 コンスタンの調整権および中立権の概念に関しては、深瀬忠一「バンジャマン・コンスタンの中立権の理論」
『北海道大学法学会論集』（合併 10 号、1960 年）133～160 頁。同論攷では、コンスタンが用語法としては
後者を採用したこと（コンスタン自身は「調整権」という用語は用いていない）、そしてこの用語選択が、当
時の政治的文脈の中では権力分立と王権保全の要請の為に、一見無色の外皮故のイデオロギー効果を発揮した
点が指摘される。また、樋口雄人「バンジャマン・コンスタンの中立権理論について－そのフランス議院内閣
制理論史における位置づけの試み」『憲法論叢』（第７号、２０００年）８５～１０７頁。 
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ば全く多くの批判が投げかけられることだろう。すなわち、執行権を、裁判も判決も抜きで罷免する権
限を、法を保護する者 préservateur du droit に対して与えようなどと私が付言したならば42。」そして
彼は次のように明言している。「まさにこのことから次のように言うことが出来る。すなわち、執行権者
の罷免は起訴も裁判もなしになされ、何らの刑罰も伴わないものでなくてはならない43。」この記述から、
コンスタンが大臣の刑事責任と政治責任を区別していたことが窺える。彼は強調している。「執行権者の
罷免と執行権者に対する懲罰は最早全く別のものである。この二つの事柄の間には代議院に対してなさ
れる解散と代議員に対する訴追との間に存するのと同様の懸隔が存する44。」 
 しかし、コンスタンが大臣の政治責任を（刑事責任とは異なった原理として）認識しているとは言え、
それは国家元首に対するものとしてである。しかし、コンスタンは、それと並んで大臣の議会に対する
政治責任についても確認していたであろうか？パンフレット「大臣の責任について De la responsabilité 
des ministres」（１８１５年）において、コンスタンは、皇帝に対して伝えられた幾つかの憲法案は訴
追手続きの代わりに、大臣が国民の信任を失っている旨の宣言権を議会に付与するよう提起するもので
あった、と45。これは云うまでもなく、勅語奉答の技術にほかならない。つまり、コンスタンは政府責任
を議会との関係で考察していたと言って良い。「かかる宣言は、事実上、大臣が議会多数派を失うことが
あれば何時でも立ち現われるものである46。」と述べるとき、イギリス憲政の影響も明らかである。但し、
コンスタンは、「大臣は協働して振る舞い、多数派は安定的であり、反対会派は多数派とは明確に分かれ
たものとなる。最も多数の票を得られない大臣は、新たな選挙によって人民が要請することがない限り、
その地位を維持することは誰であっても不可能である」体制を理想形として見るが、かかる責任は未だ
フランスにおいては存在していないとする47。しかも彼は、このような責任がいまだフランスには存在し
ないというだけではなく、危険な性格を持っているとも指摘する。「、、、私は次のように見ている、、、す
なわち、以上のことから、正式の訴追手続きに比べて、それほど厳粛な訳でもなく、それほど過酷な訳
でもないように見受けられるこのような宣言は、正式の訴追手続きに比べてより一層頻繁に惜しみなく
用いられる性質があるのではないか、と。訴追それ自体が惜しみなく用いられるのではありはしまいか
と諸君が懸念しているとしたら、それは諸君が議会をして秩序破壊の扇動者であると仮定しているから
だ。しかし、仮に議会が本当に秩序破壊の扇動者であるとしたら、大臣を訴追するよりも寧ろ不名誉の
烙印を押す flétrir 方に訴えるのではないだろうか。何故なら議会は、自ら何の責任も負わず、何らの
審理も行わず、如何なる証拠にも訴えず、結局のところ復讐の叫び声でしかない宣言によって、自身を
危険に晒すことなく大臣に不名誉の烙印を押すことができるからである。議会が秩序破壊の扇動者でな
いとしたら、以上のような仮説においては無為であり、結局のところ危険である、このような方法にど
                                                     
42 B. Constant, Fragments, op. cit., p.387. 
43 Ibid., p.391. 
44 Ibid. 
45 「つい先ごろ為された大臣の責任についての議論の中で、見かけ上は柔和な手段を以て、正式の訴追手続き
に替えようという提案が為された。大臣の悪しき行政が国家の安全、王冠の尊厳、あるいは人民の自由を危殆
化せしめたとき、それでいてしかも、かかる大臣の行政が如何なる実定法に対しても直接的な形では抵触して
いない場合についての提案である。つまり、そのような大臣は公の信任を得るに相応しくないと宣言する権限
を代議員に与えようというのである。」B. Constant, De la responsabilité des ministres, op. cit., chap. VII, 
p.463. 
46 Ibid. 
47 Ibid. 強調は引用者。 
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うして訴えるというのであろう？48」と。つまり、コンスタンにとって理論と実践は別であった。実際の
ところ彼は、政治責任を介した、議会による執行権の簒奪を懸念していた。「諸君らが大臣を訴追すると
き、諸君が攻撃しているのは諸君が訴追するところの大臣のみである。しかし、諸君らが大臣に対して
公の信任に相応しくないと宣言するとき、諸君らの心積もり、あるいは諸君らの知覚においては、君主
は罪あるものとなるのである。この様なことは立憲君主制においては決して起こってはならないことで
ある49。」そうして、大臣罷免権を議会に与えることは拒絶される。彼は次のように述べている。「（国王
が）大臣の選任権を有していることに疑義が差し挟まれることなど決してあってはならない。議会が大
臣を除去する権限を簒奪することがあってはならない。この様な権限は執拗に行使され、結局は大臣を
指名する権限を含むこととなってしまうのである50。」したがって、大臣の政治責任は飽くまでも国王に
対するものに留まり、議会に対するものとしては否定されるのである。コンスタンの「中立的権力 pouvoir 
neutre」という理論は、アラン・ラキエーズによれば、「権力を保持し、同時に責任を考慮に入れた執行
府の善き組織化を調整するためにコンスタンによって構想された理論であり、そこでは執行府の責任は
自動的にその罷免に繋がらなくてはならないという訳ではない51。」とされており、コンスタンが大臣の
政治責任追及の具体的態様として考えるのも、かかる「中立的権力＝王権」の発露としてである。主た
る起草者が、議会に対する大臣の政治責任が１８１５年の時点では存在していない旨述べている以上、
附加法第４８・第３９条を以て大臣の政治責任を規定するものとして理解するのは難しいであろう。 
 法的制度（の不在）と実際に機能する制度の相違を強調し、帝国憲法附加法も政治責任原理に無自覚
ではなく、実際に政治責任が現象し得る余地が整備されていたと強調する論者もある52。しかし、仮にナ
ポレオンの統治が百日で終わらなかったとしても、附加法は皇帝の不可侵性について何も述べておらず、
大臣の政治責任の機能は困難だったと見る方が説得的である。国家元首は人民に対して責任を負うとの
思惟が背景に存在したからこそ、第一帝政におけるプレビシットの重要な位置づけは理解される53。国家
元首自身が有責であれば、大臣の政治責任、そしてそれに基づく議院内閣制は、法制度上も政治動態上
もその発展のための意義を持ち難い54。要するに、副署者としての資格において大臣によって負われる責
任は刑事的な性格のものであって、政治的な性格のものではないのである。学説の大勢がが認める通り
である55。 
 帝国憲法附加法は百日天下と同じ儚い運命を辿ったが、しかし、この時期はフランス憲政史にとって
                                                     
48 Ibid. 
49 Ibid., p.464. 
50 Ibid. 
51 A. Laquièze, Le modèle anglais et la responsabilité ministérielle selon le groupe de Coppet, in L. Jaume 
(dir.), Coppet, creuset de l’esprit libéral. Des idées politiques et constitutionnelles du groupe de Madame 
Staël, Economica, PUAM, 2000, p.173. 
52 「その責任に関しては、ひとえに刑事責任のみが組織された（１８１４年憲章第５５、５６条）が、しかし、
イギリスと同様に、政治動態を利用して政治責任が生起し得たのである。」 J. Gicquel et J.-E. Gicquel, Droit 
constitutionnel et institutions politiques, 32e éd., LGDJ-Lextenso éd., 2009, p.506. 
53 このような意見に立つものとして、S. Rials, Acte additionnel, in J. Tulard (dir.), op. cit., p.36. 
54 S. Rials, Acte additionnel, in J. Tulard (dir.), op. cit., p.36 
55 J. Laferrière, Manuel de droit constitutionnel, 2e éd., Montchrestien, 1947, p.150 ; J. Bonnefon, Le 
régime parlementaire sous la Restauration, thèse Sciences politiques, Paris, V. Giard et E. Brore, 1905, 
p.171 ; R. Jacquelin, Les Cents-Jours et le régime parlementaire, RDP, 1897, pp.206-207 ; F. Ponteil, Les 
institutiones de la France de 1814 à 1870, PUF, 1966, p.23 ; A. Laquièze, Les origines du régime 
parlementaire en France ( 1814-1848), PUF, 2002, p.35, note 1 ; S. Rials, Acte additionnel, in J. Tulard 
(dir.), op. cit., pp.35-36 
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「歴史的分水嶺」であった。これ以降、フランスの政治体制は議院内閣制へ向かって進んでゆくことに
なるのである56。 
 
 第１款の３、代議院憲法案および権利宣言 
 
 元老院憲法と帝国憲法附加法と同様、代議院の中央委員会 comission centraleによって百日天下の末
期（１８１５年６月２５日）に採択された憲法案は、副署制度と「刑事的な」大臣責任を連動させてい
る。他方、１８１５年７月５日に採択された権利宣言は、のちの１８７５年２月２５日憲法的法律第６
条、そして第四共和制憲法第４８条を先取りするかのように、大臣の対議会政治責任に言及している点
が注目される。諸論者による注目される特異な性格のものである。国王の帰還と共に中絶することとな
ったこれら憲法的文書の性格について、以下で分析する。 
１８１５年４月２２日に公布された後、帝国憲法附加法は７月８日までしか施行されず57、ワーテルロ
ーでの敗北の後、皇帝は１８１５年６月２２日に退位を余儀なくされていた。代議員たちは新憲法制定
の委員会を立ち上げ、６月２９日、下院中央委員会報告者であるマニュエル Manuelによって７７ヶ条か
らなる新憲法案が提示された58。その内容は帝国憲法附加法とは幾つかの点で異なっている。世襲・神聖
不可侵な君主が執行権を有する59。二院制の原則が維持され、立法作用を君主と貴族院と代議院に配分し
ている60。国王は下院の解散権に加えて両院の招集権も付与されているが、この特権は無制約のものでは
ない61。更に、憲章とも異なり、代議院憲法案は法律発案権を国王と立法府の間で共有させていた62。 
 この憲法案は大臣責任に関して一定程度以上に言及している。第２６条で、国王がその評定官を指名
し、罷免する旨63、第２７条と第２８条で、副署の義務と大臣責任の組み合わせが、それぞれ規定されて
いる。「政府の全ての行為 tous les actes du gouvernement」と「自身の省庁の全ての行為 tous les actes 
de leur ministère」に責任を負う大臣は、国王による全てのアクトに対して必ず副署しなくてはならな
                                                     
56 野村敬造『フランス憲法・行政法概論』（有信堂、１９６２年）９０頁。 
57 「（これら制憲者たちは）将来の為に憲法の範型というものを与えることを欲していたのである。何故なら
彼ら制憲者たちは、国王と外国勢力がやってくれば自分たちは捕らえられるということを承知していたからで
ある。」L. Girard, Le Libéralisme en France de 1814 à 1848 : doctrine et mouvement, Centre de 
documentation universitaire Paris V, coll. « Les cours de Sorbonne », Histoire moderne et contemporaine, 
1966, p.143. 
58 Chambre des représentants, Le Moniteur universel, no 182, séance du 1re juill. 1815, pp.751-753 ; J.-B. 
Duvergier, Collection complète des lois, décrets, ordonnances, règlements, avis du Conseil d’Etat, A. 
Guyot et Scribe, t. XIX, pp.523-529 ; L. Duguit, H. Monnier, R. Bonnard, G. Berlia, op. cit., p.377. 
59 憲法案第３章第２節第１１条；「君権は王室の血統に、男系の長子相続にて世襲される。女系は永遠に除外
される。」第１２条；「君主の一身は不可侵かつ神聖である」第１３条「君主は国家の最高の長である、、、」 
60 この点に関しては、憲法案第４章第１節、第２節、および第３節が規定する。 
61 憲法案第４章第１節第４１条；「両院は国王によって、同一の期間、招集され、少なくとも一年に一会期を
有する。国王による招集が１０月１日より前に為されなかった場合、両院は同年１１月１日に当然の権利とし
て会同する。」第４３条；「君主は代議院を解散することができる。しかし、解散を行うためには、解散の宣
言によって新たな選挙のための選挙人集会が１５日以内に招集されなくてはならず、選挙人集会が招集されて
から４０日以内に代議院の構成員が招集されなくてはならない。」 
62 憲法案第４章第１節第４４条；「各院は法律発案権を行使する。政府もまた、法律発案権を行使する。政府
による法律発案権の行使に当たっては、大臣が代議院に議席を有していると貴族院に議席を有していると、あ
るいはいずれにも議席を有していないとを問わず、大臣によって議会に法案が提出され、審議されなくてはな
らない。」 
63 第３章第２節第２６条；「省庁の数について、大臣を指名し罷免する君主によって決定さる。」 
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い64。ラキエーズはこれらの規定の裡に「合議的かつ政治的に責任を負う内閣の素描65」を見出す。しか
し、第２９条は「大臣は、その政府の行為あるいはその省庁の行為を理由として代議院によって訴追さ
れ得る。この場合、大臣は貴族院によって裁判される66。」と規定しており、大臣の負う責任が刑事的な
性質のものであることは明らかである。従って、「大臣の個人的かつ刑事的な責任に加えて、大臣の集団
的かつ純粋に政治的責任を、明示的にではないにしても、樹立したように思われる別の２条項を採択し
た。 、、、とはいえ、次のことには留意しなくてはならない。すなわち、訴追、つまり刑事責任に関す
る条項は、、、政府のアクトを対象とするものであると同時に、各大臣の各々の省庁における個人的なア
クトもまた、対象とするものなのだ、ということである67。」と見るのが妥当であろう。つまり、第２９
条によって組織される刑事手続きは大臣の訴追と裁判に関して、両院に対して自由裁量権を与えている
のである。正にこの点から、刑事責任という裏口からの政治責任の導入が企図され得ることは、既に革
命期において先例が示されている通りであり、ここでも、刑事責任の形式をとった政治責任が、実際の
政治動態においては展開する見込みがある訳である68。少なくとも、大臣の政治責任原理が制度上は不在
であったということは明らかである。 
 
 ｂ、権利宣言における政治責任の規定？ 
 
 如上の憲法案と並行して、代議院は「フランス人の権利とその憲法の基本的諸原理の宣言 Déclaration 
des Français et des principes fondamentaux de leur Constitution」を採択した69。１８１５年７月
５日に採択されたこの宣言は大臣の責任に関する規定を含んでいた。但し、その射程・性質は不明瞭で
ある。宣言第５条は次のように規定する。「執行権の活動は大臣によってのみ為され得る。全て tous 大
臣は共同で行った決定について『連帯して solidairement』責任を負い、その省庁の個別的な行為につい
ては『各自個人的に chacun en particulier』責任を負う70。」政府の集団的責任と大臣の個人的責任との
区別は明らかであるが、しかし、責任の性質が政治的か刑事的かは微妙な問題である。 
しかし、この条項は、エスマン以来、通説的には初めて大臣の政治責任を確認したと言われる１８７
５年２月２５日憲法的法律第６条の「大臣は政府の一般的政策について連帯して責任を負う、、、」との規
定71、１９４６年憲法第４８条の「大臣は内閣の一般的政策について国民議会に対して集団的に責任を負
                                                     
64 第３章第２節第２７条；「大臣は政府による全ての行為について責任を負う。そのために、君主によって署
名されたアクトはすべて、国璽を押されるに先立って、関係する省庁の大臣によって副署される。」第２８条
「加えて大臣は、国家の安全、憲法的アクト、国庫の利益、個人の財産及び自由、プレス及び宗教の自由に対
して危害を加える、自身の省庁の全てのアクトに対して責任を負う。」 
65 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., p.122. 
66 第３章第２節第２９条。 
67 L. Michon, Le gouvernement parlementaire sous la Restauration, LGDJ, 1905, p.82. 
68 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., p.123. 
69 Déclaration des droits des français et des principes fondamentaux de leur Constitution, Chambre des 
représentants, Le Moniteur universel, no 186, séance du 5 juill. 1815, pp.767-768. 
70 Ibid., p.767. 強調は引用者。 
71 「（政治責任は）１８７５年２月２５日憲法的法律第６条において表現されることとなり、明確な相貌を持
つこととなった、、、。この規定は明らかに政治責任を対象としたものであり、それ以外の含意はない。実際、
政治責任は必然的に議会に対してのみ貫徹するものであって、その他の形では貫徹するものではない。他方、
連帯的であり得るのはこの責任のみである。何故なら、厳密にいえば、刑事責任は連帯的なものではないから
である。刑事的な責任はその者が関わった行為に対してのみ帰されるのであり、ただ単にその者が是認しただ
けの行為に対しては帰されるものではなく、ましてやその者にとって何の関係もない行為に対して帰されるも
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い、自身の個人的行為については個人的に責任を負う、、、」との規定、それぞれに類似していることが指
摘される72。 
 第６条では、大臣の刑事責任の原理について規定されている。「君主は不可侵である。法律の侵害、個
人あるいは公共の自由及び安全への侵害があった場合には、大臣は代議院によって訴追される。大臣は
上院によって裁判される73。」ここからは責任転移の機制と、責任の刑事的性質決定とが、二つながら読
み取れる。したがって、第５条は大臣の政治責任を規定していると解釈するのが自然である。責任の連
帯性は継時的的論理（－責任の個人的性格・一身専属性の基本原理）とは両立し難いからである74。 
ただし、第５条の法文審議は、モニトゥール・ユニヴェルセルに一切記録が残されておらず、政治責
任と刑事責任の区別が一体どこまで、具体的・自覚的な形で認識されていたかは、必ずしも判然とはし
ない75。結局、７月８日に、復位したルイ１８世が議会の解散を宣言したことで、宣言は中絶した。１８
１４年の憲章が復活した。諸憲法的文書を繙くことで眺められた１８１４年から１８１５年にかけての
憲政史の文脈から、次のように結論される。第一に、刑事責任の観念と政治責任の観念が自覚的に区別
されていたこと。第二に、１８１４年の憲章が、大臣の政治責任のイデーをおそらく自覚的に退けてい
たことである。 
 
     第２款、憲章における政治責任原理の否認 
 
 １８１４年５月２日のサン＝トゥアン宣言によって、ルイ１８世は元老院憲法を拒絶し、両院に対し
て速やかに新憲法案を付託することを約した76。特に、国王は大臣の責任について「この新たな憲法の基
礎として、以下のような内容を保証する。 、、、大臣は有責であり、一方の立法府によって『訴追』さ
れ、他方の立法府によって『裁判』される77。」と予告している。用語法からして明らかに、大臣の責任
は刑事的類型のものである。大臣は、反逆あるいは涜職の廉で代議院によって為される訴追の対象とな
り得、次いで貴族院によって裁判され得るとした憲章第５５、５６条は、同宣言によって予示されてい
た78。また、刑事責任の具体的な組織化を後法に委ねたことによって、革命期と同様に、憲章中に規定さ
                                                                                                                                                                                  
のでないのは理の当然である。」A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 8e éd, 
avant-propos D. Chagnollaud, LGDJ, Editions Panthéon-Assas, 2001, pp.811-812. 同旨のものとして以下
も参照。Joseph-Barthélemy et P. Duez, Traité de droit constitutionnel, Editions Panthéon-Assas, 2004, 
p.707 ; L. Duguit, Manuel de droit constitutionnel, avant-propos D. Chagnollaud, LGDJ., Editions 
panthéon-Assas, 2007, p.203 ; G. Vedel, Manuel élémentaire de droit constitutionnel, réédtion présentée 
par G. Carcasonne et O. Duhamel, Dalloz, 2002, pp.459-466. ; J. Clos, Droit français de la responsabilité 
des ministres, thèse dactyl. paris, 1886, p.71. 
72 P. Bastid, op. cit., pp.92-93. 
73 Chambre des représentants, Le Moniteur universel, no 186, séance du 5 juill. 1815, p.768. 
74 M.-L. Delattre, op. cit., pp.90-91. 
75 P. Bastid, op. cit., pp.92-93. 
76 サン・トゥアン宣言第２条；「自由憲法 Constitution libérale の採択を決する、、、しかし、自由憲法と
はいえ、修正が必要であるようなものは受け入れることは出来ない。貴族院と立法院に対して、両院の中から
選出された委員会を以てする仕事を提示する。」L. Duguit, H. Monnier, R. Bonnard et G. Berlia, op. cit., 
pp.167-168。 
77 L. Duguit, H. Monnier, R. Bonnard et G. Berlia, op. cit., p.167 
78 １８１４年憲章第５５条；「代議員は大臣を訴追する権限を有し、大臣を裁判するに唯一有権な貴族院に対
して大臣を送致する権限を有する。」第５６条；「大臣は叛逆罪または涜職罪についてしか訴追され得ない。
個別の法律がこの種の罪を明記し、その訴追について決定する。」 
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れた大臣の刑事責任には不明瞭性が残された（第２款の１）。更に、憲章は、政治責任の間接的・現実的
生成に繋がり得る幾らかの要素を規定していたにもかかわらず、法文上はこの責任原理に関する明示的
な規定を置いていなかった。制定過程に鑑みれば、制憲者意思がこの問題に関して自覚的でなかったこ
とが窺われる（第２款の２）。 
 
 第２款の１、閣僚の責任の不明確性 
 
 ルイ１８世は、１８１４年５月１８日、制憲準備委員会を立ち上げた79。３名の特任官僚 commissaires 
royaux、すなわち、ブーグノ伯 le comte Beugnot、フェラン伯 le comte Ferrand、そしてアベ・ド・モ
ンテスキューl’abbé de Montesquiou が、１８１４年憲章の主たる起草者となった80。ピエール・ロザン
ヴァロンは次のように強調している。「１８１４年憲章はフランス憲政史における決定的な反省
réflexion décisive なのである。 、、、その制定過程における議論の対象は非常に限定されていた。１
７９１年憲法とのコントラストは強烈である。１８１４年に憲法が練りあがったとき、そこには如何な
る知的熱狂も伴わなかった81。」憲章が君主中心主義を採り、議会の地位を疎外化していたのは明らかで
ある。国王は執行権を専管していた82。国王によって指名され、罷免される大臣は、国王の下に置かれる
単なる助言者にすぎない。立法権は国王と議会によって分有されている83。憲章は二院制の原理を維持し
ているが、しかし、立法手続を掌握していたのは国王だった。特に、法律発案権は国王に排他的な形で
属しており、議員は国王に対して、ある特定の案件について立法するよう「訴願する supplier」ことし
かできなかった84。そのうえ、国王は法案修正権を掌握しており、憲章第４６条は「国王によって提案さ
れ、あるいは国王によって承認されたものでなければ、そして両院の理事部に送付されて討議されたも
のでなければ、如何なる修正もされ得ない。」と規定していた。更に国王は立法裁可権を有しており、法
律の公布を決定する唯一の権限主体である85。非常大権（緊急命令或いは独立命令の制定権－憲章第１４
条の「法律の執行と国家の安全の為に必要な命令」一般に含まれる）も併せて考えれば、国王への権力
集中の程度は権力分立の原則と相容れない次元のものである86。憲章における立法府の地位は明らかに低
                                                     
79 S. Rials, Révolution et contre-Révolution au XIX siècle, Co-Edition Diffusion Université Culture 
Albatros, 1987, p.97. 
80 A. Beugnot, Mémoires du comte Beugnot, ancien ministre (1813-1815), E. Dantu, 1866, vol. II, p.149 ; A. 
Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., p.45. 
81 P. Rosanvallon, La Monarchie impossible. La Charte de 1814 et de 1830, Fayard, 1994, p.15. 
82 １８１４年憲章第１３条；「、、、執行権は国王のみ属する。」第１４条；「国王は国家の最高の長であり、
陸軍および海軍を指揮し、戦を宣し、講和、同盟および通商に関する条約を締結し、公行政の全ての官吏を指
名し、法律の執行および国家の安全に必要な命令 règlements およびオルドナンスを発する。」 
83 １８１４年憲章第１５条；「立法権は国王、貴族院、代議院によって共同で行使される。」 
84 １８１４年憲章第１６条；「国王は法律を提案する。」第１９条；「両院は、しかるべき対象についての法
律を提案するよう国王に対して訴願する権限を有し、かかる法律が備えていることが便宜な内容について示す
権限を有する。」両院の内のいずれか一方の院によって提起された法律案に対して、国王はそれに反対するか
否かの権限を留保している。じっさい、第２１条は次のように規定している。「法律案が他方の院によって採
択されたとしても、同案は国王のもとに送付される。同案が国王によって拒絶されたなら、同一回帰において
再び提出されることはできない。」 
85 １８１４年憲章第２２条；「国王のみが法律を裁可し、公布する。」 
86 清宮四郎『権力分立制の研究』（有斐閣、１９５０年、１９９９年復刻版第一版）２７６～２７７頁。旧仮
名遣いは適宜現代仮名遣いに改めた。 
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下しており、議会に残された手段は国王に付託法案に対する消極的表決を行うことに限局されている87。
しかも、無制約の下院解散権によって国王の優越性が強化されていた88。しかも国王は、一年制の原則
règle de l’annualité を尊重するという条件の下ではあるものの、自身の望む時点において両院を招集
することができた。 
１８１４年憲章は、「大臣」について無関心だった点が特徴的である。「大臣について Des Ministres」
と題された章には僅か３カ条すなわち、第５４から５６条しか置かれていない89。そもそも「第５４条、
第５５条は異議なしで通過した90。」大臣がその罪責を問われ得る事由としては「叛逆罪」と「涜職罪」
という二つの類型しか挙げられていない。委員会のメンバーには、定義づけの不十分さを指摘する声も
あり、ブーグノは、「何かもっと明瞭なものが欲されていた。『涜職 concussion』なる言葉から法律で根
拠づけられていない租税の徴収のみを読み取るべきであるとは言っても、しかし、このような行為を為
すには困難があまりにも多く、将来的にそう生起する事案とも思えない。また、『反逆 trahison』という
言葉に与えられるべき意味は、それが極めて広範なものであるだけに一層、極めて制限されたものとな
り得る。それゆえ、大臣に対して叛逆罪を構成せしめる事由について、より一層の精密さを以てその観
念を規定することが望まれることになる91。」と回想している。しかし、憲法というものは一般原則を規
定するものにすぎない、とアベ・ド・モンテスキューの主張により、第５６条は速やかに採択されたの
である92。刑法典の規定は不十分であり9394、その後、法的不確実性は議会の立法不作為によって継続した。
革命期と同様、憲法上の規定のこのような不明確性は議会に対して自らの権限を拡張的に解釈する可能
性を提供し、それゆえ、刑事的次元という裏口から政治責任を導入する可能性を開くものであった。 
 １８１４年憲章第５６条の不明確性に加えて、大臣の行為が叛逆罪あるいは涜職罪にあたらない場合
については、憲章は沈黙している。叛逆罪と涜職罪以外の犯罪によって訴追された大臣は、コンスタン
が指摘する通り「、、、大臣は叛逆罪あるいは涜職罪の廉を以て代議院によってしか訴追され得ないとい
う帰結を引き出すとなると、その他全ての重罪に関しては、大臣は一切の訴追を受けないということに
                                                     
87 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., p.70. 
88 １８１４年憲章第５０条；「国王は、毎年両院を招集する。国王は両院を休会し、代議院を解散できる。た
だし、解散の場合は、新たな代議院を 3 カ月以内に招集する。」訳文は辻村・糠塚・前掲書 231 頁に拠った。 
89 １８１４年憲章第５４条；「大臣は、貴族院または代議院の構成員になることができる。さらに大臣は、い
ずれの議院にも出席することができ、大臣が要求するときには、いずれの議院も大臣の意見を聴かなくてはな
らない。」第５５条；「代議院は大臣を告発し、大臣を裁判するにあたって唯一有権な貴族院に訴追する権限
を有する。」第５６条；「大臣は、叛逆罪または涜職罪の事実を理由としなければ告発されない。個別の法律
が、この種の罪を明記し、その訴追について規定する。」第５４条の訳文は辻村・糠塚・前掲書２３１頁に拠
った。 
90 A. Beugnot, op. cit., vol. II, p. 207. 
91 Ibid., pp.207-208. 
92 Cité par ibid., p.208. 
93 P. Bastid, op. cit., p.325. 
94 法整備の必要性を強調して、アベ・ド・モンテスキューは叛逆罪と涜職罪の罪質決定の方向性に関して幾ら
か敷衍している。「叛逆罪という言葉が、国家のアクトあるいは利益といったものの全てが、故意に、特定個
人あるいは外国人の利益のために犠牲とされている状況と結びついていることを読み取るのは容易である。そ
して涜職罪については、大臣自身によってその聴衆が承認あるいは黙認された金銭の全てであり、法律によっ
て規定された上限を超えるものを意味する、と。」A. Beugnot, op. cit., vol. II, p.208. １８１４年憲章に関し
て、バンジャマン・コンスタンは、叛逆罪は「誤った戦争指導、誤った外政方針の決定、判事あるいは陪審の
独立性を破壊するような裁判制度の導入、その他国家に損害を与えうる全ての一般的措置を含む」と説いてい
る。涜職罪については、それは「公金の不正な使用を含意する」と。B. Constant, De la responsanilité des 
ministres, op. cit., p.445. 
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なってしまうのである95」から、通常裁判所の管轄に属するという結論が導出されることになるだろう。 
 
 第２款の２、政府責任に関する憲章の沈黙 
 
 憲章の如何なる規定も政治的次元における大臣責任については明示していないが、憲章の全体構造は
大臣の政治責任を許容しているとの解釈可能性が問題となる。憲章第１３条は国王不可侵と大臣の有責
性とを二つながら原則とするが、如何なる場合に政府構成員の責任が問われるのかについては規定して
いない。第１３条は審議なしで採択されたから、制定過程の分析から得るものはない96。したがって、こ
の規定の解釈には二様あり得る97。一つは、後続の第５５・第５６条で敷衍されている大臣の刑事責任原
則を先取りして解釈する方法であり、いま一つは大臣の一般的責任、すなわち単なる刑事的次元を超え
る責任が規定されていると解釈する方法である。 
 当時から既に、第１３条において政治責任が規定されているとの理解は存在していたが98、しかし、そ
の当時の政治アクターの多数派は、第１３条に対する解釈としては前者の理解をとっていた。すなわち、
この第１３条の規定は、少しく細かな規定を置く第５５・第５６条の規定における大臣の刑事責任を予
示したものにすぎないとする見方である99。加えて、学説も古典的なそれ100、および今日的なそれも、１
                                                     
95 B. Constant, ibid., p.445. 
96 J. -C. Clausel de Coussergues, Considérations sur l’origine, La rédaction, la promulgation et l’exécution 
de la Charte, Imprimerie de A. Pihan-Delaforest, 15 juin 1830, p.113. 
97 L. Michon, op. cit., p.34. 
98「その省庁における全てのアクトに関して大臣は責任を負うということを（第１３条について）結論付ける
のが正当だということである。」CD, AP, 2e série, t. XIII, Comité secret du 11 oct. 1814, p.134. また、CD, AP, 
2e série. XXII, séance du 25 mars 1819, p.449. その当時の著述家としては、ヴィトロル Vitrolles が「憲章第
１３条は、その条文の中で、国王の不可侵性と大臣の責任とを、将来に向けてのすべての保証を満たすために
必要不可欠の絶対的原則として二つながら規定したのである。」とみている。E. F. d’Arnaud, baron de 
Vitrolles, Du ministre dans le gouvernement représentatif. E. Dentu, 1815, p.19. ランジュイネは大臣が
両院に対して責任を負うという自らの主張の論拠として第１３条に依拠している。Jean-Denis Lanjuinais, 
Constitutions de la nation française, avec un essai de traité historique et politique sur la Charte, et un 
recueil de pièces corrélatives, Librairie contitutionnelle de Baudouin frères, 1819, t. I, p.269. これらと並
んで、デュヴェルジエ・ド・オーランヌは「大臣をして一般的責任に服せしめるという第１３条から帰結され
る一般的権限は、明らかに第５５条・第５６条の規定からは独立したものであり、これらの二規定によって妨
げられることはない。」J. -M. Duvergier de Hauranne, De l’ordre légal en France, et des abus d’autorité, 
Librairie constitutionnelle Baudoin Frères, 1826, p.45. 
99 CD, AP, 2e série, t. XIII, Comité secret du 5 oct. 1814, p.45.； t. XVIII, séance du 4 janv. 1817, p.36. ; 
Marchais de Migneaux, De la responsabilité des ministres. Observations sur la propositition de loi à ce 
sujet, faite à la Chambre des pairs, par M. le comte de Lally-Tollendal, et sur quielques opinions de M. 
Benjamin de Constant, Lhuillier, 1817, pp.66.-67. 
100 「第１３条が提起しているのは、大臣は有責であるという原則であるが、しかし、第５５条と第５６条に
よって更に、刑事責任が問題とされているのである。」M. Hauriou, op. cit., p.312.「憲章は限定的な刑事責
任を規定するにとどまっている。そして憲章の主たる起草者たちの意見に鑑みるのであれば、彼ら起草者たち
は別の責任を樹立することを望んでいた訳ではないと断言することができるだろう。」Joseph-Barthélemy, 
L’introduction du régime parlementaire en France sous Louis XVIII et Charles X, op. cit., p.10.「、、、議
院内閣制の本質的規範、すなわち大臣の議会に対する政治責任は、憲章の語るところではない。大臣の責任に
関しては第１３条において明確に述べられているが、その後で、かようにして憲章で規定されている大臣責任
は専ら刑事責任であると規定されるのである。」J. Laferrière, op. cit., p.175.「一見して概括的な語法におい
てではあるが、しかし、第１３条が大臣は有責であると宣言していること自体は疑いようがない。しかし、第
１３条が実際において果たしている役割というのは、貴族院への大臣の訴追を規定する第５５・第５６条の前
触れをするということだけなのである。」P. Bastid, op. cit., p.332. 
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８１４年憲章第１３条の規定から政治責任の観念を否定している101。憲章第１３条の解釈に際しては、
刑事責任原理に基づく理解が古今圧倒的通説であると見て良い。 
 にもかかわらず、議会制（政）の動態的把握から、ジョゼフ＝バルテルミイが「当代の人氏は、憲章
が適用される方式が第一義的な重要性を有しているのだと確信していた。彼らは、憲章は憲政の外側の
事柄しか決定しておらず、実際の動態が決定的な重要性を有するはずだと感じていたのである102。」と看
破していた点は重要である。憲章の欠缺は、現実の政治動態における進化の途を提供し得るものであっ
た。憲章第１３条には大臣の政治責任が存在するため最低限の前提条件、すなわち国家元首無答責原則
が見出される。国王の不可侵性が１７９１年憲法以来、再確認されたことにより、大臣の政治責任の現
出にとっての不可欠の前提条件を構成していたこと、両者の相補関係は明確に認識されていた103。ヴィ
トロルは、「代表制統治の第一の原理は、主権ある人物が不可侵であること、これはイギリス人に言わせ
れば『彼は悪を為し得ない』ということである。したがって、彼の権力を保証するために、それは常に、
媒介者を介して行使されるということに常に同意されることを要する。この媒介者はかかる名誉ある任
務を受け入れることで、自身の行政の原則あるいは行為が法律の力によって支えられた世論による攻撃
を受けたとしても、犠牲たることに甘んじるのである。これこそが『大臣の責任』と呼ばれるものであ
り、この最重要の条件を欠いてしまっては、代表制統治は立ち行かないのである104。」と述べており、代
議制統治の肝心要が責任転移の機制であることが理解されていた。但し、そこでの責任は飽くまでも刑
事的なものであった。 
 国王の不可侵性の原則と並んで、１８１４年の憲章は大臣の議会出席権および発言権を規定しており、
大臣職と議員職との兼職可能性の原則も規定していた105。兼職可能性は、「議院内閣制を認める全ての憲
                                                     
101「確かに１８１４年憲章第１３条は大臣が有責であることを宣言している。しかし、この条項は第５５・第
５６条という、刑事手続きの方式に関する規定の予示をしているだけなのである。」と主張している。M. Troper, 
La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle française, LGDJ, 1973, p.96. 「第１３条は『大
臣は有責である』と規定しているが、しかし、そこでは刑事責任が問題となっているに過ぎないことが明らか
である。」S. Rials, op. cit., p.113.「王政復古期初頭のフランス憲政における代表制をとりわけ大きく揺るが
したものが、大臣の政治責任を認識するに際しての困難さであった。大臣の政治責任に関する認識は責任に関
する刑事的な理解の受容によって、完全なまでに弱化せしめられていたのである。欽定の憲章に対する理解に
おいて、このような事情は良く表れている。じっさい極めてしばしば、叛逆罪あるいは涜職罪を理由とする大
臣の訴追について規定する第５５条と第５６条は、第１３条において銘記された原理の最も厳格な発露である
と理解されていた。第１３条の規定によれば大臣は有責であるとされていたが、これ以外の如何なる精密さも
同条の法文には無かったのである。」A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France 
( 1814-1848), op. cit., p.151.「、、、（第１３）条の第２節において語られているところの責任は、何ら定式
化がなされていない。政治的な点に着目するならば、大臣を指名し、罷免する国家元首との関係においては、
従属以外の何物かを見出すのは難しいといえよう。憲章において問題となり得る唯一の対議会責任は、刑事的
性質のものである。」M. Morabito, op. cit., pp.188-189.  
102 Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France sous Louis XVIII et Charles X, 
op. cit., p.11. 
103 Ch.-G. Hello, Du régime constitutionnelle dans ses rapports avec l’état actuel de la sc J.-P. Pagès, De 
la responsabilité ministrielle, et de la nécessité d’organiser le mode d’accusation et de jugement des 
ministres, F. Bchet, mars 1818, p.19.「これが代表制統治の効果である。国王は責任ある大臣を有するという
条件の下において不可侵のものである。」F. Guizot, Du gouvernement de la France depuis la Restauration, 
et du ministre actuel, Supplément aux deux premières éditions., 3e d., Ladvocat, 1820, p.42. 
104 E. F. d’Arnaud, baron de Vitrolles, op. cit., p.9. 
105 １８１４年憲章第５４条；「大臣は、貴族院または代議院の構成員になることができる。さらに大臣は、
いずれの議院にも出席することができ、大臣が要求するときには、いずれの議院も大臣の意見を聴かなければ
ならない。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２３１頁に拠った。この点に関しては、L. R. Durand, Le droit d’entrée 
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法にとっての一般的な、さもなくば唯一 exclusifの、特徴106」である。つまり「、、、大臣が議会の構成
員である以上、大臣が議会の中に席を占めるのは取りも直さず原則となる。更に言えば、大臣が議会多
数派の指導者であるともいえる。更に事物の秩序からして次のように言える。すなわち、多数派の長と
なった大臣は、多数派が国家指導を誤れば、多数派が自らが追行することを望んだ行動方針から逸れる
ことがあれば、忽ちにして大臣はその職務を辞めざるを得ない、と107。」憲章が定めた議会における大臣
の発言行為が議会主導のものではなかったとしても、しかし、実際には議会は国務評定官への説明要請
を通じて自らの特権拡大を狙っていた。憲章の幾らかの規定によって、議会が大臣に圧力をかける可能
性が供されていた。例えば、大臣に対して質問を提起する請願権である108。両院は政府から提出された
法律案の採択を拒否でき、予算に対する同意を拒否することもできた109。これらは政府による統治をマ
ヒさせるほどの障壁である。つまり、時として議会は、国王に対して国務諮問会議の構成についての圧
力をかけ得る手段を付与されていたことになる。尤も、国王の側とて議会の招集権を有しており、下院
解散権も有していた110。 
 憲章の定める議会特権が相応に強力であるにせよ、憲章が議院内閣制を採用していたと断言すること
は難しい。とはいえ、これらの条項は条件さえ整えば、現実動態において大臣の政治責任を機能的に導
出し、体制の議院内閣制的運用を可能にし得たであろう。 
 
 
第２節 １８１４年体制における大臣責任の動態的把握：刑事責任「原理」の政治的「機能」 
 
 大臣の政治責任原理を規定しない憲章に対して、政治アクターたちの中に、大臣の刑事責任を巡る立
法論を介して政治責任を導入しようとする動向が現れた。憲章第５６条は、法律によって叛逆罪と涜職
罪の罪刑法定、刑事手続が組織されなければならないと規定していた。復古王政下、大臣の刑事責任の
制度化を目指す立法動向が記録された。 
この時期における大臣の刑事責任関連の立法の動向からは、大臣の政治責任を機能的に生成しようと
する主観的意図を読み取るべきであろう。政治責任原理が憲章の文面上は等閑視されているが、しかし、
憲章前後の諸憲法的文書の中では見え隠れしていた。復古王政期の政治アクターが大臣の政治責任概念
に対して採った態度はアンビバレントなものであったろうが、結局、政治責任の概念は、その時々の提
唱者の戦略的な思惑から主張されていた。「学説は、論争に奉仕する者であって原理に奉仕するものでは
なかった。多数会派は議院内閣制を欲した。少数会派はそれに抵抗した。政治的動機のための解決策が
                                                                                                                                                                                  
et de parole du gouvernement aux Assemblées constitutuants et législatives en France depuis 1789, thèse 
Paris, Chevalier-Marescq, 1903 ; Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France 
sous Louis XVIII et Charles X, op. cit., pp.201-206 ; A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en 
France ( 1814-1848), op. cit., pp.226-232. 
106 Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France sous Louis XVIII et Charles X, 
op. cit., p.201. 
107 J. Clos, op. cit., p.71. 
108 １８１４年憲章第５３条；「何れの院による請願も、書面の形式によってしか為され、提起され得ない。
請願が本人によって演壇で提起されることは法律によって禁ぜられる。」 
109 １８１４年憲章第４８条；「いかなる租税も、両院によって同意され、かつ、国王によって裁可されなけ
れば、設定されることも徴収されることもない。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２３１頁に拠った。 
110 １８１４年憲章第５０条；「国王は毎年両院を招集する。国王は両院を休会し、代議院を解散できる。た
だし、解散の場合は、新たな代議院を三ケ月以内に招集する。」 
128 
 
採択されたとなれば、それに成功した党派は法的粉飾によって正当化することに努める111。」但し、政治
責任の法的構成、或いは憲法編入は、常に拒絶されている。体制維持即ち王権保全の思惑からである（第
１款）。復古王政全期間を通じての立法作業の中絶は、現実動態において政治責任原理が過度に前景化す
ることへの懸念によって説明がつくだろう（第２款）。 
 
     第１款、政治責任の概念の戦略的な利用 
 
 復古王政期における政治的思惟は政治責任と刑事責任を分節化していた点が確認されるべきである
（第１款の１）。しかし、実定法制度に目を転じると、大臣連が一般政策について連帯して責任を負うと
いう観念が斥けられている情況が確認できる。「法」の領域に対するものとしての「政治」の領域に属す
る責任原理との理解が前提とされていた（第１款の２）。 
 
   第１款の１、刑事責任と政治責任の間における学説上の混同は不在であった 
 
 復古王政初期の政治的思惟が大臣責任の二類型を「混同」したことによって、大臣責任立法は悉く頓
挫したと総括する学説がある112。しかし、大臣の刑事責任に関する１８１４年憲章第５５条・第５６条
に依拠する立法動向は、政治責任原理に無自覚なまま、ただ単に大臣の刑事責任に関する規律化を目指
していたものとは性格づけることが出来ない。立法動向は、バルテルミイの言葉を借りれば、大臣の刑
事責任を「口実 prétexte113」として、政府活動に対する統制権を要求する議員たちの要求として性格付
けられる。「憲章が、国王の特権を守る衝立としてよりも寧ろ、議会政を推進しようとする勢力の武器と
なったこと、これは明白なことである。議会政の推進を望む勢力は、しかし、貪欲に、執行府に対する
議会の統制権を正当化することに努めていた。 、、、そしてまさしく、この統制権は、執行府に対する
統制を議会に対して提供する、慎重で、曖昧で、例外的な刑事責任の行使であった114。」政治アクターは
政治責任の概念を理解していなかった訳ではなく、寧ろ、議院内閣制への離陸準備の段階に相応しく、
同時点において利用できる制度的道具立てにおいて、純然たる刑事責任とは異なる責任類型を現象させ
ようという企図していた。 
 コンスタンの同時代人、超王党派人士のヴィトロルも、大臣責任二分論を表明している。彼の『代表
制統治における内閣について Du ministère dans le gouvernement représentatif』は、政治責任が存在
するにあたって必要不可欠な諸要素について触れている115。国王の不可侵性と大臣の有責性の紐帯が重
                                                     
111 G. Rémond, Royer-Collard. Son essai d’un système politique, thèse Paris, Sirey, 1933, p.31. 
112 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., p.151. ;「その当時
の偉大な公法学者、例えば王党派からはシャトーブリアンとヴィトロル、純理派からはロワイエ・コラールと
ギゾー、そしてコンスタン、これらの誰一人として、後世技術的な意味において議院内閣制と呼ばれるように
なったところのものについて理解していなかった。何故ならこれらの公法学者の内誰一人として純粋な政治責
任というものを理解しておらず、政治責任は刑事の形式によってすっかり弱められていたからである。」S. 
Rials, Acte additionnel, in J. Tulard (dir.), op. cit., p.35. 
113 Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France sous Louis XVIII et Charles X, 
op. cit., p.220. 
114 D. Bagge, Les idées politiques en France sous la Restauration, préf. B. Mirkine-Guetzévitch et M. 
Prélot, PUF, 1952, p.177. 
115 E. F. d’Arnaud, Baron de Vitrolles, op. cit.,p.9 
129 
 
要であると述べた後、伯は大臣の刑事責任を大臣の政治責任から区別している。「、、、議会による攻撃が
内閣全体に及ぶ場合というのは二つ考えられるのであり、これらの場合、実際の訴追や、裁判などは生
じない。つまり、一般的事柄に関する指導に関して、あるいは内閣によって採用された政治制度に対し
て、『無能 incapacité』を理由とするにせよ、『信任の喪失 perdu sa confiance』を理由とするにせよ、
批判が為される場合である116。」イギリス憲政の観察から、彼は、刑事責任は必然的に個人的責任であり、
対して政治責任は集団的あるいは個人的な責任であると明確に述べている117。「世論に対する責任の場合、
あるいは大臣が共同で攻撃を受けている場合、彼ら大臣は如何なる起訴にも、如何なる法的訴追の対象
にもならない。そこでの問題は彼らの政治的実在の喪失によって決着がつけられる118。」「大臣は、、、民
選 populairesでなくてはならない。民選制を以て大臣は、政府に世論の力を結集する。かかる世論が両
院の多数派の意見として、とりわけ民選議院多数派の意見として表される以上、内閣は自身に対してよ
り長い期間、かかる議院の多数派を保証し、自身をかかる多数派と結びつける条件が無ければならない
119。」それ故、仮に内閣が多数派を代表していなければ、両院は内閣の活動をマヒさせることができる、
と。両院は常に予算案に対する同意を拒絶し得るからである120。国王もまた同様に、内閣の中に政見の
一致が確立されるために、議会多数派に見合った組閣を行うべきとされる。政府構成員の指名権は国王
の掌中に排他的に属するわけであるが、しかし、国王の選択は民選議院内の多数派である諸議員によっ
て予め言い含められたものである以上、純粋に形式的である121。しかも彼は、二大政党制を称揚してい
る。その趣意は、一方では流動的な多数派が政府内で体現される為、他方では反対派の活動の為である122。
は、内閣は代表制における三つの条件に合致しなければならないと結論付けている。すなわち、内閣は
責任あるものでなくてはならず、院内多数派と合致した構成を持たなくてはならず、一体的ではなくて
                                                     
116 Ibid., pp.25-26. 
117 イギリスの例を分析して、ヴィトロル伯は次のように看取している。「大臣の訴追において、庶民院は、
多数派の意見というもの以外の如何なる一定の規範もなしに、起訴陪審の機能を行うのである。庶民院は自身
固有の働きにおいて、大臣を訴追するのに理由のありやなしやを決し、貴族院における手続きの追行の為に委
員を指名するのである。しかし、大臣はかかる責任に関しては決して連帯することはない。かかる責任は、逆
に、全く個人的な責任なのである。」次いでヴィトロル伯は政治的類型の責任に関心を移し、かかる類型の責
任は「内閣全体に降りかかり得る」のであり「これと同種の攻撃は、また、一人あるいは複数人の大臣に対し
てのみ行われる場合もあり得る」と明確に述べている。ibid., p23. et p.25. 
118 Ibid., p.28. 
119 Ibid., pp.29-30. 
120 「最近のイギリスにおいて、これら諸大臣がかかる多数派の支えなしでその職務にとどまり続けた例は存
在しない。 、、、ことここに至ったならば彼ら大臣は進退窮まることとなる。何故なら議院は予算への同意
権という唯一の権限を用いて自身の絶対的な異議を申し立てることができ、そうすることで議院はかかる大臣
たちに対する否認を示すことができるのである。」ibid., p.31. 
121 「内閣に対して議会多数派との同意を保証するための第一の条件は、言うまでもなく、大臣の選任が両院
の協賛なしで全面的に為されるといったことが無いという処に存する。すなわち、大臣の選任は偏に国王の権
限に属する事柄であるが、とはいえ君主は議院における意見が指名している人物を指名するべく心を砕くべき
であろう。何故なら、自ずから議院はこれらの人物と直接的な協働関係にあるのであり、議院は恰もこれらの
人物と共同作品を作る様な形で、またこれらの人物は議院に対して個人的な影響力を及ぼすような形で、協働
関係が存在するからである。」ibid., p.30. 
122 ヴィトロルは強調している。「、、、次のように断言できる。別々のものとして区別され、その違いが明
確なものとなっている二党派で議院が二分されていない限り、強固な政府というものは樹立することが出来な
い。」ibid., pp.69-70. 次のようにも付言している。「次のように断言できる。議院が二つの党派で分割され、
一方の党派が常に内閣の旗印の下に従い、他方の党派が反対の旗幟を鮮明としていなければ、我々は内閣なる
ものを有する条件を有するに至ることはできず、政府の機構を完成させることは出来ないのである。」ibid., 
p.74. 
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はならない。したがって、代表制統治の樹立は「これらの条件を内閣の中に」要求するのであり「かよ
うな条件において、内閣がその長の影響力の下で、内閣を創設し、内閣の構成員各々に対して継続的な
方針を与える国王と、内閣に対して依拠すべき支柱を与え、内閣の活動の裁判官となる両院との間に、
中間的なコオルを樹立することを」要求するものである、と123。同じく超王党派人士のシャトーブリア
ンも『憲章による君主制』（１８１６年）で、大臣を両院の統制下に置くことの必要性を主張した。「大
臣たちはその『行政』に関して国王に対してしか報告を為さないなどという尊大な言い回しを大目に見
たら、直ちに、行政なる言葉は全く手前勝手に解されることになる。無能な大臣たちが手前勝手にフラ
ンスを破滅させる日が来るだろう。このような大臣の奴隷となった両院は、堕落の淵に転落するだろ
う。 、、、それ故、原則というものを提起すべきである。両院は何であれ自身の望むことを大臣に対し
て要請する権利を持つ、と124。」 
 尤も、この二つの責任類型が対象とする行為が常に別異であると理解されていたとまでは言えないだ
ろう。超王党派人士ヴィレールは、その回想録の中で次のように論じている。「（大臣を）訴追する権限
を有していることは当然のこととして、我々は彼ら大臣に対してインフォメーション renseignement を
求める権限を有している。そして、大臣たちに貴族院において自身の潔白を証明するべく強いるか否か
が我々次第である以上、我々は全く当然のこととして、協議の上、彼ら大臣に対して幾らかの釈明を要
求することができるのである125。」政府の活動に対する両院の統制権を主張する議員たちは、自身の主張
を正当化するために両院の弾劾権に依拠していたのである。厳格かつ例外的な手続きに類似する刑事責
任に両院が訴えられる以上、両院は大臣を政治的に追及することも出来る、何故ならこの種の責任追及
はその厳格さがより少ないものであるから、というのである126。 
 しかし、他方では、この様なマニューバへの批判の声も高かった。実際には、大臣に対する統制権の
問題と大臣責任の問題は位相を異とし、大臣の政治責任という概念それ自体は、刑事責任と何ら混同さ
れることなく受容されていたのである。１８１５年１２月２３日、二人の大臣への報告を要求の提案に
際して、ブールドウ Bourdeau議員は「、、、如何なる基本法、命令も、大臣の議院に対する従属を規定し
てはいない。」と述べ、「叛逆罪あるいは涜職罪を理由として大臣を訴追する議院の権能は必ずしも大臣
の行状に関する報告を求める権能を含むものではなく、単なる説明を求める権能を含むものではない127。」
と強調する。ベラール Bellart議員は警告する。「、、、我々は間違った途に入っていかないように自戒し
なくてはならず、悪の内で最悪のもの、すなわち諸権力の混同を避けるように自戒すべきなのである。
一言でいえば、我々は大臣を訴追する権限を有しているが、しかし、彼らに彼らの行状を報告するよう
                                                     
123 Ibid., p.76. 
124 F.-R. de Chateaubriand, De la monarchie selon la Charte, Imprimerie Le Normant, 1816, chap. XV. 
125 Comte de Villèle, Mémoires et correspondance du Comte de Villèle, Librairie académique Didier 
Perrin et Cie, 1888, t. I, pp.429-430. 
126 １８１９年５月の会議の際、マニュエル Manuel 議員は次のように主張した。「両院は、監視という手段
を以て行政に参与することが出来る。そして、これは、大臣の責任、及び大臣責任の訴追権からの当然の帰結
なのである。」CD, AP, t. XXIV, séance du 14 mai 1819, p.412 
127 CD, AP, 2e série, t. XV, séance du 23 déc. 1815, p.605. ブールドウは次のように敷衍している。「その
行状に対して大臣に報告を求めること、これは議院にそうする権能があることを前提としている。そしてこの
ことは、大臣に対して、少なくとも外見上は、国王が明らかならしめること、確認をすることを怠り、そう欲
することもそれを為すことを出来ないという深刻な疑念を前提としている。このような命題は不法で、違憲の
ものであり、王権に対する攻撃であり、そこで槍玉に挙げられている大臣にとっては危険で酷く侮辱的なもの
であり、国家はそこから何らの利益も引き出すことはできない。」ibid. 
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求める権限は有していない128。」 
 
 第１款の２、政治責任の法編入に対する執拗な拒絶 
 
 政府への議会による統制を主張してフランスに近代議会制の嚆矢を齎したのが超王党派人士に他なか
ったのは周知の事柄である。超王党派が議会制の推進者を以て自任する逆説的状況は、当時の政治的文
脈によって説明される。ルイ１８世が復位し、１８１４年憲章による「第二次」復古王政が始まった時、
反逆者ナポレオンの下での議会は顔ぶれを刷新する必要に迫られる。しかし、百日天下以前の「第一次」
復古王政下が選挙法を整備していなかったので、新たな議会は、１８１５年８月における帝政フランス
の選挙人の制度を以て選出された。バスティドは看取している。「この選挙によって議会には攻撃的な王
党派が供給されることとなった。これこそが高名な、またと見出し難い議会、すなわちウルトラの議会
である129。」しかし、議会で圧倒的多数を占める超王党派は政府においては代表されていなかったので、
彼らは執行府に対する議会の権限を伸長させる手段を模索し始める。「彼らは議院内閣制を要求した。何
故なら、彼らは多数派であった130」からである。こうして、第二次王政復古初頭において、互いに反目
しあう二つの政治的傾向が生成した。一方がウルトラであり、議会特権の推進者を以て自認していた。
他方が中道派あるいは左派であり、国王特権を擁護していた。「斯様な立場の選択は道理であった。議会
内で多数派を握るウルトラの眼には、自分たちの目論見を実現するにあたって唯一の妨げは国王の取り
巻きたちであると映ったからである131。」この様な中で、自由主義者と、いわゆる純理派132は超王党派に
よって支持された諸観念を指弾し、超王党派の言説は彼らの権力掌握のための政治的マニューバに過ぎ
ないと非難した。例えば「この派閥は、厚かましくも憲章と王制の解釈を行っている。三権が我が国の
統治のために協働しているが、この内、二権は彼らによって掌握されておらず、彼らの伸長に対して抵
抗的ですらある。彼らが自分が主人だと考えているのは代議院の中においてだけだ。情況が彼らをして
理論を口述させているわけだ。彼らの全ての努力は、彼らが掌握する代議院の中で、彼らが国王に向か
っては得ることのできない権力を得るために為されているのである133。」とギゾーは批判している。 
                                                     
128 CD, AP, 2e série, t. XV, séance du 23 déc. 1815, p.604. 
129 P. Bastid, op. cit., p.97. 
130 Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France sous Louis XVIII et Charles X, 
op. cit., p.177. 
131 J.-J. Oechslin, Le mouvement ultra-royaliste sous la Restauration. Son idéologie et son action 
politique ( 1814-1830 ), thèse Paris, 1957, LGDJ, 1960, p.104. 
132 この当時、「純理派 doctorinaires」と呼ばれた人々は、極めて限定されたグループを形成していた。その
グループの構成員として特に重要であったのが、ロワイエ＝コラール、ギゾー、バラント、セール伯 le comte 
de Serre、ブロイ公、そしてカミーユ・ジョルダン Camille Jordan である。純理派は、アンシャン・レジー
ムへの回帰に対して抵抗しつつ、同時に、最早フランス革命の原理に対しては愛着を持っていなかった。「彼
らの気取った話しぶり、彼らの理論に寄りかかりがちな習慣、権力に対して彼らが示した超越的態度、些細な
事柄に対して彼らが示した軽蔑の態度、これらが純理派だ。」G. Rémond, op. cit., p.23. このような運動に
対して、バジュは次のように結論付けている。「純理派の理論、、、それは理論を持たないことであった。彼
らは唯一の原理なるものを認めていた。如何なる原理も認めないということである。」D. Bagge, op. cit., p.99. 
同様に、ジョゼフ・バルテルミイも注意を喚起している。「その名前とその態度を信用するべきではない。こ
れら純理派は理論には乏しかった。彼らは、現状を説明し、正当化し、理解し、現状に対して諸制度を据え付
けるために、確固たる諸原理に導かれることが無かったのである。」Joseph-Barthélemy, L’introduction du 
régime parlementaire en France sous Louis XVIII et Charles X, op. cit., p.188. 
133 F. Guizot, Du gouvernement représentatif et de l’état actuel de la France, Maradan, 1816, p.14.  
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 超王党派と純理派の反目は、「第二次」復古王政初頭の議会審議の日常風景であった。１８１６年３月
３０日の会議で、超王党派のラ・ブールドネ伯は、現職の大臣は議会多数派と反目していてはその職を
保持することは出来ないと強調するのに対し、リゾは、大臣というものは国王の評定官に過ぎないと強
調した。ラ・ブールドネ伯は強調している。「両院における多数派を抑えていなければ内閣はやっていけ
ないという事柄については、次のように説明できる。内閣は確かに何者かではあるが、統治することは
出来ない。統治することが出来たとしても指導することが出来ない。指導することが出来たとしても立
法することが出来ない。立法出来たとしてもそれは両院内の少数派によるものである！134」対してリゾ
は反駁する。「、、、大臣たちは国王の配下である。 、、、私見では、内閣が多数派を抑えられないが故に
その地位を放棄せざるを得なくなるのは、遺憾である。この、当然に正しいと認められた原理によれば、
統治するのは国王ではない。何故なら、国王は最早大臣を指名することができないからである。国王は
いわゆる議会多数派の気に入る人物を指名しなくてはならず、ここから、結果として、統治するのは議
会ということになる。諸君。御稜威と陛下の議会の尊厳とを、この仕組み以上に損なうものなど一体考
えられるか？135」大臣の選任が君主の意を離れて議会多数派に依拠するとなれば、体制は変質する。そ
れ故、ウルトラへの反対者たちは議院内閣制を否認するのである。１８１６年２月１２日の代議院にお
けるロワイエ＝コラール演説は、議会と政府の紐帯を全否定している点で、一つの端的な教説である。「こ
こフランスにおいて恰もイギリスのように、内閣が、普遍かつ恒常的な多数派を握っている必要がある
という風には思われない。 、、、我々にとっては、内閣は全面的に国王の掌握するものであり、予算の
為に新たな法律の必要性が認められるとしても、両院との協働が必要ということにはならない。さて、
多くの法律が作られている国においては、新たな法律が必要不可欠な場合というのは殆ど形而上的・観
念的な発想である136。」大臣は議会多数派を代表して選出されるべきという、政治責任にとって不可欠の
前提条件を述べるウルトラの言説を、ロワイエ＝コラールは全否定し、政治責任によって運用される体
制－議院内閣制－を、その「不均衡」故に危惧するのである。ギゾーの言説も純理派の典型的教説であ
る。「意欲し、行動するのは国王であり、国王のみが意欲する権利を持ち、行動する権利を持つ。大臣の
任務は国王の意欲するところを明確に示すことである。これは彼にとって、全ての可能な統治の中にお
ける義務であるに留まらず、彼のおかれた状況によって彼に課される要請である。すなわち、国王の意
思なくして大臣は何者でもなく、何事もなしえない137。」 
 ところが、１８２１年１２月、ヴィレール内閣の下で超王党派が実権を握ったことで、大転向が生じ
る138。「純理派は政府が超王党派によって擁護されているときには政府と戦うことになり、政府が超王党
派によって戦いを挑まれているときには政府を擁護することになった139。」自由主義者と純理派は、敵手
ウルトラの以前の言説を使い始めた。これ以降、超王党派は国王特権と大臣の権力を擁護する側に回り、
中道派と左派が議会特権を擁護する側に回る。バジュはロワイエ＝コラールの言説を次のように評する。
「時が経つにつれ、彼の言葉、彼の筆致は、その意義を変じた。彼の言説における議会なるものは、１
                                                     
134 CD, AP, 2e série, t. XVI, séance du 30 mars 1816, p.756. 
135 Ibid. 
136 CD, AP, 2e série, t. XVI, séance du 12 févr. 1816, pp.132-133. 
137 F. Guizot, Du gouvernement représentatif et de l’état actuel de la France, op. cit., p.39.  
138「、、、リシュリュー失権と自身の頭目たるヴィレールの浮上によって一たび権力の座に登るや、ウルトラ
たちは議会の優越性に対するあれほどの崇敬は最早示さなくなったのである。」J. Bonnefon, op. cit., 
pp.139-140. 
139 Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France sous Louis XVIII et Charles X, 
op. cit., p.191. 
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８１６年においては法案審議の制度に過ぎなかった。しかし、１８２４年には、政府による行政の批評
者となり、大臣は議会に対して酷く重大な責任を負わなくてはならなくなっていたのである、、、140」自
由主義者ランジュイネは、オルレアン的二元主義を唱え始めていた。「内閣および各省における大臣は、
国王の名において、国王と両院に対して常に有責な権限を行使するのであり、その地位は不安定なもの
で罷免され得るものである。大臣はかかる権限を法の制定あるいは執行の為に行使する141。」そのご都合
主義とは次元を異として、これらの党派的言説が「議会の権力の確立にあたって貢献するところ大であ
ったということ、そしてこの党派は、理論上も、実践上も、代表制統治をして大きく進歩させたという
こと142」は事実である。加えて、政治責任に関するプロブレマーティクが、当時の政治的な中心的関心
事であったことも、また明白なことと言える。 
 
第２款、大臣責任の「原理的側面」と「機能的側面」の混交；法的責任の政治的歪曲 
 
 大臣の刑事責任を制度化するために議会審議の場が設けられたことは、大臣責任の質的拡張にとって
好機であったが、結局は成就していない。「第一次」復古王政におけるファジェ・ド・ボール Faget de Baure
議員提出法案は、大臣責任の刑事的次元という一線を越えた点で画期的であり、そこでの政治責任が必
ずしも議院内閣制的本質を有していなかったにしても重要である（第２款の１）。「第二次」復古王政以
降、対議会政治責任の概念が広まり、体制は議院内閣制を指向し始める。しかし、議院内閣制の標識要
素としてのかかる責任原理の憲法編入は執拗に退けられ続けた。政治責任は、法的把握の対象とならな
い「一般的 général」で「道義的 moral」な責任であるとされたのである（第２款の２）。 
 
 第２款の１、「第一次」復古王政下において提起された法案 
 
 大臣の刑事責任を定式化するための最初の法案はファレス Farez 議員によって提出された143。１８１
４年８月２３日、同議員は、憲章第５６条所定の反逆及び涜職の罪の罪刑法定、両院における訴追と裁
判の手続を規律する法案を提出した144。１８カ条からなるこの法案は、代議院理事部に送付され、検討
                                                     
140 D. Bagge, op. cit., p.108. 
141 J.-D. Lanjuinais, op. cit., t. I, p.271. 自覚的にそうしていたか否かは知る由もないが、ランジュイネは刑
事責任と政治責任を厳密に区別していた訳ではなかった。「憲章に対する敵対者の中には、、、執行権の活動
に対する議会の監視、そして大臣の議会に対する責任に対して異議を差し挟む著述家が見出されることであろ
う。彼らは斯様な責任を取るに足らないものと結論付け、その責任から帰結するはずの最も必要欠くべからざ
る結果もまた、取るに足らないものと結論付けている。多くの著述家が斯様な無意味な攻撃を押し返している。
憲章は、議会に対して請願権、法律および予算に対する議会の必要的同意、大臣を訴追し裁判する両院の権限
を置くことによって、両院の監視を明確に認めている。憲章あるいは他の法律を罰されることもなく破る事由
があるか否かを問う自由などある筈もない。」ibid., p.281. 
142 P. Duvergier de Hauranne, De la réforme parlementaire et de la réforme électorale, 2e éd., Paulin, 
1847, p.43.  
143 Proposition de M. Farez de préparer un projet de loi établissant les règles nécessaires sur la 
responsabilité des ministres, CD, AP, 2e série, t. XII, séance du 23 août 1814, p.386 この法案において規定
された刑は追放刑と死刑である。なお、ファレス議員提出法案に関しては、L. Ferstel, Histoire de la 
responsabilité criminelle des ministres en France depuis 1789 jusqu’à nos jours,( éd. 1899) Hachette BNF, 
2014, pp. 66-73. 
144 ファレス議員は自身の法案において、「反逆」については第４条で、「涜職」については第７条で、それ
ぞれ定義している。CD, AP, 2e série, t. XII, séance du 26 août 1814, p.407. 
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が為された後、代議院中央委員会は同議員によって為された提案を基本的にはそのまま謄写した法案を
示すこととなった145。審議の中で、新たに二つの案が議員たちに対して示された。一つがシュヴァリエ・
シャラン Chevalier Challan議員によるもの、いま一つがファジェ・ド・ボール議員によるものである。
シャランは１０月５日の会議に提出された法案に対する批判を提起した146。彼は、反逆と涜職の罪につ
いて再定義を行っており、職務上の義務違反 prévarication と権限濫用の罪質決定を加えるなど、より
精密に手続を規律している。加えて、大臣に対する通常裁判所の管轄権を排除している。 
 ファジェ・ド・ボール議員は、１８１４年１０月１５日の会議において、決議案を代議院に提出して
いる147。ド・ボール提案は、刑事的次元を超える責任類型を提示している点で特異である。彼は責任の
三類型を区別している。「これらの行為は、反逆あるいは涜職の罪に該当する場合でなくとも、国家の利
益にとって有害なものである場合があり得る。それ故、これらの行為が為されるのを止めるための手段
を確立する必要がある。あるいはこれらの行為は明白な反逆あるいは権限濫用の罪状 trahison manifeste 
ou exactions coupables かもしれない。この場合は公訴の提起によってこれらの行為に法律による報い
が与えられなくてはならない。最後に、これらの行為は、それが如何なるものであれ、全面的にとがめ
られるべきという訳ではないものの、しかしそれでもやはり私人に対して損害を与えうるものであると
いう場合があるかもしれない。この場合、大臣は損害賠償をその私人に対してしなければならない。こ
の損害賠償は単なる民事訴訟によってなされることであろう148。」これらの責任の内、後二者がそれぞれ
刑事責任と民事責任にあたるとして、第一の責任類型、すなわち国家利益に対する有害行為に対する責
任の性質は繊細微妙である。ド・ボールが政治責任の方向を指向していたことを示唆する事実として、
公訴の提起及び附帯私訴と並んで、勅語奉答に言及していたことが指摘できる。彼は、勅語奉答を通じ
て両院は国王に対して大臣が自分たちの信任を失っている旨明示することができる、と考えていたので
ある149。代議院議員あるいは貴族院議員は大臣の行状についての調査を請願することができ、当該大臣
に対する審問を行い、その行為が非難されるべきものと判断されれば、一方の院は決議を採択し、他方
の院に送付することができるとされた。また、この決議が両院によって共同で採択されたのであれば、
同決議は、大臣の選定罷免権を有する国王へと送付される、と。このような手続きはド・ボール提出決
議案第２条に規定されている。「これらの行為が国家の利益に全く合致しないときは、仮にかかる行為が
叛逆罪あるいは涜職罪を構成するものではないとしても、両院はかかる行為を調査対象とすることがで
き、国王に対して、最早国王の信任には値しないであろう大臣から信任を取り上げるよう、必要とあら
ば請願することができる150。」法案第６条では、大臣が被るべきサンクションは罷免であると明示された。
「両院の内のいずれか一方の院の構成員であれば誰でも、大臣の罷免を国王に要請しなければならない
と思わせるような政府の行為について指弾することができる、、、151」如上、決議案第２条と第６条から、
そこでの責任が法的な性質に留まるものではないことは明らかである。しかもド・ボールは「責任に関
して、それを反逆行為、そして涜職行為に限定してしまうというのは、かかる大臣の責任を非常に限定
                                                     
145 CD, AP, 2e série, t. XIII, séance du 5 oct. 1814, pp.44-50. 
146 CD, AP, 2e série, t. XIII, Comité secret du 11 oct. 1814, pp.134-141. 
147 CD, AP, 2e série, t. XIII, Comité secret du 15 oct. 1814, pp.171-178. 
148 Ibid., p.172. 
149 Ibid., p.173. 
150 Ibid., p.177. 
151 第６条は、引き続き以下のように規定している。「この提案、行論、審議は一貫してなされなければなら
ず、議会が秘密会で行われるときにも、なされなくてはならない。」ibid. 
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的な領域に押し込めてしまうことを意味する。反逆にせよ、涜職にせよ、幸いなことにこれらの行為は
極めて稀なものであり、訴追が必要となってくる場面も少ない。しかし、正しい心と穢れなき手で以て
しても、人は極めて悪しき大臣になることも出来るのである152。」とさえ指摘しているのである。 
但し、ド・ボール提案が後世の議院内閣制における政治責任原理を先取りしていたかと云えば、やは
り若干の留保が必要である。第一に、ド・ボール提案における大臣責任の眼目は、議会多数派との政見
の相違よりは寧ろ行政の無能をサンクションすることにあると指摘される153。ド・ボール提案が、政治
責任の本質的要素である内閣の連帯性について等閑に付している点も重大である154。しかも、当該大臣
の罷免は、両院の請願に基づき、国王によってのみ為される。したがって、原理的には、政治責任は国
王に対する関係でのみ存在するに過ぎない。 
 とは言え、ド・ボール提案が大臣責任についての第三の途を指示しているのは事実である。そして、
この途は、同僚議員たちからも必ずしも否定されてはいなかった。ファレス議員は「私は同輩に対して、
彼が、権限を濫用した大臣に対する別の対抗策を保証することに心奪われていると指弾するつもりは全
くない。しかし、彼の提案のこの部分は、私たちの発想からすれば全く新奇なものであり、私たちの発
想とは何のかかわりも持つはずがない155。」と述べ、この第三の性格規定に対して、それを規律するので
あれば別の特別の法律を以てした方が良いと指摘するが、必ずしも否定・批判的態度を採っていない点
が注目される。少なくともファレス議員は、刑事・民事の責任とは異なる責任原理が存在することを否
定はしていないようである。続いて、ドゥロルム Delhorme 議員が、責任追及の手法を分節化している点
が注目される。「諸君、私が伝えたいのは、大臣の活動に対する監視は三つに分類されるということであ
る。第一。法案に対する統制で以て監視すること、、、。第三。貴族院への訴追で以て監視すること。これ
は、、、極めて稀なものであり、それ故、行政の通常の活動に対して殆ど影響を及ぼさない筈である。第
二。国務諮問会議に対する不信任の権限を通じての監視であり、無能さを理由とするにせよ、政治・行
政・軍事における重大なフォートを理由とするにせよ、大臣の罷免を要求する権限を通じての監視であ
る。この第二の監視こそが注目すべきものであり、この監視手法によって大臣はその歩みを止める。諸
君、この第二の監視手法こそが、大臣の過ちから国家を守る真正の盾となる156。」この議員もまた、大臣
の無能と大臣によって侵された重大なフォートをサンクションする不信任権が必要であると考えている
のである。この不信任権は、極めて稀な大臣の刑事責任の追及に対する代替手法として理解されている。
                                                     
152 Ibid., pp.172-173. 
153 決議案第２条を引き合いに出し、ミションは次のように結論付けている。「実にここでは大臣の政治責任
と呼ばれるもの、すなわち場合によってその帰結として、そして唯一の帰結として、大臣の権力の喪失をもた
らすものが問われている。とはいえ、次のような視点が必要である。すなわち、かかる権力の喪失は議会多数
派の見解と衝突した政治的行動に対するサンクションとしてよりも寧ろ、行政の無能に対するサンクションと
してとらえられるものであるということである。」L. Michon, op. cit., p.60 ; 同じ意味合いにおいて、ロザン
ヴァロンも次のように考察している。「結局、ファジェ・ド・ボールは、厳密な意味での政治的方向付けを追
及するということよりも、、、、寧ろ行政の無能をサンクションすることを目的としていたのである。彼が模
索していたのは、ある大臣を個人的なフォートを理由として個人的に攻撃することであり、多数派の見解とは
相反する政治的行動を集団的に取る内閣を攻撃することではなかったのである。」P. Rosanvallon, op. cit., 
pp.86-87. ファジェ・ド・ボールによって付託された提案は「国家と相対して宣言された道義的断罪と両院
を結合させるものである」と推察しているのが、バスティドである。P. Bastid, op. cit., p.331. 
154決議案第１条は「大臣は政府の全てのアクトに対して、自身の関係する省庁においてそれぞれ chacun 責任
を負う。」と規定している。CD, AP, 2e série., t. XIII, Comité secret du 15 oct. 1814, p.177. 
155 CD, AP, 2e série., t. XIII, Comité secret du 18 oct. 1814, p.206. 
156 CD, AP, 2e série., t. XIII, Comité secret du 8 déc., 1814, p.89. 
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つまり、刑事的にはサンクションされ得ない者は、別の形式の下で―その形式が規定されているのであ
れば―追及を受けるべきだということである。ド・ボールの言説にせよ、ドゥロルムの言説にせよ、こ
の責任は道義的に大臣の政治的活動を非難することを想定している。 
 しかし、結局ファレス提案、シャラン提案、ファジェ・ド・ボール提案の何れも代議院において成立
するに至らなかった157。１８１４年１２月１６日の会議において、代議院は最終的に議員から提出され
た幾らかの規定を含む、大臣の責任に関する法律案を提出する旨国王に請願する決議を採択した158。 
 
 第２款の２、「第二次」復古王政下に提出された法案 
 
 百日天下の後、１８１６年３月、ケルゴレイ Kergorlay 議員が、国王に対して大臣責任に関する立法
を請願する決議を代議院に対して提案した159。この提案は、百日天下以前の議論と、百日天下から王政
への復帰までの諸憲法的文書における思潮とは裏腹に、憲章第５６条における反逆罪と涜職罪の法制化
のみが厳密に指向されている160。ケルゴレイ提案に対して、同年１２月のラリー＝トレンダルによる法
案は政治責任原理を再び指向するものとなった161。 
 ラリー＝トレンダルは憲章第１３条に規定されている「一般的 général 」責任と、憲章第５５・第５
６条の規定によって大臣を対象としている訴追とを峻別している162。例えば「訴追は敵対的、攻撃的な
ものであり、必ず公開のものである。」対して「責任は、無罪であったとしても危険な大臣から諸事を遠
ざけ得るものである。無罪であったとしても危険な大臣、例えば実直ではあるが無能な大臣がそれであ
る。訴追というものは有罪であると推定されている大臣に対してしか攻撃を加えられないのである163。」
このようにして彼は、「訴追」、すなわち刑事責任と、政治的側面を示す「責任」とを区別するのである。
                                                     
157 これに関する議論としては、CD, AP, 2e série, t. XIII, Comité secret du 15 oct. 1814, pp.168-178, Comité 
secret du 20 oct. 1814, pp.204-209, Comité secret du 22 nov. 1814, pp.659-664, Comité secret du 2 déc. 
1814, pp.756-764 ; CD, AP, 2e série, t. XIV, Comité secret du 6 déc. 1814, pp.66-69, Comité secret du 8 déc. 
1814, pp.83-91, t. XIV, Comité secret du 9 déc. 1814, pp.93-97. 
158 CD, AP, 2e série, t. XIV, Comité secret du 16 déc. 1814, pp.151-152. 
159 ケルゴレイ Kergorlay 議員による、国王に対して大臣責任について法案を提出するよう要請するための提
案、CD, AP, 2e série, t. XVI, Comité secret du 22 mars 1816, p.620. ケルゴレイ提案に対する審議について
は CD, AP, 2e série, t. XVI, Comité secret du 22 mars 1816, pp.669-671. 
160 「国王陛下に対して、憲章第５６条を執行するために、以下のような内容を含む法案を提案して頂くよう
要請する旨、代議院に対して提案することは、私の光栄とするところであります。国王陛下に提案して頂きた
い法案が含むべき内容とは、以下のようなものでございます。第一。大臣が訴追されるところの反逆、涜職の
罪について、その性質を特定すること。第二。これらの罪の訴追について規定すること。私が要請しているこ
の法案について、私自身では法文の起草案をお示し致しません。私が要請するのは、もしそれが便宜なものと
中央委員会が認めるのであれば、私の提案に関して中央委員会が為すことになっている報告に、私の起草案を
付け加えることを中央委員会が認めてくださることであります。」CD, AP, 2e série, t. XVI, Comité secret du 
22 mars 1816, p.671. 
161 大臣責任に関するラリー＝トレンダルの提案に関しては、CP, AP, 2e série, t. XVII, séance du 10 déc. 
1816, p.621 法案説明については、CP, AP, 2e série, t. XVII, séance du 24 déc. 1816, pp.671-682. 
162 「責任というものは一般的な性格を持ち、恒常的な状態を意味するものであり、公職から固有に、切れ目
なく発生する状況である。責任は公職により生じ、公職に留まる限り継続し、時として公職を退いた後も残存
する。訴追は一つの明確な行為 un acte であり、それは一つの事実、一つの理由 lieu、一定の時点に結びつい
ている。訴追は瞬間的な状況から生成し、即時の手続きによって審理され、終局的な裁判によって終結する、、、」
CP, AP, 2e série, t. XVII, séance du 24 déc. 1816, p.671. 
163 Ibid. 
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「責任とは、職務から固有に発生する inherente 性格である164」と、彼は明確に述べる。しかし、この
責任はいまだ、議会多数派と大臣の間における政治的不合意ではなく、大臣の無能に対する対処法とし
て考えられていた。とは言え、ラリー＝トレンダル提案が刑事責任とは明らかに異質な大臣責任の形式
を提案していたのは紛れもない事実である165166。 
 彼の責任原理は、貴族院での演説の中で明示される。「大臣は国王と国民の双方に対して同時に責任を
負う。国王との関係では大臣は従者であり、大臣は彼の権限を執行する。国民との関係では、大臣は彼
らの運命を決定づけ、彼らに対する租税について規律する167。」この演説に示されたモデルは既に、７月
王政下の二元主義を指向している。二元主義は次のように正当化される。「大臣が国民の代表者 députés de 
la nationに対してしか応答しないとなると、一方では監督が余りにも長く中断することになり、他方で
は国王の尊厳、権威、権力がかかる締め出しによって損なわれることとなろう。この場合、大臣は人民
の大臣となり、国王の大臣ではなくなる。君主の全き性格は危険に晒され、それとともに王国の安泰は
損なわれる。大臣が国王に対してしか応答しないとしたら、国王は彼ら大臣にとって、欺くべき唯一の
人物、誘惑すべき唯一の人物となろう168。」この様な筆法で、ラリー＝トレンダルは国王に対してしか大
臣の政治責任を認めないような制度を、体制の安定性の観点から斥け、それと同時に、かかる大臣の責
任を両院との関係においてしか認めないような制度を、諸権力間の均衡を王権に不利な形でかき乱すも
のとして斥けるのである。 
 ラリー＝トレンダルの大臣責任制度に対するスタンスは、刑事訴追の法制化が必要だが、しかし、「一
般的責任」については如何なる意味においても否、というものである169。彼によれば、大臣は「彼に対
して法律が明文で禁じていないことであれば何であれ全て自由裁量的に行ってよいと許可されていると
は考えられておらず」「大臣を告発する者は、大臣が自身の企図を法律が明文で規定しているところに依
                                                     
164 「大臣は行政に入る entrer まさにその瞬間に責任に入る entrer。言い表すならばそういうことである。大
臣は自身が提案あるいは執行する諸措置に対して応答する。大臣は自身が上級者に対して与えた助言に、また、
自身の下級者に対して与えた命令に対して応答する。自身が許可したこと、あるいは自身の発した命令に対し
て応答する。そして最後に大臣は、自身の業務執行において、自身の署名あるいは副署において、臣民の財産、
自由、そして安全に対して与えた悪影響の全てに対して応答する。」ibid., p.673. 
165 P. Bastid, op. cit., p.327 ; L. Michon, op. cit., p.177. 
166 反対意見も存在した。「私はあなたが憲章から遠ざかっていく印象を受ける。何故なら、あなたの用語法
は、国王が大臣に向かい合う場合の仕方には適用可能なものであるとは思われないからである。あなたの用語
法が相応しく適用されるのは、かかる責任の追及の肝煎りに関してあなたが託しているところの権限主体に対
してである。これは明白である。」「あなたが創り出そうとしている責任は、憲章が想像しなかったことであ
るどころか、憲章が自覚的に遠ざけたものである。」Marchais de Migneaux, op. cit., p.68. 
167「責任のこの二つの類型は互いに保障しあう。すなわち、国民に対して定期的な形で負われている責任は la 
responsabilité périodique envers la nation 国王に対して、彼の大臣たちが自身を欺こうと何ら模索すること
がない状態を保障するものである。多くの眼差しが彼ら大臣に対して向けられており、多くの声が彼ら大臣を
彼らの主人と彼らの国家に対して告発するのである。国王に対する日々の責任は la responsabilité de tous les 
jours envers le Roi、国家の代表者たちが分裂しているときであろうと合同しているときであろうと、国家に
対して恒常的な秩序と、その主権者の絶えざる監視を保障する。」CP, AP, 2e série, t. XVII, séance du 24 déc., 
1816, p.673. 
168 Ibid. 
169 じっさい、トレンダルは結論ふうに述べている。「審問を行うことが出来るか否か、また、報告を求める
ことが出来るか否か、そして信任を付与または撤回を行うことが出来るか否か、ただこれらのことのみが問題
となる様な場合について、全てを規定しておくのは不可能である。」逆に、「裁判所への訴追、刑事手続きの
予審、法上の刑罰を宣告する、これらのことを企図するのであれば、全てが規定されている必要がある。」ibid., 
p.678. 
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拠させないとき、大臣に対して許されている事柄に対して疑いを向ける」とされている170。つまり、法
的根拠なしでも、大臣の責任は問われ得る。両院は大臣に対して釈明と文書提出を要請できる。この要
請が拒絶された場合は、勅語奉答を提出し、議員たちの望みを聞き入れるよう大臣に命じる旨、国王に
求めることができる。そして、両院に残された最終手段が、叛逆罪あるいは涜職罪での大臣を訴追決議
である171。したがって、１８１４年憲章は、その個別具体的な規定によって直接的にではなく、種々の
規定の組み合わせによる全体構造によって、大臣の責任の追及機制を保障し得る「枠」を規定している172。 
トレンダルの提出した法案によって「第二次」復古王政における大臣責任論は進展する。貴族院は、
ラリー＝トレンダル提出法案の審議に先立って、同法案に係る特別委員会を組織する旨決定した173。他
方、政府は自身の法案を、貴族院にではなく、代議院に提出して対抗する174。１８１７年２月３日の会
議において行われた報告の中で、当時の法相であったパスキエ男爵 Le Baron Pasquier は「政府の一般
的責任」と「各大臣の個人的・法的責任」との区別を行っている175。そして、注目すべきことに、パス
キエ報告はフランス大臣責任制史において「政治責任 responsabilité politique」という言葉の初出例
とされているのである176。 
 しかもパスキエ男爵は、この一般的責任を単に大臣の無能への対処法として理解していたのではない
177。すなわち、この責任原理は、政府と両院とを連結するのである。「（一般的責任は）政府が、それな
しでは無為と無力に陥ってしまうような基本的な行為について、両院の同意を得るよう義務付けられて
いるという、ただそれだけの理由を以て存在するものである。一般的責任は、実体の在る、実効的なも
のである。何故なら、かかる両院の同意を得るに先立って、それらの政府行為は公開の討議に付される
ことになるからである178。」つまり、政府は必ず両院の信任の下に行動すべしとの格率である。更に男爵
は、一般的責任すなわち政府の集団的責任と、刑事責任即ち大臣の個人的責任とを区別する。前者の責
任について触れる中で、「政治責任」という語が初めて用いられたのである。「私が考えている責任の内、
尤も有用な責任であるという意味で、第一義的かつ最も破壊的 périlleuse なものである。政府の行為の
全てについて、また政府の個別的な行為について、また、政府の官吏の一人一人全ての行為について、
                                                     
170 Ibid., p.677. 
171 Ibid., pp.677-678. 
172 この法案においては、大臣の刑事責任は他の責任類型よりも大幅に重きを置かれている様であった。貴族
院にその法案について敷衍した際、トレンダル伯は、公の財産を保護することの必要性について縷々陳述して
いる。「大臣の責任がまず最初に、そしてとりわけ通常に、最も一般的に適用されるべきなのは、公の財産に
関する大臣の責任についてである。」ibid., p.675. 公の財産に対する侵害は刑事責任の地平においてしかサン
クションを受けることはなく、これらの侵害行為に関しては、トレンダル伯は涜職罪の定義の中に組み入れて
いる（法案第２章第７条）ibid., pp.681-682. 大臣の刑事責任は、したがって、私訴の開始事由を構成し得る
事柄と一体化しているのである。 
173 CP, AP, 2e série, t. XVIII, séance du 4 janv. 1817, p.33. 
174 CD, AP, 2e série, t. XVIII, séance du 3 févr. 1817, pp.486-492. 
175 Ibid., p.488. 
176 Nathalie Havas, La responsabilité ministérielle en France, Contribution à une approche historique 
des responsabilités politiques et pénale des ministres de la Révolution de 1789 à la Ve République, Dalloz, 
2011, p.274. 
177 「各大臣は、恒常的かつ不可避のかかる責任の一部を担う。かかる責任は大臣に付与された権力に必然的
に伴うものであり、その権力からは決して切り離され得るものではなく、如何なる法律よりも一層の影響を、
大臣が権力を行使する際の態様に対して及ぼすものである。何故なら、大臣に対して重荷を感じさせないよう
なものであるならば、それは何ら彼の行為ではなく、何ら彼の提案であるとは言えないからである。」CD, AP, 
2e série, t. XVIII, séance du 3 févr. 1817, pp.488 
178 Ibid. 
139 
 
政府全体 tout entier に対して課されているのが、この重大な政治責任 la grande responsabilité 
politiqueなのである179。」 
 後世の学説は、この法案における大臣の政治責任は、国王との関係における文脈を脱し、議会との関
係という文脈で用いられていると見る。バスティドは、「政治的かつ連帯的な大臣の責任、すなわち一般
的な形で存在し、憲章がそれに対して代議院に訴追権を付与しているところの叛逆罪あるいは涜職罪の
埒外に存在する大臣の責任を明確な形で認識していた180」としている。パスキエの以下の様な言い回し
から見ても、両責任原理の峻別は確かに見て取れるだろう。「『権力に不可分の形で付随する campagne 
inséparable du pouvoir』責任は前者であり、これは法によって定義されることも制限されることも出
来ないものであって、『全面的に政治秩序に留まる demeure entièrement dans l’ordre politique』も
のであり、この責任は裁判所の判断 jurisprudence の中に自らの占めるべき場所を見出すことが無い。
これに対して後者の責任は、その性質上、より一層明確に枠づけられたものであり、ある特定の諸行為
に対して個別具体的な形で結合している。この後者の責任は、如何なる事柄、如何なる手続きに大臣が
服すべきかを規定する法律によって性格づけられる、規律されることを必要とする。大臣の責任に関す
る法律が不可能なものであると考えられているのは、この様な二つの責任の相違が見落とされているか
らなのである181。」パスキエは、法定主義を大臣責任の刑事的側面に限定しており、大臣責任の政治的側
面についてはその必要は無い、と強調する。「国家にとって重要な事柄、それは、斯くも多くの悪しき大
臣たちを悉く裁判にかけ、断罪することではない。それはこれら悪しき大臣たちをその職務に留まらせ
ないことである。さて、代表制統治のシステムにおいて如何にしてそうすべきか。かかる目標の達成は、
責任に関する特別の法律によってではなくして、責任固有の性質から発するエネルギーそれのみを以て
為し得ると言える。それ故、かようにして必然的に実定法の埒外に存する事柄を法律の中に導入しよう
と努める必要は皆無である。寧ろ、責任が問題となり得る全ての条件を定義づけようとする法律がある
とすれば、それは権力よりも寧ろ自由にとって危険なものであり、王権よりも寧ろ国家にとって危険な
ものであり、大臣よりも寧ろ議会にとって危険なものであろう182。」従って、このパスキエ演説以降、国
王及び両院に対する政治責任が刑事責任から分節化されたと言える。但し、政治責任は飽くまでも事実
の領域に属すとされ、憲法編入が考えられていた訳ではない。 
 しかし、パスキエ提案は表決にまで至らず183、第二次法案が新たな法相ド・セール de Serre によって
代議院に提出されるのは１８１９年１月２８日のことである184。今度の法案は、大臣責任の訴追事由決
定を両院の自由裁量に委ねるとの刑事手続きを規定するばかりで、大臣の刑事責任以外の責任類型につ
いては等閑視しており、審議の機会も法案趣旨説明の機会も与えられなかった。それ故、それとして検
討するだけの意義には乏しいものと言えよう。以上の試みが挫折した後、復古王政下での大臣責任法制
化の試みは断絶した。「イギリスの統治者であるよりは樵であることを欲する185」新国王の治世は大臣責
任論に関してはあまり貢献しなかった。 
                                                     
179 Ibid.  
180 P. Bastid, op. cit., p.182. 同様の指摘として、P. Desmottes, De la responsabilité pénale des ministres en 
régime parlementaire français, LGDJ, 1968, p.172. 
181 CD, AP, 2e série, t. XVIII, séance du 3 févr. 1817, pp.488-489. 
182 CD, AP, 2e série, t. XVIII, séance du 3 févr. 1817, p.489. 
183 L. Ferstel, op. cit., p.74. 
184 CD, AP, 2e série, t. XXII, séance du 28 janv. 1819, pp.653-656. 
185 D. Bagge, op. cit., p.184. 
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   第３節 政治責任の原理的不徹底の常態化 
 
 復古王政の政治状況は大臣の政治責任を国王に対しても議会に対しても現象させ得ない環境であった。
国王不可侵が憲章上の原則であったが、だからといって大臣は国王の決した政策の執行吏に過ぎず、そ
の従属的性格は大革命期と質的に異ならない。「、、、執行権は国王にのみ属する。つまり、国王が自身が
望む人物を大臣に選び、彼が自身の望みに沿わないとなれば暇を出す。何故なら、、、大臣が国王の命令
の下に為した自身の行為について報告を為すべきはただ国王に対してのみだからである186。」また、内閣
は不均質かつ不統合であり、連帯性などなかった。大臣は国王に「従属」するのであり「責任」を負う
のではない（第１款）。そもそも、両院との関係における政治責任は否定されている。王制を危殆化させ
る諸権力の不均衡への懸念は執拗であり、議会に対する大臣の政治責任の憲法編入を阻止し続けた（第
２款）。議会専制も一人独裁も厭だというのは、当時としては贅沢な要求であり、その為か、当代人氏は
アンビヴァレンツを自覚的にか無自覚的にか受け入れていた。つまり、議会特権の擁護者たちは、「法上
の政治責任」は忌み嫌いながら、「事実上の政治責任」には執心していたのである。バスティドが「本当
のところを言えば、彼らの主張は、議会がある内閣を転覆するための『権利』を手に入れるということ
よりも、寧ろ、内閣は多数派と手を携えて統治しなければならないという『事実上の必要性』について
のものであった187。」と指摘する通りである（第３款）。 
 
    第１款、実権のない大臣の存在と議院内閣制の胚胎 
 
 
 「国王の意思なくしては、大臣は何者でもないし、何も為すことができない188」大臣は国務評定官、
すなわち国王の助言者 les conseilleurs de la Couronne であり、国王の意思に仕える単なる吏員であ
った。大臣は国家元首に従属しており、政治権力を欠いていた（第１款の１）。この文脈の中では、政治
責任の存立条件である大臣の政治的自律性自体が欠けているから、政治責任は成立仕様がない。他方で、
大臣による副署は憲法上の根拠なしで存在していた。尤も、単なる審書の真正性の認証でしかない。復
古王政下の政府は一貫して不均質で不統一な集団であり、大臣間に連帯を生じる素地があった訳ではな
い。国家元首の不可侵性以外には、大臣および政府の政治責任が成立する条件が欠落していた（第１款
の２）。 
 
    第１款の１、吏員 agent としての大臣、すなわち政治権力の不在 
 
 １８１４年から１８３０年までのフランスにおいて通用した憲法的文書は「憲章」、すなわち欽定の国
                                                     
186 Marchais de Migneaux, op. cit., p.68. 
187 P. Bastid, op. cit., p.330. 強調は引用者。 
188 F. Guizot, Du gouvernement représentatif et de l’état actuel de la France, op. cit., p.39. 
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家基本法であり、ラフェリエールが指摘するように、復古・反動的性格を根本的に帯びる189。しかし第
二に、それが古の絶対王政への復帰を意味しない点で、それは一個の制限規範である190。但し、執行権
と立法権の一定の協働関係が大臣の対議会連帯責任によって担保されていない点で、憲章は議院内閣制
的性格を持たない191。ステファヌ・リアルスは制限君主政が「、、、国家権力の行使における国王の優位
性を保持しながら、かかる権力の行使を一定の拘束の下に置くものである。これはとりわけ立法の領域
において顕著に見られる。国王による国家権力の行使に課される拘束は、国王意思に対する障害となり
得るものであり、特別な事情が無い限り、好意的な形で国王が自身に課すことは決してないような類の
ものである192。」とする。但し、体制の枢軸は、制限されてはいるものの依然として大きすぎる権限を与
えられている王権にあった。事実、１８１４年の立憲君主制は憲章第１３条によって、国王は優越的権
力たらしめていた193。国王は統帥、宣戦、条約締結、官吏任命の諸権限を有し、その上、法律を執行す
る為の命令制定権を有する。大臣の自律的決定権が存立すべき余地が無い。現実においても、大臣は吏
員或いは助言者として振る舞った194。助言者や吏員が主人と異なる決定をすることはなく、大臣の掌中
には政治権力が無かったから、国王との関係における大臣の政治責任は成り立ちようがなかった。事実、
１８１４年から１８３０年にかけて、大臣たちは幾度となく、国王による支持を無くしたことによって
職務から去ることを余儀なくされたが、しかし、これら失権は、階層的権力関係の発露であり続けた。
この著しい一例が、復古王政の初頭のタレーラン内閣である195。「タレーラン氏は国王に対して厳かに、
丸腰となったフランスに対して全欧州が突き付けてくる要求について取り組まざるを得ない、条約交渉
を開始しなくてはならなくなった今、内閣の置かれた地位は困難なものである、と告げた196。」が国王は
「全く平然と197」新たに内閣を選任する方が余にとっては宜しいと答えた、とヴィトロルは回想する198。
従来、１８２１年１２月１３日の第二次リシュリュー内閣の退陣は議会に対する大臣の政治責任の現象
例に数えられてきた199。同内閣は１８２１年１１月５日に採択された勅語奉答において外政および内政
に対する批判を受け、貴族院は政府首班に対して、プレスの事由についての請願を送付することを採択
した200。その後少しして、同内閣は二つの法案を提出する。一つは新聞法違反への制裁立法であり、い
                                                     
189 J. Laferrière, op. cit., p.157. 
190 S. Rials, Essai sur le concept de monarchie limitée ( autour de la Charte de 1814 ), S. Rials, Révolution 
et contre-Révolution au XIXe siècle, op. cit., pp.88-94, pp.112-125 ; A. Laquièze, Les origines du régime 
parlementaire en France ( 1814-1848),op. cit., pp.66-76 ; P. Rosanvallon, op. cit., p.10 ; P. Brunet, Vouloir 
pour la Nation. Le concept de représentation dans la théorie de l’Etat, thèse remaniée, Paris X, 1997, 
LGDJ-Bruyant. 2004, pp.287-296. 
191 「１８１４年に樹立された統治は制限君主制であり、議院内閣制的な君主制では全くなかった。」L. Duguit, 
Traité de droit constitutionnel, t. II ; La théorie générale de l’Etat, 3e éd., Albert Fontemoing, 1928, p.818. 
192 S. Rials, Essai sur le concept de monarchie limitée ( autour de la Charte de 1814 ), op. cit., p.120.  
193 １８１４年憲章第１３条末尾；「執行権は国王にのみ属する。」 
194 「ルイ１８世及びシャルル１０世の治下において、大方保守主義者であった大臣たちは、議会に対して報
告をするよりも先に、国王の恭順で献身的な奉仕者であることを以て自任していた。」A. Laquièze, Les 
origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., p.354. 
195 E. F. d’Arnaud, baron de Vitrolles, Mémoires de Vitrolles, texte intégral établi par E. Forgues, 
présenté et annoté par P. Farel, 8e éd., Gallimard, 1950, t. I, p.291, 
196 Ibid., p.293. 
197 Ibid. 
198 この出来事に関しては、とりわけ以下を参照、A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en 
France ( 1814-1848), op. cit., pp.360-361. 
199 Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France sous Louis XVIII et Charles X, 
op. cit., pp.283-285 ; P. Bastid, op. cit., p.333.  
200 CD, AP, 2e série, t. XXXIII, séance du 8 déc. 1821, p.677. 
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ま一つは定期刊行物の検閲立法であった。法相は、前者の法案への優先的審議を求めたが、議会は後者
の法案を優先させ、しかも法案に対して敵対的な委員会を選出した201。国王の信任を宛てにした内閣は
強気で居たが、国王は信任更新を拒み、直ちに内閣は総辞職した202。議会が内閣に対して何度となく敵
意を表明していた以上、議会の影響力が内閣の退陣にとって無関係なものであったとは云えない。しか
し、第二次リシュリュー内閣が退陣を決意したのは、寧ろ、国王が信任を撤回したからであり、大臣連
の対議会政治責任と議会による大臣連の罷免を読み取るのはやや飛躍があろう203。復古王政下、一見内
閣の政治責任の発露、延いては議院内閣制の現象の様に見える事例は、大体においてこの様な消息のも
のである204。 
つまり、復古王政下の議会は内閣に対する不信任議決権行使には遺憾なきを得たが、大臣の罷免権を
有するのは国王であり、国王の後ろ盾を無くした時点で辞職劇が起きている点に鑑みれば、議院内閣制
的類型の大臣責任は未だ存在せず、精々その萌芽的経験の蓄積が生じ始めたに留まろう。 
 
     第１款の２、政治責任の前提条件の欠如 
 
 １８１４年憲章第１３条に規定された国王の不可侵性を除いて、復古王政は大臣の政治責任の生成条
件を基本的に欠いた体制である。副署は、政治的機制を欠いた、審署の真正性を認証するための法的・
形式的手続きに過ぎず、復古王政下の「内閣」はいずれも寄り合い所帯に過ぎない。王権との関係でも
議会との関係でも、大臣衆が自律的な責任主体となることは不可能であった。 
１８１４年から１８１５年にかけての憲法的諸文書と憲章との顕著な相違点は、後者が大臣副署制を
規定していなかった点である。実務的慣行によって副署は確立したが、実体的・政治的なものではなく、
法的認証手続きに過ぎない。この点においてやはり、同時期の憲法的諸文書と憲章は異なっている205。
法制化の試みが無かった訳ではない。ファレス議員提出法案は大臣の副署を憲法に規定することを提案
していた206。しかし、やはり同提案における副署も、国王から発された命令の認証手続きとしての位置
づけであった207。復古王政期における大臣副署制の存在は、それが責任転移のシステムとして位置付け
                                                     
201 この出来事に関しては、ibid., p.284 ; P. Bastid, op. cit., p.333. 
202 E.-D. Pasquier, Mémoires du Chancelier Pasquier, Histoire de mon temps, publiés par M. le duc 
d’Auddiffret- Pasquier, 2e partie : La Restauration, Plon, 1895, t. V, pp.408-409,  
203 M. Deslandres, Histoire constitutionnelle de la France, t. II : De la chute de l’Empire à l’avènement de 
la Troisième République ( 1815 -1870 ), Armand Colin -Sirey, 1932, p.113 ; A. Laquièze, Les origines du 
régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., pp.361-362. 
204 1829 年 8 月のマルティニャック内閣総辞職を体制の議院内閣制的運用＝政治責任の発露として性格付け
る意見も、有力である。Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France sous Louis 
XVIII et Charles X, op. cit., p.286 ; P. Bastid, op. cit., pp.333-334 ; M. Morabito, op. cit., p.208. 畢竟、バル
テルミイからモラビトに至るこれらの見解が、「復古王政＝フランス議院内閣制の始祖」という性格規定に直
接結合してくるのであろう。 
205 この点に関しては、A. Esmein, op. cit., p.150 ; J. Laferière, op. cit., p.175 ; S. Rials, Essai sur le concept 
de monarchie limitée ( autour de la Charte de 1814 ), op. cit., p.146 ; A. Laquièze, Les origines du régime 
parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., p.68. 
206 同法案第１条は次のように規定していた。「その一身が神聖不可侵である国王によって為された命令は如
何なるものでも、国王によって署名され、その大臣の内の一人によって副署されていなければ、執行され得な
い。」CD, AP, 2e série, t. XII, séance du 26 août 1814, pp.406-407. 
207 「君主に対して全幅の信頼を寄せる国民は、君主が書き記したものが君主の意思より発されたものである
ことに確信を持ちたいと望むのである。」CD, AP, 2e série, t. XIII, séance du 20 oct. 1814, p.205. 
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られていなかった点において、大臣責任制の生成要件たり得ない。 
復古王政下においては、国王は党派とは関係なしに自身の選好に従って大臣の人選を行っていた。必
然的に、内閣における政見の一体性は失われる。内閣の「政見の上での均質性」と「行動の一体性」に
よって「内閣の集団的な責任」が実現されるか否かに、内閣の「政治的一体性」の成否がかかっている
とされる208。しかし、超王党派や純理派の様な集団が確かに政見による集団分化であるにしても、それ
らは政党というには余りにも流動的であり過ぎた209。復古王政下における組織政党の不在は、同体制下
における「内閣」の組織に強く消極的に作用した210。確かに、均質・連帯的な、確固たる安定した閣僚
グループに憧れる当代人士が居なかった訳ではない。シャトーブリアンは「一度立ち上げられたのなら
ば、内閣は一つであるべきだ。 、、、一度国家のかじ取りをしたのであれば、最早心を一つにして統治
してゆくより他はない211。」と指摘しており、自由主義者のランジュイネも「分離していようと一体であ
ろうと、大臣たちは同一の一般的計画を追行してゆくべきであり、同一の一般原則、同一の統治システ
ムに従ってゆくべきである。丁度ある車の車輪が同じ途を通ってゆき、同じ轍を辿ってゆくように212。」
と主張している。確かに、閣内不一致の常態の中でも、内閣の連帯性が皆無であり続けた訳ではない様
である213。しかし、閣議の主宰者としての地位を国王は手放さなかったので、議論は振るわず、内閣の
自律性は相変わらず弱体であり続けた214。内閣の一体性の為にすぐれて有為であるのが内閣総理の制度
化である215。「内閣総理 président du Conseil」の肩書がルイ１８世によってタレーランに授けられるこ
とで初めてフランス憲政に登場したのが、この復古王政であった。その背景には、イギリス憲政に憧れ
る先進的な政治的思惟があったことが見逃せない。「ウォルポールは、、、内閣の長であると衆目が一致し
ていたのであり、彼こそが内閣の中心点であった。彼は国王が決して臨席しない閣議を常に主宰し、そ
こでは重要な諸問題全てが討議されていた216。」これに続けて、ヴィトロルは内閣の長を指名することの
必要性について強調する。議会多数派を出自とする内閣総理は、内閣の構成に必要不可欠な協働者たち
を国王に服属せしめることができる、という訳である217。ヴィトロルの政治的思惟こそ、フランス憲政
における内閣総理制度論の嚆矢に位置づけられるべきものであろう。しかし、復古王政下における内閣
総理は如何にも不安定な制度であった218。例えば、１８２１年１２月１４日のリシュリュー辞任後の半
年以上に渡って内閣総理の座が空席であるという事態さえあった。また、内閣を総理して居ながら公式
                                                     
208 A. Esmein, op. cit., p.154.；Y. Gouet, De l’unité du cabinet parlementaire, thèse Rennes, Dalloz, 1930, 
pp.79-90. 
209 F. B. Artz, Les débuts des partis modernes en France ( 1815-1830 ), Revue d’histoire moderne, 1931, t. 
VI, p.275. 
210 このような事情に関しては、Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France 
sous Louis XVIII et Charles X, op. cit., pp.133-134 ; A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en 
France ( 1814-1848), op. cit., pp.276-280 ; J. Bonnefon, op. cit., pp.375-376 ; J. Michon, op. cit., pp.433-438. 
211 F.-R. Chateaubriand, op. cit., chap. XXV. 
212 J.-D. Lanjuinais, op. cit., t. I, p.271. 
213 この点に関しては、Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France sous Louis 
XVIII et Charles X, op. cit., pp.120-124 ; P. Bastid, op. cit., pp310-311 ; M. Deslandres, op. cit., t. II, 
pp.88-90 ; A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., pp.286-292. 
214 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., p.289. 
215 バルテルミイは「政府の一体性と均質性は内閣総理の制度によって象徴され、実現されるのである」と明
快に指摘している。Joseph-Barthélemy, La présidence du Conseil, Revue d’histoire politique et 
constitutionnelle, janv.-mars 1937, no 1, p.86. 
216 E. F. d’Arnaud, baron de Vitrolles, Du ministre dans le gouvernement représentatif, op. cit., p.56. 
217 Ibid., p.59. 
218 Joseph-Barthélemy, La présidence du Conseil,op. cit.,p. 86. 
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には「内閣総理」の肩書を受けない者も居た219。復古王政という歴史的段階においては、「君臨すれども
統治せず」の原理への強固な不信感を抱き、未だ君主的正統性を頑なに主張する国家元首が、内閣の長
に対する競争心を絶えず抱いていたのである220。復古王政下において、内閣総理の役職が出現し、不完
全ながら制度化されるに至ったことの意義は大きい。しかし、内閣という「この組織は、原理として、
そして目的として、大臣のみを有するのである221。」制度的外被に拘らず、復古王政下の「内閣」は、政
治責任の主体たり得るだけの実質を有していなかった。 
  
 
    第２款、議会による大臣不信任権の要求－王権を損ないかねない制度的不均衡への危惧 
 
 復古王政下、上下両院に対する大臣及び大臣連の政治責任の、制度上及び運用上の現象を阻害し続け
た最大の要因は、王権保全を至上命題とする当代の思潮である。議院内閣制が議会先生に転化すること
を恐れ、王権を危殆化させる体制変革を望まない上下両院の議員の大半が、大臣に対する直接の統制権
を要求しなかった。 
国王唯一人が評定官を指名し、罷免する権限を有すというのが飽くまでも建前であった。「第一次」復
古王政下において為された大臣責任拡張の試みに対する諸議員の反論は、この建前の強固さを示してい
る。「大臣として、彼らは自らを選任した国王に対して責任を負っている。国王は彼らを罷免できるし、
遠ざけることが出来るし、裁判に付することも出来る。 、、、この特任官職 commissionが斯様な責任と
は異なる政治責任を斥けているのも斯様な賢慮による。この政治責任は国王のみならず両院に対して大
臣が負うべきものとして望まれているものであるが、しかし、これは憲法が所期するところと違背し、
無益なものである222。」（セディレス Sédillez 議員）「憲章は、王国の行政を国王に専管させている。憲
章は自ら、かかる行政に関して、両院による全ての関与、全ての影響を排除している。 、、、大臣は、
その行政に関する全てのアクトに関して、国王に対してしか責任を負わない223。」（ラ・リュゼルヌ議員）
「執行権は国王にのみ属する。国王のみが統治する。全ての官吏が国王に属する。もし議会が彼ら大臣
に対して命令を与える権限を有していたら、統治は分裂する。大臣たちがそのような命令に従うことに
なっていたら、政府の一体性は失われる。公権力の行使に係る官吏は二人の主人を持つことは出来ない。
何故なら、この様な二つの意思は相矛盾し、混乱であるのであり、国家を搔き乱すものである224。」（ク
ルボワジェ議員）等々。事情は「第二次」復古王政下においても変わらなかった。ラリー＝トレンダル
伯から提出法案に対して、サン＝ロマン Saint-Roman伯は警告する。「この提案については、その全ての
原理が議論の余地あるものだ。何と多くの危険が含まれていることか。それは明らかに、憲章の法文に
違背し、憲章の法文を拡張させている。そしてこれらの危険はすべて、国王の官吏と国王の庇護者たち
を孤立させることによって王権を危険に晒す225。」実際、オルレアン的議院内閣制の二元主義はラリー＝
                                                     
219 これらの事情に関しては、A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. 
cit., p.257. 
220 R. Bonnard, La Présidence du Conseil, RDP, 1935, p.77. 
221 Ibid., p.38. 
222 CD, AP, 2e série, t. XIV, séance du 8 déc. 1814, p.84. 
223 CD, AP, 2e série, t. XVIII, séance du 4 janv. 1817, p.34. 
224 CD, AP, 2e série, t. XXII, séance du 20 janv. 1819, p.600 
225 CD, AP, 2e série, t. XVIII, séance du 4 janv. 1817, p.45. 
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トレンダル以外には受容されていなかった。アラン・ラキエーズは次のように看取している。「１９世紀
の前半におけるフランスにおいて、議院内閣制は確かにしられていた。しかし、それは一元的議院内閣
制としての理解に留まっていたのである226。」かかる一元的議院内閣制理解は君主の利益に奉仕するもの
である。 
 大臣の政治責任という発想は、君主制と共和制の対比構造の本質を構成すると確信されており、ロワ
イエ＝コラールは「政府が議会多数派によってしか存在し得なくなる日。議会が国王の大臣を失脚させ、
議会自身による別の大臣を国王に対して押し付けるという営みが、現実に樹立される日。その日、我が
憲章のみならず、我が王制も、万事休す、、、その日、我々は共和国にいることになるだろう227。」と述べ
ていた。政治責任の体制すなわち共和制という発想は、当時の知識人にとって一つの強迫観念だった228。
「共和制」を否定するためには「下院の優位性」を回避しなければならず、そのためには「政治責任の
憲法編入・法制化」を否定しなければならない、というのが当時の通念であった。「国王は法案を提出す
る。両院はその法案について審議し、受け入れ、あるいは拒絶する。これこそ、憲章が定める諸君らの
職務なのです。しかし、諸君はまた別の重要な職務を有しています。それが、涜職あるいは反逆の罪に
おいて大臣を訴追することであります。これこそ諸君らの権限であります。諸君らがこれらの職務・権
限の中に留まってこそ、諸君らは国家のために最も善く協働することができるのであります。しかし、
もし諸君らが、憲章が設けたこの線を踰越することがあれば、諸君らは諸権力の大混乱の根源となり、
かかる大混乱の帰結として生じるアナーキーの根源となることでありましょう、、、。ある大臣が彼に権限
を委任した諸権力の円環の中で行動するとき、如何なる制度であっても、その制度は両院の内のいずれ
か一院に対して大臣を不信任する権限を与えることでしょう！この様な議院は統治をおこなうことにな
ります。大臣たちは最早議院の大臣でしかありません。最早王権は存在しないことになるのであります
229。」と、一議員が警告している。復古王政下の通念に関して、バジュは「人々が二度の相次いだ抑圧、
すなわち一度は一院の専制による抑圧、いま一度は一人独裁、これらの抑圧を自らの歴史の中で経験し
てきたばかりである以上、均衡が見出された時点において、二つの陣営の内の一方の陣営の優越を再び
認めることに対して及び腰であったとしても、それは怪しむに足らない自然なことなのである230。」と推
し量っている。 
 
     第３款、議会による大臣不信任権の要求―大臣に対して両院によって行使された圧力手段 
 
１９世紀前半における大臣の政治責任を「矛盾した教説 doctrine d’opposition231」と表現する学説
がある。圧力手段として今そこに存在していることが明白ながら、法上を見渡しても何処にも見つから
ない、という矛盾である。政治責任は「道義的責任の概念それ自体の存在を非常に強く示唆するもので
あり、如何なる場合においても、法的強制力として考えられることはない。政治責任は事実に属し続け
                                                     
226 A. Laquièze, Adolphe Thiers, théoricien du régime parlementaire. Ses articles dans Le National en 
1830, Revue française d’histoire des idées politiques, no 5, 1er sem. 1997, p.64. note 10. 
227 CD, AP, 2e série, t. XVI, séance du 12 févr. 1816, p.133. 
228 Ch.-H. His, Du danger pour la France, d’adopter le mécanisme constitutionnel de l’Angleterre, A. A. 
Renouard, 1814, p.4.；J.-P. Pagès, op. cit., p.38. 
229 CD, AP, 2e série, t. XVII, séance du 29 nov. 1816, p.577. 
230 D. Bagge, op. cit., p.173. 
231 C.-M. Pimentel, La main invisible du juge ; L’origine des trois pouvoirs et la théorie des régimes 
politiques, thèse dactyl. Panthéon-Assas ( Paris II ), 2000, p.528. 
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るのであり、法に属するものではない232。」左様、復古王政下においては政治責任が実定法上の座を奪わ
れ続けたが、かかる責任の原理的発想に建前上は反対する人士も、決して政府攻撃をしなかった訳では
なかった。この二つの事実を二つながら認識することが、復古王政下のアンビバレントな議会制を理解
するうえでは重要なのである。ルイ１８世がイギリスに亡命し、当地での立憲君主制を是認し、賞賛し
ていたという君主自身の人格的要素－かかる要素は次代のシャルル１０世では完全に消滅するが－もま
た、何らかの政治性を帯びた大臣責任の動態によって駆動する政治生活－議院内閣制－の導入に大きな
役割を果たした。「たとえ形式的には議院内閣制が憲章によって組織されていないとしても、憲法運用が
君主自身の影響力によってそれを導入する方向に向かうことになる233」のである。 
 実際、政府の政策を批判するための議会の用いる手法は一つは政治的技法、いま一つは刑事－政治的
技法の二つに大別される。前者は、更に三つに細分化される。第一に、勅語奉答である。勅諭への返答
として所感を述べるという倣いを、議員たちは政府攻撃に用いた234。第二に、憲章第５３条に規定され
ていた請願権の嚆矢である。第三に、内閣に対して説明を求めるための政府質問 questions au 
gouvernement である。以上３つの技法が、純然たる政治的技法として存在する。何れの技法も、大臣へ
の強烈な不満を表明する点で明確な圧力手段であると同時に、その政治的技法たる所以として、議会に
よる政府統制が実を挙げるか否かが大臣の出方次第であった点が指摘できる（第３款の１）。他方、後者
は、革命期以来のフランス議会政の慣わしとなっていた、政治的な目的のために為される大臣の訴追手
続である。代議院はこの手法を用いて内閣の人選に容喙することに吝かではなかった。弾劾的責任観に
根差したこの技法は、それが刑事的手法を用いる点で法的で強力な効力を持ちつつ、それが専ら政治的
目的の為に政治的効果を狙って弾力的に運用される点で、特有の混交的性格を帯びる（第３款の２）。何
れの技法においても、代議院がその主導権を行使している点が確認できる。 
 
  第３款の１、議会による政府活動の政治的統制 
 
 各院によって討議され表決される奉答は、各会期の劈頭において王国の一般的情勢を両院に対して説
明するために、勅諭に対して為される返答である。この技法を憲章は明文で規定していなかったが、し
かし、両院と国王間の関係並びに両院間の会同に関する規則 règlement portant sur les relations du Roi 
avec les chambres et des assemblées entre ellesの第６章が規定していた235。請願と同様に、奉答も、
議員に対して、政府活動に対する批判を展開するための機会を提供していた236。著名な事例が、１８２
                                                     
232 Ibid., p.530. 
233 モーリス・デュヴェルジェ・（時本訳）前掲書８９頁。 
234 「１８２１年以来、（奉答は）各会期の劈頭において、政府の政策についての一般的な質問を、勅諭への
返答として表明する一つの手段となっていた。」J.-P. Machelon, op. cit., p.25. 
235 規則第６章第２９条；「議院が国王に対して為す奉答は、議員提出法案のための書面の様式において、審
議されなくてはならない。」第３０条；「かかる奉答は、国王に対して、国王の望みにしたがって、大人数あ
るいは少人数の派遣によって表明される。」第３１条；「少人数の派遣は、議長と、二名の書記によって構成
される。議長と書記も含めて２５名の議員によって構成されるのが大人数の派遣である。」第３２条；「如何
なる議院も、如何なる場合にも、人民に対して返答することは出来ない。」CD, AP, 2e série, t. XII, séance du 
14 juill. 1814, p.147. 
236 この点に関しては、Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France sous Louis 
XVIII et Charles X, op. cit., p.225 ; A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France 
( 1814-1848), op. cit., pp.300-305 ; M. Morabito, op. cit., pp.205-206. 
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１年１１月２６日の代議院における奉答案の審議である237。多数を占める王党派によって、第二次リシ
ュリュー内閣による対外政策方針に対する批判が書き込まれる238。これに対して政府は、奉答に含まれ
ているこの政府批判の下りが、「不当な injurieux239」ものであるとして、削除するよう要求した。議員
たちは、奉答とは、国王に対して真実を告げ知らせるものだと反論した。「国務評定官の言説が国家の利
益と相容れないものであると感じたのであれば、それと戦うことは我々議員にとって権利であり、義務
である240。」「勅諭に対する返答は、真実を偽装し、国王の眼から真実を見えなくさせるための、美辞麗
句で飾られた誇張に過ぎないものであって良いはずがない、、、。勅諭の目的と対象が何であるかと心得な
くてはならない。私見では、勅諭の中には国王の眼に映ったフランスが在る。しかし、これは大臣たち
の眼を通じて国王が見たフランスである、というのも、国王は大臣たちを介してしかフランスを見るこ
とができないからである。我々と国王との関係が憲章で規定されている以上、かかる関係は諸君ら議員
が、大臣が国王に対して語った内容を挙げて称賛するためにあるのではない。真実を語るためにある241。」
しかし、勅語奉答の文面が大臣を槍玉にあげるものに過ぎなくとも、国王の任命責任は蔽うべくもない242。
しかし、大臣たちの反対にもかかわらず奉答案は採択された243。とはいえ、国王の厚い信任が示されて
いたから、大臣たちには辞職の考えはなかった244。それ故、奉答は、結局、倒閣にまでは至らなかった。
しかし、１８２１年１１月２６日以来、勅語奉答の審議の場は、議員にとって、政府の政策を公然と批
判できる場となったのである245。 
当初より憲章上根拠のある政府批判の技法は、請願権の行使であった246。「第二次」復古王政の初頭に
おいて早くも、議員たちは大臣を追及する為にこの技法に訴えた247。重要な先例が、１８１６年１１月
に代議院に提出された一通の請願である248。ウルトラの新聞紙上で内務大臣 ministre de la police の
デュカーズ Decazes を批判した親族が逮捕された請願者が、法相を糾弾したのである。請願の検討にあ
たった代議院の委員会は、内務大臣に対して同件についての説明を求めたが、同大臣はこれを拒絶した。
この請願は、憲章第５３条の射程に関する議論を、代議院に巻き起こした。請願において問題とされた
大臣は当該案件についての釈明を義務付けられているか否か。有力な王党派議員が、大臣の応答義務を
主張した249。国務評定官の刑事責任を追及する両院の権能が存在することを根拠として、国務評定官の
説明義務が論じられている。「諸君らが諸君らの職務の行使の中で提起可能な、最も厳粛で最も重大なア
クトへと移るに先立って、、、、私は諸君らに対して、大臣とともに全ての社会関係において得られるもの、
大臣から大臣へ、議院から議院へと得られてゆくものを形成するよう要求する。つまり、私は、諸君ら
                                                     
237 CD, AP, 2e série, t. XXXIII, séance du 26 nov. 1821, pp.586-591. 
238 この出来事に関しては、E.-D. Pasquier, op. cit., t. V, pp.389-400. 
239 CD, AP, 2e série, t. XXXIII, séance du 26 nov. 1821, p.587. 
240 Ibid., p.588. 
241 Ibid., p.587. 
242 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., p.303. 
243 CD, AP, 2e série., t. XXXIII, séance du 26 nov. 1821, p.591. 
244 E.-D. Pasquier, op. cit., t. V, p.395. 
245 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., p.304. 
246 １８１４年憲章第５３条；「何れの議院に対する如何なる請願も、書面においてしか為され得ないし、提
出され得ない。請願を本人が演壇において行うことは法律によって禁止される。」 
247 この点に関しては、A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., 
pp.298-300 ; M. Morabito, op. cit., p.206. 
248 CD, AP, 2e série, t. XVII, séance du 28 nov. 1816, pp.569-576, séance du 29 nov. 1816, pp.576-586. 
249 Ibid. 
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に対して、諸君らが態度を決定できるよう、説明を要求するよう、求める250。」ここには、刑事訴追は案
件の重大性・違法性を理由とする例外的な統制技法であり、その前段階且つ基本的技法としてインフォ
メーションの要請が前置されるべき、という基本的発想が存在する。しかし、代議院議員の大多数は、
大臣の説明義務を否定する内相の主張を251、正当としていた。審議の後、請願には根拠なしとされた252。
このとき、代議院には四つの選択肢があった。すなわち、単なる議事日程のみ ordre des jours simple et 
pur を採択するか、それとも、請願の大臣への送付を採択するか、もしくは、請願に勧告を付して大臣に
送付することを採択するか、あるいは、所感 impression de rapport を採択するか、という四つの行き
方である253。無論、第一の行き方を除くものは何れも政府への、議院としての非難表明を構成する。但
し、請願に基づく議院からの説明要求は大臣によって常に無視されていた。その様な中で、１８１８年
１２月に、請願に基づく議院の権限を、代議院規則の中で制度化しようとする法案が提出される254。同
法案では、大臣への請願の送付は、大臣の辞職勧告を伴うものであるとされていた255。同法案への支持
者がロワイエ＝コラールである。「請願権は市民にとっての自然権である。議院にとっては請願権は政治
的権利 droit politique である。何故なら請願権によって、議院は、自らに属する高度な監視を行う手
段を付与されるからである、、、256」１８１９年１月２６日に同法案を採択されたが、この条項は削除さ
れており、政府統制の機能は骨抜きにされていた257。復古王政下、請願権は圧力手段であり、それ以上
の何物でもなかった。大体の場合大臣が応答するのを拒絶した限りにおいてこの圧力は高の知れたもの
であった。しかし、復古王政下の請願権の運用によって、政府の政策に対する議院による監督の発想が
定着した意義は少なくはない。大臣質問 interpellation登場以前の段階において、請願権の技法は大き
な地位を占めたのである258。  
復古王政下、代議員たちは政府質問 question au gouvernementの技術を使い始めた259。つまり、彼ら
                                                     
250 CD, AP, 2e série, t. XVII, séance du 29 nov. 1816, p.578. 
251 CD, AP, 2e série, t. XVII, séance du 28 nov. 1816, p.574. 
252 CD, AP, 2e série, t. XVII, séance du 29 nov. 1816, p.586. 
253 Joseph-Barthélemy, op. cit., pp.239-240 ; A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France 
( 1814-1848),op. cit., p.299 ; M. Morabito, op. cit., p.206. 
254 請願に関するデュメイエ Dumeilet 議員提出法案、CD, AP, 2e série, séance du 20 janv. 1819, pp.547-551 ; 
Rapport de la commission spécial chargée de l’examen de la proposition de M. Dumeilet, séance du 20 janv. 
1819, pp.599-603, séance du 25 janv. 1819, pp.613-624 ; Discussion, séance du 26 janv. 1819, pp. 644-653. 
255 「請願が検討され、法上送付すべきものとされている大臣への送付が命じられたとき、議院は必ずこの決
定に対して、その決定が向けられている大臣に対して検討の結果を理解するよう、かかる検討の結果として不
公正 déni de justice あるいは恣意的な行為が問題となっている場合は、勧告を付すものとする。」CD, AP, 2e 
série, t. XXII, Comité secret du 23 déc. 1818, p.520. 
256 CD, AP, 2e série, t. XXII, séance du 4 janv. 1819, pp.550-551. 
257 採択された条文は一カ条のみであった。「議事日程表には報告が行われる日付が明記される。これに加え
て、議事日程表には請願人の名前と居住地、請願の目的の摘要、及び当該請願が委員会登録簿 régistre に記載
された番号が議事日程表に記載される。報告者が報告を聴取される会議の少なくとも３日前には議事日程表は
出される。」CD, AP, 2e série, t. XXII, séance du 26 janv. 1819, p.653. 
258 R. Bonnard, Les règlements des assemblées législatives de la France depuis 1789, Notices historiques 
et textes, Sirey, 1926, p.17. 
259 質問権は「会議において、重要ではあるが、審議も表決も要請されていない事柄に関してインフォメーシ
ョンを要求する、国民代表にとっての権利」である。E. Pierre, Traité de droit politique, éléctoral et 
parlementaire, éditions Loysel, 1989, t. II, p.783, no 650.ボーによれば、「質問権は、政策に関してであれ行
政に関してであれ、これらに関係する事柄に関して釈明するよう大臣に対して、如何なる装置も伴わず要求す
るための、各院の構成員全てに対して認められた特権に他ならない。質問権は、問題となっている案件が審議
と表決の対象となるほどの重要性こそ持っていない場合においてのみ、慣習的に行使される。」A. Beau, Le 
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代議員たちは公然と、政策あるいは行政に関して大臣に釈明を要求したのである260261。１８１５年には、
ウルトラの代議員であるセイスメゾン伯 le comte de Seismaisons が、百日天下における元郵政長官
directeurs de Postes であったラ・ヴァレット伯 le comte de la Valetteの脱獄に関して、司法大臣と
内務大臣からの釈明を得るための提案を議院に提出している262。しかし、セイスメゾン伯の提案には広
範な批判が巻き起こった。「議院の権限と、執行権及び裁判権を結合させようと人々が望んでいるとは考
えられない。この提案は全く異例のものである。 、、、法律の執行に気を配るのは政府の仕事であり、
この義務の行使にあたっては、両院は何ら干渉できない。 、、、我々が為すべきことは、我々自身が間
違った途に入り込まないように警戒することであり、諸悪の内で最悪のもの、すなわち諸権力の混同を
避けるよう警戒することである。端的に言おう。我々は大臣たちを訴追することが出来る。しかし、我々
は大臣たちに対して、彼らの行状について釈明を求めることは出来ない263。」「大臣に対してその行状に
ついて釈明を求めること、これは議院にそうする権限があるということが前提となっているはずであり、
少なくとも見かけ上は、彼ら大臣について重大な嫌疑があり、しかも国王がかかる嫌疑を明らかにする
ことを望んでいないか、或いは明らかにすることが出来ない、ということが前提となっているはずであ
る。さて、この提案は、不法で、違憲であり、王権に対する攻撃であり、この提案が向けられている大
臣たちにとっては、危険かつ極めて侮辱的なものであり、このような提案によって国家がそこから引き
出すことのできる利益は何一つ存在しない。私はこの提案が不法なものだと述べた。何故なら、如何な
る基本的法律も政令も、議院への大臣の依存状況を打ち立ててはいないからである264。」斯様な釈明の要
求に対して、大臣たちは応答を拒絶した。したがって、復古王政下における政府質問の技術は政府構成
員に応答する義務がなかったことによって、挫折した。とはいえ、議員たちは確かに政治責任の追及に
法的裏付けを付与することに関しては否定的だったが、政府質問は政府の政策に対して圧力をかけ、批
判するための、議院にとっての貴重な一手段を構成していた。七月王政下における議会政の準備段階と
しての意義はそこに見出されよう。 
 
 第３款の２、刑事責任の政治的運用 
 
 奉答、請願、そして政府質問という純粋に政治的な責任追及技法とは別の次元で、代議院は、大臣に
対する不信任を表明していた。刑事責任の次元での政治闘争である。この種の技法に関して、復古王政
下では重要な二例が記録されている。デュカーズ訴追提案、次いでヴィレール訴追提案である265。 
 ベリー公暗殺事件の後、１８２０年２月１４日、クローゼル・ド・クーセルグ議員は、首相兼内相で
あるデュカーズの訴追提案を代議院に提出した266。自身による訴追を正当化するために物された小冊子
                                                                                                                                                                                  
droit d’interpellation, thèse Lyon, A. Rousseau, 1897, p.94. ; M. Ameller, Les questions instrument du 
contrôle parlementaire, thèse Paris, 1962, LGDJ, P. Pichon et R. Durand-Auzias, 1964. 
260 この点に関しては、Joseph-Barthélemy, L’introduction du régime parlementaire en France sous Louis 
XVIII et Charles X, op. cit., pp.219-223 ; A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France 
( 1814-1848), op. cit., pp.310-314. 
261 七月王政下において登場した「大臣質問 interpellation」と質問 question は全く別の技法である。 
262 CD, AP, 2e série, t. XV, séance du 23 déc. 1815, pp.601-606. 
263 Ibid., pp.603-604. 
264 Ibid., pp.604-605. 
265 この二つの訴追提案に関しては、L. Ferstel, op. cit., pp.74-82. 
266 CD, AP, 2e série, t. XXVI, séance du 14 févr. 1820, p.195, séance du 15 févr. 1820, pp.202-204.同事案に
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の中で、クローゼル・ド・クーセルグ議員は、自身は「デュカーズ氏が大臣の任期中に為した彼の行状
の総体に対して、デュカーズ氏に対する叛逆罪の廉での訴追を為した267」旨、訴追が犯罪へのサンクシ
ョンと云うより政治的サンクションを目的としていることは明らかである。訴追提案者によって取り上
げられた２３条の告訴箇条を分析してみれば、「これは弾劾者の望む政治的な裁判であり、判決が得られ
るものとは彼は考えていなかった268。」ことは明白である。デュカーズが辞職したことにより、超王党派
議員の目的は達成された。恫喝のみで所期の目的を達成する責任原理は、形式において刑事的外被を借
りているのみに過ぎない。復古王政末期のヴィレール訴追提案も、刑事的手法に拠りかかった政治的追
及に他ならなかった。１８２８年６月１４日、ラベイ・ド・ポンピエール Labbey de Pompières議員は、
ヴィレール元内閣を叛逆罪で訴追する旨提案した269。デモットが指摘しているように、訴追の真の狙い
は、当該大臣連を呼び戻そうとする国王の企てを挫くことであった270。ポンピエール議員は、後会の冒
頭において審議の再開が一議員から要求された際、その訴追提案を取り下げた271。訴追提案は既に期待
されていた結果を挙げていたのであり、無用となっていたからである。実際、同訴追提案は代議院にお
ける審議すら受けていない。 
これら二つの訴追提案は、大臣の刑事責任が議員たちによって、対政府統制権能の不能を穴埋めする
目的で利用されていたことを示している。革命期において訴追手続きが政治的目的のために用いられた
事情を想起させる政治風景が現れたのである。実際、復古王政の段階においては、純粋に政治的な技法
よりも、刑事－政治的技法の方が効果の確実性の点では依然優れていた。これは云うまでもなく、復古
王政という体制が弾劾的責任観に基づいた議会制であり、かかる議会制が議院内閣制とは別の体制であ
ることを端的に示しているのである。 
 
     ・・・ 
 
  小括 
 
 以上の行論から示されるように、復古王政は「憲章」を巡る王権と議会勢力のシーソーゲームの上に
展開した。議会人士はその主観的政治傾向に拘らず、客観的には常に議会権限の進展に奉仕することと
なった。王権と議会勢力が互いに最低限の自制を保っていた限りにおいて、復古王政は維持された。「王
権の保全」而して「憲章による君主政」という公準が、前者は議会人士によって、後者は王権によって、
それぞれ承認されていたからである。 
                                                                                                                                                                                  
関して、佐藤立夫「フランスの弾劾制度」『比較法学』（第２２巻第２号、１９８９年）６０～６１頁。 
267 J.-C. Clausel de Coussergues, Projet de la proposition d’accusation contre M. le duc de Decazes. Pair de 
France, ancien Président du Conseil des ministres, ancien ministre de l’interieur et de la police générale 
du royaume, à soumettre à la Chambre de 1820, J. G. Dentu, 1820, p.155. 
268 P. Desmottes, op. cit., p.108. 
269 同事案に関しては、特に、A-M. J-J.Dupin, Mémoires de M. Dupin, t. II ; Carrière politique, souvenirs 
parlementaires, de 1827 à 1833, Henri Plon, 1856, pp.53-56 ; C. Lecomte, la mise en accusation de Villèle, 
in Association française pour l’histoire de la justice, Les ministres devant la justice, préf. R. Badinter, 
Actes Sud, 1997, pp.55-77 ; P. Desmottes, op. cit., pp.108-110 ; A. Laquièze, Les origines du régime 
parlementaire en France ( 1814-1848), op. cit., p.315. 佐藤・前掲論文「フランスの弾劾制度」６２～６３頁。 
270 P. Desmottes, op. cit., p.110. また、P. Duvergier de Hauranne, Histoire du gouvernement 
parlementaire en France (1814-1848), Michel Lévy frères, 1869, t. IX, p.564. 
271 この点については特に、Dupin, op. cit., t. II, p.55-56. 
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シーソーゲームは王権の側が公準を放棄する姿勢を顕かにしたことによって破綻した。ルイ１８世が
「かつての君主制の用語と形態」のみを復活させようとしたが故に体制は保持され、シャルル１０世に
至って「かつての君主制の実体」を蘇らせようとしたが故に体制は崩壊したのだと言える272。１８２９
年８月に組閣されたポリニャック内閣は完全にウルトラのみで構成された内閣であり、両院少数派だっ
た。１８３０年３月の会期冒頭において為された勅諭に対する返答として、議員たちは名高い「２２１
名の奉答 adresse des 221」を採択し、その中で彼らは国王に対して大臣たちを替えるように要求した273。
議会に膝を屈するよりも、シャルル１０世は下院の解散を選択する274。選挙での自由主義勢力進展は、
国王から最低限のポーズを放棄させ、剥き出しの権力行使を選択させた。１８３０年７月２５日に４つ
の勅令を発出し、新たに選出された議会の解散が宣言される275。この「クーデタ276」への回答は革命以外
にありえない。 
復古王政は体制の不均衡を恐れ、大臣衆の対議会政治責任を正面から認めなかった。憲法上・法制上
の、この欠缺は、議会をして或いは刑事訴追の政治的流用に向かわしめ、或いは王権をして過度に強権
化させ、最終的には体制の崩壊を招いた。当事者の自制と機微という主観的状況に拠りかかった客観的
制度に対する否定的総決算が、１８３０年７月の革命であった。如上の行論に明らかな様に、全体とし
て見れば、大臣の議員兼職や議院出席・発言の権利によって、執行府－立法府間の交流が存したのは紛
れもなく、一定程度の協働も現象する余地はあったであろう。清宮が「１８１４年７月の Charteは、議
院内閣制を認めている」と言い切るとき、かかる断言は斯様な文脈においてのみ肯定される。しかし、
清宮自身、同箇所において憲章第１３条における簡潔に過ぎる規定が「大臣の議会に対する政治責任の
制度を明定するものとはいえない」ことを認めている。大臣の対議会・政治責任原理に基づく議会制運
用－議院内閣制に対して当代の政治人士の自覚的な忌避の－ややアンビヴァレントながらも－姿勢が明
示されていたことに鑑みると、結局清宮自身が同箇所で－論理不明瞭であるが－認めているように、復
古王政は議院内閣制に関し「とにかくこの制度に途を開いたのは、フランス憲法史上画期的なこと」で
あったと評される程度の限定的な貢献しかしていないこととなる277。 
続く七月王政では、二元的議院内閣制が政治的思惟の主潮を形成し、議会からの政府統制の技法が純
粋政治的次元において進展を見せる。しかし、１８３０年憲章は復古王政の憲政動態を総括し、同体制
破綻の原因を虚心に反省したものとは謂い難い。政治責任の憲法編入は七月王政においても達成されな
いのである。 
 
 
 
 
  
                                                     
272 モーリス・デュヴェルジェ（時本訳）・前掲書８４頁。 
273 CD, AP, 2e série, t. LXI, séance du 16 mars 1830, p.607. 
274 代議院を解散し、８月３日までに選挙人集会を招集する１８３０年５月１６日の勅令、AP, 2e série, t. LXI, 
p.621. 
275 定期刊行出版物の自由を停止する勅令、代議院の解散についての勅令、代議院の構成を修正する勅令、選
挙人集会の招集に関する勅令、AP, 2e série, t. LXI, pp.639-641. 
276 J. Laferrière, op. cit., p.184. 
277 清宮・前掲書２７９～２８０頁。旧仮名遣いは適宜現代仮名遣いに改めた。 
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第 3章 七月王政期における大臣責任制の諸相 
 
第１節 新体制の冒頭を飾る政治的事件－シャルル１０世の元大臣衆の裁判－ 
 第１款 事実及び訴追とその理由付け 
 第２款 １８３０年１２月２１日高等院判決 
 
第２節 １８３０年憲章下での大臣責任の制度的諸相 
 第１款 憲章における刑事責任原則の維持 
 第２款 制度改革構想－道義的責任 responsabilité morale 観の支配 
 第３款 大臣責任法制の障害物としての国王特権と議会特権の抗争情況 
 
第３節 七月王政下での大臣責任の動態的諸相－その発現不能性－ 
 第１款 階層的権力関係―王権の優位 
 第２款 大臣質問と信任問題による技術突破 
 第３款 議院内閣制？－議会による不十分な政府統制と大臣の政治責任の不可能性－ 
 
小括 
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 ここでは、フランス議会制の過渡的段階において、大臣責任を巡る制度的展開・政治動態を跡付ける
ことを目的とする。フランス議会制は、大革命期に産声を上げた後、有責の独任制執行機関に政治権力
と政治責任を収斂させる第二共和制と第二帝政という、すぐれて例外的な挿話を経験するに先立って、
復古王政と七月王政という真の過渡期を経験することとなった。ここでは、そのうち、後者の七月王政
（１８３０年～１８４８年）を検討領域として設定する。前者、すなわちブルボン復古王政がフランス
議会制の「習作期間1」と見られているのに対して、「革命によって生まれ、革命によって死んだ2」と形
容される七月王政は、先行する君主政体とは基本的性格を大きく異とする、一層先進的な政体であった
と言える。学説は概ねこのオルレアン君主政下においてフランスにおける議院内閣制の成立を同定して
いる様であり3、なるほど確かに、本研究の主題たる大臣責任の現象形態も、諸次元において大きな展開
を見せているのである。大臣責任という問題野において大革命期の政治思惟・動態が設定した刑事―政
治の原理的両極は4、その概念に関して一層自覚的に分節化されるようになり、大臣責任に関する政治的
思惟は、種々の法案において「政治責任 responsabilité politique」の形質を明確に示し始める。大臣
責任という機制は、執行府と立法府の間における力の均衡が存在することを前提として、議場における
追及と応答によって展開し、当該大臣の辞職を以て完結する。学説は七月王政においてフランス議院内
閣制の成立を同定するが、してみれば、議院内閣制の必要的構成要素である政治責任原理に基づく大臣
責任制もまた、同時期において成立を見ているとの謂いが、そこには含まれるはずである5。本稿は所謂
「オルレアン型」と形容される議院内閣制の古典的動態において、大臣責任制がどの程度確固として政
治責任原理に依拠するものであったか、換言すれば、七月王政における「オルレアン型」の「議院内閣
制」なるものが、大臣の刑事責任原理に基づく弾劾的責任観から、どれほど自覚的に分離傾向を示して
いたのか、この点に関して出来うる限り実証的に検討すること試みるものである。 
従って、本研究の問題関心において、七月王政における保守的・後進的ベクトルに目配りすることは、
同体制の先進的ベクトルに着目することと等しく重要である。事実、オルレアン七月王政がブルボン復
古王政からの人的連続性の上に置かれた体制であることは否定できない6。また、１８３０年の憲章は１
                                                     
1 P. Rosanvallon, La Monarchie impossible, Les Chartes de 1814 et de 1830, Fayard, 1994, p.10. 
2 M. Deslandres, Histoire constitutionnelle de la France, t. II ; De la chute de l’Empire à l’avènement de la 
Troisième République ( 1815-1870 ), Armand Colin-Sirey, 1932, p.121. 
3 宮沢俊義「議院内閣制のイギリス型とフランス型」『憲法と政治制度』（岩波書店、１９６８年）６６～６
７頁。深瀬忠一「議会制民主主義の展開」『現代法 第三巻（現代の立法）』（岩波書店、１９６５年）４８
頁。 
4 この点に関しては、拙稿・三上佳佑「憲法制定国民議会或いはフランス大臣責任制の原像」『南山法学』（第
41 巻第 2 号、2018 年）７７～１３５頁。 
5 但し、フランス憲政における議院内閣制の始期を奈辺に設定するかという問題について、学説の態度は必ず
しも一義的に明らかではない微妙さを含んでおり、国民公会下の公安委員会を一種の内閣に見立てるミルキヌ
＝ゲツェヴィッチの所論の如き少数説（ B. Mirkine-Guetzévitch, Le parlementarisme sous la Convention 
nationale, RDP, 1935, p.171 et s. ）は格別、有力な学説は概ね１８１４年から１８４８年にかけての立憲・
制限君主政体にかかる始期を求めている。清宮四郎が「一八一四年七月の Charte は、議院内閣制を認めてい
る。」と述べつつ、同時に同憲章下の大臣責任制が「議院内閣制に途を開いた」とするやや曖昧な言い回しを
行っている（清宮四郎『権力分立制の研究』（有斐閣、１９５０年）２７９頁。）様に、その導入時期をブル
ボン復古王政に求め（G.Burdeau, Droit constitutionnel et institutions politiques, 18e éd., 1977, p.326）、
その成立時期を七月王政に求めると見るのが、フランス議院内閣制初期の動態に関する通説的理解と言えよう。
宮沢・前掲書６６～６７頁。深瀬忠一・前掲論文４８頁。 
6 井端正幸「フランス七月王政下の議院内閣制と官吏議員―いわゆる「オルレアン型議院内閣制」の一側面―」
『龍谷法学』（第１４巻第２号、１９８１年）２８０頁。 
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８１４年の憲章の謄写としての趣が色濃く、先行する体制からの進歩を示すものではあっても、例えば
主権論の側面において顕著な様に、「断絶」を示すものではない7。そして、見逃す訳にはゆかないこの非
－断絶としての連続性は、ひとり国民主権論のみならず、大臣責任論に関しても顕著に妥当する。１８
３０年の憲章の起草者が、大臣の刑事責任については規定を与えたが、それ以外の責任原理に関して自
覚的にオミットした点においてである。１８１４年憲章と比べても弥増さる規律密度の低さにおいて大
臣の刑事責任を組織・規律する方式において、刑事的な形式の下で裏口から大臣の「政治責任」を導入
しようとする弾劾的責任観が見え隠れしているのである。斯様な大臣責任観は、大革命初期に設定され
たそれの延長線上を一歩も出ず、権力均衡とりわけ王権保全の主観的企図に奉仕するために陰に陽に用
いられてきた方法論に順接している8。斯様な消息は、大臣責任制を巡る七月王政下の立法動向において
も概ね維持されたのであり、七月王政下の実定法の諸次元において「大臣責任」というプロブレマーテ
ィク自体が敬して遠ざけられていた。尤も、後程行論する通り、現実の政治動態に目を転じてみれば、
フランスはこの時期において、「立法府の消極的議決に引き続く内閣の退陣」を二度経験することとなっ
た。とは言え、これを以て七月王政下における「二度の倒閣」の経験、と見るのは、些か拙速である。
議院による内閣不信任決議と内閣の退陣とを取り結ぶ紐帯には慎重な検討が必要であろう。 
 あらまし如上の筆法によって、ここではフランス議会制と大臣責任制における七月王政のすぐれて進
歩的特質を確認しつつ、その後進性、もとい大革命期以来の文脈の射程の長大さを確認することを怠ら
ないであろう。そして、行論は―聊かクロノロジカルな仕方ではあるが―フランス憲政史上、格別にセ
ンセイショナルな政治的大事件の素描と検討を以て始めない訳にはゆかない。フランス大臣責任制に関
する史論9の多くが特級の先例として参照する大事件－他でもない、シャルル１０世の元大臣衆の裁判で
ある。 
 
    第１節 新体制の冒頭を飾る政治的事件－シャルル１０世の元大臣衆の裁判－ 
 
 １８３０年７月２７日～２９日の革命によって成立した新体制は、先行する体制の最後の１年間に行
われた圧政を清算することを以て事始めとした。シャルル１０世は既にカレー海峡の彼方に遁走してし
まっていたから、彼の身代わりとなる贖罪の山羊が必要であった。そして、折良く新体制は、フランス
から遁走し損ねていた数人の「元大臣」を捕縛することに成功した。新体制においても君主制が維持さ
れていた以上、君主無答責の原理を尊重して国王の一身ではなく大臣の一身を以て供犠することは好都
合であったとも言える。当代においてシャルル１０世の元大臣の裁判は、新体制の門出を祝う人身供犠
                                                     
7 井端正幸「フランソワ・ギゾーの『代表制』論の形成（一）－復古王政期前半を中心に－」『龍谷法学』（第
１８巻第３号、１９８５年）５２６頁。 
8 なお、大革命期から同時期まで執拗に継続する「均衡」へのフェティッシュな執着を執行府の責任論と国王
特権の関係において指摘する行論として、時本義昭『フランス近代憲法理論の形成―ロッシからエスマンへ』
（成文堂、２０１８年）９６～９７頁。 
9 例えば、P. Desmottes, De la responsabilité pénale des ministres en régime parlemenataire français, 
thèse, LGDJ, 1968. ; N. Havas, La responsabilité ministérielle en France, Contribution à une approche 
historique des responsabilités politiques et pénale des ministres de la Révolution de 1789 à la Ve 
République, Dalloz, 2011,pp.308-314 また、山本桂一「フランスの司法高等法院 Haute Cour de Justice（二）
―フランスにおける政治的裁判のための憲法的機構の考察―」『国家学会雑誌』（第７４巻５・６号、１９６
１年）２２３～２６８頁。更に、佐藤立夫「フランスの弾劾制度」『比較法学』（第２２巻第２号、１９８９
年）８６～８９頁。 
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であり、一つの政治的出し物としての意義しか持たなかったかもしれない。しかし、この大がかりな政
治ショーを検討することは、単にフランス政治史のクロニクルな記述の一環たる意義に留まらない。高
等院 Haute Courと言うフランス政治司法 Justice politiqueの制度的伝統の最もリマーカブルな性格で
ある「主権的権限 pouvoir souverain」が発露された最大の好例として、後のフランス大臣責任制におい
て永く援用される先例としての意義を同事件が有しているからである。 
 
第１款 事実及び訴追とその理由付け 
 
 ブルオン復古王政末期、１８２９年８月８日のオルドナンスで、シャルル１０世はウルトラのポリニ
ャックを内閣首班に指名した。これは代議院で多数を占める自由派議員たちからしてみれば、挑発に他
ならない。１８３０年３月の会期冒頭における勅諭への返答として、２２１名の議員が、大臣を挿げ替
えるよう国王に要求する奉答を採択した10。フランス憲政史上高名な「２２１名の奉答 Adresse des 221」
である。国王は議会の圧力に屈するのを拒み、下院の解散を宣言する11。自由派勝利の選挙結果に対して、
国王は１８３０年７月２５日の４つのオルドナンスによって、新たに選出された代議院の解散を宣言し
た12。この強権発動によって体制は瓦解した。シャルル１０世は成功裡にイギリスへ亡命し、彼の大臣た
ちは逃亡を決め込んだ。しかし、７名の大臣の内、ポリニャック、ペイロネ Peyronnet、シャントローズ
Chantelauze、ゲルノン＝ランヴィル Guernon-Ranvilleの四名が逮捕された13。 
 １８３０年８月６日の代議院において、ユセーブ・サルヴェルト Eusèbe Salverte 議員が「国王への
報告書に対して、そして１８３０年７月２５日付のオルドナンスに対して、署名を為した大臣を、代議
院は叛逆罪の廉で訴追する14。」と提案した。体制瓦解に伴う騒動は旧憲章の国王神聖不可侵条項を聊か
も損なわず、国王は去るに任されたが、対して、元大臣衆には厳しい目が向けられていた15。生き残りの
大臣たちに詰め腹を切らせる形での総括が求められていた。旧体制の大臣衆はパリ市民からの憎悪の対
象となっていたから、市民の暴発を防ぐためにも、如何にかして公衆の溜飲を下げることが必要であっ
た。サルヴェルト議員は元大臣たちを、憲法に対する侵害、涜職、実力の不法な行使について糾弾し、
１８３０年７月にパリで発生した虐殺についても内閣は責任を負っていると糾弾した16。同議員は結論付
ける。「１８３０年の終わりまで存在していた憲章の文言それ自体に照らしたうえで、もしこれらの行為
が叛逆罪の罪を構成しないことがあったとしたら、責任なるものは夢であり、法律なるものはフィクシ
                                                     
10 CD, AP, 2e série, t. LXI, séance du 16 mars 1830, p.607. 
11 代議院の解散と８月３日までの選挙人集会の招集に関する１８３０年５月１６日の勅令、AP, 2e série, t. 
LXI, p.621. 
12 定期刊行出版物の自由を停止する勅令、代議院の解散についての勅令、代議院の構成を修正する勅令、選挙
人集会の招集に関する勅令、AP, 2e série, t. LXI, pp.639-641. 
13この事件の事実確認のためには、とりわけ以下の文献が参考となる。Etienne-Denis Pasquier, Mémoires du 
Chancelier Pasquier, Histoire de mon temps, publiés par M. le duc d’Audiffret-Pasquier, 2e partie : La 
Restauration, t. VI, III : 1824-1830, Plon, 1895, pp.367-478 ; P. Bastid, La procès des ministres de Charles 
X, Revue d’histoire moderne et contemporaine, 1957, t. IV, pp.171-211 ; P. Desmottes, op. cit, pp.197-207 ; 
J.-J. Clère, La mise en oeuvre de la responsabilité pénale des ministres sous la monarchie de Juillet ; 
théories et réalités, in Association française pour l’histoire de la justice, Les ministres devant la justice, 
préf. R. Badinter, Acte Sud, 1997, pp.81-89. 
14 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 6 août 1830, p.49. 
15 P. Bastid, op. cit., p.173. 
16 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 13 août, 1830, pp.121-124. 
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ョンであり、正義なるものは空辞である17。」全会一致で、代議院構成員はサルヴェルト議員提出の提案
を審議に掛けることを支持し、同提案は審議のために議院理事部に送付された。 
しかし、１８１４年憲章の規定からは、訴追された大臣に対する予審権限の所在が不分明である。サ
ルヴェルト提案に対する委員会審議の後、委員会は代議院に対して、予審権限の管轄権を宣言するよう
勧告している18。本会議での審議の後19、代議院は予審権限を委員会に付与すると決した20。 
 ９月２３日、報告者ベランジェ Bérengerはシャルル１０世の元大臣を叛逆罪、国家の対内的安全に対
する謀議の廉で貴族院に送致する旨の委員会の結論を提示した21。叛逆罪の廉での訴追が１８１４年憲章
第５６条及び刑法典を根拠としていること自体は明白である。しかし、彼はかかる罪質決定選択の所以、
叛逆罪の構成要件如何については詳論しない。「１８１６年以来、幾度となく立法の試みはあったものの、
この問題に関しては如何なる立法も存在していなかった22」からである。審議の後で、代議院は各大臣の
高等院（高等院たる貴族院 La Cour des pairs）送致に関する投票を行った23。最終的に送致は議決され
たものの、しかし、叛逆罪の構成要件に関する詳論は相変わらず議論の埒外であった24。憲法の規定する
刑事的責任追及自由の構成要件が不明確なまま打ち置かれたことによって、元大臣らの高等院送致が可
能となったのである。 
 代議院により採択された決議は、１８３０年１０月１日、高等院たる貴族院に送付された25。貴族院は、
予審不十分を理由として、予審を補完するための委員会を組織する旨決議している26。１１月２９日、同
委員会は報告を行い、上下両院が被告人たる大臣に対して有する裁判手続上の権限について敷衍した27。
１１月２９日に貴族院予審委員会報告者として演壇に立ったバスタール伯 Le Comte de Bastard は、同
                                                     
17 Ibid., p.124. 
18 委員会報告者ベランジェは「訴追および召喚に関するこの権限は、議院が訴追について立証するために必要
な全ての行為を為す権限を有さなければ、そして、被告人を彼らが裁かれるべき高等法廷 haut tribunal に引
致する権限を有さなければ、空疎である。」と説いている。CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 18 août 1830, 
p.155. 
19 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 20 août 1830, pp.187-200. この議論に関しては、P. Bastid, op. cit., 
pp.175-177 ; P. Desmottes, op. cit., p.152-154. 
20 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 20 août 1830, p.200. 
21 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 23 sept. 1830, pp.643-653. 
22 P. Bastid, op cit., p.182. 
23 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 27 sept. 1830, pp.692-711, séance du 28 sept. 1830, pp.711-718. 七
名の元大臣の叛逆罪での起訴が可決された。Ibid., p.717. 
24 １８３０年９月２８日に採択された決議；「代議院は、元大臣であり、７月２５日のオルドナンスへの署名
者である、ポリニャック氏、ペイロネ氏、シャントローズ氏、ゲルノン＝ランヴィル氏、ドゥオシー氏、カペ
ル氏、モンベル氏を、叛逆罪で起訴する。選挙を歪め、市民からその市民権の自由な行使を奪うために自身の
権限を濫用したことを理由として。王国の諸制度を恣意的かつ暴力的に変革したことを理由として。国家の対
内的安全に対して企てられた謀議に対して責任を負っていることを理由として。市民を武装させ、他の市民に
対して戦争の準備をさせて内戦を扇動し、首都と、その他様々なコミューンに荒廃と虐殺とを齎したことを理
由として。１８１４年憲章第５６条及び刑法典第９１、１０９、１１０、１２３、１２５条に規定された罪を
理由として。代議院はポリニャック氏、ペイロネ氏、シャントローズ氏、ゲルノン＝ランヴィル氏、ドゥオシ
ー氏、カペル氏、モンベル氏を貴族院に送致する。」CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 28 sept. 1830, p.717. 
25 CP, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 1re oct. 1830, pp.749-753. アルシーヴ・パルルマンテールの第６５巻
はこの裁判の記録に宛てられている。同巻においては、特に、代議院委員会及び貴族院委員会によって行われ
た予審手続きと同様に、証言も拾遺されている。AP, 2e série, t. LXV, Ann. p.39-116 ; CP, AP, 2e série, t. LXV, 
séance du 30 nov. au 21 déc. 1830, pp. 116-289. 
26 同委員会はパスキエ Pasquier 男爵他３名より構成されていた。CP, AP, 2e série, t. LXV, séance du 29 nov. 
1830, p.12. 
27 CP, AP, 2e série, t. LXV, séance du 29 nov. 1830, pp.14-37. 
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時点で有効な１８３０年憲章ではなく、旧１８１４年憲章が本件に対して適用されると述べる。「シャル
ル１０世の大臣たちが、その行為者として訴追を受けているところの諸々の行為が生じたのは１８１４
年憲章が有効であった期間においてである。それ故、本件訴追の法的与件は偏に、１８１４年憲章の中
から探されるべきである28。」したがって、元大臣に対する両院の管轄権限が成立するためには、彼らに
ついて申し立てられている諸事実が、１８１４年憲章第５５条に規定された反逆（そして／もしくは）
涜職の罪質決定に合致しなければならない。問題はこれらの罪刑については、ブルボン復古王政下、全
く法制化されていない点にある。しかし、バスタール伯は罪刑法定主義を超えて前進することに躊躇い
を見せない。「、、、政治犯罪 crimes politiques と大臣責任が問われているとき、つまり、国家の独立と
安全、諸制度と法律の保持、公的自由と個人の権利の保障が問われているとき、憲法が両院の間に設け
た裁判所－一院が訴追を、もう一院は裁判を付託されている－の前においては、国家にとっての破滅が
現に存在しているにもかかわらず訴追ができないとか、訴追は為されているものの裁判することは出来
ない、などという結論は受け入れられない29。」要するに、伯の行論は必要即法であり、優越的な公的利
益が問題となっている以上、刑事責任の追及といえど立法の欠缺によってマヒさせられることはない、
との謂いなのである。それ故、元大臣に対する刑事訴追に際しては、両院に対して自由裁量的な権限が
付与されることになる。「政治司法 la Justice politiqueは公法 droit publicにのみ依拠するものでは
なく、万民法 le droit des gens にも依拠する。万民法は自然法に本質的な形で属しており、人民が各
自の保全に留意するのは人民各自の権利とされる。それ故、万民法は決して裁判所も法も欠くことがあ
ってはならないし、欠くことは有りえない30。」かかる伯の行論は、フランス憲政の伝統的一断面として
の「政治司法 Justice politique」という思惟を、法的確信として表徴している。更に伯は言う。「、、、
叛逆罪に対して適用される法的定義が欠缺するとき、これを補完して同罪を訴追するのは代議院の権限
であり、裁判するのは貴族院の権限である。これらの手続きにおける諸アクトは、ただ単に法的
judiciaire であるのみならず、必然的に立法的な性格 caractère législatif を有することとなる31、、、」
したがって、議会は、一つは法的次元における任務、いま一つは立法的次元における任務という、本来
異なった平面上に位置して交わることのない二つの権限を、同時に有するとされる。伯は、「諸君は、予
審において確認された諸事実が区々の法律の文言においてではなく、理性 la raison そして言葉の自然
な意味において叛逆罪を構成するものであることを確認すべきである32。」と呼び掛けている。一般的規
範の個別事例に対する当て嵌めという発想はここにおいて超克されている。１８３０年１１月２９日、
フランス政治司法は初めてその全き姿を白日の下に曝したのである。 
 他方、バスタール伯による貴族院予審委員会報告が為された後で、代議院予審委員会委員として元大
臣らの予審に関わっていた代議院のペルシル Persil議員は、貴族院予審委員会の結論を支持しつつ、異
なったアプローチで起訴相当の理由付けを試みている33。バスタール伯報告に見られる通り、貴族院予審
委員会は１８１４年憲章第５６条における叛逆罪の法的定義の欠缺を、高等院として組織される貴族院
の「立法権」を援用することによって補完する―聊か強引な―論である。対して、ペルシル議員は、こ
の様な「立法権」アプローチを全面的に否定する。「司法院 Cour de Justiceとして組織される以上、貴
                                                     
28 Ibid., p.33. 
29 Ibid. 
30 Ibid. 
31 Ibid. 
32 Ibid., p.34. 
33 CP, AP, 2e série, t. LXV, séance du 18 déc. 1830, pp.174-190. 
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族院は、最早如何なる立法権も与えられていない。代議院と協働することでしか、貴族院は立法出来な
いからである。貴族院の為すことは、既に存在する法律を執行することに過ぎない34。」そして彼は、立
法権については一切援用せずに飽くまでも制定法上の訴追の根拠を探求する。最終的に彼が探し出した
根拠規定は、１８１４年憲章が施行される直前まで有効であったところの革命暦８年憲法と刑法典であ
った。彼は「かかる責任は、先行する諸憲法と同様に、憲章の中においても規定されている。 、、、そ
して、新たな法律がかかる罪を構成する諸事実について特定するまでは、古い法律、すなわち革命暦８
年憲法と刑法典を参照する必要がある、、、 これらの法律は一度として廃止されていない35。」と言明し
ている。聊かトリッキーなかかるアプローチを、政治的見世物・人身供犠に「裁判」という名を冠し、
不適法性・露骨な政治性という傷口を隠すための包帯に過ぎないと指摘することは容易い。また、その
後のフランス憲政・政治司法史においても、制定法上の根拠を無理に援用して手続法上の欠缺を治癒し
ようという発想は主潮を形成しなかった。尤も、バスティドのごとく36、政治的にして法的ならざるもの
を、法の領域へと引き入れようとするペルシル議員の立論は、説得力如何に関わらず賞賛に値する努力
であったとする捉え方もあり得る。少なくとも、法と政治の切り結ぶ領域を法的・理論的に思惟する消
息が、フランス憲政史上ごく早い段階で生じていたことの証左を提供するものとは言えよう。 
 
第２款 １８３０年１２月２１日高等院判決 
 
 元大臣たちの弁護人による弁論の後、高等院は審議のために閉廷した。１８３０年１２月２１日の判
決は37、被告人たちが副署した１８３０年７月のオルドナンスは「王権による立法権の簒奪」であり、被
告人全員が有罪であると示した。 
高等院は、（旧）１８１４憲章第１３条「国王の身体は不可侵かつ神聖である。－国王の大臣が責任を
負う。－執行権は国王のみに属する。」の規定に依拠している。しかし、復古王政下、国王と大臣衆との
間には階層的な権力関係が存在しており、後者は前者に対して単に従属しているにすぎなかった。副署
制度は政治的決定権と責任を下方転移する機制とはされず、飽くまでも国王の署名の真正性を認証する
法的手続きに過ぎないとされていたのである38。しかし、本件における高等院は「国王シャルル１０世の
個人的な意思が本件被告人による決定に繋がったとしても、かかる事情は被告人の『法的責任』を免れ
させるものではない39。」と判示した。したがって、同判決は「大臣の副署は政治的な機能を有する」こ
と、すなわち「副署による責任の転移」の機制を正面から認めたのである。 
とは言え、そこでの理解において、イギリス憲政が経験したような国王大権の名目化と大臣責任制確
立に向けての当代議会人士の進歩性を見てとるのはやや拙速である。何故なら、判決が見るところ、転
移の対象となる責任は法的次元におけるそれ、すなわち裁判によってサンクションされる個人的・刑事
的責任にすぎないからである。同判決は１８１４年憲章第１３条において散漫な形で規定されていた執
行権責任の機制を整序し、立憲君主制・議院内閣制に適合する大臣責任機制を是認した点で半歩前進し
                                                     
34 Ibid., p.180. 
35 Ibid., pp.180-181. 
36 P. Bastid, op. cit., p.195. 
37 CP, AP, 2e série, t. LXV, séance du 21 déc. 1830, p.289. 
38 復古王政下における大臣の副署が、国王の署名の真正性を保障する法的効果以上のものを持っていなかった
点に関しては、例えば、CD, AP, 2e série, t. XIII, séance du 20 oct. 1814, p.205. 
39 Ibid., 強調は引用者。 
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ているが、しかし、弾劾的責任観の基本的視座を出ていない点において限界づけられている。 
高等院は、同判決において、１８１４年憲章第５６条40に依拠することによって、被告人たちを叛逆罪
で有罪であると宣告し「終身禁固 la prison perpétuelle」の刑を言い渡した。判決は憲章第５６条が想
定する個別法が欠缺しているおり、かかる欠缺が手続上の重大な障碍となっていると率直に認める。同
判決が「如何なる法律も叛逆罪に対する刑を規定していないことに鑑みると、そして当院がかかる欠缺
を補完する必要性を有していることに鑑みると41」と態々述べている点に注目すべきである。したがって、
高等院は「叛逆罪 trahison」についての罪刑が何等事前に法定されていない事実を承知で「主権的に
souverainement」に判決を下したのである。確かに高等院は自身の宣告した刑の正当化の為に幾つもの
刑法条文を引いているが、これは贅言に過ぎない。具体的な条文を挙げた後で判決の本筋はすぐにそこ
から遠ざかってしまっているからである。それもその筈であり、元大臣衆に宣告された「終身禁固」と
いう刑は刑法典には規定されていないサンクションだった42。もとより高等院判事たちには刑法典に準拠
した裁判手続を追行しようと言う意図はなく、裁判権 autorité judiciaire の主体としての裁量権の範
囲を明らかに踰越し、自らの立法体 corps législatifとしての本質を露出させてしまっているのである
43。高等院は起訴事実に対して科されるべきと思料した罪を自ら選択することによって、法の欠缺を無視
した44。高等院は刑事法の諸原則、中でもとりわけ「法律無くして刑罰無し」の原則を破って、自由裁量
的な権限を自覚的かつ公然明白に宣言したのである。しかし、このことにより、本判決の先例としての
地位は厭でも高からしめられることになり、本事件は、起訴事実に対する罪質決定に関する高等院の「主
権的権限」の先例として、その後永らく参照・援用される地位が付与されたのであった。しかも、１８
３０年憲章の起草がシャルル１０世の元大臣に対する刑事訴追と同時的に行われていながら、３０年憲
章が１４年憲章における同種の規定よりも不明確で曖昧な刑事規定を存置させた点に、同時代人の思潮
における法的確信を読み取るのは困難ではない。 
 
 
 第２節 １８３０年憲章下での大臣責任の制度的諸相 
                                                     
40 １８１４年憲章第５６条；「大臣は、叛逆罪または公金横領の事実を理由としなければ訴追されない。個別
の法律が、罪について明記し、訴追の手続について規定する。」 
41 CP, AP, 2e série, t. LXV, séance du 21 déc. 1830, p.289. 
42 じっさい高等院は１８１０年刑法典第７、１７、１８条を参照している。第７条は次のように規定している。
「体刑・名誉刑は次のものとする。一、死刑。二、終身懲役。三、流刑。四、有期懲役。五、懲役。 、、、」
その当時の刑法典には、終身禁固という刑は規定されていない。刑法典第１７条は次のように規定する。「流
刑は、大陸における帝国領土以外の土地で、政府が指定する場所に、移送し、終身に渡って留まらせることで
ある、、、」第１８条は次のように規定する。「終身懲役、流刑に処せられた者には、民事死亡 mort civile
が言い渡される。」刑法典を引用した後で、高等院は明示的に「大陸における帝国領土以外には、流刑に処せ
られたものが移送され得、留まらされ得る如何なる場所も存在しないことを考慮して」本件には刑法典の同条
文が適用されない旨述べている。ibid. 
43 P. Bastid, op. cit., pp.206-207. 
44 「その当時の矛盾した政治的必要性を満足させるために、貴族院は政治的な超・御都合主義を示し、同院が
以て誇りとし続けることとなる法的な如才なさを示したのであった。貴族院は不処罰を回避した。もし不処罰
という結論を出せば、おそらく広汎な大衆暴動が引き起こされるからである。それと同時に貴族院は、極刑も
回避した。多かれ少なかれ、自由主義者たちにとっては、かかる刑罰は明らかに行き過ぎたものと思われたか
らである。とはいえ、本件において貴族院が示した解決策は、法的な見地からみれば二重の意味で支持できな
いものである。罪刑法定主義の原則が踏みにじられただけでなく、高等院は自ら、その当時の我が国の刑法典
に存在しなかった刑を創設したのである。すなわち、終身禁固である。」J.-J. Clère, op. cit., pp.84-85. 
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 以下では先ず、先行するブルボン復古王政下からの統治機構論における顕著な連続層として、「刑事責
任原理を専らとする大臣責任制」の憲法制定過程について行論し（第１款）、次いで、大臣の政治責任を
原理的に採用する大臣責任制における責任原理が専ら「道義的 morale」なものと解され、法制度上から
放逐されていった経緯について確認する。幾度か試みられた大臣責任制に関する法整備構想に関しても
本款において検討する（第２款）。最後に、以上第１款、第２款に論じる消息が生成し、推移したところ
の背景文脈への検討が為される。七月王政下における政治動態を、「王権の保全」と「議会特権の擁護」
の対抗文脈から把握・分析することによって、同体制下における大臣責任の制度的・非制度的現象形態
を鳥瞰的に把握する（第３款）。 
  
第１款 憲章における刑事責任原則の維持 
 
 １８３０年憲章は１８１４年憲章の謄写としての性格が色濃く、後述するように、全く同じ規定を採
用している部分も見受けられる。両憲章に基づく体制は何れも君主政体であり、１８１４年の憲章より
もいっそうリベラルで制限的な君主政体を指向していた点はあるにせよ、「君主の執行権の側に諸権力の
均衡が傾いていた体制45」であり、二つの憲章は基本的には同質のものであった。七月革命が成功した時
点において、新たな体制の組織化について、二つの対照的な立場が存在した。旧体制の抜本的な改革を
志す立場と、旧体制の部分的改革を志す漸進的進歩の立場とである。前者の立場を代表する政論家が自
由主義者のベラール Bérardであり、後者の立場はド・ブロイ公やギゾーらによって代表されていた。革
命の直後に新たな憲法草案を起草したベラールは、「如何なる正当化にもかかわらず、我々の諸制度は不
完全なものであり、様々な点からみて誤りのあるものである。我々の諸制度を拡大し、完全なものとす
ることが必要である46。」と述べている。そして実際に彼は、自らの作成した草案を同志の議員たちと連
名でオルレアン公に送付している4748。これに対して、より保守的なグループ、ド・ブロイとギゾー、そ
してシャルル・ド・レミュザ Charles de Rémusat らも１８１４年憲章の修正作業に取り掛かっていた。
彼らは、対抗馬たるベラール草案とは異なる草案を作成しようと試みていた49。ド・ブロイ公は「細部の
問題について特に大きな意見の食い違いはなかったが、我々、すなわち私とベラール氏は、全体像と出
発点に関して完全に意見を異としていた。ベラール氏は、公然かつ完全に、過去との繋がりを断ち切ろ
うとする立場であった。全く新たな王朝を打ち立てようという訳である。氏は先験的推論に基づく原理
に従って諸制度を修正し、習俗と社会の状態についてまで、ある程度は変革しようとしていた。思うに、
私の考えはベラール氏とは正反対であった。要するに、１８３０年のフランスは、諸事実及び諸精神の
状況が余儀なく要請するところの革新のみを導入する必要があったのだ、と私は見た。50」と。そして、
                                                     
45 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), PUF, 2002, p.35. 
46 S. Bérard, Souvenirs historiques sur la Révolution de 1830, Perrotin, 1834, p.190. 
47 しかし、オルレアン公ルイ・フィリップは、態度を明らかにしなかった。これに関してアラン・ラキエーズ
は、「オルレアン公とその取り巻きたちは、ベラール議員による草案が余りにも進歩的であることを目の当た
りにして、時間稼ぎを試みたのである。」と指摘している。結局、公からの要請に従ってベラール一派は憲法
草案の公表を延期せざるを得なかった。A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France 
( 1814-1848 ), op. cit., p.102. 
48 なお、この憲法草案は、ベラール回想録の１８９頁から１９２頁において再録されている。 
49 P. Rosanvallon, op. cit., pp.109-110. 
50 De Broglie, Souvernirs, 1785-1870, du feu de Broglie, publiés par son fils, le duc A. de Broglie, 
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１８３０年の制憲過程で先手を打ったのはド・ブロイとギゾーらであった。ベラール一派はオルレアン
公に体よくあしらわれ、蚊帳の外に置かれた51。 
 如上、１８３０年制憲過程は、抜本的な改革を指向するグループと、オルレアン公に近く、君権保全
と極めて緩徐な改革を指向するグループのせめぎ合いの中で展開した。以下では、七月王政下における
大臣責任制の生成過程について検討する。七月王政は本質的に君権の側にパワー・バランスが傾斜した
体制であり、その点において旧体制との連続性の裡にある。加えて、大臣責任制に関しても、ラフェリ
エールが「１８１４年憲章と同様に、１８３０年憲章も大臣の政治責任については触れていなかったの
である52。」と指摘する通り、旧体制との連続性を示す。じっさい１８１４年憲章と全く同様の形式にお
いて、１８３０年憲章もその第４７条において、大臣の刑事責任について規定している。すなわち、訴
追は代議院の権限に属し、裁判は必要的に貴族院の権限に属する53。それどころか、１８１４年憲章以上
に３０年憲章の態度は曖昧であり、如何なる罪が大臣に対する代議院の訴追を開始させるかについて完
全に沈黙している。すなわち、「叛逆罪」「涜職罪」という責任追及事由が憲章中から削除されているの
である。つまり、大臣責任制に関しては、１８３０年憲章は１８１４年憲章からの連続層の中で、規律
密度を後退させている。かかる憲法現象が如何にして生じ、展開したか。以下ではこの点に関して行論
する。制憲過程における二大アクター、すなわちベラール主導の急進派とオルレアン公に近い保守的グ
ループとのせめぎ合いという構図の中で１８３０年大臣責任体制が生成していった経緯は、制憲過程全
体の構図と全く同一であり、制憲過程全体の中でも大臣責任論は少なからぬ比重を占めていた。新たに
採用されるべき大臣責任制に関して、議論の口火を切ったのはベラールであった。彼は、１８３０年８
月６日の貴族院において、１８１４年憲章第１４条（国王の執行権規定）の修正を提起し、同条の「国
王は最高の国家元首であり、、、法律の執行と国家の安全の為に必要な規則と王令を制定す。」に関して、
「私はこの最後の文言、すなわち『国家の安全と et la Sûreté de l’Etat』を削除し、『全て大臣の責
任の下で le tous sous la responsabilité de ses ministres』という文言で置き換えることを提案する
54。」と問題提起した。国王無答責原則が維持されている点から見ても、この提言は副署の政治的機制を
明確化するためのものであることが明らかである。確かに、ベラールにおける大臣責任理解は刑事責任
原理に基づくものであり、その限りで弾劾的責任観の軌道を外れたものではない。しかし、政策決定と
それに対する決定者の責任とが紐帯を以て連動する点に鑑みれば、ベラールの制度構想が政治的決定権
を国王大権から引きはがそうと意図していたことは窺える。加えて、ベラール議員は１８１４年憲章第
５６条の削除も提案している。この条項は両院に大臣責任追及の管轄権があるケースが叛逆罪と涜職罪
                                                                                                                                                                                  
Calmann-Lévy, 1886, t. III, pp.392-393. 
51 ベラールは「私の案は閣議において検討されたが、その速度は遅々たるもので、しかも修正された。否、歪
曲された。こうして不安は増し、苛立ちは募っていった。」と回想する。S. Bérard, op. cit., p.237. 
52 J. Laferrière, Manuel de droit constitutionnel, 2e éd., Montchrestien, 1947, p.193.これと同旨において、
ミシェル・トロペールも「１８３０年憲章第１２条は第４７条の規定が置かれることを前触れしている。」と
強調している。M. Troper, La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle française, thèse, LGDJ, 
1973, p.96 ; マルセル・モラビトも「１８３０年憲章は第二次復古王政における政治慣行を規定しているもの
ではなく、下院に対する集団的かつ連帯的な責任の、事実上の現出を規定しているものではない。」と考察し
ている。M. Morabito, Histoire constitutionnelle de la France ( de 1789 à nos jours ), 15e éd., 
LGDJ-Lextenso, 2006, p.217. 
53 １８３０年憲章第４７条；「代議員は大臣を告発し、大臣を裁判する権利を唯一有する貴族院へ大臣を訴追
する権利を有する。」 
54 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 6 août 1830, p.51 
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に限定されているからであり、彼はこれを両院の「訴追権の制限」と批判している55。この点からも、弾
劾的責任観の枠内において、大臣の権力を責任と連関させつつ強めようとするベラールの企図は明らか
と思われる。 
 代議院は審議のために同法案を委員会へと送付する旨決定した56。早くも同日中に、委員会報告者デュ
パン・エネ Dupin Aîné が報告したが、その内容は審議に係った法案法文と殆ど異ならなかった57。他方、
１８１４年憲章第１４条の修正に関するベラールの提案は否定された58。早くも翌日には、代議院で審議
が始まったが59、審議はただ一日しか行われず、公権力の組織に関する規定は忽ち成立してしまった。大
臣責任に関する問題は討議から除外されていた。代議院は、一方では１８１４年憲章第１４条の修正に
関してはベラール提案を否定する委員会修正案をそのまま採択して第１２条として新たな憲章に採用、
他方では１８１４年憲章第５６条は新憲章では採用しない旨、審議なしで採択したのである60。その代わ
り、「特別規定」なるものが置かれ、大臣責任の詳細な組織化は「出来得る限り早期に個別法律で定める」
として先送り・棚上げされた。出席議員の中で、２２９人が提示された法案に賛意を示し、反対は３３
人に過ぎなかった61。そして宣言は貴族院へと送付・可決、オルレアン公へと送付された62。以上の経緯
に鑑みれば、１８３０年憲章は、１８１４年憲章の修正に過ぎないことが明らかであり、急進的な改革
を目指す自由主義者連と、最低限の漸進的改革を目指す王権に近い保守派との妥協の産物であったと言
える。 
 １８３０年の制憲者が旧憲章に対して施した修正は僅少であった。１８１４年憲章の全７４ヶ条（「経
過規定」除く）中、実に４６ヶ条が１８３０年の新たな憲章においても維持され、修正されたのは１８
ヶ条に過ぎず、削除は１１ヶ条、追加された新条項は僅々４ヶ条に過ぎない63。尤も、新たな憲章によっ
て、旧憲章からの大きな変化が齎されたこともまた、事実である。国王は最早「フランス人の」王たる
に過ぎず、主権が国民に属するようになったことは象徴的であるが、バスティドも縷々指摘している通
り、国王のプレゼンスが、制憲過程においても、制定された統治の基本体制においても大きく相対化さ
れていた点が注目される64。国王の掌中には裁可権という武器が残されたが、しかし、法律発案権が両院
                                                     
55 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 6 août 1830, p.53. 
56 同法案は一会議に合同した二つの委員会によって審議された。一方の委員会はオルレアン公によって為され
た演説への返答を起草するための任務を負っており、その構成員は、デュパン・エネ Dupin aîné、マチウ・
デュマ Matheu Dumas、バンジャマン・コンスタンらである。他方の委員会はベラール提案の法案について
審議することを任務としていた。CD, AP, 2e série, t. LIX, séance du 6 août, 1830, pp.54-55. 
57 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 6 août 1830, pp.56-61. 
58 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 6 août 1830, p.57. 
59 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 7 août 1830, pp.61-81. 
60 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 7 août 1830, p.71 et p.74. 
61 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 7 août 1830, p.81. 
62 CP, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 7 août 1830, pp.81-89 ; séance royale, AP, 2e série, t. LXIII, séance 
du 9 août 1830, pp.89-93. 
63 F. Berriat Saint-Prix, Commentaire sur la Charte constitutionnelle, Videcoq, Langlois, Delaunay, 1836, 
pp.32-33. 
64 バスティドの省察は以下の通りである。「１８３０年においてルイ＝フィリップが置かれていた状況は、１
７９１年においてルイ１８世が置かれていた状況とは相当異なったものであった。ルイ＝フィリップは議会に
よって除け者にされ、無視されていた。彼は提示された憲法を受け入れるよう強制され、事実上、第一の官吏
として立法府に従属することを強制されたのであった。逆に、オルレアン公は様々な出来事の中心に居た。オ
ルレアン公は様々な出来事に対して影響力を及ぼしていたが、それは彼が社会の力を代表していたから、ある
いはそうでなくても少なくとも議会の力を代表しているも同然だったからである。そして議会こそ、人々が依
拠しようとしたものであり、国王からの議会の独立を擁護する法文のみが称賛されていたのである。」P. Bastid, 
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にも配分されたことに鑑みれば、立法作用の再均衡化は顕著である65。加えて、王権は１８３０年憲章第
１３条「国王は、、、法律の執行に必要な命令とオルドナンスを定める。ただし、法律自体を失効させる
ことも法律の執行を免除させることもできない。」との規定により、更に強く制限される。国王に付与さ
れた命令制定権は立法権への敬譲の形で枠づけられている。つまり、１８３０年の制憲者意思は復古王
政下において確認された国王による権限濫用、すなわち、国家の安全を名目として国王に対して真正の
立法行為を認める１８１４年憲章第１４条の規定が拡大解釈される状況を回避しようと欲したのである
66。１８３０年憲章は１８１４年憲章の欠陥を是正するべく幾らかの改良が施されれていたこと、これは
事実である。なお、王権の神聖不可侵性は維持された。体制成立の縁由に鑑みれば、王権が「神聖」で
あるとの謂いには聊か無理があるが67、君主制が概ね普遍的に採用する形容句が、大臣有責原則の理論的
前提として採用されたのであろう。 
 以上、制憲過程において、第一に王権の保全と王権の制限とを二つながら採用することによって権力
均衡体制が経験的・具体的な手法によって指向された消息、第二に、大臣の刑事責任原理のみを採用、
しかして規律密度は一層緩めるという、極めて濃厚な弾劾的責任観が採用された消息が、行論し得たも
のと考える。以下では更に、１８３０年憲章及び同憲章体制における大臣の刑事責任の原理と動態に関
して検討する。 
 そもそも、１８１４年憲章第５６条についてはそれが議院「訴追権の制限68」（ベラール）となってい
るとの批判が存在していた。同条の削除に関しては新体制の採用する処となったが、その意義は、二通
りの仕方で説明される。先ず、１８１４年憲章第５６条の「削除」すなわち新憲章への「不採用」の意
義は、１８３２年１２月１２日、代議院への大臣責任関連政府法案の提出時に、当時の法相バルト Barthe
が敷衍している。「第５６条の修正において、大臣責任に関して宛てられていた制限は削除された。これ
は、大臣責任を規律する法律が起草される際の、全き自由の余地を残しておくためである69。」と。そし
て、新憲章が旧憲章第５６条の「削除－不採用」以上に、より詳細の規定を置く措置に出なかったのは、
１８３０年憲章第４７条が「訴追する accuser」という言い回しを用いていることから「憲章が刑事訴追
についてしか語ることに同意していないということを、明らかに証拠立てている70。」ことが自明である
と考えられたからである。つまり、１８３０年の新憲章が、全き弾劾責任観に立っていることが証拠立
てられる訳である。体制の想定する権力均衡を損ない、延いては王権を含む執行権全体を立法府に従属
せしめる可能性を導入しかねない大臣の政治責任原理は否定され、規律密度の低い刑事責任原理を以て、
「機能的に」大臣の政治「的」責任を導入しようとする当代政治人士の企図の存在を推し量り得る。１
                                                                                                                                                                                  
Les institutions politiques de la monarchie parlementaire française ( 1814-1848 ), Sirey, 1954, p.150 ; な
お、同時代人も次の様に証言している。「我々は国王を選ぶことなど全くしていない。我々は王権の側に一人
の君主を遇したのであり、彼こそが唯一、我々に我々の公法と革命とを保証することができたのである。」F. 
Guizot, Mémoires pour servir à l’histoire de mon temps, t. II : ( 1816-1830 ), La première Restauration, 2e 
éd., Michel Lévy, 1859, p.26. 
65 １８３０年憲章第１４条；「立法権は、国王、貴族院、代議院によって共同して行使される。」第１５条；
「法律発案権は国王、貴族院、代議院に属する、、、」第１４条の訳文は辻村みよ子・糠塚康江『フランス憲
法入門』（三省堂、2012 年）２３２頁に拠った。 
66 この点に関しては特に、A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. 
cit., p.121 ; M. Morabito, op. cit, p.217 
67 F. Berriat Saint-Prix, op. cit., p.94. 
68 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 6 août 1830, p.53. 
69 CD, AP, 2e série, t. LXVIII, séance du 12 déc. 1832, p.232. 
70 F. Berriat Saint-Prix, op. cit., p.333. 
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８３０年憲章第４７条について、マルセル・モラビトは「大臣責任を叛逆罪と涜職罪の場合に限って組
織する１８１４年憲章第５６条の削除は、確かに、刑事責任の領域を拡大させようとする意思を表して
いる。しかし、これはいかなる形でも、大臣の政治責任への歩みを表しているものではない71。」と指摘
する。すなわち、体制は君主制－均衡体制－弾劾的責任観のトリアーデを自覚的に選択し、君主制－緩
やかな権力分立体制－議院内閣制のトリアーデを自覚的に排除する。１８１４年憲章同様、１８３０年
憲章も、その第６９条において、大臣責任の規律化を法律事項として委ねる72。果たして如何なる立法も
為されなかったことにより、旧憲章に弥増さる第６９条の規定の不明瞭性から、自身の権限についての
より広範な解釈の可能性が議院に対して提供されることになった。そして、刑事的機制を介した政治「的」
大臣責任導入の可能性が潜在的に開かれた。果たして実際の政治動態はかかる機制の実効性を確認する
ものとなった。 
 七月王政下においては、政府による政策を議会勢力が追及する際に、大臣の刑事責任追及という手法
が用いられたことが、確かに記録されている。１８４８年２月２２日の代議院におけるギゾー内閣に対
する訴追提案がそれである73。この訴追提案は次のような内容のものであった。「我々は、内閣を、以下
の罪について訴追することを提案する。第一。名誉と利益を度外視し、裏切ったこと。第二。憲法の諸
原理を歪曲し、自由の保障を侵害し、市民の権利に対して攻撃を加えたこと。第三。極度の腐敗によっ
て、公論の自由な表現に代えて個別的な利益の企図を充て、代表制統治を堕落せしめたこと。第四。大
臣の利益において、公職から不当に利益を得、また同様に、権力に付与された権限と特権から不当に利
益を得たこと。第五。同じく大臣の利益において、国家財政を破たんさせ、国家の威風を危険に曝した
こと。第六。市民から、全ての自由な憲法によって保障されている固有の権利を奪い、憲章、法律、先
例によって彼ら市民に対して保障されるこれら権利の行使を奪ったこと。第７。最後に、公然たる革命
的な政策によって、我々の革命から得られた成果の全てを問い直し、国家を深刻な混乱の中に陥れたこ
と74。」この訴追提案に関して、提案者であるオディロン・バロは次のように語っている。「、、、丁度我々
が宴会運動を放棄しなければならなくなったとき、大衆の情熱を議会審議の方へ向けさせることで、か
かる情熱のはけ口を見つける必要があると考えられた。我々はまさにこのような意図の下で、その時の
会議で、内閣に対する訴追提案を行おうと決心したのであった75。」つまり、この訴追提案は、その政策
への公然たる批判として、ギゾー内閣全体に対して向けられていたものであり、如何に刑事的な形式を
採ろうとも、その目的の政治性は蔽うべくもない。フランスにおける大臣刑事責任史論は「この訴追提
案は一般的な言い回しで書かれている。刑事的な性質決定に馴染み得る具体的事実は何一つ含まれてお
                                                     
71 M. Morabito, op. cit., p.217. 
72 １８３０年憲章第６９条；「以下の事項については、個別法律によってできるだけ早い時期に引き続き定め
るものとする。 
 １、出版犯罪および政治犯罪に対する陪審の適用 
 ２、大臣およびその他の官吏の責任 
 ３、、、、」訳文は辻村・糠塚・前掲書２３３頁に拠った。 
73 CD, Le Moniteur universel, 22 févr. 1848, no 53, séance du 21 févr. 1848, pp.480-481.この事件に関して
特に、Odilon Barrot, Mémoires posthumes de Odilon Barrot, avant – propos de P. Duvergier de Hauranne, 
Chapelier, 1875-1876, vol. I, pp.513-516 ; P. Desmottes, op. cit., pp.111-114 ; A. Laquièze, Les origines du 
régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., pp.316-317. 
74 Annales du Parlement français, t. X, Session 1848, cité par P. Desmottes, op. cit., pp.112-113. 
75 O. Barrot, op. cit., vol. I, p.513. 
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らず、ただ偏に、政治的な反対を証言する言説によって構成されているのである76。」と強調し、弾劾的
責任追及の一級の先例としている。 
 １８３０年憲章第４７条が、一切の罪刑の法定を放棄しており、「叛逆」と「涜職」を大臣の責任事由
として規定している１８１４年憲章第５６条から、規律密度において後退していることについては既述
した通りである。しかし、大臣に対する訴追事由を些かなりとも分節化しようとする指向が全く存在し
なかった訳ではない。憲章における大臣責任の刑事的・一元的把握にも拘らず、かかる刑事的責任の中
に二種の類型が存在するであろうこと、すなわち大臣の職務と直結し、両院が追及の管轄権を有するよ
うな行為類型と、通常裁判所の判事が管轄権を有するような一般法上の責任事由となるべき行為類型と
があろうことを予期する二分法は既に思惟されていた。例えば、ベリヤ・サン＝プリは「、、、第４７条
は如何なる罪を対象としているのであろうか？大臣は私が『大臣的な ministérielle』と形容できるよう
な罪を犯すことがあり得る。というのも、かかる罪は、ある市民が大臣の職務を引き受けることで負う
こととなった諸義務を侵害することに全く帰結するのであり、それにとどまるからである。また、大臣
は、大臣としての義務とは何のかかわりも持たない罪もまた、犯し得る。第４７条は、例外なく、かか
る大臣責任の第一の類型の方に適用される77。」と述べている。また、大臣の刑事責任事由の類型化につ
いて詳論するのが、七月王政期における代表的な公法学者ペレグリーノ・ロッシである。彼は、大臣と
言う職務に在る人物によって為され得る行為を三類型に分類し、各々別個の刑事的責任類型として分節
化している。彼は先ず、一つ目の類型として、「厳密な意味での大臣のアクト、つまり、大臣が為すべき
任務あるいは義務としてのアクト78」を挙げる。次いで、二つ目の類型が想定され得る。「大臣が大臣と
しての資格において行うものの、厳密な意味での大臣のアクトにはあたらない、別のアクトが存在する79。」
そして、最後の類型として、「三つの目の類型が存在する。これは、大臣が、単なる私人としての資格に
おいて為し得る全てのアクトであり、そこで犯された全ての罪は、行為者の大臣としての性格とは何ら
の直接的関係も持たない80。」と彼は述べる。以上の様な行為の類型化に対応させる形で、ロッシは、責
任追及態様、すなわちサンクションの類別化を行っている。彼によれば、１８３０年憲章第４７条「代
議院は大臣を告発し、大臣を裁判する権利を有する貴族院へ大臣を訴追する権利を有す」との規定が適
用されるのは専ら前２類型のみであり、３つ目の類型は普通法の領域に属するとされている81。つまり、
『憲法講義』に示されたロッシの理論によれば、弾劾制の機制が作動するのは、大臣の職務遂行上の行
為或いは「職務密接関連行為」とも云うべき行為に限られる。それらにあたらない場合は、普通法の適
用される通常司法系統において責任追及されるべき事例であり、私人に対する法的責任追及の場合と何
ら変わらない、ということになる。この様なロッシの理論は、大革命以来漸う議会政が進展しつつあり
ながらも未だ議院内閣制が確立しない段階としての七月王政期における弾劾責任制の輪郭を明晰な形で
                                                     
76 Annales du Parlement français, t. X, Session 1848, cité par P. Desmottes, op. cit., p.113. 
77 F. Berriat-Saint Prix, op. cit., p.333. 
78 P. Rossi, Cours de droit constitutionnel, recueilli par M.-A. Poiré, Librairie Guillaumin et Cie, 
1866-1867, t. IV, p.376.なお、ロッシの大臣責任論に関しては、時本・前掲書９７～１００頁。 
79 Ibid. 
80 Ibid., p.377. 
81 「ここに、十分に区別され、お互いに分離した、三つの類型がある。次のことが問題であり、卓越した公法
学者なら問題とするであろう。すなわち、如何なるアクトが大臣責任の適用対象となり、大臣の重罪 crimes 
ministérielles を管轄する特別の裁判機関の適用対象となるのか、という問題である。この問いに対して厳密
に回答するのであれば、第一の類型が然り、ということになる。 、、、しかし、私は、そこには何らかの極
めて絶対的な何かが存在するであろうと信じているのである。」Ibid., pp.377-378. 
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描き出した理論として、顕著な意義を有するものと言える。弾劾的責任観の特質－すなわち、原理にお
いて厳密に法的領域に留まることを自己定義するも、その人的・事項的管轄において、動態上、政治性
を不可避的に濃密に帯びる一個の機制－を、１８３０年憲章という制度的枠組みの中で詳細に解き明か
しているからである。後世において七月王政期の大臣責任制について敷衍した公法学者、例えばバステ
ィドの理論も、ロッシによる分析の軌道から外れることは無い。次のような分析を読むにつけても明ら
かである。「１８１４年憲章における大臣に対する管轄権限は、人的管轄 ratione personae と事物的管
轄 ratione materiaeを一つに混合した性格のものであった。何故ならば、かかる管轄は叛逆罪と涜職罪
の場合にしか適用されないものだったからである。１８３０年憲章では、かかる制限は消滅した。しか
し、一般的に、自身が犯した普通法上の罪については、大臣は通常裁判所に係属するものであるという
発想が受容されていた。１８３０年憲章において生じた法文の変動は、結果として、大臣職務と結節し
た叛逆罪と涜職罪以外の罪 infractionsにまで高等院の権限を拡張する効果は持たなかった82。」 
  
 第２款 制度改革構想－道義的責任 responsabilité morale 観の支配 
 
 復古王政、七月王政、第二帝政と言う、大革命と第三共和制を橋渡しする各体制は、何れの体制も大
きく二つの段階に分かれているという点で共通する。復古王政の場合、保守的なルイ１８世の治世と、
より一層の反動的なシャルル１０世の治世とはその様相を大きく異にしており、第二帝政も周知の通り
「権威帝政」と「自由帝政」の二つの段階に分かれている。七月王政を二つに分かつ理論を提唱するの
がピエール・ロザンヴァロンである。彼は、１８３０年から１８３５年にかけてを第一段階とし、「体制
は自身の存続をかけて戦っており、街頭での運動、急進的な政治的異議申し立てを鎮めることに努めて
いた。つまり、国王特権と議会特権は、戦うべき共通の敵を有しており、避けるべき共通の危険を有し
ており、為すべき共通の事柄を有していたのである。国王特権と議会特権は相互批判の代わりに、連合
し、互いに支えあうことの方が重要と考えた83。」と性格付ける。つまり、城内平和の時代である。１８
３６年以降、体制が安定的になったと見るや、国王特権と議会特権の間で公然たる抗争が始まる。これ
以降が七月王政の第二段階である。この様な歴史的枠組みは大臣責任制論にも妥当する。憲章が当然に
想定するところの法整備構想は第一の段階にのみ集中している。つまり、大臣責任の規律密度を向上さ
せれば体制の安定に資すると考えられたのである。以下では、法整備構想の具体例について検討してゆ
きたい。 
 大臣責任に関する法整備の為の唯一の議員提出法案は、１８３２年１２月にドゥヴォーDevaux 議員に
より代議院に提出されたものである84。同法案は、憲章とは異なり、責任の刑事的な側面のみにとどまら
ず、他の領域へと足を踏み入れている点で特徴的である。同法案において、フランス憲政史は初めて、
制定法上において大臣責任の三つの型が明示的に、同一条項の中に規定される経験を得た。同法案第２
条は明快に「責任は、政治的、刑事的、民事的である la responsabilité est politique, criminelle ou 
                                                     
82 P. Bastid, Les institutions politiques de la monarchies parlementaire française ( 1814-1848 ), op. cit., 
pp.353-354. 
83 P. Rosanvallon, op. cit., p.155. 
84 Proposition de loi de M. Devaux sur la responsablité des ministres et des agents du pouvoir, CD, AP, 2e 
série, t. LXXVIII, séance du 4 déc. 1832, pp.97-102. 同法案に関する審議は、CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, 
séance du 4 déc. 1832, pp.97-102. 
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civile85」と規定する。しかも、ドゥヴォーはこれらの３つの責任類型其々に該当する行為－事由と手続
とについて詳論している86。加えて注目すべき点が、同法案が他の二つの責任類型に先立って検討してい
る政治責任に関して見られる。先ず、政府の集団的且つ連帯的な責任と大臣の個人的責任との二分法が
宣言された後87、法案第５条が、政治責任が問題となり得べき諸々の事由を明示し88、第６、第７および
第８条において、政治責任の追及手続について検討しているのである。政治責任について触れる制定法
の規定としては、前例のないほどの充実ぶりである。但し、斯様に先進的なドゥヴォー提出法案と言え
ども時代的制約からは必ずしも自由ではなく、かかる「政治責任」の追及主体は依然として、飽くまで
も国王であるとされていた。同法案が勅語奉答の技術を流用しているのは明らかであり、両院は共同し
て、国王に対してその国務評定官の内の何れかの者か、あるいは内閣を告発する決議を採択する可能性
を有する、としている89。もし両院ともにかかる決議を支持する旨の採択を行えば、議会は国王に対して、
かかる告発を奉答の形で行う90。必ず一カ月の期間を置いたうえで、かかる決議は他方の院によって採択
される奉答 adresse au Roiとなり、かかる奉答によって「告発された一大臣あるいは諸大臣は国民の信
                                                     
85 CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, séance du 3 déc. 1832, p.56. 
86 大臣の民事責任は補完的な形で理解されており、責任の別の類型に必然的に後発するものであると考えられ
ている。国家による民事訴追をするにしても政治責任の追及が必要的に前置される。「政治責任が追及された
後でしか適用されない民事責任という、両院において義務付けられているかかる二重の試験によって、慎重さ
と公平さが担保されるのである。」CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, séance du 4 déc. 1832, p.100 ; 刑事訴追に
関して、私人によって為される場合でも然りである。つまり、法案第１６条はじっさい、次のように規定して
いる。「代議院によって『訴追された』大臣によるアクト actes あるいは行為 faits によって損害を受けたと
考える私人は貴族院における訴訟に参加する intervenir ことが出来る。但し、かかる訴訟参加は貴族院が判決
する民事上の賠償か管轄権のある裁判官の下への当事者の移送という結論のみを目的とする。」CD, AP, 2e 
série, t. LXXVIII, séance du 3 déc. 1832, p.57. 強調は引用者。 
87 法案第１章第１節第１条；「大臣の政治責任は、大臣が参与したすべての政府行為について集団的かつ連帯
的なものである。大臣の政治責任は、大臣が自身に権限を付与された省庁において為した全ての統治行為に関
して個人的なものである。」CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, séance du 3 déc. 1832, p.56. 
88 法案第１章第２節第５条；「大臣の政治責任は常に問われ得る。第一。憲章、そして法律に適合しない、オ
ルドナンス、通達、命令、その他の何らかのアクトに関して。第二。文官によると武官によるとを問わず、司
法当局によると行政当局によるとを問わず、為された権利侵害 atteinte に関して。第三。個人の自由、信仰の
自由、プレスの自由、通商産業の自由、財産の自由に対して不法に為された全ての侵害行為に関して。第四。
戦列歩兵部隊 troupe de ligneの行動によって市民に対して為された全ての暴力行為 violenceに関して。第五。
公物の保全と会計に関する法律および規則の執行の監視における重大なフォートによって生じた国庫に対す
る全ての損害に関して。第六。公債発行の許可に関する法律の規定を順守せずに為された全ての公債発行に関
して。第七。予算見積もりの外で且つ法律による予算の外で用いられた公金の使用に関して。第八。法律およ
び必要性によって科された制限を超える、全ての王債 bons royaux の発行に関して。」 Ibid. 
89 法案第１章第２節第６条；「前条の規定する諸アクトの内の何れかのアクトをその省庁において為した大臣
に関して、国王に告発する決議が、両院の内の何れかによって提起され、他方の院によって採択されたとき、
政治責任が追及される。但し、１８１７年３月２５日法律第１５２条に従って、立法裁可に付されたオルドナ
ンスが、両院の内の何れか一院によって法律に転換することを拒絶された場合、予算を超過する支出を命じた
大臣およびかかる支払いを許可した蔵相の、国王に対する告発が当然に為される。」ibid. この規定から判断
するに、ドゥヴォーは政治責任を個人的な責任原理として把握していたようであり、集団的かつ連帯的な形で
は把握していないように見える。他方、同法案第８条は、かかる宣言は「告発された大臣あるいは諸大臣 le ou 
les ministres dénoncés」に対するもの、と規定しており、ibid.同議員は「議会による告発は、、、大臣ある
いは内閣の政治的な死亡へとつながるということである。」と示唆している。CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, 
séance du 4 déc. 1832, p.98. 
90 法案第１章第２節第７条；「前条第一文の規定に従う形で両院によって採択された全ての決議は、それぞれ
各院の名において、勅語奉答の際の型式において、国王に対して提示される。」CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, 
séance du 3 déc. 1832, p.56. 
168 
 
任を得ていない旨宣言される91」のである。この場合、国王は、下院の解散を決意しない限りは、問題と
されている大臣或いは内閣全体を罷免しなくてはならない。ドゥヴォー議員はその趣旨に関して次のよ
うに説明している。「国民による信任が失われたと宣言する議会が告発を行ったとき、選挙人団の意見に
対して国王が発する言葉は次の内の何れかでなくてはならない。すなわち、内閣を断罪した議会多数派
を替えることによって内閣を正当化するものであること。あるいは、二度にわたって不信任を受けた内
閣あるいは大臣を、政治的に死に至らしめるものであること92。」この手続に従えば、大臣に対する両院
の不信任権は明確な形で示される筈である。とは言え、法案における両院は革命期初頭における勅語奉
答同様、国務評定官に対する罷免権まで有することはない。「国王の調整権 la pouvoir moderateur は、
悪を押しとどめるためにせよ、自らへの助言を為す者どもを遠ざけるためにせよ、国民が保存的叡智
sagesse conservatrice へ助けを求めている旨、注意を喚起するのである93。」「したがって、純粋に政治
的な責任というものは、問題の大臣を刑事的に断罪することを熱望する代わりに、問題となっている大
臣が最早大臣たり得なくなるという、より一層重大な目的を完遂するものなのである94。」従って、同法
案は不信任議決権と大臣罷免権を明確に分離している。 
 次いで、ドゥヴォー提出法案は刑事責任に目を転じる。同法案は、１８３０年憲章が削除した罪刑の
法定を復活させる。先ず、叛逆罪と涜職罪が定義づけられ、その他の犯罪 infractionと国務評定官によ
って負われるべき刑罰のそれぞれの定義に関しては、明示的に刑法典を参照させると言う手法を採る95。
ドゥヴォーはロッシとは異なり、大臣に関する通常裁判所の管轄権を全て否定し、大臣に対する刑事的
案件に関わって為される訴追はすべて両院の排他的な管轄権に属せしめるべきであると提案する96。刑法
典の適用に当たっては刑事法の原則としての時効が尊重されなくてはならないものの、ドゥヴォー議員
は、貴族院が叛逆罪と涜職罪の場合に適用されるのが最も適当な法定刑 peine légaleを自ら決定しなく
てはならない、と明言している97。ドゥヴォーは「、、、憲法の形態と代表制統治の本質から推論されて帰
結するところの、刑罰の新たな明示は、政治的性格を有するものであり、通常の刑罰の適用を許すもの
ではない、、、したがって、高等院は自身が大臣の政治的重罪および軽罪に対して適用しようと望む刑罰
を、法律の規定している刑罰の中から選ぶ権能を有しており、その他の重罪および刑罰については、自
                                                     
91 法案第１章第２節第８条；「第５条列挙事由の何れかに該当することを理由として両院から為される国王へ
の告発の決議は如何なるものであれ、１８１７年３月２５日法律第２５条に従って、予算超過の命令を法律へ
変換することに対して両院の内の何れか一院によって為された拒絶は如何なるものであれ、一カ月の期間を置
いた後、告発された一大臣あるいは諸大臣が国民の信任を有していない旨提示する、両院の内の何れか一院に
よる国王への奉答となる。」ibid. 
92 CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, séance du 4 déc. 1832, p.98. 
93 Ibid. 
94 Ibid. 
95 大臣の刑事責任に関しては、ドゥヴォー議員提出法案第１章第３節第９条から第１３条において規定されて
いる。CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, séance du 3 déc. 1832, pp.56-57. 第９条は「刑事法 lois pénales の規定
する場合とは別に、刑事責任は、大臣に対する訴追を提起し得るものとして、次に規定する涜職罪と叛逆罪の
場合において存在する。」ibid., p.56. 
96 法案第１章第３節第１２条；「刑事法に規定される全ての場合に関して、上記第１０条および第１１条に規
定される全ての場合に関して、刑事責任は大臣に対して、代議院および貴族院によって提起される訴追によっ
て追及される。」ibid., p.57. 
97 法案第１章第２節第１３条；「貴族院は、上記第１０条および第１１条に規定される涜職罪と叛逆罪とを理
由として、刑法典に規定されている如何なる刑が適当か宣言することが出来る。－貴族院は、大臣がこれ以外
の重罪あるいは軽罪について有罪を判決されるとき、刑法典によって当該軽罪ならびに重罪に対して規定され
た刑罰のみを宣告することができる。」ibid. 
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身の判決において、通常の刑事法の領域に属するものとしなくてはならない98。」と説明している。この
様なドゥヴォーの説明は、高等院が自身の主権的権限を宣命したシャルル１０世の元大臣衆の裁判の直
後という時代的背景を考えれば感得されるものである。 
 ドゥヴォー議員による法案提出と時と主題を同じくして、政府提出法案が法相バルト Bartheによって
代議院に提出された99。法相は、政府提出法案こそが国王演説の中で触れられている事案に関わるのだか
らドゥヴォー議員提出法案の審議に優先させるよう主張し、ドゥヴォー議員も概ね政府提出法案に好意
的な立場を見せた100。代議院はドゥヴォー議員提出法案の審議延期を却下、両法案は同時並行的に審議
されてゆくこととなる101。 
１８３２年１２月上旬～中旬にかけて代議院で始まった審議において、政府は憲法が「出来る限り速
やかに」解決されるべきと予示していた大臣責任制の問題と向かい合うことになったが102、しかし、法
相バルトによる政府提出法案は、ドゥヴォー議員提出法案よりも革新性に乏しい。政府提出法案は刑事
責任と政治責任という二種の大臣責任が存在すること自体は明示しているが103、しかし、刑事責任に対
する規律を組織するに留まる。従って、政府提出法案は自覚的に、政治責任原理の法編入を否定するの
である。法相が、政治責任は議会多数派によって追及されるものとし、「私は諸君に対して、政治責任に
関して、この責任原理に力を与えるであろう無限定な性格を付与することを提案する104。」と強調してい
る。法案の第一条には奉答の型式が規定されていたものの、一大臣あるいは諸大臣の刑事責任の追及を
生じさせるものにすぎない105。しかし、法相は、何らかの政治責任が事実領域において現象することを
否定しない。「両院の願いは、何時であっても、天聴に達する途を見出す。一定の状況下において為され
る大臣との協働の拒否は、諸君が国王に対して与えうる、最も効果的な警告である。諸君が、国王に対
して、陛下の信任無しでは職務を遂行していくことのできない、この危険な大臣から、陛下の信任を取
り下げるようにと伝えるための、最も効果的な警告なのである106。」従って、両院は大臣衆から信任を撤
回することが出来る訳だが、しかし、この場合、大臣を罷免する権限については、大臣任命権の専管者
たる国王に専管されるのである。 
 刑事責任に関して。バルト法相による政府提出法案はドゥヴォー議員提出法案と同様に、叛逆罪と涜
                                                     
98 CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, séance du 4 déc. 1832, p.99. 
99 Ibid., p.101. 
100 「政府が大臣責任に関して態度表明しているとき、同様の主題について法案を提出するにあたって、私は
政府提出法案に対する審議を妨害しようなどとは望まない。 、、、これら二つの法案は一つに統合すべきも
のではなく、互いに矛盾しあうはずもない。つまり、この二つの法案はお互いに補完しあうものなのである。」
ibid., p.102. 
101 Ibid. 
102 CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, séance du 12 déc. 1832, pp.232-238. 
103 「大臣責任は政治的、あるいは刑事的なものである。この二種の責任は、何れも公共の悪 mal public を治
癒することを目的としている点で、互いに似通っている。しかし、この二種の責任は、後者の責任が犯罪を行
おうとする意思 intention criminelle を前提条件とし、前者が然らざる点において、異なる。政治責任は無限
定である。政治責任は大臣による全ての行為を包括するものであり、大臣の行為による全ての帰結に対して及
ぶ。政治責任においては如何なる軽減情状も如何なる釈明も認められない。政治責任という観点からすると、
大臣においては、彼が善を望むだけでは十分とは評価されず、彼が善を為すことが必要となる。大臣は全てを
備える必要がある。善を為そうとする意思、善を為すための知性、そして善を為したという実績。」ibid., p.232. 
104 Ibid. 
105 政府提出法案第１章第１節第１条；「国王権限の執行にあたって国王によって与えられる命令は、大臣の
責任の下で副署が為されていなければ執行され得ない、、、」ibid., p.235. 
106 Ibid. 
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職罪の罪刑を採用し、「職務上の義務違反 prévarication」という罪質も付け加えている107。そして、法
案は、これら三つの特定の罪質について定義づける108。その上で重要であるのは、法相はその他の犯罪
infractions については普通法 droit commun の領域に属すること、すなわち、大臣がその職務の遂行上
犯した侵害行為 atteinteであるが、それらは事前に下院からの許可を得たうえで貴族院に送致すること
が正当化され得る、とする点である109。更に法相は、大臣に対して両院の下に刑事訴追が為された場合
の手続について敷衍しており、「もし代議院の解散が宣言されたなら、訴追は取り下げられる」としてい
る110。この点、政治責任原理と刑事責任原理の混同が見られる。下院解散が刑事訴追に終止符を打てる
以上、国王に対して、国務評定官の一人に対して為された訴追への、停止的拒否権が付与されたとみる
べきであろう。そもそも、普通法上の infractions への訴追に関して、単に議院の許諾が必要なだけで
なく、貴族院送致と言う弾劾制の手続が採用されている点で、法相の説明する政府提出法案においては、
純粋に司法的領域に属する責任原理は想定されていないかの観がある。 
大臣責任についてドゥヴォー議員提出法案とバルト法相の手になる政府提出法案と云う、二つの法案
が出された後、代議院において法案審議のための委員会が組織された。１８３３年４月２０日、ベラン
ジェ議員による報告が行われた111。ドゥヴォー議員提出法案も審議されはしたが、しかし、委員会は基
本的に政府提出法案に依拠し、それに幾らかの修正を加えた112。委員会修正案が政府提出法案の基本線
                                                     
107 法案第１章第１節第２条；「代議院は大臣を、叛逆罪、涜職罪、職務上の義務違反について訴追する。」
CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, séance du 12 déc. 1832, p.235. 
108 法案第１章第１節第３、４、５条。ibid. 
109 「諸君、被害を受けた当事者に対してかかる許可を得る必要を科すことについて、私がとりわけ専心して
いるのは、当議院の特権の擁護である。大臣に対する訴追権は、代議院にとって、その特権の中でも最も枢要
なものである。かかる特権を政治的な利益のためのみに行使するということが代議院の尊厳にとって重要であ
る以上、私的な攻撃であるとの理由によって政治的攻撃による捜査が回避されないようにするのも重要なこと
である。 、、、大臣に対する政治的攻撃が、大臣個人に対する私訴 plainte privée の仮面の下で事件の進行
に危険な混乱をもたらそうとする意図を隠していないか否か、国家の諸権力が憲法に及ぼす影響に取って代わ
ることで、国家の諸権力の調和を損なう手段を見せかけの情熱に対して付与する意図を隠していないか否か、
これらの事柄について見極める権限は代議院に属する。」ibid., p.233. 
110 法案第１章第２節第１９条；「高等院における口頭弁論の終結 clôture 後に代議院の解散が宣言された場
合、代議院の解散とは無関係に裁判は判決まで進行する。高等院における口頭弁論が終結するに先立って代議
院の解散が宣言された場合、公判は停止し sursis、起訴は当然にその効力を全て失う。新たな議会における次
の会期の最初の三か月間に限り、先行する議会において為された起訴を再開し、訴訟追行のための委員の指名
を行うことが出来る、、、」ibid., p.236. 
111 CD, AP, 2e série, t. LXXXII, séance du 20 avr. 1833, pp.753-773. 
112 バルト提出法案とは違って、委員会は大臣の民事責任についての規定を行っていた。そこでは、大臣の民
事責任は単に私人に対するものとしてのみならず、国家に対するものとしても規定されていた。この点に関し
ては、修正法案第１章第２節第９条 ( ibid., p.764 ) が規定している。ベランジェは、その報告の中で、民事
責任について強調している。「この種の責任は政府提出法案の中では省かれていたものであり、今日に至るま
でのあらゆる試みの中で等閑視されてきたものである。しかし、最も実効性に富むものである。大臣の民事責
任はとりわけ、大臣をして常に、法律によって規定された予算の限界に立ち戻らせ、大臣をしてかかる予算の
範囲に留まらせ、多かれ少なかれかかる予算の範囲を超えるにあたっては国家の利益が要求する程度において
そうさせるが故に、実効性に富むと言える。」ibid., p.756. 手続きの面から見てみると、民事責任の追及は国
王の主導権の下に置かれている。仮に同修正法案第９条が施行されたと仮定してみると、両院の内の何れか一
院が、問題となっている大臣への聴聞を行い、事件を管轄する委員会を組織した上で、大臣が民事訴追を受け
るべきと宣言する決議を採択することが出来る。議院が大臣に対する民事訴追を続行する意思を有しているの
であれば、第二次委員会を指名し、必要であれば、損害額を算定した決議を採択して他方の一院に送付する。
両院が共同決議を採択すれば、裁可を得るために国王に送付される。これらの手続きは修正法案第１章第３節
第２５条に規定されている。ibid., p.767. したがって、民事責任に関する規定は極めて厳格なものであった。 
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に沿っていたことは、それが大臣の刑事責任のみを扱い、政治責任については検討領域から除いている
点に明らかである。とはいえ、ベランジェ議員報告による委員会修正案に独自性が無い訳ではなく、寧
ろ、１９世紀中葉のフランス大臣責任制史の中で、この委員会修正案は、大きな独自性を有している。
そこで用いられた用語法故である。彼は既に復古王政下のパスキエ男爵において用いられ、ドゥヴォー
議員によってもバルト法相によっても用いられた政治責任 responsabilité politiqueという言葉を意図
的に退け、「道義的責任 responsabilité morale」という言葉を用いるのである。彼曰く、「責任には３類
型がある。すなわち、道義的、民事的、刑事的 morale, civile ou criminelle、これである113。」と。執
行権者の責任には、法的に把握できない領域が存在する－この認識に立つ限り、かかる責任領域を「道
義的 morale」と形容する用語法は、成程言い得て妙であろう。「諸君、道義的責任は、定義づけられ得な
い全ての場合を包括するのであり、実定法に基づく評価を、客観的な刑罰による把握を逃れる、ある種
知覚しがたい性質を持つすべての場合を包括する114。」とベランジェ議員が説明する通りである。委員会
修正案の「道義的責任」論は、事実領域に於けるサンクションに主眼を置く115。「（道義的責任は）言う
なれば、最も一般的な la plus généraleものである。というのも、道義的責任は、体刑・金銭刑の形に
還元することこそ出来ないし、人によってはさして重要なものと映らないであろう。しかし、それでも
やはり、道義的責任は世論という裁きのためのものなのである、、、116」以上の様な基本認識に立つ委員
会修正案において、ベランジェは、「これは、過去の教訓が我々に対して危惧するよう警告するところの
軋轢を惹起するものであろう。かかる軋轢からは国王と両院の間での衝突が生じ得るのであり、そこで
は原理というものが確立されないのが問題である。この種の責任に伴う真の道義的刑罰とは、議会多数
派に見捨てられた状態に本質を有する117。」と述べて、政治責任（委員会修正案の用語法においては「道
義的責任」）を法領域に編入しようとするドゥヴォー法案を否定するのである。 
 大臣の刑事責任に関する委員会修正案は、政府提出法案に倣って、叛逆罪、涜職罪、職務上の義務違
反と言う３類型を規律対象としており118、加えて、下院解散時の取扱いに関しても政府提出法案の方針
が維持されている。「この規定は全く賢明であり、全く道理にかなっている。実際、下院が解散されてし
まえば、最早訴追者は存在しない。訴追追行にあたっていた委員たちには最早権限が無くなる。政府が
訴追を中止させるために下院の解散を命じることになりやしまいかとの懸念を、本音として持つ向きも
あるだろう。この様な懸念は成程尤もである。しかし、政府はそうすることによって重大な責任を負う
ことになるのみならず、解散は詰まるところ、国民世論に対して、訴追まさにそれ自体についての問い
かけを為すものなのであり、新たに選出された下院は訴追をやり直す全き権能を全く保持しているので
ある119。」とベランジェ議員は報告する。代議院の解散によって一大臣に対して為された刑事訴追に終止
符を打てるとする制度設計は、刑事責任と政治責任の質的相違を否定ないしは相対視する視座を前提と
                                                     
113 Ibid., p.754. 
114 Ibid. 
115 「かかる責任は、善き心を持った人物に対して常に示されていなければならず、如何なる法律によっても
規律することができない。にもかかわらず、かかる責任は大きな実効性を有する。何故なら、かかる責任はそ
のサンクションを事物の本性それ自体の内に見出すからであり、かかる責任は代表制統治の最も生き生きとし
た要素の一つだからである。そして、かかる責任が如何に幻のごとく見えたとしても、それでもやはりかかる
責任は、破壊的な企てへの最も恒常的な歯止めなのである。」ibid. 
116 Ibid. 
117 Ibid. 
118 委員会修正法案第１章第１節第５条から第８条までが規定している。ibid., p.764. 
119 CD, AP, 2e série, t. LXXXII, séance du 20 avr. 1833, p.758. 
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しており、この点、バルト法相の報告に係る政府提出法案と同断である。しかも、この様な姿勢は、ベ
ランジェが、訴追の目的は本質的に問題となっている大臣の辞職を得ることに存する、と説明している
点で一層自覚的なものとなっている。「本質を見失ってはならない。そもそも、訴追の最も重要な目的は、
被告大臣を直ちに裁判にかけるということにはない。寧ろ、かかる大臣をして最早大臣でなくすること
にあり、かかる大臣をして国家の指導に関わらしめるのを止めさせることにある120。」ベランジェはまた、
シャルル１０世の元大臣衆に対して高等院が行使した主権的権限の先例を正当化する。「高等院の裁判権
は、、、本質的に政治的であり、高等院に対しては、政治的な必要に応じて科刑を適用できるように、相
当の自由を与えておくことが望ましい。斯様な権限の行使には危険が無く、如何なる不都合も生じない
ことは、経験の示すところである121。」従って、委員会修正案における大臣の刑事責任は、その発動・追
及が極めて容易な機制である。それは偏に、その規律密度の低さによる。斯様な制度設計は、報告者自
身が刑事訴追の開始は何よりも先ず大臣の辞職に繋がるべきだと言明している以上、政治的理由への奉
仕を目的としていることが明らかである。斯様な弾劾的責任観は、本質的に議院内閣制のレジームに属
する執行権の政治責任原理を憲法ないし制定法に編入する実益を有しない。 
 議会審議は途絶えがちになった。数週間後、ベランジェ議員は代議院に対して、大臣責任についての
審議を求めたが122、要求は通らない。バルト法相が代議院において大臣責任に関する第二次政府提出法
案を示したのは１８３４年１月になってからのことである123。新たな法案では、同法案とは別の個別の
法律に高等院での手続規定を委任していた124。この点以外は、第二次政府提出法案は１８３２年１２月
１２日の第一次政府提出法案と変わらない。それ故、大臣の政治責任はなおも無視され続けている。法
相が同法案を提出した後、代議院はその委員会送付を決定した。一か月後、委員会は、政府提出法案に
対する修正を示し125、政府提出法案が個別の法律への委任と言う先送りの態度を採っている点を批判す
るが126、それ以外について、めぼしい修正を加えていない127。法案は審議未了で廃案となり、代議院に新
たな法案が提出されるには１８３４年１２月を待たなくてはならない。 
１８３４年１２月１日、代議院に、新たに法相となったペルシル Persilによって、大臣責任に関する
新たな政府提出法案が出された128。今次政府提出法案は、大臣の政治責任が斥けられていた点において、
                                                     
120 Ibid., p.757. 
121 Ibid., p.762. 
122 CD, AP, 2e série, t. LXXXV, séance du 13 juin 1833, pp.70-71. 
123 CD, AP, 2e série, t. LXXXV, séance du 10 janv. 1834, pp.588-594. 
124 ibid., p.588. 
125 CD, AP, 2e série, t. LXXXVI, séance du 18 févr. 1834, pp.500-513. 
126 ベランジェは次のように説明している。「（新たな委員会は）代議院による訴追を裁判するよう求められ
る際に貴族院が有する裁判権について規律することを任務とする以上、他の如何なる場合についても妥当する
この裁判権について確立することの意義が何故等閑視されているのか、理解し難い。逆に、委員会は次のこと
を確信する。すなわち、同じ事柄に関する規定は同じ一つの法律の中に含めるのが道理であること、何故なら
それらの諸規定は相互に強化しあうよう宿命づけられているからであり、それら自身の性質ゆえに、これらの
諸規定はほとんど常に、互いを導出するものであること。」ibid., p.500. 
127 ibid., pp.505-513. 
128 新たな法案の提出者であるペルシル法相は、大臣責任について提起した法案が相次いで挫折したことにつ
いて強調している。「すでに二回、しかも連続する二会期において、政府は取り急ぎ、公の望み voeu public
を満たした。二つの委員会がこの議院において指名され、この議院には二つの報告書が提出された。何故如何
なる審議も始められなかったのか、その理由は探すまい。諸君の審議に付されたその他の法案の数の多さ、そ
れがたいそうなものであったこと、そして我々の提出した二法案が、その扱う主題において自ずからたいそう
な難しさを抱えたものであったこと、これらが理由であったのだろう。憲章第６９条に直面して、諸君の一人
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先行する法案と比べると新奇性を欠いている。法案の趣旨説明において、法相は、内閣が議会多数派に
対して負うところの政治責任 responsabilité politique－いちおう、先述のベランジェ修正案からの用
語法の上での回帰が見られることは注意して見て良い－の重要性と、その法領域からの放逐の正当性と
を、二つながら論じている。「本当のことを言えば、政治責任 responsabilité politique は最も実効性
に富むものである。政治責任は体刑に帰結しないし、自身の同定の為に如何なる手続きも、如何なる裁
判も必要としない。この責任は、公人に対する裁判官であるところの世論の中に、全き形で存在する129。」
「世論、そして両院多数派と歩みを共にして進んでいかなくてはならない大臣にとって、自身の政策の
一般的な進行状況について議会多数派の側からの躊躇い、疑念の示される状況に置かれたのであれば、
辞職の必要性について深く考えなければならない。議会多数派が大臣のやり方に対して明確には同意し
ていない、ということになったならば、最早大臣たちは職を全うすることは出来ない。これこそが代表
制統治の条件である130。」と。 
 ペルシル法相による政府提出法案は委員会に送付された。１８３５年３月５日、ソーゼ Sauzet議員が
委員会を代表して報告を行った131。ペルシル法相提出法案は個人的責任しか対象としていなかったが、
委員会修正案は政府の連帯的責任について触れている132。「連帯的責任は権力の一体性にこそ合致する。
この様な事情が存在しないところでは、大臣は存在しても内閣は存在しない、ということになる133。」と
の、ソーゼ議員の修正趣旨報告には、議院内閣制のコンセプションが見え隠れしている。 
 １８３５年春、新体制樹立後４年以上を閲してここに初めて、大臣責任に関して政府と議会が合意に
至ったのである。そして、１８３５年３月１６日から同年同月２７日に至るまで委員会修正案に対する
代議院での審議が行われた134。審議においては、相当な量の議論が大臣の民事責任 responsabilité civile
について為されている。国家に対する大臣の民事責任が規定されていないことが批判される。「今後、大
臣は、自身の職務において国庫を浪費し、或いは浪費させても、何時であれ罪を犯すわけではないとい
うこととなり、そして諸君は、大臣に対して国庫に対する補償を為すよう大臣に対して義務付けを為す
にあたって無力な存在となる。 、、、委員会は、刑事責任を以て民事責任の代わりとすることを望んで
いる様だが、この様な方法は全くの幻想と思われる。 、、、民事責任を軽罪に対して適用することへの
                                                                                                                                                                                  
一人が、この法案について審議する責務を逃れることは出来ないということは認めて頂きたい。 、、、定義
づけられない責任というものが、如何なる限定もなされない責任と等々に危険であることは認めて頂きたい。」
CD, AP, 2e série, t. XCI, séance du 1re dc. 1834, p.95. 法案全文については、ibid., pp.95-101. 
129 Ibid., p.95. 
130 Ibid., pp.95-96 
131 CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 5 mars 1835, pp.40-45. 
132 修正法案第１章第１条；「王権の行使として為される国王のアクトは、大臣の責任の下においてしか執行
され得ない。王権の行使として為された国王のアクトを執行させる者は誰であれ、当該アクトが大臣による副
署を伴っていないときは、かかる執行に対して個人的に責任を負う。各大臣は自身が副署したアクトに対して
責任を負う。全ての大臣は、彼らが協働した政府の一般的措置に対して集団的に責任を負う。」ibid., p.47. 
133 Ibid., p.41 
134 大臣および公権力に属するその他の官吏の責任についての法案に対する審議録は、以下に搭載されている。
CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 16 mars 1835, pp.215-226, séance du 17 mars 1835, pp.235-254, 
séance du 18 mars 1835, pp.254-278, séance du 19 mars 1835, pp.327-351, séance du 20 mars 1835, 
pp.351-371, séance du 23 mars 1835, pp.413-429, séance du 24 mars 1835, pp.462-480, séance 26 mars 
1835, pp.513-518, séance du 27 mars 1835, pp.584-610 ; CD, AP, 2e série, t. XCIV, séance du 30 mars 1835, 
pp.10-32, séance du 31 mars 1835, pp.51-73, séance du 1re avr. 1835, pp.90-107, séance du 2 avr. 1835, 
pp.180-185. 
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了解など全く存在しないではないか。懈怠が、そして監督の欠如が問題なのだから135。」逆に、別の議員
たちは刑事責任更には政治責任を優先して、民事責任を斥ける方向を指向し、大臣の民事責任に関する
議論に慎重な態度を採る。例えばラマルティーヌ Lamartine は「重罪、私人として為された重罪 crime 
privée、公金横領、大臣或いは大臣の共同謀議者の利益のためにする金銭横領の場合にしか民事責任が
生じないことは明白である。そのほかの全ての軽罪に対しては、道義的責任、批判、権力の失墜、公衆
からの軽蔑、これらのみが適用可能なのである136。」と強調している。数多くの修正案が提出されたもの
の、代議院議員たちは結局、委員会修正案の第６条を第７条として、当初提案された法文のまま採択し
た137。従って、大臣の対国家民事責任原理は議論の埒外に放逐された138。 
 １８３５年４月２日の会議において、代議院は委員会修正案を僅差で採択139、法案は貴族院に送付さ
れ140、貴族院では、委員会が組織された141。同委員会修正案は、そのメンバーの一人であるバルト－挫折
した政府提出法案の報告者であった元法相－によって、１８３６年４月７日に報告された。貴族院委員
会修正案は、大筋において代議院で採択された法案に沿っているが142、代議院採択法案第２条が、政府
の集団的かつ連帯的な責任を規定していること143について問題視した。バルトは、同条について、それ
                                                     
135 CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 18 mars 1835, p.273. 同様に、ベランジェも憤慨している。委員会
によって提案されたシステムは「両院と国家に対して幻想を提示するものに過ぎない、、、何故なら、両院は、
単なる民事責任が問題となっている場合において、刑事裁判という厳粛な方法を用いようと望むことはないか
らである。このことを私は強調したい。」ibid., p.271. 
136 CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 19 mars 1835, pp.329-330. ペルシル法相も次のように主張してい
る。「真正の民事責任を規定しようとするならば、それを適切で公正な限界の中に置くことが必要である。か
かる責任が適切な事案にのみ適用されること、かかる責任を負う者の側で、軽罪と同視できるような重大なフ
ォートが存在する場合にのみ適用されることが必要である。」CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 18 mars 
1835, p.274 ; 「諸君、私は強調したい。委員会の提案するシステムは、真正で実効的な大臣責任を規定した
ものである。」CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 19 mars 1835, p.331 ; ギゾーは、次のように述べている。
「我々が、強固で、安定した、活動的な政府を望むのであれば、政府がその中から力を引き出すべき諸制度の
薄弱さ、一貫性の無さによって、絶えず政府をいらだたせるようなことがあってはならない。」ibid., p.334. 
137 CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 20 mars 1835, p.363. 
138 私人による大臣への附帯私訴 action civile は規定こそされたものの、刑事訴追の必要的前置という条件が
付され、場合によっては貴族院が損害賠償を命じることが出来るように、代議院による事前の許可が必要であ
った。この点については貴族院に対して提示された代議院採択法案第２３条を参照のこと。CP, AP, 2e série, t. 
XCIX, séance du 26 janv. 1836, p.737. 
139 代議員３４６名の内、１８５名が法案の採択を支持し、１６１名が不支持に回った。CD, AP, 2e série, t. 
XCIV, séance du 2 avr. 1835, p.185.採択された法案について、CP, AP, 2e série, t. XCIX, séance du 26 janv. 
1836, pp.735-739.大臣及び公権力に属する官吏の責任に関する法案に関してペルシル法相が貴族院に送付し
た文書については、ibid., pp.734-739. 
140 CP, AP, 2e série, t. C, séance du 23 févr, 1836, p.443. 
141 Ibid. 
142 刑事責任に関しては、報告は下院で採択された法案に忠実に倣ったものとなっており、下院による大臣へ
の訴追へと繋がり得る三つの罪質決定、すなわち、叛逆罪、涜職罪、職務上の義務違反を取り上げている。ibid., 
p.542. 報告者は、法案について、それが正当にも、大臣の職務遂行とは関係のない犯罪 infraction について
取り上げていない、何故ならばかかる犯罪は一般法の領域に属するものであるから、と看取している。しかし、
この問題については貴族院に付託される別の法案の審議の中で規律されることが必要不可欠であるとも付け
加えている。ibid., p.532. 民事責任に関しては、そこで用いられている用語法が一般的に過ぎるものであるこ
とを強調して、委員会は下院採択法案第７条を批判している。ibid., p.534. とはいえ、委員会は同様の結論に
落ち着いている。つまり、国家に対する大臣の民事責任なるものは不当であるし無意味である、と。ibid., p.535. 
報告が議論しているのは、ただ、高等院が大臣に対して、国家あるいは附帯私訴当事者に対する損害賠償を、
刑事訴訟の枠内で命じることが出来るか、という問題のみである。貴族院委員会による修正法案第３２条第４
項、ibid., p.544. 
143 代議院採択法案第２条；「各大臣は自身が副署したアクトに対して責任を負う。全ての大臣は、彼らの協
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が大臣の刑事責任の追及に繋がることの危険性を強調したのである144。つまり、かかる条項は刑事責任
を規定してはおらず、「道義的かつ政治的な責任」を規定しているのであり、「如何なる定義づけも免れ
ている145。」と。つまり、彼は、代議院採択法案第２条において、政治責任と刑事責任の混和を見出し、
批判しているのである。そして、「この責任の本質は、、、その最高の裁判官 juge suprême を両院の内に
見出すところにある。すなわち、潔白であるのにもかかわらず危険な大臣、つまり、誠実ではあるが無
能な大臣に対して見解の相違を明示する権力を常に自身に留保している議会に、である。如何に一般的
で、不定形で、法律によって組織される見込みが無いとしても、この責任は現実においては、最も実効
性に富む。正にこの責任によって、大臣は事あるごとに警告を受け、国家は大臣の過誤から安全を保障
される。何故なら、大臣が処罰を受けるということが国家にとっての重大事であるというのは稀なこと
だが、しかし、政治責任によって、不純な者の手から、あるいは不純でこそないものの未熟な者の手か
ら、国家指導が取り上げられるということは、国家にとって常に重大事だからである146。」バルトによる
この報告から、当代の政治的思惟における政治責任原理の認知と、かかる原理の事実領域への放逐とい
う、支配的思潮が二つながら読み取られるであろう。 
 委員会による修正法案の審議の際147、代議院の採択した法案第２条の削除如何が議論され、このとき
法的－刑事的責任と、道義的－政治的責任の区別が焦点となった。デュカーズ議員は「訴追の対象とな
る訳でなくても、大臣が責任を科され得ること、刑事法が処罰の対象として規定している事柄について
のみならず、国民の利益を危うくした全ての行為について、大臣は国民に対して応答しなくてはならな
いこと、これらの事柄が憲章によって規定されるのは重要なことである148。」と主張したが、政治責任原
理を制定法に編入せよとの主張は少数派に留まった。貴族院の多数派は、法案は刑事責任を規律対象と
するに留めるべきと主張する149。モレ伯 le comte Molé の「大臣責任には二種類存在する。一つは道義
                                                                                                                                                                                  
働した政府の一般的措置に対して集団的に責任を負う。」CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 18 mars 1835, 
p.254. 
144 「刑事案件に関して語ることが副署されたアクトの責任について言明することとは異なる以上、これでは
不完全である。国家に対する罪は副署を回避する者によっても犯され得る。政府の一般的措置への協働と言う
表現は、それが連帯的責任を問題としている以上、刑事案件について語る際に必要な精確な表現であるとは到
底言えない。」CP, AP, 2e série, t. CI, séance du 7 avr. 1836, p.533. 
145 Ibid., p.532. 
146 CD, AP, 2e série, t. CI, séance du 7 avr. 1836, p.532. 
147 CD, AP, 2e série, t. CI, séance du 12 avr. 1836, pp.630-644, séance du 13 avr. 1836, pp.700-714 ; CP, AP, 
2e série, t. CII, séance du 14 avr. 1836, pp.9-27, séance du 15 avr. 1836, pp.63-82, séance du 16 avr. 1836, 
pp.142-160, séance du 18 avr. 1836, pp.181-198, séance du 19 avr. 1836, pp.257-276, séance du 20 avr. 
1836, pp.315-319. 
148 CP, AP, 2e série, t. CI, séance du 12 avr. 1836, p.642. 
149 「今日、真正の責任である大臣の政治責任は、受容されており、有力である。最早大臣は公の討議の場に
呼び出されて釈明を求められるだけである。両院多数派の影響力は支障なく行使されている。」とガスパラン
伯は強調している。ibid., p.630. 報告者バルトは述べている。「責任の性質には二種類存在する。一つは定
義づけられず、無制限のもの。これが政治責任であり、大臣が従っているところのシステムから、大臣の善き、
或いは悪しき行政から生じる。この責任によって大臣から議院権力の信任が取り去られることもあるし、付与
されることもある。 、、、議論の対象となっていた責任は、これである。しかし、この責任は定義づけられ
ないので、我々の検討している法律も関与できない。」ibid., p.633. ポルタリス伯 le comte Portalis も述べて
いる。「大臣が責任を負う行為あるいは事実を訴追する代議院の権限に関して組織する必要がある。何故なら、
法的責任がある種の純粋な擬制であり続ける限り、この責任は別の責任によって取って代わられてしまうから
である。別の責任、それは公の平穏にとってさして危険ではなく、ともすればより実効的なものかもしれない
が、国王による信任の喪失、両院多数派による協働の喪失に本質を置くものであり、大臣が付託されている権
限の喪失、名誉ある職務の喪失に本質を置くものである。」ibid., p.643. シルヴェストル・ド・サシー男爵 le 
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的あるいは政治的なもの、いま一つは法的なものである。そして、この後者の責任のみが、我々が関心
の対象とすべきものである。道義的責任は権力の喪失によって解決される。法的責任は訴追によってか
かる法律の対象となる150。」との演説は、多数派の思潮を代表している。貴族院多数派は政治的－道義的
責任は現実の政治動態において既に機能しているのだから制定法上規定して確認する必要はなく、逆に、
より例外的な刑事責任はその条件を規定するための立法を必要とする、と主張する151。刑事責任の追及
は「稀で、例外的なもの152」であるべきとされている。最終的に貴族院は、法案第２条を修正する旨採
択した153 
 貴族院は委員会修正案を採択し、下院へ回付した154。委員会修正案について貴族院が審議していたの
は１８３６年４月であったが、修正法案が法相ペルシルによって代議院議員たちに対して提示された時、
１８３７年１月になっていた155。回付されてきた修正案は改めて委員会に付託された。１８３７年４月
２７日の会議において、委員会報告が代議員たちに対して、報告者ジョリベ Jollibetによって為された。
委員会は貴族院から回付されてきた法案に好意的であったが、しかし、高等院における私訴原告人とな
ることの申し立て constitution de partie civil devant la Cour des pairs に関する修正が提起され
た156。しかし、その後審議は停滞し、１８３７年１０月３日には代議院が解散される。法案は遂に中絶
した。その後、国王特権の支持者たちと議会特権の支持者たちとの間での抗争が苛烈になっていくにつ
れ、大臣責任の法制化はデッドロック状態を呈する。 
 
 第３款 大臣責任法制の障害物としての国王特権と議会特権の抗争情況 
 
 愈々体制が安定化すれば、王権と議会特権は妥協と協働の実益を見出し難くする。１８３９年に至っ
て、両者の抗争は公然化する。議会特権を主張する「コアリション coalition157」は、第二次モレ内閣を
                                                                                                                                                                                  
baron Silvestre de Sacy は次のように見ている。「したがって、、、この法律を責任の定義から始めるという
のであれば、責任が二種類のものに分かれるという点を説明する必要がある。一つは訴追という形で立ち現わ
れる。いま一つは道義的、政治的な責任であり、旧内閣から新内閣への代変わりという結果しか生じさせない。
しかし、この法律において責任のこの二つの類型の違いを確立することが出来ない以上、そして、この法律が
訴追を生じさせる責任についてしか規律の目的としていない以上、大臣が政府の全てのアクトに対して責任を
負う状態をどのように確立できるというのか？」CP, AP, 2e série, t. CI, séance du 13 avr. 1836, p.641. 
150 CP, AP, 2e série, t. CI, séance du 12 avr. 1836, p.641. 
151 CP, AP, 2e série, t. CI, séance du 12 avr. 1836, p.630. 
152 Ibid. 
153 委員会修正案第２条；「各大臣は自身が副署したアクトに対して責任を負う。－全ての大臣は自身が協働
した政府の措置に対して責任を負う。」CP, AP, 2e série, t. CI, séance du 13 avr. 1836, p.700. この条項は賛
成多数で可決された。ibid., p.701. 
154 貴族院で可決された法案については以下を参照のこと。CP, AP, 2e série, t. CII, séance du 20 avr. 1836, 
pp.320-322 ; CD, AP, 2e série, t. CVI, séance du 6 janv. 1837, pp.253-258. 
155 Ibid. 
156 CD, AP, 2e série, t. CX, séance du 27 avr. 1837, p.290. 報告に関しては、CD, AP, 2e série, t. CX, 3e ann, 
à la séance 27 avr. 1837, pp.311-318. 
157 「コアリションとは、第二次モレ内閣（１８３７年４月１５日～１８３９年２月２日）に対する反対派の
雑多な寄せ集めのことを指す。彼らが結集したのは１８３９年の会期の冒頭においてであった。コアリション
を構成していた主たるメンバーは、例えばギゾー、ティエール、ベリエール Berryer、オディロン・バロ、デ
ュヴェルジエ・ド・オーランヌといった面々である。」P. Rosanvallon, op. cit., p.155, note 1 ;「モレ伯の内
閣に対する反対派の様々な思惑の間でコアリションが形成されたということが、１８３９年の会期における、
大きな、そして唯一の、出来事と呼べる事柄であった。議会での討議を満たしていた問題は二つであった。内
政においては、その当時議会制 parlementaire という名を取っていた立憲政体の本質と条件について、、、」
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王権の走狗として糾弾した。１８３９年以降の七月王政は王権と議会特権のシーソー・ゲームである。
コアリションは「国王は君臨すれども統治せず158」を合言葉とし、国王特権の支持者たちは、国王は、
自身が自由に指名する大臣たちの助けを借りて統治していくべきだと主張した。 
七月王政下、コアリションは、ティエールの議会制論を理論的支柱として、議会特権を高唱した。両
院の信任を受け、内閣は執行権を保持し、君主と両院の監督の下で統治を行うというティエールの議会
制論が七月王政初頭において公にされている159。「議院の力によって一度指名された内閣は、執行権の掌
中に権力を集中させるために、国王特権を回収する。すなわち、政府は講和を為し、戦を為す。政府は
徴収し、支払う、、、一言でいえば、政府は統治する。政府は両院からの信任を受けている手前（という
のも両院からの信任が無ければ政府は存在しない）、両院の同意した事柄しか行えない。しかし、両院が
その様々な構成員の視線の下で政府を監視し、批判し、裁くなかで、政府は一体性を以て事に当たる。」
「ティエールが望んでいたのは、国王が両院の多数派を押さえている内閣の長に政治の指揮を委ね、そ
うすることによって彼自身は個別的意見の表明の場である議会の政争には決して身を乗り出さず、危機
が生じた場合は調停役を演じる、ということなのであった160。」 
コアリションにはギゾー、デュヴェルジエ・ド・オーランヌ、オディロン・バロと云った錚々たる面々
も見られた。彼ら「政論家」－publiciste－がそれぞれ処を得て、１８３９年以降の七月王政の議会審
議は「内閣の構成は、民選の議院の多数派を反映すべし」という思潮の中推移する。とは言え、神聖不
可侵の国王が統治機構において存在する以上、二元的議院内閣制－体制に名にし負う「オルレアン的」
な議会制－は事物の必然的帰結として捉えられた。オディロン・バロ曰く「悪の根源は、内閣が代表制
統治の第一の条件の外で構成されることにある。これは如何なるか。賢明にも政府に対して警告を発す
る多数派の内に権力を置かず、その代わりに、諸君は、議会におけるこの明々白々な敗北を被った人々
の掌中に権力を置くということである161。」ド・サド de Sade議員も「議院内閣 ministère parlementaire」
という言葉を遣って、「、、、我々にとって、内閣は、その背後に議会多数派が控えて居なければ、何物で
もない、、、したがって、今日われわれは、共通の目的を有する。すなわち、かような議会特権を以て議
院内閣 ministère parlementaire の、、、組織化を、我々の諸制度によって全く必要欠くべからざるもの
として要求してゆくという目的を162。」と強調している。代議院において、ギゾーもまた同様に、真正の
「議院内閣」を導入する必要性を力説した。「私が今ここで諸君らに対して、議院内閣を強化するよう、
補うよう、そして受容するよう求めているのは、それが国王にとって利益となるからであり、国王の不
                                                                                                                                                                                  
F. Guizot, Histoire parlementaire de France : recueil complet des discours prononcés dans les chambres 
de 1819 à 1848, Michel Lévy frères, 1863-1864, p.183. 
158 ティエールによるこの著名な言い回しは１８３０年における、雑誌「ル・ナショナル」上に発表された諸
論稿において見出される。これらの諸論稿はRevue française d’histoire des idées politiques, 1re sem. 1997, no 
5, pp.127-187 において収録されている。 
159 「これらのティエールによる諸論稿を読むにつけ、彼はイギリスにおける体制が経験したことからインス
ピレーションを受け、筆を尽くして、一元的議院内閣制に比せらる体制を擁護していたということを確認せず
にはいられない。にもかかわらず、幾つかの技術的な方法論になると、彼は幾らか不明確な点があった。つま
り、政治責任の追及の仕方、あるいは一体的で合議制の内閣の果たすべき役割といった技術の態様に関する問
題である、、、」A. Laquièze, Adolphe Thiers, théoricien du régime parlementaire. Ses ariticles dans Le 
National en 1830, Revue française d’histoire des idées politiques, no 5, 1re sem. 1997, no 5, p.77 ; J. Robert, 
Les idées constitutionnelles de M. Thiers, RDP, 1994, pp.1599-1619. 
160 P. Rosanvallon, op. cit., p.157. 
161 CD, AP, 2e série, t. CXXIII, séance du 8 janv. 1839, p.128. 
162 CD, AP, 2e série, t. CXXIII, séance du 19 janv. 1839, p.461. 
178 
 
可侵性を利するからであり、それが国王の名誉に資するからである。私はただその限りにおいて、その
ような目的から帰結する限りにおいて、要求している。現政府が十分に議院内閣たりえていないと諸君
らが不平不満をこぼすのは国王の利益となる163。」 
 斯様にして、七月王政下の政治的言説は、「議院内閣」という新たな用語法をも用いるコアリションに
よって、復古王政下にも弥増して進歩させられた。コアリションの言説は「議院内閣」という言葉を遣
いつつ、内閣の政治責任について幾度となく喚起する。しかし、その言説は、議院多数派との合意が失
われた時点で、政府は自ら身を退くべき、と言うところで詰まる164。彼らはその様な「道義」、換言すれ
ば予定調和を語るに留まり、責任を語るものの、国務評定官に対する直接の罷免権、「議院内閣」の政治
責任に対する制度的田圃まで要求するには至らなかった。飽くまでも政治的次元における大臣責任は道
、
義的
、、
moraleなものに過ぎなかった。それ故、議会による内閣の政治責任の追及手段については敷衍され
ない。デュフォールが代議院において「国王の不可侵性が大臣責任によって常に裏書されることが、代
議制統治の一原則ではないか？また、かかる大臣責任は、それが法的責任であり、法的帰結を導き出す
ものであるとしたら、全面的なものとは言えず、十分なものとは言えない。そこには更に道義的責任が
必要なのであり、そして、まさに道義的に、あらゆる法律の外で、国王の官吏は全てを引き受けなくて
はならない165。」と述べているように、コアリションの内閣責任論は「道義的」な責任観と言うタテマエ
に基づいている。政治責任は「道義的」領域に留まり、刑事責任のみが法的領域に編入される。前者は
法で規定できない責任概念であり、後者は法で規定できる責任概念とされる。 
次いで、以下では１８３９年以降の政治的文脈の中でコアリションと激しい鍔迫り合いを繰り広げた
国王特権の支持者たちの言説について見てゆこう。アンリ・フォンフレード Henri Fonfrèdeは、コアリ
ションの議会制論・大臣責任論を精力的に攻撃し、１８３８年の著書『国王による統治および議会特権
に対する憲法上の限界について Du Gouvernement du Roi, et des limites constitutionnelles de la 
prérogative parlementaire166』において、彼はコアリションの政論家たちをして「代表制の理論家
théoriciens représentatifs167」と呼び、彼らによる議会特権の主張を批判した168。フォンフレード理論
                                                     
163 そしてギゾーは続けている。「問題となっている大臣が誰か、という、その名前について是非を討議する
のが問題なのではない。議会において２人、３人、４人、５人、あるいは多かれ少なかれ何人かの大臣が議会
においてその出処進退を左右されるか否かを論じることが問題なのではない。問題は、議院の影響力がかくあ
るべきものとして、政府の中にまで貫徹しているか否か、ということである。両院、とりわけ代議院が、政府
の中において、その地歩を有し、その影響力を有し、その影響力を恒久的に、日常的に、諸事の実際において
何時でも、貫徹させているか否か、これが問題である。重大な局面、国家の重要時における決定的な影響力。
ここにこそ代表制統治が存在する！ここにこそ多数派による統治が存在する！」CD, AP, 2e série, t. CXXIII, 
séance du 19 janv. 1839, pp. 473-474. 
164 例えば、P. Duvergier de Hauranne, Des principes du gouvernement représentatif et de leur application, 
Just Tessier, 1838, p. XXXI. デュヴェルジエ・ド・オーランヌは代議院において次のようにも語っている。
「、、、代表制統治の第一の条件とは何か、それはご存知の通り、内閣が両院を出自とすること、内閣が両院
を代表し、両院を人格化することである。内閣を媒介として、公の事柄に対して間接的ではあるものの実効的
な活動を為し、統治における決定的な役割を担うのが、議院多数派である。この様な条件が失われたとしても、
外見上代表制統治に似たものが存在はするだろう。しかし、それは代表制統治の名を騙る偽物である。最早、
その命は果てており、精気は尽き果て、避け難い腐敗が示す、悲劇的な様相を呈するだけのものでしかない。」
CD, AP, 2e série, t. CXXIII, séance du 8 janv. 1839, p.115. 
165 Ibid., p.464. 
166 H.Fonfrède, Du gouvernement du Roi, at des limites constitutionnelles de la prérogative 
parlementaire, in Oeuvres de Henri Fonfrède, recueillies et mises en ordres par Ch.-A. Campan, 
Chaumes-Gayet, 1844, t. 6. 
167 「、、、代表制の理論家たちは、国王は統治するべきではないと断言する。国王は君臨するのみであるべ
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の眼目は代表制統治の進展に抗う形で立憲的統治－権力均衡－を主張する処に在る。「法律発案によって
第一声が付与され、法案審議と採択によって第二声が付与される。最後の声は協働の拒否とそれによっ
てもたらされる優位性によって付与される。国王に対して統治のシステムを認めさせた上に、選んだ大
臣を押し付ける。大臣は絶え間ない依存の中につなぎ留められている。この依存は重度のものであり、
大臣たちの責任は最早その目的を持たず、殆ど何の意味もなくなる。何故なら、彼ら大臣は受動的な受
任者、何時でも議院によって罷免され得る受任者に過ぎないからである。これでもなお代議院に欠けた
るものとは何か、代議院が絶対的な仕方で支配していないような統治の部分とは何か169。」同時代の君権
保全主義の政論家も、憲章の規定から王権の指導的地位を弁じ、民選議院の伸長が権力均衡を破壊する
と懸念した。アルフォンス・ペパン Alphonse Pépinも「、、、代表における一体性、これは本質的に主権
者の一身において要約されている。代表における一体性の利益という観点からすれば、指導の主導性、
あるいは諸事の一般的進行に対する影響力と言ってもよいが、これは他の政治的諸機関による正統な統
制と監視の下で、国王に帰属しなければならない170。」と論じている。 
 君権保全主義の政論家たちは首相－「閣僚評議会議長」－職を低く位置付けている。１８１４年憲章
と同様に１８３０年憲章においてもこの職務には如何なる言及も無い事を捉えて、彼らは、この職務を
単なる国王の「代理人 délégué」に過ぎず、その設置も任意のものと見ていた171。従って大臣の選定罷免
                                                                                                                                                                                  
き、と断言するのだ。つまり、国王は、大臣が民選議院の命令に従って統治しているのを眺めて居ればよい、
と断言するのである。彼らからすれば、議院が統治するべきだという訳である。統治の作用を執行する多数派
が形成されるのは議院の中においてのこと、という訳である。この多数派の中から、議院が考える統治のシス
テムを運営していくのに最も有能であると議院が考える人物を選び出すのも議院である訳である。ここで議院
によって選び出された人物は、国王に対して、大臣として議院によって推挙される。国王はこのシステムと人
物とを受け入れなくてはならない、と。もしも国王がこれら大臣に推挙された人物たちを斥けるようなことが
あれば、どうなるか。国王はこれらの人々による代表制統治に対する反逆の中に自身を置くことになるのだ、
と。こうなれば議院の方も国王に対して協働を拒否する権利がある、と。つまり、国王が彼の役割を果たせな
くなるように、議院は自身の役割を放棄するのだ、と。答えるのも虚しいことかもしれないが、これら代表制
の理論家なる公法学者の面々に対してお答えすることとしよう。憲章は彼らが思いついたような御大層な事柄
については何一つ語ってはいない。はっきりと言って、憲章が語っていることは、彼らが語っていることの正
反対の事柄である。」Ibid., pp.41-42. 
168 「国王と民選議院との間で意思の不合致が生じた場合、民選議院が、国王が自身の意思に対して膝を屈す
るまでの間、自身の国王に対する協働を拒むことによって国王に対して自身の意思を押し付けることがあった
としたら、これは民選議院の憲法上の権利であると言えるであろうか？これに関しては、私は否定的に考えて
いる。民選議院にはこの様な強制力を伴う優越的地位を持つべきではない。理由は三つあるが、これら三つの
理由の内のどれか一つだけを以てしても、私のこのような主張を支えるに十分なものだ。一つ目の理由。憲章
は明示的に、議院に対して、自身の意思を国王に対して押し付けることを禁止している。これと並んで、国王
が自身の意思を議院に対して押し付けることも、憲章が明示的に禁止するところである。二つ目の理由。統治
という事柄に関しては、民選議院は、自発的で、持続力を持ち、均質的な、一目見て正にこれらの性質を持っ
ていることが分かる様な多数派なるものを持ってはいない。従って、民選議院は統治を為すことが出来ない。
三つ目の理由。議院内においては均質的で持続力の在る多数派を組織することが不可能であるにもかかわらず、
しかも、憲章が明らかに規定している事柄にも反して、議院が自ら優越性を持つことを宣言し、そうして、統
治における指導を専権的に掌握することがあったとしたら、憲法 Constitution は破壊される。国家は掻き乱
され、破滅させられる。」ibid., p.44-45. 
169「次のことを直視しなくてはならない。つまり、今述べたような公準に従えば、国家の内において、民選議
院のほかには統治権は存在しなくなる。他の二つの政治機構 corps politiques は、民選議院が激発的に行動し
ないように、民選議院の跳躍を少しく鎮めるために、調整者として、統制者として、急場しのぎの衝立として
存在するのみである。」ibid., pp.58-59. 
170 A. Pépin, De la prérogative royale, Imprimerie de Guiraudet et Ch. Jouaust, 1838, p.59. 
171 フォンフレードは、「したがって、ある程度においては国王を以て真正の総理、普遍の閣僚評議会議長と
して扱うべきであろう。内閣の組織の調整のために内閣総理を指名することによって、国王と内閣総理と間に
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権は、君主ただ一人が掌理する172。この特権の下院への転移は、諸権力の混同を意味するものとして、
激しく論難される。「国王から大臣の選択権を剥ぎ取り、大臣を辞めさせ、民選議院の代理人を以て代わ
りとして充てることは、この議院を利する形で執行権を侵食する確実な方法である。丁度、既に立法権
全体がこの議院の利益になるような形で侵食されてしまっているのと同じ恰好で、このようにして執行
権は確実に、民選議院による浸食を被ることとなるであろう173。」「代表制的君主制においては、国王は
君臨すれども統治せず。これは大変評判な言い回しである。しかし、これはナンセンスであり、子供じ
みた言葉遊び、あるいはマヤカシであり、こんなものと付き合っていると、代表制的君主制という我々
の統治の枠組みを破壊することに奉仕することとなる174。」大臣の政治責任の実効的追及権能を下院に付
与することは、彼らにとっては体制の枠組の破壊と等価である。 
 コアリションと君権保全主義者の対立が深まる中、１８３９年１月１９日、代議院によるモレ内閣不
信任の奉答が議決された175。１８３９年２月２日のオルドナンスで、国王は下院の解散を決意した176。選
挙での敗北の後、１８３９年３月８日、モレ伯は辞意を表明した。「コアリションに対するパージはもん
どりうち、パージする者の方を向いてきた。憲法上の疑義が問題となる時期はこれ以降は已むこととな
り、７月王政は大凡１０年間の眠りに就くこととなるのである177。」コアリションと君権保全主義者の抗
争が１８３９年１月に最高潮を迎えた後、１８４０年以降、体制瓦解に至るまで、事実上の閣僚評議会
議長の座にギゾーが留まる安定期－停滞期178が訪れる179。 
尤も、この「安定」はコアリションと君権保全主義者の和解によるものではなく、ギゾーの政治手腕
の老練さによって齎された。確かにギゾーは、コアリションによる多数派を両院の中に構築し、維持し
たが180、内閣の構成に関しては対立する両派閥の均衡に気を配ったと、彼は回想している。「我々は、政
府と両院が同じ軌道の上を歩むよう非常に気を遣ったし、政府と両院の間で厳密且つ恒常的な合意が形
成されるよう非常に気を遣ったものだった181。」安定への気配りと引き換えに、議院内閣制における本質
的要件としての内閣の同質性は犠牲とされた。また、ギゾー内閣の安定性は、君主との個人的関係性の
                                                                                                                                                                                  
習慣的な階層性が出来てくるのは疑う余地もない。しかし、この内閣総理は国王の代理人でしかない。国王自
身が姿を見せれば、忽ち顔色を失うのだ。」H. Fonfrède, op. cit., pp.107-108. 
172 「フランスの如き大国 une grande nation comme France は一体で、堅固で、揺るぎない、一個の嚮導が
その統治において存することを必要とする。三つの嚮導が同時に、矛盾し、変幻し、反目しあうようなことで
はなく。この様な理由から、政府には一人の長が必要である。すなわち国王である。」Ibid., pp.39-40.  
173 Ibid., pp.569-60. 
174 A. Pépin, op. cit., pp.59-60. 
175 ４２９名の代議員中、２２１名が賛成、２０８名が反対であった。CD, AP, 2e série, t. CXXIII, séance du 
19 janv. 1839, p.483. 
176 AP, 2e série, t. CXXIII, p.719. 
177 P. Rosanvallon, op. cit., p.161. 
178 デランドルは、１８４０年１０月２９日から１８４７年９月１９日までの期間を退嬰主 immmobilisme と
性格づける。M. Deslandres, op. cit., t. II, p.190. 
179 「１８４０年１０月２９日以降、外務省の長であったギゾーはスールト内閣の全くの中心的人物となった。
この内閣においては、ギゾーが大部分の大臣を指名していたのである、、、。 、、、野党からも与党からも、
あるいは国外からも、ギゾーこそが第一の大臣 le principal ministre であると認められていた。ギゾーが正式
に内閣総理に指名された１８４７年９月１９日の内閣改造は純粋に個人的・名目的なものであった。」B. Yvert, 
Premier ministres et présidents du Conseil. Histoire et dictionnaire raisonné des chefs du gouvernement 
en France ( 1815-2007 ), Editions Perrin, 2007, p.163. 
180 この点に関しては、F. Guizot, Mémoires pour servir à l’histoire de mon temps, op. cit., 1867, t. VIII, 
pp.27-30. 
181 Ibid., p.28. 
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良好さに負うところも大であった。アラン・ラキエーズは、「ギゾーによって担われた内閣の総理は、そ
れまでの様々な実例と比べてみると、間違いなく際立って特徴的であった。それまでとは違って、ギゾ
ーによる内閣の総理は王権と反目しながら為されることがなく、逆に、国王との緊密な協働が展開した
のであった182。」と指摘している。七月王政後期ギゾーの政治的思惟は、「玉座は、誰もそこに腰かけら
れないように鍵の置かれた肘掛け椅子なのではない183。」と云う君権保全主義を基調に置いたものであっ
た。転向後のギゾーが大臣が国王に対しても議院多数派に対しても責任を負わなくてはならない「オル
レアン型議院内閣制 parlementarisme orléaniste」を擁護したのは道理であろう。ギゾーは強調する。
「国王の特権は幾らか制限されたものであろうし、大臣の責任は幾らか完全なものであろうから、彼ら
は常に国王個人と議論しつつ、自身の考えと自身の結論を国王に受け入れてもらう。多数派を押さえる
ために彼ら大臣が議院に対して働きかける仕方と全く同じであろう184。」ティエールの「君臨すれども統
治せず」の君権観を根底に置く大臣責任論は、七月王政の政治動態の中において、結局衰微したのであ
る。君権優位の協調体制にあっては、内閣の連帯性・均質性が存在せず、従って、政治的決定における
主体性と平仄を合わせた責任の観念が実効的に現象することは無い。 
 
 
 
第３章 七月王政下での大臣責任の動態的諸相－その発現不能性－ 
 
 七月王政下、大臣の政治責任原理は制定法上何等の地位も得なかった。しかし、当代の政治人士はこ
の種の責任概念に明らかに自覚的であり、議会審議などの場では、「政治責任」は－「道義的責任」と互
換的に－最早珍しい述語ではなくなっていた。そこで、制定法編入という一線を越えることこそ出来な
かったものの、しかし、現実の政治動態の中に、政治責任が現象する客観的条件が生成していたか否か
を問う必要が出てくる。 
しかし、この問いに対する回答は否定的なものであらざるを得ない。バスティドは、ルイ＝フィリッ
プの子息であるジョワンヴィル公 Prince de Joinville の「最早、大臣などは存在しない。彼ら大臣の
責任は零であり、彼らの責任は全て国王に起源をもっている。我が国は内政でうまくいっておらず、外
政においてもうだつがあがらない。これは全て国王唯一人のお手柄である。国王が、我が国の立憲制度
を損なったのである185。」との発言を引用している。七月王政下、下院の消極的議決は内閣の辞職へと繋
がり得るものとなり、幾らかの技術突破が記録されたのは事実であるが、権力均衡は依然として国王の
優越性を基本として組み立てられており、大臣の政治責任原理は下院による大臣の罷免権と一対一で対
応するには至らなかった。 
 
     第１款 階層的権力関係―王権の優位 
 
                                                     
182 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., p.275. 
183 F. Guizot, Mémoires pour servir à l’histoire de mon temps, op. cit., 1867, t. VIII, p.84. 
184 Ibid., pp.85-86. 
185 Cité par P. Bastid, Les institutions politiques de la monarchie parlementaire française ( 1814-1848 ), 
op. cit., p.182. 
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 復古王政よりも政治生活は明らかにリベラルになってはいたが、しかし、それでもルイ＝フィリップ
は、出来得る限り優秀で、しかも国王の権威に口出しをしない取り巻きを揃えることに執心であった186。
つまり、自律的政策決定主体としての大臣衆は体制にとって必要とされておらず、国王が不可侵無答責
とされていたことを除いて、政府の連帯的責任が必要とされる前提条件が存在していなかったのである。
当代政治人士にとって、閣僚評議会の構成に関する国王以外の権力主体を認めた場合の諸制度の不均衡
が心配の種であった。君主は、潜在的な政治的対立から超越した調停者として自任しており、それ故、
大臣たちは君主による直接的影響力の下に置かれ、王権に対する真正の自律性をいまだに得ていなかっ
た。君主の決定とは区別される、君主の決定に対して自律的な、内閣による政策は極めて例外的であっ
た。 
それ故、復古王政は King in Parlement を自覚的に拒絶した体制であったが、他方で、七月王政が斯
かる君主像を受容したと言う訳でもない。無論、イギリス逗留の経験を持つ国王を戴き、大革命以来、
隣国の国制の影響の下に展開してきた思想史的文脈の上に構築された体制がイギリス型の君主制に無自
覚であった筈はない。国王と交わした会話についてデュパン Dupin が伝える処によれば、国王自身は君
権の理解について「如何に大臣たちが自分らのやり方を通すことを望もうとも、彼らを導いていくこと
である。さもなくば、彼らに暇を出すことである。そうでもなければ国王の方が譲歩することとなるの
だ187。」と述べたという。１８３０年憲章第１２条188、第１３条189を見るにつけても、同時代人の証言か
らも、大臣との関係における嚮導的君権は七月王政でも維持されている。実際、ルイ＝フィリップは、
出来る限り閣僚評議会議長は指名しないで済むように立ち回っていた190。執行府双頭制は、体制にとっ
て自覚的な忌避の対象であった。 
しかし、ルイ＝フィリップ個人の能力の限界から、閣僚評議会議長のポストを設置は不可避である。
そこで、次善の策として、彼は、執行府内部での抗争を回避するべく、個人的信任の篤い側近を就けた191。
このようにして作られた「内閣」は、「飾り物の、私的な総理192」による寄り合い所帯としての性格しか
持たない。「国王こそが唯一真正の内閣総理であった。討議に付される問題は国王が提起し、論じ、そし
てしばしば解決したのであった。閣僚評議会の招集は国王の命令により国王の名の下に為された。国王
                                                     
186 Ibid., p.181. 
187 A. M. J.-J. Dupin, Mémoires de M. Dupin, Henri Plon, 1855-1861, t. III, p.311. 
188 １８３０年憲章第１２条末文；「執行権は国王にのみ属する。」 
189 １８３０年憲章第１３条；「国王は最高の国家元首であり、陸軍および海軍を指揮し、宣戦を布告し、講
和条約、同盟条約、通商条約を締結し、すべての行政官職を任命し、法律の執行に必要な命令とオルドナンス
を定める。ただし、法律そのものを失効させることも法律の執行を免除させることもできない。外国の軍隊は、
法律によらなければ国家の任務に就くことはできない。」訳文は辻村・糠塚前掲書２３２頁に拠った。 
190 ルイ＝フィリップの治世においては、二つの内閣が閣僚評議会議長を欠いていた。すなわち、１８３０年
８月１１日からの内閣と、１８３９年３月３１日からの臨時内閣である。この点については、以下を参照。
M. Deslandres, op. cit., t. II, p.241 ;A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France 
( 1814-1848 ), op. cit., p.257. 
191 「この制度の公式な性格とその断続性は、ただ単に君臨するのみならず、自ら統治したいと望む国王の狙
いと、内閣総理の存在が衝突したという事実を原因とするものである。実際、この様な事情から、国王は直ち
に大臣たちの長となり、彼らの活動の嚮導者となったのである。国王と諸大臣の間に置かれた内閣総理は、政
府の長としての役割において、自らの分において統治を行うということでしか、国王にとって代わることは出
来なかった。」「、、、ルイ１８世も、シャルル１０世も、ルイ＝フィリップも、何れの国王も決して、内閣
総理を自発的に受けいけれることなどしなかった。彼らは皆、この内閣総理という制度が自分たちの国王特権
とは相容れないものであると考えつつ、嫌々ながら受け入れただけである。」R. Bonnard, La Présidence du 
Conseil, RDP, 1935, p.77. 
192 M. Deslandres, op. cit., t. II, p.242. 
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が臨席せずに行われた閣僚評議会は一度もなかった193。」大物軍人が重用されたのも特徴であった。１８
３４年４月のスールト元帥 Maréchal Soultの内閣、１８３４年１１月のモルチエ Mortier内閣がそれで
ある。彼らは朴訥、権威主義的である以外は政治的に無色、無能であったためである194。 
全く非制度的な現象形態に過ぎなかった以上、その政治の実態は殆ど人的要素のみによって規定され
る。それ故、内閣総理の機能は、閣僚評議会議長のパーソナリティによって君主親臨にも議院内閣へも、
幅広い振幅を以て運動する。それ故、中にはカジミール・ペリエやティエールの様に、「党派の長による
政治的な総理 une présidence politique de chef de parti195」を行う閣僚評議会議長も存在した196。但
し、幾らか王権から自律的な内閣政治の実現は、多数派の取り纏めに長けた閣僚評議会議長の個人的力
量に全てを負っていた。何らかの法的制度や、政治生活における客観的・構造的な与件は存在していな
かった197。それ故、王権からの自律性を示す「首相」、その自律性の為に内閣と議会多数派の同質性の必
要性に気付いた「首相」が存在したにせよ、内閣総理の制度化に向けた動きは、萌芽的形態すら見いだ
せなかった。国王以外に閣議の主宰者は居ないとされたからである198。 
学説は、七月王政下における斯様な情況の根本的原因は―イギリスと比較した場合の－「組織政党の
不在」に求められるようである199。組織政党不在の状況は７月王政下の全期間を通じて続き、それが原
因となって、政治的同質性・連帯性を持つ内閣が、制度として確立される政治生活は達成されなかった。
「１８３０年から１８４８年にかけて、フランスは相当程度にイギリスに近接した体制を経験するに至
った」と見るピエール・アヴリルも、しかし、同時期のイギリス憲政が真正の民主的基盤を確立してい
ったのに対してフランス七月王政は対照的に「この様な事情が欠落していたのは明白」と指摘し、「この
体制は世論が要求していた投票権の拡大を全く拒んでいた。それ故、そこには組織されるべき選挙人団
など存在しない。しかのみならず、そこには例えばホイッグ、トーリの如き、将来の政党システムの母
体を形成し得るだけの能力を持った議会内政党さえも存在しなかったのである。」と指摘している200。ギ
                                                     
193 A.M. J.-J. Dupin, op. cit., t. I, p.242. 
194 「スールトはただ単に偉大な軍人であっただけである。政治経験は無かったし、雄弁を持っていた訳でも
なく、彼は両院を前にして内閣を代表することが出来なかった。」P. Bastid, Les institutions politiques de la 
monarchie parlementaire française ( 1814-1848 ),op. cit., p.307.モルチエも「両院において自分の考えを伝え
ることのできない人物であった。心配げな視線を巡らせ、話し出せば口ごもる。」B. Yvert, op. cit., p.141. 
195 Ch.-H. Pouthas, Les ministères de Louis-Philippe, Revue d’histoire moderne et contemporaine, 
janv-mars, 1954,t. I., p.110. 
196 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., p.269. ;「ペリエの
登場は、ただ単に王権に対する抵抗が登場したということのみを意味したわけではなく、内閣総理の実践にお
ける決定的な断絶の登場を意味したのである。 、、、ペリエは、内閣総理という事柄に関して、極めて個人
的かつ専断的な構想を、権力の座に就く前から温めていた。彼にしてみれば、新たな君主制 nouvelle monarchie
というものは、体制の議会制的な読み方 lecture parlementaire des institutions を意味しており、このことか
らは当然の帰結として強力な内閣総理が導出されたのである。彼はティエールの著名な公準『国王は君臨すれ
ども統治せず』に自身の署名を入れることが出来たのである。」B. Yvert, op. cit., p.127. 
197 「ここでの多数派とは、対立矛盾する要求に対する詐術と個人的な誘惑を以てティエールが結集したもの
である。危険を回避する技術によって結集されたものであり、議会での駆け引きにおけるティエールの傑出し
た才能とリーダーシップによって結集されたものに過ぎない。というのも、実体のある纏まりをもった党など、
彼は何ら有していなかったからである。」Ch.-H. Pouthas, op. cit., p.122. 
198 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., p.263. 
199 佐藤功『君主制の研究 比較憲法的考察』（日本評論新社、１９５７年）１９７頁。M. Morabito, op. cit., 
pp.222-223. 
200 P. Avril, Essais sur les partis, LGDJ, 1986, p.170. 
184 
 
ゾーもイギリス流の政党が自国に欠如していることを指摘していた201。殆ど全ての内閣が国家元首との
個人的関係性において形成されていた限りにおいて、大臣衆の政治的・連帯的責任性が前景化する筈も
なく、政治的重大事に際して大臣の辞職が生じるなどと言う事例は殆ど見いだされない202。内閣総辞職
も無かった訳ではないが、内閣の連帯性が尊重されていたのだとまでは言い難い。大臣たちの中には新
たな内閣に組み入れられる者もいたからである203。 
 大臣による副署も大臣責任論に関してさしたる重みを有していたとは言えない。憲章自体が副署手続
きについて規定を置いていないことは取り敢えず問題ではない。この手続は一応の様式として慣習化し
てはおり、「大臣責任は、憲章の規定自体において、国王無答責という条件の、必然的な、義務的相関物
le corrélatif obligé である。大臣による副署が為されていないオルドナンスについて国王は有責であ
る、という訳ではないが、この様なオルドナンスは無効 nulle である、という帰結が導かれる204。」つま
り、飽くまでも副署は国王による署名の真正性を確認する手続きとして位置づけられており、そこで大
臣によって負われるところの責任については、刑事的次元のものとしてしか理解されていなかった205。 
以上のような文脈の中で、大臣の政治責任原理は、ひとたびそれが定着すれば王権を損ない、体制の
枠組みを破壊しかねないものとして常に敬遠され続けた。つまり、当代の思潮においては、大臣の政治
責任は君主制と共和制という二つの対立概念の対立軸を構成していたのである。君権擁護のドクトリネ
ール、フォンフレードは言下に述べる。「、、、我々が反駁せんとしているところの共和主義的諸原則を持
ち込むことで憲章が穢されない限り、憲章がそのまま施行させるだけで、王権に対しては統治に十分な
力が保証されるのである。しかし、その力とは、恣意的に統治をしたり、両院の権限を無視したりする
のに十分なほどの力ではない206。」同様の言説は議場でも聞かれた。「我々が一人の国王を戴いているこ
とは承知の通りである。しかし、我々が君主制を有しているのかと問われれば、確信が持てない。この
様な感覚は私以外の人々にも共有されており、とりわけ『国王は君臨すれども統治せず』との名うての
公準が批判や評価の対象となり始めてから、猶更である。この公準に選挙制度改革を加えてもみよ。諸
君が要求されているような選挙制度改革を。王権は吹き飛んでしまうだろう！207」 
王権を、憲章が規定する程度を超えて縮減させることによって、体制が当初設定した均衡状態を揺る
がすということそれ自体が基本的には避けるべき悪である―この様な視座が、君権擁護主義者にもコア
リションにも、共有されていたという点に、留意が必要である208。しかし、だからといって、両院によ
                                                     
201 「１８３２年の時点において、我々の間にはその種の党は何一つ見出されなかった。我々の歴史における
如何なる伝統も、我々の社会の如何なる仕組みも、我々にそのような政党を与えるようなものではなかった」
F. Guizot, Mémoires pour servir à l’histoire de mon temps, op. cit., t. III, p.194. 
202 P. Bastid, Les institutions politiques de la monarchie parlementaire française ( 1814-1848 ),op. cit., 
p.339.  
203 １８４７年に、スールト＝ギゾー内閣において、幾人かの大臣が両院での少数派になった際に行われた内
閣改造の事例、P. Bastid, Les institutions politiques de la monarchie parlementaire française 
( 1814-1848 ),op. cit., p.339 ; A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), 
op. cit., p.378. 
204 F. Berriat Saint-Prix, op. cit., p.95. 
205 F. Berriat Saint-Prix, op. cit., pp.95-98.  
206 H. Fonfrède, op. cit., p.159. 
207 CD, AP, 2e série, t. CXXIII, séance du 10 janv. 1839, p.167. 
208 デュヴェルジエ・ド・オーランヌは次のように説いている。「三つの権力主体の同盟 l’union des trois 
pouvoir が、かかる三つの権力主体が体現する統治 gouvernement において実現されること。そして、これら
三権力の活発な協働。これが代表制統治の常態である。それ故、これらの権力主体の何れか一つが統治
gouvernement を決するというのは代表制統治の常態であるとは到底言えない、三つ全ての権力主体の協働で
185 
 
る大臣不信任決議―罷免要求と国王意思の対立が止揚された訳ではない。大臣責任の追及権、大臣の出
処進退に関する決定権を巡る権限争議は、体制における権力均衡に関して、最もクリティカルな局面を
構成する。この点に関して、フォンフレードは「、、、国王が民選議院に法案を提出し、民選議院がこれ
を否決した場合、国王には民選議院に対して自らの法案を受け入れるよう強制する権限は無いし、国王
は自身の大臣たちに斥けられた法案を執行させることも出来ない。これと同じく、議院が自身の法律発
案権を以て、国王に対して重要な措置－例えば年金の切り替えや、その他のより重大な措置など－を提
案した場合、国王がかかる提案を斥けたならば、議院には国王に対して提案を受け入れ、執行するよう
強制する権限は無い。いずれの場合においても、決定的な立憲的決定が存在する il y a décision 
constitutionnelle définitive209。」そして、この「立憲的決定」によれば、権限争議が生じた場合の最
終的優位性は君権に置くとする210211。同じく君権擁護主義者であっても、ペパンの所論はより巧妙である。
彼は三権力主体間での多数決原則 la règle de la majorité を謂う212。両院相携えて国王に反対すれば、
国王は必ず両院の意思に従わなくてはならない、とするのである。しかし、国王はその選好に沿って上
院の顔ぶれを調整できるのであるから、ペパンの所論は一見中立的な外見を採りつつ、国王によって選
ばれた貴族院議員の多数派が国王に反目するという、如何にもありそうにない仮定を前提としなければ、
さして意味のあるものではない213。シャルル１０世張りの露骨な保守性をオブラートに包みつつ、その
趣意は、憲章の枠内において、憲章に従って、君権の純然たる発露を保障する所に在ると言えよう。こ
れらの君権擁護の理論家に対して、デュヴェルジエ・ド・オーランヌは、議会特権の擁護者としての旗
幟を鮮明とする。彼は最終決定権が民選議院に付与されると明言している。民選議院は「通常の状態に
おいては、政治の嚮導と内閣の構成とに間接的ながらも実効的な形で参画する。そして、憲法上の諸権
力主体間の闘争の状態に入ったとき、決定的な影響力が本質的に帰属するのは、私見では、民選議院で
                                                                                                                                                                                  
あってこそ、常態である。そして、三つの権力主体の内の何れが主導権を有するのか、という問いかけは意味
のないものであり、回答も存在しない。不幸なことではあるが、それでもやはり我々は、三つの権力主体の間
に、重大かつ継続的な不合意が存在するというケースを、常に考慮しなくてはならない。この様なケースにお
いて、誰が最終決定権を有するべきなのであろうか？王権だろうか？貴族院か？民選議院は？」P. Duvergier 
de Hauranne, Des principes du gouvernement représentatif et de leur application, op. cit., p.19. ペパンも
次のように自問している。「一つの権力主体が他の二つの権力主体との、多かれ少なかれ激烈な闘争に訴える
日が来たら、一体何が起こるのであろうか？」「他の二権力主体の擬制の上で、一つの権力主体に議会の優位
性なるものを付与するのは重大な憲法のエラーune erreur constitutionnelle grave である。というのも、残る
二つの権力主体も等しく代表たる存在なのであり、さもなくば、立憲政体は存在することを已めるであろう。」
A. Pépin, op. cit., p.17 et p.19. 
209 H. Fonfrède, op. cit., p.47. 
210 「憲章における三権力の憲法上の均衡が、王権に対して、自身に有利に統治のバランスを傾けるのに十分
なだけの影響力を与えていないのが証拠立てられるにしても、憲章における権力均衡がかくあるべきものであ
ったにしても、統治の運動を決定するために、諸権力中の一権力に、義務的な優位性、最終決定権が与えられ
る。私が主張したいのは、かかる一権力主体とは、両院ではなく、わけても民選議院ではなく、立憲君主であ
るということである。」Ibid., p.159.  
211 尤も、フォンフレードが主張する斯かる君権優位性は飽くまでも憲章によって憲章の枠内において与えら
れるものであるから、それは言葉のすぐれて真正な意味において「憲章による君主制」の本質的要素の指摘に
他ならず、復古王政下の君主自由裁量との径庭は深甚たるものであると言えよう。 
212 A. Pépin, op. cit., p.18. 
213 １８３０年憲章第２３条；「フランスの貴族院議員の任命は国王に属する。貴族院議院の数には制限はな
い。その地位、終身で任命されるか世襲とされるかは、国王の意思に従う。」訳文は辻村・糠塚前掲書２３２
頁に拠った。 
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ある214。」と。この様な見解対立は、君権擁護対議会特権擁護という互いに旗幟鮮明な最も非妥協的な見
解対立であり、その意味では七月王政下議会制に対する政治的思惟の両極を象徴的に示していると言え
る。 
 先鋭的な政論家の見解対立に対して、国王と議会の何れかが大臣責任の問題野で決定的優位を採ると
いう感覚は必ずしも当代の思潮において共有されていた訳ではないようである。確かに、議会が大臣・
大臣衆に対して不信任を表明する権限を有するという感覚自体は定着していた。しかし、既に佐藤功が
指摘しているように、憲章自体が焼き直しとしての性格が濃厚であった様に、復古王政期からの人的・
制度的・思惟的連続性の中で、バンジャマン・コンスタンの「君主調整権」の理論に従い、国王の権能
（「内閣の更迭」「下院解散」権、すなわち中立的権力 un pouvoir neutre）に関して、先行体制からの連
続性は特に顕著に顕れていた215。立法権と執行権の争議の際に、自由裁量的主体性を国王に与える傾向
が、少なからず濃厚であったと言わなければならない216。とは言え、立法権と執行権の持続的緊張状態
における dernier mot の所在に関しては一見明白ではない。復古王政下の政治思惟と政治動態は、君権
の優位性を素朴に前提とし、君権への各統治主体の「協働」の理論という牧歌的予定調和を唱える理想
像217218が、国王特権と議会特権の持続的緊張関係の現実の前に脆くも崩壊する形で総決算されたものに他
ならない。内閣が人民からの信任を失ってしまい、それにもかかわらず国王はこれらの大臣たちに暇を
出すことを拒絶する状態に陥った場合、一体如何にして袋小路から脱出するのかと言う問いは、従って、
七月王政の政治階層にとって解決するべき切実な問題であった筈である。何故なら、「国王が、議院の意
思に従うのを拒んで大臣を慰留した場合に、国王と議会とのこの不合意を解消させる法的な手立ては存
在しない219」先行体制が、それ故、革命という尤も破壊的な手立てで問題を解決せざるを得なかったか
らである。しかし、七月王政の政治階層、議会特権の支持者たちでさえ、民選議院に最終決定権を付与
するのを躊躇い、大臣の政治責任と言う概念を正面から受け入れることに躊躇い続けた。調整権者たる
                                                     
214 P. Duvergier de Hauranne, Des Principes du gouvernement représentatif et de leur application, op. cit., 
p.24.  
215 佐藤功・前掲書 １９４～１９８頁。 
216 従って、バンジャマン・コンスタンは「中立権 pouvoir neutre」という一見、無色透明・人畜無害の風体
をした消極的用語法を用いるが（彼自身は「調整権 pouvoirs modérateur」という用語法は採用していない）、
その内実において、かかる権力に相当の積極性を認めない訳にはゆかないのである。特に理論的考察・思想史
的考察を要すると思われるこの点を指摘するものとして、深瀬忠一「バンジャマン・コンスタンの中立権の理
論」『北海道大学法学会論集』（合併１０号、１９６０年）１５６～１５７頁。 
217 ロワイエ＝コラールは議会において「憲章によって再興された君主制は、一つの混合君主制 monarchie 
mixte であり、そこでは幾つかの権力主体が王権と協働している。そこで協働している複数の権力主体の間で
も、事物の力と一体性の要請とから、多かれ少なかれ、一つの権力主体が他の権力主体に及ぼす、公然非公然
の影響力なるものが優位を占めるようになる。我々の政体においては、それは当然、王権である。王権にこそ、
かかる影響力と嚮導作用が属する。」と論述する。CD, AP, 2e série, t. XVI, séance du 24 févr. 1816, p.292. 
218 自由主義者のランジュイネにおいても、君主の優越的・自由裁量権と、大臣の、国王と両院とに対する「責
任」とが牧歌的予定調和の下に結合されている。「ある程度中立的な、如何なる関係においても絶対的で、そ
れ故無答責の、長による仲裁的権力。全ての好ましからざる闘争を予防し、終わらせる権力。偉大な諸権力主
体の間において必要不可欠な調和を維持し、再建する権力。この様な権力が、規律正しい自由 une liberté 
régulière のためには必要なのである。法律を提案し、両院による決議への裁可を拒絶あるいは付与し、貴族
院議員を指名し、新たな貴族を創り出し、両院を招集し、延期し、解散し、大臣を指名し、更迭することで国
王のみが執り行える事柄というのが、かような権力に当たるのである。J.-D. Lanjuinais, Constitutions de la 
nation française, avec un essai de traité historique et politique sur la Charte, et un recueil de pièces 
corrélatives, Librairie contitutionnelle de Baudouin frères, 1819, t. I, p.198. 
219 Gabriel Rémond, Royer-Collard. Son essai d’un système politique, thèse Paris, Sirey, 1933, p.49. 
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国王は、議会意思に屈従して内閣を更迭するか、或いは下院を解散して人民によって紛争を処断させる
か、選択権を持ち続けた220。斯様な文脈の中での「大臣」の地位は低く、その政治的責任原理の担う役
割は大きくはない。「調整権」たる国王は君権保全主義者とコアリションとの間での議会内抗争の調停者
としての積極性を期待され、現実においても、執行権の第一人者として、議会と対抗していた。議会と
国王とが政治的角逐の主役であり、大臣は遥か後景に隠れていた。 
 
 第２款 大臣質問と信任問題による技術突破 
 
 かようにして、七月王政の議会政において支配的な政治的思惟は、依然として大臣の政治責任原理に
否定的であった。とはいえ、議会政における重大な技術突破が生じていた点に触れないのは不公平であ
る。政府に対する質問権 le droit de question au gouvernement とは明確に区別されるものとしての大
臣質問権 le droit d’interpellation の登場と、それに対する政府の武器、信任問題 question de 
confianceの技術の登場である。ここでは、これらの新たな議会制の諸技術に関して、大臣責任―政府責
任の実効化という見地から行論する。但し、何れの新技術も大臣の政治責任とは直接的に連関しなかっ
た事情が確認されるであろう。 
 「大臣質問 les interpellations」と「大臣への質問 question aux ministres」とが明確に区別され
る、第四共和制にまで継続するフランス議会政の伝統が始まったのが、この七月王政期である。大臣質
問は、議員が閣僚評議会議長または大臣に対して政府の一般政策または特定のアクトに対して説明を求
める手続きであり、この手続きは必要的に審議に繋がり、表決によって締め括られるものである点で、
単なる質問権の行使と異なる。そして、かかる表決によって内閣が議院の信任を失っていることが示さ
れれば、内閣の辞職に繋がり得るものである221。大臣質問の手続は１８３０年憲章によって規定された
訳ではなかったが、政治慣行として生成した後、貴族院規則中に規定されるに至った222223。この技術の最
初の用例は、１８３０年１１月５日に、代議院のモーギャン Mauguin 議員が、対外政策に関して政府に
                                                     
220 「したがって、諸大臣と議院の間で生じた紛争の解決は、国王の掌中に在る。国王の巧緻な振る舞いに期
待しなくてはならない。議院において野党の攻撃の的となり続けている大臣がいるとき、野党が国民の意見に
よって支えられているのであれば、国王はかかる大臣を支持すべきではない。国王が大臣を支持したいと望む
のであれば、国王は選挙民に対して公権力主体間の紛争を提示する解散権に訴えることになる。もしも国王が
この様に国民に対して諮ることを望まず、国王が、自身は人民の信任を得ているのだと自負するのであれば、
国王は人民に対して直接責任を負い、自身の王朝の存在それ自体を問題の俎上に挙げるのである。これが１８
３０年に起こったことがらである。」Ibid., pp.80-81. 
221 「斯様に了解され、明確な形で示されている大臣質問は、フランス議会政の産物である。イギリス人たち
は大臣質問 interpellation と質問 question を何ら区別しなかった。否、寧ろ、大臣質問という言葉はイギリ
スにおいても使われていたが、しかし、彼らは庶民院においては、フランス語に言う処の質問 question しか
知らなかったのである。」A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 8e éd., 
avant-propos D. Chagnollaud, Editions Panthéon-Assas, 2001, p.1021. 
222 「大臣質問 interpellation」という言葉自体は使わずに、貴族院は自身の議院規則の中にこの手続きを厳密
に嵌め込んだ。１８３１年３月２９日のアレテは、次のように規定している。「議員は、議事日程外の事項に
関して議院に注意を喚起する必要があると考え、議院規則第３章規定の法案提出に訴えない場合、発言機会を
望む対象事項を指示する要請を議院理事部に付託する。この要請が二人の議員によって支持される場合、議長
は、議員たちに当該要請を行った議員の発言を聴取する時間を設けるべきかいなかを決する議院に諮る。」R. 
Bonnard, Le règlements des assemblées légisaltives de la France depuis 1789, Sirey, 1926, pp.246-247.  
223 大臣質問権が議院運営自律権の一環として、伝統的に議院規則の所管事項とされてきた点に関しては、大
石眞『議院自律権の構造』（成文堂、１９８８年）５４～５９頁。 
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対して行ったものであり224、同議員によって１８３１年１月２７日の会議において再び外相に対して行
われている225。何れの大臣質問も表決にまでは至らなかったが、審議は行われており、単なる質問権の
行使からの技術突破が記録された。実際、二度目の大臣質問に際して、代議院議長は次のように所感を
述べている。「、、、特定した日付の通りに、大臣に対して大臣質問を行う権利は、我々の議会政の慣行の
中に導入されたのである226。」そして、この新技術が明らかにイギリス憲政・議会政に着想したものであ
ることもまた、はっきりと記録されている227。とは言え、この新技術の根拠づけに関しては、不明確で
あった228。これに関してギゾーは「大臣質問権が如何にして我々の間に導入されたのかということを明
記して頂きたい。謂わば、大臣質問権は、法律発案権の一つの帰結として、一つの細分化された要素と
して、そこに存在する229。」として、両院の立法権・法律発案権の一環・或いは補完であるという点に根
拠を求めている。但し、モーギャン議員本人は、大臣質問権を議院の立法権のコロラリーと捉える見方
をはっきりと退けている。「議院においては、二種類の議論が存在する。一つは立法に関するもの、いま
一つは特定の問題に関するものである。立法に関する議論は、法案とその法文について為される。そし
て、そこでは、諸君が表決を行うのである。特定の問題に関する議論は、国民の重大な利益、大臣の行
政と大臣の過誤、権限濫用に関して為される。我々は、この議論に参加する権利を有している。何故か。
我々は大臣を訴追する権限を有しているからである。、、、情報開示は必要欠くべからざるものである。情
報開示が十分なものでなければ、諸君は、国民に対して悪を為した大臣に対して何が為されるべきか、
調査しなくてはならない。さて、大臣質問権が関わるのは、かような、特定の問題に関する議論であり
ます。つまり、大臣質問権は、巷間言われているように、法律発案権の細分化物ではない230。」従って、
その創始者の口伝に従えば、「大臣質問権」は立法権とは全く異なる、云わば「独立権能」としての「執
行権統制」の性格を持つものとされている。そして、この「独立権能」の性格は、弾劾的責任観に忠実
に従って説明され、立法作用とは明確に異なる裁判作用として同定されている。そして、大臣質問権の
法編入が拒絶されていた経緯は、大臣の刑事責任原理に関する同様の経緯と平仄を合わせて、大臣への
統制を必要に応じて拡張しようとする意図を示している231。さて、この様な大臣質問の慣行には、しか
し、重大な問題が存在していた。復古王政下において既に用いられていた政府質問 question au 
                                                     
224 CD, AP, 2e série, t. LXIV, séance du 5 nov. 1830, pp.242-243. 
225 CD, AP, 2e série, t. LXVI, séance du 27 janv. 1831, p.389. 
226 Ibid., p.393. 
227 モーギャン議員曰く「この様な流儀は、隣国の人民からの借用物であるが、前以て諸大臣らに対して、こ
れこれの事柄に関しての質問が為される旨宣告することに本質がある。そして、私が思うには、公明正大な者
のみが、問題提起を行うことが出来る。」CD, AP, 2e série, t. LXVI, séance du 27 janv. 1831, p.361. １８３
４年３月５日の会議においても、同議員は同旨、強調している。「、、、大臣質問の慣行は本議院に、１８３
０年の革命によって導入されたものである。大臣質問の慣行は、我が隣国の慣行から取り入れられた、、、」
CD, Le Moniteur universel, 5 mars 1834, no 64, séance du 4 mars 1834, p.483. 
228 この点に関しては、A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., 
pp.331-333. 
229 CD, Le Moniteur universel, 6 mars 1834, no 65, séance du 5 mars 1834, p.495. 
230 Ibid., p.496.  
231 例えば、モーギャン議員は「要するに、私は、ある事項が如何に重大であるとしても、法律の権力の内に
ではなく、議院の事実上の力の内に置かなくてはならないと申し上げたい。」と述べており CD, Le Moniteur 
universel, 6 mars 1834, no 65, séance du 5 mars 1834, p. 496.オディロン・バロも「大臣質問権は必要を母と
している。大臣質問権は、法によって規律された諸権利の内の一つという訳ではなく、全く完全に事実の次元
の内に存在する。大臣質問権は先例による規律を受ける。」と述べている CD, Le Moniteur universel, 6 mars 
1834, no 65, séance du 5 mars 1834, p. 496.。 
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gouvernement と同様に、大臣質問は大臣に対する回答の義務付けにまでは至らなかったため232、大臣の
責任追及に要領を得なかったのであるである。大臣が回答を拒絶できることに関しては、当代、全く異
論が存在しなかった233。また、初期の大臣質問は、それが殆ど全く審議の後の表決にまで至らなかった
点でも、極めて不十分であった。この様な事情は議員からの皮肉・不満を呼んだ。セイスメゾン伯は「日
程全体が討議に宛てられながら、実際の効果は上がらない。討議の後に審議が来ないわけだから、我々
は全く曖昧な状況に置かれる。我々は、大臣質問者の発言には十分承知できた。しかし、議院としての
見解についてはよく分からない。議院多数派は大臣質問者の側を支持しているのか、それとも大臣質問
に回答する大臣の側の意見を支持しているのか。矛盾を犯さずには答えられない。憲章の精神に照らし
て、このようなことは議論の目的ではないはずだ234。」と皮肉り、ギゾーもまた「議院で長いこと討議を
行って、それでいて正式の審議には行き着かず、議院が意思を明確に表示することも無ければ、自身の
意欲を明確な形で示すこともない。奇怪である。だからこそ、私は、我々が大臣質問を運用しているや
り方は、事物の善き秩序に反するものだと思う。それで、私は次のことを望む。全ての大臣質問は必ず
審議を伴い、議院の決議を伴うものであることを235。」と提言している。大物議員からの批判に応じて、
１８３５年以降、代議院では大臣質問に関する討議は自動的に議事日程に組み込まれることとなった。
７月王政下における「理由付記された motivé」議事日程について、三つの大臣質問が記録されている236。
尤も、これらの三事例は何れも、諸大臣に対する糾弾ではなく、政府への信任の更新を明示するもので
あったから237、大臣質問が七月王政下の大臣責任実効化に何処まで裨益したか、かなり疑わしい238。大臣
質問が一人ないし複数人の大臣に対する不信任議決にまで至った例も、倒閣に至った例も一度も無い。 
大臣質問に加えて、７月王政下において、信任問題という議会制の政治マニューバが誕生した239。１
                                                     
232 F. Berriat Saint-Prix, op. cit., p.330. 
233 CD, Le Moniteur universel, 6 mars 1834, no 65, séance du 5 mars 1834, pp.494-495. 
234 CP, Le Moniteur universel, 26 févr. 1831, no 57, séance du 25 févr. 1831, p.401. 
235 CD, Le Moniteur universel, 6 mars 1834, no 65, séance du 5 mars 1834, p.495. 
236 理由付記された議事日程の採択にまで達した三つの大臣質問の中で、最初のものはモーギャンによって１
８３１年９月２２日に為された、ベルギー及びポーランド政策に関するものであった（CD, AP, 2e série, t. 
LXX, séance du 22 sept. 1831, p.100 ）。二番目が、許可されていない宗教的コングレガシヨンに関する法律
の不執行に関するものである（CD, Le Moniteur universel, 4 mai 1845, no 124, séance du 3 mai 1845, 
pp.1180-1186. ）。最後のものは、オディロン・バロによって為されたもので、権利金売買の条件 les conditions 
de vente et d’achat de charges de financesに関するものであった（CD, Le Moniteur universel, 22 janv. 1848, 
sance du 17 janv. 1848, p.147 ）これらに関しては、A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en 
France ( 1814-1848 ), op. cit., pp.335-337. 
237 一つの例として挙げるならば、１８３１年９月２２日の会議で討議された大臣質問は、以下のような理由
付記された議事日程の採択によって締めくくられていた。「議院は、外務大臣により為された説明に対して満
足し、フランスの尊厳の為に同大臣の配慮の内に信頼し、議事日程を採択する。」この議事日程は２２１対１
３６で採択された（CD, AP, 2e série, t. LXX, séance du 22 sept. 1831, p.100 ）。宗教的コングレガションに
関する国法の執行に関する大臣質問についての議事日程は圧倒的多数で採択され、その文面は以下のようなも
のであった。「議院は、これら国法の執行について政府に委任し、議事日程を採択する。」CD, Le Moniteur 
universel, 4 mai 1845, no 124, séance du 3 mai 1845, p.1186. 
238 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., p.337. 議会による
大臣衆の責任追及の動態が普及してきたこと、しかし、それでいて七月王政下において大臣の政治責任原則が
定着したとは言い難いことを指摘するものとして、井端・前掲論文「フランス七月王政下の議院内閣制と官吏
議員」３１９頁。 
239 政府は、ある法案が自身の政策プログラムの実現にとって極めて大きな常用性を有していると考えたなら
ば、議院に対して「信任問題」を提起する。この手続きによって、内閣は議員たちに対して、もしも提起され
た法文が可決されないのであれば、自身は辞職すると示すのである。法案が議院によって拒絶された場合、政
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８３１年３月１１日、閣僚評議会議長ラフィットは、２億フランの国庫債券 obligations du Trésor の
発行と２０万ヘクタールの森林の譲渡に関する法案に関して、代議員たちの信任を要求した。ラフィッ
トは強調している。「大臣衆は極めて重い責任を負っている。もしも諸君らが彼らから最低限の手段さえ
奪うことがあれば、かかる責任は議院の上に降りかかってくるだろう240。」「諸君、諸君らが拒否するか
もしれない中で諸君らの信任を要求することは、大臣たちにとって骨の折れることである。私は、信任
を、大臣としては求めているのではない、、、市民として求めているのである。何故なら、国家の利益が
信任を必要としているからである、、、241」つまり、この技術はその登場当初から、政治責任の主体が他
の権力主体を脅迫し、自身の権力を強化するための手段として用いられた訳である。尤も、法案は大多
数の賛成票によって可決されたのにもかかわらず242、ラフィットは同輩の大臣たちからも国王からも見
放されたことで、二日後に辞職を余儀なくされた243。従って、この政治事件は寧ろ、七月王政における
議院内閣制の存在よりも不存在ないしは不確立を証拠立てるものとしての性格が濃厚である。内閣の権
力基盤強化の方途という信任問題の基本的性格を形成したのは、寧ろ、ラフィットのポストの後を襲っ
たカジミール・ペリエであった244。ペリエは、早くも組閣の時点において、、新たな１２分の１暫定予算
nouveaux douzièmesに関する法案の討議の際に、代議院に対して信任問題の表決を要求した245。」数日後、
代議院はペリエ内閣提出法案を圧倒的賛成多数で可決し、新内閣への代議院多数派の確固たる支持が確
認された246。組閣後直ちに議会の信任表決を得るために―特定の法案の表決とは別個独立に247―信任問題
の提起に訴えると言うマニューバは、１８３４年１１月に組閣したモルチエ内閣に踏襲された248。「代表
制的君主制 la Monarchie représentatifは、諸大臣がただ単に国王による指名に基盤を置くのみならず、
両院による協働への依拠を標榜するときにおいて初めて、フランスにおいて達成されたと言える」とし
てオルレアン的議院内閣制の真髄を強調する内相ティエールの雄弁もあって249、表決は新内閣に対する
明白な支持を示した250。 
しかし、モルチエ内閣による信任問題の提起を以て、七月王政下におけるこの政治技術は早くも廃用
を迎える。１８３５年以降、国王特権と議会特権が抗争を始めたからである。つまり、信任問題は議会
による信任付与が確実なときにしか用いられず、立法府と執行府が恒常的に緊張関係を強いられる状況
下ではこの手法は廃用されるのである。してみれば、この技術は、それが用いられる際には概ね例外な
く内閣への信任が付与されるのであり、大臣責任の一形態として、早くも茶番の様相を呈し始めていた。
信任問題の技術は、大臣質問以上に弾劾的責任観から隔たってはいる―従ってそれだけ先進的とも言え
                                                                                                                                                                                  
府はそれを以て信任の撤回であると解釈することとなる。７月王政下における信任問題の登場に関して、とり
わけアラン・ラキエーズによる検討の対象となっている。ibid., pp.337-341. 
240 CD, AP, 2e série, t. LXVII, séance du 11 mars 1831, p.567. 
241 Ibid. 
242 Ibid., p.570. 
243 ラフィット内閣総辞職の状況に関しては、M. Deslandres, op. cit., t. II, pp.165-167. 
244 CD, AP, 2e série, t. LXVII, séance du 14 mars 1831, p.598. 
245 CD, AP, 2e série, t. LXVII, séance du 18 mars 1831, p.682. 
246 CD, AP, 2e série, t. LXVIII, séance du 8 avr. 1831, p.448. 
247 この様な形での政府への信任付与はフランス憲政史上初めてのことであるとラキエーズは指摘する。A. 
Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., pp.339-340. 
248 CD, Le Moniteur universel, 6 déc. 1834, no 340, séance du 5 déc. 1834, pp.2174-2182 ; CD, Le Moniteur 
universel, 7 déc. 1834, no 341, séance du 6 déc. 1834, pp.2184-2192. 
249 CD, Le Moniteur universel, 6 déc. 1834, no 340, séance du 5 déc. 1834, pp.2174-2176. 
250 ibid., p.2192. 
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る―ものの、その分、権力統制という契機からは大きく遠ざかっているのである。 
 
 第３款 議院内閣制？―議会による不十分な政府統制と大臣の政治責任の不可能性― 
 
 七月王政下、フランス憲政は初めて、代議院による内閣不信任決議に引き続く内閣の退陣を経験した。
本稿冒頭に見た通り、議会による政府活動への統制に着目して、フランスの議会政は新たな段階－議院
内閣制－へと突入したと、識者は見るのである。しかし、内閣の不信任決議は、内閣にとって極めて不
快な嫌がらせに過ぎず、内閣の辞職を直接に生じさせるだけの効果を持っていた訳ではない。代議員た
ちによる消極的表決に直面したとしても、国王からの支持を保持しているのであれば、内閣がその地位
に留まることは全く可能なことであったからである。従って、両院に対する大臣の政治「責任」が存在
していた、と結論付けることは出来ない。体制の考える「均衡」なるものについてみれば、既に縷々行
論した通り、当代人士の主観とは別に心を虚しくして見れば、最初から王権の側に傾斜したものであっ
た。 
７月王政期において、下院における不信任決議の後に総辞職した内閣は、第二次ブロイ内閣251とスー
ルト内閣252である。両政治事件の経緯について少しく行論しよう。前者、すなわち第二次ブロイ内閣は、
代議院における消極的議決を受けたため、１８３６年２月５日に辞職した。蔵相が事前に閣議に諮らず、
代議院に直接に年金の切り替え Conversion des rentes に関する法案を提出しようとしたが、代議院に
おいて激しい抵抗に遭って頓挫253、閣僚評議会議長ブロイ公は激怒、当然の様に蔵相の首が挿げ替えら
れるという騒動が生じた254。この騒動に対して代議院は内閣に対して大臣質問を行ったが、政府の側は、
法案は既に辞めた蔵相によって提出されたものであり、騒動の責任も元蔵相にあるとして回答を拒絶、
緊張が高まった255。代議院は議事日程を採択256。内閣は同法案に関する審議の延期を求めたが、しかし、
僅差で否決された257。この様にして代議院における少数派に転落したブロイ内閣は、総辞職したのであ
る。第二次ブロイ内閣総辞職は、内閣不信任決議に伴うフランス憲政史上初の内閣総辞職として、憲政
史上・大臣責任制史上の重大な先例として位置づけられている258。後者、すなわち１８４０年２月のス
ールト内閣総辞職は、１８４０年１月、ルイ＝フィリップの次男に対して、将来の彼の成婚を停止条件
として毎年５０万フランの歳費を彼に与える旨の法案を代議院に提出した同内閣が、強硬に抵抗する代
議院によって２月２０日、法案を否決されたことで生じた259。 
 しかし、確かに以上の二事例は政府責任が実効性を以て追及されたことを示し、議院内閣制的な議会
政治の慣行が萌芽しつつあることを示すが、しかし、制度乃至慣行の「萌芽」と「定着」は大いに位相
                                                     
251 第二次ブロイ内閣の辞職に関しては、M. Deslandres, op. cit., t. II, p.273 ; A. Laquièze, Les origines du 
régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., pp.367-368. 
252 スールト内閣の辞職に関しては、M. Deslandres, op. cit., t. II, p.273 ; P. Bastid, Les institutions 
politiques de la monarchie parlementaire française ( 1814-1848 ),op. cit., p.336. ; A. Laquièze, Les origines 
du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., pp.368-369. 
253 CD. Le Moniteur universel, 15 janv. 1836, no 15, séance du 14 janv. 1836, pp.80-85 ; CD, AP, 2e série, t. 
IC, séance du 14 janv. 1836, p.546. 
254 CD, Le Moniteur universel, 19 janv. 1836, no 19, séance du 18 janv. 1836, p.102. 
255 Ibid., pp.102-103. 
256 CD, AP, 2e série, t. C, séance du 4 févr. 1836, pp.172-173, séance du 5 févr. 1836, pp.209-233. 
257 CD, AP, 2e série, t. C, séance du 5 févr. 1836, p.233. 
258 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., p.273. 
259 CD, Le Moniteur universel, 21 févr. 1840, no 52, séance du 20 févr. 1840, pp.339-342. 
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を異とし、大臣責任制－議院内閣制が七月王政という体制を性格付けるには至ってはいないと考えるべ
きである。畢竟、議院からの不信任通告と、君主からの信任通告が競合したとき、通るのは後者であっ
たからである。事実、第二次モレ内閣は幾度も代議院において少数派に転落しているが、それでも職務
に留まった。閣僚評議会議長自身は国王に対して暇乞いをしたものの、国王の方が自身の全き信任を再
び授け、彼がその職務に留まることを可能にしたのである260。大臣たちが議院多数派の代表者ではなく、
飽くまでも国王の評定官であり続ける以上、大臣の政治責任原理に基づく議院内閣制が制度乃至慣行と
して定着するのは難しい。七月王政における「議院内閣制」の「オルレアン的解法」はそこでの議院内
閣制を謂わば「仮性」のものに留め続けた。仮性の議院内閣制を真性のそれに近づける為には、内閣を
「国王の評定官の寄り合い」から「国民代表から選出される執行委員会」へと近接させてゆく必要があ
った。この点、１８３０年憲章第６９条は「俸給を受ける公職に就任した議員の再選」に関する改革を、
選挙人資格と被選挙人資格に関する改革とともに予示していた。憲章は、体制が漸次、神聖の議院内閣
制へと歩むことを当初約束していた訳である261。しかし、１８３１年４月１９日の選挙法により市民権
行使の納税要件の引き下げは、余りにも微温湯的に過ぎた262。それ故、二度目の改革が七月王政の末期
に提起されている263。一つは選挙制度改革であり、選挙人資格要件及び被選挙人資格要件となっている
納税額を更に引き下げて有権者団の増加させることが課題とされた。いま一つは議院制度改革であり、
議員職と他の公職の兼職を禁止することが課題とされた。この改革が頓挫したことが体制崩壊の引き金
となった264。つまり、憲章が予示していた真正の議院内閣制に向けて、大臣責任制を「完全実施」する
為の布石を打ち損ねたことによって七月王政は倒れた。この事柄は、体制の本質に内在する限界を雄弁
に語るものであり、同体制が大臣責任制によって性格付けられる体制ではないということを傍証するも
のでもある。 
 
 
小括 
 
憲政史上・大臣責任制史上における七月王政の進歩性を確認することは容易である。隣国の国制に眼
                                                     
260 この出来事に関しては、A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. 
cit., pp.369-370. 
261 １８３０年憲章第３０条；「代議院は、選挙人団によって選出された代議員によって構成される。選挙人
団の組織に関しては法律でこれを定める。」第６９条；「以下の事項については、個別法律によってできるだ
け早い時期に引き続き定めるものとする。第１、、、（略）、、、、第３、俸給を受ける公職に就任した議員
の再選。第９、二重投票の廃止および選挙人資格と被選挙人資格の決定。」第６９条の訳文に関しては、辻村・
糠塚前掲書２３３頁に拠った。 
262 M. Morabito, op. cit., p.218. 
263 この改革に関しては、Duvergier de Hauranne, De la réforme parlementaire et de la réforme électorale, 
2e éd., Paulin, 1847. また、同時期における選挙制度改革に対する研究として、岡田信弘「フランス選挙制度
史（二）」『北大法学論集』（第３０巻第２号、１９７９年）４７５～４８９頁。 
264「代表制統治が真正の形で存在するのは、以下の三つの条件の下においてのみである。第一。統治せる大臣
によって擁護される国王が、憲法によって常に高次の次元に置かれていること。第二。独立且つその特権に執
着する民選議院が、事実上も法上も、統治の真正の中心であり、優位的な権力主体であること。第三。選挙が
自由かつ純粋なものであり、この様な選挙によって生成した議会が、適切な程度において、国民の権利、利益、
違憲を代表すること。これら三つの条件の外において我々が見出すことができるのは見せかけの代表制統治で
ある。そこでは真の代表制統治を持つことは不可能である。私は次のような状況に関しては証明済みのものと
信じる。すなわち、今日、これら三条件の内の一つの条件として成立していない。」ibid., p.249. 
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を遣りながら、大臣の政治責任の概念が政治階層に共有され、刑事責任原理との分離が明確化した点に
ついては、議会審議や種々の印刷物における言説、そしてそこでの用語法から、明らかである。更に、
従前の勅語奉答に加え、大臣質問と信任問題というフランス議会政における二大技術が生成したことも
長足の進歩であり、技術突破であった。立法府と執行府の inter-actionを加速度的に増大させる斯様な
展開は、大臣の政治責任と言う観念の存在しないところでは現象し得ないし、また、かかる観念を強化
させる。個人的・法的な責任統制との距離は拡大する。そして遂に、七月王政は内閣不信任決議による
内閣総辞職を生起させるに至った。 
しかし、公平な見地より大臣責任制を論じるのであれば、七月王政は如上の進歩的側面以外の保守的
側面、限界性を濃厚に帯びていることを指摘しない訳にはゆかない。第一に、政治責任と刑事責任とが
二つの異なる原理として観念され、区別されたからと言っても、両原理が憲政のシステムにおいて占め
る地位は対等ではなかった点が重要である。憲法編入され、実定法上編入されたのは後者に留まり、前
者は専ら「道義的」な観念であるとして事実領域に放逐された。第二に、刑事責任原理が法的領域にお
いてその席を与えられたにしても、その規律密度は非常に低かった点が指摘できる。刑事責任という法
的原理を外皮として、裏口から政治的責任追及を導入するためには、建前上「法的」とされた責任原理
が、全き法的な実質を備えることは不都合だったのである。この二点に鑑みれば、弾劾的責任観が執拗
低音として存在していたことが指摘できよう。 
七月王政下の基本的な政治枠組みは、大臣責任制の進展に対して足枷となった265。大臣は政策決定権
と政治的自律性を慢性的に欠いていた。彼らは、国家元首との階層的な権力関係において下位に置かれ
続け、組織政党不在の状況の中で、民選議員の多数派との間に政治的紐帯を求めることも出来なかった
からである。大臣において生成するのは、体制が定める基本枠組みにおいて優位性を享受する王権への
従属性であり、政治責任ではない。しかも、議会人士でさえ、政治責任原理を中核とする大臣責任制を
敬して遠ざけ、その限りでは自己利益の主張に関しても自制を見せていた。両院は、大臣衆に対する不
信任権を要求し、行使もしたが、しかし、両院は決して大臣に対する直接的な罷免権を要求することは
なかったのである。議会特権を擁護する政治的党派の動向が、議院内閣制・大臣責任制の確立に向けて
果たした役割は、従って、限定的なものであった。 
その後のフランス憲政における議院内閣制の展開は、第二共和制・第二帝政が、国家元首有責原則と
いう異質な方向を指向したことによって、いったん中断する。議院内閣制が君主制と分かちがたく結び
つけられたことによって民主化が挫折した、復古王政・七月王政期の経験から、フランス憲政はいった
ん最もラディカルな方向で進歩を企図したのであった。この企図が却って権力の個人化を招来する苦い
経験が、大革命後の制限君主制を範として266、フランスに議院内閣制を根付かせるには、大凡３０年先
の１８７５年憲法的法律を俟たなくてはならない。 
                                                     
265 なお、七月王政下の「オルレアン型」と称される所謂「議院内閣制」が、「議院内閣制」としての発展を
阻害した要因として、所謂「代議士＝官吏」（官吏議員）の存在を、野村敬造『フランス憲法・行政法概論』
（有信堂、１９６２年）１０３頁が指摘している。この点については、極めて大きな留保を伴いながらも、官
吏議員の存在が議院内閣制の枠組みの定着に積極的な意義を有した旨、井端・前掲論文「フランス七月王政下
の議院内閣制と官吏議員」３１７～３１９頁が指摘している。 
266 １８３０年憲章が１８１４年のそれを謄写したものと往々に指摘されるが、他方で１８７５年憲法的諸法
律の統治枠組みが１８３０年憲章のそれに「著しく類似している」ことが指摘できる。長谷部恭男「解散権の
役割（一）－フランス憲法史を素材として－」『学習院大学法学部研究年報』（第１９号、１９８４年）２４
１頁。 
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第４章 第二共和制・第二帝政：国家元首有責原理の前景化と大臣責任の疎外期（１８４８－１８７０） 
 
第１節 第二共和制（１８４８～１８５２） 
 第１款 １８４８年憲法における執行権責任の一般的情況；「二重責任」の体制 
 第２款 大臣責任疎外の制度的・情況的諸要素 
 
第２節 第二帝政（１８５２～１８７０） 
 第１款 権威帝政；国家元首の権力と責任の個人化 
 第２款 自由帝政；議院内閣制への過渡的段階における大臣責任の諸問題 
 
小括 
 
 
 
 １８４８年の２月革命から１８７０年９月の帝政瓦解までは、フランス憲政史の中でも特異な時期を
構成する。「政治責任」概念と「政治権力」概念の国家の頂点における結合を、フランスは初めて経験す
ることになったからである1。執行権が常に合議体に付与されるという大革命以来の「伝統」を１８４８
年憲法は放棄した2。責任の概念が権力の民主的正統性を不断に強化するために随意に用いられる動態は、
プレビシットの呼称とともに、その後長らく、フランス憲政に強い印象を与え続けた。 
第一に確認しなくてはならないことは、ブルボン復古王政が崩壊した時点において、当時の政治アク
ターは、国家元首が君主的正統性に拠る存在では最早ない以上、彼が有責の存在であることが道理と考
えていた、ということである。１８４８年憲法第６８条3が、フランス憲政史上における唯一無二の新機
軸、執行府の二重の責任、すなわち、大臣責任と組み合わされた大統領責任を規定していたのはそれ故
である。同６８条に規定された責任の性質を見定めるのは－それが政治的な性質のものか刑事的な性質
のものか－必ずしも容易ではないが、同条とその周辺を見渡してみれば明白な一点を指摘することが出
来る。すなわち、執行権とその責任に関しては、国家元首のみに関心が集中しており、大臣の地位に関
しては全般に等閑に付されていたということである。実際の政治動態においても、大臣の政治責任不在
の状況が継続した。執行権の第一人者が国家元首であり、かかる第一人者が有責であるとの原則が憲法
                                                     
1 直ぐ下で述べる、憲法上の
、、、、
「執行府二重責任体制」が第二共和制・第二帝政の唯一無二の特徴であるのに対
し、斯様な現象はドゴール期第五共和制においても蘇演されたと見て大過は無かろう。第二帝政と第五共和制
のイデオロギー的性格に関する共通性を指摘するものとして、西川長夫『フランスの近代とボナパルティスム』
（岩波書店、１９８４年）９０頁。 
2 野村敬造『フランス憲法・行政法概論』（有信堂、１９６２年）１０９頁。 
3 １８４８年憲法第６８条；「共和国大統領、大臣、公権力の受託者は、各々自己に関わることにつき、政府
および行政の行為すべてについて責任を負う。－共和国大統領が国民議会を解散し、あるいは国民議会を休会
し、あるいは国民議会の権限行使に妨害を加えるあらゆる措置は、国家反逆罪である。－前項の事態により、
共和国大統領は失職する。市民は共和国大統領への服従を拒否しなければならない。執行権は、当然に国民議
会に移行する。高等院の裁判官は、直ちに会同する。従わない場合は反逆罪となる。高等院の裁判官は、大統
領とその共犯者を裁判するために、裁判官が指定する場所に陪審員を招集する。裁判官は、検察官の職務を果
たす司法官を自ら任命する。－法律は、他の責任ある場合ならびに訴追の形式と要件を定める。」訳文は、辻
村みよ子・糠塚康江『フランス憲法入門』（三省堂、２０１２年）２３８頁を参考とした。 
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原理として提示されている以上、大臣責任が原理上成立する余地は薄弱である。憲法上の執行権規定が
大統領一極集中の観を示すことに象徴的であるように、正に共和国大統領と云う国家元首こそが統治制
度のチャンピオンであった。大臣に対してのみならず、共和国大統領は議会に対しても当然に優位に立
つことが憲法規定の次元において既に予見可能である。「大統領が国民主権のすべてを一身に体現してい
たのに対して、逆に議会はそれを７５０人の議員の間に分散していたのである」から4。 
ルイ・ナポレオン＝ボナパルトのパーソナリティという個人的・情況的要素に鑑みても、憲法原理と
しては否定されたところの大臣責任が、政治動態上において生成することも考え辛かった。ラフェリエ
ールが強調しているように「憲法が共和国大統領に課した個人的責任は、、、大統領の力を弱めるものと
は程遠く、彼の政治的な力を増大させる形でしか作用しなかった。政府の政策に対して責任を負うもの
と宣言された大統領が、大臣の背後で顔色を失っているとは想像出来ない5。」直接普通選挙で選出された
ことで、ルイ＝ナポレオン・ボナパルトは政治権力を掌握し、国民に対して直接に責任を負う。第二共
和制の枠組は基本的には第二帝政にも共通のものであり、大臣をして国家元首の吏員たらしめる構造も
また、継続する。大臣責任疎外化の様相は、国家元首における責任＝権力結合へと奉仕させる形で、１
８５２年の制憲者たちにおいて一層強調される。政府の連帯的責任原理は否定される。１８５２年憲法
第１３条が証拠立てているように、これらは完全に自覚的な展開である6。 
但し、第二帝政を平面的に捉えることはできない。第二帝政は、国家元首を執行権における責任＝権
力結合の結節点とさせる体制を次第に相対化させ、その最末期に至っては体制の初志を大きく相対化さ
せた。政治責任 responsabilité politique という表現こそ用いられてはいないものの、１８７０年５月
２１日の元老院決議は、大臣がこの種の責任の主体であることを体制が許容しているかのような印象を
与える。尤も、大臣の政治責任が体制の生理として機能し得たか否かは、同決議の規定それ自体とは次
元を異とする。体制の瓦解によって政治的実例の蓄積が得られなかったにせよ、国家元首有責性原理を
維持されていた点で、これは一個の理論的問題である。 
 
    第１節 第二共和制（１８４８～１８５２） 
 
 国家元首の有責性と実権という新機軸に対して、1848 年憲法は、大臣責任制に関しては新奇性に乏し
かった。その存在が確実視し得る大臣責任の原理は刑事責任原理のみであり、かかる事情は先行する諸
憲法からの延長線上を一歩も出ていない。同憲法における執行権責任の一般的情況は、国家元首の有責
性が卓越し、大臣責任が従属位に置かれるというものである。大臣の刑事責任に関する立法整備が立ち
行かなかった点も含めて、第二共和制は先行する諸政体の延長線上を一歩も出ることは無い（第１款）。
国家元首を統治機構の要に置く１８４８年の制憲者意思において関心の埒外に置かれた大臣責任は、制
度的・情況的諸要素によって、その疎外の状況に釘付けにされる。憲法上の欠缺によって生じる期待に、
現実動態が応えることはなかった。国家元首有責原理、国家元首のパーソナリティという制度的要素と
非制度的要素が与件となって、大臣からは政治的決定権が奪われ、大臣衆は内閣として体を為すことが
                                                     
4 モーリス・デュヴェルジェ（時本義昭訳）『フランス憲法史』（みすず書房、１９９５年）９８頁。 
5 J. Laferrière, Manuel de droit constitutionnel, 2e éd., Montchrestien, 1947, p.207. 
6 １８５２年憲法第１３条；「大臣は国家元首のみに従属する。大臣は、それぞれが関わることについてのみ、
政府の行為に責任を負う。大臣間において連帯責任はない
、、、、、、、
。大臣は、元老院によってのみ訴追される。」訳文
は辻村・糠塚前掲書２４０頁に拠った。傍点は引用者 
196 
 
出来ない。これらの情況が挙げて大臣責任の疎外化に奉仕する（第２款）。 
 
 第１款 １８４８年憲法における執行権責任の一般的情況；「二重責任」の体制 
 
 １８４８年憲法は、その第６８条第１段において「共和国大統領、大臣、公権力の受託者は、それぞ
れ自己に関する事案について、政府および行政の行為全てに関して責任を負う。」と規定する。同規定は
責任の主体を明示し、国家元首の有責性という新機軸を示しつつ、執行権の最上流機関から最下流機関
に至るまで全ての主体が有責であるという原則を提示している。他方、「責任」の原理を語りながら、同
条はそこでの責任が如何なる原理であるかについては、明示しない。これについては、第一の在り得る
解釈として、同憲法第８章「司法権について」で、第９１条以下が執行権者の刑事責任に関する制度的
基盤を提供していることから、第６８条第１段に一般原理・指導精神以外の格段の意義を読み込まず、
単に同憲法第８章を先触れしているに過ぎない、と読める。第二の在り得る解釈として、第６８条第１
段は、単なる刑事的な次元を超えた政治責任の原理を規定していると読むことも出来る。 
 エスマンは、制憲者はこの問題に関して一義的な形で結論を下していないと見ている7。執行権者が「そ
れぞれ自己に関する事案について」負う責任とは何か。ある主体が、自己の権限領域における自己の権
限行使に対して応答するという機制が、同条に示された「自己に関する事案について」の責任であると
見るならば、そこには個人的責任が感覚されよう。この様な解釈は、同条が連帯性の概念を自覚的に否
定しているとの結論とは必ずしも結びつかない。その後の政治動態の中で大臣連が政治的実権と連帯性
とを欠落させ続け、結果として政治的責任主体となり得なかったのは歴史的事実であるとして、憲法制
度の次元における内在的・原理的問題の検討のためには、制定過程に対する検討が必要である。 
 １８４８年憲法の起草にあたった制憲準備委員会は、コルムナン、トクヴィル、オディロン・バロ、
ヴィクトール・コンシデランと云った当代一流のドクトリネールを含んでおり、そこでの議論は１９世
紀半ばにおける政治的思惟の水準を確認するために有為である8。６月１９日に国民議会に提示された第
一次憲法草案9における執行権規定は１１月４日に採択されることとなる１８４８年憲法においても殆ど
そのまま維持されている。執行権責任の一般規定として問題の焦点となる１８４８年憲法第６８条も、
第一次草案第６６条を謄写している10。このことからも示唆されるように、執行権の要として国家元首を
置くという一般的方針は定まっており、大臣の位置づけに関する議論は低調であった11。制憲準備委員会
における議論でも、関心は国家元首としての共和国大統領の地位に向けられていた。共和制における国
                                                     
7 Adhémar Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 8e éd, avant-propos D. 
Chagnollaud, Editions Panthéon-Assas, 2001, pp.228-229 
8 この点に関しては、P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, Hachette, 
1945, t. I, p.235 ; J. Cohen, La préparation de la Constitution de 1848 ( pouvoir législatif et exécutif ), 
thèse Paris, Jouve et Cie éditeurs, 1935, p.41 ; H. Berton, la Constitution de 1848, Annales de l’Ecole libre 
des sciences politiques, nov, 1897, t. XII, p.685 ; F. Luchaire, Naissance d’une Constitution : 1848, Fayard, 
1998, p.37 ; M. Morabito, Histoire constitutionnelle de la France ( de 1789 à nos jours ),15e éd, 
LGDJ-Lextenso, 2018, p.242 委員会構成員それぞれに対して言及するものとして、O. Barrot, Mémoires 
posthumes de Odilon Barrot, avant – propos de P. Duvergier de Hauranne, Chapelier, 1875-1876, vol. II, 
pp.323-331. 
9 この第一次憲法草案については、P. Bastid, Doctirines et institutions de la Seconde République, op. cit., t. 
I, Ann., pp.291-298. 
10 Ibid., p.294. 
11 J. Cohen, op. cit., p.90. 
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家元首たる共和国大統領を君主政における国家元首たる国王と同視すること、すなわち新たな国家元首
に対しても任期以外の点では不可侵性や無答責性といった従来通りの特権を付与すべしと説いたトクヴ
ィルに対して、有責であることこそが、共和制における執行権の精神であり、副署を通じて有責な諸大
臣連が有責な国家元首に協働し、一丸となって国政運営に当たる像こそが正統であると唱えて譲らない
ボーモン Beaumont が対置される構図が存在した12。最終的に後者の立場が第二共和制・第二帝政の基本
方針として採用され、大臣責任原理の制度的・非制度的発展を阻害し続けることとなった。しかし、制
憲準備委員会の議論は、責任原理の性質決定については無自覚である。 
 第一次憲法草案を送付された国民議会の諸理事部は同草案に対する所感を表明しているが、これによ
って同草案に格段の修正は行われず13、８月３０日には制憲準備委員会による第二次草案が国民議会に提
出された。ここでは、制憲準備委員であるマラーストによって、執行権責任の政治的性格が強調された。
「議会のみが政治システム全体の領袖 maîtresse であり続けるのであります。大臣を用いて大統領が提
案してきた事柄について、議会は斥ける権利を有しています。もし行政の嚮導が気に入らないのであれ
ば、議会は大臣を辞めさせる renverser ことが出来るのであります14。」と。とはいえ、公権力の組織に
関する規定については第一次草案と殆ど変化がない15。マラーストにとっての関心の焦点は、飽くまでも
共和国大統領の有責性について強調する点にあった。但し、「執行権の濫用に対しては、執行権者を任期
付きの者とすることによって、そして有責の者とすることによって、憲法は備えている16。」という発言
からも窺える様に、政治責任原理と政治権力原理が相互増幅の関係にあることは意識されておらず、し
かも、共和国大統領が負うところの責任の性質決定に対して自覚的に敷衍しようという意識も窺えない。
但し、裁判権 pouvoir judiciaire に関するマラースト報告の中で「共和主義的自由 la liberté 
républicaineにとって、責任が実在的なもの réelleであり、少しもわずらわしいものではなく、少しも
期待外れのものでない point tracassière, mais point décevante ことが必要である。そういう訳で、
我々の草案においては、国民議会が自身の構成員、大臣、そして共和国大統領を起訴することのできる
高等院 Haute Cour de Justice を設けたのである17。」とあることから、執行権者の執行権行使に係る責
任を刑事的方法でサンクションするという発想が存在していたことについては確認できよう。 
 １８４８年憲法成立に向けての最後の段階は、制憲準備委員会による第二次憲法草案に対して国民議
会が行った１０月中の審議である。しかし、ここでも執行権責任の性質決定については殆ど等閑視され
た18。従って、制憲過程への検討は憲法規定の解釈指針を十分に提示するものとはならない。1848 年 10
                                                     
12 P. Bastid, Doctirines et institutions de la Seconde République, op. cit., t. I, p.258. 
13 O. Barrot, op. cit., t. II, p.385. 
14 Cité in F. Luchaire, op. cit., Ann. II, p.208. 
15 Ass. nat., Le Moniteur universel, 31 août 1848, 3e suppl. au no 244, séance du 30 août, 1848, 
pp.2237-2239 (rapport), pp.2239-2240 (projet de Constitution). 
16 F. Luchaire, op. cit., Ann. II, p.208. 
17 Ibid., p.210. 
18 執行権に関する議論は、基本的には１８４８年１０月５日、６日の会議において行われている。如何なる議
員も、第６８条第１段の意味を詳らかにするような言及は為さなかった。Ass. nat., Le Moniteur universel, 6 
oct. 1848, no 280, séance du 5 oct. 1848, pp.2723-2728 ; Ass. nat., Le Moniteur universel, 7 oct. 1848, no 281, 
séance du 6 oct. 1848, pp.2723-2739. 「大臣たちは大統領によって任免されるのであるから、大統領に対し
て責任を負っているのは議論の余地が無い。それでは国民議会に対しては責任を負っているのか？このことに
関する制憲過程での報告は限定的なものであるが、この問いに対する肯定的な答えを信じさせるに足るものと
は言えよう。とはいえ、かかる責任は法文の上に現れるものではない。大臣たちの政治責任は共和国大統領の
政治責任と同じ地平の上に在る訳である。そして、共和国大統領は議会によって罷免されることはない。議会
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月の段階において執行権の責任原理に自覚的に向き合っている当事者は事実上トクヴィルのみである。
制憲準備過程初期段階においては国家元首無答責原理と共和政体とを結合させようとしていた彼であっ
たが、この段階に至ると、主張をやや変化させている。１０月５日の国民議会における演説で19、彼は、
執行権の長が無答責である場合と有責である場合とを区別し、前者を立憲君主制、後者を共和制のシス
テムと性格付けている。そして、前者の機制においては執行権行使の協働に与ることによって大臣が主
導権を握り、後者の機制においては、国家元首が主導権を握り、大臣連と議会との自同性が喪失する－
大臣の選定罷免権を有する国家元首が議会外から大臣を指名することで、議院内閣制の重要な与件が欠
落する－ことを指摘する。しかし、１８４８年憲法第６８条における大臣責任の性質決定や如何という
法解釈学上のプロブレマーティクについては、トクヴィルの行論はあまり参考にならない。何故なら、「前
代未聞」のこととなると自ら指摘する執行府二重責任制の採用が確実視される中で、彼自身、問題の所
在を把握するにあたって戸惑いが隠せない様が窺えるからである。「我々は、国家元首が国王ではないが
ゆえに有責であると宣言し、それと同時に、かかる有責の国家元首に加えて、同じく有責の閣僚評議会
を置いた。かかる閣僚評議会なしでは国家元首は何事も出来ず、閣僚評議会は丁度自身が立憲君主を無
力化し得たように、国家元首を無力化し得る。」と述べているところから、トクヴィルが執行権の責任に
おける政治性を読み取っていることの傍証が得られようが、直ぐに続けて「それ故、国民議会はただ、
大統領が義務を果たさなかった際に訴追し得るだけなのである20。」と述べている点において、大革命以
来の刑事責任観が接ぎ木されていることが看取される。新体制の発足に当たって、執行権責任の原理的
理解は混乱していた。それ故、バスティドは、1848 年制憲過程を、独任制執行機関という新機軸を打ち
出しつつも諸権力の配分に関しては１７９１年憲法流の厳格分離という古めかしい傾向を持つと指摘し、
立法府と執行府の協働という現実の必要性を受け容れない同憲法において政治的紛議は無政府状態に至
るという、現に生じた結末を必然と見ている21。 
 以上に鑑みれば、制憲過程に対する検討を、１８４８年憲法第６８条の規範的意味を明らかにすると
いう意味での解釈論に直結させることは出来ず、制憲過程において示された制憲者の政治的思惟を綜合
することによって、第６８条の採用する責任原理の性質決定が分析的な形で導出されるとも必ずしも言
えない。この主題に関しては、フランス公法学説が成立して以来見解の一致が得られておらず、これは
憲法規定自体が曖昧であり、制憲過程に対する分析も非生産的であるという二重の困難故である。ジョ
ゼフ＝バルテルミイとデュエズは「１８４８年革命の後、フランスは今再び、議院内閣制から遠ざかっ
た、、、22」と定義ふうに述べている。大臣の対議会責任の存立を否認し、第６８条が公務員一般の刑事責
任原理のみを規定すると見るドミニク・テュルパン23やジャン＝ジャック・クレール24の見解からも、１
                                                                                                                                                                                  
によって罷免されない、という事情は大臣にとっては当て嵌まらないのだろうか？制憲議会の如何なる構成員
も、憲法に対して、かかる問いに明晰な回答を与えるよう要請しなかったという事実は、驚くべきことである。」
F. Luchaire, op. cit., p.125. 
19 Ass. nat., Le Moniteur universel, 6 oct. 1848, no 280, séance du 5 oct. 1848, p.2724 ; A. de Tocqueville, 
Oeuvres complètes, t. III, vol. III : La pensée politique de Tocqueville sous la Seconde République, 
Gallimard, 1990, p. 213. 
20 Ass. nat., Le Moniteur universel, 6 oct. 1848, no 280, séance du 5 oct. 1848, p.2724 ; A. de Tocqueville, 
ibid., p.213. 
21 P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., t. II, p.130. 
22 Joseph-Barthélemy et P. Duez, Traité de droit constitutionnel, Editions Panthéon-Assas, 2004, p.177 
23 D. Turpin, Droit constitutionnel, 2e éd., PUF, 2007, p.429 
24 J.-J. Clère, Les travaux de la commission de Constitution, in La Constitution du 4 novembre 1848 ; 
l’ambition d’une République démocratique, textes réunis par J. Bart, J.-J. Clère, Cl. Courvoisier et M. 
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８４８年に成立した体制における議院内閣制的性質の端的な否定において、バルテルミイ－デュエズの
理解が現代に継承されていることが窺える。つまり、これらの論者は、１８４８年憲法における責任原
理について、そこでは刑事責任原理への一本化が見られ、政治責任原理が否定されたと見る。斯様な見
解は、執行権責任の原理と云う観点において、第二共和制を先行する政体からの延長線上においてのみ
見る見解である。一次資料における沈黙を、政治責任原理と云う新奇性の否認と、刑事責任原理と云う
伝統への黙示の同意として理解するのである。しかし、古今を通じたフランス公法学説の多数がこの主
題に関しては明確な回答を避けている。エスマンを筆頭として、古典的学説ではラフェリエール25、その
他今日における有力な諸論者も、１８４８年憲法と制憲者たちは、執行権責任の性質決定に関して端的
に「決定の不在26」或いは「矛盾27」を読み取り、何れの学説も一様に、第二共和制における執行権責任
原理の極度の「曖昧性28」を指摘する。憲法法文からも制憲過程からも一義的な解答を導き出せない以上、
通説の採る態度は何等不思議なものではない。しかし、ことがらは第二共和制と云う１９世紀中葉にお
けるフランス議院内閣制の存否にも関わってくるのであり、通説の採る回答留保の行き方には問題がな
い訳ではない。他方で、フランス公法学説史を繙けば、少数ではあるが、有力な論者が、１８４８年憲
法体制において政治責任原理を同定している。代表例がオーリウとバスティドであり、前者は「大臣た
ちは議会に対して、そして同時に共和国大統領に対して、『政治的に』責任を負う29。」と述べており、後
者は「議会が執行権の日常の行為に対して統制を及ぼすことが出来たのは、分けても、有責な閣僚評議
会という制度に拠るところが大きい、、、30」と指摘している。彼らの行論は、第二共和制が弾劾的責任観
を越えた段階に移行しているという見方を基本としており、同様の見方はより直截な形で、「大臣は共和
国大統領によって任免される（第６８条）、しかし、議会に対して責任を負う（第６４条）。これは議院
内閣制と大統領制を交配させたものであり、遥か後に第五共和制が実践することになるものである31。」
                                                                                                                                                                                  
Verpeaux, Acte de Colloque de Dijon, 10-11 déc. 1998, le Centre d’Etude et de recherche politiques et 
l’AFDC, Dijon, 2000, p.108. 
25 「大臣が議会との間に有する関係は如何なるものだろうか？この本質的に重要な問題に関して、１８４８年
憲法は説明しない。同憲法は議院内閣制 gouvernement parlementaire に関するある程度の準則を確かに含ん
でいる。例えば、議会が大臣を議会の中から選出する可能性、大臣の議会への出席及び発言権である。これと
は逆に、同憲法に含まれている一定の要素は、議院内閣制の可能性を排除するもののように思われる。」J. 
Laferrière, op. cit., p.208 
26 「共和国大統領によって任免される大臣は、有責である。誰に対して有責であるかは、憲法の語るところで
はない。」Ch. Bidégaray et Cl. Emeri, La responsabilité politique, Dalloz, 1998, p.36.  
27 「憲法の法文を読んでみると、制憲準備作業、或いは憲法の起草に貢献した種々の言説、或いはかかる体制
を機能させていた諸言説、これらにおける躊躇いについて理解されることであろう。それ故、我々は憲法の中
に矛盾しか読み取ることが出来ない。」M. Troper, La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle 
française, thèse, LGDJ, 1973, p.93 
28 「１８４８年の制憲者たちにとって、ハイブリッドな体制を打ち立てることが課題であった。すなわち、大
統領制的な要素が強いけれども、議院内閣制と交配させられている体制である。この視点からすれば、執行権
が自由に行使できる解散権が不在であることは、大臣責任の追及に関する慎み深い結論が導き出されるであろ
うことを当然に予期させる。第６８条の曖昧な構成によって、大臣責任の性質に謎が漂うこととなっている。」
Ph. Ségur, La responsabilité politique, 1re éd., PUF, coll. Que-sais je ?, no 3294, 1998, p.32.；「共和国大統
領と大臣の責任が絡み合わされたことによって、体制の仕組みは完成したと言えるが、しかし、多くの事柄に
関して、受け入れがたいほどの曖昧さが存置されていることが予期されるのである。」J.-J. Clère, Les travaux 
de la commission de Constitution, op.cit., p.107. 
29 M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, 2e éd., Sirey, 1929, p.319. 
30 P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., t. II, p.107. 
31 J. Gicquel et J.-E. Gicquel, Droit constitutionnel et institutions politiques, 32e éd., LGDJ-Lextenso éd, 
2018, p.515.「交配」論に関しては、Ph. Ségur, op. cit., p.32.  
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と語る両ジッケルによって継承されている。従ってオーリウ、バスティド、ジッケルらの議論に従えば、
フランス議院内閣制（或いは何らかの半大統領制）は１９世紀中葉の第二共和制の時点で既に「離陸し
ていた32」ということになる。 
如上の学説史的概観のみを以てして、１８４８年憲法第４８条における責任原理の解釈論および第二
共和制期の執行権責任論の性質決定の問題に対して、結論を出すことは出来ない。明らかであるのは、
この主題に関する諸学説の深刻な分裂状況のみである。1848 年憲法及び第四共和制の弾劾制度全体につ
いて俯瞰する必要がある。 
１８４８年憲法は、その第９１条以下の「第８章 司法権について」において、共和国大統領と大臣
の刑事責任について明文で規定している33。そもそも、１８４８年憲法自身が明文で、その性質を明らか
にした上で規定している執行権責任は、刑事責任である。本条項で規定された刑事責任は、人的次元で
も裁判機関の次元でも二分論を採用している。人的次元においては共和国大統領と大臣を区分している34。
この人的二元論に対応して、当該責任の裁判管轄についても、共和国大統領を高等院の排他的管轄に、
大臣を高等院と通常司法の競合的管轄に服させる二分法を採用している。更に見れば、共和国大統領の
刑事責任に関しては、その訴追は国民議会の権限に属し、裁判は高等院 Haute Cour de Justice と呼ば
れる特別の裁判機関の権限に属する。共和国大統領の訴追と裁判の管轄に関しては、これ以外の方途を
憲法は認めない35。高等院は、共和国大統領あるいは大臣の刑事責任に関する特別裁判機関であり、高等
院は破棄院の中から指名される５名の判事と、県会 les conseils généraux des départements の中から
選ばれた３６名の陪審員によって構成される36。但し、大臣の刑事責任に関しては、国民議会が高等院に
対して訴追するか否かは任意であり、管轄権が高等院に属するか、一般法上の裁判所に属するかは、為
された罪 infraction による37。従って、大臣責任に関してのみ、裁判管轄の競合が問題となり得る。憲
法第６９条末尾では、「その他の場合の責任については、また、その訴追の方式と条件とについては、法
律でこれを定める。」と規定している。執行権の刑事責任について１８４８年憲法が提供し得る制度的基
盤は以上である。 
                                                     
32 してみれば、復古王政と七月王政を以て「滑走期」と見做し、第三共和制を以て「慣熟期」と見做すことに
なるであろう。大臣責任制という視座より以てする本研究を通観してみれば、かかる見做し方は強ち不当であ
ると言えない。 
33 １８４８年憲法第９１条；「高等院は、国民議会による共和国大統領または大臣に対する訴追を裁判する。
高等院の判決に対しては控訴も破毀申し立ても認められない。 、、、」 
34 尤も、１８４８年憲法第９１条は、その第２段において「高等院は、また、国民議会から付託された国家の
内部的なまたは外部的安全に対する重罪、侵犯行為または陰謀に関わる全ての被告人を裁判する」と規定して
おり、その事項的管轄の特殊性において、人的管轄の特殊性（国家権力の行使に関わる公務員、或いは立法権
による統制に係る執行権の受託者）は採られていない。 
35 １８４８年憲法第１００条；「共和国大統領は、高等院によらない限り裁判され得ない。－共和国大統領は、
第６８条によって規定された場合を除いて、法律によって定められた重罪及び軽罪を理由として国民議会によ
る起訴を受ける以外は、訴追され得ない。」 
36 １８４８年憲法第９２条；「高等院は、５名の判事と３６名の陪審員によって構成される。－毎年１１月の
前半の２週間の間に、破棄院は、その構成員の中から、秘密投票による絶対多数で、高等院の５名の判事と２
名の補充判事を任命する。裁判長は５名の判事の中から選ばれる。－検事の任務を遂行する司法官は、共和国
大統領によって指名される。共和国大統領または大臣の裁判の場合は国民議会によって指名される。－３６名
の陪審員および４名の補充陪審員は、県会議員の中から選ばれる。－人民の代表者は、高等院の構成員となる
ことは出来ない。」 
37 １８４８年憲法第９８条；「大臣の責任が問題となる全ての場合に関して、国民議会は時宜に応じて、当該
の大臣を高等院に送致することも出来るし、損害賠償のために通常裁判所に送致することも出来る。」 
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つまり、ここでも目に留まるのは、執行権の刑事責任に関する、立法委任の憲法的伝統である。１８
４８年憲法第６９条が要請する法整備に関しては、体制の存続期間の短さもあって、第二共和制下では、
唯一の法案しか提出されなかった。１８４８年１１月のクレミューCrémieux提出法案である38。同法案は
委員会審議の段階で中絶し、法律として成立することは無かったが、同法案と委員会審議過程は体制に
おける執行権責任原理の理解にとって有益な検討対象である。同法案は、先ずその第２条で、二類型の
罪刑法定を行うことによって始まる。すなわち、叛逆罪と涜職罪を法定し、これらの罪を体刑・名誉刑
によってサンクションするというのが、クレミュー提出法案の基本骨格である 39。また、禁固 un 
emprisonnement に処され得べき軽罪 délitsについて、大臣はその職務停止を俟って初めて訴追され得る
とする40。また、共和国大統領固有の犯罪類型としての「国家反逆罪 la haute trahison」、そして大臣責
任の類型としての反逆罪と涜職罪について、同法案は、第２６条において「国民議会の起訴決議は、そ
の決議の対象となっている共和国大統領に対してであれ、大臣に対してであれ、国民議会議長によって
送達される。－被告は、直ちにその職務を停止する。－終局的判決が下されるまで、副大統領は共和国
大統領の職務を代行する41。」と規定している。つまり、一時的にせよ、大臣に対して、そして共和国大
統領に対して、退場を命じる権限が国民議会に与えられている。したがって、法案は、弾劾的責任観に
基づく政治責任の現象化を可能にするだけの実質を有していたと言える。政治責任原理が裏口から導入
され、国民議会に対して「事実上の」大臣及び共和国大統領罷免権が与えられていることになる。つま
り、クレミュー提出法案は、未成に終わったけれども、しかし、第二共和制が政治責任原理に基づく議
院内閣制を指向していたというよりも寧ろ、刑事責任原理に基づく弾劾責任観に留まることを指向した
体制であったことを示唆している。また、クレミュー提出法案に対する委員会審議の結果として、委員
会が同法案に対して為した修正提案も示唆的である。先ず、委員会は、大臣責任が通常裁判所に訴追さ
れるケース、すなわち、純然たる刑事責任の追及に係るケースにおいても、国民議会による事前の承認
を条件とするよう提案しており、弾劾的責任観を強調していると言える42。つまり、委員会においても、
執行権責任の把握の仕方として刑事責任原理に基づくアプローチが想定されていたと傍証されるのであ
る。しかも、委員会は、クレミュー提出法案第１条「共和国大統領と大臣は、国民議会の決定によって
高等院に訴追され得る。」に対して「憲法第６８条、第９１条の規定に従って」を冒頭に付した修正案を
提示した43。この修正案は、委員会が１８４８年憲法第６８条と第９１条がワン・セットのものであると
理解していたこと、すなわち、第６８条の一般的責任規定は、後出第９１条における刑事責任規定を先
触れする規定であると理解していたことを証拠立てる。当代の政治アクターが、憲法上の執行権責任原
理を刑事的次元において理解していた消息を傍証している。 
１８４８年憲法第６８条に顕れた執行権責任原理及び第二共和制における執行権責任の基本的性質決
定については、制憲過程の分析、学説の分析、立法動向の分析を綜合すれば、概ね次のように言える。
                                                     
38 クレミュー議員提出法案及び委員会修正案について、Ass. nat., Le Moniteur universel, 3 déc. 1848, no 388, 
Add. la séance du 29 nov. 1848, pp.3447-3451. 
39 法案第２条；「起訴事由は以下のものである。第一。叛逆罪及び涜職罪。第二。一般法によって体刑及び名
誉刑に処される全ての重罪。共和国大統領に関しては、一般法上の軽罪。」ibid. 
40 法案第３条；「加えて大臣は、禁錮に処せられる軽罪について訴追され得る。しかし、訴追は大臣が職務を
停止した後でしか為され得ない。訴追は陪審に対して為される。」ibid. 
41 Ibid., p.3450. 
42委員会による修正第３条；「加えて大臣は、一般法上の軽罪について通常裁判所に訴追され得る。但し、か
かる訴追は国民議会の事前の承認を条件として、大臣の職務の停止後に限って為され得る。」ibid. 
43 ibid., p.3449. 
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第６８条は後続条文の規定する刑事責任原理について先触れするものに他ならず、１８４８年憲法にお
ける執行権責任の精神は弾劾的責任観を基礎に置くと読むのが妥当である。第二共和制が議院内閣制乃
至は半大統領制に未だ到達していないという結論と表裏をなす。尤も、クレミュー議員提出法案が成立
しなかった理由については不分明である。トロペールは「国民議会は、議院少数派に転落することを恐
れない大臣に対して辞職を強いる手段を確保しておくのを望んでいた。この点で、訴追権は、協働の拒
否を補うための手段であり、より柔軟さのある扱い易い手段であった44。」と示唆し、意図的に不明確な
ままに留め置かれた刑事規定の融通無碍な運用が指向されていたと示唆する。第二共和制下におけるこ
の様な運用の実例と言えば、ルドリュ＝ロラン Ledru-Rollin が行った二つの事例のみが知られている。
一つ目の訴追提案は１８４９年１月２７日に、時のオディロン・バロ内閣に対して、政治的結社の禁止
に関する法案の提出を以て政府が緊急事態宣言を要請したことを理由として為されたものである。この
訴追提案は、憲法第６８条と第９１条の両方を援用して、内閣による憲法への攻撃を理由として行われ
ている45。但し、この時のオディロン・バロ内閣訴追提案は、１８４９年２月３日の委員会審議によって
為された否決勧奨に基づいて、国民議会において多数で否決された46。ルドリュ＝ロランによる二度目の
訴追提案は、１８４９年６月１１日に行われたもので47、今度は共和国大統領と内閣全体を訴追するよう
主張するものであったが、国民議会において圧倒的多数（３７７対８）で否決された48。この二事例は、
曖昧なままに留め置かれた刑事責任原理が漏れなく政治的責任追及を現象させることを傍証していると
言えよう。 
先行する諸政体と同様に、１８４８年憲法が大臣の刑事責任を規律するために要請した法律は、第二
共和制下においては一つも成立せず、訴追提案における動向はやや低調に失するきらいがあった。しか
も、制憲過程における議論は、既に見たとおり、体制の指向する執行権責任原理を必ずしも明らかにし
ていない。しかし、以上の行論を以て「１８４８年憲法体制＝執行権の刑事責任原理に基づく弾劾的責
任観の歴史的段階」と一応の性格付けを結論することができる。以上を以て、１８４８年憲法によって
確定された第二共和制における執行権責任の、主として憲法制度内在的な次元における分析を終えるこ
ととしよう。 
 
 
    第２款、大臣責任疎外の制度的・情況的諸要素 
 
 ここでは、第二共和制下の大臣責任機能不全の制度的・情況的諸要素について検討する。そもそも、
国家元首有責原理が憲法原理として規定されているという最も基底的・制度的次元での問題に加え、ル
イ＝ナポレオン・ボナパルトという、議会の頭越しに大衆の喝采から権力の正統性を調達する強烈なパ
ーソナリティが存在したという状況的要素を併せて鑑みれば、第二共和制が大臣責任制と如何にも相性
が悪い体制であることは容易に看取されよう。実際、共和国大統領が大臣に対する選定罷免権を有して
いたのに対し、大臣衆たる内閣は、共和国大統領により自ら決される政策を執り行う官吏に過ぎず、自
                                                     
44 M. Troper, op. cit., p.100. 
45 CD, Le Moniteur universel, 28 janv. 1849, no 28, séance du 27 janv. 1849, pp.293-294. 
46 CD, Le Moniteur universel, 4 févr. 1849, no 35, séance du 3 févr. 1849, pp.373-378. 
47 CD, Le Moniteur universel, 12 juin 1849, no 163, séance du 11 juin 1849, pp.2044-2049. 
48 CD, Le Moniteur universel, 13 juin 1849, no 164, séance du 12 juin 1849, pp.2053-2057 
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律的な決定及び責任の主体ではない。これは、逆言すれば、共和国大統領との間柄が円滑である限り、
内閣は議会に対して強い立場に置かれるのであり、議院内閣制のメルクマールとしての、内閣の対議会
責任は、それが現象する与件に欠けている。従って、大臣の政治的・連帯的な責任としての政府責任は、
第二共和制下においては、国家元首との関係においても議会との関係においても成立・現象し得ない。
以下、大臣衆たる内閣の置かれた位置づけを、先ず国家元首との関係において、次いで議会との関係に
おいて、検討してゆくこととしよう。 
 
 第２款の１、国家元首に対する大臣衆の従属情況 
 
 復古王政、七月王政期と同様に、大臣衆は国家元首から独立して存在してはおらず、それ故、真正の
政治権力を有することもなかった。大臣衆を共和国大統領と結びつけている紐帯は寧ろ階層性的類型の
ものに属し、責任を核とした自律的主体間に取り結ばれる関係ではない。斯様な性格を有する第二共和
制下の内閣の位置づけは、古典的には、例えばバスティドによって「官吏政府 gouvernement des commis49」
と呼称されるなど、国家元首に対する従属性において性格づけられてきた。 
１８４８年憲法上における共和国大統領は名実ともに執行権のチャンピオンであり50、単なる象徴的機
関ではない。統治機構全体の中で見たとき、議会を初めとする他の機関との関係性においてはその優越
性が微妙であるものの5152、執行権行使に与る独任制機関として、大臣に対しては明らかに優越している。
同憲法の「第５章 執行権について」を通観してみれば看取されるように、共和国大統領の地位・権限・
義務等に関して、２５を超える条項が規定しているのに対し、大臣に関する規定は僅々第６６条と第６
９条に過ぎない53。従って、１８４８年憲法における執行権規定は、飽くまでも共和国大統領を以て執行
権の主任者と位置付け、その強大な権限を是認するとともに、議会及びコンセイユ・デタとの関係にお
いて立憲的統制を装置している。大臣に関しては殆ど関心の対象となっていない54。大臣の死命を制する
のは、憲法第６４条第１段「共和国大統領は、大臣を任免する」に拠って、大臣の選定罷免権を有する
共和国大統領である。定員と権限の決定権を国民議会に握られているとは言え、「誰を選び、誰を罷めさ
せるか」の権限を掌理する単一人格こそが、大臣衆の日常における主人となる。 
                                                     
49 P. Bastid, Docrtines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., t. II, p.229. 
50 例えば、共和国大統領は統帥権を有し（憲法第５０条）、国防及び宣戦の権を有し（第５４条）、外交関係
を掌理し（第５３条、第６０条）、恩赦権を有し（第５５条）、三か月を超えない範囲で執行権の行使に係る
民選の公務員の職務停止権（第６５条）などを有する。 
51 例えば、如上の執行権行使に当たって、「国民議会の同意」（第５３条、第５４条）や「コンセイユ・デタ
の意見」（第５５条、第６５条）が要求されており、共和国大統領による領土割譲と国民議会解散の禁止（第
５１条）、国民議会の指示に基づく居所と移動の制限（第６３条）が規定されているなど、１８４８年憲法は
共和国大統領に対する立憲的統制を仔細に装置している。 
52 因みに、立法作用に関しても共和国大統領は、その大臣を介した法律発案権を享受している点が見逃させな
い（第４９条）。但し、共和国大統領の法律公布権は、彼が公布を拒絶した場合に国民議会議長が代行する点
が規定されている点において、単なる形式的権限に過ぎないと見るべきである（第５６～５９条）。 
53 第６６条；「大臣の人数およびその権限は、立法権によって定められる。」第６９条；「大臣は、国民議会
に出席する。大臣は、要求する場合は常にその意見を述べ、大統領令によって任命された政府委員によって補
佐される。」訳文は辻村・糠塚前掲書２３８頁に拠った。 
54 但し、第６６条に明らかなように、彼らが立法府に対して従属性を示すという原則を憲法が規定していると
読むことは可能であろう。但し、後述するように、大臣と共和国大統領との紐帯性は、議会との間におけるそ
れよりも遥かに強力である。 
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 但し、１８４８年憲法第５章は、共和国大統領－大臣衆－国民議会というトリアーデに関して、状況
的要因の影響を受けないほどの高い規律密度を有する訳ではない。実際、第二共和制における斯かるト
リアーデは、権力担当者のパーソナリティによって極めて大きく規定されていた。第二共和制における
執行権内のトリアーデは、大臣衆の一定の自律性の存在した初期段階から、かかる自律性が大統領の個
人的権力に回収されて大きく縮減される段階へと移行してゆく。 
 第二共和制劈頭、閣僚評議会議長オディロン・バロは、その職務の遂行に当たって、全く七月王政的
発想に立っていた。つまり、内閣は国家元首と議会を媒介する機関であり、その責任は国家元首と議会
の二方向へのベクトルを持つと考えていた55。バロは自身の考える、あるべき内閣像を次のように敷衍し
ている。「第一の条件は、大臣たちが内閣 Cabinetを形成することである。内閣とは、固有の生を有する
集合的存在であり、その責任は大統領の責任から独立したものである。 、、、第二の条件は、内閣の構
成員が全く同時に、共和国大統領から、そして議会多数派からの信任を得ているということである。か
かる信任は個人的同情心から生じるものではない。尊重されるべき力、という感情を惹起するものであ
る56。」バロは、閣議を大臣衆のみから構成される空間とし、衆議一致の段になって共和国大統領の署名
を求めるという方法を採ることによって内閣の自律を達成しようと試みた。さもなくば、閣僚評議会は
自律性を喪失し、国家元首か国民議会のどちらかに従属する結果となってしまう。尤も、この方法は憲
法が明文で禁止していないだけであって、憲法の規定する国家元首中心主義からすればやや異質である。
「この様な習慣は内閣更迭の一因となったはずである。大統領は、大臣たちが自分を後見しようとして
おり、自分の力を削ごうとしている、という印象を持ったのである57。」とバスティドは指摘している。
果たして、バロによる斯様な政治運営はルイ＝ナポレオンのカエサリスムにとって目障りとなった。 
 第二共和制における政治生活の第二の段階は、ローマ派兵を自身の個人的権力確立の好機到来と見る
ルイ＝ナポレオン・ボナパルトが、１８４９年１０月３１日の「事件」58を引き起こしたことによって到
来する。この「１０月３１日教書事件」は、ボナパルティスム研究において必ずしも然るべき地位が与
えられているとは言い難いが59、後の第二帝政において全面開花する、統治原理におけるルイ＝ナポレオ
ン・ボナパルト特有の権力の個人化・人格化の原理をとりわけ明確に先触れするものとして重要である
                                                     
55 「憲法は、大臣たちを評議会の中に置いた訳であるが、閣僚評議会無くしては大統領は何ら意味ある統治の
行為を為すことは出来ない。閣僚評議会は国家の二大権力の合意と均衡を保証する重要な、本当のことを言え
ば、唯一の保障なのである。つまり、内閣は憲法の精神ともいうべきものであるが、そうであるがゆえに内閣
は真正の仲介的権力を構成するのであり、自身以外の二大権力が相互に反目し、相互に浸漬しあうのを防ぐ役
目に任じているのである。それ故、内閣は、共和国大統領をして議会に応答させ、議会をして共和国大統領に
応答させる、真正の制度なのである。」O. Barrot, op. cit., vol.III, p.486. 
56 Ibid. 
57 P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., t. II, pp.163-164. 
58 この事件に関しては、M. Deslandres, Histoire constitutionnelle de la France, t. II, pp.428-429 ; P. Bastid, 
Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., t. II, pp.226-228. 
59 例えば、我が国におけるボナパルティスム研究の一つの水準を為す、前掲・西川『フランスの近代とボナパ
ルティスム』においては、１８４９年１０月３１日教書事件は取り上げられておらず、ナポレオン３世におけ
るカエサリズム的統治形態の重要な一翼を担う「執行権＝国家元首にのみ従属する手段的存在としての大臣」
についても、同書第４章「ボナパルティズムの原理と形態」において、ごく僅かに触れられているに過ぎない。
斯かる西川の行論は、第一に、時期に関して第二共和制下におけるボナパルティスムの準備段階よりも第二帝
政下において全面開花したボナパルティスムに多くが割かれているという特徴が在り、第二に、執行権の位置
づけに関して、その最上層部に位置する大臣衆に関する行論よりも、寧ろ知事、内務官僚制度、軍隊、警察機
構と云った実力装置に重点が置かれているという特徴が在る。参照、西川・前掲書３１～１８０頁。 
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と言えよう60。ローマに派遣されたフランス軍部隊の兵站のために必要な予算が焦点となっていた議会審
議において、第二次オディロン・バロ内閣は、要求の予算の全額を賛成多数で得ることが出来た。これ
は議会審議の沸騰にも拘らず、執行府が辛くも得ることのできた貴重な勝利だったが、ルイ＝ナポレオ
ンは満足しなかった。オディロン・バロ内閣は国民議会多数派の支持にも拘らず、「選定罷免権者」ルイ
＝ナポレオン・ボナパルトが１０月３１日に議会に宛てた教書によって更迭された61。従って、１８４９
年１０月３１日教書という「事件」の意義は、自ずから明らかである。大統領ナポレオンは自分自身の
政策を押し通すことを望み、自分自身の政策に対する議会の支持を要求していたのである。彼は１０月
３１日の教書において自身が直接普通選挙で選ばれたことを強調しつつ、「全ての政策は、ナポレオンの
名においてのみ存するものである62。」と強調している。「個人的」政策を行うための「個人的」権力を要
求する宣言である。議院内閣制の端的な否定である。 
第二共和制が大臣責任制を曲がりなりにも運用することで議院内閣制を指向するのか、それとも直接
公選と有責原則を結合させた国家元首による大統領制を指向するのか、という体制の分岐点は１８４９
年１０月３１日に訪れ、体制は後者へと方向を決した。１０月３１日事件は、単なる内閣の更迭劇では
なく、体制の変更を伝えるものだった63。「権力の人格化としての大統領制」と「責任内閣制・大臣責任
制の否定としての大統領制」という、１０月３１日事件の含意を、何よりも雄弁に写実するのは、当事
者であるオディロン・バロの筆致である。『回想録』は、先ず、前者の含意に関して、「ナポレオンの後
継者が、一糸まとわぬ自らの姿をありありと見せつけたものであった。この教書において彼は、今後自
らは確たる仲介者を持たずに権力を行使してゆくのだ、という旨、議会に伝えたのである64。」と述べ、
                                                     
60 第二帝政下における皇帝の権力集中とそれに奉仕する統治機構に関して、西川・前掲書１４９～１５０頁。 
61 少しく長いが引用しよう。「我々が置かれている深刻な状況において国家権力の種々の主体の間に行き渡る
べき合意は、これら権力主体各位が相互に信頼しあい、互いの意図を率直に伝え合う仲にならないのであれば、
維持し得ない。この様な率直さの例を挙げるべく、私は議会に対して伝えたい。私が内閣を変更する旨決断し
た理由を。私が、その卓越した働きを高らかに叫びたいと欲し、友情と感謝を伝えたいと望んでいる、そのよ
うな人々と距離を置くことを決断した理由を。－強力なアナーキーによって脅かされている共和国をより盤石
なものとするためには、これまでにないほど秩序を実効的なものとして保証するためには、対外的な関係にお
いてフランスの名をその名高さにおいて維持するためには、一体的かつ強固な嚮導の必要性、強固に構成され
た政治の必要性 la nécessité d’une direction unique et ferme, et d’une politique nettement formulée に同意
する、自己犠牲的な愛国主義に突き動かされた人々が必要である。如何なる優柔不断にも拠ることのない権力
に同意する人物、私の言葉を念頭に置く人物が必要である。－私がいくつもの自己犠牲を身を以て示して参っ
て、もうすぐ一年となる。それ故、諸君が、私の真の意図を誤解することなどないと信じよう。如何なる個人
的な怨恨も、如何なる党派に対する怨恨もなく、私は、極めて多様な意見を持った人々を以て仕事にあたらせ
てきた。しかし、この様な人選をするにあたって私が期待していたような幸運な結果は、得ることが出来なか
った。私が為したことは、様々な意見の融和ではなく、ただ単に力を弱めることでしかなかった。物の見方と
考え方の統一性は挫かれ、妥協の精神は薄弱さと取り違えられた。街頭での危険が去るやいなや、かつての諸
党派は再び旗幟を鮮明とさせ、再び敵愾心をむき出しにして、人々に不安感をばらまくことで国民を混乱に陥
れる。この様な混乱のただなかで嚮導が存在しないがゆえに怯えているフランスは、１２月１０日の被選出者
の掌と、意思を求めている。さて、１２月１０日の被選出者の意思、それは、大統領と諸大臣の間に発想、見
方、確信に関する全面的な共同性が存在するときにしか、そして、議会が国民の思惟に－この国民の思惟は共
和国大統領の選挙によって示されている訳だが－寄り添うときにしか、熱のこもったものとはなり得ない。政
治機構全体が、１２月１０日に大成功を収めた、、、何故なら全ての政策は、ナポレオンの名においてのみ存
在するからである。 、、、これが私の選出によって生み出された政治であり、私が議会と人民の支持を以て
大成功させたいと望んでいるものである、、、」Ass. nat., Le Moniteur universel, 1re nov. 1849, no 305, séance 
du 31 oct. 1849, p.3464.  
62 Ibid. 
63 M. Deslandres, op. cit., t. II, p.429. 
64 O. Barrot, op. cit., vol. III, p.478. 
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この国家元首は「斯様にして、共和政体の中に純然たる個人的政策を65」導入したのであると結論付けて
いる。次いで、後者の含意に関しては、新内閣の構成によって確認される66。「、、、大臣たちは如何なる
党派も代表していなかった。実をいうと、彼らは議会において何物も代表していなかった。そして、彼
らが政治的に完全に無色透明であったことこそ、ルイ＝ナポレオンが彼らを大臣に指名した最大の理由
だったのである67。」「この様な大臣たちの取り合わせでは、最早閣僚評議会議長は存在しない。これは自
ずからそうなる。何故なら、ルイ＝ナポレオンが決然と語った思惟は、内閣を持つということではなく、
大臣衆 ministres を持つ、という発想だったからである68。」つまり、第二共和制・第二帝政を通じて、
一個の責任主体としての内閣なる集団は存立しないこととなった。内閣の連帯性、連帯的責任としての
大臣責任制は存立を得ないこととなったのである。バスティドの指摘する「官吏内閣」は、斯様にして
成立した。オディロン・バロの内閣の後を襲った内閣に関して、バスティドは次のように強調している。
「これらの人々、大部分は新顔であるが、彼らは彼らの前任者たちが有していたような権限を保持する
ところとは程遠い状況に置かれた。議会は、彼ら大臣衆において、大統領の意思を執行する吏員の姿し
か見出すことが出来なかった69。」したがって、大臣たちは、共和国大統領に対する階層的関係に置かれ
ていることとなる。共和国大統領は、ただ自らの意思にのみしたがって、大臣たちをその座に留めおく
か暇を出すかを決める。 
 
第２款の２、国家元首に対する国民議会の劣位 
 
内閣の国家元首に対する従属性に加えて、議会が内閣に対して政治的統制を欠いていた第二共和制の
政治動態が、同体制における大臣責任制成立を妨げる重要な要因として存在していた。制定法の次元で
見れば、国民議会の対大臣・対内閣統制機制は一定の強度を有している。少なくとも１８４８年憲法は、
大臣衆が国民議会に対して優越的制度設計を持たない。そもそも大臣の定数と権限とが国民議会の掌理
すると規定している以上、１８４８年憲法が国民議会に対して提供する内閣統制機能が小さいとは言え
ない。加えて、第二共和制における国民議会は、１８４９年７月６日国民議会規則に規定された大臣質
問権に訴えることで不信任を表明出来た70。 
ところが、国民議会は、制度上付与されている筈の政府統制機能を実効化出来なかった。大臣衆に対
する基本的優位性が憲法から読み取れるのにも関わらず、また、大臣質問が制度化されていたにも関わ
らず、国民議会による倒閣は第二共和制下には一度として生じなかったのである。大臣衆が議会に対し
ても国家元首に対しても「憲法上は」劣位に置かれる第二共和制の制度は、それ自体としてはオルレア
ン的二元主義を現象させ得る余地を残していたが、実際の政治動態は、一方的な支配－従属関係として
顕現する、国家元首との大臣衆との紐帯の極度の緊密性によって、極めて跛行的に展開した。 
                                                     
65 Ibid. 
66 この新たな内閣の構成に関しては、P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde 
République, op. cit., t. II, p.230. 
67 O. Barrot, op. cit., vol. III, p.483. 
68 Ibid., p.484. 
69 P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., t. II, p.230. 
70 １８４９年７月６日に採択された立法議会院内規則第７章第７９条～第８２条。R. Bonnard, Le 
règlements des assemblées légisaltives de la France depuis 1789, Sirey, 1926, pp.306-307. 
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クラブの禁止に関する政府提出法案を巡って71、同法案の規定に批判的な議会多数派によって、政府が
要請する緊急事態宣言を却下され、政府は議会少数派に転落する。そこで、二元的議院内閣制を信奉し
ている筈のオディロン・バロを筆頭とする大臣衆が頼ったのが、強力な民主的正統性を享受している国
家元首の庇護である。バロ自身、この不本意な選択を苦々しく述懐している72。議会に宛てて、政府は次
の様に宣言している。「本日、エリゼ宮で閣議が開かれた。昨日の出来事に関する報告を、大臣から共和
国大統領に為したところ、大統領は、政策を変えるべき理由は何も見つからないし、内閣は大統領の確
固として粘り強い支持を当てにして結構、と宣言した73。」自らの選定罷免権が強力な民主的正統性を備
えた独任制機関であるとき、大臣衆は自身の政治的信念を脇に置いて、かかる権力に形振り構わず依存
する。内閣の対議会政治責任は機能せず、国家元首は執行権のみならず、国家統治機構のチャンピオン
として振る舞う。執行権の内部関係が、国家元首の個人的権威によって上から一元的に整序されている
限りにおいて、国民議会は政治過程における攻撃手段を殆ど取り上げられてしまう。国民議会に唯一残
された切り札をバロは見切っていた。「したがって、議会から執行権に対して申し込まれた決闘は、受け
取られた訳である。そして、この紛争において、議会は最早最後の手段に訴えることしかできなかった。
すなわち、訴追に踏み切るということである。しかし、議会は敢えてそうしなかった。議会は執行権に
対して膝を屈したのである74。」国民議会は降伏し、武装解除された訳である。オルレアスム信奉者とし
ての自己の信念と、閣僚評議会議長として負う義理との相剋の中で、バロは遂に一つの公理に到達した。
「自由への愛から共和主義者になった者たちは、新たな憲法がどのように機能するかという事柄につい
て注意深く見守っていた。それ故彼らは、私が共和制の最初の数日間において彼らに伝えた事柄の真実
性を理解することが出来たのである。すなわち、議会の影響力は、選挙で選ばれた有責の国家元首が居
る処では、世襲且つ無答責の国家元首が居る処よりも、その優越性を低からしめることとなるであろう、
ということである75。」１８４９年１月の出来事は、フランスの政治思惟において時代を画するものであ
った。オディロン・バロという１９世紀中葉の最も重要な政治的人物の一人によって、政治的機関にお
ける「責任的契機」と「権力的契機」の連関と云うプロブレマーティクが明瞭な形で認識されるに至っ
たからである。この様な問題感覚は、それ以前のフランス政治生活に於いては存在を確認されなかった。
無答責の君主的正統性こそが権力の強大なることを担保し、責任原理なるものは統制的契機としか連関
せず、権力を弱めるもの以外の何物でもない、という発想こそが、第二共和制以前における支配的な発
想であった。１８７０年以後のフランス近代政治は、共和制を既定路線としつつ、民主主義に対するあ
る種の不信感を抱き続けたが、その根源は如上のバロの呻吟に在ったのではなかろうか。 
１８５１年１月１９日の内閣総辞職は第二共和制の下での国民議会による唯一の倒閣事例だが、これ
は大臣衆の連帯的責任としての政府責任の現象例に数えいれられるものではない。この倒閣の端緒とな
ったのは大統領ルイ＝ナポレオン・ボナパルトによる、陸相・パリ軍事総督シャンガルニエ将軍解任劇
                                                     
71 この出来事に関しては、M. Deslandres, op. cit., t. II, pp.400-401. 
72 「この重大問題に関して院内多数派に見捨てられてしまって、我々はこの事柄に関して共和国大統領に頼ら
ざるを得なかった。直ちに閣議が招集され、内閣を変えるべきか、それともそれまで取ってきた政策を変える
べきか、つまり、取組んできた二つの重大な措置を取り消すのか、これらについて議論が戦わされた、、、」
O. Barrot, op. cit., vol. III, p.83. 
73 Cité in O. Barrot, op. cit., vol. III, pp.83-84. 
74 O. Barrot, op. cit., vol. III, p.84. 
75 Ibid. 
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であったが、この解任劇は徹頭徹尾、内閣の意向に反したものだったからである76。命令不服従とクーデ
タ計画の廉でシャンガルニエ将軍の更迭を求める大統領に対して、内閣は拒否したが、大統領は構わず
将軍を解任し、新内閣を指名する挙に出た。新内閣に対して１月１０日にレミュザ議員が大臣質問を行
い、大臣質問を検討するための委員会が組織された。１月１４日の会議において、委員会報告者ランジ
ュイネは、内閣に対する不信任決議については相当、共和国大統領個人に対する直接の追及については
不相当、と説明した77。危機の端緒を遡れば、情況に対して責任を負うのは大統領ナポレオンの筈である
から、委員会の立場は明らかに筋が通らない。議員たちの中には大統領の責任を追及するよう要求する
者もいたが78、圧倒的多数の議員が支持したのは、内閣に対する不信任決議の採択を採択であった79。翌
日には、大臣全員が共和国大統領に辞職を申し出て、受理された80。実力装置を携えた唯一の好敵手シャ
ンガルニエ将軍を葬り去ることで国民議会を武装解除させ、大統領ナポレオンが皇帝ナポレオンに成る
為の重要な布石となった１８５１年１月危機は、斯様な消息を辿った。そこに顕れているのは、国家元
首有責原理が権力統制の契機を失し、専ら権力正統化の契機のみと結びついている情況であり、大臣及
び「内閣」の置かれた地位の極めて弱体的・従属的な情況である。デランドルが強調しているように、「議
会は、憲法が自身に付与した武器を放棄することによって、将来に向かって武装解除したのである81。」
この事実は、裏面から見れば、大臣責任制－議院内閣制を、議会の側が放棄したということを意味して
                                                     
76  １８５１年１月の危機に関しては、A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 8e 
éd, avant-propos de Dominique Chagnollaud, éditions Panthéon-Assas, 2001, pp.230-233 ; P. Bastid, 
Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., t. II, pp.278-287 ; M. Deslandres, op. 
cit., t. II, pp.436-440. 
77 ランジュイネは次のように報告している。「、、、我々の意見としては、大臣責任以上の、より高次の責任
について問うべき理由は存在しないものと思われる。１８４９年１０月３１日の教書において、共和国大統領
が自身のために、大臣の一般的行為に対する責任を要求していたこと、これは事実である。しかし、１０月３
１日以前であれ以後であれ、憲法も、事物の本性も、そして政治慣行も、大臣責任と共和国大統領責任との区
別を常に維持していたし、今後も常に維持していくことであろう。」Ass. nat., Le Moniteur universel, 15 janv. 
1851, no 15, séance du 14 janv. 1851, p.147. 
78 グーラール Goulard 議員の発言。「共和国大統領は有責である。彼は、憲法の文言通り、責任を負う。憲
法の精神によって、彼は責任を負う。この点に関して、共和国大統領が引き受けた状況に疑いの余地が存する
というのであれば、私は諸君らに対して、１０月３１日教書についての記憶を喚起したい。同教書を思い起こ
せば、かかる責任が暗々裏に共和国大統領によって受け入れられているというのではない、ということを、諸
君らは理解するはずである。彼はかかる責任を要求したのであり、これら諸行為の責めが全面的に自身に帰す
ることを彼は要求したのである。」Ass. nat., Le Moniteur universel, 16 janv. 1851, no 16, séance du 15 janv. 
1851, p.154. ; ラマルティーヌの発言。「私に言わせてみれば、私の憲法理論においては、私がこの様な行為
によって侵害を受けている以上、説明の責を負うべきは大臣ではない。私は、この様な侵害行為に対して、そ
れが今しがた執行権まさにそれ自身によってなされたものとして、説明を求める。」Ass. nat., Le Moniteur 
universel, 18 janv. 1851, no 18, séance du 17 janv. 1851, p.172. ; ティエールの発言。「国家には二つの権力
しか存在しない。執行権と立法権である。もし立法権が屈服することがあれば、国家には最早一つの権力しか
存在しない。そして、国家に最早一つの権力しか存在しないとなれば、統治の形態は変更されたこととなる。
統治の名称も形態も変わる。 、、、何時、そうなるのか？それは重要なことではない。しかし、諸君は語り
たがらないようである。議会が屈服してしまっている以上、諸君は今まさに、変更された統治の形態を受け入
れている。統治の形態は変わってしまうだろう。最早今日、統治の形態は次のように呼ぶことが出来る。帝政
である。」ibid., p.187. 
79 提案された全ての議事日程の内、国民議会によって採択されたのは、サント＝ブーヴ Saint-Beuve による
ものであった。同議員は次のような宣言を提案していた。「国民議会は、内閣に対する信任を有せず、議事日
程を採択す。」と。同提案は大多数の賛成（４１７対２７８）を得て採択された。Ass. nat., Le Moniteur 
universel, 19 janv. 1851, no 19, séance du 18 janv. 1851, p.197. 
80 Ass. nat., Le Moniteur universel, 20 janv. 1851, no 20, séance du 19 janv. 1851, no 19. 
81 M. Deslandres, op. cit., t. II, p.439. 
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いる。 
 
第２款の３、執行府二重責任制の必然的帰結としての大臣責任の喪失 
 
如上の行論に見た情況の抑々の生成要因は、現実において極めて不対等な執行府双頭制において、政
治制度の次元で二重責任制が採用されたことにある。大臣の議会出席権と発言権が憲法上の権限として
規定されていると云う、すぐれて議院内閣制的な要素は82、しかし、国家元首無答責原則が否定されたこ
とを以て、その意義を殆ど失う。有責且つ比類なき民主的正統性を持つ独任制執行機関が、他の責任主
体を絡め取る力は強力である83。バロが「立憲君主制と共和制、この二つの体制は、それぞれ固有の条件
というべきものを有しており、自身の固有の条件を互いに移しあうことはできない。そして、これらの
諸条件の内でも、とりわけ、最も相互移植不可能なものは何かといえば、それは、自身の責任の下で統
治する内閣である。この様な内閣は、国家元首が選挙によって選ばれず、有責でもない、そのような条
件の下においてのみ、可能なものなのである。この様な体制は本質的に君主制であり、かような体制は
暴力無くしては共和制に移し替えることは出来ないであろう。これらの事柄は、事物の本性からそうな
るのであり、公の良識からそうなる84。」と語っているように、第二共和制の統治枠組みの中での責任内
閣制－議院内閣制の運用が限りなく困難で在るという見立ては、当事者によって既に認識されていた。
他方で、この時代の通念は、国家元首無答責の法理が共和政体とは両立し得ないと見ていた。国王以外
の肩書を持つ国家機関が無答責であってもよいという感覚は奇異なものであり、政治力学上の何らかの
配慮によってかかる制度を拵えるのは、極めて反自然的と考えられていた。例えばトクヴィルは「執行
府の長が有責であることが、共和制の精髄である85」と語り、１８４８年憲法の起草に関しては、制憲者
たちが「執行権の長は、国王ではないのであるから、有責なのである、と宣言していた86」と回想してい
る。してみれば、大臣による副署の原則が１８４８年憲法第６７条で「共和国大統領のアクトは、大臣
の任免を除いて、大臣による副署が為されていなければ、効力を生じない。」と規定されているのは、本
来的には平仄が合わない。神聖不可侵な国王を包む The King can do no wrong の法諺故にこそ、国王の
行為の結果として生じた望ましからざる帰結への責任を臣下に転移する機制が、大臣副署制の実体を構
成していた筈だからである。それ故、１８４８年憲法における大臣副署制を、ジャン・ミシェル＝ブラ
ンケは、「責任無き副署」すなわち単に国王の署名の真正性を認証する法的要件として見るのである87。 
                                                     
82 １８４８年憲法第６９条；「大臣は、国民議会に出席する。大臣は、要求する場合は常にその意見を述べ、
大統領令によって任命された政府委員によって補佐される。」訳文は辻村・糠塚前掲書２３８頁に拠った。 
83 共和国大統領の権力は、先ず以て彼が、彼に民主的正統性を付与する直接普通選挙によって選ばれることに
よって強化された訳である。１８４８年憲法第４６条第３段；「大統領は、秘密投票で、フランスの県および
アルジェリアの全選挙権者の直接投票により、絶対多数によって選出される。」訳文は辻村・糠塚前掲書２３
７頁に拠った。 
84 O. Barrot, op. cit., vol. II, p.367. 
85 A. de Tocqueville, Souvenirs, préf. Cl. Lefort, texte établi par L. Monnier et annoté par J.-P. Mayer et B. 
M. Wicks-Boisson, Gallimard, 1999, 2e partie, chap. XI, p.240. 
86 A. de Tocqueville, Oeuvres complètes, op. cit., t. III, vol. III : La pansée politique de Tocqueville sous la 
Seconde République, Gallimard, 1990, t. III, vol. III, p.213. 
87 J.-M. Blanquer, Les mutations du contreseing, in Olivier Beaud et J.-M. Blanquer ( dir. ), La 
responsabilité des gouvernants, Descartes et Cie, 1999, p.238. 同旨の指摘は古く F. Perrin, De la 
responsabilité pénale du Chef de l’Etat et des ministres en France depuis la chute de l’Ancien Régime 
jusqu’à nos jours, thèse Grenoble, Imprimerie Allier frères, 1900, pp.15-16.において為されている。 
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 １８４９年１０月３１日の危機におけるオディロン・バロ内閣の退陣以降、第二共和制下に生まれた
内閣は同質性と一体性を持たなかった。諸大臣は、赤の他人同士である。ルイ＝ナポレオンは自身の利
益に沿うものと彼の個人的選考が判断した、従順な人間を大臣に指名していた。大臣－この肩書きを持
つ人物は、要するに、ナポレオンにとっては従順な取り巻きに他ならない。 
 
 
 
    第２節 第二帝政（１８５２～１８７０） 
 
形式と建前においては共和政体でありながらも、左右対立の調停者であるルイ＝ナポレオン・ボナパ
ルトの個人的思惑に牛耳られていた第二共和制にとって、クーデタによって名実相伴った個人的権力の
体制が成立するのは時間の問題であった88。そして、当然に予想されていたクーデタによって成立した第
二帝政は、基本的には第二共和制と、そこでの権力の性格において地続きであった。すなわち、執行権
の掌握者としての国家元首が、執行府のみならず全国家機関の頂上に君臨して、権力を人格化させる、
という点において、である。「周知のとおり、この君主は仮に自分が世襲の存在であったとしても、自身
は責任を負う立場に留まり続けるつもりだ、と断りを入れた。これは無意味な前置きと言ってよいだろ
う。というのも、革命を通常の制度として捉えることでもしない限りは、世襲と責任とは両立しがたい
二つの言葉であるからである。皇帝は責任を引き受けることが出来た。尤も、憲法上は、彼は責任を免
れることも出来る。とはいえ、遅かれ早かれ時が経つうちに、彼は次のような二者択一の選択へと追い
込まれた。すなわち、自身の体制に自由という外皮をかぶせない以上、権威主義と専制主義の紙一重の
狭く危ない綱渡りを選択するか。それとも、諸自由を約する以上、個人的な権力から議院内閣制へと漸
進的に移行することを選択するか89。」この様にエミール・オリヴィエは証言している。 
左右調停者であるナポレオン 3 世にとって危うい綱渡りは十八番である。しかし、綱渡りの必然的結
末として用意されているのは個人的権力の譲歩であり、体制は、１８６０年代以降、議院内閣制へと舳
先を向け始めた。斯かる転進故にこそ、１８５１年に始まり、１８７０年９月に解体したこの体制は、
一般的に、二つの異なる段階に分けて語られるのである。すなわち、一方が権威帝政、他方が自由帝政
として。１８６０年前後にかかる二段階の分岐点が認められるとはいっても、しかし、注意するべきは、
かかる自由主義 libéralismeへの発展は一本調子のものではないということである90。この二段階の区別
                                                     
88 鹿島茂『怪帝ナポレオンⅢ世－第二帝政全史』（講談社、２００４年）９５～１１６頁。 
89 M. Prélot, La signification constitutionnelle du Second Empire, RF sc. pol. 1953, p.29. 
90 「国家元首の掌中への権力の集中によって、全ての憲法改正は彼の意思に従属しており、第二帝政は、、、
極め付きの硬直的な体制であるかの如き様相を呈していた。ところが、体制に内在的な権威主義から完全なる
議会制への歩みを踏みことによって、極めて大規模の修正を経験することとなった第二帝政は極めて柔軟な体
制となったのである。斯様な段階的移行に関しては、各段階を区別し、際立たせるのは容易ではない。第二帝
政における段階は二つだけしかない、そして１８６０年という年号が権威帝政と自由帝政とを分かつ分岐点で
ある－この様な見方は恣意的である。この様な見方は歴史的真実をデフォルメする単純化である。権威主義は
１８６０年以降も継続したのであり、この時行われた改革は僅かなものであった。１８６０年のかかる僅かな
改革に対して、真正の自由主義は、体制の崩壊前夜、殆ど臨終間際 in extremis に実現したに過ぎないのであ
る。従って、第二帝政における進化は、さして突然の出来事であったとは言えず、寧ろ、漸進的なものであっ
たと言った方が良いであろう。権威主義、そして自由主義は体制を大凡二つに区分する二つの段階を構成する
に過ぎず、中間的段階が存在したと見るべきであろう。」M. Deslandres, op. cit., t. II, pp.556-557. 
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は、第二帝政下において採用された責任システムにも概ね妥当する。すなわち、第二帝政における第一
段階、すなわち、権威帝政においては、大臣の政治責任は皇帝の責任の背後に斥けられていたのに対し、
１８６０年以降、第二帝政は政府責任を認めた１８７０年５月２１日の元老院決議（セナトゥス・コン
シュルト）の採択にまで至ったのである。同元老院決議はエミール・オリヴィエに触発されて、事実、
大臣責任の原則を認めていた。そこでは事実上、国家元首および両院に対する大臣の政治責任が扱われ
ていた。つまり、ここにおいてフランス大臣責任制における技術突破がなされたのである。この種の責
任が法上に扱われる対象となったのはフランス憲政史上初めての出来事であった。しかし、同決議では
皇帝の個人的有責原則が再確認されていた点が見逃せない。つまり、第二帝政終末期は議院内閣制的要
素とカエサリスム的要素とが入り乱れていた時期であり、大臣責任制に基づく議院内閣制－責任内閣制
の技術突破期を、新技術の「達成期」と見るのは早計である。「ナポレオン３世の治世には、王政復古的
要素と移行期的な要素との両方が同居していた。この様な二つの側面の下で、第二帝政が過去から生じ
たものであったのは真に自然なことであったと言って良い。しかし、同時に、第二帝政が未来を準備し
たものであったのも道理なのである91。」とプレロが省察する通りである。従って、政府の連帯的な責任
が国家元首のプレビシット的責任の背後に顔色を失っていたという限りにおいて、権威帝政が第二共和
制からの連続性の中に置かれた存在であること、すなわち「権威帝政」からの「自由帝政」への展開を
純然たる断絶として見るのではなく、寧ろそこに連続性を見る必要がある（第 1款）。無論、自由帝政は、
第二帝政が「移行期としての役割を果たしており、単なる挿入句に留まるのではない92」のであり、大臣
責任制の展開を観察するうえでは、その後の第三共和制への連続性の観点から、格別の省察に値する固
有の意義を持つ１０年間として位置付けられる（第 2款）。 
 
第１款 権威帝政；国家元首の権力と責任の個人化 
 
 左右調停による綱渡りの対議会工作、中堅・少壮将校の抱き込み、警察権力の掌握、シャンガルニエ
将軍追い落としによる国民議会の武装解除等、数々の政治策動が功を奏して、ルイ＝ナポレオンは全権
力の掌握に成功する。１８５１年１２月１日深夜から翌２日午前６時ごろまでの極めて短期間に、クー
デタはあっけなく成功した。１８５１年１２月２日のクーデタによって、ルイ＝ナポレオンは数多くの
反対派の指導者たちを逮捕し、国民議会の解散という挙に出た93。１２月２日のデクレ94に続いて出され
た宣言において、ルイ＝ナポレオンは、自身がフランスに新たな体制を与えられるように、人民の信任
の更新を要求した95。彼は「私は、権力の不安定性と一院の優越が騒乱と軋轢の原因であると確信してい
る。そこで、私は次のような来るべき憲法の基本原理を諸君の投票に委ねる。この基本原理は後程両院
において敷衍されよう。さて、その基本原理とは次のようなものである。第一。有責の国家元首が１０
                                                     
91 M. Prélot, op. cit. p.33. 
92 Ibid., p.54. 
93 「共和国大統領は、以下、デクレを発す。第一。国民議会は解散する。第二。普通選挙が回復される。５月
３１日法律は廃止される。第三。フランス人民は１２月１４日から１２月２１日まで選挙人集会に招集される。
第四。戒厳令が第一軍管区に発される。第五。コンセイユ・デタは解散する。第六。内相は本デクレの執行の
任に就く。」Décr. 2 déc. 1851 de Louis-Napoléon Bonaparte, in J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, 
décrets, ordonnances, règlements, avis du Conseil d’Etat, A. Guyot et Scribe, 1851, t. 51, p.475. 
94 このデクレの詳細に関しては、野村・前掲書１１４～１１６頁。 
95 Proclamation de Louis-Napoléon au peuple français le 14 janv. 1852, in J.-B. Duvergier, Constitutions 
et documents politiques, 14e éd, PUF, 1996, pp.475-476. 
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年の任期で指名される。第二。大臣は執行権にのみ従属する。第三。法案を準備し、立法府における審
議の補助に任じるコンセイユ・デタは卓越した諸人物を以て構成される。第四。法案を審議し、採択す
る立法府は普通選挙によって構成される。選挙を歪める名簿式投票は行われない。第五。全国の名士に
よって構成される第二院は、均衡のための権力 pouvoir pondérateur であり、基礎的契約 pacte 
fondamental と公的自由の擁護者である96。」と述べて、将来の憲法の素案を示した。要するに、ナポレオ
ンの狙いが議院内閣制の否定であったのは明白である。１２月２日の宣言に対応して、１８５２年１月
１４日憲法は国家元首の個人的責任を規定し、大臣の政治責任は否定したのである。 
 
 第１款の１、国家元首の個人的責任 
 
 １８５２年憲法第３条が「共和国大統領は、大臣、コンセイユ・デタ、元老院、立法院を『使って au moyen』
統治する。」と規定している通り、第二帝政における国家元首は、残余の権力にありついたその他の権力
主体をも支配していた97。同憲法第２条がルイ＝ナポレオンの共和国大統領職務を１０年間の任期付きの
ものとしていること、共和国大統領の再任の可能性と方式に関して沈黙していること98、これはさしあた
って問題ではない。何故なら、「既にこの時点で、この１０年の任期が切れる前に執行府が様変わりし、
それによって新たな共和国大統領を選出するのも無用になるであろうことは、確実99」だったからである。
事実、１１月２１日、２２日のプレビシットで追認を受けた１８５２年１１月７日の元老院決議により
帝政が復活した。 
 憲法上、執行権は国家元首が完全に掌理している。「国家元首 chef de l’Etat」として共和国大統領
は、統帥権と対外関係処理の権能を有し、官吏の任命権と命令制定権とによって国家元首の執行権は確
保されている100。憲法上、立法権の領域に於いても共和国大統領のプレゼンスは重大である。第４条に
おいて立法作用は国家元首と両院とに分有されると規定されているにしても101、法律発案権を有してい
るのは共和国大統領のみであり、しかも彼は絶対的立法拒否権を有しているから102、共和国大統領の基
本的優位性は明らかである103。更に憲法第７条は、裁判は共和国大統領の名の下で行われる旨規定して
                                                     
96 Ibid. 
97 H. Berton, op. cit., p.98. 
98 とはいえ、１８５２年憲法第１６条は「共和国大統領が任期満了前に死亡した場合には、元老院は新たな選
挙を実施するために国民を招集する。」と示唆している。第１７条は、「国家元首は、非公開のアクトにより、
元老院記録保管部 archives du Sénat に対して、フランスの利益において、人民の信任と投票を受けるべき市
民の名を推薦する権利を有する。」と、第１８条は、「新たな共和国大統領が選出されるまで、元老院議長は、
閣僚評議会を構成し、多数決において審議を行う現職の大臣と協働して統治を行う。」第１６条の訳文は辻村・
糠塚前掲書２４０頁に拠った。 
99 J. Laferrière, op. cit., p.220. 
100 １８５２年憲法第６条；「共和国大統領は、国家元首である。共和国大統領は、陸海軍を指揮し、宣戦を
布告し、講和条約、同盟条約、通商条約を締結し、すべての官職を任命し、法律を執行するために必要な命令
とデクレを制定する。」訳文は辻村・糠塚前掲書２４０頁に拠った。 
101 １８５２年憲法第４条；「立法権は、共和国大統領、元老院、立法院が共同して(collectivement) 
行使する。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２４０頁に拠った。 
102 １８５２年憲法第１０条；「共和国大統領は、法律および元老院決議を裁可し、公布する。」訳文は辻村・
糠塚・前掲書２４０頁に拠った。本条項の射程が共和国大統領に対して絶対的拒否権 veto absolu を与えるも
のという理解に関しては、M. Deslandres, op. cit., t. II, p.477 ; M. Morabito, op. cit., p.271. 
103 １８５２年憲法第８条；「共和国大統領だけが法律発案権を持つ。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２４０頁
に拠った。 
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いる104。憲法改正の際にも実権を有するのは共和国大統領である。共和国大統領が憲法改正の提案をし
た場合、元老院は、提案を承認する義務を負わされているからである105。憲法の基本原理に関わる修正
が加えられる場合には、改正は人民自身によって承認されなければならない106。とはいえ、１８５２年
憲法によれば、人民に対して訴えかける権利を有しているのは共和国大統領のみである107。つまり、１
８４９年１０月３１日に国民議会に対して宛てた教書の射程は、１８５２年憲法にまで直接及んでいる。
同憲法は如上の執行・立法・裁判および憲法改正の各次元各領域において国家元首ルイ＝ナポレオン・
ボナパルトの個人的権力樹立に奉仕するものであり、同憲法体制は如上の各次元各領域において国家元
首の基本的優位性を確保することで、彼を「国家嚮導者 le maître de l’Etat108」たらしめる。 
 そして、国家嚮導者としての共和国大統領の基本的優位性は、第二共和制憲法と同様に維持された国
家元首有責原則によって裏書きされている。１８５２年憲法第５条は「共和国大統領はフランス人民に
対して責任を負う。」と正面から規定する。但し、如何にも平板な憲法第５条の規定からは直接言及して
いない側面にこそ、「国家元首有責原理」の要諦があった。かかる側面は、ルイ＝ナポレオンによる１８
５２年１月１４日の宣言でその姿を露わにする。「今次憲法は、、、諸君から選ばれた長が諸君に対して責
任を負うことを宣言している。かかる長は諸君に至高の判断 votre jugement souverainを求める権利を
常に有している。厳粛な場において、諸君が長への信任を継続を為すことのできるように、或いは、信
任の撤回を為すことができるように109。」つまり、制憲者意思は、国家元首有責原則における「責任」な
る概念が、国家元首の発案に基づき、議会の頭越しに人民に対して直接負われるプレビシットによって
担保されることを明言しているのである。被裁主体の発案によってしか追及され得ないという奇怪な責
任原理を、ミシェル・ベランジェは「マヤカシ mystification」と喝破している。「１８５２年に組織さ
れた国家元首の責任は、結局は掛け値なしのマヤカシに過ぎなかった。人民は、政治システムにおける
真正の演じ手であるよりも寧ろ、観客なのであった。言うなれば、人民は、自らの意見を表明するため
には、大統領の善意を期待しなくてはならなかったのである。大統領はと言えば、自分がもしそう望む
のであれば、プレビシットによって人民に訴えかけるのである110。」そして、ベランジェは結論付けてい
る。すなわち、この様なシステムは「実際には、民主主義にとっての脅威なのである111。」と。第二共和
制が政体の共和制原理に平仄を合わせて愚直に採用した国家元首無答責原則は、共和制の墓堀人となっ
た。加えて、１８５２年憲法と制憲者意思は、上に挙げた以外の国家元首の責任原理について一切沈黙
していた。カルロス＝ミゲル・ピメンテルは「刑事的に不可侵であることによって、皇帝は世襲的権力
主体に留まり続けることが出来た。この世の如何なる権力と言えども彼を刑事訴追することは出来ない。
                                                     
104 １８５２年憲法第７条；「裁判は、共和国大統領の名において行われる。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２
４０頁に拠った。 
105 １８５２年憲法第３１条；「元老院はまた憲法の改正を提案できる。提案が執行権によって承認された場
合には、元老院議決によってその裁定が行われる。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２４１頁に拠った。 
106 １８５２年憲法第３２条；「しかし、憲法の基本的原理に関するあらゆる改正は、１２月２日の表明にお
いて提起されフランス人民によって承認されたように、普通選挙に付される。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２
４１頁に拠った。 
107 １８５２年憲法第５条；「共和国大統領はフランス人民に責任を負い、人民に訴える権利を常に有する。」
訳文は辻村・糠塚・前掲書２４０頁に拠った。 
108 H. Berton, op. cit., p.98. 
109 Proclamation de Louis-Napoléon au peuple français le 14 janv. 1852, J.-B. Duvergier, Constitutions et 
documents politiques, op. cit., 1996, p.157. 
110 M. Bélanger, Contribution à l’étude de la responsabilité politique du Chef de l’état, RDP, 1979, p.1293. 
111 Ibid. 
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逆に、政治的次元においては、国家元首は何時であっても悪を為す可能性があるものとして存在してい
た。それ故、第二帝政においては国民は必然的に革命を為し得る主体たる地位に置かれていた。何故な
ら、国民は何時でも、皇帝の正統性を喚問することが出来たからである。尤も、だからといってかかる
権利がそこから法的な帰結が導き出されることは決してない。国民は斯様にして帝位の世襲的性格を攻
撃することが出来るが、このことについて憲法は国民に対して如何なる権利も認めていない112。」と指摘
している。つまり、特筆大書された大統領責任を、極めてルーズな政治責任原理として羊頭狗肉的に掲
げる一方で、刑事責任原理に関しては否定する－国家元首の個人的権力の強化に何処までも奉仕する斯
様な責任原理こそが、大臣責任制における「カエサリスム113」であると言える。 
 共和国大統領の政治責任の原則が提起されている以上、政府責任は事実上存在し得ない。執行権が有
責の独任制機関によって掌理されている以上、執行権の主体としての自律的決定権を有しない諸大臣が
責任を有する理は無く、その様な理を個人的権力の体制を指向するルイ＝ナポレオンが潔しとするはず
もないからである。執行府における二重の責任を規定した第二共和制憲法とは違って、諸大臣の政治責
任は制憲者ルイ＝ナポレオンの意思によって拒絶され、１８５２年憲法法文においても否認された。 
 
 第１款の２、大臣の政治責任の否認 
 
 権威帝政は、大臣及び大臣衆の対国家元首及び対議会政治責任を一貫して否定する体制である。１８
５２年憲法第１３条は「大臣は国家元首に対してのみ従属する。大臣は、それぞれ自身に関する事案に
関してのみ、政府の行為に対して責任を負う。大臣間における連帯性は一切存在しない。大臣は元老院
によってのみ訴追され得る。」と規定していた。「従属」する主体は「自律」的主体でない限りにおいて、
政治的責任主体とは成り得ない。国家元首は大臣に対する不信任表明権と罷免権を抜き身で有している
が、しかし、国家元首の側にこれらの権力が同定されることと、大臣の側において政治責任が同定され
ることは、対応関係にはない。両者の間に存在していたのは政治責任を媒介とする紐帯ではなくして、
寧ろ、階層的な類型の関係性なのである。政治権力を持たない諸大臣は、大統領意思の執行を自身の任
務とする、単なる行政官吏となる。このような在り様は、国家元首のパーソナリティに良く対応してい
る。エミール・オリヴィエは「皇帝は、一人で行動する。すなわち、皇帝は一人で君臨し、一人で統治
する114。」と回想し、「皇帝は自分で話す以上に、人の話を聞くタイプだった。そして彼は評議会に暇を
やり、一人で決めるのである115。」と証言している。ド・ラ・ゴルスも「大臣たちは確かに自分たちの椅
子は持っていたのだが、その椅子が置かれていた場所は手荷物預かり所、否、倉庫なのである。つまり、
彼らは、主人に仕える端役的存在の人物なのである。そして、この主人というのが、気難し屋で、謎め
いていると同時に強情で、全てを自分のところに引き付けるのに執心である、、、116」と指摘している。
したがって、大臣衆の仕事は「些かの政治ともいえないもの」であり、「大臣はそれぞれに隔絶しており、
自身の配慮は全て、自身の省庁における技術的な事柄に対して向かざるをえなかった。 、、、従って、
                                                     
112 C.-M. Pimentel, La main invisible du juge : l’origine des trois pouvoirs et la théorie des régimes 
politiques, thèse dactyl. Panthéon-Assas ( Paris II ), 2000, p.576. 
113 Ibid. 
114 E. Ollivier, L’Empire libéral ; études, récits, souvenirs, Librairie Garnier Frères, 1895-1918, t. XIII,  
p.66. 
115 ibid., p.71. 
116 P. de La Gorce, Napoléon III et sa politique, 10e éd., Plon, 1933, p.70. 
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大臣は、自身の所管する行政が順調に進捗しているか、機能しているかについてのみ、応答する義務を
負っていたのである117。」斯様な権限主体においては、政治責任原理はその成立の前提条件を抑々欠いて
いる。 
 議院内閣制を否定し、大臣衆をして頭たる自身に反抗しない手足に飽くまでも留め置きたいというル
イ＝ナポレオンの意図は、大臣の刑事責任原理の具体的な組織化において象徴的に示される。そもそも、
大臣の刑事責任の問題に関しては、当時のフランスにおいて既にある種の「公準」と云うべきものが存
在していた。すなわち、第一に憲法が唯一の大臣責任原理として承認すること、第二に、その具体的な
組織化を憲法が立法委任すること、第三に、当然に予期される特別法の制定は実際には為されないこと、
という三つの方法論的選択である。このことは、前章までの行論に明らかであろう。ところが、１８５
２年憲法においては、大臣の刑事責任制度の組織化は些か様相を異としているのである。大臣の刑事責
任の原則は１８５２年憲法第１３条によって規定されており、そこでは「大臣は元老院によってのみ訴
追される。」と規定されていた。これは異例中の異例である。過般来のフランス大臣弾劾制の伝統に従え
ば－それが隣国におけるインピーチメントの継受に他ならなかった限りにおいて－当然、「立法院が訴追
し、元老院が裁判する」こととならなければならないはずだが、元老院が大臣の－裁判ではなく－訴追
を任務としたのは、フランス憲政史の中で初めてのことであった。元老院議員たちは国家元首によって
指名される118。すると、「元老院が自身のこの権限を、皇帝の意見に同調させ、皇帝の意向に沿う形にお
いてのみ、行使するであろうことには疑問の余地はない。したがって、大臣たちからしてみれば、元老
院のこの権限は、皇帝への自身らの従属関係と競合し、皇帝への自身らの従属関係をマヒさせるような、
何か別の従属関係を生み出すものではない。却って、皇帝への従属関係を強化するものなのである119。」
との推論が、当然の道理として働くのである。尤も、訴追された大臣たちが如何なる裁判機関に係属す
るかという問題に関しては、如何なる憲法法文も明示していない。そこで、憲法第５４条から、大臣の
刑事責任の管轄権は特別の裁判機関に属する、と推論されることになる。無論、第５４条は、共和国大
統領によって為された重罪、侵犯行為 attentats、陰謀について高等院が管轄権を有すること、国家の内
外における安全に対する侵犯行為の場合にも管轄権を有するとの規定であり、大臣責任に直接向けられ
た規定ではない。しかし、同条は、同条の構成要件に該当する「全ての者 toute personnes」を対象とす
ると明示している。しかも、同条は国家元首の行為をサンクションすることに向けられた規定でありな
がら、「高等院は共和国大統領の命令の名においてのみ、審理を付託される。」としていることも見逃せ
ない120。したがって、同条項は、実質的には大臣を主たる適用対象としている。そして、これ以上のよ
り一層詳細な、弾劾の具体的制度設計については、後法への立法委任と云う、フランス大臣責任制の伝
統が再び姿を現す。しかし、過般来のフランス憲政における大臣弾劾制の「公準」との関係において異
例であったのは、第二帝政下においては二つの法律が相次いで速やかに成立したということである。一
つは、高等院の組織を定める１８５２年７月１０日の元老院決議であり、これは帝政復帰の宣言が公式
                                                     
117 H. Berton, op. cit., p.116. 
118 １８５２年憲法第２０条；「元老院は、以下の各号に挙げる者から構成される。－１、枢機卿、元帥、提
督 －２、共和国大統領が元老院議員の顕職につけるにふさわしいと判断した市民。」訳文は辻村・糠塚・前
掲書２４１頁に拠った。 
119 H. Berton, op. cit., p.117. 
120 １８５２年憲法第５４条；「高等院は、共和国大統領および国家の内外における安全に対する重罪、侵犯
行為または陰謀に係る被告人として高等院に送致された全ての者を裁判する。高等院による判決には控訴も破
毀申し立ても認められない。－高等院は、共和国大統領の命令の名においてのみ、審理を付託される。」 
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に為されるに先立つ立法である121。いま一つは、特別裁判機関の権限を定める１８５８年６月４日の元
老院決議である122。1858 年 6 月 4 日決議第一条は、高等院に対して、大臣の訴追についての受理不受理
を決する権限を付与し、かかる権限を特別の罪刑に対するものと限定しなかった123。過般来のフランス
大臣責任制の制度的公準に留まる限り、弾劾的責任観という憲法原理と、空手形としての立法委任によ
って刑事責任原理を議会の融通無碍な執行府攻撃手段とする方法論とが、尋常一様な解法として在る筈
であった。しかし、１８５２年の制憲者意思が大臣の刑事責任原理に対して寄せる関心は尋常一様なも
のではなかった。責任主体の自律性に奉仕することのない「責任」原理は、国家元首の個人的権力への
翼賛体制確立の為に是が非でも必要であったのである。 
 以上の様な刑事責任を巡る消息に対して、大臣の政治責任は原理としても実体としても存在しなかっ
た。議員内閣制的類型の責任に関しては、１８５２年憲法法文が原理的次元において拒絶していた。事
実、同憲法第１３条は「大臣は国家元首に対してのみ『従属』する」と規定した。「従属すること」と「責
任を負う」ことは、後者が応答客体に対する応答主体の一定の自律性を前提とし、前者が前提としない
点で大いに異なるうえ、同条における「大臣 ministre」単数形の個人であり、連帯性という政治責任概
念の本質的要素が逸されている。大臣の政治責任への原理的否定は、ルイ＝ナポレオンの１８５２年１
月１４日の宣言の中で、責任内閣制へのあからさまな敵意と共に言明、正当化されている。「有責である
ことによって、共和国大統領の行為は自由な、拘束の無いものとなる。そこから、自身の思惟にあたっ
て、名誉ある力強い保佐人としての大臣を設けるべき大統領の義務は導きだれる。しかし、それでは大
臣たちが連帯性構成員からなる有責の評議会を形成するのかと言えば、そうではない。斯様な評議会は
国家元首の個人の活力を常に妨害し、両院から発される政治的表明を常に妨害する。したがって、だか
らこそ、かかる評議会は日々の変化にさらされることで、継続性の精神を何であれ失ってしまい、恒常
的な仕組みを現実に適用するにあたっては悉く失敗してしまう124。」ここでは、ルイ＝ナポレオンによっ
て権力と責任の相互補完性が明確に認識されていることに注目しなければならないだろう。そうして、
１８５２年憲法第４４条によって、大臣職務と議員職務の兼任が禁止されたのである125。デランドルは
「立法府の構成員が大臣として振舞うことで、政府に対して議会の支配力を押し付けてこないよう回避
することが望まれたのである126。」と説明している。 
 体制の民主的・共和的正統性と国家元首無答責原則が平仄の合わないものと考えた第二共和制の制度
                                                     
121 Sénatus-Consulte du 10 juill. 1852 fixant l’organisation de la haute Cour de justice, in J.-B. Duvergier, 
Collection complète des lois, décrets, ordonnances, règlements, avis du Conseil d’Etat, op. cit., 1852, t. 52, 
pp.477-478. 
122 Sénatus-Consulte du 4 juin 1858, déterminant la compétence de la haute Cour de justice. ibid., 
pp.254-262. 
123 １８５８年６月４日元老院決議第１条；「１８５２年７月１０日の元老院決議によって組織される高等院
は、皇室の皇子と皇帝の家族 les Princes de la famille impériale et la famille de l’Empreur、大臣、高位の保
有官僚 grands officiers dela Couronne、レジオン・ドヌール勲章グラン・クロワ章保持者、大使、元老院議
員、コンセイユ・デタ評定官によって為された重罪あるいは軽罪を審理する管轄権を有する。－但し、前段に
おいて挙げた者の内、軍務に関する行為について訴追された者は、陸上及び海上において戦役が行われている
期間に渡って pour les années de terre et de mer、軍法会議法典 Code de justice militaire に従って、軍法会
議で裁かれる地位に留まる。」同決議第３条；「憲法第１３条に従って、大臣が元老院により訴追された場合、
審理の行われる場所と日時を決定する皇帝のデクレによって、高等院の法廷が招集される。」 
124 J.-B. Duvergier, Constitutions et documents politiques, op. cit., pp.157-158. 
125 １８５２年憲法第４４条：「大臣は、立法院議員であってはならない。」訳文は辻村・糠塚・前掲書２４
２頁に拠った。 
126 M. Deslandres, op. cit., t. II, p.478. 
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設計の完全な延長線上に置かれたことで、第二帝政前半期は、議会制の発展が停滞した。自由帝政の最
後の段に至るまで、皇帝からの組閣要請を固辞し続けていたエミール・オリヴィエの嘆息が、かかる消
息を克明に記録している。「君主制下においては、議会制は必要不可欠な形式であり、近代人が長い間相
続権を奪われてきた déshérités 状態にとどまるのを潔しとしないかかる政治的自由にとって、なくては
ならないものである。共和制においてかくあるべきものとされている有責の国家元首によって、議会制
の仕組みは出鱈目な付け足し superfétation anarchiques 以外の何物でもなくなる。逆に、無答責の国
家元首を有するということが、文明と進歩の要請するところである127。」 
 
      第２款 自由帝政；議院内閣制への過渡的段階における大臣責任の諸問題 
 
１８６０年代以降、第二帝政は自由主義の途を指向した。体制の方向転換は目撃者によって「議会制
は１８５２年１月１４日の共和制憲法によって殺された。しかし、議会制は理想となって生き返り、帝
政が復活するや否や、現実に生き返ったのである128。」と証言され、後世の公法学者によって、体制は「議
会帝政 Empire parlementaire129」に変容したと性格規定される。１８６３年と１８６９年の立法府選挙
によって自身の権威を低下させたナポレオン三世は、巻き返しの為に大幅な譲歩を余儀なくされたので
ある。両院は政府の活動に対するある程度の統制を加えることが可能になった。先ず、１８６０年に復
活された奉答のメカニズムによって、次いで、１８６７年に奉答に取って代わった大臣質問のメカニズ
ムによって、大臣衆と議会との距離が縮まり、後者による前者への政治的統制の契機が生じた。１８７
０年５月２１日の元老院決議は、この様な再均衡化の流れの中での、体制における総括として位置付け
られる。同決議によって、国家元首と両院に対する大臣の政治責任の原則が規定された、と論じられ、
第二帝政は当初の権威的体制から１８６０年を境に自由主義を指向し、最終的には議院内閣制－立憲君
主制へと落ち着いた、と論じられるのである。 
しかし、権威的体制から自由的体制への移行は、飽くまでも体制内転換に過ぎず、体制を性格付けて
いたのはカエサリズムであり、議院内閣制を制定法上の原理として位置付けることを否定し続けたのも
カエサリズムの原理であった130。そもそも１８６０年におけるナポレオン３世の転進は彼の対伊政策に
よる国内カトリック教徒の離反、対英通商条約締結による自由貿易政策による産業資本家層の離反とい
う世論の硬化を前に外見的な議院内閣制を演出してみせることで人気取りを図ったものにすぎない131。
確かに、ナポレオンによる最初の改革の衝撃が、体制が議院内閣制へと緩やかに移行する原動力を構成
した事情は観察された132。しかし、末期第二帝政をして「自由帝政」として性格付けるのはまだしも、「議
会帝政」として性格付けるのは性急である。そこには議院内閣制的な諸要素が発生してきてはいるが、
体制を性格付ける原理にまではなっていない。議院内閣制の構成要素としての大臣責任－政治責任原理
としての－に目を遣れば、かかる責任原理は１８７０年５月２１日元老院決議によって、法上の位置づ
                                                     
127 E. Ollivier, op. cit., p.29. 
128 Ibid. 
129 M. Hauriou, op. cit., p.326 ; Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.179 ; J. Laferrière, op. cit., 
pp.229-230 ; H. Berton, op. cit., p.416 ; M. Morabito, op. cit., p.291 ; G. Toulemonde, Emile Ollivier ( 2 
janvier 1870-9 août 1870 ), RRJ 2006, p.1055. 
130 R. Le Mestre, Le sénatus-consulte du 21 mai 1870 fixant la Constitution de l’Empire ou l’impossible 
Empire parlementaire, RRJ, 1998, p.1399. 
131 野村・前掲書１２０～１２１頁。 
132 同上、１２１頁。 
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けを得るに至った。しかし、それは体制の性格的諸原理との関係で大幅な制約を被っており、いまだ胚
胎状態に留まっていた。 
 
 第２款の１、「議会帝政」に未だ至らざる「自由帝政」 
 
 １８６０年１１月２４日に採択されたデクレは「国家機関 grands corps de l’Etat が統治の一般政
策により直接的に参画できるようにし、その信任の明確な徴表を与える133」ことを目的とし、立法院と
元老院における勅語奉答を復活させる旨規定した134135。大革命以来、フランス議会政に伝統的に受け継が
れてきた政府への行動手段が復活したのである136。 
勅語奉答の復活は、エミール・オリヴィエら自由主義的人士の歓迎を受けた137。確かに、権威帝政は
自由帝政への歩みを始めた。しかし、「押し黙った muettes138」議会両院が能弁になったからと言って、
それによって、奉答による執行権の責任の統制が実現したとは言えない。１１月２４日デクレはナポレ
オン３世の主体的な譲歩に過ぎず139、「立法府にとって、奉答するということが何を意味するかというと、
皇帝に対して、尊重すべき、確固たる、良識に適った助言を聞かせること140。」に過ぎない。上意能く下
位を徴すること自体は、そもそも、ルイ＝ナポレオンのカエサリズムが吝かとするところではない。 
勅語奉答の復活と並んで、内閣制度の改革も１８６０年１１月２４日デクレによって行われており、
                                                     
133 １８６０年１１月２４日デクレ前文。Décr. impérial du 24 nov. 1860 concernant le Sénat et le Corps 
législatif, et portant création des minisres sans portefeuille, in J.-B. Duvergier, Collection complète des 
lois, décrets, ordonannces, règlements, avis du Conseil d’Etat, op. cit., 1860, t. 60, pp.592-593. ; E. Ollivier, 
op. cit., vol. V, pp.80-81. 
134 １８６０年１１月２４日デクレ第１条；「元老院と立法院は、毎年、会期の劈頭において、朕の演説に対
して返答する。」J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, décrets, ordonannces, règlements, avis du 
Conseil d’Etat, op. cit., 1860, t. 60, p.593. 当然、この規定が１８５２年憲法第１１条；「共和国大統領は、
毎年元老院と立法院に対し、共和国の国事の状況に関して報告する。」と対応しているのは自明である。元老
院における勅語奉答に関して、エミール・オリヴィエは「１１月２４日のデクレは、元老院の権限を奉答へと
拡大させることによって、、、ラディカルな、、、憲法修正を行ったのである。立法院に対して奉答について
討議する権限が付与されたものの、立法院の権限には本質的な修正は加えられていない。これとは逆に、元老
院にとっては、１１月２４日デクレは根本的な転換を意味した。」と推察している。ibid., p.89. 
135 １８６０年１１月２４日デクレ所定の勅語奉答の手続に関しては、Décret impérial du 3 févr. 1861, 
portant règlement des rapports du Sénat et du Corps législatif avec l’Empereur et le Conseil d’Etat, 
établissant les conditions organiques de leurs travaux, in J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, 
décrets, ordonannces, règlements, avis du Conseil d’Etat, op. cit., 1860, t. 68, pp.59-68. １８６１年２月３
日デクレ第２部第１０条第３４条「皇帝による演説に対する返答としての奉答の草案は、元老院議長と、立法
院の各理事部によって指名された者からなる委員会によって起草される。討議は総会 séance général におい
て為される。修正は書面において為され、元老院議長に手交され、政府委員に伝達される。如何なる修正と言
えども、５名分の署名が無ければ読み上げられず、討議の対象とならない。政府委員及び委員会にとって、そ
の要求する場合に在っては何時でも、修正を委員会に返送することは、権利である。各段落ごとに採択された
後、奉答案は全体として採択される。採択は本デクレ第１９条の規定に従って為される。－奉答は、公開の会
議において抽選された２０名の派遣団によって皇帝に提示される。元老院議長と理事部代表者は常に派遣団に
加わる。元老院議長がスポークスマンを務める。」ibid., p.62. 
136 １８６０年１１月２４日デクレ第２条；「奉答は、帝国の内政及び外政についての必要な全ての情報を供
する政府委員の面前において討議される。」cité in E. Ollivier, op. cit., vol. V, p.80. 
137 Ibid., p.88. 
138 H. Berton, op. cit., p.416. 
139 E. Ollivier, op. cit., vol. V, pp.89-90. 
140 H. Berton, op. cit., pp.417-418. 
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同デクレ第５条における「皇帝は、無任所大臣 ministres sans portefeuille を指名する。無任所大臣
は閣僚評議会議長並びにコンセイユ・デタと協働して、政府提出法案を両院において擁護する141。」との
規定については大臣責任の胚胎として評価されている142。そして、自由主義者たちに勝利を齎した１８
６３年の立法府選挙の後、１８６３年６月２３日デクレによって、無任所大臣のポストは国務大臣
ministre d’Etat のポストに置換された143。デランドルは「かかる措置と同選挙によって、内閣改造が
行われた。これは相当に重大な出来事であった。事実、この内閣改造において初めて、政治的目標を目
ざした閣僚グループが、政治的性向に基づいた大臣の取り合わせにおいて実現したのである144。」と見る。
オリヴィエにせよ、デランドルにせよ、１８６０年から１８６３年にかけての第二帝政の下で、フラン
スは本格的な議院内閣制へと至った、という基本的評価を行っている。しかし、この３年間において第
二帝政下に出現した「ある種の議院－内閣関係」は、マルセル・モラビトが指摘するように145、同時期
「以降、政府はこれらの下僕たちによって護持されることとなった」に過ぎず、「『発言せる大臣 ministre 
de la parole』と『行動せる大臣 ministre de l’action』の間で為された区別によって、大臣職の保持
者は当然のことして諸問題に関して最もよく通暁する者でありながら、議会の会議に参席することがで
きなかった」のである。議院と内閣との相互掣肘と協働に基づく統治などは不可能であり、そこで見ら
れた政治動態は自由主義的外被の下で行われる皇帝翼賛体制の生理に他ならなかった。国務大臣のポス
トを、ビロール Billault 死去後、権威主義者ルエール Rouher が襲うことによって、体制が見かけほど
自由の価値観に基づく訳でも議会制的でもないことは直ぐに明らかとなった。 
 勅語奉答は１８６７年１月１９日のデクレによって、大臣質問にその座を譲る形で廃止された146。そ
の立法趣旨は、同日付の帝国官報が説明する皇帝の御意にありありと示されている。「１８６０年１１月
２４日のデクレは元老院並びに立法院を、より直接的な形で政府の政策と結びつけることを目的として
いた。しかし、奉答の討議は、斯様な目的を達するには至らなかった。奉答に関する討議は時として、
無益にも世論によって沸騰させられて、非生産的な議論を行い、事に当たるための貴重な時間を浪費す
るという結果になった。そこで、余は次のことを信じる。すなわち、審議する権力の特権を損なうこと
なく、賢明な形で規律された大臣質問権を奉答の代わりに宛てることが出来るはずと147。」そもそも、七
月王政下に登場した大臣質問 interpellationは、当該質問が審議の対象となり、当該審議が議事日程の
表決によって（その否決は政府にとって事実上の強制的な辞職勧告である）締め括られる点においてこ
そ、対政府統制手法として基本的特質が認められていた。この限りにおいてこそ、大臣質問を通じた、
議会での実のある政府統制が強制的に生起されるのであり、大臣質問が勅語奉答に対して有する基本的
優位性が存したのである。 
                                                     
141 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, décrets, ordonnances, règlements, avis du Conseil d’Etat, 
op. cit., 1860, t. 60, p.593. 
142 E. Ollivier, op. cit., vol. V, p.88. 
143 Décr. impérial du 23 juin 1863 qui modifie les attributions de cinq ministères, in J.-B. Duvergier, 
Collection complète des lois, décrets, ordonnances, règlements, avis du Conseil d’Etat, op. cit., 1863, t. 63, 
p.562. 
144 M. Deslandres, op. cit., t. II, p.617. 
145 M. Morabito, op. cit., p.287. 
146 第一条；「元老院および立法院の構成員は政府に対して大臣質問を為す adresser des interpellations au 
gouvernement ことが出来る。」（Décret impérial du 19 janv. 1867, Le Moniteur universel, 20 janv. 1867, 
no 20, p.57.） 
147 Lettre de l’Empreur adressé au ministre d’Etat le 19 janv. 1867, Le Moniteur universel, 20 janv. 1867, 
no 20, p.57. 
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ところが、１８６７年１月１９日デクレは、大臣質問権が、内閣に対して議会の側からする政治的統
制の機縁となる可能性を注意深く排除すべく、大臣質問権の行使を厳密に規律していた。従って、大臣
質問権の復活は、両院による大臣の政治責任追及の機会を十分に充足させるものではなかった。その理
由は、以下の３側面において、大臣質問権が有すべき政府統制作用が著しく減殺されていた点にある。 
第一に、大臣質問が提出されてから立法院で審議入りするまでに満たさなくてはならない条件の厳し
さが挙げられる。先ず、大臣質問の要求は書面で為されなければならず、最低でも５名分の署名を備え、
質問の対象を明記していなくてはならない148。この条件を満たした要求は、国務大臣へ送付された後、
審議のために議院理事部に送られる。そして、これらの過程の中での最大の難関が置かれた。当該大臣
質問に対して、立法院における討議が開始されるためには、元老院における二つの理事部或いは立法院
における四つの理事部が討議の開始に対する支持を表明しなくてはならないのである149、このハードル
の高さこそが大臣質問権の行使における最大の障壁であった。自由主義者ランジュイネは「我々は法に
規定された奉答権を有しているが、しかし、そこでの方式は、ただ多数者の権利を形成するだけであり、
少数者の権利については否である。奉答によって、５名の議員が質問を提起し、それについて討議する
権利を有するが、ここまで辿りつくのは大体において確実である。しかし、ここから後は違う。大臣質
問の許可は四つの理事部によって為されなければならず、周知の通り、我が立法院において四つの理事
部ともなればこれは多数派である。この様なハードルはあなた方にも、そして私たちにものしかかる。
時にはこの多数派の中において、政府に対して質問を提起したいと考える集団が形成されることもある
だろう。そういった事情は私たちもしばしば目にしている。この集団もこの様な手続きを踏むのだろう
が、私たち同様、その集団の要求はそこで御破算になってしまうであろう150。」と指摘していた。 
第二に、デクレ第４条が、純然たる議事日程 ordre du jour pur et simple の採択によって、或いは
政府への移送 renvoi au gouvernementによって討議は終結する、と規定していた点である151。理由を付
した議事日程 ordre du jour motivé の採択が出来ないと言うことは、議会が、内閣不信任の明示的態度
表明を為すことができないということを意味する。エミール・オリヴィエは「大臣質問のシステムは、
理由を付した議事日程に対する禁止によって失敗した。最早大臣質問によって議院が政治的討議を行い、
現実的なサンクションを与えるのは不可能となってしまった。もしも私が何か助言をと求められたなら
ば、この様な反自由主義的な制約には反対していたことであろう、、、152」と悔やんでいる。七月王政下
の議会政の大きな遺産は、形だけで、実質は全く骨抜きにされた。 
 第三に、デクレ第７条153の規定による、大臣の議会出席の規制である。同条は大臣が立法院或いは元
                                                     
148 １８６７年１月１９日デクレ第２条：「大臣質問の要求は全て、書面で為されなければならず、少なくと
も５名の議員の署名を伴っていなければならない。大臣質問の要求は大臣質問の対象について概要を示す。大
臣質問の要求は議長に付託され、議長は国務大臣と通交し、大臣質問の要求を理事部の審査に付託する。」Le 
Moniteur universel, 20 janv. 1867, no 20, p.57. 
149 １８６７年１月１９日デクレ第３条；「元老院の二つの理事部、または立法院の四つの理事部が大臣質問
に理由がある旨宣言する意見を発した場合、議院は審議の日程を決する。」ibid. 
150 Corps législatif, Le Moniteur universel, 26 févr. 1867, no 57, séance du 25 févr. 1867, p.206. 
151 １８６７年１月１９日デクレ第４条；「審議閉了の後、議院は純然たる議事手続か、あるいは政府への送
致の何れかを宣する。」第５条；「純然たる議事手続は常に優先される。」第６条；「政府への送致は以下の
形でのみ宣せられる。：元老院（あるいは立法院）は、大臣質問の対象事項に関する政府の留意を要求する。
政府への送致が為される場合、審議の抜粋が国務大臣に送付される。」in Le Moniteur universel, 20 janv. 1867, 
no 20, p.57. 
152 E. Ollivier, op. cit., vol. IX, p.229. 
153 １８６７年１月１９日デクレ第７条；「各々の大臣は、皇帝から特別に派遣されることによって、国務大
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老院に出席し得る旨を規定しているが、これは「大臣の議員出席権」を保障するものではなく、「皇帝か
らの特別の派遣によって par une délégation spéciale de l’Empreur」大臣は議院に出席することが出
来る地位にあると規定するに過ぎない。「自由帝政」においても、カエサリズムの制度的保障は健在であ
る。更に、いま一つの問題として、デクレ第７条における主語が「各々の大臣 chacun des ministres」
とされていたことも見逃せない点である。つまり、大臣は飽くまでも個人として議院に出席するものと
されていた。大臣衆が内閣という一個の集団として議場に席を占めるという原理を、１８６７年１月１
９日デクレは採っていない154。 
 １８６７年１月１９日デクレにおける立法者意思が、大臣の政治責任原則の確立と、それによる議院
内閣制の確立を指向していた訳ではない消息は、以上の３点から明らかであろう。同デクレは確かに第
二帝政後半の自由帝政を強く性格付けている。しかし、大臣質問の行使要件の厳格化による同権限行使
の回数に対する統制（＝量的統制）に加え、大臣質問の審議が「純然たる議事日程」の採択しか伴わな
いことによる同権限の効果に対する制限（＝質的統制）が置かれたことは、「自由帝政」が「議会帝政」
へと進化することを頑なに拒む体制の意思表明であった。大臣の政治責任原理を中核とする大臣責任制
の発想が受容されながらも、それが責任内閣制、議院内閣制へと発展することを拒む態度は、大臣衆が
一体となって議院と向かい合うという構図がデクレによって否定されていたこと、そもそも大臣は「主
人」の許可を得なければ議場に出席できないという原則が採られていたことからも明らかである。 
 余命３年を運命付けられた第二帝政は、しかし、留まるところを知らぬ改革の強風に曝されていた。
再び自由主義者たちが勝利を収めた１８６９年５月と６月の立法府選挙は、皇帝を追い込んだ。皇帝は、
１８６９年９月８日の元老院決議の採択によって、自由帝政の一貫性を損ない、議院内閣制の生成確立
を妨げていた種々の障害物を取り除くことに同意する155。１８６９年９月８日元老院決議は、次の３点
において、１８５２年の体制創建以来の憲政の基本構造、すなわち責任内閣制の否定という体制の本義
を大幅に相対化させた。 
即ち、第一に、１８６９年９月８日元老院決議第２条は「大臣は皇帝のみに従属する。－大臣は皇帝
の主宰の下、閣議において合議する。－大臣は有責である。－大臣は元老院によってしか訴追され得な
い。」と規定し、責任内閣制に対する否定宣言として性格付けられる１８５２年憲法第１３条の法理を大
幅に相対化した。大臣の連帯性を禁止する１８５２年憲法第１３条の法文は消え、政府構成員の責任は、
その個人的性格に、集団的かつ連帯的な性格への発展可能性を付け加えたのである。第二に、同元老院
決議第２条によって、閣僚評議会は合議制の機関と性格付けられることとなった。大臣衆が内閣として、
一体的意思形成の主体へと発展する為に不可欠な要素が憲法編入されたのである。第三に、同元老院決
議第３条は１８５２年憲法第４４条を削除し、大臣職と議員職の兼職禁止を解除した156。１８６９年９
月８日元老院決議によって末期の第二帝政に与えられた変革が、議院内閣制の発展にとって重大な与件
                                                                                                                                                                                  
臣、閣僚評議会議長、コンセイユ・デタ構成員と協働して、諸事案或いは政府提出法案の討議に際して、元老
院或いは立法院において、政府を代表する任に就くことが出来る。」Le Moniteur universel, 20 janv. 1867, no 
20, p.57. 
154 この点に関しては、M. Morabito, op. cit., p.287. 
155 １８６９年９月８日元老院決議に関して、１８６９年８月２日の法案の提出、８月２６日におけるドゥヴ
ィアンヌによる報告、９月１、２、３、４日の審議、そして９月７日における１２９対３票での可決、これら
に関しては、J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, décrets, ordonnances, règlements, avis du 
Conseil d’Etat, op. cit., 1869, t. 69, pp.268-283. 
156 １８６９年９月８日元老院決議第３条；「大臣は元老院または立法院の議員たりうることを得。－大臣は
いずれの議院にも出席し、彼の要求するときには彼の意見は聴されなければならない。」 
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を構成したことは疑う余地はない。しかし、これらの制度改革が相当に抜本的な性格を有していたにし
ても、元老院決議によって体制が議会帝政として再・自己組織化を果たしたかは必ずしも明らかではな
い。エスマン、ジョゼフ＝バルテルミイ、デランドルらフランス公法学の古典的学説に拠れば、１８６
９年９月８日元老院決議第２条は、大臣は有責であると明示的に宣言していたにもかかわらず、大臣の
政治責任を規定するものとは解されていない157。何故なら、同元老院決議第２条は、その第１段におい
て、事実、大臣は国家元首にのみ従属するとの規定を置いており、そうすることにより、議院内閣制的
類型の責任の可能性を封じているものとも読むことが出来るからである。第２条最終段が直前の第３段
を補完し、第３段における責任が問題となる場合、それが飽くまでも刑事的性質のものに留まると指示
していると読むことは、一応可能なのである。立法院が大臣を訴追するのに無権限状態に置かれ、しか
も、大臣に対する皇帝の行動権が強大であったことに留意すれば、両院に対する政府責任が、刑事責任
原理を梃子として裏口から導入される動態、即ち弾劾的責任観の政治的責任制度への質的転換の契機も、
極めて乏しいものであると診なければならないであろう。 
 
 第２款の２、１８７０年５月２１日元老院決議における政府責任の胚胎 
 
１８６９年９月８日の元老院決議の採択によって、自由帝政がその議会制的外観に一層の真実性が加わ
りつつある中、１８６９年１２月２７日の教書で、皇帝はオリヴィエに対して新たな組閣を要請した。「、、、
大臣たちは朕に辞職を告げた。貴下が朕に対して、貴下自身とともに同質で立法府多数派を忠実に代表
する内閣が組織できるような、そして、文書の上でも精神においても、９月８日の元老院決具を適用す
る決意を固め居ているような、そのような人物を選ぶよう求めたことに対して、朕は固く貴下の愛国心
を信頼する158。」この教書は、諸大臣は最早国家元首の個人的選好に従って選任される存在ではなく、閣
僚評議会議長によって選任されるという原理を明示している点で画期的である。オリヴィエに与えられ
た役割は、公式の肩書を付されたものでこそなかったが、しかし、それは、閣僚評議会構成員の大部分
を選任する「閣僚評議会議長」に他ならなかった159。オリヴィエは「議院内閣制に全き形で適合するた
めには、１月２日の内閣には４つの条件が欠けていたのである。第一。自ら陸相と海相を指名するとい
う条件。第二。公式の政府の長を有するという条件。第三。議会の何らの一部分をも構成しておらず、
それ故、責任を負うという条件を欠いている存在であるところのコンセイユ・デタ議長を、自身の構成
員の中には含まない、という条件。第四。上院の如何なる構成員も含まないという条件160。」等、不十分
さを指摘しているが、とはいえ、「１月２日の内閣がこの様なものであったとして、しかし、この内閣の
中に国会議員が居たという事実は、同内閣における議院内閣制的諸条件の欠落を補って余りあるもので
あったのであり、直ちに大臣を更迭できる議会は、自分らが正当にも要求していた諸事案の方針決定に
                                                     
157 この様な解釈を採るものとして、A. Esmein, 8e éd, op. cit., p.238 ; Joseph-Barthlemy et P. Duez, op. cit., 
p.179 ; M. Deslandres, op. cit., t. II, p.656 ; J. Laferrière, op. cit., p.228.他方で、M. Morabito, op. cit., p.295.
は、同元老院決議において、大臣の刑事責任規定のオミットと、「大臣は皇帝のみに従属す」規定の削除とを、
勅語奉答の存在と考え併せて、同元老院決議が大臣の政治責任を是認していた推定できるとしている。尤も、
国家元首有責原則によって、その実が損なわれていることもまた、指摘している。 
158 Cité in E. Ollivier, op. cit., vol. XII, p.198. 
159  「（エミール・オリヴィエは）、、、閣僚評議会議長としての資格は有していなかったが、閣僚評議会の
構成員の大部分を選任することを通じて、閣僚評議会議長として振舞ったのであった。」M. Morabito, op. cit., 
p.293. 
160 E. Ollivier, op. cit., vol. XII,, pp.245-246 
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対する影響力を、まさしく有していたのである161。」と付言しているところを見れば、「議会帝政」に取
り敢えずの及第点を与えていると見てよいだろう。そしてオリヴィエは「我々は、皇帝からの信任を得
ることが必要である。 、、、加えて、我々は、かかる信任に付け加えられるものとしての、諸君からの
信任を得ることが必要である162。」と述べた。オルレアニズムはボナパルティスムについに巻き返しを果
たしたと評される所以である163。大臣選定罷免権の皇帝への専属の原理が憲法上の原理として維持され
ている限りにおいて、かかる「決意」は、体制のカエサリスム的性格を著しく相対化する方向へと作用
する筈である。 
 １８７０年の春、皇帝は１８７０年３月２１日にオリヴィエに宛てた書簡において、「余は、現下の情
勢において、帝国の立憲統治に必要なすべての改革を受け入れることが望ましいと信じる。一部の者ら
においては心得違いの変革の望みにとらわれており、これは不安定を生み出すことによって世論を動揺
させるものであるが、この様な心得違いの変革の望みに終止符を打つためにも、かかる改革を受け入れ
ることが便宜であると余は信じる164。」と述べ、体制の存続のためには政治改革が必要であるとの情勢認
識を示した。３月２８日、内閣は法案を元老院に提出した165。同法案第１９条は、１８６９年９月８日
元老院決議第２条を修正して、次のように規定していた。「大臣は皇帝のみに従属する。－大臣は皇帝の
主宰する閣議において合議する。－大臣は有責である。」この政府提出法案は委員会審議に係り、委員会
の部長評定官 premier président ドゥヴィアンヌ Devianneは、４月１２日の元老院において報告を行っ
ている166。政府提出法案の第１９条に関して、彼は次のように示唆している。「第１段は最終段と矛盾す
るのではないか。委員会は、長い議論の対象となった、かかる規定については変更を加えることを望む。
委員会は、第１段を次のような言葉で以て置き換えることを提案する。すなわち、『皇帝は大臣を任免す
る。』と。かかる規定の有する思惟は何か。それは、言葉のあらゆる意味において大臣が有責である状況
を確立することである。これこそまさに、元老院決議が導入した議院内閣制 régime parlementaireなの
である167。」かかる修正、即ち大臣が「言葉のあらゆる意味において有責に」なったという変化を捉えて、
ルイ・フェルステルは、第二帝政最末期の大臣責任制は、刑事的次元を脱して政治的次元へと移行した、
と性格規定する168。元老院決議が「議院内閣制」を打ち立てたものである旨、報告者が明言しているだ
けに、フェルステルの認識の妥当性も弥増すこととなろう169。 
                                                     
161 Ibid. 
162 Corps législatif, Journal officiel de l’Empire français, 11 janv. 1870, no 10, séance du 10 janv. 1870, 
p.54. 
163 これに関して、辻村・糠塚、前掲書５３頁。M.Morabito, op. cit., p.293. 
164 Lettre de l’Empreur à E. Ollivier, garde de Sceaux, ministre de la Justice et des Cultes, Journal officiel 
de l’Empire français, 22 mars 1870, no 80, p.503. 
165 Sénat, Journal officiel de l’Empire français, 29 mars 1870, no 87, séance du 28 mars 1870, pp.559-560. 
166 Sénat, Journal officiel de l’Empire français, 13 avr. 1870, no 162, séance du 12 avr. 1870, p. 662. 
167 Ibid. 
168 L. Ferstel, Histoire de la responsabilité criminelle des ministres en France depuis 1789 jusqu’ à nos 
jours, Hachette BnF, 2014, (originairement éd. 1899), p.130. 同箇所において、フェルステルは第二帝政は
余命いくばくもない状態で遂に「議会帝政」に至ったと述べているが、大臣責任が政治責任原理に局限されて
いるという彼の認識からすれば、道理である。 
169 尤も、政治責任と刑事責任との混同という点から見ると、大臣責任制の転換或いは発展は、それほど単純
なものではない。例えば、ドゥヴィアンヌの「大臣が有責であると宣言した後で、法案はかかる責任の訴追
mise en accusation について規定していない。諸君らの委員会はこの点に関して考慮することが必要であると
信じている。」との発言に徴すれば、修正第１９条の意味する法理は、然程明確なものとはいえない。なお、
委員会によって提案された第１９条の法文は次の通りである。；「皇帝は大臣は任免する。大臣は皇帝の総理
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 最終的に採択された法文は、１８７０年５月２１日元老院決議である170。同元老院決議の第１９条は
「皇帝は大臣を任免する。－大臣は皇帝の総理する sous la présidence 閣議において合議する。－大臣
は有責である。」と規定した。同規定は、大臣責任が誰に対して如何なる条件の下に負われるものである
のかを触れていない。この様な欠缺は、１８１４年憲章第１３条の規定、そしてこの規定を全く再生産
したにすぎない１８３０年憲章第１２条の規定に連なる、１９世紀フランス憲政の伝統に新たな一頁を
付け加えるものに他ならない。 
１８７０年５月２１日元老院決議第１９条は、１８６９年９月８日元老院決議第２条を修正し、同第
２条第１段と第２段を削除することによって、同条の射程を大きく変更した。１８６９年９月８日元老
院決議第２条は、その最終段が政府構成員の元老院への訴追様式を規定することによって直ちに前段を
補足するものとなっており、大臣の刑事責任の原則を規定したものとして読むことが可能であったが、
しかし、１８７０年５月２１日元老院決議第１９条においては、この様な読み方が最早成り立たなくな
った。同第１９条においては大臣の刑事責任についての一切の規定が消失したことによって、責任はよ
り一層政治的な性格のものとなっている。１８６９年９月８日元老院決議第２条とのコントラストは鮮
明であり、今回は、皇帝によって追及されるのと同時に、両院によっても追及され得る大臣の政治責任
原則が宣言されることによって、大臣責任の側面から、体制のボナパルティスムからオルレアニスムへ
の転換が明確に確認できると言えるだろう。そもそも、ボナパルティスムの相対化とオルレアニスムの
復活強化は、１８７０年５月の改革者意思、すなわちエミール・オリヴィエの宿願に他ならなかった。
１０年来、この宿願を叶えてくれる客観的情勢が中々整わなかったからこそ、彼は皇帝からの大命降下
を幾度となく断ってきたのである。自由帝政の劈頭に置いて、体制の転進を象徴する１８６０年１１月
２４日デクレ、すなわち勅語奉答の復活におけるオリヴィエ最大の遺憾は、大臣の政治責任規定の欠缺
に他ならなかった。彼は次のように語っていた。「、、、皇帝が能動的で有責な存在でないとしたら、帝国
は存在し得ない。事実、皇帝は能動的であるし、有責である。私が望むことはただ一つである。皇帝が、
自身の国民に対する責任の上に、大臣の議会に対する責任を付け加えて下さることだ171。」オリヴィエが
１０年越しの宿願を実らせたのが、他でもない１８７０年５月２１日元老院決議であった。「、、、元老院
決議案とその決議案の提案理由説明を、私は報告したのだった。この決議案においては、大臣責任
responsabilité ministérielle の確立によって、議院の権利が組織されていた、、、172」第１９条と同様
に、１８７０年５月２１日元老院決議第１０条も皇帝の統治権を規定していたが、しかし、そこでは皇
帝は最早大臣を用いて au moyen統治するのではなく、大臣、コンセイユ・デタ、両院と協働して avec le 
concours統治するとされていた173。つまり、「この様な語法の変化は、大臣が政治的方針決定に携わる様
になり、政策決定に影響を及ぼし得るようになったこと、つまり、斯様な大臣の格上げの消息を伝える
ものである174。」同決議第２０条は、大臣職と議員職の兼職可能性を再確認すると同時に、大臣の議院へ
                                                                                                                                                                                  
する閣議において合議する。大臣は有責である。大臣は元老院もしくは代議院によってのみ訴追され得る。」
Sénat, Journal officiel de l’Empire français, 13 avr. 1870, no 162, séance du 12 avr. 1870, p. 662. 
170 Sénatus-consulte fixant la Constitution de l’Empire du 21 mai 1870, Journal officiel de l’Empire 
français, 22 mai 1870, no 140, p.851. 
171 E. Ollivier, op. cit., vol. XIII,p.104 
172 Ibid, p.263. 
173 １８７０年５月２１日元老院決議第１０条；「皇帝は、大臣、元老院、立法院、コンセイユ・デタと協働
して統治する。」 
174 R. Le Mestre, op. cit., p.1403. 
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の出席権と発言権を再確認するものであった175。 
 如上の消息から、１８７０年元老院決議第１９条に至って、第二帝政における大臣責任は、刑事的原
理を超越して政治的原理へと達し、体制の政治制度の中で大臣衆が置かれた地位の変動に伴い、「自由帝
政」の究極形態としての「議会帝政」が達成されたとするのは、見易い道理である。しかし、結論にお
いてこの様な性格規定は妥当であろうか。果たして、第二帝政はその最終局面に至って大臣の政治責任
原理に基づく憲政を達成するに至ったと言えるのであろうか。事柄はすぐれて繊細微妙な性質のもので
あり、エスマン、オーリウからモラビト、ラキエーズに至る古今の公法学説は、１８７０年５月２１日
元老院決議第１９条の大臣責任が政治的射程を持つことを肯定しながらも、議院内閣制、すなわち大臣
の政治責任に基づいた憲政の枠組が生成されたか否かと言う問いに関しては、国家元首のプレゼンスを
以て最大の障害事由と見做し、否定的に解している176。１８７０年５月２１日元老院決議は確かに憲政
の抜本的な改革として位置付けられ得るが、しかし、そこにおいてさえ、プレビシットと連動した皇帝
自身の有責原則については手がつけられておらず、１８７０年５月２１日の法文第１３条において再確
認されているのである177。かかる文脈が存在する限りにおいて、大臣衆の連帯的政治責任としての政府
責任の必然性は自ずから縮減されるのであり、この種の責任が実際に作動する機縁にも乏しい。その上、
同元老院決議においては、国家元首のアクトに対する大臣の副署の義務付けと言う重要問題について等
閑に付されている。国家元首が自律的、優越的な政治的決定主体であると言う大原則は１８７０年５月
の憲政改革においても全く忽せにはなっておらず、これでは大臣の政治責任原理は疎外されざるを得な
い。議院内閣制は生成されず、「オルレアン的」「二元的」と言った形容句は、そこでの議院内閣制の実
体の欠如に対する弁明でしかありえない。そうであるからこそ、「１８７０年の憲法には、議院内閣制の
機能を困難ならしめずにはおかないものと思料されるような一つの原則が包蔵されていた。というのも、
同憲法は大臣の責任を宣言しておきながら、国家元首個人の責任も組織していたからである。 、、、翻
って考えてみれば、議院内閣制にとっての欠くべからざる与件とは、国家元首の政治的無答責なのであ
る178。」とのラフェリエールは総括する。第二帝政は結局のところ、大臣の政治責任の存立条件を整える
ことが出来なかった。「政治的な politique」と言う形容句を伴わず憲法編入された大臣の「刑事性を超
越した」責任原理は、その意味において正しく「一般的 général」責任と言う曖昧な地位に打ち置かれた
と見ることが適切であろう。 
 第二帝政を通じて両院はその勢力を漸次拡大させ、両院は執行権に対するチェックの権能を事実上拡
充させて来ったと言いうる。しかし、大臣の置かれた地位に目を転じて見れば、彼らは結局、自律的な
政治主体には成り切れなかった。政治責任の存立条件は、両院による大臣不信任議決権の保障、両院に
よる大臣罷免権の保障、大臣における政治的自律性の保障という三つながらのものである。第二帝政末
期の改革は、実のところ第一の条件しか満足させなかった。そして後二者の条件が満たされなかった要
因は、二つながら偏にカエサリスムの存置にあった。最後のところで、国家元首の直接民主政的・個人
責任の原理が、大臣責任の原理を妨害する。いわば、ナポレオン３世の「ボナパルティスム」の構想と
                                                     
175 １８７０年５月２１日元老院決議第２０条；「大臣は元老院および立法院の構成員たりうることを得。－
大臣は何れの院にも出席し、彼の要求するときには何時であっても彼の意見は聴されなければならない。」 
176 M. Hauriou, op. cit., p.325 ; A. Esmein, 8e éd, op. cit., p.238 ; Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., 
p.179 ; J. Laferrière, op. cit., p.230 ; M. Morabito, op. cit., p.295 ; A. Laquièze, Les origines du régime 
parlementaire en France ( 1814-1848 ), PUF, 2002, pp.392-394.  
177 １８７０年憲章第１３条；「皇帝は人民に対して責任を負い、何時でも人民に訴える権利を有する。」 
178 J. Laferrière, op. cit., p.230. 
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彼のパーソナリティの強固さを前にして、エミール・オリヴィエのオルレアスムは「体制内化」されて
しまったと言える。ボナパルティスムという体制の論理は強かであった。この事柄について、アラン・
ラキエーズのオリヴィエ評は手厳しい。ラキエーズは「体制末期の強かなる人物、エミール・オリヴィ
エは、、、議院内閣制の熱烈な信奉者であったと考える訳にはゆかない179。」と断じた後、「エミール・オ
リヴィエは、均衡体制とはいっても執行権が強力な体制の中に留まっていたのであった。かかる体制に
おいては、両院は国家元首に対して、大臣を変更するよう強いるだけの準備は出来ていない180。」と評す
る。そもそも１８６０年１１月２４日デクレに始まる自由帝政への移行自体、ナポレオン３世のイニシ
アティブによるものであり、「皇帝は、自身が最もよく権力を保持するためには、耳障りな意見にも耳を
傾け、如何なる状況下においても人民の望みを尋ね、為すべき改革は為すこと、これがどれほど重要で
あるかを知っていた181」のである。同時代人エミール・オリヴィエによっても「皇帝に改革を強いた圧
力など何一つなかった、、、改革は凄まじい権力によって全き力を以て行われた。この凄まじい権力は岩
盤にしっかりと根差したものであり、それが揺らごうとは、何者も予想だにしなかった182」と証言して
いる。事情は１８６７年１月１９日デクレにおいても同様であり、同日の国務大臣宛ての皇帝の教書は
「余は、、、元老院並びに立法院において幾らかの討議に加わる為の特別の派遣団の資格において、大臣
たちをこれらの議院に送ることで、余は、余の政府の力をよりよく用いることが出来る、と想う。尤も、
大臣の間での如何なる連帯性も認めらず、大臣をして国家元首のみに従属せしめる憲法の法文より離れ
ることも得ない、と想う183。」と改革の趣意を伝えている。１８７０年春の憲政改革についても、その趣
意が「現下の情勢において、、、一部の者等が心得違いの変革の望みにとらわれており、、、この様な心得
違いの変革の望みに終止符を打つため184」であることは、皇帝のエミール・オリヴィエ宛て書簡が伝え
ているところである。 
つまり、自由帝政へ、或いは議会帝政へ、という「転換」は、徹頭徹尾体制側の論理からする情況的
対応の連続として企図され、実施されてきたものであり、かかる「転換」は何処まで行こうとも体制内
改革以外の何物でもなかった。エミール・オリヴィエがいみじくも「、、、皇帝が能動的で有責な存在で
ないとしたら、帝国は存在し得ない。事実、皇帝は能動的であるし、有責である185。」と語っている通り、
第二帝政は１８６０年以降の大幅な方針転換にも拘らず、自己同一性を全き形で保持していた。そして、
第二帝政が第二帝政である限りにおいて、体制はナポレオン３世と言う人格による権力の個人化を、ボ
ナパルティスムという方法論によって実現していくのであり、そうである限りにおいて、体制は本質的・
原理的に、大臣衆の政治責任原理と背反関係に在り続けるのである。そして、時間は最早残されていな
かった。１８７０年９月４日、第二帝政は衝撃的な結末を迎えた。議会に対するものと解される諸大臣
の一般的「責任」規定と、議院内閣制とあまり整合的でない皇帝の「プレビシット」とを並置させた１
８７０年５月２１日の「憲法」において、「プレビシットと議院内閣制のうちどちらが勝ったであろうか。
憲法慣習は矛盾をはらんだ法文を如何なる方向に修正したであろうか」という問いを解き明かす「未来」
                                                     
179 A. Laquièze, op. cit., pp.393-394. 
180 Ibid., p.394 
181 H. Berton, op. cit., pp.417-418. 
182 E. Ollivier, op. cit., vol. V, pp.89-90. 
183 Lettre de l’Empreur adressé au ministre d’Etat le 19 janv. 1867, Le Moniteur universel, 20 janv. 1867, 
no 20, p.57. 
184 Lettre de l’Empreur à E. Ollivier, garde de Sceaux, ministre de la Justice et des Cultes, Journal officiel 
de l’Empire français, 22 mars 1870, no 80, p.503. 
185 E. Ollivier, op. cit., vol.V, p.104. 
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は存在しなかったのである186。 
 
 
  小括 
 
 復古王政下、七月王政下と同様に、第二共和制・第二帝政下においても、大臣は自律的主体性を持つ
に至らず、国家元首への従属者としての地位に置かれ続けた。尤も、先行する１８１４年と１８３０年
の憲章体制における大臣の地位と、ボナパルティスムの二体制下におけるそれとを同一視することは出
来ない。政治責任の確立と言う観点からすれば、第二共和制と第二帝政前半期は、寧ろ後退局面に入っ
ていた。第二帝政下の政府構成員が皇帝の意思に従属していた事情については全く疑いようのないもの
だからである。それゆえ、国家元首に対する大臣の政治責任よりも寧ろ、独り執行権の第一人者たるに
留まらず、国家権力作用を頂上において単一人格に結合させる国家元首と大臣の間には、階層的権力関
係が存在していたものと見なくてはならない。そして、かかる階層性は、国家元首の側に大臣選定罷免
権が排他的に管轄されることによって強力に担保されていた。それ故、第二共和制・第二帝政期におけ
る大臣の政治責任は、真正な形で生成する要因をそもそも欠落させていたのである。 
とはいえ、第二帝政の終わり、その当時の政治的アクターたちは－無論、その中心人物はナポレオン
３世とエミール・オリヴィエである－議会政の要求と個人的統治の延命策を調停させる、一つの解法を
見出した。１８７０年５月２１日元老院議決による、政府責任という「原理」の－「タテマエ」と言い
換えても良いだろう－承認である。この点において、第二帝政終末期は、１９世紀前半から第三共和制
への遷移期として閣僚責任制の歴史の中に刻み込まれるのである。プレロが「橋187」と呼び、ラキエー
ズが「ゲネプロ188」と呼ぶように、１８４８年から１８７０年までの一連の体制は真正の「過渡期」で
あった。既に大臣責任制に基づく議院内閣制への離陸を始めていたフランスは、一度慣熟運転を中断し
た後、本格的な形で再開したのである。 
 
 
 
 
                                                     
186 デュヴェルジェ（時本訳）・前掲書１０６～１０７頁。 
187 「第二帝政は、一つの『橋 un pont』である。しかし、この橋は、二つの共和制を繋ぐだけではない。こ
の橋は、１８３０年と１８７５年の二つの議院内閣制を繋ぐ橋なのである。」M. Prélot, op. cit.,., p.56. 
188 「議院内閣制が遠ざけられ、皇子大統領 Prince-Président の登場を見た１８４８年の幕間劇の後で、強固
な民主的正統性を有したルイ＝ナポレオン・ボナパルトが、議会からの要求を過度に思慮することなく統治し
た。とりわけ１８６０年代以降の第二帝政は、１８７５年に上演された最終幕に向けての大掛かりなゲネプロ
であったという風に回顧されることとなるのである。」A. Laquièze, op. cit., p.392. 
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第５章 第三共和制・第四共和制；確立・展開期共和制憲法における大臣責任の制度的諸相 
 
 第１節 第三共和制憲法における大臣責任原理の政治化の過程及びその構成諸要素 
  第１款、１８７５年憲法的諸法律以前における国家元首有責原則 
  第２款、１８７５年憲法的諸法律－共和制の枠内における国家元首無答責制と大臣責任制の両立 
  第３款、１８７５年２月２５日憲法的法律第６条における大臣責任制における若干の問題 
  第４款、共和国大統領の地位及び機能の疎外化 
 第２節 第三共和制憲法における大臣責任原理の刑事的一側面 
  第１款、その制度－例外的責任原理として組織された刑事責任制およびその欠缺 
  第２款、その現実動態および理論動向－マルヴィ事件およびラウル・ペレ事件を中心に－ 
 第３節 第四共和制憲法における権力－責任諸制度 
  第１款、一元的議院内閣制 
  第２款、指名手続 
 小括 
 
 
 
 
 
  
「自由帝政」から「議会帝政」への転身を遂に果たすことなく瓦解した第二帝政の後を襲って、第三
共和制は遂に議会に対して責任を負う内閣による統治原理、すなわち議院内閣制を確立した体制となっ
た。新生フランスが斯かる統治原理を戴く国家となるべきことは「大臣責任に対する真正のサンクショ
ンであり、議院内閣制 gouvernement parlementaireにおける基本的解法であるのは、訴追よりも寧ろ内
閣の総辞職 la chute des cabinetsなのである1。」と、既に第二帝政末期の公法理論が予示していたとこ
ろであった。従って、当代の政治人士にとって、議院内閣制統治は、政治責任原理の実定憲法編入によ
って実現されるものとして捉えられていた。 
本章では、従前からの伝統的大臣責任原理としての個人的－刑事的責任原理と並んで政府責任－連帯
的・政治的な諸大臣衆の責任原理－を編入するに至った１８７５年憲法的諸法律における技術突破を分
析・検討することで、第三共和制における大臣責任の制度的基盤について行論することを第一の目的と
する。他方で、先行する体制までのフランス憲政的伝統とは原則と例外を逆転させる形で例外的原理た
る地位に転落しながらも、歴とした憲法上の大臣責任原理たる地位を保全した刑事責任原理に関しても、
第２節において検討の対象とする。第三共和制期フランスは第一次世界大戦下に内相の軍事スパイ疑惑
を巡って高等院が組織されるに至った「マルヴィ事件」において、職務遂行上の行為を巡る大臣の刑事
責任原理を突発的に作動させており、しかも、同事件を巡って大臣責任制を巡る公法学理論の論争的深
化も確認される。 
 加えて、本章では第四共和制における大臣責任制度に関しても検討の対象とし、第３節において行論
                                                     
1 L.-A. Prévost-Paradol, La France nouvelle, Lévy, 1868, p.126. 
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する。第三共和制と第四共和制は諸側面において共通の性格を持った政体として捉えられる。この点に
ついて、モーリス・デュヴェルジェは些か印象的な表現を以て次のように指摘している。「１９４６年１
０月２７日憲法によって確立された体制は、１８７５年憲法によって樹立された体制と瓜二つである。
全体的にみれば、第三共和制と第四共和制との相違は、聖王ルイ[Louis IX (Saint),1226-70]の君主制
とルイ１４世の君主制との相違よりも小さい2。」と。じっさい、第三共和制後半部と第四共和制の人的連
続性は明らかであり、両体制は何よりも「政府の不安定性」と「大臣責任の非実効性」という点におい
て共通の問題によって性格付けられていた。１８７９年１月のグレヴィ大統領の初期から１９５８年６
月３日の第五共和制憲法可決に至る時期は、「議会による国家の全権力の保持」と云う形で性格付けられ
る議会主権の時期として、統一的に性格付けられる3。両体制の相同性は両体制を纏めて同一の章で検討・
分析する方法を正当化するものである。無論、後述の行論に明らかな様に両体制の議会制・大臣責任制
には相違点も見受けられるが、かかる相違点もまた、本章及び次章の行論の仕方において顕在化可能な
ものであろう。また、第三共和制期と異なり、第四共和制期においては大臣の刑事責任に関するプロブ
レマーティクが殆ど存在しない点も、第四共和制を第三共和制とは切り離して行論する方法を忌避する
行論経済上の理由を構成すると言って良いであろう。 
 従って、本章は、第三共和制・第四共和制期フランスにおける大臣責任の諸動態を、主として制度的
側面から分析・検討するものである。同時期におけるフランス政治生活は、しかし、現実において大臣
責任を満足に機能しなかったが、かかる現実的諸要因・政治動態に関する集中的な検討は、次章におけ
る行論に譲られる。 
 以上に対して、本研究はヴィシー体制に対する集中的検討を行わない。この体制は余りにも例外的、
短命、特異な性格を有している。ヴィシー政府は「敵の行為と、敵に協力する権力の奪取者」であり4、
１９４０年１１月１６日の自由フランスの声明では、共和政体改正禁止条項を破って強引に成立した体
制が「国民議会のパロディーから生まれたヴィシーの疑似政府」と位置付けられ、その正統性、正当性、
憲法適合性が完全に否定されている56。同体制に対する検討を行うことが、大臣責任論において、史的に
も理論的にも格別の寄与にあたるとは思われない。１９４０年７月１０日法律として為された憲法的ア
クトを見てみると、大臣の政治責任は閣僚評議会副議長 vice-président du Conseil と政府構成員全体
に対して科されてはいるものの、この責任は国家元首に対するものでしかなく、暫定的に延期すること
とされた両院に対するものではなかった7。このように実定法で規定されていたにもかかわらず、国家元
                                                     
2 モーリス・デュヴェルジェ（時本義昭訳）『フランス憲法史』（みすず書房、１９９５年）１０８～１０９
頁。 
3 中村義孝編訳『フランス憲法史集成』（法律文化社、２００３年）３頁。 
4 自由フランスの公権力の新組織を定める命令第１６号。山本浩三「自由フランスから第四共和國までの基本
法（一）譯」『同志社法學』（第７巻第５号、１９５６年）９８～９９頁。 
5 村田尚紀「戦後フランス憲法史研究ノート(三)」『一橋研究』（第１２巻第４号、１９８８年）１２２～１
２３頁。 
6 ヴィシー体制、とりわけそこでの知的・精神的側面に関しては、川上勉『ヴィシー政府と国民革命－ドイツ
占領下フランスのナショナル・アイデンティティ』（藤原書店、2001 年）。 
7 フランス国の元首の諸権力を規定する１９４０年７月１１日の憲法的アクト第２号第１条第１段；「フラン
ス国の元首は統治権を総攬し、大臣および閣外大臣を任免する。大臣および閣外大臣は元首に対してのみ責任
を負う。」in JORF, Lois et décrets, 12 juill. 1940, no 168, p.4517 ;, p.41. ; 閣僚評議会副議長に関しては、
政府の組織に関する１９４１年２月１０日法律第２条が、「大臣のうちの一名が、デクレによって、閣僚評議
会副議長に指名される。－ペタン元帥の高き権威の下、国家元首と政府の長は、基本的決定と、政府の一般的
政策に関する決定の適用に関する全ての事案に関して、大臣および閣外大臣の活動を指揮し、統御する。」と
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首によって追及され得るこの大臣の政治責任は、真正の政治責任ではなかった。大臣は政治的権力を欠
落させていたからである。政治的権力は漏れなくペタン元帥に属しており8、元帥は単なる官吏の如き大
臣に対して階層的権力を行使していたと言える9。そこに大臣責任の現象する余地はなく、大臣責任制の
史的発展の過程において、同体制は明らかに反動的である。対独敗戦と言う外在的要因によって生じた
例外的な体制を、大臣責任制の史的展開を行論する本研究において格別の章を割いて検討する独自の意
義は乏しい。 
  
 
第１節 第三共和制憲法における大臣責任原理の政治化 
 
 １８７０年９月４日の対独降伏後、国民防衛政府 le Gouvernement de la Défense nationale による
１８７１年の新たな議会選挙は、即時の和平を訴える王党派が、戦争継続を訴える共和派を制した。し
かし、多数派－王党派は二派に分断されていた。一方では王位請求者としてシャルル１０世の孫である
シャンボール伯を担ぎ出していたレジティミストがおり、他方ではルイ＝フィリップの孫であるパリ伯
を担ぎ出さんとしていたオルレアニストがいた10。王党派の内部抗争によって生じた、１８７０年の共和
制の宣言から１８７５年の憲法制定の間の空隙において、新たな体制は、共和制の枠内においていかな
る方式で執行府の責任を規定するかという問題に向き合わざるを得なかった。第三共和制の制憲者は、
１８７５年２月から７月にかけての一連の「憲法的法律」という結論において、１９世紀前半の立憲君
主制に共和制を調和させることとなった。つまり、政体の共和政的枠組みに、執行権の第一人者である
国家元首の無答責原則を組み入れたのである。かかる結論が当代の公法理論上の思惟の蓄積、とりわけ
ブロイ公によるそれに刺激される形で為されたことは後述の通りである。しかし、同じく後述するよう
に、第二共和制・第二帝政、そして１８７０年から７５年にかけての５年間の空隙において採用されて
いた国家元首有責原則が、安定的な共和政体には国家元首無答責・大臣有責の責任原理の組み合わせが
不可欠であるという経験的賢慮を第三共和制の制憲者に与えたと言うことが出来る。 
                                                                                                                                                                                  
規定していた。JORF, Lois et décrets, 11 févr. 1941, p.674. 
8 ペタン元帥が「統治権を総攬する」旨規定する１９４０年７月１１日の憲法的アクト第２号第１条第１段
（JORF, Lois et décrets, 12 juill. 1940, p.4517.）及び政府の組織に関する１９４１年２月１０日法律第２条
第２段は、ペタン元帥を「国家元首にして政府の長 chef d’Etat et chef du gouvernement」と呼称している。
JORF, 11 févr. 1941, p.674. 
9 １９４１年１月２７日の憲法的アクト第７号は国家元首に対する大臣の責任の射程が奈辺まで及ぶかにつ
いて規定している。同アクト第３条は、じっさい、「彼ら（この中には同憲法的アクト第５条が規定している
通り、現職の大臣と、その職務を行使していた時点から１０年が経過していない元大臣が含まれている。）の
内の一人がその職務上の義務に違背することがあれば、国家元首は、手続きの停止に関しての調査を行った後
で、すべての民事上の賠償 réparation civile、すべての罰金 amende を宣告することが出来、仮のものとして、
或いは終局的なものとして、以下の刑罰を適用することが出来る；政治的権利の剥奪 privation des droits 
politiques；フランスあるいは植民地における居住地拘束 mise en résidence surveillée en France ou aux 
colonies；行政拘束 internement administratif；監獄内での収監 détention dans une enceinte fortifiée。」 
JORF, Lois et décrets, 28 janv. 1941, p.449. 
10 ７６８名の議員の内、４００名は王党派が占めており、この保守派はレジティミストとオルレアニストで分
断されている。更に少数だが、先行体制の残党たるボナパルティストも３０議席を数えていた。尤も、２００
名の共和派も穏健派と急進派で分断されていた。つまり、議会内の政治的付置は四分五裂していた。 M. 
Deslandres, Histoire constitutionnelle de la France, t. III ; L’avènement de la Troisième République, la 
Constitution de 1875, Armand Colin-Sirey, 1937, p.65. 
231 
 
確かに、第二共和制と第二帝政の延長線上にあって、第三共和制の政治的アクターたちは、当初、国
家元首無答責原理に抜き差し難い抵抗感を抱いており、１８７１年から１８７５年にかけて、執行権の
長の政治責任が明確に規定されていた。無答責と言う性格は、不可侵の存在とされた君主に固有のもの
であり、共和政体における執行権の長の属性としては馴染難いと思考されたからである。しかし、この
様な情況は大臣責任制、延いては議院内閣制にとっては些か不都合である。何故なら、国家元首の政治
責任が、必然的に大臣の政治責任と自律性とを回収してしまうからである。エスマンが次のように述べ
ている。「議院内閣制的類型の責任 la responsabilité parlementaireは執行権の保持者 le titulaire du 
pouvoir exécutif とその大臣たちに、同時に宿ることは出来ない。現実においては、一方が他方を排除
するのである。ここにおいて、必然的に優越するのは共和国大統領の責任である。共和国大統領の責任
は大臣責任を回収してしまう。大臣責任が固有の価値を以て現象することは全く不可能である11。」なる
ほど確かに「国家元首の責任と大臣の責任を結合させることは、理論上は全く国民主権の原則と親和的
なのかもしれないが、しかし、現実においては大いに空想的であると言える。この結合せられた責任は、
現実において、殆ど乗り越えがたいような困難を包蔵することとなる12」のである。葛藤の末、１８７５
年の制憲者たちは、ティエールの飽くなき権力志向に対する脅威と反省、そして「王政待ち」の王党派
特有の待機主義とによって、国家元首無答責原則の受け入れを決した。「君主なき立憲君主制が打ち立て
られた13」のである。同時に、制憲者たちは大臣の政治責任を明示的に憲法で規定した。フランス憲政史
上初めてのことである。それ故、フランス大臣責任制において第三共和制は格別の地位を占めるのであ
る。確かに１８７０年から１８７５年にかけての時期においては大統領責任によって大臣責任が回収さ
れてしまっている事情が存在していたが、しかし、責任の問題に関して、第三共和制は議院内閣制的な
解法を創始した。すなわち、政府責任と結合された共和国大統領無答責原則である。 
 
 第１款、１８７５年憲法的諸法律以前における国家元首有責原則 
 
１８７１年２月１７日の決議によって、国民議会は「ボルドー協約 Pacte de Bordeaux」を採択し、フラ
ンスに打ち建てられるべき統治の形態が最終的に君主制となるか共和制となるかという問題に関しては
棚上げにされた14。同日、議会多数派である王党派は、ティエールをフランス共和国行政長官に選出した。
ティエール選出の理由の大部分は、先ず、彼の対外政策の影響に拠るところが大である。２６の県にお
いて２００万票以上を得て当選した彼には、その長い政治キャリアとも相俟って、プレビシット的正統
性が付与されたと言える15。１８７１年２月１７日の決議によって、彼は「国民議会の権威の下で、自身
                                                     
11 A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 8e éd, avant-propos D. Chagnollaud, 
LGDJ., Editions Panthéon-Assas, 2001, p.614. 
12 M. Bélanger, Contribution à l’étude de la responsabilité politique du chef de l’Etat, RDP, 1979, p.1292. 
13 F. Hamon et M. Troper, Droit constitutionnel, 31e éd., LGDJ-Lextenso, 2009, p.392. 
14 この点につき、F. Goguel, La politique des partis sous la Troisième République, préf. R. Rémond, 
Editions André Sauret, 1973, vol. I, pp.48-49. 国内を纏め、対外和平を急ぐことが何よりも先決であること、
統治体制の最終的決定に徒に急ぐことは却って国論の分断を深め、フランスにとって致命的であることはティ
エールも議会演説において指摘していた。J. Laferrière, Manuel de droit constitutionnel, 2e éd., 
Montchrestien, 1947, p.237, note 2. 
15  J.-P. Machelon, Un exemple d’absurdité constitutionnelle : la loi du 31 août 1871 ‘portant que le chef 
du pouvoir exécutif prendra le titre de Président de la République française’, in Le nouveau 
constitutionnalisme, Mélanges offerts à G. Conac, Economica, 2001, pp.123-124. 
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が選出し総理する諸大臣の協働を以て、その職務を行使する16。」と規定された。つまり、執行権の長が
下院議員たちに対して政治的に責任を負うと宣言された訳である。第二共和制・第二帝政からの延長線
上において、ティエールが国民議会に対して有責であると宣言することは、共和主義の論理からすれば
道理であった。そして、ティエールは、自身が国民議会に対して有責であると宣言することによって、
並外れた政治権力を振るうこととなる。 
 他方で、１８７１年２月１７日の決議は執行府を構成する大臣の責任については明示していない。こ
の様な不明瞭性に対して、国民議会に対する執行府の長の責任と大臣の責任の二重の責任が存在してい
たとの見解もあるが17、現実には、ティエールの負う政治責任が執行府のその他諸々の責任全てを回収し
ていた。重要なのは、執行府の長の責任は、彼をして弱体化せしめるのではなく、全く逆に、その責任
の主の力を増強することに貢献していたということである。この事実が、プレヴォ＝パラドルによって、
権力性を覆い隠す責任概念へのイデオロギー批判の形で自覚されていたことは重要である。「かかる責任
が現実において適用不能であることは明白なことであるから、この責任は一個のフィクションとしてし
か考えられない。すなわち、絶対権力に対して、ある種の保証garantieの粉飾を施すことで、公平性équité
の影を被せることを宿命づけられた、一つのフィクションなのである18。」そして、実際に起こった責任-
権力の現象形態については、バスティドが指摘するところである。「ティエールの押しの強い人柄は、議
会をして周章狼狽させていた。対外的な知名度は強みであり、多方面に能力を示していたことも確実で
あったし、比類のない討論の才能によって武装されていた。このようなティエールは、憲法制定議会に
対して自身の経験の力と権威とを押し付けていた。政府の法的地位が弱弱しいものであったのは事実だ
ったが、それと同時に、彼の個人的名声は万事決定的に通用していたのである。ティエールは自身が居
なくてはならない存在であると考えており、要するに、彼は、いつ何時であっても辞職するという脅し
をかける用意が出来ていたのである。何故なら、自分の代わりを務める者などいない、ということを彼
は重々承知していたからである19。」つまり、対内的・対外的な極度の難局にあって、「辞職する」という
ティエールの脅しは、彼の負う「政治責任」と彼の有する「政治権力」の距離を限りなく縮め、当時に
その強度を極大化させていたのである。従って、フランス共和国における執行権の行使について、ティ
エールが責任に関する独任者であったことは明らかである。この状態は、ティエールと諸大臣の間に強
固な階層的権力関係を生成する。先述のエスマンによる一般原理を、１８７０年～７５年のフランス共
和国において同定する形で、ラフェリエールが「ティエールの負っていた責任は彼をして議会の単なる
公吏たらしめるものであるかに見えたかもしれないが、しかし、かようにして、彼が自身の個人的政策
を押し通すための手段となったのである。ティエールが負っていた責任は大臣が負うところの責任を疎
外し、大臣をしてティエールの決定の執行吏に過ぎない存在へと帰せしめたのであった20。」と述べる通
りである。 
しかし、議会多数派としても、ティエールの独任制権力を看過することはない。そこで彼らは、１８
７１年８月３１日法律、またの名を「リヴェ法 loi Rivet」あるいは「リヴェ憲法 Constitution Rivet」
を採択し、執行府の二重の責任の原則を提示した21。つまり、執行権における責任主体を増やすことで、
                                                     
16 Cité in J. Laferrirèe, op. cit., p.240. 
17 P. Bastid, Le régime d’Assemblée, Editions Cujas, 1956, p.220.; J.-P. Machelon, op. cit., p.124.  
18 L.-A. Prévost-Paradol, op. cit., pp.117-118. 
19 P. Bastid, op. cit., pp.219-220. 
20 J. Laferrière, op. cit., p.241. 
21 Loi délibérée à Versailles le 31 août 1871, JORF 3 sept. 1871, no 245, p.3161 ; M. Duverger, 
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独任制権力の相対化が企図された。一方では、ティエールが共和国大統領の資格において負うところの
責任が共和制の論理に従って再確認されており22、他方では、大臣の政治責任が明示的に規定されること
となった23。つまり、１８７１年８月３１日法律の本質は、執行権責任に関する共和制的建前と、現実に
おける権力制限の要請との妥協的・折衷的性格にあった。しかし、ティエールの独任制権力の強度は、
この様な折衷策によって制限可能なほど生易しくはなかった。現実には、国家元首の政治責任が大臣の
政治責任を回収してしまったのである。執行府の二重責任が幻想に過ぎないことは、プレヴォ＝パラド
ルはリヴェ法採択の何年か前に既に強調していた。「、、、責任が権力と釣り合ったものであるということ、
このことが公正であると考えられるからこそ、人々は危険を冒すこととなる。責任と権力が釣り合うと
いう取り決めを前提として、大統領が自身の権力を拡大するために、絶えず自身の責任を実施するとい
う危険を24。」 
 尤も、ティエールにおける責任と権力の強固な連関を支える背景は法的な建前としての有責制の宣明
のみではない。１８７１年８月３１日法律採択の後でも、ティエールは依然として国民議会議員であり、
彼は自身のこの地位を存分に活用していた。ティエールは、自身の政策を自ら弁護するために、大臣の
仲介を必要とすることもなく、自身の意見を披瀝することが出来たのである。つまり、議席は彼に対し
て執行府内における強固な自律性を保障していた25。 
議会出席権という抜け道が存在した１８７１年８月３１日法律は、国家元首の独任制権力を制限する
                                                                                                                                                                                  
Constitutions et documents politiques, 14e éd. PUF, 1996, pp.169-170. 
22 １８７１年８月３１日法律第１条；「執行権の長はフランス共和国大統領の地位を有し、国民議会の権威の
下において、その職が終了するに至るまで、１８７１年２月１７日のデクレによって彼に委任された職務を行
使する。」第３条；「共和国大統領は国民議会に対して責任を負う。」ibid. 
23 １８７１年８月３１日法律第３条末文；「、、、（共和国大統領は）大臣を任免する。閣僚評議会議長と大
臣は国民議会に対して責任を負う。－共和国大統領のアクトは、すべて一人の大臣 un ministre によって副署
されなければならない。」ibid. 
24 L.-A. Prévost-Paradol, op. cit., p.121. 
25 国家元首の議会出席権に関しては、近時、２００８年７月２３日の憲法的法律によって、第五共和制共和国
大統領は、ティエール同様に、両院合同会議において発言可能となった。議会に対する国家元府の教書送付権
を規定していた１９５８年憲法第１８条の規定は、次のように補足された。「－共和国大統領は、この目的の
ために両院合同会議として招集される国会において発言することができる。大統領の声明については、彼の出
席がなくても討論できるが、これについていかなる採決も行われない。－会期外の場合には、両議院は、この
目的のために特別に集会する。」（訳文は、辻村みよ子・糠塚康江『フランス憲法入門』（三省堂、2012 年）
258 頁に拠った。）但し、共和国大統領は、自身の演説の後に討論が後続する場合が生じても、こちらには出
席できない。そしてまた、大統領による演説は如何なる採決の対象ともなってはならない。新たな第１８条の
規定振りは大統領無答責原則が存置されたことによって多分に慎重なものとなっており、仮にそうでなければ
「全くの体制転換が行われることになってしまう」と説明される。 Rapport de la Commision Balladur : 
libres propos croisés de P. Mazeaud et O. Schrameck, RDP. 2008, p.11. しかし、第二帝政の経験の後、１８
７５年以降のフランスの体制が国家元首に対して何らかの責任原理に基づく自律性を例外なく否認してきた
事実に鑑みれば、憲法第１８条に対するこの様な改正が批判対象となるのは不思議ではない。ミシェル・ヴェ
ルポーは「共和国大統領によるこの様な演説は、議会の地位を引き上げるどころか、寧ろ、体制の超大統領中
心主義 hyperprésidentialisme を少なからず強化し、我が体制において既に些か強力なものとなっている権力
の人格化 personnalisation を加速させるのではないか、という懸念の対象となり得るだろう。」と考察してお
り、「最悪の場合、かかる大統領演説は危険なものとなり、最良の場合、無為なものとなる」と結論付けてい
る。 M. Verpeaux, L’article 7. La mort inachevée du ‘cerémonial chinois’, LPA 14 mai 2008, no 97, p.29. フ
ェルトマンも「我々の基本法に対するこの様な改正は奇妙、無定見、更には危険でさえある。 、、、この様
な改正の提案は共和国大統領への大臣の従属を強化させ、我が体制の大統領中心主義を強化するものである。」
と分析している。 J.-J. Feldman, Le chef d’Etat devant le Parlement : réforme opportune ou 
faux-semblant ? , D, Etudes et commentaires-Point de vue, 10 janv. 2008, no 2, pp.97-98. 
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には明らかに不十分であったため、国民議会が新たな対抗策に打って出るのは必然の帰結であった。１
８７３年３月１３日法律が採択されることとなる。法案趣旨説明において、ブロイ公は、大臣責任が国
家元首の責任によって回収されてしまっていると批判する。「、、、共和国大統領が議会の討論に姿を現わ
してから、彼は議論の中で第一人者であり、政策を表明する殆どただ一人の人物であった。大臣たちは
共和国大統領の背後に隠れてしまい、彼らの責任は共和国大統領の責任によって覆い被せられてしまい、
最早名目的存在に過ぎなくなってしまった 26。」１８７３年３月１３日法律、所謂「ブロイ憲法
Constitution de Broglie」は27、大臣質問は最早共和国大統領に対してではなく、大臣に対して送付さ
れることと規定し28、共和国大統領は大臣によって読み上げられる教書を介してでなければ、国民議会と
連絡交通できないものと規定した29。ティエールが「最強の弁舌者 dictateur de la parole30」であった
と考えられていた以上、彼を黙らせること、つまり議場から「締め出す」ことが１８７３年に発見され
た「議院内閣制的共和制 République parlementaire」の解法となったのである31。しかし、それだけでは
不十分であった。何故なら、１８７３年３月１３日法律は国家元首における権力的契機を責任的契機と
連関させていたからである。そもそもブロイ公は君主制と共和制との分水嶺を国家元首の有責如何に求
めていた。「立憲君主制においては、国家元首は不可侵である。彼の政府の責任は彼に至るまでさかのぼ
ることは決してない。」しかし「共和制における公選の国家元首は有責である。その理由は共和制の原理
それ自体に在る。」と述べていた32。従って、１８７３年３月１３日法律は、１９世紀後半におけるフラ
ンス憲政史上の歴史的限界性を象徴していたと言って良いであろう。立憲君主制が生み出した統治枠組
としての議院内閣制を共和制に当て嵌めるための壁を、ブロイ公を初めとする政治人士は１８７３年の
段階では乗り越えることが出来なかったのである。 
 果たして、ティエールに引導を渡したのは、議会勢力による彼の権限相対化の試みというよりも寧ろ、
ティエール自身の強力な主体性にあったと言える。１８７３年５月１９日、ティエールは統治の共和制
                                                     
26 Ass. nat., JORF, 22 févr. 1873, no 52, séance du 21 févr. 1873, p.1286. 
27 公権力の諸権限と大臣責任の諸条件について規律するための法律、Loi délibérée à Versailles le 13 mars 
1873, JORF, 19 mars 1873, no 77, p.1897. 
28 １８７３年３月１３日法律第４条；「大臣質問は共和国大統領に対してではなく、大臣に対してのみ送付さ
れる。大臣に対して大臣質問が送付された場合、あるいは、陳情が議会に対して為されたとき、これらの大臣
質問あるいは陳情が外政に関するものである場合は、共和国大統領は自身の意見を聴される権利を有する。－
大臣質問あるいは陳情が内政に関するものである場合は、関係する諸行為に関して大臣のみが応答する。以上
にもかかわらず、討論の開始に先立って閣僚評議会副議長によって国民議会に伝達させられた特別の議決 une 
délibération spéciale によって、閣僚評議会は、当該事案が政府の一般政策に関わっているものであること、
それ故、共和国大統領が自身の責任をかける engager ことを宣言する。この場合、共和国大統領は第１条所定
の方式において、自身の意見を聴される権利を有する。」ibid. 
29 １８７３年３月１３日法律第１条；「共和国大統領は、会期劈頭における教書を除いて、演壇において大臣
によって読み上げられる教書を介して国民議会と通交する。－これにもかかわらず、共和国大統領は、自身が
必要と認める場合は、教書によって自身の意図を国民議会に事前に通告した上で、法案審議の際に国民議会に
おいて自身の意見を聴される。－、、、審議は共和国大統領が出席していないところで行われる。」ibid. １
８７３年３月１３日法律によって斯様に規定された、共和国大統領の両院に対する教書送付権が今日に至るま
で貫徹していることには注意を払うべきであろう。２００８年７月２３日憲法的法律によって、両院合同会議
として招集される国会に対して意見表明を行う国家元首の権限が導入された訳だが、しかし、１９５８年憲法
第１８条によって規定された教書送付権は維持されているのである。 
30 J.-P. Machelon, op. cit., p.133. 
31 L. R. Durand, Le droit d’entrée et de parole du gouvernement aux Assemblées constituantes et 
législatives en France depuis 1789, thèse Paris, Chevalier-Marescq, 1903, pp.248-249. 
32 Ass. nat., JORF 22 févr. 1873, no 52, séance du 21 févr. 1873, p.1286. 
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的形態を規定するための法案を付託した33。ティエールが自身の飽くなき権力欲によって賭けに出た５月
１９日の行動、それが議会多数派を占める王党派の幻想を打ち砕い情景を、フランソワ・ゴゲルは活写
する。「王党派はそもそも、ティエールは自分たちの一派の中の一人であると考えることが出来ると信じ
ていた。彼はルイ＝フィリップ治下の大臣だったではないか？ポワチエ通り委員会の活動家だったでは
ないか？『下衆な大衆 vile multitude』への軽蔑者だったではないか？と。ティエールは彼ら王党派の
幻想を打ち砕いた。ティエールは権力を愛していた。 、、、ティエールは直ぐに、君主制よりも共和制
の方がより長く継続しうるものと考え始め、唱え始めた34。」共和国大統領による法案付託の際に、ブロ
イ公は内閣に対する大臣質問を国民議会に提出した35。討議の後、議会多数派を占める王党派は当然の様
に法案を否決した。ティエールは直ちに辞任、国家元首の座はマクマオン元帥に渡された36。ここにおい
て、国民議会に対する共和国大統領の政治責任は実効的に機能したと言える。 
 マクマオン元帥の大統領選出後、王政復古に向けて気焔を上げていた王党派国民議会は１８７３年１
１月２０日法律を採択し、執行権は７年の任期でマクマオン元帥に委任される、とした37。７年任期法は、
加えて、憲法的法律案起草にかかわる３０人委員会の組織も規定していた38。しかし、やはり１８７３年
１１月２０日法律もまた、執行府の二重責任原則を存置していた。同法律審議の際におけるブロイ公の
発想は従前と全く変わっていない39。執行府二重責任を当然視する通念の強固さは、当時の議会資料に残
された発言記録からも明らかである。「諸君、無答責性は君主制にしか包含されない。しかし、無答責性
なるものが、国家元首、権力保持者の一身のためのものではなく、体制の保持のためのものであること
                                                     
33 法案第１条；「フランス共和国の統治 le gouvernement de la République française は、元老院、代議院、
執行権の長たる共和国大統領によって構成される。」Projet de loi sur l’organisation des pouvoirs publics, 
présenté par M. Thiers, président de la République, et par M. Dufaure, garde des Sceaux, ministre de la 
Justice, JO 20 mai 1873, no 138, Ann. no 1779, p.3209. 法案の趣旨説明において、デュフォールは次のよう
に明確に述べている。「政治形態に関する確信と深謀遠慮から、私は、フランス国家は最早共和制以外の如何
なる形態も容れる余地がないことは明白なことであると考える。共和制は今日において自然且つ必要不可欠な
統治である。」ibid., p.3206. 
34 F. Goguel, op. cit., vol. I, p.49. 
35 ブロイ公は次のように説明している。「諸君、私が付託し、３００名以上の署名者を集めた本大臣質問は、
二つの事柄に関わる。すなわち、現下の深刻な情勢において、国家を安泰なものとする揺るぎなさを有する内
閣が、諸事案の先頭に立っている状態を見ることが本質問提起者にとっては必要なことであると感じられてい
る、ということである。またすなわち、同じく大臣質問を提起せる同志議員たちが次のことを見究めるべく居
ても立っても居られないのでいる。すなわち、現在の内閣は、かように様変わりしてしまった訳であるが、果
たして国家を安泰なるものとする揺るぎなき内閣の存する必要性、この必要性に応えるだけの内閣であると言
えるか。」Ass. nat., JORF 23 et 24 mai 1873, no 141, séance du 23 mai 1873, p.3278.  
36 「国民議会は５月２４日の会議においてティエール氏の辞職を受理し、元帥マクマオン氏をフランス共和国
大統領に選出し、氏は受け入れた。」Ass. nat., JORF 25 mai 1873, no 142, séance du 24 mai 1873, p.2305. 
37 「時間稼ぎをすることを欲していた国民議会は、マクマオン元帥に共和国大統領の肩書は与えつつ実権は与
えないことで、７年任期で執行権を委任し、その場しのぎの暫定的体制を引き延ばしたのである。」 P. Pactet 
et F. Mélin-Soucramanien, Droit constitutionnel, 37e éd., Sirey, 2018, p.301. ; 「（この７年任期法は）マク
マオン元帥に対して７年を一任期として執行権を委任するものである。何れの党派も、この７年の任期の内に、
自身の選択する体制を実現させるために没入することとなったのである。」F. Hamon et M. Troper, op. cit., 
p.385. 無論、王党派間の合意で将来のフランス国王に「内定」していたシャンボール伯の非妥協的な人格に
よって王政復古の目論みが台無しになってしまったことは周知の通りである。 
38 １８７３年１１月２０日法律第１条；「本法律の公布より、執行権は７年の任期で、マジェンタ公マクマオ
ン元帥に委任される。この権力は共和国大統領の権限において、憲法的法律が現下の条件に変更を加えるまで、
現下の条件の下で行使され続ける。」第２条；「本法律の公布より３日以内に、憲法的法律の検討のための３
０人委員会が、公開の会議における名簿式投票によって選出される。」 
39 Ass. nat., JORF 20 nov. 1873, no 318, séance du 19 nov. 1873, p.7080. 
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も明白である。権力を保持する君主は、いわば君権の用益権者 usufruitier des droits de la monarchie
に過ぎず、訴追されるべきではない。解散権に関しても、君主制の中にしか包含されない。 、、、しか
し、諸君、今、我々には何が要求されているか？国民議会の解散権を、国民議会から派遣された受寄者
に、国民議会から権力を受けた人物に、付与せよと要求されているのである。現下、言ってみれば、受
寄者が委任者を解任するという謂いがある！40。」 
 
 第２款、１８７５年憲法的諸法律－共和制の枠内における国家元首無答責制と大臣責任制の両立41 
 
 ７年任期に関する１８７３年１１月２０日法律によって、憲法的法律案起草の為に３０人の構成員か
らなる委員会が組織された。大半の委員は強固なレジティミストである42。１８７４年５月、ブロイ公は、
国民議会に対して上院 Grand Conseilの組織に関する法律案を提出したが43、法案提出の翌日にブロイ内
閣は退陣した。一か月後、カジミール＝ペリエは国民議会に対して修正案 amendementを提出し、３０人
委員会に対して、１８７３年３月にティエールが付託した法律案に対する再考を促した44。この修正案は
体制が共和政体であることを前提としており、７月２３日に圧倒的多数で否決された45。 
明けて１８７５年１月に、３０人委員会は国論の分断は回避するべく、憲法的法律案としてではなく、
単なる７年任期法の修正として、最終案を提出した46。果たして、同修正は、１８７５年２月２５日法律
第６条に繋がる一つの技術突破を記録していた。修正法案第２条は「（共和国大統領は）国家反逆罪の場
合にしか責任を負わない。－大臣は政府の一般政策について両院に対して連帯して責任を負い、個人的
行為については個人で責任を負う47。」として、国家元首の原則的無答責を共和政体の枠内で認めており、
更に同条において大臣は政府の政策について連帯的に責任を負うと宣言され、大臣の政治責任が明確に
規定されるに至っているからである。尤も、３０人委員会は、共和政体と国家元首無答責原理の両立お
よび大臣の政治責任原理の憲法編入を、何らかの公法理論に依拠して導き出した訳ではない。王政復古
のためにはマクマオン元帥の「持続的な権力」が必要であるから、という専ら情況的・政治戦術的な理
由が、同委員会によって議会多数派説得の為に持ち出された口上であった48。つまり、国家元首＝マクマ
オン元帥の有責性が彼の地位を危うく刃だと主張されたのである。取り敢えず元帥に対して１８７３年
１１月２０日法律の保障する「７年間」の任期を全うさせなくては同法律の意味がなくなる、という思
                                                     
40 ルノエル Lenoël 議員の発言、Ass. nat., JORF 22 janv. 1875, no 21, séance du 21 janv. 1875, p.565. 
41 第三共和制憲法の制定過程に関して、長谷部恭男「解散権の役割（一）－フランス憲法史を素材として－」
『学習院大学法学部研究年報』（第１９号、１９８４年）２３３～２４２頁。 
42 J. Laferrière, op. cit., p.250. 
43 Ass. nat., JORF 16 mai 1874, no 133, séance du 15 mai 1874, pp.3267-3271. 
44 カジミール＝ペリエ提出法案；「国家の不安定に対して終止符を打たんと望む国民議会は、以下の決議を採
択する；制憲準備委員会は、公権力の組織と伝達 transmission に関する自身の任務に関して、その基礎に次
のものを置く。第一。「フランス共和国の統治は両院と執行府の長である大統領によって構成される」とする、
１８７３年５月１９日提出法案第１条。第二、１８８０年１１月２０日までマクマオン元帥にフランス共和国
大統領職を委任した１８７３年１１月２０日法律。第三。憲法の一部ないし全部を正式に、憲法的法律が決す
る時期に改正する権利の是認。」Ass. nat., JORF 20 juin 1874, no 167, Ann. no 2476, séance du 15 juin 1874, 
p.4189. 
45 投票総数６６４のうち、青票３１、白票６３３であった。Ass. nat., JORF 24 juill. 1874, no 201, séance du 
23 juill. 1874, pp.5171-5186,  
46 Ass. nat., JORF, 22 janv. 1875, no 21, sance du 21 janv. 1875, p.564. 
47 Ass. nat., JORF 22 janv. 1875, no 21, séance du 21 janv. 1875, p.565. 
48 Ibid. 
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惑が、フランス憲政史上の技術突破における直接の理由であった。尤も、各政治派閥間での妥協の産物
であったが故に、第三共和制憲法の統治諸制度は規律密度が低く、憲法の余白を如何に埋めるかという
解釈対立を潜在させることとなった。それにより、実際の運用による憲法現象の大きな振幅が潜在され
ることとなった49。 
 ３０人委員会によって提出された法案への審議の際に、ラブレーLaboulayeは委員会による法文を補完
するための修正案を提出した50。数か月前にカジミール＝ペリエによって提出された修正案と目的を同じ
くしていたラブレー提出の修正案は51、カジミール＝ペリエ提出修正案と同じく否決された52。ラブレー
提出修正案否決の後、新たな修正案の試みがなされ、遂に成功した。これが著名なヴァロン修正
amendement Wallon であり53、体制の共和形態が決定されたのである54。次いで幾つかの修正案が提出さ
れ、それらの審議は１８７５年の三つの憲法的法律の採択へと貫徹したのであった。 
この時期における議会審議は、必ずしも大臣責任制への自覚的集中を見せているとは謂い難い。実際、
第三共和制憲法的諸法律における大臣責任制に関わる規定は円滑に採択にまで至っている55。これは政治
アクターたちが「君主制か、共和制か」という統治体制の外枠の選択に関わる議論にのみ没入し、具体
的な統治制度の諸要素－例えば大統領無答責原則と大臣の政治責任原理の按配についての議論が等閑視
されるきらいがったからである。それ故にこそ、第３共和制の政治生活を基礎づけるこれらの憲法的諸
制度は特段の論争も無く決された56。 
 １８７５年憲法的諸法律が採用するに至った国家元首無答責と政治責任原理に基礎を置く大臣責任制
の結合と言う執行府責任のシステムを理解するためには、かかるシステムが依拠した当代の政治的思
惟・公法理論に依拠するのが便宜であろう。そこで具体的人名を挙げるとすれば、それはプレヴォ＝パ
ラドルとブロイ公ということになろう。プレヴォ＝パラドルは、『新たなフランス』の中で「大統領制共
和国 république présidentielle の体制における、この危険な手練手管の裏をかくための唯一の方法は、
大統領の責任を明確に定義し、厳格に限界づけること、そして内閣に一般政策に関する責任を挙げて帰
                                                     
49 糠塚康江「フランス第三共和制憲法の変動－憲法の「解釈」と附属法による「創造」」阪口正二郎・江島晶
子・只野雅人・今野健一編・浦田一郎先生古希記念『憲法の思想と発展』（信山社、２０１７年）７４９頁。 
50 とりわけラブレーが提案したのは、共和国大統領と大臣の刑事責任を組織するための規定の挿入であり、か
かる規定は１８７５年７月１６日法律において全面的に再録されている。法案第１２条；「共和国大統領は代
議院によってしか訴追され得ず、元老院によってしか裁判され得ない。－大臣はその職務の遂行に際して犯し
た重罪について、代議院によって訴追され得る。この場合、大臣は元老院によって裁判される。－、、、訴追、
予審、裁判の手続に関しては法律でこれを定める。」in Ass nat., JORF 10 juin 1875, no 157, Ann. no 3073, 
séance du 7 juin 1875, p.4162. 
51 Ass. nat., JORF 10 juin 1875, no 157, Ann. no 3073, séance du 7 juin 1875, pp.4160-4162. 
52 しかし、今度は、３３６対３５９という僅差であった。Ass. nat., JORF 30 janv. 1875, no 29, séance du 29 
janv. 1875, p.795. 
53 共和国大統領は国民議会に会合した元老院議員と代議院議員の多数(la pluralité des suffrages)の賛成を得
て、選出される。共和国大統領は任期を７年として選出される。共和国大統領は再選されることができる。」
（訳文は、辻村・糠塚前掲書５７～５８頁に拠った）Ass nat., JORF 30 janv. 1875, no 29, séance du 19 janv. 
1875, pp.795-796. ヴァロン修正が全くの僅差、３５２対３５３で可決されたことは周知のとおりである。Ass. 
nat., JORF 31 janv. 1875, no 30, séance du 19 janv. 1875, p.836. 
54 尤も、同修正が通ったのは、それが直接的・明示的な共和政宣言を避けていたからだと見るのが適切だとす
る見方もある。J. Laferrière, op. cit., p.253. 
55 Ass. nat., JORF 4 févr. 1875, no 34, séance du 3 févr. 175, pp.932-934. 
56 Ch. Ségard, De la responsabilité politique des ministres dans la Constitution de 1875 et spécialement 
du droit du Sénat de renverser les ministères, thèse Paris, Librairie nouvelle de droit et de jurisprudence, 
Arthur Rousseau, 1903, p.16. 
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属させることで内閣に全権を保障し、大統領の責任を彼の職務に直接かかわることに限定することであ
る57。」と述べている。つまり、国家元首無答責を否定し、かと言って国家元首単独責任原理もまた排除
するのである。厳格に制限された大統領責任と一般政策に関する内閣の連帯的責任との組み合わせにこ
そ議院内閣制の本質があると、彼は性格付ける。同書に顕れた彼の思惟の本質は、時代文脈に即して考
えれば、政策決定に係る実権を国家元首から内閣に移行させることにあったと見て良いだろう。 
第二帝政から第三共和制への移行期において議院内閣制の本質的諸要素を責任原理の組み合わせの点
から性格付けたプレヴォ＝パラドルの地位は大きなものであるが、ブロイ公－ヴィクトール・ド・ブロ
イ Victor de Broglie－の占めた役割も重要である585960。プレヴォ＝パラドルの『新たなフランス』にあ
たるものが『フランスにおける統治の展望 Vues sur le Gouvernement de la France61』である。 
後の１８７５年２月２５日法律第６条と同様に、ブロイ公は、共和国大統領がその任期中、そして任期
の満了後にあっても、原則として無答責であると宣せられるべきことを勧めており、その権限の「簒奪
の試み tentative d’usurpation62」－つまり軍隊を用いてするクーデタの試みなど－についてのみ、罷
免に繋がるべきと見ていた63。それ故、原則として無答責とされる共和国大統領が行った行為について、
大臣が自身の責任を以て保証を行うことが要請される。「連帯して、そして銘銘に、責任を負うところの
彼の大臣は、その行政における全ての行為に関して、場合によっては、下院によって元老院に訴追され
得る。そして元老院は、丁度イギリスにおけるように、涜職罪のみを宣告し、革命暦３年憲法あるいは
１８４８年憲法の規定するように組織された高等院において罷免された大臣を更迭する64。」大統領の責
任を大臣の責任がカヴァーする以上、後者の責任は刑事的側面よりも優れて政治的な側面を示すことと
なる。何故なら、刑事責任原理において自身が厳密な意味で責任を負うことが出来るのは自身の行為に
ついてのみだからである65。また、ブロイ公の考える執行権責任制度が正に彼が閣僚評議会議長であった
七月王政下のそれを謄写したものと分析され得る点で、その大臣責任制を動かす原理が政治性を卓越さ
せる消息も理解できる66。ブロイ公の眼差しは明らかに保守的なものではあったが、しかし、「それでも
やはり彼は、議会制を以て共和制と両立可能なものと診ていたのである。これは、その当時においては
かなり大胆なことであった67」と言える。そして、この「大胆さ」が１８７５年の統治制度上の技術突破
                                                     
57 L.-A. Prévost-Paradol, op. cit., p.122. 
58 ヴィクトール・ド・ブロイ公の政治思想に関する研究としては、参照、J.-P. Machelon, Victor de Broglie et 
les Vues sur le Gouvernement de la France, in L. Jaume (dir.), Coppet, creuset de l’esprit libéral. Des 
idées politiques et constitutionnelles du groupe de Madame de Staël, Assoc. française des 
constitutionnalistes, Assoc. française de science politique, colloque des 15 et 16 1998, Economica, PUAM, 
2000, pp.187-198. 
59 「１８７５年のフランス憲法が国家元首に付与したところの諸権力を精査してみると、同憲法はブロイ公の
思惟を忠実に適用せんと欲していたようである、、、」と述べている。M. Dendias, Le renforcement des 
pouvoirs du chef de l’Etat dans la démocratie parlementaire, Editions de Boccard, 1932, p.54. 
60 本来的には中央右派として共和政体到来に否定的であった彼が、共和制を阻止し得なかった次善の策として、
右派の受け容れ可能な共和制構築を積極的に指向したことが第三共和制憲法制定に果たした役割は大きなも
のであった。糠塚・前掲論文７４９頁。 
61 V. de Broglie, Vues sur le Gouvernement de la France, publié par son fils A. de Broglie, 2e éd., 
Michel-Lévy frères, 1872. 
62 Ibid, p.233. 
63 Ibid., pp.233-234. 
64 Ibid., p.234. 
65 A. Esmein, op. cit., p.812. 
66 J.-P. Machelon, Victor de Broglie et les Vues sur le Gouvernement de la France, op. cit., p.192. 
67 Ibid. 
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を準備したのである。 
 実際、１８７５年の憲法的諸法律の執行権は、プレヴォ＝パラドル、ブロイ公両人の構想に沿った形
で設計されていたと言える。公権力の組織に関する１８７５年２月２５日法律の冒頭２カ条によって、
執行権は共和国大統領に、そして、立法権は両院、すなわち代議院と元老院に、それぞれ付与されるこ
ととなった68。第三共和制憲法は、国家元首に対して比較的広汎な権限を付与しており、彼は両院と法律
発案権を共有し、法律の公布権を有し69、両院に対する招集・延会の権限を有してもいる70。ブロイ公は
『展望』の中で、大臣衆に支えられた国家元首のある程度の能動性を構想していたが71、実際、１８７５
年憲法的諸法律の制度設計はその線に沿っている。他方で、実のある大臣責任制の前提条件としては、
国家元首の能動性をある程度制限することが肝要である。１８７３年３月１３日法律と同様に、１８７
５年７月１６日憲法的法律第６条は両院における共和国大統領の直接的意見表明を禁じ、大臣を介して
の教書送付権のみを享受している72。ジョゼフ＝バルテルミイとデュエズは「制憲者たちは憲法起草にあ
たって次のことに専心していた。すなわち、国家元首の指名方式を変更し、議長席を以て玉座に代える
のに十分な憲法を起草することである73。」確かに、立法拒否権の不在、上院の同意を停止条件とする下
院解散権74という二つの重大な相違点はあるものの、正にブロイ公が生きた立憲君主制下の国王特権が民
主的性格の国家元首に付与されることとなったのである。 
 １８１４年、１８３０年の憲章と同様に、１８７５年の憲法的諸法律は、一方では普通選挙で選出さ
れる下院を置き75、他方では間接普通選挙で選出される上院を置くことで76、二院制の原則を維持した。
注目すべきは１８７５年の制度設計上、「強い上院」が採用されたことである77。１８７５年２月２４日
                                                     
68 １８７５年２月２５日法律第１条；「立法権は、代議院と元老院の両院によって行使される。－代議院は、
選挙法の定める条件により、普通選挙によって選出される。－元老院の構成、任命方法および権限は、特別法
によって定められる。」同法律第２条；「共和国大統領は、国民議会に会同した元老院および代議院による投
票の絶対多数で選出される。大統領の任期は７年である。大統領は再選されることができる。」訳文は辻村・
糠塚、前掲書２４２～２４３頁に拠った。 
69 １８７５年２月２５日法律第３条；「共和国大統領は、両院の議員とともに、法律発議権を有する。共和国
大統領は、法律が両院によって議決されたときに公布する。共和国大統領は法律の執行を監督し、確保する。
－共和国大統領は恩赦権を有する。特赦は法律によらなければ認められない。－共和国大統領は、軍隊を統帥
する。－共和国大統領は、すべての文武官を任命する。－共和国大統領は国家の儀式を主宰する。外国の使節
および大使は、共和国大統領宛ての信任状を上呈する。－共和国大統領の各行為は、大臣によって副署されな
ければならない。」訳文は、辻村・糠塚、前掲書２４３頁に拠った。 
70 １８７５年７月１６日憲法的法律第１条、第２条。 
71 V. de Broglie, op. cit., pp.247-248. 
72 １８７５年７月１６日憲法的法律第６条；「共和国大統領は、教書により両院と連絡する。教書は、大臣に
より演壇で読み上げられる。－大臣は両院に出席し、求めるときは意見を述べることができる。大臣は、特定
の法案の審議のために、共和国大統領のデクレによって指名された委員により補佐されることができる。」訳
文は辻村・糠塚、前掲書２４５頁に拠った。 
73 Joseph-Barthélemy et P. Duez, Traité de droit constitutionnel, Editions Panthéon-Assas, 2004, p.616. 
74 １８７５年２月２５日法律第５条；「共和国大統領は、元老院の同意に基づいて、代議院を任期満了前に解
散することができる。－前項の場合、選挙人団が新しい選挙のために３カ月以内に招集される。」訳文は辻村・
糠塚、前掲書２４３頁に拠った。 
75 代議院議員選挙に関する１８７５年１１月３０日の組織法律。L. Duguit, H. Monnier, R. Bonnard et G. 
Berlia. Les Constitutions de la France et les principales lois politiques depuis 1789, 7e éd., LGDJ, 1952, 
pp.301-305. 
76 F. Hamon et M. Troper, op. cit., p.390. 元老院議員選挙に関する１８７５年８月２日の組織法律に関して
は、L. Duguit, H. Monnier, R. Bonnard et G. Berlia, op. cit., pp.296-301. 
77 この点につき、新井誠「フランス憲法における両院制」『比較憲法研究』（第１８・第１９合併号、２００
７年）３２頁。 
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憲法的法律第８条は、両院の合意のみを以て中断するところの法案の往復審議 navette のシステムによ
って立法過程における両院の完全な対等性を規定している78。憲法改正79、大臣責任追及権80の両側面で、
１８７５年憲法は文面上、上下両院の対等性を謳っている。自身が解散される恐れがないにもかかわら
ず下院解散の過程に容喙することができるシステム81は、上下両院の対等性というよりも、実質において
は上院の優越性すら想定していると読むことも可能であろう。強い上院を装置することは、理論的要請
というよりは、議会多数派を占める王党派議員に新憲法を受け容れさせるための政治的配慮として理解
できる82。 
 斯様にして、１８７５年の制憲者は、強固な王党派が多数を占める議会に新体制を受け容れさせるた
め、大革命から第二共和制までの間における立憲君主制の統治制度を共和政体に移し替える形で新たな
統治制度を按配した。その際、プレヴォ＝パラドル、ブロイ公といった当代一流の公法思惟は強力な理
論的背景を構成していたが、１８７５年憲法的諸法律の具体的諸制度の具体的成立過程は多分に政治
的・情況的配慮に拠り、斯かる配慮にプレヴォ＝パラドル、ブロイ公らの「理論」が適合的であった背
景もあった。次に問題となるのが、１８７５年２月２５日法律第６条に規定された大臣の政治責任の制
度上の内実である。 
 
 第３款、１８７５年２月２５日憲法的法律第６条における大臣責任制における若干の問題 
 
 公権力の組織に関する１８７５年２月２５日法律第６条第１項は、「大臣は政府の一般政策に関して両
院に対する連帯して責任を負い、個人的行為に関しては個人的に責任を負う。」と規定している。この規
定によって議院内閣制の不可欠の構成要素としての大臣の政治責任がフランス憲法上初めて明示され83、
同条同項によって政治責任原理に基づく大臣責任の組織化されたことを、権威ある多くの学説が認めて
いる。例えばデュギは同規定をして「大臣の政治的且つ連帯的な責任に明示的に言及する唯一のフラン
ス憲法の規定である84」と性格付け、エスマンも同規定が「明らかに政治責任を－政治責任のみを－指示
するもの」であると認めている85。第６条第１項の責任原理は議院内閣制的類型に属するものと言えるが、
                                                     
78 この点に関しては、A. Esmein, op. cit., p.983 ; Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.736. 
79 １８７５年２月２５日法律第８条；「両院は、自発的にまたは大統領の要請に基づいて、各別に審議して絶
対多数の議決により、憲法を改正すべきであると宣する権利を有する。－両院の一方が前項の決議を行った後、
両院は憲法を改正するために国民議会に集会する。－全面的であれ部分的であれ、憲法的法律の改正に関わる
審議は、国民議会の構成員の絶対多数で議決されなければならない。－前項にもかかわらず、１８７３年１１
月２０日の法律によってマクマオン元帥に権限が委任された期間は、共和国大統領の提案に基づかなければ憲
法的法律の改正を行いえない。」訳文は辻村・糠塚、前掲書２４３頁に拠った。 
80 １８７５年２月２５日法律第６条。 
81 １８７５年２月２５日法律第５条。 
82 元老院組織法律が１８７５年の３ヶ憲法的法律の中で最初に議決されたことからも、制憲過程における元老
院重視は明らかである。糠塚・前掲書７４６頁。また、国家元首による下院解散における上院の必要的同意の
制度については、それが執行府と立法府の対立の仲裁作用を持つ等、経験的信念に基づく効果効能の意義づけ
が為されることがあったにしても、やはり「各派がその実現を目指す政体にとって、、、いかなる意義を有す
るか」という戦略的・戦術的企図こそが本質的に重大であった。長谷部・前掲論文「解散権の役割（一）」２
４６～２４９頁。 
83 糠塚・前掲論文７４６頁。 
84 L. Duguit, Manuel de droit constitutionnel : théorie générale de l'État, le droit et l'État, les libertés 
publiques, l'organisation politique de la France, 4e éd, E. de Boccard., 1923, p.203. 
85 A. Esmein, op. cit., p.811. 
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それは連帯的な原理に基づく大臣責任の追及主体が議会であることによる86。バルテルミイとデュエズは
「連帯性は明らかに政治責任のためのみに存在しているものであり、民事責任或いは刑事責任のために
存在するものなのではない。そこには、政府の構成員全員にとっての共通原則が存在するのであり、か
かる共通原則によって政府の一般政策が打ち立てられるのである。この原則が実施されれば、構成員全
員が連帯する。一般政策をかけたアクトが通らなければ、大臣全員が倒れる。」と指摘しており、エスマ
ンは「この規定は明らかに政治責任を－政治責任のみを－指示している。 、、じっさい、政治責任は議
会に対してこそ貫徹されるものであって、別の仕方で貫徹され得るものではない。他方、政治責任は真
に連帯的たり得る唯一の責任である。何故ならば、刑事責任は厳密な意味では連帯的たり得ないからで
ある。つまり、人は自身が関与した行為についてのみ刑事的に有責であるとされるのであり、ただ単に
自身が承認しただけの行為については何ら有責とはされず、ましてや、全く自身が関わっていない行為
について有責とされないのは当然のことなのである87。」と指摘している。それ故、議会によって追及さ
れるべき責任原理が連帯性を中核とする「政治責任」となり、弾劾制の残滓が大幅に相対化された点に
おいて、そこに議院内閣制の成立が認められるのである。大臣衆の連帯的であるが故に政治的な責任が
憲法制度上に－１８７５年２月２５日憲法的法律第６条第１項－規定されることによってフランスに議
院内閣制が成立したこと－これは諸学説が見解を同じくするところである88。 
 しかし、この第６条の規定が議院内閣制的な類型の責任を規定している－或いは包含している－こと
が確かであるにしても、以下の三つの問題野において、その規定の射程を巡る問題が存在すると言える。
第一に、国家元首に対する責任如何。第二に、「集団的で連帯的な」責任と「個人的な」責任との区別如
何。第三に元老院の倒閣権如何。 
 大臣衆が連帯して議会に対して責任を負う機制が議院内閣制の本質を構成する以上、翻って、大臣衆
が共和国大統領に対して責任を負うか否かが第一の問題となる。前者の責任機制よりも後者の責任機制
の方が強力であれば、そこでの議院内閣制は跛行的に展開してゆくこととなるだろう。この点に関し、
憲法的法律それ自体は大臣の共和国大統領に対する責任を規定してはいない。この沈黙に対して、しか
し、多くの学説は、１８７５年２月２５日憲法的法律第３条第４項に規定された共和国大統領の文武官
任命権を根拠として、明確にかかる責任原理の存在を肯定している89。任命権者は被任命者に対して当然
に責任追及主体となるという理解である。また、「憲法習律 coutume constitutionnelle」に大臣衆の対
大統領責任の根拠づけを求めることも出来た90。じっさい、１７９１年９月憲法から、第三共和制憲法に
                                                     
86 Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.707. 
87 A. Esmein, op. cit., pp.811-812. 
88 斯様な事情に関しては、以下を参照。M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, 2e éd., Sirey, 1929, 
pp.414-415 ; L. Duguit, Traité de droit constitutionnel, t. IV : L’organisation politique de la France, 2e éd., 
Albert Fontemoing, 1924, p.850 ; R. Carré de Malberg, Contribution à la théorie générale de l’Etat, 
spécialment d’après les donnés fournies par le droit constitutionnel français, préf. E. Maulin, réédition, 
Dalloz, 2004, t. I, p. 793, note 23 ; J. Laferrière, op. cit., p.777 ; P. Pactet et F. Mèlin-Soucramanien, op. cit., 
p.312 ; F. Hamon et M. Troper, op. cit., pp.404-405 ; J. Gicquel et J.-E. Gicquel, Droit constitutionnel et 
institutions politiques, 32e éd., LGDJ-Lextenso, 2018, p.523. 
89 これに関しては以下を参照。A. Esmein, op. cit., pp.790-791 ; L. Duguit, Traité de droit constitutionnel, 
op. cit., t. IV, 820 ; R. Carré de Malberg, op. cit., t. II, p.77 ; E. Pierre, Traité de droit politique, éléctoral et 
parlementaire, Loysel, 1989, t. I, no 98, p.109. ジョゼフ＝バルテルミイもまた「憲法は共和国大統領に対し
て諸大臣の任免権を付与している」と明言しているが、この問題をそれ以上に敷衍することは無い。
Joseph-Barthélemy, Le rôle du pouvoir exécutif dans les Républiques modernes, Giard et Brière, 1906, 
p.661. 
90 J. Mayoux, La solidarité ministérielle. Théorie générale-Ministères de la Restauration, thèse Sciences 
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至るまで、国家元首が置かれたのであれば、大臣の任免権は彼に対して例外なく付与されてきた。そし
て、１８７１年２月１７日決議も「（ティエールは）自身が選任し総理する大臣の協働を以て、国民議会
の権威の下、その職務を行う91。」と規定し、１８７１年８月３１日のリヴェ法第２条末文でも「、、、（共
和国大統領は）大臣の任免する、、、92」と規定されていた。第三共和制憲法の制憲過程において特段批判
的検討の対象とはならなかったかかる責任原理は、第三共和制初期の憲法運用実例においても再確認さ
れている。１８７６年１２月１２日に組閣したジュール・シモン内閣は、代議院による信任が再確認さ
れたばかりであるにもかかわらず、共和国大統領マクマオン元帥によって辞職を余儀なくされた。１８
７７年５月１６日付の書簡によって、事実、元帥は政府の政策に対する反対を理由として、内閣の辞職
を要求している。同日、ジュール・シモンは大統領宛の返信によって、要求を容れる旨、返答した93。ま
た、１８７５年２月２５日法律第３条第 5 段が、留保なしで「共和国大統領による何れのアクトも、大
臣 un ministreによって副署されなければならない。」と規定しているにもかかわらず、元帥からジュー
ル・シモンに対して宛てられた書簡が副署されていなかったということは－とりわけ先行する第二共和
制憲法との関係に鑑みるとき94－留意に値する事実である。それ故、対大統領大臣責任原理が大臣の副署
原則によってマヒさせられ得る－それ故かかる責任原理が肯認し難い－という文脈は、局限的例外事例
として、考慮する実際的意義に乏しかったと言えるであろう95。 
１８７５年２月２５日法律第６条に規定された大臣責任原則に関して、次に問題となるのは、大臣衆
の連帯的・集団的な責任と大臣の個人的責任との区別如何の問題であり、この問題は集団的かつ連帯的
な責任に繋がる政府の一般政策に関わる行為と当該大臣の個人的な責任にしか繋がらない個人的行為と
の区別如何の問題である。第６条が単に大臣責任には連帯的なそれと個人的なそれがあるとしか述べて
いない以上、両責任原理が如何に切り分けられるのかという問題は、学説と実例とによって解決される
より他ない。学説は、責任の対象となる行為が、「内閣」の行為に帰せられる場合に、第６条第１項の規
定する「連帯的な」大臣責任が問題となるとする。内閣の行為、就中「政府の一般政策」への責任は連
帯的なそれでなくてはならないとするのである。例えば「政府の一般政策」という観念について、ジョ
ゼフ＝バルテルミイとデュエズは、そこで問題となっているのが「重大な行為」であるから、責任は必
ず連帯的なものでなくてはならない、としている96。それ故、一般政策は合議体である内閣の閣議を通じ
て成立する内閣としての統一的意思として形成されることが当然に要請される97。そして、かかる一般政
策決定行為はその影響が内閣全体に波及するという性質上、当然に責任のサンクションの態様も平仄を
                                                                                                                                                                                  
politiques et économiques, Imprimerie Henri Richard, 1918., p.16.  
91 Cité in J. Laferrière, op. cit., p.240. 
92 JORF 3 sept. 1871, no 245, p.3161. 
93 JORF, déb. parl., 17 mai 1877, no 134, pp.3686-3690. 
94 １８４８年憲法第６７条；「共和国大統領の行為は、大臣を任免する行為を除き、大臣による副署がなけれ
ば効力をもたない。」訳文は辻村・糠塚、前掲書２３８頁に拠った。 
95 「、、、大臣を罷免するデクレは副署されていなければならない。自身の同輩の罷免に対して副署する大臣
が見出されなくてはならないのである。この様な仮定は全く例外的な状況においてしか実現しないということ
は認めざるを得ないであろう。」Joseph-Barthélemy, Le rôle du pouvoir exécutif dans les Républiques 
modernes, op. cit., p.689. この「例外性」の指摘として、同旨、A. Esmein, op. cit., p.791 ; J. Laferrière, op. 
cit., p.775. 
96 Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.707. 
97 P. Gigout, Théorie de la responsabilité politique des ministres dans la Constitution de 1875, thèse 
Sciences politiques et économiniques, Imprimerie Barbier-Marilier, 1898, pp.83-84. 
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合わせて連帯的・集団的なものであることが規範的に要請されることになる98。以上に対して、第６条第
１項における大臣の個人的責任は、合議体としての内閣の統一的行動に帰されない、特定の或る大臣の
職務所掌領域、すなわち行政の細目に関わる領域について問題となる、ということとなる99100。しかし、
政府の一般政策に属する行為と個人的行為との区別は、現実においては閣僚評議会議長の判断にかかっ
ていたから101、連帯的大臣責任と個人的大臣責任とを、責任原因の性質の相違にメルクマールを求めて
異なる二原理として分節化する実質的観点は、その現実的妥当性を大いに殺がれることとなる。それ故、
ジョゼフ＝バルテルミイとデュエズは、結論において、第６条第１項の責任原理の分節化に際して、実
体的観点を放棄して、形式的定式化への傾斜を見せている。つまり、ある大臣責任が、「その行為が一般
政策に関係しないこと；その行為が閣議において討議されていないこと；閣僚評議会議長が信任問題を
提起しないこと102」である場合、性質は個人的である、と。果たして、実際の政治動態は両責任原理の
切り分けに関して、後者の形式的観点の妥当性を確認するものとなっていたと言える。事実、問題とな
る大臣責任が連帯的なものとして現象するか個人的なものとして現象するかは、責任事由が政府の一般
政策に関わるかな否かとは必ずしも連関していなかった。例えば、１８９０年３月の第二次ティラール
Tirard 内閣総辞職の事例である。元老院においてフランス＝トルコ通常条約が期間満了したこと巡って
外相ユジェーヌ・スピュレル Eugène Spullerが糾弾されたことを皮切りに103、内閣と元老院の関係が悪
化する中、議事日程 l’ordre du jour pur et simple は１２９対１１７で否決され104、内閣は即刻、総
辞職を表明した。第一次タルデューTardieu内閣総辞職も同様の事例である。１９３０年２月１７日の会
議において、蔵相であったアンリ・シェロン Henry Chéronは、代議院で審議中だった予算法律の一条項
について、自ら－タルデューは病欠状態だったのである－信任問題を提出した105。同内閣は代議院によ
って、予算法律のただ一条文のためだけに、倒閣させられたのである。大臣の個人的責任の問題で済む
ことが内閣の連帯的責任に波及した斯様な事例とは正反対の事例も、第三共和制下に記録されている。
１９２６年１２月１６日におけるブリアン内閣の蔵相ルシェール Loucher の辞任は106、蔵相の財政改革
案が代議院財政委員会で合意を得られなかったことを理由とするものであったが、当該財政改革案が政
府の一般政策に関わっていたにもかかわらず、内閣の信任問題提起は行われず、ブリアン内閣は続投し
ている107。してみれば、「斯様な実態は必然的に不都合なものとなる。先ず以て、内閣が恒常的に信任問
題を提出することによって両院の自由が損なわれてしまうということ。数ある内閣の中にはこの様な誹
りを受けなければならないものもあろう。また別の不都合が存在する。制度上の不明瞭性を奇貨として、
                                                     
98 A. Esmein, op. cit., p.155. 
99 J. Laferrière,op. cit., p.778. 
100 P. Gigout, op. cit., p.84. 
101 「卓越せる傾向にある慣行に拠れば、事柄が信任問題の提起に係るものか否かの判断を、議会は内閣に任
せていると言える。」J. Mayoux, op. cit., p.23. 
 p.241.  
102 Joseph-Barthélemy. Le rôle du pouvoir exécutif dans les Républiques modernes, op. cit., p.155. 
103 Sénat, JORF, déb. parl., 14 mars 1890, séance du 13 mars du 13 1890, pp.257-268. 
104 Ibid., p.268. 
105 CD, JORF, déb. parl., 18 févr. 1930, no 25, séance du 17 févr. 1930, pp.770-773. 
106 R. Mothes, La démission de M. Loucher, ministre des Finances, RDP, 1926, pp.451-165 ;, pp.353-354. 
107「（内閣は）議院内閣の起訴に存するところの、集団的責任と個人的責任の区別について等閑視したのであ
る。 、、、さて、エリオ内閣、パンルヴェの二度にわたる内閣は、予算問題によって崩壊した。予算問題、
これはまさしく躓きの石であり、全ての内閣にとっての致命的問題である。ブリアン内閣は自ら答えを出す以
外に仕様がない。 R. Mothes, op. cit.,p.459. 
244 
 
内閣が信任問題について沈黙することで権力の座に居座り続けるということができてしまう108。」このよ
うな憲法規範論からの批判は可能であるものの、１８７５年２月２５日憲法的法律第６条第１項におけ
る二つの大臣責任原理の分節化は、何らかの実体的メルクマールに従って行うことは難しいと言えそう
である109。 
第６条における大臣責任原理についての第三の問題は、そこでの責任の射程を巡るそれである。大臣
が「両院 les chambresに対して責任を負う」と規定する同上の文面から、同条の規定する大臣の政治責
任が元老院に対しても負われるか否か、と言う形で同条の大臣責任の射程が問題となったのであり、換
言すれば、議会第二院は倒閣権を有するか否か、という形で問題となったのであった。無論、一見明白
な文面のみを見て斯かる問いに然りと答えるのもあり得る一つの立場ではあるが110111、しかし、上院たる
元老院には解散制度が存在しないことや英国及びフランスの過般来の憲政上の習律などの観点から第６
条第１項の「両院 chambres」規定を相対化する非常に有力な議論も存在し、この問題は、如上の第一・
第二の問題以上に、とりわけ第三共和制前半期においてフランス公法学壇の中心的論題となっており、
多くの論者の間で論争が生じた。なお、この重要な論点に関しては、我が国に於いても既に中村英によ
る先行業績が在り112、本款の以下の行論においてこれに拠るところ大である。 
中村教授は、１８７５年２月２５日憲法的法律第６条第１項に関する元老院の役割を「元老院の倒閣
権」の存否という形で論じ、当代の学説を第一、「上院による倒閣を否定する説」としてエスマン、第二
に「上院による倒閣を肯定する説」としてデュギ、第三に「折衷説」としてオーリウ、と言う形で整理
している113。本款では、学説の布置をより図式的に二つに分け、「倒閣権に関する上下両院の対等性」と
いう形で整理し、この命題に対する否定説としてエスマン、バルテルミイ、オーリウら114、肯定説とし
てデュギら115を其々配し、順を追って行論したい。 
 否定説を唱える論者の論拠は、当代の議論を参照すると、あらまし「フランス憲政の伝統」「１８７５
年憲法的諸法律の法文」「議院内閣制の機制における均衡性の保持」という三点に要約される。第一の論
拠に関し、論者は、大革命以来の１９世紀のフランス憲政は、執行府の政治責任は下院によってのみ追
及されるという伝統を形成してきたと主張する。この伝統は第一に制度的なもの、第二に思惟的なもの
に分けられる。第一の制度的伝統とは、１９世紀前半における憲章による議院内閣制の生成・展開過程
                                                     
108 L. Duguit, Traité de droit constitutionnel, op. cit., t. IV, p.849. 
109 なお、イギリス憲政におけるほぼ同様の消息が紹介されている。I・ジェニングス（榎原猛・千葉勇夫訳）
『新訂 イギリス憲法論』（有信堂高文社、１９８１年）１５５～１５８頁。 
110 糠塚・前掲論文７４７頁。 
111 例えば、ポール・ギグーPaul Gigout は「両院、と複数形になっているところが肝要である。如何に簡潔
に過ぎる規定と言えども、この規定の仕方は明快なものである。解釈者は、この規定に対して魂を吹き込むの
だなどと称して、この規定の文言のかいくぐることは出来ない。」と断じて、後述のエスマンほかの議論を牽
制している。P. Gigout, op. cit., p.114. ギグーと同旨のものとして、P. Laffitte, La vraie Constitution de 
1875, RDP, 1896, p.90. 
112 中村英「議会第二院による倒閣について－第三共和制フランスでの大臣責任論の対立－」『法学』（第４
４巻第４号）５４６～５７２頁。 
113 同上、５４７頁。 
114 エスマンによるこの点に関する集中的行論として、A. Esmein, op. cit., pp.815-839 ; M. Hauriou, op. cit., 
p.366 ; Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., pp.708-712. 
115 肯定説の主たるものとして、L. Duguit, Le Sénat et la responsabilité politique du ministère, RDP, 1896, 
p.426.；F. Moreau, Chronique constitutionnelle et parlementaire, RDP, 1898, p.80；J. Devaux, Le rôle du 
Sénat et la responsabilité du Ministère sous le régime des lois constitutionnelles de 1875, RDP, 1925, 
pp.653-674. 
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である。例えばオーリウは「『大臣は両院に対して責任を負う』しかし、既にこの言い回しの下で大臣責
任が定義づけられていた復古王政下において、大臣たちは貴族院に対しては責任を負っていなかった116。」
と指摘し、また、ジョゼフ＝バルテルミイも「復古王政下の貴族院も七月王政下の貴族院も倒閣は行わ
なかった。彼らは自分たちが英国上院の謄写であり、英国上院は斯様な主張を決して行わないというこ
とを知っていたのである。１８７５年憲法は慣習法的なものである La Constitution 1875 est coutumière。
１８７５年憲法は幾らかの言い回しにおいて議会制の伝統を確言しており、かかる言い回しは識者によ
って全く、伝統として認められている。同憲法の元老院に関する規定は、、、憲章を謄写したものである。
もしも１８７５年憲法が第二院による倒閣ほどの重大な、所謂革新を行ったというのであれば、同憲法
は明確にそれを示したはずである。しかして同憲法は斯様な明示を行っていない117。」と指摘している。
エスマンは「『大臣は両院に対して責任を負う』という言い回しは、フランス立憲君主制下の議院内閣制
の性格描写の為に復唱されてきた」とした上で「かかる言い回しを以て、内閣の出処進退が代議院に対
するのと同じように貴族院に依存するという風に理解されてきた消息は無い118。」と断言している。そし
て、エスマンが援用する思惟的伝統は、例えばブロイ公によって「強固に打ち建てられた元老院、選挙
によって組織された元老院、、、かかる元老院は自身が下院と共有する諸権限によって、そして自身に固
有の諸特権によって、強力な存在となる。かかる元老院に対して、直接普通選挙によって組織される下
院は、私見では、その自然的影響力 son ascendant naturel を、濫用する危険を冒すことなく行使する
ことができる119。」とされ、プレヴォ＝パラドルによって「上院の権限は我が古の貴族院 chambre des pairs
のそれと同じである。つまり、上院は下院と共同で立法権を行使し、法律発案権、大臣質問権、そして
自由の議会を組織するためのその他全ての権限を享受する。しかし、上院は我々が下院に関して求める
特別の権限、すなわち内閣の更迭に関する権限については付与されていないのである120。」とされていた。
この二人の思惟が１８７５年の憲法的諸法律を準備する文脈の上に存在していたことは既に述べたとお
りである。第二の論拠は、元老院の組織に関する１８７５年２月２４日法律が元老院における大臣衆の
集団的責任－政府責任について何等言及していない点に求められる121。但し、下院の倒閣権を明示的に
認めた憲法規定も存在しない以上然して説得的なものではなく、寧ろ、倒閣権否定論の論拠としては次
にあげる第三番目の論拠が重要である。第三番目の論拠として、元老院の不可解散性が当代のフランス
公法学の大立者によって強調されている。例えばエスマンは「ある特定の顔触れからなる内閣を大統領
に押し付けたい代議院と大統領との間で紛争となった場合、憲法は元老院に対してある種の仲裁者とし
て役割を与えている。この仲裁者が、国民への訴えかけが為されるか否かを決めるのである。しかし、
元老院が自ら倒閣権を行使するとなれば、話は別である。この様な事態は承認できない。仲裁者として
の元老院の役割は、自発的な倒閣者としての元老院という役回りを論理的かつ合理的に、排除する。別
の言葉で言い表せば、訴訟の一方当事者となってしまえば、裁判官ではいられまい、ということなので
ある122。」と説き、ジョゼフ＝バルテルミイもまた「議会制に関する古典的学説においては、代議院にお
ける少数派に転落した内閣は、辞職するか代議院解散をするかの選択をすることができる、とされてい
                                                     
116 M. Hauriou, op, cit., p.366. 
117 Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.711. 
118 A. Esmein, op. cit., p.818. 
119 V. de Broglie, op. cit., p.297. 
120 L.A. Prévost-Paradol. op. cit., p.112. 
121 A. Esmein, op. cit., p.825. 
122 A. Esmein, op. cit., pp.824-825. 
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る。しかし、解散されることもなく、極めて長い任期を享受し、かなり以前の民意によって組織されて
いる議院に対して、倒閣を与えるということとなれば、これはかかる議院に対して専制的特権を付与す
ることとなる。何故ならば、かかる専制的特権の行使に対して人民が裁定を下し得るようになっていな
いからである123。」と指摘する124。所論は、解散に服さない議会第二院に倒閣権が認められれば、それは
議院内閣制における均衡を害して不合理であるし（エスマン）、民主政の観点からも決して正統性を認め
られない（バルテルミイ）とするのである。  
 元老院による倒閣権を肯定する議論はとりわけデュギによって纏まった形で主張されている。デュギ
は、あらまし、第一にエスマンらの語る「憲政上の伝統」を相対化し、第二に元老院の組織に関する１
８７５年２月２４日法律に関する倒閣権否定論者の解釈に実質が無いと批判し、第三に倒閣権否定論者
が危惧する議院内閣制における不均衡に関して否定する、と云う筆法で行論している。第一の論点。倒
閣権否定論者が援用するフランス憲政の制度的・思惟的伝統は、デュギによれば、１８７５年の憲法的
諸法律の解釈に役立つ権威を持ちえないとされている。何故なら立憲君主政体の先例を共和政体の諸統
治制度の解釈の為に用いるのは不適当だからである。デュギは「エローHello、デュヴェルジエ・ﾄﾞ・オ
ーランヌの考えていた上院は、公選ではなかった。しかし、我々の元老院は全く公選の組織である。そ
の上、このことは理解を得られることと思うが、これらの論者は、１８７５年に採択された法文を解釈
する際の権威としては余りにも薄弱なものではなかろうか125。」と指摘している。また、フランスの憲政
史的伝統は立憲君主制下に形成されたものであり、第三共和制の制憲過程に比べれば間接的な論拠とし
かならず、翻って第三共和制の制憲過程は、共和派が共和政体樹立の為に保守派との妥協の為に強い上
院の制度化に同意していたという点で、制憲者意思が明らかに元老院の倒閣権を新体制の憲法制度とし
て認めていたことを証拠立てている、とデュギは主張している126。第二の論点。元老院の組織に関する
１８７５年２月２４日憲法的法律が倒閣権の存否如何の重大問題に関して素通りしている点に鑑みて、
議会第二院たる元老院の倒閣権は第三共和制の憲法制度としては認められない、という否定論者らの議
論への反駁である127。倒閣権について憲法的諸法律が沈黙しているという事情は、下院についても同様
であるから、この反駁は見易い道理である128。第三の論点。デュギは自身の解釈に従ってフランス共和
国の統治制度が上院の倒閣権を是認したとしても、上院が過度に強大化することを恐れる必要はないと
する。内閣によって解散され得る下院と解散され得ない上院との間で、内閣に対する攻撃手段に関して
形式的に対等性を認めることは、実質的には上下両院の著しい不対等性を認めることになるとのエスマ
ンの論129に対して、次の様に反論する。例えば、下院に支持基盤を置く或る内閣が上院からの支持を失
                                                     
123 Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.711. 
124 オーリウもまた、元老院の不可解散性を以て大臣責任制度における上下両院の対等性を否認する論拠とし
ている。M. Hauriou, op. cit., p.366, notes 21-22. 同箇所におけるオーリウの所論は、議会第二院に対して第
一院との対等性を認めるとともに第二院の解散性を規定するチェコスロヴァキア憲法を引用して説得的であ
る。 
125 L. Duguit, Le Sénat et la responsabilité politique du ministère, op. cit., p.427. 
126 Ibid., pp.428-430. また、この点につき詳論するものとして、中村・前掲論文５５７～５５８頁。 
127 Ibid., p.431.,中村、前掲論文５５６頁。 
128 「かかる論証の弱点は、代議院に関して注目するときに明らかとなる。すなわち、内閣にそれに対する政
治責任の原則が何ら規定されていないという点では、代議院についても事情は同じなのである。」J. Devaux, 
Le rôle du Sénat et la responsabilité du Ministère sous le régime des lois constitutionnelles de 1875, op. 
cit., p.661. 
129 このエスマンの論に関しては、彼の『綱要 Eléments』の第二版、Esmein, op. cit., 2e éd., p.585. 
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った際、その内閣は辞職しなければならず、飽くまでも続投しようとする場合、執行権の長である共和
国大統領は首相を罷免する義務を負うことになる。そして新内閣が両院からの信任を受ければ危機は解
決される。これとは逆の仮定として、新内閣が上院から信任を得るも下院からは得られなかった際は、
下院の解散によって危機の解決が図られる。そして下院解散後の総選挙によって構成された新・下院が
現・内閣を信任することで危機は解決される。しかし、この新・下院が解散総選挙前の下院と同じく現・
内閣不信任の立場であった場合、危機は継続する。この場合、現・内閣は続投することが不可能であり、
新・下院の支持する顔ぶれによる組閣が為されることになる。ことここに至って上院は新・下院の支持
する新たな内閣を受け容れる必要があることとなる、と130。尤も、この最後の段における上院の下院及
び下院の支持する内閣への「敬譲」は、上院の道義的義務観念に任されている。この点につき、デュギ
は「しかし、上院が譲らなかったら、との仮定はあり得る。私はそのような上院は叛徒であると考える。
憲法がそれを適用する人々の誠実さに期待すること以外には、保障され得る方途が考えられない場合と
云うのは、常に生じる状況であると言える131。」と述べ、些か突き放した見方を採っている。 
 如上の否定論・肯定論の対立に関して、如何なる評価が可能であろうか。無論、１８７５年２月２５
日憲法的法律第６条第１項が「両院 chambres」という複数形を明示的に採用している以上、天秤は最初
から肯定論の方に傾いているということも出来る。それ故、エスマンは倒閣権を下院のみに認めるとい
う苦しい解釈を「苦労して132」行っていると評価せざるを得ないのは事実である。また、「フランス憲政
上の伝統」を巡る議論に関しても、それを「制憲過程」と自覚的に対比させるとき、第三共和制統治制
度が伝統を存置させたか革新・放棄したかの判断は一義的に必ずしも明らかではない。所論の有効性を
評するにあたって、こと下院解散権の事実上の廃用という点に論が至れば、更に問題は複雑である133。
エスマンに代表される否定論者にとっても、デュギに代表される肯定論者にとっても、下院の解散権は
議論の重大な焦点であった。前者に在っては、解散権と倒閣権とが一対一で釣り合う、いわば両者が互
いのカウンターパートとして性格付けられることを以て上院の倒閣権を否定する論拠として下院解散権
の存在が援用されていたのであり、前者の議論においても、上院の倒閣権行使に対する選挙人団の民主
的統制の契機として下院の解散・総選挙が不可欠の制度的前提とされていたのである。してみれば、何
れの側の議論にとっても、５月１６日事件の結果、その後の第三共和制の議院内閣制が下院解散権を封
じられた結果、跛行的展開を辿った歴史的事実は、否定論・肯定論それぞれの議論の有効性を大きく相
対化させる筈である。従って、何れの論点に関しても否定論と肯定論の何れにおいて現実的妥当性があ
るかを判じることは出来ず、議論は平行線をたどることになるだろう。してみれば、新たに「内閣の両
院に対する責任」と「議院の倒閣権」とが一対一で対応しているかという論点を設定した上で、現実の
フランス第三共和制政治生活が如何なる慣行の下に展開していったかを確認することによってのみ、結
論を下すことが可能となる。 
中村教授は、１８７５年２月２５日憲法的法律第６条第１項の「両院」規定を援用した元老院が、自
らの意の儘に倒閣が出来ると主張していた点に関して、次の様に述べている。「この主張が成り立つには
少くとも二つの事がその前提として確認されていなくてはならない。そもそも第一に、右既定の『責任
を負う』の中に、『場合によっては辞職を義務づけられる』（以下この内容を指して『辞職の義務づけ』
                                                     
130 L. Duguit, Le Sénat et la responsabilité politique du ministère, op. cit., p.433. 
131 Loc cit. 
132 中村・前掲論文５５４頁、脚注１２． 
133 この点に関しては、中村・前掲論文５５６～５５７頁、５６０頁。 
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と表記する）ということが含まれ、しかも大臣の行為に違法性のあることを要件とせず、連帯的にその
ような『責任』の追及が出来るということ。第二に、右規定が、大臣たちの責任を負う相手方として、
上院を含めているということである。すなわち、これを逆に、上院による倒閣を否定する者の側から見
れば、彼らは自分の主張を通すのに、少くも右の二つの要件のいずれかを否定すれば良いことになる134。」 
従って、中村教授は「内閣が議員に対して負う責任」と「当該議院の倒閣権」を一対一で対応させる理
解を自明のものとしてはいない。但し、結論として、エスマン135、オーリウ136を引くことで、「議院の倒
閣権」＝「辞職の義務付け」は「上院による倒閣の反対者をも含めて争いなく承認されていたわけであ
る137。」と結論付けている。しかし、「責任」の「原理」を認めつつ、それが如何に「サンクションされ
るか」という「制度」について指示しない１８７５年２月２５日憲法的法律第６条第１項の曖昧さにつ
いて、当代の権威ある公法学説が必ずしも異口同音に「辞職の義務付け」を認めていた訳ではない。ラ
フェリエールは「この義務について述べるのは無意味である。何故ならかかる辞職義務は自然債務
sanction naturelle であり、政治責任に必然的なものだからである138。」と述べている。ドゥヴォーも、
かかる憲法規定は「それについてのサンクションが内閣の義務的・法的な辞職であるとは何ら述べてい
ない139。」と強調し、「辞職するという実態が存在すること、これは事実である。しかし、かかる規範は
純粋な慣習なのである140。」とした上で、「我が実定憲法の採る方法が望ましいものであろうと遺憾なも
のであろうと、これは別問題、全くの政治的時宜適合性 pure opportunité politiqueの問題なのである。
しかし、次の原則は否定し得ない。すなわち、元老院に対しては、１８７５年の制憲者たちが間違いな
く元老院に対して付与するのを望んでいたであろうものよりも、より一層優越的な権力が与えられるに
至っているということ、彼ら制憲者たちが創り出した議員内閣制の調和的運用に不可欠な程度よりも一
層優越的な権力が与えられるに至っているということである141。」つまり、ドゥヴォーが示唆するように、
問題に対して最終的な回答を下すのは、政治生活の実際である。 
果たして、第三共和制の政治生活全般においては、数多くの内閣が、元老院による消極的表決の後で
総辞職していた142。かかる政治的実体の嚆矢と言えるのが、ブルジョワ Bourgeois内閣の総辞職である143。 
１８９６年春の元老院における不信任決議の後、代議院の支持を後ろ盾とするブルジョワ内閣は、自身
                                                     
134 中村・前掲論文５４７～５４８頁。 
135 A. Esmein, op. cit., 5e éd., p.734. 
136 M. Hauriou, op. cit., pp.414-416. 
137 中村・前掲論文５４８頁。 
138 J. Laferrière, op. cit., p.775. 
139 J. Devaux, Le rôle du Sénat et la responsabilité du Ministère sous le régime des lois constitutionnelles 
de 1875, op. cit., p.656. 
140 Ibid. 
141 J. Devaux, Le rôle du Sénat et la responsabilité du Ministère sous le régime des lois constitutionnelles 
de 1875, op. cit., p.670. 
142 「、、、元老院はこの執行府統制の技術を使わずにはいられない。元老院は、敵対的表決によって、ある
いは内閣からその政策遂行のための手段を奪ったりして、代議院議員たちの信任を享受している政府を辞職さ
せるに至る。この様にして元老院は、１８９６年にはレオン・ブルジョワ内閣を、１９１３年にはアリスティ
ド・ブリアン内閣を、１９２５年にはエドゥアール・エリオ内閣を、１９３０年にはアンドレ・タルデュー内
閣を、１９３２年にはピエール・ラヴァル内閣を、そして１９３７年、１９３８年にはレオン・ブルム内閣を、
崩壊させてきた。」A. Laquièze,  L’histoire du bicamérisme en France, Rev. pol. parl. 2000, p.19. 
143 ブルジョワ内閣の退陣に関しては、L. Duguit, Le Sénat et la responsabilité politique du ministère, op. 
cit., p.433 ; A. Esmein, 5e éd, op. cit., pp.828-833 ; Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.709. ; 中村・前
掲論文５４９～５５０頁。 
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の責任は下院によってのみ追及されると考え、辞職を拒否した。しかし、同内閣がマダガスカル駐屯軍
の引き揚げに関する予算を要求した際、元老院はこれを奇貨として、改めてブルジョワ内閣に対する不
信任を表明した。元老院の態度は当然、代議院を憤激させた144。ブルジョワの後を襲ったジュール・メ
リーヌ Jules Mélineも、代議院が直接普通選挙によって選出されている事実に依拠することで、上下両
院の相違を正当化した。「確かに元老院も一般政策に対する嚮導について意思表示できる。この権限は憲
法第６条が元老院に付与するところのものである。何故なら、同条は、大臣は両院に対して責任を負う
と規定しているからであり、元老院に対して、その大臣質問権 droit d’interpellation が疑義の対象
となったことも一度としてないからである。とはいえ、この様な元老院の権限はサンクションを欠落さ
せたものである。一内閣が元老院の表決に対して抵抗し得ることに疑義の余地はない145。」以上の様な代
議院における政治アクターの言説は、学界における第二院の倒閣権否定論の線に忠実に沿うものであっ
た146。しかし、両院の協働が無い中での統治の不可能性を前にして、１８９６年４月２３日にブルジョ
ワ内閣は総辞職した。ウベールは「ブルジョワ内閣の瓦解は、元老院に対する大臣責任に関する決定的
な歴史的転回を記すこととなった。元老院が倒閣権を有することに関する異論はこれ以降も依然として
存在し続けたものの、しかし、この事件以降、元老院が倒閣を行うようになったことは明白である147。」
と強調する。それ故、何れにせよ元老院は事実上の倒閣権を享受することとなった。この様な意味にお
いて、当代の論者は、次のように結論付けている。「、、、ある内閣が両院のうち何れか一院において少数
派に転落した際に問われてくる事柄は唯一つである。すなわち、かかる事態に持ち堪えられるだけの強
さを有していると内閣自身が判断しうるか否か、ということである。さて、明らかにこの問いかけは不
信任表決が代議院から出されたときと同様、元老院から出されたときにおいても投げかけられるもので
ある148。」２０世紀に入ってからも、１９１３年のアリスティド・ブリアン内閣、１９２５年のエドゥア
ール・エリオ内閣、１９３０年のアンドレ・タルデュー内閣、１９３２年のピエール・ラヴァル内閣、
そして１９３７年、１９３８年のレオン・ブルム内閣らの倒閣事案において、元老院は倒閣実績を積み
重ねていった149。 
 １８７５年２月２５日憲法的法律第６条第１項の「両院 chambres」という表記は、正にその表記の儘
の現実政治上の慣行へと繋がっていったのであり、エスマンを初めとする錚々たる公法学者が力説した
にもかかわらず、上院による倒閣権否定論は、現実には力を持つに至らなかったのであった。 
 
 第４款、共和国大統領の地位及び機能の疎外化 
                                                     
144 「代議院は、如何なる議院にも劣後しないという理論は疑いの余地のないものである。 、、、二院制の
存在する国家においてさえ、政治における一般的嚮導が属するのは下院であり、それ故、内閣の進退を決する
権が属するのも下院ということになるのである。」CD, JORF, déb. parl., 1re mai 1896, séance du 30 avr. 
1896., pp.752-753. 
145 Ibid., p.760. 
146 この問題野における学界と政治生活の相互影響に関して指摘するものとして、中村・前掲論文５４９頁。 
147 L.-L. Hubert, Les ministres devant le Sénat, La Révue de Paris, 1re avr. 1931., p.634. 
148 F. Grivaz, Le Sénat et la responsabilité ministérielle, Rev. crit. législ. et jur. 1896, p.195. 
149 この点に関し、中村・前掲論文５６４～５６５頁。なお、これら諸内閣が左右両翼に渡る顔ぶれである点
に着目し、中村は、Michel-Henry Fabre, Pricipes républicains de droit constitutionnel, 3e éd., 1977, 
pp.181-182 を引き、元老院の中道的政策が代議院の横揺れの中で、相応の支持を受けていたことが上院倒閣
権の存立の秘訣となり、延いては、一院制を規定した当初の草案を中絶させて第四共和制において両院制が存
置される遠因ともなったと指摘している。 
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 大臣の議会に対する政治責任原理による大臣責任制が政治生活において実質を持つためには、国家元
首の政治的実権が大幅に相対化されていることが前提条件となる。果たして、第三共和制下の国家元首
－共和国大統領は、その政治的実権を－憲法的諸法律の規定とは裏腹に－大幅に相対化させるに至った。
第一に、その選出方法によって例外なく・体系的な形で準備された薄弱なパーソナリティ、第二に、５
月１６日（セーズ・メ）事件を契機とする下院解散権の実質的廃用、第三に、親署－副署制度の運用過
程での政治的嚮導性の下位委譲という、三個の要素によって、第三共和制における議会制は共和国大統
領職を執行権の主任者として置きながら、かかる建前とは裏腹に－共和国大統領は「見かけ上はあらゆ
る権利を有していながら、その如何なる権利も行使しようとはしないパーソナリティ150」とさえ皮肉ら
れた－全き議院内閣制へと近づき、大臣責任制の実効化を準備した。しかし、かかる消息は、立法府と
の関係における執行府それ自体の弱体化が系統的に展開される過程でもあった。如上の三個の要素を順
に検討する過程で、第三共和制下の議会政治が国家元首の地位を相対化させていった消息を確認してみ
たい。 
第一の点。第三共和制下の薄弱な共和国大統領像は、その選出の方式によって生成された。その選出
方式は、議会意思に従属する国家元首を系統的に生み出すものであった。第三共和制下の共和国大統領
が憲法上は多くの権限を保持していながら、薄弱な地位をかこつこととなった第一の要因はその職に就
いたパーソナリティが概ね薄弱・凡庸であったことにあるが、しかし、これは単に情況的問題ではなく、
制度的な問題であった。１８７５年２月２５日法律第２条は「共和国大統領は、国民議会に会同した元
老院および代議院による投票の絶対多数で選出される。大統領の任期は７年である。大統領は再選され
ることができる151。」と規定した。つまり、共和国大統領の職務に就くパーソナリティは、両院合同会議
における絶対多数にとって受け容れ可能なそれでなくてはならない。この選出の「儀式」について、ガ
ストン・ジェーズは「１８７５年の制憲者たちが創造しようと欲した大統領像とは全く別の事柄として、
現実の大統領は、力なき、特権なき、意思なき、受動的な吏員に過ぎなかった。大統領選挙の当選者に
とって、大統領選挙とは、彼の誇らしい、しかし冴えない政治生活における戴冠式であった。それは彼
の凡庸な正直さに対する最高の報酬であり、彼の政治生活からの勇退だったのである152。」と皮肉を交え
て描写する。従って、同第２条の規定する共和国大統領選出方式は、第一に、波風を立てようとしない
凡庸なパーソナリティを共和国大統領職の中に人格化させ、第二に、両院合同会議すなわち「議会」に
－「国民」ではなく－対して従属する執行権運営の端緒を形成した。それ故「１８７５年の議会制共和
国 République parlementaire において、国家元首は如何なる社会的力 force social も代表していなか
った。彼は、彼の所謂権力なるもの son prétendu pouvoir を、唯々議会によって行われる選挙から引き
出すのみであった。つまり、彼は、実権なき亡霊に過ぎない153」のである。これは、国家元首という職
位が王党派との妥協の手前、必要とされながらも、共和派にとって安全確実な人物を装飾的地位に据え
たいと望む共和派の政治的要請に一致する情況的選択の必然の帰結であったと言える154。 
第二の点。下院解散権を巡る問題である。共和国大統領の権力性を、延いては議会に対する関係にお
                                                     
150 M. Dendias, op. cit., p.55. 
151 １８７５年２月２５日法律第２条；訳文は辻村・糠塚、前掲書２４２、２４３頁に拠った。 
152 G. Jèze, La Présidence de la République, RDP, 1913, p.115 
153 L. Duguit, L’Etat, les gouvernants et les agents, préf. F. Moderne, Dalloz, 2005, p.328. 
154 G. Jèze, La Présidence de la République, op. cit., p.115. 
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ける執行権それ自体を、決定的な形で相対化させる要因となったのが、「セーズ・メ」事件以後の、下院
解散権の事実上の廃用であることは周知の通りである。しかし、これに先立って、そもそも共和国大統
領の下院解散権は憲法規定の次元において既に強力な留保を伴っていた。すなわち、１８７５年２月２
５日法律第５条が「共和国大統領は元老院の同意に従って、代議院をその任期の満了するに先立って解
散することができる。－この場合、選挙人団が新たな選挙のために３カ月以内に招集される。」と規定す
る通り、この大統領権限の行使には、上院による事前の同意が必要であった。従って、飽くまでも執行
権の長に帰属する筈のこの権限は、現実においては上院によって完全に掣肘されていた。些か跛行的な
議院内閣制の展開が予想される斯様な制度構想は、プレヴォ＝パラドルの思惟に起源する。「、、、かかる
上院は、もう片一方の院がその権力を無思慮にも濫用した際、そしてかかる無思慮の院に対する解散権
が、政府は暗々裏に行使しようと望んでいるにもかかわらず、なかなか思い切って行使するに任さない
場合、輿論と政府に対して支えを提供するものである。かかる上院の同意と協働により、無思慮の一院
を、最終決定権を握る選挙人の許へ送ることに対して、支えを提供するという訳である155。」しかし、解
散されるわけでもない上院に対してこの様な特権を付与することの危険性は自明のことである。上院と
下院、立法府と執行府、其々の間における前者の優位が卓越する不均衡が議院内閣制の中に導入される
こととなり得る。解散を決断できない執行権者への支えを提供するなどと云ったプレヴォ＝パラドルの
楽観的な見透しとは全く逆に、彼の思惟が実定憲法中に採用されることによって、共和国大統領の解散
権行使は強力に制約されることとなってしまった。上下両院の議席配置が似通ってしまうと、解散権の
行使は事実上のデッドロック状態に陥るからである。共和国大統領による下院解散権行使に対する上院
の事前許可制を準備したプレヴォ＝パラドルの政治思惟は些か屈折して、しかも楽観的に過ぎる上院観
に基づいている様に見受けられるが、しかし、執行権と立法権の間における一定の均衡を維持すること
で、上院は、一つの調整権 un pouvoir modérateur でなくてはならない、とする当代の思惟の中で格別
特異なものではなかった156。そもそも、「調停者としての第二院」と云う発想は、ボワシー・ダングラス
の「５００人院が共和国の想像力となり、元老院がその理性となるであろう」という発言に良く表れて
いると云う通り、大革命期以来のフランス憲政の伝統であった157。二度に渡って首相を務めたジュール・
フェリーも、元老院の任務は「調整の府 Chambre de modérateur」たることであって「嚮導の府 Chambre 
de direction」ではない、と議会で語っている158。そして、憲法が制定された時点で重大な留保を付さ
れていた大統領の下院解散権は体制劈頭の「セーズ・メ」事件によって全面的凍結に至る。マクマオン
元帥の辞任劇は第三共和制史のよく知られたエピソードである159。１８７６年２月、３月の総選挙の後、
共和主義者たちが大臣衆の連帯的責任としての政府責任は両院に対してのみ負われるとして一元的議院
内閣制を主張したのに対し、元帥は、二元的議院内閣制を唱え、共和派と保守派の間に緊張が高まった。
コミューン議会の公開制度と出版犯罪に関する陪審裁判制度を巡って元帥はジュール・シモン内閣との
抗争に入り、１８７７年５月１６日付の同内閣の副署なしの大統領教書によって抗争は公然たるものと
                                                     
155 L.-A. Prévost-Paradol, op. cit., p.106. 
156 この点に関して、特に、A. Laquièze, L’histoire du bicamérisme en France, op. cit., p.19. 
157 デュヴェルジェ（時本訳）、前掲書６９頁。 
158 Sénat, JO, déb. parl. séance du 6 déc. 1884, p.1849. 
159 以下、セーズ・メ事件に関しては、J. Gicquel et J.-E. Gicquel, op. cit., pp.529-531 ; P. Pactet et F. 
Mélin-Soucramanien, op. cit., pp.303-304. ; 長谷部・前掲論文「解散権の役割（一）」２６６～２７１頁。
糠塚康江「第三共和制憲法の確立と共和主義的改革（１）」『関東学院法学』（第４巻第１号、１９９４年）
４１頁等を参照。 
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なり、翌日、元帥は内閣を更迭してブロイ内閣が後任指名された。５月１８日の元帥による６月１６日
までの両議院停会デクレの公布、６月１９日の代議院による大統領批判決議等、対立は深まり、６月１
６日元老院に求めていた下院解散の許可が僅差で通ったことから、６月２５日に元帥は代議院解散の挙
に出る。１０月の代議院選挙は、マクマオン政府の官選候補者作戦もあって共和派にとって厳しい情況
下で行われたが、議席を減らしつつも共和派が再度代議院における多数を制したことによって、元帥と
保守派にとってはより一層厳しい結果を齎した。元帥は再び下院解散・総選挙に打って出ようとしたが、
今度は元老院の許可が得られなかった。猶も抗う元帥は王党派のロシュブエ内閣を指名したが、１１月
２３日に代議院が新内閣との通交拒絶に打って出たことで、法案・予算審議がデッドロックに至る。遂
に元帥は膝を屈した。共和派のデュフォール内閣を指名したのである。１８７９年１月に、共和派が元
老院でも多数を制すると元帥は共和国大統領職を辞した。そして彼の後任にジュール・グレヴィが選出
されたことで、オルレアニスムに終止符が打たれることとなった。１８７９年２月６日に両院に対して
宛てられた高名な教書の中で、新大統領グレヴィは「私は決して国民意思との闘争状態に入ることはな
いであろう。」と断言した。グレヴィは１８８５年１２月に再選されたが、任期２年目で、彼の女婿であ
るダニエル・ヴィルソン Daniel Wilson のエリゼ宮売勲事件 scandale des décorations à l’Elysée の
後160 、辞職することになった。代議院が政府との通交を拒んだからである161。「セーズ・メ」事件とエリ
ゼ宮売勲事件によって、上下両院それぞれとの関係における共和国大統領職のマージナリゼーションが
決定的となった。１８７７年６月にマクマオン元帥が下院解散を宣言した後、「解散権は、一部の世論に
おいて、反・共和制的制度であると見做されるようになり、普通選挙に対するある種の攻撃であると見
做されるようになった162」ことで、この権限行使に訴える共和国大統領が絶無となった。議会による内
閣の政治責任の追及に対するカウンターパートが喪失されたことは、議院内閣制における決定的な不均
衡、議院内閣制の病理現象として、アカデミズムから政治生活に至る各当事者からの批判の対象となっ
た163。「解散は、政府責任と釣り合いを取るために理の当然の如く要求される存在 le contrepoids 
mathématique である。何れか片一方の要素が欠落するならば、均衡は破壊されるのである。それは議院
内閣制の否定である164。」「議院内閣制 régime parlementaireの均衡にとって、解散権は不可欠の要素で
                                                     
160 同事件に関しては、M. Garçon, Histoire de la justice sous la IIIe République, t. II : les grandes affaires, 
Fayard, 1957, pp.69-89. 
161 以下はグレヴィ辞職の際の教書からの抜粋である。「直近に至るまで私は山積する困難と闘ってきた。プ
レスからの攻撃、共和国の選択によって私の側に呼び寄せられた人物らの意見放棄、内閣をまとめ上げること
が益々困難となっていること。－しかし、よりよく開明せる輿論がその風雲急を告げ、私に対して政府を形成
する希望を与えた正にその時、元老院と代議院は決議した。かかる決議は、約束された教書の準備のために一
定の時間延長を為すという形の下で、共和国大統領に辞職を厳命するも同然のものであった。」CD, JORF, déb. 
parl., suppl. au JO 3 déc. 1887, séance du 2 déc. 1887, p.2101. 
162 P. Couzinet, La dissolution des assemblées politiques et la démocratie parlementaire, RDP, 1933, 
p.511. 
163 尤も、第三共和制における著しい不均衡体制の基本的体質の要因を、セーズ・メ事件という一回性の事件
に求める見方よりも、寧ろ第二院の強度の優越性に端的に示されているように、憲法的が規定する統治基本構
造それ自体がそもそも、解散権の廃用とそれに伴う体制の不均衡を内在させているという見方も存在する。R. 
Carré de Malberg, op. cit., t. II, 1922, p.377. 同旨として、ルネ・カピタン（野田良之訳）「一九五八年のフ
ランス憲法の重要な諸相－Les aspects essentiels de la Constitution française de 1958」『法学協会雑誌』（第
７５巻第６号、１９５９年）６７６頁。 
164 R. Redslob, Le régime parlementaire : Etude sur les institutions d’Angleterre, de Belgique, de Hongrie, 
de Suède, de Tchécoslovaquie, de l’Empire allemand, de Prusse, de Bavière et d’Autriche, M. Giard, 1924, 
p.117. 
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ある。すなわち、内閣を転覆させることができるというこの恐るべき下院の権力は、一つの責任を伴っ
たものでなくてはならない。下院のこの責任は、下院を選挙人の許へと送り返すよう、閣僚評議会議長
が共和国大統領に解散のデクレを要請するという形の中においてしか、真正の形では存在しない165。」つ
まり、識者においては、議院内閣制の病理現象としての会議政体が観察されていたのである。レズロー
ブやオーリウら、学壇からの批判に加え、政治の当事者においても、１９３０年代において、解散権再
活性化論の動向が観察されるようになった。かかる動向を代表するのがアレクサンドル・ミルランとア
ンドレ・タルデューである166。ミルランは議会の予算案拒否に対するカウンターウエイトとして下院解
散権を性格付け、その行使を議会の同意に沿わせる点で上院の下院解散拒否権は均衡を破壊するもので
あると批判し、下院解散に係る上院の事前許可制を廃するべきと主張する167。タルデューもミルランと
同様に、上院による事前許可制の廃止によって解散権を再活性化するべきであり、そうすることによっ
て政治への民意の反映がより容易となると主張する168。更に、当の元老院議員からも１８７５年２月２
５日憲法的法律第５条が規定する元老院特権の廃止論が出るに及んでいたことを考えれば、議院内閣制
の病理状況は深刻なものであったというより他ない。「この様な制度は最早全く共和制的でないし、民主
主義的でもない。解散を再び実効的なものとするためには、革新 novationが不可欠である、、、元老院は、
おそらく、議院内閣制の母国であるイギリスにおける慣わしの如く、自身の権限を喜んで閣僚評議会議
長に委譲するはずである169。」結局、憲法改正は行われず、情況に変化はなかった。要するに、内閣は両
院の信任を以て統治していかざるを得なかった。しかし、デュギが「国政に対して方向付けを与える国
家元首の代わりに、我々は言うまでもなく、議会の気紛れで移ろいがちな意思に従属する国家元首を持
つこととなった。我々の共和国大統領は統治しないだけでなく、「主宰する présider」ことすらしなくな
った170。」と推し量っている通り、共和国大統領がマクマオン元帥の如く自身の見解を押し付けることが
最早出来なくなったことに鑑みれば、大臣衆は、大統領との関係における階層的権力関係からは解放さ
れたということになる171。 
第三の点。大臣副署制度を巡る問題野である。大臣による副署の様式は１８７１年８月３１日法律（所
謂「リヴェ憲法」）第２条末文で「共和国大統領の何れのアクトも大臣 un ministreによって副署されな
                                                     
165 M. Hauriou, op. cit., p.459. 
166 これに関して、アカデミズムにおける動向に中心を置いて紹介・検討するものとして、長谷部・前掲論文
「解散権の役割（一）」２８７～２９５頁。 
167 Ibid., p.737. 
168 「憲法改正は適法、可能、必要なものである。その主要な目的は何か？立法府の全能性の濫用に抗して、
執行府の独立性を再興することである。そうするための第一の手段は、執行府に対して、執行府のみに対して、
代議院の解散権を与えることである。」A. Tardieu, Le droit de dissolution, L’Illustration, 22 juill. 1933, no 
4716, p.406. 
169 M. Ordinaire, Eléments d’une réforme parlementaire, Rev. pol. parl. 1929, t. CXXXIX, p.183. 
170 L. Duguit, Le fonctionnement du régime parlementaire en France depuis 1875, Rev. pol, parl. 1900, 
p.366. 
171 「政府によって遂行される政策に関しての不合意があるからといって、議会制の下での共和国大統領は、
確たる多数派を保持している内閣による職務を自らのものとすることが許される訳ではない。レイモン・ポワ
ンカレ氏はクレマンソー氏がヴェルサイユで見せた交渉の態度について少しも満足していなかったが、しかし、
クレマンソー氏を罷免すべきであるなどとは考えていなかったし、クレマンソー氏をして氏が副署を拒絶する
教書によって、国民或いは代議院に対して状況説明をさせしめることも出来なかった。ポワンカレ氏は辞職す
る以外に仕方がなかった。両院の議長は辞職をしないように勧告していたのではあるが。」Joseph-Barthélemy, 
La présidence du Conseil, Revue d’histoire politique et constitutionnelle, no 1, janv.-mars 1937, p.106. 
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ければならない172。」との規定を受け、１８７５年２月２５日法律第３条末文において同一の文言で謄
写・採用された。副署の基本的性格は、共和国大統領の審書の真正性を認証するところにあり、国家元
首によって為されたアクトの法的有効性 validité juridiqueの条件であるところにある173。大臣による
副署が欠けているとき、或いはその副署が管轄権の無い大臣によって為された場合でさえも174、大統領
のアクトは形式上の不備として無効になる175。しかし、１８７５年２月２５日法律第３条に規定はない
が、現実運用上、副署は大統領による当該アクトの関係する省庁の大臣一名ないし複数名によって為さ
れるべきとされており－副署の職務特定性の原則 règle de la spécialité de contreseing－かかる原則
が順守されなかった場合、当該アクトが無効であることは確立した判例法理となっていた176。従って、
大臣副署制度は明らかに法的手続としての性格を有するが、しかし、原則的に無答責の親署者たる大統
領の責任を副署者たる大臣へと転移させる点で、その政治的手続としての性格を見逃すことは出来ない。
何故なら、当該アクトに関して不都合が生じた場合、１８７５年２月２５日法律第６条によって両院が
政治的に責任追及する相手方は、飽くまでも副署者たる大臣連－内閣だからである177。親署と副署が二
つながら執行権行使としてアクトの有効性に不可欠であるという法的要請は、親署者と副署者の協働と
いう政治的要請を導く。しかし、斯様な要請から、執行府内における対等な二主体による協働が現象し
た訳ではない。当該決定に責任を負わない主体が、責任を負う主体に対して優位性を保つことは困難で
あるから、大臣副署制の政治的本質によって、それは法的次元における責任の転移と共に、政治的次元
において、絶えず政策決定の主体性を下方転移させていた。つまり、「議会に対する責任を根拠に、大臣
が大統領のあらゆる権限を吸収する」のである178。政治的責任と政治的権力とは対の概念であるという
原理がここでも現象していた。執行権の長が共和国大統領であるとの憲法上の原則は、大臣衆が副署を
拒絶したとき、単なる建前として決定的な相対化を被り、実を失う。例えば、ジャン＝ミシェル・ブラ
ンケは適切にも次のように指摘している。「大統領による審書は副署となった、、、この筆法は、それが権
力のゲネシス論的な意味におけるものであって、負われるべき責任に関するものではない、、、179」政治
的に無答責とされるが故に政治的権威・権力制の契機を持たない共和国大統領と、議会多数派に支えら
れた大臣衆との間の政治的紛議は、後者にとって有利に展開する。そのとき、内閣こそが、大臣衆の政
治責任によって、執行権の真の嚮導者となる。エスマンによる「先ず以て単純な大臣責任という言葉で
表現されるところの、国家元首とその大臣らの関係は、議院内閣制 gouvernement parlementaire におい
ては転倒している。かつては国家元首が決定を為していたが、しかし、かかる決定は大臣らの副署を得
                                                     
172 Loi délibérée à Versailles le 31 août 1871, JORF 3 sept. 1871, no 245, p.3161. 
173 「共和国大統領によって為された法的アクトで、大臣による副署が添えられていないものは無効 nul であ
る。」G. Jèze, De la collaboration des Ministres aux actes juridiques accomplis par le Président de la 
République, Notes de jurisprudence, Conseil d’Etat, 10 mars 1905, Mac Donnel, 19 mai 1905, Carrière, 7 
août 1905, Zill-Desilles, RDP. 1906, p.46. 
174 この点に関しては、M. Hauriou, Précis de droit administratif et de droit public, 12 éd., revue et mise au 
courant par A. Hauriou, Sirey, 1933, p.155, note 16. 
175 これに関しては、CE 22 janv. 1892, Frères Saint-Joseph du Mans, S. 1893. III, pp.145-147, note 
Hauriou, D. 1893. III, p.54. 
176  C. Wiener, Recherches sur le pouvoir réglementaire des ministres, thèse, LGDJ, 1970, pp.41-42. 
177 G. Jèze, De la collaboration des Ministres aux actes juridiques accomplis par le Président de la 
République, op. cit., p.45 ; E. Langavant, Le contreseing des actes du Président de la République, AJDA. 
1960, p.51 ; J.-M. Blanquer, Les mutations du contreseing, O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), La 
Responsabilité des gouvernantes, Descartes et Cie.1999., p.237. 
178 デュヴェルジェ（時本訳）・前掲書１１６頁。 
179 J.-M. Blanquer, Les mutations du contreseing, op. cit., p.238. 
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ることが条件であった。しかし、こんにちは、決定を為すのは大臣らであって、しかし、大統領の審書
が必要である、と。この様な筆法になってしまっているのである180。」との所見、そしてカピタンによる
「、、、国家元首は執行権の諸行為に対して審書し続けている。しかし、だからと言って彼は執行権と行
使している、という風に結論付ける訳にはいかない。何故なら、彼の審書はデクレの有効性のために必
要なものとされてはいるものの、しかし、大臣の提案に結びつけられており、拒むことができないから
である181。」との所見を併せ見れば、執行府に対する立法府の優位性を背景とし、共和国大統領における
直接公選制否定と無答責原則、そして大臣副署制を直接的契機として、国家元首のマージナリゼーショ
ンに基づく、執行府内における大臣責任の実質化の状況がいちおうは整いつつあったと言える182。 
国家反逆罪の場合を除いて法的に無答責とされていながら、共和国大統領は事実上、両院に対してある
種の責任を－政治的決定権を持たない政治責任であるから、より精確な用語法としては両院に対する政
治的従属と言って良い－負っていた。無答責故に７年の任期を本来的には全うする筈の大統領が、任期
満了に先立って辞職するとすれば、そこには何らかの責任のサンクションが現象していると見るべきで
あろう。無答責の筈の大統領の引責辞職と云う例外事例は、既に検討したマクマオン元帥とグレヴィの
事例を除けば、カジミール・ペリエ（１８９５年１月１５日）とアレクサンドル・ミルラン（１９２４
年６月１１日）の二事例しか知られていない。 
 １８９４年６月２７日、ジャン・カジミール＝ペリエは、グレヴィ以来凍結されていた憲法上の大統
領権限を行使しようと試み、ドレフュス事件への対処を試みた。彼は「行動手段も統制手段も欠く共和
国大統領は、、、その道義的な力 force moraleを国民の信任の中からしか汲み取ることはできず、この力
なくして共和国大統領はゼロである183。」「私は、私に負わされている道義的責任の重みと、私が処され
ているところの無力さとを、秤にかけることはできないのである184。」と述べ、７年の任期が保障された
大統領職受諾後僅々７か月での辞職と云う自身の選択を正当化している。雑誌『ル・タン Le Temps』（１
９０５年２月２２日号）において、彼は第三共和制下の「共和国大統領に割り当てられたすべての権力
の中で、彼が自由かつ個人的に行うことができるのは唯一つ、国家儀式の主宰のみなのである185。」と、
そのマージナリゼーションを糾弾している。カジミール＝ペリエ辞職後の四半世紀、国家元首はペリエ
の語る「国家儀式の主宰者」に甘んじ、それ故波風は立たなかった。１９２０年代に変化が訪れる。予
てより能動的国家元首像にシンパシーを表明していたアレクサンドル・ミルランの登場である186。代議
院に対して自身の出馬を表明したミルランは「共和国大統領は憲法上、議会の事務局特別委員 syndicと
                                                     
180 A. Esmein, 8e éd, op. cit., p.157. 
181 R. Capitant, Régimes parlementaires, in Mélanges R. Carré de Malberg, Sirey, 1933, p.47. 
182 イギリス議院内閣制の発展史に鑑みることで、「大臣の地位の上昇は大統領の弱体化の当然の帰結である」
という公式を見て取るのは容易である。しかし、後述する通り、フランス憲政における最大の問題は、「内閣
が大統領から解放された結果は議会の支配下に入ることでしかなかった」ところにある。この点につき、デュ
ヴェルジェ（時本訳）・前掲書１２０頁。 
183 CD, JORF, déb. parl., 17 janv. 1895, séance du 16 janv. 1895, p.71. 
184 Ibid. 
185 http://gallica.bnf.fr/ark:/12148/bpt6k238163t.image.fl.langFR# 
186 ジョゼフ＝バルテルミイとデュエズが特に引用しているのは１９２１年３月、リヨンでのミルランの演説
である。「憲法によって共和国大統領は個人的責任、及び両院に対する連帯的責任を免れているにしても、共
和国大統領を孤独な飾り物の地位に押し込められた受動的パーソナリティの役割に処しているのは、共和国大
統領自身の書簡でも精神でもなく、その他の政府構成員に関する法律なのである。」Joseph-Barthélemy et P. 
Duez, op. cit., p.632.なお、ミルランの一件に関しては、糠塚・前掲論文「フランス第三共和制憲法の変動」
７５９～７６１頁。 
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されている訳ではない。共和国大統領はフランスの第一の代表者 le premier représentant de la France
である187。」と述べ、自身の信条を披露している。しかし、この様な彼の政治構想を、１９２４年５月の
総選挙で勝利した左翼カルテルは快く思わなかった。同総選挙の後、ミルランはカルテルの領袖であっ
たエドゥアール・エリタ Edouard Héritât に対して首相職を打診するが、拒絶される。ミルランは守り
に入り、１９２４年６月１０日の代議院宛て教書で国家元首無答責原則を主張した。「憲法は、共和国大
統領は国家反逆罪の場合以外では無答責であると規定することで、安定性と継続性という国家利益のた
めに、共和国大統領がその７年の任期の間においては、政治的動揺を免れてその座を維持することを望
んでいる。多数派の専制が共和国大統領をして政治的理由による辞職を強いることが受け入れられてし
まったなら、共和国大統領は最早、諸党派の掌中における玩具に過ぎなくなってしまう188。」この教書が
読み上げられた後、ミルランの側近であったフランソワ＝マルサル François-Marsal を首相とする新内
閣が出席する議会で、幾つもの大臣質問が付託された。この会議において、政府が立法府の意思に即し
た構成とならない限り、代議院は政府との一切の連絡を絶つ旨を目的とする議事日程が提出された189。
内閣からの信任問題提出にも拘らず、議事日程は可決されてしまった190。ミルランは辞職せざるを得ず、
マクマオン元帥とグレヴィとを倒したときと同じ方法で、代議院はミルランも引き摺り倒したのである
191。 
 マクマオン、グレヴィ、カジミール＝ペリエ、ミルラン、彼らの辞職劇には一つの共通点がある。何
れも全て、立法府の（下院の）意思によって、憲法上の建前としては本来国家元首としては負う筋合い
が無いにもかかわらず、辞職が強制されている点である。従って、第三共和制憲法の規定する統治構造
が自明の前提としている要素、謂いかえれば不文の憲法上の規範的要請が導出される。左右妥協の産物
としての規律密度の低さを要因として、「政治的勢力図の変化に伴って、１８７５年憲法の潜在的な解釈
が表面化」したのである192。すなわち大統領は無答責であり、それ故政治的決定権を持たない、という
ことである。国家元首が波風を立てず大人しくしている限り無答責性が保障される。能動的な役回りを
担おうとするや、直ちに、両院によって辞職を余儀なくされる。「共和政制の伝統にあっては、無答責な
者が公的生活で権限ある行為をすることは許されない」のである193。従って、権力性の否定こそ無答責
性の前提である。１８７０年から１８７５年にかけての過渡的体制におけるティエールの個人的権力－
責任体制を最後に克服されたかに見えた「共和制の伝統」が復活した。１８７５年の憲法的諸法律に規
定されていた大統領無答責原則は君主の不可侵性原則とは全く別の原理となっており、「権力性否定原則」
という不文の憲法原理を当の国家元首が順守しないのであれば、存在しないも同然の憲法原理であった。
それ故、時折浮上する大統領権限強化論や能動的大統領の出現を横目に、デュギは「無答責で、諸党派
の上位に位置づけられる国家元首の代わりに、つまり議会制国家に存在するべき国家元首の代わりに、
我々は、法上は無答責ながらも実際には有責な、そして否が応でも党派間抗争に巻き込まれた国家元首
                                                     
187 Cité in A. Dansette, Histoire des Présidents de la République de Louis-Napolon Bonaparte à Vincent 
Auriol, Amiot-Dumont, 1953, p.199. 
188 CD, JORF, déb. parl. no 76, 11 juin 1924, séance du 10 juin 1924, p.2285. 
189 不信任の議事日程は次の様に起草されている。「普通選挙の意思を尊重する本院は、、、共和制憲法と同
様に共和制の精神にも留意することを、そして、共和国大統領を政争の外に置くことを決議し、議事日程を通
過させる。」ibid., p.2296. 
190 Ibid., p.2298. 
191 同事件に関しては、G. Jèze, La crise présidentielle de juin 1924, RDP, 1924, pp.462-474.  
192 糠塚・前掲論文「フランス第三共和制憲法の変動」７５１頁。 
193 糠塚・同上７６０頁。 
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を戴くこととなったのである194。」と観察し、カレ・ド・マルベールは「大統領の不可罷免性、これはイ
ギリス国王の有するそれの反射であり、１８７５年憲法の下では、これは君主制にこそ本質的な特権な
りとして、時おり批判を受けていたが、この特権は見かけの上でしかその絶対的な価値を有してはいな
かった195。」と省察しているのである。 
 
  
 
    第２節 第三共和制憲法における大臣責任原理の刑事的一側面 
 
 
 公権力の諸関係に関する１８７５年７月１６日の憲法的法律第１２条第２項は「大臣は、その職務の
遂行上犯した重罪について代議院によって訴追され得る。この場合、大臣は元老院によって裁判される
196。」と規定し、大臣責任制にいま一つの原理としての刑事責任原理を存置している。１８７５年２月２
５日法律第６条における責任原理の性質と射程とが既に見たような公法学理上の論争点を構成したのと
は対照的に第１２条が大臣の刑事責任の原則を規定していることに学説上の争いは無い197。とはいえ、
この憲法制度には、原理の宣明から一歩も出ず、追行されるべき手続に関する欠缺が存在していた。１
８７５年７月１６日憲法的法律第１２条は、大臣に対して刑事訴追が為された場合の管轄権限を両院に
対して付与するに留まっており、それ以上に詳しく、手続きに関して規定をしている訳ではない198。「全
てが規定されているようでいて、何一つ規定されていない。全てが可能であり、何事も禁止されていな
い。元老院は高等院を組織することができ、大臣は訴追され得る、という規定が意味するのは、畢竟そ
のようなことがらである、、、199」それ故、第１２条末文は「訴追、予審、判決に関する手続は、法律に
よって定める。」と規定し、後法に挙げて委ねていた。しかし、法整備は不十分であり、第三共和制は突
発した政治事件に対応する為の急場しのぎで遺憾な取り組みしか示すことが出来なかった（第１款）。こ
こでは政治責任原理と並ぶいま一つの大臣責任制構成原理としての刑事責任原理の諸制度に関して第１
款で見るとともに、その動態に関して、第２款で検討を行う。第三共和制において、大臣が代議院によ
って訴追され、高等院たる元老院によって裁判された事例は二つのみ、すなわち「マルヴィ事件」そし
て「ラウル・ペレ事件」しか存在しない。しかし、両事件ともフランス大臣責任制史・政治司法史にお
ける重要なリーディングケースであり、とりわけ前者の事件では、上下両院各々が裁判作用において付
与された諸権限の射程に関して、学説が激しい論争を繰り広げており、一考に値する。 
                                                     
194 L. Duguit, Le fonctionnement du régime parlementaire en France depuis 1875, op. cit., p.366. 
195 R. Carré de Malberg, op. cit., t. II, p.103. 
196 訳文は辻村・糠塚前掲書２４５頁に拠った。 
197 この様な指摘として、以下を参照。L. Duguit, Traité de droit constitutionnel, op. cit., t. IV, p.846 ; A. 
Esmein, op. cit., p.839 ; Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.870s. 
198 １８７５年７月１６日憲法的法律「－共和国大統領は、代議院によらなければ訴追されず、元老院によら
なければ裁判され得ない。－（第２項は本文中既出の為、略）－元老院は、国家の安全に対する侵害の被告人
を裁判するために、閣議の議を経た共和国大統領のデクレによって高等院を組織する。－余震が通常の裁判所
によって開始されたとき、移送決定までに、元老院を招集するデクレが発せられる。－訴追、予審、判決に関
する手続きは、法律によって定める。」訳文は辻村・糠塚前掲書２４５頁を参考とした。 
199 J.-P. Royer, Le jugement des ministres sous la IIIe République : les affaires Malvy et Péret, une 
“jusitice du context”?, in Association française pour l’histoire de la justice, Les ministres devant la justice, 
préf. R. Badinter, Actes Sud, 1997, p.162. 
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 第１款、その制度－例外的責任原理として組織された刑事責任制およびその欠缺 
 
 第１款の１、１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条の内容及び射程 
 
 １８７５年７月１６日憲法的法律第１２条は、１８７５年２月２５日憲法的法律第６条ほどの曖昧性
は免れているというのが学説の共通見解である。しかし、同条の内容と射程とに関して議論が無かった
訳では決してなく、あらまし三つの問題野において学理上の見解の不一致が見られた。第一の問題野。
第１２条が第一院たる代議院に訴追権を付与している、大臣の「crimes commis dans l'exercice des leurs 
fonctions」における「crimes」概念に関して。この概念の採り様によって、上下各院の権限の射程、及
び通常司法の管轄領域に関する結論の相違が生じ得る。第二の問題野。第１２条所定の場合に代議院が
訴追権を行使した場合の、その権限の射程に関して。とりわけ代議院に予審の権限が付与されているか
否かが問題となる。第三の問題野。高等院を構成する元老院の権限の射程に関して、である。大臣の職
務遂行上の行為に関する裁判は元老院による単一・排他的な系統に帰属するのか、或いは斯かる裁判は
元老院による系統と通常裁判所による二つの系統が予期されるものなのか。この問いは、大臣の職務遂
行上の行為に対する訴追権行使が代議院にとって随意のものか否かという問いと連動する。以下、順を
追って検討してゆこう。 
 第一の問題野。１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条が「大臣がその職務の遂行上犯した『重罪』
crimes commis dans l'exercice des leurs fonctions」と云う形で定式化する「crimes」という概念に
ついて、学説はあらまし二様の解釈に分かれている。この概念を狭く、厳密に解すれば、刑法上の「重
罪」として捉えることになる。他方で、憲法上の規定であるから、より広く、大臣によって侵された（刑
法における）重罪及び軽罪全てを、或いは将又それ以上の何ごとか悪しき行為を包括する概念として理
解する見方もあり得る。斯様な問題については、後述するようにエスマンが、刑事的原理に基づいて自
己組織化する斯かる大臣責任が、政治的性格を共起させるか否かを問う必要があるのではないかという
形で、自覚しているものである。この「crimes」概念に関する問題は、大臣責任に関する刑事責任と政
治責任の区分に関する最も原理的な問いへと遡行する。１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条にお
ける大臣の「crimes」理解の広狭二義に関する原理的問いかけは、後述する通り、他の憲法的諸法律の
規定とも有機的に連関しつつ、「国家反逆罪 haute trahison」を梃子として交錯してゆく。 
さて、現実の法制度を見てみれば、１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条の「crimes」の内包と
外縁を定式化する規定は第三共和制下には存在しない。crimes 概念に関わる狭義説は、デュギ、バルテ
ルミイによって主張されている。先ず、デュギは「問題となっているのが単なる軽罪 délit であるなら
ば、大臣は通常裁判所の排他的な管轄に服するのである200。」と述べており、次いでバルテルミイも「大
臣に関しては、原則として彼らは、自身の重罪、軽罪、違警罪に関して、一般法上の通常の条件に従っ
て、刑事的に責任を負う。つまり、彼らは検察によって起訴され、通常裁判所によって裁判される。し
かし、これらの犯罪 infractions の中で、最初に挙げた最も重大なカテゴリーのもの、すなわち重罪に
関しては例外が存在する。犯罪が彼らの職務行為に関係するものであった場合、大臣たちは重罪院から
                                                     
200 L. Duguit, Traité de droit constitutionnel, op. cit., t. IV, p.476. 
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元老院へと管轄が変わるのである 、、、201」と明言している。そして、当代の代表的な刑法学概説書も「ま
さしく、法が代議院の訴追を法が限定するところの重罪（すなわち、職務遂行上犯された重罪）に限定
しているところから、次の事柄が帰結する。すなわち、職務の外において犯された重罪については、職
務の遂行上と外とに関わらず犯された軽罪についてと同様に、大臣は通常裁判所に訴追される202。」と解
説している。 
 広義説の代表格はエスマンである。彼は、第１２条における crimes概念は刑法典に規定された全ての
重罪及び軽罪を対象としているのみならず、大臣による単なるフォートまで含んで解すべき概念である
とする。彼は云う。「第１２条において、、、元老院による裁判は、それが刑事的処罰にまで至ることがあ
るにしても、何よりも先ず政治的裁判 jugement politique なのであり、大臣による行為は、全ての裁判
において、政治的行為として裁かれる203。」同様に、フランシスク・ペランも、１８７５年７月１６日憲
法的法律の審議過程に参照して「その用語法が概括的なものであることから、次のように考えられる。
すなわち、自身の職務に関係のある全ての行為に関して、大臣は代議院によって訴追され、元老院によ
って裁判される、と204。」と結論付けている。 
 制定過程からも、学説の分裂からも、大臣の刑事責任に係る crimes概念の同定は容易ではない。事柄
は１８７５年２月２５日法律第６条第２項「共和国大統領は、国家反逆罪 haute trahison以外は責任を
負わない。」についても同様であり、そして果たして第三共和制憲法は「国家反逆罪」概念について全く
詳らかにしていない。ここでも二つの解釈が成り立ちうる。何らかの政治的な犯罪を措定するか。或い
は、管轄権を有するのが両院であり、両院の権限が、唯専ら刑事責任についてのみ規定している後続の
憲法的法律、１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条第１項を指し示していることに鑑みて、刑事犯
罪として理解するか。この問題に関しては、第三共和制の有力学説の殆どは、先行する直近の共和制憲
法である１８４８年憲法第６８条「共和国大統領が国民議会を解散し、あるいは国民議会を休会し、あ
るいは国民議会の権限行使に妨害を加えるあらゆる措置は、国家反逆罪である205。」が規定する国家反逆
罪概念との連続性を重視して、前者の政治的犯罪概念を支持している。つまり、そこでは、科されるべ
き国家反逆罪の罪質決定を主権的に思惟する自由がある限りにおいて、両院の政治的機能が承認されて
いたのである。オーリウは国家反逆罪について、「ここで対象とされているのは、クーデタ未遂 tentative 
de coup d’Etat である。これはすなわち、愛国的見地からみた場合の反逆 trahison au point de vue 
patriotique よりも寧ろ憲法的諸制度 institutions constitutionellesに対する大反逆 haute trahison
である206。」とし、エスマンにおける国家反逆罪は「対内的見地からすれば、大統領がその諸権限を法律
或いは憲法の壊乱の為に濫用する場合に相当し、或いは大統領が重大なフォートによって、対外的関係
                                                     
201 Joseph-Barthélemy, la loi du 5 janvier 1918 sur la mise en accusation devant le Sénat du Président de 
la République et des ministres, 1re partie, RDP, 1918, p.426. 
202 J.-H.-Cl. Mangin et A. Sorel, Traité de l’action publique et de l’action civile en matière criminelle, 3e 
éd., L. Larose, 1876, vol. II, p.13. 
203 A. Esmein, 8e éd, op. cit., p.843. 
204 F. Perrin, De la responsabilité pénale du Chef de l’Etat et des ministres en France depuis la chute de 
l’Ancien régime jusqu’à nos jours, thèse Grenobel, Imprimerie Allier freres, 1900, pp.307-308.これと同旨
のものとしては、E. Laferrière, Traité de la juridiction adminitrative et des recours contentieux, t,I, 2e éd., 
Berger-Levrault et Cie, 1896, t.I, pp.656-657. 
205 訳文は辻村・糠塚前掲書２３８頁に拠った。 
206 M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, op. cit., p.415. 
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においてフランスの利益を危険に曝す場合に相当する207。」ものである。ジョゼフ＝バルテルミイとデュ
エズにおいては、国家反逆罪が規定されている１８７５年２月２５日法律第６条について「論者によっ
ては、国家反逆罪という例外は刑事責任にのみ適用されるのだと教授しているようであるが、しかし、
これは憲法の極めて明快な軸に対して真っ向から違背する言説である。何故なら、憲法第６条は、、、全
面的に、且つ排他的に、政治責任を規定するものだからである208。」として、先述の後者の刑事的解釈を
明確に斥ける。さて、カレ・ド・マルベールの次のような論証は、１８７５年７月１６日憲法的法律第
１２条における大臣の crimes 概念の同定にもヒントとなるだろう。「大臣連は『両院に対して責任を』
無限定に負う旨述べた後に引き続いて、大統領は両院に対して国家反逆罪の場合においてしか『責任を』
負わないと述べている第６条は、この『責任を負う responsable』という同一の表現を大臣と大統領両方
に対して同時に用いている。かかる同一且つ共通の表現の下で、同条は、同じ性質の責任を対象とする
ことしか出来ない。すなわち、大統領に関しても大臣に関しても、同条は政治的な責任を対象としてい
るのである209。」したがってこれらの憲法学者たちは、国家元首の責任は国家反逆罪の場合に例外的に追
及され得るが、しかしその国家反逆罪の場合というのは、如何なる法文に対する侵害が為されていなく
とも成立する、と診るのである。その論拠として、例えばエスマンやオーリウは、管轄機関、すなわち
議会の政治的性質について強調している210。高等院を構成する元老院は、斯様にして政治的犯罪を追求
するための、刑事法的適法性原理を越えた主権的権限を享受することが理論的に正当化される。 
 以上に鑑みると、１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条に用いられている「crimes」の概念に関
しては、管轄権の存否を決定する権限が両院に帰属していたという意味において、広義のものとして読
むべきであると言えよう。次款で扱う政治動態も、かかる認識を裏書きするものとなった。なお、国家
反逆罪の定式化を目指す法案が１８７９年６月に提出されたことはあったが211、結局成立していない。
法制度の次元では、第三共和制は１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条の「crimes」概念について
も、国家反逆罪概念についても、結論を出すことなく終始した。 
 第二の問題野。１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条は共和国大統領と大臣の訴追権限の射程に
関する幾つかの疑問を喚起する規定となっている。そもそも訴追 mise en accusationの権限には何が含
まれ、何処まで及ぶのか。第一の読み方。代議院は事案に関する価値判断を表明することのない「単な
る移送、或いは告発の機関 un simple organe de transmission ou de dénonciation212」であるのか。或
                                                     
207 A. Esmein, 8e éd, op. cit., p.785. 
208 Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.621. 
209 R. Carré de Malberg, op. cit., t. I, p.793, note 23. 
210 M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, op. cit., pp.414-415. 
211 パスカル・デュプラ提出法案の第２条と第３条は国家反逆罪について以下のように定義づける。先ず第２
条は「以下の場合、共和国大統領による国家反逆罪が犯されたこととなる。憲法の規定する範囲内における立
法権の行使に対して何らかの手段によって、とりわけ両院もしくはいずれかの院に対して公的実力或いは何ら
かの群衆 attroupement quelconque を差し向けて、共和国大統領が妨害を行ったとき。議会に対する攻撃が
為された場合に、大統領が議会の防衛のために必要な措置を取らなかったとき、或いは議会の防衛のために命
令された諸措置を大統領が停止させたとき。」と規定しており、第３条は「以下の場合においても、共和国大
統領による国家反逆罪となる。第一、大統領が国家の安全に対する重罪について有罪となったとき。第二。大
統領が立法権による事前の許可なしに戦争を開始したとき。第三。大統領が両院による同意なしで、外国の軍
隊を共和国内に導入しあるいはさせたとき。第四。大統領が、憲法を停止或いは覆すことを目的とした行為も
しくは策動によって有罪とされたとき。」in Proposition de loi de P. Duprat déposée le 5 juin 1879, CD, 
JORF, Doc. parl., 1879, p.502. 
212 Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.878 ; Joseph-Barthélemy, La loi du 5 janvier 1918 sur la mise 
en en accusation..., 1re partie, op. cit.,.p.444. 
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いは検察官として、大臣の高等院移送に際して当該大臣有罪の価値判断の表明が為されるべきか。或い
はまた、代議院は予審を行い得、それ故、当該大臣の有罪の見通しを持った上でしか高等院移送を行わ
ない、と見るべきか。この問いに関して、ジョゼフ＝バルテルミイは、「予審の結果として被告人の無罪
について確信が得られたならば、或いは、被告人に対して不利な証拠が十分に明らかとならなければ、
代議院は起訴を行わない明白な義務を負う。この場合、代議院は免訴判決と等価の決議を出す。これと
は逆に、予審の結果として被告人が有罪であるとの確証が得られた場合に限って、代議院は被告人を元
老院へ送致することができる。213」と述べて、第三の読み方、即ち第１２条は下院の予審権限まで射程
に収めるとする。学説は概ねバルテルミイと同様の見解を採っている214。バルテルミイとデュエズ215、オ
ーリウ216らが依拠しているのは、当代における最大のリーディングケースとして大きな権威を有してい
たシャルル１０世の元大臣の裁判である。第三共和制下の学説は、同事件における訴追提案起草委員会
に対して予審の権限が代議院から付与されていたことに依拠している217。ところが、自らの体制におけ
る憲法の欠缺を補うために先例に依拠する、これら学説のアプローチは、体制が新たなリーディングケ
ースを創ったことによって忽ち現実的妥当性を失った。後述の通り、１９１７年のマルヴィ事件は、当
時元老院議員であったクレマンソーから反逆の廉で中傷された元内相であり代議院議員であったマルヴ
ィ自身が、代議院に自身の訴追を要請しており、そこでの訴追の主観的目的は当該大臣の潔白性の－有
罪性ではなく－証明にあった。それ故、如何なる予審も行われる筈もなく、代議院は、先述の第一の仮
説、すなわち「単なる移送、或いは告発の機関」として振る舞った。当然、斯かる手続には瑕疵がある
のではないか、という問題が生じる。１９１８年１月２８日の判決 arrêt は、憲法上・法律上の規定が
「訴追について何らの形式も科していない」こと、そして「大臣の訴追に先立って予審或いは調査を行
う必要があるか否かを決定するのは代議院の判断に属する」ことを挙げ、訴追の適法性を正当化した218。
ジョゼフ＝バルテルミイは同事件に「代議院は態度表明を控えた。本案について唯一裁判することので
きる元老院に刺激を与えないように、代議院は自身が大臣の有責性を信じているという外観を慎重に回
避したのであった。代議院は、起訴はしたが非難はしていない elle met en accusation, mais elle 
n’accuse pas219。」と述べ、「マルヴィ氏に対して為された起訴は受理出来ない筈である。理由は二つあ
る。一つ目の理由。そもそも、、、代議院は起訴の意思なしに起訴を行ったからである。二つ目の理由。
代議院は、その義務があるのにもかかわらず、如何なる予審も行わなかったからである220。」と、自身の
理論に忠実な形で結論付けている。従って、政治動態に示されたところに従えば、第１２条における下
院の権限は、その権限の射程が予審を収めているか否かという点に関してまで、純粋に自由裁量的なも
のであったと結論付けざるを得ないであろう221。 
                                                     
213 Joseph-Barthélemy, la loi du 5 janvier 1918 sur la mise en accusation..., 1re partie, op. cit., p.449. 
214 M. Hauriou, Précis du droit constitutionnel, op. cit., pp.536-537 ; F. Perrin, op. cit., p.182. 
215 Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.878. 
216 M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, op. cit., p.537, note 82. 
217 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 20 août 1830, p.200. 
218 Arrêt de la Haute Cour de justice, 28 janv. 1918, S. 1920, II, p.33. 
219 Joseph-Barthélemy, La loi du 5 janvier 1918 sur la mise en accusation..., 1re partie, op. cit., p.445. 
220 Ibid., p.445. 
221 なお、１８７５年７月１６日法律第１２条の場合における大臣訴追が代議院の排他的な権限であるか否か
と云う問題に関しては、学説はこれを支持し（A. Esmein, 8e éd, op. cit., p.845 ; Joseph-Barthélemy et P. 
Duez, op. cit., p.877 ; E. Laferrière, Traité de la juridiction adminitrative et des recours contentieux, op. 
cit., t. I, p.656.）、実例においても、ドレフュス事件にかかわる元陸相の訴追提案を現職の法相が行った事例
に関して、政府構成員が訴追提案の発起人 initiateur となることが斥けられている。CD, JORF 6 juin 1899, 
262 
 
第三の問題野。１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条所定の場合において、高等院たる元老院が
義務的・排他的管轄権を負わされているとみるか、或いは選択的・時宜的管轄権を有するに過ぎないの
か、という問いである。少数の説222を除いて、学説及び政治動態において示された見解は大統領に関し
て人的で義務的・排他的管轄を負わされるに過ぎず、大臣責任に関しては事項的で選択的・時宜的管轄
権を有するに過ぎない、とする。１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条第１項は「共和国大統領は
代議院によってしか
、、
訴追され得ず、元老院によってしか
、、
裁判され得ない。」とし、第２項は「大臣はその
職務の遂行上犯した重罪について代議院によって訴追され得る。この場合
、、、、、、、
、大臣は元老院によって裁判
される223。」としており、用語法に鑑みると、代議院の管轄権は選択的であり、職務遂行上の行為と云え
ども、大臣行為に対する訴追如何は、代議院の自由な判断に委ねられているということが謂える。つま
り、代議院による訴追提案が採択を停止条件として、元老院は当該大臣に対する裁判管轄を必然的に有
することとなる。高等院の管轄権が大統領についてのみ専属的であり、大臣に関しては選択的で、通常
司法との管轄競合が生じることに関しては、議会審議でも認められており224、憲法学説からも225、行政法
学説からも226、それぞれ支持されていた。更に、以上のような理解は、パナマ事件 l’affaire de Panama
において判例法理として確認されている227。１８８６年、フレシネ Freycinet 内閣の公土木大臣であっ
たシャルル・バイオーCharles Baïhaut が、パナマ運河会社 Comapagnie universelle de Panama に宝く
じ付き公債 un emprunt à lots の発行を許可する法律案に好意的な意見を述べる見返りとして、多額の
金銭を受領した、という案件である。１８９２年、「パナマ事件 scandale Panama」として、パナマ運河
会社の贈賄工作は極めて大規模なものであることが白日の下に曝されたのだが、結句、処罰の対象にな
ったのはバイオー一人だけであった。汚職発覚時には既に彼は公土木大臣ではなかったので、元大臣の
大臣在職時の行為に関して、両院と通常司法の管轄競合を認めるか否かが問題となったが、結局、彼は
セーヌ重罪院 Cour d’assises de la Seine に送致された。第三共和制を揺るがせた大汚職事件にして
                                                                                                                                                                                  
doc. parl., séance du 5 juin 1899, pp.1574-1575. 
222 例えば、大臣の職務遂行上の行為に関しては、高等院のみが義務的な管轄を有すると主張するものとして、
F. Perrin, op. cit., pp.132-137. 
223 強調は引用者。 
224 CD, JORF, déb. parl., séance du 16 nov. 1880, p.11362. 
225 この議論の正当化のために、デュギは１８９３年１月１２日の会議における閣僚評議会議長リボの言説を
援用している。「代議院は、憲法がじっさい、自身に対して事件を元老院に付託する権限を付与していること
を承知している。しかし、憲法はこの事柄に関して代議院に対して義務を課している訳ではない。仮に代議院
がこの権限を行使せず、事案を採り上げようとしないのであれば、事案は国家の裁判所の下で通常の経過をた
どることとなる。」L. Duguit, Traité de droit constitutionnnel, op. cit., t. IV, p.478 ; 「大臣によってその職
務の遂行上重罪が犯された場合には、代議院は当該大臣を元老院に起訴することが「できる」。しかし、これ
は代議院の単なる権能 faculté に過ぎない。代議院がこの権能を行使しないのであれば、大臣は通常裁判所に
起訴され得るのである。」Joseph-Barthélemy, La loi du 5 janvier 1918 sur la mise en accusation..., 1re partie, 
op. cit., p.459 ; 「代議院は元老院に提訴を行うにせよ、事態を通常の司法の下での推移に任せるにせよ、絶対
的に主権的 absolument souveraine なのである。代議院が事件に対して関心を持たないのであれば、大臣は検
察によって重罪に起訴され得、この場合、代議院はそこでの手続に関して何らの意見を発することもない。」
Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.876. 
226 A. Batbie, Traité théorique et pratique du droit public et administratif, Contillon-Librairie du Conseil 
d’Etat, 1862, t. III, p.78. 
227 同事件に関しては、J.-Y. Mollier, Le scandale du Panama, Fayard, 1991 ; J. Bouvier, Les deux 
scandales du Panama, Julliard, 1964 ; J. Garrigues, Charles Baïhaut, le bouc émissaire de Panama, in 
Association française pour l’histoire de la justice, Les ministres devant la justice, op. cit., pp.137-157. 
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はあっけない幕切れであったと評されるが228、何れにせよ、これによって、刑事事件に関しては、大臣
の職務遂行上の行為についての裁判機関の管轄競合が確認され、１８７５年７月１６日憲法的法律第１
２条所定の場合に関する議会の管轄権は選択的・時宜的権能であり、この権能が発動されない場合、通
常司法は管轄権を有する、という先例が形成された。 
 
 第１款の２、法整備－その不完全な実態－ 
 
 １８７５年７月１６日憲法的法律第１２条最終項において要請されていた大臣責任制の法整備作業と
いう課題－それは復古王政・七月王政におけるのとは異なり、手続法の整備に留まり、実体法の整備は
含まれないという比較的軽いものであったのにもかかわらず229―に、第三共和制政治生活は満足な解答
を与えることが出来なかった。学説が「適法性の中に急いで立ち返らなくてはならない230。」と苛立つ中、
立法状況の不活発さは、この問題に対する政治生活の無関心さを表しており、第三共和制下、議員提出
法案が一本しか提出されなかったことは象徴的である。第三共和制下における立法動向は低調であり、
成立するに至らなかった１８７８年のパスカル・デュプラ議員提出法案、ブーランジェ事件とマルヴィ
事件という急に迫られて成立した二つの法律のみが記録されている。 
 １８７７年５月１６日危機とマクマオン元帥の大臣に対する訴追が試みられるなか231、パスカル・デ
ュプラ Pascal Duprat 議員によって、執行府構成員の刑事責任に関する二つの法案が代議院に提出され
た。一つは大統領責任に関するもの、いま一つは大臣責任に関するものである232。彼による法案趣旨説
明は、大臣責任が憲法生活・政治生活一般において有する高次の意義を端的に適示するものである。曰
く、「この目的のための法律は、大臣の責任が大統領の責任よりも一層の射程を有しており、政府と行政
の活動一切に関わっているだけに一層、必要となる。 、、、大臣責任に関する法律は、自由に生き、自
らの権利を平和の裡に享受せんと望む人民に対して与えられる最良の保障なのである233。」と。同法案は
最初の三つの章を其 「々起訴 accusation」「訴追 poursuite」「刑罰 peine」に充てており、これに関して、
同法案の立法目的が１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条最終項の規定に忠実に即したものである
                                                     
228 これに関しては「大臣の職務の遂行上の行為についても判決を下すことのできる通常の刑事裁判所との管
轄競合 concurrence」が問題となる中で、「バイオーの一件は『裁判モドキ parodie de justice』の唯一ながら
実に示唆に富む実例を提供した。この裁判モドキは、セーヌ重罪院の企図によって、この不幸な公土木大臣に
降りかかった。彼はあらゆる過ちを犯したが、それらの過ちの中には、彼自身が困窮と忘却の淵に叩き落され
るのを回避できるわけでもないのに、他人に対して窮地を脱するのを許すに先立って自身の罪状を白状してし
まった、という過ちも含まれる」と皮肉に論評されている。J.-P. Royer, op. cit., p.162. 
229 Ph. Lauvaux, Aspects historiques de la responsabilité politique, in O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), 
La Responsabilité des gouvernantes, Descartes et Cie.1999, p.30, note 13. この事案に関しては、佐藤立夫
「フランスの弾劾制度」『比較法学』（第２２巻第２号、１９８９年）７７～８１頁。 
230 M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, op. cit., p.543. 
231 P. Desmottes, De la responsabilité pénale des ministres en régime parlementaire français, thèse Paris, 
LGDJ, 1968, t. XXIII, pp.128-137. 
232 Dépôt par M. le député P. Duprat de deux propositions de loi relatives à la responsabilité 
présidentielle et à la responsabilité ministérielle, CD, JORF 20 janv. 1878, no 19, séance du 19 janv. 1878, 
pp.475-476 ; Proposition de loi sur la responsabilité ministérielle présentée par le député P. Duprat, CD, 
JORF, doc. parl., 4 févr. 1878, Ann. no 313, séance du 19 janv. 1878, p.1055 ; Proposition de lois sur la 
responsabilité présidentielle présentée par le député P. Duprat, CD, JORF, doc. parl., 1879, p.502. この二
つの法案は以下に収録されている。Ch. Bigaut, La responsabilité pénale des hommes politiques, LGDJ, 
1996, Ann, pp.175-184. 
233 CD, JORF, doc. parl., 4 févr. 1878, Ann, no 313, séance du 19 janv. 1878, p.1055. 
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ことが委員会審議の中で確認されている234。公訴の提起に関しては、法案が規定する三つの固有の罪名、
すなわち国家反逆罪 haute trahison、涜職罪 concussion、職務上の義務違反 prévarication を特に規定
し、更に彼ら政府構成員が一般法規範に服する地位に留まることは刑法典における全ての重罪及び軽罪
が規定されたことによる明らかである235。法案は、大臣の刑法典上の軽罪に関して、両議院と通常裁判
所は管轄権の競合を予定しており、控訴院は代議院による許可を唯一の条件として、自身の管轄権を宣
言することができる236。その上、法案第６条によれば、政府構成員に対する訴追の要請は代議院に排他
的な形で留保されるとはしていない237。尤も、法案は、代議院の訴追権の方式・射程を必ずしも明確に
規定しておらず、第１１条で、代議院理事部により指名された委員会が選任した５名からなる議員が予
審を行うと規定しているのみである238。また、法案は高等院＝元老院における手続きを全く規定してい
ない。学説からの注目を受けたものの239、同法案は結局廃案となった。 
第三共和制下における唯一の議員提出法案の試みが挫折した後、第三共和制の大臣刑事責任制度への
向き合い方は不十分なものであった。課題の提出が急かされるような状況に追い込まれて、急場しのぎ
の形で解答を作成するという事態が、二度も連続で生じたのである。先ず、ブーランジェ事件に直面す
る中、高等院を構成する元老院において追行されるべき手続きを規律化するための１８８９年４月１０
日法律が成立した240。 
同法律の規定する裁判手続きは、以下の様なものである241。同法律４条によれば、元老院事務総長
secrétaire général de la Présidence が法廷書記に任じられることになっており、その職務内容は、
一つは各公判の冒頭に於いて、「判事たる元老院議員」sénateurs-juges に対する「議員の点呼による個
別投票」appels nominaux を行うこと、いま一つは高等院判決に対して、高等院院長とともに署名をし、
被告人に対して最終的な判決を通知することである。法廷書記たる元老院事務総長を補佐するために官
吏１０名が「受任書記」commis greffiers として指名される。彼らの職務は元老院議員の点呼と投票の
集計確認、官報 Journal officiel に登載される公判記録の要約を作成すること、評議部の要約議事録
compte rendu analytique des chambres du conseil を作成することなどである。元老院の執行吏 les 
                                                     
234 Rapport fait au nom de la 3e commission d’initiative parlementaire chargée d’examiner la proposition 
Duprat relative à la responsabilité ministérielle, CD, JORF 16 juin 1879, no 163, Ann. no 1417, séance du 
24 mai 1879, p.5242. 
235 法案第１章第１条；「大臣に対する起訴事由は次の通りである。国家反逆罪。涜職罪。職務上の義務違反。
一般法によって体刑および名誉刑に処せられ得る全ての重罪。一般法上の軽罪。」CD, JORF, doc. parl., 4 févr. 
1878, Ann. no 313, séance du 19 janv. 1878, p.1055. 
236 法案第１章第５条；「加えて、大臣は一般法上の軽罪について控訴院により訴追され得る。但し、代議院
による許可のみを条件として訴追され得る。」 
237 法案第２章第６条；「代議院議員による、一或いは複数人の大臣に対する訴追の要請は、少なくとも１０
人の署名を備えて居なければならず、証拠 pièce à l’appui を添えて、代議院議長に提出される。－但し、一或
いは複数人の大臣に対して、一般法上の重罪或いは軽罪に関して、私人によりなされる告訴或いは告発は受理
される。－代議院議員によりなされる訴追の要請と同様、かかる告訴或いは告発は、証拠を添えて代議院議長
に提出される。」 
238 法案第１１条；「委任された議員は予審を行う、、、」 
239 L. Duguit, Traité de droit constitutionnel, op. cit., t. IV, p.860. 
240 Loi du 10 avr. 1889 sur la procédure à suivre devant le Sénat pour juger toute personne inculpée 
d’attentat commis contre la sûreté de l’Etat, JORF 11 avr. 1889, no 100, pp.1761-1763.  
241 以下、１８８９年４月１０日法律の規定する高等院での裁判手続に関する叙述は、フランス元老院のウェ
ブサイトに多くを拠っている。同サイトは、高等院制度についての標準的な公定解釈を平易簡潔に知る為には
適当のものと云えよう。 
http://www.senat.fr/evenement/archives/D40/intro1.html 
265 
 
huissier du Sénat は高等院議長の自由裁量によって速記者、或いはタイピストとして任につかされる。
これら全ての者に対して宣誓が求められる。また、その他の用務員や、許可証を持ったジャーナリスト
等も存在したが、これらの者の禁足 consigneは非常に厳格である。パリの大新聞や地方新聞などの記者
には席が取り置かれ、また元老院議員からの招待を受けた一般人は当該議員に割り当てられた場所の範
囲で席が与えられたが、政治裁判と云う性格上、極めて高い関心が集まるので、警備は特に厳重になさ
れた。高等院の公判は元老院の本会議場で行われたが、通常とは異なる用途の為に、弁護人と証人とを
仕切る柵が設けられたり、演壇が取り去られたりと、通常の議院から法廷に近づける改装がされたが、
高等院が設けられた各事件ごとに必ずしも一定ではない。１８７５年７月１６日憲法的法律の第１２条
は、国家の安全に対して謀議を為したあらゆる者を裁判の対象として、元老院が高等院に組織され得る
ことを規定している。但し、元老院を高等院に組織するためには、共和国大統領のデクレが必要とされ
ており、同条に於いては、告訴、審理、判決の各様式が法律によって定められるべきことも規定されて
いる。尤も、１８８９年４月１０日法律は、高等院による手続きに関して大枠を定めたにとどまり、そ
の欠缺を刑事訴訟法によって補充することを高等院に対して委ねている。同法律は予審について、９人
の元老院議員によって構成される予審委員会に委任されると規定する。予審委員会の活動が終われば、
「厳密な意味での訴訟」procès proprement dit へと場が移る。元老院議長によって主宰される審議は
公開である。どの公判の冒頭にも「点呼による個別投票」が行われ、何れの公判にも出席しなかった元
老院議員は判決に加わることが出来ない。証人尋問、検事総長による論告、弁護側口頭弁論、被告人弁
論が済むと、議長は審理の終了を宣言し、判事は合議の為に法廷から退出する。高等院における審理の
展開の仕方は、立法上の展開に応じて変化したが、事件毎の性質に応じても変化した。審理の展開は、「謀
議者」complotとされた被告人が出席しているか否かで異なったが（例えばブーランジェ事件の場合など）、
公判の大枠はその他の事件と変わらない。予備審理 une audience préliminaire では当該事件に関する
予審委員会 une commission chargée de l’instruction du dossierを任命することが出来た。「厳密な
意味での訴訟」procès proprement dit であるところの公判は、必ず判事たる元老院議員の点呼によって
始められる。何故なら議員が出席していることがその評決権行使の前提となるからである。初公判では、
判事たる元老院議員の点呼の後、被告人の人定質問が行われる。続いて予審委員会の報告の聴取が行わ
れる。この予審委員会の報告の聴取は、時として長時間に及び、例えばマルヴィ事件の場合は２日が費
やされた。その後に検事総長による論告求刑が行われる。検事総長による論告求刑は事件によって劇的
に、感情に訴えかける仕方で行われることもあったが、大体の場合に於いては極形式的なものであった。 
しかし、以上の様に裁判手続を規定する同法律は「国家の安全 sûreté d’Etat」への侵害行為に対す
る高等院での手続を規定するに留まっており、執行府構成員の裁判手続に関する「宿題」への回答とは
なっていない。これについて、法案の趣旨説明者（モレレ Morellet 元老院議員）は、執行府構成員に対
する手続と、国家の安全に対する被疑者とを比較して、「前者の場合は、被告人の性質に関しても、訴追
者の状況に関しても、公法上の繊細微妙な問題を生じさせる。対して、後者の場合にはこの様な問題は
生じない。何故なら、そこでは最早、大統領或いは大臣が代議院によって訴追される場合のように、訴
追する立法府の一枝分と、防禦する近時或いは現時の執行権の保有者との間で議論がたたかわされると
いう事情が存在しないからである。この二つの手続それぞれの独立性に関して、二つに大きく分けられ
た手続きの間に存在する相違に関して、解決しなければならない問題の軽重に余りの落差があることに
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は、委員会は周章狼狽した242。」と述べ、正当化している。 
国家元首と大臣という執行府構成員二者に対する高等院での刑事手続きが漸く立法化されるに至った
のも、１９１７年に勃発したマルヴィ事件という急場の中でのことであった。１９１８年１月５日法律
は、起訴、予審、及び執行権の保持者に対する高等院を構成する元老院における裁判の各手続を規律す
る243。同法律は執行権の保持者に関する格別の規定を置くが、かかる規定は、既に存在していた法律の
規定、とりわけ１８８９年４月１０日法律の規定を補うものであった244。しかし、この急場しのぎの法
律は「その題名に５６語も費やしている癖には、この１９１８年１月５日法律の欠缺は相当である245。」
とバルテルミイに皮肉られる始末であった。この法律は専ら元内相マルヴィの裁判手続の進行のために、
高等院における手続を取り急ぎ組織することのみを目的としていた。この内相の訴追は既に為されてし
まっていたのである。それ故にこそ、同法律は代議院における訴追の手続に関してはその射程を明確な
形で規定している訳ではない。１９１８年１月５日法律第１条第１段は「共和国大統領であれ、大臣で
あれ、職務遂行上の重罪に関して代議院が訴追を宣言した場合、代議院における審議の議事録
procès-verbal de la délibération de la Chambre des députés を代議院議長によって付託された元老
院は、高等院の組織を宣言する。」と規定するのみである。バルテルミイは、１９１８年１月５日法律は、
すべて起訴に先立って予審を行うことを代議院に対して命じている、と強調している246。バルテルミイ
は、その主張の正当化のために、「元老院は、公判において、検事総長による公判開始冒頭論告を聴する。
予審が十分に完全なものではないと考えた場合、高等院は検事総長の論告、被告人の要請、一或いは複
数人の元老院議員の提案について、追加の証拠調べ supplément d’information を命じることができる。」
と規定する同法律第４条に依拠する。バルテルミイによれば、「、、、迂遠な形においてであるが、しかし、
極めて明快な形で、同法律は代議院が予審を行う義務があることを決しているのである。特に、同法律
第４条から、そのように云うことができる。第４条では、高等院は、もし自身が『十分に完全な』もの
ではないと考えたのであれば、追加の証拠調べを命じることができる、と規定しているのである。ここ
での規定で用いられている各用語間での対比は極めて顕著なものである。すなわち、代議院は予審を行
う。かかる予審が十分でない場合、高等院は『追加の証拠調べ』を命じることができる、と247。」しかし、
１９１８年１月５日法律第４条末文は、高等院によって場合によっては求められ得る追加の証拠調べは
「１８８９年４月１０日法律第７条に規定された委員会」、すなわち９名の元老院議員から構成される委
                                                     
242 Sénat, JORF, déb . parl., 14 fvr. 1889, séance du 11 févr. 1889, p.116. 
243 Loi du 5 janv. 1918, établissant la procédure à suivre, conformément au dernier paragraph de l’article 
12 de la loi constitutionnelle du 16 juill. 1875 en matière de mise en accusation, d’instruction, de jugement 
du président de la République et des ministres devant le Sénat constitué en Cour de justice pour crimes 
commis dans l’exercice de leurs fonctions, JORF, 7 janv, 1918, no 6, pp.297-298. 
244 １９１８年１月５日法律第１０条；「事前の予審 instruction préalable に関する１８９７年１２月８日法
律は追加の証拠調べ information complémentaire にも適用し得る。－刑事予審法典、刑事の予審に関する全
ての一般法、１８８９年４月１０日法律の全ての規定は、本法律の規定に抵触しない限り、代議院によって訴
追された共和国大統領或いは大臣を裁判するために高等院を構成する元老院に対して適用し得る。」 
245 Joseph-Barthélemy, La loi du 5 janvier 1918 sur la mise en accusation..., 1re partie, op. cit., p.637. 
246 Joseph-Barthélemy, La loi de 5 janvier 1918 sur la mise en accusation..., 1re partie, op. cit.,., 
pp.455-457 ; La mise en accusation du Président de la République et des ministres. Etude sur la loi du 5 
janvier 1918 et les arrêts du 6 aoôt 1918, 2e partie, RDP, 1918, pp.582-583. 
247 バルテルミイは同法律第４条を引用していながら、誤って同法律第５条を参照してしまっている。そこで、
引用時に引用者による訂正を行った。Joseph-Barthélemy, La loi du 5 janvier 1918 sur la mise en 
accusation..., 1re partie, op. cit., p.456. 
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員会の権限に属すると規定している248。１９１８年１月５日法律において明示的な規定が存在しない以
上、事前に予審を行うか否かに関して代議院は自由な立場に置かれたままであり、代議院が予審を行わ
ない場合にあっては、元老院は追加の証拠調べを要求することができる、との理解が可能であるように
思われるのである。この様な趣旨において、シャブグランは、１９１８年１月５日法律は「代議院を、
予審を行うか否かということに関して全く自由にさせているものと解されるのである。しかしまた同様
に、代議院による何らの証拠調べもされていない事件を付託された高等院に対しても、あるいはまた仮
に証拠調べが完全なものである場合にあっても、情報を補完するための方途を与えているという風に解
されるのである249。」 
 
   第２款、その現実動態および理論動向－マルヴィ事件およびラウル・ペレ事件を中心に－250 
 
 不十分な法制度の下で、大臣の刑事責任を巡る現実動態が如何なる展開を見せたかが、ここでの検討
対象である。実定法制度の規律密度の低さを絶対的背景として、第一次世界大戦下の非常事態において、
第三共和制下高等院は、古の七月王政下高等院における「主権的権限 pouvoir souverain」を蘇演した。
第三共和制下において、フランスにおける執行権の責任原理は刑事－政治両原理の完全なアマルガムを
生成することに成功した。刑事法上の実体法的・手続法的適法性のあらゆる原理が憲法上の裁判機関に
よって超越されるに至った「ささやかなる合法的クーデタ petit Coup d’Etat légal251」を巡って、当
代のフランス公法学の水準を構成する諸学説が、大臣の政治責任原理と刑事責任原理に対する視座を焦
点として、二極対立的な論争を生起させるに至った。この点において、特異な政治スキャンダルを扱う
本款の行論は、フランス公法学説史上極めて興味深い主題を対象としていると言って良いであろう。学
説論争に二つのテーゼ－「憲法テーゼ thèse constitutionnaliste」と「刑事法テーゼ thèse pénaliste」
－の対立において、現実動態は、当初、前者に軍配を挙げた。とは言え、何れのテーゼも、高等院判例
が採用するところとなった。ラウル・ペレ事件においては、汚職嫌疑故に訴追された大臣に対して、高
等院は証拠不十分故に無罪を言い渡すというすぐれて刑事法的な思考に基づく手続法的適合性に則りな
がら、大臣の行為を政治的に断罪するという挙に出た。自覚的な主権的権限の発動とその理論的正当化
背景を構成する憲法テーゼが回避されたのである。 
 
 第２款の１、マルヴィ事件252 
 
 ルイ・マルヴィ Louis Malvy、急進社会党所属の彼は第一次ドゥーメルグ内閣、第一次・第二次ヴィヴ
ィアニ内閣、第五次・第六次ブリアン内閣など、一貫して内相を務めたきたキャリアある政治家であっ
た。しかし、第一次世界大戦下、世論が右傾化し、政治生活を右派－タカ派が主導するようになるにつ
                                                     
248 この点に関しては、E. Pierre, op. cit., t.I, no 627, p.752. 
249 E. Chavegrin, Note sous les deux arrêts de la haute Cour des 28 janvier et 6 août 1918, S. 1920, II, 
p.33. 
250 なお、筆者は、本款の内容に関して小論に纏めたことがある。三上佳佑「第三共和制下高等院と『主権的
権限』－フランスにおける責任追及の特殊政治的形態の観察と検討－」『早稲田法学会誌』（第６５巻第１号、
２０１４年）４６９～５２０頁。従って、本款の行論は大幅に同小論を下敷きとする。 
251 J.-Y. Naour, L’affaire Malvy. Le Dreyfus de la Grande Guerre, Hachette Littéraeurs, 2007, p.246. 
252 本款の行論に関しては、前掲拙稿「第三共和制下高等院と『主権的権限』」４８６～４８９頁を参照。 
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れて、彼は多くの批判を受けるようになる253。１９１７年７月２２日、当時元老院議員であったクレマ
ンソーは、第五次リボ内閣内相マルヴィに対して大臣質問を行った254。クレマンソーは先ず、反戦運動
の高まりが見られると指摘し、「私はそれを平和運動とは呼びたくない－平和運動なる表現は間違ってい
る－それはフランスにおける反・愛国主義運動なのであります。」と危機感を煽り立てる255。直ぐに続い
て、彼は、自身が内相マルヴィが意図的に反戦運動取締の権限を行使しなかった証拠を有していると述
べて、内相への不信任を表明する。「最もよく見積もったとしても、外国人の監視という観点、そしてフ
ランスを危機の淵に陥れる反愛国主義的な連中の企てに対する黙認という観点、これらに関して彼は全
くの不十分さを露呈させた。これがこの二年間の経験である。この経験を理由として256」、クレマンソー
はマルヴィ内相に対する不信任を表明する。「私は貴下を、フランスの利益を裏切ったという廉で批判す
る257。」と。演説は興奮した議員たちからの熱烈な拍手喝采を受けた、マルヴィに対する大臣質問自体は、
時の首相であったパンルヴェが要求した信任が採択されて沙汰やみとなっている。にもかかわらず、数
多くの非難を受けたマルヴィは辞職を表明することを選んだ258。ところが、１１月になって共和国大統
領レイモン・ポワンカレがジャーナリストのレオン・ドーデ Léon Daudet から、マルヴィを祖国への反
逆の廉－マルヴィ内相は対独通謀者であり、大失敗に終わったシュマン・デ・ダム Chemin des dames 尾
根急襲作戦に関して、内相はドイツに軍事機密を渡していたという重大な責任者であるとの－で改めて
告発する書簡を受け取ったことで情勢はマルヴィにとって深刻なものとなる259。マルヴィに関する騒動
                                                     
253 マルヴィ事件に関しては、以下を参照。J.-Y. Naour, op. cit. ; J.-A. Roux, L’affaire Malvy et le pouvoir 
souverain du Sénat comme haute Cour de Justice, Rev. pol. parl. 1918, pp.266-280 ; L. Duguit, L’arrêt du 
Sénat dans l’affaire Malvy, Rev. pol. parl. 1919, pp.137-144 ; J.-A. Roux, Réponse à l’article de M. Duguit, 
Rev. pol. parl. 1919, p.145-149 ; Joseph-Barthélemy, La loi du 5 janvier 1918 sur la mise en accusation 
devant le Sénat du Président de la République et de ses ministres, 1re et 2e parties, op. cit.,pp.424-461 et 
pp.581-638 ; P. Bastid, Les grands procès politiques de l’histoire, Fayard, 1962, pp.336-346 ; P. Desmottes, 
op. cit., pp.157-162 et pp. 209-235 ; J.-J. Clère, la problématique des Haute Cours de Justice dans les 
Constitution républicaines françaises, in J. Longnier, R. Martinage et J.P. Royer (dir.), Justice et 
République(s), Editions Esther, 1993, pp.360-365. 同事件に関する重要な資料はフランス共和国官報上のも
ののほかには、les procès de trahison, compte-rendu des débats judiciaires d’après la sténographie, Revue 
des causes célèbres, politiques et criminelles, Paris, 1918-1920 が重要であり、
http://gallica2.bnf.fr/ark:/12148/cb32858234v/date にて閲覧可能である。また、我が国における先行研究と
して、佐藤・前掲論文「フランスの弾劾制度」９０～９３、１２１～１２６頁、椎名慎太郎「フランス第三共
和制下の大臣責任制-マルヴィ事件をめぐる法律論争-」『法律時報第５４巻第３号、１９８２年』１２８～１
３１頁。 
254 Sénat, JORF, déb. parl., 23 juill. 1917, séance du 22 juill. 1917, pp.751-769. 議事録を見れば瞭然明白で
あるが、議事堂は相当に過熱気味であったようである。 
255 ヴェルダン会戦、ソンム会戦という圧倒的な消耗戦に終始した１９１６年に続く１９１７年は、ドイツの
戦争継続能力が限界に達しつつあると同時に、フランスにとっても明るくない気運が支配していた。開戦以来
決定的な勝利を得られないまま国力を消耗し続けたフランスは、全社会的に厭戦気分が漂っていた。緒戦から
失態続きのフランス陸軍の戦術的まずさによる戦力の大規模消耗に加えて、ドイツの無制限潜水艦作戦による
船舶保険価格の高騰があり、政軍上層部の楽観的見通しの下でドイツ軍主力正面への無謀な切り込みを採用し
たニヴェル将軍の攻勢が大失敗するに至って、前線では抗命・軍紀違反が続出するようになっていた。軍にお
ける士気の低下は明白であった。前線での混乱が銃後に波及するのを防ぎ、銃後の士気を維持することは至上
命題となりつつあった。マルヴィ事件の背景文脈に関して言及するものとして、渡辺和行・南充彦・森本哲郎
『現代フランス政治史』（ナカニシヤ出版、１９９７年）７８頁。 
256 Sénat, JORF, déb. parl., 23 juill. 1917, séance du 22 juill. 1917, p.762. 
257 Sénat, JORF, déb. parl., 23 juill. 1917, séance du 22 juill. 1917, p.763. 
258 １９１７年８月３１日にマルヴィが示した辞職表明書簡に関しては、Les procès de trahison, 
compte-rendu des débats judiciaires d’après la sténographie, op. cit., p.12. 
259 Ibid., pp.11-12. 
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は全く已む気配を見せない。流言と元内相に対する中傷を止めることを目的として、政府は記者会見で
コミュニケを発表することに決めたが効果はない。そして、遂に１９１７年１１月、クレマンソーが首
相に指名される。事ここに至って、マルヴィは、自分自身を代議院に告発する挙に出た。つまり、彼は
自らの戦場を自ら選び、賭けに出たのである260。「被告人に対して公訴を提起したのが被告人自身」とい
う「全ての通常裁判史・特別裁判史・政治裁判史における比類のない椿事261」は、こうして生じた。  
１９１７年１１月２２日の会議において、「代議院議員マルヴィ」は「代議院は、元内相マルヴィ氏が、
その職務の遂行上犯した重罪について訴追するに理由ありやなしやを調査するための３３人からなる委
員会を理事部内に選出する262。」との決議案を提出した。休会の後、ピュエシュ Puech議員が報告を行い、
決議案の要請を考慮すること、同案件を調査するための３３人の代議院議員からなる委員会を選出する
ことを勧奨した。３３人委員会は組織されるや極めて迅速に、元内相を、高等院を構成する元老院に移
送することを支持する結論を出した。但し、有罪性に関しては態度表明を拒んだ263。凄まじい熱狂の内
に264、討議は委員会の立場を殆ど全会一致で採択する形で終結した265。しかし、議場の熱狂と、この殆ど
全会一致の決議に関して「……諸議員の意図が同一である」と見てはならない。「相当数の議員はこの元
内相に対する敬意を保持しており、この様な議員たちは、元内相が厳粛な形で自身の無罪を示すことが
できるように、この提案を支持したのであった266」からである。何れにせよ、下院弾劾決議を受けて、
また、共和国大統領のデクレも受けて、元老院が高等院として組織されることになった。１８９８年の
ポール・デルレード事件267以来のことである。これでマルヴィは後には引けなくなった。しかし、彼の
賭けは、起訴理由となっていた利敵行為の事実関係に関しては事実無根とする政府の公式説明が既に出
されていたから、裁判も「勝ち筋」だろう－との深謀遠慮に基づくものと見るのが妥当であろう。しか
し、彼の見込みは思いもよらぬ形で裏切られることとなった。 
                                                     
260 大勝負に出たマルヴィの企図は、デモットによって次のように分析されている。「マルヴィにとって重要
だったのは、最も迅速かつ最も厳粛な形で自身の正当化を図ることであった。敵対者たちに疑いを残すこと－
これは身の毛もよだつことである－はあってはならない。クレマンソーが政権を掌握した今や、最早マルヴィ
には時間稼ぎは出来ない。マルヴィは、攻撃者たちが自身にいまだ罰を与えていないことを理解しており、自
身への攻撃は倍加するであろうことを承知していた。その上、彼に対する報道が絶えずあからさまに為されて
いたから、彼はこの種の事件に対して不用意な裁判所における訴訟について非常に恐れていた。自ら裁判の主
導権を握ることで、マルヴィは自らの戦場を選択し、どっちつかずな人々の同情を買い、自身の敵対者たちを
無力化しようとしたのである。」P. Desmottes, op. cit., p.161. 
261 Joseph-Barthélemy, La loi du 5 janvier 1918 sur la mise en accusation..., 1re partie, op. cit., p.439. 
262 CD, JORF, déb. parl., 23 nov. 1917, séance du 22 nov. 1917, pp.3000-3002 ; CD, JORF, doc. parl., 
séance du 22 nov. 1917, Ann. no 3969, pp.1715-1716. 
263 CD, JORF, doc. parl., séance du 23 nov. 1917, Ann. no 3979, pp.1604-1605. 
264 この様子は、CD, JORF, déb. parl., 29 nov. 1917, séance du 28 nov. 1917, pp.3060-3091. 
265 以下の内容で元内相を糾弾する訴追決議が５１２対２で採択された。「第一。１９１４年から１９１７年
にかけて、共和国の領土において、内務大臣の職務の遂行上、我が国の軍事及び外交上の計画を敵方に漏洩し
たこと。とりわけシュマン・デ・ダム Chemin des Dames 攻撃の計画を敵方に漏洩したこと。第二。日時を
同じくして、内務大臣の職務の遂行上、軍の抗命を惹起し、教唆することで、敵方を利したこと。刑法典第７
７、７８、７９、８０、８１条により、元内務大臣マルヴィ氏の訴追を命じ、裁判のために元老院に送致する
ことを命じる。」op. cit., p.19. 
266 P. Desmottes, op. cit., pp.161-162. 
267 ポール・デルレード Paul Déroulède（１８４６年～１９１４年）は、ブーランジェ将軍の支持集団「愛国
者同盟」の行動派詩人で、代議院議員でもあった。彼はブーランジェ将軍の運動が潰えた後も、実力による国
家改造の志を保ち、１８９８年にパリで、フェリクス・フォール大統領の葬儀を狙ってクーデタを計画したが、
失敗した。デルレードは高等院によって国外追放１０年の判決を受けた。従って本件は純然たる国事犯であっ
て、大臣責任に関する先例とはならない。 
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 １９１８年１月２１日の最初の判決で、高等院は自身の管轄権を確認した上で、１９１８年１月５日
法律第４条に基づき、補足的情報の調査を命じている268。高等院は１９１８年８月６日に二本の判決を
下し、一方では元内相の有罪性を宣言し、他方では科されるべき刑を宣言した269。一本目の判決で、高
等院は、叛逆罪に対する公訴について「当院の命じた追加の証拠調べによって全面的に否定された270。」
ので、根拠なしとして棄却した。やはり、マルヴィの見込みは正しかった。しかし、他方で判事たちは、
元内相が、猖獗を極めていた反愛国主義的プロパガンダを止めさせるための如何なる方策も取らず、「職
務放棄と薄弱さの個人的政策」に甘んじ、戦時下の内相としての薄弱さを示していた点を指摘し、刑法
典第１６６条の涜職罪という罪質決定を割り当て、有罪判決を導き出したのである271。高等院は、この
一つ目の判決において「……それ故、１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条より授権された主権的
権限を用いて、同憲法的法律が定めた如く、事実を評価し、刑を決定する権限が当院に属するものと考
える272。」と明言し、ここにおいてマルヴィは、その職務の遂行上犯した涜職罪について有罪であるとさ
れた。二つ目の判決によって、高等院はマルヴィを国外追放５年の刑に処したが、しかし、市民権剝奪
は免除した。 
 実体法的・手続法的適法性を超越した超法規的判決は数多くの批判を呼び起こしたが、しかし、学説
の批判は、高等院が罪質決定を「主権的に」叛逆罪から涜職罪に変更したことに対して向けられていた
訳ではない273。問題は、涜職罪という罪質決定が事案に適合的ではないというところにあった。マルヴ
ィを涜職罪で有罪とするにあたって、高等院は実際のところ、如何なる法律の規定にも依拠していない。
刑法典第１６６条が「公務員によってその職務の遂行上犯された重罪は全て涜職罪である」と規定して
                                                     
268 Arrêt de la Haute Cour de justice du 21 janv. 1918, S. 1920. II. p.38. 
269 1re arrêt du 6 août 1918, S. 1920. II. p.39, D. 1923. II, p.25 ; 2e arrêt du 6 août 1918, S. 1920. II. p.40, D. 
1923. II. p.25 ; Rev. pol. parl., juill.-août.-sept. 1918, t. XCVI, pp.306-309. 
270 S. 1920. II, p.39, D. 1923. III, p.25. 
271 Ibid. 
272 Ibid. 
273 「（元老院は）被告人の被疑事実に対して為される主権的な罪質決定において、かかる被疑事実に対する
叛逆罪の罪質評価を斥け、より軽い容疑を認めることができることについては疑いようがない。」J.-A. Roux, 
L’affaire Malvy et le pouvoir souverain du Sénat comme Haute Cour de Justice, op. cit.,p.268 ; 「ある裁判
機関が、被告人がそれによって当該裁判機関に送致されてきたところの罪質決定を修正することができること
については疑いがない。被告人は自身の起訴事実以外の事実によって有罪とされることはあり得ない。しかし、
判決裁判所は何時であっても、予審裁判所とは異なる罪質決定を行えるのであり、起訴事実に対して、起訴状
におけるのとは異なる法規を適用することができる。」L. Duguit, L’arrêt du Sénat dans l’affaire Malvy, op. 
cit.,p.143. ; 「高等院は、刑法上の諸原則の厳格な適用以外の何事も為すことはできない。元内相マルヴィは、
自発的抗命を自覚的に教唆することで故意に敵方を利した廉で起訴された。高等院は『事実上』、同院が有害
であると評価する政策によって、マルヴィが敵方を利したことを考慮に入れただけである。 、、、これは、
最も善く確立された諸原則の最も厳格な適用である。」Joseph-Barthélemy, La loi du 5 janvier 1918 sur la 
mise en accusation..., 2e partie, op. cit.,p.268 ; 「次のことがらについては議論の余地がない。すなわち、刑
事裁判所は、犯罪事実の認定 connaissance d’une infraction について職権で為される措置 office を取り得ない
にしても、しかし、事実に対して刑法一般の視座から検討することは為し得るのであり、また、為すべきでさ
えあるのであり、したがって、場合によっては、起訴状において与えられている罪質決定を別の罪質決定を以
て置換するのである。以上は基本的原則であり、次の唯一の留保の下であらゆる場合に適用可能である。かか
る唯一の留保とはすなわち、防禦権の尊重の為に必要なものであり、弁論において完全に新たな要素を導入す
ること、つまり、検討されていない事実を弁論に導入することは認められず、新たに導入するのであれば、少
なくとも訴追との関連性のある事実であることが求められる、という留保である。」P. Bastid, Les grands 
procès politiques de l’histoire, op. cit., p.341. ; 「この手続きは法的に見て全く普通のものである。高等院は
自らに付託された諸事実のみに限って、自身に権限がある通り、刑法のあらゆる側面からそれらを検討したに
留まっているのである。」P. Desmottes, op. cit., pp.215-216. 
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いるにしても、しかし、これは理論上の一般的建前に過ぎず、「法律の厳格性においては、有罪判決は同
条文それのみに依拠して為されることは出来ない274」。それ故「刑法典第１６６条それ自体は、何らかの
創造的意義は持たない。同条は、刑事罰を宣告する他の条文に、蛇足的な仕方で何事かを余分に付け加
えてしかいない、、、それ故、高等院は、犯罪類型 incrimination の変更を行うに留まらず、完全に何か
ら何まで新たな罪刑の法定 incrimination をデッチ上げた forger ということになる275。」と評されるこ
ととなった。しかも、「法律によってより重い刑が科されていない涜職罪は全て、市民権剝奪に処される。」
と規定する刑法典第１７７条に鑑みれば、「高等院判決において宣告された刑は、同院による罪の決定以
上に、超法規的であったのである276。」つまり、したがって、高等院＝元老院は、自らを実定法規から完
全に－事実認定においても科刑においても－解放したことになるのであり、「主権的」と云う形容詞も、
高等院判決のこの様な超法規的性格を表現するものとして理解する必要がある。そこでの「主権」とは
「制定法に拠らない何か別の方法を以て裁判を行う権力」を意味し、「主権的」とは「通常の理解、すな
わち、判決が如何なる不服申し立て recours にも服さないという意味」ではない277。裁判が法的外被を
以て政治の論理を語る口となった－これは事実であり、「『権力の濫用』『不公正』『正義の否定』『新・ド
レフュス事件』。公平な司法官ではなく、元老院議員によって構成された高等院判事たちの評決を、左派
のプレスはこれらの表現で以て評したのであった278。」 
 
 第２款の２、ラウル・ペレ事件 
 
 第一次世界大戦を乗り切ったフランス第三共和制は世界恐慌下において再び、高等院における大臣の
刑事責任の審理を経験することとなった。元蔵相ラウル・ペレに関わる汚職案件である。マルヴィ事件
における高等院が「主権的権限」を用い容赦ない政治的断罪を行う超法規的法廷の様相を呈したのに対
して、本件は多くの点で対照的な性格を持った。  
事案の概要は次のようなものである。ラウル・ペレ Raoul Péret は、急進左派に属していた代議院議
員（１９０２年～１９２７年）で元老院議員（ヴィエンヌ県選出、１９２７年～１９３５年）であり、
下院議長、法相（第二次タルデュー内閣、第一次パンルヴェ内閣）、蔵相（第八・九・十次ブリアン内閣）
などを歴任した２０世紀初頭のフランス政界における重要人物であった。また、彼は弁護士資格も有し
ていた。彼は、自身がブリアン内閣の蔵相であった１９２６年当時、周囲の反対を押し切って、大銀行
家アルベール・ウストリック－１９２０年代に「ウストリック帝国」と呼ばれるほどの大事業を形成し
ていた－の要請の下、外国籍（イタリア）のビスコース製造企業がウストリック銀行 la Banque Oustric
の仲介で株式を上場することを認可した279。数か月後、ラウル・ペレはウストリック銀行の顧問弁護士
となった。勤務実態が全く無いにもかかわらず、多額の顧問弁護士料が支払われた。数年後、「暗黒の木
曜日」の影響がフランスにも波及してきた１９３０年、ウストリック銀行は証券の格付け偽装で司法捜
                                                     
274 R. Lindon et D. Amson, La Haute Cour : 1789-1987, PUF, 1987, p.98. 
275 P. Bastid, Les grands procès politiques de l’histoire, op. cit., p.343. 
276 J.-J. Clère, op. cit., p.361. 
277 P. Bastid, Les grands procès politiques de l’histoire, op. cit., p.337.なお、全く同旨同様の指摘として、
E. Chavegrin, op. cit., p.249. 
278 J.-Y. Le Naour, op. cit., p.249. 
279 同事件に関しては、M. Garçon, op. cit., t. II, pp.89-101 ; P. Desmottes, op. cit., pp.162-166 et pp.187-192. 
佐藤・前掲論文「フランスの弾劾制度」９４～９６頁、事実関係に関してとりわけ１０９～１１１頁。 
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査の対象となる。捜査担当の司法官は法相の意見を要求したが、この時法相となっていたのが、他でも
ないラウル・ペレであった。彼は、ウストリック銀行への司法手続開始について否定的な見解を示し、
職務権限を行使して予審手続を遅滞させた。ウストリック銀行と彼の「帝国」は間もなく崩壊し、大規
模倒産の続出によってフランスの経済界は大混乱に陥った。一連の混乱は議会でも大問題となり、１９
３０年１１月、ウストリック銀行に関する疑惑を明らかにするための調査委員会の指名を要請する二つ
の決議案が代議院に付託された280。１９３１年３月、ルイ・ビュヤ Louis Buyat 議員による調査委員会
の報告が聴された後281、代議院は、元蔵相たるラウル・ペレを、高等院に訴追する１９３１年３月２５
日決議を採択した282。マルヴィ事件とは逆に、今回は予審が行われた。訴追決議では、高等院への訴追
は「十分な証拠283」を理由として決された、と明示したのである。 
 １９３１年７月２日の判決によって、高等院は証拠不十分を理由として無罪判決を下したが、しかし、
アルベール・ルブラン元老院議長によって読み上げられた判決の中で、高等院は「高等院は、正犯或い
は共犯として本法院に付託された者に対して刑法典第１８３条を適用せず、深甚たる遺憾の念と峻烈な
批判を以て、嘆かわしい行為が明らかとなったとを指摘するにとどめる284。」と付言した。刑事有罪判決
が「法的に」不可能であるにしても、しかし、高等院はラウル・ペレの行為を「政治的に」断罪したの
である。同事件、同判決後、ペレの政治生命は絶たれることとなった。さて、マルヴィ事件という先行
判例との視線の往復の中で、ラウル・ペレ事件高等院判決という「抑制された解決策 une solution 
restrictive285」は、主権的権限の「否定」であるいは「永久凍結」を意味するのであろうか？高等院の
主権的権限の射程が不明確であると前提した上で、ピエール・デモットのフランス政治司法史研究が結
論付けるように、「主権的権限が存在するにしても、しかし、そのことによって高等院は、事あるごとに
制定法規範の枠外で判決を下すように義務付けられている訳ではない。主権的権限の存在は、高等院に
対して制定法規範の枠外で判決を下す権能を与えているだけなのである286。」と解するのが適当であろう。
従って、高等院は「敢えて」主権的権限に訴えなかった、のである。高等院はラウル・ペレ事件におい
て、その主権的権限を行使できる地位には留まっていたと見るべきであろう。既に当代の権威ある公法
学説が、同時代人の観察として、同様の所感を述べていた。「第三共和制下における元老院はマルヴィ事
件において、、、その主権的性格を明示的に示した後、ペレ事件において刑事法的発想に立ち返ったので
あった。 、、、高等院は差し迫られてかかる刑事的発想のみを為したという訳ではなく、自身が大臣の
重罪を自由に評価できるところのテーゼへのほのめかしも行っている。高等院が無罪判決を下すにあた
って依拠したのは刑法典のみであった287。」 
 
 第２款の３、理論的動向－「憲法テーゼ」と「刑事法テーゼ」の学説対立 
 
以上の様な政治司法の動向に対して、第三共和制下のフランス公法学は敏感に反応した。１９１８年
                                                     
280 CD, JORF, doc. parl., nov. 1930, session extraordinaire, Ann. no 4068 et no 4069, p.136. 
281 CD, JORF, doc. parl., 1931, Ann, no 4756, pp.550-570. 
282 訴追決議案の参照条文は１８７５年７月１６日法律第１２条；１９１８年１月５日法律；刑法典第１６６、
１６７、１８３、１７５条。ibid., p.570. 
283 Ibid. 
284 S. 1931. II, p.182. 
285 P. Desmottes, op. cit., p.191. 
286 Ibid., pp.191-192. 
287 Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.882. 
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のマルヴィ事件高等院判決に対しては、ジョゼフ＝バルテルミイやデュギら、当代の公法学壇において
最も権威ある論者が、或いは判決を支持、補強するために行論し、或いは判決を批判、突き崩すために
行論した。これらの行論は、判決を正当化する側が「憲法テーゼ thèse constitutionnaliste」、判決を
批判する側が「刑事法テーゼ thèse pnaliste」と呼ばれる二陣営に分かれて論争状況を形成した。この
大がかりな論争は、第三共和制段階における大臣責任論に対する知的貢献として裨益するところ大であ
ろう。 
 
 第２款の３－Ａ、憲法テーゼ 
 
 このテーゼは、マルヴィ事件におけるポレーミッシュな高等院判決を評価し、主権的権限を肯定的に
捉えるべく構築された一連の理論である。このテーゼの主唱者である刑法学者ルーは、１９１８年８月
６日の高等院判決を「法に適った全く合法のもの288」で、「法的に、この判決には批難の余地がない289」
として、全面的に支持した。なお、本件高等院判決は「相当数の公法学者から好意的に迎えられた290」
ものであり、主唱者である刑法学者ルーの理論に与した多くの公法学者たちが、本問題に対する公法学
壇の対応の主流を形成していた。このテーゼに関わる数多くの言説を約してその要諦を述べるならば、
「政治犯罪という特殊な―刑事法の一般的論理の軌道から外れる―犯罪類型の承認」と「政治犯罪とい
う類型に対応して、刑事法の一般的論理からの例外が認められる特殊な裁判機関の要請」の二点に搾る
ことできる。そして何よりもこの「憲法」テーゼがルーという「刑法学者」によって主唱されたという
事実から窺える様に、このテーゼは「法治主義」を擁護するべく、反・法治主義の極限とも云うべき「主
権的権限」を是認すると云う倒錯的な立場を自覚的に選択するのである291。それでは、憲法テーゼに与
する理論家たちは、如何にして自らの言説を正当化しているのだろうか。 
先ず、憲法テーゼに与する理論家たち、例えばルー、ジョゼフ＝バルテルミイらが概ね第一の正当化
論拠として採用しているのが、主権的権限の先例適合性である。彼らは、高等院によるマルヴィ事件の
処理が適切だったことを、「先例 les précédents292」に、或いは「伝統 la tradition293」に基づいたもの
であるとして肯定する。尤も、高等院が組織された例は極めて僅少であるから、司法及び行政系統の通
常裁判所が連綿と積み重ねてきた判例法理の蓄積に比肩するものは存在しない。そもそも、第三共和制
下高等院における「主権的権限」行使の「先例」など、実は存在しない。従って、そこでの「先例」「慣
習」の射程は自ずから長大なものとなる。彼らが依拠する先例の第一は、シャルル１０世の元大臣衆の
裁判である。７月王政黎明期に行われたこの裁判では、亡命に失敗した元大臣数人が裁判にかけられた。
                                                     
288 J.A.Roux, L’affaire Malvy et le pouvoir souverain du Sénat comme Haute cour de Justice, op. cit., 
p.267. 
289 Ibid, p.280. 
290 N. Havas, La responsabilité ministérielle en France, Contribution à une approche historique des 
responsabilités politique et pénale des ministres de la Révolution de 1789 à la Ve République, thèse, 
Dalloz, 2011, p.484. 
291 「ルーにとって、高等法院の『主権的権限』を肯定することは、近代刑事法の大原則を尊重すればこその
受け入れざるを得ない結論だった。政治犯罪そしてこれを扱う裁判機関は、一般法体系とは別種の、憲法原理
に属するものとして捉えなければ説明がつかなかったのである。」高橋泉「閣僚の政治責任（一）―刑事責任
との交錯をめぐる議論から―」『上智法学論集』（４５巻１号、２００１年）５９～６０頁。 
292 Joseph-Barthélemy et Duez, op.cit., p.881. 
293 J.A.Roux, L’affaire Malvy et le pouvoir souverain du Sénat comme Haute cour de Justice, op.cit., 
p.273. 
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１８１４年のシャルトによって、既に「高等院」の制度的枠付けはなされていたが、高等院に係属すべ
き大臣の責任の内容については詳しく規定されておらず、また、科刑については一切の法規定が存在し
ていなかった294。従って、当時の高等院は、大臣の裁判に関しては「主権的」であると宣言して、自由
裁量的に振る舞わざるを得なかった。そして、先例の第二は、イギリスにおけるインピーチメントの伝
統とそのフランスにおける継受である。ジョゼフ＝バルテルミイは次の様に指摘している。「元老院＝高
等院の制度は、１８１４年と１８３０年のシャルトを介してイギリスのインピーチメントの制度と結び
ついている。そして、このインピーチメントの制度は、大臣の重罪について罪質決定し制裁を科すため、
法が貴族院に与えた自由裁量を、正しくその特徴とするものなのである。295」イギリスにおけるインピ
ーチメントの制度的慣行は、マルヴィ事件を巡るこの論争が行われていた当時はおろか、フランスが１
８１４年のシャルトによって制度の移植を行った時点において既に衰退していた。しかし、憲法テーゼ
の理論家たちは、イギリスにおける同制度的慣行の衰退の理由については格別精査することなく296、上
院の自由裁量を同制度の精髄と診て、１９世紀前半のシャルトを媒介項とした上で、マルヴィ事件にも
同様の視座を適用するのである。以上の様な二つの「先例」を強調して、ルーは高等院は普通法の一般
原則とは全く別の軌道上に存在する制度なのだと性格付ける。「公の安寧の必要性と要請とに直面して高
等院を組織する元老院が、自らのために要求したのが、この主権的権限なのである。したがって、ここ
では、被告人の利益のためのシステムが想定されていた訳ではない。297」以上の様に、「先例」を強調す
ることによって、憲法テーゼの理論家たちは、高等院が特殊な法廷であり、したがって、そこでは被告
人の権利保護の手段としての法治主義の一般原則の尊重という原理原則論は維持されない、と結論する
のである298。 
憲法テーゼの正当化論拠の第二は、「現実的必要性の存在」に他ならない。例えば、アンリ・ベルテレ
                                                     
294 １８１４年のシャルトでは、イギリス弾劾制を忠実に引き継いだ制度が採用されている。すなわち、「下
院は大臣を起訴する権利を有し、大臣を裁判することについて唯一有権である上院に大臣を送致する権利を有
する」（５５条）という定式が採用されている。下院が起訴し、上院がこれを裁くという定式は、フランスに
おいては１８１４年のシャルトによって初めて採用されたものであり、後の１８３０年シャルト以降、維持さ
れていく。但し、同シャルトにおいては大臣が起訴されるのは「反逆 trahison」と「公金横領 concussion」
の場合のみであると規定し（５６条）、上院に関する条項で、上院は「大反逆罪 haute trahison」および「国
家の安全に対する謀議 des attentats à la sûreté de l'État に関して裁判権を有すると規定している（３３条）
が、５６条における罪質に関しては「法律が定める」とするのみであり、３３条における罪質に関しては、「国
王が決定する」とするのみであった。つまり、一定の裁判管轄という「外枠」が設定されたのみであった。 
295 Joseph-Barthélemy et Duez, op.cit., p.881. 
296 イギリスにおけるインピーチメントは１８０６年のメルヴィル卿の罷免以来行われておらず、事実上廃用
されている。インピーチメント廃用の経緯については、下院意思の優越と国王権力の形骸化に求めるエスマン
の観察が長らく主流であった。A. Esmein, 3e éd, op. cit., 1903, p.108. しかし、大逆罪などの構成要件の不明
確な政治的犯罪類型の追及に刑事的手段が不適格だったという運用上の問題に求めるドニ・バランジェの見解
が近年では注目されている。D. Baranger, Parlementarisme des origines: Essai sur les conditions de 
formation d’un exécutif responsable en Angleterre (des années 1740 au début de l’âge victorien), PUF, 
1999, p.271. 
297 J.A.Roux, L’affaire Malvy et le pouvoir souverain du Sénat comme Haute cour de Justice, op.cit., 
pp.274-275. 
298 因みに、第三共和制憲法の「制憲者意思」に徴しても、恐らく憲法テーゼの側の言説は支持されることに
なる。例えば、第三共和制憲法の制定過程において、当時の法相デュフォールは、次の様に議会で報告してい
る。「予審、及び審理に関して採用されるべき形式については、１８３０年に貴族院が示したのと同様の措置、
そして確実性とを以て、貴族院自らが解決できるものと思われる。１８３０年の貴族院が示した措置と確実性
とは、特別法を以て規定されるだろう。」JORF, document parlementire, 16 juillet. 1875, Ann. No3017, 
p.3618. 
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ミイは、１８７５年２月２５日法律第６条を全く無意味であると解釈し、国家反逆罪については如何な
る法律も、そして憲法でさえ、罪刑の構成要素を示していないことを強調する299。また、ルーも「１８
７５年憲法第１２条は、共和国大統領が有罪とされ得る国家反逆罪の法的要件に関して、また、大臣が
自らの職務の遂行に際して犯し得る罪の評価に関して沈黙している。この事実に関して、立法者が看過
しがたい懈怠を犯したと考えることなく、また、現実的条件を抜きにしてこれらの犯罪について構想す
る不正な意図を立法者が有していたと考えることなく説明することはできるだろうか。これらの犯罪の
特殊性は、あらかじめ犯罪類型について示しておいたのでは後々必ず不十分なものとなり得る点にある。
それ故、これら犯罪の定義づけの問題に関して、シャルトが採った方法以外の態度は採り得ない。つま
り、これら犯罪の定義については被告人を裁く任にある高等院に一任すると立法者が意図していたと考
えなくては、憲法の沈黙を説明することはできないであろう。300」と述べている。つまり、憲法テーゼ
は、最も政治的なある種の「犯罪」に関しては、罪刑法定主義を以て対峙することが不可能であるとい
うこと、そして、この種の「犯罪」の審理に関しては、当該裁判機関に対して自由裁量権を付与するこ
とが現実的に必要であると解する他ないということ、また、これらの事情に関しては１８７５年の制憲
者意思も同意を与えていると解し得ること、を主張するのである。 
 第三の論拠。憲法テーゼは、事実領域に関する上述の二論拠に加えて、規範的正当化論拠を求める。
それは他でもない憲法的法律である。論者は、自らの言説の理論的正当化のために、元老院は、高等院
として組織された後、主権的権限を自らの裁判権によってではなく、立法権によって行使するという言
説を展開する。例えばオーリウは「大臣に対する信任を撤回するのも、あるいは共和国大統領と閣僚を
裁判するのも、それは同一の議会であり、議会は執行府の政治責任をサンクションするものなのである。
301」と指摘する。また、憲法テーゼの主唱者であるルーは「…元老院は、自らの政治的会議体としての
性格と、１８７５年憲法の出自に見合った解決策しか認めない302」のであり、「その調整者としての権限
ではなくして、その立法権を303」用いると主張している。高等院という特殊な裁判管轄をして「政治司
法 justice politique」と呼ぶ見方、つまり、高等院における「裁判」を「政治」の論理と「司法」の論
理のハイブリッドであると見る視座は、大革命後のフランス政治生活に対する通説的な見方の一部分で
あったというより他ない304。とはいえ、後述の刑事法テーゼの論者の反駁に明らかな様に、第三共和制
の憲法は、飽くまでも「司法」と「政治」との分離を、高等院としての元老院に関して、言明している。
それにもかかわらず、オーリウを始めとする碩学たちが、「立法権を用いて審理する裁判所」の存在を認
めていることは、大いに注目されなければならない。 
 
 ３－２－Ｂ、刑事法テーゼ 
 
                                                     
299 H. Berthélémy ; Traité élémentaire de droit administratif, 13e éd., Librairie Arthur Rousseau, 1933, 
p.90. 
300 J.A.Roux, L’affaire Malvy et le pouvoir souverain du Sénat comme Haute cour de Justice, op.cit., 
pp.276-277. 
301 M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, op. cit., p.415. 
302 J.A.Roux, L’affaire Malvy et le pouvoir souverain du Sénat comme Haute cour de Justice, op.cit., 
p.275. 
303 Ibid., p.278. 
304 この点に関して、橋爪英輔「フランス憲法における閣僚裁判権－高等法院制度の展開と特徴」『法学政治
学論究』（第 107 号、2015 年）101 頁以下。 
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 上述のように論じてマルヴィ事件高等院判決を支持する「憲法テーゼ」に対して、レオン・デュギを
始めとする公法学者の一部は、「刑事法テーゼ」の論陣を張って、マルヴィ事件高等院判決と、憲法テー
ゼの言説への論駁を行った。憲法テーゼと刑事法テーゼとの対立は、Revue de droit parlementaire 誌
上におけるルーとデュギの論争に象徴されている。刑事法テーゼは、高等院によるマルヴィ事件の処理、
そしてとりわけそこでの「主権的権限」発露に関して、強く疑問を呈する論座である。この論座に立つ
学説が基底に置くものは、法の支配を始めとする近代法の一般原則の普遍性の尊重に他ならない。デュ
ギは「法律ある限り、それを侵害することのできる国家機関は一つとして存在しない（…）。法によって
拘束されている限り、立法府自身でさえも、法の型式の枠内においてしか法を修正し、廃止し得ない。305」
という確固たる立場に立つ。刑事法テーゼの理論家は、マルヴィ事件高等院判決を「厳格に法的な見地
からすると、この裁判は明らかな欠陥によって汚されたものである。判決文は、法の正式な適用を全く
企図しない純然たる御都合主義的な動機づけに基づいて書かれている。306」と、峻烈に批判し、高等院
は主権的権限と云う「自らに属しない権限を不当に取得した。307」と結論付ける。制定法上の存立根拠
を有する国家機関が、超法規的な権限を行使した事案に対する評価としては自然であろう。しかし、こ
れらの言説は、１９１８年当時のフランスにおいては必ずしも自明のものではなかった。国家権力の最
上層部において超法規的な既成事実が形成され、学壇の主流もそれを支持するという情況下で、論者は
言を尽くさざるを得なかった。 
刑事法テーゼの理論家、とりわけデュギは、憲法テーゼの理論家たちによる「先例適合性」の謂いに
対して反駁する。そして、高等院たる元老院に与えられた裁判権の射程について１８７５年憲法が沈黙
していることから、憲法テーゼの理論家たちは、１９世紀前半における「先例」（＝シャルル１０世の元
大臣の裁判）と「制度」（＝１８１４年と１８３０年のシャルト）とを参照し、それを以て第三共和制憲
法下の解釈基準としてマルヴィ事件高等院判決を支持している。これに対して、刑事法テーゼの側は、
憲法テーゼによるこれら「先例」の援用に対して、１００年近くも昔の全く異なる憲法体制下での先例
を、現体制下の国家機構の権限に関する解釈基準として用いるのは適当か、と疑義を示す。立憲君主制
下での事例を、共和制下での事案の解決の先例として見ることは適当ではない、とするのである。シャ
ルル１０世の裁判を以て重要な先例と見做す立場に対して、デュギは「１８３０年に、７月王政下の貴
族院が、最も確かな法の原則を侵害したという事実から、共和制下の元老院がそれを侵害する権限を有
していると結論付けることは出来ない。308」とする。更にデュギは、１８１４年と１８３０年のシャル
トに定められた高等院の制度枠組みに依拠する視座も斥ける。これらシャルトの定める制度的枠組みは、
イギリス弾劾制を移植しようとしたものであるから、「上院の法的自由」をそこで強調するにしても、そ
れはイギリス憲政における上院が「法的自由」、すなわち罪質認定と科刑とに関する自由裁量権を行使し
ていた制度的慣行を指摘するのと等価であり、「イギリスで認められた規範をいつ何時でも援用する必要
などは無いのである。我々の憲法はその完全な発展段階に達しており、自給自活出来る。309」デュギは、
正に現在生起している国家機関の超法規的措置について解釈論を展開するのに、自国の過去の事例とは
云え、時代も体制も全く隔たった事例を「先例」として援用したり、或いは更に、時代、体制どころか
                                                     
305 L．Duguit, L’arrêt du Sénat dans l’affaire Malvy,  op.cit., p.137. 
306 P．Bastid, Les grands procès politiques de l’histoire, op. cit., p.344.  
307 Ibid., p.345. 
308 L．Duguit, Traité de droit constitutionnel, t.II, op. cit., pp.498-499. 
309 Ibid., p.499. 
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自国の事例でさえない他国の慣行を援用したりすることは不適当とするのである。 
デュギは、先例の援用という問題に関して憲法テーゼと争う。刑事法テーゼの理論家は、制定法に依
拠することで、高等院の「主権的権限」を端的な形で否定しようと試みる。斯かるアプローチを特に指
向する論者が、シャヴグランである。彼は、「元老院」は立法権を、そして「高等院」は司法権しか有し
ておらず、従って「主権的権限」なる権限は、僭称である、と明言した310。彼の依拠する制定法上の規
定は、１８７５年７月１６日法律第４条である。同条は「共通の会期以外に開催される両院何れか一方
の会議は、前条によって規定されている場合を除いて、または元老院が高等院として集会した場合を除
いて、全て不法であり、それ故当然に無効である。元老院が高等院として集会する場合は、元老院は司
法作用のみを行使する。」と規定する。この第４条の規定によって、憲法テーゼが論じる理論的正当化の
極めて重要な一角が、二重の意味で崩れると云わなければならない。第４条は、「元老院が高等院として
集会する場合は、元老院は司法作用のみを行使する」と規定しているのであるから、高等院たる元老院
は司法作用しか行使することは出来ない。司法作用とは制定法の個別事案への適用であるから―そこに
若干の裁量的余地はあるにしても―罪質決定と科刑の双方に関して完全に自由裁量的な権限行使が容れ
られる余地は存在しないと云わなければならない。更に、その組織（＝高等院たる元老院）が有する立
法権を以て主権的権限行使の正当化を試みるにしても、それは第４条の規定から―その組織が立法権を
「有している」と仮定するのは自由かもしれないが、第４条の規定に依る限りその権限を「行使する」
ことは不可能である―当然に成り立たない説明である。更に、第４条は、「共通の会期以外に開催される
両院何れか一方の会議は、前条によって規定されている場合を除いて、または元老院が高等院として集
会した場合を除いて、全て不法であり、それ故当然に無効である。」という形で、立法権行使の条件につ
いて規定している。立法権行使は両院の必要的協働作業であるとされているから、当然、元老院の単独
行動は否定される。憲法テーゼの言説は、司法作用の一態様として主権的権限行使を把握することに無
理があっても、立法権行使の一態様としてなら可能であるとして、ある種の理論的正当化を図るが、主
権的権限行使が立法作用の中に分類されるとするならば、それは当然に元老院による単独での立法権行
使と解するより他なく、第４条の規定と鋭い緊張関係に入ると云わざるを得ないのである。以上の様に、
制定法上の論拠として、１８７５年憲法の唯一条文を援用するだけで、刑事法テーゼの論駁は、憲法テ
ーゼの理論的正当化を突くのである。なお、シャヴグランは１８７５年７月１６日法律第４条を援用し
て主権的権限を否定すると同時に、刑法典第１７３条を用いることで、マルヴィ事件は何も超法規的な
形に依らずとも処理できた事案であるとする311。 
 
 第２款の３－Ｃ、小括 
 
 第三共和制下における高等院制度と「主権的権限」とが大臣責任制に与える理論的意義を把握するた
めには、個々の事例が国家危急の非常事態に行われた点を重視して、それらの例外的性格のみを強調す
ることがあってはならないはずである。特定の制度や特定の事件は、それを下支えする理論的、慣習的
基盤の上に生成されている。したがって、一見例外的事象にしか見えない事案であっても、「平時」にお
いても常に理論的思惟の対象となり論争の的となってきた問題が、時宜を得て顕在化させたものも少な
                                                     
310 E. Chavegrin, Note sur arrét de la Haute Cour du 6 août 1918, S.1920.II.33-38., cité par N. Havas, op. 
cit., p.490. 
311 Ibid, cité par Nathalie Havas, op. cit., p.489. 
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くない。本款の主題も、その様に理解することが可能である。 
或る制度は何らかの基盤となる論理－原理の上に構築されていると考えれば、それでは第三共和制下
高等院という制度の基盤となっている論理は如何なるものと考えれば良いか312。この問いは、第三共和
制下に高等院と云う制度が形成されるに際して、大きな影響力を以て作用したであろう論理が、必ずし
も単一のものではないため、難問である。第三共和制は三色旗を受け入れたが、体制の成立過程は情況
的思惑に見事な迄に支配されているので、その象徴的意義を過大に評価するべきではない。建前として
は、三色旗を受け入れた以上、体制は大革命の論理に尊敬を払わざるを得ない。しかし、第三共和制は
自己組織化にあたって、時代的に相当な懸隔のある大革命の論理のアップ・トウ・デイトを狙っている
よりは寧ろ、革命後の８６年間の歴史の蓄積それ自体から、より大きなものを受け継いでいる。そして、
その８６年間の歴史において、「刑事法の法適合性原理は、フランス公法においては絶対のものではなく、
別言すれば、他のあらゆる法規範と同様に、例外を含む313」というルーの主張が蓄積されていたのは、
既に見たとおりである。要するに、憲法テーゼは、ある特定の先例を援用するが、憲法テーゼの援用す
る先例は、その蓄積によって、フランス公法と政治生活に、「法適合性原理」における「必然的例外」を
作り出す点で、人権宣言の原理と別の軸の上に立つ、独立した原理、すなわち政治司法の一般司法から
の独立の原理を形成していると云えるのである。一般とは異なる、特殊＝不平等な裁判機関が体制を問
わず常に存在し、その裁判機関が外形的には一般の裁判機関と同様の罪質を扱うとしながら制定法に従
わず＝法適合性の原理を侵害しながら裁判権を行使してきた歴史的事実が、政治司法に関して独立した
原理が存在することの証左である。この原理は、人権宣言の原理と衝突しながらも、同宣言が起草され
た大革命の時期から第三共和制に至るまで、歴代のフランス憲法と統治制度によって存続した。「人権宣
言」を産み落とした大革命が、同宣言と同時に政治司法の原理を強く要請したという事実は、フランス
の政治生活において、指導的原理は単一ではない、という結論しか導かない。また、「公の安寧の必要性
と要請とに直面して高等院を組織する元老院が、自らのために要求したのが、この主権的権限なのであ
る。したがって、ここでは、被告人の利益のためのシステムが想定されていた訳ではない314」という言
説は、統治機構の組織化を目的とする一連の法規範として「憲法 Constitution」を捉え、そこから専ら
行政法的次元における「公的自由 libertés publiques」として実定的に保障される人権論315を切り離し
て指向してきたフランス公法の伝統を象徴的に形象しているかの感を受ける。 
 政治司法という責任追及の営為には、責任原理それ自体の何らかの投影がなされている筈だと考える
のが、フランス公法学の演繹的な思惟の帰結である筈である。このとき、とりわけ重要な視座が、歴代
のフランス公法学理論が程度の差はあれ、常に有してきた政治責任と刑事責任との異同という視座であ
る。興味深いのは、政治司法、とりわけ高等院の主権的権限という制度に関して争われた二大テーゼの
対立構造が、政治責任と刑事責任との異同に関して、対立する二つの視座に忠実に対応しているのであ
る。先ず、憲法テーゼの学説は、政治責任と刑事責任との異同に関して、否定的に解していると云える。
例えば、ジョゼフ＝バルテルミイが主権的権限について「権力の喪失によって性格づけられる政治責任
                                                     
312 勿論、ある制度を合目的性＝効率性の視座のみから形成しようとする動機付けにあっては、そもそもこの
様な問いかけは格段の重要性を持ち得るべくもないであろう。 
313 J.A.Roux, Réponse à l’article de M. Duguit, op. cit., p.145. 
314 J.A.Roux, L’affaire Malvy et le pouvoir souverain du Sénat comme Haute cour de Justice, op. cit., t.97, 
1918, p.267. 
315 この点につき、上村貞美『現代フランス人権論』（成文堂、２００５年）４～７頁。 
279 
 
それのみを以てしては不十分だと考えられる際に、大臣のフォートに対して、一般刑事法による射程を
免れる大臣のフォートに対してさえ、実効性あるサンクションを与えることが可能になる316」と主張し、
「大臣の刑事責任とは、彼の政治責任の延長、補強でしかない317」と強調するとき、二つの重要な要素
が汲み取られなければならない。一つは、閣僚の責任は原則的に政治責任であるということ、今一つは、
政治責任と刑事責任とが効力の強弱で分けられているということである。かかる謂いは、政治責任と刑
事責任とが同一軸上の二原理であるという理解、すなわち両責任原理に関して質的差異を否定する理解
を前提として成立する。そして、これらの理論は、信任の撤回（＝政治責任の追及）にせよ裁判の実施
（＝刑事責任の追及）にせよ、その行為主体は議会である、とするオーリウの見解318が明らかにするよ
うに、高等院の主権的権限という制度と親和的である。 
 他方、刑事法テーゼの側は、政治責任と刑事責任との原理的区別を絶対的前提とする。すなわち、政
治責任と刑事責任という両責任原理が質的に異なるものと把握する。デュギは語る。「政治責任は刑事責
任とは明らかに区別される。前者は下院でも元老院でも同じ条件の下で発現する。すなわち、この責任
は、閣僚の辞職という形で機能する（…）。後者は、刑事法によって規定され定義された犯罪が、閣僚に
よってその職務の遂行に際して犯されたことが条件となる。この様な関係は、通常裁判所に係属し得る。
そして、それが重罪であるならば、下院によって元老院の下に起訴され得る。ここでの元老院は一般法
裁判所であり、刑事責任のみを裁くのでなければならず、刑事法によって拘束されたままでなければな
らない。319」斯様な理解は、１８７５年７月１６日法律第４条の規定する立法権と裁判権との明確な分
離の原則に符合する。憲法テーゼと刑事法テーゼとがそれぞれ描く責任像の対立構造は、従って、大革
命以来受け継がれ、第三共和制においても事実として認められた責任像（政治責任と刑事責任の併存）
と、第三共和制憲法が当為として命じる責任像（政治責任と刑事責任の分離）との対立構造に帰着する。
そして、そこで浮かび上がってくる責任像は、パラレルな関係に留まる。しかし、興味深いのは、ルー
とデュギという対立する二者を結ぶ結節点である「法実証主義」が準拠地点を奈辺におくかで、全く正
反対の結論に至るということである320。そして、法実証主義への立場の相違が生んだ両テーゼの結論の
相違に、結局、第三共和制フランス公法学は解決を与えることが出来なかった。 
 
 
 
 第３節 第四共和制憲法における権力－責任諸制度 
 
 戦前の「議院内閣制」が国民議会と内閣の其々が有する相互影響力・手段の重大な格差において「議
院内閣制」という名を損なう体を呈していたことは、戦後体制の劈頭において明らかに認識されていた321。
とは言え、ヴィシー体制の僅々４年間は戦前と戦後を旧体制と新体制として分かつには、とりわけ人的
連続性の点において短すぎる。従って、戦前の体制における議会制の問題点を自覚しながらも、その精
                                                     
316 Joseph-Barthélemy et Duez, op.cit., pp.881-882. 
317 Ibid, p.881. 
318 M. Hauriou, Précis de droit constitionnel, op. cit., p.415. 
319 L. Duguit, L’arrêt du Sénat dans l’affaire Malvy, op. cit,, pp.139-140. 
320 この点に関し、高橋泉・前掲論文 63～64 頁 
321 G. Vedel, Manuel élémentaire de droit constitutionnel, réédition présentée par G. Carcasonne et O. 
Duhamel, Dalloz, 2002, p.452. 
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神性において抜き難い同一性が、１９４６年制憲過程において見られることとなる。従って、１９４６
年１０月憲法の起草目的は「政治的権力の中における政党の優位が統治機構の中における議会の優位と
の結合、そして、第三共和制下の不安定性に対処しようと望みながらもヴィシー体制にも抗おうという
制憲者たちの意思322」というアンビバレンツを呈する。抜本的・原理的な体制転換－つまり、自分たち
の解放者の体制；大統領制を指向する－は放棄され、一元的議院内閣制が採用されることとなった（第
１款）。１９４６年憲法法文の起草者たちは、第三共和制下の動態をラジカルな形で再喚問に付すことは
無かった。はじめ習律として始まり、後に憲法編入されて憲法制度の重大な核心を為すに至った指名手
続を介して、政府の国民議会への従属状態を呈した（第２款）。 
 
 第１款、一元的議院内閣制323 
 
解放直後の数年間のフランス政治生活において、大統領制への誘惑が存在したのは明らかな様である
324。ドゴール将軍の権力を人格化させていたフランス共和国臨時政府が１９４５年７月１６日に臨時諮
問会議 l’Assemblée consultative provisoireに付託したレフェレンダム実施に係るオルドナンス案は、
選出されるべき議会が制憲議会であるべきか否か、この問いへの答えが是である場合には、将来の憲法
が施行されるまでの公権力の組織に関する政府提出法案を容れるか否かを問うものであった。そこでは
「議会に対する執行権の政治責任」を否定していた－政府の長は議会によって選出されるが、選出母体
に対して無答責であり、しかも諸大臣は政府の長によって指名され、指名者に対してしか責任を負わな
い－のである。このオルドナンス案は臨時諮問会議内において大きな反発を呼び起こした325。「大臣の責
任の原則に対する愛着」から「安定性は政府の無答責の枠外においてこそ、見出される。」といった意見
326や「フランス共和制の伝統における発想ではない」ところの「アメリカ憲法」の制度を採ることへの
反発327が臨時諮問会議を席巻し、議会制の擁護が幅広く行われた。やはり第三共和制からの人的・精神
的連続性は強固であった。７月２９日、臨時諮問会議は決議を採択し、「何れの場合を考えてみても、人
民から選出された者たちに対する即時かつ絶対的な大臣責任が必要であること。大臣責任実施の条件の
規律化と、大臣の安定性を保証することで公権力の諸関係を規律化することは、かかる人民から選出さ
れた者たちの権限に属すること328。」を宣言した。この決議によって、臨時諮問会議はオルドナンス案、
そして臨時政府提出法案を否決した329。臨時政府は、オルドナンス案の内容を、臨時体制が議院内閣制
                                                     
322 S. Berstein, La IVe République : République nouvelle ou restauration du modèle de la IIIe République ?, 
in S. Berstein et O. Rudelle (dir.), Le modèle républicain, 1re éd., PUF, 1992, p.373. 
323 １９４６年制憲過程については、村田尚紀「フランス第四共和制憲法の成立と特質（一）」『熊本法学』
（第５８号、１９８８年）３９～９３頁、同「（二）」（第５９号、１９８９年）１～１２６頁、同「（三・
完）」（第６０号、１９８９年）８３～１２６頁を参考とした。 
324 J. Laferrière, Manuel de droit constitutionnel, op. cit., pp.890-895 ; G. Vedel, op. cit., p.290-295 ; 
Nguyen Quoc-Dihn, La loi constitutionnel du 2 novembre 1945 portant organisation provisoire des 
pouvoirs des pouvoirs publics, RDP. 1946, pp.81-82. 
325 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., 29 juill. 1945, no 65, séance du 28 juill. 1845, pp.1566-1577 ; Ass. nat. 
const., JORF, déb. parl., 30 juill. 1945, no 66, séance du 29 juill. 1945, pp.1605-1610, 2e séance du 29 juill. 
1845, pp.1611-1633. 
326 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., 29 juill. 1945, no 65, séance du 28 juill. 1945, p.1580. 
327 Ibid., p.1597. 
328 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., 30 juill. 1945, no 66, 2e séance du 29 juill. 1945, p.1631. 
329 Ibid. 
281 
 
に基づいて組織される旨に変更、１９４５年１０月２１日のレフェレンダム330の後、同案は１９４５年
１１月２日憲法的法律として公布された331。 
 こうして、第四共和制成立の過程での憲法文書は、国民議会に対する執行府の政治責任に基づく議院
内閣制を例外なく採用することとなった。このような戦前の体制からの連続局面は、１９４６年４月１
９日憲法案第８０条と１９４６年１０月２７日憲法第４８条が、１８７５年２月２５日憲法的法律第６
条の文言を、僅々隻句、「連帯して solidairement」を「集団として collectivement」に代えるだけで、
そっくりそのまま流用、「大臣は、内閣の一般政策について国民議会に対して集団として責任を負い、個
人の行為について個別に責任を負う。」と規定している点に象徴的である。それが単なる謄写に過ぎない
点で、原本の不明瞭性が、例えば「集団的」或いは「連帯的な」責任と「個人的な」責任との区別にお
いて、そのまま引き継がれている。他方で、戦前の強すぎる第二院の存在－「対等な両院性 un bicamérisme 
égalitaire」は、深刻な「元老院嫌悪 sénatophobie」を引き起こしていたから332、第二院の地位は極め
て自覚的に変更された。１９４６年１０月２７日憲法第４８条は、第二院の倒閣権を明示的に否認する333。
そこでは、上院の役割が、第一読会において下院によって採択された政府提出法案及び議員提出法案へ
の意見表明機能のみに限定されている。第二院の倒閣権こそが政府の不安定の元凶、体制の諸悪の根源、
「１８７５年憲法の真の欠点334」であった、との認識335が、制憲者意思に顕れていた。従って、第四共和
制制憲過程初期においては、一院制への指向が観測された336。確かに１９４６年４月憲法案挫折後337、体
制は結局二院制への方針に落ち着くが、「共和国評議会は立法準備作業の準構成員 associé に過ぎず、し
かも非常に弱体化した形においてのみ、そうあるに過ぎなかった。共和国評議会は立法作業の日程の主
導権には何ら与るところがな338」く、「政治的観点からすれば……共和国評議会は政府に対する直接的な
統制には与るところがなかった339。」 
                                                     
330 この点に関しては、L. Philip, Le sources et l’élaboration de la Constitution du 27 octobre 1946, in P. 
Isoart et Ch. Bidégaray (dir.), Des Républiques françaises, Actes du Colloque organisé par l’Université de 
Nice, Centres d’Etudes politiques et constitutionnelles et Institut Charles de Gaulle, Economica, 1988, 
Ann. : Le référendum du 21 octobre 1945, p.457. 
331 JORF, Lois et décrets, 3 nov. 1945, p.7159. １９４５年１１月２日憲法的法律は、臨時諮問会議によって
用意される新たな憲法法文の採択を待って、公権力の暫定的な組織を目的とするものであった。１９４５年１
１月２日憲法的法律に関しては、Nguyen Quoc Dihn, op. cit.,pp.68-86. 
332 新井・前掲論文３２～３３頁。 
333 １９４６年憲法第４８条第２項；「大臣は共和国評議会に対しては責任を負わない。」 
334 Ass. nat. conct., JORF, déb. parl., 2e séance du 9 avr. 1946, p.1621. 制憲委員会統括報告者ピエール・コ
ォ Pierre Cot の発言。 
335 第三共和制下における議会優位の制度運営の主因を１８７７年５月１６日事件よりも寧ろ、憲法的諸法律
内在的な制度問題、わけても不可解散の上院の優越的プレゼンスに求める見解として、R. Carré de Malberg, 
op. cit., t. II, 1922, p.377. 
336 コォは次の様に宣言している。「我々は皆、政府の不安定性を回避したいと望んでいるし、我々のこの望
みは正しいはずだ。我々はこのことについて、まず最初に、そして何よりも重要な事柄として、政治的権能を
付与された二つの院の潜在的な対立可能性を除去することによって、態度表明をしたいと考える、、、」Ass. 
nat. const., JORF, déb. parl., 2e séance du 10 avr. 1946, p.1679.  
337 四月草案における一院制の構想は、長らく国民公会体制こそがあるべき憲法制度の理想像と考えてきたフ
ランス左翼－共産党・社会党の二左翼政党－の政治構想をよく表徴したものであるが、まさに四月草案の一院
制が国民公会制下の「民主独裁」の矯激なイメージを想起させたことによって同草案は国民投票で否定される
ことになったと指摘し得る。横尾日出雄「議院内閣制と議会統治制（二・完）－フランス憲法と内閣の対議会
責任性－」『比較法雑誌』（第２３巻第１号、１９８９年）４４、４８～４９、５２頁。 
338 P. Bastid, Le régime d’Assemblée, op. cit., p.348. 
339 Ibid. 
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従って、戦後直後の憲法動向が議院内閣制の思潮に支配されているのは確かであるが、大臣責任の問
題に関しては、共和国大統領に対するそれに関して不明瞭性を持つ。第一に、１９４５年～４６年にか
けての三つの憲法法文は何れもこの問題に沈黙している。１８７５年の時点では、確かに憲法的法律法
文における沈黙にも拘らず、国家元首の大臣指名権との権限の並行性によって、或いは憲政の伝統に訴
える筆法に因ってであれ、習律の成立可能性を語ることが許された。しかし、１８７７年５月１６日危
機と「グレヴィ憲法」によってかかる習律の成立可能性が消滅している以上、１９４６年の時点でかか
る習律の成立可能性を語ることは難しい。憲政的伝統断絶点の此方に在るが故である。 
じっさい、第四共和制制憲期の憲法法文は、組閣を国家元首の自由裁量から取り上げ、国民議会によ
る信任付与を規定していた。１９４５年憲法的法律第１条第１段は、国民議会が臨時政府首班 le 
Président du gouvernement provisoireを選出すべきこと、選出された臨時政府首班は組閣し、「顔ぶれ」
と「綱領」についての信任を得るために改めて議会に出席すること、が規定されていた340。政府の組織
における国民議会の主導性は、この時点においてとりわけ左派政党の強く指向する原理であった341。１
９４６年４月１９日憲法的法律案でも基本精神は変わらない。そこでは、首相の指名は国民議会に帰属
しており、共和国大統領はマージナライズされている342343。内閣の顔ぶれと綱領について最終決定権を持
つのは下院である344。国家元首の役割は極めて形式的である。他方、結論としての１９４６年１０月２
７日憲法は右－人民共和運動－からの揺り戻しとして位置付けられる。政府の指名権は共和国大統領と
国民議会とに分有されることとなる345。憲法制度において、組閣という営為、国家元首による閣僚評議
                                                     
340 １９４５年１１月２日憲法的法律第１条第１段；「１９４５年１０月２１日の投票に基づく、憲法制定議
会は、公の投票でかつ議会構成員の絶対多数で、直ちに共和国臨時政府の大統領を選出する。大統領はその政
府を組織し、政府のプログラムと同時に、議会の承認に付す。」訳文は山本浩三「自由フランスから第四共和
国までの基本法（六）訳」『同志社法学』（第８巻第５号、１９５７年）１４２頁を参考とした。 
341１９４５年１１月社会党憲法案第３章第３節第５４条；「国民議会は、その立法期の冒頭において、その構
成員の絶対多数で閣僚評議会議長を選出する。」第５５条；「閣僚評議会議長は政府を構成する。－政府は国
民議会構成員の多数による支持の表決を得たときに成立する。」RDP, 1946, p.170. 
342 憲法案第５１条；「国民議会は第７６条と第９４条に従って、閣僚評議会議長を選出する。」第７６条；
「閣僚評議会議長は、議会の各立法期の最初に、公開の投票でかつ、国民議会議員の絶対多数で、国民議会が
これを選出する。－第８５条で規定された場合を除いて、死亡、辞職、または他の全ての事由によって閣僚評
議会議長を欠く場合には、立法期中においても同様な手続がとられる。」第９４条；「共和国大統領は慣例に
諮ったのち、国民議会議長に対して、閣僚評議会議長候補者の名前を通達する。」訳文は山本浩三「自由フラ
ンスから第四共和国までの基本法（七・完）訳」『同志社法学』（第９巻第２号、１９５７年）１０６、１０
７、１１０頁を参考とした。 
343 憲法案第７７条は「閣僚評議会議長とその選任した大臣は共和国大統領のデクレがこれを任命する」と規
定しているが、これは「純然たる形式」で「拒否できない署名」に他ならず（J. Laferrière, Manuel de droit 
constitutionnel, op. cit., p.920.）、国家元首が内閣の組織に対して有する特権の持ち主は「郵便配達夫」（G. 
Vedel, op. cit., p.435.）に過ぎないとされる。 
344 憲法案第７９条；「内閣の組織、構成及びプログラムは国民議会に提出される。国民議会は信任を与え、
もしくは拒絶する。－国民議会は、そのために、内閣組織後遅くとも四日目には招集されなければならない。」
訳文は山本、前掲脚注、１０８頁を参考とした。 
345 １９４６年憲法第４５条；「各立法期の冒頭で、共和国大統領は、慣例の諮問の後、内閣総理を指名する。
－内閣総理は組閣するつもりである内閣の綱領と政策を国民議会に提出して、その判断に委ねる。－内閣総理
および大臣は、記名投票による議員の絶対多数で国民議会の信任を得た後でなければ任命されない。ただし、
不可抗力によって国民議会が集会できない場合はこの限りではない。－会期中においても、内閣総理が死亡、
辞職、またはその他の事由で欠けたときは同様とする。ただし、第５１条の適用の場合を除く。－大臣任命か
ら２週間以内に生じた内閣総辞職（crise ministérielle）は第５１条の適用にあたり算入しない。」訳文は辻
村・糠塚前掲書２５０頁に拠った。 
283 
 
会議長の指名、閣僚評議会議長による、国民議会への綱領提示、国民議会における構成議員の絶対多数
での信任表決という三段階によって構成される。政府の構成に関する憲法による斯かる規律化は、棄権
票を反対票に変換させることで、少数派の地位を強力なものとする。つまり「信任付与にあたっては、
深く合意された婚姻、国民議会と、国家元首により指名された候補者との間における友愛の絆が必要で
ある346」という帰結を導出する。 
 従って、１９４５年から１９４６年にかけての憲法動向は、国家元首の政府構成機能の制限という点
で基本的方向性を共有している347。第四共和制憲法は、共和国大統領は閣僚評議会議長の指名に関して
国民議会と協働するのであり、大臣の指名に関しては閣僚評議会議長と協働する。従って－ヴデルやラ
フェリエールも指摘するように－罷免権の行使についても同断である。閣僚評議会議長に関しても348、
大臣の罷免に関しても349、その指名に際して国家元首が他の権力主体と協働したという事実において、
その罷免に際しても、彼は指名時の協働者の了解を取り付ける必要がある。従って、大臣たちは国家元
首に対してではなく首相に責任を負う－これは「第三共和制の初めからヴィシー体制に至るまで、国家
元首の専権と考えられてきたもの」の否定である350351。しかも、１９４６年１０月憲法は「全ての大統領
のアクト」に大臣による副署を要求するに至った。共和国大統領の一存で政府の構成主体を罷免するこ
とは制度上不可能である352353。 
 
   第２款、指名手続 
 
憲法第４５条は、共和国大統領による内閣総理の指名、国民議会による内閣総理当人に対する信任付
与、そして内閣の組織と大統領のデクレによるその指名という組閣手続を規定しており、内閣総理その
                                                     
346 M.-H. Fabre, Un échec constitutionnel : l’investiture du président du Conseil, RDP, 1951, pp.189-190. 
347 「七年任期で、そしてどんな場合でも無責任な」大統領は「統治せず、政治に関しては全く関与しないと
いう条件」が設定されていた、とされる。ルネ・カピタン（野田訳）前掲論文６７８頁。 
348 「、、、共和国大統領による内閣総理の罷免は不可能である。共和国大統領による内閣総理の罷免は、１
８７５年憲法の体制下においては、『形式上の対応関係 correspondance des formes』の原則の名の下に、つ
まり指名権を有する者は罷免権も有するという論理の下に、理論上受容されていたものであった。しかし、現
下の我々の制度の下においては、内閣総理はその権威を共和国大統領から引き出していると同時に国民議会か
らも引き出している。従って、内閣総理の罷免は共和国大統領と国民議会から同時に発されるものでなくては
ならないのである。」G. Vedel, op. cit., p.437. 同旨の指摘として、J. Laferrière, Manuel de droit 
constitutionnel, op. cit., pp.1089-1090 ; S. Arné, Le Président du Conseil des ministres sous la IVe 
République, thèse Bordeaux, 1959, LGDJ, 1962, pp.56-57. 
349 「（共和国大統領は）自身の固有の活動において一大臣を罷免することは出来ず、ただ内閣総理の求めに
よってそうすることができるにとどまる。共和国大統領は内閣総理から求められた場合、大臣の罷免を拒むこ
とは出来ない。事実、内閣総理にこそ内閣を「組織する」権限は属しており、これはつまり内閣の顔ぶれを決
定する権限が内閣総理に属しているという事なのである。内閣の組織の時点と同様に、内閣が存続している限
りその全期間を通じて、大臣を「選任する」権限が内閣総理に属している。」J. Laferrière, Manuel de droit 
constitutionnel, op. cit., p.1089 ; S. Arné, op. cit., p.124. 
350 A. Sauvageot, Le Cabinet Ramadier et la pratique constitutionnelle, Rev. pol. parl., 1948, p.249. 
351 因みに、共和国大統領によって閣僚評議会議長の辞職が拒絶されたケースは、７回、このうち５回はヴァ
ンサン・オリオールによるもの、２回はルネ・コティによるものである。この点については M. Merle, De la 
Troisième à la Quatrième République. L’Instabilité ministérielle, RDP, 1951, pp.399-400. ; M. Flory, La 
liberté de démission du Président du Conseil, RDP, 1951, p.835. 
352 １９４６年憲法第１０３条；「共和国大統領による行為は何れも、内閣総理と一人の大臣によって副署さ
れなければならない。」 
353 G. Vedel, op. cit., pp.437-438. 
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人に対する信任付与に関しては、それが国民議会の表決ただそれのみに拠って為される。そうすること
によって、内閣総理というパーソナリティが他の内閣構成員に対して有する権威が強化されるよう指向
されていたのであり354、内閣の顔ぶれに対する信任付与ではなく、内閣のプログラムに対する信任付与
が実現できるよう指向されていたのである。第四共和制憲法が採用した組閣のシステムは、「政府の安定
を保障する明白な意思をもって355」構築されていた。「特別の多数で自ら信任を付与した相手である人物
を更迭することに対して、国民議会は及び腰になる筈である356」とヴデルは説明している。しかし「実
際に起こったことは、この様な期待に少しも応えなかった。 、、、この手続きは、この手続きの導入を
支持していた人々が期待していたような利点を何ら齎さず、この手続きの導入に反対していた人々が予
期していた不都合の殆どすべてを齎すこととなったのである357。」「１９４６年１０月２７日の制憲者た
ちによって内閣の組織のために設けられたこの手続は、政府に対して、議会による確固として継続的な
支えが提供されるように、という懸案に支配されていた358。」とマルセル・メルルは推し量っている。不
安定性からの政府の保護、政府への持続性の付与が何よりの要請として認識されていた359。憲法第４５
条に規定された手続は、政府の長の選択に当たっての大統領の影響力を制限する方向を指向していた。
ミシェル＝アンリ・ファーブルが見ているように、「かかる信任付与の手続は、二つの戦術的成功を収め
なければならなかった。すなわち、内閣総理の選択に係る共和国大統領の自由を制限すること、そして、
内閣の組織の後だけでなく前にも、議会による統制の機会を置くことによって、議会による統制を強化
することである360。」この指名手続は分けても、内閣総理を国民議会への依存の下に置くという点で卓越
していた。ビュルドーが強調しているように、政府の長は「正にその生まれからして、議会による被造
物であった。内閣総理が自身の行使する優越的な地位を、彼自身に対して国民議会が行使する影響力に
追っているということ、これは憲法の基本的な特徴を形作っていたから、さして繰り返すまでもない361。」
同様にバスティドも強調している。「内閣総理の選任の手続は、国民議会の意思を、国民議会の意思のみ
を正確に反映する形で組織されるのである。これは見かけの上では完全なる議会制のしきたりである。
しかし、そうすることで、ひとたび内閣総理が信任を得たならば、彼は一定程度の独立性を享受し、立
法府からの浸食に対しても一定の反発作用を為すだけの能力が享受される。さて、この様な仮説が実例
として生じたかといえば、全くそうではない362。」 
 政府の長に対する事前且つ個人的な信任付与の手続は、現実の運用に耐えるものではなかった。第四
                                                     
354 横尾日出雄「議会制における信任関係について－フランス第四共和制における『内閣の安定化』の方策－」
『中央大学大学院研究年報』（第１５号Ⅰ－１、１９８６年）４１頁。 
355 深瀬忠一「フランス第五共和制憲法の成立とその基本構造」『ジュリスト』（第１９４号、１９６０年）
３０頁。 
356 G. Vedel, op. cit., pp.435-436. 
357 Ibid., p.436. 
358 そして、メルルは次のように付言している。「善き議会の運営の技量を以て、かかる手はずは、自身が議
会に対して、その実現を科したところの委任 mandat について態度を明瞭にし、明示することを強いること、
とりわけこれを効果として持つこととなる。しかし、この様に追及された目的はトートロジーに留まり、完全
に正統なものであるに留まっていた。つまり、確固たる基盤に基づいて、二つの権力主体の間での調和を一度
に打ち建てる、という意味での。」M. Merle, op. cit.,p.403. 
359 A. Sauvageot, op. cit., p.242. 
360 M.-H. Fabre, op. cit., p.184. 
361 G. Burdeau, Le régime des pouvoirs publics dans la constitution du 27 octobre 1946, RDP, 1946, 
pp.559-560. 
362 P. Bastid, Le régime d’Assemblée, op. cit., p.353. 
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共和制の始期において早くも、内閣総理は憲法第４５条に規定された手続に、４つ目の工程を導入する
慣行を形成したのであった。内閣総理は、自身の内閣を形成した後で、内閣の構成についての大臣質問
の要請の付託に引き続く討議を受けることになった。憲法法文には規定されていないものの、この討議
は、政府構成員たちに対する信任付与に同意するか、それとも拒否するかを国民議会が示す議事日程の
表決へとつながる。つまり、内閣総理に対する個人的信任付与のほかに、慣行上、政府の構成について
の第二の信任付与が導入され、この第二の信任付与は、大臣グループ全体に対するものであることが望
まれた。かかる「二重の信任付与」の慣行は、第四共和制下で内閣総理を務めたポール・ラマディエ Paul 
Ramadier によって、信任付与を要請するべく創始された。当時の共和国大統領であったヴァンサン・オ
リオールによって指名された後、ラマディエは１９４７年１月２１日の国民議会において、ほぼ全会一
致で信任を付与された363。さて、１月２８日、ラマディエは、それが法的に強制されている訳ではない
にもかかわらず、内閣の構成に対する大臣質問についての討議を受け入れた。政府の顔触れについての
大臣質問の要求を付託して、カピタンは次のように強調している。すなわち、内閣総理は、改めて国民
議会に出席しなくてはならない。何故なら、「かかる義務は、政府の責任まさにそれ自体から生じるもの
だからである364。」と。このとき、ラマディエは、共和国大統領ヴァンサン・オリオールからの激しい批
判を受けた。現に生じている事態は反憲法的で、第三共和制下の慣行への逆戻りを生じさせかねない危
険のあるものだ、と。「皆殺し遊戯 les jeux de massacreを再開することがあってはならない。『古き第
三共和制』になってはならない365。」とオリオールは警告している。しかし、ラマディエは、国民議会の
主権の名の下に、国民議会議員たちの意思に屈服する方を選んだ366。かようにして、「制憲者によって取
り去られた二度目の討議は、極めて速やかに、慣行によって復活させられた。国民議会は、内閣総理と
自分らの自同性のみならず、内閣構成員と自分らの自同性についても関心を寄せていた367。」アンドレ・
ソーヴァジョが指摘しているように、「これ以降、内閣総理への就任のプロセスは、互いに重なり合い、
互いに条件付け合う三つの行為に分解されることとなった。すなわち、内閣総理の指名 désignation、彼
に対する国民議会による信任付与、そして内閣に対して付与される信任368。」 
 二重の信任付与という慣行は、新内閣を壊れやすいものにした。予め国民議会による信任を得ている
にしても、しかし、内閣総理は集団的信任を得る段になって失敗するリスクを負っていた。下院によっ
て、この様な形で倒閣させられた内閣は、第四共和制下においては二つ存在している。すなわち、第二
次シューマン Schuman内閣と、第二次クーユ Queuille内閣であり、両内閣は「流産 mort-nés369」したの
である370。１９４８年８月３１日に３２２対１８５で信任された371ロベール・シューマンは、次いで、国
民議会への改めての出席を承諾し、彼の内閣のプログラムと内閣の構成に関する三つの大臣質問の付託
                                                     
363 投票総数５８７のうち、ラマディエは５７７の信任票を受けている。Ass. nat., JORF, déb. parl., séance 
du 21 janv. 1947, pp.28-33. 
364 Ass. nat., JORF, déb. parl., séance du 28 janv. 1947, p.43. 
365 V. Auriol, Journal du septennat, 1947-1954, t. I, 1947, version intégral établie, introduite et annotée 
par P. Nora, préf. R. Rémond, Armand Colin, 1970, p.39. 
366 ラマディエはオリオールに対して次のように答えている。「何れの場合においても国民議会は主権的であ
り、これは如何なる場合においても原則である。私はこの主権性を無視出来ない、、、」ibid. 
367 J. Georgel, Critiques et réformes des Constitution de la République. De la Quatrième à la Sixième ?, 
thèse, préf. P.-F. Teitgen, CELSE, 1959, t. I, p.102. 
368 A. Sauvageot, op. cit.,p.244. 
369 M.-H. Fabre, op. cit.,., p.203. 
370 横尾・前掲論文「議会制における信任関係について」４３頁。 
371 Ass. nat., JORF, déb. parl., séance du 31 août 1948, pp.6404-6418 et p.6420. 
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に引き続く討議への参加を承諾した。それで、シューマン内閣は信任付与の議事日程が２９５対２８９
で否決されてしまった372ことによって、倒閣されたのである。１９５０年６月３０日、アンリ・クーユ
は、自身の組閣について、３６３対２０８で、下院からの信任を得た373。社会党の議員たちは、クーユ
個人に対する内閣総理就任のための信任付与については好意的であったが、しかし、彼の内閣の顔ぶれ
については右寄りに過ぎるということで、新内閣に対する信任は与えなかった374。政府の不安定性を取
り去るどころか、制憲者たちによって期待された信任付与の手続は、逆に、政府の不安定性を増幅して
しまった。幾人もの内閣総理が、自身に対する個人的信任は得て居ながら、組閣の段になって失敗する
こととなった375。コアリションの中の一つの多数派からの信任は与えられているとはいっても、しかし、
内閣総理は、彼らコアリションの中の政治的諸党派の何れか一つの機嫌を損ねることもなしに自分らの
政府を組織することは出来ない。かかる好例が、１９４９年１０月２０日に３４１対１８３で信任され
たルネ・マイエル René Mayerの例である376。１８３票に対する３４１票と言えば、安心するに十分な多
数派形成に成功しているようにも見えるが、しかし、十分ではなかった。何故なら、マイエルは、この
３４１票の多数派を構成しているすべての政治党派を満足させる形で組閣することができなかったから
である。それ故、マイエルは、自身に対する信任付与の数日後に辞職することとなったのであった377。
政府の長は、組閣する段になれば、そのプログラムについて注意を払わなくてはならないのと同時に、
多数派を構成する全ての政治党派を満足させられるように、閣僚グループの人選にも注意を払わなくて
はならない。「政治集団に対して提示されるのは最早、事前に確定されたプログラムではなく、指名され
た内閣総理を支持してくれる見込みのある様々な諸政治党派の要望を計算に入れて、事後的に生成され
るプログラムなのである378。」 
 内閣総理は「見えざる内閣 ministère invisible379」の慣行によって、憲法第４５条の文面を徐々に歪
めていった。自身に対する個人的な信任を得るために国民議会に出席する時点において、内閣総理はそ
の時点において既に、非公式な形で自身の政府構成員を指名してしまっている。「無論、指名された内閣
総理が議会による試験を受けに遣ってきた時点においては、政府席に座っているのは彼一人である。公
式には内閣はいまだ組織されていないのだから、内閣は目に見える訳がない。しかし、隠されてはいる
ものの現実には、閣僚グループは既にそこに存在するのであり、政府の長の周囲をびっちりと固めてい
るのである380。」この様なプロセスによって内閣総理は、将来の政府の構成に関する国民議会議員への質
問対応、場合によっては必要となる調整が可能となる。アンリ・イザイアが次のように推し量っている。
                                                     
372 投票総数５８４で、絶対多数のラインは２９３票とされたので、つまり、新任は後２票というところで否
決されたことになる。Ass. nat., JORF, déb. parl., séance du 7 sept. 1948, pp.6440-6457. 
373 Ass. nat., JORF, déb. parl., séance du 30 juin 1950, pp.5308-5336. 
374 投票総数５５５のうち、新内閣に対する信任付与を支持する票は２２１に過ぎず、３３４が反対した。Ass. 
nat., JORF, déb. parl., séance du 4 juill. 1950, p.5344-5351. 
375 M.-H. Fabre, op. cit.,pp.201-202 ; J. Georgel, op. cit., t. I, pp.100-101. 
376 Ass. nat., JORF, déb. parl., no 93, séance du 20 oct. 1949, pp.5884-5904. 
377 Communication à l’Assemblée d’une lettre adressée par René Mayer au Présindent de la République le 
26 oct. 1949, Ass. nat., JORF, déb. parl., no 95, séance du 27 oct. 1949, p.5917. 
378 H. Isaïa, L’instabilité ministérielle, in La Quatrième République. Bilan trente ans après la 
promulgation de la Constitution du 27 octobre 1946, Actes de colloques de Nice des 20, 21 et 22 janv. 1977, 
LGDJ, 1978, p.130. 
379 この表現は 1969 年～82 年の長きにわたってル・モンド編集長を務めたジャック・フォーヴェによるもの
である。J. Fauvet, La IVe République, Fayard, 1968. 
380 M.-H. Fabre, op. cit.,p.206. 
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「内閣の斯様な非公式な組織化が行われる場は、諸政党と、内閣総理候補者の、掛け値なしでの取引の
場なのである。この取引の場において、内閣総理はその権威の大部分を譲り渡してしまい、彼が自身の
協働者を『選ぶ』権利は全く幻想となってしまうのである381。」 
 信任付与の手続が斯様に歪曲されてゆく現実に直面して、１９５４年１２月７日の憲法改正によって
憲法第４５条が現実の慣行に合わせる形で修正された382。この憲法改正によって第三共和制下に存在し
ていたような政府指名手続が復活することとなった。何故なら、内閣総理に対する個人的な信任付与の
手続は、政府全体に対する集団的な信任付与の手続に席を譲る形で消滅することとなったからである。
とはいえ、そこでは最早、厳密な意味での「信任 investiture」という表現は憲法法文から消滅してしま
ったからである。第４５条は最早、「信任 confiance」という表現しか使っていないのである。これに加
えて、１９５４年憲法改正は、絶対多数に代えて単純過半数を宛てた。しかし、政府の指名を用意する
ことが可能になった訳ではないという点で、この憲法改正は失敗だった。「１９５４年憲法改正は、その
効果として特に、二重の討議を除去し、そして何日間かのインターヴァルを空けて実施される投票相互
の矛盾を回避する、これらを目指していた。だからと言って、１９５４年憲法改正は内閣の危機の解決
を容易にはしなかったし、危機の存続時間を縮めた訳でもなかった383。」「、、、内閣総理の権威は例外な
く低下した。その理由は単純であった。内閣総理は少数派の中の多数派によって支えられていて、政府
は少数派の政府だったからである384。」 
 
 ２、解散権の厳格な制限による逆効果 
 
 １９４６年４月、１０月の制憲者たちは、執行府の立法府に対する武器となるような解散権の制度化
を拒んだ。尤も、第一次制憲準備委員会の統括報告者は次のように強調している。「我々は皆、政府の不
安定性を回避したいと望んでいる。我々の望みは正しいだろう。 、、、我々は憲法の法文の上に、脅威
というべきものを残しておきたくはない。我々は国民議会が度し難く、統治能力の無い存在であること
が明らかとなった場合のために、内閣の統制というその任務の遂行にあたって国民議会がその倒閣権を
濫用した場合のために、、、国民議会が内閣総理との間で為した取り決めを破った場合のために、、、ある
種の安全弁が必要であると考える385。」１９４６年４月の制憲準備委員会による解散権構想に対して乗り
気でなかったのが左派であった。「右派は、政府が解散権を有することを欲しており、左派は、執行府掌
中の武器として理解されるところの解散権について語るのは潔しとしなかった。左派は、議員たちをし
て自身の責任を取らせる手段、支離滅裂な状況から抜け出すための手段として、つまり例外的な手段と
してのみ解散権を理解することを受け入れていたのである386。」１９４５年１１月に、最初の憲法制定国
                                                     
381 H. Isaïa, op. cit.,., p.131. 
382 修正後の第４５条は以下の通りである。「各立法期の冒頭で、共和国大統領は、慣例の諮問の後、内閣総
理を指名する。－内閣総理は、内閣構成員を選任し、これについてその名簿を国民議会に通知し、内閣総理は、
自身が追行するつもりであるプログラムと政策についての自身の信任を得るために国民議会に出席する。ただ
し、不可抗力によって国民議会が集会できない場合はこの限りではない。－信任は、記名投票で単純過半数で
与えられる。－会期中においても、内閣総理が欠けたときは同様とする。ただし、第５２条の適用の場合は除
く。」JORF, 8 déc. 1954, pp.11440-11442. 
383 J. Georgel, op. cit., t. I, p.107. 
384 S. Arné, op. cit., p.206. 
385 Ass. nat., C., JORF, déb. parl., 2e séance du 10 avr. 1946, p.1679. 
386 Ph. Williams, La vie politique sous la IVe République, trad. S et A. Dutheillet de Lamothe, Armand 
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民議会に提出された自身の憲法案の中で、社会党は自動解散制 le système de la dissolution automatique
を想定していた。その憲法案第５８条によれば、連続する二度の内閣の危機は内閣総辞職に繋がらなけ
ればならず、同様に、国民議会の自動的な解散につながるものとされた387。この制度は、フィリップ・
ロオヴォーによって「決定的な形で、内閣の責任と解散との排他的な連結を確立している388。」と評され
る。自動解散制は人民共和運動から激しく批判され、人民共和運動からの攻撃ほど激しくは無かったが、
しかし、共産党からも攻撃された389。１９４６年４月１９日憲法案は非常に厳格に解散の手続を限定し
ながらも、しかし、最終的には自動解散制を放棄した。 
 憲法案第８４条は国民議会解散権行使について、数多くの条件を規定しており390、同条においては、
信任問題に対する表決或いは不信任動議にあとに二度の内閣の危機が、同一の立法期中に生じなければ
ならないと規定されている。加えて同条は、期間に関する条件も規定しており、立法期の上半期の間は
解散が禁止されている。また、国民議会解散の決定は下院議長の意見を経た後、閣議の後に出される、
と規律されている。従って、解散を宣言する旨の決定の主導権は、国家元首でなく閣議が有する。第８
３条において、憲法案は、国民議会がその構成議員の三分の二以上によって可決された決議の採択によ
って、自らの解散を宣言できる旨規定することで、国民議会の解散に関する仕組みを補完している391。 
 憲法案第８３条或いは第８４条の結果、解散は必ず国民議会議員たちによって同意されている必要が
ある。というのも、国民議会解散ということであれば、それが国民議会自身によって自発的に行われる
のであれ、解散の条件が出揃うことを可能にするためであれ、彼らの同意は必要だからである。解散の
如何なるリスクからも自分たち自身を守ろうと国民議会議員たちが望むのであれば、彼らは、第８１、
８２条の規定するように、同一立法期中において、内閣を二度、少数派に転落させないだけで十分であ
る。つまり、国民議会構成議員たちは、相対多数によって政府に対する不信任を示すことができ、この
様な形を取るのであれば、政府に対して不信任を表明しながらも、それでいて解散のリスクと負わずに
済む。マルセル・モラビトは「解散という概念のこれ以上に徹底的な変容は想像することも出来ない。
解散は、政府に対して与えられた、議会に対する行動の権能では全くないのである。解散は、直接的に
であれ（第８３条）、或いは間接的にであれ（第８４条）、議会のイニシアチブのみに属しているのであ
る392。」と評する。国民議会議員たちは容易に内閣を更迭することが可能となる。内閣がそれについて信
                                                                                                                                                                                  
Colin, 1971, p.397. 
387 社会党憲法案第３章第３節第５８条；「同一の立法期において、国民議会との意思の不一致によって政府
が倒され得、或いは政府が自主的に辞職し得るのは一度だけである。－同様の条件の下において、内閣の危機
が二度生じたときは、政府の辞職と国民議会の自動的な解散が生じる。」 
388 Ph. Lauvaux, La dissolution des Assemblées parlementaires, thèse Paris II, 1984, préf. A. Mathiot, 
Economica, 1983, p.257. 
389 「解散の自動性は、ある種、意表を突いたものだったのである。自動性である、ということは、これは結
局、あらゆる情勢評価が排除されるということを意味している。さて、それぞれの場面で、当該場面が解散を
正当化するか否か、これがまさしく情勢の問題なのである。自動性は現実においては遺憾な結果に終わり得る
ものなのである。」Le projet de Constitution de la commission de l’Assemblée, Rev. pol. parl., 1946, p.119. 
390 １９４６年４月１９日憲法案第８４条；「同一の立法期において、第８１条と第８２条に定められた条件
の下に、二度の内閣の危機が生じた場合に、国民議会議長の勧告を経て、閣議で、国民議会の解散を決定する
ことができる。解散はこの決定に従い、大統領のデクレで宣言される。－この規定は立法期の上半期の間は適
用されない。」 
391 １９４６年４月１９日憲法案第８３条；「国民議会は議員の三分の二の多数決による決議によって、解散
を宣する権利を有する。」 
392 M. Morabito, Histoire constitutionnelle de la France (de 1789 à nos jours ), LGDJ-Lextenso, 2018, 
p.400. 
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任を要求した法案に対して、議員たちは単純過半数で否決するだけで十分だからである。逆に、政府は、
国民議会に対して劣位に置かれる。 
 １９４６年４月１９日憲法案の挫折の後、第二次憲法制定国民議会はなおも解散権の厳格な制限にこ
だわり続けていた。１９４６年１０月２７日憲法第５１条は憲法案第８４条に僅かな修正しか加えてい
ない393。解散権の行使を可能にするために、その間に内閣の危機が二度生じなくてはならないとされた
期間は１８か月間になった。期間の条件については更に、解散権行使を可能とする内閣の危機の頻度を
抑制するために他の規定も受けることとなった。すなわち、憲法第５１条では立法期が始まったてから
１８か月間の解散が禁じられており、憲法第４５条第５段では政府に対する信任付与の拒絶 le refus 
d’accorder l’investiture à un gouvernement は解散手続きの中には数え入れられない、とされた
のである394。１９４６年４月憲法案において規定された手続と同様に、１０月２７日憲法において規定
された解散権は執行府の自由裁量に委ねられている訳ではない。何故なら、解散は依然として憲法第４
９条、第５０条が規定する条件下において国民議会が政府を少数派転落させることが前提とされている
からである395。エミール・ブラモンは次のように強調している。「さて、経験が示すところによれば、信
任付与 investiture についても、信任投票 scrutins de confiance についても、国民議会は容易く票の
重みを見計らうことができる。それ故、二度目の内閣の危機を引き起こすことで下院が自身の解散に同
意するということは、信任付与にせよ信任投票にせよ、これらの行為の意義を重大なものにしていると
いうことが感得される。しかし、次のように云い得るのも明らかである。すなわち、国民議会は自身に
対するリスクを認識したうえで行動しているのであり、かかるリスクを回避する手段も国民議会は有し
ている、ということである396。」第５１条所定の条件が満たされた場合、閣議は下院の解散を宣言するこ
とができる。この場合、第５２条は、立法府選挙のための臨時の政府が組織されなければならないとし
ている。つまり、諸大臣はその地位を保持し、内閣総理についてはその職務が解散された国民議会議長
によって遂行されることとなり、内相については、内閣総理であるところの解散された国民議会議長に
よって、下院理事部の同意に基づいて決定される者へと挿げ替えられることとなる397。ラフェリエール
は次のように指摘している。「解散が生じ得るケースが少なくなっただけでなく、政府は、自傷すること
なしで解散に訴えることができなくなったのである398。」つまり、「解散を宣言することによって、内閣
                                                     
393 １９４６年憲法第５１条；「１８カ月の間に、第４９条および第５０条に定められた条件で内閣総辞職が
２度生じた場合、国民議会議長の意見を聴取した後、閣議において国民議会の解散が決定されうる。解散は、
この決定に従って、共和国大統領のデクレによってなされる。－前項の規定は、立法期の最初の１８カ月が経
過しなければ適用されない。」訳文は辻村・糠塚前掲書２５１頁に拠った。 
394 １９４６年憲法第４５条第５項；「大臣任命から 2 週間以内に生じた内閣総辞職（crise ministérielle）は、
第 51 条の適用にあたり算入しない。」 
395 「奇妙な言い方になるが、これは正に内閣解散 dissolution ministérielle である。何故なら、かかる現象
はその発生源において内閣が見出されるのではなく、自身の表決を自家薬籠中の物としている国会議員たちが
見出されるからであり、かかる現象の行き着くところにおいても、内閣が見出されるのではなく、再び候補者
となり、自身の選挙区に散らばった先ほどの国会議員たちが見出されるからである。」J. Théry, op. cit., p.228. 
396 E. Blamont, La dissolution de l’Assemblée nationale de décembre 1955. La mise en oeuvre de la 
dissolution, RDP, 1956, p.109. 
397 １９４６年憲法第５２条；「解散の場合、内閣総理および内務大臣を除いて、内閣は日常業務を遂行する
ために職務を遂行する。－共和国大統領は、国民議会議長を内閣総理に任命する。この内閣総理は、国民議会
理事部の同意に基づいて新しい内務大臣を指名する。この内閣総理は、政府与党でない会派の構成員を国務大
臣として指名する。－解散後少なくとも 20 日後、遅くとも 30 日後には総選挙が実施される。－国民議会は、
前項の総選挙後の第三木曜日に、国民議会は当然に集会する。」訳文は辻村・糠塚前掲書２５１頁に拠った。 
398 J. Laferrière, Manuel de droit constitutionnel, op. cit., p.1107. 
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総理は自殺することになる。それ故、内閣総理が下院解散に打って出るという気勢は削がれることとな
った399。」１９５４年１２月７日の改正によって第５２条は修正され、不信任表決によって引き起こされ
る解散と信任の拒絶によって引き起こされる解散が区別されることとなった400。後者の場合、立法府選
挙の間、政府はその職にとどまり、対して、不信任表決に続く解散の場合、国民議会議長は内閣総理と
内相の職務に任じられることとなる。結論すれば、第四共和制における解散制度は政府の地位を強化す
ることで先行体制の不均衡を是正するものではなく、議院の意思に基づく単なる自己解散制の性格以上
のものを持ちえないものとなった401。 
 以上の状況を総括して、ビュルドーは「最早解散権を自由に行使できないのみならず、解散権を用い
るとの脅しすら自由に使えなくなったことで、政府は自身に対して為される責任追及に対する有効な防
御策を奪われてしまっている402。」と指摘した。国民議会議員たちに供されていた政治的責任追及手段と、
政府が下院解散を行い得る場合の条件とを比較対照させて、ヴデルも次のように結論付けている。「不均
衡は明白である。国民議会は倒閣を難なくやってのけることができるが、しかし、政府の方は、国民議
会が思いがけない計算違いでもしないのでなければ反撃手段を有しておらず、そして、国民議会のこの
様な計算違いは稀なのである403。」第四共和制下、下院解散は結局たった一度しか宣言されなかった。つ
まり、１９５５年１２月に内閣総理エドガー・フォール Edgar Faure主導で為されたそれである404。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
399 Ibid., p.1108. 
400 修正後の第５２条；「解散の場合、内閣のその職務に留まる。但し、解散が不信任動議の可決によって為
される場合は、共和国大統領は国民議会議長を内閣総理及び内務大臣に指名する。解散後少なくとも 20 日後、
遅くとも 30 日後には総選挙が実施される。国民議会は、前項の総選挙後の第三木曜日に、国民議会は当然に
集会する。」cité in G. Berlia, La révision constitutionnelle, RDP. 1955. p.174 ; D. Vigne, La révision 
constitutionnelle française de 1954, Jahrbuch des öffentlichen Rechts der Gegenwart, 1958, vol. 7, p.265, 
note 12. 
401 深瀬・前掲論文「フランス第五共和制の成立とその基本構造」３０～３１頁。 
402 G. Burdeau, op. cit., p.575. 
403 G. Vedel, Les institutions de la Quatrième République, in La Quatrième République. Bilan trente ans 
après la promulgation de la Constitution du 27 octobre 1946, op. cit., p.21. 
404 ベルリアの説くところによれば「幾らかの議会内指導者たちが解散を手に入れる際に用いる常軌を逸した
熱狂、これは国家の近い将来に対する憂いの表れであるよりは寧ろ、再選への懸念の表れであった。そこで追
求された目的が、可能な限り多くの政友たちの議会への帰還であったとしても（仮にそれが単に自分自身の再
選でなかったにしても、である）、何れにせよ、この様な企図が純粋なものでないということは疑いがない。
その欠陥を糊塗することが望まれていたもの、それは選挙法だったのである。」G. Berlia, La dissolution de 
l’Assemblée nationale de décembre 1955, la dissolution et le régime des pouvoirs publics, RDP, 1956, 
pp.130-131. 
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第６章 第三共和制・第四共和制；大臣責任の非実効性とその諸要因 
 
 第１節 事実上の会議政体における大臣の地位；政治的決定権の不在 
  第１款、第三共和制下における議会の独裁的地位 
  第２款、第三共和制下における政府の地位低下 
  第３款、戦後における議会制の合理化の試み 
  第４款、第四共和制における第三共和制的基本構造の維持 
 第２節 デクレ＝ロワ常態化と大臣責任 
  第１款、第三共和制下におけるデクレ＝ロワの生成と展開 
  第２款、第四共和制における基幹法 loi-cadreシステムとデクレ＝ロワ体制の再生 
  第３款、政治責任の生成に失敗した両共和制 
 小括 
 
フランスの政治・社会風土から、君主制復活の現実味を事実上一掃したという点において、第三共和
制は体制転換の連続に終止符を打った。しかし、アンドレ・タルデューは、体制の安定化を達成した第
三共和制に残された課題が、「権力の安定」を達成することにあるとみる1。内閣の危機は一年に二度訪れ
る恒例行事であり、そうである以上、大臣衆は仕事を覚えるのに５か月を与えられるが、彼らの６か月
目の仕事は自分の後任者探しだ、との強烈な皮肉は2、傍観者が語れば気の利いたアネクドートであって
も、政治生活の当事者の口から語られている以上、些か病的である。かような消息は、恒常的に生じて
いた議会主導での倒閣が真正の政治責任の表明－そうであればそれは議会制の生理現象である－を構成
せず、議会による執行府の実権行使の封じ込めと従属化を招来していた点において、まさに議会制の病
理現象であった。大臣の政治責任は、その存立の前提条件としてハードルの高い要求を行うものである。
国家元首が無答責であることにより政治的決定権が下方委譲されていること、議会による問責が大臣衆
から成る内閣の総辞職に結びつくこと、この二条件に関しては、第三共和制はその憲法によってではな
く、習律によって実現し得ていた。しかし、この二つに加えて、大臣衆からなる政府に政策決定権が保
持されている必要がある。第三共和制はこの三つ目の条件を全く満たすことが出来なかった。政策決定
は事実上両院に独占されていたから、政府は自らが決めた訳でもない政策については責任の取り様がな
い。従って、体制の運営は内閣の政治責任に基づいて運行されることが出来ない。会議政体へと変容し
た第三共和制は、大臣をして議会の従属者とすることとなった。後述する通り、第四共和制の制憲者た
ちが第三共和制下の政治生活の実態に対して問題意識を持ち、政府の安定性を確保すると言う方向性の
下で諸権力の均衡を実現させようと自覚的に取り組んだのは事実である。しかし、その取り組みが全く
功を奏せず、新体制成立から僅か数年の裡に第三共和制以上の不安定な統治体制の中に落ち込んでいっ
たのもまた事実である3。  
                                                     
1 「、、、共和制がフランスに対して体制の安定化を齎したにしても、権力への安定性付与という点に関して
は欠けている。」A. Tardieu, La révolution à refaire, t. II : La profession parlementaire, Flammarion, 1937, 
p.250. 
2 J. Simon, Le régime parlementaire en 1894, Rev. pol. parl., 1894, p.11. 
3 情況は明らかに第四共和制の方が深刻であった。第四共和制は１２年間というその存続期間において、２１
の内閣を数えることとなったからである。１９４７年１月のラマディエ内閣組閣から、１９５８年１月のドゴ
ールの政府に至るまでの各内閣の平均寿命は７カ月を割っている。内閣の危機によって生じた権力の空白期間
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 それ故、実定憲法の次元においては１８７５年にも１９４６年にも大臣の政治責任原理が明確に規定
されていたこと、而して、かかる責任原理が「従属」の実態に置換されていたこと、それ故、両憲法の
規定対象としての政治生活が会議政体に変質していたこと、これらの事実から、第三共和制と第四共和
制は、こと大臣責任制の視角から眺めるとき、本質的に異なった体制とは思われない。デュヴェルジェ
も「第三共和制と第四共和制は番号が異なるだけといったのはどの諧謔家であろうか4。」と一流の皮肉を
述べている。無論、１８７０年から１９５８年という１世紀近い歴史が、何らの変化も無い風景に過ぎ
ない訳ではない。この１世紀近い議会政は均質な一枚岩の性格を持つものではなく、政治生活の実態は
よりニュアンスに富んでいたであろう。しかし、後述の行論によって－飽くまでも大臣責任の視角から
眺めれば－戦前と戦後での政治風景は、代わり映えのしないお決まりのものであり5、第三共和制と比べ
た際の第四共和制の「特殊性」なるものは、飽くまでも制憲者政治アクターの主観的願望の中の構築物
に留まる（第１節）。 
この様な性格規定を下す以上、本研究にとって、戦間期におけるデクレ＝ロワ体制の確立を如何に性
格付けるか、という問いは避けて通れない。デクレ＝ロワ恒常化が、内閣による政策決定権を些かなり
とも実質化させ、大臣衆を飽くまでも従属させようとする議会の側からの圧力が和らいだと解すること
は可能であろう。とはいえ、斯かる授権法万能の体制が、大臣責任を実質化させるだけの真正の政治権
力を構成することに成功したと結論付けることは難しい（第２節）。 
 
   第１節 事実上の会議政体における大臣の地位；政治的決定権の不在 
 
 第三共和制が極めて強度の政府の不安定性に常に苦しめられていたことは周知の事柄に属しており－
デュヴェルジェを引くだけで十分であろう6－これに関しては贅言を要しない。１８７０年から１９４０
年にかけての７０年間で１００代を越える内閣が絶え間ないリズムで代変わりしていた。これほどの政
府の不安定性は、１８７５年憲法が規定する基本的枠組みを完全に逸脱していた。あるべき統治枠組が
二元的議院内閣制である以上、統治の諸機能は、共和国大統領、大臣衆からなる内閣、上下両院からな
る議会の三者の間で－本来、憲法的諸法律の規定上は共和国大統領の優位性が帰結する筈なのである7－
一定の均衡の下に配されなければならない筈である。しかし、デュギが観察しているように「現実には、
政治権力は、フランスに在っては、二つの国民代表機関、すなわち元老院と代議院に排他的な形で属し
ている8」のが実態であった。より一層当事者意識の濃密な表現を借りれば、そこでは「議会の独裁」（ア
ンドレ・タルデュー）があった（第１款）。この様な議会優位体制の生成には、フランス世論の分裂傾向
                                                                                                                                                                                  
は第四共和制の全期間を通算すると、実に９カ月にも及んでいる。これに関しては、H. Isaïa, L’instabilité 
ministérielle, in La Quatirième République. Bilan trente ans après la promulgation de la Constitution du 
27 octobre 1946, actes du colloque de Nice des 20, 21 et 22 janv. 1977, LGDJ, 1978, p.111. 
4 モーリス・デュヴェルジェ（時本義昭訳）『フランス憲法史』（みすず書房、１９９５年）１３３頁。 
5 「行政府不信」と「民意は議会によって代表される」という「伝統的な総意の理論」とに二つながら基づく
「フランス議院内閣制」を体現する点において第三共和制と第四共和制の共通性を浮き彫りにする論稿として、
杉原泰雄「現代議院内閣制－イギリスの場合とフランスの場合－」『公法研究』（第２３号、１９６２年）３
６～３７頁。 
6 フランスは憲法の安定と引き換えに政府の弱体と不安定を代価として支払った、と彼は確かに述べている。
デュヴェルジェ（時本訳）・前掲書１０９頁。 
7 R. Carré de Malberg, Contribution à la théorie générale de l’Etat, spécialement d’après les données 
fournies par le droit constitutionnel français, préf. E. Maulin, rééd., Dalloz, 2004, t. II, p.403. 
8 L. Duguit, L’Etat, les gouvernants et les agents, préf. F. Moderne, Dalloz, 2005, p.328. 
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と多党制とに基盤を置く内閣の不均質性が与って力があった（第２款）。大臣衆が自律的政治的決定主体
性を有していなかったという点において、そして議会の独裁が彼ら大臣衆をして従属的な客体の地位に
貶めていた点において、真正の大臣責任は現象しなかった。従って、統治の枠組は、二元的議院内閣制
という当為をかなぐり捨て、会議政体を現象させていた。 
 第四共和制の制憲者たちは「第三共和制の体制がその最後の時期において被っていた最も深刻な欠陥
が政府の不安定性であったことは異論がない」という事実認識の下、「かかる内閣の不安定性に対する治
療策」が重大な指針となり、彼らは「この様な留意は憲法案の或る一部分に存するのではなく、憲法案
起草者の精神の中にこそ存するのであり、起草者の精神は、安定性を増大させることによって政府の権
威を強化しようという方向を指向している。」と言下に強調していた9。彼ら１９４６年憲法の起草者たち
は、それ故、大臣責任の問題に関して、議会からのアクションを厳密に規律化・組織化することに注力
した。しかし、彼らのアプローチには、議会こそが全権全能であり、その権威の余光を以て大臣衆の権
威づけを行うという根本的発想が背後に控えていた限りにおいて10、新たな統治体制の構築と言うよりは
第三共和制の体制内改革としての趣が強かった。「国民議会の意思の優越」を基礎に置く、国民議会から
の内閣への権威づけの「契約」は、契約違反への制裁措置が内閣に対してしか存在しない、「片務契約」
だったのである11（第３款）。確かに、解放直後の諸勢力から提起された憲法構想は、何れも議会の政府
問責の必要性を重視しつつも、それへの厳格なレギュレーションがいっそう重視されていた12。斯様な発
想は当代政治思潮の圧倒的な最大公約数であり、１９４２年にアンドレ・フィリップによって提出され
た最初の憲法草案の第６－Ｃ条13、ポール・バスティドにより提案された憲法草案の第３６条第３項14、
                                                     
9 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., séance du 20 août 1946, p.3188. 
10 L. Sfez, Les idées constitutionnelles des socialistes français (1944-1964), in J. Gicquel et L. Sfez, 
Problèmes de la réforme de l’Etat en France depuis 1934, préf. M. Duverger, PUF, 1965, p.158. 
11 横尾日出雄「議会制における信任問題について－フランス第四共和制における『内閣の安定化』の方策－」
『中央大学大学院研究年報』（第１５号Ⅰ－１、１９８６年）４１頁。 
12「公権力間の諸関係は不安定性というリスクを予防するような形で修正された。不安定性というリスクの予
防、この目的のために、１９１８年以降に公布された欧州各国の憲法にインスピレーションを受けた様々なメ
カニズムがレジスタンスの提出した憲法草案の中には組み込まれていた。かかる草案は、政府責任追及の手続
と解散手続きとを合理化するものであった。」 J. Bougrab, Aux origines de la Constitution de la IVe 
République, thèse Paris I, 2001, Dalloz, 2002, p.217 ;「レジスタンスから提出された全ての憲法草案は、第
三共和制下における不安定性の主たる要因であった大臣質問手続を合理化することを模索するものであった。」
J.-E. Callon, Les projets constitutionnelles de la Résistance, textes rassemblées et présentés par J.-E. 
Callon, La Documentation française, 1998, p.38. この点に関しては、特に以下も参照。S. Berstein, La IVe 
République : République nouvelle ou restauration du modèle de la IIIe République ?, in S. Berstein et O. 
Rudelle (dir. ), Le modèle républicain, 1re éd., PUF, 1992, pp.361-363. 
13 草案第６－Ｃ条；「国民議会は、政府に対して、その一般政策について大臣質問を行う。この大臣質問は閣
僚評議会副議長と国民議会の指導者に宛てて発され、採られるべき政治的方向性に関する国民議会の意見を表
明して結ばれる。この意見が容れられなかった場合、国民議会は二度目の大臣質問によって閣僚評議会議長を
追及することができる。国民議会理事部に明示的な不信任動議が、討議開始の２４時間前までに、反対会派の
長によって付託され、かかる動議が可決された場合に在ってしか、内閣は倒されることは無い。内閣が総辞職
した場合、国民議会は新たな閣僚評議会議長を自らの絶対多数の表決を以て選出する。但し、立法期の３年目
以降は、不信任表決は自動的に国民議会の解散を生じる。かかる国民議会の解散は、国民議会議長が宣言する。
国民議会議長は諸委員会委員長の補佐を受けて、政府の長としての職務を臨時的に遂行する。新たな国民議会
は、国民議会解散のデクレが公布されてから２カ月以内に会同しなくてはならない。」cité in J.-E. Callon, op. 
cit., p.51. 
14 １９４２年にポール・バスティドにより提出された憲法草案第４章第３６条第３項；「大臣の集団的罷免を
伴う議院の評決はすべて明確かつ理由を付されたものでなければならない。議院は、第２０条規定の一般政策
に関する討議を許可する議事日程においてしか、かかる罷免を宣言することができない。大臣質問についての
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アンドレ・オーリウが１９４４年の自身の憲法案の中で主張した一規定15、全ての構想が議会による政府
問責と言う政治動態を法的領域に編入しようとする明確な意図に貫かれている。しかし、体制の再均衡
化にフランスは失敗した16。政府に対し長い存続期間を与えることは意識されていたが、執行府の自律性
に関しては全く考えられていなかった、換言すれば、内閣の政治責任論に無自覚だったからである。執
行権強化という方向性での体制均衡化の課題に、全能の議会の権威という基本的・絶対的発想から出発
すると言う点で、戦後フランスがその出発時点で抱えていた歴史的限界性であった。後に詳論する通り、
議会との対立の中で辞職は免れたとしても、精々、議会の見立てに従った形で統治の作用を為すのが第
四共和制の大臣衆にとっては関の山であった。やはりここでも、大臣の議会に対する「責任」に似て非
なる「従属」が、体制の運用を性格付けていた（第４款）。 
 
  第１款、第三共和制下における議会の独裁的地位 
 
 第三共和制下における議会の「独裁17」は、代議院と元老院による、一つは政府に対する質問 question、
いま一つは大臣質問 interpellation の濫用が、政府を完全に従属させることによって生じたと言える1819。
政府は信任問題の提出によって対抗できるというのが筋であったが、実を得なかった。かくして、１８
７５年憲法の規定する二元的議院内閣制は会議政体へと転換した。議会は政府を統制するのではなく嚮
導しており、政府の自律的な政策決定権が縮減され、大臣の政治責任は存立の余地を失う。 
第三共和制下においては、両院は政府への統制手法として、一方では質問権 le droit de question20を
用い、他方では大臣質問権 le droit d’interpellation21を用いた。この二つの技法は厳密に区別される
ものであり、単なる質問 questionに留まれば、それは口頭で為されようと書面で為されようと倒閣の危
                                                                                                                                                                                  
討議を許可する議事日程において、大臣質問では大臣質問が示す理由において、閣僚評議会議長による一人乃
至複数人の大臣の更迭に理由があるか否かを決することしかできない。」ibid., p.160. 
15 「大臣グループの安定性は、私見では以下の諸準則によって保証され得るものと思われる、、、第２、閣僚
評議会議長は、上院の意見を必要とすることなく、ただ共和国大統領の同意のみを以て、下院を解散すること
ができる。第３、不信任評決はすべて、第一回投票から早くとも２４時間、遅くとも４８時間以内に、議論な
しで行われる第二回投票において示されなくてはならない。そこでの大臣の政治責任は個人的なものでも集団
的なものでもあり得るが、内閣の政治的進退は閣僚評議会議長によってのみかけられ得る。閣僚評議会議長で
はない一人の大臣が自身の所管する省庁の管理に関して信任を失ったときは、閣僚評議会議長は４８時間の期
限内において、当該大臣を罷免するか、或いは当該大臣に対する連帯を表明し、自身の内閣の維持の為に信任
問題を提起するか、何れかの選択を行う。内閣が信任を保持したとき、当該大臣は職務に留まる。閣僚評議会
議長が信任を得られなかったとき、上述の原則に従って国家元首の下院解散のデクレを得られなかったときは、
内閣の辞職を表明する。」ibid., pp.185-186. 
16 G. Vedel, Manuel élémentaire de droit constitutionnel, réédition présentée par G. Carcasonne et O. 
Duhamel, Dalloz, 2002, p.460. 
17 A. Tardieu, op. cit., t. II, p.247. 
18 Th. Ferneuil, La réforme parlementaire par la révision du réglementaire de la Chambre, Rev. pol. parl., 
1894, p.20. 
19 E. Spuller, Quartorze mois de législature, Rev. pol. parl., 1895, p.3. 
20 第三共和制下における質問権を巡る問題に関しては、 E. Pierre, Traité de droit politique, électoral et 
parlementaire, Editions Loysel, 1989, t. II, no 650 à 654, pp.783-790 ; Joseph-Barthélemy, P. Duez, Traité 
de droit constitutionnel, Editions Panthéon-Assas, LGDJ, 2004, pp.698-700 ; M. Ameller, Les questions, 
instrument du contrôle parlementaire, thèse Paris, 1962, LGDJ, R. Pichon et R. Durand-Auzias, 1964, 
pp.25-51 et pp.117-125. 
21 第三共和制下における大臣質問を巡る問題に関しては、とりわけ以下を参照、A. Beau, op. cit., pp.7-92 ; E. 
Pierre, ibid., t. II, no 655 à 674 bis, pp.790-815 ; Joseph-Barthélemy et P.Duez, ibid., pp.700-704. 
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機を惹起するものではない。ところが、第三共和制下の両院は、政府に対して自身の意思を押し付ける
ために、質問の大臣質問 interpellation への切り換えを頻繁に行っていた。 
質問権に関して院内規則が規定を行うのは第二共和制以来の慣行である22。第三共和制下において、政
府に対する質問の手続は１８７６年６月１０日に採択された元老院規則第７章第８２条23によって、そし
て１８７６年６月１６日に施行された代議院規則第６章第４７～４９条24によって、規定されていた。質
問を受ける大臣による事前の同意という要件に関する代議院規則の沈黙に関しては、ガンベッタが解説
している。彼は、１８７９年６月５日の会議において「議会の権利に関しては、先例と議会規則によっ
て、次の事柄が確立されている。すなわち、質問 question は何時でも提起することができるが、但し、
質問の対象となっている権限あるところの大臣が質問に回答することに同意しているときにあってしか、
質問は展開され得ない、ということである。 、、、何故なら、回答する者が居ないのに質問を出すこと
など可能なはずもない、というのは当然の事理だからである25。」と述べており、そして大臣が質問
question を拒んだ場合について「大臣質問権 droit d’interpellation が保障されているのは、かかる
拒絶に備えてのことである。大臣質問は厳格な権利 droit strict である。規則及び先例から見れば、そ
れは一般的あるいは個別的な物であり得る。質問 questionが任意のものでしかないのに対して、大臣質
問は真の少数派の権利であると言える。というもの、質問の場合は、二者、すなわち、政府と代議院議
員の存在が必要だからである。大臣質問は厳格な権利である。ひとたび大臣質問が為されれば、そのた
めの時間が確保されなければならず、討議が開始される時間の決定については、政府ではなく、議院に
その権利が属するからである26。」と。したがって質問権は、その行使が議事日程 ordre du jour の採択
で締めくくられる訳ではない以上、直接的な形で倒閣に繋がることはない。しかし、質問が大臣質問に
切り換えられうる以上、単なる質問権の行使であっても、間接的な形で内閣総辞職を惹起しているとも
言える。なお、質問権の行使は書面ではなく口頭で行われることも、第三共和制に至るまでのフランス
憲政の伝統であった。書面による質問権の行使は、２０世紀初頭に入って、１９０９年６月３０日の代
議院決議27、１９１１年１２月７日の元老院決議28によって登場したものである。イギリス議会政の方向
                                                     
22 この点に関して、大石眞『議院自律権の構造』（成文堂、１９８８年）５４～５９頁。 
23 元老院規則第８２条；「大臣が質問に対して同意したとき、議長は大臣に対して質問を望む全ての議員に対
して発言の機会を与える。質問者は二回以上発言することはできない。質問者以外の議員は質問に参加する権
利を持たない。」同規定に関しては、R. Bonnard, Les règlements des assemblées législatives de la France 
depuis 1789, notices historiques et textes, Recueil Sirey, 1926, p.444. 
24 代議院規則第４７条；「議員から政府構成員への質問は、各会議の開始あるいは終了時に行われ得る。」第
４８条；「権限ある大臣に対して宛てられたかかる質問に対しては答申 avis が与えられ得る。」第４９条；
「質問を提起した議員は、簡潔に反論する権利のみを持つ。」ibid., p.474. 
25 CD, JORF, déb. parl., juin 1879, no 153, séance du 5 juin 1879, pp.4774-4775. ガンベッタが当時の代議
院議長であった。 
26 Ibid., p.4775. 
27 代議院規則第４７、４８、４９条を改正する１９０９年６月３０日決議。第４７条；「全ての議員は大臣に
対して、書面または口頭で質問をすることができる。」第４８条；「書面での質問は、簡略な形で作成され、
議長に付託される。－付託から８日以内に、質問は、大臣からの回答とともに印刷されなくてはならない。－
大臣は、公益に基づいて回答することができない旨書面で宣言することができ、あるいは、例外として、回答
の為に必要な情報を収集するための期間を要求することができる。」第４９条；「口頭での質問は、あらかじ
め大臣による同意が与えられた後、会議の開始または終了時に行われる。－質問を行った議員のみが、簡潔に
反論する権利を持つ。」R. Bonnard, op. cit., p.498. これらの規定は１９１５年２月４日の新たな代議院規
則（第１１８条から第１２０条として）にも挿入された。ibid., p.525. １９１５年のこの新たな代議院規則に
おいても、大臣質問に関しては、それが１８７６年６月１６日の代議院規則中に当初規定されたものから格別
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を指向するこの改革は、時短と口頭質問に適さない案件（例えば外交に関わる事柄等）への政府統制を
意識するものであったが29、大臣質問の増加とは裏腹に質問権の行使がそのプレゼンスを低下させていく
のに伴い、然したる実を得なかった。質問権及び大臣質問に関する議会政改革においては、ジョゼフ＝
バルテルミイが政論家として所を得た、彼の政治アクターとしての所為が果たした役割が注目される。
１９２６年６月３日、代議院議員ジョゼフ＝バルテルミイは代議院に提出した報告書の中で、質問権の
濫用を回避しつつ、しかも口頭での質問権行使を再活性化することが必要であるとして、次の様な－主
として質問権行使に係る「規制」を中心とした－改革を提起する30。第一に「時期的な制約 limitation 
temporelle」を設けることである。彼は、口頭での質問は会議の終わり、月曜日と水曜日のみに限定さ
れるべきだとする。次に、発言時間の制限である。最も重要な点は、質問の大臣質問への切り換えの禁
止である。バルテルミイによる報告書提出の後、７月１５日、エルネスト・ラフォン Ernest Lafont 代
議院議員による、質問を受ける大臣からの事前の同意の排除という重大な修正が付け加えられ、修正は
大多数の賛成を得て可決されている31。従って、１９２６年以降、大臣は自らに対して宛てられた質問に
対して応えることが義務付けられ、他方で、質問の大臣質問への切り換えによる不意打ちの倒閣は為さ
れなくなった。 
個々の大臣及び内閣の議会に対する従属を決定づけたという点では、質問権よりも大臣質問の制度の
方が重大な意味を持つ。院内規則による規律の対象に含まれている点では大臣質問も質問権と変わりな
いが、前者は憲法的諸法律の成立に先立って、１８７０年２月２７日に採択された立法院規則 règlement 
intérieur du Cour législatif第５章第３３条～第４１条によって32、第三共和制黎明期において既に規
定を受けていた。憲法施行後は、元老院規則第７章第８３～第８７条33、代議院規則第６章第３９～第４
６条34に規律は受け継がれた。単なる質問権の行使と大臣質問権との相違は、後者は必要的に、質問対象
を明示した議長宛ての「書面」で為されなくてはならないという点にある35。なお、大臣質問に関しても、
いちおう、議院による討議日程の決定にあたって、政府構成員の同意が要求されていた36。議事日程が決
議付き motivé か否か pur et simple の何れかの形で採択されるのも、七月王政以来の慣行に倣っている
37。 
                                                                                                                                                                                  
の修正も施されずに維持された（第１１１条から第１１７条）ことに注目。R. Bonnard, op. cit., pp.524-525. 
28 この点に関しては、R. Bonnard, op. cit., p.70. 
29 Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.699. 
30 Rapport fait au nom de la commission du règlement charge d’examiner la proposition de résolution de 
M. Joseph-Barthélemy et de plusieurs de ses collègues, tendant à modifier un certain nombre d’articles du 
règlement de la Chambre des députés pour établir un statut de la séance publique, CD, JORF, doc. parl., 
Ann. no 2945 à la séance du 3 juin 1926, pp.751-758. 
31 CD, JORF, déb. parl., 16 juill. 1926, no 95, 2e ésance du 15 juill. 1926, pp.2883-2900. 
32 R. Bonnard, op. cit., pp.418-419.  
33 Ibid., pp.444-445. 
34 Ibid., pp.473-474. 
35 元老院規則第８３条第１項および第２項；「大臣質問を行おうとする全ての議員は、その要請を書面で議長
に提出する。この要請は大臣質問の対象を疎明する。議長は元老院においてその要請を朗読する。－議員から
議員に対する大臣質問は禁止される。」同様にして、代議院規則第３９条。 
36 元老院規則第８３条第３項；「元老院は、政府構成員の一人からの同意を得た後、大臣質問が行われる日程
に関して、討議なしで起立採決する。－内政に関する大臣質問は一か月を超えて延期されることはできない。」
これと同様の規定は当初代議院規則中には存在しなかったが。１９１１年１１月８日、１５日の二つの決議に
よって導入された。 
37 元老院規則第８４条；「大臣質問に関する理由を付した如何なる議事日程であれ、それを朗読する議長宛て
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但し、この様に規律された大臣質問権は、濫用され、大臣衆の従属化に繋がり得る要素を十分に伏在
させていた。第一に、既にガンベッタが指摘していた通り、大臣質問権は－議会多数派の権利として理
解されていた七月王政下のそれとは異なって－上下両院の議員「個人」の権利として理解されていた。
従って、院内少数派は、現実的な障害物無しで、かかる統制手法を濫用するだけの能力を潜在的に有す
ることとなり、事実内閣総辞職が惹起されてきた38。更に、議員による単なる質問権の行使に際しては、
「質問対象の当該大臣」による質問の受諾が必要的に要請されていたのに対して、大臣質問の場合は飽
くまでも「政府構成員の何れか任意の一人」によるだけで、攻撃対象の大臣に着座を強いることが可能
であったから、この点からしても、議会内少数派に付与された非常に強力な政府攻撃手段であったと言
うこととなる。 
 大臣質問は、第一に議会多数派に権力基盤を持つ内閣をも倒閣した点、第二に組閣の時点、或いは今
まさに組閣されようとしている内閣に対しても容赦なく行使され、内閣の流産に繋がった点において、
第三共和制の政府の不安定の最大要因であった。前者のケースは、既に見たマルヴィ事件に関して、マ
ルヴィの任命責任を問う大臣質問によって倒閣したパンルヴェ内閣のケースが代表的である39。後者のケ
ースに関しては、１９１４年６月の第四次リボ内閣総辞職の実例がある40。新内閣の構成に対する二本の
大臣質問が一つは不信任を、いま一つは信任を表明する議事日程の採択に繋がった後41、不信任動議付き
議事日程に対して、優先議案が主張され、かかる優先議案によって、閣僚評議会議長は信任問題の提出
を強いられた42。優先議案は３０６対２６２で可決され、不信任動議付き議事日程は３７４対１８７で可
決され43、第４次リボ内閣は組閣四日後の１９１４年３月１３日に総辞職している。 
 大臣質問はその量的側面からしても過剰気味であり、例えば１８９３年から１８９４年にかけて２９
                                                                                                                                                                                  
に sur  le bureau du président、書面で起草されたうえで付託されない限り、提起されることはない。－理
由を付さない pur et simple 議事日程は、要請されれば常に優先される。」この規定は全くそのまま代議院規
則第４１、４２条において繰り返されている。更に加えて代議院規則第４３条は「理由を付さない議事日程が
採択されず、以下の条項に従ってその議院執行部への送付が命じられないときは、議長は理由を付した議事日
程を議院の表決に付す。－評決は優先問題 question de priorité に関して議院により決定される。」元老院規
則８５条；「理由を付さない議事日程が否決された場合、政府からの要求があった場合、その執行部への送付
は権利である。－この送付は、議院によっても、その構成員の一人からの要請に基づいて為される。－いずれ
の場合においても、委員会が組織され、その報告に基づいて議院は緊急を要する事案として簡略に決定を行う。」
同様の規定は代議院規則第４４条にも現れている。元老院規則第８６条；「先ず委員会決議が表決に付される。
－委員会決議が採択されれば、大臣質問は終了する。－否決された場合、理由を付した議事日程に関して、そ
の議論された順序にしたがって決定が下される。ただし優先問題が議事日程の何れかに関して有利な形で決定
されていないという条件が伴わなければならない。－否決された場合、大臣質問は表決に付された最後の議事
日程について為される表決によって終了する。」この規定に相当するのが代議院規則第４５条である。元老院
規則第８７条；「提出者によって撤回された大臣質問の要請は、別の議員によって再び提出されることができ
る。」この規定に相当するのは代議院規則第４６条である。 
38 J. Laferrière, Manuel de droit constitutionnel, 2e éd., Montchrestien, 1947, p.1097 が指摘する通り、内閣
の進退に関わる表決に関しても、表決に当たっての多数決の要件が院内規則で定まっていなかった点、大臣質
問が容易に倒閣に繋がる素地があった。 
39 CD, JORF, déb. parl., 14 nov. 1917, séance du 13 nov. 1917, pp.2940-2954. 
40 CD, JORF, déb. parl., 13 juin 1914, séance du 12 juin 1914, pp.2448-2463. 
41 提出された優先議案は「先ごろ行われた普通選挙によって示された意思を尊重する代議院は、左翼の力の結
集を実現する能力のある政府に対してのみ信任を付与することを決議し、如何なる補足も拒否し、議事日程を
通過させるものとする。」と述べていた。ibid., p.262. 
42 Ibid., p.2463. 
43 Ibid. 
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１本の大臣質問が付託され、質問も１１５本が付託されている44。「絶え間ない大臣質問、わけても、自
身の政敵から為される攻撃に対して自身の個人的な政治生命、防衛のために為される日々の闘争を気に
かけた大臣質問によって内閣の権力が攻撃される45」状況下、元海相ラネサン Lanessan は『共和国の危
機』と題する書において、「内閣の一般政策について、あるいはヨリ正確に言えば内閣のこれこれの行為
に関して大臣質問が為されたとしよう。しかし、これは憲法に規定されているように、執行権の統制を
目的としていたり、執行権の行為の修正を目的としているのではない。ただ大臣の椅子を狙ってのこと
なのである46。」と指摘し、ユジェーヌ・スピュレルも「大臣質問の極めて大多数が、無駄で、さもしく、
時として下劣であり、演壇には相応しくないものである47。」「今日用いられている手続では、大臣質問を
欲する者が欲するときに大臣質問を行っている。……時間は早い者勝ちで取られてしまっており、気ま
ぐれを満足させるためだけに時間が使われている。この様な手続は明らかに悪徳に満ちたものであり、
改革する必要がある48。」大臣質問は議会に割り当てられた執行府「統制」の手法ではなく、大臣衆を議
会に従属させ、執行権の領域を絶え間なく浸食する立法権にとっての「統治」手段となっていた。 
以上の様な議会からの対政府行動手段の過剰に対して、信任問題は政府が対抗手段として用いること
ができ、自身の提起した法文を押し通そうとするときに用いることができる数少ない手段である筈であ
る。事実、信任問題は第三共和制において、頻繁に用いられていた49。議院内閣制における均衡という観
点からは、解散権が封じられた第三共和制下の議会においては、大臣質問に対するカウンターパートと
しての信任問題が有する意義は重大な筈である。しかし、制度の欠缺・規律密度の低さと、当代の政治
アクターの人格的・情況的諸要素が相俟って、信任問題は全く逆立した方向を向いてしまっていた。議
員個人の質問権、そして大臣質問が院内規則による組織化を受けていたのとは異なり、信任問題は一切
の制定法規範の規律対象とならなかった。信任問題の付された政府提出法案に対する表決の意義につい
ては内閣の解釈ひとつにかかっていた。議院多数派による不信任表決など何一つ議決されていないのに
もかかわらず、信任問題に対して得られたところの表決が政府からすれば「十分に」好意的なものでな
い、と解されることとなったら、政府は総辞職を選択する可能性があった。 
事実、第三共和制下においては議院多数派からの信任を得たにもかかわらず政府が辞職を表明するに
至ったという幾つかの事例が記録された50。例えば、１９０２年６月７日に組閣したコンブ Combes 内閣
は、議会による「直接的な」不信任が表明されていないにもかかわらず、１９０５年１月２４日に総辞
                                                     
44 Ibid., p.241.  
45 Th. Ferneuil, Nos moeurs parlementaires. D’où vient le mal ? Où serait le remède ?, Féret et fils, 1895., 
p.19. 
46 J.-M.A.L. de Lanessan, La crise de la République, Librairie Félix Alcan, 1914, p.284. 
47 E. Spuller, op. cit.,., p.5. 
48 Ibid., pp.5-6. 
49 尤も、政府の側に問題がなかったわけではない。本来的には信任問題は、当該内閣が自身の存立を掛けるに
値するような内閣の目玉政策に係る法案に関してのみ用いられる切り札である筈だが、第三共和制下の諸内閣
は、両院が大臣質問を濫用しがちであるのと同様に、信任問題を濫用しがちであった。例えば、アンドレ・タ
ルデュー内閣は１９２９年１１月から１９３０年１２月にかけて－実はその間に極めて短命なショータン内
閣が成立したことによる数週間の中断を挟んでいるのだが－その内の議会会期８か月間において信任問題を
６０回も提起していた。これに関しては、A. Tardieu, La Révolution à refaire, t. I ; Le souverain captif, 
Flammarion, 1936, p.49. 尤も、濫用されることによってその力を強め過ぎた大臣質問とは異なり、信任問
題の場合は、その濫用が却って政府の不安定を惹起しかねないところに問題の核心があった。 
50 以下の事例に関しては、N. Havas, La responsabilité ministérielle en France, Contribution à une 
approche historique des responsabilités politiques et pénale des ministres de la Révolution de 1789 à la Ve 
République, Dalloz, 2011., pp537-.538. 
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職した。代議院多数派は、政府に対する不信任を明示する代わりに、代議院議長選挙と言う婉曲的な手
法を用いていた。１９０５年１月１０日の会議において、代議院は結局ドゥメール Doumer を議長に指名
したが、この指名は当初議長職を打診されていた政権寄りのブリッソン Brisson を差し置いて為された
ものであった。コンブ内閣倒閣を狙う代議院の意図は明らかであった。新たな代議院議長ドゥメールは、
就任当日に次のような演説を行った。「私は諸君らが私に投票した意図について誤り、幻想を抱いたりす
ることはない。全ての政治的考慮の外で、、、美徳と務めとが為されるのであれば、、、このような名誉に
向けて駆り立てられるべき唯一の人々が存在する。それは私ではない筈だ51。」この様なマニューバは成
功し、数日後に内閣は総辞職した52。更に顕著な事例を付け加えれば、１９３８年１月１５日のショータ
ン内閣の総辞職は、信任問題に係る議事日程が議決される前に為されている。急進社会党、社会党と共
産党から成る政権与党は、しかし、急進社会党によって主導される首相の経済－財政政策に反発を深め、
１９３８年１月１４日、代議院で首相が公然と攻撃されることとなった。共産党は、信任問題が提起さ
れた際は表決に加わらず棄権する、と政府に通告したのである53。これに対して閣僚評議会議長は、これ
以降は多数派の中に共産党を含めないで遣っていくことになるだろうと述べて反論した54。人民戦線の維
持の為に社会党員も閣外離脱を決意するに至って、ショータン首相も－別段、表決によってサンクショ
ンを受けた訳でもないが－辞職する以外に選択肢がなくなったのである55。 
以上の諸事例が示しているのは、議院多数派から圧力を掛けられた場合における、当代の諸大臣衆の
極度の感受性の高さである。信任問題に対する表決に対する如何なる多数決の条件も規定されていない
という欠缺を有する政治制度が、自らの政治家としてのキャリアの安泰を内閣の安定性よりも優先させ
る政治人士によって運用されるとき、対議会掣肘作用は逆立し、却って政府の不安定を加速させた。信
任問題の提起は、提起者・提起のタイミングともに、一体如何なる規制も受けていなかったので、第三
共和制下の議院内閣制は、首相欠席中に一閣僚が提起した信任問題の結果、内閣総辞職が生起すると言
う支離滅裂な情況にまで陥っていた56。信任問題の提起が大臣衆の連帯的責任と十全に結合する消息は、
第三共和制下においては観測され難い。 
 
     第２款、第三共和制下における政府の地位低下 
 
 １８７５年の憲法的諸法律は、飽くまでも第三共和制が二元的議院内閣制－政府は国家元首と両院に
対して二重に責任を負いながら統治は運行する－の共和国であることを規定している。しかし、既に前
章でも確認された様に、体制の実際は、憲法典の枠外で、憲法的諸法律の規定の歪曲された運用によっ
て、先ず最初に一元的議院内閣制へと急速に変容し、その後立法議会の圧倒的優位性が確立することで、
会議政体の共和国としての相貌が定着した。一元的議院内閣制を「諸権力及び諸権力作用の混同」を本
                                                     
51 CD, JORF. déb. parl., 13 janv. 1905, séance du 12 janv. 1905, p.8. 
52 同様の事例としては、スタヴィスキー事件の渦中でのダラディエ内閣がある。この事例に関しては、 
N. Havas, op..cit., p.538. 
53 CD, JORF, déb. parl., 14 janv. 1938, no 2, séance du 13 janv. 1938, p.29. 
54 Ibid. 
55 このエピソードに関しては、B. Yvert (dir.), Dictionnaire des ministres (1789-1989), préf. J. Tulard, 
Librairie académique Perrin, 1990, pp.497-498. 
56 １９３０年２月２１日における第一次タルデュー内閣の総辞職は、タルデュー首相病欠中に蔵相アンリ・シ
ェロン Henri Chéron によって予算法律に信任問題がかけられ、代議院で信任が否決されたことに因るもので
ある。CD, JORF, déb. parl., 18 févr. 1930, no 25, séance du 17 févr. 1930, pp.770-773. 
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質とする体制であり、「権力均衡」と本質とする「真正＝古典的」議院内閣制とは制度的外被以外の何物
も共有していないから、一元的議院内閣制と会議政体の区別を論じる実益はないと見る見方（シャント
ブ）57を採るにしても58、第三共和制下の議院内閣制がその均衡を著しく失していたという結論に関して
は、凡そ異なる余地がない59。第三共和制（そしてその後の第四共和制にも基本形態は引き継がれるのだ
が）下において、「不安定性」（＝内閣の平均寿命の極度の低下）・「政策についての独立性の放棄」（＝解
散制度の封じ込めによる政府の自律性の無化）・「非能率性」（＝政策上の自律性喪失から必然的に導出さ
れる。第三共和制にあっては大戦への対処、第四共和制にあっては植民地問題への対処に関して）の三
点において顕著に表徴される「内閣の劣位」が生じていた60。 
本研究において重要な視角は、第三共和制下における極めて顕著な「政府の対議会従属」という現象
形態を、大臣の政治責任原理に基づく統治の現象形態と混同・同一視しないことである。一般政策を決
定していたのが大臣ではなかったという限りにおいて、大臣衆は政治的に責任あるものたり得ない。既
に見たように、責任は権力を保持する主体にとっての権力保持の徴表なのであり、それ故、大臣が政治
的に有責であるというのであれば、大臣は政治権力を有すると帰結されるのであり、また逆に、大臣が
政治権力を行使したならば、彼らは責任ある者とされなければならない。それ故、大臣が両院の単なる
吏員 agentであったならば、政府責任は存在し得ない。カレ・ド・マルベールが指摘しているように「内
閣は、本来大統領の掌中に属するところの権力を行使する吏員の如き様相は全く呈しておらず、相互に
峻別される二権力主体の紐帯に奉仕する媒介者の如き様相も全く呈していない。専ら、議会の権力と意
思とに支配された統治委員会 comité gouvernemental の様相を顕著に示している61。」大臣の政治責任は
会議政体下では存置され得ない。会議政体と執行府・大臣衆の政治責任は原理的に相容れない。政策決
定を行い、政策の実施に当たって嚮導作用を行使する主体は議会であり、政府を構成する大臣衆は両院
によって決定された政策を唯実行するだけの地位に甘んじている。第三共和制下、議院内閣制において
議会が事後規制的な「統制」作用を果たす文脈が排除され、事前規制型の「嚮導」作用を果たす文脈が
早々に成立した。かかる情況においては、前者の文脈においてのみ－かかる文脈においては行為主体で
ある大臣連の決定の自由がある－措定し得る大臣責任は観念できず、そこでの何らかの「大臣責任」の
現象形態は寧ろ大臣の「従属」として理解されるべきものである62。この意味で、セーヌ県選出の代議院
                                                     
57 B. Chantebout, Le régime parlementaire moniste, gouvernement d’Assemblée, in Le pouvoir. Mélanges 
offerts à G. Burdeau, LGDJ, 1977, pp.44-45.シャントブに対する批判として、清田雄治「フランス憲法学に
おける「議会統治制」概念の一考察」『社会科学論集』（第２５号、１９８５年）２１０頁以下。 
58 この点に関して、フランス議会制に素材を求めて説明するとき、論者は「歴史的理解では、議院内閣制は、
君主と議会の「均衡」本質型（フランスではいわゆるオルレアン型）と、議会に対する「責任」本質型（フラ
ンス第三共和制型）と、二分説が基準とな」ると説明するのであり、かかる理解は広く共有されていよう。清
水睦「議院内閣制における「責任」論について」『法学新報』（第１０７巻第７・８号、２０００年）２頁。
しかし、フランス公法学にとって永年の懸案となってきた理論的・実践的問題意識は、そもそも執行府と立法
府の間で一定の均衡が存在していなければ、前者の後者に対する、責任という言葉で表現される関係も成立し
えない、という点にある。均衡が存在していないとき、そこに生成する関係は前者の後者に対する従属関係に
過ぎない。この消息に関する簡潔・的確な祖述として、高野真澄「フランス憲法における代表民主制の展開」
『尾道短期大学研究紀要』（第１８集、１９６９年）７６～８０頁。 
59 なお、議院内閣制と会議政体（－議会統治制）の異同について、特に第四共和制を中心として論じる選考業
績として、横尾日出雄「議院内閣制と議会統治制（一）－フランス憲法と内閣の対議会責任性－」『比較法雑
誌』（第２２巻第４号、１９８９年）及び同「（二）」『比較法雑誌』（第２３巻第１号、１９８９年）。 
60 杉原泰雄・前掲論文「現代議院内閣制－イギリスの場合とフランスの場合－」３９頁。 
61 R. Carré de Malberg, op. cit., t. II, p.94. 
62 「大臣の政治責任と大臣の議会に対する単なる従属との相違」は、会議政体と議院内閣制との分水嶺である。
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議員という政治アクターとしての資格、そして自由政治学院 Ecole libre des sciences politiqueの憲
法学教授としての資格という二重の資格において語る当代の観察者、シャルル・ブノワ Charles Benoist
は、第三共和制フランスの統治主体は上下両院から成る議会であり、政府はその協力者であったと同定
している63。「統制権 pouvoir de contrôle」という言葉を遣い、上下両院がこの「統制権」を著しく増大
させていった傾向を指摘するユジェーヌ・スピュレル－元老院議員による、即ち現場からの証言－も、
かかる「統制権」に「政府の有する権力が帯びるすべての性格」が付与されていたと付言することを忘
れていない64。 
 如上、「現場」からの証言に基づけば、政府が議会意思に従属していることは明白であった。これらの
証言を、公法学者が「理論的」に再構成すると、それは第一に１８７５年２月２５日法律第６条の規定
を、政府への事後的「統制」制度ではなく、内閣に対して議会の側から為される事前的「嚮導」の制度
的枠組みとして把握されるという結論が導出され、第二に、第三共和制は議院内閣制共和国ではない、
という結論が導出される。かかる結論を二つながら提出して、デュギは、第三共和制は「議院内閣制 régime 
parlementaireではない。議院内閣制のカリカチュアである。 、、、政治プログラムを持たず、均質な多
数派を持たず、全体としてのイデーを持たず、全てを個人的利益の衝動と政治的、宗教的情熱に委ねて
いる、これが我々の議会である。そして斯様な議会が来る日も来る日も時の内閣を攻撃しているのだが、
議会による政府攻撃は言葉の真正の意味における統制ではないのである65。」と批判する。この様な第三
共和制議会制の情況について、第一にその本質は何か、第二にその生成要因は何か、第三にその窮極的
な問題性は何処にあるか、という三点について、ジョゼフ＝バルテルミイが簡潔に解答している66。第一
の答え－「厳密な意味での執行権の不在」。第二の答え－「一元的議院内閣制の生成・確立に伴う均衡の
毀損」。第三の答え－「執行権行使に関して、法的次元においては権限も任務も与えられておらず、実際
の統治能力に見合わない功名心の強さを持つ上下両院が執行権を行使すること；統治権－執行権行使に
係る責任者の不在」。 
第三共和制フランスが議院内閣制から会議政体へと著しく傾斜した要因としては、政府－閣僚グルー
プが連帯的であるために必要不可欠な一体性と均質性を有しなかったこと、有体に言えば議院内閣制に
適合した性質を有していなかった点も重要である。この様な事情は、第一に首相職の不在と内閣総理の
地位の低さという制度的要因による。この要因は、戦間期における政治改革の試みにも拘らず、根本的
                                                                                                                                                                                  
R. Capitant, Régimes parlementaires, in Mélanges R. Carré de Malberg, Sirey, 1933, p.51. 
63 Ch. Benoist, La réforme parlementaire, Plon-Nourrit, 1902, p.7. 
64 A. Spuller, op. cit.,., p.3. 
65 L. Duguit, Le fonctionnement du régime parlementaire en France depuis 1875, Rev. pol. parl., 1900, 
p.367. 更にデュギは『概説 traité』で、敷衍している。「、、、次のことを明確に確認しておかなければな
らない。その責任にもかかわらず、ではなく、寧ろ正にその責任によってこそ、内閣は積極的な役割を担わな
くてはならないのであり、自身が追行してきた政策が両院によって退けられた場合に身を退かなくてはならな
いという点を除いては、一般政策をどの様な方向に向けて推進するのか、自ら決定しなければならないのであ
る。もし、逆に、内閣が両院、或いは何れかの一院から発された衝動に任せるに留まっていたならば、そこに
は最早議院内閣制は存在しない。つまり、我々は憲法の外に在る、ということになる。そのとき、権力は両院
の裡の一院へと向かって集中し、内閣は議会との協働者たることを已めて、議院におけるこれこれの党派への
奉仕者となる。一言で以て言うのであれば、内閣は自分自身の政策を持たなければならない。自分自身の政策
を両院に対して擁護しなければならない。そして両院の裡の一院によって信任を撤回されたならば、その座を
去ることだ。」L. Duguit, Traité de droit constitutionnel, t. IV : L’organisation politique de la France, 2e éd., 
Albert Fontemoing, 1924, pp.816-817. 
66 Joseph-Barthélemy, Le rôle du pouvoir exécutif dans les Républiques modernes, Giard et Brière, 1906, 
p.685. 
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に解決されることはなかった。第二に多党制によって余儀なくされたコアリションによる組閣過程とい
う情況的要因が、確固たる政治責任の主体としての執行府の形成を難しくさせていたのである。 
憲法的諸法律に幾つかの条項が「閣僚評議会（閣議）Conseil des ministres」という言葉を用いてい
る以上、大臣衆から成る合議体が執行権を行使する、と言う発想を１８７５年憲法が前提にしていたこ
とは明らかであるが、しかし、憲法は「内閣 le Cabinet ministériel」を制度化している訳ではない67。
憲法は閣僚評議会議長の地位・役割を規定することもしていないから、これは明らかであろう。内閣総
理の職務は、大抵の場合、外相あるいは内相と兼担されており68、内閣総理と他の諸大臣の質的差異は存
在しなかった。カピタンが指摘するように、内閣総理と役職は大臣衆の中の何れか任意の一名に押し付
けられた余分な仕事に他ならない69。１９３０年代に至るまで、内閣総理には、その役職の為の格別の庁
舎も官僚組織も付与されていなかった。世界恐慌と言う未曽有の危機の中で統治機構の強化が要請され
る中、この様な「破壊的アナクロニズム70」の改革者となったのが、他でもないガストン・ドゥーメルグ
である。彼は１９２４年から１９３１年にかけて共和国大統領を務めた後で、１９３４年に首相職を引
き受けるという特異な経歴の持ち主であった71。１９３４年９月２４日にラジオ放送された演説の中で、
彼は「フィクション以外の何物でもない閣僚評議会議長」を「首相 Premier ministre」に置換するべく、
この職務に諸閣僚の仲裁者として相応しい権威を与える必要があると強調した72。ドゥーメルグによる憲
法改正案の衝撃は大きく、ラディコーの強い反発を受けて同内閣は法案の両院への提出を前に１９３４
年１１月８日に総辞職せざるを得なくなったが73、内閣総理の制度化という試みは、後継のフランダン内
閣によって実現することとなった。尤も、フランダン内閣によって実現した内閣総理の組織化は、憲法
改正によるものではなく、行政組織法上の改革によるものであり、ドゥーメルグによる当初の構想から
は幾分後退している。１９３４年１２月２４日の予算法律第２３条は確かに政府首班に対して六つの行
政機構を直属させ、政府首班に恒常性のあるカードルを付与することになったが、しかし、政府首班に
対して「首相 Premier ministre」という呼称を付与することはなく、飽くまでも「内閣総理の任に就く
                                                     
67 １８７５年２月２５日法律第４条；「本法律施行後生じる欠員に応じて、共和国大統領は、閣議において、
通常の職務にコンセイユ・デタ構成員を任命する。－前項により任命されたコンセイユ・デタ構成員は、閣議
の議を経たデクレによらなければ罷免されない。－１８７２年５月２４日法律に従って任命されたコンセイ
ユ・デタ構成員は、その任期が満了するまで、この法律が定める手続によらなければ罷免されない。－国民議
会の解散以後は、罷免は元老院の決議によってのみ宣せられる。」同法律第７条；「死亡ないしその他の理由
で大統領が欠けたときは、両院は直ちに新しい大統領の選挙にとりかかる。－その間、閣議が執行権を行使す
る。」訳文は辻村みよ子・糠塚康江『フランス憲法入門』（三省堂、2012 年）２４３頁に拠った。 
68 この点に関して、Joseph-Barthélemy, La présidence du conseil, Revue d’histoire politique et 
constitutionnelle, no 1, janv.-mars 1937, pp.125-129 ; J.-M. Guislin, Président du Conseil (IIIe, IVe et Ve 
Républiques), in J.-F. Sirinelli (dir.), Dictionnaire historique de la vie politique française au XXe siècle, 
PUF, 2003, p.1003. 
69 R. Capitant, La réforme du parlemenatarisme, in Mélanges R. Carré de Malberg, Sirey, 1933, p.340. 
70 Ibid. 
71 ガストン・ジェーズが指摘するように、第三共和制下の共和国大統領は、同輩たちの何れからも格別の憎悪・
顰蹙を買うことなく、自身の政治的キャリアを平凡無事に乗り切ってきた八方美人的政治家の花道を飾る為に
用意された名誉職であったのだから、その様に評することが出来るだろう。G. Jèze, La Présidence de la 
République, RDP, 1913, p.115 
72 G. Doumergue, Discours à la nation française, Denoël et Steele, 1934, pp.105-106. 
73ドゥーメルグによって提案された法文については、Le Temps の１９３４年１１月４日号に掲載されている。
ドゥーメルグによる憲法改正の試みに関しては、以下の研究を参照。Joseph-Barthélemy, La Constitution 
Doumergue, Rev. pol. parl. 1934, pp.225-248 ; S. Pinon, Les réformes constitutionnels des années trente. 
Aux origines de la Ve République, thèse Tours, 2002, LGDJ, 2003, pp.397-403.  
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大臣 ministre chargé de la présidence du Conseil」という表現を用いるに留まっていた74。この「内
閣総理の任に就く大臣」という表現を用いて、ボナールは、同改革は、諸大臣とは区別される機関とし
ての内閣総理を排除したものに留まり、内閣総理は同輩中の首席に留まったと指摘する75。首相職制度化
に関する戦間期の改革は、自律的な政策決定・内閣嚮導主体としての独任制機関を制度化することが時
期尚早であるという発想の下76、限定的なものであった。旧態依然たる名に、面目一新した実を伴わせよ
うとして、政府提出予算法律案に、「首相官房 secrétariat général de la présidence du Conseilの創
設」、「他の省庁のそれとは区別される固有の予算の内閣総理への付与」、「内閣総理の権限の画定」の三
項目を付け加える修正案が元老院で出されながらも77、しかし否決された点もまた、当代の改革の歴史的
制約を傍証する78。結局、１９３４年予算法律第２３条による内閣総理職の制度化を後から補完した立法
措置は１９３５年１月３１日のデクレのみであり79、このデクレによって内閣官房の組織化、そしてマテ
ィニョン宮がオフィスとして彼に与えられるという成果が挙げられたが、実際の内閣総理像を見れば、
改革の成果ははかばかしくはなかった。政党が細分化され、代議院における強固な多数派が不在だった
からである。従って、共和国大統領による人選は結局のところ、余程の意外な人物を無理筋に選ぶので
もなければ、誰を選ぼうと同じであり、人選は共和国大統領が自由意思によって－その後の批判と困難
を覚悟で－行わざるを得ない。その結果、閣僚評議会の議長として「共和国大統領に指名される人が真
に国民から支持された人物、或いは両院が望む人物であることは稀であった80。」それ故、議会多数派－
とはいっても大体において極めて相対的な意味においてである－からの首相選出が為されなかった場合
や、そもそも何処のコアリションが多数派か、共和国大統領が見極めるのが難しい場合には、共和国大
統領の首相指名権それ自体の意義が希薄化し、延いては指名された内閣総理の存在自体も希薄化する。
この様な事情は１８７９年１月に共和国大統領に選出されたジュール・グレヴィが、当人の固辞によっ
                                                     
74 １９３４年１２月２４日予算法律第２３条；「内閣総理の任に就く大臣は、自身の指揮監督の下に、以下を
有する。内閣総理に関する行政機構。アルザス＝ロレーヌの公共機関の最高執行機関。国防高等評議会官房。
全国経済評議会。全国労働評議会。全国総統計局。」D. 1936, IV, p.9, note Duclos, pp.9.-12. デュクロに拠
れば、「本条の目的とするところは、１８７５年憲法が規定せず、議会の慣行によって存在すべきところの職
務について修正を加えることではないし、立法を以てかかる職務を規定することでもない。つまり、本条は、
極めて間接的な形で閣僚評議会議長の権限の問題に関わるものであるに過ぎない。」ibid., p.9. 
75 R. Bonnard, La Présidence du Conseil, RDP, 1935, p.83. 
76 S. Pinon, op. cit., p.414. 
77 第２０条の２；「内閣総理の任に就く大臣は政府の一般的行動を指導する。－内閣総理の任に就く大臣は全
ての案件につき、諸大臣の行動、とりわけ複数の大臣に関係する諸省庁によって策定された計画に関して調整
を行う。」第２０条の２のＡ；「内閣総理の機関は以下より構成される。第一。首相官房。首相官房の職務は
次の通り。政府の長が閣議の議事日程に搭載する諸問題についての調査の準備。政府の決定の記録。諸大臣と
内閣総理付きの機関との連絡を保証すること。－内閣官房のカードルについては閣僚評議会議長のアレテによ
って指名されるものとする。第二。首相官房事務局 bureau du Cabinet de la présidence du Conseil。首相官
房事務局の任務は次の通り。資料調査。文書記録保存。会計。同事務局は内閣総理に終身で配属された公務員
fonctionnaires définitivement affectés à la présidence du Conseil によって構成される。」第２０条の２のＢ；
「以下の機関が内閣総理に結合される。全国経済評議会 Conseil national économique。軍事高等委員会 la 
haut comité militaire。国防高等評議会 Conseil supérieur de la défense national。」第２０条の２のＣ；「内
閣総理と、本法律に拠って内閣総理に結合された諸機関或いは将来の法律に拠って内閣総理に結合されること
となる諸機関に対して１９２６年以降割り当てられてきた予算は、他の省庁とは区別される予算として結合さ
れる。」Sénat, JORF, déb. parl., séance du 20 déc. 1934, p.1460 ; P. Duclos, D, 1936, IV, p.11. 
78 この修正案とその否決に関しては、R. Bonnard, La Présidence du Conseil, op. cit., pp.86-89 ; S. Pinon, op. 
cit., pp.414-417. 
79 JORF 2 févr. 1935, pp.1330-1331. 
80 Joseph-Barthélemy, La présidence du Conseil, op. cit.,p.94. 
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て、同年１１月までレオン・ガンベッタの首相指名が頓挫したというエピソード以来、第三共和制の議
院内閣制を通底する性格として定着した81。原則的には政府の長に属している筈の諸特権が、現実には代
議院議長によって行使されるという情況に立ち至ることとなった。ジュール・フェリー内閣（１８８０
年９月２３日～１８８１年１１月１０日）以来、「多数派の真の長はブルボン宮の議長席に座していた」
のであり、例えば「代議院議長であったガンベッタはただ単に多数派の長であっただけでなく、彼は共
和国の主だった。彼は大臣を指揮し、高級官吏を招集し、外国の重要人物と連絡を取っていた」のであ
る82。フランス政治生活におけるトロイカ体制は、エリゼ宮、マティニョン宮、ブルボン宮それぞれの主
人によって運営されていたが、しかし、手綱を握っているのはブルボン宮の主人－代議院議長－であっ
た。エリゼ宮の主人は解散権という太い手綱を憲法的法律によって付与されていた筈だが、これはトロ
イカが走り始めて直ぐに千切れてしまい、マティニョン宮の主人は当初よりエリゼ宮の主人への従属位
に置かれ、後にも主人を代えただけで顔色の無さは相変わらずであった。最後のブルボン宮の主人のみ
が、幾つものしっかりとした手綱－すなわち、財務委員会と大臣質問権－とを握っていたから、彼は「先
ずは代議院を、次いで国家を、総理するための存在であった83」。こうして、責任政治の担い手としての
執行府－内閣の嚮導者としての内閣総理と一体・均質・連帯的な内閣－の形成は妨げられ、執行権の領
域が恒常的に立法府によって浸食された結果、権力の混同と均衡の喪失が齎された。 
 第三共和制歴代の内閣における不均質性は、責任政治の実施に当たって常に深刻な問題であった。云
うまでも無く、政治的指向を共有し、その結果として共通の政策綱領に合意しているという前提条件が
欠けていれば、均質な閣僚グループなど期待すべくもない。第三共和制下においては、政党と政治的諸
党派の多数分化が恒常的であったから84、内閣の安定性の前提条件となる議会多数派の安定性は85、極め
て稀な政治現象であった。第三共和制下では厳格な党内規律と政治的指向性における一枚岩的性格を持
った組織政党は存在せず、代議院内において形成されるのは烏合の衆としてのコアリション coalition
であることが殆どであった。従って、内閣は選挙人団よりも寧ろ代議院内におけるコアリションという
生成物からの、更にそのまた二次的な生成物として、極めて人工的な創作物であった。内閣はコアリシ
ョンを構成する各政党と、政党と呼ぶに値しないような諸フラクションからの信任をいちいち得て、得
られた信任を可能な限り全ての諸集団に対する関係において保持するべく努めなくてはならないから、
下院多数派が単一の組織政党によって構成されている場合に比べれば、困難は目に見えて明らかである。
組織政党が不在であり、従って下院における多数派が極めて流動的で不均質な存在であることの最大の
問題は、斯かる多数派が政策形成能力を欠いているにも拘らず倒閣能力は十二分に発揮するところにあ
る－つまり「議院内閣制の正常な機能を悉く不可能にする」ところにある86。第三共和制における多党分
立情況の本質的要因は下院選挙の方式にあった。１８７５年憲法自身は、代議院議員は直接普通選挙で
選出されなければならないと規定するに留まっていた。１８７５年１１月３０日の組織法律によって、
                                                     
81 J.-J. Chevalier, Histoire des institutions et des régimes politiques de la France de 1789-1958, préf, J.-M. 
Mayeur, 9e éd., Dalloz, Armand Colin, 2001, p.356. 
82 Joseph-Barthélemy, La présidence du Conseil, op. cit.,pp.120-121. 
83 J. Simon, op. cit., p.16. 
84 第三共和制下の政党に関しては、以下を参照。F. Goguel, F. Goguel, La politique des partis sous la 
Troisième République, préf. R. Rémond, Editions André Sauret, 1973, vol. I, p.357 et p.389 ; A. Hauriou, 
Les partis politiques et la Constitution, Rev. pol. parl, 1928, pp.383-395. 
85 M. Dogan, La stabilité du personnel politique sous la IIIe République, RF. sc. pol. 1953, p.348. 
86 L. Duguit, Le fonctionnement du régime parlementaire en France depuis 1875, op. cit.,p.371. 
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「曲面鏡 mirroir déformant87」として悪名高い、所謂「アロンディスマン投票 scrutin  d’arrondissment」
と呼ばれる単記二回投票制 scrutin majoritaire à deux tours が採用される88。例外的期間はあるもの
の89、第三共和制における政治権力は基本的にこの選挙方式によって構成されてきた。アロンディスマン
投票制は当代人士から数多くの批判を受けてきたが、批判はとりわけ、アロンディスマンが単位になっ
ている点で第二帝政下の官選候補者制度の影響を受けていることが明らかであり90、かかる投票方式が政
治生活に精神風土の堕落を促進している、という点に向けられていた。代議院議員たちは全国民の代表
であるよりもアロンディスマンへの奉仕者となり、政権与党と野党とが共に真の国民的基盤を持つこと
が阻まれていたという訳である。例えば、エスマンは「人々はこの投票方式を非難したが、かかる非難
は基本的に次のような調子であった。つまり、この方式によって、諸利益、そして地方の有権者のこと
を気に掛けるばかりに、代議院の政治的精神の程度が低下させられたのだ、と。この投票方式によって、
数多くの立候補者の金力が勝ち誇ることとなった、という非難もあった。」と証言している91。この投票
方式によって第三共和制下での諸政党の大同団結が阻まれ、常に政党の数が高止まりする傾向が助長さ
れていた92。戦間期における一時的な比例代表制も、非妥協的で独立的な多数政党制へと絶えず向かう傾
向を持ち、「治療しがたいほどの内閣の不安定性が帰結することとなった」点で、安定的な政局と執行権
の組織化に資するものでは全くなかった93。尤も、より根底的・始原的次元において、フランスの政治・
社会風土が「モザイク状94」と評されたり、「フランス人特有の個人主義95」と呼ばれる要因が強く働いて
                                                     
87 Ch. Benoist, op. cit., p.II. 
88 この投票方式によって、各選挙区に一人しか当選できないこととなった。換言すれば、選挙人は一人の立候
補者に対してしか投票することができない。この投票方式が「majoritaire」なものとされている通り、議席は
過半数の票を集めた候補者によって占有される。投票が二回行われる限りにおいて、一回目の投票で選出され
るためには投票総数の絶対多数を得ることが必要であり、第二回投票においては総体多数で十分となる。１８
７５年１１月３０日の選挙法によって選択された選挙区は、デパルトマン単位のものではなく、アロンディス
マン単位のものであった。この法律に関しては、L. Duguit, H. Monnier, R. Bonnard et G. Berlia, Les 
Constitutions de la France et les principales lois depuis 1789, 7e éd., LGDJ, 1952, pp.301-305.に収録され
ている。 
89 １８８５年６月１６日法律によって名簿式二回投票制が採用されたが、長くは続かず、１８８９年２月１３
日法律によって当初のアロンディスマン投票が復活した。その後、１９１９年７月１２日法律によって、多数
代表制に名簿式投票における比例代表制を結合させた投票方式を採用されたが、これも１９２７年７月２１日
法律によって廃止、またしても当初のアロンディスマン投票が復活した。これらに法律については、L. Duguit, 
H. Monnier, R. Bonnard et G. Berlia. op. cit., pp.312-338. 二度も制度改革が試みられたという事実は、当代
の政治生活においてアロンディスマン投票の問題性が自覚されていたことを傍証する。しかし、改革それ自体
も多分に折衷的・微温湯的なものであり、二度目の改革（１９１９年７月１２日法律）に対しては、満足のい
かない改革で、「半分比例代表制的、半分多数代表制的」な「接ぎ木的制度」で、「真正の比例代表制を創造
したものとはいえない、と言うのが関の山」という、オーリウからの批判の対象となっていた。M, Hauriou, 
Précis de droit constitutionnel, 2e éd., Librairie du Recueil Sirey, 1929, p.484. 
90 Ch. Lefebvre,Etude sur les lois constitutionnelles de 1875, A. Chevalier-Marescq, 1882, p.32. 
91 A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 8e éd., avant-propos D. Chagnollaud, 
LGDJ, éditions Panthéon-Assas, 2001., p.880.  
92 P. Pactet et F.Mélin-Soucramanien, Droit constitutionnelle, 37e éd, Sirey, p.314. 
93 J.-Cl. Venezia, Les fondements juridiques de l’instabilité ministérielle sous la IIIe et sous la IVe 
République, RDP, 1959, p.718. 
94 P. Bastid, Le régime Assemblée, Edition Cujas, 1956, p.357.；この事情は第四共和制期まで執拗に継続
し、選挙制度という人工的な要因と並んで、長らくフランスの政治的不安定の自然的・根源的要因となった。
只野雅人『選挙制度と代表制－フランス選挙制度の研究』（勁草書房、１９９５年）２９５～２９７頁。 
95 長谷部恭男「解散権の役割（一）－フランス憲法史を素材として－」『学習院大学法学部研究年報』（第１
９号、１９８４年）２９３～２９４頁は、M. D. Alxandrakis, De l’exercice du droit de dissolution par le 
pouvoir exécutif, thèse, Paris, p.133 を引きつつ、この様に評する。 
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いた点を等閑視するべきではないだろう。 
以上の様な情況に鑑みれば、責任政治のシステムとしての議院内閣制の「範型」からは、第三共和制
は極めて遠い地点にあったということになる。ボナールが指摘する通り、「斯様な諸政党の状況からは、
したがって、内閣の均質性と内閣の連帯性が同時に限定的なものになるという結果が帰結する。我が第
三共和制は、かつてのイギリス人が為した如き均質性と連帯性とを一度として経験していない96。」と述
べ、第三共和制下の議院内閣制の跛行的な消息を指摘する。斯様な情況下では、１８７５年憲法がフラ
ンス憲政史上初めて正面から認めることとなった「政治責任原理としての大臣責任制」に「空洞化」が
齎されることとなった。大臣の政治責任の「空洞化」は深刻な問題であった。「内閣総辞職」は、必ずし
も「連帯的責任」としての大臣責任の政治的性質を顕すものではなく、唯単に「非－個人的な」責任の
現象にすぎなかった。総辞職した内閣において大臣ポストを享受していた政治家が、直ぐ後の後継内閣
の中に大臣のポストを得るケースがしばしばであったから、第三共和制下における大臣衆の政治責任－
内閣の政治責任を「連帯的」という形容句を以て表現することは到底適切とは言えない。「一方の戸から
は出てゆくが、他方の戸から入ってくるというのでは、真の辞去とは言えないから97」政府の不安定と大
臣の不安定が同義でないという消息は、容易に感得される。慢性的なものとなっていた内閣の不安定に
もかかわらず、その構成員の代わり映えのしない顔触れ、つまり構成員における準・恒常性によって特
徴づけられていた。同時に、彼ら構成員自身のパーソナリティにおいても、尋常一様で代わり映えのし
ないそれが求められた。結局、現職の大臣たちが何よりも先ず熱望したのは、その地位に留まることで
あった。それ故彼らは、政府という組織から決定的な形で追放されてしまうリスクを取るよりは、寧ろ
内閣の連帯性を失墜させることの方を選択したのである98。「、、、政府の職務に対する配慮と責務が大臣
という職業への執着に置き換えられてしまうとき、そして、現職の大臣にとっての最大の心配事が、将
来の大臣連の中に入れさせてもらえなくなるようなリスクは何であれ犯さないようにすることとなった
とき、かかる集団意識、すなわち道義的意味における連帯性は展開することができなくなるのである99。」
自己の政治的信念を貫き、政治的権力意志に政治的責任を伴わせようとする政治家は、この様な政治生
活の中では単に扱いにくい厄介なパーソナリティに過ぎない。政治責任の概念自体の空洞化と平仄を合
わせて第三共和制下に現象したのは、政治的退嬰主義であった。 
 
 
 第３款、戦後における議会制の合理化の試み100 
                                                     
96 R. Bonnard, De l’homogneité et de la solidarité ministérielles à propos du ministère Barthou, RDP, 
1913, pp.563-567. 
97 Y. Gouet, De l’unité du cabinet parlementaire, thèse Rennes, Dalloz, 1930, p.90. 
98 この様な慣行は内閣の連帯性の原則それ自体と衝突するものであった。何故なら、内閣の連帯性の原則は次
のことがらを前提としているからである。「一人の行為が全体の行為となる。いわんや、集団的行為が全員に
よって承認されたもの以外の何物でも有り得ないということは当然である。このことから、次の命題が論理必
然的に導き出される。すなわち、全員によって承認された集団的行為あるいは個人的行為が議会によって承認
されなかった場合に在っては、全員の辞職或いは全員の辞職への抵抗が全員に対して義務付けられる、と。」
R. Bonnard, De l’homogénéité et de la solidarité ministérielles à propos du ministère Barthou, op. 
cit.,p.565. 
99 J. Mayoux, La solidarité ministérielle. Théorie générale-Ministères de la Restauration, thèse Sciences 
politiques et économiques, Imprimerie Henri Richard, 1918, p.45.  
100 １９４６年憲法とその統治構造の俯瞰図として、今井威「フランス第四共和国憲法の議院内閣制」『阪大
法学』（第２１号、１９５７年）４７～６０頁。 
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 第三共和制下の議会制の合理化は、戦後の第四共和制の制憲者たちにとって重要な課題として認識さ
れていたが、この「合理化」とは「慣行的に発展してきた議会主義を憲法典の中に取り込み」、そのうえ
で政府責任追及の手法を議会制を習律ではなく立法によって厳格に規律することへの自覚的な指向性、
とみることができる101。そこで採られた方法としては、先ず、第三共和制下において幾多の内閣総辞職
を生じさせた「大臣質問 interpellation」の代わりに「不信任動議 motion de censure」の手続を採用
した点が重要である。他方で、本来的には政府の武器でありながら却って政府の不安定を惹起させた点
で、第三共和制における内閣の不安定性に責任を負う「信任問題 question de confiance」の手法は、そ
れが本来的には政府の武器、政府の行動手段であるが故に存置された。尤も、不信任動議と並んで、１
９４６年憲法の中では厳格な規律化の対象となっている。最後に、上院の合理化である。第三共和制下、
安全地帯から、下院解散への必要的同意者としての地位を教授していた上院は102、政府責任の追及主体
としての地位を原理的には失うこととなった。 
第四共和制創設期にあっては、制憲者たちによって、政府への統制は下院のみによって、そして下院
による「不信任動議 motion de censure」という唯一の手法によって為されるべきという思惟が生まれた。
議会による政府統制の合理化は、不信任動議の政治マニューバを厳格な規律化の対象とし、政府の政治
責任が追及・サンクションされる文脈を法的に、制限・縮減することを強く指向した。１９４５年１１
月２日憲法的法律は－同憲法的法律はフランス解放から新体制確立までの統治体制を規律するための謂
わば繋ぎの憲法的法律であるが、第８条で自身が憲法的効力を持つと規定しており、ヴデルやプレロ、
ラフェリエールに至るまでの論者も憲法と見做している103－その第１条第２項において「政府は議会に
対して責任を負う。しかし、法文または一の信任案の否決は総辞職を惹起させない。総辞職は議会執行
部へ付託されてから早くとも二日を経た、議会構成員の多数による、演壇上の投票によって採択された
不信任動議 motion de censureとして明白な投票の結果としてしか義務付けられない。104」と規定した。
１１月２日憲法的法律は「大臣質問 interpellation」については沈黙しているが、「総辞職は……の結果
としてしか」義務づけられないとする同憲法的法律第１条第２項の規定態様から鑑みて、不信任動議の
採択を以て、下院議員たちが政府に辞職を強制し得る唯一の法的手段として解していると言える。不信
任動議が採択されるという場合を除いては、したがって、代議院において時として起こり得る消極的表
決を前にして職に留まることを望むか否かは政府の決断次第に委ねられているということになる。同憲
法的法律は大臣質問を明文で禁止してはいないが、この手法の第三共和制における過剰と悪弊とを避け
るために、戦後、１９４５年１１月２日憲法的法律の起草者たちは大臣質問から棘抜きを行い、大臣衆
の飽くまでも連帯的・政治的責任を前提とした責任内閣制のシステムを、「不信任動議」という法的制度
の枠の中に押し込めようとしている。１９４５年１１月２日憲法的法律における不信任動議のシステム
に関しては、「議会の構成員の多数」による採択が一体如何なる要請か、すなわち相対多数と絶対多数の
                                                     
101 深瀬忠一「フランス第五共和制憲法の成立とその基本構造」『ジュリスト』（第１９４号、１９６０年）
３０頁。同旨、横尾日出雄「議院内閣制と議会統治制（二・完）－フランス憲法と内閣の対議会責任性－」『比
較法雑誌』（第２３巻第１号、１９８９年）４７頁。 
102 この仕組みが、立法府への執行権の従属化と大臣責任制の空文化を齎すものであるとの指摘は、既に第三
共和制制憲過程において為されていた。長谷部・前掲論文「解散権の役割（一）」２４７頁。 
103 この点につき、山本浩三「自由フランスから第四共和国までの基本法（六）訳」『同志社法学』（第８巻
第５号、１９５７年）１４０頁。 
104 訳文に関しては、同上・山本の論稿を参考としたが、必ずしもこれに沿ってはいない。 
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何れが要請されているのかという問題に関して、法的欠缺を残していたが、この欠缺は１９４５年１１
月２２日の憲法制定国民議会規則によって直ぐに治癒された105。同規則第４３条は事実、不信任動議の
付託および採択の方式に関して規定していた106。同４３条は先ず、表決の基幹的限定を加え、憲法的法
律においては最短の期間－最低でも２日間－について規定しているのに対し、憲法制定国民議会規則に
おいては最長の期間について－遅くとも満３日目までには－規定した。規律委員会 commission du 
règlement の報告者は、不信任動議に関する討論ならば動議付託の直後からでも開始可能であるとさえ述
べている107。このように厳格な規律化は、議院からの時間稼ぎによる妨害工作を阻止することを目的と
している108。そして、議案採択時の多数決要件に関し、同規則第４３条が、「構成議員の絶対多数」と規
定したことで、内閣が国会議員連によって極めて容易く転覆されるという将来像が否定された。内閣の
進退は唯一不信任動議の表決のみによる、という単一の原理に基づく第四共和制憲法の責任システムが
成立したのは、正にこの様な文脈に順接する形においてのことである。１９４６年４月１９日憲法案の
起草者たちは、不信任動議をその憲法的法律において－議院規則と平仄を合わせる形で－その採択が絶
対多数において得られなければならないと規定することによって、不信任動議こそが、大臣衆の政治責
任へのあり得る唯一のサンクション方式であるとしたのである109110。 
 不信任動議と並んで、戦後の制憲者は内閣による信任問題行使の手続に関しても合理化を指向した。
それが原理的・建前的には政府の行動手段であり、大臣連にとっての武器であるにしても、しかし、第
三共和制下の実例を見れば、最早この手続が疑いの眼を免れることは無い。信任問題の濫用を抑制する
ことによって政府の安定を実現することは重要課題である。尤も、１９４５年１１月２日憲法的法律の
段階では、信任問題に関する規定はなく、内閣の政治責任の機制としては、不信任動議の効果という側
面から、第２条第１項において「…しかし、或る法文または或る信任案への否決は総辞職を惹起しない。
総辞職は……不信任動議として明白な投票の結果に対してだけしか義務付けられない。」と規定している
のみである。不信任動議に関する斯かる規定から、信任問題の効果に関して制憲者意思を間接的に推察
するのであれば、制憲者は、或る法案の否決または内閣から要求された信任の否決は、内閣の自由裁量
                                                     
105 P.-M. Gaudemet, Le Règlement et les méthodes de travail de l’Assemblée nationale constituante, RDP, 
1946, pp.86-111, Ann. : Résolu. du 22 nov. 1945 portant Règlement de l’Assemblée nationale constituante. 
106 第４３条；「１９４５年１１月２日憲法的法律第２節第１条において定義されるところの不信任動議は、
署名の上、議長に提出される。議長は直ちに政府に対して通知する。不信任動議は必ず『不信任動議 motion de 
censure』と題名を付さなくてはならない。－議院が不信任動議について決定を下すこととなった場合、表決
は当該不信任動議の付託より３日目に行われなくてはならない。－投票は演壇上において為され、動議の採択
の為には議院構成員の絶対多数を必要とする。」ibid., pp.123-124. 
107 Ass. nat. const., JORF, doc. parl., Ann, no 7, 19 nov. 1945, p.6. 
108 P.-M. Gaudemet, op. cit., p.95. 
109 １９４６年４月１９日憲法案第８２条；「国民議会が内閣不信任動議を採択したときは、内閣は総辞職を
しなければならない。－内閣不信任動議への表決は当該動議の付託より満二日を経なければ行うことができな
い。評決は演壇上における公開投票によって為される。－内閣不信任動議は議員の絶対多数によってのみ可決
される。」本規定に対する審議と採択に関しては、Ass. nat. const., JORF, déb. aprl., 3e séance du 15 avr. 1946, 
p.1868. 
110 但し、第四共和制の憲法として最終的に成立した１９４６年１０月２７日はその第５０条において、「内
閣不信任動議の国民議会による議決は、内閣総辞職をもたらす。－内閣不信任動議の議決は当該動議提出の後、
満一日を空けなければ行われない。この議決は記名投票によって行われる。－内閣不信任動議は、国民議会に
おいて構成議員の絶対多数によってのみ採択され得る。」と規定しており、これは、当初１９４６年１１月２
日憲法的法律第４３条と同一の文言において不信任動議の手続を規定しようとした第二次憲法制定国民議会
に対して、ポール・バスティドが付託した修正案に基づいて、冷却－熟慮期間が一日に短縮されたものである。
Ass. nat. const., JORF, déb. parl., séance du 5 sept. 1946, p.3563. 
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に委ねられた進退の機会を与えるに留まっており、信任問題の効果に関しては全くファキュルタティブ
なものに留まると考えた、と取るのが自然であろう。しかし、制憲過程を繙くと、寧ろ制憲者意思は、
信任問題と言う責任制度の手法それ自体を否定する性向を顕わにしていた。１９４５年１１月２日憲法
的法律は、事実上、社会党員による著作に近いが、彼らは、１９４５年１１月２日憲法的法律の採択以
前に提案していた憲法草案において、後の１１月２日憲法的法律第１条第２項とほぼ同様の「不信任動
議 motion de censure」を規定する第５７条111に関する法案趣旨説明において、信任問題という手法によ
る責任制度を明確に斥けている。法案趣旨説明は「……この規定は、その理由を問わず政府の側から為
された信任問題の提起とは両立せず、法案あるいは信任への拒絶は政府にとって辞職のための十分な理
由を構成し得ない。もしそうでなければ、国民議会は最早見かけ上でしか立法権、予算権を行使するこ
とが出来なくなる。何故なら信任問題の恒常的な脅威に曝されて、国民議会は政府から為される全ての
提案を飲まざるを得なくなるからである。そうすれば国民議会はただ一つの権力、すなわち倒閣の権力
しか持たないということになってしまうであろう、、、。我々は政府の不安定性によって和らげられた執行
府の独善主義の面前に在る、ということになろう。さて、我々が望むのは何かと云えば、国民議会の権
力と政府の安定性とを二つながらに保持するということである。この目標が達成されるためには、政府
が権力の座に留まり、しかも政府が国民議会の意思に敬意を表して服する、ということが必要不可欠な
のである112。」と語っているのである。１９４５年１１月２２日の憲法制定国民議会規則に関しても同断
である。同規則も１１月２日憲法的法律と平仄を合わせて信任問題に関する沈黙を守っているが113、し
かし、院内規則の制定過程において、信任問題の手続に関しては、「政府がかかる権限を有するか否かに
ついては自問する必要もない」と明確に斥けられているのである114。 
如上、政府責任のシステムの不信任動議手続への一本化に加えて、戦後の制憲者は、先行する共和政
体における政府の不安定性に関して、上院も重大な責めを負っていると考えた。第三共和制下の元老院
は棘を抜かれ－即ち１９４６年の制憲者たちは上院の倒閣権を禁じた－「共和国評議会」と名を代えた。
憲法第４８条第２項は大臣の政治責任を上院が追及する可能性を極めて明快な表現で排除する115。共和
国評議会という上院は、単なる「登録の院 une simple Chambre d’Enregistrement」として設置され、
政府統制のあらゆる任務を解かれたと理解されていた116117。制憲準備委員会の統括報告者であったコスト
                                                     
111 社会党憲法案第５７条；「国民議会は２日前に国民議会執行部に付託された不信任動議を構成議員の絶対
多数で表決することによって、内閣に対する信任を撤回することができる。その際、第５４条、第５５条に規
定された手続きに従って新たな閣僚評議会議長が選任される。－或る法文あるいは内閣から国民議会に求めら
れた信任への拒絶は内閣総辞職を惹起しない。」 
112 cité in G. Berlia, L’élaboration de la Constitution par l’Assemblée Nationale Constituante, RDP, 1946, 
p.151. 
113 P.-M. Gaudemet, op. cit.,Ann. : Résol. du 22 nov. 1945 portant Règlement de l’Assemblée nationale 
constituante, pp.112-138. 
114 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., 23 nov. 1945, no 7, séance du 22 nov. 1945, p.89. 
115 憲法第４８条第２項；「大臣は、共和国評議会に対して責任を負わない。」 
116 「共和国評議会に対しては大臣は責任を負わない（憲法第４８条）と規定されたところの共和国評議会は、
政府の進退について追及することはできず、それ故、フランス法上、伝統的に、両院における政府責任の追及
と結びついてきた大臣質問権の行使を為すことができない。」P. Arrighi, Le règlement du Conseil de la 
République, RDP, 1947, p.412. 
117 従って、内閣は原則として、共和国評議会に信任問題を提出することは出来ず、共和国評議会が不信任動
議を採択するということも出来ないし、政府に対して共和国評議会が大臣質問を行ったり、質問権の行使を為
したりすることは出来ない。 
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＝フロレ Coste-Floretは憲法制定国民議会において、上院に関して如上の規定が起草された点について
強調している。すなわち、共和国評議会は「委員会の考えるところでは、政府提出法案あるいは議員提
出法案に対して技術的な意見を与えることを任務とする立法院であって、如何なる仕方においても、政
府への統制と結びついてはいないのである118。」 
  
  第４款 第四共和制における第三共和制的構造の維持 
 
 政府の安定性の実現－大臣衆が議会への従属者たる地位を脱して、真の政治的責任主体となることの
重大な与件－を目指して行われた戦後の政治改革は、前款に見た通り、第一に不信任動議を唯一の大臣
責任追及手法として制度化することによって、戦前において猖獗を極めた大臣質問を抑制すること、第
二に信任問題による内閣の自壊を防止すること、第三に倒閣権を封じることによって上院の無力化を図
ること、という大要三つの方法を採った。第四共和制が結局のところ初志を貫徹せず、第三共和制的な
政府の不安定を復活強化するに至ったのは周知であるが、本款では、第四共和制のかかる失敗の要因が
奈辺にあったのかを検討する。結局、その要因は、前款に述べた三箇の政治改革が、何れも概ね失敗に
終わったところに求められる。新しく制度化された不信任動議の手法は、結局のところ第四共和制の政
治アクターによって全く用いられなかったので、不信任動議を憲法制度として新設するという制憲者の
試みは大失敗に終わった。１９４５年１１月２日憲法は、信任問題は－それが禁じられることは、大臣
責任のサンクションのルートが不信任動議に一本化されたことから自明のことである、という社会党員
たちの認識の下で－黙殺されていたが、結局、右派からの強い後推しもあって１９４６年１０月２７日
憲法では、一席を得ることとなった。そして、この手法は、新体制の憲法上に存置されることを望んだ
勢力の主観的企図とは反対に、政府の不安定化を招来することとなってしまった。最後に、第四共和制
下の上院、すなわち共和国評議会は、最後まで倒閣権を掌中に収めることは出来ず、第三共和制下の元
老院が享受していたほどの強力な地位を失地回復することは遂に叶わなかったが、しかし、戦後改革当
初に考えられていた「単なる登録の院」を超えた、非常に重要な政治的地位を享受することとなった119。
本款では、以下、戦後改革が大臣責任の実効化を目指して行われた三箇の方向性における改革が、先行
する共和政体からの人的連続性の下で展開した現実の政治動態の中で如何なる変質を被り、当初目指さ
れた大臣責任制に基づくあるべき議院内閣制を、大臣の議会下院への従属に基づく事実上の会議政体へ
と転化させていったか、かかる消息を確認することを目的とする。 
そこで先ず、政府の安定性樹立を目指した戦後政治改革における目玉であった、大臣の政治責任への
サンクションを不信任動議手続に一本化する試みが、如何にして挫折したかを検討したい。第四共和制
憲法－１９４６年１０月２７日憲法の制定過程は、基本的には先年の１９４５年１１月２日の臨時政府
憲法の線に沿って為されたものであり、これは議会制とそこでの大臣責任制の組織化に関しても同断で
あった。しかし、１９４６年９月１２日の憲法制定国民議会において、先年の臨時政府憲法に規定され
た不信任動議の手続が殆ど運用されていないことを指摘して、臨時政府憲法とは異なり、恒久的な憲法
となることを期待されている新憲法の中に、同輩たちから見向きもされていない手続を組み入れるのは
                                                     
118 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., 1re séance du 12 sept. 1946, p.3679. 
119 この点に関しては、藤野美都子「フランス第四共和制における第二院の発展－共和国評議会の構成と機能
について－」『中央大学大学院研究年報』（第１５号Ⅰ―１、１９８６年）１～１３頁。 
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不適当だとする、ルネ・コティ René Coty からの強い批判が存在したことは銘記しておかなければなら
ない120。彼は早くも、今後樹立される新たな体制においても、この手続きは極めて抑制的な形で運用さ
れるであろうと予示していた。果たして、１９４６年の制憲者の期待は裏切られた。憲法が唯一の正統
な責任追及手法として国民議会に供していた不信任動議の手続は憲法法文の次元において国民議会議員
に提供されていた唯一の倒閣手段であったが、事実上、廃用されていた121。決してかかる憲法制度が廃
止された訳ではないが、しかし、第四共和制全期間を通じて、議院に付託された不信任動議が全部で２
０本、審議にまで至った議案は僅か５本、採択された不信任動議は０本であったから、そのように評さ
ざるを得ない。尤も、不信任動議という制度それ自体のプレゼンスが完全に消滅した訳では全くなく、
寧ろ、第四共和制の１０年余りの歴史の中では然程数多いとは言えない迄も、ひとたび議院に付託され
た不信任動議は相当の力を有していた。というのも、不信任動議の対象となった内閣は多くの場合、審
議が開始される前に総辞職していたからである。１９５３年１２月２３日におけるピネー内閣の総辞職
はその一例であり、同内閣の経済・社会政策を巡って、１９５２年１１月２６日に社会党議員が代議院
に提出した不信任動議、一度の審議も待つことなく、内閣総辞職を引き起こした。表決に先立って代議
院議員たちが政府に対して見せた非協力的姿勢は、内閣をして一度として少数派転落させることもなく、
退陣させた。尤も、不信任動議という一個の様式がその存在意義を完全に失っていた訳ではないにして
も、しかし、この手法が極めて不人気であったのは事実である。してみれば、下院議員たちが別の手法
を用いて政府に対する圧力を行使していた消息が存在していたことは容易に推測される。果たして、大
臣質問が不信任動議に取って代わっている状況が現出していた。というのも、大臣質問は手続的な次元
においては不信任動議に極めて近接しているものの－何れも議案に対して審議が行われ、議事日程 ordre 
du jour の採択で締め括られる－、後者に関しては１９４６年１０月２７日憲法第５０条によって、代議
院にとって厄介な条件が課されていたが、対して前者はそうではなかったからである。つまり、自らを
解散という危険に曝さず、安全な場所から大臣衆を攻撃できる、都合の良い手段を第四共和制の下院議
員たちは有していた122。してみれば、この強力な政府統制手段に関して、戦前の共和制と戦後のそれと
は、格別変わるところは無い。何れも、憲法的諸法律の次元では黙殺され123、院内規則の次元で規定を
受け、現実動態において猛威を振るったからである。第四共和制下の大臣質問は１９４５年１１月２２
日の憲法制定国民議会によって採択された院内規則第１４章第７４条から第７７条で規律されることに
なった124。幾つかの規定、例えば発言時間の制限に関する規定のように、大臣質問の過剰な行使を制限
                                                     
120 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., 13 sept. 1946, no 91, 2e séance du 12 sept. 1946, p.3708. 
121 この様な状態に対する、やや控えめながら象徴的な言い回しとして「嗜眠 léthargie 」という表現が用い
られた。J. Georgel, Critiques et réformes des Constitutions de la République. De la Quatrième à la 
Sixième ?, thèse, préf. de P.-H. Teitgen, CEL. S. E., 1959, t.I, p.112. 
122 J. Massot, Le Président du Conseil, Pouvoirs, 1996, no 76, p.54. 
123 １９４５年１１月２日の臨時政府憲法は大臣質問に関する規定を持たず、この種の規定に関しては１９４
６年４月の憲法案も等閑視し、最終的に第四共和制憲法となった１９４６年１０月２７日憲法も結局その線に
沿うものとなった。 
124 規則第７４条；「政府に対して大臣質問を希望する何れの議員も、大臣質問の対象を簡潔に説明する書面
を以て議長に付託する。－議長はかかる要請が為されたことについて直ちに政府へ通知し、政府に対する通知
の後直近の会議において、かかる要請が為されたことを議会に知らせる。」第７５条；「大臣質問に対する審
議日程の取り決めは水曜日午後の会議において行われる。議院は、政府の同意を得た上で、基本的には討議な
しで日程を取り決める。－ただし、大臣質問の要請が要請者によって書面によって行われ、その書面に５０人
分の議員の署名が付されており、しかもこれらの議員の出席が点呼によって認められるとき、議院は、大臣質
問の要請について政府に通知した後直ちに、大臣質問に対する審議日程の取り決めを、討議なしで起立採決に
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するための若干の工夫は見られるものの、院内規則が規律するところの大臣質問手続は、第三共和制下
のそれと概ね同様である。大臣質問と不信任動議という類似した二つの手法を供されて、国民議会議員
たちは大臣質問の方を当然のように優先させ、憲法に規定された不信任動議の非常に拘束的な手続きを
迂回することとなった125。大臣質問の数自体は第三共和制と殆ど変わらないほど極めて多数であり126、し
かも、組閣時に内閣の構成を巡って「官報のインクが乾かない裡に127」、大臣質問によって内閣は説明を
求められることも多数であった。余りにも頻繁な大臣質問の多数付託を前に、国民議会は立法作業の著
しい遅滞を回避するべく、大臣質問については徐々に審議を行わなくなる傾向を示すようになった。自
己抑制を忘れた制度は、「退廃と自滅」の途を辿ることになった128。とはいえ、大臣質問が第四共和制に
おいても数多くの倒閣を齎したことは事実であった。例えばディエンビエンフー失陥に際して国民議会
執行部に殺到した大臣質問付託を前に１９５４年６月１９日に総辞職したラニエル Laniel 内閣の様に、
大臣質問はその表決を俟たずして内閣を転覆させる力を有していた129。不信任動議案可決－下院少数派
転落によって総辞職が強制されていた訳でもないのに、しかし、ラニエル内閣は信任問題を提出しなが
ら、表決の結果を待たずに総辞職する方を選んだ130。第四共和制下の内閣は、不信任動議可決によって
下院多数派から三行半を叩きつけられるよりも前に、大臣質問が付託された段階で続投を諦めてしまう
傾向が強かった。憲法上、制度的根拠を持たず、大臣責任のサンクションとしては如何なる意味でも法
的効果を持たない大臣質問の制度が、憲法上、正式の効果を付与された不信任動議に代位していた斯様
な消息は、大臣責任制度における憲法の劣位と院内規則の優位、法的なるものの劣位と政治的なるもの
の優位を意味し、従って、大臣責任制度の法化－合理化という企図の決定的な蹉跌を意味していた。 
                                                                                                                                                                                  
よって決定することができる。－審議日程の取り決めに当たって、発言は５分間を超過することはできない。
大臣質問の起草者に対して質問することができるのは、会派の長あるいはその委任者、政府のみである。－議
院が大臣質問に対する審議日程を決定した後、あるいはかかる審議が開始されるまでの間、いかなる新たな大
臣質問の付け加えられることはできない。－議院によって相容れない異なる決定が為されない限り、議長・委
員長会議 conférence des présidents の提案に基づいて前以て決定された議事日程は、大臣質問についての審
議に関して優先性を維持する。」第７６条；「大臣質問の起草者は政府から回答を受ける優先権を有する。－
大臣質問者としての発言権は個人的権利である。ただし、大臣質問の起草者が属する会派の長は、当該起草者
が欠席の場合、会派の別の構成員を指名することができる。－大臣質問の結合の場合、ある大臣質問者は自身
の発言の順番を、結合されたこれら大臣質問の質問者に対してしか譲ることができない。」第７７条；「理由
を付した議事日程 ordre du jour motivé は議長に提出され、議長はこれを読み上げる。－議事日程の採択に先
立って議院に付託され、伝達されたのでなければ、議事日程に対する如何なる付加も提出されることはできな
い。－理由を付さない議事日程 ordre du jour pur et simple は、それが提案された場合、常に優先性を有する。
－議長は議事日程を議院の表決に付し、議院は必要な場合、優先的問題 question de priorité について決定す
る。優先性は、調査委員会 commission d’enquête の要求に対しては権利として与えられる。」Résol. du 22 nov. 
1945 portant Règlement de l’Ass. nat. const., RDP, 1946, pp.131-132. 
125 P. Avril et J. Gicquel, la IVe entre deux Républiques, Pouvoirs, no 76, 1996, p.33. 
126 例えば、セルジュ・アルネは１９５５年１０月６日から８日にかけて、フォール内閣のモロッコ政策に関
して１８本の大臣質問が付託されたという例を引き合いに出している。S. Arné, Le Président du Conseil des 
ministres sous la IVe République, thèse Bordeaux, 1959, LGDJ. 1962, p.252, note.69. 
127 E. Blamont, Les conditions du contrôle parlementaire, RDP, 1950, pp.389-390. 
128 Ibid., p.390. 
129 なお、インドシナ問題を巡っては、共産党議員による内相への弾劾の試みが為されており、大臣責任の追
及手法として刑事責任原理が用いられた２０世紀中葉における極めて珍しい事例が記録されている。この点に
関しては、佐藤立夫「フランスの弾劾制度」『比較法学』（第２２巻第２号、１９８９年）７５～７７頁、１
６３頁。 
130 Ass. nat., JORF, déb. parl., no 54, séance du 12 juin 1954, pp.2972-2983. この事件に関しては、Ph. 
Wiliams, Politics in post-war France : parties and the Constitution in the Fourth Republic, Longmans, 
1954, pp.373-374. 
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戦後政治改革の限界は、内閣による信任問題提起に関しても同様に－成文憲法と成文憲法の制憲者の
企図の埒外において－生じていた。既に見たように、１９４５年の臨時政府憲法の制定過程において示
された制憲者意思においては、信任問題という政府責任の現象形態の追放は明白であったが、しかし、
臨時政府主席が他でもないドゴール将軍であった限りにおいて、信任問題という手法が再出現すること
は必至であった。１９４５年１２月、軍事予算に関してドゴール将軍・人民共和運動の臨時政府と社会
党との間に緊張が走ったとき、問題は再燃した131。軍事予算に関する政府提出法案に信任問題を付する
こと決意したドゴール将軍は「統治する政府が望まれているのか、それとも議会自身の意思を果たすよ
う政府に委任する全能の議会が望まれているのか？132」と演説し、憲法的法律の沈黙する手法が、現下
の議院内閣制にとって必要不可欠な統治の手法であると高唱する。人民共和運動は、議院内閣制という
統治枠組みにおいて、内閣が重要政策に自らの信任をかけることが禁止されているとすれば、それは議
院内閣制ではなく会議政体に他ならない、と主張した。議院内閣制は内閣の議会に対する責任性を本質
的要素とするが、しかし、「政府が議会に要求したことには責任を負う」が、しかし「不可能なことが政
府に課されても責任を負うことはできず、軍事費２０パーセント削減という状況では政府として責任を
負うことができない」との謂いである133。同事件の際に、信任問題による政府の自発的辞職の可能性こ
そが、権力と責任とを不可分一体のものとする議院内閣制の核心を構成すると主張したのが、ドゴール
将軍一派の最大のイデオローグ、ルネ・カピタンであった134。彼は、制憲者意思は「信任問題の禁止」
という規範的要請を自明のものとしているとする社会党の主張135に対して、「斯様なテーゼの本質は政府
が信任問題を提起する権限について疑義を差し挟むこと、要するに、政府が自ら身を退く権限について
疑義を差し挟むということにある。この様なシステムをイメージするのは容易い。このシステムには名
が付けられているのだ。すなわち、会議政体 gouvernement d’Assemblée である。しかし、このシステ
ムは議院内閣制 régime parlementaire ではなく、そればかりか議院内閣制の正反対のものなのである136。」
と警告する。人民共和運動と社会党との間には最終的に妥協が成立したが、しかし、政府による信任問
題提起が憲法上禁止されるのか許容されるのかという重大な憲法問題に関して結論が下されることは無
く、数週間後のドゴール退陣表明によって幕が引かれた137。問題が再燃したのは１９４６年４月１９日
憲法案の審議の過程においてのことであった。ルネ・カピタンの強力な主張により138、信任問題は最終
                                                     
131 同事件における第四共和制の「議院内閣制」－「会議政体－議会統治制」的性格に関する理論的問題に関
して、横尾日出雄「議院内閣制と議会統治制（二・完）」前掲論文４０～４１頁。 
132 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., 2e séance du 31 déc. 1945, p.733. 
133 横尾日出雄「議院内閣制と議会統治制（二・完）」前掲論文、４０頁。 
134 カピタンの政治思想の実践的側面に関して、高橋信行「ルネ・カピタン－共和国の崩壊と再生」『日仏法
学』（第２７号、２０１３年）２０～２１頁。 
135 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., 2e séance du 31 déc. 1945, p.729. 
136 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., 2e séance du 31 déc. 1945, p.733. 
137 １９４６年１月２１日におけるドゴール将軍の退陣声明文に関しては、L.Philip, Les sources et 
l’élaboration de la Constitution du 27 oct. 1946, in P. Isoart et Ch. Bidégaray (dir.), Des Républiques 
françaises, actes du colloque organisé par l’Université de Nice, Centres d’Etudes politiques et 
constitutionnelles et Institut Charles de Gaulle, Economica, 1988, Ann. : la lettre de démission du gnral 
de Gaulle, p.459. 
138 「議会が政府を追い立てることなどは最早問題ではない。今語るべきは政府による信任問題提起について
である。私、否政府は、諸君らがこれこれの法律や予算を通してくれたときでしか我々の任務を果たすことが
できない、と推測している。法律や予算の可決に絶対多数が求められているのは私には理解しがたい。何故な
ら、相対多数で国民議会が法律や予算を否決できるとしたら、政府は、立法権、予算議決権に対抗する手段を
奪われてしまうという状況になってしまうからである。斯かる手段は政府にとって必要欠くべからざるもので
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的に草案第８１条において規定されることとなり、この規定は正にそのまま１９４６年１０月２７日憲
法第４９条へと受け継がれた139。したがって、１９４６年１０月２７日憲法は、社会党と人民共和運動
の真の妥協の結論であると言える。社会党は信任問題が憲法上許容されることを受け入れ、人民共和運
動は信任問題が法的に厳格に規律されることを受け入れた。信任問題の提起は閣僚評議会議長の専権事
項となり、各閣僚が首相や他の閣僚の意思を確認することもなく信任問題を個別・散発的に提起すると
いうこと－第三共和制下に観察されたクーデタ紛いの政治劇－は出来なくなった140。そして、閣僚評議
会議長のかかる専権にあっても、その行使に先立って閣議によって内閣の連帯的意思形成の義務が課さ
れるから、一定の制限がかかることとなる。更に、信任問題は議院に付託された後、表決までに丸一日
間の冷却期間が必ず置かれることとなった。この二つの準則によって、第四共和制は第一に濫発による
立法作用の遅滞、第二に衝動的な投票行動によって内閣の武器が却って内閣の地位を危うくする事態を、
ともに回避しようと考えたのである。しかも、この二つの準則によって規律されている内閣への信任の
付与という場面において、下院が政府に対して消極的価値付与を行おうとするのであれば、絶対多数の
表決によって内閣に総辞職を法的に強制するという決断をしなければならない。つまり、政府への消極
的価値付与が為されたとなれば、下院は内閣の退陣にともなう責任を全面的に負わされるのである。表
決の要件をこの様に厳格に条件づけた１９４６年の制憲者意思は極めて明確である。すなわち、憲法が
この様な制度を規定したことにより、彼らは「政府は信任問題を濫用することを已めるであろうし、下
院議員においても、第三共和制下における如く、信任問題を軽軽に扱うことは已めるであろう141。」と予
測したのである。十分に規律された信任問題という伝家の宝刀を有することで、第四共和制下の内閣が
真正の連帯的な大臣責任の主体となったと見ることは可能である。例えば、フィリップ・ロオヴォーは
「国民公会体制下における執行府とは異なり、法上、政府は自身の行為の結果に対して政治的に責任あ
る地位に留まる。と云うのも、政府への委任 mandatの内容は予め定まったものではなく、議会は政府を
倒すことが出来るからである。そして逆に、政府の側でも、少なくとも自発的に退陣する自由が保持さ
れており、その結果として信任問題の提起によって国民議会に対して圧力を掛けることができる142。」「し
たがって、会議政体における内閣は、如何に薄弱なものであろうとも、議院内閣制の原理から帰結する
所のオートノミーの領域というものを保持しており、この領域は他の何物にも還元され得ない。この領
域こそが、政治責任にあたる143。」と述べており、執行府が議会に事実上従属しているとは言え、大革命
期の「国民公会制」を除いて、会議政体一般には大臣の政治責任が現象する余地があると見る。大臣衆
の「辞職の自由」が、ここでキイ・ポイントとなってくるわけであるが、この点につき、マルセル・メ
                                                                                                                                                                                  
あり、政府が自身固有の責任をかけるためには必要なものであると私は考える。さて、もし今、諸君らが政府
に対して政府が自ら権力の座から去る権利を否認するというのであれば、諸君らは－私が政府に対して与えん
と欲しているところの－政府の責任というものを否定したことになる。つまり、諸君らは、政府の責任と云う
ものを国民議会にとっての、政府を追い立てるための道具としてしか承認していないということになる。斯様
な責任は最早、政府が如何なる情況下において自身が道義的、政治的に、議会に対して、国民に対して、そし
て自分自身の良心に対して、自身の行為および政策に対する責任を負い、またその座に留まるのかを決するた
めのものではなくなっているのである。」Ass. nat. const., JORF, déb. parl., 2e séance du 31 dcc. 1945, p.734. 
139 憲法案第８１条および１９４６年１０月２７日憲法第４９条；「信任問題は、閣議の後でなければ提出さ
れ得ない。信任問題は、閣僚評議会議長によってのみ提出され得る。－信任問題に対する議決は、国民議会に
提出された後、満１日を経なければ為されない。－信任拒否は、内閣総辞職を生じる。」 
140 横尾日出雄「議会制における信任問題について」前掲論文４２頁。 
141 Ph. Wiliams, op. cit., p.386. 
142 Ph. Lauvaux, Le parlementarisme, 1re éd., PUF, coll. « Que sais-je ? », 1997, p.73. 
143 Ibid. 
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ルレはこの「自由」を第四共和制下の政府は保持していたと主張し、彼の場合、１９４６年体制を会議
政体に位置付けることは出来ないと分類する。「あらゆる点において議会に優位性を与えた体制において
も、辞職、或いは自発的な辞職の脅しは政府唯一の武器として留まり続けるのである。さもなくば、我々
は会議政体へと決定的に滑り落ちて行ってしまうのである144。」つまり、１９４６年体制が信任問題とい
う技術を採用した点が、これらの論者にとっては極めて重要な大臣責任制の標識とされているのである。
より適切な観察は、制度のみならず制度の運用態様に対しても要請される筈である。例えばビュルドー
は、大臣質問が制度化されているか否かよりも、寧ろ、その運用の現実動態に目を向け、「議会をして自
らの見解に従順ならしめるための道具として信任問題を用いるにあたって、その主導権を掌握している
のが内閣であるならば、それは議院内閣制 gouvernement parlementaireである。国民代表が大臣責任の
追及について掌握し、大臣責任をして自分の意に沿うように、自分の意のみに沿うように内閣を更迭す
るために用いることに成功しているのであれば、それは会議政体である145」と述べ、一定の基準を定立
している。下院解散権という強力な権限を与えられていながら、実際にはそれを封じられていた第三共
和制下の共和国大統領の置かれた地位とは全く異なり、第四共和制下の首相は、信任問題の提起に関し
ては遺憾なきを得ていた。事実、信任問題は過剰なほど用いられていた。しかし、その存在意義は極め
て軽いものであった。第一に、信任問題提起権が首相の専権とされることによって、閣内の引き締めが
図られ、大臣の連帯的責任の前提条件が実効化されたかと言えば、全くそうではなかった。第四共和制
下の政治勢力、すなわち共産党、社会党、急進諸派、人民共和派、共和諸派、ドゴール派、更にはその
下位に位置する諸フラクションは、拠って立つ基本的な政治イデオロギーも異なれば外交問題、植民地
問題から経済政策に至るまでの諸政策に対する態度も、あるものについては共有し、あるものについて
は鋭く対立していた。このような混沌とした状況の下で、大臣は各政党の受任者として閣議に坐してい
るだけであり、内閣の連帯性はそもそも存在し難かったからである146147。また、下院議員たちには信任問
題による脅しが全く通用しなかった。第四共和制の全期間を通じて、内閣による辞職の「自由」は、強
制されたものであり、本来自らに自由を保障する手段として考えられていた信任問題の制度化によって、
内閣が政策決定・政策遂行の自由を手に入れることは出来なかった。皮肉なことに、大臣質問は弱体な
内閣をして政治責任の主体たらしめる手段ではなく、内閣が一定の強度と権威を有しているときに限っ
て、有効な政治責任の装置となるのである148。つまり、信任問題の手続きを整備することそれ自体が内
閣の安定性を担保するのではなく、それは「見せかけの構造にすぎない」のである149。斯様な文脈の中
で、信任問題はしばしば憲法上の規律の埒外で不規則的に行使されていたから、制憲者の企図した厳格・
                                                     
144 M. Merle, De la Troisième à la Quatrième République. L’instabilité ministérielle, RDP, 1951, p.405. 
145 G. Burdeau, Le régime des pouvoirs publics dans la Constitution du 27 octobre 1946, RDP, 1946, 
p.568. 
146 横尾日出雄「議会制における信任問題について」前掲論文４５頁。 
147 但し、寧ろその様な状況であったからこそ、「政府の不安定」が「政府活動の非連続」を帰結したとの通
俗的観測が成り立たず、とりわけ外交・国際経済の分野などにおいて、第四共和制フランスは相当程度の政策
的一貫性・発展性を以て、戦後の高度経済成長の礎を築くことが出来たとも見ることが出来る。何故なら、「政
府の重要ポストには、政変にもかかわらず、同一大臣或は同一政党人が留任する場合が多」かったからである。
すなわち、「政府の不安定性」が「大臣職の不安定性」と等価ではなかったのである。尤も、困難かつ重要な
問題が先送りされ、「爆発的段階」になってようやく弥縫策が講じられざるをえないという政治的退嬰主義の
構造的問題は常在していた。深瀬・前掲論文「フランス第五共和制憲法の成立とその基本構造」３１頁。 
148 J. Solal-Céligny, La question de confiance. Etude de la pratique de la question de confiance au cours 
des deux premières législatures de la IVe République, RDP, 1956, pp.320-321. 
149 横尾日出雄「議会制における信任問題について」前掲論文、４５頁。 
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入念な形式尊重主義は全く無為であった150。立法府にせよ執行府にせよ、それを構成する人間は、自分
らの利益が至上命題であり、議員連は解散権行使が可能になる条件が出揃ってしまうことを懸念し、大
臣連は、いざ表決に直面すれば、国民議会の絶対多数を得られずに総辞職を選ばなければならないとい
う可能性の高さを懸念した。それ故、１９４６年憲法第４９条において信任問題に対して科された要件
が出揃ったのは、第四共和制下においては僅か５回に過ぎない151。信任問題に対する憲法上の規律化は、
内閣に対する両院の信任が正式に撤回された訳ではないのにもかかわらず、議会意思を忖度した内閣が
総辞職を決意するという事態の頻発によって急速に空洞化した152。ラニエル内閣にせよ、ブールジェ＝
モヌリー内閣にせよ、彼らは憲法の規定する絶対多数派の支持を喪失していなかったという限りでは、
総辞職を法的に強制されていた訳でもないのに、法案が否決されたので自分らは職務から去るという態
度を決め込んだ153。尤も、そもそも制度上の一貫性にも疑わしいものがあった。すなわち、１９４６年
１０月２７日第４９条は、下院が内閣に対する信任付与を拒絶しようとするならば、絶対多数の票を用
意することを要求していたが、その反面、政府からの信任要求は、単純多数で否決されてしまう、とい
う整合性の無さを見せていたからである。この様な一貫性の無い制度を背景として、１９４６年体制は、
跛行的な形で政治生活を展開させてゆく。「特別多数決を要求することによって、第４９条は国民議会に
対して、内閣の危機に関する責任を負うことなしで、内閣がその政策を首尾よく遣り遂げるのを拒絶す
ることを可能としている154。」とヴデルは指摘する。１９４６年１０月２７日憲法第４９条は、斯様な多
数決要件の空洞化に加えて、首相の専権行使の前提条件としての閣議による政府見解形成が事実上放棄
された点でも、形骸化していった。「閣僚評議会議長の中には、一回限りの閣議で良しとする者もいた。
１９４８年１２月８日、クーユ Queuille氏は予算審議の最中、絶えず信任問題の提起を許可されていた。
１９５１年１２月１９日、プレヴェン氏は予算法律の審議に当たって同様の自由を享受していた155。」「多
かれ少なかれ重要な議会審議が近づくと、前以て閣議において、多かれ少なかれ一般的な形で閣僚評議
                                                     
150 第四共和制下における信任問題が乱調を来していった消息に関しては、Cl.-A. Colliard, La pratique de la 
question de confiance sous la IVe République, RDP, 1948, pp.220-237 ; J. Solal-Céligny, op. cit., 
pp.721-737, Ann. pp.738-756, La question de confiance. Etude de la pratique de la question de confiance 
au cours des deux premières législature de la IVe République, op. cit.,., pp.299-321, Ann., pp.322-329 ; J. 
Georgel, op. cit., t. I, pp.108-112 ; S. Arné, op. cit., pp.260-277. 
151 すなわち、１９５０年６月２４日におけるジョルジュ・ビドーGeorges Bidault 内閣総辞職、１９５２年
１月７日におけるルネ・プレヴェン René Pleven 内閣総辞職、１９５３年５月２１日におけるルネ・マイエ
ル René Mayer 内閣総辞職、１９５５年２月５日におけるピエール・マンデス＝フランス内閣総辞職、そして
１９５５年１１月２９日におけるエドガ ・ーフォール内閣総辞職である。これらに関しては、J. Massot, op. cit., 
p.54 ; J. Bougrab, op. cit., p.483. 
152 この様な実例として、１９５２年２月２９日のフォール内閣総辞職、１９５４年６月１２日のラニエル内
閣総辞職、１９５７年５月２１日のモレ Mollet 内閣総辞職、そして１９５７年９月３０日のブールジェ＝モ
ヌリーBourgès-Maunoury 内閣総辞職が挙げられる。これらに関しては、S. Arné, op. cit., pp.320-324 ; J. 
Massot, Le chef du gouvernement en France, préf. M. Long, La Documetation française, 1979, no 
4537-4538, p.81. ; P. Pactet, L’évolution contemporaine de la responsabilité gouvernementale dans les 
démocraties pluralists, in  Mélanges offerts à G. Burdeau, op. cit., p.201 ; J. Bougrab, op. cit., p.483. 
153 「５９５名の国民議会議員の裡、２７９名が政府に対して白票を投じ、２５３名が青票を投じ、６３名が
棄権した。したがって、信任拒否がなされた訳ではないが、法案は否決されたのである。憲法の規定にも拘ら
ず内閣は総辞職した。何故と云って、それが議院内閣制の理というものだからである。」P. Pactet, L’évolution 
contemporaine de la responsabilité gouvernementale dans les démocraties pluralists, op. cit., p.201, 
note26. 
154 G. Vedel, op. cit.,p.471. 
155 J. Georgel, op. cit., t.I, p.108. 
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会議長に授権が為される、と云う習慣が採用されていたのである156。」したがって、制憲者が考えた信任
問題の規律化は、骨抜きにされていた。第４９条を迂回して、脱法的な手法で信任問題が提起されるよ
うになった。閣僚評議会議長が、国民議会がある特定法案の採択あるいは否決を行った場合、内閣は総
辞職するだろうと、「あらかじめ」国民議会に対して警告を発するという政治マニューバである。このマ
ニューバは第四共和制最初の閣僚評議会議長であるポール・ラマディエによって１９４７年８月に創始
された157。アルジェリー関連法案の討議において、ラマディエは「彼は、社会党のメンバーである限り
において、信任問題を提出しないよう努力するべきであった。しかし、政府の長としては、彼は、この
点に関して譲歩するということは国民議会における自身の多数派を失うことを意味するという事実に気
づいていた158。」執行府が諸政党・諸派閥の寄り合い所帯であらざるをえなかった第四共和制ならではの
問題状況である。このとき、閣僚評議会議長ラマディエは、本法案の否決は、政府をしてその政策の首
尾良き実施を挫かせるものであり、本法案が否決された場合、重大な結果が引き出されることとなるで
あろう、と、下院に警告を発した159。ラマディエは、自身の所属する党に逆らうことによる不都合を回
避するべく、苦肉の策として、憲法第４９条によらずに信任問題に近い効果を狙ったのである160。この
手法はシューマンに継承され、一層頻繁に用いられた。１９４８年１月、シューマンは国民議会に対し
て、課税率に関して提出された修正案を採択することは「法案の否定に等しく、信任拒絶に等しいもの161」
であると警告し「私は、国民議会が私の宣言の射程を十分に斟酌することを冀うものである。仮に両修
正案の裡の何れかでも可決されることとなれば、政府はこの国の諸事に関する責任を負い続けることは
出来なくなるのだから。」と述べた。この宣言に対しては、国民議会議員デュクロ Duclos から、信任問
題が正式に提出されたと見て良いのか否か、議長に問い合わせがあった。この問い合わせに対して政府
は、「政府としては、政府自身の思惟と政府自身の企図とに反する表決が齎すであろう帰結に関して偽る
つもりはない。ただ、政府としては、法的に規定された正式な意味合いにおける信任問題を提起しては
いない、、162、」と返答した。政府からの圧力の下、国民議会議員たちは修正案を否決した163。この様な１
９４６年１０月２７日憲法第４９条に対する脱法的行為・事実上の信任問題提起のマニューバをコリア
ールは「偽性信任問題 pseudo question de confiance」と表現する。「政府は国民議会の表決に対して精
確な政治的意味合いを与えることとなり、国民議会から発された表決が政府自身の意向と対立するもの
であれば、それを以て一般政策に対する非難であると理解することとなろう。偽性信任問題は真正の信
任問題に課された厳格な形式尊重主義を免れている。形式は最早厳かな儀式めいたものではなく、信任
問題の宣言は前以て閣議において議論が為されているということを意味しなくなっている164。」以上のよ
うな消息を辿って、戦後改革が目指した信任問題の規律化は空洞化することとなった。 
                                                     
156 S. Arné, op. cit., p.263. 
157 この出来事に関しては、Cl.-A. Colliard, op. cit., pp.225-226. 
158 Ibid., p.225. 
159 「明確に申し上げたとおり、延期の申し出は受け入れ不能のものであった。私は次のことが必要で、欠く
べからざることと考えた。すなわち、アルジェリーの地位に関する法案が真に実り多い結果を齎すためには、
たとえ全会一致ではなくとも、少なくとも国民議会の大多数の議員の賛成を得た同法案の可決が必要である、
と。」Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 10 août 1947, p.4204. 
160 同法案は３１２対２７６で可決された。ibid. 
161 Ass. nat., JORF, déb. parl., séance du 3 janv. 1948, p.18. 
162 Ass. nat., JORF, déb. parl., séance du 3 janv. 1948, p.18. 
163 投票総数５８４の裡、２６２対３２２で、修正案は否決された。ibid. 
164 Cl.-A. Colliard, op. cit., p.224. 
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最後に、戦後改革によって単なる「登録の院」たる地位に落とされた共和国評議会が徐々に政治的な
役割を回復し、内閣に対して圧力をかける傾向を露わにしてきた点を検討しなければならない165。憲法
によって倒閣権を正面から否定されながらも、「意見の付与という自らの任務において、大臣を啓発し得
るあらゆる情報付与の権能が自らに与えられている166」と考え始めた上院議員たちは、１９４９年頃に
は、条約の承認、宣戦の布告に関する共和国評議会の諮問作用は、政府による政策に対する批判の権能
を包含する、と公然主張し始めた167。道具立ても揃っていた。共和国評議会は既に１９４７年には、院
内規則で、議員が政府に対して書面で質問を行う権利を168、同様に、委員会が調査を行う権能を169、更に
は口頭での質問についても規定していた170。以上のような院内規則が、共和国評議会の政治的武装解除
という憲法原則を掻い潜り、かつての元老院が有していた地位の失地回復を目指すものであることは、
他でもない共和国評議会議員自身が指摘している171。共和国評議会はなおもその政治権力の増大を目論
み、１９４９年には、その院内規則に「審議を伴う口頭質問 question orale avec débat」の制度を導入
した172。「審議を伴う口頭質問」が「決議」の採択を行うことが出来ると議院規則で規定されるには、全
く時間がかからなかった173。共和国評議会が「元老院」へと着実に先祖がえりを果たしてゆくこの過程
に対して、「『大臣質問』という語の代わりに用いられた『審議を伴う口頭質問』なる言葉を別とすれば、
そして『議事日程』と云う言葉の代わりに用いられた『決議案』と云う言葉を別とすれば、審議を伴う
口頭質問の手続は大臣質問のそれと同じものであった、、、174」とエミール・ブラモンは指摘している。
そもそも、閣僚評議会議長が幾度となく共和国評議会に信任問題を提出していた以上、共和国評議会の
「元老院化」は内閣公認の既成事実となっていった。ことがらの発端は、１９４８年６月、社会保障財
政規則に関する政府提出法案に対して、政府が議会に諮ることなく社会保障財政規則を修正することは
出来ない旨の修正案が共和国評議会に提出されたとき、閣僚評議会会議長であったアンドレ・マリ André 
                                                     
165 M. Merle, op. cit., p.401.この点については、藤野・前掲論文「フランス第四共和制における第二院の発展」
１～１３頁。 
166 P. Arrighi, op. cit., p.412  
167 Ph. Wiliams, op. cit., pp.481-482. 
168 共和国評議院規則第８２条と第８３条が書面での質問について規定しており、第８４条から第８６条まで
が口頭での質問について規定していた。Résol. du 5 juin 1947 poratnt règlement du Conseil de la 
République, RDP, 1947, p.436. 
169 共和国評議会規則第３０条；「共和国評議会は、その必要に応じて、統括委員会 commission générale あ
るいは特別委員会に対して、それらの委員会の管轄権に属する問題に関して調査を行う権限を付与することが
できる。特別の決定によって、共和国評議会は、その必要に応じて、諸委員会に対して、議院調査委員会によ
って受理された証言に関する１９１４年３月２３日法律に規定された調査権を付与することができる。」ibid., 
p.424. 
170 CR, JORF. déb. parl., séance du 5 juin 1947, pp.703-704. 
171 CR, JORF, déb. parl., séance du 5 juin 1947, p.704. 
172 この制度に関して規定していたのが共和国評議会規則第８７から第９１条である。例えば第８７条の規定
は次のようなものである。第８７条；「審議を伴う口頭質問を政府に対して行うことを望むすべての議員は、
審議の要請を付した質問文を議長に提出する。これらは当該委員会からの委任を受けた統括委員会の統括委員
長によって、あるいは少なくとも３０名の議員によって、署名されていなければならない。」Ｊ. Bruyas, 
L’évolution du Conseil de la République ( 8 décembre 1946-1re août 1949), Assemblée fantôme ou Sénat ?, 
RDP, 1949, pp.541-574, Ann. Les modifications apportées au règlement du Conseil de la Répulique, p.581. 
173 修正後の共和国評議会規則第９１条；「審議を伴う口頭質問についての一般的討議が終了した後、口頭質
問についての決議案が読み上げられる。本規則第２０条および第４１条にもかかわらず、決議案は管轄委員会
に送付されることなく、その場で審議される。決議案が付託されない場合は、議長は議事日程の続きに移るか
否か確認する。」ibid. 
174 E. Blamont, Les techniques parlementaires. PUF, coll. Que sais-je ?, 1958, no 786, p.107. 
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Marieが、同政府提出法案をそのままの形で共和国評議会が可決しなければ、内閣は総辞職するであろう
と警告した事件である。その結果、共和国評議会における修正案は最終的に否決された175。その後も上
院への信任問題提起は相次ぎ、共和国評議会の政治的地位は完全に既成事実化した176。また、１９５４
年１２月７日の憲法改正において、政府提出法案は何れの議院の執行部にも提出されなくてはならない
と規定することで、法案の往復審議 navette が復活、共和国評議会の立法に関する機能を強化すること
となった177。５４年憲法改正によっても、結局、共和国評議会に対する政府の責任は規定されるには至
らず、その点で共和国評議会による失地回復の動向は最後の一線を越えることはなかったが、しかし、
ジャン・ブリュヤが「忘却されていることがら」と指摘する次のような事実は、立法府の政府統制権能
の合理化・規律化という戦後改革の限界を最も明晰に適示している。「……議院内閣制において内閣に総
辞職を強いるものは何かと云えば、それは究極的には、両院の何れか一院によるこれこれの表決があっ
たという場合においては、かかる情況の下では自政府の政策を首尾よく実行することは最早不可能であ
ろうという、政府の長、あるいは政府構成員の感情である。この様な感情に関しては、国民議会であろ
うと憲法であろうと、紙に書くことは出来ないのであるし、今後もそのようなことは不可能であろう178。」 
 
 
 第２節 デクレ＝ロワ常態化と大臣責任 
 
ポール・バスティドは、第三共和制下の代議院について「自身の、本質的にはさして重要ではない作
用を重視する格好で、自身に課された基本的な役割について相当に無関心な状態になっていた179。」と指
摘している。代議院に限らず、元老院も含めて、第三共和制下のフランス議会は、立法の府としてより
も、寧ろ政府に対する統制の府として、自身のプレゼンスを高めてきた。しかし、第一次世界大戦後に
フランスを襲った経済恐慌に際して、本来の立法機能を低下させていた議会は、その無能力を曝け出し、
威信を低下させることとなった。経済・社会生活の喫緊の課題に対応する為、両院の無力という現実を
前にしてフランス政治生活が採用せざるを得なかった方法が、デクレによって立法府の本来の機能を肩
代わりさせるというものであった180。そもそも「デクレ＝ロワ décrets-lois」という語は、本来的には
                                                     
175 この事件では最終的に内閣の側が勝利を収めたものの、それが「丁度、第三共和制下の元老院と同様に」
上院の政治的権能の既成事実化に貢献した点で、同事件は重大であると指摘される。J. Georgel, La révision 
constitutionnelle. la Quatrième République à la recherche d’une politique gouvenementale, thèse Sciences 
politiques, Rennes, Imprimerie réunies, 1959, p.83. 
176 共和国評議会に対する信任問題は、１９５５年３月に、閣僚評議会議長エドガー・フォールによって、外
政に関して提起されており、また、１９５７年６月にも、閣僚評議会議長モーリス・ブールジェ＝モヌリーに
よって、財政に関する特別権限を共和国評議会に容れさせるために用いられた。Ph. Wiliams, op. cit., p.482 ; 
S. Arné, op. cit., pp.270-271. 
177 この１９５４年憲法改正によって「第二院の役割は諮問的なものから、再び強制的な性格を持ったものと
なった。」M. Baroli et D. Robert, Du Conseil de la République au Sénat : 1946-1958, préf. C. Poncelet, 
avant-propos R. Drago, 1re éd., PUF, p.122. 
178 Ibid. 
179 P. Bastid, op. cit., p.346. 
180 フランソワ・ゴゲルが説いているように、「大衆からは相当不評であったものの、恐らくその必要不可欠
な諸措置を採択することに関して両院が無能力であったことによって－これは特に代議院に関してそう云え
る、何故なら元老院はまだ幾らかかかる諸措置に対して理解を示していたのだから－、一定の領域に関して－
この領域は次第に広まっていったのである－デクレ＝ロワを公布する権限を政府に与える立法権の委任が不
可欠なものとなっていた。」F. Goguel, L’incapacité de la IIIe République à réformer ses institutions 
320 
 
第一帝政、第二帝政及び１８７０年のフランス共和国臨時政府下における「法律事項への命令制定権の
違法或いは単に不正常な浸食 empiétements illégaux ou simplement anormaux du pouvoir réglementaire 
dans le domaine de la loi181」という例外的な状態、或いは不適法な状態を指すに過ぎなかった。しか
し、第一次世界大戦後は、立法作用の高度化がますます求められる現実状況にもかかわらず、立法府が
立法作用を政府統制作用に劣後させる形でますます鈍化させていたが故に、議会の側からする委任に基
づいて、法律事項の領域において為された政府の行為を意味する語へと転換した182。それは、最早、違
法或いは不正常な状態ではない。何故なら主権的な立法府の自発的な同意に基づいているからである。
１９４６年１０月２７日憲法の制憲準備委員会において、本来不正常で不適法な例外状態としてのデク
レ＝ロワが適法で恒常化した常態となっていた第三共和制末期の政治生活は、批判の対象となり、同委
員会の報告者であったコスト＝フロレ Coste-Floret は、「議会は、度重なる自身の職務放棄によって、
わけてもデクレ＝ロワのシステムによって、立法権を執行権に委ねてしまった。その結果、かかる婉曲
的な手法によって、我々は諸権力混同の体制に逢着することとなった183。」と指摘した。制憲過程におけ
る政治的思惟も全く同断のものであった184。１９４６年１０月２７日憲法第１３条の「国民議会だけが
、、、
法律を議決できる。国民議会はこの権限を委任できない
、、、、、、
。」（傍点引用者）というあからさまな規定に、
第三共和制末期の政治慣行に対して極めて批判的な制憲者意思を読み取ることは容易である。尤も、第
１３条は「デクレ＝ロワ」を明文で禁止している訳ではなく、同条項がデクレ＝ロワの慣行の復活を許
容・もしくは抜け道を提供し得るものであるとの解釈は憲法制定当初から存在しており185、実際、制憲
者意思は実際の運用において骨抜きになっていった。第三共和制下に端を発し、１９４８年８月１７日
法律によって第四共和制に引き継がれた「枠組法律 lois-cadres」という立法技術は、法律で以て列挙さ
れた一定の事項を命令制定権の権限領域内に組み入れるというものである186。幾らかの相違点があるも
                                                                                                                                                                                  
(1919-1939), in P. Isoart et Ch. Bidégaray ( dir.), op. cit., p.665. 
181 この表現はナポレオン１世、ナポレオン３世或いは更に１８４８年と１８７０年の臨時政府によって為さ
れたある種のデクレに対して向けられたものであった。M. Mignon, Nature et effets juridiques d’une 
technique législative d’exception, mais d’utilisation répétée : le décret-loi, D. 1948, Chron, p.141. この点に
関しては、la note de P. F. R. ss. CE, 25 juin 1937, Union des véhicules industriels, S. 1937, III, pp.97-98. 
182 デクレ＝ロワの実際に関しては、M. Mignon, La pratique des décrets-lois et les principes généraux du 
droit public, thèse Lille, Lille-Grasse, Imprimerie E. Imbert, 1938 ; R. Ladreit de Lacharrière, Le système 
des décrets-lois et le régime parlementaire, Revue d’histoire politique et constitutionnel, 1937, 
pp.122-150 ; B. Mirkine-Guetzévich, Pleins pouvoirs sous le régime parlementaire, Annales de l’Institut 
de droit comparé de l’Université de Paris,Librairie du Recueil Sirey, 1938, vol. III, pp.69-86. 
183 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., 21 août 1946, p.3185. 
184 共産党憲法草案第１６条：「閣僚評議会 le Conseil des ministres は、暫時的な形においても、如何なる法
律も如何なるデクレ＝ロワも為すことが出来ない。閣僚評議会は法律について命じ、法律について注解を為す
rappler observation ために、法律に適合する形での宣言を為し、法律を適用するデクレを為すことのみがで
きる。」RDP, 1946, p.159. ; 社会党憲法草案第４９条：「国民議会のみが立法権を有する。国民議会は立法
権を何者にも委任することができない。いかなる法律もデクレによって修正されることは出来ない。」RDP, 
1946, p.170. 
185 J. Donnedieu de Vabres, Décrets-lois et pouvoirs réglementaires d’après la loi du 17 août 1948, D. 1949. 
Chron, p.5 
186 １９４８年８月１７日の法律第４８－１２６８号第２章第６条；「本法律の公布以後、本法律第７条に規
定するところの、その性質上命令の規律対象としての性格を有する事案に関しては、今後、閣僚評議会は、コ
ンセイユデタの意見を徴した上で、財政・経済担当大臣および関係大臣の報告を受けた上で、現行の諸規定を
廃止し、修正し、置換するために、デクレを発することが出来る。」JORF, Lois et décrets, 18 août 1948, 
p.8082 ; D. 1948, Législation, p.279. 
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のの187「枠組法律」による委任立法が「デクレ＝ロワ」の言い換え或いは再来であるということを少な
からぬ学説が指摘している188。更に、第四共和制は結局のところ、デクレ＝ロワの授権法の復活を阻止
できなかった。 
 本研究の全体構造の中で、ここで分析・検討するべき問題は次のように設定される。すなわち、一見
して立法領域における議会の後退と執行府の嚮導性を象徴するように思われる如上の政治慣行が、大臣
衆をして真正の政治責任の主体たらしめたのか否か、という問いである。フランスにおいて長らく大臣
の政治責任原理の現象を妨げてきた要因が、大臣における政治的自律性・自律的政策決定権の不在であ
ったことに鑑みると、曖昧不明確な立法委任であることがしばしばであったデクレ＝ロワ及び枠組法律
は、委任内容の遂行にあたって大臣衆の自律的決定を不可避的に要求するものであり、大臣責任制にお
いてその意義は小さくないとの感を持つ。但し、その反面として、政府による委任内容の遂行に対する
事後的統制の不十分という難局が新たに生じていた。事後的に立法府によって為されるものとされてい
た追認 ratification législative は、現実にはさほど実効的な統制ではなく、「政府による立法」と言
う重大な権力行使が責任に対する有効なサンクションとの連関の下に行われていない状況が招来された。
二つの共和制の下でデクレ＝ロワ、枠組法律を原因とする内閣総辞職が一件も存在していない点に鑑み
ると、極度の不安定にも拘らず一定の自律的政策決定の余地を大臣に与えた委任立法の慣行は、しかし、
大臣の政治責任という原理を現象させるには至っていないと結論される。 
 
  第１款、第三共和制下におけるデクレ＝ロワの生成と展開 
 
 デクレ＝ロワの慣行は、当初は第一次世界大戦下の戦時体制に対応するために生成し189、その後、主
として経済・財政領域において展開を見せることとなった。１９２４年以降、経済・財政領域に関して
能力の限界を見せた議会が、立法作用を執行府に委譲する形で、デクレ＝ロワの慣行は定着した。第３
次ポワンカレ内閣下の１９２４年３月２２日法律に始まり190、世界恐慌がフランスを襲った１９３０年
代にデクレ＝ロワは急増した。１９３３年１２月２３日財政法律191、１９３４年２月２８日法律192、１９
                                                     
187 何れも委任立法の基本構造という点を同じくするが、枠組法律は議会の承認のための所定の期間を経過し
た後ではじめて効力を発現するのに対し、デクレ＝ロワはその経過を待たずに直ちに発効する点が異なる。こ
れは枠組法律に基づいて制定されるデクレが法律案の形式を取る為であり、それ故、枠組法律に基づいて制定
されたデクレは、一定期間は行政訴訟の対象となるデクレ＝ロワと異なり、もとより行政訴訟の対象とはなら
ない。この点につき、デュヴェルジェ（時本訳）『フランス憲法史』前掲書２１５～２１６頁。加えて、枠組
法律によってデクレに委任された事項を議会が再法律事項化 relégaliser することが可能であった点も相違点
に数えられる。J. Charpentier, Les lois-cadres et la fonction gouvernementale, RDP, 1958, pp.220-270.なお、
枠組法律による委任がデクレ＝ロワによる委任よりも限定的である、とのデュヴェルジェの指摘・基準は、後
述の通り、必ずしも当てはまらない。 
188 Ass. nat.,JORF, déb. parl., séance du 8 août 1948, p.5522 ; G. Vedel, op. cit., p.502. 
189 先ず、国家配給制度に関する１９１８年２月１０日法律が成立した。Loi du 10 févr. 1918 établissant des 
sanctions aux décrets et arrêtés rendus pour le ravitaillement national, JORF, Lois et décrets, 12 févr. 
1918, no 42, pp. 1515-1516. 次いで、ドイツの敗戦によりフランスに復帰したアルザス・ロレーヌ地方の過
渡的な地位を規律するための１９１９年１０月１７日法律が成立した。Loi du 17 oct. 1919 relative au 
régime transitoire de l’Alsace et Lorraine, JORF, Lois et décrets, 18 oct. 1919, no 283, p.11522. 
190 Loi du 22 mars 1924 ayant pour objet la réalisation d’économies, la création de nouvelles ressources 
fiscales et diverses mesures d’ordre financière, JORF, Lois et décrets, 23 mars 1924, no 82, pp. 2754-2761. 
191 Loi de finances du 23 déc. 1933 tendant au rétablissement de l’équilibre budgétaire, JORF, Lois et 
décrets, 24 déc. 1933, no 301, pp.12774-12776 
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３５年６月８日法律193、１９３７年６月３０日法律194の何れも、経済政策、国家予算の均衡化に関して内
閣に特別の権限を付与するものである。第三共和制が瓦解する直前の第３次～第５次ダラディエ内閣下
での４本の授権法、すなわち、１９３８年４月１３日法律、１９３８年１０月５日法律、１９３９年３
月１９日法律、１９３９年１２月８日法律の内、後２本は、欧州における平和状態の破綻に伴って、国
防領域における内閣の権限強化に向けられている195。 
第三共和制下におけるデクレ＝ロワの展開は、１９３０年代中盤に至って、量的・質的転換を迎えた。
１９３０年の中盤に至るまでは、授権法の制定は散発的であったが、経済恐慌下の１９３０年代中盤に
その数が急増したのである。第三共和制下におけるデクレ＝ロワの慣行とは１２本の授権法の総体のこ
とであるが、この内の８本は、１９３３年以降に集中している。質的側面から見れば、１９２０年代ま
での授権法が詳細な規定によって政府への授権内容を限定していたことは、一見して明らかであるが196、
これに対して、１９３０年代におけるデクレ＝ロワは、授権内容に対する限定を大きく緩めることとな
った点で特徴的である。例えば、１９３３年１２月２３日財政法律は、諸大臣への授権に当たって、「永
                                                                                                                                                                                  
192 Loi du 28 févr. 1934 portant fixation du budget général de l’exercice 1934, JORF, Lois et décrets, 1re 
mars 1934, no 51, pp.2018-2027. 
193 Loi du 8 juin 1935 tendant à accorder au gouvernement des pouvoir exceptionnels pour assurer la 
défense du franc et la lutte contre la spéculation, JORF, Lois et décrets, 10, 11 et 12 juin 1935, no 136, 
p.6298. 
194 Loi du 30 juin 1937 tendant à accorder au gouvernement des pouvoirs exceptionnels pour 
redressement financier, JORF, Lois et décrets, 1re  juill. 1937, no 151, p.7418. 
195 Loi du 13 avr. 1938 tendant au redressement financier, JORF, Lois et décrtes, 14 avr. 1938, no 90, 
p.4226 ; loi du 5 oct. 1938 tendant à accorder au gouvernement les pouvoirs pour réaliser le redressement 
immédiat de la situation économique et financière du pays, JORF, Lois et décrets, 6 oct. 1938, no 234, 
p.11666 ; loi du 19 mars 1939 tendant à accorder au gouvernement des pouvoirs spéciaux, JORF, Lois et 
décrets, 20 mars 1939, no 68, p.3646 ; loi du 8 déc. 1939 modifiant l’art 36 de la loi du 11 juill. 1938 sur 
l’organisation de la nation en temps de guerre, JORF, Lois et décrets, 10 déc. 1939, no 306, p.13834. 
196 １９１８年２月１０日法律第１条；「戦争の期間中、そして敵対的行為の終結より６か月の間、国家配給
制度を保証することを目的として、デクレによって、人馬への食糧供給のための物資の生産、製造、運輸、売
買 vente、発売 mise en vente、占有または消費を規制または差し止めることができる。本法律の規定は民生
用の燃料供給に関して公布されるデクレに適用される。左の目的において、デクレによって商船を全面的に徴
用することができる。－本条の規定は、物資の価格統制に関する１９１６年４月２０日の法律に基づいて民生
用に国が買い上げることが許可されているその他の物資についても適用される。－本条の適用により公布され
たデクレは公布された当月中に両院による追認を得なければならない。」１９１９年１０月１７日法律第４条
第２項；「にもかかわらず、導入が緊急性を有する法的諸措置は閣僚評議会議長の提案に基づき且つ共和国委
員 commissaire général du Républiqueの報告に基づき公布されたデクレによって適用可能であると宣言され
る。かかるデクレは一か月以内に両院による追認を受けなければならない。」１９２４年３月２２日法律第１
条；「１９２４年に、国家の支出の削減が行われる。削減額は、総額にして１０億フランを下回ってはならな
い。－本法律の公布から４か月の間、政府は、コンセイユ・デタの議を経たデクレによって、閣議における追
認を得た後、斯かる経済政策を帰結し得る、行政機構のあらゆる改革、あらゆる簡略化を行うことを許可され
る。斯様にして講じられる諸措置が現行の法律に対して修正を行う必要を有するときは、デクレは６か月以内
に立法府の追認を受けなくてはならない。」１９２６年８月３日法律第１条；「政府は、１９２６年１２月３
１日に至るまでの間、政府は、公職務、公施設、公役務のあらゆる廃止・統合をデクレによって行うことを許
可される。これらの諸措置が、法律によって規定された機構・方式・手続の修正、あるいは予算の転移もしく
取り消しを必要とするときは、これらの諸措置は三か月以内に両院による追認を受けなくてはならない。」１
９３４年２月２８日法律３６条；「政府は、１９３４年６月３０日に至るまで、それに反する法律のあらゆる
規定の存在にかかわらず、閣議を経、閣僚評議会議長及び大蔵大臣の署名を付したデクレによって、予算の均
衡を図る経済政策を執行することが許可される。－かかるデクレは１９３４年１０月３１日までに追認を得な
くてはならない。かかるデクレは議会の決定が為されるまで執行力を有する。」 
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久的な授権197」、すなわち最早期間の定めをおいていないのである198。一ヶ条のみからなる１９３５年６
月８日法律が「投機に対して闘い、フランを防衛するための、法律としての効力を有する全ての措置199」
を講じる権限をラヴァル内閣に付与した様に、デクレ＝ロワは政府に対する極めて一般的な授権を行う
ものとなった。つまり、議会は、政府によって達成されることを望む目標を極めて一般的な形で提示す
るに留まり、その目標を達成するための具体的方途に関しては政府に完全な自由裁量を与えていた200。
単一の条文で、政府に対して議会が設定した目標達成のための「全ての措置」を許可するという方法は、
１９３７年６月３０日法律においても全く同断である201。全く同様の方法は－言葉遣いを「必要と考え
る措置」等と変えて－１９３８年から１９３９年にかけての授権法にも引き継がれた202。 
 つまり、第三共和制下におけるデクレ＝ロワの慣行は、議会から内閣に対する授権において、「目的・
目標」を定めつつ、その実現方式は放任するという方式に行き着くこととなったが、そうすることで、
大臣衆に付与された権限は、授権内容の「執行」から遠ざかり、遥かに自由裁量的なものとなった。斯
                                                     
197 R. Ladreit de lacharrière, op. cit., p.136. 
198 第８条；「本法律の公布より、行政改革が行われ、それに伴って公職務または公役務の廃止、職務の兼任
の制限または廃止、公役務の方式または機構の簡略化が為される。－本改革は、１９３４年度の予算に対して
供与された信用に基づいて、最低でも３億フランの削減を与えるものでなくてはならない。－それに反するい
かなる先法の存在にもかかわらず、本改革は関係大臣および財務大臣の副署を付したデクレにより為される。
法律の規定に対して修正を加えるとき、かかるデクレは一か月以内に両院に付託される。」第１２条；「１９
３３年２月２８日法律第７８条末文は以下の規定を以て代えられる：その権限がその任務の完遂に至るまで延
長される委員会によって為された結論は、関係大臣および財務大臣に付託される。左の諸大臣による副署を付
したデクレは、それに反する法律のあらゆる規定にもかかわらず、公施設に対する必要と判断された廃止また
は転換を為し、執行のためのあらゆる措置をとる。」 
199 １９３５年６月８日法律における唯一つの条文；「通貨切り下げを回避するために、元老院と代議院は、
政府が、１９３５年１０月３１日に至るまでの間、デクレによって、投機に対して闘い、フランを防衛するた
めの、法律としての効力を有する全ての措置を講じることを許可する。－閣議を経たかかるデクレは、１９３
６年１月１日よりも前に両院による追認を得なくてはならない。」 
200 M. Mignon, La pratique des décrets-lois et les principes généraux du droit public, op. cit., p.53.は、「フ
ランス議会が自らの特権の斯くも広大な領域を自身から放棄したのはこれが初めてである」と指摘している。 
201 １９３７年６月３０日法律における唯一の条文；「政府は、１９３７年８月３０日に至るまで、閣議にお
ける審議を経たデクレによって、国家の信用に対して為される加害への抑制、投機に対する闘い、経済の立て
直し、価格統制、予算、国庫および国防の均衡化を、為替管理とフランス銀行保有資産への管理を加えること
なしで行うためのあらゆる措置を講じることを許可される。－かかるデクレは、本法律の公布から３か月以内
に両院による追認に付されなくてはならず、いずれにせよ、１９３７年の臨時会期の最初の会議までに両院に
よる追認に付されていなくてはならない。」 
202 １９３８年４月１３日法律における唯一の条文；「政府は、両院の通常会期の終了に至るまで、そして遅
くとも１９３８年７月３１日に至るまでの間、閣議を経たデクレによって、国防、財政及び国民経済の立て直
しの為に必要な支出に直面して自身が必要と考える措置を取ることを許可される。－かかるデクレは両院の臨
時会期において、そして遅くとも１９３８年１２月３１日までに両院による追認に付されなくてはならない。」
１９３８年１０月５日法律における唯一の条文；「政府は、１９３８年１１月１５日に至るまで、閣議におい
て審議を経、追認を受けたデクレによって、国家の経済および金融情勢の速やかな建て直しを実現するための
措置を講じることを許可される。－法律としての効力を有するかかるデクレは、１９３９年１月１日までに両
院による追認に付されなくてはならない。」１９３９年３月１９日法律における唯一の条文；「政府は、１９
３９年１１月３０日に至るまで、閣議を経たデクレによって、国防に必要な措置を講じることを許可される。
－かかるデクレは１９３９年１２月３１日までに両院による追認に付されなくてはならない。」１９３９年１
２月８日法律における唯一の条文；「戦時における国民の組織化に関する１９３８年７月１１日法律第３６条
は以下の様に修正される：第３６条－敵対的行為が継続している期間、両院は平時と同様に、立法および予算
に関してその権限を行使する。にもかかわらず、差し迫った必要の存するとき、政府は、閣議を経たデクレに
よって、国防の必要によって課される措置を講じることが許可される。－かかるデクレは一か月以内に追認に
付されなくてはならず、両院が閉会中の場合には、その最初の会議において付されなくてはならない。」 
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様な権限を付与されたことによって、大臣衆は「自ら意思を決し、かかる意思を実行することが可能な
地位」に就くこととなったのである203。一般的・概括な形でのみ、達成されるべき目標が規定され、そ
の為の方途を指定しない授権法は、政府が授権法とは全く関係なく自ら企図した政策の実現の為に、随
意に援用可能であり得る。１９２０年代半ば以降、そして１９３０年代に入って加速した議会による政
策決定の放棄は、それまで議会による妨害によって幾度なく頓挫してきた改革を後押しすることにもな
った。例えば、地方分権の推進などは、政府に対して「公職務あるいは公役務の廃止または統合を為す
デクレ」の発出を許可するという、凡そ一般的な授権法としての１９２６年８月３日法律に基づくデク
レによって為されたが204、同法律の授権に基づくデクレは、授権法の規定する目的－それ自体すぐれて
一般的と言えるが－からの遠心性を示している205。授権内容の一般的な性格から、授権法が政府の自律
的な政策決定・遂行の口実として援用される情況は一般化してゆき206、ラヴァル内閣による１９３５年
１０月３０日のデクレは、「フランの防衛を目的とする」１９３５年６月８日法律による授権を根拠とし
て207、「文武両官の退職者の地位の修正に関する」デクレ208や「民事手続法典の修正に関する」デクレ209を
発出している。１９２０年代から１９３０年代にかけてのデクレ＝ロワ体制の実際の動態に鑑みれば、
要するに「政府は、全権法を同法が規定する目的とは何等の関係も持たない諸措置を採るために利用し
ていた210」と結論付けざるを得ない。但し、だからといって、「デクレ＝ロワを介して内閣が真正の政治
権力＝政治責任を回復するに至った」との結論を導出するのは早計である。すなわち、これら大臣衆の
自律的決定行為が、それに対する統制、責任のサンクションと結合されていたことを確認する必要があ
る。この作業に関しては、第３款において行う。 
 
  第２款、第四共和制における枠組法律 loi-cadreシステムとデクレ＝ロワ体制の再生 
 
枠組法律の淵源は、第三共和制末期、財政改革に関してドゥーメルグ内閣下で議決された１９３４年
７月６日法律にまで遡る211。１９３４年７月６日法律は、その制定過程において、従来のデクレ＝ロワ
との相違が明確に自覚されていた。同法律は立法府から執行府に渡される白地証書ではなく、立法府は
改革の基本原則を提示するだけでなく、基本原則を政府がデクレで以て実際政治に適用していく際の限
界も設定し、政府によるデクレが事後的に立法府の統制に服すること等が指摘され、立法府による立法
                                                     
203 S. Pinon, op. cit., p.312. 
204 JORF, Lois et décrets, 2 oct. 1926, no 230, pp.10907-10917 
205 更に１９２６年１２月３０日デクレは税関についての法規定の法典化に関するものであり、１９２６年８
月３日法律の目的からは隔たっていると言える。JORF, Lois et décrets, 31 déc. 1926, no 304, p.13747. 
206 R. Bonnard, Les décrets-lois du ministère Poincaré, RDP, 1927, p.276. 
207 因みに、同日は１９３５年６月８日法律による授権の期限の期日当日にあたっていた。同日付のラヴァル
内閣によるデクレについては JORF, Lois et décrets, 31 oct. 1935, no 256, pp.11407-11707. 
208 Ibid., pp.11408 
209 Ibid., pp.11458. 
210 ジェーズはこの様な自身の断定を正当化するために、１９３５年１０月３０日に政府が採択した幾つかの
デクレに依拠する形で行論している。「人が驚きながらも認めるところによれば、１９３５年１０月３０日、
ラヴァル政府は５００を超すデクレ＝ロワを採択したのである。そして、これらのデクレ＝ロワは皆揃って、
その根拠法においては、フランの防衛という目的を掲げるものということになっていた。しかし、これらのデ
クレ＝ロワの多くは国定通貨の境遇とは何の関係も持たないものであった。家長の権限と国定通貨との間にい
ったい何の関係があると言えるのであろうか？」note ss. CE, 29 nov. 1935 et 25 juin 1937, Union des 
véhicules industriels, RDP, 1937, pp.502. 
211 JORF, Lois et décrets, 7 juill. 1934, no 159, pp.6818-6819. 
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権の放棄と委任ではなく、執行府と立法府の「共有」であることが、強調されていた212。枠組法律はブ
ルム内閣でも踏襲され、１９３６年６月１９日の５つの枠組法律が成立した213。これらの枠組法律の特
徴は政府への委任内容を比較的詳細に規定していることであり、また、デクレによる現行法の修正可能
性を規定していなかったので、その必要性があれば、飽くまでも当該法律それ自体の立法府による改廃
が必要であった214。従って、枠組法律は飽くまでも法律の内容の「執行」のみを委任するに留まり、１
９３６年６月１９日の枠組法律に基づくデクレは、「実質的には、立法府からの正式な要請に基づいた命
令 règlement であり、法律の適用の条件について決定することを目的とし、一般的な効力を有する命令、
ということになる。形式的に見れば、かかる行政命令は、コンセイユデタの意見を徴した閣僚評議会議
長によるデクレ」に他ならない215。 
 枠組法律という委任立法の形式は第四共和制にも引き継がれたが、しかし、第三共和制下のそれがデ
クレによる現行法の改廃を認めないものであったのに対して、第四共和制下のそれはデクレによる現行
法の改廃まで、政府に授権するものを含んでいた点で大きく異なる216。従って、現行法の改廃を可能と
する枠組法律に関しては、それは実質的にデクレ＝ロワにおける授権法と異ならない、という指摘を受
ける217。また、枠組法律による委任がデクレ＝ロワによる委任よりも詳細な授権によると一概には言え
ず、例えば、第四共和制下における最初の枠組法律とされる218１９５３年２月７日予算法律は219、閣議を
経たデクレによる「予算の凍結 blocage des credits」（第８－１条）、予算に関する法案の提出（第６９
条）、社会保障、救貧に関する法案の提出（第７０条）を政府に授権していたが220、これら授権が不明確・
                                                     
212 CD, JORF, déb. parl., 28 juin 1934, séance du 27 juin 1934, p.1807. 
213 JORF, Lois et décrets, no 149, 26 juin 1936, pp.6698-6700. 
214 J. Charpentier, op. cit., p.229. 
215 G. Vedel, op. cit., p.519. ; P. Le Mire, La réforme du pouvoir règlementaire gouvernementale, RDP, 
1981, pp.1241-1269. 
216 「『枠組法律』あるいは『枠組条項 article-cadres』といったこれらの観念は、、、多義的なものである。
斯様な観念は実際には真正の法的意味を有していなかった。それ故、これらの観念が指し示している内容は一
個の自律的な法カテゴリーであるというよりも、寧ろ一個の立法技術であり、あるいは寧ろ二つの技術を指し
示していると理解される。すなわち、『枠組法律』の観念は立法技術という観点から二様に解釈される。第一。
原則法 Lois de principes として。ある時は、結局、枠組法律と呼ばれており、あるいはより正確に原則法と
呼ばれているが、原則法は自身が創設する制度の大枠を設定する以上のことはせず、詳細の規律の最大限をデ
クレによる適用に委ねるものである。そしてかかるデクレによる適用に際して、政府は何らかの異常な権限を
有するものではない。第二。枠組法律として。直近の法案においてこの表現が用いられたが、第一の理解とは
極めて異なった意味合いにおいて用いられている。何故なら、それは最早、係る法律を適用する命令によって
補完される通常の立法手続きではなく、特別権限の手続きだからである。ここにおいて枠組法律は、個別の命
令によって補完されるべき原則法では最早なく、政府が限界を超越して形式法に対する修正を行う権限を享受
するところの対象を定義づけることを目的とした授権法なのである。」A. de Laubadère, Des “ Pleins 
pouvoirs ”aux “demi-décrets-lois”, D. 1952 Chron, p.38. 
217 J.-L. Quermonne, La réforme de structure des territoires d’outre-mer et des territoires associés selon 
la loi-cadre du 23 juin 1956, D. 1957. Chron. 7, note 10. ; J. Charpentier, op. cit., p.249. 
218 J. Soubeyrol, Les décrets-lois sous la Quatrième République, thèse Bordeaux, 1954, préf. J.-M. Auby. 
Imprimerie Samie, 1955, p.101 ; J. Charpentier, op. cit., p.227. 
219 Loi no 53-79 du 7 févr. 1953, JORF, Lois et décrets, 8 févr. 1953, no 34, pp.1234-1243. 
220 予算法律第８－１条；「本法律の公布より１５日間、予算担当大臣および大蔵大臣によって副署された、
閣議を経たデクレにより、文武の役務の支出に割り当てられた予算、、、国庫の特別勘定における歳出超過分、、、
プログラムの許可に関して、支払それのみのための支出について、総額が８００億フランを超える分について
凍結を行う。」Loi no 53-79 du 7 févr. 1953, JORF, Lois et décrets, 8 févr. 1953, no 34, p.1235. 第６９条；
「政府は、次に規定する限度において、、、、を目的として税務上の調整のための法案を提出する。」第７０
条；「１９５２年度における直近に確認された財政情況と１９５３年度の見通しに基づいて、政府は、社会保
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長大に過ぎるとの指摘がジュール・モックによって為されており、彼は同予算法律を第三共和制下のド
ゥーメルグ、ブルム内閣下の枠組法律と同視することは出来ないとしている221。授権内容の不明確性と
いう点でも、第四共和制下の枠組法律とデクレ＝ロワの相違は相対的なものに過ぎない222。 
１９５３年２月７日予算法律に加えて、第四共和制下では三つの枠組法律、即ち、フランス海外県省
における国土開発のための改革及び諸措置に関する１９５６年６月２３日法律第５６－６１９号223、公
共施設の建設促進に関する１９５７年８月７日法律第５７－９０８号224、アルジェリーの諸制度に関す
る１９５８年２月５日法律第５８－９５号225が記録されているが、何れも政府に対して現行法律に規定
の改廃に関して授権している226。枠組法律の規定が曖昧不明確で一般的な授権規定であった限りにおい
て、政府にはデクレを制定する際に相当に広範な裁量の余地が付与され得る。デクレ＝ロワと同様に、
第四共和制下の枠組法律は改革の対象について規定するに留まっており、改革の具体的方式の決定は挙
げてデクレに委ねられていた。例えば１９５６年６月２３日法律は、その第１条で「統治一般の再組織
化、全てのフランス海外領土における県会 Conseil による統治制度の再組織化、更にこれら海外領土に
おける議会 assemblée への自由裁量権の付与」といった目的規定を置くが、具体的に如何なる改革が為
されるかはデクレに委ねられていた。１９５７年８月７日法律は第９条で「住宅、教育施設、公共設備
の建設のために公共団体が為す尽力の高度の生産性を保証するために固有に必要な、『全ての』命令制定
的、行政的、財政的措置を政府は講じる227。」（強調は引用者）と規定している。第三共和制下に存在し
た枠組法律と第四共和制下のそれとを比較して、マルセル・ワリーヌは次のように強調している、「行政
命令について規定する伝統的な法律システムとの相違は、、、実現されるべき改革についての規律密度が
一層低く、それ故、かかる改革が法律における規律対象ではなく、実際にはその法律に基づいて定立さ
れるデクレの規律対象となっている、この点に存在するのである228。」 
政府に対して広汎な自律的行動の余地を与えるかに見える枠組法律のシステムであるが、しかし、第
四共和制下に制定された枠組法律の数は多くはなく、第四共和制下においては、この立法技術が現実の
政治生活、大臣責任制に齎した影響はごく限定的であった。枠組法律というシステムは、議会と政府と
の間に強固な紐帯、強固な信頼関係が構築されていなければ作動しない。両者間のかかる関係は両者の
安定的な自同性に基礎を置くため、比較的安定した多数派の存在が前提として要求される。翻って、立
法府も執行府も極めて脆い多数派によって形成されていた第四共和制の土壌に、枠組法律と言う立法技
                                                                                                                                                                                  
障制度の改革に関する法案第５０９３号と救貧法の改革に関する法案第５０９４号を修正し、あるいは補足す
る修正規定を置く必要があるか否か表明する、、、」ibid., p.1242. 
221 Ass. nat., JORF, déb. parl., 28 janv. 1953, no 10, 3e séance du 27 janv. 1953, p.510. 
222 J. Charpentier, op. cit., p.228. 
223 Loi no 56-619 du 23 juin 1956, JORF, Lois et décrets, 24 juin 1956, no 146, pp.5782-5784 ; D. 1956, 
p.215. 
224 Loi no 57-908 du 7 août 1957, JORF, Lois et décrets, 10 août 1957, no 185, pp.7906-7915. 
225 Loi no 58-95 du 5 févr. 1958, JORF, Lois et décrets, 6 févr. 1958, no 31, pp.1379-1383.  
226 例えば、１９５６年６月２３日法律第１条は「本条に基づくデクレは、現行の法律の規定を、命令の形式
において、修正し、廃止し、改変することができる。」と規定していた。JORF, Lois et dcrets, 24 juin 1956, 
no 146, p.5783 ; D. 1956, p.215. ほぼ同様の規定は、１９５７年８月７日法律第６２条 JORF, Lois et décrets, 
10 août 1957, no 185, p.7915. にも、また、１９５８年２月５日法律第第１７条 JORF, Lois et décrets, 6 févr. 
1958, no 31, p.1380.にも見られる。 
227 JORF, Lois et décrets, 10 août 1957, no 185, p.7908. 
228 M. Waline, Les rapports entre la loi et le règlement avant et après la Constitution de 1958, RDP, 1959, 
pp.705-706. 
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術は根付き難かった。フィリップ・ウィリアムズは「枠組法律は政治的諸アクターのヨリ緊密な接触を
前提としていたので、ヨリ重大な政治的リスクを孕んだものだったのであり、枠組法律と云う手法を用
いることが出来るのは、自らが安定的な存在であることを認識している内閣だけだったのである。」と述
べている。それ故、「この新たなシステムは上手く機能しなくなり、あるいは最早用いられなくなった229。」
しかし、ますます高度化していく経済・社会生活に政治生活が応答するためには、立法府と執行府の協
働は必要不可欠である。枠組法律の穴を埋める技術が要請されるのは不可避である。果たしてそれはデ
クレ＝ロワ体制への「復帰 Retour230」であった。 
尤も、デクレ＝ロワの排除が制憲者意思によって、そして新憲法の第１３条によって明らかに示され
ていた以上、第四共和制劈頭にあっては、議会による立法作用の丸投げは流石に許容されなかった。１
９５３年７月までは、主として経済・財政領域に関して細目にまで渡って授権内容を規定する一群の法
律が見られた231。例えば、１９４８年９月２４日法律第１条は、２００億フランを給与支払のための予
算として、１００億フランを雇い入れのための予算として、政府に対して文武の官吏に関する予算額に
ついての経済制度を実現するための授権をなした232。同法律第１１条では更に、幾らかの例外と限度を
除いて、租税 impôt、料金 droits、強制手数料 taxes の額はデクレによって加算される、と規定してい
た233。しかも、第四共和制前半期、１９４６年から１９５３年にかけて議会は政府に対する授権法を悉
く拒否する傾向があり、主として税制改革などに関する政府提出法案に対する議会の非協力的姿勢によ
る内閣総辞職が相次いでいた。１９５１年１２月のプレヴァン内閣提出法案否決と内閣総辞職234、１９
５２年１２月のピネー内閣提出法案否決と内閣総辞職235、１９５３年５月のマイエル内閣提出法案否決
と内閣総辞職236などに見られる通り、国民議会は大規模な授権法の議決を悉く拒絶し、内閣による政治
的嚮導作用を阻んできた。しかも憲法第１３条の規範的射程に関する政府からの諮問237に対する１９５
３年２月６日のコンセイユデタによる答申は238、１９４６年の制憲者意思はデクレ＝ロワを禁じている
                                                     
229 Ph. Wiliams, op. cit., p.468. 
230 L. Delbez, Retour aux décrets-lois, Revue politique des idées et des institutions, 15 avr. 1953, 
pp.199-202. 
231 例えば、１９４８年９月２４日法律１，７及び１１条、１９４９年７月５日法律２条、１９５０年１月３
１日法律２９、３３条、１９５１年１月３１日法律第４条第１項、１９５２年４月１４日法律６，４５及び７
３条、１９５３年２月７日法律８，６９及び７０条など。この点に関しては、J. Soubeyrol, op. cit., pp.91-102. 
232 Loi no 48-1477 du 24 sept. 1948, JORF, Lois et décrets, 25 sept. 1948, no 228, p.9426. 
233 Ibid., p.9428. 
234 Projet de loi no 1935 portant réforme, dégrèvements et dispositions fiscales en vue de l’équilibre du 
budgetde 1952. ; Ass. nat., JORF, déb. parl., 5 janv. 1952, no 3, 4 et 5, séance des 4, 5 et 7 janv. 1952, pp. 
114-191. Ass. nat., JORF, déb. parl., 7 janv. 1952, no 5, p.191. 
235 Projet de loi relatif au développement des dépenses d’investissements pour l’exercice 1953 
(équipements de service civils, investissements et sociaux, réparation des dommages de guerre), Ass. nat., 
JORF, déb. parl., 17 déc. 1952, no 112, séance du 16 déc. 1952, p.6458 et s. 
236 Projet de loi édictant et prorogeant diverses mesures propres à assurer le redressement financier, 
Ass.nat., JORF, déb. parl., 20 mai 1953, no 42, 1re, 2e et 3e séance du 19 mai 1953, pp.2753-2796 ; Ass. nat., 
JORF, déb. parl., 22 mai 1953, no 43, séance du 21 mai 1953, p.2813-2827. 
237 RDP, 1953, p.170. 
238 Avis du 6 fvr. 1953, RDP, 1953, pp.170-171. ; B. Stirn, Commission de la fonction publique. Avis no 
60-497, 6 février 1953. Tradition républicaine. Domaine de la loi et du règlement, in Y. Gaudemet, B. 
Stirn, T. Dal Farra et F. Rolin, Les grands avis du Conseil d’Etat, préf. M. Long, 3e éd., Dalloz, 2008, 
pp.83-88. 
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と再確認した239。確かに答申は、立法府が一定の事項、例えば命令制定権の管轄領域に関して法律事項
から外すこと délégalisation が可能であり、議会が移送権 droit d’évocation、すなわちこれらの事項
に関して再び法律事項とすること relégaliser の権利を行使しないことも可能であるとするが240、とは
言え、一定の事項に関しては法律事項から外すことは出来ないと明示している241。更にコンセイユデタ
は、議会によって為される立法権の広汎な委任となる一般的・不明確な脱法律事項化は許容されない旨、
示している242。 
しかし、このコンセイユデタ答申の数か月後、第四共和制はデクレ＝ロワ体制に復帰した。１９５３
年７月以降の政治動向は、コンセイユデタ答申を無視して三本の授権法を成立させた。１９５３年夏と
１９５４年春の三法律、すなわち「経済及び財政再建に関する」１９５３年７月１１日法律第５３－６
１１号243、「財政の均衡、経済成長、社会の発展に関するプログラムの実施を政府に許可する」１９５４
年８月１４日法律第５４－８０９号244、「経済、社会、税に関する事項について政府に特別の権限を付与
する」１９５５年４月２日法律第５５－３４９号245である。１９４８年８月１７日法律第６条246に基づい
て、１９５３年７月１１日法律は第５条で命令制定権に割り当てられる事項を列挙し247、同第６条は、
政府に対して一定期間、「国家、公共団体、公施設の支出に繋がる、全ての法律規定の財政上の効果を制
限し、中断させ、あるいは延期させる248」授権を行った。更に、同第７条は命令制定権に割り当てられ
                                                     
239 RDP, 1953, p.170. 
240 「、、、原則として、立法府は主権的に souverainement 命令制定権の管轄領域を決定できることにより；
この理由から、立法府は立法権の管轄領域に関する一定の事項を命令制定権の管轄領域に組み込むことが可能
であり、斯様にして命令制定権の管轄領域に組み込まれた事項に関するデクレは法律の規定を修正し、廃止し、
あるいは置き換えることが可能であることにより；斯様にして修正し、廃止し、あるいは置き換えられた法律
の規定は、立法府が当該事項をそれ以降命令制定権の管轄領域から外されるものとして再び移送するまでの間
は、別のデクレによって修正され得る。」ibid., pp.170-171. 
241 「ただし、憲法の規定する所により、また、憲法前文と憲法前文においてその原理が再確認されている１
７８９年の人権宣言から特に顕著に帰結するところの共和主義憲法の伝統により、一定の事項に関しては法律
に留保されることにより；したがって、立法府がこれらの事項にまで命令制定権を拡張することが出来ないと
いうことにより；そして、これらの事項に関して補足する任務を政府に対して委ねる際には、立法府は基本的
原則を提示することが出来るにとどまるということにより。」ibid., p.171. 
242 「最後に、憲法第３条によって『憲法事項以外の全ての事項について、国民議会におけるその代表者を通
じて』主権を行使するフランス人民に属することにより、命令制定権の拡張が、その一般性と不明確性によっ
て、政府に対して国民の主権の行使を委譲する国民議会の意思を表示するものである以上、憲法第３条に違背
するものであることにより。」ibid. 
243 Loi, no 53-611 du 11 juill. 1953, JORF, Lois et décrets, 11 juill. 1953, p.6143 ; D. 1953, Législation, 
pp.237-239. 同法律に関しては、R. Chapus, La loi d’habilitation du 11 juillet 1953 et la question des 
décrets-lois, RDP, 1953, pp.954-1006. 
244 Loi, no 54-809 du 14 août 1954, JORF, Lois et décrets, 15 août 1954, p.7858 ; D. 1954, Législation, 
pp.352-353. 
245 Loi, no 55-809 du 2 avr. 1955, JORF, Lois et décrets, 3 avr. 1955, no 81, pp.3289-3290. 
246 １９４８年８月１７日の法律第４８－１２６８号第２章第６条；「本法律の公布以後、本法律第７条に規
定するところの、その性質上命令の規律対象としての性格を有する事案に関しては、今後、閣僚評議会は、コ
ンセイユデタの意見を徴した上で、財政・経済担当大臣および関係大臣の報告を受けた上で、現行の諸規定を
廃止し、修正し、置換するために、デクレを発することが出来る。」JORF, Lois et décrets, 18 août 1948, 
p.8082 ; D. 1948, Législation, p.279. 
247 シャプスは、この第５条の規定が、第６、第７条の規定よりも不明瞭であることを指摘している。この第
５条の規定は「『現行の規定を修正し、廃止し、置き換えるために、、、これ以降にデクレが制定される。』
とのみ規定する１９４８年８月１７日法律第６条を参照させている。しかし、これらの『規定』は現実には『法
律の規定』ではないか、としか疑いようがないであろう。」R. Chapus, op. cit., pp.965-966. 
248 JORF, Lois et décrets, 11 juill. 1953, p.6143 ; D. 1953, Législation, p.238. 
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る別の事項を列挙した上で、それら事項に関して、デクレは「現行の法律の規定を修正し、あるいは廃
止することができる249。」と明示的に規定している。第６条には期間の限定があるものの、第７条が期間
の限定を付さずに現行法律の規定の修正・廃止を政府に対して授権しており、同法律は、枠組法律のシ
ステムからデクレ＝ロワのシステムへの第四共和制の復帰を性格付けていると言える250。 
後続の１９５４年８月１４日法律は251、経済成長、国庫収入の増大、雇用の安定、消費者の購買力の
向上、海外領土における生活水準の向上等の目標を含む、一カ条のみからなるものであるが、単一の条
文でデクレへの委任を行うという以前のデクレ＝ロワ体制に特徴的な傾向への復帰を象徴している。し
かも、政府がデクレを用いて達成するべきと同法律が示すこれらの目標には、全て「とりわけ notamment」
という副詞が伴っており、政策の選択に当たって政府が自由裁量的に行動する余地は広いと言える252。
１９５４年８月１４日法律に規定された期限が過ぎる前に総辞職したマンデス・フランス内閣の後を襲
ったフォール内閣の要請に応じて、同法律の期限の延長を行ったのが１９５５年４月２日の新たな授権
法律253であり、１９５４年８月１４日法律とほぼ同じ構造を持つ。第一に、単一の条文から成り立って
いたこと、第二に、政府への授権に当たって設定された目標に関して、「とりわけ」という副詞を用い、
限定列挙の方法を取っていないという点である。デクレ＝ロワ体制復帰後の第四共和制における授権法
は、かようにして、政府に対して政策目標の実現手法に関して、大幅な選択の余地を認める体を取って
いた。但し、自律的行動の余地を認められた政府が、実際に政治権力－政治責任の主体となり得ていた
かは、別個検討する必要がある。 
 
  第３款、政治責任の生成に失敗した両共和制 
 
 デクレ＝ロワ体制も枠組法律のシステムも、デクレに対する一般的授権を行う傾向が強かったので、
具体的な政策目標の実現の方式はもとより、政策目標の具体像の設定に関しても、第三・第四共和制下
の執行府に対して、自律的な選択の「余地＝可能性」を与えていたこと自体は、事実である。じっさい、
                                                     
249 Ibid. 
250 「したがって、ある法律の規定が執行機関に対して、執行機関自身が法律によって、ただし一定の期間の
裡に制定されるデクレを以てのみ為される、法律への修正あるいは廃止によって実現する権限を付与する以上、
このことについて解釈すると、斯様な法律の規定は１９４８年８月１７日法律第６条所定の手法（これはすな
わち一定の法律の『脱法律事項化』の手法である）を用いるものではないという結論は、間違いないであろう。
そして、斯様な法律の規定は全く別の手法、すなわち嘗て第三共和制下において一般的に用いられ、微妙に不
精確な呼称ではあるものの一般には『デクレ＝ロワ』なる呼称で知られていた手法、あるいはより正確には『全
権法 lois de plein-pouvoir』あるいはまた立法権の委任として知られていた手法を用いるものに他ならない、
斯様な結論に間違いなく至ることであろう。」M. Waline, note ss. CE 25 janv. 1957, sté Charlionais et Cie, 
RDP, 1957, chron. p.139. J. Donndieu de Vabres, L’article 13 et les décrets-lois, D. 1953, Chron. p.139. 深
瀬忠一・前掲論文「フランス第五共和制憲法の成立とその基本構造」３１～３２頁。 
251 JORF, Lois et décrets, 15 août 1954, p.7858 ; D. 1954, Législation, p.352-353. 
252 J. Soubeyrol, op. cit., p.121. 
253 １９５５年４月２日法律における唯一の条文、第１条；「政府は、１９５５年５月２０日に至るまでの間、
１９５４年８月１４日法律に規定された権限を行使することができる。加えて政府は、１９４８年８月１７日
法律第６条規定の形式に従って、以下の各号に掲げられた事柄を為すことができる。a 号；１９５５年６月３
０日に至るまでの間、とりわけ農業における転換、新たな産業の導入、観光の推進を助長することによって、
不完全雇用と不十分な経済発展を被っている地方の振興を推進すること。 、、、（以下略）、、、。」JORF, 
Lois et décrets, 3 avr. 1955, no 81, pp.3289-3290. 
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カピタンは、執行府への権力移譲と議会政相対化の一手法として、デクレ＝ロワ体制を評価していた254。
但し、大臣責任の問題においては、大臣および大臣衆において自律的な選択の余地と行動の幅が与えら
れていること自体から、政治的に責任ある何らかの政治権力が生成しているとの結論が、そのまま導き
出される訳ではない。政治責任を伴った真正の政治権力が生成していると言えるためには、大臣の個別
的・連帯的な権力行使としての政策決定が、議会によって実効的に統制されている必要がある。大臣に
よって行使される権力が政治的な統制を欠くとき、そこでの権力は政治責任を伴った真正のものと言う
ことは出来ない。尤も、大臣及び大臣衆の自律的な政策の選択が、国政の最終的な方針決定として貫徹
されることが必要である。大臣による政策決定が、現実政治に適用されるに先立って他の権力主体から
悉く妨害される状況があるとすれば、そもそも統制の対象となる政治権力の行使自体が失調状態にある
と見なければならない。以上の様な問題意識に立って、本款では、第三共和制後期から第四共和制にか
けての委任立法恒常化の常態が、実際には大臣の政治責任を実効化させ得なかった消息を確認する。以
下、第三共和制下のデクレ＝ロワ体制、次いで第四共和制下の枠組法律のシステム、最後に第四共和制
が立ち返った授権法による事実上のデクレ＝ロワの実態、其々について、如何なる要因によって大臣に
おける真正の政治権力＝政治責任を伴った実効的政治権力の生成が阻害されていたかを行論する。 
 第三共和制下、１９１９年から１９３９年にかけて議決された授権法は、法の建前としては、政府を
野放しの地位に置くものではなく、幾つかの条件を科すことによって政府権限の行使に制限を掛けてい
た。授権法が政府権限の行使に当たって一般的に要求した条件の内、最も典型的なものが授権期間の限
定である。第三共和制下における授権法は、多くの場合１か月から５か月の期間を設定して政府に授権
している255256。授権期間の設定と並んで普遍的に見られる条件が、デクレの採択における閣議 Conseil des 
ministresの要求である。授権法に基づいて、政府によって採択されるデクレは閣議で議決されるもので
なくてはならない。１９２４年３月２２日法律が採用し、１９３４年以降の全ての授権法が採用するこ
の様式の意義は、かかるハードルをデクレの採択において設けることによって「政府内において議会内
の多数派を代表する全ての大臣が、当該デクレについて議論し、当該デクレについて責任を取ることが
できるようにする」ことにある257。デクレが採択されるまでの過程に対する授権法による統制は、他に
も種々の態様が存在する。例えば、１９１９年１０月１７日法律はデクレの採択に関して、当該デクレ
が閣僚評議会議長によって提案され、共和国委員による報告が為されなくてはならない、という条件を
科す。また、１９２４年３月２２日法律は、デクレがコンセイユデタの議を経ていることという条件を
科す。幾つかの法律は副署を要求しており、例えば１９３３年１２月２３日の財政法律は関係する大臣
と蔵相の副署を要求しており、１９３４年２月２８日法律は閣僚評議会議長と蔵相の「相互署名
contre-signature」を要求していた。 
                                                     
254 R. Capitant, La réforme du parlementarisme, Recueil Sirey, 1934, pp.20-22. 
255 １９３８年１０月５日法律は政府に対して１９３８年１１月１５日までの間にデクレ＝ロワを議決するこ
とを許しているが、これは１か月半の期間ということになる。１９３７年６月３０日法律について見れば、２
か月の期間を定めている。１９３８年４月１３日法律は「両院の通常会期が閉じるまで、そして遅くとも１９
３８年７月３１日に至るまで」政府に対して特別権限を付与している。４か月間の期間を定めているのは、１
９２４年３月２２日法律、１９３５年６月８日法律、１９３４年２月２８日法律である。１９２６年８月３日
法律について見れば、政府に対する授権の期間は５か月となっている。 
256 ごく例外的な場合に限って、より長期の授権期間が設定される。例えば、１９１８年２月１０日法律は「戦
争が継続している間、そして敵対行為が已んでから６か月の間」政府に対して特別権限を付与している。１９
３９年３月１９日法律は政府に対して８か月以上の期間に渡って授権している。 
257 Note de P. de F.R. ss. CE 25 juin 1937, Union des véhicules industriels, S. 1937. III. p.100. 
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 第三共和制下の授権法が政府権限に対して授権期間に制限をかけることによって形式的に、第二にデ
クレの採択過程に対して統制を掛けることによって実質的・政治的に、政府による自由裁量権に一定の
歯止めをかけているのに加えて、授権法による政府権限への政治的統制としてより一層重要であるのが
258、デクレ＝ロワに対する議会の追認の手続である。その公布と同時に執行力を有するとはいえ、デク
レ＝ロワは、１か月から９か月の範囲で定められた一定の期間の内に、両院による追認の手続きに付さ
れなくてはならなかった。両院がデクレを追認した場合、デクレの規定は直ちに法律へと転換される。
両院がデクレへの追認を与えなかった場合、あるいは政府がデクレを追認手続きのための所定の期限を
守って提出しなかった場合、何れの場合にあっても、デクレ＝ロワは自動的に廃止される。政府による
デクレが期限内に追認手続に付され、議会が審議を行ったものの、議決には至らなかった場合、デクレ
は一つの立法形式として有効なものではあるが、しかし、法律としてではなく、行政行為としての限り
において有効なもの、ということになる。デクレ＝ロワは、執行機関によって採られた命令制定行為と
しての地位に留まるのである259。従って、デクレ＝ロワ体制は、確かに政府権限の行使に対して立法府
の側からする終局的な統制機制をシステム上組み込んでいたものとして性格付けることが出来るが、し
かし、この様なデクレ＝ロワ体制の性格は飽くまでも制度上の建前であり、理論上、そのまま第三共和
制下のデクレ＝ロワ体制の現象形態と重なると言う結論が導出される訳ではない。デクレに対する追認
の機会がシステム上、保障されているにしても、しかし、この場において取り得る立法府の態度によっ
て、デクレに対する統制が有効に機能するか否かは多分に不確定的なものとなる。デクレに対する否定
的或いは肯定的な価値判断が立法府から明瞭に示されたのであれば、そこに統制の作用を認めることが
出来る。しかし、立法府の判断回避が可能である限りにおいて、デクレ＝ロワ体制は、大臣責任の問題
との関わりにおいて、理論と実態の乖離を生じさせることとなる。政策決定に当たって、幅のある選択
肢とそこでの自律的決定権を大臣衆に与える点において、デクレ＝ロワ体制は大臣責任の前提条件であ
る自律的政治権力を生成している様に見える。１９２６年８月３日以来、政府は、１９３７年６月３０
日の授権法を除いて、それぞれの授権法に依拠して、ヨリ一層多くのデクレを定立するようになってい
った260。しかし、「大臣責任＝政治責任」は、デクレに対する議会による追認という機制の実効的な作動
                                                     
258 Y. Gaudemet, Sur l’abus ou sur quelques abus de la législation déléguée, in L’esprit des institutions, 
l’équilibre des pouvoirs, Mélanges en l’honneur de P. Pactet, Dalloz, 2003, p.624. 
259 G.Jèze, Le contrôle juridictionnel des décrets-lois, note ss. CE, 29 nov. 1935 et 25 juin 1937, Union des 
véhicules industriels, RDP, 1937, p.503. 
260 「１９２４年３月２２日法律を執行するデクレは一本も定立されなかった。この他の法律は頻繁に用いら
れた。１９２６年８月３日法律を執行する諸デクレは数多くの行政改革を実現させた。１９３４年２月２８日
法律を執行するものとして為された諸デクレも行政改革に関係があるが、加えて、国庫からの俸給および年金
支払い les traitements et pensions sur le Trésor public、経済活動の種々の分野に関する改革も為したのであ
った。１９３５年６月８日法律を執行する諸デクレは、その数は数百に上るのであるが、その扱う対象が極め
て多様であり、その多様な対象の数多くのものは授権法の対象とは程遠い関係にあった。これとは逆に、政府
は１９３７年６月３０日法律を執行するデクレは極めて少数しか定立せず、元老院予算委員会委員長あての教
書の中で提案を行うにとどめている。」in Note de P. de F. R. ss.CE 25 juin 1937, Union des véhicules 
industriels, S. 1937, III, p.97. ; 「（デクレの数は）１９１８年の段階では非常に限定されたものであった。
１９２４年３月２２日法律は全く使われることがなかったものである。１９２６年８月３日法律に依拠するデ
クレも、その数は極めて多いという訳ではなかった。１９３４年２月２８日法律第３６条は注目に値するほど
数多くのデクレを生み出した。これにいや増して一層数多くのデクレが１９３５年６月８日法律に依拠して定
立された。およそ３５０本のデクレが定立されることとなったのである。」in note L. Rolland, ss. CE 25 juin 
1937,Union des véhicules industrielles, D. 1937, III, p.35. ; 1934 年２月２８日法律第３６条に基づいてドゥ
ーメルグ内閣が定立したデクレ＝ロワに関しては、A. Heilbronner, Les décrets-lois du ministère 
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を以て完成する。第三共和制下の政治生活は、立法府によるかかる事後的統制に関して、如何なる実態
を見せたか。この点についての検討が必要である。 
 戦間期の第三共和制の立法動態を見てみれば、授権法に基づいて政府が定立したデクレへの追認を議
会が拒んだケースは稀である。確かに、１９２６年８月３日法律の授権に基づく何本かのデクレが両院
によって廃止されたケースを挙げることが出来261、両院は１９３４年２月２８日法律および１９３５年
６月８日法律に基づいて定立された１９３４年６月３０日のデクレ＝ロワの幾つかの規定、１９３５年
７月１６日の２本のデクレ＝ロワの幾つかの規定を修正し、廃止さえしている262。立法府の事後的な追
認が全くシステマティックに与えられるものであったわけではない。しかし、結論においては、立法府
による事後的統制は殆ど実効性を欠いていたと性格付けざるを得ない。この様な結論は、立法府が数少
ない否定的意思表示と数多くの肯定的意思表示を慣行としていたという事実から引き出されるのではな
い。そうであるならば、立法府は少なくとも意思表示を明確に行うだけのことはしていたということに
なる。寧ろ、立法府が何等明確な意思表示をすることもなく、それ故立法府自身によって、デクレ＝ロ
ワのシステムにおいて大臣責任が成立するのに欠くべからざる追認の場それ自体が掘り崩されていたと
いう事実から、この様な結論が引き出されるのである。両院がデクレに対する追認に肯定も否定もしな
いというケースは非常に多く見られた263。とは言え、ガストン・ジェーズが指摘する通り、「政府に対し
て科された期限は、政府が追認を受けるべき法律案を『提起する』ためのものであって、議会にとって
の、同法律案を議決するための期限ではない。期限内にデクレ＝ロワが両院に対して提出されるだけで、
当該デクレの執行力の保持のためには十分なのである264」から、授権法に基づいて成立したデクレがそ
の公布と同時に備えた執行力には何等の影響もない。そもそもデクレ＝ロワという立法慣行が生成され
                                                                                                                                                                                  
Doumergue, Rev. pol. parl., 1935, pp.254-261, t. CLXII ; １９３５年６月８日法律に基づいてラヴァル内閣
が定立したデクレ＝ロワに関しては、特に、C.-J. Gigoux, La politique des décrets-lois, Rev. pol. parl., 1935, 
pp.3-15. 
261 F. Hamon et M. Troper, Droit constitutionnel, 31e éd., LGDJ-Lextenso, 2009, p.399. 
262 第１条；「本法律の施行の時より、昇進期間を延長する１９３５年７月１６日デクレおよび公務員向けの
第２級住居手当あるいは第２級世帯向け住居手当を廃止する１９３５年７月１６日デクレは廃止される。－多
子家庭への国家的奨励のための支給金の金額を変更する１９３４年６月３０日デクレ第１条は廃止される。同
支給金の金額は１９３０年４月１６日法律によって規定された金額に復する。－公役務、国家、県、コミュー
ン、公的委託事務に属する公務員への俸給と恩給の最低額を引き上げは、１９３４年２月２８日法律、１９３
５年６月８日法律を適用するデクレ＝ロワによって規定された控除に服することなく為される。－この最低額
以上の額で、控除は累進的な形で復される。－国家の行財政の良好な運営に違背する恩給の競合、何であれ給
与の競合、職務の競合は、廃止される。」Loi apportant des aménagements aux décrets-lois pris en vertu des 
lois des 28 févr. 1934 et du 8 juin 1935 qui instituent des prélèvements sur les traitements, salaires, 
indémnités et retraites des fonctionnaires de l’Etat, des départements et des communes et des agents des 
services publics et concédés, JORF, Lois et décrets, 21 juin 1936, no 145, pp.6698-6700. 
263「行政行為に対する追認に関しては、それは理論上のものに留まり、従ってデクレ＝ロワはそのような限り
において運用されていたのである。」M. Morabito, Histoire constitutionnelle de la France ( de 1789 à nos 
jours ), 15e éd., LGDJ-Lextenso, 2018, p.367. ; 「、、、第三共和制、第四共和制下のデクレ＝ロワにおいて
既に、これらの諸原則によって、恐らく政治の現実を導いていくだけの幾らかの自由が得られていたのである。
両院執行部へのデクレ＝ロワ付託の期限が課されているとはいっても、デクレ＝ロワが失効することは殆どな
く、デクレ＝ロワに対する追認を行うための審議が組織されるべく義務付けるものは何物も存在しなかった。
すなわち、デクレ＝ロワは追認を欠いたとしても有効ではあり続けるのであり、ただ当該デクレ＝ロワに対し
てその定立者が与えたところの権限、すなわち命令制定権によって、かくあり続けるのである。」 Y. Gaudemet, 
Sur l’abus ou sur quelques abus de la législation déléguée, in Mélanges en l’honneur de P. Pactet, op. cit., 
p.460. 
264 G. Jèze, Le contrôle juridictionnel des décrets-lois, op. cit., p.502. 
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た要因が「不人気な政策実施の尻拭いを政府に取らせる」という議会の都合にあったことに鑑みると265、
この様な状況が生起するのは当然の結果であったとも云い得る。しかし、デクレ＝ロワのシステムが、
有効な政治責任を伴った立法権以上の機制である前提条件が、立法府が政府行為に対する追認の場で否
定的或いは肯定的な価値判断を明確にするところにある以上、制度が被っている首尾不一貫性は深甚で
ある266。 
システムが内在させる統制のメカニズムが実際には機能していなかったとなれば、システム外在的な
何らかの統制のメカニズムが意義を持つ。「追認」の手法によって行われる立法府による統制とパラレル
な形で成立し得るのが「越権訴訟」の手法によって行われる裁判的統制である。授権法に基づくデクレ
に対して越権訴訟が提起された場合、その受理性は、訴えの提起の時点で議会による追認手続きが未だ
行われておらず、両院に対するデクレの提出期限が未だ到来していない場合に限って成立する。これが、
極東海運会社 Compagnie des chargeurs d’Extrême-Orient 事件１９１８年８月３日判決267において、
政府が議会による追認の期間内に議会にデクレを付託しているとき、越権訴訟は受理性を有すると判断
されて以来、確立した判例法理であった268。つまり、内閣によって期限を守って両院に付託されたので
あるならば、当該デクレに対して両院が何等の統制権も行使しなかったとしても、未だ何時でも発動可
能性のある裁判的統制の余地が存在している。無論、追認手続によって政府が統制権を発動させれば、
デクレは命令的から法律へと性質変更され、越権訴訟は受理性を失う。 
 以上を綜合すれば、第三共和制下におけるデクレ＝ロワのシステムは、大臣における自律的決定権の
行使に対する有効な政治的統制を欠いており、したがって、大臣における政治責任の生成には成功して
いなかった。デクレ＝ロワ体制において大臣衆は自律的政策決定権を一定程度有することになり、表見
的にはそうすることで、議会優位の体制において一定の「失地回復」を為した観があるが、しかし、こ
のデクレ＝ロワのシステム自体が、不人気な政策決定を回避し、損な役回りを執行府に押し付けようと
する立法府の思惑に出たものであるから、このシステムは飽くまでも第三共和制の議会優位制の枠内に
留まるのである。従って、このシステムが、政治責任を伴った真正の政治権力を生成することは無かっ
                                                     
265 この点につき指摘するものとして、刑部荘「執行権の強化 仏蘭西」高見勝利編『刑部荘著作集』（２０
０８年、慈学会出版）２２３～２２４頁。 
266 Ph. Williams, op. cit., p.460. 
267 「デクレによって明示される特定の諸案件について議会が執行権に対して定立することを許可したデクレ
に対して追認する権限を議会が留保しているという事実が、かかる委任に基づいて定立されたデクレの性質に
変化を与え得るものではないことから；立法府自身がその明示的介入によってこれらデクレに対して法律とし
ての効力を付与していないにせよ、これらデクレが行政裁判所の統制に服する行政行為に留まり、行政裁判所
の統制が、これらデクレが立法府からの委任の限界を越権しているか否かを判断するものであるということか
ら、、」in CE 3 août 1918, Compagnie des chargeurs d’Extrême Orient, Lebon p.816. 
268 この様な解法は暗々裏にコンセイユデタ１９３０年５月３０日判決を帰結させたものであると言える（CE 
30 mai 1930, Synd. professionnel des épiciers en détail, S. 1931. III. pp.73-79, concl. M. Josse, note R. 
Alibert.）。この事件に関しては、政府委員によって次のような推測が述べられている。「１９２６年８月３
日法律第１条により、デクレ＝ロワが立法府による追認に服するものとされているが、デクレ＝ロワ案は有効
な期限内に付託されたにとどまっており、かかる追認はいまだ為されていない。したがって、これらデクレは
行政行為に留まっているのであり、そうである限りにおいてコンセイユデタによる裁判的統制 contrôle 
juridictionnel に服する。」この解法はその後１９３１年２月６日のコンセイユデタ判決によってより明示的
な形で確認されることとなった。同判決においてコンセイユデタは次のような考察を展開している。「かかる
付託が行われてはいるにしても、しかし、デクレは追認を受けた法律の如何なるものにも含まれていない。し
たがって、同デクレは法律としての性格を受けておらず、大臣はこの手段に関しては十分に権限あるものとし
ない。」in CE, 6 févr. 1931, Tardif, S. 1931. III. pp.47-48. 
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た。裁判的統制の可能性は、しかし、大臣の政治責任を追及にまで至るものではない。第三共和制後期
の政治慣行は、従って、真正の大臣責任制の確立に失敗している。 
次に問題となるのが、第四共和制下における枠組法律のシステムが、所謂「適用デクレ décret de 
développement」を通じて、執行府における真正の政治権力－責任を生成していたか、という点である。
枠組法律は適用デクレの定立に当たって種々の条件を付している。デクレの議決が閣議を経ていること
は何れの枠組法律にも例外のない最低限の条件で、コンセイユデタの意見を徴することや、関係大臣か
らの報告を要すること、等の条件を付した枠組法律も見られる269。また、何れの枠組法律も例外なく、
デクレの効力発生にあたり、議会による承認を停止条件として伏していた。１９５３年２月７日予算法
律がそれであり270、更に１９５６年６月２３日法律にあっては、立法府の側に対しても期限を切って、
明確な意思表示を義務付けていた271。従って、枠組法律における政府権限への統制のメカニズムは、第
三共和制下のデクレ＝ロワ体制における政府統制へのメカニズムよりも、幾分か強化されていると言え
る。そして、これら政府のデクレに対する統制が現実に作動するならば、大臣の政治責任の追及は可能
となる。大臣衆の連帯的な責任が追及され得る限りにおいて、デクレによって行使される権力は、かか
る権力の行使者の政治的責任との連関において民主的正統性を持つ。 
しかし、実際のところ、制度の運用実態は低調であった。第一に、第四共和制下における枠組法律の
中で、政府が適用デクレを定立することが出来たのは１９５３年２月７日予算法律272と１９５６年６月
２３日法律273の二本においてのみであり、１９５７年８月７日法律と１９５８年２月５日法律は所定の
期間中に適用デクレの定立に至らなかった。つまり、第四共和制下の枠組法律のシステムが政府におけ
る自律的政治権力を十全に生成していたとは言えない。１９５３年予算法律を除けば274、適用デクレの
定立に至った枠組法律は１９５６年６月２３日法律のみであるが、そこでの適用デクレは、悉く議会に
よって修正を受けていた。この点も第三共和制下のデクレ＝ロワ体制と対照的である。１９５６年６月
２３日法律に基づく４５本の適用デクレの内、第一条に基づく１７本のデクレは275、所定の期限を守っ
                                                     
269 例えば、１９５７年８月７日法律第６２条は「政府がその命令制定権によって取ることのできない、本法
律の第６条から第５８条に規定された措置は、閣議を経、経済財政担当大臣、関係する各大臣および閣外大臣
の報告に基づき、コンセイユデタの意見を徴した上で議決されるデクレの対象となる。」と規定する。また、
１９５８年２月５日法律第１７条第１項は「アルジェリー担当大臣および関係各大臣の報告に基づき、コンセ
イユデタの意見を徴した上での閣議を経たデクレは、本法律の執行に必要な全ての措置を講じる。」と規定す
る。 
270 １９５３年２月７日予算法律第６９条より抜粋；「これらの規定は全面的または部分的に、デクレによっ
て、先ず最初のものは１９５３年６月２０日から、次のものは１９５４年１月１日から、これらの日付に至る
までにこれらの規定が最終的に議会によって改廃を受けなかったのであれば、それぞれ効力を発生させる。」 
271 １９５６年６月２３日法律第１条より抜粋；「国民議会は２か月の裡にデクレを議決するか、否決するか、
修正するかの態度表明を為さなくてはならず、その後、デクレを共和国評議会へと送付しなければならない。
共和国評議会は送付されたデクレに対する態度表明のために３０日間の期間を与えられる。－デクレに対する
議会による審議は、国民議会執行部への付託から起算して４か月の裡に完遂されなくてはならない。－何れか
の院の態度表明の欠如は政府提出のデクレ法文に対する議決或いは再議決 reprise に等しいものとされる。」 
272 同法律に基づくデクレに関しては、Décrets du 20 févr. 1953 portant application de l’article 8 de la loi de 
Finances pour l’exercice 1053, no 53-113 à no 53-135, JORF, Lois et décrets, 21 févr. 1953, no 45, p. 1746. 
273 同法律に基づくデクレに関しては、J. Charpentier, op. cit., pp.231-235. 
274 同法律第８条に基づくデクレは２３本である。Décrets du 20 févr. 1953 portant application de l’article 8 
de la loi de Finances pour l’exercice 1053, no 53-113 à no 53-135, JORF, Lois et décrets, 21 févr. 1953, no 45, 
p. 1746. 
275 Décrets du 4 avr. 1957, no 57-458 à 57-466, JORF, Lois et décrets, 11 avr. 1957, no 86, pp.3857-3885. ; 
décrets du 22 juill. 1957, no 57-811 à 57-818, JORF, Lois et décrets, 22 et 23 juill. 1957, no 169, 
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て為された両院の一致した議決によって一本残らず全て修正を受けた276。第３条に基づく３本のデクレ277、
第４条に基づく２５本のデクレ278、これら２８本のデクレの内、２３本が、所定の期間内に両院の一致
した決定に従って修正の対象となっている279。以上を綜合すると、適用デクレの定立に関して政府が要
領を得なかった点で、また、政府による適用デクレを議会が悉く修正し、その結果として最終的な政策
選択・政策決定が議会の側に回収されてしまっていた点で、第四共和制下の枠組法律のシステムは大臣
の政治責任の前提となる自律的な政治権力の生成にそもそも失敗していたと結論付けざるを得ない。 
しかし、そもそも第四共和制下において復活したデクレ＝ロワの慣行が、大臣の政治権力－政治責任
の生成を可能ならしめるものであったか否かは一考を要する問題である。制憲過程も憲法の明文の規定
もデクレ＝ロワに対して極めて否定的であったから、第四共和制において復活せざるを得なかったデク
レ＝ロワのシステムは、政府に対する授権に当たって、種々の条件を付すことによって厳格な制限を加
えている。例えば、１９５３年７月１１日法律第６条は、同法律に基づくデクレは１９５３年１０月１
日までの間に－僅々３か月という期間的制約－、財政・経済担当大臣の報告に基づいて、閣議を経て制
定されなくてはならない、と規定する280。１９５４年８月１４日法律は、同法律に基づくデクレは１９
５５年３月３１日までの間に制定されなくてはならないとしているから、期間の制約に関してはやや緩
やかである。しかし、財政・経済担当大臣の報告に基づいて閣議を経るだけでなく、関係する各大臣の
報告に基づき、そしてコンセイユデタの意見を徴した上で、制定されなくてはならないとしているから、
その制定過程への規律は厳格である281。また、同法律における授権は、当該授権が与えられた当該内閣
に対してしか適用されず、新内閣への授権の転移といった事態は生じないとされているから、これは特
定内閣に対する授権であって、政府一般に政策決定権を生成する性格のものではない282。従って、そも
そも１９５３年と１９５４年の二つの授権法によるデクレ＝ロワのシステムは、政府の文字通りの自由
裁量権を実現するものとはいえない。とはいえ、極めて厳格な期間的限定にも拘らず、この二つの授権
法を政府が遺憾なく運用していたことは事実である。１９５３年７月１１日法律は極めて多数のデクレ
を生成させることとなった283。例えば同法律第５条がそれであり284、同法律第７条に至っては７０本に及
                                                                                                                                                                                  
pp.7252-7278. 
276 J. Charpentier, op. cit., p.233. 
277 Décrets du 3 déc. 1956, no 56-1227 et no 56-1228, JORF, Lois et décrets, 3 et 4 déc. 1956, no 282, 
pp.1155572-11573.;décret du 24 févr. 1957, no 57-239, JORF, Lois et décrets, 28 févr. 1957, no 50, p.2297. 
278 décrets du 13 nov. 1956, no 56-1131 à 56-1145, JORF, Lois et décrets, 14 nov. 1956, no 265, 
pp.10914-10929 ; décrets du 3 dc. 1956, no 56-1229, JORF, Lois et décrets, 3 et 4 déc. 1956, no 282, 
pp.11576-11580 ; décret du 10 dc. 1956, no 56-1249, JORF, Lois et décrets, 10 et 11 déc. 1956, no 288, p. 
11829 ; décrets du 24 févr. 1957, no 57-239 à 57-246, JORF, Lois et décrets, 28 févr. 1957, no 50, 
pp.2297-2311. 
279 この点に関しては上掲シャルパンティエの分析を参照、J. Charpentier, op. cit.,p.235. 
280 JORF, Lois et décrets, 11 juill. 1953, p.6143 ; D. 1953 Législation, p.238. 
281 １９５４年８月１４日法律より抜粋；「政府は、１９５５年３月３１日に至るまでの間、１９５５年度の
予算に含まれた規定に対して如何なる修正も為されないという留保の下で、財政・経済担当大臣および関係各
大臣の報告に基づき、また、コンセイユデタの意見を徴した上で閣議を経たデクレによって、全ての措置を採
ることができる、、、」JORF, Lois et décrets, 15 août 1954, p.7858 ; D. 1954, Législation, p.352. 
282 １９５４年８月１４日法律より抜粋；「本条によって政府に付与される権限は、理由の如何を問わず、本
法律公布の時において任にあった内閣が総辞職した日を以て終了する。」 
283 １９５３年７月１１日法律に基づいて制定されたデクレに関しては、R. Chapus, op. cit.,p.958, note.8 ; J. 
Soubeyrol, op. cit., pp.113-114. 
284 Décrets du 9 août 1953, no 707 à 709, 711, 712 et 714, JORF, Lois et décrets, 10 août 1953, no 187, 
pp.7051-7063 から décrets du 16 oct. 1953, no 1016, 1017 et 1019, JORF, Lois et décrets, 17 oct. 1953, no 
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ぶデクレの根拠法律となっている285。同様に数多くのデクレが１９５４年８月１４日法律に基づいても
制定されている286。制定されたデクレの数とデクレの対象領域の幅広さにおいて、政府は様々な領域で
の幅の或る政策決定を試みていたと言って良いだろう。これらのデクレがカヴァーする政策領域は多岐
に渡っている。例えば大多数のデクレが様々な産業部門に関わるものである287。社会領域に関しては、
戦後復興と住宅問題に関わる多数のデクレ288、更には一大社会問題としてのアルコール中毒に関する取
組みがデクレによって為され289、運輸、労働災害、船員有給休暇制度に関する数多くのデクレを数え上
げることができる290。更に、公会計の責任に関する１９５４年９月３０日デクレ、区画整理に関する１
９５４年１２月２０日デクレ、再造林に関する１９５４年１２月３０日デクレ、土地公示制度の改革に
関する１９５５年１月４日デクレが制定された291。但し、政府が様々な政策領域に関して授権法に依拠
してデクレを制定していたと言っても、両院はデクレに対する追認の過程で非常に積極的に行動してお
り292、政府によるデクレ法文を修正して骨抜きにすることや293、そもそも追認を拒否することも少なくな
かった294。これに対して、１９５５年４月２日の授権法に関しては、ことがらは全く異なっている。１
９５３年と１９５４年の授権法とは違って、１９５５年４月２日の授権法は、第一に、デクレの制定に
関する期限の制約を一切設けず、第二に、新内閣への授権の転移も否定していないうえ、第三に、同法
                                                                                                                                                                                  
246, pp.9231-9244.までの諸デクレである。 
285 Décrets du 9 août 1953, no 700-706, 717 et 718, JORF, Lois et décrets, 10 août 1953, no 187, 
pp.7038-7050 et pp.7064-7067 から décrets du 30 sept. 1953, no 938-940, 942-951, 954-957, 959-987, JORF, 
Lois et décrets, 1re oct. 1953, no 232, pp. 8593-8656.までの諸デクレである。 
286 １９５４年８月１４日法律に基づくデクレに関しては、J. Soubeyrol, op. cit., pp.122-123. 
287 Décrets du 14 sept. 1954 et textes d’application du 6 déc. 1954 ; décret du 5 janv. 1955 tendant à 
favoriser une meilleure répartition des industries sur l’ensemble du territoire, JORF, Lois et décrets, 8 
janv. 1955, no 8. pp.385-386. 
288 Décrets du 14 sept. 1954 et du 10 oct. 1954 ; décret du 17 déc. 1954 portant fixation d’un programme 
de construction, JORF, Lois te décrets, 20 et 21 déc. 1954, no 299, pp. 11973-11974 から décret du 2 févr. 
1955 étendant à l’Algérie les dispositions portant assouplissement des diverses réglementations en vue de 
faciliter la construction et l’entretien des habitations, JORF, Lois et décrets, 5 févr. 1955, no 32, p.1312.ま
での諸デクレである。 
289 Décret no 54-1154 relatif au régime fiscal des boissons et no 54-1155 relatif à la prise en charge des 
matières premières dans les distilleries du 17 nov. 1954, JORF, Lois et décrets, 20 nov. 1954, no 272, 
pp.10897-10898 ; décret no 54-1301 du 22 déc. 1954 relatif aux droits d’ouverture et de licence des débits 
de boissons, JORF, Lois et décrets, 31 déc. 1954, no 308, pp.12331-12332 ; décrets du 1re févr. 1955, no 
55-160 à 55-166, JORF, Lois et décrets, 5 févr. 1955, no 32, pp.1300-1304. 
290 この点に関しては、J. Soubeyrol, op. cit., p.123. 
291 Décret no 54-973 du 30 sept. 1954, JORF, Lois et décrets, 1re oct. 1954, pp.9231-9232, rect., 24 oct. 1954, 
no 249, p.10082. 
292 J. Soubeyrol, op. cit., p.114. 
293 art. 27 de la loi de Finances no 53-1308 du 31 déc. 1953, JORF, Lois et décrets, 4 et 5 janv. 1954, no 3, 
p.133. ; Loi no 53-1324 du 31 déc. 1953 relative au développement des crédits affectés aux dépenses du 
ministère de la reconstruction et du logement pour l’exercice 1954, JORF, Lois et décrets, 4 et 5 janv. 1954, 
no 3, pp.202-205. ; art. 28 de la loi no 53-1336 du 31 déc. 1953 relative aux comtes spéciaux du Trésor pour 
l’année 1954, JORF, Lois et décrets, 4 et 5 janv. 1955, no 3, p.239. ; Loi no 53-1346 du 31 déc. 1953 
modifiant certaines dispositions du décret no 53-960 du 30 sept. 1953 réglant les rapports entre les 
bailleurs et locataires, en ce qui concerne le renouvellement des baux  loyers d’immeuble ou de locaux à 
usage commercial, industriel ou artisanal, JORF, Lois et décrets, 6 janv. 1955, no 4, pp.290-291. 
294 art. 27 de la loi de Finances no 53-1308 du 31 déc. 1953, JORF, Lois et décrets, 4 et 5 janv. 1954, no 3, 
p.133. ; JORF, Lois et décrets, art. 1re III de la loi no 53-1320 du 31 déc. 1953 relative au développement 
des crédit affectés aux dépenses du ministère de l’Intérieur pour l’exercice 1954, JORF, Lois et décrets, 4 
et 5 janv. 1954, no 3, p.186. 
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律に基づいて制定されたデクレに対する立法府の追認のシステムすら規定していなかったのである295。
それ故、同法律は、政府に委任された立法権行使に対する統制のメカニズムを全く欠いていたと言える
ので、授権の射程の長大さと、わけても追認手続が不在であったことにより、１９５５年４月２日法律
の場合は、執行府による自律的な政治権力の行使に対する議会に統制権が存在しなかった。そうである
以上、大臣の政治責任は現象する余地がなく、議論の前提を欠いている。 
 以上を小括すれば、委任立法の恒常化した２０世紀の二つの共和制における大臣責任の状況は、概ね
次のように評価することが出来る。戦時と戦後復興という時局の要請に従って、二つの共和制は委任立
法のシステムを導入し、経済・社会生活の高度化の赴くところ、このシステムは２０世紀のフランス政
治生活にとって必要不可欠な制度となった。これは畢竟、確固たる官僚団に支えられ、議会よりも迅速
に政策決定・遂行することが可能な執行権力の前景化が必要とされたからにほかならない。その限りで
は、政策決定をほぼ立法府が掌握し、執行府を形成する大臣衆は正にその「執行吏」たる地位に甘んじ
ざるをえなかった１９世紀の文脈とを大きく異なり、大臣における自律的政策決定権の生成と言う点で、
体制は大臣責任の生成に好意的な情況へと近づいたと言える。しかし、表見的にはその様に語り得る文
脈は、しかし、実際の政治生活に於いては大きく様相を異にしていた。第一に、第三共和制下のデクレ
＝ロワのシステムは、有力な政治的自律性を大臣において生成せしめ、かかる限りにおいて、大革命以
来のフランス憲政史が、大臣責任の発現にあたって常に欠けてきた最後の一要件を充足させたが、しか
し、肝腎の、議会による有効な統制作用を欠いたことによって、大臣の政治責任に基づく議院内閣制の
生成は、結局のところ失敗した。第二に、第四共和制下の枠組法律のシステムは、それが執行府と立法
府との緊密な紐帯を前提とする大胆な協働の仕組みであったところ、安定した多数派を持たず、大臣衆
と議会人士の間で有効な信頼関係が存在しなかった第四共和制の情況下、中々授権法律が成立せず、シ
ステム自体が低調に終始した。加えて、一度授権法律が成立して政府による政策決定が始動したとして
も、第四共和制下の議会人士は、適用デクレによる大臣衆の決定を、事後的に悉く修正し、政府による
独自の・自律的な政策「決定」は最終的には覆されることが常となった。従って、ここでは、大臣衆に
よる有効な政治権力が確立していない。第三に、第四共和制が復帰したデクレ＝ロワ体制では、第三共
和制下のそれが執行府に無統制の自由裁量権を与えたことからの反動で、執行府の自由裁量と議会によ
る事後的統制を両立させることに一時は成功したかに見えた。しかし、結局、１９５５年４月２日法律
によって、旧弊に復したのである。 
 
 
 小括 
 
 
 １８７５年憲法的諸法律および１９４６年憲法によって創設された体制は、何れも、劈頭より急速に
                                                     
295 例えば、１９５３年７月１１日法律第７条第３段は「（本条に規定されるデクレは）フランス共和国官報
において公布された時点において「暫定的に provisoirement」施行されるが、１９５３年１２月３１日まで
にデクレが受けるべき議会による「追認 ratification」を俟って終局的な difinitif なものとなる。」と規定し
ており JORF, Lois et décrets, 11 juill. 1953, p.6143 ; D. 1953, Législation, p.238. （強調は引用者）、１９
５４年８月１４日法律も同様の規定を置いていた。JORF, Lois et décrets, 15 août 1954, p.7858 ; D. 1954, 
Législation, p.353. 
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会議政体へと変容した。組織政党の不在と安定的多数派の不在という不安定な権力基盤の上に立脚せざ
るを得なかった大臣衆は、１９世紀後半から２０世紀半ばまでの長期間に渡って、主権的議会両院の意
思に半ば官吏の様に従属していた。政治動態においては、憲法の次元で規定されていたところの大臣の
対議会政治責任は単なる従属へと矮小化された。下院解散権が封じられたことによって、そして不可解
散の上院がプレゼンスを増したことによって、執行府－立法府間の不均衡は、現実の政治が展開してい
く中でますます強化された。その職務を放擲せず留まるのであれば、政府は議会の意図に沿う以外に仕
様がなかった。両院への従属によって、大臣は自身の政策を実行することができなかった。「議院は統治
を行う大臣を挫くことができ、大臣は自力で統治することが不可能であった。それ故、政府は何処にも
立つ瀬を見出すことができなかった、、、296」「実行すべき如何なる政策も実行できないというのに、如何
なる責任が大臣によって取られるべきと感じられるというのであろうか？政治責任のサンクションとは
何かと言えば、権力の取り敢えずの放棄ということになる。実際の所、統治権者たちは自身の行為が招
く望ましからざる結果について懸念などしていなかった297。」第二次世界大戦後に本格化した議会制の
「合理化」の試みは、議会が優位性を享受していた政治慣行を制定法領域に編入すれば状況は改善する
はずだという楽観に立っていた。しかし、内閣の安定性の問題が「本質的には、法的問題というよりも
政治的問題である298」という点には無自覚であった。両共和制の人的・政治風土的連続性の中で、楽観
は破れ本質が顕現した。 
第一義的な領分としての立法作用よりもただひたすら政府統制作用に傾斜していくことによって、立
法府は自壊的な途を辿ることとなった。立法作用の低下の中で２０世紀の高度資本主義社会の到来を迎
えたフランス議会は、委任立法への途を選ばざるを得なかった。第三共和制下のデクレ＝ロワのシステ
ムや第四共和制下の枠組法律のシステムは、確かに議会の「権威」に対して執行権が大臣衆のデクレ定
立によって一定程度の「権力」を確立していく過程として、表見的には位置付けられ得る。しかし、委
任立法のシステムは、結局、大臣の政治責任を齎すことは無かった。一つは議会による政治責任統制の
放擲によってであり、いま一つは過度の統制、すなわち委任された立法権の議会による回収によってで
ある。 
 
 
 
 
 
 
                                                     
296 F. Hamon et M. Troper, op. cit., p.407. 
297 Ibid. 
298 横尾日出雄「議会制における信任問題について」前掲論文４７頁。 
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第７章 第五共和制；強い執行権像とその転落 
 
 第１節 大統領中心主義下における大臣責任制への指向性 
 
  第１款、大統領中心主義 
 
  第２款、大臣責任制の前提的諸条件の生成 
 
  第 3款、共和国大統領に対する大臣責任の生成・現象 
 
 
第２節 体制の規定する大臣責任の機能不全 
 
  第１款、対議会責任の機能不全 
 
  第２款、政治司法の機能不全 
 
  第３款、通常司法による大臣責任追及放擲の消息 
 
 
第 3節 １９９３年憲法改正と第五共和制―大臣責任における脱政治化の傾向― 
 
  第１款、改革の直接的契機としての「汚染血液事件」 
 
  第２款、1993年改革の基本的性格－脱政治化と司法化－ 
 
  第３款、1993年改革の基本的性格－政治的性格の存置－ 
   
  第 4款、問題状況と展望 
 
 
 小括  
 
 
 
 
 本章では、フランスの現行政体である第五共和制を検討領域とする。執行権を巡る政治生活の動態が、
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１９５８年憲法の規定とその制憲過程における当初の想定から如何なる形で変容したか、その消息を追
うことで、大革命以来、「刑事責任」と「政治責任」の原理的両極の間で揺れ動いてきた大臣責任の今日
的な現象形態を確認したい。 
 １９５８年のフランスは、アルジェリア植民地軍の反乱という騒然たる情況の中で、新たな体制－第
五共和制－として再出発した。第五共和制は、第四共和制の崩壊が、第三共和制以来の政治的退嬰主義
immobilisme という基本的体質故の自己崩壊であったことへの反省に立ち、近代フランスのこの様な体質
を改善することを体制の初志とした。１９５８年の制憲者は、新たな体制に対して「半大統領制」とい
う基本枠組みを与えた1。当初より１９５８年憲法は「政府は議会に対して責任を負う responsable devant 
le Parlement」（第２０条）と明言して、議院内閣制を否定しなかった。しかし、他方で、「ドゴールの
身の丈に合わせた」憲法が、「大統領中心主義」のイデーの下で、共和国大統領を装飾物としての国家元
首に留めて置くはずもなかった。体制の統治機構全体に占める共和国大統領の位置づけが、憲法規定や
制憲過程におけるタテマエ的言説がどれほど強調しようとも、彼をして単なる超然的「調停者」2から能
動的「嚮導者」3に移行させる余地を含んでいたことは自然なことである。従って、「権能なきところ責任
なし」の公式が妥当する君主無答責原則4の対蹠地を第五共和制が目指していた点に鑑みると、体制の認
める、窮極的な意味での政治的責任の主任者が「共和国大統領」に他ならないことは－憲法が彼の「無
答責」を規定しているにせよ－衆目が一致して認めるところであった5。果たして第五共和制がそのよう
なものとして置いた共和国大統領職は、適材適所を得て、そのようなものとして、機能した。これが１
９５８年から１９６９年に至る、第五共和制のドゴール期であった。レファレンダムによって常に新鮮
な民主的正統性を供給されて展開した強力政治が、レファレンダムによる国民からの消極的回答によっ
て終止符を打った体制当初の１０年間の政治動態は、大統領中心主義の原理の下での、強力な政治権力
に強力な政治責任が平仄を合わせた、原理的に一貫性のある新鮮な政治体験を構成した。他方で、ドゴ
ールのパーソナリティに導かれた政治生活が、世論の布置を過般来の「モザイク状6」のそれから、政治
的二極分化へと導き、小選挙区二回投票制による立法府選挙と相俟って、内閣が、自身との政治的自同
性を帯びた議会から、安定的に民主的正統性を供給される目途（「多数派状況 fait majoritaire」）が早々
                                                     
1 第五共和制・１９５８年憲法の規定する統治枠組みにかんしては、大山礼子『フランスの政治制度』（改訂
版、東信堂、２０１３年）２７～１１６頁を参照とした。 
2 「かれは自ら統治せず、政府の運営は、国会の監督のもとにあり、従って国会に対して責任を負う総理大臣
（Premier ministre）に、まかすことになるのである。大統領は、《公権力の正常な機能と、国家の継続性と
を確保する》（第五条）任務をもつ仲裁者（arbitre）と考えられている。」ルネ・カピタン（野田良之訳）「一
九五八年のフランス憲法の重要な諸相－Les aspects essentiels de la Constitution française de 1958」『法学
協会雑誌』（第７５巻第６号、１９５９年）679 頁。尤も、独任制で人格化された権力による強力政治を求め
るゴーリストと、第三・第四共和制における議会制の構造において多分に規定された精神性を持つ議会人士と
の間での政治原理の競合と妥協の上に１９５８年憲法体制が成立している以上、学説にも分裂が見られた。こ
の点に関し、高橋和之「「ドゴール憲法」の「本質」と「実存」」『日仏法学』（第１２号、１９８３年）９
４～１０８頁 
3 深瀬忠一「フランス第五共和制憲法の成立とその基本構造」『ジュリスト』（第１９４号、１９６０年）４
１頁。 
4 樋口陽一「君主無答責原則と天皇」『ジュリスト』（第９３３号、１９８９年）９５頁。 
5 今関源成「第五共和制の基本的枠組み」奥島孝康・中村紘一編『フランスの政治－中央集権国家の伝統と変
容－』（早稲田大学出版部、１９９３年）４３頁。 
6 P.Bastid, Le régime Assemblée, Editions Cujas, 1956, p.357.；この点に関して、第四共和制下の比例代表
制度を巡る評価とも関連して、只野雅人『選挙制度と代表制－フランス選挙制度の研究』（勁草書房、１９９
５年）２９５～２９７頁。 
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に達成された。これは、閣内における均質性・同質性・連帯性といった、大臣の政治責任にとっての重
要な与件が出そろったことを意味する。 
 しかし、１９６９年にドゴールが降壇した後、半大統領制は変質し始める。ドゴールの後継者は、十
分な指導力を発揮できず、レファレンダムは低迷し、首相以下執行権内部での細々とした紛争が絶えな
くなる。彼らドゴールの後継者たちは、体制の初意が彼らに期待する役割には明らかに役不足である。
体制の「扇の要」にして、「嚮導者」としての共和国大統領像は、果たしてドゴールの身の丈にしか合わ
なかったことが明らかとなった。体制当初の政治慣行が想定する政治的権力と責任の主任者が存在しな
くなった以上、それに代わる存在が要請される。体制当初の１０年間における政治責任の基本像は第二
共和制・第二帝政のそれと同様であったが、ドゴール降壇後は、憲法典の規定する国家元首無答責原則
が急速に顔色を取戻し、結果として大臣の政治責任の問題が前景化せざるを得ない。しかし、当初は体
制１０年間の達成した「功績」としての多数派状況と合理化された議会制が、体制の「負の遺産」とし
て、ブーメランのように跳ね返ってくる。第五共和制の政治生活は、大統領制的な権力－責任の連関構
造も、議院内閣制的な権力－責任の連関構造も、何れも機能し難い全面的な無責任の体系に転化する。 
 １９８０年代以降の政治的文脈は、多種多様の政治スキャンダルの続発により、政治責任の不在の状
況を顕在化させることとなった。本章で検討する「汚染血液事件 l’affaire sang contaminé」は、国民
に多数の犠牲を強いたフランス厚生行政の構造的欠陥が執行権最上層部への刑事的責任追及に結びつい
たことで、政治・社会生活はもとより、アカデミズムへも大きな衝撃を与えた。そして、同事件に起因
する１９９３年憲法改正が、大臣弾劾機関としての従前の「高等院 Haute Cour de Justice」を根本から
改組、新たに「共和国法院 Cour de Justice de la République」を設置したことで、第三共和制期に議
院内閣制が成立して以来、フランス憲政において既に過去のものになったと見られていた、大臣責任に
おける弾劾責任観を一躍呼び起こした。この消息を巡っては、二つの見方が対立しよう。大革命以来の
広範な憲政史のパースペクティブにおいて、政治責任が有効に機能しない場合、恰も高等生物の腎臓が
そうである様に、責任原理の対を為すもう一方の極が代わりに機能を果たす、いわば「生理」として捉
えるか。或いは、既に克服された前時代的責任観の亡霊が蘇った事例として消息全体を政治的反動と性
格規定し、大臣責任における原理的混同を批判的に把握するか。 
 本章の行論は、第五共和制の政治・制度の動態的諸相を大掴みに、「政治責任原理の支配から刑事責任
原理の前景化へ」、そして「共和国大統領の政治責任から大臣の刑事責任へ」と性格付け、その内実に対
する実証的分析を試みる。 
 
 
第１節 大統領中心主義下における大臣責任制への指向性 
 
  第１款、大統領中心主義 
 
新体制のレゾン・デートルは、先行する８０年間の政治慣行、すなわち政治的無責任に終止符を打つ
ことにあった。体制が目指すところの基本的な構想はド＝ゴール将軍による１９４６年のバイユー演説
において既に示されていたものであり7、１９５８年の制憲過程では、何よりも「政府に統治する手段を
                                                     
7 ドゴールの民主制構想に関して、参照、Charles de Gaulle, Mémoires, Gallimard, 2000, p.885. また、塚本
342 
 
与える de donner au gouvernement le moyen de gouverner8」ことが目指された。その為に、概ね４つ
の具体的方法が採用された。即ち、第３・第４共和制においては象徴的存在に過ぎなかった共和国大統
領に対して実権を付与するという大統領権限の強化、議会のみならず実権を付与された共和国大統領と
両方から正統性を調達して統治する首相・政府、人民投票制による一定の直接民主制の導入、これらが
執行権の強化の具体的方法論として採用され、憲法院の設置による違憲審査制の導入は議会権力の相対
化の具体的方法論に当たると云えよう。ド＝ゴール将軍の極めて強力なイニシアチブの下に形成された
―しばしば「ド＝ゴールの身の丈に合わせた」と語られる―統治制度は、彼が就くことになった権力の
座、すなわち共和国大統領という地位において、畢竟性格づけられることになる。第五共和制は共和国
大統領を「主役」に据える体制として用意された。そして、この様な体制は「責任」ある体制であり、「権
力」ある体制であった。そこでは「責任」と「権力」は共和国大統領の一身において合一し、互いを強
化し合う。権力と責任とが連鎖する限り、第五共和制は「強力さと民主制を国家の頂点で結びつける9」
体制にして「政府の強力さと安定性10」を備えた体制と云い得る。 
権力と責任とが連鎖するという見地からすれば、共和国大統領が如何なる権限の行使について責任を
負うか、という問題は特別の重要性を持つ。１９５８年憲法第１９条によれば、共和国大統領は、①首
相および政府構成員の任命（第８条１項）、②人民投票への付託、及び人民発案（第１１条）、③国民議
会の解散と総選挙（第１２条）、④非常事態措置権、⑤教書（第１８条）、⑥憲法違反の条項を含む国際
協約の批准・承認手続き（第５４条）、⑦憲法院の構成（第５６条）、⑧法律の合憲性審査（第６１条）
の８事項に関して、首相、関係大臣の副署を伴うことなしに権限行使が可能である。したがって、この
８事項に関する責任は共和国大統領に一身専属する。これらの権限は極めて強力であり、ここに列挙さ
れた権限の行使に、行使主体たる共和国大統領が自らの政治生命をかけなければならない、というのが
制憲者の意図であった。この意図は、制憲者自身によって、１９６９年に憲法第１１条を発動すること
への責任という形で発現された11。 
政治的慣行も、権限と責任の連関を明確化する形で形成された。「共和国大統領に留保された領域 
domaine reservé」である。有力なゴーリストであったシャバン＝デルマスの手になる１９５９年以来の
慣行によれば、政治的決定は二つの領域、すなわち一つは共和国大統領に留保された領域としての、ア
ルジェリア、サハラ、共同体、外交、国防問題、いま一つは首相に留保された領域としての内閣と議会
の権限事項―共和国大統領に留保されたもの以外の領域―によって構成されることとなった。既に半世
紀に渡り概ね踏襲されてきているこの「留保された領域」の慣行は、その導入当初の理論的意図がどう
あれ12、共和国大統領の権限領域を区画したことによって、権限の明確化―責任の明確化の方向への一定
                                                                                                                                                                                  
俊之「シャルル・ドゴールの憲法構想（二・完）－1958 年憲法制定前まで－」『早稲田法学』（第 75 巻第 4
号、2000 年）３０１～３３９頁。 
8 憲法制定諮問委員会 Comité consultatif constitutionnel における政府委員レイモン・ジャノ Raymond 
Janot の発言。Comité national chargé de la publication des travaux préparatoires des institutions de la Ve 
République, Documents pour servir à l’histoire de l’élaboration de la Constitution du 4 oct. 1958, vol. I : 
Des origines de la loi constitutionnelle du 3 juin 1958 à l’avant-projet de la Constitution du 4 oct. 1958, La 
Documentations française, p.67. 
9 モーリス・デュヴェルジェ、『フランス憲法史』（時本義昭訳・みすず書房・１９９５年）１４６頁。 
10 同上。 
11 ドゴールは、元老院制度改革と地域圏創設に関する１９６９年４月２７日のレファレンドムにおいて敗れ、
自発的に職を辞した。 
12 この「留保された領域」の論理は、ゴーリストのシャバン=デルマスによって１９５９年 11 月の新共和国
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以上の寄与を為したと評価することが出来ると思われる。 
副署を要する共和国大統領の権限の行使、「法文が沈黙している大統領の権限13」に関して、どの様に
解釈されるべきかは一つの問題である。しかし、モーリス・デュヴェルジェによれば、権限と責任とを
共和国大統領に帰するという体制の基本的公理が確認されている。すなわち、共和国大統領の権限につ
いて、「大統領に帰属するすべての権限は、たとえその行使に大臣の副署を伴う場合であっても、大統領
が自ら行使する権限であるとみなされなければならない。名義人としての大統領という議院内閣制的概
念は、憲法が明文で用いないかぎり完全に放棄されなければならないのである。14」デュヴェルジェが前
提とするのは、第五共和制と七月王政下の所謂オルレアン型議院内閣制との対比である。この対比の所
以は、一つには、第五共和制の共和国大統領に付与された権限がルイ・フィリップに付与されていた権
限を想起させるようなものであったこと、いま一つには第五共和制憲法が地方名士に重きを置き、それ
が制限選挙によって地方名士に相当の重みを与えていた七月王政下の体制を想起させるようなものであ
ったこと、という二点にある15。これらの特徴は、とりわけ１９５８年憲法当初に確立された体制に関わ
るものであり、憲法制定の４年後の改正が大統領直接公選制を採用したことで、古典的なオルレアン型
議院内閣制的性格には大きな修正が加えられ、現代的な合理化された議院内閣制、つまり執行権のチャ
ンピオンとしての共和国大統領までの民主主義への移行が決定的となる。この民主制の徹底によって、
デュヴェルジェの先言が導き出される訳である。一般的解釈指針めいたこの言を敷衍してデュヴェルジ
ェは述べる。「１９５８年以前には、大統領に名目的に付与されていた権限は、憲法が異なる判断を示さ
ないかぎり、現実には政府によって行使されることになっていた。このことは議院内閣制の性質に由来
していた。１９６２年の憲法改正は憲法のこの解釈原理を逆転させる。実際、この改正は先行する議院
内閣制の中に大統領制的要素を導入し、その結果それを半ば大統領制的な混合体制へと変形するのであ
る。したがって、議院内閣制的原理にのみ従って憲法を解釈する根拠はもはや存在しない。そうではな
くて、全く別の方法で大統領の権限を解釈する決定的な根拠が存在する。装飾的な機関を設置するため
に普通選挙を持ち出すはずがない。国民によって選出される者に付与された権限は、憲法が何等明示し
ないかぎり、当然現実的な権限であり、名目的な権限ではないであろう。以後、大統領の権限を名目的
な権限とみなすためには、そうであることを憲法が明示していなければならない。１９６２年以前には、
法文が沈黙している場合、大統領の権限は議院内閣制の枠組みに従って名目的なものであると結論され
た。逆に、１９６２年以後は、人民による選挙を根拠に現実的なものであると結論される。16」それ故、
１９６２年改正によって導入された１９５８年憲法の二元的議院内閣制の「現代的要素」すなわち「共
和国大統領の強化された民主的正統性」が、権限と責任との連鎖において重要な要素として機能してい
る。つまり、同じく執行権を担当する首相や政府よりも、遥かに大きな民主的正統性を有する―そもそ
も首相の権力の正統性の契機は共和国大統領の指名にある―共和国大統領は、その正統性の直接的な淵
源である人民に対して、権限の行使について直接に責任を負う立場に、憲法上置かれているということ
                                                                                                                                                                                  
連合党大会で展開されたのが、その発端である。この論理の当初の意図は、共和国大統領の権限事項を限定す
ることによって、内閣と議会を掌握する新共和国連合の政治的主導性を確立することにあったとされている。
尤も、この「留保された領域」論理に基づいた政治慣行は、後のコアビタシオン期に於いて、かなり相対化さ
れることになる。 
13 デュヴェルジェ（時本訳）前掲書１６３頁。 
14 同上。 
15 デュヴェルジェ（時本訳）前掲書１５５頁 。 
16 デュヴェルジェ（時本訳）前掲書１６３頁。 
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になる、と考えられる。１９６２年以来の第五共和制がオルレアン型議院内閣制との類似性を窺わせる
二元代表型の統治機構を保持しながら、オルレアン型議院内閣制と決別する点は、まさに、共和国大統
領の主権者への責任にある。憲法第６８条に規定された「特別の手続きによって行われる譴責動議17」の
発動によって、また、国民議会と共和国大統領との対立に対する人民の審判が下った後で、共和国大統
領が「やむを得ず辞職する」ことで、第五共和制憲法における責任の機構が現実に作動する。そこでは、
共和国大統領の民主的性格と政治的責任が確認できるのである18。 
したがって、毀誉褒貶相半ばする１９６２年改正であるが19、それは第五共和制憲法における責任機構
にとって本質的に必要とされていた。１９５８年憲法の「内的一貫性を損なっていた不正常な点をなく
すことによって、その論理において体制を確認することになるのである。普通選挙によって選ばれる国
民議会に対して責任を負う大統領が制限選挙によって選ばれていたのは、実に異常なことであった。20」
と評される様に、共和国大統領直接公選制は、「無責任原則をほぼ完全に解消することが目的であった21」。
直接公選制の実現によって、共和国大統領の責任は、その窮極的追及主体であるところの国民による審
判との間に全き円環を構成した。オリヴィエ・ボーが評する通りである。「まさに、人民の審判こそ大統
領と国民議会の「一致」「調和」を再確立するのである。憲法の技術的観点からみると、実際、３つの制
度がその実現を可能にする。すなわち、第１に、人民への訴えと考えられ、サンクションを受けるべき
解散、第２に、現職の大統領が出馬する場合の大統領選挙、第３に、大統領が、自らの権限に基づいて、
国民に対し信任問題を提起することを決定した場合のレフェランドムである。22」これらの制度は、大統
領直接公選制という、強力な政治にとっての権力基盤たる制度との間に立って、権力と責任の循環機構
を形成していた。後に政治責任不在の体制と批判される第五共和制であるが、最高の執行権者に関する
政治責任の制度的基盤自体は、寧ろ相当に充実したものがあったのである。 
事実、ド＝ゴールがその強権的な政治手法に伴わせた政治責任は、１９６９年のレファレンドムにお
ける敗北が彼に齎した結果から示唆される通り、実効的なものであった。その限りにおいて、彼の言説
の端々に現れる強力な権力への飽くなき指向と責任の重大さの強調は、空疎なものとは言い難い。周知
の通り、ゴーリスムにとって、対外的側面における自立主義・フランス大国主義と、対内側面における
統制経済とは基本的パターンである23。現状の維持・管理としての政治ではなく、国家の基本的な在り様、
                                                     
17 R. Capitant,L’amenagement du pouvoir éxecutif et la question du Chef de l’Etat, Encyclopédie 
française, tome X, 1964, in R. Capitant, Ecrits constitutionnels, préface M. Waline, Editions de CNRS, 
1982, p.396. 
18 オリヴィエ・ボ 「ー第五共和制における執行権者の責任―憲法の運用及び学説からの検討―」村田尚紀（訳）
『立命館法学』（２００３年５号・２９１号）４４５頁。 
19 第五共和制における大統領制にとっての６２年改憲の意義に関して、中木康夫「フランス第五共和制と大統
領制－一九六二年改憲の意義」『朝日法学論集』（第５号、１９９３年）７９～１３４頁。 
20 R. Capitant, op.cit., p.397. 
21 C. Emeri, De L’irresponsabilité présidentielle, Pouvoirs, no41, 1987, p.138. 
22 ボー（村田訳）前掲論文４４６頁。 
23 「フランスの国内制度の強化」「核保有によるフランスの軍事的地位の向上」「植民地問題からの離脱」「ド
イツとの和解」「フランスの地位保全の上でのヨーロッパ連合体の強化」「冷戦構造下でのフランスの地位の
向上」が、エドガー・フォールの指摘するゴーリストの主たる政治構想であった。アレグザンダー・ワース（内
山敏訳）『ドゴール』（紀伊国屋書店、１９６８年）２４２頁。また、フランスにインフレ抑制と経済成長、
外貨準備の充足などを齎したのが、強力な政治権力に裏打ちされたドゴールの政治運営の成果と指摘されてい
る。「ドゴール政権下のフランス経済とその課題」『日本銀行調査月報』（１９巻１０号、１９６８年、日本
銀行調査統計局）４～６頁。また、政治・経済・法的な幅広い視野で、第五共和制初頭以降の変動を描写した
公法学者による祖述として、ジョルジュ・ヴデル（北村一郎訳）「最近二五年間におけるフランス社会の変動」
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国家の形をダイナミックに選び取っていく行動主義を指向した以上、ゴーリスムの政治は強力な指導者
の存在を前提とする。しかし、それが専制に陥らない様、政治運営の基本的にして具体的な方法として、
政治生活の重要な節目節目におけるレファレンドムの実施が選び取られたのである。フランスの国家と
しての在り様、正にフランスの国の形を問う様なきわめて重大な機会において、フランス国民は自らの
態度表明の機会を与えられたのである24。そして、これらレファレンドムが指導者に対する空疎な賛辞を
意味するだけでなく、１９６９年に一つのモナルコマキを構成した点において、ゴーリスムの政治は一
個の完成された責任政治の範を見せた。民意から直接正統性を調達出来るレファレンドムを政治制度の
要諦とし、レファレンドムを以て権力と責任の結節点としたド＝ゴールの政治運営は、強力な政治を展
開するのに必要な権力を実際に生み出し、しかも権力主体の政治生命を奪う両刃の剣としての性格を遺
憾なく発揮した。つまり、第五共和制が確かにこれまでのフランスの共和政体とは異なり、権力に生命
を与えると同時に、その生命を奪い去るものとしての政治責任原理が実際に機能することを実証して見
せたのである。ド＝ゴールによる政治運営に対して、その手法の強引さを以て、「ド＝ゴールによる政治
は、独裁政治であった」という全称判断を下すことはそれとして可能であろう。とはいえ、「責任」と「権
力」とは一本のラインで結ばれた「強い政治」を実現する、という第五共和制の制憲者意思を殆ど空文
化させた後代の第五共和制の実態を批判的に観察するのであれば、ド＝ゴールによる政治運営を「独裁
政治」という全称命題を以て無条件に批判するのも、余りも一面的過ぎる態度である。従って、第五共
和制の制憲者意思とド＝ゴールによる政治運営とを批判的に総括するのであれば、その強権的性格や個
別具体的な独裁的政治手法への批判に留まらない別の方法に拠る必要がある。 
しかし、ゴーリストによってデザインされた第五共和制の原理としての政治責任に当初から重大な問
題が伏在していたことも事実である。そこでの最大の問題点は、政治責任が形成され、運用される過程
における、「権力統制」的契機への無自覚性である。これはゴーリスト的政治責任が実際に権力統制の効
果を発揮した事実とは矛盾しない。この責任原理は、何よりも強力な政治権力を「生み出す」ために構
想されたのであり、強力な政治権力を「統制」するために構想されたのではなかった。ゴーリスト的政
治責任が、責任主体にとっての自殺的効果を持つものであったにせよ、この責任の原理は必ずしもかか
る効果を「目的として」構想されていたわけではない25。１９６９年の辞職において極めて明快な形で窮
極的な権力統制作用を作動させる潔さを見せたにしても、フランス国民が自らを支持しない筈がない、
という極度の自負心がドゴールの心中にあったからこそ、である。ドゴールにとって、「責任」は必ずし
も権力統制の原理として受け取られていた訳ではなく、彼にとっては飽くまでも「全権」と同義の存在
であった。ゴーリスムの原理においては、従って、責任のすべての契機において、責任主体のイニシア
チブが最重要視される。責任とは、自らの政治権力・政治生命の源泉である。それが自らにとって道を
開くものであっても、道を閉ざすものであっても、自らが主体的に選び取ったものであるという厳然た
                                                                                                                                                                                  
『日仏法学』（第１１号、１９８１年）８２～１０９頁。 
24 １９６０年代に実施されたレファレンドムは実に４回を数える。即ち、１９６１年１月８日レファレンドム
（アルジェリーの民族自決の承認に関して）、１９６２年４月８日レファレンドム（アルジェリーの独立を承
認するエヴィアン協定の承認に関して）、１９６２年１０月２８日レファレンドム（共和国大統領の直接普通
選挙による選出制度の承認に関して）、１９６９年４月２７日レファレンドム（地域圏の創設と元老院の改革
の承認に関して）である。この内、最後の１９６９年４月２７日レファレンドムが当該法律案否決の結果に終
わったことを受けて、ド＝ゴールは共和国大統領職を辞職した。 
25 ボーが指摘するように、カピタンは、「責任システムというものを権力に統一性を回復する
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
手段として解釈
．．．．．．．
しようと考えた
．．．．．．．
。」のである（傍点原著）。ボー（村田訳）前掲書４４６頁。 
346 
 
る事実を、責任の主体は受け容れるのである。したがって、1969 年のモナルコマキも、その作動に当た
ってはドゴールという人格の、極めてパーソナルな特徴に負うところが極大であった。それ故、強力な
政治権力の要請と、強力なサンクションの要請とを、憲法上に二つながら実現したという点において、
政治責任原理のゴーリスム的解釈はその功績を誇り得るが、しかし、紙に書かれた制度は責任の「精神」
を完全に表現し得るものではなかった。ドゴールの「身の丈に合わせた」制度は使いこなせる後継者が
絶えたことにより、第五共和制は、政治生活における責任の主任者を失う。それに伴い、第五共和制の
政治責任の情勢一般は、大統領制的責任原理から議院内閣制的な責任原理を要請するものへと様変わり
にする。以下では、第五共和制下における首相以下内閣における大臣衆の政治責任を巡る制度・動態を
検討する。 
 
 
  第２款、大臣責任制の前提条件の生成 
 
 第 1 款に見たように、1958 年憲法は共和国大統領を単に装飾的な国家元首としてではなく、大きな実
権を付与された権限主体として設置したが、「無答責」性という国家元首に伝統的な性格を基本的には存
置した。大臣責任制に存在意義を与えるこの第一の要件に加えて、憲法は大臣副署制を整備することで
大臣衆、なかでも首相に行動手段を与えている。更に、第五共和制初期のドゴールによる政権運営は、
多極分化に代わる二極化を政治生活の中で現象させた。体制初期のこの様な制度的・政治的動態によっ
て、第三・第四共和制下では存在しなかったような、責任と権力における主体性が、首相以下大臣衆に
おいて生成したといえる。 
 そもそも、国家元首無答責原則は議院内閣制のロジックである。1958 年憲法第 68 条は、2007 年 2 月
23 日憲法改正以前も以後も、共和国大統領が無答責であるという基本原理を宣言している26。その無答責
性に対する留保として、同改正以前27は「国家反逆罪 Haute trahison」、改正以後28は「その職務の執行
に明らかに反する違反行為 manquement à ses devoirs manifestement incompatible avec l'exercice de 
son mandat」という例外事由を、確かに設けてはいた。しかし、この例外事由は、2007年 2月 23日憲法
改正による変更ともども、然して重視するに足るものではない。先ず、2007 年憲法改正以前の状況に関
してみれば、「国家反逆罪」概念の曖昧性が指摘できる。同改正によってフランス公法における長い役目
を終えることとなったこの伝統的概念は、法的に定義づけられることもなければ判例によって定義づけ
られることもないという伝統を有してきた29。学説においては、国家元首によって行為に為された憲法秩
                                                     
26 第五共和制における大統領無答責原則に関しては、本研究が独立して、自覚的に検討を行う対象ではないが、
本研究の主題である大臣責任の問題一般と密接に関わる分野である。この重要分野に対する纏まった検討とし
て、石川多加子「フランス第五共和制における大統領の政治責任」『明治大学大学院紀要法学編』（第 28 号、
1991 年）1～14 頁。 
27 旧憲法第 68 条第 1 文「共和国大統領は、国家反逆罪の場合を除いて、その職務の執行に際して為した行為
について、責任を負わない。」 
28 憲法第 68 条第 1 項第 1 文「共和国大統領は、その職務の執行に明らかに反する違反行為の場合以外には、
罷免されない。」訳文は、辻村みよ子、糠塚康江『フランス憲法入門』（三省堂、2013 年）２６９頁に拠っ
た。 
29 この伝統に対する極めて稀な例外が、同概念に対する比較的詳細な定義づけを試みている。1848 年憲法第
68 条である。同憲法第 68 条第 2 文「共和国大統領が国民議会を解散し、あるいは国民議会を休会し、あるい
は国民議会の権限行使に妨害を加えるあらゆる措置は、国家反逆罪である。」訳文は、辻村・糠塚前掲書２３
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序への攻撃、その職務上課される義務への重大な違背、あるいは国家の重大な利益の毀損といった定義
づけを行うデュヴェルジェの所論があり30、少なからぬ学説がこの基本線に沿っている31。更に具体的に
はクーデタの遂行を目的として、憲法第 16条所定の非常事態措置権を共和国大統領が行使した場合に国
家反逆罪が構成されるとする見解もあるが32、そもそも憲法第 16 条の非常事態措置権の行使の実例が、
アルジェリア騒乱に際してドゴールによって為された一度きりのものであったことに鑑みると、幾らか
なりとも法的定義の欠缺を補完しようとする学説の企図が政治動態の中で具体化を見ているとは言い難
い。国家反逆罪の法定構成要件に関する欠缺とは対照的に、同罪の訴追手続きに関しては、1959 年 1 月
2 日オルドナンスによって速やかに規定を受けたが33、しかし、絶対多数による両院共同決議の採択が訴
追に際して要求されていた点に鑑みれば、議会多数派と大統領多数派が一致する第五共和制の多数派状
況の中では、憲法第 68条は国家元首の事実上の絶対的無答責を規定するものと解される。 
 2007 年 2 月 23 日憲法改正は、「共和国大統領の刑事上の地位に関する再検討のための」委員会を組織
する旨の 2002年 7月のシラク大統領によるデクレ34を受けて組織された委員会の報告書35の基本線に沿っ
て、共和国大統領の例外的責任事由の刷新と無答責原則の維持という回答を出した36。しかし、新たな第
68 条が採用した「その職務の執行に明らかに反する違反行為 manquement à ses devoirs manifestement 
incompatible avec l'exercice de son mandat」なる概念も、法的な定義を欠いている点でかつての「国
家反逆罪」概念と比べた際の新味は少なく、2002 年委員会に加わっていない識者からは「問題を解決せ
ずに、ただずらしただけのもの」と批判されている37。じっさい、「共和国大統領の刑事上の地位に関す
る再検討のため」に組織されたにもかかわらず、国家反逆罪概念の再検討の過程で、政治的文脈の上に
おいて刑事的用語法に取り組むという難題に応えることが出来なかった委員会は「為された行為を断罪
する condamner ことではなく、為された行為を精査したうえで、共和国大統領がその職位に留まるか否
かを判断することが本質的に重要だ38」と結論付けており、事柄は政治的な文脈へと上滑りしている。こ
の事情は、共和国大統領弾劾機関としての「高等院」が、従来の「高等院 Haute Cour de Justice」から
「高等院 Haute Cour」となり「Justice」という肩書を脱落させた点に象徴的である。新たな第 68 条が
採用した弾劾手続始動の条件は、国会の両議院の内何れか一方の院の議員の 3 分の 2 の特別多数決が要
                                                                                                                                                                                  
８頁に拠った。 
30 M. Duverger, Institutions politiques et droit constitutionnel, 14e éd., PUF, 1976, tome II, p.357. 
31 例えば、P. Pactet et F. Mélin-Soucramanien, Droit constitutionnel, 24e éd., Sirey, 2006, p.41. ; P. Auvret, 
La responsabilité du Chef de L’Etat sous la Ve République, RDP, 1988, p.86. 
32 F.Hamon et M.Troper, Droit constitutionnel, 31e éd., LGDJ-Lextenso, 2009, pp.622-623. 
33 JORF, Lois et décrets, no 2,3 janv. 1959, pp.179-180. 
34 Décr. no 2002-961 du 4 juill. 2002 portant création d’une commission chargée de mener une réflexion 
sur le statut pénal du Président de la République, JORF, Lois et décrets, 6 juill. 2002, no 156, p.11633. な
お、同委員会には、ピエール・アヴリル、ギィ・カルカソンヌ、ベルトラン・マチュー、フランソワ・リュシ
ェールといったフランス公法学の錚々たる面々が参加している。 
35 Commision de réflexion sur le statut pénal du Président de la République, présidée par le professeur P. 
Avril, Le statut pénal du Président de la République, Rapport au Président de la République du 12 avr. 
2002, La Documentation française, 2003. 
36 共和国大統領の責任体系と近年における、その「有責化 responsabilisation」について、P. Pactet et F. 
Mélin-Soucramanien, op. cit, 37e éd, 2018, pp.453-456. 
37 D. Chagnollaud, Statut pénal du Chef de l’Etat, RDP, 2003, p.69. 
38 Commision de réflexion sur le statut pénal du Président de la République, présidée par le professeur P. 
Avril, Le statut pénal du Président de la République, op. cit., p.35. 
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請されており39、共和国大統領が 5年の任期を全うするのを揺るがすに足るものではないと見られている
40。 
 従って、第五共和制における共和国大統領の無答責性は一貫して強固である。しかし、この職位を極
めて能動的な執行権の主体として位置づけている点で、1958 年憲法は、国家元首無答責の伝統の継受に
よって、重大な問題を生じさせていると言える。大臣副署制が維持されたことで、無答責な共和国大統
領から有責な首相以下大臣衆に責任を下方転移させる機制が作動する余地もあるにはあるが、しかし、
それにも限界がある。何故なら、1958 年憲法は、その制定過程において、それ自体において「大統領自
身の行為でなくてはならぬ」と目された行為に関して41、大統領固有の権限として大臣副署制の対象から
外しているからである。例えば、第 8 条所定行為（首相指名）、第 11 条所定行為（法案へのレファレン
ダム実施の決定）、第 12 条所定行為（国民議会解散）等、第一級の政治的方針決定が大統領固有権限の
領域に含まれている42。から、先行する第四共和制とは異なり43、第五共和制は大統領固有権限の領域を
設定したことによって、伝統的な国家元首無答責原則との間で鋭い緊張関係に入っていることになる。
共和国大統領における政治的実権と政治的無答責の緊張関係は、第五共和制初期の政治動態の中で、「ゴ
ーリスム的運用 pratique gaullienne44」という解法を得、解消されたかに見えた。1962 年のレファレン
ダムによって民主的正統性を供給された共和国大統領が、1969 年のレファレンダムにおける敗北によっ
て辞職したのであるから、ドゴールによる政治権力－政治責任の運用は、平仄の合った一貫性のある政
治原理として作動した訳である。しかし、この様な「ゴーリスム的運用」が、後継者たちによって継受
されなかったことによって問題が生じる。ポンピドゥー以降の共和国大統領においては、「大統領が国民
に対して政治責任を負うことは、ある意味で自明とされている45」第五共和制の客観的公理は、主観的に
は自明のものとされていなかった。「ゴーリスト的」な共和国大統領像－権力と責任の主体としての共和
国大統領－を、ドゴールの後継者大統領たちは「破壊46」したのだと、オリヴィエ・ボーは直截に指摘す
る。「ゴーリスム的運用」の断絶は、次の三つのことがらにおいて象徴的に表出する47。一つはコアビタ
シオンという政治現象である。何故なら、この現象それ自体が、直近の立法府選挙に対して共和国大統
領が政治的責任を感受していないことを示すからである。二つ目はレファレンダムの質量両面における
                                                     
39 第 68 条第 2 項「国会の両議院の内の何れか一方の院によって高等院の開会が申請されたときは、直ちに他
方の院に送付され、2 週間後に開会について議決される。」第 3 項「高等院は、国民議会議長によって主宰さ
れる。高等院は、1 か月以内に罷免を秘密投票に付する。投票の結果は即時に有効となる。」第 4 項「本条の
施行にあたっての議決は、各院或いは高等院を構成する議員の 3 分の 2 の多数決による。代理投票は如何なる
場合にも禁止される。高等院の開会或いは罷免に賛成する投票のみが集計される。」 
40 P. Auvret, La réforme de la responsabilité du Président de la République, RDP, 2007, p.418. 
41 Compte rendu de la 4e séance du Comité consultatif constitutionnel, 1re séance du 31 juill. 1958, in 
Comité national chargé de la publication des travaux préparatoires des institutions de la Cinquième 
République, op. cit., vol. II ; Le Comité consultatif constitutionnel de l’avant-projet du 29 juill. 1958 au 
projet du 21 août 1958, la Documentation française, 1988, p.68. 
42 1958 年憲法第 19 条が列挙する、副署を要しない共和国大統領の固有権限は、第 8 条第 1 項、第 11～12
条、第 16 条、第 18 条、第 54 条、第 56 条、第 61 条から構成される領域である。 
43 1946 年憲法は第 38 条で「共和国大統領の行為はすべて、首相または大臣によって副署されなければなら
ない」と規定していた。訳文は辻村・糠塚、前掲書２５０頁に拠った。 
44 O.Beaud, La contribution de l’irresponsabilité présidentielle au développement de l’irresponsabilité 
politique sous la Ve République, RDP, 1998, p.35. 
45 今関・前掲論文「第五共和制の基本的枠組み」４３頁。 
46 ボー（村田訳）前掲論文４４７頁。 
47 ボー（村田訳）前掲論文４４７～４４８頁。 
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衰退。1992年のマーストリヒト条約批准に関するレファレンダム実施に先立って、ミッテラン大統領が、
レファレンダムにおける敗北と自身の進退の問題は別のことがらに属するとプレ・コミットメントを行
った事実は、最早この政治様式が、権力と責任の実効化のための機制としての質を失っていることを示
した。量的な面でも、60 年代には 60 年代には 4 度の実施例を記録した後、70、80、90、00 年代には各
一回ずつと、散発的になってきていることが分かる。三つ目は、97 年 4 月における下院選挙での、シラ
ク大統領の大統領多数派敗北が、大統領の地位に何物も齎さなかったという事件である。この事件は責
任の主任者であることを否定した権力の主任者の権威を、著しく失墜させた。 
 尤も、体制の「ゴーリスム的な」運用が衰退したからといって、それが体制における政治生活の「病
理」として見る必然性はない、とする見方も存在しうる。保革共存を「体制の文字通りの運用48」の帰結
と見ること、あるいは、第五共和制の「ドゴール後」は、体制をして「ヨーロッパ標準に引き寄せる49」
行き方に他ならないとする見方である。そもそも大臣副署制を存置し、内閣の対議会責任性の存置と対
大統領責任の否認が自覚的になされた制憲過程は50、半大統領制を採用する第五共和制が「大統領制では
ない」という自己認識から出発した経緯を証拠立てている。「諸制度の現代化を図るため憲法全体の見直
しを行ったもの51」と位置付けられる 2008年 7月 23日憲法改正は、ゴーリストによって把握された第五
共和制当初の像が遥か遠い過去の幻影となったことを確認するかのように、権力と責任の主任者として
の地位を失って久しい共和国大統領を名実ともに格下げした。2000年 10月 2日憲法改正によって 5年に
短縮された大統領任期は、更に 2期 10年までという形で限定を受けることになったのである。第五共和
制の基本的枠組みが、大統領制的要素を相対化させ、議院内閣制への指向性を色濃くする 70年代以降の
文脈が、大臣責任のプレゼンスを強化するのは、道理である。ドゴール退陣以降の政治文脈は、共和国
大統領無答責原則に顔色を取り戻させることによって、大臣責任の基本的前提諸条件の内の重要な一つ
を実現させたことになる。 
 してみれば、大臣衆の側で、要請される責任をとれるだけの準備が整っていること、すなわち責任主
体としての資質が備わっているか否かが、問題となる。大臣責任が実効的に作動する為には、同質な大
臣衆が、内閣という連帯性のある集団を形成しており、その同質性・一体性故に、政治的決定権を実効
的に行使できる状況が生成していることが肝要である。果たして、何れの点に関しても、第五共和制は
先行する二つの共和政体とは大きく異なる新生面を見せた。 
 1958 年憲法の規定する制度上の次元においては、事柄は首相の地位の強化による政府の一体性の強化
という点に本質を有する52。「政府 Gouvernement」について規定する第 3章が大臣責任の生成に必要な諸
条件の整備を行う。第 20条は、第五共和制におけるあるべき政府像を「国制の決定、遂行者」にして「議
会に対して責任を負う主体」と性格付けている53。議会統治制における従属者としての大臣衆ではなく、
                                                     
48 F. Luchaire, Reformer la Constitution pour eviter la cohabitation , Pouvoirs , no 91, 
(2000) p. 122. 
49 ボー（村田訳）前掲論文４４９頁。 
50 この消息に関しては、Séance du 8 août 1958 du Comité consultatif constitutionnel, in Comité national 
chargé de la publication des travaux préparatoires des institutions de la Ve République, op. cit., vol. II, 
p.752. 
51 横尾日出雄「フランス第五共和制憲法における政府の対議会責任制と 2008 年 7 月 23 日憲法改正」
『CHUKYO LAWYER』（第 10 巻、2009 年）13 頁。 
52 この点に関しては、Ph. Ardant, Le Premier ministre en France, Montchrestien, 1991, p. 87-89 ; P. Avril, 
Diriger le gouvernement, Pouvoirs, 1997, no 93, pp.31-40. 
53 1958 年憲法第 20 条「①政府は、国政を決定し、遂行する。②政府は、行政および軍事力を司る。③政府
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議院内閣制における責任主体としての大臣衆が、そこでの政府像である。この総論的方向性を実現する
為に第 3章が用意する道具立ては、先ず第 21条によって、首相を「政府の活動の指揮者」として、かつ
ての「同輩中の首席」から質的に異なる存在へと格上げするアプローチが重要である。21 条は、首相の
嚮導作用を保障する為に、この職位にある人物に対して広範かつ重要な権限を与えた54。また、22条の規
定する首相行為への大臣による副署は、1946 年憲法第 47条 4 項以来の制度であり55、首相自身は国家元
首とは異なって国民議会に対して責任を負っている以上、政治的な責任転移の機制が問題となっている
訳ではない。寧ろ、首相の指導性の下で決定された政策への、副署者大臣からの同意と協力を調達する
形で、政府の一体性を強化するための性格を有する。また、多数の条文を割いて政治生活の綿密な規律
化を試みる第 5章は「国会と政府の関係 Des rapport entre le Parlement et le Gouvernement」との表
題の下、政府が国会を統御できる関係性、政府が国会に支配されない関係性を実現しようとするが、一
体性のある大臣集団としての政府を実現する点で本質的に重要な、中核となる規定は第 49 条であり56、
議会との関係で政府全体の責任を発動させる主体を「首相」に、発動要件を「閣議の審議の後」に、限
定している。第三共和制下に観察されたような、一大臣からのゲリラ的な政府責任の発動は最早封じら
れており、政府の一体的・連帯的な行動はより高い次元で保障される57。 
 憲法の定める政府制度よりもいっそう基底的な次元においては、第五共和制初期の政治動態の中で進
行した政治的二極分化が、政府の均質性に裨益した点が重要である。この政治的二極分化が、第三・第
四共和制下の政治的多極分化を克服する為に比例代表制が放棄され、国民議会議員選挙と大統領選挙の
方式として多数決二回投票制が採用されたという、選挙制度の次元において推進されたことは論を俟た
ない58。しかし、制度的次元における変革だけでは、フランス政治生活における根深い分裂症候への治験
の成功を説明するに十分ではない59。体制初期の政治動態が、ドゴール将軍という強烈なパーソナリティ
                                                                                                                                                                                  
は、第 49 条および第 50 条に定める要件と手続きに従って、国会に対して責任を負う。」訳文は、辻村・糠塚、
前掲書２５８頁に拠った。 
54 1958 年憲法第 21 条「①首相は、政府の活動を指揮する。首相は、国防について責任を負う。首相は法律
の執行を保障する。第 13 条の規定の留保のもとで、首相は、命令制定権を行使し、文官および武官を任命す
る。②首相は、その権限の一定のものを大臣に委任することができる。③首相は、場合により、第 15 条に定
める〔国防高等〕評議会および〔国防高等〕委員会の主宰について、共和国大統領の職務を代行する。④首相
は、明示的な委任に基づき、かつ、特定の議事日程に関して、閣議の主宰について、臨時に、共和国大統領の
職務を代行できる。」訳文は、辻村・糠塚、前掲書２５８頁に拠った。 
55 第三共和制以前のフランス憲法においては、首相行為への大臣副署制を採用したものは見当たらない。1946
年憲法第 47 条「－内閣総理は、法律の執行を確保する。－内閣総理は、第 30 条、第 46 条、第 84 条に定め
られた者を除き、すべての文武官を任命する。－内閣総理は、軍隊の指揮を確保し、国防の実行を調整する。
－本条に定められた内閣総理の行為は、関係大臣によって副署される。」 
56 1958 年憲法第 49 条「①首相は、閣議の審議の後、国民議会に対して、政府の綱領または場合によっては
一般政策の表明について、政府の責任をかける。②（略）③首相は、閣議の審議の後、政府提出の予算法律案
または社会保障財政法律案の表決について、国民議会に対して政府の責任をかけることができる。この場合、
続く 24 時間以内に提出された不信任動議が、前項に定める要件にしたがって可決された場合を除いて、その
政府提出法案は採択されたものとみなされる。さらに首相は、会期ごとに一つの別の政府提出法案または議員
提出法案について、この手続を発動することができる。④首相は、元老院に対して、一般政策の表明について
の承認を求める権能をもつ。」 
57 なお、議会－政府間関係において本質的に重要性を有する財政案件に関しても、予算法案が「首相の権威の
下、閣議において審議され」ることで用意されると 1959 年 1 月 2 日オルドナンス（2001 年 8 月 1 日組織法
律によって改正）が規定している。L. org.no 2001-692 du 1re août 2001 relative aux lois de Finances, JORF, 
Lois et décrets, no 177, 1 août 2001, p.12486. 
58 デュヴェルジェ（時本訳）前掲書１４７頁。 
59 F. Hamon et M. Troper, Droit constitutionnel, 31e éd., LGDJ-Lextenso, 2009, p.541. 
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によって運営され、「大統領中心主義＝改正か、それとも以前の混沌への逆行か」という二者択一を迫る
１９６２年のレファレンダムが、将軍のカリスマ性の主導の下で行われたことが、結果において、第五
共和制下フランス政治生活における政治的二極分化を定着させたと言える6061。 
 制度的・動態的両次元における第五共和制の改革・新生面は、大臣責任の集団的・政治的な現象とし
ての政府責任にとって、有利な要素を出揃わせることになった。政府が均質で一体的なものとなること
で、政府の連帯性は良好に機能し、１９５８年憲法第８条第１項・第２項に基づいて62、大臣衆を効果的
に統率することが出来た。但し、この第８条第１項の主語が共和国大統領であることから示唆されるよ
うに、かようにして生成条件を享受した大臣の連帯的責任が共和国大統領に対するものとして実体化す
ることによって、一個の問題野が生じる。この点に関して次款で検討する。 
 
  第 3款、共和国大統領に対するものとしての大臣責任の生成・現象 
 
 １９５８年憲法は、首相以下政府の対大統領責任に関しては一言半句も含まない一方で、第２０条で
「政府は、、、国会に対して責任を負う」と明記している。この文面上の明白な事実は、１９５８年憲法
によって規定された第五共和制の基本枠組みが、オルレアン的・二元的議院内閣制ではなく、一元的議
院内閣制を採用していることを意味する。この憲法がゴーリストの主導下に生成した法的文書であるこ
とに鑑みれば、その制定過程におけるジレンマを推し量るのは困難ではない。「強い政府」に対する特別
な警戒心が存在し「行政権に対する議会の優位」という思想が定着していた文脈の上で63、第三・第四共
和制下の議会統治制の実態を克服する方法を按排することが懸案であった。もとより、制憲過程におけ
る政治アクターはゴーリストのみではないから、多かれ少なかれ第三・第四共和制的な、伝統的な議会
優位のメンタリティーを有した政治人士に受け入れ可能な方法を模索する必要はある64。果たして、出来
上がった１９５８年憲法法文も議院内閣制的基本構造を存置したのであり、１９５８年憲法制定過程も、
来るべき体制における議院内閣制的基本構造の維持を飽くまでも前提として展開していた。法文の外で
「ゴーリスト的運用」が生じることへの懸念は、制憲過程において既に示されていたが、憲法制定諮問
委員会における政府委員発言は、政府の「対議会」政治責任と「対国家元首」政治責任の二重の責任が
                                                     
60 渡辺和行・南充彦・森本哲郎『現代フランス政治史』（ナカニシヤ出版、１９９７年）１８９頁。 
61 ８０年代の左派政権の下で、混合名簿抜きで比例代表制が採用されたこともあり（１９８５年７月１０日法
律、一時期において再び政治的再分化の傾向が看取された気味もないではないが、第一次コアビタシオン、す
なわち右派からの揺り戻しによって、選挙制度も直ちに多数決単記制に復した。選挙制度の変動と政党状況の
動揺に関しては、B. Dolez, les régles électorales, le cumul des mandats et la présidentialisation du régime, 
Petits Affiches, 10 juill. 2008, no 138, p.27. 
62 １９５８年憲法第８条「①共和国大統領は、首相を任命する。共和国大統領は、首相による政府の辞表提出
に基づいてその職を免ずる。②共和国大統領は、首相の提案に基づいて政府の他の構成員を任命し、また、そ
の職を免ずる。」訳文は辻村・糠塚前掲書２５６頁に拠った。 
63 横尾・前掲論文「フランス第五共和制憲法における政府の対議会責任制と２００８年７月２３日憲法改正」
８頁。 
64 実際、ドゴールのブレーンであった、理論的・行動的ゴーリスト、ルネ・カピタンも１９５８年１２月の段
階で、大統領が「仲裁者（arbitre）」であり、自ら統治しないこと、「国会の監督のもとにあり、従って国会
に対して責任を負う総理大臣（Premier ministre）」が「政府の運営」を行うことをまず以て強調していた。
ルネ・カピタン（野田訳）前掲論文「一九五八年のフランス憲法の重要な諸相」６７９頁。同論文は１９５９
年に公表されたものであるが、その内容は１９５８年１２月１８日に東京大学法学部で行った講演のテキスト
を全訳したものである。 
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発生することを否定し、飽くまでも前者のみが存在することを強調して、来るべき議院内閣制がオルレ
アニストの二元的議院内閣制であることを明示的に否定していた65。「内閣が議員の寄せ集めになること
を欲しない限り、立法府によって執行府が生成されるのは避けなければならない66」とするドゴールの意
図が存在していたことは公然且つ厳然たる事実であり、新憲法第８条に「下院の不信任決議を条件とす
る」という但し書きを付さんとしたマルセル・ワリーヌの提案が却下されるなど67、制憲過程における議
院内閣制・大臣責任制の構想におけるアンバレンツは否定し難い。とはいえ、結論において、制憲過程
と憲法法文それ自体から引き出される理解としては、大臣責任が内閣総辞職によってサンクションされ
る文脈は、国民議会が不信任動議を可決した場合を基本として、精々、首相が自身の政策を思うように
実行できない際に自発的に内閣を解体する場合68が考えられる程度である。 
しかし、その後の第五共和制において実際に機能した大臣責任は、１９５８年憲法が採用する対議会
責任の形式性にも関わらず、共和国大統領に対するものであった。後出しで、しかもトリッキーなレフ
ァレンダムによって行われた１９６２年の大統領直接公選制導入の後、現実の政治動態の中で、共和国
大統領は議会と内閣を圧倒して民主的正統性を誇るようになり、多数派状況 fait majoritaire は、大統
領多数派と議会多数派の一致を生成した。 
１９６４年に至ってドゴールが「大統領は首相を任命し、、、首相を取り換える changer 権限を有する」
と公然と語ったのは69、同時点において通用力を持つ第五共和制統治構造の唯一の解釈が、「転倒した一
元的議院内閣制 monisme inversé70」のそれであることを雄弁に示していると言えるだろう。したがって、
政府の対大統領責任の実体性は、以下の二つの事情の存在を重要な与件として生成する。第一に、共和
国大統領による政府構成員への罷免権の存在、第二に、首相と閣僚が共和国大統領と協働する形でのみ
国家統治の実をあげられること、これである。閣議 Conseil des ministres の主宰権を持ち、そこで議
論されたオルドナンスやデクレに審署するのは共和国大統領であり、彼は首相以下の出席者に対する基
本的優位性を持つ71。コアビタション期を除いて、この様な政治的営為の中では、執行権の意思は共和国
大統領の意思を以て構成されることが基本となろう。また、ポスト・ドゴール期初期の７０年代に共和
国大統領職を務めたジスカール・デスタンが「任命権は罷免権を含む」と唱えて以来72、第五共和制創建
から半世紀以上の期間に渡って、首相以下大臣衆が共和国大統領に対して政治的に責任を負うという機
                                                     
65 Comité national chargé de la publication des travaux préparatoires des institutions de la Ve République, 
op.cit., vol.II, pp.96-97. 
66 著名なバイユー演説におけるドゴールの権力構想である。Discours de Bayeux du géneral de Gaulle du 16 
juin 1946, in Comité national chargé de la publication des travaux préparatoires des institutions de la Ve 
République, Documents pour servir a l’histoire de l’elaboration de la Constituion du 4 octobre 1958, vol I, 
La Documentation française, 1987, p.6. 
67 Comité national chargé de la publication des travaux préparatoires des institutions de la Ve République, 
Documents pour servir a l’histoire de l’elaboration de la Constituion du 4 octobre 1958,vol II, La 
Documentation française, 1988, p.319. 
68 ジスカール＝デスタン大統領下、１９７６年のシラク内閣総辞職が一例であろう。 
69 １９６４年１月３１日のドゴール大統領記者会見での演説。同演説は国立視聴覚コミュニケーション研究所
(I.N.A)のホームページから視聴可能である。
https://fresques.ina.fr/de-gaulle/fiche-media/Gaulle00382/conference-de-presse-du-31-janvier-1964.html 
70 O. Duhamel, Les logiques cachées de la Constitution de la Cinquième République, Révue française de 
science politique, 1984, p.619. 
71 J. Gicquel, Essai sur la pratique de la Ve République : bilan d’un septennat, thèse Paris, 1966, LGDJ, 
1968, p.121. 
72 ジャン＝ミシェル・ブランケとシャルル・ゲティエによるジスカール・デスタンへのインタヴューにおける
ジスカール・デスタンの証言、RDP, 1998, p.1269. 
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制が、共和国大統領の要請による内閣総辞職の慣行が定着することで73、サンクションされてきた。しか
し、共和国大統領に対する関係において大臣衆の「責任」が－「従属」ではなくして－生成していると
言えるためには、第三にして最後の要件として、首相以下閣僚が政策決定権を実際に有している必要が
ある。この点に関しては、共和国大統領の主導性を強調して否定的に捉える有力な議論が存在するが74、
共和国大統領の少なからぬ行為に関して首相と主任大臣の副署が要求されていることを過少に見積もる
べきではない。コアビタション期には血色を取り戻すことになる－この様な特殊な時期においては、首
相は共和国大統領の政策ではなく議会多数派の政策を実行し、議会多数派によってのみ罷免され得る－
議院内閣制の重要な技術が75、共和国大統領と首相との間に挿入され、後者の前者に対する自律性を担保
していた。従って、確かに共和国大統領の権限・地位は強力であるが、しかし首相とてその権限は強大
であり、両者の関係は「ヒエラルキー；階層構造」を形成するものではなく、「ダイアルキー；双頭制」
を形成しているに過ぎない76。重要政策に関する共和国大統領と首相以下閣僚との間での見解の不一致が、
かかる副署制度を介して、窮極的には後者の辞職乃至罷免という形で解消されること、を鑑みると、後
者の前者に対する「従属」ならぬ「独立」性の担保がなされていると観ること出来る。以上から、首相
以下内閣の対大統領責任に関しては、対議会責任とは異なって、その実在が確認できるのである。 
但し、統治機構と人民とを繋ぐ結節点であるはずの共和国大統領は、ドゴール退陣後、国家統治機構
の最上層部から人民に至る民主的正統性の円環から、スムーズな循環を失わせた。責任を負わない共和
国大統領に首相以下内閣が責任を負っているとしても、それを以て民主政の常態と呼ぶことは憚られよ
う。更に深刻なのは、コアビタシオン期における執行権行使と責任帰属の複雑な事情を巡る問題である。
確かに第五共和制はその初期において、執行府双頭制に対応した権限―責任帰属の一個のドクトリンを
成立させた。それ以来、外政は共和国大統領、内政は首相、という大まかだか、概ね順守されてきた棲
み分けが存在してきた77。しかし、執行府双頭制の内部で常に猜疑と緊張とが支配するコアビタシオン期
においては、事態はスムーズに運ばない。１９９４年６月に、当時の首相バラデュールが、外交政策は
首相の権限領域に属するものだと明言した結果、ミッテラン大統領の激しい反発を買った事例は、問題
情況の発作的な高まりを示している78。コアビタシオンは、ある特定の政策領域に関して、最終的な決定
権者は誰かと云う問題を不明確化させるが、これは、それら政策に関する責任者が誰かと云う問題を不
明確させることと等価でもある。統治機関相互の権限―責任帰属の紛争は、国政の混乱に直結するのみ
ならず、選挙を通じた国民による責任追及の機能を大きく損なうことにも繋がり得る。 
                                                     
73 ドゴール大統領下のミシェル・ドゥブレ首相の辞職（１９６２年４月１４日）に始まり、ポンピドゥー首相
（６８年７月１０日）、シャバン＝デルマス首相（７２年７月５日）、モーロワ首相（８４年７月１９日）、
ロカール首相（１９９１年５月１５日）、クレッソン首相（９２年４月２日）、ラファラン首相（２００５年
５月）らは、何れも共和国大統領からの求めに応じて辞職したものとされる。これらの政治動態に関しては、
Ch. Bidégaray et C. Emeri, La responsabilité politique, Dalloz, 1998, p.81. 
74 例えば、Ph. Ségur, La responsabilité politique, 1re éd., PUF, coll. Que-sais je ?, 1998, p.85. 
75 O. Duhamel, Sur les institutions. Entretien avec François Mitterrand, Pouvoirs, 1988, no 45, p.136. 
76 J. Massot, Chef de l’Etat et chef du Gouvernement : la dyarchie hiérarchisée, La ducumentation 
française, 2008, p.163. 
77 後に議会権威を盾に大統領に対する自律性を主張した結果、ポンピドゥー大統領によって罷免されることに
なったシャバン＝デルマスが、１９５９年のＵＮＲ大会というかなり早い段階で捉えていた「留保された領域
domaine rservé」のドクトリンである。このドクトリンに拠れば、共和国大統領にはアルジェリー、サハラ、
共同体、外交、国防問題が留保され、残余は内閣と議会の領域とされる。同理論と提唱者に関して、
https://www.gouvernement.fr/jacques-chaban-delmas 
78 Le Monde, 2.IX,1994. 
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第五共和制は、体制の精神である極力な執行権と強力な政治責任の論理を、ドゴール期において、体
制の精神の体現者による政治運営の下、十全に開花させた。しかし、そこには、権限と責任の強力な連
関が、偏にその行使主体の自発的意思に依るという制度的な弱さが不可避的に伏在していた。この弱さ
が、ポスト・ドゴール期に至って一気に表面化したのであった。次節では、対大統領・政治責任という
次元以外での大臣衆の政治責任が機能不全を呈していた第五共和制の動態を検討する。 
 
 
 第２節 体制の規定する大臣責任の機能不全 
 
  第１款、対議会責任の機能不全 
 
 憲法法文の外側で事実上、憲法習律として生成した政府の対大統領責任に対して、１９５８年憲法が
第五共和制統治機構における公式の責任原理として宣明するのは、飽くまでも「政府」の「国会」に対
する責任である。「国政を決定し、遂行する」政府が「国会に対して責任を負う」との第２０条の明示的
規定が存在する点において、第五共和制は第三・第四共和制的な政治的退嬰主義（政府は国政の選択決
定権も遂行力も欠き、国会に対して責任を負うのではなく従属する）と決別すると同時に、しかし、大
統領制による強力政治の実現を選択するのでもなく、議院内閣制という第三共和制以来フランス憲政が
タテマエとしてきたところを実際に生成する途を宣明した訳である。 
 しかし、識者は、第五共和制がポスト・ドゴール期に入って程なくして、この種の「政治責任が、議
会における手続としては、ほぼ、消滅した79」ことを確認した。確かに、第２０条所定の、１９５８年憲
法における政府の責任に関する公式原理は、対大統領責任の非公式・不文の原理とは異なって、政治責
任としては極めて跛行的に展開したと言える。政府の対大統領責任が、後者の優位性を基本的・背景的
事情として持ちながらも、前者の後者に対する階層的従属性が大臣副署制によって押しとどめられてい
たことによって比較的健全に機能していたのに対して、ドゴール期第五共和制における政治的二極分化
による多数派状況 fait majoritaireの定着によって、政府の対議会責任は、政治責任原理がその主体に
対して有する権力正統化の契機と権力統制の契機の内、後者の側面を慢性的に欠落させることになった。
国民議会内に形成された安定的な多数派が政府の構成との間に自同性を有することになった第五共和制
の政治構造の中では、国民議会に対して政府が負うところの「責任」なる概念は、単なる「儀礼 courtoisie80」
以上のものではない、と評される。 
 第五共和制における政府の対議会責任の空洞化は、しかし、ドゴールの人格と政治運営による多数派
状況の定着という政治的な動態的・情況的要因のみに拠るものではなく、１９５８年憲法の規定する制
度的要因に規定されるところも極めて大きい。同憲法に描かれた政府の対議会責任像に関して、第２０
条はかかる像が存在することのみを予示しており、その外縁と内包を規定することによって、全体像を
示すものではない。憲法の規定する政府の対議会責任の実質は、第２０条が、かかる責任が発動される
際の条件として指示している、後継の第４９条・第５０条、就中第４９条の規定する諸条件によって示
される。政府の対議会責任の条件づけ規定としての第４９条は、実際には第五共和制制憲過程における
                                                     
79 P. Pactet, L’évolution contemporaine de la responsabilité gouvernementale dans les démocraties 
pluralistes, Le Pouvoir. Mélanges offerts à Georges Burdeau, LGDJ, 1977, p.202. 
80 P. Pactet et F.-Mélin Soucramanien, Droit constitutionnel, 37e éd., Sirey, 2018, p.532. 
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独創作品ではなく、第四共和制が瓦解する直前に示された、フェリックス・ガイヤールによる改憲案を
流用したものとされる81。政治的多極分化を背景として、弱体な政府が退嬰主義に陥りがちな第四共和制
の政治文脈において、政府に対して統治主体としての実を聊かなりとも付与する為に考え出された武器
は、それが当初想定されていた政治的文脈－戦場とは全く異なる場所に投下されたことによって、際限
なく政府の統治能力を強化する武器となった。政府の国民議会に対する責任を規定する第４９条におい
て（従って、ここでは取り敢えず政府と元老院の関係に関する第４条は検討対象から除かれる）、首相の
イニシアチブによって発動される第１項と第３項、対して国民議会からのイニシアチブによって発動さ
れる第２項とを、切り分けて検討することが必要である。 
 第４９条第１項は、「首相は、閣議の審議の後、国民議会に対して、政府の綱領または場合によっては
一般政策の表明について、政府の責任をかける。」と規定する。同項は飽くまでも「責任 responsabilité」
という言葉を用いるもので、「信任 confiance」という用語法を使っていないが、しかし、同項は、政府
に対して事実上の信任問題 question de confiance 付託権を付与するものと言える82。同項に関する解釈
論上及び実践上の重要問題は、「政府の綱領または一般政策の表明」に関して－つまり政府が組織された
直後のタイミングにおいて－政府が国民議会に対して責任ならぬ信任を求めることが、政府にとっての
「義務」であるのか、或いは単なる裁量事項であり「権能」に留まるのか、という点にあった。この問
題は、草案の段階では存在していた「責任をかけることが出来る peut engager」という表現が、最終的
に採択された段階で、単なる「責任をかける engager」に変わったことに起因しており83、学説上の対立
を生んだ。文理解釈を徹底する立場を採れば、同項が「場合によっては éventuellement」という副詞を
政府による一般政策の表明にしかかけていない点を見て、同項は、政府による一般政策の表明に関して
は信任問題付託の「権能」を、政府による綱領の表明に関しては信任問題付託の「義務」を規定するも
のと反対解釈によって結論付けられる84。他方で、「一般政策の表明」と「綱領の表明」の区別が容易で
ない点を重視すれば8586、更に、同項が政府による事実上の信任問題付託を何時までに行えば良いかとい
う期限に関する条件を一切付していない点を重視すれば、同項はただ単に政府の「権能」を規定するも
                                                     
81 Ibid, p.534 ; J.-C. Colliard, Article 49, 50 et 51, in F. Luchaire et G.Conac(dir.), La Constitution de la 
République française, 2e éd., Economica, 1987, p.960. ガイヤール改憲案に関しては、Projet de loi portant 
révision de certains articles de la Constitution, présenté par Felix Gaillard le 16 janv. 1958, Pouvoirs, no 
76, 1996, pp.133-134. 
82 用語法こそ異なれども同項が政府に対する信任問題付託権を規定するものに他ならないという、条文を一見
して自明のこの事柄については、制憲過程において確認されている。そこで明示的に述べられているところに
徴すれば、何故「信任問題」という用語法が忌避されたかと言えば、偏に、この用語法が前体制までで政治的
退嬰主義の抜きがたい「忌まわしい記憶」を呼び起こすからだという。Comité national chargé de la 
publication des travaux préparatoires des institutions de la Ve République, op. cit., vol.III, p.150, op. cit., 
vol. IV, p.184. 
83 Comité national chargé de la publication des travaux préparatoires des institutions de la Ve République, 
op. cit., vol.III, p.150, op. cit., vol. I, p.510. 
84 P. Avril, Une convention contra legem : la disparition du ‘programme’ de l’article 49 de la Constitution’, 
Mélanges en l’honneur de Jean Gicquel, Constitutions et pouvoirs, Montchrestien, 2008, pp.9.-16. 
85 P. Pactet et F.-Mélin Soucramanien, op. cit., 37e éd., p.532. 
86 因みに、第４９条第１項における政府の「綱領」なる概念と「一般政策」なる概念に関しては、フランス領
アファル・イッサにおける国民議会議員選挙の選挙区改変を政令に委任する法律の合憲性に関して審査した際
に、両概念が同様の意味を有する旨判示した憲法院判決が存在する。Cons. const. Décis. no 76-72 DC du 12 
janv. 1977, Loi autorisant le gouvernement à modifier par ordonnances les circonscriptions pour l’élection 
des membres de la Chambres des députes du territoire français des Afars et des Issas, JORF, 13 janv. 
1977, Rec. Cons. const, p.31. 
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のに他ならないという結論が導き出されることとなる87。政治慣行は、後者の理解に従っている。第五共
和制下における最初の二つの内閣、すなわちドゥブレ内閣とポンピドゥー内閣は、組閣直後に国民議会
に対して信任を求めたが、しかし、これら二つの連続する先例は、慣行として定着することはなかった88。
したがって、第４９条第１項所定の信任問題の手続は、政府の権能として定着したのであり、議会多数
派を政府が押さえている状況を大前提として、重要政策遂行にかかる、政府にとっての「プレビシット
的な89」位置づけを得ることになった。何れにせよ、その性格は、「政府の政治責任の、真性の実行装置
un véritable instrument de mise en jeu de la responsabilité politique de gouvernement90」とし
てのそれではないのである。そもそも、第 49条第 1項の発動に対して、国民議会から信任が付与される
条件は91、国民議会議員からの相対多数による青票で済むものであって－というのも国民議会規則に拠れ
ば、票の数え上げの際に、棄権票は取り除かれることになるから－多数派状況においては極めて政府に
有利なものとなっているのである。 
 第４９条第３項もまた、首相のイニシアチブによって発動する政府の対議会責任機制であるが、第１
項所定の機制にもいや増して、政府の行為を追認・正当化するための性格が濃厚なものである。２００
８年改正以前、同項は「①首相は、閣議の審議の後、議案 textesの表決について、国民議会に対して政
府の責任をかけることができる。②この場合、続く２４時間以内に提出された不信任動議が、前項に定
める要件にしたがって可決された場合を除いて、その議案は採択されたものとみなされる。」と規定して
いた。不信任動議の可決に関する前項、すなわち第４９条第２項が規定する要件とは「国民議会議員の
少なくとも１０分の１によって署名された不信任動議が、表決に際して不信任動議への賛成票のみが数
えられ、国民議会議員の過半数が賛成すること」である。したがって、国民議会議席の過半数を押さえ
られていない場合であっても、議会による法案修正を封じるために利用可能な、政府にとっての極めて
強力な武器であったといえる92。この制度構想の淵源は古く、例えば、１９５８年のガイヤールによる第
四共和制憲法改憲案はもとより、第三共和制下戦間期における政治改革動向の中でも立法過程と政府の
責任を結合させることによって統治に推進力を与えるという課題は認識されており、そこでの問題意識
が１９５８年憲法第４９条第３項に影響を与えたと言われている93。何れにせよ、１９５８年の制憲過程
において「政府にとって必要不可欠な議案に関しては、法案成立を阻止しようとする如何なる動向も乗
                                                     
87 J. Gicquel et J.-E. Giquel, Droit constitutionnel et institutions politiques, 32e éd., LGDJ-Lextenso, 2009, 
p.790-791. 
88 J.-C. Colliard, Article 49, 50 et 51, op. cit., p.969 et pp.978-979. 
89 D. Detragiache-Dorlencourt, Responsabilité devant l’Assemblée ou devant le Président ? La 
responsabilité gouvernementale pendant les quatre premières années du septennat de M. Pompidou, RDP, 
1975, p.304. 
90 Ph. Ségur, La responsabilité politique, op. cit., p.45. 
91 これに関しては憲法は一切規定しておらず、国民議会議院規則が規定している。国民議会議院規則第 2 部
第 8 章第 152 条；①憲法第 49 条第 1 項に拠り、首相がその綱領或いは一般政策の表明について政府の責任を
かけた場合は、両院の議事協議会 la Conférence des présidents が第 132 条に規定された条件において、討議
débat を組織する。②討議が終了した後、表決に関する理由を表明する為に、各会派が指名した演説者に対し
ては 15 分、それ以外の演説者に対して 5 分の発言機会が与えられ得る。③議長は、政府の綱領または宣言
déclaration への承認を投票に付す。④政府の綱領または宣言への承認の表決 le vote は、有効投票 suffrages 
exprimés の絶対多数によって為される。」http://www.assemblee-nationale.fr/connaissance/reglement.asp 
92 Jean Gicquel, De l’article 49 de la Constitution aux nouvelles formes de contrôle du gouvernement 
devant le Parlement, Bertrand Mathieu et Michel Verpeaux (dir.), Responsabilité et démocratie, Dalloz, 
Cahiers constitutionnel de Paris I, 2008, p.27. 
93 S. Pinon, Les réformistes constitutionnels des années trente. Aux origines de la Ve République, thèse 
Tours, 2002, LGDJ, 2003, p.370. 
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り越えて押し通すための幾らかなりとも例外的な性格を持つ規定が必要だ」（ミシェル・ドゥブレ）とい
う認識が示されていた94。しかし、ドゥブレが「幾らかなりとも例外的な性格を持つ規定 disposition 
quelques peu exceptionnelle」と性格付けた同項は、首相が責任をかけることのできる対象が「議案
textes」として何等の限定も付されていなかったことによって漫然と使用されるようになり、しかも立
法過程を政府のペースで歪める点で重大な問題を孕んでいた。同項所定の機制は、政府責任のサンクシ
ョンを遠く離れ、立法過程を自身のペースで操縦するための政府の武器でしかないと認識されるように
なる95。２００８年憲法改正を準備したバラデュール委員会（体制の現代化と再均衡化に関する検討のた
めの委員会 Comité de réflexion et de proposition sur la modernisation et le rééquilibrage des 
institutions）の２００７年報告書が、政府が第４９条第３項を用いることのできる対象を、単なる「議
案」から政府提出の予算法律案と社会保障財政法律案に限定することを提言したのは96、憲法第２０条が
指示する通り、第４９条第３項が飽くまでも政府の「責任」の要件に関する規定である以上、道理であ
ったと言える。結果的に２００８年憲法改正では、第４９条第３項にバラデュール委員会報告書が提言
した通りの対象の限定化が受け入れられるとともに、首相が同一会期中にもう一つ別の政府提出法案ま
たは議員提出法案について第４９条第３項を発動することが出来るとの規定を追加された。したがって、
２００８年憲法改正が目指した体制の「再均衡化」は、第４９条第３項という、第五共和制における議
会政にとって枢要な技術に関しては妥協的・折衷的な形での解決を見たが、過般来の文脈を見れば、１
９９３年のヴデル委員会報告書が、第４９条第３項の対象の質的限定を一度検討しながらも、それによ
る政治的停滞の招来を懸念して、結局放棄するという結論を出していた先例が存在していた97。２００８
年改正による信任問題提起の対象限定化に関わらず、第４９条第３項の基本的性格が「政府責任サンク
ションの機制」でなくして「政府ペースでの立法過程操縦装置」にあるという消息自体は不変であると
言えよう。 
 第 49条所定の各項の内、第 2項のみが、国民議会の側のイニシアチブによる政府責任の追及機制を規
定している98。しかし、1958 年憲法第 49 条第 2項こそは「合理化された議会制」の謂わば根拠規定とも
言えるものであり、同項が規定する、倒閣のための議会に課されたハードルはかなり高いものである。
動議の提出という入口の段で先ず規制がかけられており、動議が議院理事部に受理されるためには国民
議会議員の少なくとも 10分の 1分の署名が必要とされており、そうでありながら、しかも、一人の議員
が同一の通常会期中に行い得る署名行為の回数制限まで掛けられている。してみれば、野党・反対会派
からは与党・多数派に対して、同一会期中に提出しうる不信任動議は最大でも四本を超えることは出来
                                                     
94 Comité national chargé de la publication des travaux préparatoires des institutions de la Ve République, 
op. cit., vol.III, p.261. 
95 M. Lascombe, Le Premier ministre, clef de voûte des institutions ? L’article 49 alinéa 3 et les autres..., 
RDP, 1981, p.120. 
96 Rapport du comité de réflexion et de proposition sur la modernisation et le rééquilibrage des 
institutions de la Cinquèime République, JORF, Lois et décrets, no 252, 30 oct. 2007, p.17711. 
97 Rapport remis au Président de la République le 15 févr. 1993 par le Comité consultatif pour la révision 
de la Constitution, JORF, 16 févr. 1993, p.2542. 
98 1958 年憲法第 49 条第 2 項；「国民議会は、不信任動議の表決により、政府の責任を追及する。この不信
任動議は、国民議会議員の少なくとも 10 分の 1 によって署名されなければ、受理されない。表決は、動議提
出の 48 時間後でなければ行うことはできない。不信任動議に対する賛成票のみが数えられ、国民議会議員の
過半数の賛成によらなければ、この動議は、採択されない。事項に定める場合を除き、国民議会議員は、同一
の通常会期中は３つ、さらに同一の臨時会期中は１つをこえる不信任動議の署名者になることはできない。」
訳文は、辻村・糠塚前掲書２６５頁に拠った。 
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ず、第 2 項の手続きを勇み足で多用することは、却って与党・多数派を利するという仕組みになってい
る99。更に、賛成票のみが数え上げられ、動議の可決の為には国民議会議員の絶対多数が必要とされてい
るという仕組みでは、「絶対多数によって政府が倒されなかったと言っても、政府が相対多数の信任を得
ていたことになるか」を推し量ることが出来ないのであり、いわば「相対多数の不信任票」をブラック
ボックスの中に葬り去る仕組みとなっている。この点、要するに、「証明責任が野党・反対会派に転嫁さ
れている」と指摘されている100。後継の第 50 条によって、第 49 条所定の手続きが可決された場合の政
治的効果は法的に保障されているが、しかし、1962年以降の多数派状況の文脈では第 49条第 2項が倒閣
手段として成功することはなくなった101。それ故、政府不信任の手続きは、第五共和制においては「空
騒ぎ pétard mouillé102」に過ぎず、精々立法過程における論争誘発作用を有するにとどまっていると評
されるのである。 
 かようにして、1958 年憲法が規定する政府責任機制の制度的基盤は、この種の機制が議会のイニシア
チブによって作動してこそ実を挙げると考える限りにおいては、聊か脆弱である。尤も、統治機構の現
代化と、そして何より「再均衡化」を自覚的に問題とする大規模な改正であった 2008年憲法改正が、議
会、とりわけ野党・反対会派による政府統制作用の制度的基盤の整備・拡充に力を入れた点について触
れないのは不公平である。同改正による第 48条の大幅な改正（議員による大臣への質問の整備）103、第
47 条の 2 の導入（議院による調査活動への会計検査院の協力義務）104などは、政府統制作用における重
要な技術的進歩と評価できよう。他方、新たな第 34 の 1 条の導入による議院の決議 résolution に関す
                                                     
99 この点について、下院総議席数の 10 分の 5 よりは「宿命的に」少ない議席しか持たない野党（＝10 分の
５を超えたら、その時点で論理必然的に多数派となるから）という表現を使って指摘するものとして、J.-Cl. 
Colliard, Article 49, 50 et 51, op. cit., p.972. 
100 Ph. Ségur, La responsabilité politique, op. cit., p.50. ; この仕組みの戦間期改革との関連性に関して指摘
するものとして、J. Gicquel, l’article 19 de l’actuelle Constitution des ses deux premiers alinéas n’a fait que 
consacrer l’idée dveloppée dans La réforme gouvernementale, in  J. Gicquel et Lucien Sfez, Problèmes de 
la réforme de l’Etat en France depuis 1934, PUF, 1965, p.31. 
101 1958 年憲法第 50 条；「国民議会が不信任動議を採択し、または、政府の綱領もしくは一般政策の表明を
否認したときは、首相は、共和国大統領に政府の辞表を提出しなければならない。」訳文は辻村・糠塚前掲書
２６５頁に拠った。因みに、1958 年憲法下で唯一の、政府不信任動議可決による内閣総辞職例は 1962 年、ド
ゴール大統領下でのポンピドゥー内閣の事例であるが、同内閣の辞職に際しては、10 月 5 日の首相による総
辞職表明に対して、ドゴール大統領は 11 月 28 日まで受理を遅らせた。国民議会解散を狙ったドゴール大統領
が、新内閣樹立までの庶務をポンピドゥーと彼の大臣衆に任せたためである。ドゴール大統領のこの様な遅滞
戦術に関しては、コンセイユデタによって適法との判断が為されており、一つの先例となっている。Arrêt CE 
19 oct. 1962, Sieur Brocas, concl. M. Bernard, RDP, 1962, pp.1181-1201, Chron, A. de Laubadre, AJDA, 
1962, pp.612-615. 
102 J.Gicquel et J.-E. Gicquel, op. cit., p.792. 
103 例えば、当初「両議院の議事日程は、政府が定めた順序において且つ優先して、政府提出法案及び政府に
よって受理された議員提出法案の審議を含む。」とされていた第 1 項は「第 28 条末尾の 3 項目が適用される
場合を除き、議事日程は、各議院によって定められる。」との規定に代わり、議院の自律性が強化された。ま
た、新たな第 4 項は「4 週のうち１周の本会議は、政府の行為の監視、および公共政策の評価のために、優先
的に、かつ、各議院が定める順序にしたがって留保される。」と規定し、更に第 5 項は「月に 1 回の本会議は、
議院内の野党会派および少数会派の発議に基づき、当該各議院が定める議事日程に留保される。」と規定した。
改正後の訳文に関しては、辻村・糠塚前掲書 264 頁に拠った。 
104 第 47 条の 2；「①会計検査院は、政府の行為の監視について国会を補佐する。会計検査院は、予算法律の
執行および社会保障財政法律の執行の監督、ならびに公共政策の評価について、国会および政府を補佐する。
会計検査院は、公開報告によって市民の情報収集に寄与する。②公行政の会計は、定期的で真正なものである。
この会計は、公行政の管理、資産および財政状況に関する検査結果を正確に公表するものとする。」訳文は辻
村・糠塚前掲書２６４頁に拠った。 
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る規定は、政府統制・政府責任追及機制であることを明示的に禁止されるものとなった。「決議 résolution」
とは、そもそも、議院が立法手続きの外で、一定の法文を採択することを指し、各議院の内部的自律に
任され、議院規則による規定を受ける各議院の意思表示行為である105。しかし、先行する二共和制下の
経験を踏まえた 1958年制憲過程では、政府の不安定性の一要因として警戒視・敵視され106、出来上がっ
た憲法規定の中から削除されたのではあった。しかも、憲法典上から追放されたうえに、執行府の「番
犬」たる憲法院が、1959年 6月 17日判決によって国民議会規則に関して107、1959年 6月 24日、25日の
判決によって元老院規則に関して108、それぞれ政府への圧力・責任追及機制としての決議を－政府への
責任追及は憲法上、憲法第 49条所定の機制に限定されているとの理由で－違憲と判示していた。とはい
え、制憲過程及び新憲法施行直後の状況・或いはゴーリストの懸念とは異なり、その後の第五共和制の
政治動態は、政治的二極分化と多数派状況を定着させ、政府の不安定性は急速に克服されていったから、
第三・第四共和制的な政治的退嬰主義への懸念は、政治的文脈の上で相対化されていった。バラデュー
ル委員会と 2008年憲法改正による「再均衡化」は、第三・第四共和制下の政治動態が主観的な経験とし
て共有されていた文脈が遠く過去へと遠ざかり、客観的な記録としてしか共有されない文脈が生成した
からこそ生起しえた動態である。しかし、「決議」という方式が第 49 条の間隙を縫って各議院による政
府責任追及の有力な手法として自己組織化される潜在的危険性を指摘する文脈は健在であり109、新たな
第 34 条の１は、政府責任追及機制を明示的に禁止し、1958 年憲法典中における第 49 条への政府責任追
及機制の一本化という総路線との整合性が維持されたのであった110。従って、1958 年以来の大統領中心
主義と議会制合理化を、統治機構の現代化と「再均衡化」によって再喚問に付した 2008 年憲法改正は、
各議員による政府責任の追及や議院の調査活動という次元では聊か実のある改革を成し遂げたが、しか
し、各議院によるものとしての政府責任追及の明確な意思表示に関しては、改革に実を伴わせなかった。
多数派状況下での政治責任の機能不全と、第三・第四共和制的な政府不安定との間での妥協的な結論で
あったと言えよう。 
 
  第２款、政治司法の機能不全 
 
従って、1958 年憲法自身は、政府・大臣連が下院に対して責任を負うという議院内閣制の建前を否定
しないのだが（責任制の観点からすれば、寧ろ第 20 条－第 49 条を根拠規定として、同憲法が公式に認
める唯一の統治枠組みは議院内閣制である）、しかし、第五共和制下の多数派状況において、議事堂とい
                                                     
105 F. Boudet, La force juridique des résolutions parlementaires, RDP, 1958, pp.271-289. また、「議院規
則」と「決議」の法的形式の同一性を論じるものとして、大石眞『議院自律権の構造』（成文堂、1988 年）
６１～６２頁。 
106 Rapport du comité de réflexion et de proposition sur la modernisation et le rééquilibrage des 
institutions de la Ve République, op. cit., p.17721. 
107 Cons. const. Décis. no 59-2 DC du 17 juin 1959, Règlement de l’Assemblée national, Rec. Cons. const. 
58, JORF 3 juill. 1959, p.6642 ; 勝山教子「国民議会規則の憲法適合性」フランス憲法判例研究会編『フラン
スの憲法判例』（信山社、2002 年）２８２～２８９頁。 
108 Cons. const. Décis. no 59-3 DC du 24 juin 1959, Règlement du Sénat, rec. Cons. const. 61, JORF 3 juill. 
1959, p.6643. 
109 D. Ribes, Le Comité Balladur, technicien expert du parlementarisme, RFDC, 2008, p.107. 
110 第 34 条の 1；「①両議院は、組織法律に定める条件に従って、決議を議決することができる。②政府が、
その採択ないし否決により、政府の責任が問題となりうるか、あるいは、政府自身への命令が伴うと判断する
場合には、その決議案は受理されず、議事日程に登載されない。」訳文は辻村・糠塚前掲書２６１頁に拠った。 
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う場が、その「日常」の大半を執行権行使の追認に充てることは、以上から明白である。従って、第五
共和制下の議院内閣制における責任原理は、基本的には執行権に対する統制的契機を失っている。しか
し、1958 年憲法は、議事堂内における「非日常」として、通常の討議とは異なる方法で執行権の責任追
及が行われる余地を存置した。当初、第 9 章第 67、第 68 条で規律された111、高等院 Haute Cour による
政治司法 Justice politique のシステムである。大革命以来のフランスに誕生した何れの憲法において
も規定されてきた高等院制度は、時代の変遷と共に相対化を被りながらも、自らの始祖であるイギリス
憲政におけるインピーチメントの特質を多かれ少なかれ保持し続けてきた112。1958 年の制憲過程、そし
て初期の政治動態の中で強調された責任機制はレファレンダムや信任問題であり、これらの機制は、そ
れらが置かれた具体的な政治的文脈の中で、執行権の正統化・強化の契機のみを片面的に発展させる傾
向を有していたが、それとは対照的に飽くまでも執行権の責任を個人に対する法的な制裁によってサン
クションする高等院による政治司法のシステムも、1958年憲法は採用したのである。 
しかし、ひとたび発動すれば被告人たる大臣の責任に対して特に「裁判手続きによる、例外的なまで
に厳粛に政治的な制裁 une sanction politique exceptionnellement grave en suivant une procédure 
juridictionnnelle113」が可能である政治司法システムも、多数派情況下では、容易に発動されない。立
法権の作用でないことを以て自己規定してきた経緯をフランスの政治司法が有するとおり114、「裁判」の
体を採っていても、その実態は政治的営みに他ならないからである。1958 年憲法が定める政治司法の機
制が発動するためには、高等院への起訴が、「両議院が、公開投票により、かつ、その構成員の絶対多数
により、同一の表決で」決定される必要がある。多数派状況下における政治司法の政治性が集約された
この規定に加えて、訴追提案が議事手続きに乗るためには何よりもまず議院理事部 Bureau－党籍離脱を
しない議員が概ね会派勢力に比例した形で配される議院理事部－に受理される必要があるから、そこで
示されるべき濃厚な政治性は、野党・少数会派にとっては超え難い大きな壁となる。この様に、辞職と
いう政治的サンクションではなく、法的なサンクションを大臣に対して科すべき機制でありながら、多
                                                     
111 2008 年憲法改正以前の第 67 条；「高等院 Haute Cour de justice が設置される。－高等院は、国民議会
の総選挙後および元老院の通常選挙後、各議院によりその議院の中から選出された同数の議員により構成され
る。高等院はその構成員の中から議長を選出する。－高等院の構成、運営の規定および適用される手続につい
ては、組織法律が規定する。」同第 68 条；「共和国大統領は国家反逆罪の場合を除いて、その職務の遂行に
際して行った行為について責任を負わない。共和国大統領は、両議院における公開投票により、かつ各議院を
構成する議員の絶対多数での、両議院に一致した表決によって両議院が議決したときにのみ弾劾される。この
場合、共和国大統領は高等院の裁判に付される。－大臣はその職務の遂行に際して為した、且つ行為時におい
て重罪または軽罪として規定されていた行為について、刑事的に責任を負う。右に規定された手続は、反逆罪
の場合、その共犯者に対しても準用できる。本稿に定めのある場合、高等院は重罪および軽罪の決定を行い、
且つ行為時において施行中の刑法による適用される刑を決定する。」 
112 伝統的なインピーチメントの形式面における特質は「下院が訴追し、上院が裁判する」ところにあると言
えるが、この形式が大きな変質を被ったのが 1946 年 10 月 27 日の第四共和制憲法である。第三共和制下にお
いて猖獗を極めた「強すぎる上院」の棘抜きの過程で、上院は政治司法の過程からも放逐され、伝統的なイン
ピーチメントの形式が大きく崩れたのであった。1946 年憲法第 56 条；「大臣は、その職務の遂行に際して犯
した犯罪について、刑事責任を負う。」第 57 条；「国民議会は大臣を告訴し、高等院に移送することができ
る。－国民議会は、秘密投票により、その議員の絶対多数でこれを決する。但し、訴追、予審および判決の参
与に指名された議員は投票から除外される。」第 58 条；「高等院は、国民議会により、立法期の劈頭におい
て選出される。」 
113 J.-P. Rougeaux, La Haute Cour de Justice sous la Ve République, RDP, 1978, p.1023. 
114 例えば、マルヴィ事件高等院判決において、超法規的裁判を行う「主権的権限 pouvoir souverain」を正当
化した第三共和制下高等院は、「元老院が高等院として集会する場合は、元老院は司法作用のみを行使する」
（公権力の諸関係に関する１８７５年７月１６日の憲法法的法律第４条）とされていた。 
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数派状況による政治的制約を正面から受けて、少数派のイニシアチブに基づく責任追及は発動させるこ
とすら難しい。最終的に被告大臣に裁きを与える法廷も、その構成において政治的舞台である。当初よ
り 1958年憲法は高等院制度の採用を規定したうえで、その「構成、運営、適用手続」が組織法律に拠る
旨も規定するが（当初の第 67 条）、果たして 1959 年 1 月 2 日組織的法律を定めるオルドナンス第 59 の
１号では、第 1 条において法廷の構成が両院より１２名ずつ、計２４名の議員判事によるとした115。政
治司法の法的領域への編入－政治司法に関する法整備は、過般来のフランス憲政における諸事例に徴す
ると、概ね滞りがちな伝統があり、既に検討した通り、高等院の組織に関して、ブーランジェ事件にお
ける 1889 年法律、マルヴィ事件における 1918 年法律の採択などは顕著な例である。してみれば、この
点、第五共和制における政治司法の法的領域への編入－法整備作業は迅速であると評価されるものの116、
しかし、そこで採用された法廷の構成自体は、第四共和制下の高等院における 3 分の 1 の職業裁判官の
参加すら排除する、「政治的性格を徹底させた」ものと評される117。そして、当代の多数派状況の上に定
位されたとき、かように徹底された政治的性格は、被告大臣に対する法的責任追及を政治的筆致で戯画
化することになるのは必然である。 
 後述する通り、第五共和制において高等院の法定が組織され、判決を下すに至った経験は、「汚染血液
事件 l’affaire sang contaminé」における一度きりのものであったが、それは、以上のような制度的事
情が、政治情勢における多数派状況を背景にして存在したからである。つまり、第五共和制下における
政治司法は、顕著な「嗜眠 léthargie118」傾向を示していた。尤も、20 世紀も中葉以降の段階で、大臣
責任制－議院内閣制の成立に先立つ弾劾責任制という時代遅れの機制が動かなかったとしても、それと
して怪しむに足りないという見方は当然可能である。しかし、「予防的手段 moyen préventifが抑止的手
段 moyen représsifに置き換わった」が故に弾劾責任制が「休眠ないし廃用 tombée ou désuétude」に至
ったという119近代の－特にイギリスにおける－憲政の大局的な動向とは異なり、第五共和制における政
治司法の嗜眠傾向は、その要因を、大臣責任制－議院内閣制の嗜眠傾向と共有していたと言わなければ
ならない。この様な嗜眠傾向としての機能不全と、機能不全のいま一つの態様としての政治司法の－与
党・多数派からする－御都合主義的運用について、幾らかの具体例を挙げながら検討することが便宜で
あろう。 
第五共和制下における政治司法の機能不全は、1980 年代初頭に生起したミシェル・ポニアトウスキ事
件 l’affaire Michel Poniatowski120によってよく示されている。1976 年 12 月 24 日、パリのダーダネ
                                                     
115 Ordonnance n° 59-1 du 2 janvier 1959 portant loi organique sur la Haute Cour de justice, art 
1,https://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=LEGITEXT000006071058&dateTexte=2014112
5 
116 山本桂一「フランスの司法高等法院 Haute Cour de Justice（三）－フランスにおける政治的裁判のための
憲法的機構の考察－」『国家学会雑誌』（第 74 巻第 7・８号、1961 年）333 頁 
117 同上、338 頁。 
118 N. Havas, La responsabilité ministérielle en France, Contribution à une approche historique des 
responsabilités politiques et pénale des ministres de la Révolution de 1789 à la Ve République, Dalloz, 
2011, p.657. 
119 A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 8e éd., avant-propos de Dominique 
Chagnollaud, Editions Panthéon-Assas, 2008, p.147 
120 同事件は、事案の核心を為すジャン・ド・ブロイ下院議員の暗殺に因んで、ブロイ事件 l’affaire Broglie
と呼ばれ、或いはブロイ事件の一環として扱われることもあるようである。例えば、Les grandes “ affaires” 
de la République, L’Express, 27, otc. 2009, 
https://www.lexpress.fr/actualite/politique/les-grandes-affaires-de-la-republique_789101.html 
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ルス通りで、ジャン・ド・ブロイ下院議員が殺害される事件が発生した。名前の示す通り、名門貴族の
末裔であり、ドゴール大統領下に大臣職を経験し、ジスカール・デスタンの友人であり、エヴィアン協
定成立の陰の立役者とも言われた政界の大物が、自身の法律顧問宅に向かう途中に暗殺されたのである。
事件発生当時、内相を務めていたミシェル・ポニアトウスキは、事件の動機が、ブロイ議員の法律顧問
に関わる金銭トラブルであったと発表したが、事件発生から 3 年後、ブロイ議員の身辺の危険を察知し
て、事件の首謀者の尾行を行っていた警察が、何故か事件発生の 2 週間余り前から、尾行を中止してい
たことが高名な風刺週刊誌によって素破抜かれたことによって121、現・ＵＤＦ所属の大物議員の内相時
代における、同輩・ＲＩ（独立共和派）所属の有力議員の見殺し、という大政治スキャンダルが発生し
た122。週刊誌の特大級スクープによる大騒動は、1978 年の総選挙で左翼連合が敗退した間もないという
情勢下で（しかも、翌 1981 年には第五共和制史上初の政権交代が達成されるという文脈）、巻き返しを
図る左派野党勢力によって、単なる空騒ぎには留まる訳には行かなかった。共産党議員団と、そして、
1978 年総選挙で敗れながらも、初めて共産党よりも多くの議席を獲得として追い風が吹いていた社会党
議員団が、各々別個に、ポニアトウスキ訴追提案を提出するに至った123。共産党議員団の訴追提案は告
訴箇条に挙げられた事実の不在を理由に国民議会理事部に受理されず、社会党議員団の訴追提案のみが
特別委員会124に送付されることになった。同特別委員会の委員 15名からなる構成は、国民議会の議席の
布置に応じたものとなった125。従って、特別委員会の構成は、与党勢力ＵＤＦに所属するポニアトウス
キ元内相の同輩によって多数を占められることとなった。社会党議員団の訴追提案は、三つの告訴箇条、
すなわち、調査によって得られた秘密の濫用 la violation du secret de l’instruction、書類の隠匿
la dissimulation de documents、危難に在る者への救助の懈怠 la non-assistance a personne en danger
を含んでいた。しかし、第一と第三の告訴箇条については時効が成立しており、しかも特別委員会は、
第二の告訴箇条については証拠不十分と判断し、訴追提案を却下した126。特別委員会自身は被告人の有
罪性に関する積極的推定も消極的推定も行う機関ではないが、しかし、下院の議席構成を忠実に反映し
た同委員会の判断が、「党派的思考を背景とした党派的な裁き」であるとの指摘が為されたのは事実であ
る127。下院規則の規定に従った特別委員会の構成が、下院内における政治的分断情況をそのまま反映す
るものであった限りにおいて、法的責任の機制として望まれる冷静さが、そこでの作業に欠落していた
ことは明白だからである128。つまり、ポニアトウスキの一件は、問題が生起・発覚した時点において（自
らに対する訴追提案が為された時点において）下院多数派に所属する大臣・元大臣が、政治司法のルー
トでの追及から安全圏に居ることを示したものと評価できる。 
                                                     
121 Le Canard enchaîné, 2 avr. 1980. 
122 騒動に関しては、Le Monde, 24 avr. 1980 も参照。 
123 ロベール・バランジェ Robert Ballanger 議員提出共産党訴追提案とガストン・ドゥフェール議員提出社会
党訴追提案、Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 15 avr. 1980, p.367, p.376. 
124 本件訴追提案当時の国民議会規則第１６０条によって規定されていた、特別委員会 commission spéciale
である。国民議会規則第１６０条「理事部によって受理が宣言され、元老院議長に送付された決議案は、特に
同議案の審理のために指名された、１５名より構成される特別委員会に送付される。委員の指名は、院の議席
分布に沿うべく en s’efforcant de reproduire la configuration politique de l’Assemblée 行われる。候補者のリ
ストに関して会派の長の間で合意が形成されない場合、第２５条所定の手続によって会派の員数に比例した形
で指名が行われる。高等院に所属する議員は、同委員会の構成員として指名されることはできない。」 
125 Ass. Nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 17 avr. 1980, p.487. 
126 Ass. Nat., JORF, doc. parl., no2250, 2e session ordinaire 1980-1981, 2 avr. 1981, 755p.  
127 D. Turpin, Droit constitutionnel, 2e éd., PUF, 2007, p.581 
128 M. Kamto, la reponsabilité pénale des ministres sous la Ve République, RDP. 1991. p.1293. 
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1980 年代のフランス政治生活は、ミシェル・ポニアトウスキ事件において示された政治司法の機能不
全を、さらに明確な形で確認した。第二の事例たるクリスティアン・ヌッチ Christien Nucci 事件であ
る129。１９８５年１０月の会計監査によって発覚したこの事件は、対外協力・発展担当大臣 ministre 
délégué chargé de la coopration et du développementであったクリスティアン・ヌッチ（社会党）の、
1984年12月11日、12日のフランス＝アフリカサミットに関する公金流用に係わるスキャンダルである。
1987 年 5 月 6 日、パリ市軽罪裁判所附予審判事によって、本件が大臣の職務遂行上の行為に係るとして
管轄外を宣言したが、予審判事の命令は、ヌッチが背任に係わっていることへの強い推定を述べるもの
でもあった130。ボールは、通常司法から政治司法へと投げられた。１９８７年５月２７日、ピエール・
メスメル以下２５５人の下院議員によって、ヌッチに対する訴追提案が下院事務局に提出される131。６
月３日に受理された後、国民議会規則１６０条による特別委員会に訴追提案が付託される132。特別委員
会は、ヌッチの行為は、刑法典５９、６０、１４５、１４６、１４７、１４８、１５０、１５１、１６
９、及び４６０条に抵触する可能性があるとの報告書を公表した133。但し、政治動態上の問題として重
要であるのは、特別委員会報告書公表の時点では、ヌッチの所属する社会党が国民議会内少数派であり、
特別委員会の構成もその布置を反映していたと云う事実である。国民議会におけるヌッチ訴追決議案は
３４０対２１１票で国民議会において可決され、元老院に送付された134。１９８７年１２月２日、元老
院は下院訴追決議を同一の文言で可決135、ヌッチは遂に高等院に起訴されることになった。ところが、
訴追された被告人ヌッチを裁く高等院の法廷が組織され、判決が下されることはなかった。ヌッチ弾劾
決議が両院において成立した後、政治動態上の大変動が生じたからである。フランス政治生活は、ミッ
テランの大統領再選と１９８８年の立法府選挙の結果、社会党が国民議会多数派に返り咲いた８０年代
後半の情勢変化、すなわち第 1 次コアビタシオンの終了を経験することになったのである。１９９０年
１月１１日、社会党主導で成立した「選挙資金の制限と政治活動の透明化に関する法律」は第１９条で
「行為者個人の利益のためになされた場合を除いて、１９８９年６月１５日以前になされた、選挙活動
あるいは政党活動に直接的または間接的にかかわる犯罪 infractionは、刑法典１３２から１３８条、刑
法典１７５から１７９条に抵触する場合を除いて、恩赦を受ける」と規定したのである136。１９９０年
４月４日、高等院予審委員会は、同条を根拠として、ヌッチに対する免訴の決定を下した。1987年 12月
                                                     
129 同事件に関しては, Ibid., pp.1284-85 ; Bertrand Mathieu, La Haute Cour de justice et la responsabilité 
pénale des ministres ou comment se servir d’un sabre de bois. A propos de l’arrêt du 4 avril 1990 de la 
commission d’instruction de la haute Cour de justice, RFDC, 1990, pp.735-746. ; D. Turpin, op. cit., 
pp.582-583. なお、同事件の呼称としては事件の舞台となった第三世界の発展に関するシンポジウム
「Carrefour de développement」の名を借りて、L’affaire de Carrefour de développement とされることも多
い。例えば、Carrefour du développement - Dix ans après, le prix d'un scandale, L’Express, 9. avr, 1996, 
https://www.lexpress.fr/informations/carrefour-du-developpement-dix-ans-apres-le-prix-d-un-scandale_61
4117.html 
130 Ass. Nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 7 oct. 1987, p.4022.に収録された国民議会特別委員会の報告書
を参照。 
131 Ass. Nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 27 mai. 1987, p.1735. 
132 Ass. Nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 3 juin. 1987, p.1892. 
133 Ass. Nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 7 oct. 1987, p.4022. 
134 Ass. Nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 7 oct. 1987, pp.4022-4029. 
135 Sénat, JORF, déb. parl., comptes rendus, 11 déc. 1987, séance du 10 déc. 1987, pp.5238-5256. 
136 Loi du 11 janv. 1990 relatives à la limitation des dépenses électorales et à la clarification des activités 
politiques, JORF, 13 janv. 1990, p.573. 同法に関しては、André Roux, note ss. Décis. no89-271 du 11 janv. 
1990(Loi relatives à la limitation des dépenses électorales et à la clarification des activités politiques), 
RFDC 1990. pp.332-338. 
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2日から 1990年 4月 4日までの約 2年半にわたるヌッチ事件の経過は、「一議院が既に自身の手を離れた
裁判手続に対して、再び介入する手法137」としての恩赦法というアプローチが見出された点で、「元」下
院少数派であったが為に訴追された閣僚であっても、政治情勢の変化に望みを託すことが出来、自らの
党派が院内多数派に返り咲けば、「助かる」ことを極めて象徴的な形で示している。一連の消息は、80年
代末から 90年代初頭にかけてのコアビタシオン変動期の落とし子と表現してしまえばそれまでであるが、
しかし、国会上下両院の共同意思決定行為としての弾劾訴追は、何時なんどきであれ、事後的に下院の
意思によって覆され得る地位に置かれていることが示された点で、ヌッチ事件は、政治「司法」の「政
治的」不安定性を顕在化させた138。識者はこの事実をして、「刑事的制裁をして、与党と野党が争う政治
的紛議の地位にまで貶めた」と評する139。 
第五共和制下の政治生活は－それを 1980年代以降の文脈に限ったとしてみても－、従って、政治「司
法」が要請される大臣責任の問題状況それ自体は相当数生起していたと見るべきである140。事件発覚に
与って力のあった在野ジャーナリズムの先鋭さとは対照的に、政治司法の対応は要領を得なかった。上
掲の二事例に示される様に、政治司法における公訴の提起は、提起者が院内多数派を制しているか否か
にかかっていた。従って、客観的真実の追及と執行権担当者への掣肘という視座からすれば、政治司法
という機制は、入口の段階において求められるハードルが高く、しかも、ヌッチ事件が示している通り、
出口に至るまでの不安定性において際立っていた。客観的真実の追及と執行権担当者の掣肘－この視座
は、高等院制度が古典的弾劾制が継受されてきた文脈の延長線上に置かれたものである以上、建前とし
て飽くまでも存置され、されるべき原理であった。しかし、多数派状況下において議院内閣制の枠内で
の政府責任の追及が実効的には作動し難い状況を大前提とした上で、高等院の位置づけが「能率の上が
らない政治責任の代替品として奉仕するという目的141」のものとして位置づけられていたことも、見や
すい道理である。しかし、「それが有効に機能していれば、少なくとも、執行府の監視については、<政
治>の側で自己規律が働いていると評価することも可能142」にし得る「政治司法」の「政治性」は、却っ
て、政治階層による政治階層のための「同輩の裁き」の限界を顕在化させ、主権者の側に深い政治不信
を植え付けることとなった143。第 4 節において検討する「刑事化・脱政治化」の顕著な傾向が、この様
な文脈の中で、「執行府に対する『究極的統制者』（国民）と『直接的統制者』（議会）の隔絶」を淵源と
                                                     
137 B. Mathieu, La Haute Cour de justice et la responsabilité pénale des ministres ou comment se servir 
d’un sabre de bois. A propos de l’arrêt du 4 avril 1990 de la commission d’insturction de la haute Cour de 
justice, op. cit., p.745. 
138 N. Havas, op. cit., p.710. 
139 M. Kamto, la reponsabilité pénale des ministres sous la Ve République, op. cit., p.1286. 
140 ここでは僅々二事例を取り上げて論じるに留まるが、しかし、フランス政界には政治犯罪が数十年来常在
し、時々の政局に少なからぬ影響を与えてきた。大臣責任の問題野からは外れるものの、シラク元大統領の「大
統領在任中に発覚した大統領任期前の」スキャンダルとしての「パリ市架空雇用事件 L’affaire des emlois 
fictifs de la mairie de Paris」（1999 年には事件自体に対する捜査は始まっていたが、大統領免責特権の存在
故、シラクの大統領退任を俟って、シラク自身に対する捜査は 2007 年まで引き延ばされた）、ジスカールデ
スタン大統領への中央アフリカ「皇帝」・ボカサ 1 世からの贈賄事件「ボカサ・ダイヤモンド事件 L’affaire des 
diamants de Bokassa」（1979 年）、大臣責任を巡っては、後述の汚染血液事件、更にはドヴィルパン首相
を巡る「クリアストリーム事件」（2001 年）など、1970 年代以降、フランス政界は常に政治スキャンダルに
よって揺れ動いてきた。 
141 B. Mathieu, T. Renoux, A. Roux, La Cour de justice de la République, Que sais-je ?, PUF, 1995, p.46. 
142 高橋泉「閣僚の政治責任（二・完）－刑事責任との交錯をめぐる議論から－」『上智法学論集』（第 45
巻第 2 号、2001 年）１０９頁。 
143 同上、１０９～１１０頁。 
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する、国民の深いルサンチマンの情念の下に－丁度大革命初頭の、「悪しき大臣像」に基づく民衆の情念
が大臣の刑事責任原理を指向したのと同じ筆法で－用意されたと指摘できよう。 
 
第３款、通常司法による大臣責任追及放擲の消息 
 
第 4 節において検討すべき状況を論じるに先立って、前款の行論に引き続いて、多数派状況下での通
常司法による大臣責任追及の状況について、少しく検討する必要がある。第一に大統領中心主義の相対
化による、体制が当初想定した政治権力－責任理解の失調、第二に多数派状況下での内閣の対議会責任
の有名無実化による議院内閣制の空洞化、第三に多数派状況による政治司法の麻痺という状況下で、「責
任追及」による執行権へのサンクションとして唯一望みを託しうる機関として通常司法に目が向かうの
は道理だからである。確かに政策形成・遂行に関わる、大臣の責任の中でも特に枢要なものを議事堂以
外の場で問題化するのは容易ではなく、司法ルートを通じて事後的矯正は議論の筋を違えるものとも指
摘し得る。しかし、「汚職」や「公権力の違法な行使」といった大臣個人あるいは大臣集団による不正行
為に関する追及それ自体は、法廷でも問題化可能なはずである。そして、そのような追及を執行権への
「統制」として意義づけ・性格付けることは必ずしも不可能ではないだろう。 
そもそも、制度上・理論上の論点として、当初、1958年憲法の旧第 68条が、大臣について、その第 2
項において規定する政治司法の機制が、その規定の曖昧性によって、通常司法との管轄競合の問題が生
じさせていた点を指摘しなければならない144。改めて同条第 2 項を見よう。同条は次の様に規定する。
即ち「Les membres du Gouvernement sont pénalement responsables des actes accomplis dans l'exercice 
de leurs fonctions et qualifiés crimes ou délits au moment où ils ont été commis. La procédure 
définie ci-dessus leur est applicable ainsi qu'à leurs complices dans le cas de complot contre 
la sûreté de l'Etat. Dans les cas prévus au présent alinéa, la Haute Cour est liée par la définition 
des crimes et délits ainsi que par la détermination des peines telles qu'elles résultent des lois 
pénales en vigueur au moment où les faits ont été commis. 政府構成員はその職務の遂行に際して
行い、且つ行為時に重罪または軽罪として規定されていた行為について刑事的に責任を負う。右に定め
た手続は、国家の安全に対する謀議の場合、共謀者に対して適用され、同様に、大臣に対して適用され
る145。本項に定めのある場合、高等院は行為時に施行中の刑法に規定された重罪および軽罪の定義に拘
束されるとともに、行為時に施行中の刑法による刑の規定に拘束される146。」と。なるほど確かに、大臣
は高等院という、被告人の特別な身分に依拠する特別裁判管轄の「特権」を享受するのだが、しかし、
大臣の職務遂行上の行為と職務遂行外の行為との峻別が容易でない以上、事柄は単純ではない147。また、
                                                     
144 この問題に関しては、とりわけ M. Duverger, Le système politique français, 18e éd., PUF, 1985, p.437. ; 
P. Desmottes, De la responsabilité pénale des ministres en régime parlementaire français, LGDJ, 1968, 
p.262. ; N. Havas, op. cit., pp.692-695. 
145 同部分、すなわち旧第 68 条第 2 項を、野村敬造『フランス憲法・行政法概論』（有信堂、1962 年）679
頁は「右に定めた手続は、反逆罪の場合、その共犯者にこれを準用することができる。」と訳出する。 
146https://www.legifrance.gouv.fr/affichTexteArticle.do;jsessionid=BF16F7413AF84A2CEFCA5CD6BDF3
A54E.tplgfr32s_3?idArticle=LEGIARTI000006527562&cidTexte=JORFTEXT000000571356&categorieLi
en=id&dateTexte=19930727 同項は、1993 年 7 月 27 日の憲法的法律第 93－952 号によって廃止された。
JORF , n°172 du 28 juillet 1993, p. 10600 
147 Geneviève Giudicelli-Delage, Justice pénale et dicisions politiques : réflexions à partir des immnunités 
et privilèges de juridiction, RSC, 2003, p.248. 
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同条における「右の手続」とは、すなわち旧第 67 条148所定の高等院における手続を指し、leur は、「大
臣」を指すと解するべきであろうが、しかし、第 2 項第 2 文の読み方は尋常一様で済む訳ではないはず
である。先ず、「La procédure définie ci-dessus leur est applicable」という表現、すなわち、高等
院における裁判手続が大臣に「適用され（得）る」との謂いが、高等院における大臣の裁判管轄帰属を
「義務」的なものとして想定しているのか、或いは単に「選択的・裁量的」なものとして想定している
のか、一見して明らかではない149。有力な論者は通常司法との管轄競合を認めている150。政治司法の排他
的管轄を退ける読み方は、憲法院を設置することで議会への掣肘の任に就かせることと同じベクトルに
おいて、第五共和制の基本的枠組みとしての「議会制の合理化」と適合的な読みであると言えるだろう。
また、同項における規定の曖昧性から生じる問題はこれに留まらない。「La procédure définie ci-dessus 
leur est applicable」に直後する「ainsi qu'à leurs complices」に関しても、解釈を二分し得る問題
が在る。解釈者はこの文章を、「高等院における手続は大臣に適用される」のであって、「大臣の行為が
国家の安全に対する謀議（所謂『国事犯』）にあたる場合には、大臣の共犯者（従って大臣職にない者）
も高等院で裁判される」と読むべきなのか。将又「高等院における手続きは、問題となっている行為が
国事犯にあたる場合」に（限って）、「大臣および大臣の共犯者に適用される」と読むべきなのか。前後
二様の読み方によって、高等院の管轄、すなわち政治司法の領域は、その広狭を大きく異にするはずで
ある。前者の読み方を採れば大臣責任に関する政治司法の管轄領域は極大化し、後者の読み方を採れば
大臣責任に関する通常司法の管轄領域は極大化する。このような二様の解釈を同項同文が許容してしま
っているのは、「ainsi qu'à leurs complices」の部分が、一切のカンマを伴わず置かれている規定振り
に起因するものであるが、これには制憲過程における変動が存在しており、制憲過程の迂闊・無自覚の
結果ではない151。1958 年 7 月 29 日の憲法草案では、「ainsi qu'à leurs complices」は前後をカンマで
区切られ挿入的に置かれていたが152、その後、コンセイユ・デタでの審議過程で、前後二つのカンマの
内、後ろのカンマを落とし大臣責任に関する高等院の管轄領域を極大化する旨明示するべきとの立場と、
当初の草案におけるカンマ二つをそのまま維持するべきとの立場が対立し、最終的には、いかなるカン
                                                     
148 「Il est institué une Haute Cour de Justice.－Elle est composée de membres élus, en leur sein et en 
nombre égal, par l'Assemblée nationale et par le Sénat après chaque renouvellement général ou partiel de 
ces assemblées. Elle élit son Président parmi ses membres.－Une loi organique fixe la composition de la 
Haute Cour, les règles de son fonctionnement ainsi que la procédure applicable devant elle. 高等院が設置
される。－高等院は、国民議会及び元老院による、その総選挙および通常選挙の後、各々両院の中から同数で
選出された議員によって構成される。高等院はその構成員中より議長を選出する。－高等院の構成、運営の規
定及び適用される手続は、組織法律によりこれを定める。」
https://www.legifrance.gouv.fr/affichTexteArticle.do;jsessionid=BF16F7413AF84A2CEFCA5CD6BDF3A5
4E.tplgfr32s_3?idArticle=LEGIARTI000006527562&cidTexte=JORFTEXT000000571356&categorieLien
=id&dateTexte=19930727 
」同条は 2007 年 2 月 23 日の憲法的法律第 2007－238 号によって、共和国大統領の責任に関して規定する現
行の条文へと大幅に改正された。JORF , n°47 du 24 février 2007, p.3354 
149 M. Kamto, op. cit., pp.1248-1255. 
150 例えば、M. Duverger, Le système politique français, op. cit., p.437. ; M. Prélot, Institutions politiques 
et droit constitutionnel, 2e éd., Dalloz, 1961, p.681.  
151 F. Bottini, La protection des décideurs publics face au droit pénal, thèse Le-Havre, 2006, LGDJ, 2008, 
p.113. 
152 Comité national chargé de la publication des travaux préparatoires des institutions de la Ve 
République, Documents pour servir à l’histoire de l’élaboration de la Constitution du 4 oct. 1958, 
Commentaires sur la Constitution, 1958-1959, La Documentation française, 2001, vol.II, p.33. 
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マも伴わない法文で決着したという経緯がある153。従って、制憲過程における変動に徴すれば、聊か不
明瞭な書き方ではあるものの、最終的に採用された第 2 項第 2 文の規定は、大臣責任に関する通常司法
の管轄権に譲歩する形で決着していると理解するのが妥当であると思われる。 
従って、如上 2 点存在する 1958 年憲法第 68 条第 2 項の曖昧性は、どちらかと言えば大臣責任に対す
る通常司法の管轄領域を拡張する方向に解釈され得るものであり、換言すれば議会による政治司法の敬
譲が要請されることとなる。それ故にこそ、政治的ルートでの大臣責任へのサンクションが想定し辛い
第五共和制政治生活の中で、司法が果たすべき役割に聊かの期待をかける議論が論じられるだけの素地
が存在すると言える。しかし、実際に記録された動態に鑑みると、閣僚の個人的行為に対する訴追を通
じた、通常司法による執行権統制という考えは、生産的な企図ではなかった。第五共和制下の通常司法
は、閣僚の訴追に関する管轄権を半ば完全な形で放擲していたからである。通常司法が大臣の刑事責任
に対して管轄権を放棄する動向はアルジェリア独立紛争の中で生起したアルジェリア民族解放戦線 FLN
の女性メンバーに対する拷問事件に関して、国防相ピエール・メスメル Pierre Messmer とアルジェリア
駐屯軍司令官シャルル・アイユレ Charles Ailleret将軍が告発された事案において、破毀院刑事部が予
審を担当させたカーン大審裁判所附予審判事が 1962 年 2 月 10 日の命令で管轄外を宣言したことにより
先鞭が付けられた旨、指摘されるが154、第五共和制通常司法による大臣の「人的」－「事項的」ではな
い－管轄権放棄の基本姿勢が確立した判例は、何よりも「ブリニェール事件 L’Affaire Bligniere」に
関する１９６３年３月１４日破毀院刑事部判決に求められる155。ブリニェール事件は－かの、余りにも
有名な－１９６２年７月２２日の、パリ郊外プチ＝クラマールにおけるドゴール暗殺未遂事件に端を発
する事件である。ブリニェール Hervé Le Barbier de Blignières は同事件の犯人として刑事訴追された
秘密軍事組織ＯＡＳの構成員である。１９６３年３月１４日破毀院刑事部判決が導かれた「ブリニェー
ル事件」は、彼ブリニェールが、事件発生当時の内相ロジェ・フレーRoger Frey を相手取って、予審情
報の漏えいとそれに伴う自身への名誉毀損を理由として、公訴権の発動を義務付ける告訴 plainte avec 
constitution de partie civileを提起した事件である。第一審のセーヌ県軽罪裁判所は、１９６２年４
月１８日の判決で156、１９６１年９月１０日の記者会見においてブリニェールに関する予審情報を公然
と語った行為は、フレが政府構成員の資格において行ったものであり、「職務遂行上の行為」にあたると
の判断を示した。しかし、その上で、憲法第６８条２項の「表現は、義務 obligationとしてもよりも寧
ろ裁量 possibilité として理解されるものであり；結局「applicable」という表現は高等院における手
続が大臣に対して適用され得る旨を表現しようとするものであり、更に進んで他のいかなる手続も明示
的に排除されるということまでは表現しようとしておらず；1958 年の制憲者が先行する諸憲法によって
明確に提示された原理を放棄することを了知し、大臣に対する高等院の排他的管轄権を打ち立てたとし
ても、しかし、国家元首に対する高等院の排他的管轄権に関して明示的な形で宣言した様には明示的な
形で宣言していない」として、大臣の職務遂行上の行為に関する高等院の排他的な管轄を規定したもの
ではないと判断した。その上で、本件に関する自らの管轄権を認めたのである。検察官控訴を受けた第
                                                     
153 Ibid., vol. III, p.525. 
154 この事案に関しては、M. Kamto, op. cit., pp.1256-1258. 
155 Olivier Beaud, la reconnaissance de la comptence concurrente pour juger pénalement des ministres ( à 
propos de deux arrêt faussement connus de la Cour de cassation), D, 1998 ; M. Kamto, op. cit., 
pp.1258-1261. 
156 17e ch de tribunal de la Seine, 18 avr. 1962, Gaz. Pal., 1962, II. Jur. pp.84-85. 
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二審のパリ控訴院は、その１９６２年６月２０日の判決157で、第一審とは異なった見解を示した。パリ
控訴院判決は「政府構成員によって職務遂行上為された軽罪あるいは重罪に関する裁判機関である高等
院が、一般的には、通常の刑事裁判所の管轄権に代位するという事柄を理解するためには、1958 年憲法
における高等院制度が創設された際の指導原理を強調するだけで十分である」と述べ、高等院の管轄権
が「一般的には」通常司法に優位することを認める。しかし、判決は 1958年憲法における高等院制度が
事物的管轄を特徴とする前提に飽くまでも立つものであり、争われている行為に関して、「予審情報の漏
えい」と「ブリニェール氏に対する名誉毀損」とで性質が異なると理解する。そして、前者に関しては
「職務遂行上の行為」に該当し、高等院の管轄に属するとした。しかし、後者に関しては通常司法の管
轄に属し、私人による損害賠償請求も認められるとしたのである。しかし、検察官の破毀申し立てを受
けた破毀院によって、第一審、第二審の判断は覆された。１９６３年３月１４日の破毀院刑事部判決は158、
原審に対して破毀自判、政府構成員の職務遂行上の行為を通常司法の管轄と高等院との管轄とに分ける
二分法を否定し、高等院の排他的な管轄を認めたのである。（旧）憲法第 68条第 2項自体は、大臣の「職
務遂行上の行為」が高等院の管轄に属する旨を規定するに留まっており、その意味では同項が規定する
のは責任の事項的管轄に留まる。破毀院判決に対する識者の批判が集中するのは、同判決が下級審の判
決を否定することによって、事物的管轄という憲法上の原則の放棄・人的管轄という事実上の原則の樹
立というアプローチを採っている点である159。同判決の先例としての影響力は深甚であり、大臣の刑事
責任に関する裁判管轄を決定するメルクマールが「人的管轄」へと一元化され、従って、通常司法の管
轄が一般に否定される支配的傾向が１９９３年まで続くことになる160。 
 
 
第４節 １９９３年憲法改正と第五共和制―大臣責任における刑事化・脱政治化の傾向 
 
  第１款、改革の直接的契機としての「汚染血液事件」 
 
                                                     
157 11. T. corr. Paris, 20 juin. 1962, Gaz. Pal., 1962. II, Jur. pp.85-87. 
158 Crim. 14 mars. 1963, Bull. crim. no 122, pp.243-245. 
159 例えば、M. Duvergier, Le système politique français, op. cit., p.437 ;M. Prélot, op. cit., p.681. オリヴィ
エ・ボーは、同判決が「大臣行為 actes ministériels に関する一種の不可分性理論 une sorte de théorie 
de l’indivisibilité を打ち立てた。大臣をして通常の刑事司法を免れさせるのは、彼が有する『大臣』という性
質のみによるのである。換言すれば、大臣の職務に関するこの形式的 formelle（あるいは組織的 organique）
観念に従って、『行為 actes』が大臣に、そして、この『行為』の主体、或いはたいていの場合は『発言 parole』 
の主体へと結びつけ rattachement られらば、これら行為を『その職務の遂行上為された行為』へと編入する
必要は満たされることになるのである。」と指摘する。O. Beaud, la reconnaissance de la comptence 
concurrente pour juger pénalement des ministres ( à propos de deux arrêt faussement connus de la Cour 
de cassation),op. cit., p.178. 
160 後述の 1995 年 6 月 26 日破毀院刑事部判決 Crim. 26 juin 1995, Bull. crim. no 235, pp.646-663 による判
例変更に至るまで、1963 年 3 月 14 日の破毀院判決が示した理解を、破毀院刑事部はその後幾度も確認するこ
ととなった。例えば、Crim. 7 mai 1963, Benouali Si Mohand, Bull. crim. no 166, pp.338-340, D. 1964. Somm. 
p.34 ; Crim. 7 juin 1963, Marais et Lauriol, Gaz. Pal., 1963. II. Jur pp.283-234 ; Crim. 9 juill. 1984, Proc. 
gén. près la CA Paris c. Ralite, Bull. Crim. No 256, pp.678-681 ; Crim. 28 mai 1986, Ralite c. Assoc. 
professionnelle des magistrats, Bull. crim. no 180, p.461, JCP G 1987. II. p.20734, note Chambon ; Crim. 
23 févr. 1988, Bull. crim. no 90, pp.232-234 ; Crim. 19 avr. 1988, Bull. crim. no 167, pp.434-438 ; Crim. 17 
oct. 1991, Delebarre c. Rolland, Bull. crim. no 354, pp.883-884. 
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既に見た通り、1958 年憲法は、責任政治の展開の鍵を握る共和国大統領という政治的函数次第で、第
五共和制を責任ある強力な政治運営にも、責任不在の混乱する政治運営にも結び付け得る可能性を有し
ていたが、果たして第五共和制は後者の展開を辿った。責任政治の実現に関して、その法文の次元では
未完成であり、その完成を体制の原理－当該政体を動かす人の情念161－を体する国家元首による憲法習
律の形成に待つのが、１９５８年憲法と第五共和制の現実であった。体制の衰亡は、その原理の衰亡に
係るというモンテスキューの箴言は162、ドゴールからドゴールの後継者への権力の移譲において、第五
共和制政治生活においても顕在化することになった。大臣の連帯的・政治的な責任は、当初体制が想定
した責任の対一次帰属者であるべき共和国大統領の地位低下に伴って顕在化せざるを得なかった。しか
し、体制の議院内閣制的運営がいまだ中心化していない大統領中心主義の初期の政治動態の中で、体制
が政治的責任－権力の前提条件として生成した多数派状況が、ドゴール退陣後の政治生活の中では強大
な副作用を示すこととなる。議院内閣制における大臣の政治責任に対して議会政は無力を呈し、議会政
に発動の機を俟つ政治司法も麻痺状態を呈した。そればかりか、破毀院による大臣責任管轄放棄の姿勢
によって、通常司法における大臣の刑事責任追及の途も事実上閉ざされていた。国家元首無答責原理が
前景化する状況の中で、あらゆる位相における大臣責任の閉塞状況は、体制が執行権の無責任状況を体
系化しているという印象を主権者国民に与えることとなる。主権者国民の側の政治不信の高まりを背景
としたフランス政治階層の反応としての１９９３年憲法改正、そして、それに伴う政治司法改革・新た
な大臣裁判機関「共和国法院 Cour de justice de la République」の設置が、その直接の機縁を８０年
代後半の薬害エイズ事件「汚染血液事件 L’affaire sang contaminé」と、そこでの政治家の責任追及の
不首尾に持つことは明白である163164。本節は、1980 年代以降のフランス第五共和制における大臣責任の
顕著な「刑事化」動向が、共和国法院という新たな政治司法制度に到達した消息を中心に検討する。そ
こで先ず、本款では 1980年代以降の政治的変動の嚆矢となったと位置づけられる「汚染血液事件」に関
して、それが旧高等院制度の前で如何なる動態を示し、如何なる問題を提起したか、この点について検
討することから、行論を始めたい。 
汚染血液事件は165、1980 年代の世界的な悲劇とも云える薬害エイズ事件である。非加熱血液製剤の危
                                                     
161 モンテスキュ （ー野田良之・稲本洋之助・上原行雄・田中治男・三辺博之・横田地弘訳）『法の精神（上）』
（岩波文庫、1989 年）70 頁。 
162 同上、223 頁。 
163 新たな憲法第９３条２項が「１９９３年７月２７日の憲法的法律第９３－９５２号として起草された第１
０章の諸規定は、同規定の施行以前の行為に対しても適用される」と規定したのは、明らかに、汚染血液事件
関係閣僚として高等院に起訴されていたロラン・ファビウス元首相をはじめとする三名の今再びの審理を狙っ
てのことであろう。勝山教子「フランソワ・ミッテランの改憲構想と１９９３年７月２７日憲法改正（二・完）」
『同志社法学』（４５巻４号、１９９３年）３９頁。 
164 特に詳細なものとして、高橋泉「閣僚の政治責任（一）―刑事責任との交錯をめぐる議論から―」『上智
法学論集』（４５巻１号、２００１年）４１～７１頁、「同（二・完）」『上智法学論集』（４５巻２号、２
００１年）８１～１２１頁。 
165 汚染血液事件に関する邦文の研究としては次のものが参考になる。先ず、同事件の事実の概要に関しては、
高山直也「フランスにおけるＨＩＶ感染被害とエイズ補償基金法」『外国の立法』（３４巻５・６号、１９９
６年）３１頁以下が大いに参考になる。本稿における以下の汚染血液事件に関する記述は、同稿に多くを負っ
ている。また、本稿の関心と関連して、高橋泉・前掲論文「閣僚の政治責任（一）―刑事責任との交錯を巡る
議論から―」４１～７１頁、同「（二・完）」『上智法学論集』８１～１２１頁。また、刑法学上の考察とし
て、末道康之「フランスにおけるエイズウイルス感染と刑事責任：《sang contamine》事件判決を中心に」
『清和法学研究』（２巻１号、１９９５年）２３１～２６０頁。更に、末道康之「HIV 感染をめぐる刑法上の
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険性と、現に保有する非加熱血液製剤がエイズウイルスに汚染されている事が確実視されていながら、
アメリカ合衆国からの輸入に頼らざるを得ない加熱済み血液製剤への切り替えを、国内製品の保護と云
う経済的観点から見送ったフランス厚生行政によって、同事件は、現代国家における厚生行政の構造的
問題点を曝け出した事件と云い得る。隅々に至る迄国家の統制の下で運用されるフランスの輸血制度の
下で、汚染血液事件当時、フランス国内で製造されるあらゆる血液製剤は、「国立中央輸血センター」
(Centre national de transfusion sanguine, CNTS)の血漿分画プールから作られていた。そして、フラ
ンスにおける血液行政の監督・規制は、主として保健衛生総局（Direction général de la santé, DGS)
によって担われていた。1983 年 6 月から翌 84 年 3 月にかけて、CNTS はフランス国内におけるエイズ感
染について情勢を認識し始めており、84 年 11 月時点で、保健衛生総局は事態の深刻性を認識、翌 85 年
3月の時点で、保健衛生総局は CNTSの血漿分画プールが汚染されていることを確実視していた。しかし、
CNTS は完成品の出荷停止も汚染ロットの回収も「経験的判断」から行わないことを決定した。しかも、
AFH（フランス血友病者協会）との会合では「エイズ感染の病理」と「非加熱製剤・加熱製剤の長短」に
ついて、いまだ疫学上の知見が十分でないことを前提とする、どちらつかずの説明を行っていた。そし
て、CNTS の方針にはフランス血液・厚生行政全体が追随することとなり、アメリカ合衆国のアボット社
製抗体検査薬の認可が、「国内製品の市場保護」という経済的観点から遅らされたのである。この様なフ
ランス血液・厚生行政の対応は、1984年から 1985年にかけて、フランス国内で輸血を受けた血友病患者
を中心に数千名の犠牲者を発生される大惨事を引き起こしたのであった。そして、早くも1985年にはCNTS
のミシェル・ガレタ Michel Garetta、ジャン＝ピエール・アラン Jean-Pierre Alain 両医師、DGS のジ
ャック・ルーJacques Roux医師に対する起訴が為されている166。 
本款が関心の対象とするのは、この薬害エイズ事件が、国の厚生行政の最上流部を担当する大臣らの
刑事責任に関して如何なる動態を示したかという点である167。事柄は、1992 年夏に、汚染血液事件発生
                                                                                                                                                                                  
諸問題－フランスの議論を素材として」『南山法学』（第 36 巻第 2 号、2013 年）49～77 頁、特に 49～53
頁。仏語文献としては、同事件の内情に関するフランス社会への暴露の書として大きな反響を呼び起こした、
所謂「リュカ報告書」こと、M. Lucas, Transfusion sanguine et sida en 1985, Inspéction générale des affaires 
social, 1991 が参考になる。 
166 これら血液・厚生行政の現場機関における責任者への刑事的責任追及の顛末に関しては、末道・前掲論文
「フランスにおけるエイズウイルス感染と刑事責任：《sang contamine》事件判決を中心に」を参照。なお、
被告人らが「製品の品質を偽装した罪」等で有罪判決を受けながらも、毒殺罪による有罪判決が一件も出され
なかったことは、同罪に基づく有罪判決のハードルの高さを示すものとして、後述の大臣の刑事責任に関する
議論の前提として認識されてよい。TGI de Paris, 23 octobre 1992, A. Prothais, Sida sur ordonnance : 
qualifier l’inqualifiable, D, 1993, p.222.；CA Paris, 13 juillet 1993, A. Prothais, Le sang était-il empoisonné 
intentionnellement ?, D., 1994, p.118. ; Cass. crim., 22 juin 1994, B. C., 1994, no 248.参照何故なら「毒殺罪
が成立するためには、行為者が毒説
ママ
罪と人の生命への故意によるそのほかの侵害の罪（例えば殺人罪）との共
通の主観的要素である殺意をもって行動しなければならないが、故意に投与された物質が必然的に死を惹起し
うる危険性をもつものであることを事実上認識していることが証明され」なければならないところ「HIV に感
染した非加熱製剤が死を惹起しうるものであるという認識を」被告人らが有していた証拠を認定できなかった
裁判所は、本件において、「いずれの被告人も HIV に感染した非加熱製剤を投与はしたが、それによって血
友病患者を殺害する意思はなかった」と判断するよりほかなかったからである。末道・前掲論文「HIV 感染を
めぐる刑法上の諸問題－フランスの議論を素材として」50 頁。 
167 なお、本研究では同事件による行政責任の議論に関してはいちおうこれを議論の外に置く。この点に関し
ては、例えば、北村和生「フランスにおけるエイズ国家賠償訴訟－行政の規制権限不行使と損害賠償責任」『法
律時報』（第 65 巻第 8 号、1993 年）67～73 頁、同「フランス行政賠償責任における HIV 感染血液訴訟 行
政判例に対する影響を中心に」『立命館法学』（第 251 号、1997 年）1～27 頁、鎌田薫「フランスにおける
HIV 感染事故の被害者救済と安全対策（上）」『ジュリスト』（1097 号、1996 年）51～55 頁等を参照。 
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当時の元首相ロラン・ファビウス Laurent Fabius、元社会問題相ジョルジナ・デュフォワ Georgina Dufoix、
元厚生大臣エドモン・エルベ Edmond Hervé の三名を告発すべき旨の嘆願書が上下両院議長充てに到達し
たことを皮切りに、三名に対する刑事手続きを通常司法が早々に管轄外を宣言した後、国民議会理事部
に対して 1992年 10月 7日、RPR 議員団が168、次いで 10月 13日に UDF議員団が169、三名に対する高等院
訴追決議案を提出したことによって始動した。しかし、1992年 10月の段階では国民議会理事部を多数派
の社会党議員が占めている段階であり－第 2次コアビタシオンは 1993年 3月に始まる－ファビウス以下
の同僚議員たちに対する訴追提案の受理を拒否した170。過般来の事例－例えばポニアトウスキ事件－に
鑑みれば、多数派状況下でのこの様な政治司法発動の試みは頓挫するのが通例である。しかし、1992 年
11 月、前代未聞の、極めて異例な形で、フランス政治司法は新たな動きを見せた。国民議会内で高まる
緊張と状況の膠着化を打開する為にミッテラン大統領自身が高等院の組織を直々に要請したことに応じ
て、11 月 17 日、社会党議員連が高等院構成員の選出を行ったのである171。11 月初頭来の国民議会にお
ける動きを受けて、元老院も三名の大臣に対する訴追への動きを本格化させ、11月 12日に、三名の元大
臣を「過失致死」「過失傷害」「救助懈怠」「詐欺」の各告訴箇条において弾劾する決議案を理事部に付託、
国民議会に送付した172。国民議会は、元老院による三名の弾劾決議案を否決したが、これに対して国民
議会内に設けられた 15名の議員からなるアドホック委員会は、ファビウス首相を除く二人の元大臣が起
訴相当であると報告したが、同委員会は、元老院による訴追決議案とは異なって、両名に対する告訴箇
条を旧刑法典第 63条の懈怠罪のみに限定した173。しかし、国民議会は、元老院による弾劾決議案のみな
らず、アドホック委員会による提案も否決した174。「血液・厚生行政の不手際」という次元を超えた大規
模な政治スキャンダルとなっていた汚染血液事件に対する国民の不満が高揚する中での国民議会による
この否決は、政権与党は「仲間の一人を見捨てることがどうしてもできなかったのだ175」との激しい批
判をジャーナリズムから浴びることになる。果たして、政権与党中枢は、12月 16日の弾劾提案却下のこ
の議決は政治的マニューバとして不味いものと映った。危機的な政局の中で、社会党はアクロバティッ
クな行動に出る。元首相ファビウス自身が、自身の高等院予審委員会への提訴の決議案を国民議会理事
部に提出したのである176。決議案は、今度はほぼ全会一致で採択され177、元老院でも採択された178。しか
し、裁判手続は拍子抜けするような形で頓挫した。訴因である旧刑法典第 63条に期待されていた懈怠罪
                                                     
168 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 7 oct, 1992, p.3441. 
169 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 13 oct. 1992, p.3621. 
170 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 14 oct 1992, p.3676. 
171 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 18 oct. 1992, p.3676.当時の憲法（旧）第 67 条第 2 項では「高
等院は、国民議会の総選挙後…（略）…その議員内から選出された…（略）…議員により構成される。」とあ
ったが、その時点において高等院構成員の選出は行われていなかったのである。 
172 Sénat, JORF, doc. parl., 1992-1993, no 49. なお、この決議が行われた時点での元老院の議席配置を確認
しておくことは重要であろう。下院で多数を占める社会党の議席率は 22％に過ぎず、相対多数を制している
のは RPR の 27％の議席である。更にジスカール・デスタン派の共和党会派が 15％、同派の流れを汲む－し
かし、議案によっては是是非非の態度で社会党・右派の何れにも与する政治的振幅の大きな－中道連合が 21％
の議席を占めており、社会党－引いては懸案の三人の元大臣－にとって、上院の議席配置は厳しいものであっ
たと言える。  http://www.senat.fr/fileadmin/Fichiers/Images/archives/D50/senat_1992.pdf 
173 Ass. nat., JORF, doc. parl., 1992-1993, no 3143. 
174 Ass. nat., JORF, déb. parl., 3e séance du 16 déc. 1992, pp.7328-7331. 
175 Le Monde 18 déc. 1992. 
176 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 18 déc. 1992, p.7503. 
177 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 19 déc. 1992, pp.7581-7588. 
178 Sénat, JORF, déb. parl., séance 20 dc. 1992, pp.7578-7588. 
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が 3 年の時効にかかっており、1993 年 2 月 5 日、高等院予審委員会は免訴を言い渡したのである179。そ
して、翌 3月の国民議会総選挙に伴い、高等院は消滅することとなった。 
この様にして、1985 年に発覚した汚染血液事件に伴う、高等院による元大臣の裁判は、1993 年 2 月 5
日の高等院予審委員会による免訴決定によっていったん幕を閉じた。尤も、この様な幕引きは、いわば
「第 1 ラウンド」におけるそれであって、後述の通り、1993 年憲法改正によって新設された共和国法院
における「第 2 ラウンド」が始まるのだが、後者の「第 2 ラウンド」については、93 年政治司法改革に
関する行論の一環として論じることとし、ここでは「第 1 ラウンド」における汚染血液事件が呈した問
題状況に関して分析することとしたい。問題の焦点は、第一に、1992年 11月初頭におけるミッテラン大
統領による、下院多数派＝大統領与党；社会党議員団に対する高等院の組織（高等院判事たる議員の選
出）の要請、そして、渦中の当事者であったファビウス首相自身による、自身の訴追提案に関して、ど
の様に評価するかという点である。第五共和制下における過般来の政治司法の動態を構成する各種事件
との比較における汚染血液事件の特異性は、偏に、多数派状況下における下院多数派所属大臣への弾劾
事案でありながら、高等院における政治司法の機制が発動した点にある。しかし、この様な異例の動態
が、言うなれば被追及者による追及として発動した点に、事柄の性質を複雑なものたらしめている消息
がある。尤も、この意味での汚染血液事件の特異性は、文脈を第五共和制という限定的な文脈に定位し
た際のものであり、より広いパースペクティブの上に定位させれば、「訴訟を提起したのが被告人自身180」
という奇天烈な先例として、第三共和制下のマルヴィ事件が直ちに目に付くのである181。尤も、自身の
潔白を示すデモンストレーションを行うという－それ自体において政治「司法」手続を自身の利益の為
にしようとする「政治的」意図が読み取れる－「被告人＝訴追者」の企図を大きく裏切る結果に終わっ
たマルヴィ事件とは異なり、汚染血液事件の結末からは、その訴追に始まる高等院での裁判手続自体が
自作自演の茶番劇と評される余地は多分にあろう。マルヴィ事件とのコントラストを極めて強く意識し
て汚染血液事件を批判的に検討する論者と評される182オリヴィエ・ボーは、1992 年年末の与党社会党の
動向から、「自作自演」性を読み取って、ファビウスによる自己訴追は、1992 年 12 月初頭に国民議会ア
ドホック委員会が自身の元同僚、デュフォワとエルベに対して旧刑法典第 63条「懈怠罪」を訴因として
認定したことが直接の契機だと指摘している183。つまり、自身の元同僚たちに対する訴因が既に時効に
掛かっている罪名において認定されたことを以て、自身もまた、概ね安全圏内にあるものと認めたとい
う訳である。そして、このようなファビウスの見定めが－第三共和制下、かつての高等院が「主権的権
限」をデモンストレーションしたマルヴィ事件とのコントラストがここでも顕在化する訳であるが－高
等院予審委員会は事実に対する再性質決定の権限を有していないという制度的背景を重要な与件として
成立することは論を俟たない184。従って、政治制度改革の地平でも理論的地平でも広遠な射程を有する
事件が高等院における機制を発動させたことの意義それ自体は大きなものだが、しかし、「下院多数派が
                                                     
179 Arrêt de la commission d’instruction de la Haute Cour de justice du 5 févr. 1993, D, 1993. Jur. 
pp.261-265, note J.Pradel. 
180 Joseph Barthélemy, La mise en accusation du Préisident de la République et des ministres : Etude de 
la loi du 5 janvier 1918 et les arrêts de 6 août 1918(2e partie), RDP, 1918, p.435. 
181 同事件に関しては、本研究第 5 章における検討を参照。 
182 高橋泉・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」91 頁。 
183 O. Beaud, Le sang contaminé. Essai critique sur la criminalisation de la responsabilité des 
gouvernants, PUF, 1999, p.50. 
184 高等院の組織に関する 1959 年 1 月 2 日のオルドナンス第 59－１号の第 25 条。
https://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=LEGITEXT000006071058&dateTexte=20141125 
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呑み込める条件が見つかったからこそ、ファビウスの弾劾が可能になった」という点に徴すれば185、政
治司法はその時々の政治的多数派に奉仕する限りにおいて機能するという過般来の文脈それ自体には聊
かの変化も生じていないと見るのが相当である。実際、高等院への訴追決議に至る過程は政治「司法」
とは名ばかりの生々しい政治的角逐で構成されていた。元老院による当初の訴追提案が国民議会によっ
て却下され、新たな－被告人にとっては人畜無害な－訴因による訴追提案が国民議会アドホック委員会
によって提起された動態は、「une bataille de l’incrimination186」と評されるものであり、元老院に
籠る右派・野党は下院において、元大臣らに与えられた訴因は時効に掛かるものであり、無為・有害な
ものであると主張していた187。これに対して、左派・野党からすれば、自身が選択した「然るべき」訴
因によって免訴が得られれば、それは自派の元大臣らに対する一事不再理の重要な免罪符となると考え
たのである。従って、何れの訴因が選択されるか、という一点において、汚染血液事件は 92年～93年に
かけての政争に全く異なる勝敗を齎すものと左右両勢力によって受け止められていたのである。しかし、
如何なる訴因であれ政敵に対する訴追が為されないよりは為されたほうがましであるという反与党勢力
の一部の思惑もあり、結局のところ、多数派状況下では下院多数派が bataille de l’incrimination を
制することとなった。この様な経緯で生成した訴因の選択が法的合理性よりも政治的合目的性に沿うも
のとなるのは必然であり、そもそもミッテランによる、恰も自派を得るような行動自体、1993 年の下院
総選挙を睨んでのパフォーマンスと見るのが妥当であったろうから、かように政治的思惑によって始動
させられた手続が、法的合理性に沿って展開する見込みは当初より希薄であったと言わざるを得ない188。 
さて、オリヴィエ・ボーは第五共和制における憲法政治とのかかわりにおいて、汚染血液事件の重要
点を次の二点に求めている189。第一点。フランス血液行政の方針決定に第一義的・直接的な形で関与す
る下級機関の公務員・医師のみならず（彼らの内のある一定の人々については、本件に関して取られた
一連の措置に関する危険性の認識は明らかなものである）、血液行政がその中のごく一部として含まれる
ところの、広大な「フランス厚生行政」の遥か上級機関の担当者、否、最上流機関の担当者であるとこ
ろの、事件発生当時の首相まで含む大臣３名が高等院に起訴され、続いて１９９３年憲法改正によって
新設された、大臣の刑事責任追及機関である「共和国法院」に改めて起訴された、という事実である。
この事実は、本事件において、国民代表、なかでも執行権者の責任―従来、所謂「政治責任」として把
握されてきた―の本質に関する変化が現れたということを意味する。本事件の特殊な意義は、「我々の歴
史上初めて、首相を含む三名の閣僚が、国家反逆罪についてではなく、軍事的敗北についてでもなく、
                                                     
185 J.-P. Effa, La responsabilité pénale des ministres sous la Ve République, thèse Bordeaux IV, 2005, 
p.212. 
186 O. Beaud, Le sang contaminé.op. cit., p.50.なお、ここでいう bataille に、単なる「争い」という意味の
みならず、トランプ・ゲームの所謂「戦争」（フランス語でもそのまま bataille である）のニュアンスが含ま
れているとしたら極めて皮肉な表現であろう。 
187 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 19 déc. 1992, p.7585. 
188 フランス議会政にとって、この消息は極めて示唆的である。例えば、1914 年の疑獄事件を契機として、フ
ランス議会制へ「真正の」国政調査権を導入したロシェット法成立の経緯が想起されよう。この重大な技術突
破が基本権の侵害、権力分立違反といった難問を敢えて撥ね退けて達成されたのも、総選挙を間近に控えた政
治階層の有権者感情への恐れに最大の要因が求められると指摘されている。芦部信喜「議院の国政調査権」『憲
法と議会政』（東京大学出版会、1971 年）23～24 頁。 
189 O. Beaud. Le traitement constitutionnel de l’affaire du sang contaminé : Réflexions critiques sur la 
criminalisation de la responsabilité des ministres et sur la criminalisation du droit constitutionnel, RDP, 
1997, no 4, pp.998-999. 
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或いはまた汚職についてでもなく、政策について法廷で責任を取る立場に立たされている190」ところに
ある。この点について、フランス政治司法研究における汚染血液事件の意義は極めて大きい191。高等院
への三名の付託に際して、国民議会決議で示された起訴事由は、フランス刑法典第６３条の「危機にあ
る者への救助の懈怠」である。純然たる刑事犯罪である。しかし、国民議会決議によって刑法典第６３
条の構成要件に該当すると評価された「行為」それ自体は、溺れている者を見殺しにする様な具体性を
もったものではなく、「ある特定時点における内外の医学知識や医療水準、社会事象等の多様な不確定要
素を算入しつつ広汎な裁量を伴って行われることになるのは不可避192」である医療行政、そこでの一連
の政策決定行為に他ならない。如何に重大な被害が発生したとはいえ、厚生行政の最上流部に位置する
執行権者の政策決定の在り方を「行為」概念と云う刑事法論理のコロラリーとして把握するアプローチ
が「望ましい憲法政治193」の在り方であるか否か、大きな論争が呼び起こされても不思議ではない。「そ
もそも汚染血液訴訟は告訴されるべき真の犯罪者を持たなかったと見ることも可能だったから194」であ
る。 
ボーが指摘する第二点は、本汚染血液事件の結果として為されたことが明白な195、１９９３年７月２
７日の憲法改正という憲法制度上の次元への波及である。これは第一点とも係わるが、政策形成に係わ
る執行権者の責任が、政治的論理から刑事的・裁判的論理へと変換された一連の現象が一つの社会的見
世物としての一過性の現象ではなく、より高次の次元に属することを意味している。１９９３年７月２
７日憲法改正は、「政府構成員の刑事責任について」と題する第１０章を新たに設けることを以て、「責
任の刑事化」というモーメントが現代フランスの政治性格を性格付ける一側面であることを、憲法規範
の次元で承認した。ボーの第一点目の指摘が「構造的欠陥による不祥事」を「犯罪者不在の犯罪」へと
変換する政治動態自体が理論的問題を投げかけるものであるという状況は存在するが、しかし、既に瞥
見した通り、1993 年憲法改正以前の高等院における政治司法の在り方が徹頭徹尾「政治」の論理に貫か
れていたが故に「機能不全」と「ご都合主義的運用」を二つながら現象させていたことは、汚染血液事
件でも象徴的な形で顕在化していた。「政治司法」という制度は、その「政治」性に強調符を置く現下の
現象形態に留まり続ける限りに病理を呈さざるを得ない－この様な問題意識が広く共有されたことによ
り、高等院は共和国法院へと抜本的に改組された。第五共和制議院内閣制における大臣責任の跛行的展
開の文脈を背景として、政治司法の「司法化」という 1993年憲法改正の総路線が設定されたのは、種々
の理論的困難を差し置いて、政治・社会情勢上の必然的な帰趨によるものであったと結論されるのであ
る。 
                                                     
190 この点に付き、検事総長ブルジュランの論告の抜粋を掲載する RDP, no2, 1999, p.339 以下を参照。 
191 仏 RDP 誌が 1999 年に「汚染血液事件」特集号を組んでいることからも明らかであり、我が国における比
較的近年のフランス政治司法研究は漏れなく同事件に重要な位置づけを与えている。高橋・前掲論文「閣僚の
政治責任（二・完）」81～121 頁。橋爪英輔「フランス公法における『政治司法』概念とその変容－統治機構
における政治と司法の交錯点－」『法学政治学論究』（第 110 号、2016 年）194～197 頁。 
192 高橋・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」83 頁。 
193 Olivier Beaud, Le traitement constitutionnel de l’affaire sang contaminé, Réflexions critiques sur la 
criminalisation de la responsabilité des ministres, op. cit., p.1001. 
194 高橋・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」86 頁。 
195 １９９３年７月２７日の憲法改正で１９５８年憲法に新たに付け加えられた第１０章には、第６８条の３
として「本章の諸規定は、施行開始以前の行為に関しても適用される。」という経過規定を置く。この点に関
しては、勝山教子・前掲論文「フランソワ・ミッテランの改憲構想と１９９３年７月２７日憲法改正（二・完）」
３９頁。 
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  第２款、1993年改革の基本的性格－「脱政治化」と「司法化」－ 
 
 
上述の如く、政治階層一般の無責任が体系化していく中で、大臣責任の「王道」とは言えないまでも、
一方途としての大臣の刑事責任について自覚的に問題化することは、理論、そしてとりわけ実践の両面
における、フランス憲政の重大な課題であった。後述する通り、共和国法院制度は、インピーチメント
継受以来のフランス政治司法をほぼ根本から覆す程の重大なインパクトを以て、この課題に応え得る制
度である。少なくとも１９９３年以前と以後では、「無答責」という大臣のもつ事実上の特権は、大幅な
相対化を被った。しかし、「汚染血液事件」を受けた明らかに情況的な政治改革196と指摘される通り、共
和国法院制度の創設は、政治階層の側からの強い危機の現れを象徴するものである。責任論理の活性化
が司法的論理の下で図られたからといって、それが飽くまでも政治階層からの発意によるものであった
ことは、軽視できない。そこで、先ず、以下本款では、93 年政治司法改革に係る共和国法院制度の概要
を素描することで、その革新的性格を確認する作業を行う。次款において 93 年政治司法改革の限界性、
すなわち共和国法院制度に残存する政治的性格について検討する作業を行う上で、本款における検討は
前提的考察を構成するのであり、次款における検討と本款における検討を併せることによって、1993 年
に新たに設定されたフランス政治司法のパラダイムについて、全体として把握することが可能になろう
197。加えて、1993年の改革は、「政治司法」改革に留まらない広い射程を持つことになった点に関しても、
最後に検討を行う。1993年の憲法改正による政治司法改革は、「政治司法」を純然たる「司法」へと近づ
けることによって大臣責任の司法化を指向するものとして為されたが、しかし、この動向は通常司法の
側からは大臣責任自体の「司法化」のシグナルとして受け止められた。即ち、93年の政治司法改革以降、
通常司法は大臣の刑事責任に関する、従来の極めて抑制的な態度を転換することとなったのである。以
下、順を追って検討してゆこう。 
１９９３年３月１０日、元老院で行われた憲法的法律案の趣旨説明において、共和国大統領ミッテラ
ンは以下の様に語っている。「（憲法的法律案に係る新たな第１０章は）大臣に適用可能な制度を、可能
な限り一般法に近付ようという企図に基礎を置くものである。権力分立の原理を尊重しながら、しかも、
過剰な騒乱によって公権力の円滑な作用が損なわれるという常なる傾向を回避しながら、この企図を実
現したいと考える。198」と。過般来高等院の管轄に属してきた手続を司法化すること、つまり、そこか
ら政治的な要素を排除することで法律に基づいた手続の安定的な作動を保障すること、これに加えて、
公権力の行使の特殊性に起因する、ある種の便宜を維持すること、という二つの目標がミッテランの発
言には現れている。両立の難しさが予期されるこの二つの目標を、同時に解決しようとする企てが、１
                                                     
196 B. Mathieu, T. Renoux, A. Roux, La Cour de justice de la République, Que sais-je?, PUF, 1995, p.58. 
197 なお、１９９３年憲法改正については、邦語による詳細な検討として、勝山・前掲論文「フランソワ・ミ
ッテランの改憲構想と一九九三年七月二七日憲法改正（一）―ミッテランの憲法改正提案とヴデル委員会報告
―」６２～１１７頁、同「（二）」１～４４頁があり、本稿もこれに多く依拠するものである。 
198 http://www.senat.fr/evenement/revision/pjlc93.html 
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９９３年憲法改正によって創設された共和国法院制度だったのである。 
 次款において、93 年政治司法改革が帯び、そしてその成果において残存させた濃密な政治性について
検討を行うが、しかし、本款において先ず確認すべきことは、93 年の改革における原理的方向付けとし
ての「司法化」である。確かに、１９９３年憲法改正の、第一義的な目的は「大臣の刑事責任の脱政治
化にある199」と言明され、学説によってもこの目的が第一義性を有している事は認められているのであ
る200。その速度において遅々たるもので、その実効性において柔弱に過ぎ、公権力による小悪に対して
も大悪に対しても制裁というよりは特権を構成していることが明らかになった政治司法の政治性が、世
論の圧力の下でそのままの状況を維持することが極めて困難だった以上、政治階層の言説が司法の論理
への著しい傾斜を示すのは見やすい道理である201。訴訟手続の開始を「申請委員会 Commission des 
requêtes」に、予審手続を「予審委員会 Commission de l’instruction」に、裁判は「共和国法院 Cour 
de justice de la République」に、それぞれ排他的に帰属させることによって訴訟手続の各段階を厳密
に分画し、しかも、訴追手続の段階から、議院は完全に排除された。これは正に、イギリス流のインピ
ーチメントのモデルを継受し、第三共和制に至るまでそのモデルを堅持してきたフランス政治司法が、
訴追手続から政治的性質を序況することで、全く新たな段階に入ったこと意味する。その発動が政治情
況に全く左右された政治司法の特異性は、少なくとも訴追機関の構成に着目する限りでは、最早存在し
ない。「政治」司法が「司法」へと一歩ならず歩みを進めたのは事実である。かかる革新的な性格は、93
年の政治司法改革が、第一に「大臣の提訴過程における議会関与の排除」、第二に「共和国法院の主権的
性格の完全な否定」を齎したことによって成立する。以下、この二点について、順を追って検討するこ
ととしよう。 
 共和国法院と云う新たな政治司法機関のそもそもの導入趣旨は、大臣の職務遂行上の行為に対する刑
事責任追及において、その裁判における政治的性格の痕跡を芟除することであった。その具体的方策の
第一は、責任追及の発動が政治情況に依存する過般来の情況を一変させること、つまり、訴追手続から
国会議員団の政治的影響力を放逐することであった。１９９３年憲法改正に関する諮問委員会、通称ヴ
デル委員会は、その報告書で、議会が訴追手続きに関与することを排除すべく提言しており202、学壇に
おいても、政治司法における議会の関与こそ「無責任の根源」と強く指弾されていた203。訴追手続きか
ら如何なる政治勢力も放逐することが脱政治化にとって譲れない一線であったことは、明白である。 
「申請委員会」に提訴の窓口を一本化し、しかも提訴権者からは議員を除く、という政府―下院サイ
ドの改革の方向性に対し、同じ政治階層の中でも既得権益の放棄に抵抗を示す向きが存在するのは不思
議ではない。申請委員会の訴追権独占に反対し、議院による訴追権の維持を主張したのが元老院であっ
た。憲法的法律案の第一読会の時点で主張された斯様な元老院の立場は、下院による反対を受け、第二
読会でも上下両院反目の情況が生じた。その後、首相バラデュール肝煎りの妥協工作が功を奏し204、１
                                                     
199 Discours par M. André Fanton, rapporteur de la commission des lois de l’Assemblée nationale, 
Ass.nat., JORF, déb. parl., 3e séance du 23 juin 1993, p.2137. 
200 Christien Bigaut et Bernard Chantebout, De l’irresponsabilité prétendue des ministres sous la Ve 
République, Pouvoirs, 2000, no92, p.86. 
201 B. Mathieu, La responsabilité pénale des ministres ou l’urgence’ réforme d’une institution fantôme, 
RFDC, 1993, p.307. 
202 Rapp. remis au Président de la République le 15 févr. 1993 par le Comité consultative pour la révision 
de la Constitution, JORF, 16 févr. 1993, p.2543. 
203 B. Mathieu, T. Renoux, A. Roux, op. cit., p.72. 
204 Le Monde 8 juill.1993. 
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９９３年７月８日の第三読会で、憲法的法律案は可決され、脱政治化と司法化を決定付ける三つのシス
テムが固まった。すなわち、第一に、破毀院附検事総長による提訴、第二に、検察による提訴、第三に、
議員による提訴の否定と、第一・第二の提訴の窓口としての申請委員会とその排他的権限としての訴追
権である。 
共和国法院への告訴の方式に関しては、1993 年 11 月 19 日に憲法院の合憲性審査205を経た、共和国法
院に関する 1993年 11月 23日の組織法律第９３－１２５２号206が詳細な規定を置いている。先ず、共和
国法院において検察官の地位を占めるのは破毀院附検事総長であり（組織法律第８条）、書記の地位を占
めるのは破毀院附主席書記である（組織法律第９条）。尤も、閣僚の職務遂行上の行為の内、その行為時
に重罪もしくは軽罪に抵る行為によって（憲法第６８－１条）被害を受けたと主張する私人は、共和国
法院申請委員会に告訴をすることが出来る。告訴に関して組織法律は以下の様な規定を置く。第一に、
申請委員会へ提出されるべき告訴は、幾つかの形式的要件を具備してはじめて受理される。すなわち、
告訴の対象たる閣僚の氏名が明示されていること、告訴事実の明治、告訴者の署名である（組織法律第
１３条１項）。第二に、一度告訴が受理されれば、申請委員会はその告訴に基づく訴追に関して、すなわ
ち、不起訴処分か、あるいは破毀院附検事総長への移送かについて、決定する（組織法律第１４条第１
項および第２項）。申請委員会の決定は、それに対し如何なる不服申し立ても出来ない（組織法律第１４
条第３項）。従って、申請委員会は、政治司法の作動を決定する、事実上絶対的な権限を掌握しており、
この点、第三共和制下の高等院の「主権的権限」に類比される。しかし、申請委員会は、自らの決定の
正当性の説明を義務付けられてはいないものの、不起訴処分か破毀院附検事総長への移送かの決定につ
いて、告訴者に対して伝達しなくてはならない。破毀院附検事総長への移送を決定する場合、申請委員
会は告訴事実に関する刑事上の罪質評価を行う（組織法律第１６条）。なお、申請委員会は、告訴内容が
十分に明確でないと思料する場合は、申請委員会の構成員である破毀院判事をして追加調査を命じるこ
とが出来る（組織法律第１５条）。申請委員会の構成については、憲法の新たな第１０章は沈黙するとこ
ろ、組織法律にその規律が委ねられている。申請委員会は、破毀院判事３名、コンセイユデタ評定官２
名、会計検査院主席評定官２名の計７名で構成されており、任期は何れも５年である（組織法律第１２
条）。政治司法の入り口の所で、その帰趨を決定するだけの重要な権限を持つ委員会が、一人の議員も含
まずに構成されている事は、大臣の訴追に関する議会の独占権に終止符を打ったのであり、政治司法の
「司法化」を象徴している。しかし、新たに創設された申請委員会から、「司法化」のみを読み取るのは
早計である。申請委員会の決定が、それに対する如何なる不服申し立ても許さないものであることは、
通常司法と著しい対比をなすからである。濫訴の排斥と云う必要性に基づいて存在している207申請委員
会の決定権には、政治司法の脱政治化を推進しつつも、行き過ぎた司法化が閣僚による執行権行使の効
率性を損なう結果を招いてはならないという改革の初意がよく表れていると云えよう。この様な事情か
ら、申請委員会の果たす役割は「一般法上の手続において検事の果たす役割に相当する208」と評されて
いるのである。 
他方、裁判に先行する訴追手続の大幅な変更を齎した１９９３年の政治司法改革において、予審委員
                                                     
205 Cons. Const. Décis. No93-327 DC du 19 nov. 1993, L. org. sur la CJR, JORF, 22 nov. 1993, p.16141. 
206 Loi organique n° 93-1252 du 23 novembre 1993 sur la Cour de justice de la République, 
https://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=JORFTEXT000000864576 
207 J.-P. Scarano, Institutions juridictionnelle, 10e éd, Ellipses, p.117. 
208 B. Mathieu, Commentaire sur la loi organique no93-1252 du 23 novembre 1993 sur la Cour de justice 
de la République, ALD 31 mars 1994 no6, p.70. 
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会に関する改革は小規模である209。これは見やすい道理であって、高等院時代から、予審委員会のみは
司法的構成を採っていたのである。政治司法が正に「政治」司法であった時代において、予審委員会は
唯一、非政治的性格の機関であった210。従って、１９９３年の政治司法改革でも、予審委員会に関して
は根本的な改革は必要とされなかった。とはいえ、全く何の改革も行われなかった訳ではない。先ず、
員数に変更が加えられ、高等院時代に正員 5 名、副員 2 名で構成されていた委員会は、正副それぞれ３
名で構成されるようになり、任期に関しては高等院時代の１年から３年に変更された（組織法律第１１
条）。斯様な比較的形式的な変更点に加えて、より実質のある変更点は、同組織法律第１１条の定める構
成員の選出方法にある。高等院時代の予審委員会構成員が破毀院事務局によって、つまり、破毀院長、
破毀院部長によって選ばれていたのに対し、共和国法院予審委員会の構成員は、破毀院判事全員の選出
に係っている点である。この様な階統性に拠らない hors hierarchique 委員会構成員の選出方法は、１
９９３年政治司法改革の特徴となっている。なお、予審委員会には、真相の究明に必要な全ての行為を
行うものとされており（組織法律第１８条）例えば聴聞 audition、尋問 interrogatoire、対質
confrontation といった手続を行う権限があり（組織法律第２１条）、再罪質決定 requalification 
juridique des faites を行う権限も有している（組織法律第２０条）。予審委員会は、その予審の終結に
あたり、破毀院附検事総長による論告のために、破毀院附検事総長に一件書類を提出する（組織法律第
２３条）。予審委員会は、予審の結果として、当該大臣の行為が軽罪もしくは重罪に当たると判断すると
きは、事件を共和国司法院に移送できる（組織法律第２３条）。審理と判決は、共和国法院の専権的管轄
に属することとなる（組織法律第２６条以下）。 
かようにして、１９９３年の政治司法改革における第一の重大な性格が、共和国法院による裁判に前
置される二つの委員会の構成態様における「脱政治化」の形で表されているとすれば、同改革における
第二の重大な性格は、裁判の結果に対する当事者の不服申し立てを認容した点に、「司法化」への著しい
傾斜として顕著に表されていると云える。 
１９９３年以前の高等院は勿論、フランス政治司法における顕著な特徴が、裁判機関である高等院の
独自の強力な権限である。｢主権的権限 pouvoir souverain｣と呼称されるその権限は、７月王政下に行わ
れたシャルル１０世の元大臣に対する裁判への高等院判決を先例として211、フランス憲政に長く受け継
がれてきた習律に基づき、一つは「罪質決定と科刑に関する、制定法規範からの超越性212213」、そしてい
                                                     
209 B. Mathieu, T. Renoux et A. Roux, op. cit., p.75. 
210 1959 年 1 月 2 日組織法律第 12 条により、過般来、予審委員会は 5 名の正予審判事と 2 名の補欠予審判事
で構成され、これらの構成員は破毀院事務局が現職の司法官の中から毎年指名するものとされた。この点に関
し、山本・前掲論文「フランスの司法高等法院 Haute Cour de Justce（三）」341 頁。 
211 この点について、大革命以来のフランス憲政における制度的伝統としての高等院制度を歴史的に跡付けた
ものとして、山本桂一「フランスの司法高等法院 Haute Cour de Justice（一）－フランスにおける政治的裁
判のための憲法的機構の考察－」『国家学会雑誌』（第 74 巻第３・４号、１９６１年）1～40 頁～同「（四・
完）」『国家学会雑誌』（第 74 巻第 9・10 号）１～21 頁。同じく、橋爪英輔「フランス憲法における閣僚裁
判権－高等法院制度の展開と特徴」『法学政治学論究』（第 107 号、2015 年）１０１頁以下。同じく、但し
政治的事件に関する編年的記述を軸とするものとして、佐藤立夫「フランスの弾劾制度」『比較法学』（第
22 巻第 2 号、1989 年）43～163 頁。加えて、拙稿・三上佳佑「第三共和制下高等院と「主権的権限」―フラ
ンスにおける責任追及の特殊政治的形態の観察と検討―」『早稲田法学会誌』（第６５巻１号、２０１４年）
４８０－４８２頁を参照されたい。また、P. Desmottes, op. cit., pp.149-157. 
212 高等院による政治司法が、制定法規範からの超越性を享受することは、伝統的に公法学説の通説的見解に
よっても支持を得た。例えば、Joseph-Barthélemy et P. Duez, Traité de droit constitutionnel, Editions 
Panthéon-Assas, LGDJ, 2004, p.881. そもそも、「必要を最高の法」と認め、国家危急の必要を優先させる
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ま一つは「一審かつ終審であること」とを、その規範的内実としてきた214。後者の意味での「主権性」
は、憲政史上の伝統としては正に「フランス司法法院判決の本質をなすもの215」とされてきた216。しかし、
１９９３年の政治司法改革によって、政治司法機関における主権的権限は、最早いかなる意味でも過去
のものとなった。かつての高等院が示した様な、制定法規範に対する超越性はもとより217、１９９３年
政治司法改革は、改革を今一歩推し進めることとなった。共和国司法院は、最早一審かつ終審の裁判機
関ではないのであり、予審委員会による決定 arrêt、そして共和国法院による判決 décision は、破毀申
し立ての可能性を持つものなのである。 
尤も、フランスの政治司法からその「主権的な」性格を、あらゆる側面において一掃することに対し
て、立法過程で示された抵抗は小さなものではなかった。何故なら、破毀申し立ての可能性を高等院判
決に対して認めるということは、取りも直さず、高等院を、破毀院を頂点にいただく司法系統の中に組
み入れることであり、そうである限り、フランス政治司法の権威が著しく損なわれると考えられたから
である。この様な「司法化」の企ては、「フランス憲政が有する伝統のあらゆるものに対して違背する218」
とまで指摘された。裁判機関の何らかの主権的性格の中にフランス憲政とフランス政治司法の伝統を見
出し、そこに強く執着する見解に加えて、政治司法の対象となる行為の性質に着目し、政治司法の主権
的性格を素朴に確認する見解も存在する。すなわち、そもそも「大臣の職務遂行上」の行為のみが、つ
まり、一般私人の行為とは余りにも大きく異なる特殊な行為のみが対象となっている以上、政治司法と
云う営みには、幾らか普通法とは異なる手続が要請されても当然である、という見解である219。また、
破毀申し立ての可能性を認めることは裁判の長期化に繋がり、望ましくないといった見解220も示された。
以上列挙した、高等院判決への破毀申し立て認容に対する反対論は、何れも、下院において表明された
ものである。１９９３年の政治司法改革を主導し、裁判に先立つ二つの段階、すなわち申請委員会と予
審委員会とを脱政治化することを主張した政府―下院サイドの内、下院においてもまた、元老院とは異
なった形でフランス政治司法の伝統に執着する態度が示された事実は、改革の性格を象徴的に示すもの
と捉えると興味深い。訴追手続において既得利益を確保するか（元老院）、あるいは裁判手続において既
                                                                                                                                                                                  
形で慣習による硬性憲法の変更を許されると説く見解は、フランス公法・憲政思想の伝統であった、例えば立
法の委任の理論的正統化の際にも顕著に顕れる性向である。この点に関しては、芦部信喜「フランスにおける
立法の委任」『憲法と議会政』（東京大学出版会、1971 年）220～221 頁。 
213 尤も、超法規的権限としての高等院「主権的権限」を、単なる僭称と見る、厳しい批判も存在した。L. Duguit, 
L’arrêt du Sénat dans l’affaire Malvy, Rev. pol. Parl. t.100, 1919, pp.137-144. 
214 なお、デュギは、高等院の裁判権の「主権性」に関しては、その判決が上訴可能性を持たない点に専ら同
定している。Ibid., p.137. 
215 山本桂一・前掲論文「フランスの司法高等法院（四・完）」454 頁。 
216 無論、高等院判決の制定法超越的な性格が、判決の不可上訴性を前提として専ら成り立つことは当然であ
る。同上・455 頁。 
217 新たな憲法第６８条の１第３項「共和国法院は、法律の規定する重罪および軽罪の定義、ならびに刑罰の
決定によって拘束を受ける。」と規定する。 
218 アンドレ・ファントン国民議会議員による発言。Ass. nat., Rapp.no356, fait au nom de la commission des 
lois, sur le projet de loi constitutionnelle, adopté par Sénat, portant sur la révision de la Constitution de 
1958 et modifiant ses Titres VIII, IX et X, présenté par M.A.Fanton, le 17 juin 1993. また、以下も参照、
Ass. Nat., JORF, déb, parl., 3e séance du 23 juin 1993, p.2147. 
219 フィリップ・ボヌカレール Philippe Bonnecarrere 国民議会議員による発言。Ass. nat., JORF, déb. parl., 
2e séance du 6 oct. 1993, p.3973. 
220 ピエール・マゾーPierre Mazeaud国民議会議員による発言。Ass. nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 6 oct. 
1993, p.3973. 
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得利益を確保するか（国民議会）という差異はあっても、最後の最後の所で、政治家階層の利益は手放
すまいとする事情は、概ね政治階層に共通した態度だったのである。 
下院における、破毀申し立て制度化への強い反対論は、最終的には首相の妥協工作によって下院が膝
を屈する形で解決を観た221。政治司法改革を何としてでも「脱政治化」「司法化」の方向性を保って貫徹
したいと考える政府と上院の多数派にとっては、破毀申し立ての制度化は、三重の意味で重要な意義を
有していた。第一に、「手続を司法化する以上、不服申し立ての制度化をするのが、矛盾を無くする最良
の方法である222」という考え方である。脱政治化と司法化とが政治司法改革の基本方針であるとすれば、
機関の構成のみを通常司法に近付け、訴訟当事者の権利に関しては等閑に付すという態度は、なるほど
確かに一貫しない。破毀申し立ての制度化は、政治司法改革を一貫したものとするためには、否定でき
ない価値を持つ。第二に、憲法院による合憲性審査への対応方策として、破毀申し立ての制度化は重大
な必要性を持つものと考えられていた。破毀申し立て制度に賛同し、推進しようとする者は、政治司法
改革のための法律が組織法律である以上、憲法院による合憲性の事前審査が必要であり、そこで確実に
合憲性の確認を得るためには、通常司法上の幾つかの原理、例えば全ての者の方の下での平等、防禦権
の尊重などが組織法律の中で認められている必要があると懸念していた。破毀申し立ての制度化もその
一つであり、事実、下院における反対論を説得するために、法相は、刑事手続の制度化が問題となって
いる以上、憲法院による事前の合憲性審査を通過するためには、破毀申し立ての制度化が義務的なもの
であると強調していた223。第三に、如上、政治司法改革の論理的一貫性の問題、憲法院による合憲性審
査を通過する必要性に加え、破毀申し立て制度化の賛同者が懸念していたのが、国際条約、取り分けＥ
Ｕ法との関係である。つまり、市民的及び政治的権利に関する国際規約第１４条５段と、欧州人権条約
付属第７議定書第２条との関係である。若し、新たな共和国法院制度が、その判決に対して如何なる不
服申し立ても認めないものとなれば、これら国際法が要求する水準には明らかに到達しないものとなり、
フランスへの国際的な批判を呼び起こす恐れが懸念されたのである224225。 
以上、上下両院の対立は、そもそも下院―政府サイドによって推進された政治司法改革の中で、確か
に、一定の政治的特権を手放すまいとする政治階層内部における見解対立の表面化であった。しかし、
下院において申請委員会への独占的訴追権付与の支持（脱政治化の支持）が観られ、上院において破毀
申し立て制度化への支持（司法化の支持）が見られた点で、政治司法改革の方向性への根本からの疑義
として戦われた訳ではなく、改革の基本的性格が脱政治化と司法化にあるという基本路線が結果におい
て揺らぐことはなかった。政治司法制度を通常司法に近付ける形での大幅な改革が不可避であるという
共通見解が、政治階層の基本認識として共有されていたと云える。従って、首相による妥結工作という
政治的努力の結果ではあったけれども、上下両院の対立が、「法治国家の保障 la garantie de l’Etat de 
droit226」という精神に沿う形で解消したと観ることには十分な理由があろう。 
                                                     
221 Ass. nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 6 oct. 1993, p.3975. 
222 手続の司法化に好意的な意見を主張するクリティアン・デュピュイ Christien Dupuy 国民議会議員による
発言。Ass. nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 6 oct. 1993, p.3971. 
223 Ass. nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 6 oct. 1993, p.3975. 
224 この点は立法過程において明らかに意識されている。Ass. nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 6 oct. 1993, 
p.3972. 
225 同様の指摘として、B. Mathieu, La resaponsabilité pénale des ministres ou l”urgence” reforme d’une 
institution fantôme, op. cit., p.312.  
226 ジャン＝ピエール・フィリベール Jean-Pierre Philibert 国民議会議員の発言。 Ass. nat., JORF, déb. 
parl., 2e séance du 6 oct. 1993, p.3972. 
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最後に付言しておかなければならないのは、以上のような「政治司法の司法化」動向が通常司法に与
えた影響の大きさである。如何に瞥見する消息は、1993 年の政治司法改革が、単に政治司法内部の改革
に留まらず、大臣の（刑事）責任それ自体の「司法化」を喚起する、広汎な射程を有するものであった
事情を説明するものとなろう。 
既述の通り、第五共和制下における高等院は、本来的には、旧憲法第 68 条第 2 項の規定の通り、「大
臣」職位にある人物の刑事責任を挙げて所管する排他的・専管的な人的管轄ではなく、大臣職位にある
人物の「職務遂行上の行為」に関してのみ所管する事物的管轄を有する裁判機関に過ぎない。しかし、
１９６３年３月１４日破毀院刑事部判決以来、破毀院刑事部が一貫して大臣の職位にある人物の行為に
関する管轄を否定してきた（＝大臣の「職務遂行上の行為」概念を極めて緩やかに解してきた）ことに
よって、事実上、大臣に関する排他的な人的管轄を有していた。大臣責任に関する通常司法の管轄権放
棄の一貫した態度が、政治の論理に基づいて発動する議院内閣制下の大臣責任の通常ルート・政治司法
における例外的ルートの麻痺と相俟って、第五共和制下における大臣責任原理の全面的廃失という病理
を現象させてきたことは既に見たとおりである。過般来の斯様な問題状況と 1993年憲法改正とを対照さ
せてみると、過般来の問題状況の制度的要因が旧憲法第 68 条第 2 項における「職務遂行上の行為 actes 
commis dans l’exercice des fonctions」概念の幅のある抽象的・不明確な性格に求められるところ、
1993年 7月 27日憲法改正は同概念の修正も明確化も一切行っておらず、政治司法手続の抜本的改革とは
対照的に、裁判管轄帰属に関する解釈論上の問題は全くそのままで残存することとなっていた227。尤も、
93 年 7 月の憲法改正が「職務遂行上の行為」規定に手を付けなかったのは改憲過程における無自覚性を
示すものとは言えない。ミッテラン大統領への憲法改正案答申書＝「ヴデル報告書」によって共和国法
院の思想的基盤を提供、それ故、「責任の刑事化」を後押しした張本人とも見做されるジョルジュ・ヴデ
ルは228、既に 1992 年 10 月の段階で「道行く人々は、ある特定の人々－大臣のことなのだが－は通常裁
判所では裁かれないという事実にショックを受けている。－この様な事情が変わるとしたら、これは破
毀院が自身の判例を見直しにかかったときであろう229。」と明確に述べていた。ヴデルのこの発言は、93
年の今次改憲者意思が「政治司法手続それ自体に対する改革しか問題の俎上に挙げていないこと」＝「政
治司法手続の対象となる責任原理それ自体は対象としていないこと」を、対世的にプレコミットメント
したものとして理解できる。従って、改革推進者の主観的企図においては、過度の政治性故の停滞とい
う大臣責任の病理を治癒するための 93年政治司法改革は、憲法改正による共和国法院の創設という方法
は飽くまでも改革の全体像の内の半分を構成するに過ぎないと捉えられていたのであり、改革の残り半
分に関しては、ボールは通常司法の側に投げて寄越されたと言えるのである。 
果たして、その後の動態を見るに、通常司法はこの様な 93 年改革者意思に良く応えたものと言える。
93 年 7月 27日に憲法改正されてから丁度 2年近く後、「カリニョン事件 L’Affire Carignon」－またの
名を「ドーフィネ・ニュース事件 L’affaire de Dauphiné News」－1995年 6月 26日破毀院刑事部判決
230によって、破毀院は、先例として自身が幾度も確認し続けてきたブリニェール事件判決を覆す事実上
の判例変更を行ったのである。同事件の概要は、次のようなものである。渦中の人物となった RPR 所属
                                                     
227 この点に関して、O. Beaud, la reconnaissance de la comptence concurrente pour juger pénalement des 
ministres, op. cit., p.178. 
228 高橋・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」90 頁 
229 G. Vedel, Haute Cour et déficits juridiques, Le Monde 31 oct. 1992. 
230 Crim. 26 juin 1995, Bull. crim. no235, pp.646-663 ;JCP G. 1995. IV. p.2380. 
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の政治家、アラン・カリニョン Alain Carignonは、イゼール選出の国民議会議員231、バラデュール内閣
の通信相232でグルノーブル市長であった。1994年 7月 19日の彼の通信相辞職に繫がり、95年 6月 26日
破毀院刑事部判決に繫がった彼のスキャンダルは、彼がパリでのアパルトマンの占有、航空機の私的利
用を無料で行ったことに関して、汚職、会社財産流用に係る共謀及び蔵匿罪で訴追されたものであった。
同事件でカリニョンは、元大臣であること、訴因に挙げられている行為は自身の「大臣の職務遂行上」
為されたものである点で、共和国法院の排他的管轄に属するものであることを主張した。これに対して
破毀院は、大臣の職務遂行上の行為に関する共和国法院の特別裁判管轄が否定される三事由を示し、カ
リニョンの主張を退けた。第一に、当該行為が大臣の職務と間接的な関係しか持たない場合233。第二に、
破毀院刑事部は、政府構成員の私生活に関わる行為については、共和国法院の管轄から除外される旨示
した。第三に、破毀院刑事部は、地方公選職の資格において為された行為は、当該行為者が並行して大
臣職にある場合であっても、通常司法系統の管轄に属する旨判示した。以上の三点に渡る一般的基準の
判示は、それ自体としては新規の基準の設定と言えるものではなかったが、62 年のブリニェール事件判
決以来、「大臣の職務遂行上の行為」概念を極めて緩やかに解することによって、破毀院刑事部が事実上、
自ら否定してきた事柄に他ならなかった。その点において、95年 6月 26日判決は「大臣の職務遂行上の
行為」該当性に関する審査を厳格化することによって、大臣の刑事責任に関する政治司法－通常司法の
管轄競合を、後者に有利な形で情勢変化させる大きな意義を持つことになったのである234。 
1993 年政治司法改革による大臣の刑事責任の「脱政治化－司法化」は、政治司法の制度的自己変革と
いう形を採ったものの、しかしかかる変革は、それが通常司法を刺激することによって、「政治司法の司
法化」という枠を飛び越え、大臣責任それ自体の「司法化」という現象を生起させることになった。当
初、飽くまでも政治司法－高等院制度の改革として行われた 1993年 7月の憲法改正は、それに刺激され
る形で破毀院刑事部－通常司法の積極化という付随的現象を呼び起こすこととなった235。そして、93 年
6 月 26 日破毀院刑事部判決に引き続く諸判例の後継・蓄積によって、新設の共和国法院はその管轄領域
を縮減され、「政治司法」改革として始まった 93 年の改革は、却って当初の意義を縮減させているとも
見得るのである。例えば、私企業から不当に出資を受けて食事会を行った大臣の行為に関し、当該食事
会が「大臣の職務遂行上の行為」に該当するとして憲法第 68－１条の適用が被告大臣側から主張された
事案が重大判例として指摘できる236。破毀院刑事部は、1997 年 2 月 6 日判決において、当該食事会と大
臣職務との間に直接的な連関性がないと認定、カリニョン事件判決の法理を踏襲したうえで、更に、「憲
法第 68－１条が規定する共和国法院の管轄権は、大臣によって、その職務の遂行を契機として為された
に過ぎない行為 actes qui ne sont commis, par des ministres, qu’ à l’occasion del’exercice de 
leurs fonctions には及ばない」と判示した。同判決は、大臣職を有する人物によって大臣職の任期中に
為された具体的な行為に関して、大臣職務との実質的な直接的連関性を基準として、当該行為が「大臣
                                                     
231 http://www2.assemblee-nationale.fr/sycomore/fiche/%28num_dept%29/1442 
232http://www2.assemblee-nationale.fr/decouvrir-l-assemblee/histoire/la-ve-republique/tous-les-gouverne
ments-depuis-1958/presidence-de-francois-mitterrand-1981-1995#node_8733 
233 この点に関し、破毀院刑事部は、カリニョンの行為が大臣の職務よりも寧ろグルノーブル市長職務との間
に直接的な関係を持つとして、自身の管轄権を認めたのである。Crim. 26 juin 1995, Bull. crim. no 235, p.651. 
234 O. Beaud, la reconnaissance de la comptence concurrente pour juger pénalement des ministres, op. cit., 
p.180. 
235 この点に関し、J.-P. Dintilhac, Observations sous l’arrêt du 26 juin 1995, RSC, 1995, pp.837-838. 
236 元貿易担当大臣、リヨン市長のミシェル・ノワール Michel Noir に関する事件、Crim. 6 fvér. 1997, Bull. 
crim. no 48, pp.148-157. ; D. 1997, Jur. pp.334-336, note J.-F. Renucci. 
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の職務遂行上の行為」（＝共和国法院の裁判管轄に属す）なのか、「大臣の職務遂行を契機として行われ
たに過ぎない行為」（＝通常司法の裁判管轄に属す）なのか、を見定める権限が通常司法に属することが
明らかにされた。そして、その後の判例動向は、かかる法理を追認するとともに、「大臣の職務遂行上の
行為」概念を厳格に解する立場、換言すれば通常司法の管轄権を拡げる傾向を示してきていると言える237。
従って、この様な判例動向を見る限り、以下のことがらが指摘できる238。すなわち、事案の管轄決定に
際して、破毀院は最早、行為者の大臣としての身分を最重要視する姿勢は捨て去っており、当該事案に
おける行為の性質という専ら事物的問題に基準を置いて判断する姿勢を採っている。そして、93 年憲法
改正にも関わらず維持された「大臣の職務遂行上の行為」概念についての破毀院刑事部のすぐれて限定
的な解釈－それは従来の極めて緩やかな、最高度に拡張された「職務遂行上の行為」概念から、「職務を
契機として行われたすぎない行為」を分節化、除去することによって得られる概念領域である－は、通
常司法の管轄権拡大による第五共和制下の大臣の刑事的無答責を縮減することに貢献していると言える。 
 
 
  第３款、1993年改革の基本的性格－政治的性格の存置－ 
 
以上、前款で観た内容は、主として、脱政治化ないし司法化という、従来の政治司法をより一層通常
司法へと近付けるベクトルの積極面であった。もとよりそこには限界や例外が存在することを認識した
上で、しかし、かかる積極面について検討を行った。しかし、ミッテラン大統領による改革の趣旨説明、
また、上下両院における議員による言説にも観られる様に、９３年憲法改正と組織法律制定の立法過程
では、今次政治司法改革が飽くまでも政治家階層による作品であることが明確となっている。ヴデルが
確認するように、「１９９３年にフランスで採られた解決策は、政治階層 class politiqueと司法官階層
class magistrats との間での妥協案である239」と云える。そこで本款では、共和国法院における手続が
飽くまでも「政治司法」におけるそれに他ならないこと、すなわち、そこには一定の「政治性」が残存
し、その「政治性」は、主として大臣－政治階層の利益に奉仕する形で作用することを指摘したい。そ
こでの「政治性」は、先ず、「脱政治化」に対する 93 年政治改革における留保としての、裁判機関たる
共和国法院の構成における政治性の極めて濃密な残存、すなわち、１５人の判事の内１２人までが議員
であるという点、次いで、「司法化」に対する 93 年政治改革が、１９９３年１１月２３日の組織法律９
３－１２５２号において、手続の各段階で、告訴人が私訴原告人となることの申し立てを排除した点、
以上の二点を主たる構成要素として成立する。これらに加えて、９３年政治司法改革が、政治階層にと
って有利な形で改革の限界を設定している事情を象徴することがらとして、元大臣であって、共和国法
院への告訴如何が問題となった時点で国会議員あるいは欧州議会議員の身分を有している者への告訴の
問題を検討したい。 
１９９３年の政治司法改革における画期的性格は、何よりもまず、告訴の段階から議会を完全に放逐
した点にある。しかし、共和国法院が依然として通常司法とは大きく異なり、政治司法に留まっている
                                                     
237 例えば、Crim. 16 févr. 2000, Bull. Crim. no 72, pp.199-216,特に p.202. ; また、Crim. 13 déc. 2000, Bull. 
Crim. no 375, pp.1143-1149. 
238 N. Havas, op. cit., p.703. 
239 G. Vedel, La poursuite des infractions commises par les ministres en droit français, in F.Delpérée et 
M.Verdussen(dir.), La responsabilité pénale des ministres fédéraux, commentaires et régionaux, 
Bruylant,1997, p.37. 
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のは、偏に、共和国法院が１５人の構成判事中、１２人までを上下両院の議員で構成されており、司法
官としては、３人の破毀院判事のみしか含まないという点ゆえである（憲法第６８－２条第１項）。これ
は全く政治的な事情故の制度設計と言える。そもそも、ヴデル委員会報告書と政府提出法案は、共和国
法院の構成について寧ろ重罪院に近い構成を構想していた240。すなわち、そこでは、８人の議員が陪審
員として、３人の破毀院判事の下に置かれるという形で法廷構成が構想されていたのである。しかし、
この構想は、第一読会において元老院議員からの激しい反発に遭った。国民代表である自らが、陪審員
として、司法官階級の下位に列席するという事柄についての拒絶反応は激烈であった241。結局、元老院
においては政府提出法案の企図する重罪院モデルは拒絶されることとなった。法案は、政府活動の特殊
性をより重視する議員判事の存在と、法的公平性をより重視する司法官判事の存在との間で、「政治司法」
としての均衡点を求めることとなったのである。議員が陪審員として加わるか、あるいは判事として加
わるか、という問題に加えて、共和国法院の組織の方途に関して、取りも直さず、政治司法の「脱政治
化」如何の問題に関して、もう一点、重大な問題が存在した。すなわち、共和国法院に参加する議員の
選出方法の切り替えの問題である。従来の選出方式（１９５９年１月２日のオルドナンス第２条第３項）
では、上下各院の構成議員の絶対多数での最高得票獲得者を選出する方式によっていた。この様な困難
なハードルの設定は、高等院の組織を半ば凍結させるほどの不都合を示し、１９９３年以前における政
治司法の機能不全の重大な一因ともなっていた242。そこで、１９９３年政治司法改革において、政府提
出法案は、小政党も代表され易い様に、名簿式投票制への切り替えを提案したのである。しかし、この
提案は国民議会で否決されることになる。選出方式切り替えが否認された理由は、「共和国法院の構成に
は強力な、極めて強力な正統性が必要とされる。したがって、名簿式投票制は不可能である243」という
ものであった。ここでも、政治階層の、「政治司法」の特殊性に対するフェティシスムが顕在化すること
になったのである。結果として、共和国法院でも、従来の高等院と同様の議員選出方式が維持されるこ
ととなった、これは、政府・与党にとって有利な裁判が行われる可能性を残すものであり、その限りで、
脱政治化の大きな限界を画すことともなっている。 
以上の経緯において問題となるのは、共和国法院における「脱政治化の限界」という側面における政
治性の残存という事柄であった。他方、「脱政治化の限界」と併せて、共和国法院における「（通常）司
法化の限界」という、問題の一方の極が、告訴者に対して私訴原告人となることの申し立ての権利を完
全に否定する制度設計によって構成されている。私訴原告人となることの申し立ての権利については、
憲法は何も規定していないが、１９９３年１１月２３日の組織法律９３－１２５２号が明文で禁止する
                                                     
240 Rapport remis au Président de la République le 15 févr. 1993 par le Comité consultatif pour la révision 
de la Constitution, JORF, 16 févr. 1993, p.2543. 
241 国民代表である自身らが「陪審員」として法廷に列席することなどは－職業裁判官を登用することについ
ては譲歩できても－決して認められないというのが、上院に集う政治階層における主潮であった。Sénat, Rapp. 
no 316, fait au nom de la commission des lois, à propos des dispositions modifiant les Titres IX et X de la 
Constitution et relatives à la Haute Cour de justice  et  la responsabilité pénale des membres du 
gouvernement, présenté par Charles Jolibois, p.138. 
https://www.senat.fr/rap/1992-1993/i1992_1993_0316.pdf#search=%27S%C3%A9nat%2C+Rapp.+no+316
%2C+fait+au+nom+de+la+commission+des+lois%2C+%C3%A0+propos+des+dispositions+modifiant+les+
Titres+IX+et+X+de+la+Constitution+et+relatives+%C3%A0+la+Haute+Cour+de+justice++et++la+respo
nsabilit%C3%A9+p%C3%A9nale+des+membres+du+gouvernement%2C+pr%C3%A9sent%C3%A9+par+
Charles+Jolibois%27 
242 B. Mathieu, T. Renoux, A. Roux, op. cit., p.82. 
243 Ass. nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 6 oct. 1993, p.3944. 
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ところとなった（組織法律第１３条２項）。かかる権利は、申請委員会、予審委員会、共和国法院の訴訟
の全ての段階において明確に否定されている。無論、組織法律である以上、憲法院による合憲性審査を
受けたものであり、憲法院は同組織法律第１３条２項の規定に関しては、閣僚の職務遂行上の行為によ
って被害を受けたところの者である告訴者は、損害の補償を受けるべく民事裁判を起こすことが出来る
のだから、権利保障に欠けるところは無いとして合憲性を確認している244。なるほど、私訴原告人とな
ることの申し立ての権利を否認するという方策には、理由がない訳ではない。１９９３年の政治司法改
革を性格付ける趣旨が、政治司法をより一層通常司法に近付けることにあったと同時に、執行権行使の
特殊の利益を損なわないことにもまた、あったからである。私訴原告人となることの申し立ての権利を
否認しない限り、濫訴に対する懸念は重大であり、かかる権利の否認を伴わない共和国法院制度は、大
臣が常に損害賠償請求に怯える状態を招来すると懸念されている245。濫訴の懸念を芟除するためならば、
申請委員会の段階のみで私訴原告人となることの申し立ての権利を否認すれば十分であり、その後の段
階については認めても良さそうなものとも考えられるが、しかし、現実にはそうはならない。何故なら、
大臣は一般私人とは比較にならないほどの知名度を有しており、しかも、その「職務遂行上の行為」が
問題となるところ、係る行為は公権力の行使であるから、関係する私人の数はかなり多数が予想される。
すると、訴訟の進展に伴う各段階において、自らが被害者であるとして名乗り出る人物が多数出現する
ことが懸念されるのである246。結局において、大臣における公権力の円滑な行使に重大な法的価値を認
める限り、共和国法院の訴訟手続の全ての段階において、告訴者の私訴原告人となることの権利を否認
することが必要となってくるのである。従って、共和国法院における告訴者が私訴原告人となることを
申し立てられない制度的現実は、理由のないことではないし、そもそも政治司法改革の初志に内在して
いた限界とも云える。しかし、飽くまでも、政治司法を通常司法に近付けるところに１９９３年政治司
法改革の本質があるとすれば、かかる制度的現実を何処まで正当化が可能か、学壇からは疑問視されて
いる。通常司法が訴訟両当事者間の平等を原則とするところ、共和国法院における被害者の私訴原告人
となることの申し立ての権利の剥奪は、かかる原則を大きく損なうと見られているからである247。 
如上、政治司法の「脱政治化」「司法化」の側面において、１９９３年の政治司法改革が有する政治性
の残存の問題に加えて、閣僚に対して有利な形で作用している問題点として指摘されているのが、元大
臣たる現・国会議員の免責特権の問題である。かつて大臣在任中に職務遂行上の行為として為した行為
が軽罪もしく重罪であるとして問題とされた現役の国民議会議員、あるいは元老院議員への共和国法院
の刑事責任追及は如何にあるべきか―この問題は、１９９３年の政治司法改革にとって空白地帯となっ
ている。すなわち、新たに改正された憲法も、組織法律も、何等規定するところがないのである248。訴
追が議会の会期外であれば格段の問題は存在しないが、会期中においては事柄は一個の問題を形成する。
これに加えて、「議員」たる身分は、何も元老院、国民議会の構成員に関する問題にとどまらない。更に
重大とも云える問題が、現役の欧州議会議員の問題である。と云うのも、欧州議会議員の免責特権は、
                                                     
244 Cons. Const. Décis. No93-327 DC du 19 nov. 1993, L. org. sur CJR, op. cit.,., p.472. 
245 B. Mathieu, T. Renoux et A. Roux, op. cit., p.95. 
246 J.-F. Burgelin, De la constitution de partie civile devant la Cour de Justice de la République, interview 
réalisée par Pierre Rancé, D. 2000. IV. p.22. 
247 B. Mathieu, Commentaire sur la loi organique no 93-1252 du 23 novembre 1993 sur la Cour de justice 
de la République, op. cit., p.70. 
248 因みに、１９９３年以前の高等院制度においては、議員任期中の元大臣に対する訴追の開始は、自動的な
議員免責特権解除を生じていた。B. Mathieu, La resaponsabilité pénale des ministres devant la Cour de 
justice de la République, RFDC, 1993, p.603. 
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その任期中切れ間のないものであり、欧州議会は通年議会だからである。結局、政治司法改革における
成果としての各種制定法の沈黙から鑑みると、会期中の現役議員に関する問題については、各院の議員
事務局による議員免責特権解除の評決が必要となってくると解釈する他は無いと思われる。つまり、こ
こでは１９５８年憲法第２６条がそのまま適用を見るのであり、政治階層にとって有利な形で、その既
得権益が維持されていると云える。現役欧州議会議員に関する問題については、欧州共同体設立条約・
特権と免責に関する１９６５年４月８日付属議定書に基づいて、欧州議会に当該議員の免責特権解除を
請求するより他ない249。従って、議員免責特権と閣僚訴追の関係について沈黙することにより、１９９
３年の政治司法改革は、共和国法院における手続に議会の介入を許す形で、政治階層の利益を保持する
結果をもたらしている。共和国法院判事の構成態様のみならず、議員身分保持者の訴追に関する議会の
同意の必要性と云う点からも、如何に「脱政治化」「司法化」されたとはいえ、共和国法院がいまだ「政
治司法」制度であると評されるのは大いに理由のあるところである。 
 
第 4款 問題状況と展望 
 
 如上、共和国法院制度の革新的側面と守旧的側面とを素描してきた。本款では、先ず、共和国法院制
度に対して提起されている積極的な異議申し立てを取り上げる。高等院の廃止に伴って、共和国法院で
「第 2 ラウンド」を迎えた汚染血液事件に関しても、その処理の問題提起的な顛末についてここで行論
することとしよう。次いで、今日のフランス政治生活の中で、共和国法院制度が有する意義について検
討する。 
 事柄を論じるにあたって、基本的視座を奈辺に定位するかが問題であるが、取り敢えず、大臣をはじ
め、執行権者が負うべき責任は、政治責任が飽くまでも本流であり、刑事責任は傍流であり例外に過ぎ
ないと見るべきであろう。この点、1958 年憲法は第三共和制憲法以来の伝統を引き継いで大臣について
政治責任と刑事責任とを同時に規定することで、大臣に関して責任原理が競合或いは対立しうる潜在的
文脈を制度的に提供するものではあったが、しかし、両原理は規範的に等価のものではなく、「まして後
者が前者に優先すると考えるべきではない」－というのも、1958 年憲法の「体系的」解釈によれば、国
政に関する事項は政府が総理し（第 20条）、政府は議会に対して責任を負う（第 49条）とする統治原理
を同憲法が採用していることは明らかだからである250。かかる「政治責任の優位」は、第五共和制が代
表民主制と議院内閣制に基礎を置くことから導出され、そこでの体制を組織する基本法が是認する責任
両規範－政治責任と刑事責任の二原理－が抵触する場合は、刑事責任作動させる第 68－1 条は、政治責
任を作動させる第 20条への敬譲が要請されるからである251。とは言え、純理論的には一貫する行論にお
いては兎も角、既に見た通り、議事堂と云う場で、討議と云う方法を以て作動するものとしての政治責
任は、厳しい情況におかれている。執行権の責任が議会という場で、政治責任の論理に従って安定的に
サンクションを受ける見通しについて、諸論者は厳しい観測を述べるのである252。そうであるからこそ、
                                                     
249 D. Turpin, op. cit., p.688. note6 
250 O. Beaud, La Cour de justide de la République est-elle vraimment comptente pour juger les ministres 
dans l’affaire du sang contaminé ?  Recueil Dalloz, 1999, pp.79-80 ; 高橋泉・前掲論文「（二・完）」92
頁。 
251 P. Auvret, La revenche du régime parlementaire, RDP, no 5, 1997, pp.1231-1232. ; 高橋泉・同上同頁。 
252 P. Pactet, L’évolution contemporaine de la responsabilité gouvernementale dans les démocraties 
pluralists, in Le Pouvoirs. Mélanges offerts a G.Burdeau, LGDJ, 1977,p.202. ; M. Lascombe, La Ve 
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今日、閣僚責任に向けられる視線において、「本流」と「傍流」は逆転している。閣僚責任という場面政
治の論理から司法と刑事の論理へ－ボーの強調する「責任の刑事化」動向である253。そしてのこの動向
の背後には、更に根本的・原理的なパラダイム転換とも云える、「法治国家」論の前景化という事情が指
摘できよう。人権保障機関と化した憲法院に関するプロブレマーティクを主戦場として展開しているフ
ランス「法治国家」論は、それが「『政治』に対する『法』の優位を強調する254」議論である限り、果た
して共和国法院に関するプロブレマーティクとしても当て嵌まる事情があろう。些か図式的ではあるが、
「裁判における法律に対する人権保障255」（憲法院）についても「政治における執行権行使に対する実効
的統制」（共和国法院）についても、政治に対して法を優位させる共通の基本的アプローチが指向されて
いる、と描くことが可能である。そして、寧ろ後者に関しては、「『政治』に対する『法』の優位」を一
歩進めた「『政治』から『法』への転換」をして一つの理念型とする可能性すら存在しているのである。
かかる「法治国家」論を背景とする「司法化」の趨勢が共和国法院に及ぼしている現実的影響を認識し
つつ、かかる消息と展望とに関して、批判的な検討を行うことが本款、ひいては本章の行論にとって結
部を構成することになる。 
 既に見た通り、革新的な性格を持つ共和国法院は、１９９３年の発足以来、５回に渡って法廷を組織
しており、かつての高等院が政治対立によって告訴すらままならなかった事情と比べると、確かに作動
するシステムと評価されているようである256。しかし、これも既述の通り、共和国法院は、飽くまでも
「政治司法」の一制度的形態に留まったことは、その制度的特質の幾点かから、明らかである。ここで
は先ず、－共和国法院の「政治司法」としての現実態についてより象徴的な形で顕在化させるために－
共和国法院の「初仕事」、すなわち汚染血液事件の処理とその顛末に関して検討したい。 
コアビタシオンの落とし子としての汚染血液事件が、高等院での裁判手続において、訴因が時効に掛
かっているが故の免訴という、極めて後味の悪い中絶を経験した後、1994 年、多くの血友病患者が捲土
重来を期して三人の元大臣を共和国法院に提訴した。共和国法院申請委員会は 1994 年 7 月 18 日に提訴
を受理、訴因における罪質は旧刑法第 318 条の「人体に対する有害な物質な投与257」に決定したが、し
かし、予審委員会は、共和国法院に関する 1993 年 11 月 23 日の組織法律第 20 条所定の権限に従って－
再罪質決定を行い－258、訴因を毒殺罪の共犯に変更した。「人体に対する有害な物質な投与」罪では、投
与される物質の性質として「人体に対して有害ではあるものの、しかし、死を惹起するものではない」
ことが前提とされているところ、エイズウイルスに汚染された非加熱血液製剤の場合、それが投与され
た場合、ほぼ必然的に死を惹起する性質をもつ物質にあたることが訴因変更の理由として指摘される259260。
                                                                                                                                                                                  
République se meurt, la Ve République est morte, in Constitutions et Pouvoirs, Mélanges en l’honneur de 
Jean Gicquel, op. cit., pp.299-300. 
253 O. Beaud, Le traitement constitutionnel de l’affaire du sang contaminé : Réflexions critiques sur la 
criminalisation de la responsabilité des ministres et sur la criminalisation du droit constitutionnel, op. cit., 
p.997. 
254 フランス読書会（中村義孝編）「フランスにおける『法治国家』論と憲法院―ルイ・ファヴォルーとドミ
ニク・ルソーの所論をめぐって―」『立命館法学』（第２４６号、１９９６年）１３９頁。 
255 同上、１５２頁。 
256 N. Havas, op. cit., p.737. 
257https://www.legifrance.gouv.fr/affichCodeArticle.do?idArticle=LEGIARTI000006490193&cidTexte=LE
GITEXT000006071029&dateTexte=19940228 
258 組織法第 20 条；「予審委員会はその審査に付された事実に関して再罪質決定 requalifier することができ
る。」L. org. no 93-1252 du 23 nov. 1993 sur la CJR, JORF, Lois et décrets, 24 nov. 1993, pp.16168-16170. 
259 O. Beaud, La Cour de justice de la République est-elle vraimment comptente pour juger les ministres 
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その後の手続きの進行も複雑・屈折したものであった。予審委員会による 1998 年 7 月 17 日の三・元大
臣の共和国法院への送致決定 arrêt は、検察官（破毀院附検事総長）による不起訴決定に予審委員会が
二度に渡って異議を唱えて実現したものであるのみならず、再び訴因変更が（訴因は毒殺罪から、過失
致死、人体の完全性に対する過失による侵害に変更された）為されたのである261。そして、共和国法院
の最初の仕事の出来－汚染血液事件に対する 1999年 3月 9 日の判決262－に関して、それが三被告中二名
までが無罪、残る一名も刑を免除するという結論を採用した。すなわち、元首相ロラン・ファビウス、
元社会問題相ジョルジナ・デュフォワ両名に対しては全ての被疑事実に関して無罪、元厚生相エドモン・
エルベに対しては「人の生命に対する過失による侵害」罪、「人体の完全性に対する過失による侵害」罪
に関して有罪、しかし、刑の適用は免除するという判決が下されたのである。共和国法院によるこの判
決に対しては、すぐれて均衡のとれたもの－例えば、元厚生相エルベの「刑の免除」は、被疑事実の発
生から 15年が経過し、共和国法院による調査が開始されたからも 5年が経過し、この長期間にわたって
被告はマスコミなどによる継続的かつ強度な風評圧力に曝され続けたことで、十分な自己弁護が出来な
かったことを考慮した共和国法院が、刑事訴訟法第 469－１条に基づき、「無罪推定の享受が十分でない」
という理由で採用した結論である－とする評価があり、「有罪と無罪との間で巧妙にバランスをとったも
のだ」という位置づけが、有力な論者によっても為されている263。汚染血液事件の特異な性格－すなわ
ち、「我々の歴史の中で初めて、元首相を含む三名の元大臣が、反逆についてでも軍事的敗北についてで
もなく、政策を理由として法廷に立たされている、初めてのケースである点で特異264」－に鑑みれば、
同事件が顕在化させ、フランス政治・社会生活に問いかけたのは「匿名のフランス政治・行政機構が抱
える深刻な機能不全265」－「医療政策決定過程に内在する構造的な欠陥266」に他ならない。してみれば、
「そもそも告訴されるべき真の犯罪者を持たなかったと見ることも可能だった267」事件の処理の仕方と
しては、1999 年 3 月 9 日判決は司法的（－或いは寧ろ政治的に）絶妙なバランス感覚を示したものと評
価できるはずである。「発覚した時点で、ファビウスであれ誰であれ、不信任動議で、つまり純然たる政
治責任の論理に従って－サンクションされるべき268」だった事案へのサンクションが任された以上、不
可避的に政治的色彩を帯びてしまう営みの中で、政治「司法」は、可能な限りの謙抑的なバランス感覚
を示したと言える。とはいえ、共和国法院が新設された経緯が汚染血液事件関係大臣の「必罰」の強力
な社会的モーメントを背景にするものであったことは公然周知の事実であり269－そもそも 93年憲法改正
                                                                                                                                                                                  
dans l’affaire du sang contaminé ?, op. cit., p.75. 
260 但し、毒殺罪の場合、犯罪成立の構成要件として殺意の存在が前提とされるので（末道・前掲論文「HIV
感染をめぐる刑法上の諸問題」49～53 頁。）この点の立証のハードルが設定されるので、予審委員会による
この訴因変更は重大である。 
261 Arrêt de la commission d’instruction de la CJR en date du 17 juill. 1998, RDP, pp.315-329, dossier 
spécial : ‘sang contaminé’. 
262 Arrêt de la CJR, 9 mars 1999, RDP, 1999, pp.329-338. 
263 O. Beaud, Le double écueil de la criminalisation de la responsablité et de la justice polituque, RDP, no 
2, 1999, p.419. 
264 Réquisitions du minitère public, par Jean-Franois Burgelin et Roger Lucas, RDP, no2, 1999, p.340. 
265 D. Baranger, Une tragédie de la responsabilité RDP, no 1, 1999, p.36. 
266 高橋・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」86 頁。同旨、O. Beaud, Le sang contaminé. Essai critique 
sur la criminalisation de la responsabilité des gouvernants, op. cit., p.146. 
267 高橋・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」86 頁。 
268 H. Rousillon, Les quarante ans de la Constitution française : la léçon américaine, Gaz. Pal., oct, 1998, 
pp.43-44. 
269 高橋・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」83～84 頁。 
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は学檀からは「状況的改正」とされ性格付けられている270－、加えて、検察官による不起訴相当と判断
された無理筋を予審委員会が覆して起訴に持ち込んだ経緯から判断しても明らかなように、一体誰も、
司法的バランス感覚の妙などを見せつけられることは望んではいなかったのである。「いずれしても貴裁
判所の判決はすべての者の賛同を得ることはできないだろう」という検察論告の屈折した予告271は果た
して現実のものとなり、汚染血液事件共和国法院判決は「政治裁判と云う妖怪をよみがえらせた」とい
う激しい批判を巻き起こすこととなった272。極めて革新的な試みであった共和国法院が、時の経過によ
る陳腐化を俟たずして少なからぬ改革論議を生ぜしめたのは、「初仕事」が多くの人々の、同裁判制度に
対する「期待」－それは問題大臣の「必罰」と「司法化」とを直線的に結びつける「正義－法治」の素
朴な情念である－に沿わなかったからである。  
 申請委員会による告訴の移送率の低さも然ることながら273、５回に渡って組織された共和国法院の判
決が、何れも無罪、執行猶予つき有罪、有罪・但し刑の免除、の何れかに終わっている。罰金が科され
た例はあるが、何れにせよ、禁固以上の刑が科された例は無い。実刑判決に極めて慎重な共和国法院の
活動実態は、確かに古き政治司法の伝統を想起させるものである274。そして、実刑判決が殆ど出されな
い刑事裁判があるとすれば、それは刑事裁判としては実効性を欠くと評価されても致し方ないであろう
275。政治責任の衰退と政治司法―高等院の不調とを受けて創設された裁判機関の仕事としては些か期待
外れ、この様な評価がなされるのも道理である。 
尤も、93 年憲法改正者意思、共和国法院制度導入の趣旨に立ち返って考えれば、１９９３年３月のミ
ッテラン大統領による演説に表されていた様に、そもそも共和国法院は「政治司法」機関として構想・
構築されているのだから、その判決に何らかの政治的着色がなされていたとしても、ある意味では所期
の、当然の結果が示されているにすぎない。従って、そこで批判が成り立つとすれば、それは「良くで
きた制度」の歪曲・悪用・機能不全といった制度運用への、情況的な批判ではなく、共和共和国法院の
基本的・根本的性格に対する、制度それ自体への外在的な批判とならざるを得ないであろう。かような
論理は、果たして共和国法院制度の構想者自身による共和国法院批判がそれにあたる。汚染血液事件の
動態に対して「評決、判決、手続、全てが雑種 bâtard276」だという辛辣な批判が出される中、ジョルジ
                                                     
270 B. Mathieu, T. Renoux, A. Roux, op. cit., p.58. 
271 Réquisitions du minitère public, par Jean-Franois Burgelin, op. cit., , p.369. 
272 ボー（村田訳）前掲論文４５２頁。 
273 １９９３年に制度が創設されてから、２０１２年に至るまでに、申請委員会への提訴は１１１５件に昇っ
ているが、移送された案件は３３件であり、不起訴処分の率は９７％に近いものである。共和国法院の活動実
態については、国民議会予算委員会における、マルク・ル・フュウル Marc Le fur 議員による報告が詳しい。
Rapport sur le projet de loi de finances pour 2015, Annexe no 36 : mission « Pouvoirs publics »,‎ 9 octobre 
2014., http://www.assemblee-nationale.fr//14/budget/plf2015/b2260-tIII-a36.asp 
274 名高いマルヴィ事件高等院判決の如き、政敵に対する容赦ない断罪として政治司法が機能した例は、フラ
ンス政治司法史の中では寧ろ例外であること、政治司法という制度の基本的な性格は、自らの同輩からなる法
廷に管轄させることによって、政治階層に属する被告人に寛大な判決を与えることにあること、これらの一般
的省察が、英仏両国の政治司法の史的展開を具に観察したテーズによって与えられている。P. Desmottes, op. 
cit., p.85. 
275 刑事責任という原理の本質は、制裁を与える作用 une function répressive にあり、その目的は社会秩序の
維持に在る。それ故、刑事責任の地平において、責任主体は刑罰 peine を課されなくてはならない。かような
原理の本質と目的、効果においてこそ、刑事責任と政治責任は、学理上 théoriquement 区分し得るのである。
P. Avril, Trois remarques à propos des réquisions du ministère public dans l’affaire du sang contaminé, 
RDP. 1999, dossier spécial :《sang contaminé》p.397 
276 Jacque Robert, Une ténébreuse affaire, RDP, 1999, p.382. dossier spécial ;’sang contaminé’ 
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ュ・ヴデルは、汚染血液事件共和国法院判決が出た後、政治と司法の「妥協案を出すという過ちを、私
は犯した。」と直截に自己批判した277。彼は、共和国法院を「司法官との雑種 matine」であるとした上で、
「誰からも受け入れられる判決を、共和国法院は出すことが出来ない。疑いの目が常に向けられている。
有罪判決が出れば被告人に敵対する多数派が判事席におり、無罪判決が出れば政治家たちの間で示し合
せがあるのだ、と云われることになる。278」と指摘し、判事席に議員が座っている限り―つまり、共和
国法院が政治司法機関に留まる限り―、公正な裁きという概念はそもそも予定されていない、と断言し
ているのである。そして、そもそも判決に対する破毀申し立ての可能性が開かれている以上、共和国法
院は破毀院を頂点とする通常司法の系統に組み入れられているのであり、それにもかかわらず、判事席
に議員を座らせる様な制度を構築したのは間違いであったとするのである。政治司法をどれほど司法化
しても、それが政治司法に留まる限りでは問題は解決しないと観るヴデルが示す解決策は、単純明快な
ものである。「解決策は唯一つだけである。大臣の刑事的 faute は通常の刑事裁判で裁かれるべきだとい
うことである。裁判所はその人的管轄について大臣と一般市民を区別することは最早できない。279」共
和国法院「改革」論における最もラディカルな構想―共和国法院「廃止」論―が、当の制度構想者によ
って語られている情況は、追随する諸論を呼びながら、今日のフランスにおいて政治司法が置かれた位
置を象徴的に示していると云えるはずである。汚染血液事件判決に始まる共和国法院制度の展開は、ヴ
デルの様に共和国法院という制度的企図それ自体に対する根本から懐疑論以外にも、改良論的な様々な
制度批判と改革提言とを生むことになった。そこでの関心事は、共和国法院の初意の内、現状において
達成されていない一側面を充足すること、すなわち、大臣の刑事責任追及の一般法への近接性をより高
めること、である。例えば、とりわけ汚染血液事件において顕在化した問題点として、被害者－提訴者
が私訴原告人となることの申し立ての権利を否定されていることによって、共和国法院における手続の
全過程から、彼らが「排除 exclues」されている状況の問題がある280。「提訴権者は、常に、手続の一方
相手方でない281」この様な状況は「（裁判の）パロディー282」と指摘されている。これに対して、汚染血
液事件で検察側論告を行った破毀院附検事総長ブルジュランは、現行制度とその存続を前提とした上で、
共和国法院への付託が決定された時点以降での、被害者個人による私訴の提起を可能とする改革を提言
している283。刑事法学者からの改革構想も興味深い問題である。ヴィルフリド・ジャンディディエは284、
大臣の職務遂行上の行為のみを対象とし、司法官による予審、同数の破毀院判事とコンセイユ・デタ評
定官による法廷を備えた特別の裁判機関が必要だと主張する。彼の所論の核心については、次の様に示
すことができよう。第一に、大臣の職務遂行上の行為に対しては、共和国法院制度の存在と同様に、何
か特別の裁判管轄を設定しておくことが必要であるという認識、第二に、共和国法院の実際の機能が閣
僚行為を不当に免責する傾向があることから、かかる不都合を一掃するべく法廷の構成の完全な脱政治
                                                     
277 O. Duhamel et G. Vedel, Le pénal et politique, Le Monde 3 mars 1999. 
278 Ibid. 
279 Ibid. 
280 D. Soulèz-Larrivière, La Cour de justice de la République et l ‘Affaire du sang contaminé, Pouvoirs, 
2000, no 92, p. 98. 
281 B. Mathieu, Commentaire sur la loi organique no 93-1252 du 23 novembre 1993 sur la Cour de Justice 
de la République, op. cit., p.70. 
282 D. Soulèz-Larrivière, La Cour de justice de la République et l ‘Affaire du sang contaminé, op. cit., p.98. 
283 D. Maus et B. Mathieu (dir.), La Cour de justice de la République et après ?, La documentation 
Française, 2000, pp.54-55. 
284 W. Jeandidier, Les jurisdictions pénales d’exception dans la France contemporaine, JCP G , 1985, I. 
p.3173. 
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化を図る必要があるという認識である。実際の政治アクターからも積極的な提言がなされており、元司
法大臣のロベール・バダンテールによるものが特に代表的である285。彼の所論においては、重罪院をモ
デルとして、閣僚の職務遂行上の行為、それに加えてスパイ行為やテロ行為といった国家の安全に対す
る行為についても管轄する特別の裁判機関が必要であると提起されている286。彼の所論の核心について
は、次のように示すことが出来よう。第一と第二の核心については、ジャンディディエと同様であり、
閣僚職務の特殊公的な性格の肯定と、同行為の刑事責任追及に関する司法化の要請の重視との間での、
後者に比重を置いた模索がなされている。しかして第三の核心として、バダンテールの所論においては、
「人的管轄 ratione personae」の特殊性の維持に加えて、「事項的管轄 ratione materiae」の特殊性の
復活が提言されていることが指摘されなければならない。「追加」ではなく「復活」であるのは、そもそ
もかつてのフランス政治司法は、閣僚への個人的責任追及手段としての人的管轄の特殊性をイギリスの
インピーチメントから引き継いでいたのに加えて、イギリスのインピーチメントが「大反逆罪」を事項
的管轄として有していたのに倣って、国家の安全に対する罪など、通常の刑事犯罪とは著しく異なる国
家・体制の危殆化行為に関しても、特別の事項的管轄として自任していたからである。汚染血液事件に
おいては、同一の事件において下部機関の公務員と最上部の閣僚とで裁判管轄が異なり、処罰の軽重も
著しく異なったことから、事物的管轄に関する改革を主張するバダンテールの主張には時を得た点があ
ると云えよう。 
これらの議論は、確かに「特別の裁判機関」の必要性を認めている点で、共和国法院に残存する政治
性の問題性を認めながらも、ヴデルの所論とは一線を画している。特別の裁判管轄を廃滅することで「司
法化」を達成しようとする議論と、特別の裁判管轄は維持した上で今以上の「司法化」を達成しようと
する議論では、その効果の徹底の度合いは自ずから異なろう。そもそも、後者の議論は、前者の議論が
行き過ぎであること、例え刑事法上の構成要件に該当する行為であっても、職遂行上為されたものに関
しては、特殊の公的性格と公的利益を帯びることにつき格別の配慮が必要であること、とりわけ濫訴阻
止の要請は他の要請よりも重大であること、これらの諸問題を認識した上で、自覚的に選び取られてい
るのである。「政治司法の廃滅」と「政治司法の完全な司法化」は、論者の構想の次元では、いちおう別
のものとして区別されているのである。しかし、政治的な人物を裁くにせよ政治的な事柄を裁くにせよ、
裁判機関自体が職業裁判官ではなく政治的人物によって構成されている事が、フランス政治司法長らく
の典型的特質であったことに注目しなければならない。そうしてみると、現在フランスにおいて積極的
に制度構築を指向する言説空間において支配的な傾向については、次のように指摘できる。すなわち、
刑事法上の構成要件において把握される限りでは、閣僚を主体として行われる執行権の行使は、静態的
国民意思の表明としての制定法―動態的国民意思の表明としての政治的討議空間ではなくして―によっ
て一律のサンクションを受けるべきである、という強力なベクトルである。 
そもそも、立憲政治の展開において、閣僚責任論が個人的・単独の刑事責任論理から、集団的・連帯
                                                     
285 R. Badinter, Rapport introductive, D. Maus et B. Mathieu(dir.), La Cour de justice de la République, et 
après?, La documentation française, 2000, p.14. 
286 他方、この様な制度構想は、「歴史的にその目的を君主の主観的なレゾン・デタ（raison d’Etat）や国家
利益の保護とするものから、近代において統治制度として位置付けられ、現代ではリベラル・デモクラシーの
思想の下で脱政治化や法化の途を辿」り「国家安全に対する罪については憲法上の規律から排除」されている
第五共和制の文脈が存在するという認識からすれば、聊か時代逆行的なものとも評価されよう。参照、橋爪英
輔「フランス政治司法の例外裁判所的側面の一考察－例外状況の理論および裁判の前の平等の観点から－」『法
学政治学論究』（第 115 号、2017 年）4 頁。 
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の政治責任論理へと展開を遂げた事情は、多くの識者によって指摘されている287。かかる責任論理の展
開は、弾劾制度から責任内閣制度への制度的発展と符合している。しかし、責任内閣制度が、議会（下
院）多数派とその委員会である内閣との一定の同質性を基本とする以上、第一段階たる弾劾制度の克服
として登場したはずの第二段階である責任内閣制度は、サンクション（＝制裁）としての責任原理の作
動に不向きな特性を、内在させている。現在のフランスにおける閣僚責任論が転換を迎え、それが「責
任の刑事化」という呼称を以て形容されていることは既にふれた。かかる動向を如何に性格付けるかに
ついて公法学者が思案するのは、それが閣僚責任制度の第二段階の慢性的且つ深刻な停滞を打破すべき
大きな潮流として生まれてきたからである。かかる「刑事化」動向は、第一、第二の段階を経て発展し
てきた閣僚責任制度の弁証法的な第三段階にあたるかもしれないとも、唯単に、第一の段階から第二の
段階への弁証的な発展に無自覚な反動であり、過去の弾劾制的発想への退歩に過ぎないかもしれないと
も指摘されているのである288。 
それでは、共和国法院と云う一つの裁判制度の存在は、かかる転換期において、如何なる意義を持ち、
如何なる性格を有しているのか。 
第一の視座として次のような解釈が可能である。共和国法院の意義とは、政治階層の責任を刑事的な
形で構成・把握し、司法的に追及していく機関以外の何物でもない、という見方である。この様な見方
は例えば、ミシェル・ドゴフによって提起されている289。この解釈においては、まず、大臣責任制度の
現状認識として、その発展の第二段階たる責任内閣制における大臣責任から、第三段階としての大臣責
任の刑事的把握段階への移行過程にあるとする。そこでは、大臣の政治責任と刑事責任の両原理の混淆
が見られる様になり、情況は後者の責任原理による大臣責任の把握が卓越していく方向の下、発展して
いく。大臣の職務遂行上の行為からは特権的な性格が徐々に剥ぎ取られて行く。政策形成・実行過程は、
個人あるいは複数の個人による「行為」として把握されるようになっていく。そして、共和国法院は大
臣責任原理の弁証法的第三段階たる刑事化に対応したものとして性格付けられ得るのであり、第三段階
の刑事的な責任論理のサンクションを提供する制度的担保として、その意義を見出すことが可能となる。
尤も、共和国法院における「司法性」がいまだ不十分であり、「政治性」の残存が見られることについて
は、取り敢えず問題ではない。何故なら、あらゆる段階的発展過程は一足飛びに達成される筈はなく、
制度における混淆的性格の現在は、発展過程における過渡期の存在を示すものに他ならないからである。
寧ろ、制度の首尾不一貫は、将来に向かって必然的に解消されていくべき問題である。共和国法院の意
義づけに関するこの第一の見解は、閣僚の責任へのサンクションを「討議―政治」プロセスから「糾問
―司法」プロセスに移行させることが可能であり、望ましいとする立場からのものに他ならない。しか
も、閣僚の刑事責任と政治責任とを区別している憲法法文を読み違えている、との批判は必ずしもあた
らない。無論、大臣たる身分にある者が純然たる私生活の中で行った犯罪であれば、通常司法の管轄に
属するであろうことは当然のこととして認識されている。如上の見方は、共和国法院に係属する閣僚の
責任原理は、純然たる刑事責任ではない―職務遂行上の行為である以上、必然的に政治性を帯びる―と
いう基本的な見地に立っているのであり、そうであるからこそ、議会政の中で問われる責任も、刑事的
                                                     
287 例えば A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 3e éd., 1903, p.108. 
288 J.-M. Blanquer, Un enjeu central : la responsabilité des ministres. Ou comment eviter les pièges de 
l’illusoire VIe République? RDP, 2002. no 1/2, p.246. 
289 以下、M. Degoffe, La reponsabilité du ministre, Olivier Beaud et Jean-Michel Blanquer (dir.), La 
responsabilité des gouvernants, Descartes& Cie, 1999, pp.246-265. 
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な形で読み替えて、その追及を共和国法院に担わせることが可能だという主張なのである。 
しかし、この様な見方は、共和国法院と云う制度に対する現状認識に関して、拙見では適切と思われ
ない。政治責任が機能し難い状況での刑事責任の論理は、飽くまでも「弥縫策」としての役回りを演じ
ているに過ぎない290。政治・社会構造が未発展の段階ならば格別、現在において閣僚の職務遂行上の行
為を私人の行為と同視することは出来ない。他の大臣との協働関係、首相や共和国大統領との有形無形
の指揮命令関係の下で、しかも膨大な官僚機構と、専門技術的問題に関する諮問機関とを備えて、将来
に関する政策形成を行う官僚の職務遂行上の行為は、「行為」という刑法上の評価に馴染むものとは言え
ない291。そして、如何に裁判機関の政治的性格が残存しているにせよ、司法作用を営むものとされてい
る共和国法院の機能に過度の期待をかけることも出来ない。政治責任と刑事責任とは別個の論理である
から、後者を以て前者の代替とすることは出来ないのである。寧ろ、職務遂行上為されたことに起因す
る特殊の公的な性格と、公的な利益に対する考慮が働くことにより、しかもかかる考慮が裁判体を構成
する政治家階層によってなされることにより、蔽い難い責任論理の混乱が露呈することになる。かつて
第三共和制下高等院は、当該閣僚責任を刑事責任として把握するアプローチに限界が訪れたとき、自ら
が一審かつ終審の裁判機関であることを頼みとして、「主権的権限」の先例に訴えることが出来た。しか
し、制定法の完全な拘束を受けることとされている共和国法院は斯様な手段に訴えることが出来ない。
共和国法院における実刑判決の不在は、斯様な消息を表象しているものであり、一層の司法化が、却っ
て古き政治司法の姿―政治階層の利益を保護する裁判機関としての政治司法の存在意義―を再演してい
るパラドクスを生じさせている。また、機能し難い政治責任の追及を議会に委ね、最終的な責任のサン
クションを有権者の判断に俟つという方途が迂遠であるとしても、大臣の職務に関する責任のサンクシ
ョンを政治作用の外に求める方法は、「裁判」という営みの単純明快さゆえに、政治生活における司法作
用への依存体質を生ぜしめかねない。かかる事情の危険性は、執行権に対する「直接的統制者」たる議
会と「窮極的統制者」たる国民の隔絶と云う問題情況292の下、見易い道理である。したがって、巨視的
に見れば、共和国法院を専ら司法的に性格付け、司法化を更に推進しようという傾向は、政治責任の論
理自体の否定、かかる論理によって成り立つ議院内閣制の否定につながるであろう。かかる事情は必然
的に代表民主制の変質を招く。微視的に見ても、執行権の統制と統治制度の再均衡化が叫ばれる近年の
フランス政治改革の中で、共和国法院の位置づけを筆頭に「司法化」の推進を論じることは、「非議会主
義化」に繋がる論理293として、体制の指向する改革の総路線の中での整合性を乱すことにもつながるで
あろう。 
そうしてみれば、共和国法院と云う制度の意義づけにおいて、１９９３年政治司法改革を生成させた
論理である「脱政治化」と「司法化」という二つのモーメントは、必ずしも適切な導きの糸とはならな
い。寧ろ、ミッテランの法案趣旨説明が示す様に、１９９３年の政治司法改革が「政治司法」の維持を
自覚的に選び取ったという事実から、共和国法院制度を意義づけるための何がしかの手がかりを掬う必
要がある。共和国法院という制度が政治司法に留まっており、機関の性格としても、裁判作用の実際に
おいても、そこに真正の司法が無いことは既述した通りヴデルをはじめとする多くの識者によって指摘
                                                     
290 Olivier Beaud, Le sang contaminé : Essai critique sur la criminalisation de la responsabilité des 
gouvernenants, op. cit., p.101. 
291 高橋泉・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」８３頁。 
292 西尾勝「行政責任」『行政学の基礎概念』（東京大学出版会、１９９０年）３５４頁。 
293 O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), La responsabilité des gouvernants, op. cit., Introduction, p.10. 
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されている。しかし、この事実を指摘するだけでは、共和国法院を消極的に性格付けているに留まり、
かかる性格規定は「一層の司法化を」という不可能な企てへの誘因に繋がる。そこで、共和国法院にお
ける政治性の残存という事実から、共和国法院を積極的な形で性格付けることが必要である。 
政治司法が自らの作用の対象とするのが、大臣責任、大臣の刑事責任である。この「大臣責任」とい
う概念に関して、その基本的な性格規定として刑事的なものが相応しいか政治的なものが相応しいか、
という議論は、バンジャマン・コンスタンに始まり、再三共和制下に初めて成立したとされるフランス
公法学において、当初より一つの主題であった。これらのディシプリンにおいて、大臣責任が基本的に
は如何なる形で把握されていたかを観ることは、今、共和国法院を改めて性格付ける上でも意義ある視
角を提供する。大臣責任の基本的性格付けに関する第三共和制下公法学の多くは、政治責任と刑事責任
とを厳格に分離しないところにある。そして、一方では非―法的な、他方では法的な、この氷炭相容れ
ざる関係にあるものと一見しただけでは思われる様な二概念を連結させるメディウムとして、「議会」（―
「対議会責任」）が登場しているのである。 
 この様な見方は、先ず、オーリウにおいて端的に表明されている。彼によれば、大臣責任は、その職
務遂行上の行為に関して問題となる政治責任と民事責任とに分けられ、本質的な区分はこれのみである。
大臣の「刑事責任」とは、大臣の政治責任の中の一つのサブ・カテゴリーであり、括弧つきの存在を出
るものではない。すなわち、大臣の責任が刑事的な形で問題となっているとしても、そこに所謂「刑事
責任」は、真正の刑事責任ではない。これは大臣の職務遂行上の行為の特殊性から導き出される。「政治
―刑事―民事として（大臣責任を）三分割するのは、事案の主題を示す上では都合がよいが、刑事的な
ものは政治的なものであるという真実を覆い隠す点で好ましくない294」と彼は指摘している。責任対象
の本質―性質に着目するのと全く同様に、オーリウは責任をサンクションする機関に着目して、政治責
任と刑事責任との区分を退けている。ここにおいて両責任概念の連結符としての議会が登場する。イギ
リスにおいてもフランスにおいても議院内閣制が存在し、両国とも、政治責任についても刑事責任につ
いても、議会が同じくサンクションにあたっている。曰く「信任を撤回するにせよ、裁判に送るにせよ、
これらを為すのは同じ議会であり、執行府の政治責任のサンクションにあたっているのである。295」と。
オーリウの所論の通り、職務遂行上の行為が刑事的な論理で再構成されたとしても、そこに否定し難い
政治的性格が残存する理は、高度に複雑化する行政国家化現象の中で、今日のフランスにおいても増進
こそすれ減退することは無い。また、議会が訴追権を失ったにせよ、依然として法廷が政治的に構成さ
れる共和国法院制度の下では、大臣の刑事責任における政治性が、サンクションの在り様から遡って証
明されることも、同じく妥当する理と云えよう。 
 さて、オーリウと同様に、大臣責任における政治責任と刑事責任との本質的区別を否定する今一人の
論者として、カレ・ド＝マルベールが居る。彼においても、両責任原理が大臣の対議会責任によって分
かちがたく結び付けられている事情が確認されている。マルベールは次の様に断言する。「刑事責任が政
治責任とは別の原理に服するものと考えるのは誤りである。…議院内閣制においては、政治責任にせよ
刑事責任にせよ、政府構成員をして議会において自らの行為に関する弁明をさせることが問題となって
いるのである。296」と。この様な見方に対しては、彼が生きた第三共和制特有の議会優位制が大前提に
                                                     
294 M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, 2e éd., Librairie du récueil Sirey, 1929, p.414. 
295 Ibid, p.415.  
296 R. Carré de Malberg, Contribution à la théorie générale de l’Etat, spécialement d’après les données 
fournies par le droit constitutionnel français, préf. E.Maulin, rééd., Dalloz, 2004, t.I, p.793. 
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ある議論であり、その射程は極めて限定的なものだという批判が存在する297。確かに「フランスにおい
ては…議会と政府は階層的な関係にある。この階層的な関係において、議会は最高機関であり、…両院
に裁判機関としての性格を与えずとも、両院の執行府に対する優越性が存在するので、大臣の刑事責任
へのサンクションは正当化可能である。298」とのマルベールの省察は、司法作用―制定法の具体的事案
への適用―を明らかに超越する元老院を正当化する上で、明白に第三共和制下の議会優位制に拠り掛か
っているようである。しかし、マルベールは、高等院が司法作用を営むものであるという制定法上の建
前を重視しつつ、「高等院たる元老院と云えども、完全に中立な立場で事件に向き合うことは出来ない。
自らの政治的色彩が影響を及ぼすこととなる。299」と指摘する。そして、大臣の刑事責任を上院の管轄
に服せしめたのは、正にかかる責任を政治秩序 ordre politique の中で処理せんとする制憲者意思の表
象である、と主張するのである300。政治司法が現実に果たしている役割の観察と、制憲者意思との間で
視線を往復させることは、第三共和制下の大臣責任論を論じる文脈に留まらず、今日、共和国法院の基
本的な性格付けを行うに際しても重要なアプローチであろう。 
共和国法院は当初より司法化の貫徹を目指しておらず、したがって、脱政治化を完全な形で行った制
度的試みでもない。共和国法院は、フランス政治司法の今日的形態と云い得、これ以上の司法化が政治
司法の死滅を意味しかねない意味では、最終的形態とも云い得る。この様な制度を意義づけるに当たっ
ては、フランス公法学の古典的ディシプリンこそ、本質に迫る手掛かりを提示する。第一に、オーリウ
が指摘する様に、大臣の職務遂行上の行為は、それが政策形成行為として表象される限り、「行為」とい
う純粋な刑事法的発想に拠る把握には馴染まないという事実を強調しなければならない。而して共和国
法院は「重罪」あるいは「軽罪」を裁判する機関であるから、そこに係属する対象は漏れなく「行為」
として把握される。大臣による厚生行政の方針決定が「救助懈怠」行為として把握され、「毒殺罪」とし
て把握することさえ検討されていた「汚染血液事件」が示している様に、何を以て「行為」、すなわち刑
事責任問題と解釈するかは、然して明快な問題ではない。政治責任問題にとどまる限り、飽くまでも権
力者として、統制されるべき対象として評価される大臣であっても、刑事責任問題となれば、飽くまで
も防禦権の主体であり、護られるべき人権の主体である。この点に注視するのであれば、共和国法院と
いう制度は、大臣の人権保障という観点からはポレーミッシュな存在となろう。また、共和国法院を「法
治国家」論の問題野に定位することが可能と見る限りでは、裁判における人権の保障を主たる価値とす
る同論において、一個の逆説を構成する可能性があると指摘できよう。第二に、両論とりわけカレ・ド・
マルベールの指摘に明快な様に、政治司法を以て、他の手段を以てする政治責任追及の延長とみる見方
が強調に値する。「大臣の刑事責任」は掛け値なしの「刑事責任」ではなく、そうである以上、同責任原
理に対応する制度枠組みは「政治的統制機関」として捉えられるべきである。政治責任と刑事責任との
弁別が必ずしも自明のものでない以上、共和国法院が司法作用を営むことを憲法が宣言すること自体は、
人権享有主体としての大臣の保護のために意義のあることである。しかし、現実の作用としては、政治
的な側面が卓越すると強調することにこそ、寧ろフランスの民主政に裨益するところ大であろう。国民
代表である議員判事の卓越する法廷での大臣の職務遂行上の行為が批判的に顕在化させられる政治司法
の営みは、単に社会秩序への危険の除去、あるいは非難に値する行為への応報を超えて、民主政にとっ
                                                     
297 J.- P. Effa, op. cit., p.95. 
298 R. Carré de Malberg, op. cit,, p.794. 
299 Ibid, p.791. 
300 Loc cit. 
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て建設的な意味を持つであろう。議院における政治的責任追及とは異なる形で集中的に執行権の統制が
実現されるプロセスは、執行権行使における問題点を整理された形で有権者に提示することになり得る。
また、カレ・ド・マルベールにおける政治司法の捉え方を共和国法院にも適用することは、我が国にお
けるフランス法治国家論の先行業績に言葉を借りれば、「現代立憲主義」にあるべき「『法』と『政治』
のあるべき『相互作用』301」を構成するものとも見做し得ると考える。法治国家論の主戦場とも云える
憲法院の作用について、その憲法判断が、「政治」部門における能動的な立法を通じた憲法価値を実現す
る可能性が指摘されている302。斯様な「法」と「政治」の相互作用は、ただ憲法院に当て嵌まるのみな
らず、共和国法院にも期待し得る筈である。フランス「法治国家論」に対しては「議会制民主主義がう
まくいかないところで、違憲審査制が機能するはずがない」との厳しい指摘がなされている。裁判的統
制が政治的統制に完全に採って替わることは出来ないという基本的な視座の下、共和国法院に関する事
情を考える上でも重要な論点であろう。２００８年憲法改正以来の院内少数会派・野党の地位強化と並
んで、共和国法院による大臣統制作用もまた、立法府による執行権統制作用の拡充方途の一つとして位
置付ける必要があろう。 
共和国法院による統治諸制度間での「相互作用」は、現に司法機関である破毀院との間で生まれてい
る303。一方における、謂わば司法的な「相互作用」である。他方、共和国法院による責任追及が立法お
よび執行作用に対して如何なる影響を与えているか、という政治的な「相互作用」の実態に関して本格
的な検討をなすことは他日の課題とせざるを得ない。しかし、閣僚責任が議会制民主主義、すなわち「国
民代表が国民の政治を国民の統制の下に行う304」制度から生じる責任原理であり、「望むと否とにかかわ
らず、普通責任 responsabilité commune の射程から外れる」「公的な責任」であること305に意を用いれ
ば、かかる特殊公法的な責任原理の存在に対応して、通常司法とは異なる裁判機関の存在が肯定される
こと、その存在意義は刑事法的な責任原理とは全く異なる形で導き出されること、これらが必定の理で
ある。社会秩序に対する危険の除去や、単純な応報論理に存在意義を求められない以上、共和国法院の
存在意義が政治生活全体における相互作用の活性化に俟つ事情自体は、確かなことと指摘できるのであ
る。 
  
 
 
 小括  
 
 既に見たように、第五共和制における大臣責任の意義は、ドゴール退陣後、第五共和制の半大統領制
の基本的枠組みが孕んでいた大統領制的要素と議院内閣制的要素の相克の中で、前者が相対化され、後
者への傾斜が顕著となるなかで、前景化したものである。国家元首は伝統的に無答責であることを基本
                                                     
301 フランス読書会・前掲論文１５２頁。 
302 同上。 
303 要するに、93 年政治司法改革に触発された、１９９５年６月２６日の破毀院刑事部判決 Crim.26 juin 1995, 
Bull.crim.no235, pp.646-663.による、ブリニェール事件以降の破毀院刑事部の先例への修正である。かかる「相
互作用」を指摘するものとして、参照、N. Havas,op. cit, pp.700-704. 
304 Patrick Auvret, La revanche du régime parlementaire, op. cit., p.1234. 
305 O. Beaud, La responsabilité politique face à la concurrence d’autres forms de responsabilité des 
gouvernants, Pouvoirs, no92, 2000, p.26. 
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的性格としてきたから、執行権の責任に関するこのような動向は、フランス憲政の伝統に照らしてみれ
ば、基本的には常態への復帰として性格付けることができる。したがって、第五共和制における大臣責
任論の意義の前景化は、大臣責任論自体がフランス憲政の中で伝統的に孕み続けてきた、「政治責任」原
理と「刑事責任」原理の相克という問題を内蔵していた。「政治責任」原理と「刑事責任」原理の交錯を
巡る大臣責任論上の問題は、第五共和制が、それまでの憲政上の伝統を維持して、大臣弾劾制の制度的
基盤を有していたことによって、理論上の難点をも継受したものであった。 
 しかし、以上のような消息が指摘できるとはいえ、ポスト・ドゴール期に展開したフランス議院内閣
制は、前体制までの議会制とは大きく様相を異にしている。制度面においては「合理化された議会制」、
すなわち立法府の執行に対する行動手段が著しく弱化されている事情があり、政治動態面においては「多
数派状況」、すなわち、政治的二極分化を前提として、執行権者が立法府に強固な権力基盤を築き上げて
いる事情があった。大臣責任は、権力的側面において漸く実質性を達成するものの、これに対して、か
つての議会制のなかで過剰であった権力統制的側面が、却って過少になるという新たな難局に直面する
こととなった。したがって、ポスト・ドゴール期における大臣責任は、それを政治責任原理を中核とす
る大臣責任制の正統的・伝統的な視覚から眺めるとき、機能不全と言う一般的評価が与えられることと
なる。 
 このような文脈の中で１９８０年代に生起した「汚染血液事件」は、フランス国家の行政及び政治生
活の、構造的病理を象徴的な形で明るみに出すこととなった。大臣の政治責任原理が現実的に機能し難
い文脈がある中で、「下からの」異議申し立てがある場合に、刑事責任原理が機能的代替を果たすという、
大革命に相似する状況が生成することとなった。しかし、政策形成行為も含めて法的・刑事的に把握す
ることの困難さは、リベラル・デモクラシーの価値観が一般化している背景の中で、理論上の重大な難
点を構成しており、しかも、刑事的責任追及の実際の運用が政治階層の利益に奉仕する形で行われてい
る事実が指摘できる以上、学説が指摘する「責任の刑事化」状況の問題性は、政治責任の機能不全とい
う現実問題の存在それだけで、無視することが許されるほど小さなものではない。事実、「刑事化」動向
は、本来的に政治的性格を有する大臣行為を法の言葉で捉えることに全き形では成功していない。新た
な大臣弾劾機関「共和国法院」は、政治性と刑事性が相半ばしていた過般来の大臣弾劾制を、後者のベ
クトルに大きく推し進めるものであったが、しかし、政治的性質の残存は明らかである。大臣弾劾制の
改革に限界が存在する以上、ボールは政治責任の領域に投げ返される。大臣の政治責任原理の（再）活
性化－この問題は第五共和制自身の問題であると同時に、フランス憲政自身の普遍的問題である。事柄
がフランス大臣責任制史それ自体に関わる以上、この点に関する考察は、終章における一般的結論に譲
ることとする。 
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終章 一般的結論 
 
 執行権者の責任という問題野を、かつてオリヴィエ・ボーは「憲法学の文献上長いあいだ無視され」てきた
「特殊なプリズム」と表現した1。しかし、本研究の主題、すなわち大臣責任論は、エスマン・オーリウ・デ
ュギ以来のフランス公法学の古典的主題の一つであったばかりか2、これらフランス公法学黎明期の論者以前
の政論家 publicistes たちにおいても、大臣責任論は常に自覚的な議論の対象であった3。フランス公法学の古
典的主題の一つであったと言える。従って、本稿の主題選択は格段特殊でも新奇でもないと言える。また、エ
スマン公法学の方法論的特徴については強調するまでもなく、権威あるフランス大臣責任論の先行業績が多く
「歴史」という方法に基づいている点に鑑みても4、本研究の編年的行論は必ずしも特異なものではない。 
但し、本研究は、問題意識の端緒は、ドゴール退陣以後の空洞化した大統領中心主義と、数多くの政治的事
件によって顕在化した大臣政治責任原理の機能不全という、第五共和制政治生活の構造的病理を前提とした、
大臣責任の「刑事化」という今日的問題状況への解釈如何に置かれており、その点で本研究は今日的な問題関
心に発している。執行権の責任論に関して「憲法学の文献上長いあいだ無視され」てきた「特殊なプリズム」
と表現しながらも、それが「こんにち執行権者の刑事責任という現実問題の圧力によって再び重要になってい
る5」と指摘するボーとは、従って、本研究は現状認識を共有する。但し、ボーがその研究において－一論攷
において「特殊なプリズムを通して第 5 共和制をざっと分析してみせる」ことを目的とすると述べているのは
一例である－第五共和制の現状分析を行うに留まっているように、大臣責任論が「『多数派と政府の継続的な
合意』を必要とする議会制すなわち多数決の論理を突き詰めている点に特徴がある議院内閣制においては、こ
の責任という問題は本質的なものであ6」りながら、しかし、大臣責任論をより広い歴史的パースペクティブ
の中で検討・分析し、大臣責任の第五共和制における現状をより広いパースペクティブの中で、つまり大革命
以来のフランス憲政史全体の中で位置づけようとする研究は多くない7。本研究は、この様な企図の下で、第
五共和制の大臣責任の「政治的機能不全」と「刑事化」という問題状況に対する分析・評価という今日的問題
関心から出発して、分析視覚として大臣の「政治責任」原理と「刑事責任」原理の交錯に着目して大臣責任制
                                                     
1 オリヴィエ・ボー（村田尚紀訳）「第５共和制における執行権者の責任－憲法の運用および学説からの検討
－」『立命館法学』（第 291 号、2003 年）443 頁。 
2 J. Rossetto, L’introuvable faute des gouvernants, Revue Droits, 1987, p.108. 
3 典型的には、バンジャマン・コンスタンの『大臣責任論 De la responsabilité des ministres, H. Nicolle, 1815 』
（in Oeuvres complètes, vol. 9 : Principes de politique et autres écrits (juin 1814-juiller 1815), volume 
dirigé par O. Devaux et K. Klooke, établissement des textes, notes et notices par A. Cabanis, O, Davaux et 
L. Jaume, Max Niemeyer Verlag, 2001, t. IX）、そしてペレグリーノ・ロッシによる『憲法講義 Cour de droit 
constitutionnel 』( recueilli par M.-A. Poiré, Librairie Guillaumin et Cie, 1866-1867 )より第 4 巻、376～385
頁にかけての行論が挙げられよう。これら聊か理論的なディスクールの他に－本研究の本論第 3 章、第 4 章に
おいて縷々援用・行論した通り－ギゾーやブロイ公による議会でのディスクールが理論・実践両面において果
たした大きな役割については態々強調するに及ばない程であろう。 
4 例えば、L. Ferstel, Histoire de la responsabilité criminelle des ministres en France depuis 1789 jusqu’ à 
nos jours, Hachette BnF, 2014, (originairement éd. 1899), また、Pierre Desmottes, De la responsabilité 
pénale des ministres en régime parlementaire français, thèse Paris, LGDJ, 1968. 
5 ボー（村田訳）前掲論文「第 5 共和制における執行権者の責任」443 頁。 
6 同上。 
7 例えば、N. Havas, La responsabilité ministérielle en France, Contribution à une approche historique des 
responsabilités politique et pénale des ministres de la Révolution de 1789 à la Ve République, thèse, 
Dalloz, 2011. 
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を全体として把握することに努めた。 
本研究は、大臣責任の制度・動態における政治・刑事両原理の交錯という一貫した視座の下で、一次資料に
基づいて、政治的・制度的動態を観察する史論を主、現実動態に対応して形成された理論への検討・分析を従
とする検討を行った。そこで観察され、抽出されたものとして第一に、次の事柄が一般的省察として指摘でき
る。すなわち、大革命から第五共和制に至るまでのほぼ全ての政体において、大臣の政治責任原理と刑事責任
原理とが、決して否定できない、強固な紐帯を有しているという事実であり、機能上の観点からすれば、両責
任原理は常に相互補完的な形で、国民代表機関たる立法府から、執行機関としての大臣・大臣衆に対する統制
という同一の目的に奉仕してきたという事実である8。大革命期の立法府は大臣衆への不信任表明権を、大臣
衆への訴追を審議する形で行使してきた。大臣の起訴休職を制度的与件として、立法府による起訴議決は大臣
の職務停止を自動的に生成し、辞職にも繫がったので、立法府は大臣への政治的問責に、実効的な罷免権も伴
わせていたと言ってよい。本研究において検討した通り、主としてイギリスの国制からの知見によって、非－
法的な責任原理としての政治責任原理の発想が認識されていたにもかかわらず、理論的・情況的な諸要素を背
景として、政治的目的のための刑事責任の利用が、大革命期において定着した。議院内閣制が導入・定着した
ものと一般的には見られている復古王政・七月王政期においても、国王＝国家元首のプレゼンスは依然として
大きく、刑事責任原理を用いて政治動態を動かそうとする議会意思は依然健在であった。復古王政下のデュカ
ーズ及びヴィレール両内閣に関する事案、七月王政下におけるギゾー内閣へのオディロン・バロによる訴追提
案の事例は、内閣不信任という議院の意思が刑事的な形で表出した消息を跡付けている。その時期においてフ
ランスに共和制と議院内閣制が異論の余地なく確立した時期と言える－尤も、そこでの議院内閣制は不真正、
あるいは極めて議会統治制に近いものであったとの指摘が目立つが9－第三共和制期に至っても、議院内閣制
確立に先立つ統治機制としての大臣弾劾制の動態は、間欠泉の様に観測されていた。第一次世界大戦と世界恐
慌という非常時において発作的な形で生起した、政治的文脈における大臣刑事責任の発作的機能は、それぞれ
マルヴィ事件とラウル・ペレ事件という、フランス政治司法の重要なリーディングケースを形成することとな
ったのである。 
刑事責任と政治責任という、一方において法的、他方において非－法的な、本来同一平面上では交わりを論
じる余地のない二責任原理が、大臣という同一の主体を持つことによって、その機能面において相呼応し合う
消息は、第二次世界大戦後のフランスの政治生活においては少なからず相対化されたが、しかし、1980 年代
の汚染血液事件とその後の大規模な憲法変動は、大臣責任における二原理の紐帯と相互干渉というフランス憲
政の伝統が依然健在であることを聊か象徴的な形で印象付けることとなった。大革命期から第五共和制に至る
以上のような歴史的消息は、何れも、高等院という－93 年の改革に至るまでは「一審且つ終審」で「主権的
な裁判権」であることに本質を有していた－「政治司法 Justice politique」の裁判機関の存在と、大臣の職務
遂行上の行為に関する刑事責任の成立－存在を確認しながら、その組織化を避けてきた憲法政治の伝統という、
長期にわたって反復・継続してきた制度的与件の上に成立してきたものであった。そして、大革命以来常に準
備されてきた以上のような制度的与件を前提として、具体的な政治生活において、議会人士によって大臣の政
                                                     
8 この点について直截に指摘し、政治責任も刑事責任も「議会に対する大臣の一般的責任」としての性格を持
つ点で、両責任原理の相違を否定するのがカレ・ド・マルベールである。R. Carré de Malberg, Contribution 
à la théorie générale de l’Etat, spécialement d’après les données fournis par le droit constitutionnel 
français, rééd., Dalloz, 2004, t. I, p.793. 
9 R. Redslob, Le régime parlementaire : Etude sur les institutions d’Angleterre, de Belgique, de Hongrie, 
de Suède, de Tchécoslovaquie, de l’Empire allemand, de Prusse, de Bavière et d’Autriche, M. Giard, 1924, 
p.117. ; M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, 2e éd., Sirey, 1929, p.459. 
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治責任が発動させ難い状況－議会多数派にとっての障害事由としての国家元首のプレゼンスの強大さ・議会少
数派にとっての障害事由としての大臣衆と議会多数派との政治的自同性－が存在するか、大臣の政治責任の発
動が時宜に適っていない状況－議会人士からしてみれば政治責任の利用によっては時宜を逸してしまう緊急
性や、当該大臣を政治的に葬り去る必要がある場合、責任主体の大臣からしてみれば、民意に対して自身の潔
白を証明したり、或いは直近の選挙対策としての見栄えのするポーズが必要な場合など－が存在する場合には、
大臣の刑事責任は機能的には政治責任と同様の位置を占めることとなった。してみれば、第五共和制に固有の
大臣責任の問題状況に関しても、フランス憲政の歴史的観察から省察を得ることが十分に可能である。1980
年代の汚染血液事件を巡る大臣責任の動態に関しても、政治司法の存在を制度的与件として、大臣の刑事責任
の発動事由として、「多数派状況」という議会少数派にとっての障害事由、93 年下院選挙を控えた政治的術
策という大臣・大統領多数派の側での積極的事由とが合致した結果に他ならない。加えて、90 年代以降の大
臣責任の「刑事化」というモーメントに関しても、大臣責任の二原理が常に有してきた相互干渉・相互補完と
いう「体質」の中での、一つの「生理」として位置づけることが、それ自体としては十分に可能なのである。
93 年政治司法改革と前後の文脈は、大臣の政治責任原理が機能し難い「持続的状況」或いは「常態化」を象
徴的な形で示していると理解することは可能であるが、しかし、多くの公法学者が「刑事化」動向に対して「病
理」として消極的価値判断を行っている10こととは対照的に、事実命題の次元においては、大革命以来フラン
ス憲政では、大臣の刑事責任が（形式的）政治責任の機能を肩代わりして（実質的）政治責任の機能を担うこ
とが否定されたことは一度としてない。 
 他方で、理論・実践両面において、大臣責任制に関する歴史的検討は、刑事責任と政治責任とを飽くまでも
別異の原理として把握することに意味があるという省察もまた、与えるものである。実際、この二原理は異な
った歴史的に見て、異なった展開を見せている。大革命以来、七月帝政が崩壊するまでの長期間に渡って、大
臣責任に関して憲法上の建前は刑事的・個人的なものとされ続け、政治的責任原理が正面から席次を与えられ
ることはなかった。第二共和制・第二帝政において有責原則に基づく国家元首中心主義が採用され、大臣責任
という問題野自体が後景に退いた後、第三共和制以降の憲政の文脈においては、政治責任原理と刑事責任原理
は、前者が前景化・基本原理となる形で、分離傾向を示してきた。更に、第四共和制下において大臣の職務遂
行上の刑事責任という原理が理論・実践両面でほぼ完全な沈黙・停滞状況を呈した後、第五共和制下、とりわ
け 1980 年代以降の文脈においては、刑事責任原理が大きな変革を迎えることで、両責任原理のコントラスト
は一層鮮明となっている。大臣責任の二原理の分離が制度的に担保されている限りにおいて、また、かつて両
責任原理の距離を極度に相対化させたカレ・ド・マルベールの理論が依拠した議会優位制の前提情況が存在し
ない以上、第五共和制政治生活において－機能的には両原理が重複する現象形態が例外的に観測されることは
あっても－大臣責任の二原理を同一視する視座は、少なくとも学理上の基本形となることはないと見てよい11。
                                                     
10 代表的な議論として、O. Beaud, Le traitement constitutionnel de l’affaire du sang contaminé : 
Réflexions critiques sur la criminalisation de la responsabilité des ministres et sur la criminalisation du 
droit constitutionnel, RDP, 1997, no 4, p.1001. 
11 因みに、近年の「刑事化」動向を肯定する公法学説の最右翼と言えるミシェル・ドゴフの諸説は、「刑事化」
動向の窮極的な意味での正当化要因を 93 年の憲法改正者意思－民意に求めつつ、政治司法による大臣の刑事
的責任追及を政治的統制の一種と見做し、議院内閣制における大臣の両責任原理をいずれも「議会による統制
－議会への弁明」という上位概念によって統一的に把握、両責任原理の相違を極度まで相対化している。M. 
Degoffe, La responsabilité du ministre, in O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), La responsabilité des 
gouvernants, Descartes et Cie, 1999, p.256. 氏の議論に同調者が存在するものの（cf. J. Rossetto, 
L’introuvable faute de des gouvernants, op. cit., pp.108-109.）、学界の主流とはなり得ていない。 
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また、リベラル・デモクラシーの進展に伴い12、個人的・刑事的責任追及が、被追及主体の防御権を縮減する
形で「政治」という融通無碍な論理とのハイブリッドを形成する動態－如何に「脱政治化」「司法化」を指向
しているにしても、共和国法院が「政治司法」に留まり続ける限りでこの問題は拭い去れず、そこにこそ、第
五共和制「法治国家 Etat de droit」の総路線の中でのアキレス腱が顕在化する－は、今日の法治国家において
許容される水準から益々遠ざかっている。 
してみれば、1958 年憲法が体制の基本原理として「議院内閣制」－つまり大臣の対議会政治責任に基づく
統治枠組－を公式原理として宣言している以上13、体制が政治生活における公式の責任原理であるところの大
臣の政治責任原理の機能不全状況については、理論・実践両面における対応が為されて然るべきであろう。事
柄の困難性は、政治責任原理の機能不全が第五共和制初頭以来の多数派状況 fait majoritaire から必然的に帰
結しているという点であり、就中、多数派状況それ自体は、1875 年以来のフランス政治生活が長らく待ち焦
がれた体制－執行権の掌中に政治的自律性が齎されることによって、議会優位・執行府従属の過般来の文脈が
根本からリセットされたという点で－であったと云う点にある。従って、第五共和制における多数派状況の現
況とそれに伴う弊害、その最たるものとしての大臣はじめ執行権の政治責任の機能不全状況に対する改革論議
は、第三・第四共和制における政府不安定・政治的退嬰主義への逆行を回避しなければならないという強迫観
念－「体制の安定というドグマ14」－によって、予め強い留保が為されている点には注意しなくてはならない。
それ故、政治権力の組織化の根本を相対化させるような抜本的な改革、例えば国家元首や国民代表の選出方式
を根本から大改革すること－例えば小選挙区二回投票制を比例代表制に転換すれば、少なくとも第五共和制が
「問題点」として抱えているものは大幅に相対化されるであろうが－は、予め選択肢から外されなければなら
ない15。とは言え、「将軍の退陣以降、体制の初志を将軍の後継者が歪めたことによって第五共和制は病的に
変質した」点に問題が在るという認識に立つにしても16－そもそも共和国大統領を政治生活における権力と責
任の収斂点に設定するのが大統領中心主義の謂いであったとすれば、かかる主義が機能している限りでは善き
につけ悪きにつけ、大臣責任は主題化・前景化する実践的・理論的契機に乏しい－ひとたび大統領制的要素を
希薄化させて議院内閣制的方向を指向した現体制を、再び大統領制の方向へと戻すこと、或いは端的に議院内
閣制から大統領制へと乗り換えることも、第一にドゴール将軍の如き体制の担い手たり得るパーソナリティが
見出しがたいという情況的問題によって、第二に第二共和制・第二帝政以来の大統領制忌避の歴史的文脈が存
在する事情によって、実践・理論両面で現実味のある選択肢ではなく、近年の第五共和制政治改革動向は端的
にこの方式を否定している17。 
 代表民主制と議院内閣制を称揚するエスマンがかつて、大臣責任－「執行権の責任」こそが政治的自由の本
                                                     
12 橋爪英輔「フランス公法における『政治司法』概念とその変容－統治機構における政治と司法の交錯点」『法
学政治学論究』（第 110 号、2016 年）171 頁以下。 
13 ルネ・カピタン（野田良之訳）「一九五八年のフランス憲法の重要な諸相－Les aspects essentiels de la 
Constitution française de 1958」『法学協会雑誌』（第７５巻第６号、１９５９年）679 頁。 
14 M.-C. Ponthoreau, L’opposition comme garantie constitutionnelle, RDP, 2002, p.1148. 
15 第五共和制が過般来、当初の目的を良く果たして「政府の強力さと安定性」を実現し得たのは「憲法よりも、
団結力と規律のある議会多数派の存在にいっそう依拠してい」たこと、そして「このような多数派は基本法に
よって確立された諸制度には部分的にしか由来しない」ものであり、「二回投票制」という選挙制度がとりわ
け与って力あったことを想起しなければならない。モーリス・デュヴェルジェ（時本義昭訳）『フランス憲法
史』（みすず書房、1995 年）147 頁。 
16 この様に指摘し、ドゴール以降のフランス政治階層の生態を「新貴族制」と性格付けてボーは批判する。ボ
ー（村田訳）前掲論文「第 5 共和制における執行権者の責任」447～448 頁。 
17 果たして、2008 年憲法改正は、体制の現代化と「再均衡化」を図るものとして、大統領中心主義と議会制
の合理化という体制当初の制度設計を相対化させる方向を指向するものとなった。 
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質であると述べたように18、政治的「責任」概念を脇に除けてフランス憲政を論じることは出来ない。しかし、
上述のごとく、政治責任の機制を著しく制限するフランス第五共和制の現況への改革は容易ではない。先行す
る共和政体が「責任」概念と「従属」概念を混同させ、「議院内閣制」と「議会統治制」へと変質させたこと
への精神的外傷から、先行体制を手本とした抜本的政治改革の可能性が最初から相対化されており、かといっ
て大統領制的共和制という現体制の初志に立ち返ることも不可能な現況では、議院内閣制を、「政治責任」と
いう原理－概念に力点を置いて論議する可能性それ自体が懐疑の眼で曝されており、多数派状況下、議会によ
る倒閣などはあり得ず「しばしば語られる政治責任はフィクションに過ぎない19」とさえ指摘されているのは
事実である。しかし、国家元首無答責原則が前景化するポスト・ドゴール期の第五共和制の統治枠組みの中で、
議会下院との関係においてではなく、共和国大統領との関係でのみ大臣衆の政治責任が機能する余地を持つ
「転倒した一元的議院内閣制」の慣行は、代表民主制の整理として性格付けるのは聊か難がある20。 
 大臣の対議会・政治責任原理の実効性が著しく切り下げられている現況下では、単に大文字の「議会」との
関係のみで大臣責任を語る論議は、既にデッドロックに陥っている。それ故、執行権－政府と立法権－議会が
対峙し、両者の結節点として、前者から後者への政治責任が定位されるという従来型の議院内閣制を相対化す
る視座への転換が、多数代表制と連結した大文字の議会において国民代表としての正統性を求める第五共和制
フランスの政治的教義を相対化しつつ21、2008 年以降の政治動態の中で、議会制の病理への療法して地位を確
立しつつある。例えば、学説は答責主体に定位した「責任 responsabilité」概念から、追及主体に定位した「統
制 contrôle」概念への視座の移行を強調するが22、2008 年 7 月憲法改正による新たな第 48 条第 5 項と新たな
第 51－1 条の導入は、院内少数派の地位について憲法編入を達成した23。問題状況としての多数派状況が共和
国大統領－政府－下院多数派の自同性として定義づけられる以上、2008 年以降の憲法政治は、議院内閣制に
おける責任追及主体としての「議会」を大文字のそれでなくしたことにより、議会政治の再活性化への先鞭を
つけるものとして位置付けられよう。 
 大革命以来のフランス憲政のプラクシスを大臣責任という視角から編年的に再構成した本研究は、それ自体
としては一つの歴史研究であり、政治動態の現状が抱える問題に対する実践的・理論的解答として構成されて
いる訳でも、またこれら解答をそのまま導出できる訳でもない。学説にとって、憲政の現実的問題に対する実
                                                     
18 A．Esmein, Eléments de droit constitutionnel française et comparé, 3e éd., 1903, p.99. 
19 A. Le Divellec, La responsabilité politique dans le parlementarisme majoritaire : quelques remarques 
autour du cas allemend, O. Beaud et J.-M. Blanquer, La responsabilité des gouvernenants, op. cit., p.189. 
20 N. Havas, op. cit., pp.740-741. 
21 実際、憲法院は 2006 年 6 月 22 日判決において、反対議員会派に対して特別の地位を付与する決議案条項
を規定した国民議会規則を憲法第 4 条第 1 項（「政党および政治団体は、国民主権と民主主義の原理を尊重し
なければならない」と規定する）を無視するものであるとして、その憲法適合性を否定していたから、2008
年憲法改正は格別の意義を有することになる。Cons. const. Décis, no 2006-537 DC du 22 juin 2006, Rec.67.; 
「合理化された議会制」の相対化という同時期の政治改革の機運に対して、同時期の憲法院は比較的冷やかな
態度を採っており、元老院の多元化も含めて、2008 年憲法改正後も 2009 年 6 月 25 日の、国民議会規則と元
老院規則への合憲性審査における二つの違憲判決において、多元化傾向を示す議院自律権を厳格に限定する方
向を指向している。Cons. const., Décis, no 2009-581 du 25 juin 2009, Rec. 120, Cons. const., Décis, no 
2009-582 du juin 2009, Rec. 132. これらの点に関しては、新井誠「合理化された議院制と 2008 年憲法改正」
フランス憲法判例研究会編『フランスの憲法判例Ⅱ』（信山社、2013 年）198～201 頁。 
22 B. Mathieu, Du Comité Balladur au Congrs de Versailles.-Genèse et logiques d’une réforme, JCP G 
2008. I. 168, p.6. 
23 第 48 条第 5 項「月に 1 回の本会議は、議院内の野党会派および少数会派の発議に基づき、当該各議院が定
める議事日程に留保される。」第 51－1 条「各議院の規則が、議院内に形成される議員会派（des groupes 
parlementaires）の権利を定める。この議院規則は、当該議院内の野党会派および少数会派に対して特別の権
利を承認する。」訳文は辻村みよ子・糠塚康江『フランス憲法入門』（三省堂、2013 年）265 頁に拠った。 
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践的・理論的解答は、歴史的研究を前提として、それとは別個に行われるべきものであろう。そうである以上、
本研究筆者にとって、歴史研究から導き出された省察を現実の問題と切り結ぶ作業は、本研究とはそれ自体と
して独立した研究として、他日の課題に残されていることとなる。但し、その上で本研究の総括として、瞥見
を述べることは許されるものと考える。 
第五共和制大臣責任制の現況－すなわち「責任の政治的側面の減退」と「責任の法的・刑事的側面の前景化」
－の性格づけという問題は、既に述べたように、本研究が検討してきたフランス憲政の大革命以来の経緯の上
に定位させれば、「大臣責任における原理的両極は、客観的条件の下において相補的に機能する」という生体
生理現象として、事実命題の形で構成することが可能である。２００余年のフランス憲政の歴史は弾劾責任制
から大臣責任制＝議院内閣制へと移行してきたものと性格付けることが可能であるものの、しかし、それは前
者から後者への単純な発展図式として整理することが可能なものではない。大臣責任に関する弾劾的責任観は
常に伏在し、政治責任の機制にとって不利な状況下において、刑事責任原理を間欠泉の様に現象させてきた。
弾劾的責任観は高等院－共和国法院の形で政治司法として制度的に組織化され、これら大臣弾劾裁判機関は、
単なる痕跡器官以上の存在感を有している。しかし、以上のような事実命題が、規範命題として弾劾的責任観
に基づく責任システムを政治責任＝大臣責任制に優位させる理解を正当化する訳ではない。また、大革命以来
のフランス憲政史は少なくとも同国において－近代民主主義の祖国と言ってもよい同国においてさえ－代表
民主制・議会制民主主義の文脈における「責任」という概念の困難さを実証しているが、しかし、それだけで
「責任」という概念の放棄・「統制」という概念への理論的転換が正当化される訳でもまたない。フランス共
和制が代表民主制・議院内閣制を統治の最も基本的な枠組みとして採用している以上、そこでの執政主体に対
して、その権力を正統化しつつ統制する原理は、民主的責任原理＝政治責任の原理をおいて他にない。それ故、
理論的次元において肝要であることは、「責任」という概念それ自体に立ち返った原理的考察である24。わが
国において美濃部達吉を読み返す蟻川恒正によって正しくも指摘されている通り、「責任」の概念の精髄が「被
批評可能性」「相互対話」に在り、「責任者ひとりの裡に生起し消滅する概念ではない」という認識を持つこ
とが、一般的に極めて重要であろう25。「対話」という視角の設定は重要である。斯様な省察を前提としてフ
ランス憲政史を眺めてみると、政治責任原理に基づく大臣責任制の十全な発露を妨げてきた事情は、答責主体
と追及主体の対話、すなわち執行権者たる大臣衆と掣肘者たる議会、主権者たる国民との間における対話の不
在に象徴されていたと言ってよい。近しい消息から眺めれば、1970 年から 1993 年に至る第五共和制は、レフ
ァレンダムの衰退によって執行権者と国民との直接対話を減殺し、多数派状況の議会政は執行権者と議会との
対話も成り立たせなかった。対して、1993 年以降の大臣責任が司法化・刑事化する消息は、そこでの総路線
が心理的・論理的に依拠する社会防衛的発想において対話的契機とは根本的に関わりを持たない。答責主体を
排除の「客体」として理解するモデルの下には対話「主体」間の彼我の関係性は存在する余地を持たない。大
臣の発話主体としての地位を後景に退かせたドゴール期第五共和制が克服しようとした第三・第四共和制の政
治生活も、「対話」という視角から眺めれば、極めて跛行的な展開を見せてきた。そこで観察されたのは、饒
舌に語る議会のモノローグであった。自らが代表されていないということへの国民の不満は、モノローグにふ
ける主権的議会との間で会話が成立しないことへの不満に他ならなかった。他方で、議会と執行権者大臣衆と
の間で会話が成立しなかったことも同断である。対話は対等な主体の間においてこそ成立するものであって、
                                                     
24 以下の省察に関しては、拙稿・三上佳佑「フランスにおける執行権の政治責任原理とその「刑事化」」憲法
理論研究会編『憲法理論叢書２４ 対話的憲法理論の展開』（敬文堂、２０１６年）189～202、特に 198～
199 頁を参照。 
25 蟻川恒正「責任政治」『法学』（第 59 巻第 2 号、1995 年）9 頁以下。 
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一方の「指示」と他方の「受け容れ」という従属関係の中で生成する現象ではない。 
以上の省察からすれば、理論的問題の次元において「責任」概念を「統制」概念へと転換するという理解は、
正当化困難なものと言えるだろう。フランスの「共和制」が、一般的に議会優位の下に展開してきた限りにお
いて、フランス第五共和制が多数派状況の創出と大統領中心主義・議会制の合理化によって権力の再均衡化を
実現したこと自体はフランス憲政史上の極めて大きな業績と評価すべきものである以上、現体制における政治
責任原理を見限るのは尚早と言える。また、理論的のみならず、寧ろ実践的次元において、憲法院、共和国法
院、通常司法といったアクターの活躍に比重を置いて政治生活を理解する法治国家論が、大臣責任の問題野に
対して視角の多元化を提供しているが、政治的本質を変化させない責任原理を法的世界に移し替え、法的言語
に翻訳しようとする試みは容易なことではない。寧ろ、既述の 2008 年 7 月 23 日憲法的法律に基づく憲法第
48 条第 5 項、第 51 の 1 条による議会政治の再活性化の試みこそが、政治責任原理を中核とする議院内閣制の
恢復のための処方箋として、適切なものと評価されるべきであろう。対話という契機自体を否定する、責任の
司法化・刑事化という劇薬に頼らない、王道としての処方箋が、如何なる「対話」を、如何なる「彼我の関係
性」の下で展開してゆくかを評価することは、時期尚早である。とは言え、潜在的な弾劾責任モデルの恒常性
を事実命題として受け入れた上で、規範的命題としての政治責任原理の再活性化に取り組む努力こそが、議院
内閣制を基本枠組みとして認める第五共和制フランス政治生活に課された課題であることを、本研究は指摘す
ることが出来るのである。 
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